




平成 21 年度国立環境研究所年報の刊行にあたって

平成 21 年度は， 国立環境研究所 （以下， 「国環研」 と い う ） の第 ２ 期中期計画 （平成 18

～ 22 年度） の ４ 年目にあた り ます。 本年報は， 国環研が実施し た この １ 年間の活動の実績

を報告する ものです。

第 ２ 期中期計画の研究計画の基本的な考え方は， 大き く 分けて ２ つあ り ます。 第 １ は， さ

ま ざ まな環境問題のなかで も， 国民が強 く 解決を望んでいる課題， あ るいは地球規模で著

し く 深刻化し ている課題に挑戦する こ と です。 こ のために， 所内の多 く の異な る専門分野

の研究者が協働し て取 り 組む体制を組んでいます。 第 ２ は， 新たな研究方法の開発や， 将

来顕在化する と 予測される問題に対処でき る よ う に， 先見的 ・ 先導的な研究を積極的に進

める こ と です。

研究体制と し ては， 昨年度に引き続き， 前者は 「重点研究プロ グ ラ ム」， 後者は 「先導的 ・

基盤的研究」 な らびに 「知的研究基盤の整備」 で構成されています。 「重点研究プロ グ ラ ム」

と し て， 国環研が集中的 ・ 融合的に取 り 組むべき ４ つの研究課題 「地球温暖化」 ， 「循環型

社会」 ， 「環境 リ ス ク」 ， 「アジア自然共生」 を設定し ま し た。 すべてのプロ グ ラ ムは， 中期

計画の目標の達成に向け着実に進展し ま し た。 「先導的 ・ 基盤的研究」 においては， 長期的

な視点に立って先見的な環境研究に取 り 組む と と も に， 新たに発生するおそれのあ る重大

な環境問題， あ るいは， 長期的 ・ 予防的に対応すべき環境問題への対応 と し て， ８ つの基

盤的な調査 ・ 研究分野において， 研究を着実に推進し ま し た。 加えて， 所内か ら広 く 研究

構想を募 り ， 新しい研究課題を推進する ために， 所内公募に よ る 「特別研究」 及び 「奨励

研究」 を実施し ま し た。 その 「特別研究」 １ １ 件， 「奨励研究」 １ ６ 件から も多 く の成果が

得られま し た。 「知的研究基盤の整備」 においては， 国環研内外の様々な研究の効率的な実

施および研究ネ ッ ト ワーク の形成を推進する こ と ができ ま し た。 所内の研究者の努力に加

え， 所外の多 く の研究者等の協力を得なが ら， すべての分野において着実な成果をあげる

こ と ができ ま し た。 ま た， 研究系ユニ ッ ト ， 環境情報セン ター， 企画部， 総務部， 相互の

連携方法の工夫も， 確実で効率的な研究業務の進展に貢献し ま し た。

国環研が扱っている研究課題は， 地球環境の気候変動の課題をはじめ， 廃棄物処理， 循

環型社会， 大気中のオゾ ンや黄砂， 侵入生物種， 有害化学物質など多岐にわた り ます。 環

境の課題は， 国の安全保障や経済の成長， 研究開発など各種政策に大き な影響を与え る よ

う になっています。 また私たちの研究成果を， マス メ デ ィ アなど を介し て， あ るいは研究

所の公開シンポジ ウ ム， 施設公開さ ら にホームページを と おし て， 国民の皆様に正し く 伝

え， 世界に発信する努力を続けてお り ます。

「国立環境研究所は， 今も未来も人びと が健やかに暮らせる環境を ま も り はぐ く むための

研究によ って， 広 く 社会に貢献し ます」 と 謳った憲章の精神に則 り ， 確実な成果を生み出

し てい く 所存ですので， 皆様には本研究所の活動を よ り 深 く ご理解いただき ます と と もに，

忌憚のないご意見を賜 り た く 宜し く お願い申し上げます。

　 平成 22 年 ６ 月

独立行政法人 　 国立環境研究所

　 　 　 　 　 　 　 理事長 　 　 大垣 　 眞一郎
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国立環境研究所は， 昭和 49 年， 環境庁国立公害研究所

と し て筑波研究学園都市内に設置された。

その後， 環境研究に対する社会 ・ 行政ニーズに対応す

る ため， 平成 ２ 年 ７ 月に， 研究部門の大幅な再編成を行

い， 名称も 「国立環境研究所」 と 改めた。 同年 10 月に

は， 地球環境研究， モニ タ リ ングの中核拠点 と し て 「地

球環境研究セン ター」 を所内に設置し た。

また， 「独立行政法人通則法」 （平成 11 年 ７ 月） 及び

「独立行政法人国立環境研究所法」 （平成 11 年 12 月） に

基づき，平成 13 年 ４ 月に独立行政法人 と し て発足し た こ

と を契機に， 社会の要請に一層応え られる よ う 循環型社

会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター （現 ： 循環型社会 ・ 廃

棄物研究セ ン タ ー） 及び化学物質環境 リ ス ク 研究セ ン

ター （現 ： 環境 リ ス ク研究セン ター） を設け る など， 体

制が再編された。 環境大臣が定めた ５ ヵ 年の第 １ 期中期

目標 （平成 13 ～ 17 年度） に基づき， これを達成するた

めの第 １ 期中期計画においては， ６ つの重点特別研究プ

ロ ジェ ク ト ， ２ つの政策対応型調査 ・ 研究等を実施し た。

平成 １ ８ 年度か らは， 特定独立行政法人以外の独立行政

法人 （非公務員型） への移行を行 う と と も に， 環境大臣

が定めた ５ ヵ年の第 ２ 期中期目標 ( 平成 18 ～ 22 年度 ) に

基づき， これを達成する ための第 2 期中期計画及び年度

計画を策定し， 柔軟な運営によ る質の高い研究活動を効

果的， 効率的に実施し てい く こ と を目指し ている。

本研究所の特色は， 我が国の中核的な環境研究機関 と

し て， 高い専門性， 幅広い見識， 鋭い洞察 と 先見性， 専

門家 と し ての使命感を持って， 自然科学 ・ 技術か ら人文

社会科学にま たが る広範な環境研究を総合的に推進し，

その科学的成果を も って国内外の環境政策に貢献する と

と も に， 各界に対し て環境問題を解決する ための適切な

情報の発信 と 相互に連携し た活動を実施し ている こ と に

あ る。

（ １ ） 予算及び人員

本年度の予算は， 研究所総体の運営に必要な経費 と し

て運営費交付金 9,292 百万円， 施設整備費補助金 534 百

万円及び競争的資金や受託等によ る 4,055 百万円及びそ

の他の収入 80 百万円が計上された。

平成 22 年 1 月 1 日現在の役職員数は 245 名 （役員 ５

名， 任期付き研究員を含む） で， こ のほか， 優れたポス

ド ク のキ ャ リ ア・パス と し て NIES 特別研究員制度に基づ

く 契約職員の採用を行った。

（ ２ ） 施設

つ く ば市の研究本所 (23ha) には， 本館， 地球温暖化研

究棟， 低公害車実験施設， 循環 ・ 廃棄物研究棟， ナ ノ 粒

子健康影響実験棟など， 大小 30 弱の施設が存在する。

（ ３ ） 研究活動

第２ 期中期計画の達成に向け， 持続可能な社会の実現

を目指し ， 学際的かつ総合的で質の高い環境研究を進め，

環境政策への貢献を 図る ため， 以下の環境研究を 戦略的

に推進する 。 こ れら の研究活動については， 研究計画を

作成し ， ホームページで公開し た。

ⅰ 重点研究プロ グラ ム

全地球的な環境の健全性を確保し ， 持続可能な社会を

構築する ために， １ ０ 年先に在る べき 環境や社会の姿及

び課題を 見越し て， 環境政策に資する ため， 国環研が集

中的・ 融合的に取り 組むべき 研究課題と し て， 以下の４

つの重点研究プロ グラ ムを実施する 。

①地球温暖化研究プロ グラ ム

②循環型社会研究プロ グラ ム

③環境リ ス ク 研究プロ グラ ム

④アジア自然共生研究プロ グラ ム

ⅱ 基盤的な調査・ 研究活動

長期的な視点に立って， 先見的な環境研究に取り 組む

と と も に，新たに発生する 重大な環境問題及び長期的，予

見的・ 予防的に対応すべき 環境問題に対応する ため， 環

境研究の基盤と なる 研究及び国環研の研究能力の向上を

図る ため， 基盤的な調査・ 研究を推進する 。

ⅲ 知的研究基盤の整備

研究の効率的実施や研究ネ ッ ト ワーク の形成に資する

ため， 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー （環境標準試料の

作製等を実施） 及び地球環境研究セン ター （地球環境の

戦略的モニ タ リ ング等を実施） 等において， 知的研究基

盤を整備し ている。

研究活動評価については，「国立環境研究所研究評価実

施要領」 に基づき， 研究課題の評価を行っ て き てい る。

外部の専門家によ る外部研究評価委員会において， 重点

研究プロ グ ラ ム、 基盤的な調査 ・ 研究活動及び知的研究

基盤の整備事業に係る年度評価並びに平成20年度終了特

別研究に係る事後評価 （平成 21 年 4 月） を実施し た。 評

価結果については， ホームページ上で公開し ている。

（ ４ ） 環境情報の提供

環境情報セン ターにおいて， 環境の保全に関する国内
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外の資料の収集， 整理及び提供並びに ス ーパー コ ン

ピ ュータの運用を行い， 国民等への環境に関する適切な

情報の提供サービ ス を実施し た。

重点研究プロ グ ラ ム

１ ． 地球温暖化研究プロ グ ラ ム

（ １ ） 温室効果ガスの長期的濃度変動 メ カニズム と その地域特性の解明

（ ２ ） 衛星利用によ る二酸化炭素等の観測と全球炭素収支分布の推定

（ ３ ） 気候 ・ 影響 ・ 土地利用モデルの統合によ る地球温暖化 リ ス ク の評価

（ ４ ） 脱温暖化社会の実現に向けたビジ ョ ンの構築と対策の統合評価

２ ． 循環型社会研究プロ グ ラ ム

（ １ ） 近未来の資源循環システム と政策 ・ マネジ メ ン ト 手法の設計 ・ 評価

（ ２ ） 資源性 ・ 有害性を もつ物質の循環管理方策の立案と評価

（ ３ ） 廃棄物系バイオマスの Win-Win 型資源循環技術の開発

（ ４ ） 国際資源循環を支える適正管理ネ ッ ト ワーク と技術システムの構築

３ ． 環境 リ ス ク研究プロ グ ラ ム

（ １ ） 化学物質曝露に関する複合的要因の総合解析によ る曝露評価

（ ２ ） 感受性要因に注目し た化学物質の健康影響評価

（ ３ ） 環境中におけるナ ノ 粒子等の体内動態と健康影響評価

（ ４ ） 生物多様性と生態系機能の視点に基づ く 環境影響評価手法の開発

４ ． アジア自然共生研究プロ グ ラ ム

（ １ ） アジアの大気環境評価手法の開発

（ ２ ） 東アジアの水 ・ 物質循環評価システムの開発

（ ３ ） 流域生態系における環境影響評価手法の開発
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地球環境研究セン ター

　 地球環境研究セン ターは， 人類が地球環境に及ぼす影

響を科学的に解明し， 的確な環境保全対策を講ずる ため

の基礎作 り を行 う こ と を目的に， 我が国の地球環境研究

に関わる中核的機関と し て 1990 年に発足し た。 2006 年

４ 月からは， 独立行政法人化し た研究所の も と での第二

期中期計画期間の開始に伴い， 研究所の重点研究プロ グ

ラ ムのひ と つであ る 「地球温暖化研究プロ グ ラ ム」 を担

当す る 組織 と し て， 中核研究プ ロ ジ ェ ク ト の推進にあ

たっている。 また， 従来か ら当セン ターで実施し て き た

地球環境の戦略的モニ タ リ ング， 地球環境データベース

の構築， スーパーコ ン ピ ュータの利用支援やデータ解析

環境の整備などの研究支援や， 国際研究プロ ジ ェ ク ト や

関係府省等 と の連携の も と で国際･国内活動の事務局や

オフ ィ スの運営を行い， 学際的･省際的･国際的な地球環

境研究の総合化を図る など， 地球環境研究を基盤的に支

え る事業を実施し ている。

　 地球温暖化研究プロ グ ラ ムは 21 年度においては，（ １ ）

「温室効果ガ スの長期的濃度変動 メ カニズム と その地域

特性の解明」， （ ２ ） 「衛星利用によ る二酸化炭素等の観測

と全球炭素収支分布の推定」， （ ３ ） 「気候 ・ 影響 ・ 土地利

用モデルの統合によ る地球温暖化 リ ス ク の評価」，並びに

（ ４ ） 「脱温暖化社会の実現に向けたビジ ョ ンの構築 と 対

策の統合評価」 の ４ つの中核研究プロ ジ ェ ク ト の他， ５

つの関連プロ ジ ェ ク ト と， 当セン ター事業の う ち地球温

暖化に関係する もの と から構成されている。

　 地球環境研究セン ターの ４ つの研究室 （炭素循環研究

室， 衛星観測研究室， 温暖化 リ ス ク評価研究室， 温暖化

対策評価研究室） は， 上記の ４ つの中核研究プロ ジ ェ ク

ト それぞれの実施主体部署 と し て， ２ 名の主席研究員や

セン ター内の他の研究室 ・ 推進室の研究員， 他ユニ ッ ト

の研究員と と もに， 研究の推進を担っている。

　 大気･海洋モニ タ リ ング推進室では，地球温暖化に関連

し て， 温室効果ガス等の地上モニ タ リ ング， 定期船舶を

利用し た太平洋での温室効果ガス等のモニ タ リ ング， シ

ベ リ アにおけ る温室効果ガ ス等の航空機モニ タ リ ン グ，

温室効果ガス関連の標準ガス整備を行い， またオゾン層

破壊問題に関連し て， 成層圏モニ タ リ ング， 有害紫外線

モニタ リ ングネ ッ ト ワーク の運用を行っている。

　 陸域モニ タ リ ング推進室では， 陸域生態系に関し て森

林温室効果ガス フ ラ ッ ク スモニ タ リ ング， 森林 リ モー ト

センシングを実施し た。また水環境モニ タ リ ング と し て，

霞ヶ浦モニ タ リ ング， 摩周湖の ト レ ン ド モニ タ リ ングを

始め，GEMS/Water ナシ ョ ナルセン ター と し て関連事業を

行っている。

　 地球環境データ ベース 推進室では， 地球環境モニタ リ

ングデータ ベース の構築と 観測・ 解析支援ツ ール・ デー

タ の整備・ 提供、陸域炭素吸収源モデルデータ ベース ，温

室効果ガス 排出シナリ オデータ ベース ， 温室効果ガス 等

排出源データ ベース ， 炭素フロ ーデータ ベース の構築･運

用を行っている 。

　 地球環境研究の総合化 ・ 支援事業 と し て， グ ローバル

カーボンプロ ジェ ク ト つ く ば国際オフ ィ スや温室効果ガ

ス イ ンベン ト リ オフ ィ スの運営に加え， わが国の地球温

暖化分野の観測を関係府省 ・ 機関の連携で進める ための

温暖化観測推進事務局／環境省・気象庁を運営し ている。

また， 環境省 ・ 宇宙航空研究開発機構 ・ 国立環境研究所

の ３ 者協同事業であ る GOSAT プロ ジェ ク ト の実施に関

し， 国環研 GOSAT プロ ジェ ク ト オフ ィ ス を設置し てい

る。 その他， 地球環境情報の収集 ・ 提供やニュース発行 ・

ホームページを通し て， 地球環境研究者間の相互理解の

促進や地球環境問題に対する国民的理解向上のための研

究成果の広報 ・ 普及に努めている。

　 行政系の職員で構成 さ れる， 主幹， 業務係， 交流係，

観測第一係， 及び観測第二係では， 当セン ターの実施す

る上記の諸事業に関し， 各推進室の担当に係る事項の事

務並びに広報等の一部業務を担当し ている。

循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター

　 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター （2005 年度までは，

「循環型社会形成推進 ・ 廃棄物研究セン ター」 。 以下 「循

環セン ター」。） は， 2001 年 ４ 月に政策対応型調査 ・ 研究

セン ター と し て発足し た。 以来， 環境保全を図 り つつ，

天然資源の消費 と 廃棄物の発生を抑制し， 再利用する物

質の流れを創 り 上げ， 廃棄物の適正な管理を行 う 循環型

社会の形成の支援を目的と し て研究を進めて きた。

　 第 ２ 期中期計画期間 （2006 ～ 2010 年度） においては，

循環セン ター （ ７ 研究室で構成） は， 重点研究プロ グ ラ

ム 「循環型社会研究プロ グ ラ ム」 を中心 と し て研究活動

を担 う 。 同プロ グ ラ ムでは， 第 １ に， 今後の 「循環型社

会」 を形成し てい く う えで達成目標を明ら かにし て集中

的に取 り 組む必要のあ る目的指向型の研究課題 と し て，

（ １ ） 「近未来の資源循環シス テム と 政策 ・ マネジ メ ン ト

手法の設計 ・ 評価」， （ ２ ） 「資源性 ・ 有害性を もつ物質の

循環管理方策の立案と評価」， （ ３ ） 「廃棄物系バイオマス

の Win-Win 型資源循環技術の開発」，（ ４ ） 「国際資源循環

を支え る適正管理ネ ッ ト ワー ク と 技術シ ス テムの構築」

の ４ 課題を中核研究プロ ジ ェ ク ト と し て位置付け， 実施

する。 さ ら に， 第 １ 期中期計画期間におけ る政策対応型

調査研究の重要な柱であった “ 廃棄物の適正な管理のた
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めの研究 ” も， これまで同様に着実に進める必要があ り ，

重点研究プロ グ ラ ムのその他の活動と し て，「廃棄物管理

の着実な実践のための調査 ・ 研究」 と い う 区分を設け，

「循環型社会に対応し た安全 ・ 安心な適正処理 ・ 処分技術

の確立」 ， 「試験評価 ・ モニタ リ ング手法の高度化 ・ 体系

化」，「液状・有機性廃棄物の適正処理技術の高度化」，「廃

棄物の不適正管理に伴 う 負の遺産対策」 を実施する。 さ

らに， 資源循環 ・ 廃棄物管理分野の “ 基盤型な調査 ・ 研

究 ” と し て， 「廃棄ア スベス ト の リ ス ク管理に関する研

究」， 「資源循環に係る基盤的技術の開発」 をはじめ , 廃

棄物管理 ・ 循環型社会形成を中長期的に下支えする基礎

的な課題に取 り 組む。 また，“ 知的研究基盤の整備 ” と し

て， 「資源循環 ・ 廃棄物処理に関するデータベース等の作

成」 に取 り 組む。

環境リ スク研究セン ター

　 環境 リ ス ク研究セン ターは， 2006 年 ４ 月に第 ２ 期中期

計画策定に伴い， 政策対応型調査 ・ 研究セン ターであっ

た化学物質環境 リ ス ク セン ター （2001 年 ４ 月発足） を核

と し て内分泌か く 乱化学物質 ・ ダ イ オキ シ ン研究プ ロ

ジェ ク ト , 生物多様性研究プロ ジェ ク ト 等の研究領域を

加えて ７ 研究室 と し て構成された。 環境 リ ス ク研究セン

ターは , 中期計画における環境 リ ス ク研究プロ グ ラ ムを

担 う 組織であ り , 様々な環境要因によ る人の健康や生態

系に及ぼす環境 リ ス ク を包括的に評価でき る手法を見い

だすため , ４ つの中核プロ ジェ ク ト （化学物質曝露に関

する複合的要因の総合解析によ る曝露評価 , 感受性要因

に注目し た化学物質の健康影響評価 , 環境中におけるナ

ノ 粒子等の体内動態と健康影響評価 , 生物多様性 と生態

系機能の視点に基づ く 環境影響評価手法の開発） を実施

する と と と もに , 「環境政策における活用を視野に入れた

基盤的な調査研究」 と し て , 化学物質の高感度 ・ 迅速分

析法の開発 , 新たな生態毒性試験法の開発 , 発がん リ ス ク

を簡便に評価す る ための手法開発 , バ イ オ イ ン フ ォ マ

テ ィ ッ ク スの手法を活用し た化学物質の類型化手法の検

討 , 生態毒性に関する構造活性相関モデル作成など既存

知見を活用しつつ新たな リ ス ク評価手法の開発を進めて

いる。 リ ス ク管理の基本 と な る リ ス ク評価の ３ つの主要

な要素であ る， 曝露評価， 健康 リ ス ク評価及び生態 リ ス

ク評価について， 現行の リ ス ク管理政策か ら の要請への

対応 と リ ス ク管理政策の将来的な展開に向け， リ ス ク評

価 ・ 管理に係る幅広い課題を対象と し ている。 また , 「知

的研究基盤の整備」 と し て , 化学物質データベース , 侵入

生物データベースなどの構築 ・ 更新を実施する。 リ ス ク

管理政策におけ る環境 リ ス ク評価等の実践的な課題に対

応する と と もに , 環境 リ ス クに関する情報 ・ 知識の提供

を行 う 。 さ らに， 化審法審査， 環境 リ ス ク初期評価など，

定常的な環境施策の支援 と と も に， 各種制度におけ る生

態 リ ス ク管理の導入など， 法制度の新たな整備に向けて

必要なデータや知見の提供に取 り 組む。

アジア自然共生研究グループ

　 アジア自然共生研究グループは，平成 18 年 ４ 月のアジ

ア自然共生研究プロ グ ラ ムの発足に伴い， プロ グ ラ ムを

担 う 研究組織 と し て創設された。 我が国 と 地理的， 経済

的に密接な関係にあ り ， かつ今後の急速な発展が見込ま

れる アジア地域を対象 と し て， その環境を保全し， 自然

共生型社会を構築し てい く こ と は， 我が国の環境安全保

障及び国際貢献の観点から， また地域全体の持続可能な

社会を実現する観点か ら も極めて重要であ り ， アジア自

然共生研究プ ロ グ ラ ムでは， その実現に貢献する こ と を

目的 と し て研究を進めている。 そ し て， 第 ２ 期中期目標

期間においては， これら の地域の大気環境 ・ 広域越境大

気汚染， 陸域 ・ 沿岸域 ・ 海域を対象 と し た持続可能な水

環境管理， 及び大河川を中心 と し た流域におけ る生態系

保全管理に関する研究を行 う こ と によ って， 国際協力に

よ る アジアの環境管理 と自然共生型社会構築のための科

学的基盤を確立し， 政策提言に資する こ と を目標 と し て

いる。 そのために， （ １ ） 「アジアの大気環境管理評価手

法の開発」， （ ２ ） 「東アジアの水 ・ 物質循環評価システム

の開発」， （ ３ ） 「流域生態系における環境影響評価手法の

開発」 の ３ つの中核プ ロ ジ ェ ク ト を中心に， 関連課題，

２ つの関連研究プ ロ ジ ェ ク ト 等 と 共に研究を進めてい

る。

　 アジア自然共生研究グループの ５ つの研究室 （アジア

広域大気研究室， 広域大気モデ リ ング研究室， アジア水

環境研究室， 環境技術評価システム研究室， 流域生態系

研究室） は， 上記の ３ つの中核研究プロ ジ ェ ク ト それぞ

れの実施主体部署 と し て， 主席研究員， 更に兼務研究者

をはじめ と する他ユニ ッ ト の研究者 と 共に研究の推進を

担っている。 アジア広域大気研究室では， アジアか ら国

内におけ る大気質の実態 （越境大気汚染を も た らす気塊

の分布， 移動経路， 大気組成 と その変化等） の把握を行

う と 共に観測結果等のデータベース を構築し ている。 広

域大気モデ リ ング研究室では， 大気環境予測モデル と 排

出イ ンベン ト リ を開発し， アジアから国内都市域におけ

る大気質の実態把握 と 将来予測を行っている。 アジア水

環境研究室では， 中国内陸部か ら大河川を経由し て東シ

ナ海に至る領域 （水空間） の水資源 ・ 水環境 ・ 生態系 ・

生物資源に関する日中の共同調査研究 と 自然共生型環境
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管理手法の開発を行っている。 環境技術評価システム研

究室では， 都市ス ケールの分布型環境アセス メ ン ト モデ

ル， 都市 ・ 産業共生のための技術 ・ 政策イ ンベン ト リ モ

デルの構築， 分散循環型汚濁制御装置の技術イ ンベン ト

リ と 社会システムの構築等を行っている。 流域生態系研

究室では， 主に メ コ ン川の淡水魚類相の実態解明， 流域

の環境動態の解明を行 う こ と 等によ り ， ダム建設， 経済

発展等の環境負荷が生態系に及ぼす影響の評価を実施し

ている。 主席研究員は， 大気環境， 土地利用， 草原生態

系の相互作用等について研究を行っている。グループ長，

副グループ長は中核プロ ジェ ク ト と関連研究等の調整を

行い， アジア自然共生研究プロ グ ラ ム と し ての統合的な

研究推進を図 る と 共に， ホームページ等に よ る ア ウ ト

リ ーチを進めている。

社会環境システム研究領域

　 社会環境システム研究領域は， 「環境経済 ・ 政策」， 「環

境計画」， 「統合評価」， 「交通 ・ 都市環境」 の ４ 研究室か

ら構成されてお り ， 地球温暖化か ら環境 と 経済， 人々の

環境意識や活動など身近な問題まで幅広い分野を扱って

いる。 当領域では， (1) 人間活動 と自然環境 と の関わ り や

社会経済システム と環境問題と の関わ り の解明， (2) 環境

と経済の調和し た持続可能な社会のあ り 方の解明， (3) 安

全 ・ 安心 ・ 快適な社会環境 ( 地域規模， 都市規模， 身近

な生活環境 ) を創造する ためのビジ ョ ンの提示， (4) それ

ら を実現する ためのシナ リ オや方策の提示する こ と を目

標と し て研究活動を行っている。 具体的には， (1) 持続可

能な社会を実現する ビジ ョ ン ・ シナ リ オ作成に関する研

究， (2) 安全 ・ 安心 ・ 快適な地域 ・ 都市環境の創造 と管理

に関する研究， (3) 国民のラ イ フ ス タ イルのあ り 方 と その

実現 ・ 誘導方策に関する研究， (4) 環境研究 ・ 政策研究に

資する統合評価モデルや環境経済モデルなどの手法開発

研究， を実施し， 持続可能な社会を構築する ための具体

的な政策提言に結びつ く 科学的知見の形成を目指し てい

る。 各研究室では， 相互に連携し なが ら， 以下の研究を

実施し ている。

　 環境経済 ・ 政策研究室では， 社会 と 環境 と の相互作用

の解明や環境政策が経済に及ぼす影響等の政策効果分

析， 各国の環境政策決定過程の分析， 地球環境保全のた

めの国際協調の可能性の検討などを行っている。

　 環境計画研究室では環境保全に係る地域計画や環境基

本計画の作成 ・ 評価に資する研究， 地域住民の ラ イ フ ス

タ イ ルや持続可能な消費に関す る 解析な ど を行っ てい

る。

　 統合評価研究室では， 経済活動， 温暖化， 土地利用，

リ サイ クル， ラ イ フ ス タ イルなど様々な領域の知見を取

り 込んだ 「環境統合評価モデル」 の開発 と， それを活用

し た持続可能な社会のビジ ョ ン構築， ビジ ョ ン達成のた

めのシナ リ オ分析などを行っている。

　 交通 ・ 都市環境研究室では， 交通および都市環境問題

の解決に資する ために， 中長期的な交通 と 都市に関わる

シナ リ オの開発， フ ィ ール ド 調査や低公害実験施設， 車

載計測技術を用いた自動車の環境影響評価， 大気 ・ 熱環

境等の環境変化の解明， 交通 ・ 都市に関する各種対策効

果の予測 ・ 評価などを行っている。

　 当領域の研究成果は， 国際的には， IPCC 第 ４ 次評価報

告書 （執筆者と し て も参画） や OECD などで活用され，

国内的には， 環境省など政府や地方自治体におけ る政策

立案のための知見 と し て提供され， 政策ニーズに応えて

いる。 さ ら には， 中国， イ ン ド をはじめ と する アジア諸

国に対し て分析ツールを提供し， 各国の人材育成にも貢

献し ている。

化学環境研究領域

　 人間活動拡大に伴って地球的な規模で進行するいろい

ろな物質の循環 と それに基づ く 環境の変化 ６ ， また複雑

化， 多様化する有害物質の汚染 と その環境 リ ス ク を理解

し， それら の課題を解決する ため科学的知見を集積する

こ と が重要であ る。 こ のため化学環境研究領域において

は， 環境におけ る物質の計測， 地球レベルあ るいは地域

レベルでの動態の解明， 及びその生物学的な意義の解明

に関する研究を行っている。

　 基盤研究部門であ る化学環境研究領域では， 以下の ４

研究室において，それぞれ独自の研究がな されているが，

研究者の多 く は， 地球環境関連のプロ ジェ ク ト や， 環境

リ ス ク， ナ ノ 粒子等の有害物質関連のプロ ジ ェ ク ト に も

参加 ・ 連携し て， 研究を行っている。 化学環境研究領域

には以下の ４  つの研究室が設置されて ６ ， 研究を進めて

いる。

　 有機環境計測研究室では， ダ イオキシン分析に代表さ

れる高感度高精度有機汚染物質分析のレベルを維持， 発

展させつつ， さ ら に多 く の種類の汚染物質分析への対応

を目指し て， 多次元分離－同時多物質分析手法の高度化

を目指し た機器開発， 複合手法開発を特別研究 と し て推

進し ている。 また， 日韓環境ホルモン並びに POPs 共同

研究 と し て， 離島での POPs モニ タ リ ングを実施し てい

る。

　 無機環境計測研究室では， 安定同位体並びに放射性同

位体の計測技術の高度化によ る汚染の発生源解析に関す

る特別研究を進める と と も に， 元素の化学形態， 存在状
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態， 局在に関する研究 （経常研究等）， ナ ノ テ ク を利用し

た大気浮遊粒子状物質中の新たな元素分析手法の開発

（環境保全調査費） などが進められている。

　 動態化学研究室では主に外部競争的資金（地球一括 , 推

進費 , 科研費） や所内奨励研究費を取得 ・ 活用し， 遠隔

地の観測ステーシ ョ ンや船舶など を利用し て， 温室効果

ガスその他の揮発性有機物， 残留性有機汚染物質などの

広域観測や長距離輸送， 発生源等に関する観測研究が，

地球温暖化プロ グ ラ ムの中核PJ に関連し て進められてい

る。

　 生体計測研究室では競争的資金を取得し て， MRI を用

いた脳神経系の形態， 機能， 代謝等の計測 と 化学物質の

影響解析に関する研究 （科研費など）， 動物行動学によ る

化学物質の脳神経系への影響解析に関する研究 （奨励研

究など），ナ ノ テ ク を利用し た微生物機能評価手法の開発

（環境保全調査費） 等が行われている。

　 その他， 主な活動 と し て， ナ ノ 粒子計測に関する研究

への貢献， ス ト ッ ク ホルム条約への貢献や国の POPs モ

ニ タ リ ング， 有機 ヒ 素汚染， ダ イ オキシンモニ タ リ ング

関連事業等への貢献などが行われている。 さ ら に， 環境

試料長期保存事業 （環境試料タ イ ムカプセル化事業） も

分担し て実施し ているほか， 小児環境保健疫学調査など

の環境省他が進める研究， 事業に も参画， 支援を行って

いる。

環境健康研究領域

　 環境健康研究領域では， 環境化学物質や大気汚染物質

等の環境ス ト レ ス を対象 と し， それら が及ぼす健康影響

を的確かつ速やかに評価する こ と をめざ し， 影響評価の

実践 と， 適切かつ新たな影響評価手法， 疫学手法 ・ 曝露

評価手法， 高感受性要因も対象 と し う る適切な動物モデ

ルや培養系等の開発をすすめた。 また， 影響評価の実践，

応用， 検証 と と も に， 健康影響発現の メ カニズムの解明

を推進し， 得られた知見を影響評価手法の開発 ・ 改良に

フ ィ ー ド バ ッ ク し ている。 これら の研究を通じ， 環境ス

ト レ スの影響 と その発現機構を明 ら かにする と と も に，

簡易 ・ 迅速で， かつ， 感度 と 特異度に優れた曝露 ・ 影響

評価系の開発を進め， 健康影響の未然防止をめざ し た施

策に資する科学的知見を蓄積し た。 研究員の一部は筑波

大学や千葉大学の連携大学院併任教官 と し て， あ るいは

他大学の客員教官 と し て， ま た， 環境行政に係る国内外

の専門委員会委員と し て活動し ている。 なお， 本領域は，

以下の 4 研究室と主席研究員によ り 構成されている。

　 分子細胞毒性研究室では， 環境中に存在する有害化学

物質が免疫系をはじめ と する生体機能に及ぼす影響 と そ

の分子 メ カニズムを明ら かにし， 影響の裏づけや評価に

資する こ と を目標 と し て研究を遂行し ている。 ダ イオキ

シンや ヒ 素をはじめ と する環境中の有害化学物質が， そ

れぞれ特異的な転写因子を介し て遺伝子発現を変化させ

る こ と が報告され， また 近では 「エピジ ェネテ ィ ク ス

作用」 を介し た遺伝子発現調節の重要性に対する認識が

急速に高ま っている。 特に これら の点に着目し， 遺伝子

発現変化のデータ を手がか り と し て， 転写因子依存的ま

たはエピジ ェネテ ィ ク ス作用依存的な影響経路や原因遺

伝子を探索し， 作用の分子 メ カニズムを明ら かにする研

究を行っている。 また， 影響検出指標 と し て有効な遺伝

子を明ら かにし， 有害化学物質の効率的な影響評価法を

確立する ための研究を行っている。 さ らに有害化学物質

の影響の ヒ ト と 実験動物の種差， 臓器 ・ 細胞特異性の メ

カニズムに関し て も研究を行っている。 また， ジフ ェニ

ルアルシン酸等の健康影響に関する調査研究 と 環境負荷

を低減する水系ク ロマ ト グ ラ フ ィ ーシステムの開発をめ

ざ し ている。

　 生体影響評価研究室では， 高感受性集団や高感受性影

響を対象 と し， 高感度で汚染物質曝露等の環境ス ト レ ス

の生体影響を評価する こ と を目標 と し， 疾患モデル等を

用いた影響評価手法の開発， 応用 と それによ る影響評価

の実践， 検証を遂行し ている。 特に， 中核プロ ジ ェ ク ト

「感受性要因に注目し た化学物質の健康影響評価」 や文部

科学省科学研究費等補助金 「食品中の残留農薬曝露が若

齢期のアレルギー疾患に及ぼす影響に関する研究」 に関

連し， 環境化学物質が免疫 ・ アレルギー系を中心 と する

高次機能に及ぼす影響を検討し， 影響を総合的に評価す

る こ と が可能な in vivo モデルを開発する こ と を目指し て

いる。 さ らに， in vivo モデルを用いた高次機能影響評価

システムの短期化，簡便化を図る こ と を目指す と と もに，

in vitro 評価系の開発及び in vivo モデル と の相関性の解析

も行っている。 また，文部科学省科学研究費等補助金 「樹

状細胞によ る環境化学物質のアレルギー増悪 メ カニズム

の解明」 に関連し， 環境化学物質の免疫応答への影響を，

迅速かつ簡便に評価する こ と を目的 と し， 主 と し て抗原

提示細胞を用いた in vitro 評価系の開発 ・ 応用に取 り 組ん

でいる。 また， 文部科学省科学研究費等補助金 「環境化

学物質に よ る 脂肪肝の増悪 と その機構解明に関す る 研

究」 に関連し， 環境化学物質が生活習慣病に及ぼす悪影

響の可能性も探っている。 更に， 中核プロ ジ ェ ク ト 「環

境中におけ るナ ノ 粒子等の体内動態 と 健康影響評価」 や

文部科学省科学研究費補助金 「環境ナ ノ 粒子が高感受性

呼吸器疾患に及ぼす悪影響」 「東アジアにおけるエア ロ ゾ

ルの植物 ・ 人間系へのイ ンパク ト ： エア ロ ゾルによ る生
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体影響の評価」， 環境研究 ・ 技術開発推進費 「デ ィ ーゼル

排気ナ ノ 粒子の脳， 肝， 腎， 生殖器への影響バイ オマー

カー創出 ・ リ ス ク評価」 に関連し， 環境ナ ノ 粒子や産業

ナ ノ マテ リ アル， さ らには越境エア ロ ゾル等の粒子状物

質が， 免疫 ・ アレルギー系、 呼吸器系， 循環器系， 凝固 ・

線溶系， 皮膚系， 等の生理的および病的状態に与え る影

響を明らかにし，その特性や メ カニズムを in vivo，in vitro

よ り の多角的な検討 ・ 解明に努めている。

　 総合影響評価研究室では， 環境ス ト レ スの健康影響を

体系的， 総合的に理解 ・ 評価する ため， 分子， 細胞， 組

織， 動物， ヒ ト と 多岐にわた る環境影響評価研究を遂行

し ている。 その結果の体系化， 総合化によ り ， 新たな健

康影響評価手法の開発をめざ し ている。 特に， 本年度か

らは， 環境省の 「子ど もの健康 と環境に関する全国調査」

（エコチル調査） の担当研究室 と し ての活動が加わった。

また， 地球環境研究総合推進費， 文部科学省科学研究費

等補助金， 環境省受託研究等の外部研究資金によ る研究

を推進し ている。

　 環境疫学研究室では， 一般環境において人々が種々の

環境因子に曝露される結果 と し て発生する健康 リ ス ク を

疫学的手法によ って解明する こ と を目標 と し， そのため

の評価手法の開発， 検証， 維持， 実践を遂行 し てい る。

特に， 都市大気汚染に焦点を当てて， 道路沿道や一般環

境におけ る微小粒子状物質や窒素酸化物などの環境測定

データの解析， 個人曝露量測定， 曝露評価モデルの開発

など曝露評価手法の検討を行なっている。 また， 大気汚

染の短期および長期の健康影響に関する疫学調査の実施

し つつ， 種々の健康影響指標に関す る 検討 １ 収集 し た

データの統計解析を行って， 大気汚染物質への曝露 と 健

康影響 と の関連性について疫学的な検討を進めてい る。

また， 環境省におけ る大気汚染に係わる各種の検討会に

参画し て， 指導 ・ 助言を行っている。

　 主席研究員 （室） では， マ ト リ ッ ク ス細胞工学を用い

て，ES 細胞から健康影響評価に有用な組織幹細胞や成熟

細胞への分化誘導する培養技術を開発し， 精緻なモデル

組織の構築や人工組織センサーの創成に役立て る よ う 研

究を進めている。 また， 特別研究では， Ｅ Ｓ 細胞から成

熟し た神経組織に再現性良 く 分化誘導でき る培養系を確

立する こ と で， 神経発生に対する毒性評価系 と し ての応

用を検討し ている。

大気圏環境研究領域

　 大気圏環境研究領域では， 大気環境に関わる個々の物

理 ・ 化学プロ セス （大気の力学的， 化学的な状態の変化

と エネルギー収支 ・ 伝播に関係するプロ セス） と その相

互作用の理解を目的 と しつつ， 基盤研究部門 と し て， 今

後の大気環境科学研究を図る上で基盤 と な る研究手法や

技術の開発 ・ データの蓄積に係る研究， 重点研究プロ グ

ラ ムでは取 り 上げられない大気環境問題の解明に関する

研究， な らびに大気環境に関連する温暖化研究プロ グ ラ

ム， アジア自然共生研究プロ グ ラ ムの基盤 と な る研究に

取 り 組んだ。 研究手法 と し ては， 大型実験施設 （大気拡

散大型風洞や光化学反応チ ャ ンバー） な ど を利用 し た

個々の物理 ・ 化学プロ セスに関する室内実験， レーザー

レーダー （ラ イ ダー） をはじめ と し た遠隔計測手法を用

いた大気の性状や運動の時間的 ・ 空間的変動の観測， 化

学的な分析手法を用いた大気の組成や微量物質の濃度 ・

同位体組成の実時間観測や高精度観測、 大気数値モデル

を用いた数値実験， などが用いられた。 大気物理研究室

では， 熱帯アフ リ カ領域の夏季陸域降水量に関する観測

データの中で認められている過去約 100 年間の平均降水

量の明瞭な減少 ト レ ン ド について， その要因分析に関す

る研究を行った。 また， CO2 の増加が成層圏オゾン層の

長期変化に及ぼす影響について， オゾン層将来予測実験

に用いた数値モデルによ る数値実験も進められた。 更に

大気大型拡散風洞を用いた接地境界層外の擾乱が境界層

内に及ぼす影響に関する研究も進められた。 遠隔計測研

究室では， 日中韓モンゴルの 4 カ国によ る黄砂ラ イ ダー

ネ ッ ト ワーク観測の新たな展開 と し て ラ マン ラ イ ダーシ

ステム導入に向けた研究や次世代ラ イ ダー観測手法の開

発 と し て高スペク ト ル分解能を有する新たな ラ イ ダーシ

ス テムの構築研究を進めた。 大気化学研究室では， 植物

起源揮発性有機化合物の大気酸化反応によ る有機エア ロ

ゾル生成実験を行 う と 共に， これまで開発を続けて き た

陽子移動反応－飛行時間型質量分析装置を自動車排気ガ

ス中の有害化学成分の リ アルタ イ ム計測に応用する ため

の研究に着手し た。 大気動態研究室では， 落石 ・ 波照間

モニ タ リ ング ステーシ ョ ンにおけ る酸素／窒素比の連続

観測や酸素／窒素比の短時間変動の解析研究を推進 し

た。 また波照間ステーシ ョ ンでの酸素／窒素比の変動 と

燃焼起源と考え られる CO 濃度の変動の間に認められる

相関関係を活用する事で， 二酸化炭素の放出源や放出量

推定につなげる ための研究を進めた。 更に大気圏環境研

究領域では， 北極域での極域成層圏雲の形成 と オゾン層

破壊 と の関連性に関する観測研究や身の回 り のきめ細か

な環境モニ タ リ ング手法の開発 と し てナ ノ テ ク ノ ロ ジー

を利用し たパーソナルモニ タ リ ング用のセンサー開発に

も取 り 組んだ。
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水土壌圏環境研究領域

　 流域におけ る水 ・ 物質循環では， 湖沼 ・ 内湾等の閉鎖

性水域におけ る富栄養化， 特に改善し ない環境基準達成

率の問題や， 地下水汚染 ・ 土壌汚染の問題など多 く の未

解決の問題があ る。 更に， 重金属によ る土壌汚染のよ う

に今後大き な問題 と し て取 り 扱われる と 予想される潜在

的な課題も あ る。 これら の課題を解決する ためには， 単

に各事象を対象 と し てい く だけでな く ， 流域を単位 と し

た健全な水循環の回復， またそれに伴 う 物質循環の適正

な管理を総合的に考慮し た研究上の取 り 組みが必要であ

る。 水土壌圏環境研究領域では， これを実現する ために

下記 ４ 研究室におけ る研究及び領域横断的な研究更に他

ユニ ッ ト と 連携する研究課題によ って， 長期モニ タ リ ン

グや一定期の調査等によ り 水土壌圏の環境に関する自然

現象を解明し， そのモデル化を通し て人間活動の影響評

価を実施し， あ るいは水土壌環境に関する改善 ・ 修復技

術を開発し効果 ・ 安全性を評価する など し て， 水土壌環

境政策に指針を与え る こ と を目標 と し た研究を実施し て

いる。 本年度は経常研究 ６ 課題， 奨励研究 ２ 課題， 特別

研究 ３ 課題， 若手研究 １ 課題， 理事長枠研究 ２ 課題， 地

球環境研究総合推進費 １ 課題， 環境技術開発等推進費 ２

課題， 地球環境保全等試験研究費 １ 課題， 科学技術総合

推進費補助金 １ 課題， 文部科学省 ・ 科学研究費補助金に

よ る研究 ４ 課題， 民間委託研究 １ 課題， 地方自治体環境

研究所 と の共同研究 １ 課題， その他共同研究 １ 課題寄付

金 １ 課題を行った。

　 本領域の構成は， 湖沼環境研究室， 海洋環境研究室，

土壌環境研究室 と 場を特定し た ３ 研究室 と， 場横断的な

水環境を研究対象 と し た水環境質研究室か ら成る。 水環

境質研究室では， 物理 ・ 化学 ・ 微生物学 ・ 遺伝子工学な

ど様々な研究手法を駆使し て， 新たな分析法， 解析法を

開発し， さ ら に汚染防止や汚染処理に関する技術手法を

開発する等の場横断的な研究を推進する。 湖沼環境研究

室では， 水質改善が進まない指定湖沼を中心にし て， 特

に溶存有機物および難分解性有機物を ターゲ ッ ト と し た

分析法の開発及び湖内におけ る 動態モデル開発を推進

し， 湖沼環境管理の在 り 方を示す。 海洋環境研究室では，

環境省で取 り 組み始めた水質管理枠組みの大幅な見直し

作業を科学的に支持し協働で推進する と共に， Ｎ ・ Ｐ 増

加シ リ カ欠損シナ リ オに関する研究を推進し国際的な海

洋保全策に反映させる。 土壌環境研究室では， 土壌汚染

の現況を把握し汚染機構を明ら かにし て， 現在自治体な

どで抱え る問題に対処方針を示す と 共に， 潜在的に進行

する都市汚染に警鐘を鳴らすなど， 土壌環境管理手法の

提言を目指す。

生物圏環境研究領域

　 生物圏環境研究領域は， 研究を通じ て人間 と 生き物の

共存関係の構築に貢献する こ と をその使命 と し てい る。

そのために， 地球上の生物多様性を形作っている生物を

守る ための研究， そ し て多様な生物か ら な る生態系の構

造 と 機能を守る ための研究を行っている。 今中期計画期

間は，おもに ４ つの柱にそって研究テーマを進めている。

すなわち （ １ ） 絶滅が心配される生物の保全に関する研

究， （ ２ ） 生態系の機能の保全に関する研究， （ ３ ） 環境

の変動やス ト レ スが生物 と 生態系に及ぼす影響に関する

研究， （ ４ ） 外来生物 ・ 遺伝子操作作物の定着 ・ 分散の実

態の把握と対策に関する研究であ る。

　 多様な生物の研究は， どの生物ないしは地域を対象 と

するのか， また， どのよ う なアプローチで取 り 組むのか

と い う 軸か ら も整理する こ と ができ る。 生物領域を構成

する ４ つの研究室は， おも に後者 ２ つの軸にそって構成

されてお り ， 上記の各課題には研究室を越えた連携によ

り 取 り 組んでいる。

　 個体群生態研究室では， さ ま ざ まな生態系および生物

種におけ る生物個体群の存続 と 生物間相互作用のし く み

に研究の焦点を当ててい る。 現在の個体群の成立には，

そ こ に至る までの血縁関係 ・ 地理的系統関係が複雑に絡

み合っている ため， 近年の発達がいち じ る しい分子遺伝

学的手法を用いて これら の関係の解析を進めている。 ま

た， ウ ェ ッ ト ラ ン ド に生息する代表な生物群であ る ト ン

ボ目昆虫をモデル と し て， 絶滅 リ ス ク を生息地の減少 と

種の特性か ら見積も る研究， 大都市に点在する大型緑地

が， 多様なチ ョ ウ類の個体群の存続にどの程度関ってい

るのかを明ら かにする研究など を開始し た。 さ らに， 個

体群存続 と 生物間相互作用に関わ る要因の解析 と 検証，

お よ び脆弱 な 生態系の特徴の抽出 な ど に関 し， コ ン

ピ ュータ シ ミ ュ レーシ ョ ン ・ 実験個体群を用いた研究を

進めている。

　 生理生態研究室では， 生物 と 環境の関わ り について，

おも に植物を対象に， 分子生物学， 生理学か ら生態学に

またがる研究を行っている。 環境ス ト レ スに さ ら された

植物で発現する遺伝子の探索によ る ス ト レ ス原因の検出

法の開発， オゾンによ る植物の被害 と その分子的 メ カニ

ズムの解明， 遺伝子組換え植物 （ダ イ ズ， ナタ ネ） の一

般環境中におけ る生育状況のモニ タ リ ング， チベッ ト 高

原での地球温暖化の早期検出 と 予測のための生態系の変

化のモニ タ リ ング， 日本の高山植生を対象 と し た温暖化

影響の検出に関する研究等を進めている。

　 微生物生態研究室では， 水圏を中心に微小生物の生態

と 多様性に関する研究を， 系統， 遺伝的変異， 生理生態
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機能の解析 と いった手法を用いて行っている。 淡水に生

育す る 藻類のなかで特に絶滅が心配 さ れ る 種が多いグ

ループの詳細な調査 と、 脅威 と なっている要因の解析を

進めているほか， 船舶によ る人為的な移動や気候変動に

と も なって海産藻類がどのよ う に移動し， 分布を拡大 ・

縮小するのかを， 遺伝的な変異を解析する こ と によ り 解

明する ための研究， 干潟の底質の有機物分解プロ セスの

評価手法の開発， ユス リ カを材料の環境指標性に関する

研究， 微細藻類を利用し たエネルギー再生技術開発や藻

類資源を研究に活用する ための収集 ・ 保存 ・ 提供の拠点

と し ての活動等を進めている。

　 生態遺伝研究室では，分子遺伝学的な手法を活用し て，

生物多様性の保全に関する研究を行っている。 具体的に

は， 分子マーカーを利用し ながら， 侵入生物や遺伝子組

換え生物の生態系への浸透 と 環境影響の調査 ・ 評価手法

の開発に関する研究を進めている。また，遺伝子マーカー

によ るマ リ モの個体群の識別法など， 応用面で利用価値

が高い技術を開発し ている。 遺伝子マーカーの活用 と し

ては， 外来生物 と 在来の絶滅危惧種の交雑によ る遺伝子

汚染に関する研究， 干潟で問題 と なっている グ リ ーン タ

イ ド の原因藻類の由来を調べ， 外来藻類の関与を明ら か

にする研究など も進めている。

環境研究基盤技術ラボラ ト リー

　 環境計測が環境政策の根拠 と な る科学的知見の中で も

基盤であ る 「環境の現状認識」 を担当し， 確かで信頼で

き る環境の値付け こ そが， 世界の人々が持続的に安全 ・

安心に生き る ための環境保全の基礎であ る こ と。 更に，

国際的な場で関係者が合意可能な値付けをする ための国

際標準化も重要な課題であ る こ と。 環境研究基盤技術ラ

ボ ラ ト リ ーは上記の こ と を認識し， 環境研究や環境問題

におけ る これら課題の解決を目指し， 環境計測 ・ 評価手

法の品質管理に資する標準試料 ・ 実験生物 ・ 新規計測法

の開発 ・ 標準化や提供などを行 う 。

　 また， 過去の汚染状況を知る ため， あ るいは将来， 私

たちの後裔が今の環境の現状を知 り た く なった時に， 時

間を遡っ て昔の状況を反映 し た 「環境試料」 があれば，

大いに有効であ る。 そのよ う な遡及的な環境汚染評価手

法を生かすには， 現状の環境を反映し た試料を変質させ

ない長期間保存が必須であ る。 絶滅危惧生物種の保護で

は， 緊急避難 と し て種を本来の生息地域外で維持する手

法が必要であ るが， 多様性を維持し た種の保存は， 現状

では DNA レベルでは不可能で，少な く と も細胞レベルの

保存が不可欠であ る。 多様な生物を対象に， 細胞を生か

し た ま ま極低温で凍結保存する手法を開発する こ と で，

そのよ う な生物多様性の保全に貢献する。 これら に共通

な手法 と し て， 液体窒素を利用し た超低温 ・ 超長期保存

法の確立によ り ， 環境試料 ・ 絶滅危惧生物種細胞の超長

期保存を行 う 。

　 上記の方針を踏まえ， 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー

は， 具体的活動 と し て， 環境研究者の研究開発活動を安

定的かつ効果的に支える知的基盤と し て， (1) 環境標準試

料の作製 と 分譲， (2) 分析の精度管理， (3) 環境試料の収

集と長期保存， (4) 絶滅危惧生物の細胞 ・ 遺伝子保存， (5)

環境研究用生物 （微生物及び水生生物） の収集 ・ 保存 と

分譲，及び (6) 生物資源情報の整備を行い，環境分野にお

け る 物質及び生物関連の レ フ ァ レ ン ス ラ ボ ラ ト リ ー

( Ｒ Ｌ ： 環境質の測定において標準と なる物質 ・ 資料や生

物および手法を具備し ている機関 ) と し ての機能の整備

と強化を図る。 　

環境情報セン ター

　 環境情報セン ターは， 国立環境研究所の情報提供 ・ 情

報管理部門 と し て １ ９ ９ ０ 年に設置 さ れた組織であ り ，

大別 し て， （ １ ） 環境情報の収集 ・ 整理及び提供， （ ２ ）

研究成果の出版 ・ 普及， （ ３ ） 研究所活動の支援， の ３ 種

の業務を行っている。

　 環境情報の収集， 整理及び提供は， 独立行政法人国立

環境研究所法第 １ １ 条第 ２ 号に規定されている業務であ

り ， 様々なセ ク ターが提供する環境情報を収集し， イ ン

ターネ ッ ト 等を通じ て広 く 案内 ・ 提供する も のであ る。

具体的には， 環境研究及び環境技術に関する情報を中心

と し て， 環境に関する総合的な情報を提供する ウ ェブサ

イ ト 「環境研究技術ポータルサイ ト 」 の運営を行ってい

る。 また， 大気汚染や水質汚濁の状況等など我が国の環

境の状況等を示す基本的なデータ をデータベース化し，

これら を地図やグ ラ フに加工する など し て理解や利用が

しやすい形で提供する ウ ェブサイ ト 「環境 Ｇ Ｉ Ｓ」 の運

営を行っている。 なお， 環境の状況に関するデータにつ

いては，環境 Ｇ Ｉ Ｓ から ダウ ン ロード でき る よ う になっ

ている。

　 本研究所が独立行政法人化し た こ と によ り ， 国や民間

の機関等か ら の業務委託 ・ 請負の実施が可能 と なった こ

と か ら， 環境情報の収集 ・ 整理 ・ 提供業務に関連し， 環

境省からの請負業務を行っている。

　 研究成果の出版 ・ 普及に関し ては， 国立環境研究所年

報， 国立環境研究所ニ ュース， 環境儀など を定期的に刊

行し ているほか，研究報告書などについて も随時刊行し，

広 く 提供し ている。 また， 国立環境研究所ホームページ

を運営する と と も に， 研究所ホームページを通じ， 研究
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領域の活動状況の紹介， 研究者の発表研究論文の検索シ

ステム， 研究の結果得られた各種データベースなどの提

供を行っている。

　 研究所活動の支援に関し ては， コ ン ピ ュータ ・ ネ ッ ト

ワーク システムの管理， 研究情報の整備 ・ 提供， 情報技

術を活用し た事務の効率化， 研究成果のデータベース化

等に係る研究者支援などを行っている。

　 スーパーコ ン ピ ュータについては， 大容量データ解析

を超高速かつ効率的に実行可能 と するベク ト ル処理用計

算機 （Ｎ Ｅ Ｃ 製 「 Ｓ Ｘ － ８ Ｒ」） によ り ， 地球温暖化予

測や地球観測データの解析などの環境研究に活用されて

いる。 また， 図書室においては， 環境研究に必要な文献

情報を国内外か ら収集し， 単行本蔵書数約 ５ 万冊， 国内

外の学術雑誌約 ４ ０ ０ 誌を整理 ・ 保管し て所内の研究者

を中心に閲覧等に供し ている。 さ らに， 文献閲覧サービ

スの一環 と し て， イ ン ターネ ッ ト 上のウ ェブサイ ト を利

用し た文献情報の検索 ・ 参照体制を整備し ている。
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国立環境研究所年報（平成 21 年度）
重点 １ 　 地球温暖化研究プログラム

〔研究課題コー ド〕 0610SP001

〔代表者〕 ○笹野泰弘 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本研究プロ グ ラ ムでは， 人為起源の排出によ る

温室効果ガスの大気中濃度の増加によ る地球温暖化 と そ

れに伴 う 気候変化， その人類や地球の生態系に及ぼす影

響について， その実態を把握し， その機構を理解し， 将

来の気候変化 と その影響を予測す る 技術の高度化を図

り ， 予測される気候変化 と その影響を具体的にかつ不確

実性を含めて定量的に示す と 同時に， 脱温暖化社会の実

現に至る道筋を明ら かにする こ と によ り ， 地球温暖化問

題の解決に資する こ と を目的とする。本プロ グ ラ ムでは，

二酸化炭素等の温室効果ガスや関連気体等の空間分布 と

その時間変動の観測 と データ解析に関する研究， 人工衛

星を利用し た温室効果ガスの測定データ処理解析手法の

開発， 二酸化炭素濃度分布等の観測データ と 大気輸送モ

デルに基づ く 二酸化炭素収支の解析手法に関する研究を

行った。 また， 気候･影響･陸域生態･土地利用モデルの統

合によ る シ ミ ュ レーシ ョ ンモデルの開発及び将来の気候

変化予測 と 影響評価に関する研究， 将来の脱温暖化社会

の構築に係る ビジ ョ ン･シナ リ オ研究、気候変動に関する

国際政策分析， 気候変動対策に関する研究等を行った。

〔内容および成果〕

　 本プロ グ ラ ムでは， 二酸化炭素等の温室効果ガスや関

連気体等の空間分布 と その時間変動の観測 と データ解析

に関する研究， 人工衛星を利用し た温室効果ガスの測定

データ処理解析手法の開発， 二酸化炭素濃度分布等の観

測データ と 大気輸送モデルに基づ く 二酸化炭素収支の解

析手法に関する研究を行った。 また， 気候 ・ 影響 ・ 陸域

生態 ・ 土地利用モデルの統合によ る シ ミ ュ レーシ ョ ンモ

デルの開発及び将来の気候変化予測 と 影響評価に関する

研究， 将来の脱温暖化社会の構築に係る ビジ ョ ン ・ シナ

リ オ研究， 気候変動に関する国際政策分析， 気候変動対

策に関する研究等を行った。 観測 ・ 解析を中心 と する研

究においては， 地上ステーシ ョ ン， 民間船舶， 民間航空

機， 人工衛星など を活用し た観測研究によ り 温室効果ガ

スの動態把握を進め， また大気輸送モデル と 組み合わせ

る こ と で発生源， 発生量の推定など を行った。 特に， 平

成 21 年 1 月に成功裏に打ち上げられた温室効果ガス観測

技術衛星 GOSAT （通称 ： いぶき） については， 国環研の

担当 と なっているデータの高次処理， 高次プロ ダ ク ト の

検証， データの定常処理 ・ 配布などを順調に進めてきた。

温暖化 リ ス ク評価 ・ 温暖化対策評価に関する研究におい

ては，IPCC の第 ５ 次評価報告書作成に向けてのモデルの

改良を進めた他， IPCC の新シナ リ オの一つ （RCP6W） の

作成を担当し，同時に， RCP6W について土地利用変化の

空間分布シナ リ オを開発し た。 また， 政府の温暖化対策

中期目標の策定に向けての将来ビジ ョ ン ・ シナ リ オに関

し， 「2050 年までに 70％の排出削減が可能であ る こ と」，

またそれを実現する ための 「12 の方策」 を提示し た。 な

お， 本プ ロ グ ラ ムは次の ４ つの中核研究プ ロ ジ ェ ク ト

（ １ ） 温室効果ガスの長期的濃度変動 メ カニズム と その地

域特性の解明， （ ２ ） 衛星利用によ る二酸化炭素等の観測

と全球炭素収支分布の推定， （ ３ ） 気候 ・ 影響 ・ 土地利用

モデルの統合によ る地球温暖化 リ ス ク の評価， （ ４ ） 脱温

暖化社会の実現に向けたビジ ョ ンの構築 と 対策の統合評

価， の他に関連研究プロ ジ ェ ク ト （開始当初 ８ 件、 本年

度は ５ 件）， 地球環境研究セン ターが実施する 「知的研究

基盤の整備」 の う ち地球温暖化に係るモニ タ リ ングなど

の事業から構成されている。

地球温暖化研究プログラムの中核研究プロジ ェ ク ト

(1)-1. 　 温室効果ガスの長期的濃度変動 メ カ ニズム と そ

の地域特性の解明

〔区分名〕 中核研究プロ ジェ ク ト 経費

〔研究課題コー ド〕 0610AA101

〔担当者〕 ○向井人史 （地球環境研究セン ター） ， 高橋善

幸， 梁乃申， 町田敏暢， Shamil Maksyutov， 白

井知子， 遠嶋康徳， 横内陽子， 唐艶鴻， 荒巻能

史， 谷本浩志， 寺尾有希夫， 山岸洋明， 斉藤拓

也， 須永温子， 橋本茂， 齊藤誠， 奈良英樹， 中

岡慎一郎， 峰島知芳， 古山祐治

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 温室効果ガスの多 く は， 自然における循環サイ

クルを持ってお り ， そのサイ クルの変動が大気中の温室

効果ガスの増加速度変化を起こす要因になっている と考

え られる。 濃度増加そのも のの主原因は， 人間活動によ

る排出であ る こ と がわかっているが， 地球の温暖化によ

る自然のフ ィ ー ド バッ ク が さ ら にその濃度増加を加速さ

せる可能性が高い こ と が予想されている。 こ こ では， 長

期的にそのよ う な自然の中の収支の変動が起こ っている

のかを調べた り ， 温暖化や気象変化によ る長期的な温室

効果ガスのフ ラ ッ ク スの変化などに着目し， 変動の要因

やその度合いを観測する。 それによ って， 今後の温室効

果ガスの濃度増加予測に役立て る。

〔内容および成果〕

　 大気二酸化炭素のアジア太平洋地域の高度分布を含め

た季節変化や ト レ ン ド など地域特性を把握でき た。 二酸

化炭素の長期的収支解析か ら， 海洋 と 陸域の吸収量の分
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別比率が 1 ： 0.4 程度であ り ， その ト レン ド をみる と， 近

年の陸域や海洋の吸収量が二酸化炭素濃度上昇に対応し

増加し ている効果が示唆された。 発生源では中国などの

人為発生量の倍増が， アジア太平洋地域の二酸化炭素の

濃度分布を変化させてき ている こ と が判明し た。同時に，

代替フ ロ ン類等 （例えば HFC23， HCFC22） も波照間の

観測か ら中国に世界規模での大き な発生源があ る こ と が

推定でき た。 メ タ ンは近年に増加が認められたが， 解析

の結果何ら かの発生量の増加が伴っている こ と が示唆さ

れた。

　 海洋や陸上の二酸化炭素吸収量の変動が太平洋やアジ

ア地域で調査されその変動が解析された。 北太平洋で吸

収量は増加し ている こ と が推定でき たが， 地域的に西側

と 東側では吸収 ト レ ン ド に差があ る こ と がわか り ， 海洋

の地球科学的な変化がゆっ く り 進行し ている こ と が示唆

された。 陸域の吸収量は短期的には湿潤なアジアでは太

陽の有効放射量に対応し変動する こ と がわかった。 温度

上昇に対し て， 土壌呼吸などの増加がどの程度起こ るか

を実験的に研究し た結果， 短期的にはこれまでのモデル

が推定する以上の応答が日本の森林土壌ではあ る こ と が

わかったが， 長期的には土壌毎の炭素プールの差によ り

場所ご と に応答が異なる こ と がわかった。

　 本プロ ジ ェ ク ト で高頻度に観測し ている大気二酸化炭

素の変動を説明でき る よ う な新しい結合モデルを開発し

た。 こ う いったモデルを酸素などに も応用し， 観測の解

釈の整合性を確認し た。 これを イ ンバージ ョ ンモデルに

も適用し， 波照間などの高頻度観測をデータ と し て使 う

こ と に よ る こ と で， 精度の改善が測れる こ と を示し た。

海洋のフ ラ ッ ク スなど を観測データから ４ 次元同化し て

用いなが ら イ ンバージ ョ ンモデルを適用す る こ と でグ

ローバルなフ ラ ッ ク スの評価精度が向上し た。

〔備考〕

加藤知道 （地球フ ロ ンテ ィ ア）， Zhang Yongqian （CSIRO,

Australia)

Zeng 　 Yiqiang （Institute of Geochemistry, China)

Manish Naja (ARIES, India)

〔関連課題〕

0509CC331 　 海洋二酸化炭素センサー開発 と 観測基盤構

築 18p.

0610BB920 　 民間航空機を活用し たアジア太平洋域上空

における温室効果気体の観測 19p.

0709BA515 　 土壌呼吸に及ぼす温暖化影響の実験的評価

19p.

0711BB569 　 タ ワー観測ネ ッ ト ワーク を利用し たシベ リ

アにおける CO2 と CH4 収支の推定 20p.

0711BB571 　 アジア ・ オセアニア域におけ る微量温室効

果ガスの多成分長期観測 20p.

0810BA005 　 海洋酸性化が石灰化生物に与え る影響の実

験的研究 21p.

0810BB001 　 海洋表層 CO2 分圧観測データ利用促進 と太

平洋域の変動解析 21p.

0911BA010 　 温暖化関連ガス循環解析のア イ ソ ト ポマー

によ る高精度化の研究 サブテーマ ２ ： 大気観測 ・ 試料採

取およびCH4 ア イ ソ ト ポマー化学輸送モデルの構築 と適

用 21p.

0911BB001 　 東アジアにおけ るハロ カーボン排出実態解

明のための高頻度 ・ 高精度モニタ リ ング研究 22p.

0913BB001 　 二酸化炭素の全球収支解明のための大気中

酸素および炭素同位体の長期観測研究 22p.

0709CD582 　 大気 ・ 海洋間の二酸化炭素のロバス ト な推

定 23p.

0909BY004 　 H21 年度地球温暖化分野の各種モニ タ リ ン

グ推進強化に関する研究委託業務 23p.

0910AE003 　 波照間 ・ 落石モニ タ リ ング ス テーシ ョ ンで

観測される O2 および CO2 濃度のシ ノ プテ ィ ッ ク スケー

ル変動に関する研究 24p.

0509BB829 　 チベ ッ ト 高原を利用し た温暖化の早期検出

と早期予測に関する研究 24p.

【関連課題】

1） 　 海洋二酸化炭素センサー開発と観測基盤構築

〔区分名〕 海洋開発及地球科学技術調査研究促進費

〔研究課題コー ド〕 0509CC331

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 国立環境研究所ではサブテーマ 「海洋炭素循環

観測基盤の構築」 を受け持ち， 本プロ ジェ ク ト によ る開

発機器が国際的に使用される基盤 と， 得られるデータの

配信 ・ 相互交換等の基盤を作る。 すなわち， 開発機器の

国際的展開を念頭に置いた国際連携の方法の調査， 開発

機器の国際認知を行 う ための相互検定， 公表時のデータ

ベースの作成方法の検討を行 う ための準備等を行 う 。

〔内容および成果〕

　 海洋表層二酸化炭素分圧測定に関する国際相互比較実

験の結果を検討し， ブイ などによ る世界の自動二酸化炭

素分圧測定の実施状況 と今後の展開について議論する た

め， 2010 年 2 月 8-9 日に国際シンポジウ ムを海洋開発研

究機構東京事務所にて開催し た。 ブイ型二酸化炭素分圧

測定装置の開発 と 現状に関し ては， 本課題で開発し たブ

イ型二酸化炭素分圧測定装置の開発の背景， 現状， 国際
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相互比較実験の結果が報告された。 国際相互比較実験の

結果を受けて改良が測られ， 3μatm 以内の差で標準装置

と 一致する性能 と なった。 また， 国際相互比較実験の参

加者を中心 と し て， ブイ型 と 船上型を含む実験結果が総

括された。 ブイ型二酸化炭素分圧測定装置の現状におい

て，赤外分光計をセンサー とする装置の正確度は高ま り ，

よ く 設計 さ れた も のでは乾燥ガ ス の二酸化炭素分率ス

ケールで比較し て 1ppm 以下の誤差の測定ができ る。 し

かし ながら， 比色センサーによ る も のでは， 系統的では

ない数 ppm の誤差を示すこ と があ る。 一方， 船上型の装

置については， 室内海水プールでの比較実験 と い う 良い

条件下であ る と はいえ， 3 タ イプの装置がほぼ 0.5ppm を

下回る よ う な差で一致し， 従来の比較実験よ り 相当に改

善された一致度 と なった。 こ の こ と か ら， これらの装置

を利用し た世界の観測データの比較可能性について確信

された。

〔備考〕

研究代表者 ： 渡邊修一 （海洋研究開発機構）

2） 　 民間航空機を活用し たアジア太平洋域上空における

温室効果気体の観測

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 地球 )

〔研究課題コー ド〕 0610BB920

〔担当者〕 ○町田敏暢 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 地球表層の炭素循環を定量的に明 ら かにする

ための ３ 次元大気輸送モデルの性能は日進月歩であ る

が， 入力すべき観測データ， 特に鉛直方向の観測結果は

決定的に不足し てお り ， 終的な収支見積の精度向上を

阻む原因と なっている。 本研究は （株） 日本航空 （JAL）

所有の国際線航空機 ５ 機に CO2 濃度連続測定装置（CME）

と 大気試料サンプ リ ング装置 （ASE） を搭載し て， 頻度

と 領域を飛躍的に向上させた温室効果気体の空間分布観

測を実施する ものであ る。

　 特に観測の空白域であ る アジア域のデータ及び世界各

地での鉛直分布は大陸別の炭素収支量の推定に多大な貢

献と なる と期待される。 また， その観測結果は 2009 年に

打ち上げられた温室効果気体観測衛星 （GOSAT） の極め

て重要な検証データ と な る。 さ ら に， 上部対流圏におけ

る観測データ量が飛躍的に増え るので， 大気輸送モデル

で信頼性の低い鉛直方向の輸送過程を評価する非常に有

効な情報にも なる。

〔内容および成果〕

　 CME は累計で 4200 以上の飛行を行い，7300 以上の CO2

濃度の鉛直分布を観測し た。 本年度は 777-200ER 型機が

シ ド ニー路線に投入されたために南半球の観測頻度が上

昇し た。 オース ト ラ リ アのシ ド ニー （33.9S） と ブ リ スベ

ン （27.4S） 上空 と での観測結果を合わせたデータでは季

節変動の極小値が ３ ～ ４ 月に， 極大値が 10 ～ 11 月に観

測され， その振幅は高度 ２ km では 1.3ppm， 高度 ４ km

で 1.6ppm， 高度 ８ km では 2.1ppm と高高度ほど大き く

なっている。 高度 10km における CO2 濃度の季節変動を

バン コ ッ ク上空 （13.7N），シンガポール上空 （1.4N），ジャ

カルタ上空 （6.1S） と 比較する と， バン コ ッ ク上空で ５

月に観測される高濃度が １ ヵ 月ほど遅れてシンガポール

上空， バン コ ッ ク上空へ と 輸送されている こ と が う かが

え る。 シ ド ニーなど南半球上空での ５ 月から ８ 月にかけ

ての濃度上昇には北半球からの高濃度 CO2 の輸送が寄与

し ている こ と が示唆される。 シ ド ニー と ブ リ スベン上空

における CO2 濃度の季節振幅が上空ほど大きい理由のひ

と つは， こ のよ う な上空におけ る北半球大気の南半球へ

の流入と その季節性であ る と考え られる。

〔備考〕

本研究は気象庁気象研究所と の共同研究であ る。

3） 　 土壌呼吸に及ぼす温暖化影響の実験的評価

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0709BA515

〔担当者〕 ○梁乃申 （地球環境研究セン ター）， 向井人史，

高橋善幸， 後藤誠二朗， 寺尾有希夫

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 世界の温帯林や北方林の土壌と比較し て， 日本

の森林土壌に含まれる有機炭素貯蔵量は明ら かに多い。

従って， 日本の森林におけ る土壌有機物分解の現状把握

お よ び将来予測を行 う こ と の意義は大 き い と 考え ら れ

る。 そ こ で， 本研究では， 我が国の代表的な森林生態系

を対象に， 野外での温暖化操作実験を行 う と と も に， 主

な森林生態系 タ イ プか ら 土壌サンプルを採集 し， イ ン

キ ュベーシ ョ ン実験を行 う 。 また， 大型のオープン ト ッ

プチャ ンバーを用いて，温暖化現象 と し ての高温・高 CO2

環境下での植物生産 と 土壌呼吸の反応を同時に確かめ

る。 これら の結果か ら， 土壌炭素放出の温度応答 メ カニ

ズムを生態系別に， また地域別に解明し， 温暖化し た場

合に我が国のよ う な湿潤な森林土壌が， 今まで以上に吸

収源 と し て機能するのか， あ るいは放出源に転換するの

かについて定量的な評価を行 う こ と を目標と し ている。

〔内容および成果〕

（ １ ） 全国の代表的な ６ つの森林生態系において， 赤外線

照射によ る温暖化操作実験を行った。 土壌が昇温し てい

ない対照区に比べて， 温暖区におけ る土壌微生物呼吸速
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度は昇温 １ 度あた り ， 北海道地方の針広混交林， 東北地

方の ミ ズナラ林， 北陸 ・ 甲信地方のブナ林， 関東地方の

アカマツ林， 西日本の常緑カシ林， および九州地方のス

ダジ イ林では， それぞれ平均 20％， ７ ％， ６ ％， ４ ％，

４ ％， ９ ％， 増加し た こ と が観測された。

（ ２ ） 日本列島を網羅する 72 ヵ 所の森林か ら不攪乱の状

態で合計約 1500 本の土壌コ アを採集し， 大型イ ンキ ュ

ベーシ ョ ン室を用いて土壌培養実験を行った。 森林にお

ける土壌呼吸の Q10 値は全国平均で 2.87 であった。また，

常緑広葉樹林では平均 2.92，落葉広葉樹林では平均 2.89，

針葉樹林で平均 2.84 の Q10 値を示し た。

（ ３ ） ６ 基の大型オープン ト ッ プチャ ンバーを用いて， 温

暖化現象と し ての高温 ・ 高 CO2 環境下で， 西日本を代表

する ア ラ カシ幼齢群落の生産 と 土壌呼吸の反応を同時に

確かめた。昇温 ３ 度で，CO2 濃度が 1.8 倍ほどの環境下で

は， 瀬戸内海地方の常緑カシ林の森林土壌が炭素の大き

な放出源にな り う る こ と が示唆された。

〔備考〕

共同研究機関 ： 北海道大学， 静岡大学， 広島大学， 弘前

大学， 宮崎大学

4） 　 タ ワー観測ネ ッ ト ワーク を利用し たシベ リ アにおけ

る CO2 と CH4 収支の推定

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 地球 )

〔研究課題コー ド〕 0711BB569

〔担当者〕 ○町田敏暢 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究では世界の観測空白域の １ つであ り ， 今

後の気候変動に対し て脆弱であ る と危惧されている シベ

リ ア域において， タ ワー観測ネ ッ ト ワーク用いて ト ッ プ

ダ ウ ン ア プ ロ ーチに よ る 亜大陸規模の CO2 と メ タ ン

（CH4） の収支分布と その年々変動を推定する こ と が目的

であ る。

〔内容および成果〕

　 前 年 度 ま で に 観 測 を 開 始 し た 西 シ ベ リ ア の

Berezorechka， Karasevoe， Igrim， Demyanskoe， Noyabrsk，

Savvushka， Azovo， Vaganovo， 東シベ リ アの Yakutsk の合

計 ９ つのタ ワーを利用し て CO2 濃度と CH4 濃度の連続観

測を実施し た。

　 CH4 濃度については， 局所的な汚染データ を除いた日

中値で も 2000ppb を超え る高濃度 イベン ト が複数の タ

ワーで観測されている。 冬季の高濃度イベン ト は高気圧

に覆われた風速の弱い時期に発生し てお り ， 鉛直混合が

抑制されたために地表付近に高濃度の CH4 が蓄積し た も

の と思われる。夏季の高濃度イベン ト は特に 2007 年に顕

著であ り ， 湿地からの CH4 放出に起因する もの と思われ

るが， 衛星で観測されたホ ッ ト スポ ッ ト の情報から推定

する と森林火災の影響があった こ と も否定できない。

　 CH4 濃度の日中値は夏季と冬季と に極大値を示し， １

年を通し て同じ緯度帯の沿岸域で観測された濃度よ り も

高 く なっていた。 ３ 次元輸送モデルの解析によ る と， 夏

季の極大は主に湿地から発生する CH4 に起因し， 冬季の

極大は主に化石燃料を起源 と し てい る こ と が明 ら かに

なった。

〔備考〕

5） 　 アジア ・ オセアニア域における微量温室効果ガスの

多成分長期観測

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 地球 )

〔研究課題コー ド〕 0711BB571

〔担当者〕 ○谷本浩志 （アジア自然共生研究グループ），野

尻幸宏， 向井人史， 横内陽子， 遠嶋康徳

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 東アジア ・ 東南アジア地域では， 急速な経済発

展に伴い直接 ・ 間接温室効果気体， 粒子状物質等の人為

発生量増加， あ るいは， 土地利用変化によ る発生源その

も のの変化が懸念されている。 太平洋南北航路 と 東南ア

ジア航路で， 長寿命温室効果ガス と し て， メ タ ン ・ 亜酸

化窒素 ・ ハロゲンを含む炭化水素類の洋上大気濃度を計

測する と と も に， よ り 短寿命のガス成分であ るオゾンや

一酸化炭素について船上で自動観測を行い， その広域の

濃度分布， 季節変化， 地域的な発生源の寄与を明ら かに

する。

〔内容および成果〕

　 日本－東南アジア航路において， 反射型光散乱検出方

式によ るブ ラ ッ ク カーボンの連続測定を開始し た。 数航

海にわた る観測を行った結果， 船舶観測特有の問題であ

る海塩粒子によ る干渉があ る こ と が見出された。 こ のた

め， 検出方式を前方散乱光検出型から後方散乱光検出型

に切 り 替えた と こ ろ， 海塩粒子の影響を改善する こ と に

成功し た。 ブ ラ ッ ク カーボンを光学的に計測する装置を

船舶に搭載し て観測する のは本観測が初の試みであ り ，

得られたデータ量は十分ではないが， 今後データ を蓄積

する こ と で東南アジア域におけ るブラ ッ ク カーボンの ク

ラ イ マ ト ロ ジーが明ら かにな る こ と が期待される。 船上

で メ タ ンの連続測定を行 う 手法し て， 長光路の赤外光吸

収を計測する キ ャ ビテ ィ リ ングダウ ン方式の測定装置の

性能を評価し， 試験観測を行った。 現在まで概ね良好な

データが得られてお り ， 今後， 二酸化炭素， 一酸化炭素，

ブ ラ ッ ク カーボン等の連続観測データ と 併せて， 東南ア
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ジアの人為起源 ・ 森林火災起源によ る排出状況の把握が

可能になる と思われる。

〔備考〕

6） 　 海洋酸性化が石灰化生物に与える影響の実験的研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0810BA005

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 海洋酸性化の影響が深刻にお よぶ と 考え ら れ

る沿岸海域の石灰化生物の う ち飼育技術のあ る種 （ウニ，

貝類， サンゴなどを対象） に対し， CO2 濃度増加， すな

わち， pH の低下のも と で飼育実験を行い， その成長や再

生産に及ぼす影響のデータ を得る。 制御に工夫を施し た

装置を用いて， 低レベルの CO2 濃度増加飼育実験， すな

わち， 近未来に海洋でおこ る状況をシ ミ ュ レー ト し た飼

育実験を行 う 。

〔内容および成果〕

　 我が国沿岸に生息する多様な動物種の う ち， 二酸化炭

素影響が顕著に現れる と 考え られる石灰化生物 （炭酸カ

ルシ ウ ムの殻や骨格を持つ生物） と し て沿岸性底生生物

（ウニ， 貝類， サンゴなど） を中心に， 二酸化炭素分圧を

高めて飼育する実験で影響評価を行 う 。 国立環境研究所

の分担課題では， 制御に工夫を施し た装置を開発製作し

参加機関の生物飼育実験に供する こ と と し てお り ， 昨年

度に各参画機関に制御装置を導入し た。 今年度は， 導入

し た装置の正確さ を確認する実験を行い， 運転の際に注

意すべき点を明ら かにし た。 また， 装置の運転で得られ

る供給原水の二酸化炭素分圧を測定し た結果を整理し た

と こ ろ，藻場に比較的近い実験所 ( 横須賀 ) で も大き な

日周変動を確認し， ９ 月には月平均値と し て 250ppm に

及ぶ日内変動があ る こ と がわかった。 日周変動は夕方か

ら夜に 低，明方から朝に 高の分圧値を記録するので，

実験所の給水システムの時間遅れを考慮する と 生物生産

の要因が も大きい と 思われる。 また， 二酸化炭素分圧

の季節変動パターンは概ね共通し ていて， 冬か ら春に

低を， 夏か ら秋に 大値を と る こ と がわかった。 こ のよ

う な沿岸域海水の二酸化炭素分圧変動要因解析は， 沿岸

性生物の酸性化影響およびそれを明ら かにする実験のた

めに重要な情報であ り ， 飼育実験用の装置に用意し た日

周変動シ ミ ュ レー ト 機能の利用に今後生かされる。

〔備考〕

研究代表者 ： 野尻幸宏

参画機関 ： 京都大学， 水産総合研究セン ター， 産業技術

総合研究所， 琉球大学

7） 　 海洋表層 CO2 分圧観測データ利用促進と太平洋域の

変動解析

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 地球 )

〔研究課題コー ド〕 0810BB001

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター） ， 中岡慎

一郎， 宮崎千尋

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 海洋の CO2 放出・吸収の年々変化を タ イ ム リ ー

に明ら かにする ために， 観測値の準 リ アルタ イ ム処理を

定常化させ， 世界的なデータ公開シス テムを通し て， 速

やかに国際流通させる。 上記の処理で利用可能 と なった

データセ ッ ト を解析し，広域の分布が推定可能で pCO2 変

化を支配する パ ラ メ ー タ （水温 ・ 混合層深度 ・ 植物量）

を組み込んだ pCO2 分布推定を行 う 。

〔内容および成果〕

　 海洋二酸化炭素分圧観測データセ ッ ト の国際流通 と そ

の利用促進のために， 国立環境研究所の海洋二酸化炭素

分圧観測のデータ処理プ ロ セ スの改善を図る と と も に，

国際的海洋表層二酸化炭素分圧統合データベースに登録

を進め， 国際活動に貢献し た。 国際データベースであ る

米国オーク リ ッ ジ国立研究所内の二酸化炭素データ セン

ターに， 南北太平洋航路観測を含むデータの新規提供を

行った。 ま た， 構築中の国際統合データベース SOCAT

(Surface Ocean CO2 Atlas) プロ ジェ ク ト を支援する太平洋

域のデータの品質管理に関する国際会合を行った。 加え

て， 海洋二酸化炭素分圧の経年変化を含む詳細な変動を

明 ら かにす る 新たな解析手法であ る ニ ュ ー ラ ルネ ッ ト

ワーク の適用性の検討を実施し た。 衛星観測で得られる

海面水温分布 と 客観解析で得 ら れ る 海洋混合層深度を

使って， 北太平洋の 2002-2008 年の海洋表層二酸化炭素

分圧の月毎分布推定を行った。 気候値の知見を参照か ら

おおむね合理的な結果 と 考え られ， 年々変動の状況 と そ

の要因解析を行った。

〔備考〕

8） 　 温暖化関連ガス循環解析のアイ ソ ト ポマーによる高

精度化の研究 サブテーマ ２ ： 大気観測 ・ 試料採取お

よび CH4 アイ ソ ト ポマー化学輸送モデルの構築と適

用

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0911BA010

〔担当者〕 ○町田敏暢 （地球環境研究セン ター），佐伯田鶴

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 メ タ ン （CH4） や一酸化二窒素 （N2O） な どの

温室効果気体の循環の定量的解釈において， ア イ ソ ト ポ
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マー （ア イ ソ ト ープ （同位体） を含む） は放出源や消滅

源に関す る 情報を含む ト レーサー と し て注目 さ れてい

る。 本研究では， これら温室効果気体の変動の解釈並び

に収支の不確実性の低減を目的と し， （ １ ） 大気試料の採

取， （ ２ ） CH4 の濃度および同位体を組み入れた数値モデ

ルの構築を行 う 。

〔内容および成果〕

（ １ ） 大気試料の採取 ： 温室効果気体の濃度およびア イ ソ

ト ポマーの時空間分布を明ら かにする こ と を目的 と し，

地上モニ タ リ ング ステーシ ョ ン ・ 航空機によ る高精度濃

度観測お よ び試料採取を行っ た。 得 ら れた試料はサブ

テーマ １ （東京工業大学） でのア イ ソ ト ポマー計測に提

供し た。

（ ２ ） CH4 ア イ ソ ト ポマー化学輸送モデルの構築 ： NIES

大気輸送モデルを基に， CH4 濃度 と と も に炭素同位体 ・

水素同位体を組み込んだ数値モデルを開発し た。 既存の

メ タ ン収支シナ リ オに基づき， 同位体のフ ラ ッ ク スデー

タセ ッ ト を作成し， 数値実験を行 う こ と によ り ， モデル

が観測結果を概ね再現でき る こ と を確認し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 国立大学法人 東京工業大学大学院総合理工

学研究科 ・ 吉田尚弘

9） 　 東アジアにおけるハロ カーボン排出実態解明のため

の高頻度 ・ 高精度モニ タ リ ング研究

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 地球 )

〔研究課題コー ド〕 0911BB001

〔担当者〕 ○横内陽子 （化学環境研究領域），斉藤拓也，向

井人史

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 HFC （ハイ ド ロ フルオロ カーボン） 類や HCFC

（ハイ ド ロ ク ロ ロ フルオロ カーボン） 類などのハロ カーボ

ン類は強力な温室効果気体であ る。 東アジアでは近年の

経済的発展に伴い， ハロ カーボン排出量が急増し ている

と 懸念されている。 本研究では， 波照間島 （沖縄県） と

落石岬 （北海道） の観測ス テーシ ョ ンで， 高精度 ・ 高頻

度のハロ カーボンモニ タ リ ングを進め， ハロ カーボン類

の東アジアにおけ るベース ラ イ ン濃度変動 と 地域別の排

出実態を明らかにする こ と を目指す。

〔内容および成果〕

(1) ハロ カーボン測定の精緻化のために，既存の低温濃縮

／ GC ／ MS を基に装置の改良を行った。 複数のキ ャ ピ

ラ リ ーカ ラ ム （ メ チルシ リ コ ン系カ ラ ム及び多孔質ポ リ

マー系カ ラ ム） と デ ィ ーンズス イ ッ チを用いる こ と によ

り ， ハロ カーボンの分離能が向上し た。 また， 電子捕獲

型検出器によ り 四塩化炭素等の比較的高沸点なハロ カー

ボンを高感度に検出でき る こ と がわかった。

(2)波照間島および落石岬のモニ タ リ ングステーシ ョ ンに

おけ る フ ッ素系温室効果気体 （F ガス） の自動連続観測

を継続し た。 HFC 類， HCFC 類のベース ラ イ ン濃度は引

き続き増加し てお り ， 波照間島におけ る HFC-23， HFC-

134a，HFC-152a，HCFC-22，HCFC-142b，HCFC-141b のベー

ス ラ イ ン平均濃度は， 1 年間に （2008 年→ 2009 年） それ

ぞれ 0.7ppt(3.2%)， 4.9ppt(9.4%)， 0.6ppt(8.2%)， 11.1ppt

(5.5%)， 1.1ppt(5.6%)， 0.7ppt(3.1%) 増加し た。 国際共同研

究の枠組みで， 波照間島， 落石岬， Gosan( 韓国／ソ ウル

大 )， Shangdianzi( 中国／ SOGE ・ CAMS) における上記 6

成分 （Shangdianzi については HCFC-22 のみ） の観測デー

タ を用いた逆モデル解析を行い （ ノ ルウ ェー／ NIAR） ，

東アジアの国別排出量推定値を得た。 ま た， 波照間島 ・

落石岬の PFC 観測データのモデル解析によ って， 中国か

らの PFC-116，PFC-218，PFC-318 排出量をそれぞれ 0.499

Gg/yr， 0.157 Gg/yr， 0.422 Gg/yr と推定し た。

〔備考〕

10） 　 二酸化炭素の全球収支解明のための大気中酸素お

よび炭素同位体の長期観測研究

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 地球 )

〔研究課題コー ド〕 0913BB001

〔担当者〕 ○遠嶋康徳 （大気圏環境研究領域）， 山岸洋明，

向井人史， 寺尾有希夫， 荒巻能史， 野尻幸宏

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 二酸化炭素の全球収支を解明する ために， 地上

ステーシ ョ ンや太平洋上を運行する定期貨物船を用いて

大気中酸素濃度や二酸化炭素の安定同位体比の広域観測

を行 う 。 また， 放射性炭素の観測によ り 化石燃料燃焼や

森林火災に伴 う 炭素放出量の把握を行 う 。 さ らに炭素収

支推定の精度改善のために， 海洋表層水の溶存酸素や炭

素同位体比の観測など を開始する。 これら の観測か ら陸

上生物圏および海洋の二酸化炭素吸収量の年々変動を正

確に把握し， それぞれの吸収量のその長期的変化傾向の

検出を目指す。

〔内容および成果〕

　 オセアニア航路および東南アジア航路で大気試料のサ

ンプ リ ングを継続し， 酸素濃度， CO2 の炭素 ・ 酸素同位

体比 (13C/12C 比 ・ 18O/16O 比 )， さ らに放射性炭素 (14C) の

測定を行った。 それぞれの測定結果について経年変動を

解析し た と こ ろ， 近大気中の CO2 の増加量が比較的抑

え られているのは陸域生物圏の吸収が持続し ている こ と

が主原因であ る と 推定された。 また， 大気輸送モデルを
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用いて 14C のシ ミ ュ レーシ ョ ンを行った結果， 北半球中

緯度で観測された 14C の季節変動の大部分を化石燃料燃

焼由来の空気塊の輸送で説明でき る こ と がわかった。 し

かし， 熱帯や南半球の 14C の季節変動は再現できず， シ

ミ ュ レーシ ョ ンで用いる海洋や陸域の 14C フ ラ ッ ク ス推

定の精緻化が必要であ る こ と が示唆された。

　 オセアニア航路を航行する貨物船に大気中酸素濃度の

連続測定装置を設置し， 酸素濃度の詳細な緯度分布の観

測を開始し た。 また， 波照間ステーシ ョ ンに遠隔操作で

任意の時間に大気を採取する イベン ト サンプ リ ングシス

テムを設置し， 東アジア起源の高濃度 CO2 イベン ト 時の

14C の測定を開始し た。 さ らに， 表層海水中の 13C/12C 比

及び 14C を測定する ための CO2 抽出装置を製作し， オセ

アニア航路において海水試料の採取を開始し た。 大気 -

海洋間の酸素フ ラ ッ ク ス を正確に推定する ためには海洋

表層における溶存酸素 / アルゴン / 窒素比を測定する必要

があ る こ と から， 平衡器イ ン レ ッ ト と 質量分析計を用い

た連続計測システムの開発を行った。

〔備考〕

日本， 名古屋大学， 北川浩之

11） 　 大気 ・ 海洋間の二酸化炭素のロバス ト な推定

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0709CD582

〔担当者〕 ○ Shamil Maksyutov （地球環境研究セン ター），

Vinu K. Valsala

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 本研究の主な目的は， 大気 ・ 海洋間の二酸化炭

素 （CO2） 交換過程と その量を， 自然界起源及び人為的に

生じ た CO2 を考慮し， よ り 正確かつ効率的に推定する こ

と であ る。 CO2 は温室効果ガスの一種であ り ， その量が

増加する こ と で地表面付近の平均気温が上昇し， 地球温

暖化を招 く 要因 と な る こ と が知られている。 一方で， 海

洋 ・ 大気間の CO2 交換量はバラ ン ス を保ってお り ， 総体

的に海洋は CO2 の吸収源 と なる傾向があ る こ と が知られ

ている。 しかし， 人為的に生み出された CO2 によ って こ

のバラ ン スが不安定にな る こ と が危惧されている。 本研

究では自然的及び人為的な大気 ・ 海洋間の CO2 の交換の

変動を推定し，その推定値の不確実性を低減する こ と で，

全球規模での炭素循環の解明に貢献する こ と を目指す。

〔内容および成果〕

　 大気 ・ 海洋間の二酸化炭素フ ラ ッ ク ス を全球規模かつ

ほぼ リ アルタ イ ムで予測する システムを確立し た。 後半

に， 日本列島近辺の海中での産業廃棄物埋め立て場所の

候補地の模索を行った。 そのために， 本課題で確立し た

海洋輸送モデルを用い， 深海に廃棄物を埋め立てた場合

に , その影響が海洋表面から大気中に輸送されない、 若

し く は、 出来るだけ長時間かかる よ う な場所を日本近海

で探し た。

〔備考〕

12） 　 H21 年度地球温暖化分野の各種モニ タ リ ング推進

強化に関する研究委託業務

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0909BY004

〔担当者〕 ○向井人史 （地球環境研究セン ター） ， 野尻幸

宏， 町田敏暢， 遠嶋康徳， 横内陽子， 谷本浩志，

松永恒雄， 須永温子， 橋本茂， 勝又啓一， 曾継

業， 梶田陽子， 三反畑尚代

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 環境条件が厳 し い条件で作動する二酸化炭素

測定装置など を開発する。 特に冬季の富士山頂のよ う に

極寒な環境でも独立電源で行え る よ う な機器の開発を行

う 。 また， 逆に熱帯地域に適合し たシステム も開発する。

　 温室効果ガスのモニ タ リ ングに必須な標準ガスの濃度

ス ケールの確立や， 国際的な濃度や同位体比測定の相互

比較運動に参加し， 機関間の比較可能性を高める。 同時

に温室効果ガスのデータベースの改良を行い， 市民レベ

ルか ら政策担当者， 研究者まで使いデータベースやツー

ルの開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 富士山では冬季に電源が無 く しか も寒冷であ る こ と か

ら， 耐寒冷地仕様の CO2 観測装置 （富士山型 CO2 計） や

独立電源の運用を行い測候所でのCO2試験観測を行った。

寒冷地仕様のバッ テ リ ー 100 個を富士山頂へ輸送し， そ

れを用いて冬期の間（ ６ ヵ月間）独立電源で富士山型 CO2

計を作動させる こ と に成功し た。 富士山での特殊な衛星

通信事情を考慮し， 少量でのデータ通信を確保し， 毎

日のデータ転送を可能にし た。 観測精度については， 仕

様の 0.3ppm を満た し ている と考え られた。 また， 熱帯域

及び離島仕様対応型の測定二酸化炭素観測システムの省

電力化を行い太陽光パネルを用いたにシ ス テムに よ り ，

商用電源な しの状態で熱帯気候に近い 南端の島であ る

沖縄県波照間での試験観測実験を行った。

　 温室効果ガス及びその関連物質観測のための標準ガス

等の高精度化や相互比較を行った。 実際の大気成分に近

い標準の作成シ ス テム と し ての大気濃縮装置について，

除湿操作を伴った野外空気のボンベ充填法について検討

を行った。CO の新しい標準の値づけ方法を検討し，高濃

度基準ボンベの値を元に濃度検定を行 う こ と で安定し た
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基準 と する こ と ができ るであろ う と の結果を得た。 国際

的な測定標準比較実験と し て EC でのコ ミ ュニテ ィ が実

施し ている国際的比較実験に参加し， 基準値の比較可能

性を検討し た。 同位体比標準については， N2O 補正法の

検討を詳し く 行い， これまで行われて き た世界の ３ つの

機関 （MPI や EC， NIES） と の相互比較実験でのデータ

の互いの整合性を検討し た。

　 温室効果ガス等の観測データのデータベース構築につ

いて作業を行い， 気象庁内の WDCGG データベース内に

広 く 市民レベルか ら， 研究者まで容易に使え るデータ利

用のための日本語の支援サイ ト を新たに構築し た。

〔備考〕

13） 　 波照間・落石モニ タ リ ングステーシ ョ ンで観測され

る O2 および CO2 濃度のシ ノ プテ ィ ッ クスケール変

動に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0910AE003

〔担当者〕 ○遠嶋康徳 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 化石燃料の燃焼過程では O2 が消費され CO2 が

放出される。 燃焼過程における -O2:CO2 交換比率は化石

燃料の種類によ って異な り ， 例えば石炭では ~1.1、 石油

では ~1.4、 天然ガスでは ~2.0 と 推定されている。 し た

がって，化石燃料燃焼の影響を受けたエアマスの O2 およ

び CO2 濃度の変動比が分かれば， 化石燃料の種類別寄与

率の推定が可能 と な る。 そ こ で， 波照間 ・ 落石モニ タ リ

ングステーシ ョ ンで観測される O2 および CO2 濃度のシ

ノ プテ ィ ッ ク ス ケールの変動における -O2:CO2 比を解析

し， エアマス起源毎に化石燃料の種類別寄与率を推定す

る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 波照間における観測結果の中で， CO2 濃度の変化幅が

4ppm以上で，O2 と CO2濃度変動の相関係数の絶対値が0.8

以上のものを汚染イベン ト と定義し (n=52)，O2 と CO2 濃

度の相関プロ ッ ト か ら 小二乗法によ って傾き (O2:CO2

モル比 ) を求めた。 さ らに， 後方流跡線解析によ り 汚染

イ ベン ト のエアマ ス の起源を国別 （中国 ・ 韓国 ・ 日本）

に分類し， 起源ご と に O2:CO2 比を平均し た。 その結果，

O2:CO2 比の平均値 (± 標準偏差 ) は， 中国の場合で -

1.11±0.11，日本で -1.42±0.17，韓国で -1.41±0.07 であった。

こ の違いは， 中国では日本 ・ 韓国 と 比べて石炭やセ メ ン

ト 起源 CO2 の全化石燃料起源 CO2 に占める割合が高いこ

と と整合的であった。さ らに，観測された起源別の O2:CO2

比は国別の化石燃料消費統計から予想される O2:CO2比 と

ほぼ一致し た。

〔備考〕

14） 　 チベ ッ ト 高原を利用し た温暖化の早期検出と早期

予測に関する研究

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 地球 )

〔研究課題コー ド〕 0509BB829

〔担当者〕 ○唐艶鴻 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 チベッ ト 高原は， 地球上も っ と も標高の高い生

態系の一つで， その気候は寒冷で変化 も 激し い。 一方，

当該高原生態系は， 温暖化を含む環境変動に対し て極め

て脆弱であ る。 既に， 温暖化に伴 う 環境変動によ り ， チ

ベッ ト 高原生態系の構造 と 機能の急激な変化が報告され

ている。 そ こ で本研究では， 温暖化の影響が検出しやす

い敏感な生態系 と し てチベッ ト 高原を利用し， 温暖化の

影響の早期検出 と 早期予測を目的 と し た。 具体的な目標

と し て， 既存の研究成果 と 観測シ ス テム を活用しつつ，

新たに同高原の代表的な生態系に観測シ ス テ ム を設置

し， それぞれの環境変動 と 生態系の構造および機能の反

応を長期モニ タ リ ン グする。 ま た， こ れ ら の結果か ら，

各生態系に及ぼす温暖化の影響を解明する。 さ ら に得ら

れた知見 と モデ リ ングによ り ， チベッ ト 高原を含むアジ

ア陸域全体における温暖化影響の予測を試みる。

〔内容および成果〕

　 高山生態系の気候 ( 気象） 変化 と生態系の応答反応を

把握する ため， (1) チベッ ト 高原北限の海北で異なる標高

6 地点 （3200m-4200m）， 高原中南部の当雄で異なる標高

10 地点 (4300m-5500m）での気象観測を継続し，(2) 上記の

二つサイ ト において 高の観測地点以外のすべての観測

地点について植物群落の構造の長期観測を行い， また (3)

こ れ ら の地点で高所か ら 低所ま での移植実験を行っ た

「 ミ ニ生態系」 についての植物群落構成変化の継続観測も

行っている。 さ ら に， チベッ ト 高原全体の気象データ と

衛星画像の解析を計測し て， 温度 ・ 降水の変化 と 生態系

の季節相の関係を検討し た。 これら の調査 と 観測などか

ら以下の主な結果を得た。 (1) 標高 3600m から 4200m ま

での草原植物群落についての光合成 と 植物種数を測定し

た結果， 植物の種豊富度が高い場所では生態系光合成速

度が高いこ と がわかった。 (2)2003 年までの 32 年間にチ

ベッ ト 高原全体の気温が著し く 上昇し， 年平均気温は年

間 0.028 ℃上昇し た こ と がわかった。 これは近隣地域よ

り 上昇幅が大き い。 し か し， チベ ッ ト 高原地域内では，

年平均気温の上昇率は標高に伴 う 変化が少なかった。 そ

れに対し て， 冬季には標高の上昇に伴い気温の上昇率が
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低下し， 逆に夏季には標高の上昇に伴い気温の上昇率が

明ら かに上昇する こ と が分かった。 また， こ のよ う な季

節によ る傾向は， 東南地域の湿潤気候条件 と 西北の乾燥

地域 と の間に明瞭な違いが見られなかった。 チベッ ト 高

原地域内では， 年平均気温の低い と こ ろでは気温の上昇

速度が速いこ と が示された。 (3) 標高の上昇に伴 う 春の展

葉時期の早期化が顕著にな る傾向が示された。 標高の変

化は主に気温の変化であ る。 気温 と 季節相の関係を検討

し， 気温が低い と こ ろでは展葉時期が早い こ と がわかっ

た。

〔備考〕

共同研究者 ： 中国科学院地理学 と 資源研究所 　 Zhang

Xianzhou；中国科学院西北高原生物研究所 　 Zhao Xinquan

当課題は重点研究分野 1.(1), 1.(2) にも関連；Luo Tianxiang

中国科学院チベ ッ ト 高原研究所 ； Chen Jin 　 北京師範大

学。

(1)-2. 　 衛星利用によ る二酸化炭素等の観測 と 全球炭素

収支分布の推定

〔区分名〕 中核研究プロ ジェ ク ト 経費

〔研究課題コー ド〕 0610AA102

〔担当者〕 ○横田達也 （地球環境研究セン ター） ， Shamil

Maksyutov， 森野勇， 山野博哉， 松永恒雄， 小

熊 宏 之， 日 暮 明 子， 吉 田 幸 生， Sergey

Oshchepkov， Andrey Bril， 江口菜穂， 太田芳文，

菊地信行， 田中智章， 古山祐治， 齊藤誠， 齊藤

龍， Belikov Dmitry， 小田知宏， 佐伯田鶴， 高木

宏志， 宮本祐樹

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 温室効果ガス観測技術衛星 「いぶき」 （GOSAT）

プ ロ ジ ェ ク ト は， 環境省 ・ 国立環境研究所 （NIES） ・ 宇

宙航空研究開発機構 （JAXA） の三者共同プロ ジェ ク ト で

あ る。 京都議定書の第一約束期間 （2008 ～ 2012 年） に，

衛星で太陽光の地表面反射光を分光測定し て SN比300以

上を達成し （JAXA 目標）， 二酸化炭素 と メ タ ンのカ ラ ム

量を雲 ・ エア ロ ゾルのない条件下で １ ％の精度で観測す

る。 これら全球の観測結果 と 地上での直接観測データ を

用いる こ と によ り ， イ ンバースモデル解析に基づ く 全球

の炭素収支分布の算出誤差を地上データのみを用いた場

合と比較し て半減する こ と （NIES 目標） を目標にし てい

る。 本研究ではこ の目標達成に向けて， 様々な観測条件

下において取得されたデータに対し て，雲・ エア ロ ゾル・

地表面高度などの誤差要因を補正し， 高精度で二酸化炭

素 ・ メ タ ンのカ ラ ム量を導出する こ と を目的に， 衛星観

測データの定常処理アルゴ リ ズムを開発する。 衛星打ち

上げ前には， 数値シ ミ ュ レーシ ョ ンに基づいてデータ処

理アルゴ リ ズムを開発し， 航空機や地上で取得する擬似

データや直接観測データによ り アルゴ リ ズムの精度を評

価し改良する。 また， 衛星打ち上げ後は， データ処理の

結果を直接測定 ・ 遠隔計測データによ り 検証し， データ

処理アルゴ リ ズムの更な る改良を行 う 。 また， こ の衛星

観測データ と 地上での各種の直接測定データ と を利用し

て， 全球の炭素収支推定分布の時空間分解能 と 推定精度

を向上す る こ と を目的に イ ン バー ス モデル を開発 し，

データ解析を行 う 。

〔内容および成果〕

　 GOSAT に よ り 取得 さ れた実観測の短波長赤外波長域

の晴天域の輝度スペク ト ルか ら二酸化炭素 ・ メ タ ンのカ

ラ ム量の導出ができ る こ と を確認し た。 約 １ 年間の実観

測データの う ち， 雲がない と 判断された事例を解析し た

結果， 二酸化炭素カ ラ ム量が北半球高緯度で特に明瞭な

季節変化を示すこ と や， メ タ ンカ ラ ム量が １ 年を通じ て

北半球で南半球よ り も高濃度を示すなど， 従来の知見に

矛盾し ない結果を得た。 得られたカ ラ ム量は過小評価傾

向にあ る も のの， そのばらつきは １ ～ ２ ％程度に収ま っ

ている。 なお， 雲がない事例を抽出する ための手法に関

し ては， 特に海上において打上げ前に検討し ていた手法

のみでは不十分であ る こ と が判明し たため， 新たな雲識

別手法の開発 ・ 適用 を 行 っ た。 偏光情報につい て は，

GOSAT からの偏光信号を Mueller 行列よ り 全強度の信号

と し て取 り 扱い， 解析を行った。 偏光に対応し た放射伝

達計算コード Pstar2b を公開し た。今後はこれを用いて独

立な信号と し て処理を行 う ための研究を進める。

　 検証デー タ 質の確認を行っ た。 地上設置の高分解能

フー リ エ変換分光器によ る二酸化炭素の乾燥空気に対す

る カ ラ ム平均濃度 （XCO2） の不確かさは 0.3％ （ １ ppm），

メ タ ンの乾燥空気に対する カ ラ ム平均濃度 （XCH4） の観

測精度は約 0.3％であ る こ と が明らか と なった。航空機を

用いた CONTRAIL（Comprehensive Observation Network for

TRace gases by AIrLiner） ， NOAA （National Ocean and

Atmosphere Administration） の濃度プロ フ ァ イルの測定の

不確かさは 0.2ppm であ るが，CONTRAIL 及び NOAA デー

タから XCO2 を求める場合の不確かさは，航空機観測デー

タのない部分を仮定し て求める ため， １ ppm 程度 と なる

こ と が 明 ら か と な っ た。 上記検証デー タ を 用 い て，

GOSAT TANSO-FTS SWIR の L2 標準プロ ダ ク ト であ る

XCO2， XCH4 の検証を行った。 GOSAT のカ ラ ム量および

カ ラ ム平均濃度は検証データに比べて低めであ り ，XCO2

の場合は ２ ～ ３ ％程度低い こ と が明ら か と なった。 帯状

平均された GOSAT の XCO2 と XCH4 の緯度分布は，負の
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バイ アス を除けば概ね検証データ と 一致する。 雲のス ク

リ ーニングが十分でない場合は GOSAT のカ ラ ム平均濃

度が低 く な る こ と， 砂漠やその周辺 （サハラ砂漠やア ラ

ビア半島など） では， ダス ト の影響で GOSAT のカ ラ ム

平均濃度が高 く 算出されている可能性があ る こ と が明ら

か と なった。 これらの GOSAT の問題点を解決すべ く ，校

正 ・ アルゴ リ ズム ・ 検証を さ らに進める必要があ る。

　 GOSAT 観測から得られる二酸化炭素･ メ タ ンのカ ラ ム

量全球データ を用いた地表面炭素フ ラ ッ ク スの評価 （イ

ンバースモデル解析） の実施に向け， 必要 と される地表

面フ ラ ッ ク ス先験情報の整備を行った。 陸域生態系及び

海洋フ ラ ッ ク スの先験情報取得のために、 植生プロセス

モデル VISIT， 海洋輸送モデル OTTM の開発をそれぞれ

進めた。 模擬カ ラ ム濃度データ を用いて， GOSAT データ

の利用によ り 予想される フ ラ ッ ク ス推定値の不確か さ の

低減率を調査し た。 さ ら に， イ ンバースモデル解析の際

に入力と なる GOSAT 観測から得られる カ ラ ム量の評価･

選別を行 う ため， アンサンブル気候値を算出するモデル

システムを構築し た。

〔備考〕

本課題は， 「GOSAT データ定常処理運用シス テム開発 ・

運用」（課題コード 0610AL917） と合わせて，国環研GOSAT

プロ ジェ ク ト を構成する。

〔関連課題〕

0709CD582 　 大気 ・ 海洋間の二酸化炭素のロバス ト な推

定 23p.

0810BY001 　 温室効果ガス観測技術衛星 （GOSAT） デー

タ検証業務 26p.

【関連課題】

1） 　 大気 ・ 海洋間の二酸化炭素のロバス ト な推定

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0709CD582

〔担当者〕 ○ Shamil Maksyutov （地球環境研究セン ター），

Vinu K. Valsala

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 本研究の主な目的は， 大気 ・ 海洋間の二酸化炭

素 （CO2） 交換過程と その量を， 自然界起源及び人為的に

生じ た CO2 を考慮し， よ り 正確かつ効率的に推定する こ

と であ る。 CO2 は温室効果ガスの一種であ り ， その量が

増加する こ と で地表面付近の平均気温が上昇し， 地球温

暖化を招 く 要因 と な る こ と が知られている。 一方で， 海

洋 ・ 大気間の CO2 交換量はバラ ン ス を保ってお り ， 総体

的に海洋は CO2 の吸収源 と なる傾向があ る こ と が知られ

ている。 しかし， 人為的に生み出された CO2 によ って こ

のバラ ン スが不安定にな る こ と が危惧されている。 本研

究では自然的及び人為的な大気 ・ 海洋間の CO2 の交換の

変動を推定し，その推定値の不確実性を低減する こ と で，

全球規模での炭素循環の解明に貢献する こ と を目指す。

〔内容および成果〕

　 大気 ・ 海洋間の二酸化炭素フ ラ ッ ク ス を全球規模かつ

ほぼ リ アルタ イ ムで予測する システムを確立し た。 後半

に， 日本列島近辺の海中での産業廃棄物埋め立て場所の

候補地の模索を行った。 そのために， 本課題で確立し た

海洋輸送モデルを用い， 深海に廃棄物を埋め立てた場合

に , その影響が海洋表面から大気中に輸送されない、 若

し く は、 出来るだけ長時間かかる よ う な場所を日本近海

で探し た。

〔備考〕

2） 　 温室効果ガス観測技術衛星 （GOSAT） データ検証業

務

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0810BY001

〔担当者〕 ○内野修 （地球環境研究セン ター），森野勇，横

田達也， 宮本祐樹， 菊地信行

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境省， 独立行政法人宇宙航空研究開発機構

（JAXA） ， 独立行政法人国立環境研究所 （NIES） は， 主

要な温室効果ガスであ る二酸化炭素や メ タ ンの濃度を宇

宙から測定する GOSAT （温室効果ガス観測技術衛星 「い

ぶき」） プロ ジェ ク ト を進めている。 GOSAT の搭載セン

サ （TANSO） は， 前年度冬期に H2A ロ ケ ッ ト によ り 打ち

上げられる。 衛星打ち上げ後 ３ ヵ 月の動作初期チェ ッ ク

の後， GOSAT によ る定常観測が開始される。 GOSAT 観

測データか ら導出されたプロ ダ ク ト ， すなわち二酸化炭

素や メ タ ンの濃度を信頼でき る GOSAT プロダ ク ト とす

る ためにはデータ質の検証を行 う こ と が必須であ る。 本

業務では検証に関わ る 業務を実施す る こ と を目的 と す

る。

〔内容および成果〕

・ 検証に関する調査を継続し， GOSAT プロダ ク ト の検証

計画及び検証実施計画を更新し た。

・ GOSAT は平成 21 年 1 月 23 日に打ち上げが成功し， そ

の観測データか ら の解析プロ ダ ク ト の検証作業を今年度

よ り 開始し て， 以下の成果を得た。

・ 国内外の地上設置高分解能 FTS の検証データ取得を行

い， データ質を確認し， GOSAT プロダ ク ト と一緒に図示

化し， GOSAT プロ ダ ク ト の評価を行った。

・ GOSAT プ ロ ダ ク ト 精度に影響する巻雲やエア ロ ゾル
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データの収集を行った。 つ く ばや Lauder におけるそれら

のデータ を GOSAT プロ ダ ク ト と同時に図示化する こ と

によ り ， 巻雲やエア ロ ゾルの影響を定性的に評価し た。

・ 平成 21 年 8 月に北海道， 平成 22 年 2 月につ く ばで，

GOSAT 検証のための同期観測キ ャ ンペーンを実施し た。

観測項目は， GOSAT， 航空機によ る CO2 直接測定及びサ

ンプ リ ング， 地上設置高分解能 FTS， ラ イ ダー， ス カ イ

ラ ジオ メ ータ， 全天カ メ ラ等であ る。 北海道キ ャ ンペー

ンでは，天候に恵まれず GOSAT 同期観測は成功し なかっ

たが， 検証観測装置であ る地上設置高分解能 FTS と航空

機観測の比較に よ り ， 地上設置高分解能 FTS の検定を

行った。 つ く ばにおける キ ャ ンペーンでは GOSAT 同期

観測が成功する と と も にそれぞれの観測データの解析を

行った。 次年度前半に検証作業を行 う 予定であ る。

・地上設置高分解能FTS によ る スペク ト ルから CO2 やCH4

カ ラ ム量の導出解析を行い， 検証データ を作成し た。

・航空機観測データ (JAL 等 ) のデータ収集し，GOSAT プ

ロ ダ ク ト と 比較可能なデータ フ ォーマ ッ ト に変更し た。

それらのデータ を GOSAT プロ ダ ク ト と一緒に図示化し，

GOSAT プロ ダ ク ト の評価を行った。

・ 上記検証結果に基づ く 検証業務報告書を作成し た。

〔備考〕

当課題は， 研究分野 112 「衛星利用によ る二酸化炭素等

の 観 測 と 全 球 炭 素 収 支 分 布 の 推 定」 （課 題 コ ー ド

0610AA102） および 「GOSAT データ定常処理運用システ

ム開発 ・ 運用」 （課題コード 0610AL917） にも関連する。

(1)-3. 　 気候 ・ 影響 ・ 土地利用モデルの統合による地球温

暖化リ スクの評価

〔区分名〕 中核研究プロ ジェ ク ト 経費

〔研究課題コー ド〕 0610AA103

〔担当者〕 ○江守正多 （地球環境研究セン ター）， 高橋潔，

小倉知夫， 伊藤昭彦， 山形与志樹， 野沢徹， 肱

岡靖明， 日暮明子， 永島達也， 花崎直太， 塩竈

秀夫， 木下嗣基

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 効果的な温暖化対策を策定する ためには， 短中

期および長期の将来に亘って人間社会および自然生態系

が被る温暖化の リ ス ク を高い信頼性で評価する こ と が必

要であ る。 短中期については， 将来 30 年程度に生起する

と 予測される極端現象の頻度 ・ 強度の変化を含めた気候

変化 リ ス ク ・ 炭素循環変化 リ ス ク を詳細に評価し， 適応

策な らびに炭素管理オプシ ョ ンの検討や温暖化対策の動

機付けに資する こ と を目的 と する。 長期については， 安

定化シナ リ オを含む複数のシナ リ オに沿った将来 100 年

程度も し く はよ り 長期の気候変化 リ ス ク ・ 炭素循環変化

リ ス ク を評価し， 気候安定化目標な らびにその達成のた

めの排出削減経路の検討に資する こ と を目的 と する。 地

球温暖化研究プロ グ ラ ムにおけ る位置付け と し ては， 炭

素循環観測研究か ら 得 ら れ る 新の知見を取 り 込みつ

つ， 主 と し て自然系の将来予測情報を対策評価研究に提

供する ものであ る。

　 上記の目的を達成する ため， 極端現象の変化を含む将

来の気候変化 と その人間社会および自然生態系への影響

を高い信頼性で予測でき る気候モデル， 影響モデル， お

よび陸域生態・土地利用モデルの開発 と統合利用を行い，

炭素循環変動に関す る 新の研究知見 も 取 り 入れた上

で， 多様な排出シナ リ オ下での全球を対象 と し た温暖化

リ ス ク を不確実性を含めて定量的に評価し， 適応策， 炭

素管理オプシ ョ ン， および長期気候安定化目標に関する

政策検討に資する。

〔内容および成果〕

　 気候モデル研究については，IPCC の新シナ リ オを用い

た新実験に対応する ため， 気候モデルの特に雲過程につ

いて改良を行 う と と も に， エア ロ ゾル排出量空間分布な

どの準備を行った。 また， 気候変化予測 と 影響評価の不

確実性を評価する手法を開発し， 2030 年までの気温上昇

および降水量変化な らびに南米域の水資源影響評価等に

適用し た。 さ ら に， 気候変化予測の空間パターンのシナ

リ オ依存性について も検討し た。

　 影響 ・ 適応モデル研究については， 気候モデル と 水文

影響モデルの統合利用を進め， 灌漑が気候に与え る影響

を調査し た。 また， 水資源， 農業， 健康熱ス ト レ スにつ

いて， 気候変化予測の不確実性を考慮 し た影響評価を

行った。 さ ら に， 温暖化影響に関する社会 と のコ ミ ュ ニ

ケーシ ョ ンのあ り 方について検討する ため， 東京大学等

と 協力し て専門家 と メ デ ィ ア関係者 と の意見交換会を実

施し た。

　 陸域生態 ・ 土地利用モデル研究については， 陸域生態

モデルの改良を行い， 土壌の流亡によ る炭素流出を表現

する と と もに，CH4，N2O 等の気体の発生も扱え る よ う に

なった。 これを用いて， 気候変化予測の不確実性を考慮

し た陸域生態系影響評価を行 う と と も に， 過去の陸域炭

素収支の推定を行った。 また， 土地利用変化予測モデル

の開発 を 行 う と と も に， IPCC の新 シ ナ リ オの一つ

（RCP6W） について土地利用変化の空間分布シナ リ オを

開発し た。

〔備考〕

2006年度までは経常研究0308AE591 で気候モデルの雲プ

ロセス検証の研究について一部を登録し ていた。
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〔関連課題〕

0710CD313 　 大気 - 陸域間の生物地球化学的相互作用を

扱 う モデルの拡張と温暖化影響評価への適用 28p.

0711BA335 　 総合的気候変動シナ リ オの構築 と 伝達に関

する研究 28p.

0711CE432 　 高解像度大気海洋結合モデルに よ る近未来

予測実験 29p.

0712BA337 　 統合シ ス テム解析に よ る空間詳細な排出 ・

土地利用変化シナ リ オの開発 29p.

0712BA340 　 都市と地域の炭素管理に関する研究 30p.

0809CD002 　 地球温暖化によ る降水量変化予測の排出シ

ナ リ オ依存性 30p.

0911ZZ001 　 東京都を対象 と し た総合的温暖化影響評価

の検討 31p.

【関連課題】

1） 　 大気 - 陸域間の生物地球化学的相互作用を扱う モデ

ルの拡張と温暖化影響評価への適用

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0710CD313

〔担当者〕 ○伊藤昭彦 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 陸域生態系か ら 大気に放出 さ れ る各種の微量

ガスは， 温室効果や大気化学反応によ って気候システム

に相当の影響を与え る要因であ る。 本研究では， そのよ

う な大気－陸域生態系間の微量ガス交換に関する生物地

球化学的プロ セスモデルの高度化を図 り ， 長期 ・ 広域で

の交換量を定量化する と と も に， 環境変動に対する影響

評価シ ミ ュ レーシ ョ ンを実施する こ と を目的 と する。 現

地観測に基づいたモデル開発 ・ 高度化を行い， 生物地球

化学的プロセスの メ カニステ ィ ッ ク な理解を深める と と

もに， 高い定量的な再現性を得る こ と を目指す。

〔内容および成果〕

　 陸域生態系と 大気と の間の微量ガス 交換を推定する モ

デル（ VISIT） を高度化し ， 地点から グロ ーバルのス ケー

ルでシミ ュ レ ーショ ンを 行っ た。 アジア地域の主要なメ

タ ン放出源の一つである 水田について， メ カニス ティ ッ

ク なメ タ ン生成ス キームを組み込んだモデルシミ ュ レ ー

ショ ンを実施し た。現在の放出量は約 40Tg（ テラ グラ ム）

と 推定さ れたが， 将来の水管理や気候変動によ り ， その

総量は大幅に変わり う る こ と が示さ れた。 ま た， 日本列

島を対象と し た土壌呼吸によ る CO2 放出量の推定を行っ

た。

〔備考〕

2） 　 総合的気候変動シナ リ オの構築と伝達に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0711BA335

〔担当者〕 ○江守正多 （地球環境研究セン ター）， 高橋潔，

肱岡靖明， 小倉知夫， 伊藤昭彦

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 既存の も し く は他課題に よ り 得 ら れ る気候変

動予測計算の結果を用いて， 確率的気候変動シナ リ オを

構築する と と も に， それを用いた水文 ・ 水資源， 海洋環

境 ・ 水産業， 雪氷圏 ・ 海面水準， 農業 ・ 食料および生態

系等各分野の影響評価を行 う こ と によ り ， 気候変動予測

の信頼性および予測の意味する社会への影響 （気候未来

像） を明ら かにする。 また， そ う し て得られた総合的な

「気候変動シナ リ オ」 を社会に効率的に伝達する方法を確

立する ための研究を行 う 。 さ ら に， 戦略研究プロ ジ ェ ク

ト の総括班と し て，プロ ジェ ク ト の中枢的な働き を担 う 。

〔内容および成果〕

　 気候変動予測の信頼性および予測の意味する社会への

影響を明ら かにする と と も に， そ う し て得られた総合的

な 「気候変動シナ リ オ」 を社会に効率的に伝達する方法

を確立する。 本年度は， （ １ ） パターン スケー リ ング手法

の基礎的検討， （ ２ ） 高温ス ト レ スによ る超過死亡 リ ス ク

評価におけ る不確実性の検討， および （ ３ ） 陸域生態系

影響評価における不確実性の検討， を行った。

（ １ ） については， 複数の気候モデルの結果を用いて， 特

定の排出シナ リ オに対する気温， 降水量， 下向き短波放

射量の分布を， 別の排出シナ リ オに対する計算結果か ら

のパターン ス ケー リ ング手法によ り 推定し， 誤差の評価

を行った。 誤差はス ケー リ ングが内挿よ り も外挿にな る

場合に大き く ， 特に応答が非線形 と な り やすい海氷域で

大きいこ と が確認された。

（ ２ ） については， 複数の気候モデルの結果を用いて， 高

温ス ト レ スによ る超過死亡 リ ス ク の推計を行い， その不

確実性の分布を求めた。超過死亡関数の非線形性によ り ，

超過死亡数のモデル間のばらつきは気温変化のモデル間

のばらつき よ り も ６ 割ほど大き く な る こ と が示された。

（ ３ ） については， 複数の気候モデルの結果を用いた陸域

生態系影響評価を行い， 生産力変化， 火災によ る CO2 放

出， 土壌エロージ ョ ンに着目し て結果を整理し た。 また，

異な る土地利用変化シナ リ オを用いた場合の炭素収支の

違いを調べる ために， 過去の土地利用変化によ る炭素放

出量を評価し た。

〔備考〕

「S-5:地球温暖化に係る政策支援 と普及啓発のための気候

変動シナ リ オに関する総合的研究」 の一部
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3） 　 高解像度大気海洋結合モデルによる近未来予測実験

〔区分名〕 文科省科学技術振興費(* リ サーチ リ ボルーシ ョ

ン 2002)

〔研究課題コー ド〕 0711CE432

〔担当者〕 ○野沢徹 （大気圏環境研究領域），永島達也，小

倉知夫， 伊藤昭彦， 塩竈秀夫

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 東京大学気候システム研究セン ター， 国立環境

研究所， 海洋研究開発機構地球環境フ ロ ンテ ィ ア研究セ

ン ターが共同し て開発し て き た大気海洋結合気候モデル

を高精度， 高解像度化し て， 人為要因によ る 2030 年程度

までの近未来 （温室効果ガス濃度のシナ リ オ間の違いが

小さ く ， 気候変化がそれにあ ま り 依存せずに予見でき る

期間） の気候変化の予測実験を行 う 。 これまでにない高

解像度の実験によ り ， 温暖化の社会影響評価， 政策決定

に資する定量情報の提供を図 り ， 地球温暖化問題に対す

る国際的な取 り 組みの進展に貢献する こ と を目指す。

〔内容および成果〕

　 地球温暖化問題に対する国際的な取 り 組みの進展に資

する ために， 東京大学気候システム研究セン ター， 国立

環境研究所， 海洋研究開発機構地球環境変動領域が共同

で開発し て き た大気海洋結合気候モデルを高精度化， 高

解像度化し て，人為的な気候変動要因によ る 2030 年程度

までの近未来の気候変化を予測する数値実験を行 う 。 予

測実験は， 大気海洋結合気候モデルによ る予測 と し ては

世界に例を見ない， 大気約 50km， 海洋 20 ～ 30km の水

平解像度で実施する。 これまでにわかっている物理過程

等の不十分さ （雲のパラ メ タ リ ゼーシ ョ ンや温室効果ガ

スの放射的な取 り 扱い， 境界層乱流の表現， 成層圏力学

過程の導入など） を改善する と と も に， 植生変化やエア

ロ ゾル，大気化学過程などの効果も取 り 入れて，エルニー

ニ ョ や数十年規模の気候変動現象をはじめ， 社会的に影

響の大きい極端な気象現象の変化予測の信頼性向上を図

る。 また， 観測データ を用いた初期値作成やアンサンブ

ル手法を用いた不確実性の定量化を行 う と と も に， 気候

変化によ る極端な気象現象の変化， 洪水， 渇水， 海洋生

態系破壊の リ ス ク の定量化を図る。 さ らに， 気候モデル

の物理過程の改良に も と づ く 不確実性の低減や， よ り 広

い範囲の社会産業への影響評価等について も， 国内外の

研究者 と 共同研究を実施し， 政府国民の意思決定に資す

る情報を発信する こ と を目指す。 国立環境研究所では，

主 と し て近未来予測実験に必要 と な る 気候変動要因の

データ整備， 高解像度大気海洋結合気候モデルへの気候

変動要因の導入およびそれに伴 う モデル調整， 近未来予

測に関する多 メ ンバーアンサンブル実験の不確実性評価

法の検討を行 う 。 本年度に得ら れた成果は以下の通 り 。

自然起源の気候変動要因については， 太陽変動に関する

情報提供を受け， 全太陽放射照度のデータ を整備し た。

また， 大規模火山噴火に伴 う 成層圏エア ロ ゾルの気候影

響については，対流圏界面付近での取 り 扱いを精緻化し，

火山性成層圏エア ロ ゾルの影響が対流圏に混入し ないよ

う に改良を加えた。 シ ミ ュ レーシ ョ ン結果に大き な影響

を与え る も のではないが， 対流圏界面付近での火山性成

層圏エア ロ ゾルの取 り 扱いが精緻化され， 気候応答の精

度向上に資する と 考え られる。 人為起源の気候変動要因

について も， 国際コ ミ ュ ニテ ィ か ら の情報提供を受け，

温室効果ガス濃度や対流圏エア ロ ゾル排出量などのデー

タ を整備し た。 また， オゾンなどの大気化学物質につい

ては， 化学気候モデルを用いて 3 次元濃度データ を整備

し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 木本昌秀 ( 東京大学） 共同研究機関 ： 東京大

学気候システム研究セン ター， 海洋開発研究機構地球環

境フ ロ ンテ ィ ア研究セン ター

4） 　 統合システム解析による空間詳細な排出 ・ 土地利用

変化シナ リ オの開発

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0712BA337

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球環境研究セン ター） ， 野沢

徹， 木下嗣基， 牧戸泰代， 中道久美子

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 24 年度 （2007 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 気候変動予測シナ リ オは， 国際的な温暖化対策

を検討する上での科学的基盤であ る。 次世代の気候変動

シナ リ オの構築に関する研究を我が国が先駆的に進める

こ と によ り ， 温暖化問題の解決に向けた今後の国際交渉

を リ ー ド し てゆ く こ と が可能 と な る。 次世代の気候変動

シナ リ オの構築に際し ては， これまで十分には取 り 扱わ

れて こ なかった自然システム と 社会システムを統合し て

解析する アプローチが必要 と 考え られる。 これまでの気

候変動シナ リ オ研究では， 世界を十数地域に分割し たグ

ローバルな社会経済シナ リ オを用いた将来予測が実施さ

れて き たが， 本研究では， 次世代の気候変動シナ リ オの

構築にむけて， 空間詳細な排出 ・ 土地利用シナ リ オの開

発を実施する。

〔内容および成果〕

　 土地利用変化モデルについては，IPCC の新シナ リ オの

ベース と なる RCP の空間詳細シナ リ オの高精度化を行っ

た。 都市分布の将来シナ リ オには， 人口， GDP， 都市化

率を元 と する こ と で高精度な も の と なった。 計画し てい
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た次期 IPCC に対応し た土地利用分野シナ リ オの開発に

おいて， 世界的に も先駆的な空間詳細なシナ リ オを構築

する こ と に成功し，本年度中に RCP を完成し て公開する

こ と ができ た。 また， 関東地方を対象 と し た空間詳細な

排出 ・ 土地利用変化シナ リ オの分析に向け， CO2 排出量

を直接排出量 ・ 間接排出量の両面か ら市区町村単位で推

計し， その結果を GIS を用いてマ ッ ピングする こ と で，

その空間分布を比較分析する こ と ができ た。

〔備考〕

「S-5:地球温暖化に係る政策支援 と普及啓発のための気候

変動シナ リ オに関する総合的研究」 の一部

5） 　 都市と地域の炭素管理に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0712BA340

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球環境研究セ ン タ ー） ，

Shobhakar Dhakal， 牧戸泰代， Poruschi Lavinia，

中道久美子

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 24 年度 （2007 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 GCP の国際研究計画の一部 と し て，都市 と地域

におけ る炭素管理に関する研究を実施する。 国内外の共

同研究者 と 連携し て， 炭素管理に関するデータの収集を

行い， CO2 排出量の推定や炭素管理手法の検討をおこ な

う 。 特に， 土地利用シナ リ オに関する情報の収集 と 分析

を実施する。

〔内容および成果〕

　 都市化は過去数十年の間急激に進んでお り ， 都市域の

形態は， エネルギー使用やそれに伴 う 温暖化ガス発生量

と 密接に関係があ る と みられている。 本研究では， 国内

の複数の小中規模都市において， 都市形態と CO2 排出量

と の関係を分析し た。 まず， リ モー ト センシング情報を

活用す る こ と に よ り 都市域の土地利用情報の収集を行

い， 都市形態を数量化する手法の開発も行った。 都市形

態は従来の景観係数に加えて， 都市割合のバ ッ フ ァ を用

いた新しいコ ンパク ト ネス係数を使用する こ と によ り 数

値化を行っ た。 ま た， 市町村レベルでの ４ 部門 （家庭，

業務， 産業， 交通 （乗用車および貨物車）） 別の CO2 排出

量算定値を使用し， 都市形態と CO2 排出量の相関関係の

分析 と 検証も行った。 重回帰分析の結果よ り ， い く つか

の都市形態指標と部門別の CO2 排出量の間には明らかな

相関関係がみられ， 特に乗用車からの CO2 排出量 と コ ン

パク ト ネス係数には統計的に優位な逆相関関係がみられ

た。 こ の こ と は， コ ンパク ト 型都市によ る排出量削減の

可能性を示唆し ている。

〔備考〕

6） 　 地球温暖化による降水量変化予測の排出シナ リ オ依

存性

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0809CD002

〔担当者〕 ○塩竈秀夫 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 大気海洋結合モデルを用いた地球温暖化予測

実験において， 温室効果ガス濃度 と エア ロ ゾル排出量の

シナ リ オ （排出シナ リ オ） が異な る と， 単位気温変化あ

た り の全球平均降水量変化率が変わる こ と が近年しめ さ

れて き た。 しかし降水量変化率が何故排出シナ リ オに依

存するのかは明ら かになっていない。 本研究では， 降水

量変化率が排出シナ リ オに依存する要因を解明する こ と

を目的とする。

　 こ こ ではエア ロ ゾルの第 １ 種， 第 ２ 種間接効果を陽に

扱 う こ と のでき る大気海洋結合モデルを用いて， 外部要

因 （温室効果ガス， 硫酸性エア ロ ゾル， 炭素性エア ロ ゾ

ル， 対流圏 ・ 成層圏オゾン） を個別に与えた実験を行い，

どの外部要因がス ケー リ ングパターンの排出シナ リ オ依

存性を も た らすかを明ら かにする。 外部要因を切 り 分け

て要因推定を行 う 際の前提条件は， 各外部要因に対する

応答の線形足し合わせが可能な こ と であ る。本研究では，

線形性がどの程度保たれているかを注意深 く 確認し， 非

線形性が強い場合にはその原因を調べる。

　 本研究によ り ， 地球温暖化によ る降水量変化率予測の

排出シナ リ オ依存性に関する考察が得られる も の と 予想

される。 それによ り 将来予測の不確実性を減少させるだ

けでな く ， 影響評価 ・ 適応策 ・ 緩和策などの研究に対し

て も有益な情報を提供でき る こ と を目指す。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 温室効果ガス と エア ロ ゾルの強制力に対し

て， それぞれ気温が 1 ℃変化し た と きの降水量変化率が

異な る こ と を示し た。 排出シナ リ オご と に温室効果ガス

と エア ロ ゾルに よ る放射強制力の割合に差があ る ため，

降水量変化率に排出シナ リ オ依存性が生じ ている。 さ ら

に， 温室効果ガス と エア ロ ゾルで降水量変化率が異な る

原因を， 地表面熱収支， および大気大循環論的な視点か

ら明らかにし た。 また， エア ロ ゾルの第 2 種間接効果に

よ る降水量に対する影響を定量的に診断する新手法を開

発し た。 その結果， 炭素性エア ロ ゾルによ る降水量減少

の う ち， 約 １ ／ ３ が第 2 種間接効果に よ る 瞬時影響

（フ ィ ード バッ ク を含まない影響） であ る こ と も明らかに

なった。

〔備考〕
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7） 　 東京都を対象と し た総合的温暖化影響評価の検討

〔研究課題コー ド〕 0911ZZ001

〔担当者〕 ○肱岡靖明 （社会環境システム研究領域） ， 高

橋潔， 林誠二， 増井利彦

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 東京都の特徴 （土地利用形態、 気候、 社会経済

状況） を的確に把握し， 予定されている都市計画や防災

計画， 様々な将来ビジ ョ ンを基に， 将来の影響評価を実

施し， 長期的な視点で適応策の検討 ・ 実施を科学的に支

援する。 　

〔内容および成果〕

　 様々な分野においてどのよ う な指標を対象 と し た影響

評価を実施するか， その評価手法について検討し た。 ま

た， 基礎的な情報 （土地利用形態， 気候， 社会経済状況）

について整理し た。

〔備考〕

(1)-4. 　 脱温暖化社会の実現に向けた ビ ジ ョ ンの構築 と

対策の統合評価

〔区分名〕 中核研究プロ ジェ ク ト 経費

〔研究課題コー ド〕 0610AA104

〔担当者〕 ○甲斐沼美紀子 （地球環境研究セン ター） ， 亀

山康子， 藤野純一， 花岡達也， 増井利彦， 久保

田泉， 肱岡靖明， 日引聡， 森口祐一， 金森有子，

芦名秀一， 池上貴志， 岩渕裕子， 戴 瀚程， 花崎

直太， 明石修， 松本健一， 橋本征二， 南齋規介

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化問題は， 社会経済活動 と密接な関係

があ り ， 地球温暖化問題を解決する ためには， 科学的な

メ カニズムを明ら かにする こ と と と も に， 将来の社会経

済のあ り 方を含めた議論 （社会構造そのも のを温暖化防

止に資する も のに転換する 「脱温暖化社会」 の構築に向

けた議論） が重要 と な る。 また， 温暖化対策の目標の設

定や枠組を明ら かにし， その効果を評価する こ と は， 温

暖化対策を効率的かつ効果的に実施する上で必要不可欠

であ る。

　 本研究課題では， 脱温暖化社会のビジ ョ ンやその構築

に向けたシナ リ オの検討， 国際交渉の枠組， さ らにはこ

れらの評価を定量的に行 う ためのモデル開発やモデルの

適用を通じ て， 温暖化を防止する社会の構築やそれを支

え る温暖化政策を支援する こ と を目的 と する。 また， モ

デル開発及び政策分析では， 途上国 と の共同作業を通じ

た人材育成を行 う こ と で， アジアを中心 と し た途上国に

おける温暖化対策の促進に貢献する こ と も目的とする。

　 温暖化研究プロ グ ラ ムにおいては， 中核 １ ， ２ と の共

同作業によ り 温室効果ガス排出イ ンベン ト リ の検証を行

う 。 また， 排出経路や安定化濃度を中核 ３ と 共有する こ

と で， 温暖化影響を フ ィ ー ド バ ッ ク し た対策の評価を整

合的に分析する。 これらの研究を通じ て IPCC 等への国

際貢献を行 う 。

〔内容および成果〕

　 ビジ ョ ン ・ シナ リ オ作成， 国際政策分析， 対策の定量

的評価を相互に連携し て行 う こ と によ り ， 中長期の対策

目標の設定， 交渉枠組みの提案 と 対策の定量的評価を

行った。 ビジ ョ ン ・ シナ リ オ作成研究では， 2050 年の我

が国のビジ ョ ン ・ シナ リ オを作成し， 2050 年までに大幅

な温室効果ガ ス を削減する ための方策について検討し，

ロー ド マ ッ プを作成し た。 本プロ ジェ ク ト で構築し た手

法をアジア主要国に適応し， アジアを対象 と し た温室効

果ガス削減策について検討し た。国際政策分析研究では，

国際枠組みを評価す る ための評価軸について整理を行

い， こ の結果を踏ま えて国際制度の諸提案を分析し た。

また， アジア太平洋地域の国際枠組みに関する ダ イ ア ロ

グを行い， 次期枠組みについて議論し， 各国が望ま しい

と 考え る国際制度の概要について， 共通点や異な る点な

どを抽出し た。交渉のフ ォーラ ム と し ては，多様なフ ォー

ラ ムがあ り 得て も， 終的には気候変動枠組条約で統括

されるべきだ と い う 意見にま と め られた。 対策の定量的

評価研究では， 温暖化対策の定量的な評価のための種々

のモデルを開発し た。 政府の中期目標検討委員会におい

て， 技術積み上げモデルを使った各国の削減ポテンシ ャ

ル と 削減量に応じ た国内対策 メ ニ ューに関する分析， 及

び一般均衡モデルを用いて経済分析の結果を示し， 2009

年 6 月の総理によ る中期目標決定に際し ての科学的根拠

を提供し た。 2009 年 10 月からは政府のタ ス ク フ ォース

において 2020 年の日本の温室効果ガス排出量を 1990 年

時点に比べて 25％削減を実現する対策について分析を

行った。 2009 年 12 月から環境省の地球温暖化対策に係

る中長期ロード マ ッ プ検討会において AIM モデルを用い

て 2050 年大幅削減を見据えた 2020 年中期目標の対策分

析を進めた。 低炭素社会に関する国際研究ネ ッ ト ワーク

への参画，IPCC 第 ５ 次評価報告書に向けた新シナ リ オを

提供する統合評価モデ リ ン グ コ ン ソ ーシア ムに参加し，

新シナ リ オを気候モデルグループ， 影響グループに提供

し た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0810BA004 　 統合評価モデルを用いた気候変動統合シナ

リ オの作成及び気候変動政策分析 32p.
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0811CD004 　 持続的経済発展の可能性 32p.

0909CD001 　 温暖化防止の持続的国際枠組み 32p.

0911BA002 　 気候変動の国際枠組み交渉に対する主要国

の政策決定に関する研究 33p.

0911CD010 　 地球温暖化問題の費用負担論－公正で実効

的な制度構築をめざ し て 33p.

0913BA002 　 アジアを対象 と し た低炭素社会実現のため

のシナ リ オ開発 33p.

0913BA003 　 経済発展に伴 う 資源消費増大に起因する温

室効果ガス排出の抑制に関する研究 34p.

0913BA006 　 ア ジ ア低炭素社会実現へ向け た中長期国

際 ・ 国内制度設計オプシ ョ ン と その形成過程の研究 34p.

【関連課題】

1） 　 統合評価モデルを用いた気候変動統合シナ リ オの作

成及び気候変動政策分析

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0810BA004

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究領域） ， 甲

斐沼美紀子， 肱岡靖明， 高橋潔， 藤野純一， 花

岡達也， 花崎直太， 金森有子， 松本健一， 明石

修， 芦名秀一， 池上貴志， 岩渕裕子

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本研究の目的は， これまでに AIM のモジュー

ル と し て構築し て き たモデル群を対象に， 新の科学的

知見を反映する よ う に個々のモデルを改良する作業や，

複数のモデルの統合を行い， 各種フ ィ ー ド バ ッ ク効果も

考慮しつつ， 温室効果ガスの排出， 気温上昇， 温暖化影

響に関する一貫性を持った世界シナ リ オの開発を行 う こ

と であ る。 また， アジア主要国を対象に， 世界シナ リ オ

の結果を各国別に詳細に表示する詳細化モデルの開発，

大気汚染モデルの開発， 及びそれらの統合化を行い， 各

国におけ る 温暖化対策の効果 と 影響について分析を行

う 。

〔内容および成果〕

　 これまでに開発し て き たエネルギー技術選択モデルで

あ る AIM/Enduse[Global] について， 世界の地域区分を詳

細化 し たほか， 対象部門や対策技術の追加等の改良を

行った。 また， 限界削減費用の算出を容易にする ツール

を開発し， さ まざまな条件下での主要国の限界削減費用、

排出削減量の推計を行った。

　 日本を対象 と し た経済モデル AIM/CGE[Japan] につい

て， 2020 年の温室効果ガス排出量を 1990 年比 25% 削減

する場合の経済影響や， 低率炭素税＋税収を温暖化対策

に還元させる場合の経済影響の試算を行った。

　 世界を 24の国 と地域に分割し た世界経済モデルであ る

AIM/CGE[Global] を用いて，IPCC第5次評価報告書に向け

て気候モデルの入力を目的と し た放射強制力を 6W/m2に

安定化する シナ リ オを作成し た。

〔備考〕

京都大学大学院及びみずほ情報総研と の共同研究。中国・

能源研究所， イ ン ド ・ 経営大学院アー メ ダバー ド 校， タ

イ ・ アジア工科大学と研究協力を行っている。

2） 　 持続的経済発展の可能性

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0811CD004

〔担当者〕 ○亀山康子 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 23 年度 （2008 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 ロ シア， 中国， イ ン ド の ３ 国およびその他の地

域大国 （サウ ジア ラ ビア， ブ ラ ジル， ト ルコ） が， 地域

経済大国 と し てどのよ う な イ ンパク ト を世界に与えてい

るかを， マ ク ロ経済 ・ 国際金融， 産業構造 ・ 企業シス テ

ム， 資源 ・ 環境問題 と い う 側面か ら検討し， それを踏ま

えて， これら諸国が地域大国 と し ての地位を維持 ・ 発展

でき るかど う かの展望を導 く 。 具体的には， 以下の ４ 点

を本研究の目的とする。 （ １ ） マ ク ロ ・ 国際金融， 産業構

造 ・ 企業， 資源 ・ 環境の問題に関し て， ３ 国を中心 と す

る 「地域大国」 を比較でき る よ う な経済統計及び法制デー

タベースの作成， （ ２ ） 上記観点において 「地域大国」 が

共通に抱える問題の抽出， （ ３ ） 資源外交及び国際環境保

護体制における これら諸国の行動様式の分析， （ ４ ） ３ 国

およびその他の 「地域大国」 がグ ローバ リ ゼーシ ョ ンに

対抗する新しい理論モデルにな り う るかの検討。

〔内容および成果〕

（ １ ） ロ シア， 中国， イ ン ド の ３ 国の COP15 に至る政策

決定に関し て資料収集を行なった。

（ ２ ） 2009 年 ７ 月に北海道大学にて開催された国際シン

ポジ ウ ムにて， ３ 国の気候変動政策に関し てセ ッ シ ョ ン

を提供し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 西南学院大学経済学部 　 上垣彰

3） 　 温暖化防止の持続的国際枠組み

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0909CD001

〔担当者〕 ○橋本征二 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 温暖化防止のための制度について， 特に京都議

定書で目標の決ま っていない2013年以降にどのよ う な制

度を構築し てい く かを検討する こ と が必要であ る。また，
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温暖化防止は長期にわたって， 国際的に取 り 組む重要な

課題であ る。 本研究では， 持続的に温室効果ガスの排出

と 吸収を国際的に管理する枠組みを提案する こ と を目的

と する。 研究分担担当者は特に森林等吸収源を対象 と し

た研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 COP15 前後の森林等吸収源に関わる様々な提案を， 前

年度提示し た原則など を も と に分析し， 各提案の得失を

整理し た。 また， 森林等吸収源に関わる炭素収支の う ち

伐採木材を対象 と し た分析を行った。 日本の今後の建築

物需要等のシナ リ オを も と に， 経済社会に建築物 と し て

存在する木材量を推計し， その炭素収支について検討し

た結果， 日本の伐採木材は近い未来に排出源 と な る可能

性が高いこ と を確認し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 新澤秀則 （兵庫県立大学経済学部）

4） 　 気候変動の国際枠組み交渉に対する主要国の政策決

定に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0911BA002

〔担当者〕 ○亀山康子 （地球環境研究セン ター），久保田泉

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究は， 次期枠組みに関する国際交渉の 終

段階における政策立案者への具体的な イ ンプ ッ ト ，及び，

合意達成後の各国内での効果的な実施過程への移行に向

けた政策提言を 終達成目標 と する。 こ の目標達成のた

め， 主要国 （米国， 欧州， アジア新興国， ロ シア） の国

内政策決定 （政治， 経済， エネルギー政策， 外交政策等）

を踏まえた政策研究， および主要国に と って受け入れら

れる国際制度構築に関する研究を実施する。

〔内容および成果〕

（ １ ） 主要国 （米国， 欧州， アジア新興国， ロ シア） の国

内で本年度内にあった気候変動政策関連の出来事に関す

る情報を収集し， 時系列でま と めた。 また， 年表の形に

し て HP にて公開し た。

（ ２ ） 主要国の COP15 に至る国際交渉での主張について

情報を収集 し と り ま と めた。 各主張の分析を ブ リ ーフ

ノ ー ト と い う 形式にま と めた ものを定期的に HP にて公

表し た。

（ ３ ） 2010 年 1 月 19 日に国際シンポジウ ムを開催し， 主

要国の COP15 に対する主張について講演会を行った。

〔備考〕

5） 　 地球温暖化問題の費用負担論－公正で実効的な制度

構築をめざ し て

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD010

〔担当者〕 ○亀山康子 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究は， （ １ ） 地球温暖化問題の特質をふま

え， 温暖化問題に関連し て生じ る様々な費用 （温暖化対

策費用， 温暖化の悪影響への適応費用， 温暖化起因の損

害補償費用など） を誰がいかな る原則に基づいて負担す

べきかを理論的に検討し， （ ２ ） 現実の国際 ・ 国内制度が

費用負担をいかに制度化 し てい る か を実証的に検討す

る。 そ し て， こ れ ら の理論的 ・ 実証的検討に基づいて，

温暖化問題の費用負担に関する包括的な理論の構築 と と

も に， 公正な費用 と 責任の負担配分を実現し， 公正で実

効的な温暖化防止の国際制度 と 国内制度のあ り 方を探求

する こ と をその目的とする。

〔内容および成果〕

（ １ ） 我が国の 2020 年中期目標の検討にあたり ，公正な排

出削減目標の設定方法を検討し た。衡平性指標を既往文献

から 抽出・ 分類し ， 公正と 判断さ れる 基準を整理し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 高村ゆか り （龍谷大学法学部）

6） 　 アジアを対象と し た低炭素社会実現のためのシナ リ

オ開発

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0913BA002

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究領域） ， 藤

野純一， 花岡達也， 金森有子， 芦名秀一， 池上

貴志， 明石修， 岩渕裕子， 高橋潔， 肱岡靖明，

甲斐沼美紀子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 科学的検討によ り 温暖化の抑制には 2050 年ま

でに世界全体の二酸化炭素排出量半減が必要 と 示唆され

ている こ と を踏まえ， 特に日本を含めた大排出国を複数

抱え る アジアを対象に， その多様な文化的 ・ 背景を踏ま

えつつ低炭素社会へ向か う ための， 中長期的な技術的対

策や制度， 政策の立案 ・ 予測 ・ 評価を総合し た低炭素社

会シナ リ オを描 く ために， シナ リ オアプローチの手法を

用いて， 低炭素社会の実現に必要 と な る要素 （社会経済

の動向や対策） な らびにアジアの多様性について定量的

かつ定性的に分析する と と も に， 分析結果に基づき アジ

アの低炭素社会に向けた道筋をバッ ク キ ャ ステ ィ ング手

法を用いて検討する。
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〔内容および成果〕

　 日本が低炭素社会に向かえ る こ と が， 低炭素アジアの

実現に重要な要素であ る こ と を鑑みて， 前年度までの研

究を深化させて 2050 年に我が国において CO2 排出量を

70％まで削減し た社会 （日本低炭素社会） を実現する た

めに， バッ ク キ ャ ス テ ィ ングの手法を用いたシ ミ ュ レー

シ ョ ンモデルを用い， 2050 年までに要する総対策費用を

小化する と い う 観点から約 400 種の技術と約 200 種の

政策 ・ 制度の導入方法を検討し， 我が国において 2050 年

までに低炭素社会を実現する ためには早期対策が肝要で

あ る こ と を示し た。

　 また， 排出量の世界全体に占める割合が高 く ， かつ成

長著しいアジア地域において， CO2 排出量削減シナ リ オ

を提示する こ と を目的 と し て， 中国， イ ン ド， タ イ， マ

レーシア， イ ン ド ネシアの研究者 と と も に， 国や都市に

おけ る低炭素社会シナ リ オ研究を実施し， 経済発展を維

持しつつも CO2 排出量を大幅削減し た低炭素社会像が，

アジア地域において も実現可能であ る こ と を示し た。 ま

た， 環境研にて， 上記アジア諸国の研究者を招聘 し て，

低炭素社会シナ リ オ研究の手法を伝え る ト レーニング ・

ワーク シ ョ ッ プを実施し た。

　 以上の研究成果を も と に， COP15/CMP5 （コペンハー

ゲン， デンマーク） の場でアジア低炭素社会をテーマ と

し た サ イ ド イ ベ ン ト 「Low-Carbon Asia: Visions and

Actions」 を国内他機関 と の共催によ り 実施し， 日本， イ

ン ド， 中国の長期シナ リ オや， 各国の取 り 組み と， 世界

低炭素社会実現への含意についてを中心に議論し， アジ

アか ら世界低炭素社会が実現可能であ る と の メ ッ セージ

を発信し た。

〔備考〕

本課題は， 以下の各機関と の共同研究であ る。

京都大学 （松岡譲教授）

みずほ情報総研 （日比野剛シニアマネージ ャー）

日本エネルギー経済研究所 （伊藤浩吉常務理事）

また， 以下の各国各機関の研究者と研究を推進する。

中国 　 能源研究所 　 X.Hu, K.Jiang

イ ン ド 　 イ ン ド経営大学院 　 P.R.Shukla

タ イ 　 アジア工科大学 　 R.Shrestha

7） 　 経済発展に伴 う 資源消費増大に起因する温室効果ガ

ス排出の抑制に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0913BA003

〔担当者〕 ○森口祐一 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 橋本征二， 南齋規介， 加用千裕

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 2050 年までに温室効果ガス排出量世界半減 と

い う 目標を実現する ためには， 世界人口の半分以上， 温

室効果ガス排出量の半分以上のシェ アを占める と 言われ

ている アジア地域において低炭素社会を実現する方策を

検討する こ と が不可欠であ る。 本研究は， 先進国が歩ん

でき たエネルギー ・ 資源浪費型発展パスの途を繰 り 返す

のではな く ， 生活レベルを向上させながら も， 低炭素排

出、 低資源消費の社会に移行する方策について検討し，

その発展パス を描 く ための研究プロ ジ ェ ク ト の一環 と し

て， 資源生産性の向上や資源の循環的利用に着目し た低

炭素社会の構築のための研究を行 う 。

〔内容および成果〕

（ １ ） 先行研究で構築し てき た物質フ ローモデルに経済圏

内部の物質ス ト ッ ク の表現を加え， 長期的なシナ リ オ分

析の組み入れを考慮し たモデルの枠組みを設計し た。 ま

た， 耐久財 ・ 耐久消費財の使用時のエネルギー消費を表

現するプロ セスモデルを設計し た。 事例研究 と し て， 次

世代自動車を対象に， 現存する各種計画において必要 と

なる Li 需要量を推計し，次世代自動車の効果的な導入 と

リ サイ クルの推進によ り ，Li 供給制約下において も World

Energy Outlookのシナ リ オで得られる CO2削減効果を達成

でき る可能性を確認し た。

（ ２ ） 今後の途上国における物質消費のシナ リ オ分析に活

用する ため， 炭素強度の高い物質であ る鉄， セ メ ン ト ，

紙を対象に， 主要国における これらの生産量， 輸出入量，

消費量の歴年データ を整備し， これら の資源消費に関わ

る Leap Frog 的なパスの存在の有無について検討し た。例

えば， １ 人あた り GDP の大き な国において も １ 人あた り

紙消費量には倍半分の違いがあ る こ と を確認し た。

（ ３ ） 「UNEP 持続可能な資源管理に関する国際パネル」

「物質フ ローと資源生産性に関する OECD プロ グ ラ ム」へ

の参加を通じ て資源利用に関わる問題 と その政策的な議

論の情報収集， 中国の清華大学および東北大学の研究者

と の研究交流お よ び研究協力に関す る 意見交換を行っ

た。 ま た， 「アジア太平洋地域の資源需給 と 低炭素型発

展」 ワーク シ ョ ッ プを開催し， 今後の研究について意見

交換を行った。

〔備考〕

共同研究機関 ： みずほ情報総合研究所， 東京大学， 名古

屋大学

8） 　 アジア低炭素社会実現へ向けた中長期国際 ・ 国内制

度設計オプシ ョ ン と その形成過程の研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費
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〔研究課題コー ド〕 0913BA006

〔担当者〕 ○亀山康子 （地球環境研究セン ター），久保田泉

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 アジアにおいて低炭素社会を確立 し てい く た

めの中長期的国際 ・ 国内制度のあ り 方を提示し， その実

現のための具体的政策オプシ ョ ンを提案する ため， 政治

学， 国際関係学， 行政学および分野横断型の政策研究手

法によ り ， グ ローバルな制度及び政策， アジア域内の制

度及び政策， 資金にかかる制度及び政策， 技術にかかる

制度及び政策を検討する。

〔内容および成果〕

　 我が国およびアジア主要国に と って， 気候変動抑制に

十分で， かつ， 衡平性が担保される ために効果的な排出

量決定方法について検討し た。 一人当た り 排出量など を

基準に， 2050 年に衡平性が担保される よ う な状態に至る

ための排出パス を検討し た。

〔備考〕

代表者 ： 蟹江憲史 （東京工業大学）

地球温暖化研究プログラムの関連研究プロジ ェ ク ト

(1)-5-1. 　 過去の気候変化シグナルの検出と その要因推定

〔区分名〕 プロ グ ラ ム リ ーダー調整費

〔研究課題コー ド〕 0610AJ001

〔担当者〕 ○野沢徹 （大気圏環境研究領域），永島達也，塩

竈秀夫

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 気候モデルに よ る地球温暖化予測の信頼性を

向上させる ためには， 現在の平均的な気候状態を現実的

に再現するだけでな く , 過去の気候変化について も尤も

ら し く 再現する こ と が重要 と な る。 また , 再現された気

候変化が , 気候の内部変動に起因するのではな く , 温室効

果気体の増加などの外的な気候変動要因に起因する こ と

を統計的に有意に示すこ と は , 地球温暖化研究を支え る

意味で も大変重要であ る。 こ のよ う な観点か ら , 本研究

課題では , 十年以上の時間ス ケールを持つ長期気候変化

の メ カニズム解明に資する ために、 様々な気候変動要因

を考慮し た複数の 20 世紀気候再現実験結果 と 長期観測

データ と を比較解析する こ と によ り 、 観測された長期気

候変化シグナルを検出し その要因を推定する こ と を目的

とする。

〔内容および成果〕

　 近年の温暖化傾向が人為起源の気候変動要因に起因す

る こ と の， よ り 確度の高い情報を提供すべ く ， 観測され

た長期気候変化の原因を推定する と と も に， 自然起源の

気候変動要因に起因する気候変化の不確実性の幅を定量

的に評価する。 本年度も， 既存の気候モデルシ ミ ュ レー

シ ョ ン結果 と 長期観測データ と を比較 ・ 解析する総合的

な長期気候変化シグナルの検出 と 要因推定に関する研究

を継続し て実施し た。 特に， さ まざまな条件下での 20 世

紀気候再現実験結果を大気中の水蒸気収支式に基づいて

解析し， 20 世紀に熱帯北アフ リ カ域で観測された夏季降

水量の有意な減少傾向は， 主に大気循環が変化し た こ と

によ る力学的な効果に起因し てお り ， (1) 人為起源エア ロ

ゾルが局所的に増加する こ と によ り 赤道大西洋域におけ

る海面水温の変化に南北非一様性が生じ， それに伴い赤

道大西洋上に南半球で上昇， 北半球で下降する局所的な

鉛直循環が生じ た こ と， および， (2) 温室効果ガス濃度の

増加によ る全球規模の大気循環が弱化し， それに付随し

て南大西洋で上昇， 赤道大西洋で下降する領域規模の鉛

直循環が生じ た こ と， の 2 点が主たる原因 と考え られる

こ と を明ら かにし た。 また， さ ま ざ まな気候モデルによ

る 20 世紀気候再現実験結果を解析し，大規模火山噴火に

対する気候応答の相違について調べた結果， 気候モデル

に含まれる物理過程の有無によ り ， 上部対流圏におけ る

気温変化などに違いのあ る こ と が分かった。

〔備考〕

〔関連課題〕

0809CD002 　 地球温暖化によ る降水量変化予測の排出シ

ナ リ オ依存性 30p.

【関連課題】

1） 　 地球温暖化による降水量変化予測の排出シナ リ オ依

存性

〔研究課題コー ド〕 0809CD002

〔担当者〕 ○塩竈秀夫 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

(1)-5-2. 　 太平洋小島嶼国に対する温暖化の影響評価

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE004

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター） ， 松永恒

雄， 島崎彦人

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境変動に対する脆弱性が極めて高い と 考え

られる太平洋の島嶼国を対象 と し て， リ モー ト センシン

グデータ を活用し た地形及び土地利用のマ ッ ピ ング と と

も に， 全球規模で州島の形成維持に関わる要因の収集及

び解析を行い，地形の形成維持プロセス を明らかにする。

それに基づいて， 現在及び将来の環境変動 と 経済システ

ムの変化によ る応答を予測し， 持続可能な維持のための
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方策を提案する。

〔内容および成果〕

　 リ モー ト セ ン シ ン グデー タ を用い， 海域ハビ タ ッ ト

マ ッ プの作成， 過去か ら の土地利用変化のデータベース

化を行い， 基盤情報を整備し た。 またそれらの基盤情報

を用いて， 海面上昇に対する脆弱性を示すハザー ド マ ッ

プを作成し た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0810BA009 　 環礁上に成立する小島嶼国の地形変化 と 水

資源変化に対する適応策に関する研究 36p.

0812KB001 　 海面上昇に対する ツバル国海岸の生態工学

的維持に関する研究 36p.

【関連課題】

1） 　 環礁上に成立する小島嶼国の地形変化と水資源変化

に対する適応策に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0810BA009

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター），松永恒雄

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環礁上に成立する小島嶼国に対し， 地形 と水資

源に基づいて農業生産 と 人間居住に関する環境収容力を

評価し， 地球温暖化に と も な う 海面上昇 と 降水量変動の

両方の影響を予測し て， 自然 ・ 社会両方の面か ら具体的

な適応策を提示する。 地形変化プロ セスモデルによ る地

形変化予測， 水収支 ・ 地下水流動モデルによ る水資源変

化予測を行い，環境収容力の変化を予測する こ と によ り ，

各州島の脆弱性の評価を行 う 。 その結果に基づいて， 州

島の特性に基づいた具体的な適応策を提示する。

〔内容および成果〕

　 マーシ ャル諸島共和国 と ツバル共和国を対象に， 衛星

データ ・ 空中写真及び現地情報を用いて地形図及びハビ

タ ッ ト マ ッ プの整備を行い， ワーク シ ョ ッ プを開催し て

現地への提供を行った。

　 州島の環境収容力推定のために必要な項目の選定 と 収

集を行い， 水資源収支に関する収支計算が可能なシステ

ムを構築し た。

　 地球温暖化に対する適応策を時間 ・ 空間ス ケール と 物

理的 ・ 社会的要因 と と も に， 人為影響の低減， 温暖化影

響の低減， 新た な資源の探索の ３ つの観点か ら 整理を

行った。

〔備考〕

2） 　 海面上昇に対するツバル国海岸の生態工学的維持に

関する研究

〔区分名〕 科学技術振興事業団からの委託 ( 全般 ) 戦略的

創造研究推進事業等

〔研究課題コー ド〕 0812KB001

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 ツバル国は標高 １ ～ ３ ｍ と低平で， 今世紀の

海面上昇によ る水没の危機にあ る。 一方で， 急増する人

為圧力によ ってサンゴ礁生態系の劣化が進み， 国土の堆

積物を作るサンゴや有孔虫の生産量が著し く 減少し てい

る可能性が高い。 本研究の目的は， ツバル国フナフチ環

礁において， サンゴ と 有孔虫が作る砂の生産－運搬－堆

積過程 と， 生態系劣化に伴 う 減少を評価し て， 生態系の

保全 ・ 復元を通じ て将来の気候変動に対し て復元力の大

き な島を再生する こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 リ モー ト センシング と 地形 ・ 生態班の現地調査結果に

基づいて， 地形 と サンゴや有孔虫などの生息環境のハビ

タ ッ ト マ ッ プのプロ ト タ イプを作成し た。 海岸線の監視

手法に関し て， 衛星画像 と ウ ェブカ メ ラ を用いた海岸線

の監視手法に関す る 検討を行っ た。 現地のカ ウ ン タ ー

パー ト と共同で調査を行い， 技術移転を開始し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 茅根 　 創 （東京大学）

相手国 ： ツバル共和国

(1)-5-3. 　 温暖化に対するサンゴ礁の変化の検出と モニ タ

リ ング

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE005

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター） ， 松永恒

雄， 石原光則， 浪崎直子

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 近年， サンゴ礁では， 共生し ている藻類が放出

される白化現象が多数観察され， 地球規模でサンゴ礁が

衰退し てい る こ と が報告 さ れてお り ， 温暖化 と と も に，

ローカルなス ト レ ス と の複合が原因 と し て考え られてい

る。 白化現象を起 こ す地理的要因を明ら かにする ため，

現地観測データや航空機， 衛星センサー等 リ モー ト セン

シングデータ を用いた， サンゴ礁の変化監視のためのア

ルゴ リ ズム開発を行い， 広域かつ継続的なサンゴ礁のモ

ニタ リ ングの実施に資する。

〔内容および成果〕

　 サンゴ礁に隣接する流域の土地利用に関する調査を行
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い， 流域か ら の土砂流入負荷の推定 と， 波当た り など物

理環境に基づいてサン ゴ礁を類型化する手法を開発し，

ス ト レ ス と 物理量に基づ く サン ゴ分布の評価を行った。

日本周辺の緯度勾配に沿ったサン ゴの種構成に基づき，

温暖化影響の検出に適切な種を明らかにし， 地球温暖化

に伴 う 水温上昇に よ る サン ゴ分布北上の可能性を示 し

た。 こ う し た さ ま ざまデータ を統合する日本全国のサン

ゴ礁データベースのプロ ト タ イプを作成し た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0709LA582 　 日本及び韓国の温帯域に分布する造礁サン

ゴの群集構造 ・ 骨格年 輪に基づ く 環境変動解析 37p.

0809BA001 　 北限域に分布する造礁サン ゴ を用いた温暖

化と その影響の実態解明に関する研究 37p.

0810AH003 　 サンゴ礁に対する地球規模及び地域規模ス

ト レ スの影響評価 37p.

0812CD007 　 ス ト レ ス と サンゴ礁の歴史的変化 38p.

0812CD008 　 サンゴ礁共存 ・ 共生未来戦略 38p.

0909BY003 　 平成 21 年度サンゴ礁分布図作成業務 38p.

【関連課題】

1） 　 日本及び韓国の温帯域に分布する造礁サンゴの群集

構造 ・ 骨格年 輪に基づ く 環境変動解析

〔区分名〕 共同研究

〔研究課題コー ド〕 0709LA582

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 日韓の国境を跨ぐ対馬～朝鮮海峡地域におい

て， １ ） 造礁サンゴの群集構造を明ら かにし， それに基

づいて群集構造 と 環境要因 と の関係を明 ら かにす る こ

と， ２ ） サンゴ骨格 と 環境要因 と の関係を明ら かにする

こ と を目的 と する。 こ のため同研究地域の環境が異な る

５ 地点において， 定量的かつ統一的なサンゴ群集の記載

を共同で行い， 環境要因 と 群集構造の関係を明ら かにす

る。 さ ら に， 同地域に生息する キ ク メ イ シ科サンゴの骨

格を用い， 地球化学的手法も併せて利用する こ と で， 骨

格と それを取 り 囲む環境と の関係を評価する。

〔内容および成果〕

　 長崎県壱岐にて日本 ・ 韓国の共同ワーク シ ョ ッ プを開

催し， 日本 と 韓国におけ るサンゴ分布 と 環境変動に関す

る統一的評価に向けた会議を行った。

〔備考〕

Kiseong Hyeong （韓国海洋研究院）

2） 　 北限域に分布する造礁サンゴを用いた温暖化と その

影響の実態解明に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0809BA001

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 造礁サン ゴの分布の北限域にあた る日本か ら

韓国にかけて， 緯度方向の水温勾配を考慮し て調査地点

を設定し， 造礁サンゴの分布様式を明ら かにする。 その

上で， 代表的な地点を選定し て群集構造を記載し， 環境

要因 と の関係を明ら かにする。 同時に， 年輪解析が可能

なサンゴをサンプ リ ング し， サンゴ骨格の成長量や密度

の違い， 骨格に含まれる安定同位体比 ・ 微量金属 と 環境

要因 と の関係を明ら かにする。 以上によ り ， 現在までの

水温上昇 と 海洋酸性化の実態を明ら かにし， それら がサ

ンゴ群集と群体に与える影響を評価する。

〔内容および成果〕

　 1970 年代のサンゴ出現データベース を構築し， 本研究

で得ら れた 新の分布状況 と 比較し， 長崎県五島列島，

和歌山県串本， 千葉県館山においてサンゴが北上し てい

る可能性を示し た。

　 今後の温暖化に伴 う サンゴ北上のモニ タ リ ングの手法

を検討し， 既存の情報に基づ く 定点サイ ト と， 定点コ ド

ラー ト を用いたモニタ リ ング手法を提案し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 渡邊 　 剛 （北海道大学）

3） 　 サンゴ礁に対する地球規模及び地域規模ス ト レスの

影響評価

〔区分名〕 地方環境研と の共同研究

〔研究課題コー ド〕 0810AH003

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター） ， 小熊宏

之， 林誠二

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 サンゴ礁は， 現在， 地球規模のス ト レ ス （海水

温上昇な ど） と， 地域規模の ス ト レ ス （赤土流入な ど）

によ り 急激に衰退し ている こ と が指摘されている。 琉球

列島においてはサンゴ礁が陸に隣接し ている ため， そ こ

に分布するサンゴ礁は， 地球規模 と 地域規模両方のス ト

レ ス を受けている と 考え られる。 沖縄県のサンゴ礁を対

象 と し て， サンゴ分布 と 水温や土地利用， 赤土流出等そ

の周辺環境の把握 と， それら の長期変化に基づいて， サ

ンゴ礁に対する地球規模 と 地域規模のス ト レ スの複合影

響の実態を明らかにし， 評価する。

〔内容および成果〕

　 沖縄県のい く つかの流域を対象 と し て， 衛星画像 と 空

中写真を援用し て土地利用図を作成し， 土砂流出モデル
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を開発し て赤土流出量の推定を行った。

〔備考〕

沖縄県衛生環境研究所と の共同研究

4） 　 ス ト レス とサンゴ礁の歴史的変化

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0812CD007

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター） ， 小熊宏

之， 林誠二， 石原光則

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 サンゴ礁は，地球規模 （温暖化によ る水温上昇，

海洋酸性化等） と 地域規模 （陸源負荷等） 両方のス ト レ

スによ って近年急速に衰退し ている こ と が指摘されてい

るが， 現地の情報は断片的で定量性に欠けている。

　 地球温暖化， 人間居住史， 都市化や農林畜産業の構造

変化に伴 う 変化に着目 し， 客観的なデータ （空中写真，

衛星データ， 地図， 報告書データ， サンゴ年輪解析デー

タ） に基づいて過去 100 年間のス ト レ ス要因 と サンゴ礁

の歴史的変化を統一的に解析し， ス ト レ スの増加 と サン

ゴ礁の衰退を検証する。

〔内容および成果〕

　 沖縄県石垣島を対象 と し， 農作物の農事暦を調査する

と と も に， それを用いた土地利用分類手法を検討し た。

また， 土砂流出モデルを開発 ・ 改良する と と も に， 過去

か らの土地利用データ を収集し， 過去か ら現在にかけて

の土砂流出量の変化を解析する態勢を整えた。

〔備考〕

5） 　 サンゴ礁共存 ・ 共生未来戦略

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0812CD008

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター），浪崎直子

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 サンゴ礁に関し て， １ ） 学際的な研究の連携を

進め， ２ ） フ ィ ール ド 支援体制を整備し， ３ ） 学術的な

成果を社会に適用し， ４ ） そのための人材を育成する。

　 計画研究間の連携や共同研究， 成果の相互利用を促進

し， 共同で研究を進める ためのフ ィ ール ド 拠点の支援体

制を整備する。学術成果を実際の現場に適用するために，

総括班をハブ と し て，日本サンゴ礁学会の活動を通じ て，

実際のサンゴ礁の再生を進める と と も に， 政府， 地方行

政機関， Ｎ Ｐ Ｏ， 民間， 国際機関など様々なセ ク ター と

協力し て， サンゴ礁 と 人 と の共生 ・ 共存の技術的 ・ 社会

的枠組みを作る。

〔内容および成果〕

　 計画研究間の連携を促進する ためのワーク シ ョ ッ プを

開催する と と も に， 以下の普及啓発活動を行っ た。 １ ）

サンゴ礁に関する ニ ュース レ ターの発行， ２ ） 学部生を

対象 と し たサマース クールの開催， ３ ） 地元 と の交流会

の開催， ４ ） 石西礁湖自然再生協議会など， サンゴ礁保

全を対象と し た組織への参画。

〔備考〕

研究代表者 ： 茅根 　 創 （東京大学）

6） 　 平成 21 年度サンゴ礁分布図作成業務

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0909BY003

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター） ， 鈴木倫

太郎

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 海洋保護区 （MPA） の設置や効果的管理を通じ

た海洋の生物多様性保全の必要性について， 世界的な認

識が高ま ってお り ， 2002 年に開催された 「持続可能な開

発に関する世界首脳会議 （WSSD）」 では， 2012 年までに

代表的な海洋保護区ネ ッ ト ワーク を構築する こ と が国際

目標と し て設定されている。

　 こ う し た中， サンゴ礁の保全について， アジア ・ オセ

アニア地域を中心に協力を進めてい く ために，台湾，フ ィ

リ ピ ン東部， イ リ アンジ ャヤ北部沿岸， パラ オ等を対象

と し て，ALOS AVNIR2 等の リ モー ト センシングデータ等

を用いて 新のサンゴ礁分布図と整備を行 う 。

〔内容および成果〕

　 台湾， フ ィ リ ピ ン東部， イ リ アンジ ャヤ北部沿岸， パ

ラオを対象と し て，ALOS AVNIR2 画像を収集し，分類を

行 う と と も に精度評価を行って， サンゴ礁の分布図を作

成し た。

〔備考〕

(1)-5-4. 　 統合評価モデルによる温暖化の危険な水準と安

定化経路に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0507BA507

〔担当者〕 ○肱岡靖明 （社会環境システム研究領域） ， 亀

山康子，久保田泉，高橋潔，増井利彦，花崎直太

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 濃度安定化等の温暖化抑制目標 と それを実現

する ための経済効率的な排出経路， および同目標下での

影響 ・ リ ス ク を総合的に解析 ・ 評価する ための統合評価

モデルを開発する。 開発にあたっては， 関連分野の影響

予測 ・ 経済評価研究および適応策研究か ら得られる温暖
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化影響関数を統合評価モデルに集約的に組み込むこ と に

よ り ， 精緻かつ現実的な影響推計を比較的簡便に実現可

能であ る よ う にする。 本統合評価モデルを用いて， 種々

の温暖化抑制目標を前提と し た場合の， 「危険な影響」 が

発生する可能性 と その発生時期を提示する こ と を目的 と

し ている。 評価対象期間 と し ては， 今世紀中頃 （2050 年

頃） までに重点をおきつつ今世紀末までを取扱 う 。 『危険

な影響』 を如何に決定すべき か， については， 衡平性，

予防原則， 不確実性 と いった観点か ら， 新たな方法論 ・

概念の開発を試みる。

本研究課題において統合評価モデルの一環 と し て開発す

る 「気候 ・ 社会経済シナ リ オデータベース」 は， S-4 のそ

の他の研究課題において共通シナ リ オ と し て利用 さ れ

る。 また， S-4 のその他の研究課題で行われる影響予測 ・

経済評価研究の結果を温暖化影響関数 と し て と り ま と

め， 統合評価モデルに組み込むこ と など， 各公募領域研

究と緊密な連携を と り つつ研究を進める。

〔内容および成果〕

　 影響関数を組み込んだ統合評価モデルを用いて， な り

ゆき シナ リ オ と， 温室効果ガス濃度が二酸化炭素等価濃

度で 450ppm， 550ppm に安定化する ２ つのシナ リ オ （安

定化シナ リ オ） に対し て， 指標毎の影響がどのよ う に変

化するか日本を対象 と し た評価を行った。 結果， いずれ

の指標において も，低い GHG 濃度で安定化させるほど悪

影響が低減されるが， も低いレベル （温室効果ガス濃

度を 450ppm） で安定化させる シナ リ オにおいて も， なん

ら対策を講じ ない場合には悪影響を被る可能性があ る こ

と が示された。

〔備考〕

「S-4 ： 温暖化の危険な水準及び温室効果ガス安定化レベ

ル検討のための温暖化影響の総合的評価に関する研究」

の一課題

〔関連課題〕

0911AE008 　 地球温暖化適応策 （洪水対策） の費用便益

分析 39p.

0911ZZ001 　 東京都を対象 と し た総合的温暖化影響評価

の検討 31p.

【関連課題】

1） 　 地球温暖化適応策 （洪水対策） の費用便益分析

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0911AE008

〔担当者〕 ○岡川梓 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 わが国では， これまでも継続し て治水対策が強

化されて き たが， これか らは， 既存の治水対策に地球温

暖化適応策の観点を取 り 入れてい く 必要があ る。 本研究

では，洪水 リ ス クがも た ら し ている社会的費用を計測し，

温暖化によ る期待被害額の推計を洪水について行 う 。 推

計結果に基づいて， 米 ・ 仏に見られる政府主導の洪水保

険制度 ・ 雨水浸透施設導入のための自治体によ る助成制

度 ・ ハザー ド マ ッ プ公開によ る不動産価値低下の可能性

と 地主への補償など， ソ フ ト 面の対策の導入について検

討する。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 洪水によ る影響 と 治水対策の評価に関する

サーベイ を行った。 また， 洪水だけでな く ， 地震によ る

リ ス ク の推計に関する文献も合わせて調査し， 費用計測

のための準備を行った。

〔備考〕

共同研究者 ： 日引 聡 （社会環境システム研究領域 環境経

済 ・ 政策研究室）

2） 　 東京都を対象と し た総合的温暖化影響評価の検討

〔研究課題コー ド〕 0911ZZ001

〔担当者〕 ○肱岡靖明 （社会環境システム研究領域） ， 高

橋潔， 林誠二， 増井利彦

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 東京都の特徴 （土地利用形態、 気候、 社会経済

状況） を的確に把握し， 予定されている都市計画や防災

計画， 様々な将来ビジ ョ ンを基に， 将来の影響評価を実

施し， 長期的な視点で適応策の検討 ・ 実施を科学的に支

援する。 　

〔内容および成果〕

　 様々な分野においてどのよ う な指標を対象 と し た影響

評価を実施するか， その評価手法について検討し た。 ま

た， 基礎的な情報 （土地利用形態， 気候， 社会経済状況）

について整理し た。

〔備考〕

(1)-5-5. 　 日本における土壌炭素蓄積機構の定量的解明と

温暖化影響の実験的評価

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 特別研究 )

〔研究課題コー ド〕 0911AG006

〔担当者〕 ○内田昌男 （化学環境研究領域），瀬山春彦，向

井人史， 梁乃申， 高橋善幸， 寺尾有希夫

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 核実験起源放射性炭素同位体を ト レーサーに

用いて， 土壌有機炭素の分解速度を表す滞留時間を計測

する こ と によ り ， 黒ボ ク土を初め と する日本特有の土壌
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におけ る炭素蓄積機構を解明する。 加えて， 土壌培養実

験を行い， 分解速度の異な る炭素プールご と に温度変化

に対する分解特性を求め， 温暖化によ る土壌炭素蓄積の

変化を予測する ための基礎データ を取得し， 温暖化の下

での炭素貯留の持続性について検討する。

〔内容および成果〕

　 土壌の物理特性を破壊する こ と無 く ， 長 50cm まで

連続的に試料を採取する方法について検討を行った。 検

討の結果， 比較的な可動性の高い電動式土壌コ アサンプ

ラーの試作を行い， 実際の現場作業での有効性が確認さ

れた。 土壌炭素蓄積量および土壌炭素の滞留時間を高分

解能 （1cm 毎） で得る こ と が可能 と なった。 この手法を

用いて， 針広混合林および落葉広葉樹林 （北海道大学手

塩研究林）， カ ラ マツ林 （国環研 ・ 苫小牧サイ ト ）， ブナ

林 （苗場山標高 1500m， 700m） で土壌コ アを採取し， 仮

比重， 炭素 ・ 窒素含有率， 14C 濃度の分析を行った。 針広

混合林を除き， その他の森林土壌では， 深度が深 く な る

と と も に， 炭素 ・ 窒素含有率は低 く ， 仮比重は高 く な る

傾向が見 ら れた。 針広混合林では， 炭素含有率は深 さ

14cm から増加し，深さ 30cm でも 20% と高かった。単位面

積あた り の土壌炭素量は， 針広混合林で も高 く ， また

ブナ林 （標高 700m， 標高 1500m） で も ほぼ同等であっ

た。 また 14C 分析の結果か ら， 針広混合林土壌は他の森

林よ り も堆積速度が早いこ と が分かった。

　 土壌を (1) 比重分画法 と， (2) 物理的方法 （比重や粒径）

と 化学的方法 （アルカ リ ・ 酸処理） を併用し た手法 （で

分離し た試料の 14C 分析を行い， 有機物の分解過程を考

慮し た分離法を検討し た。 (1) 比重分画法を用いて褐色森

林土壌を ６ 画分に分離し 14C 分析をおこ なった結果，A 層

（深さ 5 ～ 15cm） でも滞留時間が 150 ～ 350 年の炭素が

全体の約 3/5 を占めている こ と が明らか と なった。 また，

欧米の耕作土壌で提唱された(2)物理的方法 と化学的方法

を併用し た手法を用いて， 耕作土壌 ２ 種類 （黒ボ ク 土 ・

非黒ボ ク土） を ４ 画分に分離し 14C 分析をおこ なった結

果， 日本のよ う に火山灰の影響を受けた土壌に も有効な

分離方法であ る こ と が示唆された。 森林土壌のよ う に滞

留時間が短い易分解性有機炭素が多い土壌に も こ の手法

が適応でき るか， 検討を進める。

〔備考〕

地球温暖化研究プログラムにおけるその他の活動

(1)-6-1. 　 地球環境モニ タ リ ングの実施

1) 　 大気 ・ 海洋モニ タ リ ング

〔区分名〕 地球環境研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0810AC002

〔担当者〕 ○町田敏暢 （地球環境研究セン ター） ， 向井人

史， 野尻幸宏， 中根英昭， 遠嶋康徳， 横内陽子，

谷本浩志， 荒巻能史， 山岸洋明， 斉藤拓也， 杉

田考史， 寺尾有希夫

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔関連課題〕

0610AE005 　 (1)-5-3. 　 温暖化に対す る サ ン ゴ礁の変化

の検出と モニタ リ ング 36p.

0711BB571 　 アジア ・ オセアニア域におけ る微量温室効

果ガスの多成分長期観測 20p.

0810BB001 　 海洋表層 CO2 分圧観測データ利用促進 と太

平洋域の変動解析 21p.

0910AE003 　 波照間 ・ 落石モニ タ リ ング ス テーシ ョ ンで

観測される O2 および CO2 濃度のシ ノ プテ ィ ッ ク スケー

ル変動に関する研究 24p.

【関連課題】

1） 　 温暖化に対するサンゴ礁の変化の検出と モニ タ リ ン

グ

〔研究課題コー ド〕 0610AE005

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター） ， 松永恒

雄， 石原光則， 浪崎直子

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

2） 　 アジア ・ オセアニア域における微量温室効果ガスの

多成分長期観測

〔研究課題コー ド〕 0711BB571

〔担当者〕 ○谷本浩志 （アジア自然共生研究グループ），野

尻幸宏， 向井人史， 横内陽子， 遠嶋康徳

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

3） 　 海洋表層 CO2 分圧観測データ利用促進と太平洋域の

変動解析

〔研究課題コー ド〕 0810BB001

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター） ， 中岡慎

一郎， 宮崎千尋

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

4） 　 波照間 ・ 落石モニ タ リ ングステーシ ョ ンで観測され

る O2 および CO2 濃度のシ ノ プテ ィ ッ クスケール変

動に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0910AE003

〔担当者〕 ○遠嶋康徳 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）
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2) 　 陸域モニ タ リ ング

〔区分名〕 地球環境研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AC933

〔担当者〕 ○三枝信子 （地球環境研究セン ター） ， 小熊宏

之， 高橋善幸， 梁乃申， 田中敦， 今井章雄， 稲

葉一穂， 岩崎一弘， 上野隆平， 高村典子， 冨岡

典子， 西川雅高， 高澤嘉一， 井手玲子， 小川安

紀子， 高橋厚裕， 小松一弘

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

(1)-6-2. 　 地球温暖化に係る地球環境データベースの整備

1） 　 地球環境データベースの整備

〔研究課題コー ド〕 0810AC001

〔担当者〕 ○松永恒雄 （地球環境研究セン ター） ， 三枝信

子， 町田敏暢， 甲斐沼美紀子， 花岡達也， 江守

正多，高橋潔，山形与志樹，森口祐一，Alexandrov

A. Georgii， 曾継業， 開和生， 林洋平， 哈斯巴干

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

(1)-6-3. 　 GOSAT データ定常処理運用システム開発・運用

〔区分名〕 GOSAT 関係経費

〔研究課題コー ド〕 0610AL917

〔担当者〕 ○渡辺宏 （地球環境研究セン ター）， 横田達也，

河添史絵， 松永恒雄， 開和生， 山野博哉， 吉田

幸生， 菊地信行， Shamil Maksyutov

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔関連課題〕

0810BY001 　 温室効果ガス観測技術衛星 （GOSAT） デー

タ検証業務 26p.

【関連課題】

1） 　 温室効果ガス観測技術衛星 （GOSAT） データ検証業

務

〔研究課題コー ド〕 0810BY001

〔担当者〕 ○内野修 （地球環境研究セン ター），森野勇，横

田達也， 宮本祐樹， 菊地信行

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

(1)-6-4. 　 地球環境研究の総合化 ・ 支援

1） 　 グローバルカーボンプロジ ェ ク ト 事業支援

〔研究課題コー ド〕 0712BA278

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球環境研究セ ン タ ー） ，

Shobhakar Dhakal

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 24 年度 （2007 ～ 2012 年度）

2） 　 地球温暖化観測連携拠点事業支援

〔研究課題コー ド〕 0609BY922

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター）， 宮崎真

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 21 年度 （2006 ～ 2009 年度）

3） 　 温室効果ガスイ ンベン ト リ策定事業支援

〔研究課題コー ド〕 0610BY571

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター） ， 早渕百

合子， 酒井広平， 小野貴子， 尾田武文， 赤木純

子， 畠中エルザ， 田辺清人

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

4） 　 地球環境研究の総合化及び支援

〔研究課題コー ド〕 0610AC932

〔担当者〕 ○風間千尋 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

重点 ２ 　 循環型社会研究プログラム

〔研究課題コー ド〕 0610SP002

〔代表者〕 ○森口祐一 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本研究プロ グ ラ ムにおいては， 廃棄物の処理処

分や資源の循環的利用が適切な管理手法の も と で国民の

安全， 安心への要求に応え る形で行われる こ と を担保し

ながら， 科学技術立国を支え る資源循環技術システムの

開発と国際社会と調和し た 3R （ リ デュース （発生抑制），

リ ユース （再使用）， リ サイ クル （再生利用）） 推進を支

え る政策手段の提案によ って， 循環型社会の近未来の具

体的な姿を提示し， そ こへの移行を支援する こ と を目的

と し た。

　 こ のため， 中核研究プロ ジ ェ ク ト ４ 課題， 関連研究プ

ロ ジェ ク ト ３ 課題に加え， 重点研究プロ グ ラ ムに関連す

る活動 と し て， 廃棄物管理の着実な実践のための ４ 分野

の調査 ・ 研究を実施する。 併せて， 廃棄物管理の基盤的

な調査 ・ 研究， 知的研究基盤整備 と し ての資源循環 ・ 廃

棄物処理に関するデータベース等の作成を行 う 。

〔内容および成果〕

（ １ ） 中核研究プロ ジェ ク ト

　 「近未来の資源循環システム と政策・マネジ メ ン ト 手法

の設計 ・ 評価 （中核 PJ １ ）」 と し て， これまでに類型 ・

リ ス ト 化し て き た天然資源消費抑制や環境負荷低減につ

ながる対策を， 主 と し て技術やシステムの変更に関わる

対策 と ラ イ フ ス タ イルの変更に関わる対策 と に分け， 構

築中の物質フ ロー ・ ス ト ッ ク モデルを用いて， い く つか

のベース ラ イ ンシナ リ オ と ２ つの対策パッ ケージを含む
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ビジ ョ ンにおける天然資源消費量，温室効果ガス排出量，

廃棄物 終処分量を算出し， 近未来の物質フ ロー及び環

境負荷に大き な影響を与え る社会変化や効果の高い対策

の同定を行った。

　 また， 消費財の一般廃棄物 と し て食品廃棄物 と プ ラ ス

チ ッ ク， 廃家電， 建設廃棄物を対象 と し た事例分析を行

い，循環技術システムの設計と評価のための LCA 評価を

行 う こ と で， 技術システムの観点か ら のシナ リ オの妥当

性を向上させた。

　 政策 ・ マネジ メ ン ト 手法に関し ては， 資源回収ポ イ ン

ト 制度の適用性等を検討し， 今後の制度設計上の要点を

提示し た。

　 「資源性・有害性を もつ物質の循環管理方策の立案 と評

価 （中核 PJ ２ ）」 と し て， プラ スチッ ク関連物質の リ ス

ク制御対策について実証レベルの評価を行った。 難燃剤

を対象に現行物質 と 代替物質間での有用性， 有害性得失

評価に向けたケース ス タデ ィ 解析を実施し た。

　 また， 廃製品群 ・ 廃棄物か ら の資源性金属の回収性向

上の技術的 ・ 政策的方策を検討し た。 潜在的資源の探索

と その資源回収性について評価し た。 建設資材系再生品

について環境曝露促進試験， 新規特性評価試験の精度評

価を実施し， 標準化を進めた。 国内法制度を中心に物質

管理規定を レ ビ ューし， 物質管理におけ る基本管理方策

を抽出し た。 その上で， それらの定義や構成要素や要件

などの特徴を整理する と と も に， その適用性や有効性を

考察し た。

　 「資源循環・廃棄物ラ イ フサイ クルにおける Win-Win 型

資源循環技術システムの開発と評価 （中核 PJ ３ ）」 と し

て， ガス化－改質プロ セスの開発では多孔質シ リ カを適

用し， その効果および技術的展開のための要件等の解明

を進めた。 ガス化－改質試験では， 木質系およびプラ ス

チ ッ ク ・ 紙固形化燃料等を試料 と し て熱分解ガス化－水

蒸気改質反応を行い， 多孔質シ リ カの効果について検討

し た。

　 水素－ メ タ ン二段発酵プロ セス開発では， 循環汚泥中

のアルカ リ 度の変動によ る水素 ・ メ タ ン発酵パターン特

性解析を行った。 BDF 製造技術開発については， 合成系

を よ り 省資源化が期待でき る固体触媒系へ展開し， その

有用性を評価し た。 また， 次世代の BDF を製造するため

の前処理技術等の開発を進め， その燃料化の可能性を評

価し た。 マテ リ アル リ サイ クル と し て， 浄化槽の実機を

用いた リ ンの物質収支解析を実施し， 回収ポテンシ ャル

評価および実証試験 ・ 地域適用性評価のためのパラ メ ー

タの取得を行った。

　 循環技術シス テムに関する事例研究 と し て， 具体の地

域を対象に地域循環圏の設計 と 構築計画立案を図 り ， 本

中核プロ ジ ェ ク ト で開発中の技術を組み合わせた効率的

システムを提案し， 設計作業に入った。 

　 「国際資源循環を支え る適正管理ネ ッ ト ワー ク と 技術

システムの構築 （中核 PJ ４ ）」 と し て， E-waste の リ サイ

クルがイ ン フ ォーマルセ ク タに多 く 依存されている こ と

や， 製錬技術を伴 う フ ォーマルセ ク タが現れつつあ る こ

と を把握 し た。 ま た， 複数の リ サ イ ク ル現場において，

人へのハザー ド レベルを解明す る ための調査を実施 し

た。

　 ア ジ ア諸国におけ る 廃棄物対策シナ リ オ設定に向け

て，都市ごみのス ト リ ームではまず生物処理が導入され，

同処理率が ４ 割程度に達する と 焼却処理が導入され始め

る と い う パターンを示し た。

　 東南アジアや国内の埋立地で，Boring Bar-Chamber 法に

よ り 実測し た嫌気性分解率 （MCF） が嫌気性および準好

気性の埋立構造を反映し ている もの と考え られた。 12 月

にタ イの埋立地におけ る テス ト セルが竣工し， 実証施設

によ るモニ タ リ ングの段階に達し た。 また， 埋立槽内部

への通気が浸出水中臭素系難燃剤等の有害物質の負荷量

を削減する効果があ る こ と が示唆された。

　 液状廃棄物については， 地域特性に応じ た汚水処理の

ための小規模分散型の人工湿地システム等に対する処理

機能解析を実施し， 地域の差等の要因 と 技術の適合性に

大き な差があ る こ と を明らかにし た。

（ ２ ） 廃棄物管理の着実な実践のための調査 ・ 研究

　 「循環型社会に適応し た安全 ・ 安心な適正処理 ・ 処分技

術の確立」 と し て， 廃棄物等の新規埋立類型への埋立後

の挙動を評価する実験系の設定 と 数値埋立モデルの構築

を進めた。 海面埋立処分場の廃止基準適合評価手法の一

般化 と， 跡地利用を考慮し た処分場のあ り 方について検

討し た。 焼却処理施設管理手法について， 実運転データ

よ り 廃棄物の投入量等 と 発電 ・ 熱利用データ と の関係を

解析し た。 ガス化溶融式焼却施設でダ イオキシン類およ

び代替指標成分等を測定し， ガスおよび固形物の物質収

支， 相関解析等を行った。

　 「試験評価 ・ モニタ リ ング手法の高度化 ・ 体系化」 と し

て， POPs と し て追加規制対象 と なった PFOS 及び関連物

質について， 廃棄物処理過程 （焼却） におけ る発生 ・ 分

解挙動を把握し， それら の制御方策を整理し た。 低濃度

PCB 汚染油のバイオア ッ セイによ る ス ク リ ーニング適用

を検討し た。 また， 鉛のオンサイ ト 分析法 と し てのカー

ト リ ッ ジ式ボルタ ン メ ト リ ー装置の有用性を確認する と

と もに， ス ク リ ーニング法であ る蛍光 X 線分析装置の精

度を確認し た。
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　「 液状・ 有機性廃棄物の適正処理技術の高度化」 と し て，

液状廃棄物処理フ ロ ー全体の 適化のため， 生ごみディ

ス ポーザ対応浄化槽における 処理ス ケール等に応じ た処

理特性， 汚泥発生特性の解析を行った。 ま た， 技術比較・

検証によ り ， 汚泥減量化特性や高度処理性能等の評価を

行っ た。 さ ら に， 温室効果ガス については， イ ンベント

リ 分析等によ る ， 地域特性に応じ た液状廃棄物処理シス

テム全体での温室効果ガス 小化シス テムを検討し た。

　 「廃棄物の不適正処理に伴 う 負の遺産対策」 と し て， 堆

積廃棄物現場において堆積廃棄物の温度特性について出

火危険性を視点 と し た解析を実施し た。 廃電気機器中絶

縁油の低濃度 PCB 測定法について，簡易定量法及び迅速

判定法と し ての評価を行った。

（ ３ ） 基盤型な調査 ・ 研究

　 「廃棄ア スベス ト の リ ス ク管理に関する研究」 と し て，

石綿含有廃棄物の無害化処理におけ る各媒体， 処理過程

に適用可能な電子顕微鏡 と光学顕微鏡を併用し た分析法

を検討し た。 建材や廃棄物等の固体試料中の石綿測定法

に関し て， 偏光顕微鏡 と 位相差顕微鏡を併用し た測定法

を検討し た。 分析精度管理に関し て， ク ロ スチェ ッ ク を

実施し た。 廃棄物処理 ・ 再資源化施設において， 石綿飛

散実態調査を行った。

　 「資源循環に係る基盤的技術の開発」 と し て， 「環境 ・

資源化技術研究会」 によ る活動を継続し， 実プ ラ ン ト 等

の見学・調査はバイオガス化およびガス濃縮利用の事例，

水熱反応を用いた一般廃棄物燃料化施設について行っ

た。技術動向では，内外の 新の事例数十件を調査しデー

タ を整備し た。 シーズ技術 と し ての小規模の実験研究に

ついては， 電磁波を利用し た資源化技術および炭化によ

る資源化技術の検討を継続し た。

　 これら中期計画に明示し た ２ 課題に加え， 現在か ら将

来にわた る中長期的な問題への対応、 解決に資する研究

能力の向上を図る ための調査 ・ 研究を， 外部競争的研究

資金の獲得等によ り 実施し た。

（ ４ ） 知的研究基盤の整備

　 「資源循環 ・ 廃棄物処理に関するデータベース等の作

成」 と し て， 本年度は 「資源循環 ・ 廃棄物処理技術デー

タ」 等の前年度までのデータ整備を引き続き実施し た。

なかでも平成 17 年産業連関表対応環境負荷 DB， 一般廃

棄物実態調査アーカ イブ DB，建設系再生製品の環境安全

性 DB， 製品 ・ ス ト ッ ク の使用年数 DB の構築によ り 重点

をおいて検討を進めた。

(2)-1. 　 近未来の資源循環システムと政策 ・ マネジ メ ン ト

手法の設計 ・ 評価

〔区分名〕 中核研究プロ ジェ ク ト 経費

〔研究課題コー ド〕 0610AA201

〔担当者〕 ○大迫政浩 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 田崎智宏， 橋本征二， 南齋規介， 稲葉

陸太，中島謙一，村上理映，河井紘輔，加用千裕

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 近未来における循環型社会の形成を目指し， 日

本社会がどのよ う な方向に行って も， 持続可能な資源利

用 と 廃棄物管理が達成された循環型社会のビジ ョ ン と必

要な対策パッ ケージを提示する。 具体的には，

（ １ ） 10 ～ 20 年後の社会条件の変化 （社会シナ リ オ） と

の因果関係か ら循環資源 ・ 廃棄物の物質フ ローの変化を

予測し て， 資源循環の指標群や定量的な目標の設定の も

と に， それを達成する ための循環型社会ビジ ョ ンを提示

する。

（ ２ ） 地域から国レベルの具体的な技術システム と政策 ・

マネジ メ ン ト 手法を含む社会経済システムに関する具体

的な対策を検討し， その実現可能性 と 効果を評価する こ

と によ って， 循環型社会ビジ ョ ン実現のための対策パッ

ケージを示す。

〔内容および成果〕

　 10 ～ 20 年後の近未来における様々な社会条件の変化

と それに伴 う 循環型社会への影響を明ら かにし， 資源価

格や国 ・ 地域の自立性の軸で表される複数のシナ リ オを

描出し た。 一方， 各種の社会変化や対策導入が も た らす

製品 ・ サービ ス需要への影響， 天然資源消費量 ・ 環境負

荷発生量への影響を推計する ための， 物質 ・ フ ロー ・ ス

ト ッ ク モデル， 生産プロ セスモデル， 廃棄物管理プロ セ

スモデルか ら構成される分析モデルを試作し た。 天然資

源消費抑制や環境負荷低減につながる対策を， 効果が生

じ る三つの要因に分解し て リ ス ト 化し， 先に描出し たシ

ナ リ オ と 対策群 （対策パッ ケージ） を組み合わせて技術

重視 と ラ イ フ ス タ イ ル重視の二つのビ ジ ョ ン を試作 し

た。 こ れ ら のシナ リ オ と ビ ジ ョ ンについて試算を行い，

近未来の物質フ ローに大き な影響を与え る社会変化や効

果の高い対策が同定された。 特にフー ド シス テムプ ラ ス

チ ッ ク， 建設資材などの土石系資源について， 資源需要

や廃棄物の発生・ リ サイ クルに関する詳細な分析を行い，

3R の う ち リ サイ クルに対し て，現在十分な取 り 組みが進

んでいない発生抑制の削減ポテンシ ャルが大きい こ と が

明らか と なった。

　 また，ビジ ョ ンを構成する個別の技術システム と政策・

マネジ メ ン ト 手法について， 事例分析を通じ た詳細な検
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討によ り ， 技術シス テムの実現可能性， システム形成の

ための制度設計， 実践手法に関する課題 と 実効性を明ら

かにす る と と も に， 先述の分析モデルに組み込むパ ラ

メ ータ等のデータ整備や対策パッ ケージにおけ る施策の

方向性を含めた詳細化及び実効性を明確化し た。

〔備考〕

共同研究者 ： 藤井実 （名古屋大学）

〔関連課題〕

0709CD304 　 国際貿易戦略と調和し た 「持続可能な消費」

に向けた消費と技術の転換ビジ ョ ンの構築 44p.

0810BE001 　 リ デュース ・ リ ユースの分析 ・ 評価手法の

体系化と その適用研究 44p.

0810BE002 　 循環型社会ビジ ョ ン実現に向けた技術シ ス

テムの評価モデル構築 と 資源効率 ・ 環境効率の予測評価

45p.

0911CD005 　 環境資源勘定を用いた地域木質系バイ オマ

ス資源の戦略的利用 ・ 管理ツールの開発 45p.

0911CD017 　 廃棄物政策のイ ンセンテ ィ ブ設計 45p.

0610AA203 　 廃棄物系バイオマスの Win-Win 型資源循環

技術の開発 48p.

0610AB546 　 循環型社会に対応し た安全 ・ 安心な適正処

理 ・ 処分技術の確立 56p.

0913BA003 　 経済発展に伴 う 資源消費増大に起因する温

室効果ガス排出の抑制に関する研究 34p.

【関連課題】

1） 　 国際貿易戦略と調和し た 「持続可能な消費」 に向け

た消費と技術の転換ビジ ョ ンの構築

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0709CD304

〔担当者〕 ○南齋規介 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 国際貿易パ ターンの違い と 消費の転換ビ ジ ョ

ン と の関係に問題意識を持ち， ラ イ フサイ クル思考によ

る研究手法を援用し て， 消費の転換ビジ ョ ンの構築に取

り 組む。 と り わけ輸出入パターン， 消費形態， 環境 と 経

済 と の関係に着目し た消費構造の評価モデルの開発を行

う 。 また， 消費構造の変化の将来シナ リ オを立て， 消費

変化 と 輸出入パターン と の組み合わせを考え， モデルを

通じ て環境負荷， 経済， 社会の安定性に関する特性を明

ら かにし， 国際貿易戦略 と 調和し たわが国の消費の転換

ビジ ョ ンを提示する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は開発し ている Global Link Input-Output （GLIO）

モデルへ入力する ための国別商品別内包型国内 CO2 排出

原単位をアジア国際産業連関表と IEA などの国際エネル

ギー統計を基に推計し た。 また， 産業連関表のない国や

地域の内包型国内原単位を推計する ため， 内包型国内原

単位の大き さ と部門の定義，直接CO2排出量やエネルギー

消費量 と の関係に着目し， 部門定義 と 直接排出量などの

情報のみか ら簡易に内包型国内原単位を推計する方法を

検討し た。 一方， GLIO モデルを用いた事例分析 と し て，

日本の食料品および日用品を対象に単位生産額あた り に

誘発する国内外の CO2 排出量を算定し， その排出構造を

国際間のカーボンネ ッ ト ワーク と し て表現し た。

〔備考〕

2） 　 リ デュース ・ リ ユースの分析 ・ 評価手法の体系化と

その適用研究

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0810BE001

〔担当者〕 ○田崎智宏 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 橋本征二

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 循環型社会の形成においては リ デ ュース ・ リ

ユース が重要であ る が， その取組は十分進んでお らず，

その研究すら十分行われていない状況にあ る。 その背景

には， これら の分析 ・ 評価手法が未確立 と い う 問題があ

る。 一方， リ デュース ・ リ ユースが必ずし も地球温暖化

ガスの排出削減にな る と は限らず， 循環型社会 と 低炭素

社会の両立の観点か らは， これら を調和させる ための分

析 ・ 評価手法も必要であ る。

　 そ こ で本研究では， リ デュース ・ リ ユース対策を対象

に， その分析 ・ 評価手法のレ ビ ュー と 体系化を行 う と と

も に， その適用研究 と し て， エネルギー消費型耐久消費

財の長期使用 ・ 早期買替を判断する ための意思決定支援

手法を開発する。 また， POS データ を購入し， 詰替品の

利用普及や小型化等によ る容器包装削減効果を定量化し

た。

〔内容および成果〕

　 前年度な らびに本年度に収集 ・ 整備し た製品データ ・

製品利用データ を用いて， 省エネ型製品への早期買替，

大型製品等製品種の異な る製品への買替についての評価

結果を示し た。 特に， ブ ラ ウ ン管テレ ビか ら液晶テレ ビ

と い う よ う に大き なモデルチェ ンジが行われた際の検討

を行った。

　 POS データ を用いた詰替商品の効果把握においては，

POS データ を解析し， 例えばシャ ンプーでは ７ 割が詰替

商品で， ５ - ６ 割の容器素材が削減でき ている こ と等を

確認し た。
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〔備考〕

研究代表者 ： 山川 　 肇准教授 （京都府立大学生命環境科

学研究科）

共同研究者 ： 本下 　 晶晴研究員 （（独） 産業技術総合研究

所 ・ 安全科学研究部門）

3） 　 循環型社会ビジ ョ ン実現に向けた技術システムの評

価モデル構築と資源効率 ・ 環境効率の予測評価

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0810BE002

〔担当者〕 ○大迫政浩 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 森口祐一， 稲葉陸太

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 主要な循環資源に焦点を絞 り ， モ ノ の特性に応

じ た空間ス ケール （循環圏） の中で実現可能な具体的な

循環技術シ ス テム を設計する。 ま た， 投入－産出 （I-O）

型のシステム評価モデル と し てプロ セス関数を定義する

ための物質フ ローやコ ス ト 等の統合的な情報基盤を整備

する。 それによ ってシステム評価モデルを構築し， 資源

効率 （脱物質化） や環境効率 （脱温暖化） 等の観点か ら

システム実現の効果を予測評価し， 近未来ビジ ョ ンへの

転換の意義を定量的に明らかにする。

〔内容および成果〕

　 前年度提示し た各循環資源の近未来の資源循環システ

ムビジ ョ ンについて， 循環資源の発生量の予測を行 う た

めの基礎データ を収集する と と も に， 構成するプロセス

に関する物質 ・ エネルギーフ ローに関するデータの集積

を図った。 データ を用いて， 循環資源の一部については

都道府県や市町村レベルの分解能を持たせた発生量の予

測を行 う モデルを構築でき た。 また， 各循環資源の将来

システムについて， 終処分量， 温室効果ガス等の削減

効果を試算し た結果， 各循環資源で 終処分量 と 温室効

果ガスの同時削減が可能であ る こ と が示唆されたが， リ

サイ クルによ って温室効果ガスが増加する よ う な ト レー

ド オフの関係も一部に認められた。

〔備考〕

共同研究者 ： 岡本誠一郎 （独立行政法人土木研究所）， 大

木達也 （独立行政法人産業技術総合研究所） ， 荻野暁史

（畜産草地研究所） ， 藤井 　 実 （名古屋大学） ， 中山裕文

（九州大学大学院），八木美雄（財団法人廃棄物研究財団），

立尾浩一（財団法人日本環境衛生セン ター），小林均（（株）

エ ッ ク ス都市研究所）， 山口直久 （（株） エ ッ ク ス都市研

究所）

4） 　 環境資源勘定を用いた地域木質系バイオマス資源の

戦略的利用 ・ 管理ツールの開発

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD005

〔担当者〕 ○橋本征二 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 要素技術の開発が進んでい る人工林起源の木

質バ イ オマ ス資源を持続的かつ戦略的に活用する ため，

統括的な資源管理に有効な環境資源勘定体系を地域レベ

ルに適用し， １ ） GIS と衛星 リ モー ト センシングを用い

た人工林ス ト ッ ク の空間的増減モデル， ２ ） ４ 次元型 GIS

によ る地域整備の空間的・時間的変化と物質・エネルギー

代謝モデル， ３ ） 木質資源の自立可能性を利用技術別に

評価する動学的経済波及効果モデル， を構築する こ と で

物質収支バラ ン ス を考慮し た持続可能性指標の作成を行

い， 木質資源循環の包括的な管理ツールの開発を行 う 。

研究分担担当者は特に ２ ） の開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 ４ 次元 GIS によ り ， 建築物を対象に建設資材の蓄積 と

それに伴 う エネルギーの消費形態を一元的に分析する手

法を提示し た。 名古屋市をケース ス タデ ィ ーに， 実際の

都市におけ る現状分析および自治体の進める政策に基づ

く シナ リ オ分析を行った。“ 集約型 ” と “ 非集約型 ” の ２

種類のシナ リ オについて分析を行った結果， 集約型にお

いて CO2 排出量が削減可能であ る こ と， 集約 ・ 非集約型

の双方において物質ス ト ッ ク量が増加するが， 集約型は

その増加が非集約型の場合 と 比較し て抑制でき る こ と な

どが分かった。

〔備考〕

研究代表者 ： 谷川寛樹 （名古屋大学）

5） 　 廃棄物政策のイ ンセンテ ィ ブ設計

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD017

〔担当者〕 ○田崎智宏 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物政策におけ る 有効な経済的 イ ン セ ン

テ ィ ブの設計について明ら かにする こ と を目的 と し， 研

究課題全体と し ては， （ １ ） 理論分析， （ ２ ） 政策の評価，

（ ３ ） フ ィ ール ド 実験， （ ４ ） 新たな廃棄物政策デザイ ン

の提案を実施する。

　 本分担者においては， デポジ ッ ト ・ リ フ ァ ン ド 制度 と

は異な る新たな回収イ ンセンテ ィ ブ付与制度 と し て， 小

売店等が実施し ているポ イ ン ト を資源回収に適用し た資

源回収ポイ ン ト 制度について，その適用性等の検討する。

〔内容および成果〕

　 回収イ ンセンテ ィ ブ付与制度 と し て， 小売店等が実施
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し ている ポ イ ン ト を資源回収に適用し た資源回収ポ イ ン

ト 制度に着目 し， その適用性等を検討し た。 その結果，

本制度が事業者に と って導入障壁のよ り 小さ い経済的イ

ンセンテ ィ ブ付与型の回収制度 と な り う る こ と， 実事例

の調査から ス テーシ ョ ン回収よ り も回収量が大き く なっ

た こ と を確認し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 竹内憲司 （神戸大学経済学研究科）

6） 　 廃棄物系バイオマスの Win-Win 型資源循環技術の開

発

〔研究課題コー ド〕 0610AA203

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 山田正人， 稲葉陸太， 蛯江美孝， 徐開

欽， 倉持秀敏， 大迫政浩， 小林潤， 李東烈

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

7） 　 循環型社会に対応し た安全 ・ 安心な適正処理 ・ 処分

技術の確立

〔研究課題コー ド〕 0610AB546

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 山田正人， 遠藤和人

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

8） 　 経済発展に伴 う 資源消費増大に起因する温室効果ガ

ス排出の抑制に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0913BA003

〔担当者〕 ○森口祐一 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 橋本征二， 南齋規介， 加用千裕

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

(2)-2. 　 資源性 ・ 有害性を もつ物質の循環管理方策の立案

と評価

〔区分名〕 中核研究プロ ジェ ク ト 経費

〔研究課題コー ド〕 0610AA202

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 野馬幸生， 肴倉宏史， 山本貴士， 田崎

智宏， 寺園淳， 小口正弘， 川口光夫， 渡部真文，

小瀬知洋， 中島謙一， 梶原夏子

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物の適正管理及び， 製品， 資源の循環的利

用が有害性 と 資源性 （有用性） の両面を見据えた新たな

物質管理手法の下に行われる こ と を目指し，国民の安全，

安心への要求に応えつつ， 資源の循環的利用を促進し，

資源回収 ・ 適正処理の高度化を支援する こ と を目的 と す

る。 到達目標は， 資源性 と 有害性の両面を見据えた物質

管理方策を提示し， 再生品促進のための環境安全品質の

管理手法を確立する こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 プ ラ スチ ッ ク関連物質の リ ス ク制御対策について実証

レベルの評価を行った。 各種 リ サイ クル方法によ る リ ス

ク低減比較， ラ イ フサイ クル評価を実施し た。 難燃剤を

対象に現行物質 と 代替物質間での有用性， 有害性得失評

価のケース ス タデ ィ 解析を実施し た。

　 廃製品群 ・ 廃棄物から の資源性金属の回収性向上の技

術的 ・ 政策的方策を検討し た。 潜在的資源の探索 と その

資源回収性について評価し た。 これまでの蓄積されたフ

ローデータ と 周辺情報を も と に資源性 ・ 有害性の評価指

標開発に着手し た。

　 環境曝露促進試験， 新規特性評価試験の精度評価を実

施し，標準化を進めた。各種試験について，網羅的にデー

タ を蓄積し， フ ィ ール ド 試験を継続し た。 建設資材系以

外の再生製品や一次製品への評価試験群の適用性を検討

し た。

　 国内法制度を中心に 40 制度，約 800 の物質管理規定を

レ ビ ューし，物質管理における基本管理方策を抽出し た。

その上で， それら の定義や構成要素や要件などの特徴を

整理する と と もに， その適用性や有効性を考察し た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0810BC001 　 電子機器用ガ ラ ス廃棄時におけ る有害元素

の長期浸出評価 47p.

0910BE001 　 循環型社会におけ る回収水銀の長期安全管

理に関する研究 47p.

0910BE002 　 適正な国際資源循環を目指し た製品中の有

用物質および有害物質の管理のあ り 方に関する研究 47p.

0911BE009 　 鉄鋼ス ラ グ と 腐植物質に よ る生態系修復技

術の受容性と環境 リ ス ク の総合評価 201p.

0610AB447 　 循環資源 ・ 廃棄物の試験評価 ・ モニ タ リ ン

グ手法の高度化 ・ 体系化 59p.

0910BA001 　 POPs 候補物質 「難分解性 PPCPs」 の環境特

性と全球規模での汚染解析 47p.

0911BE004 　 循環過程を含む製品ラ イ フサ イ ク ルにおけ

る BFR の リ ス ク コ ン ト ロールに関する研究 202p.

0911BE005 　 廃棄物 リ サ イ ク ル制度展開の国際比較 と 化

学物質管理の統合システム解析 202p.

0610AB546 　 循環型社会に対応し た安全 ・ 安心な適正処

理 ・ 処分技術の確立 56p.

0812CD001 　 アジア途上地域におけるPOPs候補物質の汚
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染実態解明と生態影響評価 204p.

【関連課題】

1） 　 電子機器用ガラス廃棄時における有害元素の長期浸

出評価

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 公害 )

〔研究課題コー ド〕 0810BC001

〔担当者〕 ○肴倉宏史 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本研究では， 電子機器の主要な部材であ るガ ラ

ス材料を取 り 上げ， 廃棄時の有害元素の長期浸出特性に

関する技術的な検討を実施し， 廃棄 ・ 再利用時におけ る

ガ ラ スから の有害元素の浸出特性に関する試験法および

長期環境安全性の評価に必要な技術的提言を行 う 。

〔内容および成果〕

　 ブ ラ ウ ン管を構成するパネルガ ラ ス と フ ァ ンネルガ ラ

ス を対象に， pH 依存性試験， シ リ アルバッチ試験， 長期

浸漬試験を実施 し， 鉛溶出に対す る 影響因子の解明を

行った。 その結果， 管理型処分場への埋立処分の判定試

験であ る環境庁告示 13 号溶出試験と同様，ろ紙を通過す

る微細粒子が多 く 観察された と と も に， 長期的には溶解

性成分の寄与が大きいこ と を明らかにし た。

〔備考〕

研究代表者 ： 赤井智子 　 独立行政法人産業技術総合研究所

2） 　 循環型社会における回収水銀の長期安全管理に関す

る研究

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0910BE001

〔担当者〕 ○小口正弘 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 水銀は利用が困難 と な り つつあ り ， 近い将来に

廃棄物処理を通じ て回収される水銀の隔離長期保管が必

要にな る こ と が想定される。 本研究では， 余剰回収水銀

の長期管理方策に向けた基礎情報 と する ため， 物性デー

タや熱力学的考察に基づいて長期保管に適用可能な化合

物等形態の探索， 提示を行 う 。

〔内容および成果〕

　 60 以上の水銀化合物 ・ 合金の物性データ， 二元系平衡

状態図等の基礎的情報を収集整備し た。 それらの情報に

基づき， 相手方元素の供給量や安全性も考慮し， 常温常

圧下で固体を作る Cd， Pb， S， Se， Zn など 12 元素 と の

化合物 ・ 合金を保管形態候補 と し て絞 り 込んだ。 さ ら に

５ 種の化合物 ・ 合金を対象に， 熱力学平衡計算を用いて

保管環境下での水銀大気排出ポテンシ ャルを推定し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 高岡昌輝 （京都大学）

共同研究者 ： 高橋史武 （九州大学）， 水谷聡 （大阪市立大

学）， 浅利美鈴 （京都大学）， 三浦博 （野村興産株式会社）

3） 　 適正な国際資源循環を目指し た製品中の有用物質お

よび有害物質の管理のあ り方に関する研究

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0910BE002

〔担当者〕 ○田崎智宏 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 国際資源循環におけ る問題を解決する ための

製品環境情報の活用 メ カニズム， およびそれを運用させ

る ために必要な国際的な枠組みについて明ら かにする こ

と を目的 と する。 各ステ イ ク ホルダーの共有情報の捉え

方などの視点に着目し ながら， 有害物質および有用物質

に対する異な る イ ンセンテ ィ ブを考慮に入れた上で， 統

合型も し く は個別の情報共有システムのどち ら がよ り 有

効に機能するのかを検証し， かつ越境的な課題に対する

政策手段 と し ての情報ツールの有効性を検証する と い う

視点から研究を実施する。

〔内容および成果〕

　 物質管理におけ る情報管理手法な らびに ト レーサビ リ

テ ィ に着目し， その定義や構成要素， 要件等について検

討 ・ 整理を行い， これら の管理手法にい く つかの類型が

あ る こ と等を確認し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 森 秀行 （財団法人地球環境戦略研究機関）

4） 　 鉄鋼スラグと腐植物質による生態系修復技術の受容

性と環境リ スクの総合評価

〔研究課題コー ド〕 0911BE009

〔担当者〕 ○肴倉宏史 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

5） 　 循環資源 ・ 廃棄物の試験評価 ・ モニ タ リ ング手法の

高度化 ・ 体系化

〔研究課題コー ド〕 0610AB447

〔担当者〕 ○野馬幸生 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 滝上英孝， 山本貴士， 肴倉宏史， 渡部

真文， 川口光夫

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

6） 　 POPs 候補物質 「難分解性 PPCPs」 の環境特性と全球

規模での汚染解析

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費
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〔研究課題コー ド〕 0910BA001

〔担当者〕 ○渡部真文 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 近年， 世界各地で医薬品お よ び生活関連物質

（PPCPs） によ る環境負荷 と リ ス ク評価への関心が高ま っ

ている。 これら の物質は全般に水溶性が高 く ， 体内半減

期が短いため， これまで環境への影響は小さ い と 考え ら

れていたが， 難分解性有機物質 （POPs） と類似の挙動を

示す可能性があ る物質も指摘されている。 こ のため， 本

研究では， 難分解性 PPCPs の 「生物蓄積性」 「長距離移

動性」 「汚染履歴」 等の環境特性を既存の POPs のそれ と

比較検討し， 当該物質における POPs と の類似性を明示

する。 また， これら PPCPs の高精度定性 ・ 高感度分析法

の確立を目指す。

〔内容および成果〕

　 残留性 PPCPs と し て， ベンゾ ト リ アゾール系紫外線吸

収剤 ７ 物質を研究対象 と し， 人体や野生動物， 環境媒体

を対象と し た GC/HRMS によ る高精度定性 ・ 定量方法を

確立し， 数十 pg/g レベルまで精密定量が可能 と なった。

GC/QMS を用いて環境試料や動物試料における極微量の

残留性 PPCPs を分析する ために， 各種ク リ ーンア ッ プ法

を検討し た結果， スルホキシ ド カ ラ ムを用いた精製方法

が優れている こ と を明らかにし た。

〔備考〕

研究代表者 ： 中田晴彦 （熊本大学）

共同研究者： 磯部友彦 （愛媛大学），上野大介 （佐賀大学）

7） 　 循環過程を含む製品ラ イ フサイ クルにおける BFR の

リ スク コ ン ト ロールに関する研究

〔研究課題コー ド〕 0911BE004

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 倉持秀敏， 梶原夏子， 小瀬知洋

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

8） 　 廃棄物リサイ クル制度展開の国際比較と化学物質管

理の統合システム解析

〔研究課題コー ド〕 0911BE005

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

9） 　 循環型社会に対応し た安全 ・ 安心な適正処理 ・ 処分

技術の確立

〔研究課題コー ド〕 0610AB546

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 山田正人， 遠藤和人

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

10） 　 アジア途上地域における POPs 候補物質の汚染実態

解明と生態影響評価

〔研究課題コー ド〕 0812CD001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

(2)-3. 　 廃棄物系バイオマスのWin-Win型資源循環技術の

開発

〔区分名〕 中核研究プロ ジェ ク ト 経費

〔研究課題コー ド〕 0610AA203

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 山田正人， 稲葉陸太， 蛯江美孝， 徐開

欽， 倉持秀敏， 大迫政浩， 小林潤， 李東烈

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 持続可能な循環型社会におけ る廃棄物処理に

関し ては， 従来か ら の適正処理に加え， 資源化を広範か

つ 大限に進める こ と が求められている。 本中核研究プ

ロ ジェ ク ト は， 技術開発の対象を廃棄物系バイオマス と

定め， 廃棄物の削減 と 一体的にエネルギーおよび資源の

循環利用を可能 と する技術および複合的な技術システム

を開発する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 要素技術研究 （サブテーマ １ ） 各々におけ る技術因子

を明確に し たほか， シ ス テ ム間を統合 し た シ ミ ュ レー

シ ョ ンを行った。 ガス化－改質プロセスの開発について

は，多孔質シ リ カによ る タール成分の除去性能を検討し，

適な比表面積値等が存在す る こ と を明 ら かに し たほ

か， 改質温度 750 ℃において も十分に再生利用が可能で

あ る こ と， 全タール濃度を 100mg/m3
N まで低減可能であ

る こ と 等を明ら かにし た。 また， 木質系バイオマス試料

に加え， RPF 試料を用いた場合に排出されるガスの特性

を把握し た。水素－ メ タ ン二段発酵プロセスについては，

水素発酵槽内の pH 制御に必要な汚泥中のアルカ リ 度が

9,000 ～ 10,000mg-CaCO3/l であ る こ と を見いだし た。 終

処理水のアンモニア濃度は，好気槽内の PEG 担体の活性

を維持する こ と で 60mg/l 以下にでき た。TN 除去率は，網

状担体の適用によ り 89％まで増加し た。 膜分離型水素発

酵によ り 高有機物負荷 （125kg-COD/m3/d） での水素生成

が可能 と な っ た。 回収水素生成速度 と 組成はそれぞれ

10m3-H2/m3/d， 45％であった。 第一世代 BDF 製造技術開

発については， 廃食用油由来の不純物を 99％以上除去す

る方法を提示する と と も に， 合成系を固定化酵素系へ展

開し た。 劣化防止 と な る新たな触媒配置法を提案し， 反
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応等量の メ タ ノ ールで収率 93％を達成できた。 第二世代

BDF については， 相平衡を明らかにし， 種々の原料に対

し てほぼ 100％燃料化でき る こ と を確認し た。 また， 廃

棄物賦存量の推定 と 回収方法に関する情報を基に地域循

環システムの設計に着手し た。 リ ン回収に関する ５ 人槽

浄化槽での鉄電解脱 リ ン法によ る検討か ら， 鉄板供給や

鉄廃棄処分等が必要 と な る一方で， 簡易な維持管理で高

度な リ ン除去が可能であ り ， 費用対効果が高い こ と を見

いだし た。 また， 家庭から排出された リ ンの 90％程度が

リ ン酸鉄等 と し て浄化槽内に貯留され， 引き抜きによ り

容易に リ ン収集可能であ る こ と， 溶出の 適化によ り 高

効率に リ ンを回収可能であ る こ と 等を明確にし た。 さ ら

に， リ ンの利用者側か ら の要求品質項目について調査を

進め， 回収 リ ンの形態および共存物質の影響について検

討を継続し ている。

　 地域循環圏の設計 ・ 構築 （サブテーマ ２ ） の事例研究

を， 湿潤系および乾燥系バ イ オマ スについて実施し た。

前者に関し ては， 茨城県におけ る食品廃棄物の発生量 と

飼料の受入可能量 と の収支を分析し， 各市町村がどの循

環技術に適し ているかを分類し た。 後者については， 関

東圏におけ る廃材 ・ 残材の排出量 と 既存施設の処理可能

量 と の収支を分析し， 各都県での実現可能性を示し た。

また， 地域循環圏の効率向上策 と し てサブテーマ １ の技

術を組み合わせた効率的シス テム も提案し， 基礎的な物

質 ・ エネルギーの投入 ・ 産出データの収集 ・ 整理をほぼ

完了し た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0709MA564 　 カーボンフ リ ーＢ Ｄ Ｆ のためのグ リ ーン メ

タ ノ ール製造及び副産物の高度利用に関す る 技術開発

49p.

0909LA001 　 有機系廃棄物の水蒸気ガ ス化 ・ 改質に よ る

水素製造技術開発 50p.

0911BE007 　 廃油脂類を原料 と し た動脈静脈連携型の次

世代バイオデ ィ ーゼル燃料製造技術の開発と評価 50p.

0911BE008 　 ナ ノ 膜分離プ ロ セス を組み込んだ熱分解ガ

ス化 - 触媒改質技術の開発 200p.

0911CD011 　 超高速合成 と 溶媒抽出を統合し た新規高効

率バイオデ ィ ーゼル燃料製造技術の開発 50p.

【関連課題】

1） 　 カーボン フ リーＢ Ｄ Ｆ のためのグリーン メ タ ノ ール

製造及び副産物の高度利用に関する技術開発

〔区分名〕 その他機関からの委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0709MA564

〔担当者〕 ○倉持秀敏 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 徐開欽， 蛯江美孝， 李東烈

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 京都市廃食用油燃料化事業のバ イ オデ ィ ーゼ

ル燃料 （BDF） 製造施設において， 不純物を多量に含む

未利用な低品質油脂類を新規BDF原料 と し て受け入れる

こ と を目指し て，前処理技術および分離精製技術を選定・

開発 し， 実証試験を行 う こ と を目的 と し てい る。 ま た，

BDF 製造過程での副生グ リ セ リ ン廃液の有効利用を図る

と と もに分別収集厨芥類を原料 と し たバイオガス回収量

の向上 と 発酵残渣 ・ 発酵廃液発生量の低減が可能な都市

型バイオガス化システムを構築する。 一連の技術開発を

統合し， さ ら に進化させる ためのシステム解析技術を開

発する こ と によ り ， 都市ごみ処理におけ る効果的な地球

温暖化対策の実現を目的とする。

〔内容および成果〕

　 BDF 中の不純物 （多量体エステル） の除去技術の開発

では， 多量体エステルの融点， 沸点， 蒸気圧および融解

エン タルピーを推算し， BDF と多量体エステルの気液お

よび固液平衡を計算し た。 計算結果によ り ， 蒸留を用い

て多量体エステルを容易に分離除去でき る こ と が示唆さ

れた。 また， 晶析によ る多量体エステルの除去性能を実

験的に評価し た。 バイ オガス化シ ス テムの構築では， 厨

芥他の家庭ごみの各種バイ オマスについて， メ タ ン発酵

単独， 可溶化＋ メ タ ン発酵， 二段発酵によ る各種バイオ

マ ス の発酵特性 （ガ ス生成ポテン シ ャル， 残渣発生率）

に関するデータ を取得 ・ 整理し， データベース を作成し

た。 残渣率は， セルロース ・ ヘ ミ セルロース含有量が多

く な る ほど高 く な る傾向が う かがわれた。 メ タ ン単独 ・

可溶化 ・ 二段発酵のいずれも， 細組成ご と のガス量か ら

計算によ って混合物のバイオガス量を再現でき る こ と を

確認し た。 可溶化によ り ， 総じ て メ タ ンガス回収量が増

加し ている結果が得られた。 また， セルロース系主体の

生ごみでは， 可溶化率が高 く な るほど メ タ ンガス発生量

の増加率が大き く な る傾向が明ら か と なった。 二段発酵

によ り 総じ て メ タ ンガス回収が増加し ているが， 特に厨

芥類で二段発酵に よ る メ タ ンガ ス増量の効果が大き く ，

湿式で処理可能な厨芥類 （一様な性状で排出される事業

系食品廃棄物） を対象 と する場合に好適な処理方法 と 考

え られた。 また， 京都ら しいバイ オマス と し て選定し た

９ 業界か ら排出される食品廃棄物の賦存量， 現状の リ サ

イ クル方法について実態把握ができた。

〔備考〕

地球温暖化対策技術開発事業 （研究代表者 ： （財） 京都高

度技術研究所 　 中村一夫） からの委託
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共同研究機関 ： 福島大学， （株） タ ク マ， 日立造船 （株）

2） 　 有機系廃棄物の水蒸気ガス化 ・ 改質による水素製造

技術開発

〔区分名〕 共同研究

〔研究課題コー ド〕 0909LA001

〔担当者〕 ○小林潤 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 有機系廃棄物が有する エネルギーを よ り 高効

率に利用する ためのエネルギー変換プロセス開発を目的

と し， 燃料電池発電や水素タービ ン等の水素エネルギー

利用技術において要求される品質を有する高濃度水素ガ

ス を， 不純物が非常に多い廃棄物か ら効率的に製造する

ための技術開発を行 う 。 具体的には， 反応平衡を積極的

に制御する こ と によ る水素生成反応促進や改質触媒の活

性， 耐久性向上のための材料的検討を実施する と 共に，

総合エネルギー効率向上のためのプ ロ セ ス設計シ ミ ュ

レーシ ョ ンによ る評価検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 　 無触媒， ニ ッ ケル系改質触媒のみ， 触媒＋ CaO およ

び触媒＋多孔質シ リ カ （比表面積 200m2/g） の各条件にお

いて木質バイオマス ・ RPF 混合試料のガス化 ・ 改質試験

を実施し，各条件が結果に及ぼす影響について検討し た。

その結果， これまでの廃木材のガス化 ・ 改質試験の結果

と同様， CaO または多孔質シ リ カを併用する こ と で水素

組成が向上する傾向が確認された。 タール除去特性につ

いては， 特に多孔質シ リ カを併用し た場合， 改質炉出口

において 50mg/mN
3N2free 以下 （無触媒の場合 1300mg/

mN
3N2free 以上） まで低減可能であ る こ と を確認し た。 ま

た， ガス化ガス中の硫化水素濃度については， 触媒＋多

孔質シ リ カの条件において 10ppm 以下に抑制する こ と が

可能であ る こ と が明らか と なった。 RPF のみをガス化し

た場合の硫化水素濃度は触媒使用条件下でも 50ppm 以上

であった こ と か ら， 木質系試料 と の混合によ り 硫化水素

の生成がさ らに抑制される可能性が示唆された。

〔備考〕

当課題は中核研究プロ ジェ ク ト ３ にも関連する。

3） 　 廃油脂類を原料と し た動脈静脈連携型の次世代バイ

オデ ィ ーゼル燃料製造技術の開発と評価

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0911BE007

〔担当者〕 ○倉持秀敏 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 大迫政浩

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 廃食用油を含む廃油脂類から， 既存の石油精製

プ ラ ン ト で軽油類似炭化水素であ る次世代バイオデ ィ ー

ゼル燃料 （BDF） を製造する こ と を目標に， 以下の こ と

を行 う 。 廃油脂類の性状を明ら かにし， 原料成分を回収

する ための抽出等の前処理技術開発を行 う 。 次に， 原料

成分を次世代BDFへ変換する ために脱硫触媒をベースに

水素化脱酸素技術の開発を行い，燃料の品質を評価する。

技術開発成果 と 原料の回収可能性等の調査よ り ， 石油精

製プ ラ ン ト を拠点 と し た社会経済的成立条件を提示す

る。

〔内容および成果〕

　 未利用な廃油脂類に対し て劣化度や触媒影響因子など

の性状調査を行 う と と も に， ト ラ ッ プグ リ ースなどの低

品質原料か ら燃料成分を回収する ための前処理技術開発

の第一段階 と し て， それらのモデル系に対する相平衡関

係を明ら かにし た。 その結果を基に， 実際のサンプルに

対し て液化回収操作を行い， その分離特性を評価し た。

また， 廃食用油の水素化脱酸素処理を行い， 触媒の金属

種や担体種のス ク リ ーニン グに よ る脱酸素挙動の解明，

原料油性状によ る影響を検討し， 安定し た脱酸素活性を

有し，かつ飽和炭化水素収率の高い触媒系を見いだし た。

プロセス設計・評価に必要な相平衡関係の文献を検索し，

相挙動の特徴を調べ， 相平衡の推算法 と し て状態方程式

の有用性を評価し た。 さ ら に， 相平衡測定法を検討し，

オレ イ ン酸への水素溶解度測定の装置を製作し た。 また

一方， 関東圏域地域の廃油脂類の賦存量および回収 と 処

理実態を調査し， 回収に係る環境負荷量やコ ス ト を推定

する ための基礎データ を抽出 ・ 整理し た。

〔備考〕

独立行政法人産業技術総合研究所 　 葭村雄二上席研究

員， 鳥羽誠主任研究員

日本大学生産工学部 　 辻智也教授

兵庫県立大学大学院工学研究科 　 前田光治准教授

4） 　 ナ ノ膜分離プロセスを組み込んだ熱分解ガス化 - 触

媒改質技術の開発

〔研究課題コー ド〕 0911BE008

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 小林潤

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

5） 　 超高速合成と溶媒抽出を統合し た新規高効率バイオ

デ ィ ーゼル燃料製造技術の開発

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD011
―  50  ―



国立環境研究所年報（平成 21 年度）
〔担当者〕 ○倉持秀敏 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 大迫政浩

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 液化ジ メ チルエーテル （DME） の添加によ り 反

応系を均一相にし てバイオデ ィ ーゼル燃料 （BDF） を超

高速に合成する合成技術 と， 副生成する グ リ セ リ ンか ら

メ タ ノ ールを回収する ための液化 DME を用いた抽出技

術を統合し て， 従来にない高効率な BDF 製造技術， つま

り ，小型の装置にて高速かつ効率よ く 連続的に BDF を製

造する技術を開発する こ と を研究の目的とする。 さ らに，

本提案の製造技術を核 と し た燃料化 リ サイ クル技術シス

テムを提示し， 技術および技術システムの評価を行 う 。

〔内容および成果〕

　 均一相剤と し て液化 DME を含む数種の有機溶媒を選

定し，固体触媒と し て固定化酵素を用いて BDF 合成を行

い， それらの BDF 収率に与え る影響を調べた。 ヘキサン

以外は， 溶媒を添加する こ と によ り ， 収率が向上し， 特

に，反応時間 24 時間以降では，溶媒添加によ り 収率が 20

％程度向上する こ と がわかっ た。 一連の実験結果よ り ，

液化 DME が も収率の向上が期待でき る溶媒 と判断さ

れた。 また， 固定化酵素の形状変化か ら， 収率の向上は

溶媒が固定化酵素の凝集防止剤 と し て働 く ためであ る と

推察された。 また一方， BDF 合成後の解乳化速度を測定

し， 液化 DME の添加によ り 解乳化速度が ３ ～ ５ 倍速 く

なる こ と が明らかになった。 こ の結果よ り ，液化 DME の

添加が連続系への展開において有用であ る こ と が示唆さ

れた。 さ ら に， 副生し たグ リ セ リ ンか ら原料であ る メ タ

ノ ールを溶媒抽出にて回収する技術を開発する ために，

液化 DME- グ リ セ リ ン - メ タ ノール系の相平衡を測定し

た。

〔備考〕

日本大学生産工学部 　 辻智也教授

兵庫県立大学大学院工学研究科 　 前田光治准教授

(2)-4. 　 国際資源循環を支え る適正管理ネ ッ ト ワー ク と

技術システムの構築

〔区分名〕 中核研究プロ ジェ ク ト 経費

〔研究課題コー ド〕 0610AA204

〔担当者〕 ○寺園淳 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター），

吉田綾， 滝上英孝， 貴田晶子， 山田正人， 遠藤

和人， 蛯江美孝， 徐開欽， 村上理映， 梶原夏子，

肴倉宏史， 渡部真文， 小口正弘， 中島謙一， 井

上雄三，河井紘輔，Komsilp Wang-Yao，神保有亮

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本プロ ジェ ク ト は， アジア地域における資源循

環及び廃棄物管理システムの現状を把握 ・ 解析し， その

適正管理ネ ッ ト ワーク を構築する こ と， 技術的側面か ら

の対応 と し て， 途上国におけ る適正処理及び温暖化対策

の両立に資する技術システムを提供する こ と を目的 と し

ている。 また， その特徴 と し て， 循環型社会研究プロ グ

ラ ムの中で も国際的な展開 と 貢献を目指し た も の と なっ

ている。 他の中核 PJ から得られる政策手法， 資源性 ・ 有

害性などの評価手法， 技術システムの開発及び評価手法

など を， 国際資源循環やアジア諸国の現状に適用 ・ 活用

させる。

〔内容および成果〕

　 国際共同研究に よ ってアジア各国内におけ る E-waste

の リ ユース ・ リ サイ ク ルの実態を把握し た。 また， ベ ト

ナム及びフ ィ リ ピ ンの複数の リ サイ クル現場において作

業環境試料を採取する など， 人へのハザー ド レベルを解

明する ための調査を実施し た。 途上国の E-waste 管理制

度設計に向けて， イ ンフ ォーマルセ ク タのフ ォーマル化

などの必要性を指摘し た。

　 日本か ら輸出される金属ス ク ラ ッ プについては， 国内

で回収システム未整備の家電等が多数混入し ている こ と

など を示し， 輸出規制を強化する必要性を指摘し た。 金

属ス ク ラ ッ プの国内火災現場で収集し た廃家電製品等か

ら塩素化ダ イオキシン類が検出された。

　 東南アジアの埋立地では，Boring Bar-Chamber 法によ り

実測し た嫌気性分解率 （MCF） が準好気性埋立構造を反

映し ている も の と 考え られた。 同法で実測し た覆土の メ

タ ン酸化率 （OX） は メ タ ン放出量の大き さに依存し て設

定すべきであ る こ と が示された。 12 月にタ イの埋立地に

おけ る テス ト セルが竣工し， 実証施設によ るモニ タ リ ン

グの段階に達し た。

　 液状廃棄物については， 地域特性に応じ た汚水処理の

ための小規模分散型の人工湿地システム， 浄化槽， 傾斜

土槽法等の温度条件， 負荷条件等に対する処理機能解析

を実施し， 地域差等の要因 と 技術の適合性に大き な差が

あ る こ と を明ら かにし た。 また， 様々な制約条件の中で

適切な処理技術を選択する ための基盤を構築できた。

〔備考〕

〔関連課題〕

0709BA279 　 廃棄物分野におけ る温室効果ガス イ ンベン

ト リ の高度化と削減対策の評価に関する研究 52p.

0810BE003 　 有害物質管理 ・ 災害防止 ・ 資源回収の観点

か らの金属ス ク ラ ッ プの発生 ・ 輸出状況の把握 と 適正管

理方策 52p.

0911BE001 　 東南アジアにおけ る廃棄物データベースの
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構築及び廃棄物処理システムの評価 239p.

0911BE003 　 アジア地域におけ る液状廃棄物の適正管理

のための制約条件の類型化お よ び代替シ ス テ ムの評価

53p.

0911BE006 　 アジア地域におけ る廃電気電子機器の処理

技術の類型化と改善策の検討 53p.

0810BC001 　 電子機器用ガ ラ ス廃棄時におけ る有害元素

の長期浸出評価 47p.

0812CD001 　 アジア途上地域におけるPOPs候補物質の汚

染実態解明と生態影響評価 204p.

0610AB447 　 循環資源 ・ 廃棄物の試験評価 ・ モニ タ リ ン

グ手法の高度化 ・ 体系化 59p.

【関連課題】

1） 　 廃棄物分野における温室効果ガスイ ンベン ト リの高

度化と削減対策の評価に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0709BA279

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 遠藤和人， Komsilp Wang-Yao， 河井紘輔

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物分野におけ る 非化石燃料由来の CH4 ・

N2O ・ NH3 を対象と し， 活動量であ る炭素 ・ 窒素フ ロー と

廃棄物 ・ 排水処理技術毎の排出係数マ ト リ ッ ク ス または

モデルを提示する こ と によ り ， 温室効果ガス イ ンベン ト

リ 算定法を高度化し， 国内 と アジア途上国におけ る削減

対策の立案 ・ 評価スキームを提示する。

〔内容および成果〕

　 廃棄物焼却施設では完全燃焼化を図ったダ イオキシン

類対策以降で N2O と CH4 の排出係数が約 １ 桁減少し てい

た。堆肥化施設からの N2O 排出係数を技術ご と に示し た。

内部水位の変動があ る埋立地で CH4 の 1/100 程度の N2O

の排出が確認された。 埋立地への窒素フ ローは中間処理

を経ない直接埋立の寄与度が依然 と し て大きい こ と を示

し た。

　 終末下水処理場からの CH4 および N2O 排出係数 と削減

効果を技術， 運転方式， 規模別に整理 し た。 コ ミ ュ ニ

テ ィ ・ プ ラ ン ト の現地調査に よ り 排出係数を整備し た。

ラ ボス ケールの活性汚泥 リ ア ク ターで N2O の排出量に及

ぼす運転方法の影響を実験的に検討し た。 技術分類毎の

CH4およびN2O排出係数マ ト リ ッ ク ス を完成させ，排出量

削減効果を明らかにし た。

　 有機物の埋立回避策 と し て， 初に堆肥化等の生物処

理が導入され， 処理率が向上する と 焼却処理が導入され

る世界的な傾向を示し た。 熱帯域 （タ イ） の埋立有機物

の一次分解速度定数は ０ 。 33/day と評価された。 覆土穿

孔前後のガス組成 と フ ラ ッ ク ス を計測し， 有機性廃棄物

の埋立量が小さ く 準好気性構造にあ る我が国の 終処分

場は東南アジア と 比較し て， 嫌気性分解率が小さ く ， 覆

土の メ タ ン酸化率が大きい傾向を示し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 龍谷大学， 大阪大学

2） 　 有害物質管理 ・ 災害防止 ・ 資源回収の観点からの金

属スク ラ ッ プの発生 ・ 輸出状況の把握と適正管理方

策

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0810BE003

〔担当者〕 ○寺園淳 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター），

中島謙一， 吉田綾

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 近年， 中国などに大量に輸出されている金属ス

ク ラ ッ プについて， 有害物質の混入や火災など発生し て

いる一方， 実態に関する知見が不足し， 適切な安全管理，

行政指導を行えていない。 こ のため， 発生源 ・ 分類 ・ 組

成調査や火災実験など を通じ て， 有害物質管理 ・ 防災 ・

資源回収の観点か ら， 金属ス ク ラ ッ プの発生 ・ 輸出の実

態を解明し，適正管理方策を提示する こ と を目的 とする。

あわせて， 法制度面か ら の検討も行い， 輸出入両国での

現在の法的規制の課題や， 輸出の現状 と 国内の リ サイ ク

ル制度と の関連性を検証し， 改善策を提案する。

〔内容および成果〕

　 前年度に続き， 各種統計や現地調査に基づき， 「雑品」

「 ミ ッ ク ス メ タル」 など と称される金属ス ク ラ ッ プの発生

源やフ ローの概略を把握し た。 金属ス ク ラ ッ プ約 10t （産

業系 6.5t， 家庭 ・ OA 機器系 4.1t） に対する品目調査を実

施し， 産業系については業務用ガス器具など， 家庭 ・ OA

機器系では家電類が多い こ と を確認し た。 有害物質管理

の観点か らは湯沸かし器の熱交換器の鉛 メ ッ キ， ブ ラ ウ

ン管テレ ビ，基板， Ni-Cd 電池などが確認されたほか， エ

ア コ ンから未回収の冷媒と し て CFC12 を検出し た。資源

回収の観点か らは， 国内で回収システム未整備の家電等

が多数混入し ている こ と などを示し た。

　 2009 年は金属ス ク ラ ッ プ積載船舶に関し て陸上 ・ 船上

で各 １ 件の火災が確認された。 火災現場で収集し た廃家

電製品等か らは， バーゼル法に基づ く 特定有害廃棄物 と

の判断はでき ない も のの， 一定のダ イ オキシン類の発生

を把握し た。

　 これら の金属ス ク ラ ッ プに対し て， 輸出統計品目分類

の見直し に加えて， 国内の発生段階か ら 廃棄物処理法，

バーゼル法， フ ロ ン回収 ・ 破壊法， 関税法を含む各種規
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制を総合的に適用する こ と によ って， 輸出品目や関係業

者の適正化を図る必要性を議論し た。

〔備考〕

共同研究者 ： 村上進亮 （東京大学大学院）， 古積博 ・ 佐宗

祐子 （消防研究セン ター）， 山崎ゆきみ （海上保安試験研

究セン ター） ， 若倉正英 ・ 和田有司 （産業技術総合研究

所）， 鶴田順 （海上保安大学校）

3） 　 東南アジアにおける廃棄物データ ベースの構築及び

廃棄物処理システムの評価

〔研究課題コー ド〕 0911BE001

〔担当者〕 ○大迫政浩 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 河井紘輔

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

4） 　 アジア地域における液状廃棄物の適正管理のための

制約条件の類型化および代替システムの評価

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0911BE003

〔担当者〕 ○河井紘輔 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 蛯江美孝

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 アジア地域の衛生改善上， 液状廃棄物の適正処

理は 重要の課題であ るが， 途上国の地域特有の制約条

件が原因で， 処理システムが適切に機能 ・ 普及し ない例

は少な く ない。 本研究では， ベ ト ナム等におけ る フ ィ ー

ル ド 調査に基づき， 地域ご と の特色を適切に把握でき る

汎用性を踏まえ，系統だった制約条件の類型化を実施し，

途上国におけ る液状廃棄物処理システム整備方策の体系

化を目指す基盤を提供する。 また， ハ ノ イ を対象 と し て

制約条件下での代替システムの設計， 評価の考え方を提

示する。

〔内容および成果〕

　 ハ ノ イ市な ど を対象 と し た重点的な現地調査を行い，

液状廃棄物の性状 ・ フ ロー調査に基づ く 処理システム整

備の課題抽出を行 う と と も に， 現地の制約条件 と のマ ッ

チン グが可能な技術選択フ ォーマ ッ ト を構築する ため，

様々な技術 ・ シス テムの制約条件 （電気， 水等のイ ン フ

ラ の要求度， イ ニシ ャル ・ ラ ンニング コ ス ト ， 維持管理

性， 処理性能等） の調査 ・ 整理を実施し た。 これによ り ，

制約条件の類型化 と 代替シス テムの評価を行い， 多様で

制約条件の把握が困難な途上国において， 液状廃棄物処

理システムの整備に体系的に取 り 組むための基盤の確立

を図った。

〔備考〕

研究代表者 ： 藤井滋穂 （京都大学）

共同研究機関： 京都大学，流通科学大学，埼玉大学，（財）

日本環境整備教育セン ター， ハ ノ イ工大， ハ ノ イ土木工

大， ダナン工大， フエ大， ベ ト ナム科学技術アカデ ミ ー，

ベ ト ナム環境総局 （ベ ト ナム）， マ ヒ ド ン大 （タ イ）， マ

ラ ヤ大， サバ大 （マレーシア） ， クルナ大 （バング ラデ

シュ）， ぺラデニア大 （ス リ ラ ンカ）， ト リ プバン大 （ネ

パール）

5） 　 アジア地域における廃電気電子機器の処理技術の類

型化と改善策の検討

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0911BE006

〔担当者〕 ○吉田綾 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター），

寺園淳， 中島謙一， 村上理映

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 　 近年， アジア地域においては， 電気電子機器

廃棄物 （E-waste） の不適正な リ サイ クル ・ 廃棄によ る環

境汚染の問題が指摘されてお り ， 発生 ・ 流通量の増大や

環境規制 ・ 処理施設の未整備などから対策が急務 と なっ

ている。

　 本研究では， アジア ３ ヵ 国程度の現地において海外専

門家 と の共同で現地調査を実施する こ と によ り ， 信頼性

のあ るマテ リ アルフ ローの情報を提供し，E-waste 処理技

術を資源性 ・ 有害性の観点か ら類型化する。 さ ら に， ど

のよ う な国際技術協力や設備投資， 管理 ・ 法規制が必要

かなどの改善策を検討する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 韓国および中国におけ る一般消費者の電気電子機器の

保有 ・ 廃棄状況をアンケー ト 調査し， E-waste の発生量推

計する ための基礎データ を収集し た。 日本 と 中国の貿易

統計から越境移動の状況を分析し た。

　 ベ ト ナム， フ ィ リ ピ ン， 中国の研究機関 と 研究協力体

制 を 構築 し， 共同で各国内の イ ン フ ォ ーマ ルお よ び

フ ォーマルセ ク タによ る解体， リ ユース ・ リ サイ クルの

状況を調査し， プ ロ セ ス ・ 技術の特徴， 廃ガ ス ・ 廃水 ・

残渣などの発生および処分状況， 環境保全 ・ 労働安全対

策の有無などの情報を収集し整理し た。 リ サイ クル現場

におけ る人へのハザー ド レベルを解明する ため， フ ィ リ

ピ ンの リ サ イ ク ル施設内の作業環境空気， 場内ダ ス ト ，

周辺土壌， 作業者の髪の毛や尿を採取する と と も に作業

年数や年収などの情報を収集し た。

　 国外の研究者 ・ 専門家を招へいし て第 ６ 回国立環境研

究所 E-waste ワーク シ ョ ッ プ （札幌） を開催し， E-waste

の資源性 ・ 有害性や リ サイ クルプロ セス ・ 技術の類型化
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方法について議論し た。

　 先進国の経験をふまえて， 途上国のイ ン フ ォーマルセ

ク タ を効果的に管理する方策を検討し た。

〔備考〕

共同研究者 ： 小島道一 ・ 坂田正三 （以上， アジア経済研

究所）， 松下和夫 （京都大学大学院）

共同研究機関 ： フ ィ リ ピ ン大学， ハ ノ イ工科大学， 嘉興

学院

6） 　 電子機器用ガラス廃棄時における有害元素の長期浸

出評価

〔研究課題コー ド〕 0810BC001

〔担当者〕 ○肴倉宏史 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

7） 　 アジア途上地域における POPs 候補物質の汚染実態

解明と生態影響評価

〔研究課題コー ド〕 0812CD001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

8） 　 循環資源 ・ 廃棄物の試験評価 ・ モニ タ リ ング手法の

高度化 ・ 体系化

〔研究課題コー ド〕 0610AB447

〔担当者〕 ○野馬幸生 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 滝上英孝， 山本貴士， 肴倉宏史， 渡部

真文， 川口光夫

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

循環型社会研究プログラムの関連研究プロジ ェ ク ト

(2)-5-1. 　 循環型社会実現に資する経済的手法、 制度的手

法に関する研究

〔関連課題〕

0710AE525 　 廃棄物政策の有効性 と 廃棄物事業の非効率

性に関する実証研究 54p.

【関連課題】

1） 　 廃棄物政策の有効性と廃棄物事業の非効率性に関す

る実証研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0710AE525

〔担当者〕 ○日引聡 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 循環型社会システム構築のために， ごみ排出量

の削減， リ サイ クル， 再利用の促進が重要な政策課題 と

なっている。 近年各自治体においてごみ有料化制度の導

入が急速に進んでいるが， 導入後 ５ 年で一割以上の削減

を実現し た自治体も あ る一方で， 導入数年後にごみの排

出量が導入前の水準に ま で戻っ て し ま っ た自治体 も あ

り ， 有料化に対する， 自治体の効果の評価にはばらつき

があ る。 また， 国内外で有料制のごみ削減効果に関する

研究が多 く 見られるが， その削減効果の有効性に関し て

結論が分かれ る。 中環審廃棄物 ・ リ サ イ ク ル意見具申

（案） では， 循環型社会に向けた取組と し て， 経済的手法

（有料化） の推進， 一般廃棄物処理コ ス ト 分析や効率化の

推進の必要性をあげ， 十分な減量効果発揮のために必要

な料金設定の必要性を述べている。 本研究は， 有料化の

有効性を評価し， 廃棄物処理費用を分析し， 望ま しい廃

棄物政策のあ り 方を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 家計調査によ って構築し たデータベース を用いて， 家

計のごみ排出モデルのパラ メ ータ を推計し， 各種政策変

数 と ごみ排出行動 （ごみ排出量） と の関係を分析 し た。

その結果得られた結論は， 以下の とお り であ る。

（1） ごみ排出の価格弾力性 （ごみ処理手数料の １ ％の引

き上げがごみ排出量に与え る影響） は -0.208 であった。

すなわち， 手数料の １ ％の引き上げは， ごみ排出量を 0.2

％削減する効果を持つ。 こ のため， た と えば， ごみ処理

手数料 （ごみ袋の価格） が 40 円の自治体で， ごみ排出量

を 20％削減し たい場合には， 手数料を 40 円から 80 円に

引き上げる必要があ る。

（2） 資源ごみ回収品目数を増やすこ と によ って， ごみ排

出の価格弾力性は大き く な り （ １ 品目増やすこ と で，0.04

増加する）， ごみ削減効果は大き く な る。

（3） 紙類ごみ収集の収集頻度を引き上げる こ と によ って，

ごみ処理手数料のごみ削減効果は大き く な る。（価格弾力

性を 0.024 引き上げる）

（4） 小さい袋 （15 リ ッ ト ル以下） の設定は， ごみ処理手

数料のごみ削減効果を引き上げる。

〔備考〕

東京工業大学 ： 島根哲哉

横浜国立大学 ： 馬奈木俊介

(2)-5-2. 　 特定地域における産業間連携 ・ 地域資源活用に

よるエネルギー ・ 資源の有効利用の実証

〔関連課題〕

0810BE004 　 有機再生廃棄物を対象 と する多層複合型資

源循環圏の設計と評価システムの構築 54p.

【関連課題】

1） 　 有機再生廃棄物を対象とする多層複合型資源循環圏

の設計と評価システムの構築
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〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0810BE004

〔担当者〕 ○藤田壮 （アジア自然共生研究グループ） ， 大

迫政浩， 徐開欽， 稲葉陸太

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 先進的な循環拠点集積を複数含む東京圏域を

対象 と し て， 循環資源ご と に地区ス ケールか ら都市， 圏

域， 国土， 国際ス ケールの異な る循環圏を科学的な算定

を も と に同定し， その形成支援の技術 ・ 政策シス テムの

設計 と 評価のシステムを構築する。 循環型社会形成にむ

けて， エン ド オブパイプ技術のみによ ら ない， 動脈側 と

静脈側の産業システムが連携する循環圏システムを技術

と 社会システムの統合によ り 設計するガ イ ド ラ イ ンシス

テム と し ての一般化を目指す。

　 自治体 ・ 循環事業者 と の共同研究を通じ て地理情報シ

ス テ ム等を活用 し た地域の循環代謝の空間情報ネ ッ ト

ワーク シス テムを開発する。 さ ら に， 循環型生産特性を

考慮し た将来的な循環形成の政策選択肢を合理的に設定

し， その改善効果を定量的に評価する システムを構築す

る こ と によ って， 多層的な循環圏形成の拡大シナ リ オを

評価する指標体系シス テムを含む， 評価のガ イ ド ラ イ ン

システムを構築する。

〔内容および成果〕

　 都心部などの人口過密地域か ら比較的低密度な郊外都

市， あ るいは農村まで も含む多様な首都及びその周辺地

域を対象 と し て， 循環資源を 大限に有効活用し， 低炭

素化に も資する ためのシステムのあ り 方を検討し た。 本

年度は技術イ ンベン ト リ の拡大 と と も に， 資源循環の効

率向上や， 需給関係の変動などに対し て も安定し て リ サ

イ クルが実施される ための具体策を検討し， その効果を

評価し た。 また， 資源循環についての地域の処理基盤や，

静脈ネ ッ ト ワーク，廃棄物を受け入れる動脈施設の立地・

集積を活用し た， 効率的な地域循環圏について代替的な

整備の将来シナ リ オを定量的に検討し た。 分別や回収に

加えて， 地域循環を支援するサプ ラ イチェーンマネジ メ

ン ト シス テムや， エコ製品に対する調達など地域消費者

の意識 ・ 行動を含めた シ ス テ ムについて も 検討をお こ

なった。

〔備考〕

分担研究者と し て産業総合研究所，名古屋大学，京都大学

(2)-5-3. 　 資源作物由来液状廃棄物のコベネフ ィ ッ ト 型処

理システムの開発

〔関連課題〕

0911AG001 　 資源作物由来液状廃棄物のコベネフ ィ ッ ト

型処理システムの開発 55p.

【関連課題】

1） 　 資源作物由来液状廃棄物のコベネフ ィ ッ ト 型処理シ

ステムの開発

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 特別研究 )

〔研究課題コー ド〕 0911AG001

〔担当者〕 ○珠坪一晃 （水土壌圏環境研究領域） ， 冨岡典

子， 蛯江美孝， 徐開欽

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 東南アジア を中心 と す る地域には， 資源作物

（サ ト ウ キビ， パームヤシ等） の生産が集中し てお り ， そ

れら を原料 と し た製品 （砂糖， パーム油） の製造 ・ 加工

工程 （バイオ燃料の生産を含む） か らは， 高有機物濃度

の液状廃棄物 （廃液） が多量に排出される。 現状， その

殆どが開放型の池 （安定化池） で放置され， メ タ ン等の

温室効果ガ スの発生 と 水環境汚染の要因 と なってい る。

本研究開発では， これら の資源作物由来廃液の適切処理

技術 （ メ タ ン発酵 と 水質確保のための後段処理） の開発

によ り ， 温室効果ガス発生抑制， エネルギー回収， 水環

境保全等を実現化する コベネフ ィ ッ ト 型処理技術の確立

を目指す。

〔内容および成果〕

　 高濃度廃液の処理に対応可能なラ ボス ケールメ タ ン発

酵処理シス テム（ Multi-staged UASB） を独自に設計・ 作製

し ， 糖蜜系廃液の処理試験を 国内（ 糖蜜廃液） およ びタ

イ （ バイ オエタ ノ ール蒸留廃液） で開始し た。 酸生成槽

の設置や処理時間を 適切に維持する こ と で， 有機物負荷

10 kgCOD/m3/dの条件下で有機物除去率90％の安定し た処

理性能を 発揮し ている 。 ま た， 糖蜜系廃液の回分処理試

験の結果、 糖蜜系廃液には， サト ウ キビ の肥料と し て用

いた硫酸アンモニウ ム由来の硫酸塩が多く 含ま れている

ため， 硫酸塩還元反応の結果生じ る 硫化物がメ タ ン生成

反応を阻害する こ と が明ら かになっ た。 現在， 発酵槽か

ら の効率的な硫化物除去シス テムの開発を進めている 。

　 糖蜜系の廃液には， 難分解性の色素成分など も含まれ

てお り ， それら の除去を行 う ためには， なん ら かの物理

化学処理システムを導入する必要があ るが， コ ス ト 的に

困難であ る。 そ こ で， 提案処理技術によ り 処理を行って

生分解可能な有機物を除去し， かつ廃液に含まれる ケル

ダール窒素のアンモニア性窒素へ と 転換を図った処理廃

液について， サ ト ウ キ ビ栽培のための肥料 （灌漑用水）

と し ての利用に関する検討を タ イの製糖関連企業， 大学

と 連携し て開始し た。 その結果， 直接廃液を施肥する現

在の方法よ り も， メ タ ン等の温室効果ガスの削減出来る

可能性が示された。

〔備考〕
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共同研究先 ： Khon Kaen University （タ イ） ， Mitr Phol

Sugarcane Research Center Co., Ltd. （タ イ），King Mongkut's

University of Technology Thonburi （タ イ） ， 岐阜工業高等

専門学校

循環型社会研究プログラムにおけるその他の活動

(2)-6-1. 　 廃棄物管理の着実な実践のための調査 ・ 研究

1) 　 循環型社会に対応し た安全 ・ 安心な適正処理 ・ 処分

技術の確立

〔区分名〕 循環型社会･廃棄物研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AB546

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 山田正人， 遠藤和人

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 循環型社会を支え る廃棄物処理 ・ 処分プロセス

の安全 ・ 安心な管理を遂行する ための技術システムを構

築する。 まず， 現行制度では把握が不十分な有害物質を

含む廃棄物や副産物をいち早 く 特定し， 適正な管理手法

を示す。 また， 不要物 と なった も のが適正に循環 ・ 処分

される ための分岐点 と し て機能する中間処理技術システ

ムを提示する。

〔内容および成果〕

　 新埋立類型に埋め立て る廃棄物の安定化挙動を予測す

るパラ メ ーターを把握する ため， 現場実験 と 同等の熱環

境を再現可能な室内カ ラ ム試験装置を開発し た。 数値埋

立モデルについて， 覆土中の埋立地ガスの挙動を再現す

る モジ ュ ールを開発 し， 閉鎖型チ ャ ンバー法におけ る

チャ ンバー内の圧力上昇によ る測定誤差を評価し た。 破

砕選別施設を経由する産業廃棄物の地域物流を資源引き

取 り と 終処分の費用の空間的分布よ り 説明する ロ ジス

テ ィ ク スモデルを開発し，再現性の検証を進めた。RO 膜

処理を用いた浸出水処理の実証実験では， 1.5MPa の通水

圧力，100L/hr の対水量の条件下で，原水ホ ウ素濃度 30mg/

Lの約80％が除去可能であ り ，他の汚濁物質も基準値未満

に除去でき る こ と を示し た。 海面 終処分場の集排水能

力 と 保有水水質への影響を数値解析によ って検討し た結

果， 全ての保有水を基準値未満にする ためには数百年を

要するが， 適正な埋立 と 集排水設備の導入によ って数十

年以内に廃止基準を満足でき る可能性が示唆された。 焼

却処理施設等の管理手法の構築に関し ては， 従来型焼却

施設およびガス化溶融施設についての詳細調査か ら， 各

種データ解析を行 う と と も に発電 ・ 熱利用指標等の施設

特性の分類に適用可能な指標を抽出し た。 また， ガス化

溶融式焼却施設における排ガス， ばいじん中 DXNs およ

び OXs の測定から， 燃焼条件の変化が各種濃度に及ぼす

影響， 方法の異なる OXs 測定の特性を評価し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 埼玉県環境科学国際セン ター， 千葉県環

境研究セン ター， 神奈川県環境科学セン ター， 福井県衛

生環境研究セン ター， 沖縄県衛生環境研究所， 大阪府環

境農林水産総合研究所 , 北海道大学， 岡山大学， 龍谷大

学，秋田県立大学 , 東京大学 , 早稲田大学 , 筑波大学 , （財）

日本環境衛生セン ター , （社） 全国産業廃棄物連合会

〔関連課題〕

0709BE280 　 破砕選別に よ る建設系廃棄物の地域循環シ

ステムの設計に関する研究 203p.

0709BY310 　 ホ ウ素等に対応可能な排水対策技術の開発

203p.

0810BE005 　 可視光応答型光触媒の廃棄物埋立処分場浸

出水浄化技術への応用 56p.

0811BC001 　 循環型社会に資する新たな埋立類型の構築

57p.

0910BE003 　 廃石膏ボー ド の再利用技術シ ス テムの構築

に関する研究 57p.

0913KB001 　 気候変動 を考慮 し た農業地域の面的水管

理 ・ カス ケード型資源循環システムの構築 58p.

0610AA203 　 廃棄物系バイオマスの Win-Win 型資源循環

技術の開発 48p.

0911BE008 　 ナ ノ 膜分離プ ロ セス を組み込んだ熱分解ガ

ス化 - 触媒改質技術の開発 200p.

0810MA001 　 海面処分場におけ る評価手法の検討及び安

定化解析調査 58p.

【関連課題】

1） 　 破砕選別による建設系廃棄物の地域循環システムの

設計に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0709BE280

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 遠藤和人

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

2） 　 ホウ素等に対応可能な排水対策技術の開発

〔研究課題コー ド〕 0709BY310

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 成岡朋弘

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

3） 　 可視光応答型光触媒の廃棄物埋立処分場浸出水浄化

技術への応用

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費
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〔研究課題コー ド〕 0810BE005

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 成岡朋弘

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物埋立処分場の浸出水の一般的な水質特

性 と し て， 含まれる有機物の多 く が難分解性であ る こ と

から， COD を除去するのは困難であ る。 また， 内分泌攪

乱作用の疑いがあ る有機性化学物質等が微量に含まれる

こ と も あ り ， これらの物質の多 く も また難分解性であ る。

そのため， 浸出水の処理には時間がかる。 現在， 多 く の

処分場で，活性炭を用いた吸着処理等が行われているが，

コ ス ト がかかる こ と， 使用済み活性炭が新たな環境負荷

要因にな る と い う 問題を抱えている。 こ の研究では， 光

触媒の持つ完全酸化分解機能を活用し， 通常の浄化処理

法では分解する こ と が難しい難分解性 COD 成分除去お

よび有機性有害物質除去を目的 と し て， 可視光応答型 と

い う 新し い タ イ プの酸化チ タ ン を用い る こ と に よ って，

太陽光を利用し た省エネ型の浸出水浄化処理技術の確立

をめざ し， 処分場におけ る安全 ・ 安心処理システム構築

に寄与する。

〔内容および成果〕

　 浸出水原水および可視光応答型光触媒によ って ７ 日間

処理を し た処理水についてオオ ミ ジン コによ る 48時間の

急性遊泳阻害試験 （OECD テス ト ガイ ド ラ イ ン 202） に

よ って評価し た。

　 未処理の浸出水原水では， 24 時間後は遊泳阻害 ５ ％，

死亡 15％であ り ， 48 時間後は遊泳阻害は ０ ％， 死亡 25

％であった。 一方， 可視光応答型光触媒によ る処理水は，

24 時間後は遊泳阻害， 死亡と もに ０ ％， 48 時間後は遊泳

阻害 ５ ％， 死亡 ５ ％であった。 以上の結果か ら， 可視光

応答型光触媒によ る浸出水処理によ ってオオ ミ ジン コに

対する生態毒性が低減する こ と が明らか と なった。

〔備考〕

研究代表者 ： 森達摩 （大阪府環境農林水産総合研究所 食

とみど り 技術セン ター）

4） 　 循環型社会に資する新たな埋立類型の構築

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 公害 )

〔研究課題コー ド〕 0811BC001

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター），井上雄三，遠藤和人，成岡朋弘，Komsilp

Wang-Yao， 石森洋行

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 23 年度 （2008 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 循環型社会において も 発生が避け ら れない リ

サイ クル残さや焼却灰などの廃棄物を適正に処分し， か

つ， 利用価値の高い土地資源や将来必要な物質資源を確

保する ため， 埋め立て られる廃棄物の質 と 用途に対応し

た環境保全機能を有する安定化促進型埋立， 備蓄 （保管）

型埋立， 土地造成型埋立 と い う 新たな埋立類型を提案す

る。 これら新規埋立類型を実現させる ため， 中間 ・ 資源

回収処理後の廃棄物の質 と 量を把握 ・ 評価し， 新たな埋

立概念， 技術， 維持管理手法を開発 ・ 提示 ・ 検証する こ

と で， 循環型社会に資する埋立技術システムの将来像を

示す。

〔内容および成果〕

　 （ １ ） 土地造成型埋立シナリ オと そのス キーム確立を目

指し ， 発生量の多い建設発生土を 対象と し たマテリ アル

フ ロ ー解析なら びに環境コ ス ト の計算を実施し た。（ ２ ）

備蓄型埋立シナリ オについて， 埋立ごみを選定する 際に

必要と なる 分別ごみ特性を推定する ためのごみ種別特性

データ ベース の構築に関する 提案を行った。 30 年前と 比

較し てごみの質的変化がある こ と が明ら かと なり ， 新た

なごみデータ ベース の構築の必要性が示唆さ れた。（ ３ ）

安定化促進型埋立シナリ オでは， 能動的大気導入法， 受

動的大気導入法， 重金属固定化， 水平型浸透性反応層

（ HPRB） に関する 検討を行っ た。 受動的大気導入におい

て管径が重要である こ と ，LeachXS を用いた重金属動態評

価によ り 化合形態変化の着目も 必要である こ と ，HPRB に

よ っ て殆ど の汚濁・ 有害成分の捕捉が長期的に可能であ

る が， ホウ 素については顕著な捕捉性能が無いこ と が明

ら かにさ れた。（ ４ ） 複合型埋立類型と し て想定し ている

海面埋立では， 跡地利用時の地盤強度に着目し た室内実

験を 行い， 焼却灰主体の埋立地であれば粘着力や内部摩

擦角等の強度定数が比較的良好である こ と がわかった。

〔備考〕

埼玉県環境科学国際セン ター， 北海道大学， 京都大学，

九州大学， 福岡大学， 廃棄物学会埋立部会， 財団法人港

湾空間高度化環境研究セン ター

5） 　 廃石膏ボー ド の再利用技術システムの構築に関する

研究

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0910BE003

〔担当者〕 ○井上雄三 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 遠藤和人， 肴倉宏史

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 現在， 一部の再利用を除いて管理型処分場への

終処分しか処理方法がない廃石膏ボー ド は， 大量廃棄

時代を目前にし て処分費用の高騰によ る不法投棄の恐れ

と 終処分量の増大 と い う 二重の課題を抱えている。 そ
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こ で、廃石膏ボード の再生製品であ る再生石膏について，

地盤や海底等の自然空間に地盤安定化資材， 建設資材

フ ィ ラー， 魚礁ブロ ッ ク資材等 と し て使用し た場合の環

境安全性や環境修復 ・ 改善機能を検討し， 終処分を回

避でき る持続可能な再利用技術システムを構築する。

〔内容および成果〕

（ １ ） 代表的な地盤試料の生物 ・ 物理 ・ 化学特性を分析を

行い， 類型化を検討し た。

（ ２ ） 地盤改良等 ： ( ア ) 再生石膏 ・ セ メ ン ト 安定処理に

よ る軟弱地盤の地盤工学的改善実験， ( イ ) 安定化施工土

試料 と 再生石膏 と の混練処理試料に よ る 力学／溶出試

験， を行い， 力学及び環境安全性の基礎データ を取得し

た。 ( ウ ) 再生石膏によ り 改良された建設発生土の力学的

用途要件を整理し， 種々の土試料／再生石膏配合比 と 発

現強度について検討し た。 ( エ ) 再生無水石膏利用のアス

フ ァ ル ト コ ン ク リ ー ト の物理 ・ 化学的性能実験を行い，

それらの特性を検討し た。 ( オ ) 再生石膏混練ブロ ッ クへ

の海藻胞子の着底性 と 成長性の評価手法を確立し た。 ま

た， ブロ ッ ク からの化学物質の溶出特性を検討し た。

（ ３ ） 硫化水素発生 ： 再生石膏 と地盤材料の分析結果を基

に初期充填条件を設定し， 硫化水素発生の培養実験を行

い， それらのデータ を検討し た。

〔備考〕

共同研究者 ： 亀井健史 （宮崎大学） ， 鵜飼恵三 （群馬大

学） ， 森 啓年 （土木研究所） ， 今岡 務 （広島工業大学） ，

西嶋 渉 （広島大学）， 井 真宏 （株式会社エフ イ石灰）

6） 　 気候変動を考慮 し た農業地域の面的水管理 ・ カ ス

ケー ド型資源循環システムの構築

〔区分名〕 科学技術振興事業団からの委託 ( 全般 ) 戦略的

創造研究推進事業等

〔研究課題コー ド〕 0913KB001

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 本研究で提案する農業地域の面的水管理 ・ カス

ケー ド 型資源循環シス テムについて， 水環境保全への効

果と気候変動への適応策・緩和策への貢献のバラ ン ス （ ト

レー ド オフ） を定量的に評価する こ と で， 開発された個

別技術を組み合わせたシステム全体 と し て 適化する こ

と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 高知県において公表資料から は把握でき ない動植物性

残渣等の有機性廃棄物の地理的フロ ーを把握する ため，県

と 市の協力によ り 産業廃棄物管理交付状況報告書等に記

載さ れている 発生源・ 処理源， 発生・ 処理における 物質収

支， 処理技術情報をリ レーショ ナルデータ ベース 化し た。

〔備考〕

戦略的創造研究推進事業 （CREST） ： 研究領域 「持続可能

な水利用を実現する革新的な技術と システム」

研究代表者 ： 藤原拓 （高知大学）

共同研究機関 ： 高知大学， 北海道大学， 岡山大学， 北見

工業大学， 京都大学， 鳥取大学， 埼玉県環境科学国際セ

ン ター

7） 　 廃棄物系バイオマスの Win-Win 型資源循環技術の開

発

〔研究課題コー ド〕 0610AA203

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 山田正人， 稲葉陸太， 蛯江美孝， 徐開

欽， 倉持秀敏， 大迫政浩， 小林潤， 李東烈

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

8） 　 ナ ノ膜分離プロセスを組み込んだ熱分解ガス化 - 触

媒改質技術の開発

〔研究課題コー ド〕 0911BE008

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 小林潤

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

9） 　 海面処分場における評価手法の検討及び安定化解析

調査

〔区分名〕 その他機関からの委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0810MA001

〔担当者〕 ○遠藤和人 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 大阪湾広域臨海環境整備セン ターが管轄 し て

いる海面埋立処分場において， これまで実施されて き た

浸出水等のモニ タ リ ングデータ を元にし て安定化解析を

実施し， 処分場 と し ての安定化を評価可能な指標を提案

する。 また， 今後の安定化動向を評価する ため， 洗い出

し効果， 水収支バラ ン ス， 水位以下の水質等に着目し た

将来水質予測モデルを構築する。 これら調査研究成果を

利用し， 海面 終処分場特有の維持管理留意事項を と り

ま と め， 安全 ・ 安心な処分場運営 と 跡地利用の可能性に

関する政策提案を行 う 。

〔内容および成果〕

　 大阪湾フ ェニ ッ ク ス泉大津沖処分場の これまでのモニ

タ リ ングデータ （観測井戸や内水ポン ド水質） を整理し，

物理化学的なモニ タ リ ング結果を元にし て水質挙動の類

型化を行った。 また， 堺積出基地にてサンプ リ ング し た
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埋立前の廃棄物を用いて連続溶出試験を行い， 溶出試験

結果を保有水水質の挙動予測解析の濃度境界条件に使用

する こ と で， 廃棄物層から の溶出 と 降雨浸透によ る希釈

現象の解析を行い， 保有水の pH が低下し ない現象を再

現する こ と ができ た。 海面処分場の準好気性埋立の可能

性を検証する ため， ブ リ ン ク マン方程式を用いた熱連成

解析を行い， ガス抜き管か ら の流量， 温度， 廃棄物層の

透気係数と の関係を明らかにし た。

〔備考〕

2) 　 循環資源 ・ 廃棄物の試験評価 ・ モニ タ リ ング手法の

高度化 ・ 体系化

〔区分名〕 循環型社会･廃棄物研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AB447

〔担当者〕 ○野馬幸生 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 滝上英孝， 山本貴士， 肴倉宏史， 渡部

真文， 川口光夫

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 循環資源 ・ 廃棄物を対象 と し て， 有害物質の挙

動把握， 簡易測定技術の 適化， 処理プロセスか ら の事

故の未然防止等の各種目的に応 じ た試験分析方法の整

理， 開発を進め， 標準規格化， 包括的な適用プロ グ ラ ム

と し て， 試験評価 ・ モニ タ リ ング手法の高度化 ・ 体系化

を図る。

〔内容および成果〕

　 新規 POPs 物質であ る PFOS 及び PFOA を含有する RDF

試料に関し て， 所内ロータ リ ーキルン実験炉を用いた燃

焼試験を実施し た結果， 双方の物質で 99.999％を超え る

システム分解率が得られ， かつ 終排ガスではフ ッ素は

検出されず， 制御燃焼下では適切に処理が行え る こ と が

分かった。

　 廃棄物中のダ イオキシン類や PCB の簡易測定法の公定

法化に貢献し， 環境省によ る技術評価マニ ュ アル策定や

PCB の生化学的分析法の JIS 通則成立に深 く 関与し た。

　 迅速法と し てのカー ト リ ッ ジ濃縮 / ボルタ ン メ ト リ ー

の一般廃棄物処理施設の溶融ス ラ グを中心 と し た再生材

の Pb の溶出試験及び含有試験への現場分析適用を検討

し， 感度， 正確度， 再現性についてニーズを満たす成果

が得られた。

　 蛍光 X 線分析を用いて廃棄物試料約 200 点を対象に元

素データベース を作成し た。ICP-MS によ る含有量データ

と の比較を行い， 多 く の元素で両方法の測定値の比の値

が 1/2 から ２ の範囲に収ま る こ と が分かった。

〔備考〕

〔関連課題〕

0812CD001 　 アジア途上地域におけるPOPs候補物質の汚

染実態解明と生態影響評価 204p.

0910BA001 　 POPs 候補物質 「難分解性 PPCPs」 の環境特

性と全球規模での汚染解析 47p.

0709BC277 　 循環資源利用促進及び リ ス ク管理のための

簡易試験法の確立 201p.

0911BE002 　 石綿含有廃棄物の処理 ・ 再資源化過程にお

ける石綿の適正管理に関する研究 199p.

0913KB001 　 気候変動 を考慮 し た農業地域の面的水管

理 ・ カス ケード型資源循環システムの構築 58p.

【関連課題】

1） 　 アジア途上地域における POPs 候補物質の汚染実態

解明と生態影響評価

〔研究課題コー ド〕 0812CD001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

2） 　 POPs 候補物質 「難分解性 PPCPs」 の環境特性と全球

規模での汚染解析

〔研究課題コー ド〕 0910BA001

〔担当者〕 ○渡部真文 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

3） 　 循環資源利用促進及びリ ス ク管理のための簡易試験

法の確立

〔研究課題コー ド〕 0709BC277

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 肴倉宏史， 川口光夫

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

4） 　 石綿含有廃棄物の処理 ・ 再資源化過程における石綿

の適正管理に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0911BE002

〔担当者〕 ○貴田晶子 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 山本貴士， 野馬幸生

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

5） 　 気候変動を考慮 し た農業地域の面的水管理 ・ カ ス

ケー ド型資源循環システムの構築

〔研究課題コー ド〕 0913KB001

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

3) 　 液状 ・ 有機性廃棄物の適正処理技術の高度化
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〔区分名〕 循環型社会･廃棄物研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AB519

〔担当者〕 ○徐開欽 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター），

蛯江美孝， 佐野彰

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 有機性廃棄物 と し てのし尿， 生活雑排水， 生ご

み等の適正処理技術， 技術システムを確立し， な らびに

有害 ・ 難分解物質や感染性微生物 リ ス ク か ら の安全性を

確保する ため， バイ オ ・ エコエンジニア リ ングを活用し

た浄化槽の機能改善， 植栽 ・ 土壌処理システム等の実証

等を通じ て， 液状廃棄物処理の高度化のためのシステム

及び技術開発を行い， 地域特性に応じ た環境低負荷 ・ 資

源循環技術シス テムによ る液状廃棄物の安全安心 ・ 適正

管理手法を構築する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 浄化槽ビジ ョ ンの実現を目指し， 生活排水， 汚泥， 生

ごみ等の液状廃棄物処理フ ロー全体の 適化を考慮し た

イ ンベン ト リ 解析に基づき， 低炭素化手法の検討 ・ 整理

を行 う と と も に， 浄化槽分野のラ イ フサイ クルでの温室

効果ガス排出量の算定を進めた。 その結果， 1990 年度以

降の排出原単位は大幅に減少し てお り ， 主に， 浄化槽か

ら直接排出される CH4，N2O の削減や浄化槽の小容量化，

ブロ ワの省エネルギー化が寄与し ている も の と 考え られ

た。 また， 浄化槽の高度処理化が進むこ と によ り ， 処理

水質の向上が図られ， 結果 と し て， 処理水中の有機物 ・

窒素が放流先で CH4， N2O と し て排出されるポテンシャ

ルを大幅に下げている こ と が明らか と なった。

　 また， 生ごみデ ィ スポーザ排水を生活排水 と 併せて処

理するベンチス ケール試験によ り ， 小規模浄化槽におけ

る生ごみの可溶化 ・ 資化特性， 汚泥発生量および有機炭

素成分の貯留期間に応じ た変化を解析し， 現行法で定め

られた年 １ 回の汚泥清掃頻度においては通常の浄化槽 と

質的な差が見られず， 同等に扱 う こ と が可能であ る こ と

を明ら かにし た。 汚泥減量化については遠心振動 ミ ル破

砕法等の技術開発 ・ 評価を行い， 汚泥減量化 と 同時に，

破砕ビーズ （鋼球） か ら鉄が供給される こ と によ り ， 82

％の良好な リ ン除去性能が得られる排水処理性能の高度

化を実現する技術基盤を構築し た。 なお， 除去された リ

ンは リ ン酸鉄の形態で汚泥に蓄積し ている も の と 考え ら

れ， 別途， 中核 PJ で推進し ている リ ン資源回収技術 と の

連携によ って回収 ・ 資源化が可能であ る と考え られる。

〔備考〕

共同研究機関 ： 筑波大学， 福島大学， 東北大学， 早稲田

大学， 埼玉県環境科学国際セン ター， （財） 日本建築セン

ター， （財） 茨城県薬剤師会公衆衛生検査セン ター， フジ

ク リ ーン工業 （株）， （株） ダ イ キア ク シス， （株） 日立プ

ラ ン ト テ ク ノ ロ ジー

4) 　 廃棄物の不適正管理に伴う負の遺産対策

〔区分名〕 循環型社会･廃棄物研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AB436

〔担当者〕 ○野馬幸生 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 山田正人， 山本貴士， 遠藤和人

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物の不適正管理に伴 う 環境汚染の修復事

業を支援する ため， 廃 PCB 処理技術， 同事業のフ ォ ロー

ア ッ プ， 埋設農薬の適正処理及び管理方策の調査を実施

する と と も に， 不適正処分場に対し てそれぞれの環境 リ

ス ク を踏まえた汚染修復対策プロ グ ラ ムを設計する手法

を提示する。

〔内容および成果〕

　 建設解体系廃棄物 と 木 く ずの堆積現場で， 前年度よ り

モニ タ リ ング し ている温度プロ フ ァ イルモニ タ リ ングは

消防庁で認識されている も の と 同様に， 地表面から の深

さ ２ m 前後が も高い温度を示し た。 また， 鎮火へ と移

行する と きは， ３ m 以深の温度が変化せず， 地表面よ り

温度が減少し た。廃電気機器絶縁油の低濃度 PCB 測定法

について簡易定量法 と 迅速判定法を評価し， 簡易定量法

については環境省のマニ ュ アル制定に活用された。 PCN

含有ゴムや製造施設の除染で発生し た汚染物の焼却処理

に関し て， 処理方法について助言を行った他， 排ガス等

のモニタ リ ングを行い， PCN が完全に分解し た こ と， 周

辺環境に汚染がないこ と を確認し た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0910BE003 　 廃石膏ボー ド の再利用技術シ ス テムの構築

に関する研究 57p.

0911BE002 　 石綿含有廃棄物の処理 ・ 再資源化過程にお

ける石綿の適正管理に関する研究 199p.

【関連課題】

1） 　 廃石膏ボードの再利用技術システムの構築に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0910BE003

〔担当者〕 ○井上雄三 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 遠藤和人， 肴倉宏史

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

2） 　 石綿含有廃棄物の処理 ・ 再資源化過程における石綿

の適正管理に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0911BE002
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〔担当者〕 ○貴田晶子 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 山本貴士， 野馬幸生

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

(2)-6-2. 　 基盤型な調査 ・ 研究の推進

1) 　 廃棄アスベス ト のリ スク管理に関する研究

〔関連課題〕

0911BE002 　 石綿含有廃棄物の処理 ・ 再資源化過程にお

ける石綿の適正管理に関する研究 199p.

【関連課題】

1） 　 石綿含有廃棄物の処理 ・ 再資源化過程における石綿

の適正管理に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0911BE002

〔担当者〕 ○貴田晶子 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 山本貴士， 野馬幸生

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

2) 　 資源循環に係る基盤的技術の開発

〔関連課題〕

0610AB462 　 資源循環に係る基盤的技術の開発 199p.

0809CD001 　 電磁波エネルギーの選択的注入に よ る 金

属 ・ 樹脂接合廃棄物の分離 ・ 資源化 200p.

0709BE280 　 破砕選別によ る建設系廃棄物の地域循環シ

ステムの設計に関する研究 203p.

0911BE008 　 ナ ノ 膜分離プ ロ セス を組み込んだ熱分解ガ

ス化 - 触媒改質技術の開発 200p.

0911BE009 　 鉄鋼ス ラ グ と 腐植物質に よ る生態系修復技

術の受容性と環境 リ ス ク の総合評価 201p.

【関連課題】

1） 　 資源循環に係る基盤的技術の開発

〔研究課題コー ド〕 0610AB462

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 小林潤

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

2） 　 電磁波エネルギーの選択的注入による金属 ・ 樹脂接

合廃棄物の分離 ・ 資源化

〔研究課題コー ド〕 0809CD001

〔担当者〕 ○小林潤 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

3） 　 破砕選別による建設系廃棄物の地域循環システムの

設計に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0709BE280

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 遠藤和人

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

4） 　 ナ ノ膜分離プロセスを組み込んだ熱分解ガス化 - 触

媒改質技術の開発

〔研究課題コー ド〕 0911BE008

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 小林潤

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

5） 　 鉄鋼スラグと腐植物質による生態系修復技術の受容

性と環境リ スクの総合評価

〔研究課題コー ド〕 0911BE009

〔担当者〕 ○肴倉宏史 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

(2)-6-3. 　 資源循環 ・ 廃棄物処理に関するデータ ベース等

の作成

〔関連課題〕

0610AB454 　 資源循環 ・ 廃棄物処理に関するデータベー

ス等の作成 238p.

0911BE001 　 東南アジアにおけ る廃棄物データベースの

構築及び廃棄物処理システムの評価 239p.

【関連課題】

1） 　 資源循環 ・ 廃棄物処理に関するデータベース等の作成

〔研究課題コー ド〕 0610AB454

〔担当者〕 ○森口祐一 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 井上雄三， 貴田晶子， 大迫政浩， 山田

正人， 倉持秀敏， 橋本征二， 藤井実， 南齋規介，

田崎智宏， 稲葉陸太， 肴倉宏史， 小口正弘

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

2） 　 東南アジアにおける廃棄物データ ベースの構築及び

廃棄物処理システムの評価

〔研究課題コー ド〕 0911BE001

〔担当者〕 ○大迫政浩 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 河井紘輔

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）
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重点 ３ 　 環境リ スク研究プログラム

〔研究課題コー ド〕 0610SP003

〔代表者〕 ○白石寛明 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 目的 ： 人間活動がも た らす環境 リ ス クはますま

す複雑化， 多様化し てお り ， 人の健康や生態系に深刻な

影響を未然に防止する ため， 新たな環境 リ ス ク管理施策

が導入されている。 これらの運用にあたって， 高感受性

集団への健康影響が発生し た り ， 影響を受けやすい生物

が切 り 捨て られた り する こ と のないよ う に リ ス ク評価を

行 う 必要があ る。 また， 適切な リ ス ク評価によ り 過大な

社会コ ス ト をかけ る こ と な く ， 効果的な リ ス ク管理がで

き る も の と 期待 さ れる。 環境 リ ス ク 研究プ ロ グ ラ ムは，

化学物質，ナ ノ 粒子，侵入種，遺伝子組み替体などの様々

な環境要因の曝露実態の解明や， それが健康 と 生態系に

も た らす未解明の有害性影響の研究を通じ て， これらの

要因が も た らす環境 リ ス ク を評価する ための包括的な手

法を開発する。 また， 環境 リ ス ク評価に係わる情報を体

系的に整備し， これを用いて リ ス ク評価の実施やわか り

やすい リ ス ク情報の提供を通じ て， 環境 リ ス ク に基づい

た環境 リ ス ク管理施策の円滑な運用 と と も に国民の安全

と安心の確保に資する こ と を目的とする。

　 目標 ： 環境 リ ス ク に基づいた環境施策におけ るボ ト ル

ネ ッ ク の大き な要因は， 有害性影響や曝露， リ ス ク に関

する情報の不足であ る。 情報の不足には， 情報その も の

が存在し ない と い う 問題だけでな く ， その情報を得る た

めの科学的知見 と， これら の情報に基づ く 評価手法が未

成熟 と い う 問題があ る。 化学物質の環境か ら の曝露評価

では， 用途 ・ 使用形態に応じ た評価の考え方， 曝露の時

間的， 地域的特性についての評価を加味し， ハイ リ ス ク

集団を見逃さ ない評価手法 と 体制の整備が求められてお

り ， 製造 ・ 輸入， 使用， リ サイ クル， 廃棄に至る ラ イ フ

サイ クル， 非意図的な生成などそれぞれの過程から の排

出の特性など を踏まえた段階的な曝露評価手法を構築す

る。 健康影響においては， 内分泌か く 乱作用や生殖， 神

経系， 免疫系への影響， 低用量あ るいは複合曝露によ る

影響などについての有害影響 と 適応性に関する科学的知

見を充実させる ために感受性要因の解明を進める と と も

に， ナ ノ テ ク ノ ロ ジーなど， 社会や技術の発展に と も な

う 新たな リ ス ク を解明する ための研究を行 う 。 様々な環

境要因が与え る生態系への悪影響に関する知見を充実さ

せ， 化学物質， 生息地の改変， 侵入種や遺伝子組換え生

物などの影響を生物多様性の喪失， 生態系機能の低下の

観点か ら， 野外調査， 実験， モデル研究を通じ て， 保全

の目標に沿った リ ス ク 評価手法や試験法の開発を行 う 。

環境 リ ス ク に関する情報 ・ 知識をわか り やすい形で関係

者が共有でき る よ う に情報を体系的に整備 ・ 提供する と

と も に， これを用いて環境 リ ス ク評価の実施等の実践的

な課題に対応する。

〔内容および成果〕

（ １ ） 中核研究プロ ジェ ク ト と し て ４ 課題を実施し た。

　 「化学物質曝露に関する複合的要因の総合解析に よ る

曝露評価」 （中核 PJ １  ） と し て， 本プロ ジェ ク ト では，地

域から地球までの空間規模を網羅する階層的 GIS モデル

の構築， これを時間変動を有する曝露評価へ応用する試

み， さ らに新たなバイオア ッ セ イ法に化学計測を加えた

化学物質総体の環境モニ タ リ ングの ３ 課題を 終的に目

標 と し て研究を行った。 階層的 GIS モデルの課題では，

日本全国の地域規模 GIS モデルを完成し て一般公開し，

さ らに， 化審法や水環境基準の予備検討などい く つかの

政策課題に応用する こ と がで き た。 地球規模モデルは，

POPs や水銀のモデルは国内で も早期に開発し た も の

であ り ， 国際協調を通じ た多 く の場面で活用される成果

と なった。 また， 農薬類の時間変動を有する排出推定手

法 と 流域規模モデルの応用を組み合わせて全国の除草剤

濃度分布の時空間変動を推定し， 詳細な環境調査によ る

検証を行った。 これは， 全国規模の河川ネ ッ ト ワーク上

の濃度分布 と 時間変動を同時に求める 初のモデルのひ

と つであ り ， 観測値 と 良好な一致を得た。 さ ら に， い く

つかの新たな受容体結合能を検出する酵母ア ッ セ イ等に

よ る環境水 と 大気の全国調査を達成し， これらのバイオ

ア ッ セイによ る新たな環境監視の視点を提供し た。

　 「感受性要因に注目し た化学物質の健康影響評価」 （中

核 PJ ２  ） と し て， ト ルエンを VOC のモデル化合物 と し

て， 免疫過敏を引き起こす遺伝的素因を検討し た。 遺伝

的素因が異な るマウ スの系統間で比較し た と こ ろ， も

感受性が高いマウ ス系統 （C3H/HeN） では， 日本産業衛

生学会職業曝露の勧告値であ る低濃度 （50 ppm 以下） の

ト ルエンの経気道曝露で， 炎症反応の原因 と な る遺伝子

発現が増強された。 実際， 肺への炎症細胞の浸潤などの

炎症作用が引き起こ されたが， 他の系統では認められな

かった。 一方， 体内に侵入し た病原菌を感知する たんぱ

く 質 ‘ ト ール様 （Toll-like） 受容体 ’ が機能を失ったマウ

スでは， 炎症反応は認められず， ‘ ト ール様受容体 ’ の存

在が ト ルエンへの高感受性を決める遺伝的素因の一つで

あ る こ と が示された。 また， 記憶を司る脳組織 ・ 海馬で

も記憶関連遺伝子の発現や神経伝達物質のレベルに同様

の変動が認め られ， ト ール様受容体は免疫系 と 神経系に

連携 し た過敏反応に関与 し てい る こ と が初めて示 さ れ

た。 発達期におけ る化学物質曝露の影響を， 免疫系， 神
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経系や内分泌系を対象に検討し た。 低濃度の ト ルエンを

胎生後期か ら授乳期の仔マウ スに曝露し た と こ ろ， アレ

ルギー反応を高める傾向が認められ， 感受性の高い時期

であ る可能性が示された。 また， 妊娠中ラ ッ ト への低濃

度 ト ルエンの曝露は， 仔ラ ッ ト 脳の性分化に負の影響を

与え， その影響は成熟期に至って も顕在し ていた。 その

一因 と し て， 発達期個体の血中雄性ホルモン （テス ト ス

テ ロ ン） レベルの低下が考え られた。 さ ら に， 母乳か ら

のダ イオキシン曝露は仔ラ ッ ト の骨成長を抑制し， 授乳

期が高感受性時期であ る こ と が示 さ れた。 その本態は，

核内受容体への作用を介し た血中ビ タ ミ ン D を高濃度に

上昇する こ と によ る骨石灰化の阻害であ る こ と が明ら か

になった。

　 フ タル酸ジエチルヘキシル (DEHP) の乳児期曝露を受

けた雄の仔マウ スにおいて， 有意な皮膚炎症状の増悪が

観察された。 また， ロ テ ノ ン曝露によ る ラ ッ ト 多動性障

害， 生後 ５ 日齢が臨界期であ る こ と が示された。 ペル メ

ト リ ンの胎仔期の血管形成 と その臨界期について検索し

た結果， 胎生 ５ 日目の雄において， 右前脳動脈， 前交通

動脈の異常分枝の発生が有意に高 く ， 臨界期であ る こ と

が示唆された。

　 「環境中におけ るナ ノ 粒子等の体内動態 と 健康影響評

価」 （中核 PJ ３  ） と し て， 環境ナ ノ粒子の生体影響に関

する研究では， モー ド 走行時におけ るデ ィ ーゼルエンジ

ンか ら排出するナ ノ 粒子の挙動 と 成分を明ら かにし， ナ

ノ 粒子を曝露し た実験動物におけ る肺の炎症， 酸化的ス

ト レ ス， 心血管系への影響を解明しつつあ る。 ナ ノ マテ

リ アルの健康 リ ス ク評価に関する研究では， カーボンナ

ノ チューブの細胞毒性は極めて高 く ， その細胞障害性 と

細胞膜と の反応性に関し て研究を進めた。また，ナ ノ フ ァ

イバーの吸入曝露装置の開発を行い， 肺に効率よ く 沈着

するサイ ズのカーボンナ ノ フ ァ イバーの吸入実験を開始

し た。 ア スベス ト の呼吸器内動態 と 毒性に関する研究で

は， 400 度から 100 度単位で 1000 度近 く まで熱処理し た

ク リ ソ タ イル と ク ロ シ ド ラ イ ト に加えて， アモサイ ト に

関し て も研究を進めた。 マ ク ロ フ ァージ， 肺胞上皮細胞，

中皮細胞に対する細胞毒性試験を実施し， 加熱によ り 水

和し な く なったアスベス ト は繊維構造が残っていて も細

胞毒性が低下する こ と を明ら かにし た。 ナ ノ ト キシ コ ロ

ジー全体を論議する場 と し て， カナダ， 米国， ド イ ツ，

フ ラ ン スの各研究機関と コ ン ソーシアムを立ち上げ （The

International Team in NanosafeTy (www.TITNT.com)，国際的

にナ ノ 物質の毒性評価に関する研究を進めている。

　 「生物多様性 と 生態系機能の視点に基づ く 環境影響評

価手法の開発」 （中核 PJ ４  ） と し て， 有用魚介類の漁獲

が低迷する東京湾で，特にシャ コ と マコガレ イに着目し，

その初期生活史の減耗 と 原因 と な る環境 リ ス ク因子 （貧

酸素， 水温など） の関係を明ら かにし た。 生物多様性に

着目し た評価手法の開発では， 多数のため池を有する兵

庫県南西部をモデル流域 と し て， 生物多様性の減少要因

を解明する と と も に， 生物多様性統合指標を開発し， リ

モセンで取得可能な変数を用いる こ と で， 広域で多数の

ため池の生物多様性評価を可能にする道筋を得た。 侵入

生物の生態 リ ス ク評価では外国産ク ワガ タ ムシやセ イ ヨ

ウオオマルハナバチによ る交雑 リ ス クや寄生生物持ち込

み リ ス ク を明らかにし， カエルツボカビの起源がアジア

にあ る こ と を明ら かにし た。 生態系機能に着目し た評価

手法の開発では、 生態系機能を決める生物の形質を特定

し， 群集レベルの形質の変化を予測する ための形質動態

モデルを作成し た。 次に， 実験生態系で機能形質 と 生態

系機能と の関係性についての検証実験を実施し， さ らに，

霞ヶ浦長期モニ タ リ ン グのプ ラ ン ク ト ンデータ を用い，

霞ヶ浦の生態系機能の評価を行い， 生態系機能を左右す

る 形質値の年次変動 と 環境因子 と の共変動性を解析 し

た。

（ ２ ） 「環境政策におけ る活用を視野に入れた基盤的な調

査研究」 と し て， ８ 課題を実施し た。

 「化学物質 リ ス ク総合解析手法と基盤の開発」 では， 排

出量などの地域配分， 他の統計データ と の結合， 河道 ・

流域データの扱い， PEC/PNEC 比等の演算結果の扱いな

ど， リ ス ク解析に必要な基礎情報の GIS 化を行い， 排出

推定から曝露評価に至るデータ処理を可能 と し た総合解

析基盤シス テムを開発し た。 １ ） データベースの基礎設

計 ； 化学物質の実測調査結果 ・ モデル予測結果や気象情

報 ・ 社会基盤情報など多岐に渡る形式を有するデータ を

効率的に蓄積する ためのデータベースの基礎設計を行っ

た。 ２ ） データベースの基盤 と し て市区町村別データ を

有効に用いる ために， 2000 年以降の市区町村合併の履歴

を整理し， 様々な年のデータへの対応を可能にし た。 ３ ）

デー タ の整備 ； 市区町村別作物別作付面積や土地利用

データ， G-CIEMS によ るモデル予測結果， また， 社会基

盤情報 と し て人口密度等の メ ッ シ ュデータ など を整備し

た。 ４ ） GIS システム と し て， 上記のデータやモデル予

測結果を効率的に GIS 表示させる機能を構築し た。

　 「化学物質の環境調査に よ る曝露評価の高度化に関す

る研究」 では， 曝露評価の高度化のために有効 と 期待で

き る バ イ オア ッ セ イ 法の １ つ と し て， ア リ ルハ イ ド ロ

カーボン受容体 （AhR） の導入酵母を用いて PCB 及び水

酸化 PCB の 100 種以上の化合物のス ク リ ーニングを行っ

た。 50％以上で活性があ り ， 特に水酸化 PCB にダ イオキ
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シンに匹敵する強い活性を示す化合物が見出された。 ２ ）

メ ダカ ・ エス ト ロ ゲン受容体 （medER） 導入酵母ア ッ セ

イによ る環境調査を行った。 河川水か ら特異な活性を示

す物質は， 工場排水からの 4-(3-phenylpropyl)phenol であ

り ， bisphenol A に比べて 20 倍強い活性を示し た。

　 「生態影響試験法の開発及び動向把握」 では， 政策ニー

ズを見据えた新規試験法の開発 ・ 既存試験法の改良海外

の試験法開発の動向毒性試験情報か ら生態系への有害性

予測手法を引き続き検討し， OECD 試験ガイ ド ラ イ ンを

含む海外の試験法開発の動向を把握し， 国内で実施され

る試験の円滑の実施 と 信頼性の向上を目的 と し た検討を

実施し た。新たに提案されたが国内では実施経験がない，

ウ キ ク サ生長阻害試験や土壌動物試験 （陸生 ミ ミ ズ， ト

ビ ムシ， 捕食性ダニそれぞれの繁殖試験法） および底質

毒性試験（ユス リ カ，イ ト ミ ミ ズ類）の検討を行い，OECD

の試験ガ イ ド ラ イ ンのための会合で修正コ メ ン ト ， 事前

提案を行った。 また， 国内での試験実施のために試験法

の解説や標準試験手順書を作成し た。

　 「構造活性相関等に よ る生態毒性予測手法の開発」 で

は， 魚類致死毒性および甲殻類遊泳阻害の構造活性相関

モデルについて， 部分構造フ ラ グ メ ン ト の取扱方法， 分

類ルールの改善， および他の要修正点について検討をす

すめ 「KATE」 モデル と し て イ ン ターネ ッ ト 上で一般に公

開し た。 ２ ） ス タ ン ド ア ロ ン版の開発を継続し， Web 版

と 同等の機能を もつ部分構造の解析 ソ フ ト を完成 さ せ，

「KATE」 モデルの移植を開始し た。 藻類成長阻害に関す

るモデルの構築を進めた。

　 「発がん性評価と予測のための手法の開発」 では， 動物

種， 投与経路， 標的臓器ご と に比較し て， 体内変異原性

と TD50 と の間の相関性を検討し た結果， 同一の投与経

路について比較し た場合， マ ウ スの肝臓 と 肺では TD50

と体内変異原性には高い正の相関性が認められた。

　 「イ ン フ ォ マテ ィ ッ ク ス手法を活用し た化学物質の影

響評価 と 類型化手法の開発」 では， 遺伝子発現データ を

も と にし た生体影響の解析手法を開発し， 既存の化学物

質マ イ ク ロ アレ イ実験データベース と 統合し た化学物質

の類型化をシステム （HEALS, Health Effects Alert System）

を構築し た。化学物質約10万種について，遂次，TOXLINE/

MEDLINE 及び EPA/DDTOX からの全データ を取得し，臓

器毒性の種類， 毒性 メ カニズムの経路ご と に， 化学物質

を分類す る 機能を有す る デー タ ベース と し て完成 さ せ

た。 平成 21 年 1 月に一般公開し た pCEC は， 遺伝子発現

データにも とづいて， 化学物質を分類し て表示し， 肝毒，

生殖 ・ 発生， 神経毒性及び胚毒性など， 臓器毒性ご と に

収集 ・ 整理し たシステム と し た。 ChemToxGen， MulCEH

は，ベイ ジアンアルゴ リ ズムに基づいて，バイオマーカー

（遺伝子発現 ・ 細胞形態 ・ 毒性病理診断など） 間の相互関

係を計算し， 可視化でき る よ う なシス テムで， 影響の予

測を可能とする ものであ る。 これらのシステムを用いて，

肝毒性物質 102 個の遺伝子発現， 及び毒性 メ カニズムの

類型化を行った結果， 遺伝子発現プロ フ ァ イル と 相似性

が認め られた。 さ ら に， 胚性幹細胞の胎生プロ フ ァ イ リ

ングによ る化学物質の類型化を行い， 細胞形態 と 遺伝子

発現プロ フ ァ イルか ら神経毒性の影響を ３ 種に分類する

こ と ができ た。

　 「化学物質の環境 リ ス ク評価のための基盤整備」 では，

環境 リ ス ク評価および リ ス ク管理手法の検討のため， 化

学物質に関する物理化学的性状， 環境運命， 環境中の存

在状況及び生態毒性に関する情報の集積を進めた。 その

結果本中期計画期間中に 1500 物質のば く 露情報，約 7000

件の生態毒性 1 次データ （原著論文 ・ 試験報告書） を収

集し，環境毒性信頼性評価のために 3800 件の情報シー ト

を作成し た。 これらの蓄積にたって 138 物質の初期 リ ス

ク評価等の基礎データ と し て活用された。

　 「化学物質の定量的環境 リ ス ク評価と費用便益分析」 で

は， 定量的な リ ス ク評価に向けた取 り 組みがな された。

（ ３ ） 知的研究基盤の整備

　 「化学物質データベースの構築と提供」， 「生態系評価 ・

管理のための流域詳細情報の整備」 及び 「侵入生物デー

タベース管理」 において， データの更新などを進めた。

環境リ スク研究プログラムの中核研究プロジ ェ ク ト

(3)-1. 　 化学物質曝露に関する複合的要因の総合解析に

よる曝露評価

〔区分名〕 中核研究プロ ジェ ク ト 経費

〔研究課題コー ド〕 0610AA301

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 今泉

圭隆， 櫻井健郎， 白石不二雄， 鑪迫典久， 中島

大介， 河原純子

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本プロ ジェ ク ト では， 多数の化学物質や曝露に

関する複合的な諸要因を総合的かつ効率的に考慮する曝

露評価の確立を目指し， 自然的な環境動態 と 曝露に関す

る複合的要因を階層的な時空間ス ケールにおいて把握す

る ための曝露評価体系を提案する。 本年度よ り 全体の構

成を見直し， 具体的には （ １ ） 流域， 地域か ら地球規模

に至る階層的な GIS 多媒体モデル群の開発 と これを用い

た曝露評価の提案， また， 関連する小児， 水環境か ら の

曝露モデルに関する検討， （ ２ ） 農薬類の時間変動情報を

含む排出推定手法の確立 と， 一般化学物質の排出推定の
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検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度はモデルの精緻化および検証に重点化し， （ １ ）

流域， 地域から地球規模に至る階層的な GIS 多媒体モデ

ル群の開発と これを用いた曝露評価の提案， （ ２ ） 農薬類

の時間変動情報を含む排出推定手法の確立 と， 一般化学

物質の排出推定の検討をそれぞれ課題 １ および新たな課

題 ３ と し て中心に行った。 こ の う ち ,

　 課題 １ ：曝露評価のための地域規模および地域規模GIS

詳細動態モデルの構築では， 地球規模モデルについて，

新たに大気－多媒体統合モデルの構築を進め， 大気モデ

ル と の統合によ る大気－多媒体結合モデルの開発を進め

た。 流域規模モデルについては下水道処理区域データの

作成 と 水道取水点関連データ， およびデータ処理手法を

整備 し た。 地域規模モデルについては， 主に除草剤の

フ ィ ール ド 観測によ る検証を行い， 新たな課題 ３ の排出

推定の成果 と 合わせ多 く の農薬でモデル予測 と 実測値が

オーダー内の一致と なる こ と を確認し た。

　 新たな課題 ３ ： 農薬類の時間変動を含む排出推定手法

の確立 と， 関連する流域モデル開発の課題では， 週程度

の分解能で河川水中の農薬濃度の時間変動 ・ 空間分布の

予測を可能 と し た。 また， 排出推定および流域規模モデ

ルの検証のため， 全国 ７ ヵ 所の河川 ・ 流域で ３ ヵ 月にわ

た る連続観測調査を行った。 こ の検証を踏まえ， 農薬類

について， 週程度の時間変動情報を含む排出推定手法が

ほぼ確立された。 除草剤以外の一般化学物質の排出推定

への拡張と し て， 既存 MuSEM に基づ く 推定ツールの開

発を行った。

〔備考〕

環境 リ ス ク プロ グ ラ ム各中核プロ ジ ェ ク ト ， 特に中核プ

ロ ジェ ク ト ４ と は特に密接に共同し て実施する。

〔関連課題〕

0610AK545 　 化学物質環境調査によ る曝露評価の高度化

に関する研究 65p.

0709AH382 　 In vitro バイオア ッ セイ を用いる河川及び大

気の曝露モニタ リ ングに関する基礎的研究 66p.

0810BA010 　 POPs 全球多媒体輸送 ・ 動態モデルの開発

66p.

0909BY005 　 平成 ２ １ 年度残留性有機化合物の底質及び

水質からの水生生物への移行状況等調査業務 66p.

0909BY006 　 水銀等の残留性物質の長距離移動特性の検

討に関する研究 67p.

0909BY008 　 WET 手法を活用し た水環境管理手法の検討

調査 67p.

0909BY010 　 平成 21 年度農薬によ る水生生物影響実態把

握調査 67p.

0909AE001 　 デ ィ ーゼル排気微粒子 （DEP） によ る脂肪肝

の増悪機構に関する研究 68p.

0909BY009 　 平成 21 年度化学物質の内分泌か く 乱作用に

関する無脊椎動物を用いた試験法開発に係る業務 68p.

0909LA004 　 工場排水の環境影響評価法の開発 68p.

0909MA007 　 米国等国際協力下におけ る化学物質の内分

泌か く 乱作用に関する魚類試験法開発 69p.

0911DA002 　 医薬品の環境影響評価ガ イ ド ラ イ ンに関す

る研究 69p.

0810BE006 　 木質系バイ オエ タ ノ ールのための環境低負

荷型生産技術の開発 69p.

0909BD001 　 改良型 ミ ジン コ繁殖毒性試験を用いた新た

な数理生態学的解析手法の検討 70p.

【関連課題】

1） 　 化学物質環境調査による曝露評価の高度化に関する

研究

〔区分名〕 環境 リ ス ク研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AK545

〔担当者〕 ○白石不二雄 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 中

島大介， 鎌田亮， 影山志保

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 化学物質の環境調査に よ る曝露評価の高度化

のため， 化学物質やその代謝物の機器分析法 と 化学物質

のバイオア ッ セ イ手法の開発を進める。 ヒ ト への曝露評

価への適用を視野に入れ， 試料中の代謝産物などの測定

法の開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 河川水や大気中の化学物質の環境調査によ る暴露評価

の高度化のため， 酵母ア ッ セイ を用いた様々なホルモン

受容体結合活性を指標 とする新たな環境調査手法の構築

を行った。 ア リ ルハイ ド ロ カーボン受容体 （AhR) を導入

し た酵母ア ッ セ イ 法の迅速で簡便な手法への改良を行

い， PCB および水酸化 PCB のス ク リ ーニングに適用し

た。 PCB の 24 検体中 12 検体から， 水酸化 PCB の 84 検

体中 52 検体から AhR 結合活性が検出され， 水酸化 PCB

に強い活性を見出し た。 大気粉じん調査において， 北海

道， 茨城， 群馬， 東京の冬季試料から比較的強い AhR ア

ゴニス ト 活性を検出し た。 また， メ ダカ ・ エス ト ロ ゲン

受容体 （medER） 酵母ア ッ セ イ を用いた河川水の調査に

おいて，宮城県の荒町川から特異な medER 結合活性が検

出され， 上流の工場排水に含まれる廃プ ラ スチ ッ ク燃焼

過程で生じ る と考え られる 4-(3-phenylpropyl)phenol と同

定された。 レチ ノ イ ン酸受容体 （RAR） 導入酵母ア ッ セ
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イ を用いた河川や湖の環境水調査において， アオコ など

藻類から遊離する強い結合活性が見出され， 活性物質の

同定を行っている と こ ろであ る。

〔備考〕

2） 　 In vitro バイオア ッ セイ を用いる河川及び大気の曝露

モニ タ リ ングに関する基礎的研究

〔区分名〕 地方環境研 と の共同研究

〔研究課題コー ド〕 0709AH382

〔担当者〕 ○白石不二雄 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 中

島大介， 鎌田亮， 影山志保

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 河川や大気環境の曝露モニ タ リ ン グは機器分

析によ る化学物質の計測調査で行われているのが現状で

あ るが， 包括的な影響を把握するには機器分析での計測

では不可能であ る。 環境観測を基盤 と し た， 多重的な曝

露 と 種々の影響スペク ト ルを効率的に監視する こ と を目

的と し て， in vitro のバイオア ッ セイによ る予見的な影響

及び曝露の包括的把握の監視体系手法の構築を目指す。

〔内容および成果〕

　 地方環境研究所 13 機関等の協力のも と， 16 都道府県

の河川 110 地点において発光細菌毒性試験， 各種ホルモ

ン受容体導入酵母ア ッ セイ 4 種類， および発光 umu 試験

のバイオア ッ セ イによ る計測を行った。 調査し た河川を

汚染源別に比較する と， ホルモン受容体結合活性におい

て汚染源の特性を反映する と 思われる活性成分の相違が

観察された。 一方， 全国 11 ヵ所の大気観測において， 変

異原性物質のガス状 - 粉じん状間における分布は， どの

地域で も夏季にはガス状の比率が高 く な る こ と が明ら か

と なった。

〔備考〕

・ 地方環境研究機関 （13 機関 ； 北海道、 ， 岩手県， 宮城

県， 山形県， 群馬県， 長野県， 静岡県， 名古屋市， 京都

府， 兵庫県， 鳥取県， 北九州市， 鹿児島県） と の共同研究

・ 重点 ３ 　 環境 リ ス ク 研究 プ ロ グ ラ ム （課題 コ ー ド

0610SP003） 　 中核 PJ １ : 化学物質曝露に関する複合的要

因の総合解析によ る曝露評価と関連

3） 　 POPs 全球多媒体輸送 ・ 動態モデルの開発  

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0810BA010

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境 リ ス ク研究セン ター），田邊潔

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 POPs および関連物質の輸送 ・ 動態モデルの開

発を行 う 。 東アジア地域での越境輸送の解明にはよ り 高

い精度 と 短期間の気象現象を再現でき るモデルの必要性

が高い と 考え られるにいたったため， 具体的には， 東ア

ジア地域を対象とする大気モデル （CMAQ） －多媒体 （G-

CIEMS） 統合モデルの設計， 開発を目標 と し， まずその

前提 と し て物質ご と に東アジア地域の特性解析を現在の

G-CIEMS モデルで実施し た。このために G-CIEMS モデル

の新たな地球規模観測データによ る検証も行った。

〔内容および成果〕

　 東アジア地域における POPs （難分解性化学物質） の越

境汚染を考察するには， 対象物質と な る POPs および類

縁物資の広範な物質特性 と 地域の輸送特性を反映し た動

態モデルが有効な手段と なる。 本課題では， POPs および

関連物質の輸送 ・ 動態モデルの開発を行い， これを通じ

て東アジア地域の越境輸送の解明， および削減対策効果

を推定する有効なツール足る こ と を目標 と する。 昨年度

までの状況を踏まえ， 東アジア地域での越境輸送の解明

を よ り 高い精度で達成し， また短期間の気象現象を再現

で き る モデル と する ため， 本年度よ り 多媒体モデル G-

CIEMS と大気モデルCMAQの統合モデルの開発を実施し

た。

〔備考〕

4） 　 平成 ２ １ 年度残留性有機化合物の底質及び水質から

の水生生物への移行状況等調査業務

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0909BY005

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 櫻井

健郎， 小林淳

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 水環境を経由し た多種多様な化学物質が， 人の

健康や水生生物の保全に有害な影響を与え るおそれがあ

り ， 水生生物への移行によ る生物濃縮性の問題を検討す

る必要があ る。 こ の際， 水及び底質の二媒体を経由する

移行フ ローをそれぞれ考慮する必要があ る。本業務では，

これまでの調査結果を踏まえ， 挙動予測モデル構築に向

けた更な る知見の収集 ・ 整理を行 う べ く ， 主に水質に分

配され， また生物濃縮が強い と 考え られる化学物質に対

し て， 底質及び水質か ら水生生物への移行実験等を実施

し， 移行に関するパラ メ ーター等にかかる検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 PFOS の底質及び水質か ら移行状況及び残留状況を把

握する ための水槽試験を実施し， 移行及び残留にかかる

動力学およびその経路について解析する と と も に， 予測

モデル構築に向けた検討を行った。 水生生物の媒体暴露

速度について文献調査を行い， 各経路か ら の寄与の算出
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について理論的解析を行った。 また， 底質中に存在する

化学物質の移行の把握に関連し て試験方法の課題整理を

行った。

〔備考〕

5） 　 水銀等の残留性物質の長距離移動特性の検討に関す

る研究

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0909BY006

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 柴田

康行， 貴田晶子， 南齋規介

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 水銀は揮発性お よび生物濃縮性を有する こ と

か ら， 例えば残留性有機汚染物質 （POPs） 等 と 同様に，

発生源か ら長距離を移動し て遠隔地まで到達し， それに

よ る広域 ・ 地球規模の汚染が懸念されている。 本研究は，

水銀等の排出お よ び長距離移動特性の検討を目標 と し

て， 長距離移動特性解明のための研究開発， 排出イ ンベ

ン ト リ に係わる検討， および遠隔地観測 と その解析の主

に 3 つの課題に取 り 組むこ と によ って， 水銀等の排出お

よび長距離移動特性に関する把握を よ り 確実にし， 今後

の政策立案に資する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 水銀の形態変化等を組み込んだ新たなグ ローバル多媒

体動態モデルの開発を継続し， 本年度は大気輸送 ・ 多媒

体結合モデルの開発を開始し て予備的な結果を得た。 排

出イ ンベン ト リ に係わる排出源調査においては， 発生源

の調査結果の解析 と 考察を行い， また補間水銀に関する

情報収集を行った。 波照間等の観測データ を用いた解析

と， 新たに静岡県での予備観測を実施し， 気象条件 と の

関連性などの動態解明に関する考察を行った。

〔備考〕

6） 　 WET 手法を活用し た水環境管理手法の検討調査

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0909BY008

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 菅谷

芳雄

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 工場 ・ 事業場からの排水には低濃度であって も

多種多様な化学物質が含まれている場合があ り ， それら

の生態系への悪影響や複合影響については未知な部分が

多い。 安心安全な水環境を確保し， 事業場排水に起因す

る水質汚濁および水生生物等への悪影響を未然かつ効率

的に防止する ために， 環境影響を総和的に管理する手法

と し て WET(Whole Effluent Toxicity) プロ グ ラ ムの導入に

ついて調査検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 WET の日本導入の可能性について， 学識者 13 名によ

る 懇談会を設置 し 課題， 施行方法等についての検討を

行った。 さ らに米国から ４ 名の WET 専門家を招聘し，講

演会を開催し た。 講演会には研究者， 一般者等 200 余名

が参加し た。 また， ３ 種類の異なる業種から なる 12 ヵ所

の事業所排水および ４ ヵ 所の廃棄物処分場から排水を入

手し， 米国 EPA の手法に倣ってバイオア ッ セイ を行い，

日本の工場排水にWETを適応し た場合のシュ ミ レーシ ョ

ンを行った。 その結果， 米国で用いられている手法を日

本の環境状況に適し た試験法に改変する こ と に よ って，

実行可能であ る こ と が分かった。 また， 事業所排水の う

ち， い く つかの事業所については， 排水基準を ク リ ア し

ているにもかかわらず，生物影響が大きいこ と が判明し，

全体を通し て， TOC （有機物量） と 生物影響の間には相

関が低い こ と が示された。 今後さ ら な るデータの蓄積が

望まれる。

〔備考〕

7） 　 平成 21 年度農薬による水生生物影響実態把握調査

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0909BY010

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 農薬の水域生態系への影響を未然に防止する

観点から， 農薬取締法に基づき農薬登録保留基準を個別

農薬ご と に設定し ているが， 生態系への影響は未だ解明

されていない。 そ こ で， 登録後の農薬が水域生態系に及

ぼす影響を事後的に評価する システムの確立が必要であ

る。 そ こ で， 事後評価システムの確立に向けて農薬が使

用される圃場周辺の水域において， 環境水を用いたバイ

オア ッ セ イの実施， 環境水中の農薬濃度の分析を実施す

る。

〔内容および成果〕

　 サンプ リ ング前に調査対象 と な り う る圃場におけ る農

薬の使用実態について調査を行い， 農薬が使用される圃

場周辺の水域において， 環境水をサンプ リ ング し て， 甲

殻類， 藻類およびバク テ リ アを用いたバイオア ッ セ イ を

実施し， 当該環境水の生態影響を評価し た。

　 なお， 農薬の生態影響を評価する と い う 観点か ら， 農

薬が高濃度で含まれる と考え られる環境水でバイオア ッ

セ イ を行 う ため， 農薬が使用される圃場周辺の水域にお

いて農薬が使用される と考え られる時期を選んでサンプ
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リ ングを行った。 対象水域と し て 7 地点を選定し た。 上

記調査 と 併せてサンプ リ ング された環境水中の農薬濃度

の分析を行った。 こ こ での農薬分析法については， でき

るだけ多数の農薬の分析が可能な多成分同時分析法を用

いた。

　 野外環境におけ る農薬の生態系に対する リ ス ク評価を

行 う ため， 上記で検出された農薬の中か ら高濃度で検出

された もので， 今年度は特に除草剤に注目し て 5 種類の

農薬を選定し， 魚類， 甲殻類， および藻類を用いた慢性

毒性相当の試験を実施し た。

　 上記のバイオア ッ セ イおよび化学分析の結果か ら， 対

象水域におけ る農薬の存在状況および農薬によ る水域生

態系への影響 Σ （MEC/NOEC) を求めた と こ ろ， １ を超

え る個所が見つかった。

〔備考〕

8） 　 デ ィ ーゼル排気微粒子 （DEP） によ る脂肪肝の増悪

機構に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0909AE001

〔担当者〕 ○柳澤利枝 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 我々はこれまでに，DEP の経気道曝露が II 型糖

尿病モデルマウ スにおけ る脂肪肝を増悪する こ と を明ら

かにし て き た。 加えて， こ の増悪機構の解明， および早

期バイオマーカーの探索を行 う こ と を目的と し，DNA マ

イ ク ロ アレ イ解析によ り 経時的かつ網羅的な遺伝子発現

解析を行った結果， DEP 曝露が， 病態早期， あ るいは進

行期の各病態形成段階において， 特徴的な遺伝子の発現

変動に寄与し， 病態を増悪し得る可能性を見出し た。 本

年度は， 遺伝子解析の結果を さ ら に精査し， 病理組織学

的検討， 生化学検査など を行 う こ と によ り ， その作用機

序について詳細な検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 DEP の経気道曝露 (6 週齢よ り 隔週で投与 ) によ る肥満

マ ウ ス (BKS.Cg-+ Leprdb/+ Leprdb/Jcl) の脂肪肝への影響

を， 病理組織学的に検討し た結果， DEP 曝露は， 病態初

期 (10 週齢 ) よ り 肝臓の脂肪変性を亢進する こ と が明らか

と なった。 また， 肝臓における脂質量も DEP 曝露によ り

有意に増加し ていた。 加えて， DNA マイ ク ロ アレ イ解析

では， 炎症に関与する遺伝子に加え， 糖 ・ 脂質代謝に抑

制的に作用する因子が発現上昇し てお り ， 病態初期にお

いては， DEP によ って亢進する脂質の取 り 込みに対し て

負の制御機構が作用し ている可能性が示唆された。

〔備考〕

9） 　 平成21年度化学物質の内分泌か く 乱作用に関する無

脊椎動物を用いた試験法開発に係る業務

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0909BY009

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 小田

重人

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 環境省ではオオ ミ ジ ン コ を用いた内分泌か く

乱作用検出のための試験法開発を行ってお り ，平成 20 年

に TG211 アネ ッ ク ス 7 と し て国際標準試験法 と し て承認

を受けた。 しかし， その後， 具体的に活用する ためには

まだ必要な知見が不足し ている。 さ ら に， 世界的に様々

な生物種において多世代試験法の開発が検討され始めて

いる中， ミ ジン コ を使った多世代試験法の開発の必要性

について検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は多世代繁殖試験の条件検討について， オオ ミ

ジ ン コ を用い る と 通常で も 試験期間が ２ １ 日 と 長いの

に， 多世代試験の検討 と な る と， 試験結果を得る こ と が

で き る までの時間が さ ら に長期化し て効率が悪いため，

試験の暴露期間が短いセ リ オダフニア ド ゥ ビアを用いて

条件検討を行 う こ と にし た。 セ リ オダフニア ド ゥ ビアの

１ 世代繁殖試験は ７ ～ ８ 日間で終了する ため， オオ ミ ジ

ン コ を用いる よ り も短時間で結果が得られる。 親暴露か

ら始めて次世代目の繁殖影響をい く つかの物質について

検討し た。 物質によ って， ２ 世代目に影響が大き く 出る

場合， 小さ く 出る場合， 変わ ら ない場合の ３ つ全てのパ

ターンが得られた。 ２ 世代目が １ 世代目よ り も影響が大

き く なったのは， 化学物質の継世代的な影響が存在する

可能性を示唆し た。 しかし ２ 世代目の影響が １ 世代目よ

り 小さ く 出た場合も あった理由 と し ては， ２ 世代目を開

始する ための個体の選別時に， 耐性を持った も のを ス ク

リ ーニング し て し ま った可能性が考え られる。 試験の煩

雑さ も含め，実施可能な試験法 と し て確立する ためには，

さ ら なる検討が必要と される。

〔備考〕

10） 　 工場排水の環境影響評価法の開発

〔区分名〕 共同研究

〔研究課題コー ド〕 0909LA004

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 米国の評価法や近年の国際的な動向を参考に，

甲殻類では生活史の短い Ceriodaphnia dubia によ る繁殖試
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験， 魚類では胚期の短いゼブ ラ フ ィ ッ シ ュによ る受精卵

から仔魚期の毒性試験について検討を実施する。

〔内容および成果〕

　 日本に工場排水の環境影響評価法の導入可能性に向け

て， 藻類， 魚類， 甲殻類の試験法についての現実的な手

法の検討を行った。 その結果， 既存の試験法の条件を修

飾する こ と によ って， 工場排水に適用でき る こ と が判明

し た。 さ ら に， 実際の工場排水を複数の事業所か ら分与

し て も ら い， ２ ヵ 所のラ ボでその排水について生物試験

を同時に行っ て結果のば ら つ き の程度について検討 し

た。 その結果， ２ つのラ ボ間において， ほぼ同様の結果

が得られた こ と か ら， ラ ボ間再現性の高い試験方法であ

る こ と が確認された。

〔備考〕

11） 　 米国等国際協力下における化学物質の内分泌か く

乱作用に関する魚類試験法開発

〔区分名〕 その他機関からの委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0909MA007

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 内分泌か く 乱化学物質に関する魚類を用いた

試験法の開発を行 う 。 本年度は， 魚類生長成熟試験 (Fish

sexual development assay) のフ ェーズ ２ リ ングテス ト に参

加し，陽性対象物質 と陰性対象物質を用いた試験を行い，

OECD に日本側代表 と し て報告する。 また， 米国 と共同

でOECDに提案中であ る メ ダカ多世代試験(Medaka multi-

generation test) の基礎データ を得るため，日米で共通の化

学物質 （プロ ク ロ ラ ズ） について， それぞれの国の提案

方法で試験を行い， 日米二国間会議において結果の比較

を し， 終的に試験法のハーモナイ ズを行 う 。

〔内容および成果〕

　 日米二国間会議におい て， 魚類生長成熟試験 (Fish

sexual development assay) の結果を持ち寄 り ， 試験方法の

妥当性について検討が行われた。 また， 日本側提案の メ

ダカフルラ イ フサイ クル試験 と 米国側提案の メ ダカ ２ 世

代試験のプロ ト コール作成についての調整を行い， メ ダ

カマルチジェネレーシ ョ ン試験（仮称） と し てプロ ト コー

ルを一本化する こ と に合意し た。 こ のこ と によ り OECD

に日米共同で提案 し てい る メ ダ カ多世代試験 (Medaka

multi-generation test)の試験方法が確定し た。今後そのプロ

ト コールの検証を行 う と と もに， OECD のテス ト ガイ ド

ラ イ ン化を ２ 国間で共同し て進める こ と が決定し た。 プ

ロ ク ロ ラ ズの試験結果については， 両国 と も暴露途中で

あったため結果の詳細な検討は見送られた。 しかし， プ

ロ ク ロ ラ ズはかな り の低濃度 （数 ppb レベル） で， 魚の

産卵および生殖，性転換等に影響があ る こ と が示唆され，

終結果が出た ら両国で詳細に検討する。

〔備考〕

12） 　 医薬品の環境影響評価ガイ ド ラ イ ンに関する研究

〔区分名〕 厚生科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911DA002

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 医薬品の中には環境に放出 さ れた際に生態系

に対する影響が危惧される品目があ り ， 欧米諸国ではす

でに対応が試みられている。 本研究では日本で策定され

ていない医薬品の環境影響評価法について， 海外の 新

情報の入手 と 必要な リ ス ク管理の方法， リ ス ク に応じ て

実施すべき試験， 対象 と な る医薬品の範囲およびその根

拠等について研究を実施し， 実際の運用に必要なガ イ ド

ラ イ ンを策定する。

〔内容および成果〕

　 東京都多摩川の河川中で存在が確認された作用機序の

異な る医薬品 ４ 品目 （ジ ク ロ フ ェナ ッ ク ナ ト リ ウ ム， メ

フ ェナム酸， フ ェ ノ フ ィ ブ ラー ト ， カルバマゼピ ン） お

よび新しい抗生物質フマギ リ ンを選択し， 化審法に採用

されている藻類， 甲殻類および魚類に対する慢性毒性試

験法の適用の可能性について も検討を行った。 藻類およ

び甲殻類に関し ては， 既存の試験法 （OECD テス ト ガイ

ド ラ イ ンおよび化審法） を基本 と し て行った。 魚類の毒

性評価試験は， 動物愛護の観点も考慮し， OECD TG212

を適用し た。 上記試験法は EMEA で提案し ている試験法

にほぼ準じ ている。

　 医薬品に対する上記毒性試験の結果， 対象 と する医薬

品および試験生物によ って毒性発現の程度が異な る と と

も に， 医薬品の野生生物に与え る影響は ヒ ト の生理作用

と は異なった作用を示し， 医薬品の生理作用上の分類 と

は一致し ない こ と が確認でき た。 今後さ ら に医薬品の生

態系影響を評価し てい く ためには， 野生生物種によ る毒

性試験データの蓄積を続けてい く こ と が必要であ る。

〔備考〕

13） 　 木質系バイ オエ タ ノ ールのための環境低負荷型生

産技術の開発

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0810BE006

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 鈴木

規之
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〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 低コ ス ト で環境に優 し いバ イ オエ タ ノ ール生

産のための技術確立を目指す。 亜臨界アルコール ・ 水 ・

酢酸を用いた リ グニンの分離 と 溶解技術， 硫酸を避け，

セルラーゼおよびキシ ラナーゼ等を用いた環境負荷の小

さ い発酵プロセス技術の応用， ゼオラ イ ト 水透過膜やテ

フ ロ ンや リ ン脂質を用いた新しいアルコールの濃縮技術

等を組み合わせて， 適切な条件を検討する。

〔内容および成果〕

　 バイオエタ ノ ール製造 と 仕様に係る環境影響の評価に

おいては， 製造プラ ン ト の位置と排ガス ・ 排水の放出先，

自動車等の給油施設の規模 と 位置， 自動車の走行状況な

どいずれも GIS 上において個々の周辺環境の条件を考慮

し た評価を行 う 必要があ る と 考え られる。 本年度は， 昨

年度までに構築し たデータ ・ 動態モデル共通基盤のシス

テム化を進めた。

　 また， 木材か らのバイ オエタ ノ ール製造に関し て， エ

タ ノ ール化に不向き な五単糖をエタ ノ ールに変換でき る

菌のス ク リ ーニングを行った。 さ ま ざ まな自然環境下か

ら菌のス ク リ ーングを行い， 既存の知られている五単糖

資化菌よ り もやや効率の良い菌を発見し た。 今後その菌

の同定および性質等について調査し， 実用化の可能性を

探る。

〔備考〕

14） 　 改良型 ミ ジ ン コ繁殖毒性試験を用いた新たな数理

生態学的解析手法の検討

〔区分名〕 環境技術開発等推進事業

〔研究課題コー ド〕 0909BD001

〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 鑪迫

典久， 小田重人

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 ミ ジン コの繁殖阻害試験（OECD TG211）のデー

タ を基にし て生態系におけ る ポピ ュ レーシ ョ ンダ イナ ミ

ク ス を解析し た例は多数あ るが， 母系か ら の影響， 産仔

仔虫性比の影響， スパイ ク曝露 と 連続暴露の違い， 回復

性試験などの結果について数理学的考察を加えて生態 リ

ス ク を解析し た例はほ と んどない。 試験法の条件設定の

妥当性およびその解析法を融合させた， 環境 リ ス ク評価

に有効な新規手法を検討する。

〔内容および成果〕

　 オオ ミ ジン コ Daphnia magna を試験生物 と し て， 内分

泌か く 乱物質に対する改良型繁殖毒性試験を実施し た。

ピ リ プロ キシフ ェ ン曝露によ って総産仔数は試験濃度全

体にわたって濃度依存的に減少し， 低濃度 24.7 ng/L で

統計学的に有意な産仔数の減少が認め られた。 また， 総

産仔数が助剤対照区の半数と な る濃度 （EC50） を求めた

と こ ろ， 141 ng/L であった。 一方， 幼若ホルモン様作用

を持つピ リ プ ロ キ シ フ ェ ン曝露に よ っ て雄仔虫出現が

74.1 ng/L から確認され，その割合は濃度依存的に上昇し，

667, 2000 ng/Lで100％に達し た。仔虫の半数がオスであ る

濃度は 240 ng/L であった。 このよ う に， 半数影響濃度で

比較する限 り ， 総産仔数のほ う が仔虫性比 と 比べて よ り

低い濃度で助剤対照区の半分 と な る こ と が明ら か と なっ

た。 総産仔数 と仔虫性比に対する LOEC, NOEC は， それ

ぞれ 低濃度の 24.7 ng/L，そし てその半値であ る 12.4 ng/

L であった。

　 ミ ジン コ個体群を， メ ス成虫 （性成熟個体）， 胎児期仔

虫 （内分泌撹乱影響感受期個体）， 若虫 （分娩後未成熟個

体）， オス個体の ５ つの区画に分類し， 単位時間当た り の

動態を記載する， 次のステージ構成個体群動態モデルを

作成し た。

〔備考〕

(3)-2. 　 感受性要因に注目し た化学物質の健康影響評価

〔区分名〕 中核研究プロ ジェ ク ト 経費

〔研究課題コー ド〕 0610AA302

〔担当者〕 ○藤巻秀和 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 石堂

正美， 黒河佳香， 山元昭二， 西村典子， 柳澤利

枝， 高野裕久， 井上健一郎， 野原恵子， 中島大

介， 曽根秀子

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境化学物質によ る内分泌系 ・ 免疫系 ・ 神経系

などの高次生命機能のか く 乱によ る生殖 ・ 発生 ・ 免疫 ・

神経行動 ・ 遺伝的安定性などへの影響の解明が求め られ

ている。本研究では，先端技術を活用し たバイオマーカー

やス ク リ ーニング手法の開発などによ り ， 化学物質に対

する感受性要因に注目し て健康影響を評価する。 特に，

胎児 ・ 小児 ・ 高齢者や遺伝的素因保持者などの化学物質

曝露に脆弱な集団の高感受性要因の解明を進め， 高感受

性の程度を把握し， 感受性の個人差を包含し た リ ス ク評

価， 環境 リ ス ク管理対策の検討に必要 と な る科学的知見

を提供する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 免疫過敏を引き起こす要因解明では， ト ルエン曝露に

対し て応答性の高い C3H/HeN 系統マウ スで、病原体を感

知する受容体 TLR4 ミ ュータ ン ト マウ スであ る C3H/HeJ

と，正常の C3H/HeN マウ スへの ト ルエン曝露の影響を肺

におけ る炎症反応を中心に解析し た。 その結果， 炎症の

誘導に関与する TNF-α 遺伝子ではその発現の抑制が，炎
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症を抑え る TGF-β や IL-10 遺伝子の発現では増強が HeN

マウ スで見られた。 一方， HeJ マウ スでは， そのよ う な

炎症にかかわる遺伝子の変化はみられず， ト ルエン曝露

によ る肺における炎症の制御に TLR4 遺伝子の関与が示

唆された。

　 発達期影響の解明では，

・発達個体の SDN-POA における アポ ト ーシスに対する ト

ルエン曝露の影響検証に加えて， 発達神経毒性が知られ

る亜 ヒ 酸ナ ト リ ウ ムの影響について検討し た。 生後 ６ 日

目の雄仔ラ ッ ト に亜 ヒ 酸ナ ト リ ウ ムを皮下投与し， 生後

７ 日目の SDN-POA における アポ ト ーシス細胞数を計測

し た。 その結果， 亜 ヒ 酸ナ ト リ ウ ムを投与し た ラ ッ ト の

SDN-POA におけ る アポ ト ーシ ス細胞数は用量依存的に

増加し た。

・ ラ ッ ト 多動性障害の臨界期の同定では， ロ テ ノ ンの曝

露時期を従来の生後 ５ 日齢の他に， 生後 ６ 日， ２ 週齢，

３ 週齢でロ テ ノ ンを曝露する こ と によ り ， ラ ッ ト 多動性

障害を惹起する windows の存在が確かめられた。

・ 脳血管に関する研究では， 血管形成 ・ 新生の阻害作用

のあ る こ と が知られているサ リ ド マ イ ド， フマギ リ ンを

陽性対照 と し て， ペル メ ト リ ンの血管形成及び行動に対

する影響と臨界期について検討し た。 妊娠 5， 10 及び 15

日目のマウ スにサ リ ド マ イ ド， フマギ リ ン及び， ペル メ

ト リ ンを経口投与し， 17.5 日目で解剖し て， 異常な分枝

の発生頻度を解析し た。 さ ら に， ８ 週齢におけ る産出仔

の自発 ・ 探索行動を観察し た。 その結果， GD5， 10 及び

15 日目投与の う ち， 陽性対照のサ リ ド マイ ド及び被験物

質であ るペル メ ト リ ン と も， GD5 雄において， 右前脳動

脈， 前交通動脈の異常分枝の発生が有意に高 く ， GD5 が

臨界期であ る こ と が示唆された。 ８ 週齢におけ る探索お

よび自発行動では， ３ 剤 と も雄において， 指標数値の低

下がみと められた。

　 複合要因の解明では， マウ ス乳仔期での ト ルエン吸入

曝露と PGN刺激によ るマウ ス成長後の免疫系への影響に

ついて検討し た。 その結果， マウ ス １ 週齢時か らの ト ル

エン吸入曝露は，３ 週齢時において総IgG1および総IgG2a

抗体の産生レベルを高めた。 PGN と の併用は ト ルエンに

よ って増加し た総 IgG2a のレベルを低減させた。

〔備考〕

〔関連課題〕

0608ZZ569 　 環境因子に起因する精神 ・ 神経疾患の解明

に関する研究 72p.

0709CD283 　 乳幼児期の細菌刺激および化学物質曝露に

よ る成長後の Th1 ／ Th2 バラ ン スへの影響 72p.

0809BD001 　 化学物質の有害性評価の効率化を目指し た

新たな神経毒性試験法の開発 72p.

0809CD005 　 食品中の残留農薬曝露が若齢期の ア レ ル

ギー疾患に及ぼす影響に関する研究 73p.

0909AF002 　 アテ ローム性動脈硬化症および骨粗鬆症を

指標 と する ダ イオキシン類の老化促進に関する分子生物

学的解析 73p.

0909MA005 　 受容体 AhR の転写活性化を伴わないダ イオ

キシン類の新たな毒性発現 メ カニズムの解明 ーダ イ オ

キシン曝露マウ ス尿管の形態と機能の解析ー 73p.

0911CD006 　 環境因子に よ る 多動性障害のエ ピ ジ ェ ネ

テ ィ ッ ク解析 74p.

0911CD016 　 環境化学物質の高次機能毒性評価におけ る

感受性マウ ス系統の有用性解析 74p.

0912AE001 　 揮発性化学物質に対する嗅覚過敏の動物モ

デルの作成 75p.

0609DA502 　 形態形成期 ・ 思春期などの高感受性期にあ

る集団での核内受容体作動性化学物質等の有害性発現 メ

カニズムの解明及びその評価手法にかかる総合研究 ： 発

がん ・ 加齢などに及ぼす影響の分子 メ カニズムに関する

研究 75p.

0710AG333 　 エピジ ェネテ ィ ク ス作用を包括し た ト キシ

コゲ ノ ミ ク スによ る環境化学物質の影響評価法開発のた

めの研究 76p.

0809BD003 　 グ ローバルな DNA メ チル化変化に着目し た

環境化学物質のエピジ ェネテ ィ ク ス作用ス ク リ ーニング

法の開発 76p.

0809CD003 　 樹状細胞によ る環境化学物質のア レルギー

増悪 メ カニズムの解明 77p.

0810BC003 　 環境化学物質の生殖細胞に対する遺伝毒性

リ ス ク評価法の開発に関する研究 77p.

0910AE001 　 環境化学物質が免疫担当細胞に及ぼす影響

に関する研究 77p.

0910DA001 　 ダ イ オキシン関連遺伝子群の網羅的相関解

析 と バイオイ ンフ ォマテ ィ ク スによ る影響化学物質の推

定解析 78p.

0911AE001 　 環境化学物質の転写因子機能への影響を介

し た作用 メ カニズム 78p.

0911BD004 　 小児先天奇形発症におけ る環境 リ ス ク評価

法の基盤整備 ： 残留性有機汚染物質関連遺伝子の感受性

を利用し たバイオマーカーの開発に関する研究 78p.

0911CD004 　 都市大気中の浮遊粒子成分が動物体内で示

す変異原性と次世代影響の評価 79p.

0911DA001 　 確率推論型アルゴ リ ズムに対する ヒ ト 胚性

幹細胞試験データ適用法の標準化 79p.
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【関連課題】

1） 　 環境因子に起因する精神 ・ 神経疾患の解明に関する

研究

〔研究課題コー ド〕 0608ZZ569

〔担当者〕 ○石堂正美 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 鈴木

純子， 柳澤利枝， 白石不二雄

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 内分泌攪乱化学物質をは じ め と する環境化学

物質の子供の健康への影響が懸念されている。 環境化学

物質に対する脆弱性が原因 と 考え られて き ている。 例え

ば， 神経系の発達障害は子供の時期におけ る環境化学物

質の曝露が一因 と する可能性も指摘される よ う になって

き た。 実際， 私たちはラ ッ ト を用いた動物実験において

新生期におけ る内分泌撹乱化学物質への曝露によ り ヒ ト

の学童期に相当する時期に多動性障害を も た らすこ と を

報告し て来ている。 こ のげっ歯類のモデル動物では ド ー

パ ミ ン神経系の異常が示唆された。

　 本研究ではこ う し た環境化学物質に対し て感受性の高

い新生期での曝露が成熟期の脳 ・ 神経系に及ぼす影響を

調べる。

〔内容および成果〕

　 本年度は， ロ テ ノ ンによ る ラ ッ ト 多動性障害の臨界期

の同定 と ロ テ ノ ンによ る ド ーパ ミ ン神経疾患の分子機構

の解明を行った。 その結果， 次の事柄が明らかになった。

１ ） ロ テ ノ ンの曝露時期を従来の生後 ５ 日齢の他に， 生

後 ６ 日， ２ 週齢， ３ 週齢でロ テ ノ ンを曝露する こ と によ

り ， ラ ッ ト 多動性障害を惹起する windows の存在が示さ

れた。２ ）生後 ５ 日でロ テ ノ ンを曝露し た多動性障害ラ ッ

ト の11週齢中脳 と ロ テ ノ ンを ７ 週齢で曝露し たパーキン

ソ ニ ズ ム ラ ッ ト の 11 週齢中脳 と を Affimetrix 社の

GeneChip RatGenome230 Array を 用い て解析 し た。 約

31,000 個のプローブセ ッ ト の中で， 多動性障害モデルで

は 131 個， パーキン ソ ニズムモデルでは 230 個のプロー

ブセ ッ ト が有意に変動し た。 また， これら のパス ウ ェ イ

解析を実施中であ る。

〔備考〕

2） 　 乳幼児期の細菌刺激および化学物質曝露による成長

後の Th1 ／ Th2 バラ ンスへの影響

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0709CD283

〔担当者〕 ○山元昭二 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 藤巻

秀和

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 本研究では， 乳幼児期における グ ラ ム陽性菌性

の経気道感染や刺激 （特に TLR2 の リ ガン ド であ る菌体

細胞壁成分の PGN や リ ポテ イ コ酸 （LTA） によ る刺激）

が成長後の Th1 型応答の発達やアレルギー抑制へ と導 く

か ど う か を明 ら かにす る と と も に， 化学物質過敏症や

シ ッ クハウ スの原因物質の一つで も あ る ト ルエン等によ

る二次的な刺激が Th1/Th2 バラ ン スにどのよ う な修飾作

用を持つのかをアレルギーモデル動物を用いて解明する

こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は， マ ウ ス 乳仔期での ト ルエ ン吸入曝露 （50

ppm； 6h/ 日 , ５ 日間） と PGN 刺激（腹腔内投与）によ るマ

ウ ス成長後の免疫系への影響について検討し た。 その結

果， マウ ス 1 週齢時からの ト ルエン吸入曝露は， 3 週齢

時において総 IgG1 および総 IgG2a 抗体の産生レベルを高

めた。PGN と の併用は ト ルエンによ って増加し た総 IgG2a

のレベルを低減させた。 ３ 週齢時および ６ 週齢時での肺

および脾臓ホモジネー ト 上清中のサイ ト カ イ ン産生レベ

ルは低値であ り ， ト ルエンや PGN 又は併用によ る影響は

みられなかった。

〔備考〕

当課題は重点研究プロ グ ラ ム (3)-2 にも関連

3） 　 化学物質の有害性評価の効率化を目指し た新たな神

経毒性試験法の開発

〔区分名〕 環境技術開発等推進事業

〔研究課題コー ド〕 0809BD001

〔担当者〕 ○藤巻秀和 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 化学物質の脳神経系への影響はた と え軽度で

あって も QOL 低下に繋がる恐れがあ り ，神経毒性に関す

る評価は重要であ る。 しかし， 化学物質が膨大に存在す

る中でよ り 多 く の物質を評価する ためには， 作業効率が

良 く 且つ信頼性の高い神経毒性試験法の構築が急務であ

る。 本研究では， 神経毒性に関する評価作業の効率化を

図るべ く ， 新たな神経毒性試験法の開発をおこ な う 。

〔内容および成果〕

　 発達期の実験動物を用いて神経細胞に及ぼす NaAsO2

曝露の影響を検証する こ と で， 開発試験法によ って得ら

れた細胞レベルの解析結果が個体レベルの影響 と し てど

こ まで当て嵌める こ と ができ るのか検証し た。妊娠Wistar

ラ ッ ト よ り 産出された生後 7 日齢雄ラ ッ ト を実験に用い

た。 動物の体重を測定 し た後， 生理食塩水に溶解 し た

NaAsO2 を （0.1， 1 mg/kg BW） 腹腔内注射によ り 投与し

た。 対照群の雄ラ ッ ト には溶媒であ る生理食塩水を腹腔

内投与し た。 本実験では， 生後 8 日目の SDN-POA のア
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ポ ト ーシス細胞数を計測し た。 その結果， 曝露によ って

アポ ト ーシス細胞数が用量依存的に増加し， NaAsO2 （1

mg/kg BW） を曝露し た雄ラ ッ ト のアポ ト ーシス細胞数は

対照群に比べて有意に多 く なった。 こ のこ と から， SDN-

POAの形成に重要な期間に曝露し たNaAsO2は，同領域に

存在する神経細胞のアポ ト ーシス細胞死を誘導する こ と

が明らかになった。

〔備考〕

本研究は， 環境技術開発等推進費によ る も ので， 研究代

表者は埼玉大学の塚原伸治氏であ り ， 本研究には研究分

担者と し て参加する。

4） 　 食品中の残留農薬曝露が若齢期のアレルギー疾患に

及ぼす影響に関する研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0809CD005

〔担当者〕 ○柳澤利枝 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 食品中の残留農薬の若齢期曝露が， アレルギー

疾患， 特にア ト ピー性皮膚炎 と アレルギー性気管支喘息

に与え る 影響を各々の病態動物モデルを用いて評価す

る。 特に， 低用量の曝露濃度を設定し， 実際の環境中に

おけ る曝露も考慮する。 また， 増悪影響が認め られた物

質については， その作用機序を解明する。

〔内容および成果〕

　 本年度は， アレルギー性気管支喘息モデルを用いて残

留農薬の影響を検討し た。 C3H/HeJJcl マウ スに対し， ア

レルゲン と し て卵白アルブ ミ ン (OVA） を隔週で経気道曝

露し た。 また， 農薬は， 食品中の残留の可能性があ る γ-

BHC(0.001mg, 0.01mg, 0.1 mg/kg/day)， お よ び p,p'-

DDT(0.01mg, 0.1mg, 1 mg/kg/day) を選択し，週 1 回，計 7 回

経口的に投与し た。 その結果，γ-BHC 曝露し た雌マウ ス

において， 肺胞洗浄液中の炎症細胞数が用量依存的に増

加し た。 一方， 雄マ ウ スでは影響を認めなかった。 p,p'-

DDT 曝露では， 雌雄いずれにおいて も顕著な影響は認め

なかった。 これよ り ， アレルギー疾患に対する残留農薬

の影響は， 疾患， 性差によ ってその影響が異な る こ と が

示唆された。

〔備考〕

5） 　 アテローム性動脈硬化症および骨粗鬆症を指標とす

るダイオキシン類の老化促進に関する分子生物学的

解析

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0909AF002

〔担当者〕 ○西村典子 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 近年， 老化研究の発展につながる大き な発見が

な された。 寿命制御遺伝子 ( ク ロ ト (Klotho， Fibroblast

Growth Factor23 (FGF23)) 欠損マ ウ スにおけ る動脈硬化，

骨粗鬆症， 寿命短縮など人の老化症状に酷似し た病態発

現の発見 と その老化モデルを用いての加齢現象の分子病

態学の進展であ る。 お り し も， 我が国は類を見ない急激

な高齢化社会を迎え てお り ， 老化研究は緊急の課題 と

なっている。 ダ イオキシンは難分解性， 高蓄積性かつ残

留性が高い環境化学物質であ る。 ダ イ オキシン と 加齢化

現象に関する研究はほ と んどな されていない。 ダ イオキ

シン汚染の実態を考慮する な らば， 両者の因果関係の解

明は毒性学的のみな らず社会医学的に も興味深い。 本研

究はダ イオキシン類によ る老化促進作用 と その病態の解

明を目指す と 共に ク ロ ト マ ウ ス の病態 と の比較解析を

行った。

〔内容および成果〕

　 老化の典型的な表現系であ る アテ ローム性動脈硬化症

と骨粗鬆症を指標と し て， ダ イオキシン類 (TCDD) によ

る 老化促進作用 と その病態の メ カ ニズ ム を病理組織学

的， 生化学的， 分子生物学的観点から包括的に解析し た。

アポ Ｅ 欠損マウ スに TCDD 曝露する と アテ ローム性動

脈硬化病変の進展を も た ら し た。 こ のマウ スに TCDD と

ケモカ イ ン レセプターであ る CXCR2 阻害剤を同時投与

する と 動脈硬化の病態の進展が抑制され， 大動脈内のコ

レ ス テ ロ ールの取 り 込み も 低下 し た。 TCDD はマ ク ロ

フ ァージを活性化させ， 炎症の発症 ・ 進展を惹起し， さ

ら に， 血管内皮細胞の障害 と コ レ ステ ロール蓄積によ り

アテ ローム性動脈硬化の病態の進展させる こ と が示唆さ

れた。 一方， 骨代謝に関する研究から， ダ イオキシンは、

ビ タ ミ ン D 活性化酵素の発現の誘導に基づ く 高ビ タ ミ ン

Ｄ 血症を惹起し，血清中 FGF23 レベルの上昇を も た ら し

た。 さ ら に， 骨病態学的研究か ら ダ イ オキシン曝露マウ

スでは骨端部の肥大， 軟骨細胞の配列の乱れ， 皮質骨内

に類骨の増殖を特徴 と す る 骨形成異常が顕著な所見で

あった。 この病変は klotho マウ ス と酷似し ていた。 以上

の研究結果か ら， ダ イオキシンによ る老化促進作用の発

現にはダ イオキシンが惹起する恒常的高ビ タ ミ ン D 血症

が密接に関与し ている可能性が示唆された。

〔備考〕

6） 　 受容体 AhR の転写活性化を伴わないダイオキシン類

の新たな毒性発現 メ カ ニズムの解明 ーダ イ オキシ

ン曝露マウス尿管の形態と機能の解析ー
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〔区分名〕 その他機関からの委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0909MA005

〔担当者〕 ○西村典子 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 ダ イオキシン （TCDD) は一般に， ダ イオキシン

がア リ ール炭化水素受容体 （AhR） と 結合し た後， 核内

のダ イオキシン受容体 （DRE） に結合し て特異的遺伝子

が発現し て毒性を発揮するゲ ノ ミ ッ ク経路が知られてい

る。 これに対し， 遺伝子のプロモーターに存在する XRE

に結合し ないで遺伝子の発現を伴わなわない， いわゆる

“ ノ ンジェ ノ ミ ッ ク経路” を介する毒性経路が近年注目さ

れている。 ダ イオキシンによ る水腎症実験モデルを用い

て， こ の毒性発現に “ ノ ンジェ ノ ミ ッ ク経路 ” が関与す

るか否かを母親から の授乳を介し てダ イオキシン曝露し

た仔マウ ス を用いて解析し た。

〔内容および成果〕

　 TCDD 曝露によ り ， ほぼ 90％の確率で仔マウ スにおい

て水腎症の発症が認められた。 病理組織学検査か ら， 腎

盂や腎杯の拡張 と 腎実質の萎縮が特徴的所見であ った。

特に， 集合管や遠位尿細管で構成される腎乳頭の発達不

全あ る いは損失が共通病変であ っ た。 水腎症発症には

COX-2 が決定的役割を演じ ている こ と が阻害剤実験から

実証された。 さ らにマウ ス腎臓由来の MMDD1 細胞を用

いる in vitro 実験で，TCDD が低濃度，短時間で COX-2 遺

伝子を誘導する こ と を確認し た。 この際， Ca がひきがね

役と なって， 蛋白キナーゼ， フ ォ ス フ ォ リ パーゼ A2 活

性を活性化させる こ と が分かった。 ダ イオキシン応答配

列デコ イ DNA 導入実験， レポーターア ッ セイ， AhR 核

局在シグナル変異マウ ス実験などの in vitro，および in vivo

実験によ り ， COX-2 遺伝子が DRE を介さ ないで， AhR

依存的な ノ ンゲ ノ ミ ッ ク経路で誘導される こ と が今回の

研究で実証された。

〔備考〕

本研究は平成 21 年度 　 環境研究 ・ 技術開発推進費 （代表

遠山千春） のサブテーマ ３ の委託請負研究であ る。

7） 　 環境因子による多動性障害のエピジ ェ ネテ ィ ッ ク解

析

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD006

〔担当者〕 ○石堂正美 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 こ れまでの環境化学物質の健康 リ ス ク評価は，

成人の生理学に基づいて行われて き ているが， 小児の生

理学に基づいた リ ス ク評価の体系は全 く 整備されておら

ず， それに向けての着手が急務であ る。 環境化学物質に

よ る小児への影響に関する疫学調査も実施され， その影

響を懸念する発表がな されてき ているからであ る。

　 近年， 環境に存在する化学物質によ る発達期中枢神経

系への影響についての動物実験の報告が相次いでい る。

こ う し た中， 私たちはラ ッ ト 多動性障害について報告し

てきている。

　 多動性障害は多因子性疾患 と し て と ら え られて き てお

り ， 遺伝的素因 と 環境因子の何ら かの相互作用によ る も

の と 考え られて き ている。 そ こ で， 本研究では環境化学

物質に よ る ラ ッ ト 多動性障害のエ ピ ゲ ノ ムか ら のアプ

ローチによ り その遺伝 メ カニズムを解析する。

〔内容および成果〕

１ . 多動性障害ラ ッ ト (F0) の作製

　 生後 5 日齢の雄性及び雌性ラ ッ ト に 3mg/kg ロ テ ノ ンを

単回経口投与し た。 21 日齢まで授乳を続け， 4 週齢よ り

自発運動量の測定を開始し た。 21 週齢まで測定を繰 り 返

し， 対照ラ ッ ト の自発運動量 と 比較し なが ら雄 ・ 雌それ

ぞれ も自発運動量の高い ラ ッ ト を選別し， 次世代への

影響評価に供し た。

２ . 多動性障害ラ ッ ト の多世代交配 と遺伝様式の解析

　 22 週齢で雄性多動性障害ラ ッ ト （F0) と雌性多動性障

害ラ ッ ト （F0) を交配し た。 2 系統 （こ こ で A 系統、 B 系

統とする） を作製し た。 A 系統よ り 雄 8 匹雌 4 匹を得， B

系統よ り 雄 6 匹， 雌 5 匹を得た。 上記 １ ． 同様に 21 日齢

まで授乳を続け， 4 週齢よ り 自発運動量の測定を開始し

た。 現在， 計測を継続中であ る。

〔備考〕

8） 　 環境化学物質の高次機能毒性評価における感受性マ

ウス系統の有用性解析

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD016

〔担当者〕 ○藤巻秀和 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 こ れま での研究で開発 し た動物モデルの有用

性について， これまで と は異な る化学物質の曝露によ る

高次機能におけ る炎症反応の誘導を比較する こ と で， 過

敏症の解明に と っ ての有用性を検証 し， 新た なバ イ オ

マーカーを探索する こ と を目的と し ている。 　

〔内容および成果〕

　 初年度は， これまでの揮発性有機化合物 (VOC) の研究

で高い感受性を示し た雄 C3H/HeN マウ ス を用い，異なる

濃度のﾀﾞｲｱｼﾞﾉﾝの腹腔内投与 （毎週 １ 回， ３ 週間） の実

験を行った。 また， 自然免疫で重要な TLR がこれまでの
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研究でVOCに鋭敏に反応する こ と が明らか と なってきた

ので，TLR4 欠陥マウ ス (C3H/HeJ) を用いて合わせて解析

を行った。 免疫系炎症反応の解析では， ﾀﾞｲｱｼﾞﾉﾝ投与し

た HeN マウ スでは脾臓重量の増加が見られたが，Ｔ 細胞

か らのサイ ト カ イ ン産生では変動はみられなかった。 し

かし ながら， Foxp3,GATA3 などの転写因子レベルでは両

マウ ス間で差がみられ，TLR4 欠陥がﾀﾞｲｱｼﾞﾉﾝの影響 と し

て免疫制御に関与する可能性が示唆された。 他方， 神経

系炎症反応の海馬におけ る解析では， ﾀﾞｲｱｼﾞﾉﾝ投与し た

HeJマウ スでBDNF mRNAの抑制がみられたが，NGF及び

受容体の TrkA, TrkB では対照群 と比べ両系統のマウ スで

差はみられなかった。モ リ ス水迷路での解析では，プラ ッ

ト ホームへの到着時間において， HeJ マウ スで有意な時

間短縮が認められた。 しかし なが ら， プ ラ ッ ト ホームの

位置をづら し た り 無 く し て し ま う 訓練では， 影響はみら

れなかった。

〔備考〕

9） 　 揮発性化学物質に対する嗅覚過敏の動物モデルの作

成

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0912AE001

〔担当者〕 ○黒河佳香 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 24 年度 （2009 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 ヒ ト の生活環境中に身近に存在する揮発性化

学物質 （VOC） に関し て， ヒ ト の健康状態 と の関連が推

測される VOC への過敏化現象，特に嗅覚過敏を動物モデ

ルを用いて解析する こ と が研究目的であ る。 嗅覚刺激 と

し ての VOC への反復曝露によ り ， VOC に対する嗅覚過

敏化が起こ る よ う な曝露条件をマウ スにおいて調べる こ

と が研究目標であ る。

〔内容および成果〕

　 オペラ ン ト 実験箱を改造する こ と によ り ， マウ スに対

し て各種濃度のにおいガス を鼻先に提示する システムを

作製し た。 さ ら に， オペラ ン ト 学習訓練法を利用する こ

と によ り ， マウ スがにおいガス を嗅覚検知する精度を評

価するプロ ト コールを確立し た。 こ のシステムを用いて

も身近なVOCであ る ト ルエンに対する嗅覚検知反応を

調べた と こ ろ， マウ スの嗅覚検知閾値は ５ ppb 以下であ

る こ と がわかった。 しかし 終的に， さ ら に濃度を下げ

て閾値を確かめる こ と は困難であった。 続いて ト ルエン

に代わ り ， 過去の研究で ヒ ト において比較的高い嗅覚閾

値が報告さ れている ジ ク ロ ロ メ タ ン （DCM） を用いて，

マウ スの嗅覚検知閾値を求める こ と を試みた。その結果，

ト ルエン と 同様に嗅覚検知閾値を直接に決定する こ と は

不可能であったが， ト ルエン と 異な り ， 今回検討し たガ

ス濃度の範囲で検知率の低下傾向がみられた。 こ の結果

から， 濃度を固定させた う えで DCM の検知率を定点観

測す る こ と に よ り ， 個体の嗅覚感度の経時変化がモニ

ター可能であ る と考え られた。

〔備考〕

10） 　 形態形成期・思春期などの高感受性期にある集団で

の核内受容体作動性化学物質等の有害性発現 メ カニ

ズムの解明及びその評価手法にかかる総合研究 ： 発

がん ・ 加齢などに及ぼす影響の分子 メ カニズムに関

する研究

〔区分名〕 厚生科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0609DA502

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 21 年度 （2006 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 エ ス ト ロ ゲン作用を有する こ と が知 ら れてい

る ビ ス フ ェ ノ ール Ａ （BPA） は， 周産期曝露によ ってマ

ウ ス及びラ ッ ト の乳腺発達に影響を及ぼすこ と が示され

てき た。 ヒ ト 乳腺細胞に BPA を曝露させる と， BPA で誘

導される遺伝子の発現プロ フ ァ イルが悪性度の高い癌組

織のそれ と 類似する と の報告も あ り ， 乳がんの発症や進

展への関与が懸念されている。 そ こ で， BPA がどのよ う

に乳がんの進展に関与 し てい る か を明 ら かにす る ため

に， 正常 ヒ ト 乳腺上皮細胞 （HMEC） におけ る BPA の細

胞増殖 ・ 細胞老化への影響を調べる。

〔内容および成果〕

　 これまでに， HMEC において， BPA が １ 週間の初期曝

露によ り 細胞増殖作用を示し， その影響が細胞を継代し

た後も持続する こ と を見出し た。 そ こ で，本年度は，BPA

によ る細胞増殖能がエス ト ロゲン受容体 α （ESR1）， β

（ESR2） 及びその関連受容体群 ERRA, ERRB, ERRG の発

現レベル と 関連し ているかど う かをそれらの受容体の発

現が異なる ヒ ト 乳がん上皮細胞（MCF7 及び MCF10A）及

び HMEC を用いて初期の曝露で起こ る細胞増殖シグナル

イベン ト の作用機構を検討し た。 その結果， BPA の短期

曝露は， エス ト ロゲン受容体 α 及び β を介し ている も

のであ る こ と がわかった。 また， エス ト ロゲン受容体レ

ベルの低い細胞では， ERRG がその応答性をあげている

こ と が示唆された。 さ らに，低濃度の BPA では， DNA 損

傷は認め られない も のの， ス ト レ ス応答遺伝子経路を活

性化させ、 細胞増殖や細胞老化さ ら にはエピジェネテ ィ

ク スに影響を示すこ と がわかった。

〔備考〕

本課題は， 2007 年よ り ， 平成 19 年度厚生労働科学研究
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費補助金 ・ 化学物質 リ ス ク研究事業 「形態形成期 ・ 思春

期などの高感受性期にあ る集団での核内受容体作動性化

学物質等の有害性発現 メ カニズムの解明及びその評価手

法にかかる総合研究」 の分担研究 と し て実施し た。 研究

課題代表者は， 国立医薬品食品衛生研究所 　 安全性生物

試験研究セン ター長 　 井上達博士であ る。

11） 　 エ ピジ ェ ネテ ィ ク ス作用を包括 し た ト キシ コゲ ノ

ミ ク スによる環境化学物質の影響評価法開発のため

の研究

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 特別研究 )

〔研究課題コー ド〕 0710AG333

〔担当者〕 ○野原恵子 （環境健康研究領域），鈴木武博，立

石幸代， 小林弥生， 柳澤利枝， 西村典子

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 種々の環境化学物質について， 胎児期曝露の影

響が成長後に現れる などの後発影響や， 経世代影響の存

在が疑われているが， その メ カニズムや曝露 と 影響の因

果関係は多 く の場合不明であ る。 近， 基本的な生命現

象 と し て， ま た後発 ・ 経世代影響の メ カニズム と し て，

「エピジェネテ ィ ク ス作用」 によ る遺伝子機能の修飾の重

要性が明ら かに されつつあ る。 本研究では， 環境化学物

質のエピジェネテ ィ ク ス作用について， 実験動物におい

て高感受性期や臓器 ・ 細胞特異性， 標的遺伝子， および

後発 ・ 経世代影響を明ら かにする。 さ らに影響検出指標

の ヒ ト への応用のため， 影響 メ カニズムを検討し， 環境

化学物質のエピジェネテ ィ ク ス作用を評価する ための科

学的基盤を明らかにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 前年度は，妊娠中に ヒ 素曝露を受けた C3H マウ スの仔

( オス ) が 18 ヵ月令に達し た時に肝がんを高率に発症する

こ と を確認し た。 本年度は， この実験系において 18 ヵ月

令の ヒ 素曝露群で有意に発現が変動し ている遺伝子があ

る こ と， こ の遺伝子のプロモーター領域の ヒ ス ト ン修飾

が変化し ている こ と をみいだし た。 胎児期曝露の後発影

響 と の関連か ら， さ らに検討が必要 と 考え られた。 さ ら

に次世代影響を検討する ために， 胎児期曝露を受けた雌

雄を交配し飼育を開始し た。 ヒ 素胎児期曝露によ る発癌

のエピジ ェネテ ィ ク スマーカーを検索する目的で， ヒ 素

曝露群肝癌組織 と対照群正常肝組織の DNA メ チル化パ

ターンの差の検索を MeDIP/Microarray 法によ って開始し

た。

　 また前年度から， 雌雄 C57BL/6 マウ ス を普通食， メ チ

ル欠乏食 (欠乏食 ) または欠乏食＋ ヒ 素飲水投与によ って

飼育し，肝臓の DNA メ チル化への ヒ 素の影響を検討し て

いる。DNA メ チル化量を 5 メ チルシ ト シンの LC/ESI-MS

法によ って精密分析し た結果，群間の差は小さいものの，

オスでは普通食＞欠乏食＞欠乏食＋ ヒ 素の順に低下し た

のに対し て， メ スでは普通食＜欠乏食＜欠乏食＋ ヒ 素の

順に増加し， 性差があ る こ と が明ら かになった。 また ヒ

素が メ チル基供与体であ る S-adenosylmethionine (SAM)量

を低下させる こ と によ ってDNA低 メ チル化を誘導する と

い う 仮説は， メ スには当てはま ら ないこ と が示された。

〔備考〕

共同研究者 ： 塚原伸治 （埼玉大学）

12） 　 グローバルな DNA メ チル化変化に着目し た環境化

学物質のエピジ ェ ネテ ィ ク ス作用ス ク リ ーニング法

の開発

〔区分名〕 環境技術開発等推進事業

〔研究課題コー ド〕 0809BD003

〔担当者〕 ○野原恵子 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 環境化学物質の曝露が， 生体の各種臓器におい

てエピジェネテ ィ ク ス作用を示すこ と を検出可能 と する

ために， 環境化学物質によ る グ ローバル ・ ゲ ノ ム ワ イ ド

なDNA メ チル化変化に着目し たス ク リ ーニング法を確立

する。こ の研究によ って，環境化学物質のエピジェネテ ィ

ク ス作用を含めた リ ス ク評価システムの構築に資する。

〔内容および成果〕

　 C57BL/6 マウ ス を普通食， メ チル欠乏食 （欠乏食） ま

たは欠乏食＋ ヒ 素飲水投与によ って飼育し て肝臓のゲ ノ

ム DNA を得、この試料を用いて以下の方法の検討を行っ

た。

１ ） MeDIP-Seq(Methylated DNA immunoprecipitation-

sequencing) 法によ る網羅的 メ チル化 DNA 解析：各群のゲ

ノ ム DNA から MeDIP 法によ って メ チル化 DNA 断片を

取得し，次世代シーク エンサーによ る読み取 り を行った。

各試料について，約 900-970 万断片，計 4 億 5000-8000 万

の塩基の読み取 り ができ た。 こ の情報をゲ ノ ムに割 り 当

て るマ ッ ピ ングを行い， 各群で差のあ る領域の抽出法に

ついて検討し た。抽出された領域の DNA メ チル化変化を

検証す る ため， Methylation-specific PCR(MSP) 法お よ び

Bisulfite シーク エン ス法によ る検討を行い，方法の考察を

行った。

２ ） DNA メ チル化変化の絶対量を明らかにする ために，

DNAを水解し 5 メ チルシ ト シン量を高速液ク ロ -マス (LC/

ESI-MS) で精密分析する方法を確立し た。こ の方法で，マ

ウ ス肝臓 DNA メ チル化量を定量し た結果，メ チル化変化

は従来報告されている よ り はご く 小さ い こ と が明らか と
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なった。 し たがって メ チル化変化する領域を検索する方

法と し ては， MeDIP-Seq 法のよ う な網羅性の高い方法が

必要であ る と考え られた。

〔備考〕

共同研究者 ： 広島大学 　 菅野雅元、 研究協力者 ： 環境研

　 立石幸代、 鈴木武博、 佐野友春、 九州大学 　 馬場崇

13） 　 樹状細胞によ る環境化学物質のア レルギー増悪 メ

カニズムの解明

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0809CD003

〔担当者〕 ○小池英子 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 あ る種の環境化学物質(大気汚染物質や可塑剤，

添加物等 ) は， アレルギー疾患の発症 ・ 増悪を誘導する

可能性が示唆されているが， その詳細な メ カニズムは明

ら かでない。 そ こ で本研究では， 免疫応答に中心的な役

割を果た し てい る骨髄由来樹状細胞 （BMDC） の分化 ・

成熟・活性化の変動から，環境化学物質によ る アレルギー

増悪 メ カニズムの解明をめざす。

〔内容および成果〕

　 環境化学物質がマウ ス BMDC によ る抗原の貪食，提示

や遊走に与え る影響について検討し た。 その結果， フ タ

ル酸エステル （DEHP, DINP） やデ ィ ーゼル排気微粒子中

の脂溶性化学物質 （DEP-OC） と その含有成分であ るベン

ゾ [a] ピ レン （BaP） が、 BMDC の リ ンパ節への遊走や抗

原提示に関わる分子の発現を増強する こ と を明ら かにし

た。 BMDC の抗原提示機能は， フ タル酸エステル曝露に

よ り 増強し たが， DEP-OC と BaP 曝露では明確な変化は

認められなかった。 一方， BMDC の遊走活性は， いずれ

の環境化学物質の曝露で も増加する傾向がみら れたが，

その増加は、 関連する分子の発現増加に対応する こ と を

明らかにし た。

〔備考〕

14） 　 環境化学物質の生殖細胞に対する遺伝毒性 リ ス ク

評価法の開発に関する研究

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 公害 )

〔研究課題コー ド〕 0810BC003

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 生殖細胞に起 こ る変異は遺伝的障害の原因 と

な り ， 後世代に遺伝的負荷を課す。 ヒ ト の遺伝的疾病に

関連する遺伝子は， これまでに 1700 あま り が同定され，

約 45,000 の変異が報告されている。 生殖細胞の突然変異

は主に精子形成過程で起こ り ， こ の変異誘発には環境化

学物質の関与が示唆されている。 実際， 汚染された大気

がマウ ス生殖細胞に変異を誘発する こ と が示されている

(Science, 304, 1008, 2004)。 だが， こ れまでの環境化学物

質の健康 リ ス ク に関する研究は， 発がん と の関連で主に

体細胞に対する変異作用に向け られてお り ， 生殖細胞に

対する変異作用 （遺伝毒性） を評価する手法は未確立の

ま ま残されている。 生殖細胞に対する化学物質の影響 と

し ては， 近年， 内分泌攪乱作用が取 り 上げられているが，

これは発生期にあ る胎児に対する影響 （催奇形性） を指

標と し てお り ，生殖細胞 DNA に対する変異誘発作用につ

いては評価の対象 と なっていない。 化学品の分類 と 表示

に関す る 世界調和シ ス テ ム （GHS, Globally Harmonized

System of Classification and Labelling of Chemicals） におい

て も 「生殖細胞変異原性」 が区分の一つ と なっているが，

これに答え る十分な評価方法は確立されていない。 本研

究では， 個体レベル， 細胞レベル， 分子レベルにおいて，

環境化学物質の生殖細胞DNAに対する遺伝毒性作用を解

明し， その知見を基礎に新規な生殖細胞に対する遺伝毒

性評価法を開発する こ と を目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 デ ィ ーゼル排気 （DE） 曝露によ り gpt delta マウ ス精巣

に突然変異が誘導される こ と を前年度報告し た。DE に含

まれる多環芳香族炭化水素 （PAH） が精巣で突然変異を

誘導するか否かを確認する ために， 典型的な変異原性を

持つ PAH であ るベンゾ [a] ピ レ ンを腹腔内に投与し観察

し た。 その結果， 精巣で突然変異が誘発される個体が確

認された。 BaP を気管内投与し た肺では主に G>T 塩基置

換が観察されるのに対し， 精巣では G>T 塩基置換， 1 塩

基欠失， G>A 塩基置換が発生し， 突然変異スペク ト ルが

肺 と 精巣では異なっていた。 2 つの臓器の間では突然変

異誘発の機構が異なる可能性が示唆された。

〔備考〕

研究代表者 　 国立医薬品食品衛生研究所 　 能美健彦

15） 　 環境化学物質が免疫担当細胞に及ぼす影響に関す

る研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0910AE001

〔担当者〕 ○小池英子 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 アレルギー疾患の発症 ・ 増悪を誘導する可能性

が示唆されている環境化学物質の作用 メ カニズムの解明

を目的とする。

〔内容および成果〕
―  77  ―



国立環境研究所年報（平成 21 年度）
　 マウ ス脾細胞を， フ タル酸エステルやデ ィ ーゼル排気

微粒子に含有される化学物質 （ベンゾピ レン， キ ノ ン類）

等に in vitro で曝露し， その影響を検討し た結果， 脾細胞

中の抗原提示細胞および T 細胞を活性化する こ とや低濃

度曝露で IL-4 等のアレルギーに関わるサイ ト カ イ ン産生

を増加する こ と を見出し た。 その一方で， 脾細胞中の抑

制性 Ｔ 細胞の割合もわずかに増加する傾向が観察された

こ と か ら， これら の環境化学物質は， 曝露濃度やその他

の条件によ って， 活性化および抑制性の免疫反応を修飾

し う る こ と が示唆された。

〔備考〕

16） 　 ダ イ オキシ ン関連遺伝子群の網羅的相関解析 とバ

イオイ ン フ ォマテ ィ ク スによる影響化学物質の推定

解析

〔区分名〕 厚生科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0910DA001

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 男児外陰部異常症お よび生殖機能障害 と 化学

物質の関連性を，個体感受性 と曝露量の観点から検討し，

個体感受性を勘案し た化学物質の健康 リ ス ク評価法を開

発する大課題研究の う ち， 本研究は， 男児外陰部異常症

に関与する ダ イオキシン関連遺伝子群を同定する。 その

必要性は， こ の関連性を示唆する動物実験データはあ る

が， ヒ ト 疫学データに乏し く ， また、 その因果関係の解

明が環境 リ ス ク評価上の重要課題 と なっている こ と にあ

る。

〔内容および成果〕

　 これまでに， 日本人及びイ タ リ ア人の男児の正常及び

男児外陰部異常症 （停留精巣， 尿道下裂及びマ イ ク ロペ

ニス） 患者の DNA サンプルを用いて，ダ イオキシン関連

遺伝子 AhR， ARNT2， CYP1A2， CYP17A1， NR1I2 の一

塩基多型 （SNP） を解析し た。 サンプルの内訳は， 日本

人は， 正常検体が 141， 疾患の検体数が 184 （内訳 ： 停留

精巣 77， 尿道下裂 53， マイ ク ロペニス 34） その他早期

閉経 31 例であった。 イ タ リ ア人は， 正常検体が 129， 及

び疾患検体が 69 （内訳 ： 停留精巣 58， 尿道下裂 11） で

あった。 本年度は， これまでに解析された SNP データ を

用いて， 疾患群 と 正常群の間で， 種々の統計的な解析を

行った。その結果，P <0.0001 と有意な差は、AhR，ARNT2，

CYP1A2，CYP17A1，NR1I2のSNPにそれぞれ認められた。

これらの遺伝子 と 応答する環境化学物質が男児外性器障

害の疾患発症や病態の進展に関与する可能性が示唆され

た。

〔備考〕

本研究課題は， 国立成育医療セン ター研究所小児思春期

発育研究部緒方勤博士が代表者であ る。

17） 　 環境化学物質の転写因子機能への影響を介し た作

用メ カニズム

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0911AE001

〔担当者〕 ○野原恵子 （環境健康研究領域）， 鈴木武博

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 種々の環境化学物質が転写因子や核内受容体

に作用し て遺伝子の転写を変化させ， 生体に悪影響を及

ぼすこ と が報告されている。 本研究では， ダ イ オキシン

や無機 ヒ 素を中心 と し た環境化学物質の転写因子依存的

な作用 メ カニズムの検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 ダ イオキシンは転写因子 AhR を活性化する こ と によ っ

てその作用を発現する。 本年度は， AhR の活性化が重要

な免疫細胞であ る Ｔ リ ンパ球サブセ ッ ト に及ぼす影響を

明らかにする ために， 活性化型 AhR を Ｔ リ ンパ球に発

現させた ト ラ ン スジ ェニ ッ ク マウ ス を卵白アルブ ミ ンで

免疫し， Ｔ リ ンパ球サブセ ッ ト のサイ ト カ イ ン産生を調

べる手法 ・ 条件について検討し た。 また ヒ 素については，

転写因子 E2F を介し た細胞増殖抑制作用において， サイ

ク リ ン依存性キナーゼイ ン ヒ ビ ター p21 の関与について

RNAi 法等を用いて検討し た。

〔備考〕

18） 　 小児先天奇形発症における環境 リ ス ク評価法の基

盤整備 ： 残留性有機汚染物質関連遺伝子の感受性を

利用し たバイオマーカーの開発に関する研究

〔区分名〕 環境技術開発等推進事業

〔研究課題コー ド〕 0911BD004

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 青木

康展

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 ス テ ロ イ ド 代謝酵素遺伝子及びダ イ オキシ ン

関連遺伝子 （CYP17A1, ARNT2, CYP1A2, CYP1B1, AhR,

NR1I2） を対象 と し て， 疾患小児 と 健常小児の間で， 遺

伝子の一塩基多型の頻度に差があ る かについて調べる。

これら の結果を利用し て， 臍帯血 ・ 胎盤バンキングシス

テムの整備の一環であ る品質管理の指標に適用可能かど

う かを検討する。

〔内容および成果〕

　 ダ イオキシン関連遺伝子AhR, ARNT2,NR1l2(PXR)が男
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児生殖器発達異常症に関与する可能性のあ る こ と が， ト

レ ン ド 解析及びオ ッ ズ比の解析によ り 確認でき た。 そ こ

で， それら の遺伝子の選択的スプ ラ イ シング （一つの遺

伝子か ら イ ン ト ロ ン除去部位の違いによ り 異な る複数の

タ ンパク質が生成する現象 ) があ るかど う かを ARNT2 に

ついて検討し たが， 見つか ら なかった。 さ ら には， 保存

試料のプロ フ ァ イ リ ングのため， 多型 ・ ハプロ タ イプの

パターン を主成分分析で解析を実施し た。 さ ら に， 発現

量のプ ロ フ ァ イ リ ン グが試料管理に有用なバ イ オマー

カーになるかど う かを ARNT2, 及び AhR の応答遺伝子で

あ る CYP1A2 の発現量で調べた。 その結果， 前立腺癌細

胞の LNCaP では， E2 （エス ト ラ ジオール） , DHT （ニ水

酸化テス ト ステ ロ ン） の濃度依存的に ARNT2 の発現が

上昇し た。 BPA, BBP, op-DDT, TCDD において， ARNT2

の遺伝子発現 と エス ト ロゲン活性 と の相関性が認め られ

たが， CYP1A2 は認め られなかった。 BPA, BBP, op-DDT,

TCDD は，ARNT2 のシグナル伝達に影響を及ぼす可能性

が示唆された。

〔備考〕

19） 　 都市大気中の浮遊粒子成分が動物体内で示す変異

原性と次世代影響の評価

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD004

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 松本

理， 中島大介， 影山志保

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 大気中に存在する浮遊粒子成分が体内で示す

変異原性 と その メ カニズムは未解明な点が多 く ， 環境衛

生学上の重要な課題であ る。 本研究では， これまでの研

究成果を発展させ， 体内変異原性検出用に開発された遺

伝子導入マウ ス を用いて， 実際の都市大気中の浮遊粒子

に含まれる成分が総体 と し て標的臓器であ る肺， および

精巣や精子で発揮する変異原性や次世代影響を評価し，

健康 リ ス ク評価に資する知見を得る。 具体的には， 変異

原性検出用遺伝子導入マウ ス （gpt delta マウ ス ； 標的遺

伝子 ・ 大腸菌 gpt 遺伝子を載せたシャ ト ルベク ターをゲ

ノ ム Ｄ Ｎ Ａ に導入し たマウ ス） を用い， 都市大気から採

取 し た浮遊粒子 よ り 得た多環芳香族化合物等の抽出物

（浮遊粒子抽出物） などの試供化合物が示す体内変異原性

を評価する。 特に実際の曝露経路を想定し， 試供化合物

のマ ウ スへの曝露は主に肺中への経気道投与に よ り 行

う 。 必要に応じ てデ ィ ーゼル排気由来ナ ノ 粒子のマウ ス

への曝露な ど浮遊粒子曝露のモデル実験 も実施しつつ，

大気浮遊粒子中の多環芳香族化合物等が肺や精巣 ・ 精子

のゲ ノ ム上で引き起こす突然変異の発生頻度や， 突然変

異スペク ト ル （塩基置換の種類や欠失の大き さ など突然

変異の性質） の変化を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 東京 ４ ヵ 所およびつ く ば地区 １ ヵ 所の大気から浮遊微

小粒子状物質を夏季および冬季に収集し， 約 １ g の粉塵

を得た。 粉塵か ら有機溶媒可溶成分を抽出し， その成分

の変異原性を TA100(S9+) のエイ ム ス試験によ り 確認し

た。 地区によ り 大き な差は認められず， 1000-1600 rev/mg

抽出物であった。 夏季につ く ば地区で採取し た粒子状物

質の抽出物を gpt delta マウ スの気管内に 高 1.2 mg の用

量投与し た と こ ろ， 突然変異頻度は用量に依存し て増加

し， 大用量でコ ン ト ロール と 比べて， 約 ３ 倍の突然変

異頻度の上昇が認め られた。 都市大気中の粒子状物質成

分が動物体内で変異原性を示すこ と が明らかになった。

〔備考〕

共同研究者 　 国立医薬品食品衛生研究所 　 能美健彦

20） 　 確率推論型アルゴ リ ズムに対する ヒ ト 胚性幹細胞

試験データ適用法の標準化

〔区分名〕 厚生科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911DA001

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 永野

麗子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 化学物質の安全性評価で も 重要な問題であ

る ヒ ト への生体影響を予測する システムの開発及び標準

化を確立する ため， ヒ ト 胚性幹細胞試験において取得す

る各種のデータ を， 確率推論アルゴ リ ズムに適用する た

めの実験系確立な らびにシステム標準化を実施する。 ヒ

ト ES 細胞使用は，実際の催奇形性や先天異常症を ヒ ト の

レベルで推測でき る新規性を持つ。 さ らに， 高度な数理

工学理論に基づ く バイオイ ン フ ォマテ ィ ク ス手法を駆使

し て， ヒ ト 個体レベルの影響を予測する こ と を目指す。

〔内容および成果〕

　 確率推論アルゴ リ ズムに適用する ための実験系確立の

確認のためのデータ と し て，マウ ス ES 細胞 と マイ ク ロ ス

フ ィ アアレ イ を用いた曝露実験を行った。ダ イオキシン・

PCB によ り ， 神経突起の長さやアス ト ロサイ ト 細胞の分

化が抑制される こ と がわかった。 さ らに， ヒ ト ES 細胞の

実験的有効性を確かめる ため， 被験化合物は神経毒性の

明らかな メ チル水銀 （MeHg） に対する神経発生影響の比

較検討を行った。その結果，マウ ス と ヒ ト の ES 細胞では

MeHg に対する影響に大き な差があ る こ と が分かった。本

研究で確立された ヒ ト ES 細胞からの神経分化系は，化学
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物質の ヒ ト 神経系発達影響を特異的に観察でき る有用な

ツール と な る と 思われた。 以上の実験で得られたデータ

を も と に， 確率推論アルゴ リ ズムによ り ， MeHg 曝露に

よ る ヒ ト への影響を解析し た。

〔備考〕

本研究は， 東京大学大学院医学系研究科大迫誠一郎准教

授が研究課題代表者であ る。

(3)-3. 　 環境中におけるナ ノ 粒子等の体内動態 と 健康影

響評価

〔区分名〕 中核研究プロ ジェ ク ト 経費

〔研究課題コー ド〕 0610AA303

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 古

山昭子， 藤谷雄二

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 これまでの環境有害物質の健康影響評価は， ア

スベス ト などの例外も あ る も のの， 対象 と な る物質の用

量あ るいは濃度に対し て行われて き ている。 しかし， 粒

子状物質な どが細胞膜ス ケールのナ ノ のサ イ ズの場合

は， 組織透過性が高ま り ， 粒子サイ ズや表面活性が重量

よ り も生体影響に大き く 関与する可能性が示されている

こ と から， 環境 リ ス ク を評価する上に於いてテス ト ガ イ

ド ラ イ ン も含めて新たな取 り 組みが必要であ る。 こ こ で

は， ナ ノ 粒子， ナ ノ フ ァ イバーの生体影響を調べ， これ

らの環境汚染と健康 リ ス ク評価に関する研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 環境ナ ノ 粒子の生体影響に関する研究， ナ ノ マテ リ ア

ルの健康 リ ス ク評価に関する研究， アスベス ト の呼吸器

内動態 と 毒性に関する研究の ３ 課題に分けて研究を進め

た。 ナ ノ 粒子を多 く 含むデ ィ ーゼル排気ガスの全成分曝

露実験（DEP-NP, 　 ナ ノ 粒子を含む全粒子＋ガス成分） と，

除粒子の曝露実験 （fDEP － NP） をマウ スに慢性曝露し

た。 肺腺腫高発症マウ スにおいて， 肺腺腫発症の有意な

上昇がみられた。 今後， デ ィ ーゼル排ガス由来環境ナ ノ

粒子に曝露し たマウ スにおいて， 嗅脳や鼻腔も含めた病

理組織変化や， 炎症などに関与する遺伝子 ・ 蛋白の発現

レベルの解析を順次行 う 予定であ る。 ダブルシール ド さ

れたカーボンナ ノ チューブの吸入曝露装置の作製を終了

し，粒子の発生条件の検討およびその物理的，化学的キ ャ

ラ ク タ リ ゼーシ ョ ンを行った。 サイ ク ロ ンを振動させる

こ と によ り ， 凝集しやすい繊維状のナ ノ 粒子を分散させ

る と と もに吸入性の粒子 （空力学径 10 ミ ク ロ ン以下） の

みを飛散させる こ と が可能 と なった こ と か ら， 高感受性

の NADPH オキシダーゼ欠損マウ ス を用いてカーボンナ

ノ チューブの鼻部吸入曝露実験を実施し ている と こ ろで

あ る。 一方， 細胞を用いた実験も進めてお り ， これまで

のマ ク ロ フ ァージ系の細胞を用いた実験に加え， ヒ ト 気

管支上皮細胞であ る， BEAS-2B 細胞を用いた細胞毒性影

響 と 細胞内への繊維状粒子の取 り 込み過程に関する研究

を進め， カーボンナ ノ チューブの細胞内取 り 込み量をハ

イ スループ ッ ト で定量的に測定する方法も確立し た。 ア

スベス ト の毒性研究において， ク ロ シ ド ラ イ ト やアモサ

イ ト のよ う に鉄を含むアスベス ト については， 加熱処理

の温度の上昇に伴い酸化鉄が遊離し， それに伴い毒性が

低下し ている こ と を確認し た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0610BY303 　 自動車排出ガスに起因する環境ナ ノ 粒子の

生体影響調査 80p.

0910CD001 　 拡散荷電を用いた浮遊繊維状粒子の粒子長

さ に関する研究 81p.

0911BD001 　 デ ィ ーゼル排気ナ ノ 粒子の脳、 肝、 腎、 生

殖器への影響バイオマーカー創出 ・ リ ス ク評価 81p.

0911CD002 　 環境ナ ノ 粒子が高感受性呼吸器疾患に及ぼ

す悪影響 82p.

0509BD785 　 環境負荷 を 低減す る 水系 ク ロ マ ト グ ラ

フ ィ ーシステムの開発 82p.

0910CD006 　 有機 ヒ 素化合物によ る中枢神経への長期影

響の解明 82p.

【関連課題】

1） 　 自動車排出ガスに起因する環境ナ ノ 粒子の生体影響

調査

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0610BY303

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 古

山昭子， 山元昭二， 井上健一郎， 藤谷雄二

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 デ ィ ーゼル粒子除去装置や触媒の開発、 燃料の

低硫黄化などによ り ， 自動車排出ガスに起因する粒子状

物質の質量濃度の低減は可能 と なっている。 しかし， 粒

径が数十ナ ノ メ ー ト ル以下のナ ノ 粒子 と いわれる極めて

微小な粒子の低減に関し ての対策は遅れてお り ， 依然 と

し て数濃度 と し て高いも のが排出される可能性があ る こ

と が指摘されている。 同時に現実の大気環境中において

も， 幹線沿道沿いではナ ノ 粒子の個数濃度がラ ッ シ ュ ア

ワー時に高 く な る こ と が指摘されている。 ナ ノ 粒子はそ

の毒性 ・ 影響 ・ 性状 ・ 環境動態のいずれも未解明の部分

が多い。 これまでの二酸化チタ ンや炭素のナ ノ粒子では，

大き な粒子状物質よ り 炎症を引き起こ しやすい こ と など
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強い影響があ る可能性や， 呼吸器内に入った場合肺を通

過し全身への影響を持つ可能性が示唆されているが充分

な検討がな されていないのが現状であ る本研究では， 自

動車排ガス由来のナ ノ 粒子の性状や， 毒性 ・ 影響評価に

必要な調査研究を行 う こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 デ ィ ーゼルエンジン由来環境ナ ノ 粒子の長期吸入曝露

実験実施期間において， 粒径や粒子成分の安定性に関す

る検討を行った。 一年半にわた り ， 安定し た条件で曝露

実験を行 う こ と ができ， これまで行って き た短期 ・ 中期

の曝露空気質 （粒子重量濃度， 粒子中主要化学成分， 個

数濃度， 粒径分布， ガス濃度） と 大き な相違がない こ と

を確認し た。

　 また， 実際の大気中におけ る環境ナ ノ 粒子の測定を行

い， 曝露に用いたデ ィ ーゼルエンジン由来環境ナ ノ 粒子

と の比較を行った。 環境ナ ノ 粒子をマウ スに慢性吸入曝

露させ， 肺の発がんへの影響， 呼吸器の免疫 ・ 炎症応答

に及ぼす影響， な らびに循環器系 ・ 薬物代謝系への影響

に関し て調べた。 また， カーボンブ ラ ッ ク模擬ナ ノ 粒子

が呼吸器の免疫 ・ アレルギー反応に及ぼす影響に関する

研究も並行し て行った。 慢性実験に関し ては， デ ィ ーゼ

ルエンジン由来環境ナ ノ 粒子の吸入曝露が終了し た と こ

ろであ り ， これから病理組織も含めた解析を進める必要

があ るが， 本年度は慢性影響に関する基礎的なデータ を

提示し た。 一方， 肺の上皮細胞をカルチャーイ ンサー ト

上で培養し， 気液界面曝露法によ り デ ィ ーゼルエンジン

由来環境ナ ノ 粒子成分に曝露し た培養細胞への影響を調

べた と こ ろ， ス ト レ ス蛋白の発現誘導が認められた。

　 別途， 概ね過去一年間に発表されたナ ノ 粒子の健康影

響に関する報告書を， 環境ナ ノ 粒子の排出特性， 粒径分

布， 物理化学的性状等， 環境ナ ノ 粒子の体内動態， 環境

ナ ノ 粒子の毒性 ・ 生体影響に分けてレ ビ ューし た。

〔備考〕

2） 　 拡散荷電を用いた浮遊繊維状粒子の粒子長さ に関す

る研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0910CD001

〔担当者〕 ○藤谷雄二 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 投与の実験から， 繊維状粒子の繊維長が毒性の

指標 と なっているが明ら かになっている。 エア ロ ゾル化

された繊維状粒子であ る カーボンナ ノ チューブ粒子の繊

維長を荷電効率 と い う 値を用いて リ アルタ イ ムで測定可

能かど う か，単一繊維カーボンナ ノ チューブ粒子に分級・

分離し た上で評価する。

〔内容および成果〕

　 カーボンナ ノ チューブの繊維状粒子を気相中で分離を

する上で必要な粒子の単分散化に関し てポ リ スチレ ン ラ

テ ッ ク ス （PSL） 粒子およびデ ィ ーゼル粒子 （DEP） を対

象 と し て予備実験を行った。 発生させた多分散粒子を微

分型電気移動度分析器 （DMA） によ り 電気移動度の違い

を用いて特定の粒径の単分散粒子 と するが， 実際には電

気移動度では区別でき ない分級対象 と する粒径の一価荷

電粒子 と それよ り も粒径が大き な多価荷電粒子が混在す

る。 そ こ で， DMA の後にエア ロ ゾル質量分析計 （APM）

に導入し て， 質量の違い も 利用し た分離法を検討し た。

DMA-APM を通過し た粒子を捕集し， 透過型電子顕微鏡

観察によ って結果を確認し た。 まず， 粒径， 粒子密度が

既知の PSL 粒子の検討によ り ， 系の基本的な性能を確認

でき た。 DEP に関し て も APM を併用する こ と によ り ，

DMA を単独で用いた場合よ り も，高精度に単分散化でき

る こ と に成功し た。 ただし， 分級目的とする粒径が 50nm

以下の場合は， 粒径毎の粒子の比重の違いや一価荷電粒

子 と 二価荷電粒子の質量差が小さ い こ と か ら， 著しい効

果が得られない場合があ る こ と が分かった。

〔備考〕

関連重点分野 ：

リ ス ク セン ター 　 環境中におけ るナ ノ 粒子等の体内動態

と健康影響評価中核プロ グ ラ ム

3） 　 デ ィ ーゼル排気ナ ノ 粒子の脳、 肝、 腎、 生殖器への

影響バイオマーカー創出 ・ リ スク評価

〔区分名〕 環境技術開発等推進事業

〔研究課題コー ド〕 0911BD001

〔担当者〕 ○井上健一郎 （環境健康研究領域）， 山元昭二，

柳澤利枝

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 健康影響が十分明 ら かに さ れていないナ ノ 粒

子の生体影響を， これまで研究し て き た生殖 ・ 次世代影

響に加えて， 特に重量の変化がみ ら れた臓器 （肝、 腎）

を中心に研究を行い， 新し いバ イ オマーカーを創出し，

リ ス ク評価の提言を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度はマウ スにナ ノ 粒子を多 く 含んだデ ィ ーゼル排

気粒子 （NRDE） を ３ ヵ 月間曝露し， 脳内での炎症性サ

イ ト カ イ ン ・ ケ モ カ イ ン お よ び グ ル タ ミ ン 酸受容体

NR2A, NR2B の mRNA 発現レベル等への影響について検

討し た。 高濃度群の嗅球では炎症性ケモカ イ ン CCL3 や

酸化ス ト レ スマーカー HO-1 の増加ないし増加傾向がみ
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られ， 海馬では NR2A の発現が増加し た。 さ らに， 肝臓

に関し ては， NR-DE 曝露ラ ッ ト において炎症 と脂質の蓄

積が見られ， 抗炎症作用 と 脂質代謝の促進に関わるペル

オキシゾーム増殖剤応答性受容体α(PPARα)は誘導され

ていた。 その標的遺伝子であ るペルオキシゾームや ミ ト

コ ン ド リ アの β 酸化系酵素の mRNA は上昇し ていたが，

蛋白発現の上昇は観察されなかった。 また， NFκB のサ

ブユニ ッ ト も上昇し ていたので，PPARα が機能し ていな

い可能性が示唆された。 NRDE 曝露マウ スの副腎細胞を

初代単層培養し， 副腎皮質刺激ホルモン （ACTH） を作

用 さ せ培養液中に放出 さ れた コ ルチ コ ス テ ロ ン と プ ロ

ジ ェ ス テ ロ ン濃度を測定し た。 その結果， 副腎皮質細胞

か らのコルチコ ステ ロ ン と プロ ジ ェ ステ ロ ン分泌は対照

群に比べて， NR-DE 低濃度曝露群では上昇し たが， NR-

DE 高濃度曝露群と除粒子ガス曝露群では，有意な低値を

示し た。 以上の結果か ら， ナ ノ 粒子およびガスの高濃度

曝露によ り 副腎皮質か らのステ ロ イ ド ホルモン分泌能が

著し く 障害させる事実が初めて明らかになった。

〔備考〕

4） 　 環境ナ ノ粒子が高感受性呼吸器疾患に及ぼす悪影響

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD002

〔担当者〕 ○井上健一郎 （環境健康研究領域）， 高野裕久，

小池英子， 柳澤利枝

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 環境ナ ノ 粒子曝露が こ れ ら 高感受性集団に与

え る 悪影響 を， 申請者の所属機関に設置 さ れ て い る

「デ ィ ーゼルエンジン由来環境ナ ノ 粒子曝露チャ ンバー」

及び同施設か ら 得 ら れた 「環境ナ ノ 粒子」 を用いて in

vivo、 in vitro で実験的に検討する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 「デ ィ ーゼルエ ン ジ ン由来環境ナ ノ 粒子曝露チ ャ ン

バー」 から得られた 「環境ナ ノ粒子」 を用いて， OVA の

反復気管内投与で惹起される アレルギー性気道炎症への

当該粒子の影響を調べた。 結果， ナ ノ 粒子はアレルギー

性気道炎症を顕著には増悪させなかった。

〔備考〕

5） 　 環境負荷を低減する水系ク ロマ ト グラ フ ィ ーシステ

ムの開発

〔区分名〕 環境技術開発等推進事業

〔研究課題コー ド〕 0509BD785

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 小

林弥生

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 本研究においては， 廃液処理を必要 と し ない高

度な ク ロマ ト グ ラ フ ィ ー法の革新的技術開発 と それを用

いた環境試料や生体試料のま った く 新しい高感度 ・ 高分

解能分析方法の開発を行 う 。 優れた温度応答性親水／疎

水性可変を示す こ と を カ ラ ム素材を コ ア物質 と し て用

い， 「環境に優しい環境分析技法」 を確立する こ と を目的

と し， また， 本技術をハイ スループ ッ ト な環境試料 ・ 生

体試料分析へ応用する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 新たに開発し た水系 ク ロ マ ト グ ラ フ ィ ー用カ ラ ムの，

生体成分への分析応用例について検討し た。 本年度は，

陰 イ オ ン 交換性 を 持たせた PIPAAm (Poly (N-

isopropylacrylamide)) を使用し た温度応答性カ ラ ムを主 と

し て用いて分析を行った。

　 ラ ッ ト 血清 タ ンパ ク の検討で， ラ ッ ト 血清 ト ラ ン ス

フ ェ リ ンが陽イオン交換カ ラ ムであ る HGDE10 カ ラ ムに

対し て温度応答性を示し た こ と か ら， ヒ ト 血清 ト ラ ン ス

フ ェ リ ンについて も 10 ℃および 40 ℃にて検討を行った。

ヒ ト 血清 ト ラ ン ス フ ェ リ ンは40℃ではカ ラ ムに保持され

たが， 10 ℃ではピーク が ２ 本に分かれ， 分析開始後約 ５

分と gradient をかけ始めてからの分析開始後（24 ～ 26 分）

の位置にピーク が認められた。 市販の ヒ ト 血清 ト ラ ン ス

フ ェ リ ン標品が HGDE10 カ ラ ムを用いた 2.5mM リ ン酸緩

衝液 （A 液） － 500mM NaCl 溶液 （B 液） の Binary gradient

の系において温度応答性を示し た こ と か ら， 未精製の ヒ

ト 血清標品に関し て も同様に 10 ℃および 40 ℃にて検討

を行った。 ヒ ト 血清タ ンパク において も， ラ ッ ト 血清 と

同様に ヒ ト 血清 ト ラ ン ス フ ェ リ ンが も こ のカ ラ ムに対

し て温度応答性を示すこ と が示唆された。

〔備考〕

6） 　 有機ヒ素化合物による中枢神経への長期影響の解明

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0910CD006

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 ジ フ ェ ニルアルシ ン酸を長期暴露 し た動物に

おけ る中枢神経への影響について調べる。 また， ラ ッ ト

を用いた模擬的実験も並行し て行 う 。

〔内容および成果〕

　 ジフ ェ ニルアルシン酸の体外排泄を正確に測定する た

めに， 精製飼料を用いる こ と によ り 体内 ヒ 素バッ ク グ ラ

ン ド 値を予め減少させた ラ ッ ト を用いて， 経口摂取し た

ジフ ェニルアルシン酸の胆汁排泄を調べた。胆汁中には，
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ジフ ェニルアルシン酸 と 共にジフ ェニルアルシン酸がグ

ルタチオン と反応し たジフ ェニルアルシン酸 - グルタチ

オン抱合体が排泄されている こ と が分かった。 五価のジ

フ ェニル ヒ 素化合物が， 生体内でよ り 毒性の高い三価の

ジ フ ェ ニル ヒ 素化合物へ と 還元 さ れ る こ と が示唆 さ れ

た。

〔備考〕

(3)-4. 　 生物多様性 と 生態系機能の視点に基づ く 環境影

響評価手法の開発

〔区分名〕 中核研究プロ ジェ ク ト 経費

〔研究課題コー ド〕 0610AA304

〔担当者〕 ○高村典子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 西川

潮， 田中嘉成， 堀口敏宏， 五箇公一， 児玉圭太，

赤坂宗光， 真野浩行， 横溝裕行， 瀬戸繭美， 井

上真紀， 富永篤， 李政勲， 漆谷博志

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 自然環境や自然の生態系を対象 と し た生態影

響評価は， 野外での複数の リ ス ク因子を解明し， 生物個

体群や生物群集， 生態系を対象 と し た評価に拡張し て考

え る必要に迫られている。 評価尺度について も， 幾つか

の考え方があ り ， これは人間社会の価値観にも左右され

る。 本プ ロ ジ ェ ク ト では， 「生物多様性」 と 「生態系機

能」 の視点から，生態系サービ スの劣化を引き起こす （有

用） 個体群の再生産の阻害や種数の減少， 生態系機能の

低下 （例えば， バ イ オマ ス生産性や物質循環効率な ど）

をエン ド ポ イ ン ト （評価指標） と し て， 具体的なフ ィ ー

ル ド や問題 と な る生物種について生態影響評価を実施す

る と と も に， 数理モデルを活用し た新たな生態影響評価

手法を提案する。

〔内容および成果〕

課題 １ ： 野外調査に よ る リ ス ク 要因の解明 と 生態 （系）

影響評価

　 個体群変動や生物多様性を指標 と し た， 新たな生態 リ

ス ク評価手法の構築を目指し て， それぞれ， 東京湾およ

びため池を対象 と し た野外調査をサブ課題 と し て実施し

ている。

１ ） 東京湾におけ る底棲魚介類の個体群動態の解明 と 生

態影響評価

　 本年度は， シ ャ コ個体群の増殖阻害因子の解明を継続

する と と も に、 マコ ガレ イ個体群の増殖阻害因子の解明

について新たな知見を得た。

○産卵量， 仔魚及び稚魚密度の時空間分布データ （2006

～ 2009 年）を解析し た結果，2007 年及び 2009 年の仔魚密

度の低さ について， ふ化後の浮遊仔魚出現期におけ る底

層水温の高さ が同時期の生残に影響し た可能性が示唆さ

れた。 稚魚の分布域は， 夏期の貧酸素水塊の出現 ・ 拡大

によ り 湾南部に制限され， 密度の低下もみられた。 以上

よ り ， 冬産卵のマコ ガレ イには， 冬期の水温 と 夏期の貧

酸素水塊の存在が当歳の加入量に影響する可能性が示唆

された。

○マコガレ イの初期生活史解析のため， (1) 仔魚の日輪査

定バ リ デーシ ョ ンのための飼育実験， (2) 仔魚期の生残 と

成長を推定する飼育実験， (3) 着底稚魚の自然海域での成

長を解析する ためのケージ試験を実施し た。 (1) 及び (2)

か ら， 仔魚では孵化後平均 ７ 日目から一定速度で日周輪

が形成される こ と， また (3) から，稚魚では一日に一本の

日周輪が形成される こ と が明らか と なった。

２ ） 淡水生態系におけ る環境 リ ス ク要因 と 生態系影響評

価

○兵庫県のため池64池で実施し ていた野外調査データお

よび収集し た流域 GIS データ を用い， 階層ベイ ズモデル

によ る定式化 と パラ メ ータ推定を行い， ため池全般に用

い る こ と がで き る 生物多様性統合評価の手法を開発 し

た。 生物多様性の減少を引き起こす次の ３ つの異な る タ

イ プの駆動因， １ ． 水質悪化， ２ ． 生息地の改変， ３ ．

侵略的外来種， おのおのについて， 複数のパラ メ ータ を

想定し， どのパラ メ ータが生物多様性の減少を よ く 説明

するかを特定し た。 その結果， １ ． は夏季の ク ロ ロ フ ィ

ル a 量， ２ ． はため池の護岸率， ３ ． はブルーギルの個

体数と なった。以上 ３ つのパラ メ ータ を用いため池の「生

物多様性の豊かさ」 を示す統合指標を提示し た。

○ため池を対象 と し た数理モデル研究によ り ， 水生植物

群落の多様性がアオコの抑制に効果的であ り ， 淡水生態

系の生態系機能を高める役割を担っている可能性を示し

た。

課題 ２ ： 侵入種生態 リ ス ク評価手法の開発に関する研究

○両生類の新興感染症カエルツボカビの起源をDNAマー

カーによ って追跡調査し， 日本国内のカエルツボカビの

遺伝的多様性は海外産カエルツボカビのそれよ り も圧倒

的に高 く ，海外で発見されたカエルツボカビは Ａ タ イプ

と呼ばれるDNAタ イプ と それに近縁な タ イプしかないこ

と、 系統的には日本のカエルツボカビ集団か ら海外のカ

エルツ ボカ ビ集団が派生 し てい る こ と が明 ら か と な っ

た。

○感染実験によ ってシ リ ケン イモ リ 由来のカエルツボカ

ビが外国産両生類に対し て毒性を示すこ と を明ら かにし

た。

○特定外来生物アルゼンチンア リ の防除薬剤の生態 リ ス

ク評価を実施し た。
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○特定外来生物カ ワ ヒ バ リ ガ イの関東水域におけ る分布

拡大プロセス を明ら かにし た。 本種は浮遊期に移動し て

付着する性質があ るか ら， 安定的に個体群が維持される

のは止水域であ り ， 関東地方に分布する カ ワ ヒ バ リ ガ イ

の ソースは霞ヶ浦 と 断定された。 河口近 く の全面コ ン ク

リ ー ト 張 り の利根川河口堰シン ク と し て機能し てカ ワ ヒ

バ リ ガ イの大量付着を招き， 取水口を塞ぐ等の被害を も

た ら し ている と考え られた。

課題 ３ ： 数理的手法を用いた生態系機能の視点に基づ く

生態 リ ス ク評価手法の開発

○数理モデルの予測を実験的に検証する ために， 藻類－

ミ ジン コ類－ メ ダカか ら成る ３ 栄養段階のア ク ア リ ウ ム

生態系を作成し た。 ミ ジン コには， 性質の異な る数種を

用い， 種組成を実験的に操作する こ と で， 種の機能形質

と 生態系の栄養転換効率の関係を解析で き る よ う に し

た。 操作実験の結果， 体サイ ズが大き く 遊泳速度が遅い

ために捕食耐性が低いカブ ト ミ ジン コは， 他の種 と 比較

し て， 生態系機能を低める結果が得られた。

○霞ヶ浦の動物プ ラ ン ク ト ン群集の年次変動に対し て，

形質ベース解析を行い， 生態系機能に対する環境要因の

大き さ を推定し た。 動物プ ラ ン ク ト ンの機能形質につい

て， 種間平均値を夏 と 冬で集計し た う えで時系列解析を

おこ なった。 環境要因 と し て水温 と 水質を同時に解析し

た。 その結果， 生態系機能を左右する動物プ ラ ン ク ト ン

群集の生態効率は、夏に関し ては 1980 年代末に減少し て

か ら， 回復傾向にあ る こ と， 冬の生態効率に関し ては、

過去 20 年間低下傾向が続いてお り ， これらの変動に寄与

する環境要因 と し ては， 夏は水温変動が主要であ り ， 冬

は水質の変化が水温変動 と同等に重要であ る こ と などが

明らかになった。

〔備考〕

〔関連課題〕

0610AE558 　 海産生物に及ぼす内分泌か く 乱化学物質の

影響に関する研究 84p.

0709BY311 　 カエルツボカビ感染情報収集業務 85p.

0810AH002 　 釧路湿原シ ラル ト ロ沼の環境劣化 と その原

因の究明 85p.

0810BA006 　 非意図的な随伴侵入生物の生態 リ ス ク評価

と対策に関する研究 86p.

0810CD001 　 集団遺伝解析に基づ く 外来ザ リ ガニの管理

手法の開発 86p.

0909AF003 　 外来ア リ のスーパーコ ロ ニーにおけ る遺伝

的構造と コ ロ ニー間闘争の関係解明 87p.

0910AF007 　 シ リ ケン イ モ リ と ウ シガエルに感染する カ

エルツボカビの個体群動態に関する研究 87p.

0911CD001 　 文理融合に基づ く 淡水生態系の生物多様性

保全 ・ 管理手法の開発 87p.

0911CD007 　 有機ス ズに よ る腹足類の イ ンポセ ッ ク ス誘

導 ： レチ ノ イ ド X 受容体関与説の高度化 88p.

0610AA301 　 (3)-1. 　 化学物質曝露に関す る 複合的要因

の総合解析によ る曝露評価 64p.

0610AK526 　 生態系評価 ・ 管理のための流域詳細情報の

整備 240p.

0610AK550 　 国立環境研究所侵入生物データベース管理

241p.

0911AK001 　 8) 　 化学物質の定量的環境 リ ス ク 評価 と 費

用便益分析 102p.

【関連課題】

1） 　 海産生物に及ぼす内分泌か く 乱化学物質の影響に関

する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE558

〔担当者〕 ○堀口敏宏 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 白石

不二雄， 白石寛明

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 内分泌か く 乱化学物質が生物に及ぼす影響は，

野生生物の う ち， 特に巻貝類で明瞭であ る反面， その他

の生物では必ずし も明瞭でない。 しかし ながら， その一

方で， 海産生物の生息量 （資源量） は， 近年， 多 く の種

で減少傾向にあ り ， その原因は不明のま まであ る。 し た

がって， 巻貝類においてはモニ タ リ ング調査を中心にそ

の回復過程を追跡する と と も に， その他の海産生物に対

し てはその生息量 （資源量） の減少に内分泌か く 乱化学

物質やその他の要因がどの程度寄与し て き たのかを明ら

かにする ための よ り 詳細な調査･解析あ る いは実験的検

討が必要であ る。

〔内容および成果〕

　 船底防汚塗料や漁網防汚剤など と し て世界各地で使用

さ れて き た ト リ ブチルス ズ （TBT） あ るいは ト リ フ ェ ニ

ルス ズ （TPT） がご く 微量であ って も特異的に作用し て

巻貝類 （前鰓類） にイ ンポセ ッ ク ス を引き起こすこ と が

知られている。 前鰓類に属する も のの， イ ボニシやバイ

など と は異な り ， 体外受精を行な う 原始腹足類 （ア ワ ビ

類な ど） に対す る 有機ス ズ化合物の影響は明 ら かでな

かったが， ア ワ ビ類において も有機スズ曝露によ って卵

巣で精子形成が見られる こ と が， フ ィ ール ド 調査及び室

内実験の結果， 確認された。

　 そ こ で， ア ワ ビ類におけ る内分泌攪乱の実態把握を目

的 と し て， 全国的に収集し たア ワ ビ試料に含まれる有機
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スズ化合物濃度の測定に引き続き， 生殖巣組織の検鏡を

行った。 すなわち， 2000 年 2 月から 2002 年 10 月にかけ

て全国の延べ 33 地点から アワ ビ類試料を （暖海性アワ ビ

類 （ク ロ ア ワ ビ、 メ ガイ アワ ビ及びマダカアワ ビ） を 20

地点から， 寒海性であ るエゾア ワ ビを 13 地点から） 活魚

で，いずれも原則 と し て各地点で 30 個体 と なる よ う に入

手し， 殻長， 殻幅及び重量を計測し た後， 直ちに解体し

て生殖巣をゲン ド ル液 （30％エタ ノ ールによ る飽和ピ ク

リ ン酸 ： ホルマ リ ン ： 酢酸＝ 15 ： 5 ： 1） で固定し， パラ

フ ィ ン包埋 ・ 薄切 ・ HE 染色の後， 光学顕微鏡によ り 観察

し た。 その結果， 上記 ４ 種の全てで卵巣におけ る精子形

成個体が複数観察され， それぞれの筋肉中有機スズ濃度

と の相関を調べた。

〔備考〕

趙顯書 （国立全南大学校， 韓国）

Lee Jae-Seong （Hanyang University, Korea）

Kenneth Leung （University of Hong Kong, Hong Kong）

Richard Lim （University of Technology, Sydney, Australia）

Louis Tremblay（Landcare Research/CENTOX, New Zealand）

Nilnaj Chaitanawisuti （Chulalongkorn  University, Thailand）

S. Bijoy Nandan （Cochin University of Science and

Technology, India）

2） 　 カエルツボカ ビ感染情報収集業務

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0709BY311

〔担当者〕 ○五箇公一 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 世界的な両生類減少の原因 と さ れ る カエルツ

ボカビが 2006 年に日本で初めて発見された こ と から，国

内の両生類に対する リ ス ク が危惧 さ れる。 本研究では，

これまでに国立環境研究所で確立されたカエルツボカビ

検出技術を駆使し て， 通常では両生類の採集が困難な国

立公園内の両生類の調査を実施する と と も に既にカエル

ツボカビが検出された地域におけ る本菌および両生類の

動向を調べる こ と によ り ， 本菌の生態 リ ス ク を評価する

こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 平成 20 年度に引き続き，日本国内における カエルツボ

カ ビの分布状況お よ び遺伝的変異に関す る 情報収集を

行った。 主に昨年度までに感染が認め られた地点を中心

に両生類を採集し て調査し た。合計 33 地点における合計

176 個体の両生類よ り ス ワブサンプルを採材し た。採集さ

れた両生類は 16 種類でその う ち 2 種は外来種であった。

国立環境研究所で昨年度に開発さ れた Nested-PCR 法に

よ り ， カエルツボカビの感染の有無および感染し ている

菌の ITS-DNA ハプロ タ イプを解析し た。 その結果， 6 地

点で採集された 19 個体に感染が認められた。その う ち 18

個体が外来種のウ シガエルで， 1 種が在来種のヌマガエ

ルあった。検出されたハプロ タ イプは A，E，および Bd43

の 3 タ イプのみであった。 ウ シガエルは， 昨年度までの

調査において も 高頻度でカエルツ ボカ ビに感染 し てお

り ， 安定し たキ ャ リ アーであ る と判断された。

〔備考〕

環境省やんばる自然保護セン ター， 環境省那覇事務所，

環境省自然環境局と の共同業務であ る。

3） 　 釧路湿原シラル ト ロ沼の環境劣化と その原因の究明

〔区分名〕 地方環境研と の共同研究

〔研究課題コー ド〕 0810AH002

〔担当者〕 ○高村典子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 赤坂

宗光

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 北海道釧路湿原に位置する シ ラル ト ロ沼では，

近年， アオコの発生や沈水植物の減少， ヒ シ群落の拡大

など， 様々な問題が顕在化し ている。 沼の集水域の大部

分は， 自然の山林や湿地であ り ， 富栄養化に直結する大

き な人為的汚濁源はないにも関わ らず， 水質の悪化や生

物多様性の低下に歯止めがかから ない状況であ り ， 沼の

生態系が非可逆な状態に遷移し て し ま う こ と （レジーム

シフ ト ） も懸念されている。 本研究は， シ ラル ト ロ沼に

おけ る環境劣化の現状を把握する と と も に， その原因 と

機構を解明し， 良好な湖沼環境の保全につなげる こ と を

目的とする。

〔内容および成果〕

　 シ ラル ト ロ沼の南部を覆 う 浮葉植物 ヒ シの分布状況を

面的 ・ 定量的に評価する ため， 湖面写真の画像解析およ

びその空間統計学的処理 （ク リ ギ ン グ） をお こ な っ た。

ヒ シの被覆度の季節変化か ら， 南部の ヒ シ群落は生育が

一様ではな く ， 流出河口付近で生長のタ イ ミ ングが遅い

こ と が明ら かになった。 その原因 と し て湖水の流動や釧

路川から の逆流の影響が考え られた。 メ モ リ ー式の水温

計 と 水位計の記録を も と に， 釧路川か らの逆流の到達範

囲や継続時間， メ カニズ ム等について検討し た。 ま た，

沼の北部の水質に影響を与えている と 考え られる流入河

川や排水の現地調査を 11 月に実施し た。

〔備考〕

共同研究相手方 ： 北海道環境科学研究セン ター 　 三上英

敏， 五十嵐聖貴
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4） 　 非意図的な随伴侵入生物の生態リ ス ク評価と対策に

関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0810BA006

〔担当者〕 ○五箇公一 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 これまで政策的， 社会的にも関心を集める こ と

が少なかった潜在的な随伴侵入生物の侵入実態および生

態学的特性を明ら かにする と と も に， 在来生物 ・ 生態系

お よ び人間生活に対す る 影響評価を行 う 。 さ ら に侵入

ルー ト および分布拡大プロ セスについて生物学的側面お

よび社会経済学的側面か ら の解明および予測を図 り ， 検

疫 ・ 防除手法の具体的検討を行 う こ と を目的 と する。

終的には， 環境省 ・ 外来生物法におけ る 「非意図的な随

伴侵入生物」 の管理方針の必要性を示し， 科学的提言を

行 う 。

〔内容および成果〕

　 アルゼンチン ア リ の各務原市におけ る 防除事業を開

始， 防除剤の リ ス ク評価を実施し た。 輸入木材加工品 と

と も に随伴侵入し て き た タ イ ワ ン タ ケ ク マバチが愛知県

で野生化し ている こ と を突き止め，生態調査を実施し た。

カ ワ ヒ バ リ ガ イの日本全国の分布実態のモニ タ リ ングを

継続する と と も に関東水域におけ る分布拡大 メ カニズム

を解明し た。 両生類の感染症カエルツボカビの国内両生

類寄生菌の分離培養に成功 し た。 両生類の感染症 ラ ナ

ウ ィ ルスが日本各地で発生し， 外来種のウ シガエルに対

し て影響が生じ ている こ と を明ら かにし た。 イモ リ の吸

虫感染症が局地的に大発生し てお り ， その原因 と し て外

来哺乳類の分布拡大が中間宿主の増大に繋がっている と

推察された。 輸入爬虫類に寄生し ている ダニ類の体内寄

生病原体の生化学的性状を解明し， 宿主マダニ類 と の共

進化関係を解明し た。

〔備考〕

森林総合研究所 　 岡部貴美子， 三重大学 　 木村妙子， 麻

布大学 　 宇根有美， 国立感染症研究所 　 川端寛樹

5） 　 集団遺伝解析に基づ く 外来ザリ ガニの管理手法の開発

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0810CD001

〔担当者〕 ○西川潮 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本研究では， 特定外来生物シ グナルザ リ ガニ

（ウチダザ リ ガニ， タ ンカ イザ リ ガニ） を対象 と し て， １ ）

集団遺伝解析に有用なシグナルザ リ ガニのマ イ ク ロサテ

ラ イ ト ・ マーカーを 5 ～ 8 遺伝子座開発する， ２ ） マイ

ク ロ サテ ラ イ ト ・ マーカーに基づ く 集団遺伝解析か ら，

日本全国のシグナルザ リ ガニ侵入個体群の分布拡大パタ

ンを明ら かにする， ３ ） 国内外のシグナルザ リ ガニ個体

群の遺伝的特性データベース を作成する， ４ ） 釧路湿原

の達古武湖を対象 と し て， シグナルザ リ ガニの駆除を有

効に進める ための管理ユニ ッ ト （駆除ユニ ッ ト ） の策定

を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本研究は， 特定外来生物シグナルザ リ ガニの予防管理

を念頭において， １ ） 集団解析に有用なシグナルザ リ ガ

ニのマイ ク ロサテ ラ イ ト ・ マーカーを開発する こ と， ２ ）

ミ ト コ ン ド リ アDNA解析およびマイ ク ロサテ ラ イ ト 解析

を通じ て， 在来 ・ 侵入集団の遺伝的変異， 集団構造， な

らびに分散を明らかにする こ と を目的とする。

　 シグナルザ リ ガニの在来生息域と国内侵入先から 20集

団ずつ （合計約 600 個体） 標本を収集し， ミ ト コ ン ド リ

ア DNA 解析 （16SrRNA） に基づいて， これらの遺伝的変

異 と 分散を明ら かにし た。 その結果， 侵入域では， 複数

起源由来のハプロ タ イプが混ざ り 合って， 少な く と も国

内 3 地域 （北海道， 長野， 滋賀） に移植され， その う ち，

北海道由来のハプロ タ イプが近年急速に分布を拡大し て

いる こ と が示唆された。 また， 在来集団 と 侵入集団の遺

伝的多様性の比較か ら， 侵入集団は遺伝的多様性が高い

こ と が明ら かになった。 在来集団に見られる遺伝構造は

侵入集団では認められないこ と から，自力拡散ではな く ，

主に， 人為移植によ って国内で分布を拡大し ている こ と

が示された。

　 昨年度に引き続きマ イ ク ロサテ ラ イ ト ・ マーカーの開

発を手がけ， 安定し て PCR 増幅が可能， かつ多型を有す

る遺伝子座を 6 座決定し た。 これら を用いて，北海道 （ ３

集団）， 長野， 滋賀の集団で予備解析を試みた結果， 6 座

の う ち 5 座のマーカーはヘテ ロ接合度が 0.3–0.9，観察さ

れた対立遺伝子数が 4–29 で，集団構造を推定するのに有

用であ り ， 対立遺伝子頻度の違いか ら， 集団の遺伝的特

性を区別でき る こ と がわかった。 また， 集団間でヘテ ロ

接合度や推定対立遺伝子数を比較し た結果， 滋賀集団の

遺伝的多様性が低い こ と が分かった。 こ の結果は， ミ ト

コ ン ド リ ア DNA 解析の結果 と対照的であ るが，その理由

については今後検討を進めてい く 予定であ る。

〔備考〕

研究協力者 ： 北海道大学水産科学研究院 ・ COE 博士研究

員 ・ 東典子

研究協力者 ： 北海道大学環境科学院 ・ 日本学術振興会特

別研究員 （PD） ・ 小泉逸郎
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6） 　 外来ア リのスーパーコ ロニーにおける遺伝的構造と

コ ロニー間闘争の関係解明

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0909AF003

〔担当者〕 ○井上真紀 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 アルゼンチン ア リ は世界中に広 く 分布する侵

入種であ る。 原産地では小規模な SC しか形成し ないの

に対し て， 侵入地では少数の巨大 SC を形成する。 通常，

ア リ はコ ロ ニー間闘争が激しいため， こ の巨大 SC 形成

によ り アルゼンチンア リ は侵入種 と し て成功し ている と

されているが， 生物学的 メ カニズムは不明であ る。 本研

究は SC 形成の メ カニズムを探る一歩 と し て， コ ロニー

間の遺伝的構造 と 敵対行動の発達 ・ 抑制の関係を明ら か

にする。

〔内容および成果〕

　 特定外来生物アルゼンチンア リ の分布拡大実態を調べ

た結果，2008 年まで港湾都市部に発生が限られていたが，

2009 年以降， 岐阜県， 静岡県， 京都府などで内陸へ分布

を拡大し ている こ と を確認し た。 岐阜県において防除事

業を環境省 ・ 自治体 と 協力し て開始し， 防除手法の開発

の一環 と し て防除薬剤の生態 リ ス ク評価を実施し た。 欧

米で確認されている スーパーコ ロ ニーの形成 メ カニズム

を解明する ために神戸港において側所的に生息する侵入

コ ロ ニー間の遺伝的関係および個体群動態を調査し た結

果， 繁殖虫の交尾時期に， 隣接する異な る コ ロ ニー間で

交雑が生じ て遺伝子流動が起こ る こ と が示唆された。

〔備考〕

東京大学 ： 砂村栄力 　 香川大学 ： 伊藤文紀

7） 　 シ リ ケン イモ リ と ウシガエルに感染する カエルツボ

カ ビの個体群動態に関する研究

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0910AF007

〔担当者〕 ○富永篤 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 世界的両生類減少の主因 と さ れ る カエルツ ボ

カ ビは， 我々の調査に よ り 日本に多数の系統が存在し，

アジア （日本） 起源であ る可能性が高ま った。 ただ野外

のカエルツボカビの生態に関する知見は，極めて乏し く ，

こ の菌の リ ス ク評価を難し く し ている。 そ こ で上記 2 種

の両生類に寄生する菌の季節消長， 宿主両生類 と の生態

的関係を明ら かにし， 菌の野外生態を解明する こ と を目

的とする。

〔内容および成果〕

　 沖縄島のシ リ ケン イモ リ と 相模原市のウ シガエルに感

染する カエルツボカビの季節変動を分子遺伝学的手法 と

組織学的手法を用いて調査し た。 2 か月おきの調査の結

果， 2 種に寄生する カエルツボカビには と も に顕著な季

節変動がみられた。 高温に弱いカエルツボカビの感染率

は一般に環境温度 と 負の相関を示す と されるが， シ リ ケ

ン イモ リ では温度が低下する 11 月下旬で も感染率が低

く ， 宿主の雌雄や捕獲し た場所 （陸ないし水中） によ る

感染率の顕著な違いがみられた。 こ の こ と か ら， 沖縄島

におけ る カエルツボカビの個体群動態は， 温度の以外の

環境要因 （た と えば両生類の生活史など） の影響も強 く

受けている可能性が示唆された。

〔備考〕

8） 　 文理融合に基づ く 淡水生態系の生物多様性保全 ・ 管

理手法の開発

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD001

〔担当者〕 ○高村典子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 西川

潮， 赤坂宗光

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 日本の灌漑用ため池は， 生物多様性の宝庫で，

淡水域の生物資源の保全の場 と し て極めて高い価値を持

つ。 しかし， 都市化や農業の衰退が進む現在， その環境

も脅か されている。 ため池の維持管理は社会的な営みで

あ る ため， その保全は自然科学 と 社会科学双方の知識を

融合し て実施する こ と が望まれる。 そ こ で， まず， 自然

科学の手法で リ ス ク 因子や生物間相互作用を明確化し，

さ らに社会科学の手法で人々の選好を探 り ， 双方の知識

を融合し て， 淡水域の生物多様性の効果的な保全 ・ 管理

に有効な手法の開発を目指す。

〔内容および成果〕

　 日本全国の 20 代から 60 代の男女約 800 人ずつを対象

と し て，外来も し く は在来動植物に対する人々の駆除（外

来種） も し く は保全 （在来種） の意識を調査し た。 その

結果， 在来種よ り も外来種において， 生物の保全 ・ 管理

に対する人々の意識に， 分類群に応じ て大き なばらつき

が認め られた。 また， 外来種において も在来種において

も， 実際にその生物を見た こ と があ る かど う か よ り も，

テ レ ビや新聞で見聞 き し た こ と があ る か ど う かのほ う

が， 対象生物に対する保全 ・ 管理意識の強さ と 高い正の

相関を示し た こ と か ら， 国民の意識を決定する上でマス

コ ミ の影響力が大きいこ と が示唆された。 「人々は， どの

よ う な外来種管理を望んでいるのか」， そし て 「外来種管

理は， 社会にどれだけの便益を も た らすのか」 を明ら か
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にする こ と を目的と し て， 「環境経済評価」 の手法を用い

て外来種管理に対する一般市民の選好 （価値観） を把握

する と と も に， 外来種管理に対する人々の支払意志額を

推計し た。 推定結果よ り 明ら かになった こ と を要約する

と， 以下の とお り であ る。

１ ） ため池調査対象地域と その他全国の双方で，アメ リ カ

ザリ ガニの駆除に対する 支払意志額が も 高く ，次いでブ

ラ ッ ク バス ， 後にブルーギルと いう 結果が得ら れた。な

お，ため池調査対象地域と その他全国で，それぞれの属性

に対する 支払意志額に統計的に有意な差はない。

２ ） 選択肢 ３ 「対策を と ら ない」 を選択し た場合， 何ら

かの対策を と る こ と を意味する選択肢 １ または ２ を選択

し た場合 と 比較し て， 非常に大き く 効用が低下する こ と

が明らか と なった。 こ こ から， 人々が 「（内容にかかわら

ず） 何ら かの対策を と る こ と」 を強 く 望んでいる こ と が

明らか と なった。

３ ） 対策の水準ご と の効用水準を推定し た結果， ブラ ッ

クバス （ため池調査対象地域） と ア メ リ カザ リ ガニ （た

め池調査対象地域， その他全国双方） については， 根絶

よ り も その手前の水準の方が好まれ る こ と が確認で き

た。 「根絶」 への抵抗感や， な じみのあ る生物への愛着が

影響し ている可能性が考え られる。 

〔備考〕

柘植隆宏 （甲南大学）

9） 　 有機スズによる腹足類のイ ンポセ ッ ク ス誘導 ： レチ

ノ イ ド X 受容体関与説の高度化

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD007

〔担当者〕 ○堀口敏宏 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 白石

寛明， 漆谷 　 博志

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 ご く 低濃度の有機スズ （TBT 及び TPT） 化合物

によ って腹足類 （特に， 前鰓類） に特異的に惹起される

イ ンポセ ッ ク ス現象の誘導機構について， ア ロ マターゼ

阻害説等の ４ つの仮説が提起されて き た。 しかし， これ

ら既存の ４ 仮説には， 野外での観察結果や室内実験の結

果にい く つも の矛盾があ る。 研究代表者ら がイ ボニシを

用いて得た知見か ら， イ ンポセ ッ ク ス現象の誘導及び増

進には核内受容体の一種 ・ RXR が深 く 関与し ている可能

性がきわめて高い こ と が明ら か と な り ， 既に論文を公表

し てき た。

　 本研究では， RXR を中心に据えた， よ り 詳細な イ ンポ

セ ッ ク ス誘導機構の解析を進める。 同時に， い く つも の

矛盾点があ るにも かかわらず， 前鰓類の種差ゆえであ る

と の主張が欧米で根強 く な されている既存の ４ 仮説の妥

当性の検証も行 う 。

〔内容および成果〕

　 本研究では前鰓類における RXR を介し た イ ンポセ ッ ク

スの誘導， すなわち， ペニス と 輸精管の分化， 形成及び

発達に関する詳細な機構解析を中心 と しつつ， 神経ペプ

チ ド と ステ ロ イ ド のイ ンポセ ッ ク ス誘導機構への関与に

ついての検証も進め， レチ ノ イ ド X 受容体関与説の高度

化を図る。

　 イボニシ RXR に関する生物学的特徴と，ペニス及び輸

精管の分化・成長・形態形成 と の関係解析に向けて，RXR

サブタ イプ及びその他の核内受容体の探索を行った。 並

行し て， ペニス形成に関与する可能性のあ る遺伝子群に

ついて も検討を進めた。 また， イ ボニシにおいては， ペ

ニス と 輸精管の発達機序が概ね把握されている ため， ペ

ニス及び輸精管の分化 ・ 成長 ・ 形態形成等に関与する遺

伝子の探索も行った。 また， ペニスの退縮に関わる と 考

え られる遺伝子の探索も行った。

　 一方，神経ペプチ ド がイ ンポセ ッ ク スに及ぼす影響 と，

神経細胞の成長・増殖への RXR の関与に関する検討を行

う 一環 と し て， 神経ペプチ ド の前駆体遺伝子の ク ローニ

ング と in situ hybridization 法に よ る神経ペプチ ド の分布

を検証し た。

　 また， イ ボニシなどの前鰓類におけ る ステ ロ イ ド の存

在 と その機能に関する検討を行 う べ く ， アン ド ロゲンが

イ ンポセ ッ ク スに及ぼす影響の再評価を試みた。 前鰓類

の生殖巣及び消化腺組織におけ る ステ ロ イ ド 産生細胞の

探索も， 引き続き進めた。

〔備考〕

太田康彦 （鳥取大学農学部）， 井口泰泉 （自然科学研究機

構 ・ 岡崎統合バイオサイエン スセン ター）， 森下文浩 （広

島大学理学部）

10） 　 化学物質曝露に関する複合的要因の総合解析によ

る曝露評価

〔研究課題コー ド〕 0610AA301

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 今泉

圭隆， 櫻井健郎， 白石不二雄， 鑪迫典久， 中島

大介， 河原純子

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

11） 　 生態系評価 ・ 管理のための流域詳細情報の整備

〔研究課題コー ド〕 0610AK526

〔担当者〕 ○高村典子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 赤坂

宗光， 今田美穂， 小熊宏之
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〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

12） 　 国立環境研究所侵入生物データベース管理

〔研究課題コー ド〕 0610AK550

〔担当者〕 ○五箇公一 （環境 リ ス ク研究セン ター），岡本卓

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

13） 　 化学物質の定量的環境リ スク評価と費用便益分析

〔研究課題コー ド〕 0911AK001

〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 横溝

裕行， 瀬戸繭美， 真野浩行

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

環境リ スク研究プログラムの関連研究プロジ ェ ク ト

(3)-5-1. 　 エピジ ェ ネテ ィ ク ス作用を包括し た ト キシ コゲ

ノ ミ ク スによる環境化学物質の影響評価法開発のた

めの研究

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 特別研究 )

〔研究課題コー ド〕 0710AG333

〔担当者〕 ○野原恵子 （環境健康研究領域），鈴木武博，立

石幸代， 小林弥生， 柳澤利枝， 西村典子

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 種々の環境化学物質について， 胎児期曝露の影

響が成長後に現れる などの後発影響や， 経世代影響の存

在が疑われているが， その メ カニズムや曝露 と 影響の因

果関係は多 く の場合不明であ る。 近， 基本的な生命現

象 と し て， ま た後発 ・ 経世代影響の メ カニズム と し て，

「エピジェネテ ィ ク ス作用」 によ る遺伝子機能の修飾の重

要性が明ら かに されつつあ る。 本研究では， 環境化学物

質のエピジェネテ ィ ク ス作用について， 実験動物におい

て高感受性期や臓器 ・ 細胞特異性， 標的遺伝子， および

後発 ・ 経世代影響を明ら かにする。 さ らに影響検出指標

の ヒ ト への応用のため， 影響 メ カニズムを検討し， 環境

化学物質のエピジェネテ ィ ク ス作用を評価する ための科

学的基盤を明らかにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 前年度は，妊娠中に ヒ 素曝露を受けた C3H マウ スの仔

( オス ) が 18 ヵ月令に達し た時に肝がんを高率に発症する

こ と を確認し た。 本年度は， この実験系において 18 ヵ月

令の ヒ 素曝露群で有意に発現が変動し ている遺伝子があ

る こ と， こ の遺伝子のプロモーター領域の ヒ ス ト ン修飾

が変化し ている こ と をみいだし た。 胎児期曝露の後発影

響 と の関連か ら， さ らに検討が必要 と 考え られた。 さ ら

に次世代影響を検討する ために， 胎児期曝露を受けた雌

雄を交配し飼育を開始し た。 ヒ 素胎児期曝露によ る発癌

のエピジ ェネテ ィ ク スマーカーを検索する目的で， ヒ 素

曝露群肝癌組織 と対照群正常肝組織の DNA メ チル化パ

ターンの差の検索を MeDIP/Microarray 法によ って開始し

た。

　 また前年度から， 雌雄 C57BL/6 マウ ス を普通食， メ チ

ル欠乏食 (欠乏食 ) または欠乏食＋ ヒ 素飲水投与によ って

飼育し，肝臓の DNA メ チル化への ヒ 素の影響を検討し て

いる。DNA メ チル化量を 5 メ チルシ ト シンの LC/ESI-MS

法によ って精密分析し た結果，群間の差は小さいものの，

オスでは普通食＞欠乏食＞欠乏食＋ ヒ 素の順に低下し た

のに対し て， メ スでは普通食＜欠乏食＜欠乏食＋ ヒ 素の

順に増加し， 性差があ る こ と が明ら かになった。 また ヒ

素が メ チル基供与体であ る S-adenosylmethionine (SAM)量

を低下させる こ と によ ってDNA低 メ チル化を誘導する と

い う 仮説は， メ スには当てはま ら ないこ と が示された。

〔備考〕

共同研究者 ： 塚原伸治 （埼玉大学）

〔関連課題〕

0809AF004 　 マイ ク ロ RNA を用いた ヒ 素の健康影響検出

法の開発 89p.

0809BD003 　 グ ローバルな DNA メ チル化変化に着目し た

環境化学物質のエピジ ェネテ ィ ク ス作用ス ク リ ーニング

法の開発 76p.

0910CD004 　 臓器特異的な TCDD 反応性の AhR 依存的な

遺伝子発現調節 メ カニズムからの解析 90p.

0911AE001 　 環境化学物質の転写因子機能への影響を介

し た作用 メ カニズム 78p.

【関連課題】

1） 　 マイ ク ロRNAを用いた ヒ素の健康影響検出法の開発

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0809AF004

〔担当者〕 ○鈴木武博 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 東南アジアにおける 無機ヒ 素によ る 地下水汚染

は，慢性中毒の原因と なっており ，早期の影響検出や影響

予測が必要である 。 マイ ク ロ RNA(miRNA) は， 約 22 ヌ ク

レ オチド の non-coding RNA であり ， 標的遺伝子の 3’ 非翻

訳領域に結合し ， その遺伝子発現を 抑制する 。 近にな

り ， miRNA が癌を含むさ ま ざま な疾患と 関連する こ と が

報告さ れ，生体への健康影響予測の新し いマーカーになる

可能性が考えら れる 。 そこ で， miRNA の発現及び miRNA

が標的と する 遺伝子について，ヒ 素曝露し た実験動物のオ

ス 肝臓で検討し ， ヒ 素の毒性影響を miRNA で検出する た

めの科学的基盤を明ら かにする こ と を目的と し た。
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〔内容および成果〕

　 低 メ チル化状態は ヒ 素の影響を増強させる効果があ る

こ と が知られている。本年度は，低 メ チル食投与 （MDD）

及び， 低 メ チル食投与での ヒ 素投与 （MDD+As） を 18.5

週間飲水投与し たオスマウ スの肝臓において， アレ イ を

用いて遺伝子発現の網羅的解析をおこ ない，miRNA と発

現パターンが対応する遺伝子の探索をおこ なった。 その

結果， MDD+As において， MDD と比較し て 2 倍以上発

現が増加し た遺伝子が 14 種類， 2 倍以上発現が減少し た

遺伝子が 27 種類存在する こ と がわかった。 ヒ 素で 2 倍以

上発現が減少 し た 遺伝子の中に， 癌発症に関与す る

Kremen-1 が存在し た。Kremen-1 遺伝子の 3’ 非翻訳領域に

は miRNA-493 に対応する配列が 2 か所存在し， miRNA-

493は昨年度のmiRNA網羅的解析の結果MDD+As で発現

が増加し ていた。 実際に miRNA-493 が Kremen-1 の発現

を調節し ているかど う かは今後さ ら な る検討が必要であ

るが，対応する miRNA の配列が 3’ 非翻訳領域に存在し，

ヒ 素によ るmiRNA発現変化 と対応する発現変化を示す遺

伝子が存在する こ と がわかった。

〔備考〕

2） 　 グローバルなDNA メ チル化変化に着目し た環境化学

物質のエピジ ェ ネテ ィ ク ス作用ス ク リ ーニング法の

開発

〔研究課題コー ド〕 0809BD003

〔担当者〕 ○野原恵子 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

3） 　 臓器特異的な TCDD 反応性の AhR 依存的な遺伝子発

現調節メ カニズムからの解析

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0910CD004

〔担当者〕 ○鈴木武博 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 ダ イオキシン （TCDD） の毒性には臓器特異性

が存在し， その毒性はダ イオキシンが結合し て活性化し

た Aryl hydrocarbon receptor (AhR) に よ っ て誘導 さ れ る

CYP1A1 などの遺伝子発現の強さ と対応する と考え られ

ている。 TCDD によ り どの臓器でどのよ う な悪影響がで

る のか を明 ら かにす る ためには， まず各臓器におけ る

AhR 依存的な遺伝子発現調節 メ カニズムを明らかにする

こ と が必要であ る。 本研究では， 低用量の TCDD を曝露

し たマウ スの肝臓と脾臓において， CYP1A1 遺伝子発現

調節 メ カニズムを解明する こ と を目的 と し ている。 本年

度は， 転写抑制性の因子を中心に， CYP1A1 遺伝子発現

調節 メ カニズムについて検討し た。

〔内容および成果〕

　 当研究室のこれまでの研究によ り ， 等量の TCDD で誘

導される CYP1A1 量は，肝臓で脾臓よ り も約 12 倍多いこ

と が明ら かにな ってい る。 こ の発現量の違いについて，

転写抑制性の各種因子について検討し た。その結果，AhR

repressor の発現量及び，抑制型 ヒ ス ト ン修飾（H3K27me3）

のレベルが脾臓で高い こ と が明ら かになった。 抑制型 ヒ

ス ト ン修飾のレベルに対応し て， 活性化型 ヒ ス ト ン修飾

（AcH3、 AcH4） のレベルは， 肝臓で高かっ た。 さ ら に，

脾臓においては AhR 依存的に CYP1A1 プロモーター領域

がヘテ ロ ク ロマチン化される可能性も示唆された。 以上

の結果か ら， ダ イオキシンの毒性の臓器特異性には， エ

ピジェネテ ィ ク ス作用が関与する こ と が示唆された。

〔備考〕

4） 　 環境化学物質の転写因子機能への影響を介し た作用

メ カニズム

〔研究課題コー ド〕 0911AE001

〔担当者〕 ○野原恵子 （環境健康研究領域）， 鈴木武博

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

環境リ スク研究プログラムにおけるその他の活動

(3)-6-1. 　 環境政策における活用を視野に入れた基盤的な

調査研究の推進

1) 　 化学物質リ スク総合解析手法と基盤の開発

〔区分名〕 環境 リ ス ク研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0611AK509

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 今泉

圭隆， 櫻井健郎

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 23 年度 （2006 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 化学物質 リ ス クの解析にあたっては， 多数の物

質， 多様な影響の側面， 排出や リ ス ク に関連する経済 ・

社会的データ など多種のデータ を総合的に解析する こ と

が必要であ る。 また， 多 く のデータは地理的あ るいは時

間的属性を持ち， GIS （地理情報システム） などのシステ

ムを有効に活用する こ と も効率的かつ高度な解析のため

には必須であ る。 同時に， 例えば曝露解析のためのモデ

ルやモニ タ リ ングデータの解析手法など， 種々の手法を

容易に利用可能な形に統合する システム と し ての機能が

十分であ る こ と が， 特に政策対応 と し ての貢献には望ま

しい。 本課題では， 化学物質 リ ス ク の解析のために必要

と な る， 地理情報， 水文 ・ 気象情報， また， モデルやモ

ニ タ リ ングデータ などの手法群を構造化さ れたデータ ・

手法群 と し て蓄積する と と も に， 影響データや環境 リ ス

ク プロ グ ラ ム各中核PJ間の連携によ る総合的な解析を含
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めて支援する ためのシステム と データ を構築する こ と を

目的とする。

〔内容および成果〕

　 本課題では， 化学物質の環境 リ ス ク について GIS によ

る基礎的な空間解析を実施する基盤 と し て， 地理情報や

関連情報を集積し， データ処理 ・ 解析の機能を開発し，

排出推定， 曝露解析等の効率化を目指す。 具体的には，

メ タ デー タ を含めたデー タ の一括管理， 共通 イ ン タ ー

フ ェ イ スによ る， データの解析 ・ グ ラ フの表示， 地理区

分の変換機能， また個別目的に即し た イ ン ターフ ェ イ ス

の開発等を目標とする。

　 本年度は， こ れま での成果， およ び PJ1 で開発・ 提供さ

れた排出シナリ オツール等を導入し ，排出推定支援ツール

と 可視化ツールおよ び G-CIEMS 等から なる ツール群をス

ムーズに連携さ せる ためのシス テム・ ツールの開発を行っ

た。こ れら の結果は，例えば化学物質の特性データ や排出

シナリ オから 排出推定，地域配分，モデル推定と 可視化な

ど 一連の作業が可能と な っ た。 本ツ ール群によ り ， G-

CIEMSによ る モデル予測の実行と 結果の出力，人口など既

存のメ ッ シュ データ を GIS に関する 特別な予備知識等が

なく ても 地図上に描画する こ と が可能と なった。

〔備考〕

環境 リ ス ク プロ グ ラ ム 　 中核プロ ジェ ク ト １ と は特に密

接な関連を持って実施する。

〔関連課題〕

0509BD785 　 環境負荷 を 低減す る 水系 ク ロ マ ト グ ラ

フ ィ ーシステムの開発 82p.

0610AA303 　 (3)-3. 　 環境中におけ る ナ ノ 粒子等の体内

動態と健康影響評価 80p.

0610BY303 　 自動車排出ガスに起因する環境ナ ノ 粒子の

生体影響調査 80p.

0909BY014 　 化学物質環境 リ ス ク初期評価の実施 91p.

0913BY001 　 農薬によ る生物多様性への影響調査 92p.

0610AA301 　 (3)-1. 　 化学物質曝露に関す る 複合的要因

の総合解析によ る曝露評価 64p.

【関連課題】

1） 　 環境負荷を低減する水系ク ロマ ト グラ フ ィ ーシステ

ムの開発

〔研究課題コー ド〕 0509BD785

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 小

林弥生

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

2） 　 環境中におけるナ ノ 粒子等の体内動態と健康影響評

価

〔研究課題コー ド〕 0610AA303

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 古

山昭子， 藤谷雄二

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

3） 　 自動車排出ガスに起因する環境ナ ノ 粒子の生体影響

調査

〔研究課題コー ド〕 0610BY303

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 古

山昭子， 山元昭二， 井上健一郎， 藤谷雄二

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

4） 　 化学物質環境リ スク初期評価の実施

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0909BY014

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 鑪迫

典久， 鈴木規之， 松崎加奈恵， 長尾明子， 蓮沼

和夫， 藤原好

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 環境中に存在する多数の化学物質の中から， 人

の健康や生態系に対し て有害な影響を及ぼす可能性のあ

る も のを効果的に抽出し， 効率的に環境 リ ス ク管理施策

を進めてい く ため， 化学物質の環境 リ ス ク初期評価を進

めてお り ， その結果を 「化学物質の環境 リ ス ク」 （通称

「グレー本」 ） と し て公表し てき ている。 内外の動向を踏

まえ評価手法の さ ら な る改善を図 り つつ， 同評価を効率

的かつ整合的に進める こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 環境省が実施する初期環境評価事業の一環と し て，「化

学物質の環境影響評価第 8 巻」 の と り ま と め， および第

9 次 と り ま と めに向けた情報収集を行 う と同時に，環境 リ

ス ク評価委員会およびば く 露評価、 生態 リ ス ク評価の各

分科会の運営， 別途環境省が実施する健康 リ ス ク評価 と

の連絡調整を行った。また，環境 リ ス ク評価に係る OECD

をは じ め国外の動向について情報を収集し た。 さ ら に，

OECD 試験ガイ ド ラ イ ンについては， その内容を十分に

把握し， 適切な調整を行 う ためその検討を行いつつ情報

の収集に努めた。

〔備考〕
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5） 　 農薬による生物多様性への影響調査

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0913BY001

〔担当者〕 ○五箇公一 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 本調査は圃場内外の生物多様性について， 農薬

の使用によ る影響を調査 ・ 分析する こ と で， 農薬の使用

によ る圃場内外の生物多様性への影響を コ ン ト ロールす

る手法を と り ま と める こ と， 及びそれぞれの農薬が圃場

内外の生物多様性にどの程度又はどのよ う な影響を及ぼ

すのかについて， 実験室～圃場レベルで評価する こ と が

可能な評価手法を開発する ため， これらに関する基礎的

知見を と り ま と める こ と を目的とする ものであ る。

〔内容および成果〕

　 生物多様性影響を考慮し た試験生物種の探索と 試験法

の確立の一環と し て， 従来の毒性試験で使用さ れてき た

藻類， ミ ジンコ 類， およ び魚類以外の試験生物の検討と

試験法の開発を 実施し た。 特に次年度から 開始する 水田

メ ゾ コ ズム試験と の対応を念頭におき ， 水田中で優占す

る 節足動物で特に生態的にも 重要と 考えら れる 種と し

て， アリ 類， ト ンボ（ アキアカネ） およ びオカダン ゴ ム

シ・ ワ ラ ジムシを選定し て，室内毒性試験を実施し た。ま

た， アリ 類およ びオカダンゴムシ・ ワ ラ ジムシについて

は、 野外において群集に対する 影響評価試験を実施し た。

　 農薬の生物多様性への影響評価に資する基礎的情報 と

し て， 水田用殺虫剤および除草剤について （1） 農薬の毒

性に関わる情報， および （2） 農薬の物理化学性に関する

情報を収集し て整理し た。

　 農薬の生態 リ ス ク評価におけ る現行システムの問題点

を整理し て， 農薬の生態系， 特に生物多様性への リ ス ク

を定量的に評価する方法 と し て， 近年注目を集めている

モンテカルロ シ ミ ュ レーシ ョ ンや感受性分布解析等の統

計学的 ・ 確率論的な手法を用いたアプローチ法について

検討を行った。

〔備考〕

独立行政法人農業環境技術研究所と共同研究

6） 　 化学物質曝露に関する複合的要因の総合解析による

曝露評価

〔研究課題コー ド〕 0610AA301

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 今泉

圭隆， 櫻井健郎， 白石不二雄， 鑪迫典久， 中島

大介， 河原純子

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

2) 　 化学物質環境調査によ る曝露評価の高度化に関する

研究

〔区分名〕 環境 リ ス ク研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AK545

〔担当者〕 ○白石不二雄 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 中

島大介， 鎌田亮， 影山志保

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 化学物質の環境調査に よ る曝露評価の高度化

のため， 化学物質やその代謝物の機器分析法 と 化学物質

のバイオア ッ セ イ手法の開発を進める。 ヒ ト への曝露評

価への適用を視野に入れ， 試料中の代謝産物などの測定

法の開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 河川水や大気中の化学物質の環境調査によ る暴露評価

の高度化のため， 酵母ア ッ セイ を用いた様々なホルモン

受容体結合活性を指標 とする新たな環境調査手法の構築

を行った。 ア リ ルハイ ド ロ カーボン受容体 （AhR) を導入

し た酵母ア ッ セ イ 法の迅速で簡便な手法への改良を行

い， PCB および水酸化 PCB のス ク リ ーニングに適用し

た。 PCB の 24 検体中 12 検体から， 水酸化 PCB の 84 検

体中 52 検体から AhR 結合活性が検出され， 水酸化 PCB

に強い活性を見出し た。 大気粉じん調査において， 北海

道， 茨城， 群馬， 東京の冬季試料から比較的強い AhR ア

ゴニス ト 活性を検出し た。 また， メ ダカ ・ エス ト ロ ゲン

受容体 （medER） 酵母ア ッ セ イ を用いた河川水の調査に

おいて，宮城県の荒町川から特異な medER 結合活性が検

出され， 上流の工場排水に含まれる廃プ ラ スチ ッ ク燃焼

過程で生じ る と考え られる 4-(3-phenylpropyl)phenol と同

定された。 レチ ノ イ ン酸受容体 （RAR） 導入酵母ア ッ セ

イ を用いた河川や湖の環境水調査において， アオコ など

藻類から遊離する強い結合活性が見出され， 活性物質の

同定を行っている と こ ろであ る。

〔備考〕

〔関連課題〕

0809CD011 　 変異原性と ＭＶ Ｏ Ｃ を用いた堆肥の安全性

評価手法の開発 92p.

0909AE002 　 ニホン ウ ズ ラ受精卵を用いた環境汚染物質

の発生 ・ 繁殖毒性評価 93p.

【関連課題】

1） 　 変異原性と Ｍ Ｖ Ｏ Ｃ を用いた堆肥の安全性評価手法

の開発

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0809CD011

〔担当者〕 ○中島大介 （環境 リ ス ク研究セン ター）， 影山志保
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〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 雑多な有機性廃棄物の有効利用法 と し て堆肥

化が行われているが， これは広 く 環境中に施されるため，

土壌や地下水の汚染源 と な る可能性があ る。 従って肥料

堆肥の安全性に着目し た新たな品質指標の確立 と その指

標に基づ く 堆肥化処理の適正な運転管理が求め ら れる。

本研究では， 経験則に頼る傾向の強い堆肥の品質管理に

おいて，変異原性や MVOC と腐熟度 と の関係に着目し た

新たな管理指標の提案を行 う 。

〔内容および成果〕

　 堆肥化過程における発生MVOC を測定するための基礎

的研究を行った。 文献調査によ り ， 様々な糸状菌から発

生する MVOC の う ち共通的な 18 種の MVOC を選定し

た。 これらの MVOC の GC-MS での分離及び検出条件を

検討し た。更に堆肥への適用を視野に入れ，ヘッ ド スペー

ス－ SPME － GC-MS によ る分析系を構築し た。 即ち，

20mL のヘッ ド スペースバイ アルに堆肥試料を入れ，飽和

食塩水を添加し た後，内部標準に d8 － ト ルエンを添加し

た。 SPME フ ァ イバーは StableFlex fiber (10 mm of length,

85μm PDMS/DVB) を 使用， 分離 カ ラ ム には DB-624

（30m×0.25μm ID×1.4μm FT） を使用し た。本法を ２ 種類

のコ ンポス ト 中の MVOC 測定に適用し た。各堆肥化工程

毎の抜き取 り 試料を測定し た と こ ろ、 発酵工程では検出

された MVOC が量 ・ 種類と もに多 く 、 堆肥化修了時すな

わち製品段階ではほ と んど MVOCが検出されないこ と等

が認められた。

〔備考〕

研究代表者 ： 西村和之 （県立広島大学）， 共同研究者 ： 崎

田省吾 （県立広島大学）

2） 　 ニホンウズラ受精卵を用いた環境汚染物質の発生 ・

繁殖毒性評価

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0909AE002

〔担当者〕 ○白石不二雄 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 鎌

田亮， 中島大介， 高橋慎司， 清水明

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 鳥類の受精卵は， 胚発生時に母体や外界からの

影響をほ と んど受けないため， 毒性学の研究に用いる こ

と で化学物質の発生毒性を正確に評価する こ と が可能で

あ り ， 毒性機序の解明に も有力なツール と な る と 期待さ

れる。 我々は， これまでにニホン ウ ズ ラ受精卵を用いて，

化学物質を卵内投与し て胚発生への影響を検出する毒性

試験法を構築し， 汚染化学物質の持つ発生毒性や生殖毒

性の詳細な評価を可能 と し た。 今回， こ の試験法を用い

て環境汚染の懸念される化学物質の毒性評価 と， 毒性機

序解明の基礎的研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 有機塩素系農薬であ る DDT は， 1950 ～ 70 年代に猛禽

類 と 魚食性鳥類に観察された繁殖障害や生息数減少の原

因物質と考え られてお り ， DDT の成分の一つであ る o,p'-

DDT に胚発生期に曝露される と， その鳥の生殖器官の発

達と機能が攪乱される こ と が確認されている。 DDT が大

量散布された地域では， 使用停止から長期間を経て も分

解物であ る p,p'-DDE が高濃度で検出される こ と が知られ

ている。 また， DDT に構造の酷似し た農薬であ る ジコ ホ

ルは， 日本では現在使用禁止 と なっている も のの， いま

だに多 く の国で使用が許可されている。 こ のため， これ

ら DDT 関連物質の毒性評価を行 う 目的で，p,p'-DDE と ジ

コ ホルの 2 つの成分 p,p'-dicofol および o,p'-dicofol を ウ ズ

ラ の受精卵に卵黄内投与し て， 発生および繁殖への影響

を検討し た。

　 o,p'-dicofol の卵内投与によ って，投与卵から孵化し，性

成熟し た ウズ ラには精巣重量 と 左側輸卵管重量の低下が

認められた。 また， 通常鳥類では左側輸卵管のみが成長

と 共に発達するが， o,p'-dicofol の投与によ って右側輸卵

管の異常発達が観察された。 これら の作用は投与群に散

発的に観察され， o,p'-dicofol の用量依存性は認められな

かった。 さ らに， o,p'-dicofol 投与は卵殻形成にも影響し，

卵殻強度， 卵殻重量および卵殻の厚さ が減退し たが， こ

の作用は o,p'-DDT の 小有効量よ り も低用量か ら現れ

た。 これに対し て， p,p'-DDE または p,p'-dicofol 投与によ

る影響は軽微であった。

　 以上よ り ， ジ コ ホル （特に o,p'-dicofol） には鳥類の生

殖器系の発達および機能を傷害し て， 繁殖能力を低下さ

せる危険性があ る と示唆された。

〔備考〕

重点 ３ －その他 １ （ ２ ） に関連

3) 　 生態影響試験法の開発及び動向把握

〔区分名〕 環境 リ ス ク研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AK484

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 鑪迫

典久

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 化学物質管理のため各国政府は製造輸入事業

者に当該物質の諸情報の提出を義務づけ， かつ試験法を

定めている。 OECD は試験ガイ ド ラ イ ンを採択し化学物

質の登録情報の各国相互承認を図っている。 本研究は生

態毒性情報を得る ための様々な試験法の国内での円滑な
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実施 と リ ス ク評価を通し て化学物質規制への適用に資す

る こ と を目的 と する。 そのため， リ ス ク評価および化学

物質管理手法の進展にあわせた試験法の開発など総合的

な見地から検討を進める こ と とする。

〔内容および成果〕

（ １ ） ミ ジン コ繁殖試験（OECD 試験ガイ ド ラ イ ン No.211）

の改訂案がま と められたため，その改定案にし たがって，

環境省が行って き た試験結果の見直し を行った。 改訂案

は親世代の死亡を含め産仔数減少を影響指標 と し ている

ので， まず現行法よ り も毒性値が低 く な る可能性があ る

試験を選び出し， 次に NOEC の再計算を行った。 見直し

対象と し た 277 試験中， 53 試験で毒性値が異なる可能性

があ る こ と から， 毒性値の再計算を実施し たが， 14 試験

では毒性値が従来法よ り も低 く 推定された も のの， ２ 試

験では高 く なった。 以上か ら改訂案は受け入れられるが

毒性値算出の際の除外すべきデータの決定手順を よ り 明

確にする必要があ る こ と をわかった。

（ ２ ） OECD が行っているゼブラ フ ィ ッ シュ魚類胚毒性試

験ガ イ ド ラ イ ン案についてば く 露時間 と 影響 と の関係は

物質によ って異な る事を明ら かにし た。 なお， 魚類魚類

を用いた試験法全体に係る指針の作成について情報を収

集し た。

（ ３ ） OECD テス ト ガイ ド ラ イ ン （藻類生長阻害試験） の

簡易法を生物微弱発光技術を利用し て開発を進めた。 本

年度は実用化に向けて凍結保存藻類の使用および， デ ィ

スポーザル容器の開発を行 う と と もに， 25 種類の化学物

質についてば く 露試験を行った。 またユス リ カ幼虫で誘

導型 HSP70 が殺虫剤 （エ ト フ ェ ンプロ ッ ク ス） のば く 露

によ り 転写発現する こ と か ら底質毒性試験の簡易法開発

の可能性を検討し た。

〔備考〕

研究経費の一部は， 環境省請負費を充当する。

〔関連課題〕

0909BD001 　 改良型 ミ ジン コ繁殖毒性試験を用いた新た

な数理生態学的解析手法の検討 70p.

0909BY007 　 OECD におけ る化学物質の内分泌か く 乱作

用に関する試験法開発に係る支援及び情報収集 94p.

0909BY009 　 平成 21 年度化学物質の内分泌か く 乱作用に

関する無脊椎動物を用いた試験法開発に係る業務 68p.

0909LA003 　 バイ オア ッ セ イ法に よ る石炭灰の有効利用

のための環境 リ ス ク評価技術 95p.

0909LA004 　 工場排水の環境影響評価法の開発 68p.

0909MA004 　 ア ミ ノ フ ェ ノール異性体における生態影響に

ついてのカテゴ リ ーアプローチの適用可能性の調査 95p.

0909MA007 　 米国等国際協力下におけ る化学物質の内分

泌か く 乱作用に関する魚類試験法開発 69p.

0911DA002 　 医薬品の環境影響評価ガ イ ド ラ イ ンに関す

る研究 69p.

0810BE006 　 木質系バイ オエ タ ノ ールのための環境低負

荷型生産技術の開発 69p.

0909BY008 　 WET 手法を活用し た水環境管理手法の検討

調査 67p.

0909BY010 　 平成 21 年度農薬によ る水生生物影響実態把

握調査 67p.

0909BY012 　 水産動植物登録保留基準設定に関する文献

等調査 96p.

0909BY013 　 水生生物への影響が懸念される有害物質情

報収集等調査 96p.

0909BY014 　 化学物質環境 リ ス ク初期評価の実施 91p.

0913BY001 　 農薬によ る生物多様性への影響調査 92p.

【関連課題】

1） 　 改良型 ミ ジン コ繁殖毒性試験を用いた新たな数理生

態学的解析手法の検討

〔研究課題コー ド〕 0909BD001

〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 鑪迫

典久， 小田重人

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

2） 　 OECD における化学物質の内分泌か く 乱作用に関す

る試験法開発に係る支援及び情報収集

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0909BY007

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 2009 年 12 月 8 日にパ リ で開かれる生態毒性試

験のためのバ リ デーシ ョ ン管理グループ (VMG-eco) 会議

において， これまで進められている試験法開発に関連し，

我が国よ り 報告を行 う 必要が生じ た こ と か ら， 専門家を

派遣し， 報告 ・ 意見交換を行い， 試験法開発の推進に資

する環境省の支援業務を行 う と と も に， 日米共同提案の

試験法および日本で現在採用し ている， あ るいは採用の

可能性があ る試験法の改正や新規開発について， 各国関

係機関 ・ 専門家よ り 新の情報を収集する。

〔内容および成果〕

　 専門家の一人 と し て， 生態毒性試験のためのバ リ デー

シ ョ ン管理グループ (VMG-eco) 会議に参加し， 当研究所

が OECD の魚類試験法開発の リ ングテス ト で参加し た結

果について報告し た。 今回の開発に参加し た試験法は魚

類（日本は メ ダカを対象） と し た，Fish Sexual Development
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Tset であ る。結果は良好であ り ，他国の結果 と比肩する も

のであった。 また， 魚類以外の OECD で提案中の試験法

（両生類， 無脊椎動物， など） について も情報を収集する

と と も に， 専門家 と し て意見を述べた。 海外の詳細な結

果については， 環境省に報告書を提出し た。

〔備考〕

3） 　 平成21年度化学物質の内分泌か く 乱作用に関する無

脊椎動物を用いた試験法開発に係る業務

〔研究課題コー ド〕 0909BY009

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 小田

重人

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

4） 　 バイオア ッ セイ法による石炭灰の有効利用のための

環境リ スク評価技術

〔区分名〕 共同研究

〔研究課題コー ド〕 0909LA003

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 主に火力発電所から 排出さ れる 石炭灰は埋め立

て処分さ れている が， コ ンク リ ート に混合し たり 土地改

良剤と し て用いる など のリ サイ ク ルが検討さ れている 。

し かし ， 石炭灰の種類によ っ て含有物質がこ と なり ， 環

境影響も 懸念さ れる 。 そこ でバイ オアッ セイ を活用し て，

リ サイ ク ルする 以前， ある いは廃棄処分場に持ち込む前

に環境影響を予測測定でき ないかどう かの検討を行う 。

〔内容および成果〕

　 火力発電所よ り 入手し た石炭灰を，環境省告示 46 号法

を参考にし て溶出試験を行い， 得られた溶出液について

発光バク テ リ アを用いた発光量阻害試験を行った。

　 溶出条件は， まず溶出液と し て淡水と海水の 2 種類を

用いて行った。 ただし， 淡水溶出液の発光バク テ リ アの

試験は， 浸透圧調整剤 （塩化ナ ト リ ウ ム） を入れて試験

し た。 石炭灰の種類は， 石炭灰原粉， 固化体を再度破砕

し た ものの 2 種類を用いた。 溶出時間は通常 6 時間であ

るが， 6 時間， 24 時間と 48 時間の 3 通 り で行った。 石炭

灰提供の発電所は国内 4 ヵ 所を対象にし た。 2×2×3×4=48

通 り の溶液について試験し た結果， すべてのサンプルに

ついて発光バ ク テ リ アに対 し て影響が認め ら れなかっ

た。 今回は簡易的な手法であ る発光バク テ リ アを用いた

試験しか行わなかったが， 今後はよ り 感受性の高い試験

法を応用し てみる必要があ る と思われた。

〔備考〕

5） 　 工場排水の環境影響評価法の開発

〔研究課題コー ド〕 0909LA004

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

6） 　 ア ミ ノ フ ェ ノ ール異性体における生態影響について

のカテゴ リーアプローチの適用可能性の調査

〔区分名〕 その他機関からの委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0909MA004

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 化学物質の生態毒性予測の予測手法 と し て カ

テゴ リ ーアプローチが提起されている。 本研究は， 厚生

科学研究費補助金によ る 「化学物質の リ ス ク評価におけ

る ( 定量的） 構造活性相関 ((Q)SAR) 及びカテゴ リ ーアプ

ローチの実用化に関する研究」 の一環 と し て， 実施する

ものであ る。

〔内容および成果〕

　 アミ ノ フェ ノ ールの 3 種の構造異性体について，カテゴ

リ ーアプロ ーチによ る 毒性予測法の検討のために，評価対

象物質である o- アミ ノ フェ ノ ールを含め， 参照類似物質

である m- アミ ノ フェ ノ ールおよ び p- アミ ノ フェ ノ ールの

生態毒性情報を収集し た。こ れら 3 種の構造異性体のミ ジ

ンコ およ び魚類に対する 毒性値は大き く 変動し ており ，パ

ラ 位がアミ ノ 基で置換し た p- アミ ノ フェ ノ ールの毒性が

高かったが，藻類ではその傾向が逆転する 種やオルト ，メ

タ ， パラ 体で毒性値がほぼ一定である 種があった。

〔備考〕

7） 　 米国等国際協力下における化学物質の内分泌か く 乱

作用に関する魚類試験法開発

〔研究課題コー ド〕 0909MA007

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

8） 　 医薬品の環境影響評価ガイ ド ラ イ ンに関する研究

〔研究課題コー ド〕 0911DA002

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

9） 　 木質系バイオエ タ ノ ールのための環境低負荷型生産

技術の開発

〔研究課題コー ド〕 0810BE006

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 鈴木

規之
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〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

10） 　 WET 手法を活用し た水環境管理手法の検討調査

〔研究課題コー ド〕 0909BY008

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 菅谷

芳雄

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

11） 　 平成 21 年度農薬による水生生物影響実態把握調査

〔研究課題コー ド〕 0909BY010

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

12） 　 水産動植物登録保留基準設定に関する文献等調査

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0909BY012

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 松崎

加奈恵， 長尾明子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 国内外の文献及びデータ ベース か ら 水産動植

物の毒性データ を収集 ・ 整理し て信頼性評価を行い， 平

成 ２ ０ 年度 ２ １ 年度水産動植物登録保留基準設定検討会

での検討用資料を作成する と と も に， 水産動植物登録保

留基準の運用の高度化に係る検討を行 う こ と を目的 と す

る。

〔内容および成果〕

　 環境省が開催する水産動植物登録保留基準設定検討会

での検討用資料を作成し た。 環境省が指定する農薬の環

境有害性に関する既存データ を検索し ま と めた。

　 ま た， 農薬の構造 ・ 作用 メ カニズ ムで分類 し た場合，

現行の試験生物種 （推奨種） の感受性が極端に低い場合

の対応， およびあ る農薬の分解産物が別の農薬 と し て登

録されている ケースの扱いなど， 水産動植物登録保留基

準の運用の高度化に係る検討を実施し た。

〔備考〕

13） 　 水生生物への影響が懸念 される有害物質情報収集

等調査

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0909BY013

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 松崎

加奈恵

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 水生生物の保全のため， 新たに水生生物への影

響が懸念さ え る有害物質について水質環境基準値の設定

を検討する ため， 有害物質に係る毒性情報等について，

水質環境基準の根拠 と な る 信頼性を有す る 情報を精査

し， 収集 ・ 整理する こ と を目的 と する。 さ ら に， 同目的

で設置される検討会への資料の作成 ・ またはその支援を

行 う 。

〔内容および成果〕

　 環境省が実施する水質環境基準に係る検討に関する委

員会等での討議資料の作成を実施する と 同時に， 委員会

の運営を担当し た。 また， 本検討において環境省が別途

実施する生態影響試験の信頼性確認のための視察等に随

行し受託試験機関の評価を支援し た。 海産生物種 （甲殻

類） を用いた試験の実施に向けた検討を行い， かいあ し

類については予備的な毒性試験を行った。

〔備考〕

14） 　 化学物質環境リ スク初期評価の実施

〔研究課題コー ド〕 0909BY014

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 鑪迫

典久， 鈴木規之， 松崎加奈恵， 長尾明子， 蓮沼

和夫， 藤原好

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

15） 　 農薬による生物多様性への影響調査

〔研究課題コー ド〕 0913BY001

〔担当者〕 ○五箇公一 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

4) 　 定量的構造活性相関による生態毒性予測手法の開発

〔区分名〕 環境 リ ス ク研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AK533

〔担当者〕 ○白石寛明 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 古濱

彩子

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 化学物質の構造か ら 構造活性相関モデルを用

いてその生態毒性等を予測す る 手法を開発す る と と も

に， OECD における (Q)SAR モデルの検証等に対する貢

献を行 う こ と を目的 と する。 本研究の成果は， 生態毒性

の構造活性相関モデルの構築， 実用化に貢献する も ので

あ り ， 化審法におけ る化学物質の審査， 安全性の点検等

に際し ての， 行政や事業者におけ る構造活性相関モデル

の活用に向けた検討に資する ものであ る。

〔内容および成果〕

　 本年度は水 ・ オ ク タ ノ ール分配係数以外の記述子を加

えた QSAR の重回帰毒性予測モデルを検討する ため， 量

子化学計算か ら得られたパラ メ ータ と 毒性の相関につい
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て検討を行った。 反応性が高い部分構造を持つ化学物質

では水 ・ オ ク タ ノ ール分配係数 と 毒性の相関が低いが，

量子化学計算で得られたパラ メ ータだ と 毒性 と の相関が

高い こ と を明ら かにし た。 また， 化学物質の反応性に起

因する危険部分構造 （Structural Alerts） や官能基の部分構

造を用いて毒性予測の信頼性を評価する手法の実用化に

向けた取 り 組みを行った。 また， 前年度に引き続き現在

公開中の KATE の更新 ・ 開発にも取 り 組んだ。

〔備考〕

〔関連課題〕

0910AF003 　 毒性予測にむけた化学物質 と 生体分子 と の

分子軌道法によ る反応モデル構築 97p.

0909MA004 　 ア ミ ノ フ ェ ノ ール異性体におけ る生態影響

についてのカ テ ゴ リ ーアプ ロ ーチの適用可能性の調査

95p.

【関連課題】

1） 　 毒性予測にむけた化学物質と生体分子との分子軌道

法による反応モデル構築

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0910AF003

〔担当者〕 ○古濱彩子 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 化学物質の毒性試験の代用 と し て， 定量的構造

活性相関 (QSAR) の利用が重要であ り ， NIES でも生態毒

性予測システム KATE が開発されてき た。 現在の KATE

は単回帰 QSAR であ り ， 記述子 LogP だけでは毒性の説

明が難し い反応性の高い物質の毒性予測が課題であ る。

本課題では， 分子軌道計算によ り 反応性の高い α,β 不

飽和カルボニル基を持つ化学物質 と生体分子グルタチオ

ン （GSH 及び GSH の部分構造） の反応過程や相互作用

を明ら かにし， 反応性から毒性を表現する記述子の提案

を目指す。

〔内容および成果〕

　 分子軌道計算によ って得られた α,β 不飽和カルボニ

ル基を持つ化学物質のマ リ ケン電荷およびカルボニル基

の振動数 と 魚類の急性毒性値 と の間に相関があ る こ と が

明ら かにな り ， 毒性を記述するパラ メ ータ と し て今後活

用でき る可能性を見出し た。 また， それぞれの化学物質

に対し てグルタチオンの部分構造 と の反応の反応物， 遷

移状態， 生成物の構造を遷移状態検索および固有反応座

標計算によ るモデル計算を行った と こ ろ， 化学物質の反

応には水分子やア ミ ノ 基を介する こ と が重要であ り ， 反

応のエネルギー と 毒性値 と の間には相関があ る こ と も明

らかにし た。 なお， 研究対象と し た 7 種類の α,β 不飽

和カルボニル基を持つ化学物質の う ちキ ノ ン骨格を持つ

物質だけがエネルギー値や電荷 と 毒性値の相関の傾向か

ら外れる こ と か ら， 通常のマイ ケル付加反応 と は別の メ

カニズムで毒性が発現する と考え られる。

〔備考〕

当課題は重点 ３ －その他 １ （ ４ ） 構造活性相関等によ る

生態毒性予測手法の開発にも関連

2） 　 ア ミ ノ フ ェ ノ ール異性体における生態影響について

のカテゴ リーアプローチの適用可能性の調査

〔研究課題コー ド〕 0909MA004

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

5) 　 発がん性評価と予測のための手法の開発

〔区分名〕 環境 リ ス ク研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AK544

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 松本

理， 中島大介

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 化学物質曝露に よ る発がん作用等の有害作用

の リ ス ク を把握する ために， ト ラ ン ス ジ ェ ニ ッ ク 動物，

バク テ リ ア，動物培養細胞等を用いた測定法を活用し て，

環境中の化学物質や混合汚染物質などの有害性を簡便に

評価する ための基礎的研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 様々の化学物質について，50％発がん率投与量 （TD50）

と， 遺伝子動物の体内変異原性 （総投与量 / 突然変異頻

度の上昇） の間に高い正の相関性が認められ， 体内変異

原性から化学物質の発がん性が予測でき る可能性が示さ

れた と 同時に， 混合物の発がん性も予測でき る こ と が示

唆された。 さ ら に， 遺伝子動物の体内で発生し た突然変

異について詳細な検討を進める こ と と し， 化学物質を曝

露し たマウ ス肺DNA上の突然変異 と ヒ ト 肺がん組織のが

ん抑制遺伝子・ p53 遺伝子 DNA 上の突然変異の類似性を

比較し た。 その結果， ベンゾ [a] ピ レ ン （BaP） やデ ィ ー

ゼル排気 （DE） ・ DE に含まれるニ ト ロ ピ レ ンを曝露し た

マウ ス肺で高頻度に突然変異が発生する塩基配列 （ホ ッ

ト スポ ッ ト ） と， ヒ ト 肺がん組織の p53 遺伝子上のホ ッ

ト スポ ッ ト がよ く 一致する こ と を見いだし た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0810BC003 　 環境化学物質の生殖細胞に対する遺伝毒性

リ ス ク評価法の開発に関する研究 77p.
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0911CD004 　 都市大気中の浮遊粒子成分が動物体内で示

す変異原性と次世代影響の評価 79p.

0911DA003 　 食品添加物におけ る遺伝毒性発がん物質の

評価法に関する研究 98p.

0910CD006 　 有機 ヒ 素化合物によ る中枢神経への長期影

響の解明 82p.

【関連課題】

1） 　 環境化学物質の生殖細胞に対する遺伝毒性リ ス ク評

価法の開発に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0810BC003

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

2） 　 都市大気中の浮遊粒子成分が動物体内で示す変異原

性と次世代影響の評価

〔研究課題コー ド〕 0911CD004

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 松本

理， 中島大介， 影山志保

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

3） 　 食品添加物における遺伝毒性発がん物質の評価法に

関する研究

〔区分名〕 厚生科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911DA003

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 松本

理， 佐藤陽美

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 遺伝毒性発がん物質には 「閾値がない」 と い う

考えが規制科学におけ る定説 と なってお り ， どのよ う に

微量であって も遺伝毒性発がん物質は ヒ ト に対し て リ ス

ク を負わせる もの と考え られている。 解毒代謝， DNA 修

復， ト ラ ン ス リ ージ ョ ン DNA 合成， アポ ト ーシスなど

は， 遺伝毒性物質の作用を抑制し 「実質的な閾値」 を形

成する可能性が考え られるが， in vivo でのデーターは欠

けている。そ こ で，マウ ス個体を用い， ト ラ ン ス リ ージ ョ

ン DNA 合成， DNA 修復， 解毒代謝が 「遺伝毒性物質の

閾値形成」 に及ぼす影響について検討する。

〔内容および成果〕

　 第 2 相薬物代謝酵素や抗酸化たんぱ く 質の発現が抑制

された状態では， DNA 付加体の生成が促進されて， 突然

変異発生頻度が上昇し， 「実質的閾値」 が低下する可能性

があ る。 これを検証する実験系と し て， 第 2 相薬物代謝

酵素等の遺伝子発現に必須な転写因子であ る Nrf2 が欠損

し た gpt delta マウ ス （Nrf2(-/-)gpt(+/+)） の作出を進めた。

Nrf2(-/-) マウ スにおける突然変異の性質を調べるために，

Nrf2(-/-)-、Nrf2(+/-)-，Nrf2(+/+)-gpt delta マウ スの肝臓で発

生し た自然発生突然変異のスペク ト ルを解析し た。 その

結果 Nrf2(-/-) では， Nrf2(+/+) に比べ て G:C → T:A

transversion と 1塩基欠失の発生率が増加し ていた。活性酸

素種によ り 生成される付加体であ る 8-oxodG が Nrf2(-/-)

での自然突然変異頻度の上昇に関与し ている こ と が示唆

された。

〔備考〕

4） 　 有機ヒ素化合物による中枢神経への長期影響の解明

〔研究課題コー ド〕 0910CD006

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

6) 　 イ ン フ ォ マテ ィ ッ ク ス手法を活用し た化学物質の影

響評価と類型化手法の開発

〔区分名〕 環境 リ ス ク研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0611AK518

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 座波

ひろ子

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 化学物質の生体影響予測のため， ゲ ノ ム情報，

化学物質の毒性情報， メ カニズム分類， 疾患情報等に基

づき， バ イ オ イ ン フ ォ マテ ィ ク ス等の手法を活用し て，

化学物質の生体影響に関する類型化を行 う 。それによ り ，

毒性反応 メ カニズムの解明， 化学物質の毒性予測， リ ス

ク評価への応用に結び付け る。 また， 化学物質をはじめ

と する環境因子への曝露が， ヒ ト を含む生物の健康事象

に， どの程度， また、 どのよ う に影響し ているかについ

ての曝露予測モデルに関し ては様々に研究がな されて き

た。 しかし， 個体 ・ 臓器 ・ 細胞レベルにおけ る影響につ

いての断片的なデータから， 生命現象のネ ッ ト ワーク に

基づいて作用 と その影響を予測し う る アルゴ リ ズムを確

立し， シス テム化する試みは， これか ら の課題 と なって

いる。 こ のよ う なシステムを作る こ と は， 少ない情報も

活用で き る リ ス ク 評価手法を開発す る 上で も 必須であ

る。 そのためには， 現段階で入手可能な化学物質につい

ての さ ま ざまな次元での影響情報をそれらの作用機構ご

と に分類し， 疾患影響 と の関連性を予測でき る情報を整

備する必要があ る。

〔内容および成果〕

　 化学物質の統合的な影響予測システム構築のため， 毒

性遺伝子データ収集システム ChemToxGen 及び化学物質

の類型化システム pCEC，マルチプロ フ ァ イ リ ング解析シ

ステム MulCEH を構築し， 既存の化学物質マイ ク ロ アレ
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イ実験データベース と統合し て ヒ ールズ （HEALS, Health

Effects Alert System） を構築し た。 その中で， 平成 21 年 1

月に一般公開し た pCEC は， 遺伝子発現プロ フ ァ イルに

も とづいて， 化学物質を分類し て表示し， 肝毒性， 生殖 ・

発生， 神経毒性及び胚毒性など， 臓器毒性ご と に収集 ・

整理し たシステム と し た。 ChemToxGen は， 化学物質約

10 万種について， 遂次， TOXLINE/MEDLINE 及び EPA/

Distributed Structure-Searchable Toxicity (DSSTox) からの全

データ を取得し， 臓器毒性の種類， 毒性 メ カニズムの経

路ご と に， 化学物質を分類する機能を有するデータベー

ス と し て完成させた。こ こには，Carcinogenic Potency Data

Base （CPDB） を含む。 MulCEH は， ベイ ジアンアルゴ リ

ズムに基づいて， バイオマーカー （遺伝子発現 ・ 細胞形

態 ・ 毒性病理診断など） 間の相互関係を計算し， 可視化

でき る システムで，影響の予測を可能 とする ものであ る。

これら のシステムを用いて， 事例研究 と し て， ラ ッ ト 雄

に単回投与し た化学物質 102 種類の肝臓における遺伝子

変化を対象と し， 更に、 それら 102 化学物質の ２ 年間の

慢性投与試験の生化学的， 病理学的データ を収集し た上

で， 数理工学的な解析が行え る よ う に， データの標準化，

規格化を行った。 NTP によ る ２ 年間毒性試験のデータが

あ る 15 物質、 及び、 変異原性データがあ る 39 物質を含

めて， 遺伝子発現によ る類型化及び， 毒性 メ カニズムの

類型化を行った。 その結果， 毒性情報が入手可能な物質

については， 遺伝子発現プロ フ ァ イル と 相似性が認めら

れた。 以上の調査 ・ 研究は， イ ン フ ォマテ ィ ク ス手法を

用いる こ と によ り ， 少ない情報で も化学物質の予見を行

え る可能性を示唆し ている。 こ の こ と は， 環境化学物質

の リ ス ク管理の う えで， 初期 リ ス ク評価の高速化 ・ 簡素

化につながる もの と考え られた。

〔備考〕

〔関連課題〕

0609DA502 　 形態形成期 ・ 思春期などの高感受性期にあ

る集団での核内受容体作動性化学物質等の有害性発現 メ

カニズムの解明及びその評価手法にかかる総合研究 ： 発

がん ・ 加齢などに及ぼす影響の分子 メ カニズムに関する

研究 75p.

0709BD451 　 マルチプ ロ フ ァ イ リ ング技術によ る化学物

質の胎生プ ロ グ ラ ミ ン グに及ぼす影響評価手法の開発

99p.

0910DA001 　 ダ イ オキシン関連遺伝子群の網羅的相関解

析 と バイオイ ン フ ォマテ ィ ク スによ る影響化学物質の推

定解析 78p.

0911BD004 　 小児先天奇形発症におけ る環境 リ ス ク評価

法の基盤整備 ： 残留性有機汚染物質関連遺伝子の感受性

を利用し たバイオマーカーの開発に関する研究 78p.

0911DA001 　 確率推論型アルゴ リ ズムに対する ヒ ト 胚性

幹細胞試験データ適用法の標準化 79p.

【関連課題】

1） 　 形態形成期 ・ 思春期などの高感受性期にある集団で

の核内受容体作動性化学物質等の有害性発現 メ カニ

ズムの解明及びその評価手法にかかる総合研究 ： 発

がん ・ 加齢などに及ぼす影響の分子 メ カニズムに関

する研究

〔研究課題コー ド〕 0609DA502

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 21 年度 （2006 ～ 2009 年度）

2） 　 マルチプロ フ ァ イ リ ング技術による化学物質の胎生

プログラ ミ ングに及ぼす影響評価手法の開発

〔区分名〕 環境技術開発等推進事業

〔研究課題コー ド〕 0709BD451

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 座波

ひろ子， 永野麗子， 赤沼宏美

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 数万に及ぶ化学物質について哺乳動物に よ る

毒性試験か ら ヒ ト への発ガンや慢性影響を評価する現在

の健康影響評価手法には， 種によ る生命情報システムの

違いが反映 さ れていないな ど様々な限界があ る。 ま た，

アレルギー疾患など旧来の リ ス ク評価では見過ご されて

き た健康影響が社会的な関心を集めてい る。 こ のため，

多種多様な化学物質ばか り でな く ， 多種多様なエン ド ポ

イ ン ト の評価が可能であ り ， さ らに簡便かつハイ スルー

プ ッ ト な毒性評価システムの構築が求め られている。 こ

れまで ヒ ト 由来のガン細胞が汎用されて き たが， 成体の

各臓器や発育段階の感受性が高 く 、 分化し た組織によ り

近いモデルであ る ES 細胞を使用する こ と によ り ，動物実

験への依存を減ら し， ヒ ト の健康 リ ス ク を判定する際の

不確実係数を 小化でき る評価システムを構築する必要

があ る。

〔内容および成果〕

研究分担課題 １ ： ヒ ト ES 細胞については，マイ ク ロデバ

イ ス を使用 し た ３ 次元培養法に よ る 神経誘導系を確立

し， サ リ ド マ イ ド （0.1％control， 100nM， 10μM） を選

定被験化学物質 と し て曝露実験を行った。 曝露時間を決

定する ために， EB 形成直後の 96 時間曝露 と胎児期神経

形成直後の ７ 日間曝露で比較検討を行った。 細胞形態情

報は， マルチチャ ンネル細胞画像解析装置によ る各化学

物質の神経形成 （ニ ューロ ン） におけ る影響を数値デー
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タ と し て取得 し た。 その結果， ニ ューロ ンについては，

96 時間曝露では殆どサ リ ド マイ ド曝露の影響が認められ

なかったが， ７ 日間曝露については 10μM のサ リ ド マイ

ド がニ ューロ ンの伸張に影響を及ぼすこ と を明ら かにし

た。 こ の時点での細胞代謝成分を測定する と， メ チオニ

ン代謝の著しい変化が認められた。 こ の こ と から， 生体

内と同様に， in vitro において もサ リ ド マイ ド の臨界期を

再現する こ と が可能であ る こ と を明らかにし た。

研究分担課題 ２ ： （ １ ） ES 細胞の分化過程におけるエピ

ゲ ノ ム変化を網羅的解析手法確立 ： メ チル化感受性制限

酵素を用いた独自発想に基づ く ゲ ノ ム ワ イ ド の網羅的 メ

チル CpG 解析法を開発し た （米国仮出願）。

研究分担課題 ３ ： マウ ス ES 細胞に， 12 化学物質をそれ

ぞれ曝露し，曝露後 24 時間後の遺伝子発現データ及び曝

露後 20 日目の神経系への分化の影響を細胞形態の指標

データ を取得し た。 自己組織化マ ッ プや主成分分析など

重回帰 ・ 多項式解析によ って， マ イ ク ロ アレ イデータか

ら神経分化， 神経軸索伸展に関与する遺伝子セ ッ ト ， ア

ルツハイマー， パーキン ソ ン及び自閉症など神経発達に

関与する遺伝子セ ッ ト を抽出し た。 これら のデータ を利

用し て， ベイ ジアンアルゴ リ ズム及び主成分分析を組み

合わせた手法によ り マルチプロ フ ァ イ リ ングを行い， 化

学物質の分類を行った。その結果，網羅的遺伝子プロ フ ァ

イ リ ングから有効な遺伝子セ ッ ト のみを イ ンフ ォマテ ィ

ク ス手法によ り 抽出し， ７ つの遺伝子セ ッ ト に整理し て，

これら遺伝子セ ッ ト と 細胞形態 と の統合ネ ッ ト ワーク を

作成し た。 こ の と きに， 得られた ２ 者間のベータ値 （相

関値に相当）を元に主成分分析の一つであ る SIMCA 法に

よ り 化学物質ご と のマルチプ ロ フ ァ イ リ ン グ を実施 し

た。 SIMCA 法によ る ２ 次元展開図において， DMSO （溶

媒対照） 曝露群か ら も遠い位置に在る化学物質は， そ

れぞれアル ツ ハ イ マー関連遺伝子セ ッ ト の場合には，

PMT，DEX 及び E2 が，自閉症（Autism）では，TMD と CPM

が， パーキ ン ソ ンでは， DHT が， 神経軸索では， TMD

が， 多能性遺伝子セ ッ ト では DHT が， 神経分化関連遺伝

子セ ッ ト では DEHP が，酸化ス ト レ スでは DEX，CPM 及

び BPA であった。 すなわち， これらの化学物質は， それ

ぞれ遺伝子セ ッ ト が関わる疾患や発達表現型に影響を及

ぼすこ と が懸念された。

〔備考〕

本研究の一部は、 東京大学医学部大迫一郎准教授 と の共

同研究と し て実施し た。

3） 　 ダイオキシン関連遺伝子群の網羅的相関解析とバイ

オイ ン フ ォマテ ィ ク スによる影響化学物質の推定解

析

〔研究課題コー ド〕 0910DA001

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

4） 　 小児先天奇形発症における環境リ ス ク評価法の基盤

整備 ： 残留性有機汚染物質関連遺伝子の感受性を利

用し たバイオマーカーの開発に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0911BD004

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 青木

康展

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

5） 　 確率推論型アルゴ リ ズムに対する ヒ ト 胚性幹細胞試

験データ適用法の標準化

〔研究課題コー ド〕 0911DA001

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 永野

麗子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

7) 　 化学物質の環境リ スク評価のための基盤整備

〔区分名〕 環境 リ ス ク研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AK915

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 高村

典子， 松本理， 青木康展， 白石寛明

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境基準値や指針値の設定をは じ め と する環

境政策に向けた環境 リ ス ク 評価の実施を念頭に置いて，

化学物質の毒性， 生態毒性等に関する知見の集積， リ ス

ク評価及び リ ス ク管理に関する動向の把握， リ ス ク評価

手法の総合化及び リ ス ク コ ミ ュ ニケーシ ョ ン手法に関す

る検討等を行 う 。

〔内容および成果〕

　 環境省が行 う 化学物質の初期 リ ス ク評価事業などに参

画し， 政策目的で実施される リ ス ク評価， 環境有害性評

価に関す る 諸情報の蓄積， 手法の検討を行っ た。 ま た

OECD- 高生産量化学物質プロ グ ラ ム等に参加しつつ国際

的な動向について把握に努めた。

　 自然環境の保全にかかわる リ ス ク コ ミ ュ ニケーシ ョ ン

研究の調査のため，

１ ） 日本全国の 20 代から 60 代の男女約 800 人ずつを対

象に と し て， 外来も し く は在来動植物に関する人々のの

意識を調査し た。 その結果， 人々の意識に年代間に大き
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なばらつきが認められた。

２ ） ため池の生態系を健全に保つ効果が指摘されている

「池干し」 が， 廃止されてきた理由について聞き取 り 調査

を行った。 「池干し」 は 「じ ゃ こ と り 」 と い う 副次的利用

を と も なって継続されて き た歴史があ り ， こ のよ う な楽

し みの機会をつ く っ て き た提供 し た集落組織の変化が

「池干し」 の廃止の一因であった。

３ ） ため池に対するの農業および環境保全価値のそれぞ

れの価値観 と 池干し に参加する意思決定の関係を調べ，

人々の意思決定過程のモデル化を行った。 その結果， 農

業 ・ 環境の価値観はど ち ら も保全行動に関連し てお り ，

環境価値を浸透すれば池干しが継続する と示唆された。

〔備考〕

〔関連課題〕

0909BY011 　 化審法審査支援等検討調査 101p.

0909BY012 　 水産動植物登録保留基準設定に関する文献

等調査 96p.

0909BY013 　 水生生物への影響が懸念さ れる有害物質情

報収集等調査 96p.

0909BY014 　 化学物質環境 リ ス ク初期評価の実施 91p.

0910CD006 　 有機 ヒ 素化合物によ る中枢神経への長期影

響の解明 82p.

0913BY001 　 農薬によ る生物多様性への影響調査 92p.

0909MA004 　 ア ミ ノ フ ェ ノ ール異性体におけ る生態影響

についてのカ テ ゴ リ ーアプ ロ ーチの適用可能性の調査

95p.

0509BD785 　 環境負荷 を 低減す る 水系 ク ロ マ ト グ ラ

フ ィ ーシステムの開発 82p.

0610AA303 　 (3)-3. 　 環境中におけ る ナ ノ 粒子等の体内

動態と健康影響評価 80p.

0610BY303 　 自動車排出ガスに起因する環境ナ ノ 粒子の

生体影響調査 80p.

0810BC003 　 環境化学物質の生殖細胞に対する遺伝毒性

リ ス ク評価法の開発に関する研究 77p.

0911CD004 　 都市大気中の浮遊粒子成分が動物体内で示

す変異原性と次世代影響の評価 79p.

【関連課題】

1） 　 化審法審査支援等検討調査

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0909BY011

〔担当者〕 ○白石寛明 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 蓮沼

和夫， 松崎加奈恵

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 化学物質の審査及び製造等の規制に関する法

律の改正によ り ， 化学物質の審査に動植物への影響の観

点が導入されて， その運用の中で生態毒性試験におけ る

試験困難物質の試験方法や評価方法等， 生態毒性試験結

果に基づ く 審査を実施する上での課題の他， 生態毒性に

係る定量的構造活性相関 （生態毒性 QSAR） 手法の開発，

既存化学物質点検の円滑な実施等の課題について検討を

進める。

〔内容および成果〕

　 生態毒性に係る文献の信頼性評価， 定量的構造活性相

関 （生態毒性 QSAR） 手法の開発と予測結果の提供， 既

存化学物質点検のための物質選定， 生態毒性試験結果の

急性慢性比の解析などを実施し た。

〔備考〕

2） 　 水産動植物登録保留基準設定に関する文献等調査

〔研究課題コー ド〕 0909BY012

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 松崎

加奈恵， 長尾明子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

3） 　 水生生物への影響が懸念される有害物質情報収集等

調査

〔研究課題コー ド〕 0909BY013

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 松崎

加奈恵

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

4） 　 化学物質環境リ スク初期評価の実施

〔研究課題コー ド〕 0909BY014

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 鑪迫

典久， 鈴木規之， 松崎加奈恵， 長尾明子， 蓮沼

和夫， 藤原好

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

5） 　 有機ヒ素化合物による中枢神経への長期影響の解明

〔研究課題コー ド〕 0910CD006

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

6） 　 農薬による生物多様性への影響調査

〔研究課題コー ド〕 0913BY001

〔担当者〕 ○五箇公一 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）
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7） 　 ア ミ ノ フ ェ ノ ール異性体における生態影響について

のカテゴ リーアプローチの適用可能性の調査

〔研究課題コー ド〕 0909MA004

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

8） 　 環境負荷を低減する水系ク ロマ ト グラ フ ィ ーシステ

ムの開発

〔研究課題コー ド〕 0509BD785

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 小

林弥生

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

9） 　 環境中におけるナ ノ 粒子等の体内動態と健康影響評

価

〔研究課題コー ド〕 0610AA303

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 古

山昭子， 藤谷雄二

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

10） 　 自動車排出ガスに起因する環境ナ ノ 粒子の生体影

響調査

〔研究課題コー ド〕 0610BY303

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 古

山昭子， 山元昭二， 井上健一郎， 藤谷雄二

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

11） 　 環境化学物質の生殖細胞に対する遺伝毒性 リ ス ク

評価法の開発に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0810BC003

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

12） 　 都市大気中の浮遊粒子成分が動物体内で示す変異

原性と次世代影響の評価

〔研究課題コー ド〕 0911CD004

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 松本

理， 中島大介， 影山志保

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

8) 　 化学物質の定量的環境リ スク評価と費用便益分析

〔区分名〕 環境 リ ス ク研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0911AK001

〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 横溝

裕行， 瀬戸繭美， 真野浩行

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 環境化学物質の生態系への リ ス ク を生態学的

な視点か ら評価する解析法を発展させ， リ ス ク削減のた

めの 適な管理手法の提案を目指し て， 管理法の合理的

評価法の立案を試みる。 生態系へのイ ンパク ト を定量化

する ために， 絶滅 リ ス クや生態系の機能低下を数理生態

学モデルの手法によ って予測する手法を考案する。 推定

された生態 リ ス ク の定量的推定値が， 環境管理や政策の

場で生か される ためには， 化学物質の便益や管理コ ス ト

と の比較が必要であ る。 合理的な比較評価に基づ く 適

管理手法のための解析手法を研究する。

〔内容および成果〕

（ １ ） ミ ジン コの化学物質耐性変異に基づ く 化学物質生態

リ ス ク の推定

　 化学物質に対す る 耐性遺伝子の集団間変異を利用 し

て， 集団が被っている曝露濃度および生態 リ ス ク の大き

さ を推定する遺伝モニ タ リ ングの解析法を考案し た。 そ

のために，カブ ト ミ ジン コ  (Daphnia galeata) のフ ェ ンバレ

レー ト 耐性および感受性系統 （霞ヶ浦および大膳池に生

息する） に対し て， 耐性のコ ス ト を推定する ために， 各

系統の生活史実験を行った。 レ フ ァ レ ン ス集団 （曝露が

無い と 見な される集団） と 比較し た場合の平均耐性値の

差異， および耐性の適応度コ ス ト を定量的に測定し た。

内的自然増加率 （適応度） の曝露濃度に対する反応曲線

と， 適応度コ ス ト の耐性値に対する回帰式に基づいて，

観測された集団の平均耐性値が， 進化的な平衡点 （耐性

のコ ス ト と ベネフ ィ ッ ト が釣 り 合 う 適応度 大点） と な

る曝露濃度を推定し た。 その結果， 霞ヶ浦集団の定常的

な曝露濃度は， フ ェ ンバレ レー ト 換算でおおむね 15mg/

L，内的自然増加率の減少率は 23％と算定された。これら

の結果は， 環境汚染の生態影響が野外個体群で も無視し

えないレベルにあ る こ と を示唆し ている。

（ ２ ） ア ク ア リ ウ ム系によ る群集レベル生態毒性試験

　 化学物質の生態系への影響を評価する ために， １ 次生

産者 （藻類）， １ 次消費者 （ ミ ジン コ類）， ２ 次消費者 （ メ

ダカ） か ら成る ３ 栄養段階のア ク ア リ ウ ム生態系を作成

し， ミ ジン コ構成種 と， メ ダカバイオマス変化 と し て測

定し た栄養転換効率 と の関係を実験的に調べた。 その結

果， 捕食耐性の低いカブ ト ミ ジン コの場合， 捕食耐性の

比較的高い他の種の場合 と 比較し て， １ 次消費者の消失

によ る メ ダカバイオマスの低下が も著しかった。 こ の

結果は， 魚の捕食圧の高い条件では， 捕食耐性が高いほ

ど栄養転換効率が促進される と する数理モデルの結果を

支持し た。 群集レベルの生態毒性試験の予備的データ と

し て， 主要 ミ ジン コ種の毒性値 （ メ ソ ミ ル と カルバ リ ル）
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を推定し た。

〔備考〕

関連重点分野 ： 　 中核研究プロ ジ ェ ク ト 「環境 リ ス ク研

究プロ グ ラ ム （4） 生物多様性 と生態系機能の視点に基づ

く 環境影響評価手法の開発」

〔関連課題〕

0909BD001 　 改良型 ミ ジン コ繁殖毒性試験を用いた新た

な数理生態学的解析手法の検討 70p.

【関連課題】

1） 　 改良型 ミ ジン コ繁殖毒性試験を用いた新たな数理生

態学的解析手法の検討

〔研究課題コー ド〕 0909BD001

〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 鑪迫

典久， 小田重人

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

(3)-6-2. 　 環境リ スクに関するデータベース等の作成

1) 　 化学物質データベースの構築と提供

〔区分名〕 環境 リ ス ク研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AK513

〔担当者〕 ○白石寛明 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

2) 　 生態系評価 ・ 管理のための流域詳細情報の整備

〔区分名〕 環境 リ ス ク研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AK526

〔担当者〕 ○高村典子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 赤坂

宗光， 今田美穂， 小熊宏之

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

3) 　 国立環境研究所侵入生物データベース管理

〔区分名〕 環境 リ ス ク研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AK550

〔担当者〕 ○五箇公一 （環境 リ ス ク研究セン ター），岡本卓

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔関連課題〕

0910AF008 　 八丈島におけ る外来生物に よ る在来種個体

群への影響評価 241p.

0810BA006 　 非意図的な随伴侵入生物の生態 リ ス ク評価

と対策に関する研究 86p.

【関連課題】

1） 　 八丈島における外来生物による在来種個体群への影

響評価

〔研究課題コー ド〕 0910AF008

〔担当者〕 ○岡本卓 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

2） 　 非意図的な随伴侵入生物の生態リ ス ク評価と対策に

関する研究

〔研究課題コー ド〕 0810BA006

〔担当者〕 ○五箇公一 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

重点 ４ 　 アジア自然共生研究プログラム

〔研究課題コー ド〕 0610SP004

〔代表者〕 ○中根英昭 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 現在急速に発展 しつつあ る アジア地域が持続

可能な社会に移行でき るか否かは， 我が国及び世界の環

境の持続可能性の鍵を握っている。 そのアジア地域にお

いて， 環境の現状が， 持続可能な社会に向けたシナ リ オ

に沿って推移し ているか否かを評価する と と も に， 持続

可能な社会を実現する ために必要な技術 ・ 政策等の評価

を行い， 政策提言の科学的基盤を築 く こ と が不可欠であ

る。 本研究プロ グ ラ ムでは， アジア地域の大気環境 ・ 広

域越境大気汚染， 陸域 ・ 沿岸域 ・ 海域を対象 と し た持続

可能な水環境管理， 大河川を中心 と し た流域におけ る生

態系保全管理に関する研究を行 う こ と によ って， 国際協

力によ る アジアの環境管理 と 自然共生型社会構築のため

の科学的基盤を確立する。

〔内容および成果〕

　 「アジアの大気環境管理評価手法の開発」 については，

観測 と 数値モデルを統合し た解析が， アジア大陸におけ

る 大気汚染物質や黄砂の発生源分布の推定の精度の向

上， その結果 と し ての越境大気汚染の予測の精度向上に

と っての強力なツールであ る こ と を実証する と 共に， 解

析に用い る デー タ と し ての衛星デー タ や東ア ジ ア ラ イ

ダーネ ッ ト ワーク の有効性， 辺戸岬スーパーサイ ト のポ

テンシ ャルを明らかにし た。 「東アジアの水 ・ 物質循環評

価シス テムの開発」 においては， 衛星観測 と 地上観測を

組み合わせた観測システムによ って得られるデータ と汚

濁負荷に関する現地調査， 水 ・ 物質循環モデルを組み合

わせた評価シス テムの有効性を実証し た。 また， 東シナ

海の長江起源水が流入する海域において赤潮の原因 と な

る植物プ ラ ン ク ト ンの出現を見出し， その動態を把握し

た。 更に， 中国の拠点都市瀋陽市におけ る実証研究 と し

て， 都市環境のデータ を統合的な GIS データベース と し

て整備し， 水 ・ 物質 ・ エネルギー統合型モデル研究を推

進し た。 「流域生態系におけ る環境影響評価手法の開発」
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では， メ コ ン河流域全体の自然環境 と 社会経済を把握す

る こ と の 出 来 る 高解 像 度 の 地 理空 間 デ ー タ ベー ス

（MGDB） を構築する と共に， ダム建設が年間の氾濫動態

や淡水魚類の回遊に及ぼす影響を評価する手法を開発し

た。 また， メ コ ンデルタのマング ローブ林の生態系機能

と汚濁負荷の関係についての知見を得た。

アジア自然共生研究プログラムの中核研究プロジ ェ ク ト

(4)-1. 　 アジアの大気環境評価手法の開発

〔区分名〕 中核研究プロ ジェ ク ト 経費

〔研究課題コー ド〕 0610AA401

〔担当者〕 ○大原利眞 （アジア自然共生研究グループ），谷

本浩志， 永島達也， 菅田誠治， 高見昭憲， 佐藤

圭， 清水厚， 清水英幸， 西川雅高， 杉本伸夫，

日暮明子， 猪俣敏， 松井一郎， 横内陽子， 甲斐

沼美紀子， 白井知子， 森野悠

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 エア ロ ゾルおよ びガ ス の大気汚染物質 と 黄砂

の地上観測， 航空機観測， ラ イ ダーネ ッ ト ワーク観測等

を行い， 国際的に も観測の連携を進める と と も に， モデ

ル と 排出イ ンベン ト リ の精緻化を進めて， 観測データ ・

モデル解析の両面から日本国内を含むアジア地域の大気

環境施策立案に必要な科学的知見と ツールを提供する。

〔内容および成果〕

　 大気汚染物質と黄砂の地上観測，航空機観測，ラ イ ダー

ネ ッ ト ワーク観測等を国際的 ・ 国内的な連携の も と で拡

充し て実施する と と も に， モデル と 排出イ ンベン ト リ の

精緻化を進める こ と によ り ， 広域大気汚染 と 越境大気汚

染の両面か ら科学的知見の蓄積 と ツール開発を， 以下の

３ つのサブテーマにおいて推進し た。

(1) アジアの広域越境大気汚染の実態解明

　 沖縄辺戸岬ステーシ ョ ンを整備し測定機器を拡充し て

通年観測を実施し た。平成 21 年春には東シナ海域の航空

機観測 と 同期し， 福江， 辺戸での地上観測を行った。 越

境大気汚染のみな らず気候変動にも重要な微小粒子およ

び粗大粒子に存在する黒色 （元素状） 炭素の重量濃度分

布を明らかにし た。福江の地上観測では高濃度のオゾン・

二次粒子のイベン ト を観測し， 大陸か らの越境大気汚染

の実態を明らかにし た。 平成 21 年 10 月には東シナ海域

において韓国 と 同期し た航空機観測の期間中に， 福江，

辺戸での地上観測を行った。 辺戸におけ る長期観測デー

タ や航空機観測デー タ を解析 し， 辺戸においてはサル

フ ェー ト が増加し ている こ と， PM2.5 重量濃度が高いこ

と， 越境輸送される微粒子の空間分布が一様でない こ と

を明ら かにし た。 辺戸ステーシ ョ ンのホームページを公

開し た。

(2) アジアの大気環境評価と将来予測

　 これまでに開発し たアジア地域の排出イ ンベン ト リ と

領域大気質モデルを， 観測データ を用いて検証し， 広域

大気汚染の空間分布， 過去四半世紀におけ る大気質の経

年変化， 越境大気汚染によ る日本へのイ ンパク ト を評価

する研究を継続し て実施し た。 全球化学気候モデルを用

いて， 東アジアにおけ る対流圏オゾンの発生源地域別寄

与率を評価し た。 衛星観測データ を も と に排出量を推計

す る 逆推計モデルを用いて， 排出 イ ンベン ト リ に よ る

NOx 排出量を検証し た。 更に， 関東地域に加えて， 関西，

中部， 九州を対象 と し た大気汚染予報結果を， 環境 GIS

サイ ト から公開する試験運用を開始し た。

(3) 黄砂の実態解明と予測手法の開発

　 モンゴル IMH （モンゴル国気象水文研究所） と の共同

研究によ る観測を含め， 中国 １ 局， モンゴル 3 局， 韓国

1 局，日本 12 局のラ イ ダー観測網によ って，発生源から日

本に長距離輸送される黄砂の ３ 次元的分布を継続的に観

測し た。衛星搭載ラ イ ダーCALIPSO およびラ イ ダー観測

網デー タ を使っ て地球規模での黄砂輸送動態を解析 し

た。 また， 黄砂 と 都市大気汚染の混合状態を把握する た

めの化学判定手法の研究を進め， 黄砂 と 大気汚染物質の

混ざ り について明らかにし た。 この他， モンゴル IMH 北

京大学， ソ ウル大学など と の協力によ り ラ イ ダー観測網

のデータ を用いた研究を進めた。

〔備考〕

〔関連課題〕

0510AE803 　 エア ロ ゾル上での不均一反応の研究 105p.

0610AE402 　 揮発性有機化合物の光酸化で生成する二次

有機エア ロ ゾルの組成分析 105p.

0610CD309 　 海洋表層 ・ 大気下層間の物質循環 リ ンケー

ジ 105p.

0709AH381 　 光化学オキシダン ト と 粒子状物質等の汚染

特性解明に関する研究 106p.

0709BC383 　 新潟県におけ る オ ゾ ン高濃度現象の解明

106p.

0711AE458 　 東アジア域におけ る エア ロ ゾル空間分布の

把握およびその変動の抽出に関する研究 107p.

0809CD009 　 大気エア ロ ゾル中炭素成分測定の向上 と ア

ジアにおける越境大気汚染観測への適用 107p.

0810BA001 　 革新的手法によ る エア ロ ゾル物理化学特性

の解明と気候変動予測の高精度化に関する研究 108p.

0810CD008 　 全球ダ ス ト 動態解明のための観測 ・ 解析 ・

モデルイ ン タ ラ ク シ ョ ン 108p.
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0812CD005 　 健康影響が懸念される PM2.5 粒子状物質の

わが国風上域での動態把握 108p.

0909MA003 　 局地的大気汚染の健康影響に関する疫学調

査 （成人調査） における対象者別屋外濃度推計 109p.

0911BA005 　 風送ダ ス ト の飛来量把握に基づ く 予報モデ

ルの精緻化と健康 ・ 植物影響評価に関する研究 109p.

0911CD009 　 芳香族炭化水素の光酸化で生じ る二次有機

エア ロ ゾルのエイ ジングに関する室内研究 110p.

0911KB001 　 アジアの メ ガシテ ィ におけ る オゾ ン と 二次

粒子の生成 メ カニズムに関する研究 110p.

0913BA001 　 東アジアにおけ る排出イ ンベン ト リ の高精

度化と大気汚染物質削減シナ リ オの策定 111p.

0913BA004 　 地上 ・ 衛星ラ イ ダーによ る アジア域のエア

ロ ゾル解析に関する研究 111p.

0913BA005 　 大気汚染物質の ソース レセプター解析 と 削

減感受性評価 111p.

0810CD009 　 日本 と 中国におけ る自動車排出ガスの健康

影響の国際比較に関する疫学研究 157p.

0812CD003 　 ラ イ ダーお よ び地上モニ タ リ ン グ ネ ッ ト

ワーク によ るエア ロ ゾル動態解明 166p.

【関連課題】

1） 　 エアロゾル上での不均一反応の研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0510AE803

〔担当者〕 ○高見昭憲 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 22 年度 （2005 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 大気中においてエア ロ ゾルは気相か ら の分子

の取 り 込みや， 表面反応および液相反応を通じ て大気組

成に変動を与え る。 エア ロ ゾルの物理化学的性質， 特に

エア ロ ゾルが関与する不均一反応やエア ロ ゾルの形状に

ついて検討し， エア ロ ゾルの化学的変質について理解を

深める。

〔内容および成果〕

　 有機エア ロ ゾルの酸化反応について， エア ロ ゾル質量

分析計で得られたデータ を基に， 非常にシンプルなモデ

ルを作成し， 東アジア域での長距離輸送中の有機エア ロ

ゾルの酸化反応の速度を見積も った。 その結果 1x10-6s-1

のオーダーと推定された。

〔備考〕

科研費が終了し たため経常研究で継続。

2） 　 揮発性有機化合物の光酸化で生成する二次有機エア

ロゾルの組成分析

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE402

〔担当者〕 ○佐藤圭 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 大気エア ロ ゾル中の有機成分の う ち， 大気中に

放出された揮発性有機化合物の酸化反応で生成する二次

有機エア ロ ゾル （SOA） の組成を明ら かにする こ と を目

的 と する。 室内チャ ンバーによ って炭化水素の大気酸化

をシ ミ ュ レー ト し，生成する SOA を液体ク ロマ ト グ ラ フ

－質量分析法やエア ロ ゾル質量分析法に よ っ て分析す

る。 目標は， 特に大気中で二次有機エア ロ ゾル生成に寄

与する と 考え られている芳香族炭化水素及び共役ジエン

について， SOA 組成の生成過程を明らかにする こ と であ

る。

〔内容および成果〕

　 初年度 （2006 年） の研究で， ト ルエンの NOx 存在下に

おけ る光酸化で生成し たエア ロ ゾルを フ ィ ルター捕集し

て分析し， 分析試料中に有害なニ ト ロ フ ェ ノ ール類を含

む有機窒素酸化物を検出し た。 本年度は， ベンゼン， ト

ルエン， キシレ ン， ト リ メ チルベンゼンなどの芳香族炭

化水素の光酸化で生成するエア ロ ゾルを， エア ロ ダ イ ン

リ サーチ社の飛行時間型エア ロ ゾル質量分析計を用い

て， フ ィ ルター捕集を行 う こ と な く 直接分析し た。 芳香

族からのエア ロ ゾルを分析し た と き， NO+ や NO2+ によ

る質量数 30 および 46 の信号を検出し た。 高分解能質量

スペク ト ルによ って， こ の同定が間違いない こ と を確か

めた。 実験で得られたエア ロ ゾルを測定し た と きの質量

数 30 ／質量数 46 の信号比は， 硝酸アンモニウ ム粒子を

測定し た場合よ り も高 く ， 測定された窒素酸化物は無機

物ではな く ， 有機窒素酸化物であ る と 推定された。 本研

究の結果は， フ ィ ルター捕集時にガスか ら吸着される成

分ではな く ， 粒子中に有機窒素酸化物が確かに存在する

こ と を示し ていた。

〔備考〕

3） 　 海洋表層 ・ 大気下層間の物質循環リ ンケージ

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0610CD309

〔担当者〕 ○高見昭憲 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 標記課題の 「文部科学省特定領域研究」 におい

て， A-1 班に属し 「反応性微量成分によ る海洋大気化学

過程の変調」 を検討する。

〔内容および成果〕

　 2008 年春に測定し たアンモニア， アンモニウ ムの動態

に関する解析をすすめた。 観測期間中のアンモニア， ア

ンモニ ウ ム イオンの平均濃度はそれぞれ 0.56±0.50ppbv、
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2.2±1.4 マイ ク ロ グ ラ ム m-3 であった。他の測定も考慮する

と アンモニアの平均的な濃度レベルは0.5-1ppbv程度 と推

定でき た。 濃度変動， 気象要素， サルフ ェー ト の濃度変

動 と の比較か ら， 今回観測 さ れたア ンモニアは， 主に，

ローカルな発生に由来する と 考え られた。 気相 と 粒子相

への分配を検討し た と こ ろ， アンモニ ウ ム イオンは全ア

ンモニアの 80% 以上を占め， 主に， 越境輸送によ って も

た ら されている こ と が明ら かになった。 アンモニ ウ ム と

サルフ ェー ト のモル比は 1 から 2 の間であ り ， 越境輸送

される粒子中ではアンモニ ウ ムが不足気味であ る こ と が

わかった。

〔備考〕

4） 　 光化学オキシダン ト と粒子状物質等の汚染特性解明

に関する研究

〔区分名〕 地方環境研 と の共同研究

〔研究課題コー ド〕 0709AH381

〔担当者〕 ○大原利眞 （アジア自然共生研究グループ），宮

下七重， 坂下和恵， 菅田誠治

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 本研究は， 各自治体の大気環境時間値データの

整備を継続し， 相互比較検討を行 う こ と で地域的な汚染

の特徴を明ら かにし， 光化学オキシダン ト と 粒子状物質

等の汚染特性や発生原因を解明する こ と によ り ， その成

果を地方自治体や国が行 う べき大気汚染対策に活用する

こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

(1)参加機関から提供された大気環境時間値データ を も と

に， 平成 20 年度までの全国のデータベース を作成し た。

こ のデータベース を使用し て， Ox と SPM の地域特性 と

全国特性を把握する ために， 全参加機関によ る基本解析

と 地域グループ内での評価作業， 及び， これら の解析結

果を も と にし た全国解析を実施し た。

(2) 平成 19 年度に発生し た Ox と SPM の高濃度エピ ソー

ド を対象に， 国内の地域間輸送や海外か ら の越境輸送に

着目し た解析を， 各地域グループが分担し て進めた。

(3) 応用解析と し て，「ポテンシ ャルオゾン PO を用いたオ

ゾ ンの地域特性 と 経年変動の解析」 ， 「衛星データ の活

用」， 「Ox 測定法の検討」 の ３ つのテーマについて研究を

進めた。

(4) 東アジア， 日本全域， 関東地方を対象 と し た大気汚染

予測システムの予測結果の試験公開を継続し た （平成 20

年 5 月よ り 国立環境研究所の環境 GIS から公開開始）。ま

た， 環境省と協力し て， 平成 21 年 6 月から， 関西， 中

部，九州を対象 と し た詳細予測結果の試験公開を開始し，

更に， 東北と中四国の詳細予測化に着手し た。

(5) ３ 年間の研究成果を と り ま と め， 終報告書を国立環

境研究所研究報告 （Ｒ シ リ ーズ） と し て作成し た。

〔備考〕

旧研究課題コ－ ド ： 0406AH380 地環研 と の C 型共同研

究 ： 参加 48 研究機関 ： 北海道環境科学研究セン ター， 宮

城県保健環境セン ター， 秋田県健康環境セン ター， 山形

県環境科学研究セン ター , 福島県環境セン ター， 新潟県

保健環境科学研究所 , 茨城県霞ヶ浦環境科学セン ター，埼

玉県環境科学国際セン ター， 千葉県環境研究セン ター，

財団法人東京都環境整備公社東京都環境科学研究所， 横

浜市環境科学研究所， 川崎市公害研究所 , 長野県環境保

全研究所， 山梨県衛生公害研究所， 静岡県環境衛生科学

研究所， 富山県環境科学セン ター， 石川県保健環境セン

ター， 福井県衛生環境研究セン ター， 愛知県環境調査セ

ン ター , 名古屋市環境科学研究所， 滋賀県琵琶湖 ・ 環境

科学研究セン ター， 京都府保健環境研究所， 京都市衛生

公害研究所， 大阪府環境農林水産総合研究所， 大阪市立

環境科学研究所， 兵庫県立健康環境科学研究セン ター，

神戸市環境保健研究所，和歌山県環境衛生研究セン ター，

鳥取県衛生環境研究所， 島根県保健環境科学研究所， 岡

山県環境保健セン ター， 広島県立総合技術研究所保健環

境セン ター , 山口県環境保健研究セン ター， 徳島県保健

環境セン ター， 香川県環境保健研究セン ター， 愛媛県立

衛生環境研究所， 高知県環境研究セン ター， 福岡県保健

環境研究所， 福岡市保健環境研究所， 北九州市環境科学

研究所， 佐賀県環境セン ター， 長崎県環境保健研究セン

ター， 熊本県保健環境科学研究所， 熊本市環境総合研究

所 , 大分県衛生環境研究セン ター， 宮崎県衛生環境研究

所， 鹿児島県環境保健セン ター， 沖縄県衛生環境研究所

共同研究者 ： 若松伸司 （愛媛大学）， 山川和彦 （島津テ ク

ノ リ サーチ）， 笠原三紀夫 （中部大学）， 鵜野伊津志 （九

州大学）， 神成陽容 ( 国立環境研究所）， 野口克行 （奈良

女子大）、早崎将光 （千葉大学）、速水洋 （電力中央研究所）

5） 　 新潟県におけるオゾン高濃度現象の解明

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 公害 )

〔研究課題コー ド〕 0709BC383

〔担当者〕 ○大原利眞 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 新潟県の大気常時監視データ に よ る光化学オ

キシダン ト 濃度は， 全国的な傾向 と 同様に環境基準未達

成であ り ， かつ近年上昇傾向にあ る。 特に， 中越地域で

は， 環境基準未達成率が高 く ， 注意報レベルの濃度が観

測されている。 光化学オキシダン ト の主成分であ るオゾ
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ンは， 人への健康影響ばか り でな く ， 植生への影響も あ

る こ と が知られている。 これら に対する対策を講ずる上

で， オゾンの高濃度現象の原因解明 と 将来予測が重要な

課題 と なっている。 本研究は， 新潟県におけ る光化学オ

ゾン現象を解明する こ と によ り ， オゾン被害対策の基礎

資料とする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

（1） オゾン自動測定器によ るオゾン連続測定を継続し た。

こ れ ら のデー タ と 県内及び周辺県の常時監視デー タ，

EANET 測定データ等を解析し，新潟県全域を対象 と し た

オゾン濃度マ ッ プ （月平均濃度分布） を作成し た。 また，

オゾンの原因物質であ る NMVOC 成分を， 都市域の複数

地点 と リ モー ト 地点であ る佐渡関 と 八海山で測定し， 各

地点間の組成の違いを把握し た。

（2） 新潟県におけ る高濃度オゾンの発生原因を把握する

ために， 化学輸送モデルを用いて， 新潟県を含む日本中

央域を対象 と し た感度解析実験を実施し， 県内及び県外

の発生源からの NOx と NMVOC によ る影響を定量的に評

価し た。

（3） 水稲成長モデル （時間発展型モデル） にオゾン影響

モデル （作物生理パラ メ ータのオゾン応答モデル） を導

入し，現在と将来 2020 年における新潟県の水稲収量に対

するオゾン影響を評価し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 新潟県保健環境科学研究所， 独立行政法

人農業環境技術研究所

6） 　 東アジア域におけるエアロゾル空間分布の把握およ

びその変動の抽出に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0711AE458

〔担当者〕 ○清水厚 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 こ れま で国立環境研究所が東アジア域に展開

し て き た ラ イ ダーネ ッ ト ワーク によ り ， 大規模なエア ロ

ゾル現象の空間的拡が り や時間発展の様子が準 リ アルタ

イ ムで可視化で き る よ う にな っ た。 今後は蓄積 さ れた

デー タ か ら エア ロ ゾル分布の特徴を示す代表的なパ ラ

メ ータ を抽出し， その空間分布や長期変動を示すこ と で

観測結果を各種モデルの検証などに活用し ていかなけれ

ばな ら ない。 そのよ う な観点か ら， ラ イ ダー観測の特長

を活かし たエア ロ ゾル分布パラ メ ータの決定， 過去デー

タか ら の抽出， 時間変動の検出を行い， 東アジア域大気

環境変動を総合的に記述し てい く こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 過去のネ ッ ト ワー ク ラ イ ダー連続観測デー タ につい

て， 再解析を行った。 こ の際， 雲底の検出方法を改善し

た他， 雨 ・ 雪 と いった降水粒子の存在を検出し エア ロ ゾ

ルデータ の コ ン タ ミ ネーシ ョ ン を避け る工夫を行った。

さ らに雲底高度以下で も厳密に消散係数を推定する方法

を導入し た。 これら の結果， これまで消散係数に見られ

た異常値の出現頻度が下が り ， 例えば黄砂の健康影響を

評価する ために利用する地表付近の黄砂消散係数がよ り

リ ーズナブルに導出する こ と が可能と なった。

〔備考〕

7） 　 大気エアロゾル中炭素成分測定の向上と アジアにお

ける越境大気汚染観測への適用

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0809CD009

〔担当者〕 ○長谷川就一 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 アジアの経済発展に伴 う 越境大気汚染によ り ，

日本を含むアジアの大気環境の悪化が顕在化し てい る。

汚染物質 と し て大気エア ロ ゾル中の炭素成分があげられ

るが， その測定法には様々な課題が残されてお り ， 汚染

を的確に評価し う る濃度測定を行な う ためには， 測定法

の改良が必要であ る。 また， 汚染の動態を解明し てい く

上では， 炭酸塩炭素や水溶性有機炭素に関する測定法の

検討 と データの蓄積も必要であ る。 本研究では， 炭素成

分の測定法の課題に対する 適解を見い出し， アジアに

おけ る越境大気汚染の動態解明に寄与する こ と を目的 と

する。

〔内容および成果〕

　 ブ ラ ン ク除去のために行われている加熱処理の温度を

変えた石英繊維フ ィ ルターを用意し， その前段にテフ ロ

ン フ ィ ルターをセ ッ ト し て大気を捕集する こ と で， 加熱

温度によ るガス状 OC の吸着量を調べた． 加熱処理し た

フ ィ ルターの OC のブラ ン クは， 未加熱のフ ィ ルターよ

り もかな り 小さ く なるが， ガス状 OC の吸着量は加熱処

理温度の高い方が吸着量が多 く な る傾向であった。 こ の

ため， 正のアーテ ィ フ ァ ク ト を抑え るには未加熱 と する

方がよい と考え られた。

　 また，CC の分析について検討し た。炭酸カルシウ ムを

IMPROVEプロ ト コルで分析し た と こ ろ，大部分がOC4で

溶出し， 一部は EC1-2 に溶出し たが， リ ン酸処理によ り

炭酸塩の除去を確認でき た。 越境輸送された状態を模擬

する ため， 黄土 と 都市大気粒子の標準試料を混合 ・ 再飛

散させて捕集し た試料を作製し， リ ン酸処理 と 未処理を

比較し た と こ ろ， OC3-EC1 で減少し たが EC2-3 で増加し
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ていた。 こ の原因究明は今後の課題であ る。

　 沖縄において 2009 年 3 月から PM10 と PM2.5 の質量濃

度および炭素成分濃度を連続観測し， 特に高濃度時の炭

素成分の特徴を考察し た。 全般に EC ・ OC は PM2.5 に偏

在し ていた。 越境輸送が起こ り やすい春季で PM2.5 が上

昇し た と き， 炭素成分の寄与が大き く な る ケースが観測

され， 特に OC が卓越し ていた。 この と きは WSOC が高

く なっていた。WSOC は平均する と OC の 7 割程度 と なっ

てお り ， 4 ～ 5 割程度であ る都市部の一般環境に比べて

高かった こ と か ら， 越境輸送によ り 酸化が進んでいる こ

と が示唆された。

〔備考〕

8） 　 革新的手法によるエアロゾル物理化学特性の解明と

気候変動予測の高精度化に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0810BA001

〔担当者〕 ○高見昭憲 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 大気中の微粒子 （エア ロ ゾル） は， CO2 によ る

温室効果に匹敵する冷却効果を持ち， 現時点で温暖化を

一部マ ス ク し てい る と 推定 さ れてい る。 し か し なが ら，

現状の気候モデルにおけ るエア ロ ゾルの取 り 扱いは非常

に簡略化されてお り ， こ の推定には大き な不確実性があ

る。 レーザー誘起白熱法によ るブ ラ ッ ク カーボン単一粒

子測定法 と い う 革新的な測定技術を， 高精度のエア ロ ゾ

ル化学組成 ・ 大気放射観測および世界 高水準の大気大

循環モデル と 組み合わせる こ と によ り ， エア ロ ゾルの直

接放射強制力の推定の信頼性を高める。

〔内容および成果〕

（1） 2009 年春季に沖縄県辺戸岬および長崎福江島観測ス

テーシ ョ ンにおいて， 航空機観測に同期し たエア ロ ゾル

の化学組成観測を実施し た。 周期的に微小粒子の濃度の

増減があ り ， 沖縄辺戸では高濃度時にはサルフ ェー ト が

多かった。 TEOM の観測では 3 月 22 日夜半に 80 マイ ク

ロ グ ラ ム m-3 を超え る ピーク が観測され， 後方流跡線や

天気図によれば， 中国大陸か ら東進し て き た前線が沖縄

本島を通過し た直後にも た ら された も のであ る こ と がわ

かった。 こ のよ う な事例の解析か ら， 今回の観測が， 春

季に東シナ海域に見られる典型的な総観規模の気象場の

下で行われた こ と を示し ている。

（2） 元素状炭素 （EC） は黒色であ るため太陽光を吸収し

気候変動への影響が指摘されている。 化学組成分析か ら

微小粒子， 粗大粒子中の EC の存在割合を推定し た。 微

小粒子中の EC はマイナーな成分であ り ， 観測期間中の

平均を取る と， PM2.5 中には重量濃度基準で約 3% 程度存

在し ていた。 粗大粒子中でも EC は比較的マイナーな成

分であ り ，多 く て 6% 程度含まれている こ と も あ るが，平

均する と大体 2% 程度であった。 長崎福江での粗大粒子

中の EC の割合は， 多い と きで 8%， 平均で 5％程度であ

り ， 沖縄辺戸と比較し て少し多かった。

〔備考〕

研究代表者 　 近藤豊教授 （東京大学）

9） 　 全球ダス ト 動態解明のための観測 ・ 解析 ・ モデルイ

ン タ ラ クシ ョ ン

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0810CD008

〔担当者〕 ○清水厚 （アジア自然共生研究グループ） ， 原

由香里

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 大気中を輸送されるダス ト （黄砂） は， 放射強

制力直接効果に加え， 氷晶核 と し ての役割や氷床に沈着

し たダス ト のアルベ ド 効果など も注目され， 気候システ

ムの重要な因子 と 考え られている。 しかし， ダス ト によ

る気候イ ンパク ト の定量的評価は極めて低い。 本研究で

は， 観測 ・ 解析 ・ モデル各研究間のイ ン タ ラ ク シ ョ ンを

作 り 出、 ダス ト の気候イ ンパク ト の定量的評価を高精度

に行 う こ と が出来る ダス ト モデルの開発を， 観測 ・ 解析

と 連携しつつ推進し， 全球ダス ト 動態の定量的把握 と そ

れに基づ く ダス ト の気候イ ンパク ト を評価する。

〔内容および成果〕

　 NASA の人工衛星 CALIPSO に搭載 さ れた ラ イ ダー

CALIOPのアジア域2006-2009年データおよび全球2006年

（ ６ ヵ月分） データ を取得 ・ 処理し た。 アジア域データか

らは， 黄砂の ３ 次元空間分布の年々変動が示され， 大気

場の変動によ る移流パターンの変化がその要因であ る こ

と が推定された。 一方全球データか らは， サハラ域か ら

大西洋へのダス ト 粒子の流出パターンを確認し， また イ

ン ド 以西の中東方面において無視でき ない量のダス ト 浮

遊を確認し た。 その他， 日本国内のダス ト 乾性 ・ 湿性沈

着モニ タ リ ングネ ッ ト ワーク によ る観測結果 と 対比する

ための地上 ラ イ ダーネ ッ ト ワー ク 黄砂消散係数デー タ

セ ッ ト をルーチン的に作成し た。

〔備考〕

研究代表者 : 三上正男 ( 気象庁気象研究所 )

10） 　 健康影響が懸念されるPM2.5粒子状物質のわが国風

上域での動態把握

〔区分名〕 科学研究費補助金
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〔研究課題コー ド〕 0812CD005

〔担当者〕 ○佐藤圭 （アジア自然共生研究グループ） ， 高

見昭憲

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 人体の健康に影響を与える可能性があ る PM2.5

および PAH 濃度 と高い相関があ る こ と が知られる黒色炭

素濃度を対象 と し て， 福江， 沖縄および九州北部におい

て地上通年観測を実施し， 濃度レベルおよび季節変動を

明らかにする （産総研）。 PM2.5 に含まれる主要化学成分

や微量の有害成分 （PAH, 重金属） の濃度レベル， 空間分

布， 輸送パターン， 輸送中の変質プロセス を調べる （環

境研， 名古屋大）。

〔内容および成果〕

　 長崎福江島においてエア ロ ゾル質量分析計を用いて粒

子状物質の観測を行った。航空機観測 と同期し て行われ，

期間は 10/10 から 10/21 であった。観測は国立環境研究所

の福江観測所で行われた。

　 観測期間中高濃度のサルフ ェー ト ， 有機物がしばしば

観測された。 高濃度期は， 10/13， 14， 16， 19， 22 と周期

的に観測され， 気象条件に応じ て大気汚染質が輸送され

ていた こ と を示唆し ている。同時期の TEOM の濃度も 40

から 60 マイ ク ロ グ ラ ム m-3 と非常に高 く ， 越境大気汚染

の輸送が観測された も の と 考え られる。 同時期オゾン も

観測し， 期間中の平均は 60ppbv 程度であったが， 10/19

に 100ppbv を超え る高濃度を記録し た。

　 粒子の主要成分はアンモニウ ム， サルフ ェー ト ， 有機

物であ り ， ナイ ト レー ト の割合は低かった。 10/14， 16 に

はサルフ ェー ト はそれぞれ約 25， 20 マイ ク ロ グ ラ ム m-3

と高濃度になっていたが， オゾンは 70 から 80ppbv 程度

であった。 一方で， 10/19 にオゾンは 100ppbv を超えた

が， サルフ ェー ト や有機物は 15 マイ ク ロ グ ラ ム m-3 程度

であった。 こ のよ う に二次生成する粒子 と オゾンの変動

は異なってお り ， これは前駆体やそれぞれの物質の起源

や輸送経路が異なっている こ と を示し ている と 考え られ

る。

〔備考〕

研究組織 ： 産業技術総合研究所 　 兼保直樹 （代表）， 名古

屋大学 　 松見豊 （分担） ， 国立環境研究所 　 佐藤圭 （分

担）， 国立環境研究所 　 高見昭憲 （連携）

11） 　 局地的大気汚染の健康影響に関する疫学調査 （成人

調査） における対象者別屋外濃度推計

〔区分名〕 その他機関からの委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0909MA003

〔担当者〕 ○大原利眞 （アジア自然共生研究グループ），新

田裕史， 神田勲， 田村憲治

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 わが国の大都市部の道路沿道住民におけ る自

動車排ガスへの曝露実態を定量的に把握し， 住民の呼吸

器疾患をはじめ と する健康影響 と の関連性を疫学的に明

ら かにする ため， 環境省の 「局地的大気汚染の健康影響

に係る疫学研究」 （成人調査） において， 大気汚染物質に

よ る対象者別曝露濃度を評価する。

〔内容および成果〕

　 環境省が実施し ている局地的大気汚染の健康影響に関

する疫学調査 （成人調査） において， 対象者の個人曝露

量を評価する ために， 幹線道路沿道モデルの総合的な検

証 と 調整， 及び調査対象者別の個人ば く 露量推計を実施

し た。

〔備考〕

関連研究 ： 「道路沿道で の対象者別個人曝露量推計」

（0710MA380）

12） 　 風送ダス ト の飛来量把握に基づ く 予報モデルの精

緻化と健康 ・ 植物影響評価に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0911BA005

〔担当者〕 ○西川雅高 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

杉本伸夫， 松井一郎， 清水厚， 西澤智明， 原由

香里， 森育子， 山元昭二， 井上健一郎

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 風送ダス ト （黄砂 ・ バイオエア ロ ゾル） の大気

物理 ・ 大気化学的解析， 気象学的解析 と モデル技術開発，

生物化学的検証、 動物実験学的検証を基にし て， 深刻化

する黄砂問題に関する社会的 ・ 行政的要求に応え る こ と

を基本目的 と する。 それに資する具体的な研究目的は，

黄砂予報精度の向上のための実用モデル （MASINGAR）

の改良， 影響評価研究のための黄砂および大気汚染粒子

の混在化情報を含む飛来量， 沈着量分布および発生量の

定量的把握， 動物実験研究によ る健康被害の検証 ・ 機構

解明と疫学調査によ る影響評価， 沈着後の健康 / 自然生

態系に影響を与え る よ う な風送ダス ト 中の微生物種の同

定と その同定種の影響評価のためのサーベイであ る。

〔内容および成果〕

　 中国およびモンゴルの砂漠乾燥地帯で発生する砂塵現

象の広域的な輸送動態を ラ イ ダーをはじめ と する観測網

で連続観測し た。その観測結果 と輸送モデルの比較から，

ラ イ ダーによ る ３ 次元的 リ アルタ イ ム観測データ をモデ

ルに組み込む手法の有効性を確認でき た。 その結果， 発

生源域での砂塵ダス ト の発生量の推定結果の向上に寄与
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でき た。 また， 日本に飛来し た黄砂に微生物が付着し て

いる こ と を培養実験か ら確認同定された。 今後のデータ

集積が待たれる と こ ろであ る。

〔備考〕

大分県立看護科学大学， 金沢大学， 中国科学院大気物理

研究所， 日中友好環境保全セン ター， モンゴル気象水文

科学研究所

13） 　 芳香族炭化水素の光酸化で生 じ る二次有機エア ロ

ゾルのエイジングに関する室内研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD009

〔担当者〕 ○佐藤圭 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 大気エア ロ ゾルの気候や健康への影響を評価

す る には， 二次有機エ ア ロ ゾ ル （Secondary Organic

Aerosol: SOA） の生成や組成変性 （エイ ジング） に関わる

反応過程を正確に理解する必要があ る。 本研究では， 長

距離輸送によ るエイ ジングをシ ミ ュ レー ト する こ と を想

定し，人為起源の揮発性有機物であ る芳香族炭化水素（例

えば ト ルエンや ト リ メ チルベンゼン） の長時間の光酸化

実験を行 う 。 生成するエア ロ ゾルの質量スペク ト ル， 化

学組成， 密度， 及び雲凝結核能のエイ ジングに対する変

化や初期反応物濃度に対する変化を測定する。結果から，

近の野外観測の結果を解釈し， 実大気に近い反応条件

におけ る SOA 中のオ リ ゴマー生成が可能かを検討し，

SOA のエイ ジングに関わる反応過程を明らかにする こ と

を目的とする。

〔内容および成果〕

　 ベンゼン， ト ルエン， m- キシレン， 1,2,4- ト リ メ チル

ベンゼンなどの芳香族炭化水素の NOx存在下の光酸化で

生成するエア ロ ゾルを， エア ロ ダ イ ン リ サーチ社製の飛

行時間型エア ロ ゾル質量分析計で分析し， 有機エア ロ ゾ

ルのエイ ジングの指標であ る， 質量数 44/ 全有機エア ロ

ゾル濃度の比 （m44/OA 比） を測定し た。 得られたエア

ロ ゾルの m44/OA 比は， 照射時間 と と もにゆっ く り と増

加し たが，約 12 時間の光照射によ る m44/OA 比の変化よ

り も， 前駆体の違いによ る変化の方が大きかった。 m44/

OA 比は， 前駆体の メ チル置換基数が減少するほど増加

し， メ チル置換基が少ない ト ルエンやベンゼンから生じ

たエア ロ ゾルの m44/OA 比は， 野外で観測される高度に

酸化された有機エア ロ ゾル と 同程度であった。 メ チル置

換基が少ない芳香族炭化水素の酸化で生じ る環解裂型の

カルボニルにはケ ト ン型よ り も アルデ ヒ ド 型が多 く ， 酸

化が速い も の と 考え られる。 揮発性有機物の室内実験で

生成し た二次有機エア ロ ゾルは野外の有機エア ロ ゾルほ

ど酸化が進んでいない場合が多いが， 前駆体を選べば実

大気中の酸化有機エア ロ ゾルに似た も のが生成する こ と

が分かった。 得られた結果は， 芳香族炭化水素が都市大

気中の二次有機エア ロ ゾル前駆体 と し て働 く と い う 仮説

を支持する ものであった。

〔備考〕

14） 　 アジアの メ ガシテ ィ におけるオゾ ン と 二次粒子の

生成メ カニズムに関する研究

〔区分名〕 科学技術振興事業団からの委託 ( 全般 ) 戦略的

創造研究推進事業等

〔研究課題コー ド〕 0911KB001

〔担当者〕 ○大原利眞 （アジア自然共生研究グループ），田

邊潔， 横内陽子， 高見昭憲， 菅田誠治， 清水厚，

永島達也， 伏見暁洋， 森野悠， 長谷川就一， 黒

川純一， 井上忠雄， 栗林正俊， 若松伸司， 斎藤

正彦

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 アジアの メ ガシテ ィ におけるオゾン ・ 二次粒子

汚染の把握を目的と し た，中国 と の研究交流を実施する。

具体的には， 日本側の測定分析や大気汚染モデルの技術

と， 中国側の発生源調査技術や都市汚染情報を組み合わ

せ， 研究方法や研究結果を ワーク シ ョ ッ プや研究会を通

じ て相互に交換し ながら， 中国および日本国のそれぞれ

で研究を実施する こ と によ り ， オゾン と 二次粒子の汚染

特性， 排出実態， 発生 メ カニズム， 発生源種類別寄与な

ど を総合的に解明し， 両国の メ ガシテ ィ におけ る都市大

気汚染制御のための科学的知見を共有す る こ と を目指

す。

〔内容および成果〕

　 3 年間の研究の初年度であ る ため， 研究に係わる情報

交換を進める と と も に、 共同研究の具体的な進め方につ

いて協議し た。 具体的には， つ く ば と 北京で各 １ 回の研

究会を開催し て， 都市大気汚染に関する研究方法や研究

結果について意見交換 ・ 情報交換し， 3 年間の研究計画

を作成し た。 また， 2010 年 6 月に北京で実施する集中観

測及びその解析を共同で実施する こ と， そのための観測

計画について両者で協議する こ と， 北京周辺を対象 と し

たシ ミ ュ レーシ ョ ン結果を共同で解析する こ と， 次回研

究会を 2010 年 4 月につ く ばで開催する こ と，などを決定

し た。

〔備考〕

公募名 （事業名） ： 独立行政法人科学技術振興機構 ・ 戦略

的国際科学技術協力推進事業 （研究交流型）
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共同研究先 ： 中国 ・ 清華大学 　 ( リ ーダー ) Jiming  Hao

（教授） （ メ ン バー ) Jiayu Xu, Ye Wu, Shuxiao Wang,

Yongliang Ma, Yexuan Wang, Guanghui Li, Liu Yang, Jia

Xing, Biwu Chu, Shaojie Song

愛媛大学共同研究 メ ンバー ： 若松伸司， 西川敦， 岡崎友

紀代， 斎藤正彦， 小田和洋

15） 　 東アジアにおける排出イ ンベン ト リ の高精度化 と

大気汚染物質削減シナ リ オの策定

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0913BA001

〔担当者〕 ○大原利眞 （アジア自然共生研究グループ），黒

川純一，藤田壮，田上浩孝，増井利彦，花岡達也

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 東アジアにおけ る大気汚染物質の排出 イ ンベ

ン ト リ について， 観測データや排出実態データ を基に高

精度化を図る。 また， 環境技術導入モデルを開発し， 排

出削減に資する都市環境政策シナ リ オを提案・評価する。

更に， 東アジアにおけ る温暖化対策シナ リ オ と 整合し た

大気汚染物質削減シナ リ オを策定する。

〔内容および成果〕

【サブテーマ １ ：観測データ と排出実態データによ る排出

イ ンベン ト リ の高精度化】

　 対流圏観測衛星データ を利用し て NOx排出量を逆推計

する手法を開発し， 中国におけ る排出量推計結果を排出

イ ンベン ト リ REAS の排出量 と比較し た。 また， 既存の

資料や文献を も と に， 東アジアにおけ る排出量推計のた

めの統計データや排出実態データ を収集し た。 更に， 東

アジアにおける NOx排出量の週内変動を把握するために

2004年10月から 2008年12月に対流圏観測衛星Aura/OMI

によ って測定された毎日の NO2 カ ラ ム濃度を解析し た。

【サブテーマ ２ ： アジア都市での大気汚染物質排出削減の

ための技術導入モデルの開発に関する研究】

　 中国都市 ・ 地域におけ る環境 ・ 産業 ・ 土地利用政策に

よ る 大気汚染負荷発生への影響を定量化す る こ と に よ

り ， マ ク ロ な排出 イ ンベン ト リ の検証 と 地域政策のシ

ミ ュ レーシ ョ ンを可能にする こ と を目指し て， 中国の地

域調査 と 解析をおこ なった。 中国の代表的な産業都市で

あ る瀋陽市において， 大気汚染， 産業施設， 大気汚染防

止施設のデータベース構築を完了し て， 分布型の解析プ

ロセスの検討をおこ なった。

【サブテーマ ３ ：温暖化対策 と のコベネフ ィ ッ ト 評価も含

めた総合的な大気汚染物質削減シナ リ オの策定に関する

研究】

　 世界 を 対象 と し た統合評価モデルで あ る AIM/CGE

[Global] の排出予測の結果を，東アジアにおける大気汚染

物質の排出イ ンベン ト リ であ る REAS と比較ができ る よ

う にサブモデルを構築し た。 また， ベンチマークデータ

と し て REAS のデータ を AIM/CGE [Global] に組み込んで

将来予測を行い， 基準年におけ る排出イ ンベン ト リ の違

いが将来推計に及ぼす影響について分析し た。

〔備考〕

旧研究課題コ－ド 0810BA003 （戦略課題になったため）

16） 　 地上・衛星ラ イダーによるアジア域のエアロゾル解

析に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0913BA004

〔担当者〕 ○清水厚 （アジア自然共生研究グループ） ， 原

由香里

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 東 ア ジ ア 域に展開 さ れ た地上 ラ イ ダ ネ ッ ト

ワークや衛星搭載ラ イ ダーで計測された球形汚染エア ロ

ゾル濃度の季節 ・ 経年変化や地域変化を排出量や領域モ

デル結果と と もに解析する。

〔内容および成果〕

　 国立環境研究所が中心 と なって整備し て き た東アジア

域ラ イ ダーネ ッ ト ワーク によ る 2006年以降の観測結果 と

NASA の人工衛星CALIPSO(2006年打ち上げ ) に搭載され

た ラ イ ダー CALIOP によ る観測結果を処理し， 偏光解消

度を利用し た分離アルゴ リ ズムによ って球形粒子 ( 主に

大気汚染物質が大気中で反応し て生じ る二次生成粒子 と

考え られる ) の鉛直分布を抽出し た。 これらの長期的変

動を各地点で導出し，化学反応輸送モデル CMAQ によ り

計算された有機炭素 ・ 黒色炭素 ・ 硫酸塩の分布 と 比較し

た。 こ の結果 と し て， 排出源近傍の北京では特徴的な鉛

直ス ケールの季節変動が大きい こ と， 低緯度側で薄い鉛

直構造 と な る こ と， また太平洋側では夏季の季節風によ

り エア ロ ゾル濃度が低下する こ と などが観測から示され

た他， CMAQ で も 同様の傾向が見 ら れる こ と が明か と

なった。

〔備考〕

S-7-1( 代表 : 九州大学 ・ 鵜野伊津志教授 ) のサブテーマ

17） 　 大気汚染物質のソ ース レセプ タ ー解析と 削減感受

性評価

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0913BA005

〔担当者〕 ○永島達也 （アジア自然共生研究グループ），大

原利眞， 黒川純一
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〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 日本を含む東アジアにおける大気汚染 （オゾン

と エア ロ ゾル） に対し て， 世界中の汚染物質排出源がど

れ く らいの寄与を持っているかを明ら かにする ため， 全

球規模及びアジア領域規模の化学輸送モデルを相互に用

いて， 大気汚染物質の ソース ・ レセプター （SR) 関係を

定量的に評価し不確実性を議論する。 また， 温室効果ガ

スの削減シナ リ オに準拠し た将来の大気汚染物質排出量

の削減シナ リ オ等に関し てその有効性を評価する。

〔内容および成果〕

（1） 全球規模の化学輸送モデル （CHASER） と オゾ ンの

「光化学的な生成領域」 毎に寄与を推定する手法であ る タ

グ付き ト レーサー法を用いて， 東アジアの地表オゾンに

ついて 2000年代前半の平均的な SR関係の推定を行った。

その結果， 東アジアの地表オゾンに影響を与え る発生領

域は寒候期 （10 月－ 3 月） と暖候期 （4 月 ?9 月） で異

なってお り ， 寒候期では成層圏や北米 ・ 欧州などの遠隔

地か ら の影響が半分以上を占め， 暖候期では逆に東アジ

アや近隣領域か らの影響が過半 と な る事が分かった。 研

究の成果を ま と めて Atmospheric Chemistry and Physics 誌

へ投稿し た。

（2） 領域規模の化学輸送モデル （CMAQ） に， CHASER

によ って計算された化学物質データ を境界条件 と し て与

え られる よ う コー ド 変更を行 う など， 東アジア域のよ り

空間詳細なオゾンや大気汚染物質の構造を明ら かにする

ための計算環境整備を行い， それら を用いた予備的な実

験を行った。

（3） CHASER を用いて， 化学輸送モデルを用いた対流圏

オゾ ンに関する SR 関係推定のモデル間相互比較プ ロ

ジェ ク ト （TF HTAP） の仕様に準拠し た実験を行った。実

験の結果を HTAP が指定するデータ フ ォーマ ッ ト に変換

する など， HTAP のデータサーバーへの提出準備を行っ

た。

〔備考〕

S-7-1 テーマ代表者は外部研究者 （九州大学 ・ 鵜野教授）

であ る．

18） 　 日本 と中国における自動車排出ガスの健康影響の

国際比較に関する疫学研究

〔研究課題コー ド〕 0810CD009

〔担当者〕 ○田村憲治 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

19） 　 ラ イ ダーおよび地上モニ タ リ ングネ ッ ト ワーク に

よるエアロゾル動態解明

〔研究課題コー ド〕 0812CD003

〔担当者〕 ○杉本伸夫 （大気圏環境研究領域）， 西澤智明

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

(4)-2. 　 東アジアの水 ・ 物質循環評価システムの開発

〔区分名〕 中核研究プロ ジェ ク ト 経費

〔研究課題コー ド〕 0610AA402

〔担当者〕 ○王勤学 （アジア自然共生研究グループ） ， 水

落元之， 越川海， 岡寺智大， 東博紀， 藤田壮，

中山忠暢， 徐開欽， 木幡邦男， 林誠二， 牧秀明，

珠坪一晃， 劉晨

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 長江， 黄河等東アジア地域の流域圏では， 急速

な経済発展に伴 う 水需要量や水質汚濁負荷の増大によ っ

て， 陸域の水不足 と 水汚染， 沿岸域 ・ 海域生態系の劣化

が深刻化する と 共に， 流域圏に支え られかつ流域圏に負

荷を及ぼし ている都市におけ るエネルギー ・ 水資源制約

および水質の問題がいっそ う 深刻化し ている。 これらの

問題は， 中国のみな らず， 日本および東アジア各国に直

接的， 間接的に影響を及ぼし ている。 これらの影響およ

びそれの対策技術 ・ 政策の適応性 と 効果を定量的に評価

し， 持続可能な水環境管理に向けた科学的基盤の確立が

緊急の課題になっている。 本研究プロ ジェ ク ト では， 国

際共同研究によ る東アジアの流域圏， 沿岸域 ・ 海域およ

び拠点都市におけ る水環境に関する科学的知見の集積 と

持続可能な水環境管理に必要な ツールの確立を目指し，

観測 と モデルを組合せ， 水 ・ 物質循環評価システムの開

発を目的 と する。 特に， 都市， 農村 と 流域生態系の共生

の視点か ら， 都市 ・ 流域圏におけ る技術 ・ 施策の導入に

よ る ケース ス タデ ィ の結果に基づ く ， 適切な技術システ

ム と 政策プロ グ ラ ムの設計を含む都市 ・ 地域 ・ 流域圏の

長期シナ リ オ ・ ビジ ョ ンを構築する ための方法論を開発

する。

〔内容および成果〕

(1)流域圏における水・物質循環観測・評価システムの構築

　 平成 21 年度には， 衛星 ・ 地上統合観測ネ ッ ト ワークの

構築事業 （環境省） を継続し， 東アジア地域をカバーす

る １ km メ ッ シュの時系列の表面温度， 植生指数， 植物

生産量などの衛星データセ ッ ト を作成し た。 また， 平成

20 年度に長江中流域の 大の支流であ る漢江で設置し た

水質自動モニ タ リ ングシステムの維持管理を行い， 全窒

素 （TN）， 全 リ ン （TP）， 化学的酸素要求量 （COD）， 水

温， 濁度 （SS） およびク ロ ロ フ ィ ル a （Chl-a） などの観

測データ を継続的に取得し た。 これら の観測データ を用

いて SWAT をベースに改良し た水環境評価モデルを検証
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し， 退耕環林， 南水北調など流域改造活動が漢江中下流

の水環境への影響を定量的に評価し た。 その結果， 南水

北調によ って水量 95 億 ト ンを北部へ調達される と，漢江

下流の河川水の COD やアンモニア性窒素 （NH3-N） など

の水環境容量は約 3 割減る こ と が推定された。 また， 退

耕環林政策が表面流出量に与え る影響が小 さ い も のの，

土砂流失特に窒素など汚濁物質の産出に与え る影響は大

きい と い う こ と が定量的に分かった。 改良し たモデルを

漢江の支流にあ る長江水利委員会の生態修復テス ト サイ

ト で適用し始め， 生態修復工事や土地改造活動の影響評

価に着手し た。 さ ら に， 技術移転の可能性を検討する た

め， 日中水環境パー ト ナーシ ッ プ事業 （環境省） を通じ

た中国農村地域におけ る分散型生活排水処理システムを

設置し， その導入効果について検討し始めた。 本研究の

目的を達成する ため， 新たな研究展開 と その成果のアジ

ア地域への還元を目指し， 中国長江水利委員会 （CWRC）

や中国科学院をはじめ と する中国の研究者 ・ 行政担当者

と の連携によ って， 平成 21 年 11 月に中国武漢市で第 3

回日中水環境技術検討会及び12月につ く ば市で中国の水

資源 ・ 水循環特別セ ミ ナーを開催し た。

(2) 長江起源水が東シナ海の海洋環境・生態系に及ぼす影

響の解明

　 平成 21 年 6 月に東シナ海陸棚域調査を行い， 平成 19

年度同時期に匹敵する高濃度の渦鞭毛藻出現を観測し，

本種の陸棚域におけ る優占化が顕在化し ている こ と が示

唆された。 本種の陸棚域群集維持機構の一つ と し て予想

される水界乱流強度の鉛直分布 と 細胞数濃度の関係を把

握する ために， 乱流微細構造プロ フ ァ イ ラーによ る物理

観測を行った。 調査中の当該測器亡失事故によ り 平成 21

年度に取得されたデータ数は限定的であったが， 前年度

の観測デー タ と あわせて解析 し た と こ ろ， 渦鞭毛藻ブ

ルームは躍層付近の乱流強度が弱い場所で形成される傾

向が示 さ れた。 陸棚域の鉛直一次元生態系モデルでは，

微細乱流強度 と 渦鞭毛藻増殖速度の関係を導入する こ と

によ って， 現場で観測される躍層周辺水深におけ る藻類

の高密度集積が再現される こ と， 計算精度の向上には乱

流強度 と と も に日周鉛直移動の効果をモデル化する必要

性があ る こ と が示された。 また， 平成 21 年度までの航海

観測データ解析を継続し， 特に高濃度の渦鞭毛藻が出現

し た平成 19 年度のデータセ ッ ト の詳細検討を行った。陸

棚域の光補償水深を濁度， ク ロ ロ フ ィ ル蛍光強度， 海水

色等の物理条件か ら推定する ための手法を開発し， 有光

層内の ク ロ ロ フ ィ ル現存量の ２ 次元分布の解析， その う

ちの渦鞭毛藻の寄与について定量的評価を行った。 前年

度までに開発し た東シナ海流動計算結果の一部に不具合

が認められたため， 従来用いて き た鉛直方向の層数固定

式 （σ 座標系） から層数可変式へのアルゴ リ ズム改良を

行い， 良好な結果が出力される こ と を確認し た。 また渤

海におけ る結氷 ・ 解氷現象に関するモジ ュール開発を行

い， 流動モデルの精緻化を図った。

(3) 拠点都市における技術・政策イ ンベン ト リ と その評価

システムの構築

　 日本におけ る環境技術 ・ 政策の評価研究を進めて方法

論の高度化を進める と と も に， 地域循環圏や低炭素都市

計画への環境省検討へ科学的な根拠を提供す る と と も

に， アジアの都市への研究展開を具体化し た。 国内都市

について， 1) 水 ・ 物質 ・ エネルギーの統合型三次元物理

解析システム （NICE-Urban モデル） の構築を も と に川崎

市 と の環境研究協定のも と で進めた都市街区観測実験に

よ る検証を進めて， 2) 川崎市及び国内エコ タ ウ ン都市の

環境技術の Ｌ Ｃ Ａ イ ンベン ト リ の蓄積を進める こ と に加

えて， 3) 革新的な低炭素技術であ る街区スケールのエネ

ルギー制御シス テム技術 （UCPS） の実証開発を進めた。

これら の研究成果は， 川崎市の政策及び環境省の地域実

行計画のマニ ュ アル， 地域循環圏政策への反映を通じ て

国内都市アジア都市への実践的な研究情報発信を進める

こ と ができ た。

　 アジアの都市地域環境を対象と し て，日本の環境技術・

政策の定量的な イ ンベン ト リ データベース と し ての構築

を進め， 日中での両国環境省， 両国都市自治体政府およ

び両国研究者間での双方向型の連携シ ス テ ム を構築 し

た。 と く に中国瀋陽市 と 川崎市の環境にやさ しい都市連

携 （平成 21 年 6 月に両国大臣の覚書） への研究情報を発

信する と と も に， 協力のプ ラ ッ ト フ ォーム を提供し た。

JICAの中国循環経済プロ ジェ ク ト を通じ て確実に中国の

都市地域環境政策に反映される礎を構築し た。 具体的に

は次の研究成果を得た。 4) 中国科学院応用生態研究所 ・

遼寧省環境科学環境科学院研究所および瀋陽市環境保護

局， 日中友好環境保全セン ター と の連携の具体化を進め

て， 中国都市におけ る 資源循環技術の政策シ ミ ュ レー

シ ョ ンを研究論文 と し て発信する と と も に， 瀋陽市の環

境モデル都市建設および日中連携工業生態園建設の政策

フ レーム形成に貢献し た。 5) 研究成果を日本及び中国の

国際ア ド バイザ リ ー会議を通じ て， 瀋陽市の国家静脈工

業生態園および国家環境建設モデル都市政策検討の根拠

と し て出力し ている。 6) 瀋陽での環境都市評価システム

をプロ ト タ イプ と し て Ｊ Ｉ Ｃ Ａ 循環経済プロ ジェ ク ト と

の連携で蘇州市， 山東省への展開を進めて， 国連環境計

画エコ タ ウ ンプロ ジェ ク ト と IGES と の連係で東南アジ

ア都市への研究展開フ レームの展開を進め る と と も に，
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JICAの循環経済プロ ジェ ク ト を通じ て中国政府および拠

点都市の基本フ レームづ く り に反映し た。平成 21 年度は

6 月に国際産業エコ ロ ジー学会，9 月に中国での東アジア

国際会議， 2 月に川崎市での国連環境計画会議， 3 月に北

京および瀋陽で日中両国環境省によ る国際会議の開催で

主体的や役割を担った。 これら を通じ て， 日中両国環境

省間 「環境にやさ しい都市」 連携への研究支援を具体化

し， 実用的な技術政策シ ミ ュ レーシ ョ ンの構築を進めて

政策情報の出力を行った。

〔備考〕

海外共同研究機関 ： 長江水利委員会， 中国科学院地理科

学与資源研究所， 浙江海洋大学， 上海水産大学， 中国科

学院瀋陽応用生態研究所， 日中友好環境保全セン ター，

中国環境科学院， 清華大学， 大連理工大学， 武漢大学，

南開大学， 瀋陽大学， 遼寧省環境科学研究院， 国連環境

計画国際環境技術セン ター， 瀋陽市環境保護部， 韓国蔚

山大学等

〔関連課題〕

0609BY923 　 温暖化影響早期観測ネ ッ ト ワ ー ク の構築

114p.

0709BA514 　 水 ・ 物質 ・ エネルギーの環境フ ラ ッ ク ス評

価によ る持続可能な都市 ・ 産業システムの設計 115p.

0709BD452 　 水 ・ 物質 ・ エネルギー統合解析によ る アジ

ア拠点都市の自然共生型技術 ・ 政策シナ リ オの設計 ・ 評

価システム 115p.

0709CB001 　 バイ オマス持続可能利用への環境管理技術

開発 ： サブテーマ 3 　 環境資源の強化 ・ 補完 ・ 代替技術

評価研究 116p.

0810BX001 　 街区 ・ 地域の環境 ・ 熱エネルギー制御シ ス

テム 116p.

0911BA006 　 東シナ海環境保全に向けた長江デルタ ・ 陸

域環境管理手法の開発に関する研究 116p.

0911BA007 　 里山･里地･里海の生態系サービ スの評価 と

新たなコモンズによ る自然共生社会の再構築 117p.

0911LA001 　 グ リ ーンサプ ラ イチェ ン ・ マネジ メ ン ト の

日中製造業間の国際展開モデルの構築 118p.

0710AG474 　 貧酸素水塊の形成機構 と 生物への影響評価

に関する研究 171p.

0810BE004 　 有機再生廃棄物を対象 と する多層複合型資

源循環圏の設計と評価システムの構築 54p.

【関連課題】

1） 　 温暖化影響早期観測ネ ッ ト ワークの構築

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0609BY923

〔担当者〕 ○王勤学 （アジア自然共生研究グループ） ， 藤

田壮，徐開欽，中山忠暢，岡寺智大，劉晨，呉通華

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 21 年度 （2006 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化問題の深刻化， 水資源の不足， ミ レ

ニアム生態系評価 （MA） 報告書で警告された環境資源の

著しい損失， 自然災害によ る被害などの環境危機を回避

する ためには， 地球規模特に経済が急速に発展し ている

アジア地域の諸現象を観測によ って正確に把握する と と

も に， 観測か ら得られたデータ を用いて将来予測を行 う

こ と が必要と なる。 このよ う な背景を踏まえ， 本研究は，

衛星 ・ 地上観測シス テムを中国， モンゴル と の共同研究

体制の基で構築し， 広域的な高精度の観測データや将来

予測ができ るモデルを成果 と し て， 地球温暖化が環境資

源の劣化や食料生産に与え る影響の予測精度の向上を図

る。

〔内容および成果〕

(1) 衛星データ受信・解析システムの保守管理およびデー

タ解析によ る東アジアの環境資源の現状把握

　 本研究においては， 2000 年から 8 日ご と の １ km 分解

能の MODIS 衛星データ を蓄積し てき た。このデータセ ッ

ト によ って， 永久凍土イ ンデッ ク スの分布 と その変化の

推定が可能 と なった。 従来の研究では， 気象観測データ

を用いた永久凍土の分布が推定されて き たが， 気象観測

サイ ト が限定されている ため， それら の分布推定におけ

る解像度は粗 く 数十キ ロ しかない。 しかし， 衛星データ

を利用する こ と で， １ km 解像度の高い精度の永久凍土

の分布図が作成でき た。 その結果， この短い 8 年間でも，

モンゴルの一部の地域では永久凍土が退化し ている こ と

が判明し た。 また， 東アジアの広域の蒸発散量 （ET） を

概算する ために 2000 ～ 2009 年の MODIS 地上プロダ ク

ト を使用し て， 本研究が開発し た Sim-ReSET モデルを適

用し た。 さ らに， MODIS 衛星データ を用いた中国全土の

土地被覆類型別の炭素固定量を １ km 解像度で算定し た。

(2)地上観測システムの保守管理およびデータ解析によ る

東アジア典型的な生態系の環境資源の現状把握

　 中国科学院 と モンゴル科学院の協力によ り ， 中国 ・ モ

ンゴルの典型的な生態系に設置し た七つの地上モニ タ リ

ングシス テム （山東省 ： 禹城 （畑地） ， 新疆 ： 阜康 （砂

漠）， 湖南省 ： 桃源 （水田）， 青海省 ： 海北 （草原）， 江西

省 ： 千煙州 （森林） 及びモンゴル : ダワー ト （Davaat） （凍

土環境における森林） と ナラ イ フ （Nalaikh） （凍土環境に

おける草原） の維持管理を行った。 本年度には引き続き，

日射量， 純放射， 顕熱 ・ 水蒸気フ ラ ッ ク ス など熱収支関

係， 気温， 風速， 降水量など気象関係， 地温， 土壌水分，

熱伝導率など土壌関係， 及び CO2 フ ラ ッ ク ス， 葉面積指
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数， 生物量など植生関係 と， 多 く の環境要素の観測を継

続し た。

　 さ らに， 気候変動によ る永久凍土融解を明ら かにする

ために， 2009 年 8 月に， 日本国立環境研究所 ・ モンゴル

科学院 ・ 中国科学院連合調査チームはモンゴルで大規模

な研究調査を行った。 調査内容は， 永久凍土の採掘調査，

地中探査レーダ （GPR と GDP 32II） によ る永久凍土の探

査， 地中探査レーダ （GPR と GDP 32II） によ る地下水の

調査， 同位体分析法 （Cs-137） によ る土壌退化の調査， 地

上生物量， 土壌温度 と 土壌湿度の調査および気象観測シ

ステムや CO2 フ ラ ッ ク スの観測などであった。

〔備考〕

国内共同研究機関 ： 慶応大学

海外共同研究機関 ： 中国科学院地理科学与資源研究所 ・

亜熱帯農業研究所 ・ 西北高原生物研究所 ・ 新疆生態与地

理研究所、 モンゴル科学院地理研究所

2） 　 水 ・ 物質 ・ エネルギーの環境フ ラ ッ ク ス評価による

持続可能な都市 ・ 産業システムの設計

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0709BA514

〔担当者〕 ○藤田壮 （アジア自然共生研究グループ） ， 徐

開欽， 中山忠暢， 藤井実， 橋本禅， 濱野裕之

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 都市生活や産業からの温室効果ガス と， 環境負

荷の発生や移動について空間分布を都市ス ケールで解析

する統合型都市環境解析モデルを構築する。 こ のモデル

を中核 と し， 地域の環境資源を生かすこ と によ り ， 生活

環境や生態系保全などの地域目的 と 整合しつつ， 地球環

境保全への貢献を 大化する， 都市に と っての技術 ・ 政

策シナ リ オのゴール と そ こへの道筋を具体的に設計し て

定量的に評価する システムを提供する。 また， 行政や企

業など と 都市活動 と 産業施設の共生的連携や， 持続可能

な都市の将来像と対応策を描 く 機会を実践する。

〔内容および成果〕

　 統合型陸域生態系モデル （NICE） モデル と都市産業の

資源循環算定モデルの構築を進めて， 拠点都市 と 流域圏

での都市 ・ 地域ス ケールの水 ・ エネルギー ・ 物質解析研

究の推進体制を構築し た。 モデルの検証を行 う ために，

国内の代表的産業都市であ る川崎市 と の包括的な環境協

定を締結し， 水 ・ エネルギー ・ 物質解析モデルの検証 と

政策シ ミ ュ レーシ ョ ンを試行し た。 川崎市 と の連携で都

市ス ケールの環境観測ネ ッ ト ワーク実験を行い， モデル

の検証 と と も に， 試行的な政策シ ミ ュ レーシ ョ ンを行い

自治体への情報発信を行った。 物質循環の評価について

は， 都市内物質循環か ら地域循環の政策を含む技術 ・ 政

策イ ンベン ト リ の構築 と， 循環圏評価モデルの開発を進

めた。 水 ・ エネルギー ・ 物質の都市解析モデルを街区 ・

建物のエネルギー制御に適用する， ク ラ ス タ リ ングネ ッ

ト ワーク制御システムについての温暖化対策技術開発事

業 と し ての連携で， 川崎市での具体的な実証実用研究を

開始し， その成果を環境省、 内閣府の低炭素都市実行計

画検討等への研究発信を行った。

〔備考〕

分担研究者と し て慶應大学， 産業技術総合研究所

3） 　 水 ・ 物質 ・ エネルギー統合解析によるアジア拠点都

市の自然共生型技術 ・ 政策シナ リ オの設計 ・ 評価シ

ステム

〔区分名〕 環境技術開発等推進事業

〔研究課題コー ド〕 0709BD452

〔担当者〕 ○藤田壮 （アジア自然共生研究グループ） ， 中

山忠暢， 徐開欽， 王勤学， 岡寺智大， 中根英昭，

孫穎， 陳旭東

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 東アジアの拠点都市において都市 ・ 産業システ

ムの代替的な技術 ・ 政策シナ リ オを定量的な イ ンベン ト

リ と， 統合的な環境フ ラ ッ ク ス解析システムの構築する

こ と で， 地域環境保全力を高める都市 ・ 産業の設計を可

能にする。 集計的に環境負荷集計的に評価する アプロー

チではな く ， 「環境フ ラ ッ ク ス」 の空間分布 と時間変化を

定量的に算定する システムによ って， 産業拠点を軸 と す

る都市活動 と の水 ・ 物質 ・ エネルギーの共生的利用シス

テムの構築 と， 水系循環 と 熱需給の都市環境イ ン フ ラの

形成を中核的な技術 ・ 政策 と する自然共生型の都市戦略

の構築システムを形成する。

〔内容および成果〕

　 中国科学院応用生態研究所 ・ 遼寧省環境科学研究所，

瀋陽市環境保護局， 日中友好環境保全セン ター と の連携

の具体化を行い， 環境技術 ・ 政策の環境影響及び経済影

響の政策効果を評価し た。 また， 瀋陽におけ る環境都市

評価システムをプロ ト タ イプ と し て， JICA 循環経済プロ

ジ ェ ク ト と 連携し， 蘇州市， 山東省への展開を進める と

共に，国連環境計画エコ タ ウ ンプロ ジェ ク ト 及び IGES と

連携し て東南アジア都市への研究展開フ レームを構築し

た。

〔備考〕

分担研究者と し て IGES, 慶應大学
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4） 　 バイオマス持続可能利用への環境管理技術開発 ： サ

ブテーマ 3 　 環境資源の強化 ・ 補完 ・ 代替技術評価

研究

〔区分名〕 科学技術振興調整費

〔研究課題コー ド〕 0709CB001

〔担当者〕 ○藤田壮 （アジア自然共生研究グループ） ， 徐

開欽， 岡寺智大

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 水資源の再利用技術， 汚濁負荷抑制技術など，

環境資源を補完 ・ 代替する技術イ ンベン ト リ を各地域特

性に応じ て適用可能な形で整備し， 汚濁負荷削減効果お

よび経済的効果を含む環境資源への影響を評価する シス

テムの開発を目的とする。 具体的には， （ １ ） 地域から発

生する副産物についての再資源化技術の選定プロセス と

実証研究システムの構築， （ ２ ） 発酵関連産業の副産物再

資源化技術のイ ンベン ト リ の構築に取 り 組む。

〔内容および成果〕

　 水資源の再利用技術， 炭素固定化技術， 汚濁負荷抑制

技術， 自然劣化防止技術など， 環境資源を補完 ・ 代替す

る技術を各地域特性に適用可能な形で整備し， 汚濁負荷

削減効果および経済的効果を含む環境資源への影響を評

価する ために， 発酵副産物の再資源化及び土壌還元技術

等の環境資源の維持 ・ 増進を図る技術システムを各地の

農業生産へ適用可能な技術目録 （イ ンベン ト リ ー） と し

て整備し た。 また， 本イ ンベン ト リ ーを タ イのバイオエ

タ ノ ールプ ラ ン ト に適用し， 汚濁負荷発生量および流出

量の推計を行った。

〔備考〕

慶應義塾大学が研究 ・ 統括機関

5） 　 街区 ・ 地域の環境 ・ 熱エネルギー制御システム

〔区分名〕 その他研究費

〔研究課題コー ド〕 0810BX001

〔担当者〕 ○藤田壮 （アジア自然共生研究グループ） ， 中

根英昭， 斎藤正彦， 田上浩孝， 神村一幸， 杵島

修三

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 都市の水 ・ 資源循環、 熱エネルギー分布のモニ

タ リ ング と 解析に基づいて， 都市の立地特性 と 施設特性

に応じ た， 高効率の都市活動制御 と サービ ス供給を可能

にする都市 ・ 街区ス ケールの環境制御システムを開発す

る。

　 個別に制御されて き た産業活動 と 都市施設を統合的に

観測， 解析するモニ タ リ ングネ ッ ト ワーク システム， 検

証システムの開発， 双方向の地域の環境情報共有システ

ムなどによ り ， 都市の活動に伴って発生する環境負荷の

低減と街区の環境基盤を計画するプロセス を提供する。

〔内容および成果〕

　 都市街区の建物エネルギー設備属性間を包括的に制御

する，街区ク ラ ス タ リ ング・プロ ト コル・システム（UCPS）

の開発と と もに， 対象建物を個別に制御する  BACFlex ク

ラ ス ター ・ シ ミ ュ レータの開発， BACFlex ク ラ ス タープ

ロ ト コルを利用し た， 都市制御 ・ 街区制御システムの川

崎市施設での実証運用をおこ なった。 本年度は， かわ さ

き フ ァ ズ空調実験システムにおいて，街区管理・制御ネ ッ

ト ワーク と BEMS ネ ッ ト ワーク技術および建物管理 ・ 制

御ネ ッ ト ワーク と 各種端末機器ネ ッ ト ワーク技術を開発

し た。 個々の資源管理システムをネ ッ ト ワーク を通じ て

仮想結線 （ク ラ ス ター化） し， 集中管理を行え る制御ク

ラ ス ターのプロ ト コルを開発する。 低炭素運用のための

包括制御に適用する ために環境， 空調制御方式， 温度設

定などのラ イブ ラ リ を開発し た。 集中管理に際し て， 運

用状況の確認がで き る モニ タ ラ イ ブ ラ リ の開発を進め，

UCPS の実用にあたって， 関連する アプ ラ イ アン スの改

良， 開発を進めた。

〔備考〕

技術開発研究者と し て宮城工業高等専門学校

6） 　 東シナ海環境保全に向けた長江デルタ ・ 陸域環境管

理手法の開発に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0911BA006

〔担当者〕 ○木幡邦男 （水土壌圏環境研究領域） ， 村上正

吾， 王勤学， 水落元之， 越川海， 河地正伸， 東

博紀， 劉晨， 大場真

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究の目標は， 近年急速に経済発展し た長江

デルタに代表される新たな負荷発生源が東シナ海の海洋

環境に及ぼす影響を評価する こ と， 陸域から の汚濁負荷

削減によ る効果的な海洋環境 ・ 生態系サービ スの持続性

確保のための環境政策オプシ ョ ンを提案する こ と， また

海洋環境に対する これらの実施効果を事前予測する こ と

であ る。 具体的には， (1) 栄養塩過剰供給によ る長江沿岸

域の環境劣化の時系列的検討 と， 東シナ海生態系への影

響の構造解明と定量化， (2) 人文科学 と自然科学を融合し

た視点に立脚し た上海経済圏か らの栄養塩発生量の高精

度な推定， (3) 前記の (1) と (2) の成果を基礎 とする， 長

江デルタ， 特に上海経済圏から海域への栄養塩負荷量の

適正さ を評価するモデル （陸域影響診断モデル） の開発

を実施する。
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〔内容および成果〕

(1) 中国科学院地理科学与資源研究所と共同で，長江中下

流の河川水文観測点であ る宜昌， 伍相廟， 武漢， 大通の

各観測所において， 月 １ 回の水質観測を実施し た。 測定

項目は， 流量， 水位， 窒素， リ ン， pH， DO， BOD， SS，

大腸菌 であった。 長江デルタの上流に位置し， 潮汐影響

が無い大通観測点での流量と T-P 濃度に基づ く 長江中流

からデルタ域への流入する年間 T-P 総量は約 11 万 ト ン と

推定された。

(2) 長江中流域に位置する漢江流域を対象に流域管理モ

デル （SWAT モデル） を適用し， 流量， 流砂量， 窒素， リ

ンに関する数値シ ミ ュ レーシ ョ ンを実施し た。 漢江流域

の下流に位置する仙桃水文観測点での観測結果 と SWAT

モデルの推定値を比較 し た結果， ど の項目について も

ピーク値， 変動傾向については十分に模擬出来ている こ

と が認められた。

(3) 長江デルタ地域におけ る汚濁発生負荷量を推計する

ために，上海市，浙江省，江蘇省の社会経済環境情報デー

タベース を構築， 原単位法を適用し て年間汚濁発生負荷

量を算出し た。 その結果， 長江デルタでの年間 T-P 発生

量は約 15 万 ト ン と推定され， 前述の (1) で推定される大

通通過量約 11 万 ト ン / 年と比較する と， 長江流域全体の

発生負荷量に対する長江デルタの重要性が浮き彫 り に さ

れる結果と なった。

(4) 長江デルタ域の高度経済成長に伴 う 長江起源水の変

質が東シナ海生態系機能を劣化させつつあ る予兆を補足

する ため， 2009 年 6 月， 西海区水産研究所 と共同し東シ

ナ海陸棚域で海洋環境 ・ 生態系に関する航海調査を実施

し た。 その結果， 陸域棚で中国沿岸域の赤潮形成種であ

る渦鞭毛藻 Prorocentrum dentatum が優先化し， 躍層付近

に集中し ている こ と が観測された。

(5) 渦鞭毛藻類のク ロ ロ フ ィ ルa (Chl.a) ピーク が躍層付近

に集中す る 機構を検討す る ため， 微細乱流プ ロ フ ァ イ

ラーを用いて水流の乱流強度と Chl.aの水深方向分布を同

時計測し た。 その結果， 栄養塩が十分にあ る状況下でも，

乱流強度があ る程度以上大き く な る と ピーク は形成され

ない こ と が見出された。 ブルームの集積は躍層周辺部の

鉛直混合が急激に弱ま る と こ ろに渦鞭毛藻が集積する こ

と によ る と考え られた。

(6) 東シナ海の低次生態系の変調を再現する ために， 3 次

元流動 ・ 生態系モデルの開発に着手し た。 渤海湾 ・ 黄海

の北部域におけ る冬季の結氷 ・ 解氷過程を考慮する こ と

で， 渤海 ・ 黄海の表層塩分濃度の再現精度が向上し， そ

の結果， 東シナ海全体の流動の再現精度が向上し た。

(7) 新たに植物プラ ン ク ト ンの増殖・自然死速度に乱流強

度の影響を考慮し た低次生態系モデルを開発し， 躍層付

近での Chl.a ピーク の形成を再現させる こ と を可能にし

た。 このモデルを東シナ海における 24 時間定点調査結果

に適用し た結果，計算値の Chl.a ピークの位置は観測値 と

ほぼ一致し た。

〔備考〕

7） 　 里山･里地･里海の生態系サービスの評価と新たな コ

モンズによる自然共生社会の再構築  

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0911BA007

〔担当者〕 ○岡寺智大 （アジア自然共生研究グループ），藤

田壮

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 日本の里山 ・ 里地 ・ 里海がも た らす生態系サー

ビ ス を対象と し， これに ミ レニアム生態系評価 (MA) の

概念的枠組みを適用し， 生態系サービ ス （供給機能， 調

整機能， 支持機能， 文化的機能） の変化， その直接的 ・

間接的要因， 人間の福利への影響 と いった要素を総合的

に評価する こ と によ り ， 生物多様性を損なわずに生態系

サービ ス を 大化させられる人為的関与の程度を明確化

させ， これに基づき， 持続可能な自然共生社会の再構築

に向けた政策提案を導 く こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 ミ レニアム生態系評価 （MA） などの生態系サービ スに

関する既存研究の調査や現地調査によ り ， 生態系サービ

スに影響を及ぼす要因を抽出し， 生態系サービ スの構造

化モデルを作成する。 特に， 直接的要因 （外部か ら の資

源投入 （肥料， 農薬， エネルギー）， 水利用構造， 食料 ・

木材の消費の変化， 土地被覆 ・ 利用変化、 気候変動など）

および間接的要因 （人口変化， 産業構造， 技術的要因，

政策的要因など） と い う 大き く 2 つの Driving Force を同

定し， これらの生態系サービ ス （食料 ・ エネルギー供給、

水資源縦貫， 有機物 （C， N， P） 循環， 土地利用など） へ

の影響を構造化する。

（1） 既存研究のレ ビ ューによ り ， まず生態系サービ ス と，

それに影響を及ぼす要因の構造化を行った。 生態系サー

ビ スには供給サービ ス， 調整サービ ス， 文化的サービ ス，

支持サービ スの大き く 4 つのサービ スに分類される。 ま

た， これら の生態系サービ スは， ア） 土地利用， イ） 技

術の適用， ウ） 外部か ら の資源投入， エ） 収穫 と 資源消

費， オ） 気候変動， カ） 種の侵入， キ） 自然物理および

生物学的要因の 7 つの直接的要因によ り 規定され， さ ら

に， 直接的要因は人口， 経済， 社会政策， 科学技術， 文

化 ・ 宗教の 5 つの間接的要因に影響される こ と が明らか
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になった。 これらの構造に即し て， 直接的 ・ 間接的要因

を含めた生態系サービ スデータベースの作成を行った。

（2） 文献調査や現地調査によ り ， 里山 ・ 里地 ・ 里海の生

態系サービ スの構成要素の抽出を行った。 その結果， 元

来， 里山にはエネルギー供給 （薪炭） と 田畑への栄養塩

供給 （腐葉土） と い う 2 つの供給サービ スがあ り ， それ

ら の生態系サービ スに里地の食料生産が支え られる と い

う 構造にあ る こ と がわかった。 そ こ で， 食料供給サービ

スの経年変化を， 生態系サービ スデータベースから調べ

た と こ ろ， 日本の米及び麦の収穫量は， 第二次大戦前ま

では順調に増加する傾向にあったが， 戦時中に急激に収

穫量が落ち込んでいる。 戦後は 10 年間で米， 麦 と もに収

穫量を倍増し た。さ らに 10 年かけて米の収穫量は 14000t

／年と増加し たが， 1967 年を堺に収穫量は減少傾向にあ

る。 一方， 価格ベースでは， 1967 年から米の収穫量は急

増し てお り ， 価格が急激に上昇し ている こ と が明ら か と

なった。

（3） 生態系データベース を使用し て， 日本の供給サービ

スの経年変化と直接的要因ついては， 土地利用 （農地） ，

気候変動 （湿度）， 技術の適用 （化学肥料， 機械化）， 外

部からの物質投入 （輸入） 及び収穫 と資源消費 （嗜好性）

の主に 5 つの直接的要因 と の間にあ る種の相関が見受け

られる こ と がわかった。

〔備考〕

（研究代表者） 　 国際連合大学高等研究所 　 　 渡邉 　 正

孝。国環研は本研究課題の中でサブテーマ ２ 「生態系サー

ビ スの変化に関する直接 ・ 間接的要因の分析」 を担当す

る。

8） 　 グ リ ーンサプ ラ イチ ェ ン ・ マネジ メ ン ト の日中製造

業間の国際展開モデルの構築

〔区分名〕 共同研究

〔研究課題コー ド〕 0911LA001

〔担当者〕 ○藤田壮 （アジア自然共生研究グループ） ， 孫

穎， 陳旭東， 徐開欽

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 国境を超えた生産連携の進む日中の生産セ ク

ターに注目し， 日中の製造業 と 素材生産業を含む企業 と

を対象 と する研究プラ ッ ト フ ォームを活用し て， そのグ

リ ーンサプラ イチェーンマネジ メ ン ト （以下 　 GSCM） の

横断的な実証解析に基づいて， 先進的な GSCM が資材の

調達連鎖 と 業種間連携を通じ て， 拡大展開する アジアの

統合型 GSCM 展開モデル （Diffusion model） を検討する。

　 日中双方の研究者が行っている企業調査 と 集中的な相

互交流を も と に， GSCM の統合型展開モデルの理論フ

レームを検討し て， その検証に向けての国際基準 と な り

う る GSCM の企業調査フ ォーマ ッ ト を設計する。 その う

えで， 国際市場に強い影響力を持つ日中連携の強い生産

製品を対象の調査を通じ て， 素材生産か ら部品加工， 組

み立て， 流通のネ ッ ト ワーク での GSCM の展開モデルを

検証する。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 環境配慮型経営に関する アンケー ト 調査票

を設計し，川崎市データベースに登録された 1255 の製造

企業を対象 と し たアンケー ト 調査を実施し た。 中小企業

の環境配慮型経営に関する アンケー ト 調査の結果を も と

に， 統計分析を用いて， 中小企業におけ る環境配慮型の

経営活動の促進要因， 実施内容， 企業パフ ォーマン ス を

定量化し て抽出し た上で， 環境配慮型経営の諸要因の因

果関係を解析する。 そ こ か ら， 促進要因によ る環境配慮

型経営の実施や企業パフ ォーマ ン スへの影響度を解析

し， 中小企業によ る環境配慮型経営の推進条件を検討し

た。 環境配慮型経営活動に係る促進要因 （23 項目）， 環境

配慮型経営活動の実施 （40 項目） ， 環境配慮型経営活動

に係る諸要因の経営方針への影響度の ３ つのカテゴ リ に

ついての調査を行った。

〔備考〕

中国 NFSC と の共同研究

9） 　 貧酸素水塊の形成機構と生物への影響評価に関する

研究

〔研究課題コー ド〕 0710AG474

〔担当者〕 ○牧秀明 （水土壌圏環境研究領域）， 中村泰男，

東博紀， 越川海， 金谷弦

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

10） 　 有機再生廃棄物を対象と する多層複合型資源循環

圏の設計と評価システムの構築

〔研究課題コー ド〕 0810BE004

〔担当者〕 ○藤田壮 （アジア自然共生研究グループ） ， 大

迫政浩， 徐開欽， 稲葉陸太

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

(4)-3. 　 流域生態系における環境影響評価手法の開発

〔区分名〕 中核研究プロ ジェ ク ト 経費

〔研究課題コー ド〕 0610AA403

〔担当者〕 ○野原精一 （アジア自然共生研究グループ），福

島路生， 亀山哲， 井上智美， 一ノ 瀬俊明， 今井

章雄， 広木幹也， 矢部徹， 小熊宏之， 島崎彦人

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 東南アジア ・ 日本を中心 と し た流域生態系にお
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け る環境影響評価手法の開発を行い， メ コ ン川流域に関

連し た国際プロ グ ラ ム間のネ ッ ト ワーク を構築し， 国際

共同研究によ る流域の持続可能な発展に必要な科学的知

見を提供する。 主に メ コ ン川の淡水魚類相の実態解明，

流域の環境動態の解明を行 う こ と 等によ り ， ダム建設等

の生態系影響評価を実施する。

〔内容および成果〕

（ １ ) 流域生態系及び高解像度土地被覆データベースの構

築

　 空間データベースの構築と応用

　 広大な メ コ ン流域の自然環境および社会経済特性に関

する基礎データ を， 空間データベース と し て一元管理 ・

分析する仕組みを構築し た。 １ ） 基礎データの収集， ２ ）

メ コ ン流域全体の水文学的な接続関係を維持し た小流域

に区分し， こ の小流域単位で， 地域の自然環境 と 社会経

済属性を集計し た。 ３ ） 小流域単位で集計し たデータに

対し て，情報量規準に基づいた ク ラ ス タ分析を適用し た。

（ ２ ） 人間活動によ る生物多様性 ・ 生態系影響評価モデル

の開発

　 栄養塩濃度の流域各国の地理的分布 と 各種自然環境 ・

人間活動 と の空間的対応から， タ イのコ ラー ト 高原の米

作地帯か ら 高濃度の硝酸塩 と ア ンモニ ウ ムが検出 さ れ

た。 元素濃度について例えばス ト ロ ンチウ ムでは地域に

よ って広い変動幅 （0.024ppm ～ 0.221ppm） を示すこ と が

分かった。 マング ローブ林を形成する主要樹種 3 種 （A.

marina， R. stylosa， B. gymnorrhiza） について， 根圏酸化機

能を測定し た。 3 種共， 根か らの酸素漏出速度には個体

差がみられ， 暗条件下に比べて明条件下の方が高い酸素

漏出速度を示し た。

（ ３ ） 持続可能な流域生態系管理を実現する手法開発

　 メ コ ン河流域におけ る ダム建設が下流域に与え る影響

をみる ため， 自然河川の持つ 「氾濫」 と 「物質輸送」 と

い う 季節的な流域動態の変化に関し て定量化を試みた。

メ コ ン上流のダム建設 （Wanman Dam） に よ る下流の北

タ イへの影響について年間の河川流量 と 土砂移動量の変

化を推定し た。 ASTER 画像を現地河川調査に活用し， 流

出モデルを構築し ダム建設前後での年間を通し ての土砂

収支計算を Chiang Sean 付近にて行った。日本， タ イの環

境NGO等 と メ コ ン河流域住民 と の環境影響に関する ヒ ア

リ ン グ を行い問題点の抽出を行っ た。 メ コ ン河委員会，

環境 NGO， 各大学研究者， 森林管理局等の間で情報共有

ネ ッ ト ワーク を作 り ， 終年度にタ イでワーク シ ョ ッ プ

を開催する。

〔備考〕

〔関連課題〕

0911NA001 　 国際河川 メ コ ン河の淡水魚類多様性保全に

向けたダム立地シナ リ オの考察 119p.

0710AG474 　 貧酸素水塊の形成機構 と 生物への影響評価

に関する研究 171p.

0810CD002 　 マルチ ト レーサーを用いた河口域生態系に

おける流域環境影響の評価手法に関する研究 120p.

0810CD003 　 マング ローブ植物の根圏酸化機能に関する

研究 120p.

0812BB001 　 湿原流域の変容の監視手法の確立 と 生態系

修復のための調和的管理手法の開発 121p.

0910AE004 　 流域内の河川水温推定 と 生態系への影響評

価 121p.

0610CB001 　 伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開

発 122p.

【関連課題】

1） 　 国際河川メ コ ン河の淡水魚類多様性保全に向けたダ

ム立地シナ リ オの考察

〔区分名〕 寄付によ る研究

〔研究課題コー ド〕 0911NA001

〔担当者〕 ○福島路生 （アジア自然共生研究グループ），野

原精一

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 日本， タ イ， カ ンボジアの研究機関が協力し，

生物多様性のきわめて高い メ コ ン河の淡水魚類 と その生

息環境に及ぼされる既存ダムの影響， また計画中のダム

の将来的な生態 リ ス ク について， でき るだけ多 く の回遊

魚に着目し， 定量的な評価を行 う （第 １ の目的）。 特に計

画中のダム建設に伴 う 生物多様性 と 漁業資源への生態 リ

ス ク について， メ コ ン河下流全域でそれを定量化し， 明

示的に地図化し， リ ス ク を 小限に抑え る建設サイ ト の

提案を行 う （第 ２ の目的）。

〔内容および成果〕

　 これまでに計 10 回の現地調査を タ イ， ラオス， カンボ

ジアで行い， 淡水魚類 と 各地点での河川水のサンプルを

採集し て き た。 評価手法 と し て取 り 入れたのが， 耳石中

微量元素濃度解析法であ る。 これまでに， メ コ ン流域の

3 カ国，39地点から 111種の淡水魚，計1734個体を採集し，

その耳石サンプルを集めてき た。 こ の う ち約 80 個体分の

サンプルの前処理を終え， そのい く つかに対し LA-ICP-

MS によ る化学分析を行った。

　 また耳石の元素分析結果を理解する上でのバ ッ ク グ ラ

ン ドデータ と なる河川水は、 計 150 地点で採集し， 各種

微量元素濃度を ICP 発行分析法また ICP 質量分析法を併

用し て測定し た。 その結果， メ コ ン川の本流， タ イの
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大支流ムン川， ムン川の支流チー川， カンボジアの 大

支流群であ るセサン川， ス レポ ク川， セコ ン川の水質は

互いに微量元素の構成比率が異な り ， 水質データだけか

ら高い精度で支流を判別でき る こ と が分かった。

　 タ イ， ウ ボン ラチャ タ ニ大学 と は覚書を交わし， メ コ

ン川流域での現地調査を共同で行 う 一方， タ イ を流れる

3 本の メ コ ン川支流において 2 カ月毎に，魚類採集を中心

と し たモニ タ リ ングを開始し た。 また同大学の若手研究

者を NIES で受け入れ， 河川水の栄養塩データ を流域の

土地利用 と 関連付けて解析する ための基礎資料の収集 と

その翻訳を実施し た。

〔備考〕

Dr. Eric Baran & Ms. Yumiko Kura: WorldFish Center

(Cambodia)

Dr. So Nam: Inland Fisheries Research and Development

Institute (Cambodia)

Dr. Tuantong Jutagate, Ubon Ratchathani University

(Thailand)

2） 　 貧酸素水塊の形成機構と生物への影響評価に関する

研究

〔研究課題コー ド〕 0710AG474

〔担当者〕 ○牧秀明 （水土壌圏環境研究領域）， 中村泰男，

東博紀， 越川海， 金谷弦

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

3） 　 マルチ ト レーサーを用いた河口域生態系における流

域環境影響の評価手法に関する研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0810CD002

〔担当者〕 ○野原精一 （アジア自然共生研究グループ），広

木幹也， 井上智美

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本研究では， 流域からの土砂堆積が問題になっ

ている河口域 （伊勢湾 - 櫛田川） を対象 と し， 自然の豊

かな干潟 ・ 塩生湿地の河口域生態系において， １ ） 流域

か ら の栄養塩類の流入量評価 と ２ ） 分解機能並びに ３ ）

酸素供給機能を調査 ・ 解析 ・ モデル化を行い， 生態系へ

の環境影響の評価手法を得る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 腹足類の摂餌面積調査か ら， 一色干潟のウ ミ ニナの平

均摂餌面積は 6.49cm2/h，汐川干潟のウ ミ ニナの平均摂餌

面積は 8.36cm2/h， 伊川津のウ ミ ニナの平均摂餌面積は

4.30cm2/h であった。汐川干潟のヘナタ リ の平均摂餌面積

は 5.80cm2/h， 伊川津干潟のヘナ タ リ の平均摂餌面積は

30.40cm2/h と伊川津干潟のヘナタ リ の平均摂餌面積は汐

川干潟のヘナタ リ と比較し約 5 倍高い値 と なった。 一昼

夜の追跡調査では汐川干潟のウ ミ ニナの平均摂餌面積は

8.79cm2/h，ヘナタ リ の平均摂餌面積は0.99cm2/h と ウ ミ ニ

ナは 80 分調査と同程度の値に対しヘナタ リ は 80 分調査

と 比較 し かな り 低い値 と な っ ていた。 各干潟で行動パ

ターンが異なっていた。

〔備考〕

4） 　 マングローブ植物の根圏酸化機能に関する研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0810CD003

〔担当者〕 ○井上智美 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 潮間帯は満潮時に起き る海水の進入のため， 常

に塩分を含んだ冠水に さ ら されている。 マング ローブ植

物はこ のよ う な過酷な環境に適応し た植物で， 独特かつ

豊かな森林生態系を形成し て陸域 と 海域生態系 と をつな

いでいる。しかし近年，開発や社会システムの変化に伴っ

て， 世界中のマング ローブ林が伐採され， 急激に減少し

てお り ， 生態系への影響が危惧されている。

　 本研究ではマング ローブ生態系の基盤であ る底質土壌

を性格づけている重要な メ カニズム，「マング ローブ植物

の根が土壌に与えている影響」 について明ら かにする こ

と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 日本のマング ローブ林に見られる代表的なマング ロー

ブ植物 3 種 （オ ヒ ルギ， ヤエヤマ ヒ ルギ， ヒ ルギダマシ）

について， 根圏における窒素実態を調査し た。

　 3 種全ての根圏土壌において， 非根圏区よ り 高い有機

物含有量と低い C/N が認められた。 根圏区では枯死根な

どの有機物供給量が多い と 共に， 微生物によ る窒素同化

が起き ている こ と が示唆される。 また， 有機物含有量 と

C/Nは全体的に冬季で高かった。調査サイ ト の冬季の土壌

温度は夏季に比べて概ね 10 度低 く ，分解や窒素同化を伴

う 微生物活動が低下し ていた可能性があ る。

　 植物可吸態であ る土壌間隙水中の溶存全窒素濃度は，3

種全てにおいて根圏区の方が非根圏区よ り 高かった。 形

態別に見る と， アンモニア態窒素濃度は非根圏区の方が

根圏区よ り 高 く ， 硝酸及び亜硝酸態窒素濃度は根圏区の

方が高かった。 こ の こ と か ら， アンモニア態窒素が根圏

区へ向けて拡散消費されている一方で， 硝酸及び亜硝酸

態窒素は根圏区から非根圏区へ向けて拡散移動し ている

こ と が明らか と なった。 今回調査し た 3 種のマング ロー

ブ植物は根系に吸気のための通気組織が発達し てお り ，
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根細胞内へ送られた酸素が根圏土壌へ漏れ出し ている こ

と が知られているが， 酸化的な根圏区でアンモニア態窒

素が酸化 さ れ る 硝化作用が起 き てい る こ と が推察 さ れ

る。

〔備考〕

5） 　 湿原流域の変容の監視手法の確立と生態系修復のた

めの調和的管理手法の開発

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 地球 )

〔研究課題コー ド〕 0812BB001

〔担当者〕 ○野原精一 （アジア自然共生研究グループ），広

木幹也， 林誠二

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 湿原が一度荒廃する と 修復する ためには非常

に多 く の労力を要する こ と か ら， 本研究では， 湿原の保

全施策を構築する ための湿原 と その周辺流域におけ る総

合的管理手法の開発を目的とする。 具体的には， （ １ ） 湿

原生態系の変容を的確に捉え， 変容を も た ら し た原因を

明ら かにする ため， 湿原 と その周辺流域の自然環境の変

容や野生生物等の生息 ・ 生育環境の変容を監視する手法

を開発する， （ ２ ） 湿原を含む流域全体の広域な土地利用

の変化が湿原に及ぼす影響を明らかにする， （ ３ ） 湿原周

辺の農地か ら発生する負荷を施肥管理制御， 小水路， 緩

衝域など を活用し低減する手法を開発する， （ ４ ） 荒廃し

た湿原植生を積極的に修復， 復元する手法を開発する こ

と を目標とする。

〔内容および成果〕

１ ） 釧路湿原温根内ビ ジ タ ーセ ン タ ーの木道地先に約

800m ラ イ ン ト ラ ンセ ク ト を設け， 釧路湿原の物質 ・ 水循

環を評価する ため， 湿原の水文， 地下水質 ・ 地質の各環

境のモニ タ リ ン グ を開始 し た。 釧路湿原の植生であ る

チャ ミ ズゴケ， ムジナスゲ， ヨ シ， ハン ノ キの主要な ４

群落の植生調査を実施し た。 ラ イ ン ト ラ ンセ ク ト の二次

元指標種分析結果， チャ ミ ズゴケ， ムジナスゲ， ハン ノ

キ， ヨ シで代表される ４ つの群落に区分された。

２ ） 赤沼周辺の調査線上で泥炭の無機質含量， リ ン含量

および酵素活性と堤防からの距離と の関係を調べた。

・ 泥炭中の無機質含量は堤防近 く のハン ノ キ林では 60％

以上であったが 200m 離れる と 20％以下， それ以遠では

徐々に低下し ていた。 泥炭中の全 リ ン含量は地点間で差

が大きかったが， 一定の傾向は認められなかった。 無機

態 リ ン含量は堤防近 く では 0.2mg/g 含まれていたが 200m

離れた地点では 0.05mg/g で も低い値であった。

・ GLU 活性， PA 活性 と も堤防付近で も高い値を示し，

離れるにし たがって急激に活性は低下し，200m 付近で

小 と な り ， 赤沼に近づ く につれて活性はやや増加し た。

PA 活性と GLU 活性の比（PA/GLU） を と る と，200ｍ 付近

で も高 く ，堤防付近，および赤沼に近づ く につれて PA/

GLU比は低下し た。PA/GLU比は泥炭中の無機態の リ ン酸

含量と負の相関関係が認められた。

・ 以上の結果から， 200m 付近では無機態 リ ン酸の含量が

低いためにセルロースの分解よ り も リ ンの無機化が優先

され， その結果， セルロースの分解が抑制される可能性

が示唆された。

〔備考〕

環境省 ： 独立行政法人国立環境研究所

農林水産省 ： 農林水産技術会議事務局， 独立行政法人農

業環境技術研究所，

独立行政法人農業 ・ 食品産業技術総合研究機構

6） 　 流域内の河川水温推定と生態系への影響評価

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0910AE004

〔担当者〕 ○亀山哲 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 人為的な流域構造変化が流域生態系に与え る

影響 と し て非常に基本的かつ重要であ る と 考え られる流

域全体規模での河川水温推定技術に関し， 北海道におけ

る対象河川を対象 と し て物理モデルを作成する。 これに

よ り 河畔林伐採 ・ 土地利用変化等 と 水温の季節変動に関

する推定技術を高度化する。 ま た こ れ ら の結果を用い，

淡水魚類等流域生態系に与え る 影響について解析を行

う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 2007 ～ 2008 年度に渡 り 北海道オホーツ ク

沿岸の主要河川において得られた河川水温データの解析

と 各地域の専門家か ら得られた回遊魚類の河口移動情報

の整理を行った。

　 河川水温観測は， オホーツ ク沿岸河口部の 13 河口点 ・

一級河川渚滑川流域内の約 24 地点において自動計測ロ

ガー （HOBO 社製 CO-UA-001-64） によ って実施し た。 観

測期間は通算 14 ～ 16ヶ月， サンプ リ ングピ ッチは期間

内を通し て全て 20 分間， 温度分解能 0.1 ℃ と し て情報収

集し た。 また同地点において年 3 ～ 4 回の河川水サンプ

リ ングを行った。計測されたデータは全てGISデータベー

ス化 さ れ， 流域シ ミ ュ レーシ ョ ン モデルのパ ラ メ ー タ

チューニング と精度検証のために使用し た。

　 終的に流域規模の水温推定モデルを作成し， 流域内

の河畔林の有無 と 改変シナ リ オを元に温度変化量の推定

を行った。 モデル上の再現では， 流域内の河畔林を完全
―  121  ―



国立環境研究所年報（平成 21 年度）
に伐採し た条件ではそれ以前の環境 と 比較し下流域の河

川水温が約 1 ～ 2 ℃程度上昇する こ と が確認された。

〔備考〕

7） 　 伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開発

〔区分名〕 科学技術振興調整費

〔研究課題コー ド〕 0610CB001

〔担当者〕 ○木幡邦男 （水土壌圏環境研究領域） ， 村上正

吾， 王勤学， 水落元之， 越川海， 東博紀， 野原

精一， 井上智美， 樋渡武彦， 花町優次

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 都市農村共生社会における水 ・ 物質管理評価シ

ステム開発流域圏の生態系サービ スの劣化を水 ・ 物質循

環系の変化過程の視点か ら検討し， 水 ・ 物質 ・ 植物生態

系の3者の相互作用系の理解を深め機構モデルを構築し，

生態系サービ スの機能評価を行 う 。 陸域生態系が浅海域

環境に及ぼす影響と， 河川河口域における塩生湿 地 ・ 干

潟及び藻場の水文地形学及び景観生態学的なユニ ッ ト 構

造を抽出し， ユニ ッ ト 毎に一次生産や分解速度等の物質

循環機能 と 生物分布 ・ 群集構造を明ら かにし て生物多様

性の実態と生態系機能への人為影響を評価する。

〔内容および成果〕

　 １ ． 流域圏における生態系サービ ス評価モデルの構築

(1) 森林生態系サービ スの効用評価

　 人間活動が上下流で比較的分離し ている矢作川流域圏

に着目し， 開発し た森林生態系モデル (BGC-ES) を用い

て森林生態系か らの生態系サービ ス量 と し て物質循環を

取 り 上げ， 水源涵養， 炭素蓄積， 土砂生産の定量的な推

定を行った。 その結果， 矢作流域圏におけ る年間の炭素

蓄積量は 64 Gg-C， 水源涵養量 ( 森林からの流出量 ) は

980 mm であった (2000年からの 10年平均値 )。また土砂生

産量は矢作ダム集水域でのみ試行的に推定を行い， 年間

200～400 千m3 であった。この値は矢作ダム堆積土砂量の

平年値よ り やや小さ かった。

(2) 内湾生態系モデルによ る伊勢湾の環境変遷解析

　 本研究では， アサ リ の生物資源供給サービ ス と 水質浄

化サービ スに着目し， これらの定量的評価のため湾内流

動 ・ 水質 ・ 一次生産 ・ アサ リ 生活史モデルを構築 し た。

本研究では， こ のモデルを用い， 伊勢 ・ 松阪地区におけ

る漁獲量減少と，1970 年代末からの干潟の消失 と 1980 年

代末か ら の風向 ・ 風速の経年変化 と の関係を検討し た。

計算結果よ り ， 伊勢 ・ 松阪地区のアサ リ 資源量の減少は

風向 ・ 風速の経年変化が引き起こ し た餌の供給不足が原

因であ る可能性が高い こ と， 湾奥部の干潟消失 ・ 回復は

伊勢 ・ 松阪地区のアサ リ 資源量の増減に短期間 （5 年程

度） では効果が現れないこ と等を明らかにし た。

　 ２ ． 陸域生態系が浅海域環境に及ぼす影響 と 干潟創出

技術の開発

(1)河川河口域における生態系機能評価および流域特性の

把握

　 三河湾に流入する河川の流域末端に位置する 3 つの河

口干潟 ( 一色干潟， 汐川干潟， 伊川津干潟で底生生物調

査， 腹足類の摂餌面積調査を実施し た。 これら の行動調

査に基づいて算出し た汐川干潟の腹足類の底質藻類の浄

化機能は 441μg chl-a d-1 m-2， 伊川津干潟の腹足類の底質

浄化機能は 258μg chl-a d-1 m-2 であった。 これらの干潟で

は腹足類が物質循環機能の重要な役割を果た し ていた。

(2)二枚貝の水質浄化能に基づ く 浅海域環境修復技術評価

　 アサ リ 個体群によ る水質浄化総量を評価する ため， ア

サ リ 稚貝の個体成長モデル と 自然死亡 と 漁獲によ る取 り

上げを考慮し た個体群動態モデルを開発し た。 先ず， 基

本的な検討と し て， 伊勢地区の 1979 ～ 2003 年までの漁

獲量変動と漁獲圧力と の関係を同一の Chl-a 供給条件の

下で， 個体群動態モデルで数値シ ミ ュ レーシ ョ ン し た。

その結果， 1989 ～ 1992 年の Chl a 濃度では， 餌不足のた

めにアサ リ の成長が抑制され， その こ と が漁獲量の減少

につながった こ と が示唆された。 それに対し て， 1993 年

以降の Chl a 濃度は， 1985 年頃に比べれば低い水準では

あ るが， 1989 ～ 1992 年に比べれば高 く ， アサ リ の成長

を抑制するほどではないこ と が示された。

〔備考〕

ア ジ ア自然共生研究プ ロ グ ラ ムの関連研究プ ロ

ジ ェ ク ト

(4)-4-1. 　 九州北部地域における光化学越境大気汚染の実

態解明のための前駆体観測と モデル解析

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 特別研究 )

〔研究課題コー ド〕 0810AG001

〔担当者〕 ○横内陽子 （化学環境研究領域），大原利眞，高

見昭憲

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 わが国では近年光化学オゾ ンが増加傾向にあ

り ， 九州北部地域では中国から の越境大気汚染が原因 と

考え られる高濃度オゾンが観測されている。 こ の越境光

化学オゾンの メ カニズムの解明 と 今後の影響予測を的確

に行 う ために， 本研究では， 光化学オゾン前駆物質であ

る非 メ タ ン炭化水素， 窒素酸化物および二次生成粒子の

観測と モデルの連携によ って，

1) 東アジアから九州北部への光化学オゾン前駆物質の輸

送実態の解明
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2) 九州北部地域に発生し た光化学大気汚染エピ ソード の

実態の解明

3) 大気汚染予測システムの検証と改良 　 を目指す。

〔内容および成果〕

　 平成 21 年春季に長崎福江島観測所にて，オゾンや二次

粒子測定のための集中観測を行った。 オゾンの測定には

較正し たオゾン計 （Thermo49） を， 二次粒子測定にはエ

ア ロ ゾル質量分析計を用いた。 その結果， 4 月 8 日， 5 月

9 日前後に 100ppbv を超え るオゾンを観測し，同時に高濃

度の粒子状硫酸塩や有機エア ロ ゾルを観測し た。 長崎福

江島のよ う な リ モー ト な地域において も オゾンや二次粒

子が非常に高濃度にな る こ と が観測か ら 明 ら か と な っ

た。 オゾンは 4 月 8 日， 5 月 9 日共に 100ppbv を超えて

いた。 一方で， PM2.5 粒子状物質は 4 月 8 日には 80μg

m-3 を超えていたが，5 月 9 日では約 40μg m-3 であった。こ

の二つのケースでオゾン と二次粒子の挙動が異なってい

た。 モデル解析によ る と， 二次粒子は主に中国大陸か ら

輸送されているが， オゾンは中国大陸だけではな く ， そ

れ以外の地域か ら も輸送されていた。 オゾン と 二次粒子

で輸送の状況が異な る こ と が明ら かになった。 非 メ タ ン

炭化水素類 （NMHC） については通年の毎時間測定を継

続し， 顕著な季節変化 （アルカン類の場合， 冬季平均濃

度は夏季平均濃度の 3-7 倍） と多数の汚染ピーク を観測

し た。 反応性の異なる 3 種類の炭化水素 （エタ ン， プロ

パン， n- ブタ ン） 濃度を利用し た反応履歴の解析によ っ

て， 4 月 8 日の高濃度オゾン時には， 輸送気団内で光化

学反応が進行し ていた こ と が示唆された。 夏季には島内

の森林由来 と 考え られるオレ フ ィ ン類の増加も観測され

た。 また， 福江観測期間を対象にし て， 東アジア ス ケー

ルモデルによ る シ ミ ュ レーシ ョ ン計算を実施し， 福江の

観測データ など を使用し て検証する と と も に， 日本， 中

国， 韓国の各地域を対象 と し たゼロエ ミ ッ シ ョ ン実験を

実施し， 各地域からの寄与率を評価し た。 その結果，

(1)春の高濃度オゾン観測時における中国の影響は大きい

が， 二次粒子， NMHC 類成分の一部， NOy などについて

も高濃度と な り ， いづれも中国の影響が大きいこ と，

(2) 二次粒子は主に中国から輸送されている こ と，

(3)NMHC類に対する中国の寄与率も大きいが成分によ っ

て異なる こ と，

(4) モデルは，NMHC 類の多 く の成分を過小評価し ている

こ と から， 排出量が過小であ る可能性が高いこ と，

(5) オゾンに対する中国の影響は， 粒子や NOy に較べる

と 低 く ， 中国 ・ 日本 ・ 韓国以外の影響が大きい こ と， な

どが明らか と なった。

〔備考〕

(4)-4-2. 　 二次生成有機エアロゾルの環境動態と毒性に関

する研究

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 特別研究 )

〔研究課題コー ド〕 0911AG004

〔担当者〕 ○高見昭憲 （アジア自然共生研究グループ），平

野靖史郎， 伏見暁洋， 森野悠， 古山昭子， 藤谷

雄二， 佐藤圭， 磯崎輔， 大原利眞， 新田裕史，

長谷川就一

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 二次生成有機エ ア ロ ゾ ル （Secondary Organic

Aerosol : SOA） は、 VOC から大気中の光化学反応の酸化

過程によ って生成し， 大気中に浮遊する粒子状物質の主

要な成分と なっている。 SOA は光化学反応で生成し酸化

物を含むため， 酸化性ス ト レ スの観点か ら健康被害を も

た らす と 考え られるが， 毒性や健康影響については明ら

か と なっていない。 さ らに， SOA はいたる と こ ろに存在

するので， 国内の大気環境や越境大気汚染の観点か ら も

その環境動態を解明する こ と はSOAの対策 と い う 点で意

義があ る。 本研究では， SOA の毒性評価を行い， 毒性を

示す SOA の組成分析を行 う 手法を開発し， SOA 観測 と

シ ミ ュ レーシ ョ ンによ る動態解明を行い， SOA の対策に

資する結果を得る こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 テ ド ラーバッ ク内でのアルフ ァ ピネン と オゾン と の反

応をモデル と し て， オゾン計， 炭化水素計を用いて実験

条件を確認し， 二次有機エア ロ ゾル （SOA） 生成反応を

検討し た。 生成し た SOA はフ ィ ルターで捕集し， 有機溶

媒で抽出し た後 Ｇ Ｃ － Ｍ Ｓ 法で分析し， 文献で報告さ

れてい る 主要生成物が高濃度で存在す る こ と を確認 し

た。 経時変化を確認し た結果， 反応開始か ら数時間程度

は有機エア ロ ゾルの質量スペク ト ルが変化し ない こ と が

わかった。 これは実験が典型的な条件下で行われている

こ と を示し ている。

　 典型的な条件下で生成し た SOA について，前処理を行

い細胞に曝露し た。 その結果， オゾン と の反応で生成さ

れた SOA の低濃度曝露で酸化ス ト レ スが誘導され，高濃

度曝露で細胞死が確認された。 この結果， SOA が細胞死

を引き起こす毒性のあ る成分を含有し ている こ と が確認

された。

　 大気中に微量に存在する化学成分を高感度で検出する

ためには， 適し た光源の選定が重要であ るので， 真空紫

外光源の性能評価を行った。 近年技術的な進化を遂げた

エキシマーラ ンプが， 光イオン化光源 と し て も適し て

いる こ と を確認し た。

　 SOA 動態解明のためのモデルシ ミ ュ レーシ ョ ンに関し
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て， 従来型シ ミ ュ レーシ ョ ンモデル (CMAQ) を放射性同

位炭素などによ る発生源解析 と 比較する こ と で， CMAQ

は化石燃料起源のSOA を顕著に過小評価し ている事を明

らか と し た。 また， この過小評価要因を調査するために，

詳細反応型 と 揮発性ビ ン型のモデルを構築し， 3 次元モ

デルへの適用の有用性を調査し た。

〔備考〕
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社会環境システム研究領域における研究活動

〔研究課題コー ド〕 0610FP012

〔代表者〕 ○日引聡 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 社会環境システム研究領域では， 環境 と経済の

統合を目指し， 安全 ・ 安心 ・ 快適な社会環境 ( 地域規模，

都市規模， 身近な社会環境 ) を創造するためのビジ ョ ン

を示す と と も に， それら を実現 ・ 維持する ためのシナ リ

オ ・ 方策を提示し， 持続可能な社会を構築する ための具

体的な政策提言に結びつ く 研究等を推進する。

１ ． 各研究室の研究

環境経済 ・ 政策研究室， 環境計画研究室， 統合評価研究

室， 交通 ・ 都市環境研究室で実施する研究は以下の と お

り であ る。

■環境経済 ・ 政策研究室

環境保全の経済的側面，政策的側面，国際的側面の解析・

評価に関する研究を行 う 。 社会 と 環境 と の相互作用の解

明や環境政策が経済に及ぼす影響等の政策効果分析， 各

国の環境政策決定過程の分析， 地球環境保全のための国

際協調の可能性の検討などを行 う 。

■環境計画研究室

環境保全に係る計画策定 ・ 評価手法の開発及びその適用

に関する研究を行 う 。 環境保全に係る地域計画や環境基

本計画の作成 ・ 評価に資する研究， 地域住民の ラ イ フ ス

タ イルや持続可能な消費に関する解析などを行 う 。

■統合評価研究室

環境保全に係わる統合評価モデルの開発に関する研究を

行 う 。 経済活動， 温暖化， 土地利用， リ サ イ ク ル， ラ イ

フ ス タ イルなど様々な領域の知見を取 り 込んだ 「環境統

合評価モデル」 の開発 と， それを活用し た持続可能な社

会のビジ ョ ン構築， ビジ ョ ン達成のためのシナ リ オ分析

など を行 う 。

■交通 ・ 都市環境研究室

交通および都市環境問題の解決に資する研究を行 う 。 中

長期的な交通 と 都市に関わる シナ リ オの開発， フ ィ ール

ド 調査や低公害実験施設， 車載計測技術を用いた自動車

の環境影響評価， 大気 ・ 熱環境等の環境変化の解明， 交

通 ・ 都市に関する各種対策効果の予測 ・ 評価などを行 う 。

２ ． 領域研究プロ ジェ ク ト

　 第 ２ 期中期計画において、 領域研究プロ ジェ ク ト と し

て、 以下の研究プロ ジェ ク ト を領域横断的に進める。

(1)中長期を対象 と し た持続可能な社会シナ リ オの構築に

関する研究 （平成 18?20 年度）

(2) 都市大気環境中におけ る微小粒子・二次生成物質の影

響評価と予測 （平成 18?20 年度）

(3)全球水資源モデル と の統合を目的 と し た水需要モデル

及び貿易モデルの開発 と 長期シナ リ オ分析への適用 （平

成 21?23 年度）

〔内容および成果〕

　 本年度は， 領域研究プロ ジ ェ ク ト 「全球水資源モデル

と の統合を目的 と し た水需要モデル及び貿易モデルの開

発 と 長期シナ リ オ分析への適用」 に力点を置いて研究を

実施し た。 得られた成果は下記の通 り 。

(1) 部門別工業用水需要量についての情報収集を行 う 。各

サブテーマに ド ラ イ ビ ングフ ォース を提供する ための世

界 CGE モデルの開発を行った。

(2) 国別の生活用水需要予測モデル開発のために，国別の

安全な水 ・ 衛生設備へのア ク セ ス率のデータ を収集し，

国別 ・ 技術別ア ク セス率データベース構築の準備を行っ

た。 また， 安全な水 ・ 衛生設備へのア ク セス と 健康影響

（下痢によ る死亡） と の関係を検討する ための準備を行っ

た。 各国の安全な水 ・ 衛生設備普及率データ を整備し た。

(3) 農作物貿易モデルの分析フ レーム ワーク を検討し た。

また， モデルのパラ メ ータ推計のため， 大麦， ト ウモロ

コ シ， コ メ ， 大豆， 小麦を対象に， 品目別に， 各国の貿

易相手国， 相手国に対する輸出量， 各国の経済変数 （実

質 GDP 人口， 資本 - 労働比率他） について， 20 年分の

データ を収集し し た。

(4)全球水資源モデルH08の貯水池操作モデルの改良のた

め， 世界の約 30 ヵ 所の代表的な貯水池におけ る貯水量，

流入量， 放流量の時系列データか ら それぞれの量の周期

性や時間変動に関する特徴を考察し た。 その結果， 貯水

池の容量が貯水量操作を特徴付け る要因であ る こ と がわ

かった。 また， 貯水量の時系列データにウ ェーブレ ッ ト

解析を適用 し た結果貯水量デー タ の時系列的構造 と 流

入 ・ 放流パターン と の間の類似性が抽出できた。

(5) 水資源の長期将来予測に必要な気候シナ リ オを収集 ・

整備し た。 これによ って任意の期間のシ ミ ュ レーシ ョ ン

が可能になった。 また全球水資源モデルの全面的な コー

ド 編集を行い， 計算を高速化する と と も に， コー ド の可

読性と モデルの運用性を飛躍的に高めた。

(6)表層水の不足によ り 地下水への依存度が高い華北平原

を フ ィ ール ド に， Hanasaki et al.(2008a,b; 2010) におけ る

H08 モデルによ る地下水挙動の数値シ ミ ュ レーシ ョ ン結

果について， 一 ノ瀬ら （2008）， Ichinose et al. (2009) にお

け る当該地域の地下水利用の現状推定結果など と の整合

性の検討を行い， 時空間解像度やデータの質の相違点に

ついて把握し た。 それを も と に今後の H08 モデルの改良

方針や， 必要 と な る現地のカ ウ ン ターパー ト と の協力体

制についての検討を進めた。
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(1)-1. 　 領域プロジ ェ ク ト

1） 　 全球水資源モデルとの統合を目的と し た水需要モデ

ル及び貿易モデルの開発と長期シナ リ オ分析への適

用

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 特別研究 )

〔研究課題コー ド〕 0911AG003

〔担当者〕 ○日引聡 （社会環境システム研究領域） ， 花崎

直太， 増井利彦， 肱岡靖明， 岡川梓， 金森有子，

久保田泉， 須賀伸介， 一ノ 瀬俊明， 高橋潔

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 こ れま で国立環境研究所は東京大学 と 共同で

開発し てき た全球水資源モデル H08 は， 自然の水循環 と

人間の水利用を統合的に扱い， 地球温暖化が世界の水や

食料に及ぼす影響を評価し た り ， 人間 と 自然の水利用の

競合を全球規模で評価する こ と がで き る。 本研究では，

H08 を拡張し，世界の水資源評価の高度化を行 う ために，

(1)工業用水需要予測モデルおよび生活用水需要予測モデ

ルを開発し， (2) 農作物の貿易モデルを開発し， (3) これ

らのサブモデルを H08 に組み入れる こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

(1) 工業用水推計のためのモデル開発にあた り ，主要国の

部門別水需要量を調査し た。 また， 各サブ課題間の連携

に必要と なる項目について整理を行い，IPCC 新シナ リ オ

の結果に基づいて将来の推計結果を取 り ま と めた。

(2)わが国を対象に水需要を組み入れた応用一般均衡モデ

ルのプロ ト タ イプを作成し， 水資源制約下での経済影響

について予備的検討を行った。

(3) 国別の生活用水需要予測モデルを開発するために，か

ら配信されている国別の安全な水 ・ 衛生設備へのア ク セ

ス率のデータ を収集し， 国別 ・ 技術別ア ク セス率データ

ベース構築の準備を行った。 また， 安全な水 ・ 衛生設備

へのア ク セス と 健康影響 （下痢によ る死亡） と の関係を

検討する ための準備を行った。

(4) 農作物貿易モデルの分析フ レーム ワーク を検討し た。

また， モデルのパラ メ ータ推計のため， 大麦， ト ウモロ

コ シ， コ メ ， 大豆， 小麦を対象に， 品目別に， 各国の貿

易相手国， 相手国に対する輸出額、 輸出量、 各国の経済

変数 （実質 GDP、 人口、 資本 - 労働比率他） について，

20 年分のデータ を収集し， 分析のためのデータベース を

構築し た。

(5)全球水資源モデルH08の貯水池操作モデルの改良のた

め，世界の約 ３ ０ か所の代表的な貯水池における貯水量，

流入量， 放流量の時系列データか ら それぞれの量の周期

性や時間変動に関する特徴を考察し た。 その結果， 貯水

池の容量が貯水量操作を特徴付け る要因であ る こ と がわ

かった。 また， 貯水量の時系列データにウ ェーブレ ッ ト

解析を適用 し た結果貯水量デー タ の時系列的構造 と 流

入 ・ 放流パターン と の間の類似性が抽出でき た。 こ の結

果か ら， 特徴的な振動パターンを貯水池操作におけ る放

流規則の振動パターン と し て採用する こ と が， 操作モデ

ルの改良法の一つと し て と考え られる。

(6) 水資源の長期将来予測に必要な気候シナ リ オを収集 ・

整備し た。 これによ って任意の期間のシ ミ ュ レーシ ョ ン

が可能になった。 また全球水資源モデルの全面的な コー

ド 編集を行い， 計算を高速化する と と も に， コー ド の可

読性と モデルの運用性を飛躍的に高めた。

(7)表層水の不足によ り 地下水への依存度が高い華北平原

を フ ィ ール ド に， Hanasaki et al.(2008a,b; 2010) におけ る

H08 モデルによ る地下水挙動の数値シ ミ ュ レーシ ョ ン結

果について， 一 ノ瀬ら （2008）， Ichinose et al. (2009) にお

け る当該地域の地下水利用の現状推定結果など と の整合

性の検討を行い， 時空間解像度やデータの質の相違点に

ついて把握し た。 それを も と に今後の H08 モデルの改良

方針や， 必要 と な る現地のカ ウ ン ターパー ト と の協力体

制についての検討を進めた。

〔備考〕

2） 　 東京都を対象と し た総合的温暖化影響評価の検討

〔研究課題コー ド〕 0911ZZ001

〔担当者〕 ○肱岡靖明 （社会環境システム研究領域） ， 高

橋潔， 林誠二， 増井利彦

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 東京都の特徴 （土地利用形態、 気候、 社会経済

状況） を的確に把握し， 予定されている都市計画や防災

計画， 様々な将来ビジ ョ ンを基に， 将来の影響評価を実

施し， 長期的な視点で適応策の検討 ・ 実施を科学的に支

援する。 　

〔内容および成果〕

　 様々な分野においてどのよ う な指標を対象 と し た影響

評価を実施するか， その評価手法について検討し た。 ま

た， 基礎的な情報 （土地利用形態， 気候， 社会経済状況）

について整理し た。

〔備考〕

3） 　 世界の持続可能な水利用の長期ビジ ョ ン作成

〔区分名〕 科学技術振興事業団からの委託 ( 全般 ) 戦略的

創造研究推進事業等

〔研究課題コー ド〕 0914KB001

〔担当者〕 ○花崎直太 （社会環境システム研究領域）
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〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 16 年度 （2009 ～ 2004 年度）

〔目 　 的〕 水危機の緩和 と回避のためには， 様々な将来シ

ナ リ オの下での水需給の長期見通しが作成され， 持続的

な活動 ・ 生産 と生態系の保全を両立する水利用の Critical

Level が決定され， そし て， 水危機回避の 「道筋」 が示さ

れねばな ら ない。 我々は， 世界全体および代表的な水危

機地域を取 り 上げ，世界 先端の水資源モデルを活用し，

こ の一連の情報創出プロセス を成し遂げる。

〔内容および成果〕

　 水利用の Critical Level を導出するにあた り ， 水資源モ

デル H08 の整備と拡張を行った。 特にバイオ燃料や食料

生産に関する研究のために， ソース コー ド の全面的な書

き換えを行った。

〔備考〕

本申請は， 以下の研究課題を分担する ものであ る。

科学技術振興機構戦略的創造推進事業 (CREST)，　 応募

研究領域 ： 持続可能な水利用を実現する革新的な技術 と

システム，　 研究課題名：世界の持続可能な水利用の長期

ビジ ョ ン作成，　 研究代表者 ： 鼎 信次郎 （東京工業大学

大学院 ・ 情報理工学研究科 ・ 准教授）

(1)-2. 　 その他の研究活動

1） 　 都市の地下環境に残る人間活動の影響

〔区分名〕 その他

〔研究課題コー ド〕 0510KZ503

〔担当者〕 ○一 ノ 瀬俊明 （社会環境シ ス テム研究領域） ，

Likhvar Victoria

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 22 年度 （2005 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 人間活動の影響が残 り やすい地下環境指標を

用い， 過去の自然 と 都市の復原 （現在か ら過去） を行 う

と と も に， 自然 ・ 社会統合概念 （過去か ら 現在 ・ 未来）

を と おし， 将来の都市のあ り 方への提言をめざす。 衛星

を用いた地下水環境変化の推定や， 現在の地下熱環境情

報を用いた気候変動復原 ・ 都市化の影響評価、 地下物質

環境変化指標によ る汚染環境の拡大推定など， 各種の地

下環境情報を用い， 都市 と 水 ・ 熱 ・ 物質環境 と の関係を

明らかにする。

〔内容および成果〕

　 東京， 大阪， ソ ウル， バン コ ク， 台北， マニ ラ， ジ ャ

カルタ と い う アジアの ７ 大都市を対象に， 20 世紀におけ

る都市の拡大が も た ら し た都市の温暖化について数値シ

ミ ュ レーシ ョ ンをおこ なった。 20 世紀前半と 2000 年 と

の比較では， ２ 時点 と も都市であった都心において， ソ

ウルの午後から明け方に も大きい （1-1.5 ℃） 地上気温

上昇が見られた。 一方， 20 世紀中庸から 2000 年にかけ

て水田から都市への急激な変化を経験し たバン コ ク の北

の郊外 （都心から見て風下） では， 2-3 ℃の地上気温上昇

が見られた。バン コ ク では，都市化によ り 海風の進入 （都

心を吹き抜け る風速） が強化され， 都心におけ る地表面

温度の低下が計算された。 都市域が， 海風の風下であ る

北の郊外に拡大し た結果であ る と考え られる。

〔備考〕

共同研究者 ： 白迎玖 （東北公益文科大学）， 片岡久美 （秀

明大学）

総合地球環境学研究所プロ ジェ ク ト 。 平成 16 年度 （2004

年度） FS を実施。 課題全体の代表者は谷口真人 （総合地

球環境学研究所）。 サブテーマ 「都市地理班」 の代表者は

吉越昭久 （立命館大学）。

2） 　 環境政策の長期シナ リ オ

〔区分名〕 文科省科学技術振興費(* リ サーチ リ ボルーシ ョ

ン 2002)

〔研究課題コー ド〕 0609CE491

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究領域） ， 肱

岡靖明， 青柳みど り ， 一 ノ 瀬俊明， 江守正多，

高橋潔， 亀山康子， 森口祐一， 甲斐沼美紀子，

明石修

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 21 年度 （2006 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 サ ス テ イ ナビ リ テ ィ の も 典型的で差 し 迫っ

た課題であ る地球温暖化問題に焦点を当てた国際戦略の

確立を目指す と と も に， 環境政策の長期シナ リ オを作成

する。

〔内容および成果〕

　 中 ・ 長期的な温暖化対策のあ り 方を経済社会の発展の

シナ リ オ と の関係で明ら かにする観点か ら， 温暖化によ

る洪水被害の間接的な影響を評価する ための枠組みを整

理する と と も に， 定量的な試算を行った。 また， 低炭素

社会， 循環型社会， 自然共生社会を世界で成立させる よ

う な環境政策の長期シナ リ オを定量化する ために， これ

まで環境研で開発し て き た世界 CGE モデルの改良を行

い， 分析を行った。 その結果， 前述の 3 つの社会を両立

させる よ う な姿を描 く こ と は可能であ るが， アジアにお

け る対策が重要にな る と と も に， 低炭素社会の実現が，

他の社会にも大き く 影響する こ と を示し た。

〔備考〕

文部科学省科学技術総合推進補助金 　 戦略的研究拠点育

成 ・ サステ イナビ リ テ ィ 学連携研究機構構想の協力機関

と し て本研究を行っている。
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3） 　 市民および企業などの自主的な環境活動の理論およ

び効果に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE451

〔担当者〕 ○森保文 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 良好な環境を維持 ・ 改善し てい く 上で， 市民参

加および企業の協力が重要であ る こ と は今や論を待たな

い。 これら自主的な環境事業への参加についての理論や

効果を明ら かにする こ と で， 今後の支援策の方向決定に

有用な情報を提供する。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 「鹿島アン ト ラーズ ・ エコプロ グ ラ ム－みん

なで集めた食用油で， チーム ・ ト ラ ッ ク を動かそ う プロ

ジ ェ ク ト －」 を対象プロ ジ ェ ク ト と し て， スポーツチー

ム （選手） が環境活動 （家庭で出る食用油の回収） を観

客やフ ァ ン （サポーター） に呼びかけ， それに呼応し た

サポーターが試合観戦の際に油を持ち寄る活動を実施し

た。 これによ り 友人 ・ 知人に代わる機会の提供手法の効

果を調査し， 環境に係わる行動変容を も た らす要因を把

握し た。

〔備考〕

筑波大学大学院 　 生命環境科学研究科 ・ 社会環境シス テ

ム研究室、株式会社博報堂 Ｄ Ｙ メ デ ィ アパー ト ナーズ と

共同で実施し た。

4） 　 統合評価モデル改良のための基礎的情報収集

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE531

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究領域） ， 肱

岡靖明， 花崎直太， 金森有子

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 社会環境シ ス テ ム研究領域統合評価研究室で

は， 環境 と 社会 ・ 経済活動を統合的に分析し， 環境保全

に資する施策を評価する ためのツールであ る統合評価モ

デルの開発 と その適用を主 と し て行 う 。 これまでに開発

し て き たモデルを拡張， 改良するにあたっての参考事例

と し て， これまでに世界の様々な研究機関で開発されて

いる統合評価モデルを収集し， 各種モデルの構造につい

て相違点やモデルの活用事例を分析する こ と を目的 と す

る。

〔内容および成果〕

　 これまで収集し て き た情報を も と に， 世界を対象 と し

た応用一般均衡モデルを対象に， 再生可能エネルギーの

ポテ ン シ ャ ルや省エネ技術の導入について改良を行っ

た。

〔備考〕

5） 　 自主的アプローチの評価に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0709AE453

〔担当者〕 ○日引聡 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 近年， 従来型の政策手段 と は異なった タ イプの

政策手段 と し て， 自主的アプローチ と 呼ばれる政策が実

施される よ う になって き た。 自主的アプローチ と は， 政

府が主導し， 企業の自主的な取組を促進する よ う な政策

プロ グ ラ ムの実施など を意味し ている。 本研究では， い

く つかの事例研究を通し て自主的アプローチの有効性に

ついて明らかにする こ と を目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 企業の汚染物質排出量を削減する手段 と し て， 環境税

や規制などの政策手段が議論されているが， その導入ま

でに長い期間かかる こ と か ら， 近年， 企業の自主努力を

促進する制度 ・ 政策に関心が寄せられている。 本研究で

は， そのよ う な制度 ・ 政策の有効性を明ら かにする ため

に， 事業所レベルのデータ を用いて， 企業 ・ 事業所の自

主努力の一つと し て， 環境マネジ メ ン ト システム （特に，

ISO14001 認証取得制度） の導入を対象に， 認証取得のイ

ンセンテ ィ ブを明ら かにし， 認証取得が ト ルエン （化学

物質排出量の一つ） 排出削減に有効 と なっている こ と を

明らかにし た。

〔備考〕

6） 　 機会論に基づ く マーケテ ィ ングを応用し た環境ボラ

ンテ ィ ア獲得の為の情報システム開発

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0709CD281

〔担当者〕 ○森保文 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 ボ ラ ン テ ィ アの需要 と 供給の不釣合いをマー

ケテ ィ ング的手法を用いて解消し， ボ ラ ンテ ィ アの協力

が必要であ り ながら十分にボ ラ ンテ ィ アを獲得でき ない

環境事業の推進手法を提示する と と も に， ICT をベース

にし た具体的なボ ラ ンテ ィ ア獲得の仕掛けを構築する こ

と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 池袋駅周辺のボ ラ ンテ ィ ア活動について， ヨ シ刈 り と

は多 く の点で条件の異な る街の環境美化活動を対象に，

コ ス ト ・ ベネフ ィ ッ ト や手軽な機会 と ボ ラ ンテ ィ ア参加
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と の関係を検討し た。その結果，たまに参加する人に と っ

ては時間のコ ス ト 感が関係するが， 継続的参加において

はそれは重要でない こ と が示された。 こ の こ と から ボ ラ

ンテ ィ アの継続的参加にはコ ス ト ・ ベネフ ィ ッ ト は関係

し ない こ と， ただし開始にあたっては若干の純益感が必

要であ り ， こ の点は ヨ シ刈 り の場合 と 共通であ る こ と が

明らか と なった。

〔備考〕

研究代表者 ： 前田恭伸 （静岡大学 ・ 工学部）

7） 　 電気駆動車両の普及方策に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0710AE295

〔担当者〕 ○近藤美則 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 電気駆動系は， 車両におけるエンジン駆動系に

対し て環境負荷が小さ い駆動系であ る。 それらの早期の

普及を進めるには， 現在の電気駆動系の性能に合致し た

利用分野の設定 と， 従来エンジン車に匹敵する コ ス ト 競

争力を持つ必要があ る。 こ こ では， 従来のエンジン車の

範疇に限定せず， よ り 小型の移動手段も含めて電気駆動

系を持った車両の導入ポテンシ ャルの計算， 車両の低コ

ス ト 化のための方策について検討す る こ と を目的 と す

る。

〔内容および成果〕

　 電動原付バイ ク の実利用におけ る性能評価を も と に，

性能向上策を検討し， 改造を行った。 元性能では， エン

ジン駆動系が主流の車道の交通の流れを大き く 乱す電動

車両であったが， 改造の結果， 従来の交通の流れに適合

可能 と なった。 また， 航続距離延伸に効果があ る と 思わ

れる蓄電媒体 （EDLC,LIC) に関する情報収集を行い， 性

能的には鉛電池に比肩す る ほ ど実用的にな り つつあ る

が， コ ス ト 面で導入の可能性は現状低い と 判断 さ れた。

なお， これまで と 同様の移動速度を電動車両で も持つべ

きかについては検討の余地があ る。

〔備考〕

8） 　 廃棄物政策の有効性と廃棄物事業の非効率性に関す

る実証研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0710AE525

〔担当者〕 ○日引聡 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 循環型社会システム構築のために， ごみ排出量

の削減， リ サイ クル， 再利用の促進が重要な政策課題 と

なっている。 近年各自治体においてごみ有料化制度の導

入が急速に進んでいるが， 導入後 ５ 年で一割以上の削減

を実現し た自治体も あ る一方で， 導入数年後にごみの排

出量が導入前の水準に ま で戻っ て し ま っ た自治体 も あ

り ， 有料化に対する， 自治体の効果の評価にはばらつき

があ る。 また， 国内外で有料制のごみ削減効果に関する

研究が多 く 見られるが， その削減効果の有効性に関し て

結論が分かれ る。 中環審廃棄物 ・ リ サ イ ク ル意見具申

（案） では， 循環型社会に向けた取組と し て， 経済的手法

（有料化） の推進， 一般廃棄物処理コ ス ト 分析や効率化の

推進の必要性をあげ， 十分な減量効果発揮のために必要

な料金設定の必要性を述べている。 本研究は， 有料化の

有効性を評価し， 廃棄物処理費用を分析し， 望ま しい廃

棄物政策のあ り 方を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 家計調査によ って構築し たデータベース を用いて， 家

計のごみ排出モデルのパラ メ ータ を推計し， 各種政策変

数 と ごみ排出行動 （ごみ排出量） と の関係を分析 し た。

その結果得られた結論は， 以下の とお り であ る。

（1） ごみ排出の価格弾力性 （ごみ処理手数料の １ ％の引

き上げがごみ排出量に与え る影響） は -0.208 であった。

すなわち， 手数料の １ ％の引き上げは， ごみ排出量を 0.2

％削減する効果を持つ。 こ のため， た と えば， ごみ処理

手数料 （ごみ袋の価格） が 40 円の自治体で， ごみ排出量

を 20％削減し たい場合には， 手数料を 40 円から 80 円に

引き上げる必要があ る。

（2） 資源ごみ回収品目数を増やすこ と によ って， ごみ排

出の価格弾力性は大き く な り （ １ 品目増やすこ と で，0.04

増加する）， ごみ削減効果は大き く な る。

（3） 紙類ごみ収集の収集頻度を引き上げる こ と によ って，

ごみ処理手数料のごみ削減効果は大き く な る。（価格弾力

性を 0.024 引き上げる）

（4） 小さい袋 （15 リ ッ ト ル以下） の設定は， ごみ処理手

数料のごみ削減効果を引き上げる。

〔備考〕

東京工業大学 ： 島根哲哉

浜国立大学 ： 馬奈木俊介

9） 　 分かりやすさ を重視し たマス メ デ ィ ア利用型コ ミ ュ

ニケーシ ョ ンに関する実証的研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0712BA339

〔担当者〕 ○青柳みど り （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 24 年度 （2007 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 温暖化の現状や因果関係， 不確実性などを正し
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く 認識でき る よ う にする ために， 気候未来像の映像 と レ

ク チャーを合わせたセ ミ ナー形式のコ ミ ュ ニケーシ ョ ン

手法の開発を行い， 分か り やす さ を重視 し た コ ミ ュ ニ

ケーシ ョ ン手法の特徴 と 課題を明 ら かにする。 さ ら に，

マス メ デ ィ ア報道の影響の大き さ について， マス メ デ ィ

ア報道と の関連を分析する。

〔内容および成果〕

　 一般市民が気候未来像を理解す る ポ イ ン ト と し て メ

デ ィ ア報道のあ り 方が検出されたため， 一般市民の気候

変動問題の関心 と 理解 （世論形成） についての メ デ ィ ア

報道 （テレ ビ， 新聞） と の関連分析を行 う 。 2007 年前半

の IPCC の第 4 次報告書の公表および映画 「不都合な真

実」 の リ リ ース以前には， ほ と んど COP 等の会議につい

て日本国内の メ デ ィ ア におい ては報道がな か っ たが，

2007 年後半から気候変動関連の国際会議についての報道

が増え始め， 2007 年， 2008 年と ド イ ツでの G8， 北海道

洞爺湖での G8 の会議， COP13， COP14， COP15 につい

ての報道はピーク を形成し た。 それ と 呼応し て， 一般市

民の考え る 「世界で重要な問題」 について も 「環境問題

（約半数が温暖化問題を指す） 」 が同じ ピーク でも っ と も

高い回答率を示し た。 2008 年後半からの金融危機でいっ

たん， 市民の関心は薄らいだよ う にみえたが， 2009 年春

か ら夏， 秋にかけての日本の温室効果ガス削減中期目標

についての議論で再度報道量がピーク と な り ， 市民の関

心も経済問題を抜いて も高い回答率と なった。

〔備考〕

課題代表者 　 神奈川大学 　 松本安生

10） 　 日本の成人男女の環境問題重要度認識に関する時

系列調査

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0809AF003

〔担当者〕 ○青柳みど り （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 専門の世論調査会社が企画する オム ニバス調

査シス テムを利用し， 世論調査形式 （無作為抽出された

全国成人男女4000名を対象にし た専門調査員によ る個人

面接方式） で， 「日本」 および 「世界」 で も重要な問題

に関する調査を毎月実施し， 世論におけ る 「環境問題」

の重要度を マ ス メ デ ィ ア な ど の影響を勘案 し て分析す

る。 今回提案の時系列調査によ り ， 「世の中の人々」 に環

境に関わる各種の意思決定や科学的な進展が認識されて

いるかど う か確認でき る。 環境政策 ・ 研究成果のア ウ ト

リ ーチにかかる政策評価の手段と し て も重要であ る。

〔内容および成果〕

　 本課題においては，2008 年 10 月から 2009 年 9 月まで，

毎月， 「日本」 および 「世界」 で も重要な問題に関する

調査を毎月実施し， 調査結果を担当者が分類し， 環境問

題 （温暖化等） への重要度認識が毎月どのよ う に変化し

ているかを追った。 さ ら に， 新聞， テレ ビなどのマス メ

デ ィ アの環境問題 （温暖化問題） の報道量 と の関連をみ

た。 その結果， 2008 年の夏以降の金融危機のため， 経済

問題， そ し て若干遅れて雇用 ・ 失業問題が大き な問題 と

し て回答率をあげ， それまで も っ と も高い回答率であっ

た環境問題への回答率は低下し た。 しかし， 2009 年 3 月

以降の温室効果ガス中期目標の議論が開始されてか ら温

暖化問題についての報道量が増え， それ と と も に市民の

重要度認識も高ま った。調査の 後の 2009 年 9 月には再

び環境問題が も高い回答率を得る結果と なった。

〔備考〕

10 月からの実施であ るが， 8， 9 月の 2 ヵ月については理

事長枠の助成を受けて実施し ている。

11） 　 電動パーソナルモビ リ テ ィ の認知度向上と評価

〔区分名〕 研究調整費 ( 理事長枠 )

〔研究課題コー ド〕 0809AI001

〔担当者〕 ○近藤美則 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 パー ソ ナルモビ リ テ ィ 等の小型移動手段に適

し ている小型電動車両は， 電池や駆動方式， 大き さや移

動速度に違いがあ り ， 非電動車両に比べて比較的高額で

あ る ため，容易に試乗や現物の確認ができ る状況にない。

よ って， 車か ら の代替の有力候補であ るが， 採用されに

く い。 一方， 所内は車が溢れている。 そ こ で， 小型電動

車両を購入し， 電動車両の性能や特徴の理解を職員に勧

め，車通勤からの転換によ り ，所の車通勤から生じ る CO2

排出の削減， 駐車場不足か ら生じ る事故の危険性の低減

に資する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 電動アシス ト 自転車， 電動原付バイ ク， 超小型電気自

動車をパーソナル電動車両 と 位置づけ， 電動の自転車 5

台， バイ ク 1 台， 車 1 台を対象に， 性能確認を行 う と と

も に， 職員等に性能を示し， 試乗が可能 と な る よ う に車

両予約シス テムを構築し た。 電動アシス ト 自転車は， 電

池の差違は走行において問題ではな く ， アシス ト の方式

と 強度によ り 消費エネルギーひいては一充電走行距離に

差違が生じ た。 電動原付バイ ク は， ギア音の発生， 低い

加速性能， 短い航続距離等か ら， 性能不足が露呈 し た。

一方， 超小型電気自動車は一般公道の制限速度内な ら ほ

ぼ問題な く 利用可能な性能を示し た。 電動アシス ト 自転
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車および超小型電気自動車は， 車両予約システムを利用

し て職員が使用中であ り ， 電動車両の性能理解に貢献し

た。

〔備考〕

12） 　 ISO14001 審査登録の環境負荷管理における継続的

改善効果の検証

〔区分名〕 その他

〔研究課題コー ド〕 0809KZ003

〔担当者〕 ○森保文 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 ISO14001 の特徴の一つは，継続的改善 と されて

いる。 ISO14001 を審査登録し た事業所は， 環境マネジ メ

ン ト シ ス テム を向上 さ せる こ と が要求 さ れ， その結果，

環境負荷が年々削減される こ と が期待されている。 本研

究では，国内の ISO14001 審査登録事業所およびそれ以外

の事業所を対象 と し て 近の事業所の環境負荷管理を調

査し て過去のデータ と 合わせる こ と で， 事業所の環境負

荷管理の経年変化を把握し， 改善の有無や， 推移および

今後の予測される状況などについて明らかにする。

〔内容および成果〕

　 2500 の事業所に質問紙調査を実施し， 856 の有効回答

を得た。 こ のデータおよび過去の調査データか ら環境マ

ネジ メ ン ト と 環境負荷管理 と の関係の時間的変化につい

て検討し た。

〔備考〕

住友財団環境研究助成

13） 　 酸化タ ングステン NO2 センサの実用性評価

〔区分名〕 その他機関からの委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0809MA002

〔担当者〕 ○松橋啓介 （社会環境システム研究領域） ， 加

藤秀樹， 小林伸治

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 酸化 タ ン グ ス テ ン結晶を MEMS(Micro Electro

Mechanical Systems) 構造ダ イヤフ ラ ム上に形成し た高感

度半導体式 NO2 センサの実用化を目的に， 模擬ガスや道

路沿道等の実大気を用いて， 試作センサ と 従来測定法で

あ る化学発光式 NOx 分析計と によ る並行測定を行い，開

発し たセンサの精度、 長期測定に対する安定性等を評価

し， 大気測定用 NO2 センサ と し ての実用性を検証する。

〔内容および成果〕

　 NO2 の高濃度地域 と し て知られる神奈川県川崎市の道

路沿道に開発し た NO2 センサを設置し， 長期間にわた り

センサの測定精度，長期測定に対する安定性を評価し た。

その結果， センサは大気中に存在するオゾンや湿度の影

響を受け るが， センサの前段にオゾンを除去する ス ク ラ

バを設け る こ と に加えて， 測定し た湿度を も と にし た補

正式を適用する こ と によ り ， 広範囲の濃度変動があ る道

路沿道の NO2 濃度を， 従来の化学発光式分析計 と同等の

測定精度で測定する こ と が可能であ り ， 大気測定用 NO2

センサ と し ての実用性が確認できた。

〔備考〕

本研究は， 堀場製作所， 立命館大学 と 共同で実施し てい

る環境技術開発等推進費 「自動車道路近傍におけ る大気

環境計測用小型高感度半導体式 NO2 ガスセンサの開発研

究」 の一環 と し て国立環境研究所が分担し ている研究業

務であ る。 課題代表者であ る堀場製作所から の再委託業

務と なっている。

14） 　 低炭素型都市づ く り 施策の効果と その評価に関す

る研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0810BA007

〔担当者〕 ○一 ノ 瀬俊明 （社会環境シ ス テム研究領域） ，

Shobhakar Dhakal， 吉田友紀子， Likhvar Victoria

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 具体的な都市 （名古屋市お よ び中部圏の中都

市， 中国 ・ イ ン ド のい く つかの都市） を想定し， 低炭素

社会実現のために導入可能な施策を提示する と と も に，

それら施策を導入し た場合の効果を明らかにする。また，

地球温暖化防止計画を策定する自治体の温暖化政策の確

立のため， 評価手法を体系化し， データベースづ く り ，

解析手法の標準化を行い， 削減目標 ・ シナ リ オ ・ ロー ド

マ ッ プの合意形成 ・ 政策運営の方法を示す。 サブテーマ

3 「都市類型と エネルギー消費・GHG 排出量の関係に関す

る研究」 を分担する。

〔内容および成果〕

　 国内外の都市環境評価ツールの資料 と 建物評価ツール

に関する資料を収集し，前年度までの開発成果を踏まえ，

建物形状を考慮し た建物用途別エネルギー消費量推定手

法に も と づいて都市環境評価手法を開発し， 具体的なア

ジアの各都市に適用する。 具体的には， 以下の内容を実

施し た。

(1)名古屋都心部における商業建築エネルギー消費量推計

について，GIS等のデータ解析を も と に地区レベルのベー

ス ラ イ ンの推定手法を開発し た。 その結果， 統計データ

と計算モデルの出力と の整合性を確認し た。

(2)中国の大都市における住宅街区の形態 と電力消費の関

係について数値シ ミ ュ レーシ ョ ンを行った結果， 棟間距
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離と建物高さ と の関係に 適解 （2:3） が存在し う る こ と

が明らか と なった。

(3)都市レベルでの温室効果ガス排出量に関する知識 と研

究のギ ャ ッ プを明ら かにし た。 また， 都市レベルでの炭

素排出量の削減に影響を与え る主要な要素を確定する必

要性を示し た。

〔備考〕

課題全体の代表者は井村秀文 （名古屋大学）。 一 ノ瀬はサ

ブテーマ 3 「都市類型と エネルギー消費 ・ GHG 排出量の

関係に関する研究」 の代表者。

15） 　 中国における ク リ マア ト ラ スを通 じ た都市熱環境

配慮型都市開発の実現

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0810CD007

〔担当者〕 ○一 ノ 瀬俊明 （社会環境シ ス テム研究領域） ，

Likhvar Victoria

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 わが国 と体制 ・ 制度 ・ 自然条件の異なる中国の

都市において， 制度的有利性に依拠し た形での， 新たな

都市開発の方向性を模索し， その成果をわが国をはじめ

と する世界各国の都市開発の現場へ と 還元し よ う と する

も のであ る。 よ って本研究では， 中国の都市を対象 と し

た ク リ マア ト ラ ス ワーク シ ョ ッ プを実施し， 都市の熱環

境の悪化防止，あ るいは改善を実現する よ う な都市計画，

さ らには都市開発が具体の都市において実現する こ と を

めざす。

〔内容および成果〕

　 初年度の瀋陽市におけ る課題を受けて， 本年度は， 共

同研究の体制の再構築， 共同研究全体の枠組みの再設定

を行 う こ と を主た る目的 と し た。 地形特性か ら夏の暑さ

が劣悪な武漢市をモデルエ リ ア と し て， 現地の熱環境実

測に豊富な実績があ り ， 行政連携が強固な 「華中科技大

学建築 ・ 都市計画学院」 の研究者を共同研究者 と し て選

定し た。 また， 終年度の調査内容， ス ケジ ュール等の

枠組みを再設定する ため， 全 2 回の会議を行った。 なお

市街地微気候の数値解析の う ち， 屋外温熱環境数値解析

を 2010 年 2 月よ り 実施し ている。

〔備考〕

共同研究者 ： 花木啓祐 （東京大学）， 泉岳樹 （首都大学東

京）， 平成 15- 平成 18 年度 （2003-2006 年度） 科研費にて

関連課題を実施。

16） 　 温暖化対策にかかる リ ス ク コ ミ ュ ニケーシ ョ ン手

法の検討および地域温暖化対策への適用

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0811AE001

〔担当者〕 ○青柳みど り （社会環境システム研究領域），米

澤健一

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 23 年度 （2008 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 気候変動に関わ る リ ス ク が顕在化 し つつあ る

中で， 一般市民が対応行動を取る必要も出て き た こ と に

鑑み， 気候変動問題に関わる リ ス ク についていかに効果

的にコ ミ ュ ニケーシ ョ ンを行 う かについての調査分析が

必要 と なって き た。 本課題は， 適応策， 緩和策の様々な

側面から その実際の適用について調査検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 新潟県十日町の水害から の復興をはかっている中山間

地域での調査を実施し， 災害復興にかかる リ ス ク ・ ガバ

ナン スの予備的調査を行い， 効果的な コ ミ ュ ニケーシ ョ

ンの方策を さ ぐ った。

〔備考〕

17） 　 農業再建のための制度改革の地域計画論的総合研

究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0813CD001

〔担当者〕 ○米澤健一 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 25 年度 （2008 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 本研究の全体の目的は， 農村空間の多目的利用

構造を生かし て， 活力あ る地域社会を形成する ために必

要な農村の再建のための制度改革の姿を地域計画論的総

合研究によ ってあ き らかにする こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 今年度は新潟県の中山間地であ る十日町において， 直

接支払制度の現状について ヒ ア リ ング調査を実施する と

と も に， 耕作放棄地の再植林について生物多様性の観点

か ら考察を試みた。 耕作放棄地には原則 と し て広葉樹林

が植樹されているが， その苗が現地にあ る種の も のか ら

用意されている と は限ら ないため， 遺伝子が異な る地域

の広葉樹林が持ち込まれ る 可能性があ る こ と が判明 し

た。 再植林の際の苗の現地での調達を配慮する よ う な仕

組みが必要であ る。 また， 多 く の場合， 労力が不足する

ため耕作放棄地 と な るのであ るが， 広葉樹を再植林し た

場合， 苗木があ る程度の大き さ に育つまで周囲の下草刈

り などの手間がかか り ， 労力が必要 と な る など， 再植林

を進める上での課題も明ら かになった。 さ らに， 本年度

か ら直接支払制度の内容が変更にな る ため， その制度変

更の影響を今後調査する必要があ る。

〔備考〕
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　 生源寺眞一

18） 　 環境評価に関わるデー タ解析 と シ ミ ュ レーシ ョ ン

手法に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0909AE004

〔担当者〕 ○須賀伸介 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 環境評価のための数値シ ミ ュ レーシ ョ ン手法

お よ びデー タ 解析手法の基礎研究を行 う 。 数値シ ミ ュ

レーシ ョ ンでは， 大気拡散現象のシ ミ ュ レーシ ョ ンの基

礎 と な る移流拡散方程式の数値解法を対象 と し， 少ない

計算時間で精度の良い数値解を計算可能な格子ボルツマ

ン法か ら 導かれ る 数値ス キームの研究を行 う 。 数値ス

キームの数値安定性 と 計算精度を数学理論および数値計

算を通し て解明する。 データ解析手法では， ラ イ ダー観

測データから風況の 3 次元分布を予測するデータ解析シ

ステムの開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 格子ボルツマン法基づいた大気拡散現象のシ ミ ュ レー

シ ョ ンの基礎 と な る拡散方程式の高精度， 無条件安定な

数値解法を開発し た。 こ の解法は少ない計算資源 と 計算

時間で計算可能な陽的解法であ り ， 空間分解能に関し て

4 次のオーダーの収束率を有する。また，格子ボルツマン

法は移流拡散方程式に対する有効性が実験的に確認され

ている。 本研究では， 2 次元問題に対し て格子ボルツマ

ン法が従来の陽的ス キーム よ り も精度が良い こ と を理論

的に解明し た。

〔備考〕

19） 　 動的 適化問題の解析を通 し た 適な環境管理に

関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0909AE005

〔担当者〕 ○須賀伸介 （社会環境システム研究領域） ， 日

引聡

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 長期的な観点か ら 種々の環境対策や環境管理

におけ る意志決定のタ イ ミ ングを考え る際には， 問題を

特徴付け る制約条件が時間 と と も に確率的に変動する条

件の下で動学的 適化問題あ るいは 適停止問題を解析

する必要があ る。 本研究の目的の第一はでは温暖化対策

あ る いは水資源管理問題におけ る 貯水池管理を対象 と

し， 上述し た数学的枠組みの中で問題設定を設定する こ

と であ る。 また， 設定された動学的 適化問題の解法 と

現実問題 と の整合性について数値シ ミ ュ レーシ ョ ン も併

用し て解析する。

〔内容および成果〕

　 水資源管理問題への 適停止問題への適用の基礎研究

と し て実際の貯水池におけ る 貯水量デー タ の分析を行

い， 以下の知見を得た。 貯水量， 流入量， 放流量の時系

列データ か ら周期性や時間変動に関する特徴を考察し，

貯水池の容量が貯水地管理操作を特徴付け る要因であ る

こ と がわかった。 また， 貯水量の時系列データにウ ェー

ブレ ッ ト 解析を適用し た結果貯水量データの時系列的構

造 と 流入 ・ 放流パターン と の間の類似性が抽出で き た。

これらのパターンにか ら確率的動的 適化問題を定式化

する際の基礎的パラ メ ータ を抽出する こ と が今後の課題

であ る。

〔備考〕

20） 　 地方公共団体実行計画 （区域施策） 策定マニュアル

に関する土地利用と交通に係る低炭素化手法の検討

〔区分名〕 その他機関からの委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0909MA002

〔担当者〕 ○松橋啓介 （社会環境システム研究領域） ， 米

澤健一

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化対策の推進に関する法律の改正に

よ り ， 地方公共団体実行計画の現行拡充及び策定に必要

な温室効果ガス排出量の目標設定のために， 現況排出量

と 削減ポテンシ ャルを検討し， 将来排出量を推計する必

要があ る。 また， まちづ く り を含めた中長期的な視点で

の目標設定が不可欠 と な る。 そのため， 地域特性を考慮

し た温室効果ガス削減ポテンシ ャルの評価手法開発， 事

例地域への適用を通じ た対策の整合性 と 手法の妥当性評

価， 成果を統合し た低炭素地域計画ツール及び地域資源

を活用し た低炭素化都市形成の手法について検討する。

〔内容および成果〕

　 地方公共団体における運輸部門からの CO2 排出量およ

び削減効果を推計する ために， 都市圏および都市内の土

地利用 と 交通の状態を応用都市経済モデルを用いて再現

する シ ミ ュ レーシ ョ ン分析を， 相模原市を事例地域 と し

て行った。 都市内の 寄 り 駅までのア ク セス性能を向上

させた場合に都市圏での移動交通手段に与え る影響およ

び都市内の土地利用の誘導を行った場合に都市内の移動

距離に与え る影響を考慮し た点が特徴であ る。 試算では

十分な削減量を得る ためには実現可能性の低い施策を想

定し なければな ら ない結果 と なったため， 都市内の移動
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距離の変更に伴 う 手段変更をモデルに組み込む等の工夫

が必要と考え られた。

〔備考〕

価値総合研究所と共同で実施する環境省 「平成 21 年度地

方公共団体実行計画 （区域施策） 策定マニ ュ アルに関す

る土地利用 と 交通に係る低炭素化手法の検討」 の一環で

あ る。

21） 　 都市の温熱環境マ ッ プ作成に関する研究

〔区分名〕 地方環境研 と の共同研究

〔研究課題コー ド〕 0910AH001

〔担当者〕 ○一 ノ 瀬俊明 （社会環境シ ス テム研究領域） ，

Likhvar Victoria

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 温熱環境指標に必要な気象要素な どの分布を

測定する方法を開発し， 温熱環境マ ッ プの作成を試みる

こ と を目的 と する。 その際， これまで種々提案されてい

る温熱環境指標その も のの屋外都市環境におけ る評価も

あわせて行 う 。 温熱環境マ ッ プは， 夏季 と 冬季において

作成する も の と し， 都市の暑熱緩和のみが焦点 と な り や

すい ヒ ー ト ア イ ラ ン ド 対策において， 地域の風土を考慮

し た新 し い都市計画づ く り に役立て る こ と が可能 と な

る。 研究対象は こ れ ま で国環研 と の共同研究において

データの蓄積があ る長野市とする。

〔内容および成果〕

　 都市域におけ る温熱環境マ ッ プの作成に必要な気象要

素の測定誤差 と 測定結果の空間ス ケールについて， 長野

市における観測データ を も と に検討を行った。その結果，

放射計や湿球温度は時定数が 20 秒以上と長 く ，車によ る

移動観測で取得し たデータは数百 ｍ オーダーの空間平均

値と なる こ と， GPS の測定誤差によ り 瞬間的に 大 3m/s

程度の風速値への影響が生じ る こ と などが明ら か と なっ

た。

〔備考〕

研究代表者 ： 浜田崇 （長野県環境保全研究所） 平成 15-

平成 17 年度 （2003-2005 年度） 文科―科研費 と し て関連

課題を実施。 2002 年度まで と 2006 年度以降は地方環境

研と の共同研究と し て実施。

22） 　 ベイ ジア ンアプ ローチに基づ く イ ン フ ラ ス ト ラ ク

チャーの経済評価

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0910CD007

〔担当者〕 ○宮脇幸治 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本研究の目的は， ベイ ジアンアプローチに基づ

いた イ ン フ ラ ス ト ラ ク チ ャーの経済評価方法を提案し，

その実証研究を行 う こ と です。 イ ンフ ラ ス ト ラ クチャー

は， 日本を始め と する先進国のみな らず途上国の経済発

展において も重要な位置を占めています。 その経済評価

を適切に行 う ためには， 規制や建設計画， 空間的相関等

の様々な要因を考慮する必要があ り ますが， 従来の研究

では こ れ ら の要因を単純化 も し く は考慮せずに分析を

行ってき ま し た。しかし，本研究ではベイ ジアンアプロー

チを用いる こ と で， これらの要因を適切に考慮し た経済

評価を行える と考えています。

〔内容および成果〕

　 平成 21 年度は， 以下の 2 つの研究を行いま し た。 第一

に都市ガスの消費行動の分析を行 う ための経済モデルを

構築し， その推定手法の開発及びデータの整理を行いま

し た。 都市ガスは逓減型ブロ ッ ク料金制 と 呼ばれる非線

形料金で供給されています。 本研究では， そのよ う な料

金体系に直面し た消費者行動の経済モデルを構築し， そ

の推定手法の開発及び実証分析のためのデータ整理を行

いま し た。 第二に長期的な観察が必要な イ ン フ ラ ス ト ラ

ク チャーの経済評価のための経済モデルの構築を行いま

し た。 イ ン フ ラ ス ト ラ ク チャーの中には， 一度に建設さ

れる もの以外に複数次の建設計画に従って建設される も

の も見られます。 本研究では， そのよ う な イ ン フ ラ ス ト

ラ ク チャーの経済評価を行 う ための経済モデルを構築し

ま し た。

〔備考〕

23） 　 低炭素車両の導入による CO2 削減策に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0911BA004

〔担当者〕 ○近藤美則 （社会環境システム研究領域） ， 松

橋啓介

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 低炭素社会に向けた低炭素型の交通シ ス テ ム

の実現を目指し て， 低炭素型車両の導入によ る CO2 削減

策の視点か ら研究を行 う 。 短期的削減策 と し て， 低炭素

型車両の普及 と 開発を よ り 確実 と する ため， 販売される

車両の実使用状態での CO2 排出量の評価を行い， 信頼性

の高い数値の 「見え る化」 を行 う 。 短中期的削減策 と し

て， 電動車両の家庭等での充電設備の具体的整備につい

て， 実現可能性の高い方法を明ら かにする。 中長期的削

減策と し て， パーソナルモビ リ テ ィ と充電式 LRT 等の組

み合わせによ る次世代型交通システムについて多面的に

評価し，地域特性に応じ た実現可能性の高い提案を行 う 。
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〔内容および成果〕

　 二十数台の乗用車に ３ ヵ 月か ら ２ 年弱にわた る 長期

間， 車載計測器を設置し て取得し て き た走行動態データ

を活用し， 低炭素車両への転換によ る CO2 削減量の推計

を行った。 具体的には， まず， 一般へ市販間近の複数の

電気自動車の車両重量および電池サイ ズを想定し て， 調

査期間の う ち ３ ヵ 月間の毎日の電池残量についてシ ミ ュ

レーシ ョ ン分析を行い， 車種別ユーザー別に電気自動車

に転換でき ない移動を行 う 利用日数を明らかにし た。 同

様に， 従来の普及型ガ ソ リ ン車を対象に， シ ャ シーダ イ

ナモ設備を使って取得し たエンジンマ ッ プか ら ４ モー ド

（加速， 減速， 巡航， ア イ ド リ ング） 別の CO2 排出量をシ

ミ ュ レーシ ョ ンする と と も に， ソーク時間 （車を使用し

ない時間） か ら コール ド ス ター ト によ る燃料増加分， 夜

間走行時間か ら前照灯および日平均気温か ら エア コ ン等

の補機使用によ る増加分を算定し， 実使用燃費の内訳を

明 ら かに し た。 さ ら に， 販売中の低燃費車両を対象に，

シ ャシーダ イナモ設備を使った CO2 排出量測定試験を複

数のモー ド について行い， 上記の実使用燃費の内訳の算

定に用いるパラ メ ータの検証材料 と する と と も に， カ タ

ロ グ燃費によ る性能 と 測定試験に基づ く 性能 と の比較を

行った。

　 電動アシス ト 自転車， 電動バイ ク等の個人移動手段を

中心に利用実態か ら実性能を評価する と と も に， 導入に

向けた問題点 （受容性， イ ン フ ラ 整備等） を調査 し た。

また， 地域に適し た移動手段の評価のために， 移動手段

に係るエネルギー消費量， CO2 排出量， 移動速度， 距離

等を要素 と するデータベース を作成し た。 フ ラ ン スの都

市で比較的新しい LRT 導入事例について調査を行い， 上

記パラ メ ータの改良に加えて， 道路空間の配分および移

動手段の連携の考え方について知見を収集し た。 さ らに，

欧州の複数都市において個人移動手段の利用実態や利便

性向上策， 他の移動手段 と の乗 り 継ぎ状況に関する調査

を行い， 国内への適用可能性に関する知見を収集し た。

〔備考〕

サブテーマ (1)(3) の複数課題の予算

経済産業省独立行政法人産業技術総合研究所 と の共同研

究 （サブテーマ (2))

24） 　 日本における環境政策 と経済の関係を統合的に分

析 ・ 評価するための経済モデルの作成

〔区分名〕 その他研究費

〔研究課題コー ド〕 0911BX001

〔担当者〕 ○岡川梓 （社会環境システム研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 人口 ・ 資源価格 ・ 世界経済などの社会情勢の変

化やそれを踏ま えた環境政策が経済活動に与え る 影響

と， 経済活動が環境に与え る影響を相互に評価でき る環

境統合型経済モデルの構築を目的 と する。 本研究の基礎

と な る経済モデルは計量経済モデル と 応用一般均衡モデ

ルであ るが， それら を統合し たハイブ リ ッ ト 型モデルを

構築する。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 経済モデルの主要なパ ラ メ ー タ の推計を

行った。 経済モデルによ る政策評価分析の結果は， 代替

弾力性パ ラ メ ータ に強 く 依存する こ と が知ら れてい る。

にも拘わ らず， これら のパラ メ ータに関する実証研究の

成果は多 く ない。 本研究課題では， 日本を含む先進諸国

を対象 と し て， 生産要素間， と り わけ資本 と エネルギー

の代替弾力性のパネル推計を行った。 推計に用いたデー

タ は， 欧州委員会に よ っ て整備 さ れてい る EUKLEMS

データの う ち， 新の も のであ る。 また， 推計し たパラ

メ ータ値を用いて， 日本におけ る温暖化対策制度導入に

よ る経済的影響評価を行った と こ ろ， 政策評価分析の定

量的な結果には影響があ る も のの， 定性的な分析結果に

は影響がないこ と が示された。

〔備考〕

課題代表者 ： 伴 金美 （大阪大学）

化学環境研究領域における研究活動

〔研究課題コー ド〕 0610FP013

〔代表者〕 ○柴田康行 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 化学環境研究領域では，環境中の元素・同位体，

化学物質の分析技術， 並びに これらへ曝露された生体応

答の分析技術の開発 と 応用を通じ て， 化学物質によ る汚

染やその リ ス ク管理， 地球環境問題に対する取 り 組み推

進などのための基盤研究を進め る。 「環境 Chemometrics

の高度化」 を旗印に様々な分析手法 ・ 監視技術 ・ データ

解析手法の開発等を進め， また対象環境をシステム と し

て捉えてその状態や機能を評価する ための分析法やデー

タ解析法の体系的な発展を目指し て研究を進める。

　 現在の中期計画期間では ４ つの柱を中心に研究を推進

する。

１ ） 感度， 選択性を犠牲にせず環境中に存在する極めて

多種類の化学物質をでき るだけ多 く 監視対象 と する ため

の網羅的， 迅速分析手法の研究を進める。

２ ） 同位体計測技術の高精度化などによ り ， 同位体比利

用によ る起源や環境動態， 代謝等の解析を行え る研究対

象を拡大する。
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３ ） 自動捕集／自動分析装置の開発， 改良によ る VOC や

POPs，CO2 等の地域・ 全球ス ケールの時空間分布の把握を

進め， 地球規模の環境状態の把握と その変化を監視する 。

４ ） 脳神経系への各種環境ス ト レ スの影響検出手法の高

度化 ・ 体系化を進め， 生物側の応答に基づ く 新たな分析

手法の開発を推進する。

　 微小粒子研究やナ ノ テ ク利用分析技術開発， 地球変動

監視や長期環境監視， 試料保存， 分析法の標準化や精度

管理な ど に関す る ユニ ッ ト 横断的な取 り 組み も 推進す

る。 さ ら に国際条約や国内での大規模汚染事例， 環境調

査などにも適切に対応する。

〔内容および成果〕

　 本年度は １ ）， ２ ） に関連する ２ つの平成 20 年度終了

特別研究の成果取 り ま と め と 発信作業を進めた。 ま た，

これら の成果を踏まえて提案された化学物質 （特に有機

ハロ ゲン化合物） の一斉分析， 並びに同位体利用の土壌

炭素収支に関する新たな ２ つの特別研究が新規に採択さ

れ， 研究が開始された。 さ ら に， これら の終了特別研究

の成果等を生かし て， 大気微粒子の有機成分の解析や大

気粉じん中炭素成分の発生源の究明 と デ ィ ーゼル規制等

と の関連の解明， 大気中 POPs 連続捕集 ・ 分析などに関

する研究などが推進された。 一方， ３ ） に関し ては， 光

化学オキシダン ト 原因物質の連続監視に関わる特別研究

を継続する と と も に， ハロ カーボン類の連続観測 ・ 広域

観測研究も継続， 推進し た。 また， ４ ） については脳内

鉄分布の解明， 神経伝達物質の高感度 in situ 分析法の開

発， 有機 ヒ 素化合物の脳内動態に関わる研究などが外部

競争的資金等を用いて推進された。 こ のほか， 湖沼の長

期観測， 並びに透明度低下原因究明のための研究， 野生

生物試料によ る環境監視の拡大 と 推進， 保存試料を用い

た環境変化の解明に関する研究等が推進されたほか， ス

ト ッ ク ホルム条約に関する環境モニ タ リ ングデータの取

り ま と め と 次の有効性評価にむけた作業の準備， 環境省

が進め る子ど も の健康 と 環境に関する全国調査の分析，

試料保存に関する準備作業などが進められた。

(2)-1. 　 領域プロジ ェ ク ト

1） 　 多次元分離分析法による有機ハロゲン系化合物等の

微量有機汚染物質の網羅分析

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 特別研究 )

〔研究課題コー ド〕 0911AG005

〔担当者〕 ○橋本俊次 （化学環境研究領域），高澤嘉一，伏

見暁洋， 伊藤裕康， 田邊潔， 柴田康行， 櫻井健

郎， 渡部真文

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 化学物質に よ る環境汚染の広が り に対応する

ために， 有機ハロゲン系化合物等を高精細に分離し なが

ら網羅的かつ選択的に検出する こ と で物質の検索 と 同定

を容易にする方法 と， 選択し た物質を一斉に高感度 ・ 高

精度･迅速に定量する方法を開発する。高精細な分離には

極めて高い分離能が得られる GCxGC 法を， 網羅的かつ

選択的高感度検出には 新鋭の MS/MS と HRTOFMS を

用い， これら を組合わせた先端的次世代分析を開拓する。

〔内容および成果〕

　 ダ イナ ミ ッ ク レ ンジの狭さや膨大なデータの処理が困

難と いった GC ｘ GC-HRTOFMS 分析法における課題を克

服する ため， 世界で初めて （2010 年 2 月 24 日現在） 多

次元ガス ク ロマ ト グ ラ フ （GCxGC） と タ ンデム型質量分

析計 （MS/MS） を組合わせた分析法を開発し， 大気粒子

やデ ィ ーゼル排気中粒子に含まれるPAH 16化合物 と その

類縁化合物 （ニ ト ロ体 14 化合物， オキシ体 10 化合物，

メ チル体 4 化合物） の高感度 ・ 一斉定量を可能にし た。

従来の GC-qMS 法と比較し て， 1-2 桁程度の感度向上を

達成し た。 さ らに， 同一条件において， ハロゲン化 PAH

38 化合物を加えた一斉定量について， 検討中であ る。

　 また， 有機ハロゲン系化合物の網羅的検出の試み と し

て， GCxGC-MS/MS によ る フ ラ イ ア ッ シュ抽出液のハロ

ゲン基のニ ュー ト ラルロ ス測定行い， 多数の塩素系化合

物， 臭素系化合物， フ ッ素系化合物 と みられる ピーク を

検出し た。 PCB， ダ イオキシン類， その他の POPs の混合

標準物質の比較測定によ り ， それら の一部の保持時間は

PCB やダ イオキシン類 と重なる こ と が確認でき た。 しか

し， 多 く の未知成分の存在が 2 次元ク ロマ ト グ ラ ム上で

確認された。

〔備考〕

(2)-2. 　 その他の研究活動

1） 　 環境及び生体中の元素の存在状態と動態解明のため

の計測手法に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE413

〔担当者〕 ○瀬山春彦 （化学環境研究領域），柴田康行，久

米博， 田中敦， 内田昌男

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境や生体中におけ る有害物質や元素の動態

を解明し た り ， その毒性など を評価する ためには， 様々

な元素の存在状態 （化学形態） と 試料中におけ るその分

布状態 （局所的分布や蓄積部位） に関する情報が重要で

あ る。 また， 元素の同位体比は， 元素や化学物質の起源

を探 り ， 環境動態を追跡し， 生態系におけ る汚染物質の
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蓄積を解明する上で重要な手がか り を与えて く れる。 本

研究では， こ のよ う な測定を行 う ために必要 と される多

種類の分析法， 計測手法 （質量分析法、 分光分析法、 ク

ロマ ト グ ラ フ法など） の開発や改良， また複数の分析法

の組み合わせなどによ る計測手法の高度化を目指す。

〔内容および成果〕

　 粉末 Ｘ 線回折法 （XRD）， Ｘ 線光電子分光法 （XPS）

など を用いた状態分析および蛍光 Ｘ 線分析法（XRF），二

次イオン質量分析法 （SIMS） などの局所分析を応用し た

固体環境試料中の元素の化学結合状態 と その分布に関す

る計測法の検討を継続し て行った。 また， マルチコ レ ク

ター型誘導結合プ ラ ズマ質量分析法 （MC-ICPMS） を用

いた元素同位体比の高精度計測法を確立する ため， 分析

条件， 試料前処理法などについて 適な方法を調べる と

と もに， 土壌， 粉塵､生物試料などの環境標準物質の鉛同

位体比測定を行った。 その結果， 様々な環境試料中の鉛

同位体比は， 有鉛ガ ソ リ ンの影響を受けた都市域の試料

や国産鉛の影響が強い石炭飛灰など幅広い分布を持って

いる こ と が明らか と なった。

〔備考〕

2） 　 高磁場 MRI 法の高度化と ヒ ト への応用

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE416

〔担当者〕 ○三森文行 （化学環境研究領域），渡邉英宏，高

屋展宏

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 無侵襲で生体の解剖学的構造や， 代謝， 機能発

現を計測する こ と が可能な高磁場 MRI 法の測定 ・ 解析手

法の開発 と 高度化を目的 と する。 また， 開発し た方法を

用いて， ヒ ト の健康に関わる指標のモニ タ リ ングや実験

動物の環境負荷に対する応答の解析への応用をはかる。

〔内容および成果〕

　 ヒ ト 脳の形態情報の蓄積を 200 件まで進めた。 また，

動物用 NMR 装置における T1, T2 測定法を確立し， ヒ ト

脳のモデル と な る アガ ロース ゲルの緩和測定を行った。

実験動物の精巣画像測定では精細管 と 造精機能の対応に

ついて論文を発表し た。

〔備考〕

3） 　 環境化学物質の生体影響評価のための行動試験法の

体系の確立に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE444

〔担当者〕 ○梅津豊司 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境中の化学物質の少な く ない種類が中枢神

経系に影響を及ぼす可能性が考え られるが， その生体影

響を評価する方法については未整備の状態にあ る。 そ こ

で動物の各種行動を指標 と する行動試験法の有用性を検

討し， 化学物質の中枢影響を出来るだけ迅速に， そ し て

的確な評価を下すためのシス テム （体系） の構築を目指

す。

〔内容および成果〕

　 ジフ ェニルアルシン酸 (DPAA) の亜急性影響について

検討し た。 DPAA 5mg/kg を １ 日 １ 回 35 日間経口投与し，

ロータ ・ ロ ッ ド 試験， ブ リ ッ ジテス ト ， 握力試験， 受動

的回避反応試験， 自発交代反応試験を実施し た。 対照群

には生理食塩水を投与し， 同じ行動試験を実施し た。 投

与終了後脳を採取し， 生化学的検討を行った。 DPAA に

よ り ロータ ・ ロ ッ ド 試験によ り 測定される協調的運動能

力の低下が観察された。 他の行動試験では明確な影響は

観察されなかった。 小脳のグルタ ミ ナーゼ活性 と そのタ

ンパク量を検討し たが， いずれも DPAA によ り 影響を受

けなかった。

〔備考〕

4） 　 海洋起源ハロ カーボン類のフ ラ ッ クス と生成過程

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0610CD974

〔担当者〕 ○横内陽子 （化学環境研究領域）， 大木淳之

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 海洋か ら 大気中には多 く のハ ロ カーボン類が

放出されてお り ， 成層圏オゾン破壊や海洋境界層内の対

流圏オゾ ン破壊 ・ エーロ ゾル生成な どに関与し てい る。

本研究では， 大気 ・ 海水中ハロ カーボン分圧の広域観測

を行 う ための技術開発を行って地球規模 ・ 地域規模のハ

ロ カーボンフ ラ ッ ク スに関する知見を得る と 共に， 海洋

におけ るハロ カーボン生成過程を明ら かにし てハロ カー

ボン発生量に対する海水温や栄養塩等の環境要因の影響

を明らかにする こ と を目指す。

〔内容および成果〕

（ １ ） 西部北太平洋の親潮 ・ 黒潮混合域 （2009 年 5 月） と

南北イ ン ド洋 （2009 年 11 月－ 2010 年 １ 月） において，

船舶によ る海洋観測を実施し た。 気液平衡器 と 自動大気

濃縮／ガス ク ロ マ ト グ ラ フ／質量分析計を用いて， 大気

および表面海水中の多成分ハロ カーボン分圧を連続的に

測定 し た。 南北 イ ン ド 洋の観測サ イ ト では海水中ハ ロ

カーボン濃度の鉛直分布測定も合わせて行った。 春季ブ

ルーム時の西部北太平洋では， 大気および海水中で高濃
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度のブロモホルムが観測され， 海水よ り も大気中分圧の

方が高 く な る現象を捉えた。 こ の こ と は， 海岸付近の大

型藻類由来のブロモホルムが大気を経由し て外洋域の海

洋表層に供給されている可能性を示唆する。 また， 夏期

の南イ ン ド 洋において， ジ ク ロ ロ メ タ ンの分圧が大気中

よ り も海水中で高 く な る こ と が観測された。 こ の海域に

おけ る ジ ク ロ ロ メ タ ンはその海水中鉛直分布が植物プ ラ

ン ク ト ンに由来する ク ロ ロ フ ィ ルやジ ヨ ー ド メ タ ンの分

布 と 類似し ていた こ と か ら， 生物起源であ る と 考え られ

た。

（ ２ ） 波照間島において， ４ 種類の反応性有機 ヨ ウ素化合

物 （ジ ヨ ー ド メ タ ン， ク ロ ロ ヨ ー ド メ タ ン， ヨ ウ化エチ

ル， ヨ ウ化 メ チル） の高頻度観測を継続する と共に，2009

年 6 月には波照間島周辺海域においてそれらの海水中濃

度を測定し た。 大気中ク ロ ロ ヨ ー ド メ タ ン と ジ ヨ ー ド メ

タ ンは顕著な日変化を示し， 夜間の ク ロ ロ ヨ ー ド メ タ ン

濃度は風速 と よい相関を示し た。 ク ロ ロ ヨ ー ド メ タ ンの

大気中濃度か ら 推定 し た海洋か ら 大気への放出量は約

700ng m-2 d-1 と な り ，海水濃度からの見積も り と概ね一致

し た。 ヨ ウ化エチル と ヨ ウ化 メ チルについては， アジア

大陸から の汚染 と 同期し たピーク が多 く 観測され， アジ

ア大陸か らの人為的な発生あ るいは， 大陸の沿岸海域の

影響が示唆された。

〔備考〕

本研究は， 特定領域研究 「海洋表層 ・ 大気下層間の物質

循環 リ ンケージ」 の研究計画第二班 と し て日本大学 ・ 文

理学部 ・ 橋本伸哉教授、 富山県立大学 ・ 工学部伊藤伸哉

教授と共同で実施する ものであ る。

5） 　 近未来予測のための古海洋学 ： 温暖化に伴 う 気候

モー ド ジャ ンプの可能性

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0610CD975

〔担当者〕 ○内田昌男 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本研究の目的は， 東アジアー北西太平洋域を例

に， アジア ・ モン スーンの変動 と それに伴 う 偏西風蛇行

モード の変化が， DOC に象徴される急激な気候変動の増

幅， 伝播にどの様に拘っていたかを検証する と 共に， 間

氷期におけ る現在よ り 温暖な気候モー ド の存在 と その実

態， 制御要因を解明する事にあ る。 そのため， 終退氷

期以降， 東シナ海， 日本海， 十勝沖， オホーツ ク海， ベー

リ ン グ海におけ る 中深層水循環を復元 し， ア ジ アモ ン

スーン強度変化 と 海洋循環 と の相互作用について解明す

る。

〔内容および成果〕

　 本年度は， ベー リ ング海陸棚斜面 （水深約 1100m） よ

り 採取し た海底コ ア試料の分析を実施し た。 堆積物か ら

浮遊性有孔虫， 底生有孔虫試料を ピ ッ キング し， それら

の放射性炭素年代の年代差及び， 当時の大気中 14C 濃度

の値等を用いて， 終退氷期以降の急激な温暖化時にお

ける海洋循環変動の復元を行った。

〔備考〕

研究代表 　 東京大学大学院理学系研究科 多田隆治教授

6） 　 環境モニ タ リ ン グの手法 と 精度管理に関する研究

(3) ダイオキシン類測定の高度化に伴う精度管理

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0709AE438

〔担当者〕 ○伊藤裕康 （化学環境研究領域），橋本俊次，田

邊潔， 高澤嘉一

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 環境の状況を把握する ために行 う モニ タ リ ン

グでは， 適切なサンプ リ ン グ， 信頼性の高い化学分析，

適切なデータ評価などが必要 と される。 これらは， モニ

タ リ ン グの目的， 対象物質， 環境媒体に よ っ て異な り ，

それぞれについて手法の 適化が必要 と される。 本研究

では， 各種のモニ タ リ ングの現状を整理し， 問題点を把

握し， 精度管理を含めたモニ タ リ ング手法の 適化 ・ 標

準化を順次行 う 。 また， モニ タ リ ングを担 う 地方自治体

研究機関等を含め， 標準的モニ タ リ ング手法によ る ク ロ

スチェ ッ ク等を行い， 精度管理の 適化， 普及につ と め

る。今期はダ イオキシン類，POPs 等について検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 環境中のダ イオキシン類 ( ポ リ ク ロ ロ ジベンゾ -p- ジオ

キ シ ン 類 (PCDDs) と ポ リ ク ロ ロ ジベ ン ゾ フ ラ ン 類

(PCDFs) の分析に関する種々の検討を行った。環境標準試

料 NIES CRM 等を用い， 抽出， カ ラ ム ク ロマ ト 等の前処

理， ガス ク ロマ ト グ ラ フ高分解能質量分析計 (GC/HRMS)

によ る測定， データの解析， 分析の精度管理等を検討し

た。 ま た， フ ィ ール ド で採取 し た土壌試料， 底質試料，

水生生物試料等について分析法の検討 ・ 開発を行っ た。

ダ イオキシン類の簡易分析法は， ダ イ オキシン対策に果

たす役割は大きい と 考え られ， ダ イオキシン類の発生の

抑制のための迅速で簡易な分析法の検討を行った。 排ガ

スの リ アルウ タ イ ムモニ タ リ ング手法の開発 ・ 改良につ

いては現場での応用を目指し ているが種々の問題点があ

り ， 装置の車載移動を含め、 引き続き改良が必要であ る。

　 地方自治体研究においては， 臭素化ダ イオキシン類の

焼却炉か ら排出される測定を行い， その分析法の問題点
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を検討し た。大気中の PCB 等化学物質のサンプ リ ング方

法に関し て検討し た。

〔備考〕

7） 　 摩周湖の透明度変化に関する物理 ・ 化学 ・ 生物学的

要因解析

〔区分名〕 地方環境研 と の共同研究

〔研究課題コー ド〕 0709AH371

〔担当者〕 ○田中敦 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 摩周湖は， かつて世界 高の透明度 (41.7 m) を

記録し た湖であ り ，近年でも日本で も清澄な湖であ る。

しかし， この 20 年あま り の観測においてその透明度は漸

減傾向を示し てお り ， 近では 20 m を切る こ と も多 く

なったが， こ の要因については明確ではない。 摩周湖は，

地理的 ・ 湖沼的環境か ら高頻度観測が不可能であ る。 そ

こ で， 実地観測 と 係留観測 と の組み合わせによ り ， 高密

度の物理 ・ 化学 ・ 生物学的パラ メ ータ を積み重ねる こ と

で， 摩周湖の透明度低下の要因について， 新たな知見を

得る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 摩周湖におけ る共同観測を ５ 回実施し た。 詳細な深度

方向のク ロ ロ フ ィ ル，濁度プロ フ ァ イルを採取し たほか，

各期間でプ ラ ン ク ト ンの採取 と その種の計数を行い， 年

間を通し ての透明度変化と の対応を検討し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 北海道環境科学研究セン ター

本課題は， 環境省地球環境等保全試験研究 と 同時に実施

する。

8） 　 高磁場 MRI による含鉄タ ンパク質フ ェ リ チンの定量

化と分子イ メ ージングへの適用研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0709CD311

〔担当者〕 ○三森文行 （化学環境研究領域），渡邉英宏，梅

津豊司

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 ヒ ト や動物の体内で鉄貯蔵に用い ら れ る球状

タ ンパク質， フ ェ リ チンは環境条件によ り 消長し， 脳内

の存在量はパーキン ソ ン病等の脳神経疾患 と 相関する こ

と が知られている。 本研究では， 4.7T の超高磁場を有す

る人体用 MRI 装置を用いて in vivo 脳の T2 緩和時間を精

密かつ高速に測定する方法を開発し， ヒ ト 脳内のフ ェ リ

チン濃度を無侵襲的に定量す る 方法の実現を目的 と す

る。 さ ら に， 天然のナ ノ 粒子であ る フ ェ リ チン分子の鉄

イ オン ポ リ マー コ アの超常磁性を緩和源 と す る 分子 イ

メ ージング法の基礎的検討を試みる。

〔内容および成果〕

　 前年までに確立された ヒ ト in vivo 脳における非ヘム鉄

濃度の無侵襲定量法の基盤は， 脳組織水の見かけの横緩

和速度 R2
† が局所の非ヘム鉄濃度 [Fe] と， 高分子量成分

の存在比 （fM = 1 - 水の存在比） の線形結合 α[Fe] + βfM

+ γ で表される （α, β, γ は定数） と い う 概念であ る。本

年度は， こ の概念の普遍性を確認する ために観測磁場強

度を変えて ヒ ト 脳の横緩和時間の測定を行った。 我々の

開発し た MASE 法をそのま ま適用するために， これまで

測定を行ってき た 4.7T MRI装置の超伝導磁石の永久電流

を約 40％に下げ，1.9T での測定を試みた。男性 ７ 名 （45.4

± 17 歳 ），女性 ３ 名（41.7 ± 12 歳）の計 10 名の測定結果の

重相関解析から R2
† = 0.178[Fe] + 23.4fM + 6.62 が得られ，

重相関係数 r = 0.99 で 4.7T と同様に [Fe] と fM を用いて

R2
† が良 く 説明される こ と がわかった。 また，4.7T での結

果と比較する と β, γ がさ ほど変化し ないのに対し， α

は観測磁場に比例し て減少し てお り ， こ の項が超常磁性

を示すフ ェ リ チン鉄コ アの緩和効果によ る ものであ る こ

と を示し ている。重相関係数が 0.99 と 4.7T に劣らず高い

点は，R2
† への寄与と し て [Fe] のみを考慮し た場合 と好対

照をな し， 低磁場臨床機の可能性拡大を示唆する。 さ ら

に， 上記の in vivo での解析結果をモデル系でも確認する

ために，ウマ脾臓よ り 精製されたフ ェ リ チン （鉄ローデ ィ

ング フ ァ ク ター ~1000） の水溶液 と アガ ロースゲル試料

を用いて T2 測定を実施し た。 この結果， 観測し た R2 と

[Fe]は比例し，R2は in vivoの場合 と同様フ ェ リ チン鉄濃度

と アガ ロース濃度の線形結合でよ く 説明でき る こ と がわ

かった。

〔備考〕

9） 　 超高磁場 MRI を用いた ヒ ト 脳の無侵襲高速高感度多

次元スペク ト ロスコ ピー法の研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0709CD315

〔担当者〕 ○渡邉英宏 （化学環境研究領域）， 三森文行

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 ヒ ト 脳内の主要な神経伝達物質であ る グル タ

ミ ン酸と γ- ア ミ ノ酪酸は， 神経変性疾患や精神神経疾

患 と の関連が指摘されているが， 従来の手法では検出が

困難であった。我々はこれまで 4.7 T MRI 装置上で in vivo

2D スペク ト ロ ス コ ピー法であ る局所励起2D CT COSY法

を提案， 開発し， こ の方法によ って ヒ ト 脳内で これらの

ピーク が取得でき， 定量化でき る こ と を示し て き た。 本
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研究では， こ の方式を発展させ， in vivo 2D スペク ト ロ ス

コ ピー法の高感度化， 高速化および網羅的， 総合的定量

化を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 昨年度開発し た定量化方式の高度化を目的

と し て， 定量 CT PRESS 法の 大の課題であ る緩和時間

補正 （T2 補正） に対し て， 測定時間を延長する こ と な く

補正可能な時間領域データ共有再構成法を提案し， MRI

システムおよび PC 上に開発し た。 本方式の評価のため，

試薬を用いた実験を行った結果，提案法を用いて T2 計測

および補正が可能であ る こ と が実証でき た。

　 こ の T2 補正法を組み込んだ CT-PRESS によ る定量計測

法を開発し， ヒ ト 脳内の代謝物定量化を試みた。 こ の結

果， ヒ ト 脳の頭頂 ・ 後頭葉内 27 ml の領域から， 測定時

間 24 分でグルタ ミ ン酸濃度を既報値 と同等の 8 mM と求

める こ と ができ た。 以上よ り ， 時間領域データ共有再構

成法を用いた定量的 CT-PRESS 法によ って， ヒ ト 脳内の

代謝物定量化ができ る こ と が実証でき た。

　 次に， CT-PRESS スペク ト ル上で検出可能な代謝物の

網羅的解析を実現する ため， 多成分定量解析法を開発し

た。 本方式を用いて， 試薬スペ ク ト ルのグル タ ミ ン酸，

γ- ア ミ ノ 酪酸 （GABA）， グルタ ミ ンの定量解析を実施

し， 同時に ３ 成分の濃度定量化を実施でき る こ と が実証

でき た。

〔備考〕

10） 　 ア イ ス コ ア中の宇宙線生成核種によ る宇宙線 と地

球環境の変動史に関する研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0709CD391

〔担当者〕 ○柴田康行 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 氷床コ ア中に閉 じ こ め ら れてい る過去の宇宙

線起源放射性核種の測定によ り ， 太陽活動の変化並びに

地球環境の変化に関す る 記録を読み出す こ と を目的 と

し， そのための手法開発並びに南極 ド ームフジなどの氷

床コ アの分析を行 う 。

〔内容および成果〕

　 ド ームフジで採取された氷床コ ア試料の一時保管 と 分

配作業を分担する と と も に， 測定対象 と な る長寿命放射

性核種の拡大のための予備的な検討を継続し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 東京大学 　 松崎浩之助教授

11） 　 高エネルギー密度界面を用いた大容量キャパシ タ

の開発

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0711BY485

〔担当者〕 ○久米博 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 ナ ノ 界面制御技術を用いて， (1) 擬似容量付与

し た高容量型カーボン電極と (2)耐電圧型固体電解質の ２

つの技術を融合する こ と によ り 革新的な高エネルギー密

度ナ ノ 界面を構築し， 従来材料では達成でき なかった大

容量電気二重層キ ャ パシ タ 技術の開発を行 う 。 それに

よ って，車載用回生電源あ るいは負荷平準化電源 と し て，

ハイブ リ ッ ド 車の導入促進や太陽光発電， 風力発電の普

及に寄与する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 グ ラ フ ェ ンは， 比表面積が大き く ， 高電子伝導性 と 電

気化学活性を併せ持つ。 グ ラ フ ァ イ ト に化学処理を施し

た結果， 単原子層が数枚重なった厚さ 4nm 程度のグ ラ

フ ェ ンを単離する こ と ができ た。 こ のグ ラ フ ェ ンに擬似

容量を付与する ために， 酸化スズ微粒子 と グ ラ フ ェ ンの

ハイブ リ ッ ド 型電極を作製し た。 こ の電極の充放電特性

は， 平坦電位の見ら れないキ ャパシ タ的な特徴を示し，

800 mAh/g 以上の極めて大き な リ チウ ム貯蔵容量を有し

ている こ と が判明し た。 次に， ゾルゲル法を用いて イオ

ン液体 と チタ ニアのナ ノ レベルのハイブ リ ッ ド 固体材料

を合成し た。 透過型電子顕微鏡によ る観察の結果， こ の

ハイブ リ ッ ド材料は， イオン液体が 3 次元的なチタニア

ネ ッ ト ワーク内に固定された イオン性固体であ る こ と が

わかった。 また， 200 ～ 300 ℃の中温度領域で、 10-2 S/cm

と い う 実用レベルのプ ロ ト ン伝導性を示し た。 さ ら に，

耐電圧特性に優れ， イオン伝導性をあま り 犠牲にし ない

固体電解質材料の低温合成を目指し， 酸素イオン伝導性

を有する イ ッ ト リ ウ ム安定化ジルコ ニア， プロ ト ン伝導

性を有するセ リ ウ ム酸バ リ ウ ム， そ し て リ チウ ム イオン

伝導性を有す る ジル コ ン酸 リ チ ウ ム ラ ン タ ン を合成 し

た。 パルス レーザー堆積法を用いた結果， 400 ℃ と い う

比較的低温でもナ ノ 結晶電解質膜を合成する こ と が可能

であ る こ と がわかった。

〔備考〕

産業技術総合研究所

12） 　 有機フ ッ素化合物の発生源、 汚染実態解明、 処理技

術開発 サブテーマ ７ ： PFOS/PFOA およびその類縁

化合物による生物の汚染 ト レ ン ド 解析と処理技術に

関する研究
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〔区分名〕 環境技術開発等推進事業

〔研究課題コー ド〕 0809BD002

〔担当者〕 ○柴田康行 （化学環境研究領域），高澤嘉一，吉

兼光葉， 野馬幸生， 山本貴士

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 新 POPs と し て廃絶ないし制限 と なる可能性の

高い化学物質の う ち PFOS 及びその類縁物質は， 現在も

一部で使用されている一方， 排出源が十分明ら か と なっ

ていない。 本研究では， 国内で も高濃度汚染が明ら か と

なっている自治体が共同し， 地域内に立地し ている製造

事業場及び未把握を含む使用事業場の排出実態を解明

し， さ らに POPs と なった時に直ちに対応可能な対策手

法を併せて確立する。

〔内容および成果〕

　 昨年度に引き続き， 首都圏での二枚貝採取を進めた。

また， 新たな陸域監視指標生物 と し て注目し ている ト ン

ボの入手を継続し， 近畿圏での陸域分布マ ッ プの作成を

行って， 近隣に製造 ・ 使用に関わる工場等が見あた ら な

い場所で も 汚染進行の懸念があ る こ と を あ き ら かに し

た。 これらの成果は国際会議等で報告し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 兵庫県環境研究セン ター 　 中野武 科長

13） 　 有機 ヒ素化合物によ る中枢神経系への長期影響の

解明  課題 ２ ：臓器中ジフ ェ ニルアルシン酸及びその

代謝物の定量分

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0809CD010

〔担当者〕 ○柴田康行 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 旧日本軍の化学兵器の原材料に由来のジ フ ェ

ニルアルシン酸 (DPAA) 中毒が石井 ・ 玉岡らによ り 発見

された。 臨床症状は小脳 ・ 脳幹症状 と 大脳皮質機能障害

の症状で， さ ら に小児では精神遅滞がみられた。 本研究

は， カニ ク イザルに ヒ ト と同程度の DPAA を暴露させた

場合に生じ る行動毒性を明ら かにし， 脳各部位及び全身

の臓器の DPAA と その代謝物を定量解析し， 病理学的変

化も確認し ながら， DPAA の中枢神経への長期影響を明

らかにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 サルの組織中 DPAA 並びに関連化合物の測定を行 う た

め， 初にアルカ リ 分解法＋ LC/ICP/MS 法によ って投与

量 と 組織中濃度の関連を大まかにあ き ら かに し た上で，

安定同位体ラベルのサロ ゲー ト 添加量を決め， 再度添加

試料について前処理を行った上でLCMSMSによ る精密定

量を実施し た。 類似し た投与条件でのラ ッ ト のデータ と

比較し てサルの方が高い こ と が確認され， 予備実験の結

果を確認する と と も に， 投与後の回復期間を変えた一連

の試料の分析を進めて DPAA の減少の様子 と その組織依

存性をあ き らかにし た。

〔備考〕

研究代表者 ： 筑波大学 　 石井一弘 　 準教授

14） 　 生体鉱物形成作用によ り 生成し た金属酸化物に関

する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0810AE001

〔担当者〕 ○瀬山春彦 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 河川や湖沼な どの水環境中に生息 し てい る微

生物の中には， 金属イオンを酸化や還元し て金属酸化物

を作る も のがいる。 本研究では， こ の生体鉱物形成作用

（バイオ ミ ネラ リ ゼーシ ョ ン） によ り 生成し たマンガンや

鉄酸化物 （生体鉱物） を表面分析や Ｘ 線回折など様々な

方法で分析し，その構造や化学的特性を調べる と と もに，

水中の金属イオンの吸着や表面反応などによ って， 生体

鉱物形成作用および生物起源の金属酸化物が自然界の中

で果た し ている役割 （環境影響） を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 河川の中か ら単離， 培養し たマンガン酸化物形成能を

持つ微生物 （菌類） によ って形成される生物起源マンガ

ン酸化物について， 昨年度に引き続き その生成過程およ

び金属イ オンの吸着な どの化学的性質について調べた。

その結果， マンガン酸化物の金属イオン吸着特性 と し て

ニ ッ ケルや亜鉛に比べる と コバル ト の吸着量が高い こ と

が明か と な った。 水中に溶存し てい る ２ 価コバル ト は，

吸着される と ３ 価に酸化されてマンガン酸化物中に取 り

込まれ， 溶解しに く く な る こ と がその原因ではないか と

推定された。 生物起源のマンガン酸化物は， その金属吸

着特性か ら， 廃水などに含まれている有害金属の除去や

有用な金属の回収処理に利用で き る 可能性が示唆 さ れ

た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 静岡県立大学環境科学研究所

15） 　 同位体希釈法によ るウル ト ラ マ イ ク ロスケール放

射性炭素分析法の開発

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0810AF001

〔担当者〕 ○加藤和浩 （化学環境研究領域）， 内田昌男
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〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 加速器質量分析計 （AMS） に よ る炭素含有量

20μg 以下の環境試料に対する 14C 高精度測定の実現を目

指す。 大気エア ロ ゾル試料中ブ ラ ッ ク カーボン ・ 元素状

炭素を分析対象に選び， 従来行えなかった超微量測定の

ためのAMSの高感度化のためのイオン源改良 と同位体希

釈法を応用し た新たな試料前処理法を開発する。 自然レ

ベルの放射性炭素を ト レーサーに利用す る こ と に よ っ

て， 環境中の人為起源 ・ 自然起源さ ま ざ まな炭素物質の

起源や環境中での動態を明ら かにする こ と ができ る。 し

かし，AMS 測定に必要な試料量を増やす事が物理的に困

難な場合は AMS によ る測定を断念し てき た。そ こ で，少

ない炭素量 （20-1μg） での AMS 測定を確立し， 今まで

測定を断念し てき た環境試料のAMS測定を可能にする事

を目標とする。

〔内容および成果〕

１ ） 微量グ ラ フ ァ イ ト 調整法の確立のためのグ ラ フ ァ イ

ト 反応条件検討を行った。 その結果， グ ラ フ ァ イ ト 生成

条件の検討によ り ， 既存のグ ラ フ ァ イ ト 生成方法 と 比較

し て 400μgC でのカ ウ ン ト 数 (6000 サイ クル （10 分間）

の測定時間あた り ) が約 205％増加し，同一の測定時間で

は統計精度で 0.13％の向上が可能 と なった。 また微量サ

ンプルについて も 40μgC で，カ ウ ン ト 数 (3000 サイ クル

（5 分間） の測定時間あた り ） が 280％増加し， 同一の測

定時間では統計精度で 0.76％の向上が可能 と なった。 と

く に微量測定におけ る測定精度， 測定条件の高度化に大

いに向上し た。

２ ） 微量炭素試料の高精度測定のための AMS-14C 測定の

高感度化に向けた加速電圧の昇圧実験を行った。 その結

果， 従来の 4.3 ～ 4.5ＭＶ から 4.8ＭＶ での安定し たルー

テ ィ ン測定を行え る よ う になった。

〔備考〕

16） 　 東アジア地域における POPs （残留性有機汚染物質）

の越境汚染と その削減対策に関する研究 　 （ ４ ） スペ

シ メ ンバン ク試料を用いた汚染レベルの時系列変化

の解明

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0810BA008

〔担当者〕 ○柴田康行 （化学環境研究領域） ， 田中敦， 高

澤嘉一， 吉兼光葉

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 国環研の スペシ メ ンバン ク に保存 さ れてい る

試料など， 汚染の歴史的経緯を記録する環境試料を用い

て， 東アジア地域における過去の POPs 汚染の経緯を明

らかにする

〔内容および成果〕

　 昨年度に引き続き， 保存試料の分析を継続し て POPs

データの蓄積を進めた。 また， 東アジア地域の現状把握

のための試料 と し て， 昨年のベ ト ナム北部 と フ ィ リ ピ ン

に引き続いてベ ト ナム南部 と タ イで さ ら にイ カ肝臓試料

を入手し， 分析を進めた。 成果の一部は学会におけ る基

調講演 （Dioxin2009） 等で公表し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 愛媛大学 　 森田昌敏教授

17） 　 摩周湖の透明度の低下原因解明と 総合的環境保全

に関する研究

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 公害 )

〔研究課題コー ド〕 0810BC002

〔担当者〕 ○田中敦 （化学環境研究領域）， 武内章記

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 摩周湖は 1931 年に 41.6 m の世界 高の透明度

を記録し た。 摩周湖は国立公園の特別保護地区にあ り ，

集水域に人為的汚濁源はないに も関わらず， 近年の透明

度は長期的な低下傾向を示しつつあ る。 摩周湖は北海道

を代表する観光資源であ り ， その透明度の変化に関する

社会的な関心は高い。 本研究 １ 物理 ・ 化学 ・ 生物 ・ 地理

的側面か ら， 新の機器等を活用し て摩周湖の現状を把

握， 解析し， 摩周湖の透明度を規定し ている要因を探る

と と も に， それを維持， 回復する ための方策について検

討する。

〔内容および成果〕

　 下記共同研究機関など と と もに計 ８ 回の現地観測を実

施し た。 現地観測に加え， 年度当初か ら ２ 深度で ク ロ ロ

フ ィ ル， 濁度， 光量子ロ ガーの係留観測を開始し， 通年

の湖沼観測データ を採取し ている。 分光輝度照度計を利

用し た湖水の光特性についての観測を積み重ねた。 加え

て， 湖に流入する栄養塩類の負荷量の算定のため， 小渓

流水の流量観測 と と も に時系列採水器を設置し た。 今夏

の観測時の ク ロ ロ フ ィ ルの 大深度は昨年度よ り は深 く

なっていたが， 透明度は劣っていた。 一方， 春季循環期

の透明度は高 く ， 過去 25 年での 大値を示し た。 プラ ン

ク ト ン種の変化に加え， 年間を通じ ての透明度変化が実

際に起き てお り ， 生物， 物理パラ メ ータが関与し ている

こ と が確認された。

〔備考〕

共同研究機関 ： 北海道環境科学研究セン ター， 千葉大学，

北見工業大学， 山梨大学
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18） 　 北極海の定量的環境復元 と グローバルな気候変動

との関連性解明に関する研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0810CD010

〔担当者〕 ○内田昌男 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 グ リ ーン ラ ン ド ア イ ス コ アの 11500 年前に記録

されている突然かつ急激な温暖化では， 平均気温が約 10

年で約 8.3 ℃上昇し た こ と がわかっている。 しかし なが

ら， こ のよ う な突然の気候ジ ャ ンプの メ カニズムについ

ては十分に明ら かに されていない。 本研究では， 新の

古海洋復元プロ キシーを駆使し， 古海洋データの空白域

であ る北極海において， 現在よ り も 2 ℃温暖であった と

推定されている 終間氷期の古海洋記録を定量的に復元

する こ と を目的 と する。 特に， 水温， 塩分の定量値， 季

節海氷の有無， 生物生産を高時間精度で復元し， 海洋表

層から深層にかけての海洋構造・水質変化を明らかにし，

北極圏の温暖化によ る環境変動予測のための知見の取得

をめざす。

〔内容および成果〕

　 2008 年チャ クチ海 ノース ウ イ ン ド海嶺よ り 採取し たマ

ルチプルコ ア （コ ア長約 30cm) 及びピ ス ト ン コ ア （コ ア

長 大 10m) について， TOC， C/N， バルク有機炭素の年

代測定， 微生物脂質の定量等を行った。 年代の分析結果

か ら， 分析可能な時間分解能が， 数十年レベルの試料の

採取に成功し た こ と がわかった。 これらのコ アの さ ら な

る分析によ り 自然レベルで起こ り う る北極海環境変動の

実態解明が可能と なる こ と が期待される。

〔備考〕

研究代表者：神戸大学人間発達環境学研究科 准教授 大串

健一

19） 　 微生物 ｒ RNA ・ 膜脂質の放射性炭素分析に基づ く

海洋 DOC 炭素循環プロセスの解明

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0810CD011

〔担当者〕 ○内田昌男 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本研究では， 海洋 DOC 炭素の短期的な炭素循

環に果たす微生物の役割を明ら かにする こ と をめざ し，

微生物の rRNA、 細胞膜脂質分子の放射性炭素 （14C） 同

位体比測定のための分析化学的， 分子生物学的手法の検

討か ら な る。 試料は， 北太平洋 ・ 北極海か ら採取し， 微

生物バイオマスの 14C 測定を行い， 表層海水に生息する

微生物の炭素源について明らかにする。 さ らに， 14C によ

る マスバラ ン スモデルを用いて， 微生物が用いる炭素の

ターンオーバー時間を求め， 海洋表層の一次生産量 と 従

属栄養 ・ 独立栄養 と し て微生物バイオマスが果たす役割

について定量的に解明する。

〔内容および成果〕

　 14C， 現場培養， 文献値などを総合し た海洋古細菌マ リ

ン ク レ ンアーキオータによ る海洋におけ る炭素固定量の

試算を行った。駿河湾で求められた 48-54％の ク レ ンアー

キオータが炭素固定を し ている と し ている と し た場合の

計算結果は， 1.29Gt C/yr から 6.29Gt C/yr と試算される。

また， こ の規模は， 海洋一次生産量 50 Gt Ｃ /yr と比較す

る と約 2.5％から 13％になる。 これは， 海洋全層におけ

る DIC 量 38000GtC と比べてみる と， 約数万年規模で交

換する規模と計算される。 こ のこ と は， 現在， 海洋 DOC

の放射性炭素年代が6000年以上 と古いこ と を考慮する と

海洋 DIC の物理プロセス を考慮せずに， 微生物ループを

通じ た交換のみ と し て計算する と， 本結果は， リ ーズナ

ブルな計算結果であ る と いえ るか も しれない。 しかし な

がら， 今後さ らにデータの蓄積が必要ではあ る。

〔備考〕

研究代表者 ： 筑波大学大学院生命環境科学研究科 准教授

内海真生

20） 　 日本人小児の鉛曝露と その健康 リ ス ク に関する研

究

〔区分名〕 その他

〔研究課題コー ド〕 0810KZ001

〔担当者〕 ○田中敦 （化学環境研究領域）， 瀬山春彦

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 世界各国で行われた疫学調査によ り ， 比較的低

いレベルの鉛曝露によ って小児の認知機能の発達に悪影

響を及ぼすこ と が判明し た。 しかし， わが国には小児の

血中鉛濃度， 鉛摂取量や摂取源に関する情報がほ と んど

ない。 小児に対する鉛の リ ス ク評価および リ ス ク マネジ

メ ン ト の材料 とする ための基本的なデータ を得る こ と を

目的 と し， 小児科医の協力を得て， 日本人小児の血中鉛

濃度の参照値を得る。 また， 採血対象者の一部を対象 と

し て， 食物を中心と し た鉛の摂取量 ・ 摂取源調査を行 う 。

〔内容および成果〕

　 協力被験者において採取された食事， 屋外土壌， 室内

じん等の環境試料及び血液試料の分解液中の鉛同位体比

をマルチコ レ ク ター Ｉ Ｃ Ｐ 質量分析計によ って分析し，

小児に対す る 環境か ら の鉛曝露の寄与について検討 し

た。

〔備考〕
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研究プロ グ ラ ム ： 内閣府食品安全委員会 　 食品健康影響

評価技術研究

研究代表者 ： 東京大学大学院新領域創成科学研究科 　 准

教授 　 吉永淳

21） 　 終氷期海底下 メ タ ンハイ ド レー ト 層の不安定化

と温暖化との関連性解明に関する研究

〔区分名〕 共同研究

〔研究課題コー ド〕 0810LA001

〔担当者〕 ○内田昌男 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 海底下 メ タ ンハ イ ド レー ト の存在が明 ら か と

なっている日本海において， 海底柱状堆積物コ アを採取

し， 有孔虫化石 ・ メ タ ン酸化細菌由来のバイオマーカー

の炭素安定同位体比を分析をする。 その結果をふま え，

北西太平洋 と 同様に 終氷期におけ る地球規模での急激

な温暖化 と 海底下に存在する メ タ ンハイ ド レー ト の不安

定性と の関連性を解明する。

〔内容および成果〕

　 2006年韓国海洋研究所によ り 日本海Uleung海盆の水深

1500m で採取されたピ ス ト ン コ ア （06GHSA P6-1） を用い

て， 過去の気候変動 と メ タ ンハイ ド レー ト 崩壊 と の因果

関係を検討し た。 1-4cm にス ラ イ スに堆積コ ア試料中か

ら メ タ ン酸化細菌のバイオマーカであ る ジプロプテンを

抽出し， その炭素安定同位体比 （δ13Cdip） を測定し解析

を進めた。 δ13Cdip は、 39‰ （-22.3 ～ -61.3‰） の変動を

示し，新世や移行期の層準では -20 ～ -30‰ であったのに

対し て， 終氷期 盛期の層準から， 急激な δ13Cdip の

低下が発見された。-50 ～ -60‰ と極端に低い同位体比は，

ジプロプテンの起源が メ タ ン細菌に由来であ る こ と を示

唆する も のであ り ， こ の時代において メ タ ンハイ ド レー

ト の不安定化が起き た可能性が示唆された。 そ こ で， 同

層準から得られた浮遊性 ・ 底生有孔虫の炭素安定同位体

比の測定を進め， 過去の気候変動 と メ タ ンハイ ド レー ト

崩壊 と の因果関係について解析中であ る。 また， こ の結

果は， 現在 　 Marine and Petroleum Geology に投稿中であ

る （Hyun et al. submitted）。

〔備考〕

韓国側研究代表者 ： Sangmin Hyun、 韓国海洋研究院 　 海

洋環境 リ ス ク評価部門 ・ 主任研究員

22） 　 健康的なア ロマ環境創生をめざ し た植物成分の中

枢作用に関する研究

〔区分名〕 寄付によ る研究

〔研究課題コー ド〕 0813NA001

〔担当者〕 ○梅津豊司 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 25 年度 （2008 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 ス ト レ ス過多等現代の生活環境は悪化 し つづ

けている。 そ こ で， 香 り を活用し て， 健康的な環境を創

造する ための研究を行 う 。 具体的には， 香 り 成分の有効

作用を探索し， 明ら かにする こ と で， 健康的な環境を創

造するのに適し た香 り は何かを明らかにする。

〔内容および成果〕

　 高架式十字迷路法によ り ゲ ッ ト ウ， ト ド マツ精油の効

果を検討し た。 いずれも明確な薬理作用を発揮し なかっ

た。

〔備考〕

23） 　 ト ンボ中のフ ッ 素系界面活性剤蓄積傾向調査 と環

境モニ タ リ ングへの活用

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0909AF006

〔担当者〕 ○吉兼光葉 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 フ ッ 素系界面活性剤は環境残留性， 生物濃縮

性， 毒性を有する ため， 環境監視が重要 と な っ てい る。

主に室内汚染が注目され， 人試料の測定などが進め られ

て き た。 一方， 生物濃縮を利用し た陸域監視の指標生物

と し ては， 適当な も のが無かった。 提案者は ト ンボの成

虫に比較的高い濃度でフ ッ素系界面活性剤が蓄積し てい

る こ と を初めて見出し た。 本研究ではその蓄積状況の詳

細を把握し， 陸域監視のための指標生物 と し ての適性評

価と監視手法の提案を目的とする。

〔内容および成果〕

　 蓄積時期， 種類， 性別によ る蓄積性の相違を示すこ と

ができ， 目標と し ていた 「 ト ンボを用いた陸域監視手法」

の提案ができ た。 実際に提案し た手法を用いて全国調査

を開始し た。 これまでの二枚貝調査によ る沿岸汚染調査

結果 と 類似する結果が得られつつあ るが， 既知の汚染源

か ら離れた山間部で大都市よ り 高い数値が観測される例

も見つか り ， 陸域におけ る新たな （知られていない） 汚

染源の存在が示唆された。

〔備考〕

24） 　 多連自動サン プ リ ング装置の開発と 大気中の残留

性有機汚染物質のモニ タ リ ングへの適用

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0910AF001

〔担当者〕 ○高澤嘉一 （化学環境研究領域）， 鈴木規之

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）
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〔目 　 的〕 残留性有機汚染物質 （POPs） は， 適正な管理 ・

処理と継続的監視が必要不可欠な化学物質であ る。また，

これら POPs 対策の有効性を評価するためには人的活動

と無縁の遠隔地でのサンプ リ ングが適し ている。POPs の

長距離大気輸送の動態解明には， 短時間捕集を連続的に

繰 り 返す装置が必要な上， 濃度 ・ 異性体組成 と 気象イベ

ン ト ・ 気流 と の関連性を知る こ と は極めて有効 と 考え ら

れる。 本研究では多連自動サンプ リ ン グ装置を開発し，

POPs の長距離輸送の予備的知見を収集する。

〔内容および成果〕

　 製作し た多連自動サンプ リ ングは加熱脱離用小型捕集

管を用いてい る。 大気採取後の捕集管は直接熱脱離ユ

ニ ッ ト に導入され POPs の離脱を行われる。 ローボ リ ウ

ムサンプラー法と の比較では， 得られた POPs 濃度は良

く 一致する と と も に， 公定分析法の課題 と なっていた煩

雑な前処理や捕集剤の洗浄 と いった操作を全 く 行わずに

大気中の POPs 分析が可能 と なった。 また加熱脱着を捕

集システムに用いている こ と から， 捕集し た POPs を全

量 GC に注入する こ と にな り ，高分離能を有する GCxGC-

MS/MS と組み合わせる こ と で高感度化も実現された。実

際， 0.18m3 の捕集量で， alpha-/gamma-HCH， trans-/cis-

Chlordane など主要 POPs の定量が可能 と なった。また，分

析の迅速化に関し ては， 試料捕集後の前処理がない こ と

から， 実際の分析時間は GC のラ ン タ イ ムにほぼ等し く

なっている。

〔備考〕

25） 　 高磁場 MRI を用いた ヒ ト 脳内非侵襲代謝物定量計

測法の研究

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0910AF002

〔担当者〕 ○渡邉英宏 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 化学物質， 社会的要因などの環境因子の ヒ ト 脳

への影響を直接計測でき る MRI によ る代謝物定量計測法

を開発する。

〔内容および成果〕

　 高感度、 高精度代謝物定量化が期待で き る 定量 CT

PRESS 法の提案， 開発、 および一層の高度化を目指し た

要素技術開発を行った。

１ ． 定量 CT PRESS 法の開発

（ １ ） 緩和時間によ る信号減衰の補正法の提案および開発

開発し た方式を実証する ために， 試薬実験を行い、 提案

法を用いてT2計測および補正が可能であ る こ と を実証し

た。

（ ２ ） 定量計測法の開発

提案、 開発し た方法によ って ヒ ト 脳の頭頂 ・ 後頭葉内領

域か ら代謝物濃度測定ができ る こ と を実証し た。 こ の結

果， 高感度， 高精度であ る CT PRESS 法の定量計測が，

時間領域データ共有再構成法を用いた本方法で実現でき

る こ と がわかった。

２ ． 一層の高度化を目指し た要素技術の開発

（ １ ） 水含有量イ メ ージング法の提案， 検討

提案方式によ り ， ヒ ト 脳内高周波磁場送信， 受信分布を

それぞれ実測し， これを用いて補正を行った結果， 均一

な MRI 画像を得られる こ と がわかった。 これを発展させ

水含有量画像を取得し， 既報値 と 同等の水含有量が測定

でき る こ と が実証でき た。

（ ２ ） 灰白質， 白質分画代謝物計測法の基本検討

机上検討を行い， 代謝物の灰白質， 白質分画計測法の検

討を行い， 方式を決定し た。

（ ３ ） 網羅的代謝物解析の検討， 開発

PC 上に多成分スペク ト ル解析プ ロ グ ラ ム を開発し， シ

ミ ュ レーシ ョ ンデータおよび試薬データ を用いて動作確

認を行った。

〔備考〕

26） 　 海洋起源ハロ カーボンの生成 メ カニズムの解明 －

イ ン ド洋～南極海での船上実験－

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0910AF005

〔担当者〕 ○大木淳之 （化学環境研究領域）， 横内陽子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 大気中のハ ロ カーボンは成層圏や対流圏にお

け るオゾン破壊やエア ロ ゾル生成などの大気化学反応に

関与し ている。 海洋はハロ カーボンの重要な発生源であ

るが， 海水中におけ る その生成過程は明ら かでない。 こ

の こ と がハロ カーボンの海洋フ ラ ッ ク スの見積 り に大き

な誤差を生み， 海洋環境の変化がフ ラ ッ ク スに与え る影

響を予測する こ と を困難にし ている。 本研究では熱帯か

ら極域におけ るハロ カーボン生成の海域的な特徴を明ら

かにする。

〔内容および成果〕

　 2009 年 11 月－翌年 1 月に南北イ ン ド洋 と南極海で船

舶によ る海洋観測を実施し た。 パージ＆ ト ラ ッ プ法にて

海水中の溶存気体を気相に抽出し， 自動大気濃縮／ガス

ク ロ マ ト グ ラ フ／質量分析計のシステムでハロ カーボン

濃度を定量し た。合計 10 測点において海洋表面から海底

直上までのハロ カーボンの鉛直プロ フ ァ イルを得た。 生

物起源の塩化 メ チル と 臭化 メ チルは海洋表層に濃度極大
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を示し た。 表層海水をボ ト ルに入れ， ア ク リ ル板で紫外

線をカ ッ ト し た太陽光を照射し て培養実験を行った。 培

養 ２ 日後で も海水中の塩化 メ チル と臭化 メ チルの濃度が

有意に増え る こ と は無か っ た。 ア ク リ ル板で紫外線を

カ ッ ト せずに太陽光を照射し た実験区では， 塩化 メ チル

と臭化 メ チルの濃度が １ . ５ － ２ 倍に増えた。 海洋表層

では紫外線によ る光化学反応によ って塩化 メ チル と 臭化

メ チルが生成されている こ と が示唆された。

〔備考〕

関連プロ ジェ ク ト は 「海洋起源ハロ カーボン類のフ ラ ッ

ク ス と生成過程に関する研究」（代表 　 横内陽子）であ る。

　 当関連プロ ジ ェ ク ト では、 大気 と 海洋表面のハロ カー

ボン濃度のモニ タ リ ングを実施し てお り ， ハロ カーボン

の分布に海域的な特徴を発見し た。 その特徴を決定する

要因を観測 と 実験の両面か ら探るのが本提案課題の位置

づけであ る。

27） 　 熱帯・亜熱帯林生態系による自然起源オゾン破壊物

質のガス交換過程の解明

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0910CD005

〔担当者〕 ○斉藤拓也 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 熱帯林は自然起源のオゾ ン破壊物質であ る塩

化 メ チルや臭化 メ チルの発生源であ るが， そ こ に生息す

る微生物はそれらの吸収源 と し て作用し ている と 考え ら

れている。 しかし ながら， 従来行われて き た塩化 メ チル

の濃度測定のみか ら， 植物によ る放出 と 微生物等によ る

吸収を区別する こ と は困難であった。 本研究では， これ

ら を区別する ための安定同位体 ト レーサー法を導入する

こ と で， 熱帯植物の葉か らの放出に加え， 葉上や土壌中

に生息する微生物によ る塩化 メ チルおよび臭化 メ チルの

吸収量を推定する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 植物や土壌によ るハロゲン化 メ チルの放出量 ・ 吸収量

を測定する ためのチャ ンバーを開発し た。 チャ ンバー内

部の気温や湿度の上昇を抑え る ため， ポ ンプ と マ ス フ

ローコ ン ト ローラーによ って一定流量の外気を流すダ イ

ナ ミ ッ ク 型チ ャ ンバー と し た。 チ ャ ンバー内の大気は，

複数のタ イ マー と マルチポジシ ョ ンバルブを組み合わせ

る こ と によ り ， 自動でステン レ ス製キ ャ ニス ターに採取

で き る よ う に し た。 こ れ ら のチ ャ ンバーお よ びサン プ

ラーへの電源は， 交流電源以外に直流バッ テ リ ーか ら も

供給でき る よ う にし， 電源のない野外での使用を可能に

し た。

〔備考〕

28） 　 放射性炭素同位体測定に基づ く 微小粒子状物質の

起源に関する研究

〔区分名〕 共同研究

〔研究課題コー ド〕 0910LA001

〔担当者〕 ○内田昌男 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 都内各所 （自排局 ・ 一般局） において採取し た

大気中及び発生源の微小粒子状物質について， 放射性炭

素同位体 （14C） を分析する こ と によ り ， 都内大気の大気

微小粒子状物質の発生源解析を行 う 。 本研究によ り 大気

微小粒子状物質中化学成分に基づ く 発生源解析の精度を

向上させ， 大気中微小粒子状物質濃度の低減化対策立案

に貢献する こ と ができ る。

〔内容および成果〕

　 自排局におけ る高濃度の炭素性粒子は， 自動車か らの

排出粒子などに含まれる化石燃料起源炭素によ る も ので

あ る こ と が分かった。 一般局においては， 微小粒子状物

質に含まれる TC の う ち， 半分以上 （約 54%） がバイオ

マス起源であ る こ と 分かった。 また， 化石燃料起源炭素

の濃度が 1.7 μg/m3 であ るのに対し， バイオマス起源炭

素は 2.0 μg/m3 であった。 デ ィ ーゼル車規制などの努力

によ り 化石燃料起源炭素の寄与率が低減し て き た と 同時

に， その他の発生源 （ごみ焼却炉、 厨房排気等） が相対

的に重要になってき ている こ と が示唆された。

〔備考〕

共同研究の相手方 ： 東京都環境局環境改善部計画課 　 樋

口幸弘、 伊藤雄一

29） 　 大気浮遊粒子の化学組成と由来に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0911AE002

〔担当者〕 ○伏見暁洋 （化学環境研究領域） ， 田邊潔， 内

田昌男， 近藤美由紀

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 自動車 ・ 工場等の排出削減によ り 二次生成や自

然起源粒子の寄与が増加し て き た こ と も あ り ， 大気浮遊

粒子の由来や動態を正確に把握す る こ と は容易ではな

い。 また， 有機物は， 一次粒子 ・ 二次粒子の大き な割合

を占めるに も かかわ らず， その由来や動態の解明が遅れ

ている。 本研究では， 大気浮遊粒子に含まれる一次 ・ 二

次有機粒子の指標成分， 14C， 元素， イ オン等を測定し，

ケ ミ カルマスバラ ン ス （CMB） 法などによ る解析を行い，

その由来や環境動態に関する知見を得る こ と を目的 とす
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る。

〔内容および成果〕

　 発生源の指標 と な り 得る成分を絞込み， 自動車や野焼

き など 18 種の発生源の指標と し て 40 物質 （群） を対象

候補 と し て選定し， 標準試薬を整備し た。 植物燃焼の指

標と なる レボグルコサンを対象に誘導体化GC/MS法を検

討し た。 レボグルコ サン と ピ ン酸等に関し て， LC/QMS

によ る一斉測定法を検討し た。 α- ピネン等のテルペン

や，その酸化反応で生成する ピン酸等が GC/MS で検出で

き る こ と を確認し た。 テルペン と オゾン と の反応で生成

し た二次有機粒子を，有機溶媒で抽出し た後 GC/MS で測

定し， こ の反応で生じ た二次有機粒子が比較的揮発性が

高い多成分の混合物 と 考え られる こ と や， 文献で報告さ

れてい る 主要生成物が高濃度で存在す る こ と を確認 し

た。 東京郊外における夏季の大気中微小粒子について， 6

時間ご と の全炭素 14C 測定を， 微小試料 14C 測定法を用い

て実施し た。14C に昼間低 く なる傾向があ る こ と を明らか

にす る と と も に， 元素， イ オン， EC/OC を組合わせた

CMB 解析を行い，日中は化石燃料由来の一次有機粒子及

び二次生成有機粒子が大き く 増え る こ と， 生物由来粒子

は大 き く は変動 し ない こ と な ど を実験的に明 ら かに し

た。

〔備考〕

共同研究者 ： 斉藤勝美 （エヌエス環境 （株））， 高橋克行

（（財） 日本環境衛生セン ター）

30） 　 LC を用いた環境試料や生体試料中の難揮発性物質

や熱分解性物質の分析に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0911AE004

〔担当者〕 ○高澤嘉一 （化学環境研究領域），伏見暁洋，橋

本俊次， 田邊潔

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 環境中に存在する化学物質には， 難揮発性や熱

分解性の も の も多数あ る。 こ のため， 近年液体ク ロマ ト

グ ラ フ ィ ー / 質量分析 （LC/MS） の重要性が増し ている。

本研究は， GC/MS で測定が困難な これらの環境中の化学

物質や， 生体中の高分子や化学物質抱合体を対象 と し た

LC/MS分析法を幾つかの事例について検討し，今後のLC/

MS の環境分析での活用に資する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 LC/TOFMS を用いて， 尿中の医薬品およびそれら代謝

物の網羅同定に関する予備的検討を実施し た。 尿の直接

分析を ESI にて行い検出されたピーク を検索する と と も

に LC 条件の検討を行った。 また， 保有する化学物質の

スペク ト ルデータの蓄積を行った。

〔備考〕

31） 　 有機フ ッ 素化合物の環境汚染実態と 排出源につい

て

〔区分名〕 地方環境研と の共同研究

〔研究課題コー ド〕 0911AH002

〔担当者〕 ○柴田康行 （化学環境研究領域），高澤嘉一，吉

兼光葉， 野馬幸生， 滝上英孝， 山本貴士， 渡部

真文， 梶原夏子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 ス ト ッ ク ホ ル ム 条約への追加が決定 さ れ た

PFOS 等のフ ッ素系界面活性剤の環境レベルの効率的な

削減に貢献する ため， これら によ る国内汚染実態を把握

し， その主要な発生源に関する探索を各自治体の環境関

連機関と共同で推進する。

〔内容および成果〕

　 フ ッ素系界面活性剤に関する分析法や汚染実態， 汚染

源に関する情報の共有のため， 関連学会参加の機会を捉

えて国環研 と 自治体研究者有志の情報交換会を ６ 月に開

催し たほか， １ ０ 月には参加自治体環境研究機関か ら研

究者を招へいし て情報交換， 報告会を開催し， 報告集を

と り ま と めた。 さ ら に， 分析精度管理並びに分析支援の

一環 と し て共通標準物質の配付を行ったほか， 分析シス

テムを持たない自治体 と の試料の共同採取， 分析も推進

し た。

〔備考〕

32） 　 東アジア と 北太平洋における有機エア ロ ゾルの起

源、 長距離大気輸送と変質に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0911BA009

〔担当者〕 ○内田昌男 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究では， 中国の発生源における有機エア ロ

ゾルの組成 ・ 濃度 と、 下流域におけ る結果を比較する こ

と によ り ， 越境大気汚染の日本への影響の大き さ を評価

する。 特に， 有機物の越境汚染 と 汚染域か ら排出される

揮発性有機物の酸化によ る水溶性有機エア ロ ゾルの二次

的生成の実体を明ら かにし， 中国から我が国への有機物

汚染の影響を評価する。 本研究を通し て， これまで作っ

て き た観測網での通年観測を有機的に結合し， 東アジア

か ら西部北太平洋への有機物汚染の大気輸送マ ッ プを作

成する。 また， アジアか ら の有機物汚染の長期変動の傾

向を解析する。
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〔内容および成果〕

　 中国等の試料の分析を行 う にあた り ， 札幌で採取し た

大気エア ロ ゾル試料及び水溶性有機エア ロ ゾルを用いた

予備的実験を行った。 札幌で採取されたフ ィ ルター試料

（有機炭素） の 14C の測定結果は，56-64pMC(%) であった。

pMC が 100％の場合が，炭素の 100% が生物起源 （植物な

どか ら の二次生成有機エア ロ ゾルも の含む） を示す。 ま

た， 0% に近いほど化石燃料起源 と見なすこ と が出来る。

また，水抽出によ り 分取し た WSOC について も 2 試料に

ついて測定を行った。 WSOC の値は， 共に 90-97pMC(%)

と 生物起源炭素の比率が高い こ と を示し ていた。 こ の こ

と は， WSOC の発生源のほ と んどが， 生物起源であ る こ

と が放射性炭素の分析によ り 示された こ と よ り ， 本手法

の有効性について確認された。

〔備考〕

研究代表 ： 北海道大学低温科学研究所 河村公隆 教授

33） 　 実測可能な滞留時間別コ ンパー ト メ ン ト から なる

土壌炭素動態モデルの構築

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD012

〔担当者〕 ○内田昌男 （化学環境研究領域）， 近藤美由紀

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 土壌炭素動態シ ミ ュ レーシ ョ ンモデルは， 気候

変動や人間によ る管理の変化によ る土壌炭素量の変動を

長期的に予測する際に必須のツールであ る。 既存のモデ

ルは複数の概念的な コ ンパ ー ト メ ン ト か ら 構成 さ れて

いる ため， 仮想的な初期値の設定が必要であ り ， 炭素の

分解 ・ 蓄積プ ロセス を実測によ り 検証でき ないなどの問

題点があ る。 これを解決し， さ ら な るモデルの信頼性向

上を実現する ためには， 実測可能な コ ンパー ト メ ン ト か

ら な るモデルの構築が必要であ る。 しかし， 土壌中に存

在する分解速度の異な る炭素プールの分離方法， 各プー

ルの中 ・ 長期的分解速 度の評価法は確立さ れていない。

本研究では， 我が国で も数少ない長期データの蓄積のあ

る連用圃場の土壌を利用し， 物理的分画法を主 と し た複

数の分画法か ら得られる各画分 （炭素プール） の分解速

度を， 放射性炭素同位体 ト レーサーの分析を基に定量化

し， 代表的なモデル RothC の各コ ンパー ト メ ン ト の分解

速度 と 比較する こ と によ り 土壌炭素動態プロ セス を解明

し， 実測可能な コ ンパー ト メ ン ト か ら な るモデルの構築

を行 う 。 そのモデルを用いる こ と によ り ， 農耕地におい

てどのよ う な管理が土壌への炭素蓄積を促進し， 気候変

動の緩和に役立つのかを， よ り 確実に予測でき る よ う に

なる。

〔内容および成果〕

　 土壌中の炭素を種々の方法で分画し た試料の放射性炭

素同位体 14C を分析しモデル上の分解率 と 比較する こ と

によ り ， モデルの概念的な コ ンパー ト メ ン ト と 実測可能

画分 と の対応を検討し た。 本年度は， 日本の農耕地土壌

の う ち， 現行の RothC モデルが適用可能な非黒ボ ク土の

畑土壌を対象に， Zimmermann ら (2006) の提案し た物理

分画 と 化学分画の組み合わせによ る炭素の 14C を測定し

た。 14C 年代が 520 年の土壌を物理 ・ 化学的に分画し て得

た 4 つの炭素の 14C 年代は， 易分解性で も新しい と考

え られる炭素は 10 年，難分解性で も古い と考え られる

炭素で 2900 年であ り ， 画分間で有意な差が有った。 これ

ら の結果か ら， 日本の非黒ボ ク 土の畑土壌に対 し て，

Zimmermann ら (2006) が提案し た分画法が適応可能であ

る こ と が示唆された。

〔備考〕

研究代表 ： 独立行政法人農業環境技術研究所 主任研究員

白戸康人

34） 　 北緯 80 度カナダ北極圏における温暖化影響評価の

為の土壌炭素動態に関する観測調査

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD013

〔担当者〕 ○内田昌男 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 北極 ・ 高緯度域は， 過去の地球規模の気候変動

に関する研究か ら も明ら かな よ う に， 温暖化によ る温度

上昇の影響を も強 く 受け る と されている。 陸地面積の

約 24.5％を覆 う 北極 ・ 高緯度域の土壌圏には， 地質時代

か ら の土壌有機炭素が， 大量に蓄積されている。 温暖化

の進行は， これら の気候変動に脆弱な炭素 リ ザーバーを

容易に不安定化させる要因 と な る こ と が懸念される。 本

研究では， 放射性炭素同位体を利用し た北極土壌圏の温

暖化影響評価手法の確立を目指す。

〔内容および成果〕

　 本年度は， カナダ北極圏におけ るデータ と の比較のた

め， ノ ルウ ェー北極スバールバル諸島におけ る観測， 及

び試料採取を行った。 また， カナダ北極において採取し

た試料の分析 （有機炭素量， C/N)， バルク有機炭素の年

代測定）， バイオマーカー （特に微生物脂質） 等の分析を

行った。

〔備考〕

研究代表 ： 筑波大学大学院生命環境科学研究科 　 准教授

　 内海真生
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35） 　 北極土壌圏温暖化に伴 う 凍土融解 と土壌微生物に

よる化石炭素の分解促進に関する研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD014

〔担当者〕 ○内田昌男 （化学環境研究領域）， 近藤美由紀

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 北極スバールバル諸島では， 地質時代に生成し

た土壌有機炭素 （以下， 化石炭素） が凍土中に大量に蓄

積されている。 こ のよ う な環境は， 北極高緯度域土壌圏

において一般的であ り ， 近急速に温暖化の影響を受け

つつあ る。 特に冬季の気温上昇は， 凍土層の崩壊を引き

起こ し， 冬季におけ る土壌呼吸量の増加 と い う 形で表れ

ている。 本申請課題では， 先行研究で得られた微生物に

よ る化石炭素の分解に関する定性的な証拠を踏まえ， 化

石炭素の分解に伴って放出される土壌呼吸の定量化を目

指す。 加えて， 化石炭素の分解におけ る温度依存性につ

いて も検討し， 温暖化に伴 う 凍土融解 と 化石炭素分解量

の長期的な変動について も明らかにする こ と を目指す。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 以下のこ と が明らか と なった。

１ ） リ ン脂質脂肪酸 （PLFAs） 分子の 14C 測定から，preaged

Cが多 く 存在するニーオルス ン氷河後退域土壌では，土壌

微生物によ る preagedC の利用が確認された。

２ ）その割合は，0-10cm で 28%，20-30cm 深で 69% だった。

３ ） SOC-14C の空間分布は， 氷河末端の ? 年から氾濫原

を挟んで年代が？年まで変化し ていた。 これは， 植生の

遷移と関係し ている よ う だ。

４ ） 土壌内 CO2 の 14C 年代は， 30-40cm 深で約 5000 年 と

古 く ， 微生物呼吸由来 （古い炭素の分解） であ る こ と が

示唆された。

〔備考〕

研究代表者 ： 国立極地研究所 　 内田雅己

36） 　 生体試料を用いた有害化学物質曝露の健康影響評価

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD015

〔担当者〕 ○柴田康行 （化学環境研究領域）， 橋本俊次

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 尿お よび血液中の有害化学物質お よびその代

謝物を精密かつ網羅的に測定し， 曝露化合物およびその

代謝物の組成 と 健康指標 （ス ト レ ス関連） 物質 と の関連

をプロ フ ァ イ リ ングする こ と によ り ， 曝露状況および健

康影響を把握する手法の確立を目指す。

〔内容および成果〕

　 初年度は尿を主たる タ ーゲッ ト と し ，化学物質のよ り 網

羅的な分析法の確立を目指し て予備的な検討を進めた。近

年健康影響の観点から 注目さ れている 有機ヒ 素化合物，

フッ 素系界面活性剤， 医薬・ 殺菌剤などパーソ ナルケア関

連化合物， カフェ イ ンなどを対象に， 高感度一斉分析条件

の検討を進めた。 LCMSMS によ る 選択的高感度分析手法

の 適化作業と あわせて LCTOF によ る 網羅的な分析手法

のための LC 条件 適化作業も 進めた。従来のギ酸や酢酸，

アミ ン系溶液ではイ オン化効率が悪く 高感度測定の難し

かっ た有機ヒ 素代謝物を 高感度に測定でき る 新し いバッ

ファ ー条件を見いだし ，従来法によ る 実試料の分析結果と

比較し て精度確認を進めたほか，その他の物質の一斉分析

への適用性を検討， 評価し た。 あわせて， LCTOF で検出

さ れる その他の物質の探索と 構造推定作業を進めた。

〔備考〕

37） 　 ニ コ チン及び メ ン ト ールが う つ症状に及ぼす効果

に関する神経薬理学的研究

〔区分名〕 その他

〔研究課題コー ド〕 0911KZ002

〔担当者〕 ○梅津豊司 （化学環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 近年の生活環境の悪化 と 関連 し て う つ病が増

えつつあ る。一般人口に比べ う つ病患者に喫煙率が高 く ，

また重度の喫煙者の多い こ と 知られている。 しかし， そ

の理由は明ら かではない。 タバコ煙には様々な化学物質

が含まれているが， ニ コチンには中枢作用があ り 喫煙行

動を維持する原因であ る。 加えて， 主な添加プレーバー

であ る メ ン ト ールにも中枢作用のあ る こ と が近年明ら か

と なった。 これら中枢作用のあ る タバコ煙成分が う つ症

状を変化させる こ と が う つ病患者が喫煙を好む理由であ

る可能性が考え られた。 そ こ で， 本研究ではニ コチン と

メ ン ト ールが う つ症状に及ぼす効果について検討する。

〔内容および成果〕

　 menthol の標的分子を探索し た。 ９ ０ 種類の分子につい

てバイ ンディ ングアッ セイ を 実施し たと こ ろ， シグマ１

受容体に対し て高い結合性のある こ と が判明し た。 ま た

GABAA 受容体，アデノ シン 2a 受容体，ヒ ス タ ミ ン１ 受容

体等に対し ても 弱い結合性のある こ と が判明し た。FOSタ

ンパク の発現を指標と し て mentholによ り 活性化さ れる 脳

部位を探索し た。視床や視床下部，中脳等の部位が menthol

によ り 活性化さ れる こ と が明ら かと なっ た。 線条体と 黒

質も 活性化さ れる 傾向がみら れた。 化学物質の抗う つ様

作用検討法と し ての尾懸垂法について基礎検討し た。

〔備考〕
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環境健康研究領域における研究活動

〔研究課題コー ド〕 0610FP014

〔代表者〕 ○高野裕久 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境化学物質や大気汚染物質等の環境ス ト レ

ス を対象 と し， それらが及ぼす健康影響を的確かつ速や

かに評価する こ と をめざ し， 影響評価の実践 と， 適切か

つ新たな影響評価手法， 疫学手法 ・ 曝露評価手法， 高感

受性要因も対象 と し う る適切な動物モデルや培養系等の

開発をすすめる。 また， 影響評価の実践， 応用， 検証 と

と も に， 健康影響発現の メ カニズムの解明を推進し， 得

られた知見を影響評価手法の開発 ・ 改良にフ ィ ー ド バッ

クする。 これら の研究を通じ， 環境ス ト レ スの影響 と そ

の発現機構を明ら かにする と と も に， 簡易 ・ 迅速で， か

つ， 感度 と 特異度に優れた曝露 ・ 影響評価系の開発を進

め， 健康影響の未然防止をめざ し た施策に資する科学的

知見を蓄積する。

　 本年度は， 環境汚染物質によ る健康影響の中で も， ア

レルギー ・ 呼吸器系をはじめ と する高感受性影響， 遺伝

子への後発的な修飾作用であ るエピジェネテ ィ ク ス作用

等に重点を置き， 影響 メ カニズムの解明 と と も に影響評

価手法の開発 と 改良を推進する。 また， 培養細胞 （擬似

組織） を用いた影響評価手法の高度化を進め， 微小粒子

状物質をはじめ と する種々の大気汚染物質の健康影響に

関する疫学的評価 と 評価手法の体系化， 温暖化影響 リ ス

ク評価の高度化に関する研究 と と も に積極的な情報発信

を進める。 さ らに， 「子ど もの環境 と健康に関する全国調

査」 のセン ター機能の一端を担い円滑な進行に寄与する。

これら を通じ， 環境健康影響の未然防止に資する科学的

知見を蓄え役立てる。

〔内容および成果〕

【分子細胞毒性研究室】

　 環境化学物質が免疫系をはじめ と する生体機能に及ぼ

す影響の分子 メ カニズムを明ら かにし， 影響の裏づけや

評価に資する こ と を目標 と し， 研究を遂行する。 ダ イオ

キシンや ヒ 素をはじめ と する種々の化学物質が， それぞ

れ特異的な転写因子に作用し て遺伝子発現を変化 さ せ，

その結果毒性影響を誘導する こ と が報告されている。 ま

た 近では DNA メ チル化修飾等の「エピジェネテ ィ ク ス

作用」 を介し た遺伝子発現調節の重要性に対する認識が

急速に高ま っている。 特に これら の点に着目し， 有害環

境化学物質を曝露し た実験動物や細胞において， 転写因

子依存的またはエピジ ェネテ ィ ク ス作用依存的な影響経

路や影響の原因遺伝子を探索し， 作用の分子 メ カニズム

を明ら かにする研究を行 う 。 また， 影響検出指標 と し て

有効な遺伝子を明ら かにし， 有害化学物質の効率的な影

響評価法を確立する ための研究を行 う 。 さ らに， 有害化

学物質の影響の ヒ ト と 実験動物の種差， 臓器 ・ 細胞特異

性の メ カニズムに関し て， 転写因子の機能やエピジ ェネ

テ ィ ク スの関与に着目し て研究を行 う 。

　 前年度か ら引き続き， 無機 ヒ 素の生体影響 と エピジェ

ネテ ィ ク ス作用の関与に関し て研究を行った。 雌雄マウ

ス を普通食， 低 メ チル食または低 メ チル食＋ ヒ 素飲水投

与によ って飼育し， DNA メ チル化変化量， DNA メ チル

基転移酵素発現量， メ チル基供与体量を検討し た。 特に

DNA メ チル化変化量に関し ては， イオン化効率補正のた

め安定化同位体ラベル化合物を合成し， 5 メ チルシ ト シ

ン量を LC/ESI-MS によ って精密測定し た。 その結果， こ

れらの因子に対する低 メ チル食や ヒ 素の影響に性差のあ

る こ と が明らか と なった。また DNA メ チル化変化を起こ

す領域の網羅的解析の た め， Methylated DNA

immunoprecipitation-sequencing (MeDIP-Seq) 法 を 実施 し

た。各試料について読み取れた DNA フ ラ グ メ ン ト の う ち

約 160 万フ ラ グ メ ン ト がゲ ノ ムにマ ッ ピングでき， 試料

間で差のあ る領域を検出し た。 こ れ ら の領域に関し て，

現在 メ チル化特異的PCR 法やBisulfite- シーク エンシング

法で DNA メ チル化変化の検証を続けている。エピジェネ

テ ィ ク ス因子の一つであ るマイ ク ロ RNA （miRNA） に対

する ヒ 素曝露の影響については， ヒ 素によ ってマウ ス肝

臓で発現変動する miRNA の網羅的な解析から 17 種類明

ら かにし た。 さ ら に， 遺伝子発現の網羅的解析をおこ な

い、 miRNA の網羅的解析結果と比較する こ と で miRNA

発現変化 と 対応する発現変化を示す遺伝子を明ら かにし

た。

　 そのほかに， ダ イオキシンのエピジェネテ ィ ク ス作用

に関し て も検討し た。 ダ イオキシンの毒性に対する感受

性には臓器特異性が存在するが， 肝臓 と 脾臓のダ イオキ

シン感受性には ヒ ス ト ン修飾やヘテ ロ ク ロ マチン化の差

などのエピジ ェネテ ィ ク ス作用が関与する こ と が示唆さ

れた。

　 ジフ ェ ニルアルシン酸等の健康影響に関する調査研究

では， ジフ ェニルアルシン酸が胆汁中へグルタチオン抱

合体 と し て排泄されている こ と を明ら かにし た。 環境負

荷を低減する水系ク ロ マ ト グ ラ フ ィ ーシステムの開発に

おいては， すでに製品化し ている ホモフ ィ リ ッ ク なカ ラ

ム と 陰イオン交換基を導入し たカ ラ ムを用いて生体試料

への分析を行った と こ ろ， 水系移動相で血清蛋白中の ト

ラ ン ス フ ェ リ ンの温度応答的分離が可能と なった。

【生体影響評価研究室】

　 高感受性集団や高感受性影響を対象 と し， 高感度で汚
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染物質等の環境ス ト レ スの生体影響を評価する こ と を目

標と し，動物疾患モデル等を用いた影響評価手法の開発，

応用 と それによ る影響評価の実践， 検証， 維持を遂行す

る。 特に， 「ア ト ピー素因」 を有する集団を対象に， アレ

ルギーの発症 ・ 増悪を修飾する可能性が高い環境化学物

質を簡易 ・ 迅速に判定し， in vivo におけ る当該病態増悪

影響を的確に反映する抗原提示細胞を用いた in vitro 評価

系を開発し， 応用する。 また， ナ ノ 粒子やナ ノ マテ リ ア

ル、 越境エア ロ ゾル等が， 免疫 ・ アレルギー系， 呼吸器

系， 循環器系， 等に及ぼす影響を疾患モデルも用いて明

らかにし， その特性や メ カニズムを in vivo， in vitro 両面

か ら 検討 ・ 解明する。 加えて， 環境化学物質が， 肥満，

脂肪肝に与え る 影響 と 分子 メ カ ニズ ムについて検討す

る。

　 本年度は， 既に in vivo における皮膚炎症状の増悪影響

が観察されている フ タル酸エステル等の複数の環境化学

物質が， 骨髄由来抗原提示細胞を用いた in vitro 影響評価

系において も アレルギー反応への促進作用を もつこ と を

発見し英論文 と し て発表し た。 カーボンブ ラ ッ ク ナ ノ 粒

子の経気道曝露がマウ スの肺気腫モデルを増悪し う る こ

と を明ら かにし た。 あ る種の食品中残留農薬は， 投与量

によ っては気管支喘息の病態を一部増悪し う る こ と をマ

ウ スにおいて明ら かにし た。 デ ィ ーゼル排気微粒子曝露

によ る糖尿病マウ スモデルの脂肪肝増悪影響 メ カニズム

に関し て， 肝におけ る網羅的遺伝子発現解析によ り ， 催

炎症遺伝子の発現増強を見出し た。 酸化チタ ンナ ノ 粒子

やポ リ スチレ ンナ ノ 粒子， カーボンナ ノ チューブ等の曝

露によ り ， マウ スのア ト ピー性皮膚炎や気管支喘息が増

悪する こ と と， その分子 メ カニズムを明ら かにし英論文

と し て発表し た。

【総合影響評価研究室】

　 環境ス ト レ スの健康影響を体系的， 総合的に理解 ・ 評

価する ため， 分子， 細胞， 組織， 動物， ヒ ト と 多岐にわ

た る環境影響評価研究を遂行する。 その結果の体系化，

総合化によ り ，新たな健康影響評価手法の開発をめざす。

特に本年度からは環境省の 「子ど も の健康 と 環境に関す

る全国調査」 （エコチル調査） の担当研究室 と し ての活動

が加わった。 また， 地球環境研究総合推進費， 文部科学

省科学研究費等補助金， 環境省受託研究等の外部研究資

金によ る研究を推進する。

　 本年度は， 推進費によ る将来の温暖化によ るオゾン濃

度上昇に と も な う 死亡影響について， 閾値を考慮し た検

討等を行い これまで ５ 年間の成果を ま と めた。 科研費研

究 と し ては， 東京都内に加え武漢市で家屋内外の微小粒

子濃度の測定を新たに開始し， 肺機能への影響研究を継

続し ている。 北京におけ る前年度の調査結果か ら オ リ ン

ピ ッ ク期間中の改善された大気状況では肺機能への影響

がない こ と を確認し た。 さ ら に， 国立成育医療セン ター

研究所の 「出産 と 育児に関する調査」 等や厚労科研 ・ 子

ど も 家庭総合研究事業等に参加 し て結果の解析に携わ

り ， 成果を ま と めている。 環境省環境保健部 「そ ら プロ

ジ ェ ク ト 」 調査には引き続き参画を し， エコチル調査に

ついては， 次年度か ら の本格実施に向けた各種準備作業

を遂行し た。

【環境疫学研究室】

　 一般環境において人々が種々の環境因子に曝露 さ れ，

その結果 と し て発生する健康 リ ス ク を疫学的手法によ っ

て解明する こ と を目標と し，そのための評価手法の開発，

検証， 維持， 実践を遂行する。 特に， 都市大気汚染に焦

点を当てて， 道路沿道や一般環境におけ る微小粒子状物

質や窒素酸化物などの環境測定データの解析， 個人曝露

量測定， 曝露評価モデルの開発など曝露評価手法の検討

を行 う 。 また， 大気汚染の短期および長期の健康影響に

関する疫学調査の実施しつつ， 種々の健康影響指標に関

する検討， 収集し たデータの統計解析を行って， 大気汚

染物質への曝露 と 健康影響 と の関連性について疫学的な

検討を進める。

　 本年度は， 環境省 「微小粒子状物質等曝露影響調査」

において実施し た循環器疾患等によ る死亡や肺機能に対

する短期影響に関する成果について， い く つか論文 と し

て公表し た。 これら成果は微小粒子 （PM2.5） の健康 リ ス

ク評価のための も基盤 と な る疫学知見 と し て， 環境基

準設定な ど大気環境行政の展開においての資料 と な っ

た。 また， 環境研究 ・ 技術推進費 「大気中粒子状物質等

が循環器疾患発症・死亡に及ぼす影響に関する疫学研究」

では， 国内の循環器疾患に関する コ ホー ト 研究 と 連携し

て，大気汚染物質への曝露データ を結合する こ と によ り ，

循環器疾患の発症や死亡に対す る 影響について検討 し

た。 また， 平成 17 年度から継続し ている環境省 「局地的

大気汚染に よ る 健康影響に関す る 疫学調査 （そ ら プ ロ

ジェ ク ト ）」 の円滑な実施のためのバーチャル組織であ る

疫学調査オフ ィ スの運営 ・ 管理を行 う と 共に， 調査対象

者か ら継続的な協力を得られる よ う な各種調査業務を実

施し た。 本年度は調査の 終年度であ り ， 調査対象者か

ら当初の目標通 り の協力を得る こ と ができ た。 また， 次

年度の解析に向けて， 詳細な曝露評価モデルを用いた曝

露量推計を行った。

【主席研究員 （室）】

　 マ ト リ ッ ク ス細胞工学を用いて，ES 細胞から健康影響

評価に有用な組織幹細胞や成熟細胞への分化誘導する培
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養技術を開発し， 精緻なモデル組織の構築や人工組織セ

ンサーの創成に役立て る よ う 研究を進めてい る。 ま た，

Ｅ Ｓ 細胞から成熟し た神経組織に再現性良 く 分化誘導で

き る培養系を確立する こ と で， 神経発生に対する毒性評

価系と し ての応用を検討し ている。

　 環境省委託 「バイオナ ノ 協調体」 （第 ２ フ ェーズ） の ２

年目を迎え，従来の SAW チッ プでは避け られない表面弾

性波 （SAW） 信号の ノ イ ズを極力低下させる ために， 懸

案と なっていた櫛形電極を改良し た。 また， SAW 型バイ

オナ ノ 協調体を収納する微小流体デバイ ス を， 今回試作

し た。 NEDO 「モデル細胞を用いた遺伝子機能等解析技

術開発／研究用モデル細胞の創製技術開発」 では， ES-

heaptocyte の機能を成熟させる ための基底膜基質を完成

し た。 また， 本年度か ら開始し た特別研究 「胚様体を用

いた発生分化毒性学に 適化し たマ ト リ ッ ク スの開発」

では， マウ ス／ ヒ ト Ｅ Ｓ 細胞から胚様体を作製し， その

胚様体から神経分化を著し く 促進でき る擬似基底膜基質

（マ ト リ ッ ク ス） を幾つか見つける こ と ができ た。

(3)-1. 　 領域プロジ ェ ク ト

1） 　 ナ ノ 素材がアレルギーに与える影響と メ カニズムの

解明に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0709CD529

〔担当者〕 ○井上健一郎 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 気管支喘息モデルに， ナ ノ素材が与え る影響を

in vitro， in vivo 両試験にて検討する。 特に， 組成 ・ サ イ

ズの異な るナ ノ 素材を用い， ナ ノ 素材の組成 ・ 及びサイ

ズ と ア レルギー反応の修飾効果 と の相関につ き 注目す

る。

〔内容および成果〕

　 カーボンナ ノ チ ューブの反復経気道曝露が OVA に よ

る アレルギー性気道炎症に及ぼす影響を検討し た。結果，

カーボンナ ノ チューブは気道炎症を増悪させ， 肺におけ

る Th2 反応や抗原提示細胞の活性化を不適切に増強させ

た。

〔備考〕

2） 　 環境ス ト レスによる生体影響における内因性保護分

子の探索

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0809AE001

〔担当者〕 ○井上健一郎 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 種々の環境ス ト レ ス に よ っ て引き起 こ さ れ る

炎症 ・ アレルギーをはじめ と する生体影響におけ る内因

性保護分子を探索する。 その後， 遺伝子改変動物を用い

た検討で機能を解析する。

〔内容および成果〕

　 ブタエラ ス ターゼの経気道曝露によ って誘導される肺

気腫の病態を，メ タ ロチオネイ ン  (MT) ノ ッ ク アウ ト マウ

ス と 野生型マ ウ スで比較し た。 結果， MT ノ ッ ク ア ウ ト

マウ スで気道炎症の増悪を認めた。

〔備考〕

3） 　 大気中粒子状物質等が循環器疾患発症 ・ 死亡に及ぼ

す影響に関する疫学研究

〔区分名〕 環境技術開発等推進事業

〔研究課題コー ド〕 0809BD004

〔担当者〕 ○新田裕史 （環境健康研究領域）， 上田佳代

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 微小粒子状物質が循環器疾患に及ぼす影響は

近年国際的に注目され， 欧米を中心 と し て短期影響や長

期影響に関する疫学研究報告が されてお り ， 重要な疫学

知見 と し て国際的に評価されている。 我が国においては

大気汚染物質の循環器疾患への影響に関する疫学知見は

ほ と んどない。 そ こ で， 既存の循環器疾患コ ホー ト 調査

データ な らびに特定地域での循環器疾患発症 ・ 死亡デー

タ と 新たに構築する大気汚染物質曝露データベース を結

合し て， 疫学的な解析を行 う こ と によ り ， 日本におけ る

循環器疾患の発症に関する短期および長期曝露によ る影

響を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 日本全国 300 か所の調査地区の対象者よ り 構成された

二つのコ ホー ト (NIPPON DATA80, NIPPON DATA90) を用

いて， 日本におけ る死亡に対する浮遊粒子状物質の慢性

影響評価を行った。追跡期間中の年平均 SPM 濃度が低い

順に 5 群に分類し， それぞれの曝露に該当する対象者の

死亡につい て検討 し た。 NIPPON DATA80, NIPPON

DATA90 と もに，浮遊粒子状物質の長期曝露 と全死亡 と の

間には， 有意な関連は認められなかった。 疾患別解析に

おいて も有意な関連は認め られず， そのパターン も一定

ではなかった。 こ の結果は， 従来の北米や ヨ ーロ ッパで

実施された研究結果 と は異な る も のであった。 日本ナー

スヘルス研究 (JNHS) コ ホー ト の調査対象者の心筋梗塞，

脳卒中などの心疾患および脳血管疾患の発生日に関する

情報を も と に解析し た大気汚染物質濃度の短期変動 と心

疾患および脳血管疾患の発症 と の関連性について も， 明

確な関係は見いだせなかった。
―  154  ―



国立環境研究所年報（平成 21 年度）
〔備考〕

滋賀医科大学 ・ 上島弘嗣

群馬大学 ・ 林邦彦

4） 　 樹状細胞による環境化学物質のアレルギー増悪メ カ

ニズムの解明

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0809CD003

〔担当者〕 ○小池英子 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 あ る種の環境化学物質(大気汚染物質や可塑剤，

添加物等 ) は， アレルギー疾患の発症 ・ 増悪を誘導する

可能性が示唆されているが， その詳細な メ カニズムは明

ら かでない。 そ こ で本研究では， 免疫応答に中心的な役

割を果た し てい る骨髄由来樹状細胞 （BMDC） の分化 ・

成熟・活性化の変動から，環境化学物質によ る アレルギー

増悪 メ カニズムの解明をめざす。

〔内容および成果〕

　 環境化学物質がマウ ス BMDC によ る抗原の貪食，提示

や遊走に与え る影響について検討し た。 その結果， フ タ

ル酸エステル （DEHP, DINP） やデ ィ ーゼル排気微粒子中

の脂溶性化学物質 （DEP-OC） と その含有成分であ るベン

ゾ [a] ピ レン （BaP） が、 BMDC の リ ンパ節への遊走や抗

原提示に関わる分子の発現を増強する こ と を明ら かにし

た。 BMDC の抗原提示機能は， フ タル酸エステル曝露に

よ り 増強し たが， DEP-OC と BaP 曝露では明確な変化は

認められなかった。 一方， BMDC の遊走活性は， いずれ

の環境化学物質の曝露で も増加する傾向がみら れたが，

その増加は、 関連する分子の発現増加に対応する こ と を

明らかにし た。

〔備考〕

5） 　 iPS 細胞由来心臓細胞を用いたデ ィ ーゼル排気微粒

子の in vitro 影響評価の検討

〔区分名〕 研究調整費 ( 理事長枠 )

〔研究課題コー ド〕 0909AI003

〔担当者〕 ○井上健一郎 （環境健康研究領域）， 伊藤智彦

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 デ ィ ーゼル排気微粒子な どの環境化学物質が

心血管系に悪影響を及ぼす こ と が知 ら れてい る。 近年，

マウ ス人工多能性幹細胞 （iPS 細胞） が確立され， in vitro

培養下で様々な細胞への分化が可能 と なった。 そ こ で，

iPS 細胞か ら心血管系細胞への分化培養を行ってデ ィ ー

ゼル排気微粒子の毒性影響を検討する と 共に， 簡便かつ

ノ ーベルな in vitro 影響評価系の確立を目指す。

〔内容および成果〕

　 マウ ス iPS 細胞を特定の条件下で培養する こ と によ り ，

拍動する心筋に分化する こ と ができ た。 次に， 心循環器

系に影響を及ぼすこ と が危惧されているデ ィ ーゼル排気

微粒子の抽出成分を iPS 細胞に曝露し た結果， 拍動する

心筋の出現率が抑制された。 また， 心筋への分化を心筋

特異的マーカーを指標に，RT-PCR 法および免疫染色法に

よ り 調べた と こ ろ， デ ィ ーゼル排気微粒子の抽出成分曝

露によ り 心筋特異的マーカーが減少し ていた。

〔備考〕

6） 　 環境化学物質が免疫担当細胞に及ぼす影響に関する

研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0910AE001

〔担当者〕 ○小池英子 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 アレルギー疾患の発症 ・ 増悪を誘導する可能性

が示唆されている環境化学物質の作用 メ カニズムの解明

を目的とする。

〔内容および成果〕

　 マウ ス脾細胞を， フ タル酸エステルやデ ィ ーゼル排気

微粒子に含有される化学物質 （ベンゾピ レ ン， キ ノ ン類）

等に in vitro で曝露し， その影響を検討し た結果， 脾細胞

中の抗原提示細胞および T 細胞を活性化する こ とや低濃

度曝露で IL-4 等のアレルギーに関わるサイ ト カ イ ン産生

を増加する こ と を見出し た。 その一方で， 脾細胞中の抑

制性 Ｔ 細胞の割合もわずかに増加する傾向が観察された

こ と か ら， これら の環境化学物質は， 曝露濃度やその他

の条件によ って， 活性化および抑制性の免疫反応を修飾

し う る こ と が示唆された。

〔備考〕

7） 　 抗原提示細胞に対する環境化学物質の影響解析

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0911AE009

〔担当者〕 ○伊藤智彦 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 樹状細胞などの抗原提示細胞は， 免疫反応の開

始を司る重要な免疫担当細胞であ る と 共に， 様々なアレ

ルギーや自己免疫疾患など，多 く の病態に関与し ている。

近年， 多 く の化学物質が免疫関連の病態に関与する こ と

を示唆する報告があ る。 そ こ で， 様々な抗原提示細胞へ

の分化 ・ 培養を確立させ， 環境化学物質の影響を検討す

る。 また， その毒性機序について， 生化学的および分子
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生物学的手法を用いて検索する。

〔内容および成果〕

　 マウ ス新生仔の皮膚組織か ら樹状細胞の一種であ る ラ

ンゲルハン ス細胞を調製し， 長期培養を可能にし た。 次

に， ラ ンゲルハン ス細胞が各種の化学的刺激に応じ て反

応する こ と を，各種サイ ト カ イ ン類で刺激し，活性化マー

カーを フ ローサイ ト メ ト リ ーで解析する こ と によ り 確認

し た。さ らに，in vivo でア ト ピー性皮膚炎等のアレルギー

症状に影響する こ と が報告されている フ タル酸エス テル

が， ラ ンゲルハン ス細胞の活性化に影響を及ぼすこ と を

示し た。

〔備考〕

(3)-2. 　 その他の研究活動

1） 　 メ タ ロ イ ドのメ タボロ ミ クスに関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0509AE796

〔担当者〕 ○小林弥生 （環境健康研究領域）， 平野靖史郎

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 半金属 （ メ タ ロ イ ド） に属する ヒ 素やセレ ンは，

古 く から工業的に利用されて き たが， 毒性の高い元素 と

し て も知られている。 これらの メ タ ロ イ ド は メ チル化代

謝され体外に排泄されるが， その詳細な メ カニズムおよ

び理由は明ら かになっていない。 取 り 込み， 吸収から排

出， 排泄までに至る メ タ ロ イ ド の代謝過程を明ら かにす

る ためには， メ タ ロ イ ド の状態 （価数および形態） 変化

を解析し， それに関与する蛋白を も含めた メ タ ボ ロ ミ ク

スが必要であ る。 本研究は メ タ ロ イ ド の代謝 と 体内動態

を分析毒性学的研究によ り 明ら かにし， これら有害 メ タ

ロ イ ド の毒性軽減， および毒性発現機構を解明する こ と

を目的 と し， 本研究の手法をその他の金属の毒性学へ応

用する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 精製飼料を用いて体内 ヒ 素のバ ッ ク グ ラ ン

ド 値を予め減少させた ラ ッ ト に対し て， アルセ ノ コ リ ン

（AC） ， およびアルセ ノベタ イ ン （AB） を経口投与し た

際の胆汁排泄に関する実験を行った。 その結果， AC、 AB

共に胆汁へ排泄される こ と が分かった。AC 経口投与時に

糞中に排泄された未知 ヒ 素化合物は， 胆汁中で検出され

なかった こ と か ら， 未知 ヒ 素化合物の生成には， 腸内細

菌が関与する可能性が示唆された。

〔備考〕

2） 　 急性冠症候群発症リ ス クにおける環境因子と個人レ

ベルの修飾因子に関する疫学的検討

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0809AF002

〔担当者〕 ○上田佳代 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 冠動脈の動脈硬化巣 ( 粥腫 ) の破綻によ り 発症

する急性冠症候群 (ACS) の直接原因 と し て， 大気汚染物

質を始め と する環境因子が考え られているが， どのよ う

な特性を持つ集団 ・ 個人が環境因子の影響を受けやすい

か と い う 検討はほ と んど されていない。 本研究では未然

防止の観点から，日本における ACS 発症に対する環境因

子の影響， 環境への感受性を修飾する個人レベルの修飾

因子について明らかにする。

〔内容および成果〕

　 本研究では， 筑波大学循環器内科の関連病院を中心 と

し た冠動脈疾患患者の登録データ ベース であ る Ibaraki

Coronary Artery Study(ICAS) の登録データ を用いて，患者

の基本情報を収集し た。 環境因子については， 対象医療

機関のあ る地域に設置されている測定局で測定された浮

遊粒子状汚染物質 (SPM), 光化学オキシダン ト (Ox), 二酸

化窒素 (NO2） および， 気象庁よ り 提供された気象に関す

るデータ （気温， 湿度， 大気圧） を用いた。

　 大気汚染物質が ACS によ る入院へ及ぼす影響について

定量的に評価し た。 単汚染物質モデルの場合， SPM では

当日から 4 日前まで正の関連が認められ， 当日から 4 日

前までの平均 SPM 濃度 10μg/m3 上昇によ る ACS 入院の

ORは1.12 (95％CI: 1.00, 1.25)であった。他の汚染物質 (Ox,

NO2） で補正し た結果も大き く 変わら なかった。 Ox につ

いて も概ね正の関連が認められた。 NO2 と は負の関連が

みられたが， 有意ではなかった。 気象条件では， 気温 と

負の関連が認められた。

　 各大気汚染物質について層別化解析を し た と こ ろ， 大

気汚染物質に よ り 影響の修飾のあ り 方に違いがみ ら れ

た。

〔備考〕

3） 　 環境化学物質による脂肪肝の増悪と その機構解明に

関する研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0809CD008

〔担当者〕 ○高野裕久 （環境健康研究領域），柳澤利枝，井

上健一郎

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 経口的に人体に曝露 さ れ う る環境化学物質の

中から， 異物や脂質代謝に関連の深い核内受容体 ・ 転写

因子に作用する物質を選択し， それ ら の低用量曝露が，
―  156  ―



国立環境研究所年報（平成 21 年度）
肥満， 糖尿病を伴 う 脂肪肝に与え る影響 と その内在機構

を明ら かにする。 また増悪 メ カニズムを分子レベルで解

明し， ヒ ト におけ る健康影響評価に外挿する。 さ ら に，

健康影響評価に適用可能な指標 （バイオマーカー） を探

索する。

〔内容および成果〕

　 肥満マウ ス (BKS.Cg-+ Leprdb/+ Leprdb/Jcl) における フ タ

ル酸ジエチルヘキシル (DEHP) 曝露は， 濃度依存的に血

中総コ レ ス テ ロール， ト リ グ リ セ ラ イ ド， 遊離脂肪酸，

およびフルク ト サ ミ ン値を有意に抑制する こ と が明ら か

と なった。 また， 病理組織学的検討では， DEHP 曝露に

よ り 肝臓におけ る脂肪変性が軽減された。 一方， 正常マ

ウ ス (BKS.Cg-m +/+ Leprdb/Jcl) では， DEHP 曝露によ る影

響は認められなかった。加えて、肥満マウ スおける DEHP

曝露によ る諸病態の改善には， ペルオキシ ソーム増殖剤

活性化受容体 (PPAR) の下流に存在する，糖 ・ 脂質代謝関

連酵素の発現上昇によ る脂肪燃焼の亢進が一部寄与し て

いる可能性が示唆された。

〔備考〕

4） 　 げっ歯類肺傷害モデルにおける肺機能及びサイ ト カ

イ ン変動と環境汚染物質の影響に関する研究

〔区分名〕 その他機関からの委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0809MA001

〔担当者〕 ○高野裕久 （環境健康研究領域）， 井上健一郎，

柳澤利枝， 小池英子

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 本研究では， ラ ッ ト およびマウ ス肺気腫モデル

におけ る肺機能を病理学的変化及び炎症性サイ ト カ イ ン

変動 と 併せて解析する こ と によ り ， それら のパラ メ ータ

の相関について検討し， また， 環境汚染物質が当該機能

に及ぼす影響について新たな知見を得 る こ と 目的 と す

る。

〔内容および成果〕

　 環境因子が病態形成 と 深 く 関わる 「肺気腫」 の動物モ

デルにおいて， 気道炎症， 肺での生化学的パラ メ ーター

と と も に， 呼吸機能を高性能測定機器を用いて詳細に検

討し た。 マウ スに肺気腫誘起物質 （エ ラ ス ターゼ） を経

気道投与する と， 気道炎症反応の惹起 ・ 増強及び気道抵

抗の低下が認め られた。 また， 同モデルに対するデ ィ ー

ゼル排気粒子曝露によ り ， 上記パラ メ ーターの一部増悪

傾向が観察された。

〔備考〕

5） 　 ヒ素の体内動態に関する分析毒性学的研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0810CD004

〔担当者〕 ○小林弥生 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 ヒ 素はその化学形によ って， 細胞内への取 り 込

み， 排泄， 毒性などが大き く 異な る。 ヒ 素の毒性発現お

よび解毒機構を明ら かにする ためには， ヒ 素代謝物の化

学形を出来る だけ正確に分析し， 出発物質のみな らず，

代謝物も含めた毒性評価を行 う 分析毒性学的研究が必要

不可欠 と な る。 ヒ 素に関する研究において， その代謝 と

体内動態を明らかにする こ と は， ヒ 素の毒性発現機構を

推定し， その毒性を軽減する ための重要な情報を与え る

も の と 考え る。 当該研究は， ヒ 素の代謝 と 体内動態を分

析学的， 毒性学的手法を用いて明ら かにし， ヒ 素の毒性

軽減および毒性発現機構について， 生体内におけ る ヒ 素

の酸化還元状態 と メ チル化 と い う 観点か ら解明する こ と

を目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 ヒ 素の毒性軽減および毒性発現機構について， 生体内

におけ る ヒ 素の酸化還元状態 と メ チル化 と い う 観点か ら

解明す る こ と を め ざ し， 本年度は γ-glutamyl

transpeptidase （GGT） 阻害剤を用い， ヒ 素代謝におけ る

GGT の役割について検討し た。 その結果， ヒ 素の排泄量

に関し てはあ ま り 影響を与えない も のの， 体内におけ る

ヒ 素GSH抱合体の安定性には密接に関係し ている こ と が

明らか と な り ， GGT の活性阻害によ る GSH 濃度の上昇

が， ヒ 素の解毒機構と関連する可能性が示唆された。

〔備考〕

6） 　 日本と中国における自動車排出ガスの健康影響の国

際比較に関する疫学研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0810CD009

〔担当者〕 ○田村憲治 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 日本 と 中国の都市部では近年自動車交通量が

増加し， それに伴 う 大気汚染は両国に共通する環境問題

と なってお り ， 住民の健康に及ぼす影響が懸念されてい

る。 本研究では， 日本 と 中国で自動車交通量の多い幹線

道路周辺で生活する人を対象に， 大気汚染物質への曝露

評価 と 肺機能検査を各季節に繰 り 返し て実施し て大気汚

染物質への曝露実態を解明する と と も に， 大気汚染物質

が高齢者の呼吸器系に及ぼす影響を明ら かにする こ と を

目的 と する。 特に， 北京市オ リ ン ピ ッ ク開催時の大気汚

染状況の変動 （改善） と 健康影響 と の関連性を明ら かに
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する。

〔内容および成果〕

　 本年度は前年度北京で測定し た大気汚染状況 と 肺機能

検査結果を取 り ま と め，武漢市における測定を開始し た。

北京市ではオ リ ンピ ッ ク期間中の微小粒子濃度の改善を

確認し， その期間では大気汚染濃度 と 肺機能 と の関連が

見られない こ と が分かった。 ４ 季を通じ ての影響につい

ては検討中であ る。

　 国内では， 前年度か ら継続し て き た都内の大学生を対

象 と し た肺機能検査を終了し， 寄 り の大気汚染測定局

データ と の関連を解析する予定であ る。

〔備考〕

7） 　 エアロゾルによる生体影響の評価

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0812CD006

〔担当者〕 ○高野裕久 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 各地域で採取し た発生源や移動， 形状， 粒径，

成分， 等が異な る微小粒子 ・ エア ロ ゾル， または， それ

ら に含まれる含有成分を複数の細胞培養系に曝露する こ

と によ り ， 微小粒子 ・ エア ロ ゾルの健康影響を， 免疫応

答 と 気道上皮への影響に注目し， 実験的に評価する。 地

域， 形状， 粒径， 成分， 等の相違によ る健康影響の相違

を考察する と と もに， 発生源， 移動， 形状， 粒径， 成分，

等に関する解析結果 と 健康影響の相関性を検討し， 健康

影響を規定する要因の絞 り 込みに資する。 加えて， 増悪

メ カ ニズ ム を分子レベルで解析 し， その結果をバ イ オ

マーカーの同定や予防対策の確立に役立てる。

〔内容および成果〕

　 環境中の微小粒子 ・ エア ロ ゾルに一般的に含有される

こ と が報告されているベンゾ [a] ピ レン (BaP)，9,10- フ ェ

ナン ト レ ンキ ノ ン (9,10-PQ)， 1,2- ナフ ト キ ノ ン (1,2-NQ)

が免疫応答 と 気道上皮に及ぼす影響について検討し た。

免疫応答については， ア ト ピー素因を有する NC/Nga マ

ウ スの脾細胞や骨髄由来抗原提示細胞を用いて， 気道上

皮については， ヒ ト 気道上皮細胞株 （BEAS-2B） を用い

て検討し た。 これまでの結果を総合する と， 免疫担当細

胞に関し ては， 9,10-PQ と 1,2-NQ は， 主 と し て リ ンパ球

の活性化を促すのに対し，BaP は， リ ンパ球 と と もに，抗

原提示細胞の活性も修飾する こ と が明ら か と なった。 気

道上皮細胞に関し ては， BaP および 9,10-PQ、 1,2-NQ が，

炎症や傷害， 粘液産生に関わる因子の発現を修飾する こ

と を見出し た。 微小粒子 ・ エア ロ ゾルの健康影響評価に

おいて， 脾細胞の CD86， TCR， CD69 の発現や IL-4 産

生， 抗原刺激によ る脾細胞増殖、 BMDC の CD86， CD83，

CCR7， CXCR4 の発現， BEAS-2B 細胞の IL-6 や可溶性

ICAM-1 等の炎症性因子の産生，ムチン -1 の発現等がバイ

オマーカー候補 と し て有力であ る可能性が示唆 さ れた。

また， 本研究の結果よ り ， 微小粒子 ・ エア ロ ゾルに含有

される化学物質によ って， 標的 と な る細胞や反応性が異

なる こ と も示された。

〔備考〕

領域代表者は東京農工大学畠山教授

8） 　 デ ィ ーゼル排気微粒子 （DEP） による脂肪肝の増悪

機構に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0909AE001

〔担当者〕 ○柳澤利枝 （環境健康研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 我々はこれまでに，DEP の経気道曝露が II 型糖

尿病モデルマウ スにおけ る脂肪肝を増悪する こ と を明ら

かにし て き た。 加えて， こ の増悪機構の解明， および早

期バイオマーカーの探索を行 う こ と を目的と し，DNA マ

イ ク ロ アレ イ解析によ り 経時的かつ網羅的な遺伝子発現

解析を行った結果， DEP 曝露が， 病態早期， あ るいは進

行期の各病態形成段階において， 特徴的な遺伝子の発現

変動に寄与し， 病態を増悪し得る可能性を見出し た。 本

年度は， 遺伝子解析の結果を さ ら に精査し， 病理組織学

的検討， 生化学検査など を行 う こ と によ り ， その作用機

序について詳細な検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 DEP の経気道曝露 (6 週齢よ り 隔週で投与 ) によ る肥満

マ ウ ス (BKS.Cg-+ Leprdb/+ Leprdb/Jcl) の脂肪肝への影響

を， 病理組織学的に検討し た結果， DEP 曝露は， 病態初

期 (10週齢 ) よ り 肝臓の脂肪変性を亢進する こ と が明らか

と なった。 また， 肝臓における脂質量も DEP 曝露によ り

有意に増加し ていた。 加えて， DNA マイ ク ロ アレ イ解析

では， 炎症に関与する遺伝子に加え， 糖 ・ 脂質代謝に抑

制的に作用する因子が発現上昇し てお り ， 病態初期にお

いては， DEP によ って亢進する脂質の取 り 込みに対し て

負の制御機構が作用し ている可能性が示唆された。

〔備考〕

9） 　 アジアにおける多環芳香族炭化水素類 (PAHs)の発生

源特定と その広域輸送

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0911BA008

〔担当者〕 ○内田昌男 （化学環境研究領域）
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〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究では， 未規制の有害化学物質であ り ， ヒ

ト の発がん リ ス ク と 低次の水棲生物の奇形等の異常の リ

ス ク の上昇の一因 と も なっている多環芳香族炭化水素類

(PAHs) のアジア諸国大気・水圏における PAHs の分布並び

に具体的な発生源について調査を行 う 。PAHs の起源特定

の手法 と し ては， マーカーの利用， 化合別レベルでの安

定同位体比 と 放射性炭素同位体比測定， 組成の統計解析

等によ る方法を用いて行 う 。 これらの分析データ を総合

する こ と によ り ， アジアの大気 ・ 水環境における PAH の

精密な起源特定が可能になる と予想される。

〔内容および成果〕

　 環境試料からの PAHs 画分の高純度抽出を行った。 環

境試料から抽出・精製し て得た PAHs 画分に含まれる PAH

化合物を単離する ための PCGC システムにおける， 試料

の注入条件 と フ ラ ク シ ョ ン コ レ ク ターの捕集条件を 適

化し た。 適化条件におけ る回収率は， GC 保持時間で

phenanthrene （MW=178） か ら benzo[k]fluoranthene

（MW=252） の範囲内の化合物で 100％， benzopyrene

（MW=252） 以降の化合物で約 90％であった。 コルカ タ周

辺の沿岸 ２ 地点の堆積物に含まれる PAHs を PCGC シス

テムで単離し た。回収化合物量は ３ 環式 （分子量 178） お

よび 4 環式 （分子量 202） PAHs でそれぞれ約 20μg， そ

れ以上の高分子量 PAHs で約 16μg であ り ， 放射性炭素

同位体比測定に供するに十分量の化合物を得る こ と がで

き た。

〔備考〕

研究代表者 ： 東京農工大学共生科学技術研究科 　 高田秀

重教授

10） 　 廃棄物 リ サイ クル制度展開の国際比較 と化学物質

管理の統合システム解析

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0911BE010

〔担当者〕 ○高野裕久 （環境健康研究領域）， 井上健一郎，

小池英子， 柳澤利枝

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 家庭系有害廃棄物の代表例 と し ては， 1) 揮発性

有機物質や残留性有機汚染物質を含む殺虫剤やスプレー

缶など， 2) 重金属類やレア メ タルに関連する電池や基板

を含む小型電気電子機器や蛍光管など， 3) 難燃剤成分を

含む電気機器や繊維製品な どがあ る。 こ れ ら に対し て，

影響評価に関する取組みを行 う 。

〔内容および成果〕

　 臭素系難燃剤が in vitro においてアレルギー反応に関わ

る免疫応答を修飾するか否かについて検討し た。 代表的

な臭素系難燃剤であ る ポ リ ブ ロ モジ フ ェ ニルエーテル

（PBDE） の製剤 ３ 種類 と ヘキサブ ロ モシ ク ロ ド デカ ン

（HBCD） 製剤， テ ト ラブロモビ ス フ ェ ノール A （BP4A）

製剤の ５ 物質を対象と し，ア ト ピー素因を有する NC/Nga

マウ スの脾細胞 と 骨髄由来抗原提示細胞に与え る影響を

検討し た。 脾細胞に対し ては， 高濃度の HBCD 曝露にお

いて， 明ら かな生存率の低下を認めたが， いずれの化学

物質も細胞毒性は弱かった。 また， これら の化学物質に

よ り ， 脾細胞中の抗原提示細胞の活性化マーカー と， ア

レルギー反応に関わる IL-4 の産生が増加する傾向が観察

された。 骨髄由来抗原提示細胞に対し ては， いずれの化

学物質も細胞毒性を示さず， 活性化マーカー陽性細胞の

割合にも顕著な影響を与えなかったが， HBCD と BP4A

は， それら の分子の発現強度を増強する傾向が観察され

た。 これら の結果よ り ， 臭素系難燃剤は， 抗原提示細胞

の活性化を介し て， アレルギー反応を修飾する作用を持

つ可能性が示唆された。

〔備考〕

研究代表者 　 酒井伸一 （京都大学）

掲示し た全体計画の一部を担当する ものであ る。

大気圏環境研究領域における研究活動

〔研究課題コー ド〕 0610FP015

〔代表者〕 ○今村隆史 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化やオゾ ン層破壊な どの地球規模の

問題か ら， 越境広域大気汚染， 更には都市におけ る大気

環境問題に至る様々な時空間ス ケールでの大気環境に関

わる課題について， 2 つの重点研究プロ グ ラ ム （地球温

暖化研究プロ グ ラ ムおよびアジア自然共生研究プロ グ ラ

ム） と も連携しつつ， 大気環境に関わる個々の物理 ・ 化

学プロ セスの解明 と その相互作用の理解に関する基盤的

研究を行 う 。 大型実験施設 （大気拡散大型風洞や光化学

反応チャ ンバー） など を利用し た個々の物理 ・ 化学プロ

セスに関する室内実験， 化学的な分析手法を用いた大気

の組成や微量物質の濃度の精密分析， 遠隔計測手法を用

いた大気の性状や運動の時間的 ・ 空間的変動の観測， 人

工衛星データ も含めた観測データの解析， 大気数値モデ

ルを用いた数値実験，などのアプローチで研究を進める。

また新たな大気遠隔計測手法や大気微量物質の計測手法

の開発に も取 り 組む。 研究対象の現象 と し ては， 大気へ

の有害汚染物質の放出や大気中での汚染物質の変質， 領

域ス ケールでの汚染物質の輸送， 地球規模での物質循環

過程， 大気構造や汚染物質の大気の放射特性への影響，
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微物理過程を含む雲 ・ エア ロ ゾル相互作用およびそれら

の放射影響， 地球規模での気候システムの変化， 成層圏

オゾン層の変化， などが挙げられる。

〔内容および成果〕

　 都市ス ケールでの大気質の改善や有害汚染物質の監視

などに関連し て， 健康影響が懸念される ニ ト ロ有機化合

物のデ ィ ーゼル車から の放出の可能性について， 陽子移

動反応－質量分析法 （PTR-MS 法） を活用し たニ ト ロ有

機化合物の検出を試みた。 その結果， シ ャーシダ イナモ

を用いたデ ィ ーゼル車の走行試験中の排気ガス中に， ニ

ト ロ メ タ ンやニ ト ロ フ ェ ノ ール類が存在し ている こ と を

見出し た。 また， 近年日本での年平均紅斑紫外線量の増

加が懸念されている事を受け， 紫外線量の増大が大気汚

染物質の生成に及ぼす影響の評価研究 と し て， 芳香族炭

化水素から の光化学オキシダン ト な らびにエア ロ ゾル生

成に及ぼす紫外線影響を調べた結果， 紫外線強度の増加

や UV-B の増加が特にエア ロ ゾルの生成量の増大を招 く

こ と を見出し た。

　 日中韓モンゴルの 4 カ国連携で進めている連続観測小

型 ラ イ ダーを活用 し た黄砂モニ タ リ ン グのための黄砂

ネ ッ ト ワ ー ク 観測を継続す る と 共に， ラ イ ダーネ ッ ト

ワーク の内の主要な 5 地点のラ イ ダーについて新たにラ

マン散乱受信系の設置を行った。 ラ マンチャ ンネルの追

加によ り ， 煤の様な吸収性のエア ロ ゾルの分布を抽出す

る こ と が可能 と な る。 開発し た ラ イ ダーシステムを北京

での通年観測に応用し， ラ イ ダー観測を も と に北京のエ

ア ロ ゾル分布が季節ご と に異な る特徴があ る こ と を確か

めた。 更に， エア ロ ゾルの時空間分布のモニ タ リ ングを

高度化する ため， 次世代のラ イ ダーシス テム構築にも取

り 組み， その一歩 と し て， 2 波長の後方散乱データ と レ

イ リ ー散乱信号の活用を念頭に， ヨ ウ 素セルを用いた

532nm の高スペク ト ル分解ラ イ ダー開発を進めた。 また

得られた 3 チャ ンネルのラ イ ダー信号の解析から， ダス

ト と 水溶性粒子に加え， 吸収性の粒子 （煤） の情報を同

時抽出する ためのプロ グ ラ ムを作成し， 3 種類の粒子の

鉛直分布の抽出を可能にし た。

　 温室効果気体の地球規模での物質循環過程の理解や領

域ス ケールでの温室効果気体の放出源の特定に向けて，

二酸化炭素観測と相補的な情報を与える酸素／窒素 （O2/

N2） 比の連続観測を波照間島および落石岬のモニ タ リ ン

グ ステーシ ョ ンで継続し た。 特に波照間ステーシ ョ ンで

観測 さ れた O2/N2 比の変動 と 二酸化炭素や一酸化炭素

（CO） 濃度の変動の間に存在する関係に着目し た解析を

行った。 その結果， 汚染イベン ト 時 （CO2 や CO の大気

中濃度が上昇し O2 濃度が減少する） の CO2 に対する O2

および CO の大気中濃度の変動比 （ΔO2/ΔCO2 比および

ΔCO/ΔCO2 比）の間には正の相関関係があ る こ と を見出

し た。 更に， 6 日間の後方流跡線解析を行って汚染イベ

ン ト のエアマス起源を国別 （中国 ・ 韓国 ・ 日本） に分類

し汚染起源の推定を行い，汚染起源と ΔO2/ΔCO2 比およ

び ΔCO/ΔCO2 比 と の関係を明らかにし た。

　 地球規模での気候変動やオゾン層の変動に関する研究

と し て， 数値モデルを活用し た数値実験結果の解析研究

を進めた。 気候変動に関連し た研究 と し ては， 観測デー

タの解析から過去約 100 年間に減少 ト レ ン ド の存在が指

摘されている熱帯北アフ リ カ領域の夏季陸域降水量につ

いて， 気候モデル （MIROC） を用いた 20 世紀再現実験

データ を活用し て， 過去の変化が自然強制力 （太陽活動

や火山噴火） では説明できず、人為的な強制力の変化 （温

室効果ガス， 対流圏オゾン， 人為エア ロ ゾル） に起因し

ている事を明らかにし た。 成層圏オゾン層に関する研究

と し て， 成層圏化学気候モデルを用いた過去のオゾン層

変動の再現 と 将来変動予測に関する研究が進め ら れた。

特に， 南極極渦の崩壊時期がオ ゾ ン ホールの拡大期間

（1980-2000 年） に遅 く なる傾向にあった原因が， 対流圏

か らの波の伝播の影響ではな く ， オゾンホールの形成そ

の も のが影響し ていた も の と 推定し た。 また極域オゾン

層破壊の機構解明に関連し て， 北極域での FT-IR 観測な

らびにオゾンゾンデ観測を実施し て得られた観測データ

の解析や ILAS-II センサーを用いた衛星観測データの解

析か ら， 極成層圏雲のタ イプ と オゾン層破壊の関係を定

量化する試みも進めた。

(4)-1. 　 領域プロジ ェ ク ト

1） 　 シベ リヤにおけるオゾンゾンデマ ッ チ観測による春

季極域オゾン破壊量の定量化

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0909AF001

〔担当者〕 ○中島英彰 （大気圏環境研究領域）， 佐伯浩介，

大矢麻奈未

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 極域オゾン破壊に関し ては， PSC の生成 と塩素

の活性化， 及びその後春季の光解離が原因 と 言われてい

るが， さ まざまな PSC によ る塩素の活性化の度合いに関

し ては殆ど知見が得られておらず， オゾン将来予測モデ

ルに と っての大き な誤差要因 と なっている。 そ こ で本研

究では，PSC 観測 と同期し て Salekhard においてオゾンゾ

ンデによ るマ ッ チ観測を行 う こ と によ り ， 北極域におけ

るオゾン破壊量の定量化を行 う こ と を目指す。

〔内容および成果〕
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　 ロ シア ・ 西シベ リ ア ・ サレハル ド （Salekhard） におけ

るオゾンゾンデ観測を立ち上げる ため， 2009 年 9 月に現

地を視察し， 観測担当者 と 打ち合わせを行い， 1 回のオ

ゾンゾンデテス ト 観測を行った。 また， 10 発分のオゾン

ゾンデ観測に必要な観測器 と 消耗品類の調達を行い， ロ

シアに輸送し た。 その後， ド イ ツ ・ アルフ レ ッ ド ・ ウ ェー

ゲナー研究所のマ ッ チ観測主催グループ と コ ン タ ク ト を

取 り ， サレハル ド へのオゾンゾンデ実施指示の方法につ

いて確認を行った。 その後， 実際のオゾン破壊が始ま る

2010 年 1 月以降，ド イ ツからの指示に従って，オゾンゾン

デマ ッチ観測を実施し た。 実際には， 1 月 26 日， 30 日，

2 月 6 日，7 日，16 日，19 日の 6 回のオゾンゾンデマ ッチ観

測を実施し， データ取得に成功し た。

〔備考〕

本研究は、 ロ シ ア 中央気象観測所 （Central Aerological

Observatory） と の共同研究 と し て実施する。 ロ シア側の

担当者は， Dr. V. Drokhov であ る。

2） 　 波照間 ・ 落石モニ タ リ ングステーシ ョ ンで観測され

る O2 および CO2 濃度のシ ノ プテ ィ ッ クスケール変

動に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0910AE003

〔担当者〕 ○遠嶋康徳 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 化石燃料の燃焼過程では O2 が消費され CO2 が

放出される。 燃焼過程における -O2:CO2 交換比率は化石

燃料の種類によ って異な り ， 例えば石炭では ~1.1、 石油

では ~1.4、 天然ガスでは ~2.0 と 推定されている。 し た

がって，化石燃料燃焼の影響を受けたエアマスの O2 およ

び CO2 濃度の変動比が分かれば， 化石燃料の種類別寄与

率の推定が可能 と な る。 そ こ で， 波照間 ・ 落石モニ タ リ

ングステーシ ョ ンで観測される O2 および CO2 濃度のシ

ノ プテ ィ ッ ク ス ケールの変動における -O2:CO2 比を解析

し， エアマス起源毎に化石燃料の種類別寄与率を推定す

る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 波照間における観測結果の中で， CO2 濃度の変化幅が

4ppm以上で，O2 と CO2濃度変動の相関係数の絶対値が0.8

以上のものを汚染イベン ト と定義し (n=52)，O2 と CO2 濃

度の相関プロ ッ ト か ら 小二乗法によ って傾き (O2:CO2

モル比 ) を求めた。 さ らに， 後方流跡線解析によ り 汚染

イ ベン ト のエアマ ス の起源を国別 （中国 ・ 韓国 ・ 日本）

に分類し， 起源ご と に O2:CO2 比を平均し た。 その結果，

O2:CO2 比の平均値 (± 標準偏差 ) は， 中国の場合で -

1.11±0.11，日本で -1.42±0.17，韓国で -1.41±0.07 であった。

こ の違いは， 中国では日本 ・ 韓国 と 比べて石炭やセ メ ン

ト 起源 CO2 の全化石燃料起源 CO2 に占める割合が高いこ

と と整合的であった。さ らに，観測された起源別のO2:CO2

比は国別の化石燃料消費統計から予想される O2:CO2比 と

ほぼ一致し た。

〔備考〕

(4)-2. 　 その他の研究活動

1） 　 外的な気候変動要因による長期気候変化シグナルの

検出に関する数値実験的研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0608AE549

〔担当者〕 ○野沢徹 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 23 年度 （2006 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 気候シ ス テ ムは様々な時空間ス ケールで変動

し ているが， これら の変動が， 何ら かの外的な気候変動

要因によ り 強制された も のか， あ るいは気候システムが

本質的に持つ揺ら ぎ （内部変動） によ る も のか， を峻別

する こ と は １ 地球温暖化などの人間活動に伴 う 気候変化

シグナルを検出する上で大変重要であ る。 こ のよ う な観

点か ら， 本研究では， 数値気候モデルを用いて， 様々な

気候変動要因によ り 引き起こ される長期気候変化に関す

る知見を得る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 標準的な解像度を持つ大気海洋結合モデルによ る数値

シ ミ ュ レーシ ョ ン結果を用いて， 気候システムが本質的

に持つ内部変動 （気候の揺ら ぎ） に関する知見を得る と

と も に， 何ら かの外的な気候変動要因によ り 引き起こ さ

れる長期気候変化が， 気候の揺ら ぎでは説明で き ない，

統計的に有意な変化であ る こ と を示す。 また， そのよ う

な有意な変化の発現 メ カニズムについて も解析を行 う 。

本年度も， 長期気候変化シグナルの統計的有意性の検定

に向け， 大気海洋結合気候モデル MIROC を用いて行っ

た様々な条件下での20世紀気候再現実験結果の解析を継

続し て行った。 特に， 大気中の水蒸気収支式を援用し た

解析手法に基づき， 大陸規模よ り もやや狭い領域で平均

し た陸域降水量の長期変化傾向を も た らす原因について

考察を加えた。

〔備考〕

2） 　 SKYNET 観測網によるエアロゾルの気候影響モニ タ

リ ング

〔区分名〕 海洋開発及地球科学技術調査研究促進費

〔研究課題コー ド〕 0610CC995
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〔担当者〕 ○杉本伸夫 （大気圏環境研究領域）， 松井一郎，

清水厚

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 イ ン ド ・ 東南アジアを含む東アジアの観測空白

域に， エア ロ ゾル ・ 雲 ・ 放射系を統合的に観測し， 同地

域および世界の気候変化， 植生変化等の研究に資する観

測システムを構築する。 IPCC 報告書にあ る よ う に， 特に

エア ロ ゾル ・ 雲過程の不確定性を早急に縮小させる こ と

が緊急に必要な課題であ り ， そのための高精度観測網の

整備及び解析体制を整え る こ と が目標であ る。

〔内容および成果〕

　 国立環境研究所が東アジアに展開するエア ロ ゾル観測

ラ イ ダーネ ッ ト ワーク の う ち， ス カ イ ラ ジオ メ ータ観測

網 (SKYNET) と同じ地点にあ る福江島， 辺戸岬， 千葉，

韓国ソ ウル， タ イ国ピマイ を SKYNET-lidar と位置付け，

ス カ イ ラ ジオ メ ータ と 同期し た継続的観測およびデータ

解析を行った。 各地点 と も年間を通し てほぼ連続し た良

好なデータが得られた。 ２ 波長 (1064nm, 532nm) の減衰

後方散乱係数， 532nm の偏光解消度， 532nm の非球形お

よび球形粒子の消散係数を導出し， それぞれの鉛直プロ

フ ァ イルの時系列データ をアーカ イブする と と も に， 大

気放射研究コ ミ ュ ニテ ィ に公開し た。

〔備考〕

代表者 千葉大学 　 環境 リ モー ト セ ン シ ン グ 研究セ ン

ター 高村民雄

3） 　 ネ ッ ト ワーク観測用ラ イダーの高度化技術に関する

基礎研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0709AE389

〔担当者〕 ○杉本伸夫 （大気圏環境研究領域）， 松井一郎，

清水厚， 西澤智明

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 国立環境研では黄砂およ び大気汚染性エア ロ

ゾルの動態把握のためのラ イ ダーネ ッ ト ワーク を東アジ

ア地域に展開し ている。 また， こ のネ ッ ト ワーク の一部

は放射観測ネ ッ ト ワーク SKYNET の中にも位置付け られ

ている。 一方， WMO の GAW (Global Atmosphere Watch)

では世界の既存のラ イ ダーネ ッ ト ワーク を連携し て地球

規模のネ ッ ト ワー ク を構築する こ と が検討 さ れてい る。

これら に対応し て， 必要なパラ メ ータ を必要な精度で測

定する こ と が求められている。 本研究では， 今後の数年

間を睨んで， 現在展開し ている既存の ラ イ ダー装置を

大限に活用する ための技術的改良の可能性を検討する。

〔内容および成果〕

　 既存のラ イ ダーネ ッ ト ワーク のラ イ ダー装置の改良 と

し て窒素のラ マン散乱測定用受信系の追加を進めている

が， 本研究では， 光学系の設計， 光電子増倍管， フ ォ ト

ンカ ウ ンテ ィ ング装置の仕様等について検討し た。 これ

までに実施し た ラ マン散乱観測の結果か ら， 昼間の背景

光が光電子増倍管に損傷を与え る事例が確認された。 こ

のため， ラ マン検出系の前にシ ャ ッ ターを取 り 付け る改

良を行った。 また， 光電増倍管の応答速度の問題等を考

察し， アナロ グ方式の信号処理を併用し た測定実験を行

なった。 これら の実験によ り ， 今後のネ ッ ト ワーク ラ イ

ダーの改良につながる有用な基礎データが得られた。

〔備考〕

4） 　 衛星搭載ラ イダー、 雲レーダーによる雲、 エアロゾ

ルの測定に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0709AE404

〔担当者〕 ○杉本伸夫 （大気圏環境研究領域）， 西澤智明

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 大気放射観測衛星EarthCAREなどの衛星搭載ラ

イ ダー と レーダーによ る雲 と エア ロ ゾルの観測のための

アルゴ リ ズム開発を目的とする。

〔内容および成果〕

　 ESA と JAXAが開発中のEarthCAREに搭載予定のATLID

は， 355nm の一波長の高スペク ト ル分解ラ イ ダーで， 消

散係数， 後方散乱係数， 偏光解消度が測定される。 一方，

2006 年から運用されている NASA の衛星搭載ラ イ ダー

CALIPSO/CALIOP は ２ 波長の後方散乱 ラ イ ダーで，

1064nm と 532nmの後方散乱強度および532nmの偏光解消

度が測定される。 いずれも， ３ チャ ンネルのデータが得

られるが情報は異な る。 本研究では， それぞれの利点 と

欠点を検討し た。 ATLID の利点は独立に消散係数， 後方

散乱係数が得られる こ と で， これによ って光吸収性のエ

ア ロ ゾルの分布の推定が可能と な る。

〔備考〕

5） 　 ２ 波長偏光 Mie 散乱ラ イダーデータ を用いた海洋上

でのエアロゾル時空間分布に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0709AE434

〔担当者〕 ○西澤智明 （大気圏環境研究領域）， 杉本伸夫，

松井一郎， 清水厚

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 エア ロ ゾルの気候影響を評価する上で， 洋上に

おけ るエア ロ ゾル光学特性の時空間分布の把握は不可欠
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であ る。 そ こ で， 太平洋およびイ ン ド 洋上におけ るエア

ロ ゾルによ る大気汚染の動態把握 と 数値モデル （エア ロ

ゾル輸送モデルや雲解像モデルなど） と の比較 ・ 検証 ・

入力データの提供を主眼と し て，JAMSTEC の研究船 「み

らい」に搭載された NIES の ２ 波長偏光 Mie 散乱ラ イ ダー

で測定されたデータ を解析し， エア ロ ゾル種毎 （水溶性

の小粒子， ダス ト ， 海塩） の濃度の時空間変動を抽出す

る観測研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は予定を変更し， ダス ト の非球形成を考慮し た

2波長偏光Mie散乱ラ イ ダーデータ を用いたエア ロ ゾル導

出アルゴ リ ズムのよ り 詳細な性能評価を行い， こ の成果

を ま と め論文投稿し た （J. Quant. Spec. Rad. Trans.)。 また，

本アルゴ リ ズムを衛星搭載 2 波長偏光ラ イ ダー CALIOP

（NASA の CALIPSO 衛星に搭載）データ解析用に整備し，

東北大学の協力の も と， CALIOP デー タ のテ ス ト 解析

（数ヶ月分のデータ解析） を実施し， 全球規模でのエア ロ

ゾル分布解析の 「足がか り 」 を築いた。 今後， よ り 長期

間のデータ解析を行い， 全球規模でのエア ロ ゾル分布解

析を推進し てい く 。

〔備考〕

6） 　 連続観測 ミ ー散乱ラ イダーでの受光検出部が測定誤

差に及ぼす影響の検討

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0709AE500

〔担当者〕 ○松井一郎 （大気圏環境研究領域）， 杉本伸夫，

清水厚， 西澤智明

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 遠隔計測研究室で展開 し てい る連続観測小型

ラ イ ダーは， 2 波長 (532,1064nm) 散乱強度 と 532nm での

偏光解消度の測定が行え る。 現在， データ品質向上の課

題の一つは， 偏光解消度測定値が観測地点でばらつきが

みられる こ と であ る。 本研究では， 偏光解消度の校正方

法についての実験的検討を行い， 測定誤差の改善の方法

を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 偏光解消度測定の誤差を低減する ために， 波長板を利

用し た偏光受信系の感度校正手法を開発し た。 また， 現

在の NIES 式ラ イ ダーの測定誤差が AD変換誤差で制限さ

れている と い う 解析結果に基づいて，現在の精度 12bit を

16bit に改善する ための新たな AD 変換システムの開発に

着手し た。

〔備考〕

7） 　 成層圏プロセスの長期変化の検出と オゾン層変動予

測の不確実性評価に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0709BA375

〔担当者〕 ○今村隆史 （大気圏環境研究領域）， 秋吉英治，

杉田考史

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 こ れま での成層圏オゾ ン層の長期変動に対す

るハロ ゲン濃度変化， 輸送過程の変化， 気象 ・ 気候変化

な どの影響に分類 し て， その寄与を定量化する。 ま た，

オゾン層変動の将来予測におけ る数値モデルに含まれる

不確実性や過去の再現性を評価する。 更に今後の塩素 ・

臭素化合物濃度の変化や CO2 などの温室効果気体濃度の

変化がオゾ ン層に与え る 影響について数値実験を行な

い， これまでのオゾン層の変動を も た ら し た要因の理解

と 今後のオゾン層変動の予測を行 う 事を目的 と する。 同

時にモデルの精緻化に向けたオゾン層破壊に係るプロ セ

スの解明 と し て， 極域オゾン層破壊の機構解明を進める

こ と も目的と し た。

〔内容および成果〕

　 WMO/UNEP 下の国際プロ ジェ ク ト 「化学気候モデル検

証 (Chemistry-Climate Model Validation Activity, CCMVal)」

によ って推奨された， オゾン破壊物質濃度の将来シナ リ

オ （WMO-Ab シナ リ オ） および温室効果気体濃度の将来

シナ リ オ （IPCC-A1B） と CCSR/NIES 化学気候モデル と

を使った過去及び将来のオゾン層変動の計算結果の解析

を行った。 特に， 南極オゾンホール形成 と その発達にお

いて重要な役割を果た し ている と 考え られる南極極渦の

過去の変化の再現 と 過去の変化の中に見られる ト レ ン ド

要因に着目し た研究を進めた。 その結果， 1980 年頃から

2000 年の期間で南極の極渦の崩壊時期が遅 く なる傾向が

あ る こ と が観測結果か ら分か り ， その傾向を化学気候モ

デルにおいて も再現する こ と ができ た。 そ こ で対流圏か

らの波動の伝播の指標であ るEPフ ラ ッ ク スなる物理量に

着目し た解析を し た。 その結果， 1980-2000 年の期間で

は， 実際に観測された南極渦の崩壊時期は遅 く なってい

たに も かかわ らず， 対流圏から の波動の ト レ ン ド は南極

渦の崩壊時期を早める または ト レ ン ド を示さ ない役割で

あ る こ と が分かった。 よ って， こ の間の南極渦崩壊時期

の遅れはオゾ ン ホールの発達が原因であ っ た と 結論 し

た。 更に， オゾン層将来予測実験を行って， 将来の南極

渦の崩壊時期に関する解析も行った結果， モデルでオゾ

ンホール規模がピーク を迎える 2000年頃までは南極渦の

崩壊時期の遅れがあ るが， オゾンホールがほぼ消滅し た

2060 年以降での南極渦の崩壊時期は 1980 年頃の時期に
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戻っている こ と が判明し た。このこ と から も，オゾンホー

ルの形成自身が南極渦の崩壊時期を遅らせる可能性があ

る こ と がわかった。

　 南極オゾンホールの形成で化学的に重要な役割を果た

し ている極成層圏雲に関し て，環境省が開発し た ILAS-II

で観測された南極上空高度 20km 付近の硝酸 と エア ロ ゾ

ルの消散係数を解析し た と こ ろ， 生じ た極成層圏雲は，

硝酸三水和物 （NAT; Nitric Acid Trihydrate） であ り ， その

粒径は 大で 3 ・ m 程度であ る こ と がわかった。 南極で

観測された粒径のエア ロ ゾルは数日内に極渦内の成層圏

に脱窒を起こ し てオゾン破壊速度が増加し， オゾンホー

ルの発達に大き な影響を及ぼすこ と がわかった。

〔備考〕

8） 　 亜酸化窒素濃度分布を介し た北極域オゾン層の長期

変動に関する研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0710CD390

〔担当者〕 ○秋吉英治 （大気圏環境研究領域）， 杉田考史

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 北極域オゾン濃度の年々変動は， オゾンの化学

破壊の年々変動 と， オゾン輸送の年々変動の， 両方の影

響を受け る。 そ こ で， こ の両方の過程に関係するオゾン

濃度， 亜酸化窒素濃度， 気温， 子午面循環， 化学オゾ ン

破壊率などの量的関係を調べ， オゾンの化学破壊の年々

変動 と 輸送の年々変動を分離し て理解する こ と が本研究

のポ イ ン ト であ る。 成層圏の大気波動活動の年々変動に

よ って引き起こ された上述の要素の年々変動の因果関係

および量的関係を数十年にわた るモデル計算結果 と 衛星

観測データ を解析し， 明ら かにし てい く こ と が本研究の

目的であ る。

〔内容および成果〕

　 温暖化ガス （CO2, CH4, N2O) 地表濃度の IPCC-A1B シ

ナ リ オ と ハロゲン地表濃度のWMO-Abシナ リ オを使った

1980年 -2100年の期間のオゾン層将来予測計算を行った。

その結果から こ の 121 年間の北極渦崩壊時期を計算し，

北極渦崩壊時期の ヒ ス ト グ ラ ムを作成し た。 こ の ヒ ス ト

グ ラ ムを も と に， 全期間のそれぞれの年を極渦崩壊の早

い年， 平均的な年， 遅い年の ３ つに分類し た。

　 次に， 45N 以北の中高緯度における下部成層圏 N2O 濃

度を PDF 解析し た結果，Akiyoshi and Zhou (2007, JGR) の

1979-2002年の過去24年間の期間についてのPDF解析に見

られた よ う な極渦崩壊の早い年と遅い年の間の N2O-PDF

の明確な違いが見られた。

〔備考〕

9） 　 硝酸塩素を用いた極成層圏雲の不均一反応過程に関

する研究

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0808AF001

〔担当者〕 ○杉田考史 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 粒子上での不均一反応に よ っ て， 硝酸塩素

（ClONO2） はオゾンを直接破壊する活性塩素に効率よ く

変換される。 こ のため， その反応速度の定量化は極域オ

ゾンの将来予測に と って重要なテーマであ るが， 特に極

成層圏雲 （PSC） の １ つであ る， 硝酸三水和物 （NAT） 上

での反応の重要性の是非が論点 と なっ てい る。 そ こ で，

NAT 観測結果と，同時に測定された ClONO2 データ，さ ら

には数値モデル計算によ る理論値から， NAT の不均一反

応速度を定量的に明らかにする。

〔内容および成果〕

　 ILAS-II データ と数値モデル計算を利用し て，異なる ２

つの NAT 上での不均一反応ス キームの是非を調べた。

2003 年南極を対象と し て， 空気塊のラ グ ラ ンジュ解析に

よ り 予め抽出し た ５ つの NAT と ClONO2 の ２ 地点間の変

化を利用し た。 光化学モデルへの不均一反応ス キームの

組み込みを含み， PSC モジ ュールの高度化を実施し た。

なお， NAT 表面積密度のモデル中での時間変化は自身の

先行研究によ る PSC 微物理モデルの結果 と連携し た。 以

上によ り ， ClONO2 の観測 と モデルの比較を実施し， 感

度解析 （H2O と HCl/ClONO2 比の初期値依存性） を通じ

てモデルの再現性を検討し た。 その結果， 全てのケース

で NAT の寿命が短いか， ClONO2 の変動が NAT に先ん

じ て生 じ る 液滴粒子に よ っ て支配 さ れていたため， ス

キーム違いによ る ClONO2 の変化を定量的に明らかにす

る こ と は出来なかった。 今後は気温履歴の観点から NAT

寿命が長い と 予想される空気塊を抽出する こ と でス キー

ム違いを明確にする こ と が出来る と考え られる。

〔備考〕

10） 　 オゾン分布の年々変動・長期変動と大気大循環場と

の相互作用に関する統計 ・ 数値解析研究

〔区分名〕 SU2

〔研究課題コー ド〕 0809ZZ002

〔担当者〕 ○中村哲 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 大気場 と オゾ ン と の相互作用を正確に見積 も

り ， 将来予測の精度向上等に も応用でき る よ う な気候シ

ステム理解の為の新たな知見を提供する。
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ま た， 成層圏オゾ ンが与え る対流圏循環への影響評価，

およびそのプロセス を解明する。

〔内容および成果〕

　 成層圏オゾンの放射加熱が強 く ， 成層圏の力学場変動

の小さい夏季に焦点を当てた。

　 オ ゾ ン と 大気場の観測デー タ を用いた統計解析お よ

び， 化学気候モデルによ る下部成層圏オゾン増加感度実

験を実施し た。 その結果， 成層圏オゾンによ る加熱偏差

が圏界面付近の大気波動の振る舞いを変え る こ と で対流

圏循環に影響を与え る こ と がわかった。

〔備考〕

11） 　 次世代大気モニ タ リ ングネ ッ ト ワーク用多波長高

スペク ト ル分解ラ イダーの開発

〔区分名〕 環境技術開発等推進事業

〔研究課題コー ド〕 0810BD002

〔担当者〕 ○西澤智明 （大気圏環境研究領域）， 杉本伸夫，

松井一郎

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 大気浮遊微粒子 （エア ロ ゾル） の大気環境への

影響 （大気汚染や健康被害） を評価する上で， エア ロ ゾ

ルの種類 （硫酸塩， 煤， 黄砂等） を同定し それら の性質

（濃度、 サイ ズや光学特性） や動態 （生成， 輸送， 消失過

程） を把握する こ と は不可欠であ る。 本研究では， エア

ロ ゾル種を同定しかつそれら の濃度 ・ 動態 ・ 性質を精緻

観測する次世代のエア ロ ゾルモニ タ リ ングネ ッ ト ワーク

の構築を主眼 と し， 定量測定 と 昼夜自動連続運転を両立

させた地上ネ ッ ト ワーク用の小型の多波長高スペク ト ル

分解ラ イ ダーの開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 本研究で開発する多波長高スペク ト ル分解

ラ イ ダーシステム (HSRL) の一部であ る波長 355nm での

HSRL システムの構築を行った。以下，内容 と成果を列記

する。

・355nmHSRL システムに必要な光学部品（エタ ロ ン，フ ァ

イバー， ミ ラー， レ ンズなど） を選定し， システムを構

築し た。

・ レーザー波長へエ タ ロ ン透過波長を自動調整する シ ス

テムの構築のために必要な光学部品 （特殊 ミ ラーな ど）

や装置 （エタ ロ ンの温度 ・ 圧力調整装置） の選定を行い，

自動調整システムを構築し た。

・355nmHSRL システムの測定値から精度良 く エア ロ ゾル

光学特性値を推定する ために必要 と な る フ ァ イバース ク

ラ ンブ ラー装置の特性を調べる ための試験装置の考案 ・

制作を行った。

・昨年度構築し た 532bnHSRL システムを用いた連続測定

を行い， 本システムが正常に作動する こ と を確認し た。

・ 多波長 HSRL システムの自動測定化に必要 と なる レー

ザー波長固定装置の自動制御システムを構築し た。

〔備考〕

12） 　 プ ロ ト ン化有機化合物を一次イ オンに用いた陽子

移動反応質量分析法の大気計測への適用

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0810CD005

〔担当者〕 ○猪俣敏 （大気圏環境研究領域）， 谷本浩志

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 大気中に揮発する有機化合物 （揮発性有機化合

物、 VOC） はそれ自体人体に有害な もの も あ るが， 窒素

酸化物 と と も に大気汚染の原因物質で も あ り ， 汚染大気

中で光化学オゾンや二次有機エア ロ ゾル （SOA） を生成

し， 間接的にも人的な健康被害を与える。 VOC のオン ラ

イ ン計測手法と し て， 陽子移動反応 - 質量分析計 (PTR-

MS) が開発された。本手法の特徴は，イオン化部分に VOC

を選択的かつソ フ ト にイオン化する陽子移動反応 （PTR）

イオン化を用い， 1ppbv 以下の微量成分を高速に検出す

る こ と ができ る点であ り ， 従来の方法では定量が困難な

酸素を含むよ う な有機化合物 （アルデ ヒ ド、 ケ ト ンなど）

に高い感度を も つ こ と も 大き な利点で も あ る。 し か し，

アルデ ヒ ド と ケ ト ンは多 く の場合， 異性体であ る ため，

質量分析法では原理的に区別でき ない。 我々のグループ

では， VOC の陽子親和力 （PA） の差を利用し て， 異性体

を PTR-MS 法で区別する こ と に成功し た。 本研究の目的

は，大気中に多種類存在する VOC を選別し て測定する た

めの手法を開発する ものであ る。

〔内容および成果〕

　 PTR-MS では，試薬イオンには H3O+ を用いるのが一般

的であ るが， H3O+ から一旦， 有機化合物 （VOC1） に陽子

を移動させ， それを新たな一次イ オン と し て用いる手法

（二段式 PTR イオン化法） を開発し た。 新規一次イオン

の生成が可能な VOC1 と し て， ケ ト ンでは， アセ ト ン

（PA ： 812 kJ/mol）， 2 －ブタ ノ ン （PA ： 827 kJ/mol）， 3 －

ペン タ ノ ン （PA ： 837 kJ/mol）， 3 －ヘキサ ノ ン （PA ： 843

kJ/mol） ， 芳香族炭化水素では， ベンゼン （PA ： 750 kJ/

mol）， ト ルエン （PA ： 784 kJ/mol）， p －キシレ ン （PA ：

794 kJ/mol）， その他， アセ ト ニ ト リ ル （PA ： 779 kJ/mol），

メ タ ノ ール （PA ： 754 kJ/mol）， アセ ト アルデ ヒ ド （PA ：

769 kJ/mol）， イ ソ ブテン （PA ： 802 kJ/mol）， 酢酸 メ チル

（PA ： 822 kJ/mol） ， 硫化ジ メ チル （PA ： 831 kJ/mol） ， フ

ラ ン （PA ： 803 kJ/mol） と多種類かつ異なる PA を持つも
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のが見出し た。

〔備考〕

13） 　 オゾ ン層破壊に関連 し た極成層圏雲の特性評価に

関する研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0811CD005

〔担当者〕 ○中島英彰 （大気圏環境研究領域）， 杉田考史，

佐伯浩介

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 23 年度 （2008 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究は， 極成層圏雲 （PSC） がから んだオゾ

ン破壊 メ カニズムの定量的理解のために， 地上の分光観

測と オゾンゾンデ観測、 衛星観測データによ り ， PSC の

特性評価 と それがオゾン破壊に及ぼす影響を定量的に理

解し よ う と する も のであ る。 将来の温室効果ガスの増加

によ る成層圏の寒冷化の影響を よ り 受け る と 考え られる

北極域において PSC と オゾンの観測を複数年行い， 北極

域におけるオゾン破壊に PSC が及ぼす影響を定量的に評

価し， オゾン将来予測モデルの不確定性の低減に貢献す

る こ と を本研究の目的とする。

〔内容および成果〕

　 4 年計画の 2 年度目にあた る本年度も， 昨年度に引き

続いて ノ ルウ ェー ・ ニーオルス ンにおいて PSC の特性評

価に関する観測を行った。 具体的には， 2009 年 12 月 21

日から 2010 年 3 月 22 日までの間， 延べ人数 9 名によ る

観測を継続し て行った。観測項目は，1) 低分解能 FTIR を

用いた PSC からの放射 ・ 散乱赤外分光観測。 2) 光学式エ

ア ロ ゾルゾンデを用いた PSC の直接観測。 及び， 3) 地上

設置 2 波長 ミ ーラ イ ダーを用いた PSC の リ モー ト センシ

ング観測であ る。 今年の冬は特に前半はこれまでにな く

低温で推移し， 2009 年 12 月 30 日から 2010 年 1 月 20 日

までの期間は， ニーオルス ン上空でも PSC が観測され，

良いデータ を得られた。また 2010 年 1 月 8 日にはエア ロ

ゾルゾンデ観測も実施し， 20km 付近の PSC を含むエア

ロ ゾル鉛直プロ フ ァ イルの取得に成功し た。

〔備考〕

ノ ルウ ェー ・ ニーオルス ンでの観測は， ノ ルウ ェー極地

研究所， 並びに ド イ ツ ・ アルフ レ ッ ト ・ ウ ェーゲナー研

究所と の共同研究であ る。

14） 　 ラ イ ダーおよび地上モニ タ リ ングネ ッ ト ワーク に

よるエアロゾル動態解明

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0812CD003

〔担当者〕 ○杉本伸夫 （大気圏環境研究領域）， 西澤智明

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 本研究は， 新学術領域研究 「東アジアにおける

エア ロ ゾルの植物 ・ 人間系へのイ ンパク ト 」 の中でモニ

タ リ ング的手法によ る観測研究を担 う 。 ラ イ ダーネ ッ ト

ワーク， 地上観測データ， 地域化学輸送モデルを用いて

エア ロ  ゾル分布 と 動態を把握 し， 地域毎のエア ロ ゾル

種， エア ロ ゾル濃度の気候学的な特徴， イベン ト 毎のエ

ア ロ ゾル濃度変化など を明ら かにする。 特に気象条件に

依存する様々な時間空間ス ケールのエア ロ ゾル濃度分布

の変化に注目し， 植物影響， 健康影響の指標 と な るパラ

メ ータ と時間ス ケールを検討する。

〔内容および成果〕

　 ラ イ ダーネ ッ ト ワーク， 山岳部のパーテ ィ クルカ ウ ン

タ などの地上モニ タ リ ング， 既存のモニ タ リ ングネ ッ ト

ワークデータ を用いて日本に飛来するエア ロ ゾルを観測

し， 領域化学輸送モデル と 合わせた解析を行った。 ラ イ

ダーネ ッ ト ワークはこれまでの先行研究で構築された も

ので，東アジアの約 20 地点に展開されている ものであ る

が， エア ロ ゾルの性状を よ り 良 く 把握する ために， 本研

究では， 主要な地点 （福江島， 辺戸岬， 松江， ソ ウ ル）

の ラ イ ダーに ラ マ ン散乱受信器を追加す る 改良を加え

た。 こ れに よ っ て， 黄砂， 水溶性エア ロ ゾルに加えて，

ブ ラ ッ ク カーボンの分布を推定する こ と が可能 と な る。

本新学術領域研究で航空機観測が行われた 2009 年 10 月

には， 黄砂および大気汚染性エア ロ ゾルの地域ス ケール

の移流が捉え られた。 ラ イ ダーネ ッ ト ワークデータ を領

域化学輸送モデル と 比較し て考察する と と も に， 航空機

観測， 地上のサンプ リ ング観測等 と 合わせた解析を進め

ている。 一方， ラ イ ダーによ る過去の継続的なデータ を

健康影響研究に利用す る ためのデー タ 処理手法を検討

し， 2003 年以降の長崎のデータについて地上の黄砂 と大

気汚染性エア ロ ゾルの消散係数の時系列データ を作成し

て健康影響研究に提供し た。

〔備考〕

15） 　 エア ロ ゾル前駆体の実時間計測によ る二次有機エ

アロゾル生成過程の解明

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0812CD004

〔担当者〕 ○猪俣敏 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 本研究ではイ ソ プレ ン， テルペンなどの植物起

源揮発性有機化合物 BVOC を対象と し て， 気相酸化反応

と それに続いて起こ る二次有機エア ロ ゾル生成 ・ 成長の

初期過程に焦点を当て， これら に直接関与し ている化学
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種の特定を行 う と と も に， 各素過程の速度を決定し， 粒

子生成の メ カニズムを定量的に明ら かにする こ と を目的

とする。

〔内容および成果〕

　 植物起源VOC と し て知られているモ ノ テルペン と オゾ

ンの反応で生成する二次有機エア ロ ゾル （SOA） の成分

分析を行った。実験は石英繊維フ ィ ルターに SOA を捕集

し て， フ ィ ルターを徐々に加熱し なが ら， 気化する有機

化合物を陽子移動反応－質量分析計で検出し た。 モ ノ テ

ルペンは， α- ピネン， β- ピネン， リ モネン， α- テル

ピネン，γ- テルピネンの 5 種について実験を行った。 こ

れらはすべて化学式 C10H16 で表される同じ分子量を もつ

異性体であ るが， 構造が異な る。 それぞれの特徴は， ピ

ネンは 2 つの環を も っている点は共通であ るが，α- ピネ

ンは二重結合が環内にあ るのに対し て，β- ピネンは二重

結合を環外に持つ。 リ モネンは， 1 つの 6 員環を持ち，二

重結合をその環内と環外に 1 つずつもつ。テルピネンは，

1つの6員環を持ち，二重結合をその環内に2つもつが，α-

テルピネン と γ- テルピネンでは，その位置が異な る。得

られた PTR 質量スペク ト ルを， 質量数 14 ずつのシ リ ー

ズのものでカテゴ リ ー分け し て考察を行った。β- ピネン

のものは，α- ピネンのものよ り ，水素が少ないものが多

く 含まれる こ と， 同様に， γ- テルピネンのものも， α-

テルピネンの も のよ り ， 水素が少ない も のが多 く 含まれ

る傾向が見て と れた。 また， 二重結合が環内にあ る も の

には，m/z 169 のイオンシグナルが強 く 見えているのに対

し て， 二重結合が環外にあ る も のには， そのイオンシグ

ナルが弱い こ と も見出された。 これらは， オゾン反応に

よ るモ ノ テルペンの構造に起因する違いであ る こ と が推

察された。

〔備考〕

研究代表者 ： 廣川淳准教授 （北海道大学大学院地球環境

科学研究院）

科学研究費補助金 　 新学術領域研究 （研究領域提案型）

「東アジアにおけるエア ロ ゾルの植物・人間系へのイ ンパ

ク ト 」 の計画研究班 A01-P02

16） 　 大気環境に関する次世代実況監視及び排出量推定

システムの開発

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0911BA001

〔担当者〕 ○秋吉英治 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究では， 先端のデー タ 同化手法であ る

EnKF と高性能の化学輸送モデルを用いて，大気微量成分

のための 4 次元データ同化システムを開発する。 また，

炭酸ガス， オゾン， エア ロ ゾルのそれぞれについて， 衛

星観測データの利用環境の整備，EnKF の 適化，化学輸

送モデルの精度向上を図 り ， 4 次元データ同化シス テム

の性能向上を図る。 従来手法のナ ッ ジングによ るデータ

同化結果と比較し， 性能を評価する。 特に， EnKF の大気

微量成分解析の応用例は欧米で も まだ少ないので日本独

自の研究と し て発展させる。

〔内容および成果〕

　 環境研の化学気候モデルに， 気象庁の再解析デー タ

(JRA25) の東西風， 南北風， 気温， オゾン濃度のデータ を

用いて EnKF を適用し， モデルの同化を行った。 手始め

と し て， 18 時間毎の同化を行ってみた。 その結果， モデ

ルの東西風や南北風はかな り 観測値に近づいたが， 気温

と オゾン濃度に関し ては成層圏上部で元の観測データ と

の間にバイ アス を生じ た。 化学気候モデル自身が もつ気

温 と オゾンのバイ ア スが原因 と 見られる。 また， 結果は

EnKF 適用時にアプ リ オ リ に指定する風速・気温・ オゾン

の誤差の値にも依存する と考え られる。

〔備考〕

研究課題代表者 　 岩崎俊樹 （東北大学大学院 ・ 理学研究

科 ・ 教授） 　

17） 　 PTR-TOFMS を用いたデ ィ ーゼル車排ガス中ニ ト ロ

有機化合物のリ アルタ イム計測

〔区分名〕 環境技術開発等推進事業

〔研究課題コー ド〕 0911BD003

〔担当者〕 ○猪俣敏 （大気圏環境研究領域），谷本浩志，佐

藤圭， 今村隆史， 伏見暁洋， 藤谷雄二

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 デ ィ ーゼルエンジンは，熱効率が高 く CO2 排出

量が低い と い う 特徴を もつ一方， PM （Particulate Matter,

粒子状物質） および NOx （窒素酸化物） を多 く 排出する

ため，大気汚染や健康影響の観点から PM および NOx の

排出量の大幅削減が強 く 求め られている。 そ こ で， 燃焼

技術， 後処理技術， 燃料 ・ 潤滑油性状の改善 と い っ た

デ ィ ーゼル排ガ ス低減技術の取 り 組みがな さ れてい る。

しかし ながら， 新の報告では， 後処理装置の部分で人

体に有害 と 考え られる ニ ト ロ有機化合物が生成し ている

可能性が示唆されている。 その生成はエンジンの稼働状

況 ・ 運転条件に大き く 依存する も の と 考え られる。 本研

究では， デ ィ ーゼル車排ガス中のニ ト ロ有機化合物の排

出状況に関するデータ を収集する ため， ニ ト ロ有機化合

物の多種類を リ アルタ イ ムに測定する装置の開発を行 う

ものであ る。
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〔内容および成果〕

　 陽子移動反応－質量分析計を用いて， どのよ う なガス

状ニ ト ロ有機化合物が， デ ィ ーゼル車排ガス中で排出さ

れているかを調べた。 定常走行時に得られた質量スペク

ト ルを解析し た と こ ろ， ニ ト ロ メ タ ン と ニ ト ロ フ ェ ノ ー

ル類の検出に成功し た。過渡試験走行モード JE05 モード

でのニ ト ロ メ タ ン と ニ ト ロ フ ェ ノ ールの リ アルタ イ ム測

定に成功し た。 それぞれの前駆体 と 考え られる メ タ ン と

フ ェ ノ ールの リ アルタ イ ム測定も同時に行い， 相関をみ

た。 ニ ト ロ フ ェ ノ ール と フ ェ ノ ール と は良い相関がみら

れたが， ニ ト ロ メ タ ン と メ タ ン と の相関はなかった。 ま

た， NOx と の相関も見てみたが， ニ ト ロ メ タ ン， ニ ト ロ

フ ェ ノ ール と も相関はよ く なかった。 また， コール ド ス

ター ト 時は， ホ ッ ト ス ター ト 時に比べ， これら ニ ト ロ メ

タ ン と ニ ト ロ フ ェ ノ ールの排出が増え る こ と を確認 し

た。

〔備考〕

再委託先 ： 広島大学大学院理学研究科 　 高口博志准教授

連携機関 ： 独立行政法人交通安全環境研究所

18） 　 オゾン層変動と成層圏 - 対流圏大気変動との間の相

互作用に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0913AE001

〔担当者〕 ○秋吉英治 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 オゾン層は様々な原因で変動する。 その変動の

原因を明ら かにする こ と と 同時に， その変動が成層圏大

気および対流圏大気に及ぼす影響を調べる こ と も， オゾ

ン層 と 成層圏， 対流圏 と の間の相互作用を理解する上で

必要であ る。 本研究では， これら の相互作用を含めた新

しい化学気候モデル （新しい気候モデルをベースにし た

化学気候モデル） を開発し， そのモデルを用いた温室効

果気体， オゾ ン層破壊物質濃度のシナ リ オ実験を行い，

オゾン層 と 成層圏， 対流圏の間の相互作用の過程を明ら

かにする こ と目的とする。

〔内容および成果〕

　 MIROC3.2 大気大循環モデルに成層圏化学過程を導入

し た。MIROC3.2 大気大循環モデルは，これまでの CCSR/

NIES 5.4g大気大循環モデルに比べて放射過程が改善され

ている。 スペク ト ル bin の増加 と吸収線の新しい放射パ

ラ メ タ (HITRAN2000) に基づいた改良がな されている。こ

の新しい放射 bin に沿った大気微量成分の吸収断面積の

スペク ト ル bin 平均値 と その温度依存性を コード化し，こ

れまでの化学気候モデルの成層圏化学過程計算コー ド と

と もに， MIROC3.2 大気大循環モデルに導入し た。

〔備考〕

19） 　 質量分析法による大気微量成分の計測手法の開発

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0913AE003

〔担当者〕 ○猪俣敏 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 大気中に存在する反応性の大気微量成分は， 光

化学反応によ って変化し ながら， 大気環境の変化を も た

らす。 例えば， 大気中に放出される揮発性有機化合物は，

窒素酸化物 と と も に， 大気汚染の原因物質であ る。 それ

ら の中には， 大気寿命が比較的長い も の も あれば， かな

り 短い も のも あ る。 大気環境の変化を監視する ため， 高

速での大気微量成分のモニ ターが必要であ る。 本研究で

は， 大気微量成分の高速での測定を目的 と し， 化学イオ

ン化質量分析法の開発に取 り 組む。

〔内容および成果〕

　 陽子移動反応質量分析計 （PTR-MS） の検出感度の実験

値 と 理論計算値が， フ ラ グ メ ンテーシ ョ ンが起こ る有機

化合物について一致するのかど う かを， 電場強度を変え

て系統的に調べた。 有機化合物と し ては， 同重体の 2- プ

ロパ ノ ール （(CH3)2CHOH） と 酢酸 （CH3COOH） につい

て調べた。 酢酸の場合， 生成イ オン と し ては， プロ ト ン

化物 （CH3COOHH+） と CH3CO+ が検出され， それぞれの

イオンの検出感度の和が， 理論計算値 と 一致し た。 一方

の 2- プロパ ノ ールの場合， 生成イオン と し ては， プロ ト

ン化物 （(CH3)2CHOHH+， C3H7
+， C3H5

+ が検出されたが，

陽子移動反応質量分析計では， エタ ノ ールに陽子が付加

し た イ オンが生成さ れるが， それぞれの イ オンの検出感

度を足し て も， 理論計算値よ り 低い値であった。 2- プロ

パ ノ ール と H3O+ の反応では， H3O+ が再生成されている

と考え ら， 重水素同位体を用いて， H3O+ の再生成の反応

経路の存在を見つけた。

〔備考〕

20） 　 オ イ ラー型モデル出力と の整合性の観点で見た ト

ラジ ェ ク ト リ解析手法の研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0913AE005

〔担当者〕 ○菅田誠治 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 客観解析気象デー タ の風デー タ等を利用 し た

バッ ク ト ラ ジ ェ ク ト リ 解析は， 大気中物質の発生源推定

等において大き く 活用されている。 しかし， その精度や
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適応限界は必ずし も系統的に把握されている と は言えな

い。 本研究は， オイ ラー型の気象モデルの出力を基に計

算し た ト ラ ジェ ク ト リ の精度を詳細に分析し， また， 基

と な る出力 と の整合性を調べる こ と によ り ， バッ ク ト ラ

ジ ェ ク ト リ 解析の計算手法や適用法の問題点の有無を詳

細に調べ， 今後の発生源推定研究等に資する こ と を目的

とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は， ト ラ ジ ェ ク ト リ ーモデルに用いる客観解析

気象デー タ を時間間隔の粗 く な る 影響について調査を

行った。 対流圏中層以下で ６ 時間間隔のデータ を使った

結果を真値 と し て， それか らのズレの大き さ を リ アプ ノ

フ指数に類し た指標を基に見積も った。 ３ 日後の位置を

基にし た見積も り で， １ ２ 時間間隔のデータ使用の場合

は気象状況に よ っ ては大 き く ない場合があ る。 し か し

２ ４ 時間間隔のデータ使用では， いかな る気象状況にお

いて も ズレは非常に大き く ， 実用に足ら ない結果を示し

た。

〔備考〕

水土壌圏環境研究領域における研究活動

〔研究課題コー ド〕 0610FP016

〔代表者〕 ○木幡邦男 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 流域を構成する河川 ・ 湖沼 ・ 海域 ・ 地下水など

の水圏及び土壌圏について， 水の循環やそれに伴 う 栄養

塩 ・ 有機物などの循環の解明， また， 水圏 ・ 土壌圏にお

け る 汚染防止対策を主な研究対象 と す る。 海洋汚染 と

いった広域の環境問題や， 湖沼 ・ 海域で見られる富栄養

化， さ らに近年特に深刻化し ている土壌汚染などの地域

的な環境問題について， 観測， 現象解明， 予測等の基礎

研究を実施する。 水質環境管理上， 現在問題 と なってい

る事項について課題を整理し科学技術的に解明する こ と

で， 今後の管理手法改善を目指す。 さ ら に， 劣化し た環

境を修復する ために， 有機性廃棄物 ・ 低濃度排水の管理

と エネルギー化技術， 沿岸環境修復技術などの開発及び

環境修復技術の評価手法を開発する。 環境修復技術開発

は， 重点研究プロ グ ラ ム （アジア自然共生研究プロ グ ラ

ム、 循環型社会研究プロ グ ラ ム） と連携し て実施する。

　 水環境質研究室では， 陸水 ・ 地下水の化学物質や金属

等によ る汚染実態を把握し， 水系生態系での物質循環を

物理 ・ 化学 ・ 微生物学的な見地か ら 定量的に解析する。

さ ら に水環境保全の観点か ら， 新たな排水処理 ・ 土壌浄

化システムの開発や， 地下水汚染対策技術の影響評価手

法に関する研究を行 う 。 湖沼環境研究室では， 長期的な

モニ タ リ ン グに よ り 湖沼の水質や生態系の変動を把握

し，特に有機物によ る汚濁機構を解明する。有機炭素ベー

スの湖沼流域モデル開発 と 検証， 有機物組成 と 反応性の

関係解明， 湖沼の有機物指標の見直し， 浄水 ・ 下水処理

の適正化等を通し， 湖沼環境保全施策の方向性を示す。

海洋環境研究室では， 日本を と り ま く 広域海洋及び閉鎖

性海域について， その環境汚染および生態系変質の進行

状況の評価 と 機構解明を行 う 。 特に， 陸域か ら流入する

各栄養塩負荷 ・ 組成の変化に よ る有害微細藻類の増加，

浅海域の自然浄化機能の喪失， 汚染物質流入によ る生態

系影響 と その軽減手法に関する研究を行 う 。 土壌環境研

究室では， 鉛， レア メ タル等の金属汚染や都市域におけ

る土壌汚染実態，及び土壌圏における物質循環を，物理・

化学 ・ 微生物学的な観点から把握し， 流域 （森林 ・ 土壌 ・

水循環） モデル開発， 汚染物質の土壌動態パラ メ ータの

整備， 汚染対策技術の影響評価， 慢性的土壌劣化等に関

する研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 水環境質研究室では， 水土壌圏環境の管理 と 保全に寄

与する ために， 実態把握のための分析法やモニ タ リ ング

手法の開発 と 評価， そ し て汚染物質の除去や浄化の手法

開発を行っている。 その一つ水環境の汚染実態の把握に

関連し て， 湖水からの簡便な DNA 抽出法 と定量 PCR を

組み合わせた， 有害藻類 M. aeruginosa の定量法を確立し

た。 こ の手法によ り ， 平成 21 年度は， 1999 年から 2007

年までの 9 年間に渡 り 月一回， 霞ヶ浦湖心 (St.9) 及び

も富栄養化が進んでいる高浜入 り の採水点 (St.3) にて採

水された試料中の M. aeruginosa 存在濃度を測定し， 発生

時期 と 発生場所に関する知見を得た。 有機塩素系溶剤に

よ る地下水汚染対策に関し て， ジ ク ロ ロ メ タ ンの生物処

理 技 術 の 開 発 を 目 指 し， ジ ク ロ ロ メ タ ン 分 解 菌

Hyphomicrobium sp． DN58 株の分解特性など を明ら かに

し た。 また， 界面活性剤が共存する条件での鉄粉を利用

し た ク ロ ロエチレ ン類の脱塩素還元分解反応の速度 と経

路を検討し，水素化分解と β 脱離の 2 通 り の経路で分解

反応は進行するが， 界面活性剤の種類によ り その比率は

異な る こ と を明ら かにし た。 植物及び根圏微生物を活用

し た安価な油汚染土壌の浄化法の開発を目指し， 実汚染

油に耐性のあ る植物の選定を行 う と と もに菌根菌，真菌，

細菌な どの根圏微生物群集を解析する手法を確立し た。

ヒ 素汚染土壌の浄化に関し て， ヒ 酸塩還元細菌によ る土

壌か ら の ヒ 素可溶化 ・ 除去を促進す る 天然 メ デ ィ エー

ターと し て，ビ タ ミ ン B2 の影響 と その特性を詳細に調べ

た結果，ビ タ ミ ン B2 濃度は 終的な ヒ 素除去率にあま り

影響を及ぼさず， 必要 低限の量を添加すれば良い こ と
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など， 実用に向けた 適条件が明ら か と なった。 排水処

理の省エネ化を図る嫌気性排水処理に関する研究では，

産業排水への技術展開を見据え， ラ ボ機を用いた製糖排

水の処理特性の評価行った。 また， 無機栄養塩の添加に

よ る排水処理の安定化効果の検証を， 工場内実排水処理

装置の処理水質分析等によ り 行った。 さ ら に廃液の不適

切処理に伴 う 温室効果ガスの削減 と水環境保全を目的 と

し て， 糖蜜系バイオエタ ノ ール廃液の適切処理法の開発

を タ イの研究機関と連携し て開始し た （所内特別研究） 。

メ チル水銀のバイオレ メ デ ィ エーシ ョ ン方法の確立 と そ

の リ ス ク軽減を目指す新たな課題 と し て， 腸内細菌によ

る メ チル水銀の分解機構の解明を開始し た。 有用な腸内

細菌の 1 つであ る ビ フ ィ ズス菌に着目し， 乳幼児特有の

ビフ ィ ズス菌株 3 株， 成人特有のもの 3 株， 両者に共通

する 3 株， 計 9 株を用いて， メ チル水銀に対する耐性を

調べた結果， すべての菌株において メ チル水銀耐性が確

認された。

　 湖沼環境研究室では， 特別研究において， 霞ヶ浦湖水

を対象と し て溶存有機物 (DOM)の難分解性化 メ カニズム

を評価する ために室内分解実験を実施し た。 初期のバク

テ リ ア 2 次生産速度は約 30μgC ･ L-1d-1 と高 く ，この値は

外洋の値約5 μgC･L-1d-1 や沿岸域の値約10 μgC･L-1d-1 よ

り も顕著に高 く 河口域の値約 30μgC･L-1d-1に匹敵する も

のであった。 ア ミ ノ 酸 （ア スパラ ギン， グルタ ミ ン， セ

リ ン， ア ラ ニン） の D/L 比は分解に伴い漸増する こ と が

明らか と なった。 D- ア ミ ノ酸の存在比の増大は難分解性

DOM へのバク テ リ アの寄与が大きいこ と を示し ている。

地球環境保全等試験研究費 （地域密着研究） では， 2004-

2006 年に採取し た十和田湖における DOM サンプル中の

安定および放射性炭素同位体比 (δ13C と Δ14C) を測定し，

解析し た。 δ13C と Δ14C の線形相関は と て も高 く ， 十和

田湖水 DOM は新しい内部生産由来と古い外部由来 DOM

の 2 つの起源 DOM の混合であ る と推察された。 Δ14C に

よ る年代値換算によ り ，十和田湖湖水DOM の年代は2573

年から 11115 年の値を示し た。 十和田湖湖水 DOM の質

は顕著に変化する こ と が明らか と なった。科研費研究（基

盤 A） を平成 21 年度に新たにス ター ト し た。

　 海洋環境研究室では， 東京湾 ・ 瀬戸内海をはじめ と す

る日本各地の閉鎖性海域の生態系変質の評価を中心 と し

て， 次のよ う な研究結果が得られた。 貧酸素水塊形成に

関する特別研究では， 東京湾奥部におけ る調査 ・ 実験に

よ り ， 酸素消費に関し ては， 植物プ ラ ン ク ト ンデ ト ラ イ

タ ス に由来す る 懸濁粒子態の分解の寄与が大幅に大 き

く ， さ らに海水中よ り も底泥中の有機物分解の寄与が大

きいこ と が追認された。 また， 二枚貝の飼育実験によ り ，

貧酸素環境への耐性は種によ って大幅に異な る こ と， お

よび， 貧酸素水塊のみな らず硫化物の発生状況等も影響

する と推測された。 経常研究においては， 「シ リ カ欠損問

題」 （人為影響で リ ン、 窒素の負荷が増大し さ らにケ イ素

の流下が減少する と， ケ イ素を必要 と し ない有害赤潮が

増え る可能性があ る） を中心 と し た研究 と し て， 瀬戸内

海フ ェ リ ーによ る長期モニ タ リ ングデータ を解析し， 同

海域においては溶存ケ イ酸 （DSi） ／溶存無機窒素 （DIN）

の比率の点で環境回復が進みつつあ る こ と が確認で き

た。科研費によ る ヨ シ原－干潟生態系に関する研究では，

仙台湾の干潟を中心 と し た底生生物 （巻貝、 ゴ カ イ類）

の現場調査 と 炭素 ・ 窒素安定同位体比を用いた分析を

行った。 こ の結果， カ ワ ゴカ イ類が陸域由来の有機物を

食物網に取 り 入れて河口海域の物質循環に組み込む点で

重要な役割を果た し ている こ と が確認された。

　 土壌環境研究室では， 主に， (1) 大気降下物を由来 とす

る都市土壌の有害金属汚染の実態把握と， (2) 森林域での

窒素飽和現象の解明の 2 テーマについて研究を行ってい

る。 (1) については， 関東周辺のスギ林を対象に， 有害金

属類の土壌中濃度 と 降水中濃度を測定す る こ と に よ っ

て， 有害金属類によ る都市近郊の森林土壌汚染の現状を

調査し た。 その結果， 調査対象 と し たつ く ば市内な らび

に筑波山のスギ林では， 有害金属は土壌の下層に比べて

表層に高濃度に蓄積し てお り ， 大気降下物由来 と 考え ら

れ る 元素は， 銅， 亜鉛， 砒素ア ンチモン， 鉛であ っ た。

また，降水中の硝酸イオン と アンチモンの比（NO3
-/Sb 比）

が一定であ る こ と を利用し て， 表層土壌に固定されたア

ンチモン量か ら， 森林土壌への硝酸イ オン積算負荷量を

推定する方法を考案し た。 (2) について， 高窒素負荷を受

けている筑波山において， 林内環境の異な る 2 つの森林

集水域での窒素流出特性を比較し， 林内環境が土壌中の

窒素動態に及ぼす影響の機構解明を通じ て， 両者の関係

性を検討し た。 その結果， 林内環境の悪化 （人工林の荒

廃） が表層土壌におけ る有機物層の発達や土壌窒素蓄積

に影響を及ぼし ている こ と， また， それによ って森林生

態系から の窒素流出が促進される こ と を示唆する結果を

得た。 また， 2 年間に亘る集水域単位での詳細な窒素収

支調査か ら， 窒素過剰状態 （窒素飽和） に陥った森林域

では， 大気降下物を由来 と する流入負荷量に比べ流出負

荷量が 1.5 倍以上 と な り ， 明らかに流出過多状態であ る

こ と が確認された。 併せて， 硝酸態窒素発生日原単位を

算定し た と こ ろ， 霞ヶ浦湖沼水質保全計画での山林の全

窒素発生日原単位 16gN ･ha-1 を大き く 上回る，65.0 gN ･ ha-

1 と なった。
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(5)-1. 　 領域プロジ ェ ク ト

1） 　 人為影響による海洋生態系変質に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE926

〔担当者〕 ○原島省 （水土壌圏環境研究領域）， 中村泰男，

牧秀明， 金谷弦

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 栄養塩負荷の増大 ・ 過剰な漁獲 ・ 沿岸構造物の

構築に伴 う 底質の改変， 船舶から の石油流出等の事象が

沿岸生態系に及ぼす影響を評価し， 修復手法の検討を行

う 。 特に 「履歴的閾値の概念 （負荷が一度閾値を越えて

し ま う と それを削減し て も修復が進みに く く な る こ と，

ICSU-SCOPE 報告書， 2008） を念頭に， 個別の観測や長

期モニ タ リ ングの結果に基づき， 内湾の環境劣化の防止

と修復可能性を検討する。

〔内容および成果〕

　 高度成長期 （1960 ～ 1970 年代）， 瀬戸内海における窒

素 （N） ， リ ン （P） 栄養塩負荷はピーク に達し， 赤潮頻

発などの環境劣化が顕在化し た。 本課題では， 1980 年代

以降の栄養塩負荷の漸減に伴 う 長期的な生態系の回復過

程を， フ ェ リ ーの連続取水系で 1994 年度 -2008 年度に取

得し た長期高頻度栄養塩モニ タ リ ングデータ を も ちいて

解析する。 特に， N， P 負荷の過去の履歴と， ケ イ素 （Si，

ケ イ藻増殖には必須であ るが， 赤潮鞭毛藻には不要） の

動態に着目する。 解析の結果， 溶存無機態窒素 DIN と溶

存態ケ イ素 DSi は， 初冬に 大 と な り ， 冬～早春のケ イ

藻の大増殖の際に彼ら に吸収されて減少し， 秋季の鉛直

混合で増加する と い う 季節サ イ ク ルが明ら かになった。

こ の大増殖は従来いわれていた外洋の春季ブルーム と は

異なるので， 「冬越しブルーム」 と呼ぶ。 モニ タ リ ング期

間を通じ， 冬越しブルーム終了時には DIN が枯渇し， ケ

イ藻が使い切れなかった DSi が海水中に残る こ と が確認

されたが， こ の DSi 残留値は 1990 年代から 2000 年代後

半にかけて漸増し た。 こ のこ と から， Si:N 相対比の意味

では環境回復傾向があ る こ と が推測された。さ らに，1980

年代か ら始ま った流入負荷削減に対し て実際の環境回復

は遅れる こ と， すなわち履歴的 ト レ ン ド の存在が推測さ

れた。

〔備考〕

2） 　 貧酸素水塊の形成機構と生物への影響評価に関する

研究

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 特別研究 )

〔研究課題コー ド〕 0710AG474

〔担当者〕 ○牧秀明 （水土壌圏環境研究領域）， 中村泰男，

東博紀， 越川海， 金谷弦

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 東京湾を対象と し て (1) プラ ン ク ト ン由来の有

機物 と 陸起源の有機物によ る貧酸素水塊形成への寄与の

把握， (2) 底泥における酸素消費速度の時空間分布特性の

把握， (3) 貧酸素によ る底生生物生息環境への影響評価，

(4) 流動・生態系モデルに基づ く 貧酸素水塊形成過程の解

析を行 う 。 これら を総合し て， 海域環境の健全性を現す

ための溶存酸素を基本 と し た新たな指標体系を確立し，

水質環境基準 （生活環境項目） の改訂に指針を与え る。

〔内容および成果〕

　 東京湾におけ る様々な由来の有機物分解性評価を引き

続き行った と こ ろ， 湾内の主に植物プ ラ ン ク ト ンに由来

する懸濁態の有機物は陸起源のも のよ り 分解率が高い こ

と が再確認された。 三年間の調査研究によ り 蓄積された

測定 ・ 実験結果か ら， 植物プ ラ ン ク ト ンの光合成作用に

よ る酸素供給を加味する と 水塊中の有機分解に伴 う 酸素

消費よ り 底泥の酸素消費の方が貧酸素水塊形成への寄与

が大きい こ と が明ら か と な り ， こ れまで得られた観測 ・

実験データ を ３ 次元内湾流動 ・ 生態系モデルに適用し た

と こ ろ， 既存の も でる よ り 高精度で夏季の東京湾の貧酸

素水塊の分布を再現する こ と が可能と なった。

　 また， 東京湾の代表的な劣悪水環境であ る運河部に在

る人工干潟で数種の二枚貝の生存現場試験を行った と こ

ろ， アサ リ ・ シオフキは貧酸素水塊が来襲する時季に相

当数死滅する一方， ハマグ リ や外来種のホンビ ノ スガ イ

の生残率は高かった。 また近接し ていながら異なった箇

所での二枚貝の生残が異な る こ と か ら， 二枚貝の生息環

境には貧酸素水塊のみな らず硫化物の発生状況等も影響

する と推測された。

〔備考〕

環境 リ ス ク 研究プ ロ グ ラ ム ： 中核研究プ ロ ジ ェ ク ト ４

（ Ｐ Ｊ ４ ） 生物多様性 と 生態系機能の視点に基づ く 環境

影響評価手法の開発形状研究 ： 人為影響によ る海洋生態

系変質に関する研究

3） 　 高窒素負荷を受ける森林集水域の林内環境が窒素流

出抑制に及ぼす影響

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0809AF001

〔担当者〕 ○林誠二 （水土壌圏環境研究領域）， 渡邊未来

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 首都圏周縁部山地域では， 森林域の窒素飽和現

象が顕在化し ている。 降水によ る高窒素負荷に加え， 森

林 （主に人工林） の荒廃が窒素飽和を促し， 結果， 窒素
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負荷流出量の増加を も た らす と 推察されるが， こ の関係

性について定量的に取 り 組んだ研究の報告は無い。 そ こ

で， 高窒素負荷を受けている筑波山において， 林内環境

の異な る ２ つの森林集水域での窒素流出特性を比較し，

両者の関係性を明ら か と する。 研究目標は， 適切な森林

管理に基づ く 林内環境の改善によ る， 窒素流出抑制への

寄与の有無を定量的に示すこ と であ る。

〔内容および成果〕

１ ） 窒素動態に係る土壌環境調査の実施

　 昨年度実施し た林内環境調査によ り ， 高濃度集水域の

人工林は， 低濃度集水域の人工林に比べ林分が過密であ

り ， 下層植生種数も少ない傾向を示し た。 本年度は， こ

の林内環境調査地点を対象に，窒素蓄積量や窒素負荷量，

表層土壌の窒素動態を調査し， 高濃度集水域は低濃度集

水域に比べ土壌表層の窒素蓄積量が少ない一方で， 窒素

の可動性の指標 と な るバイオマス窒素量が多い結果を得

た。 本結果は， 林分が過密 （荒廃化） な人工林では， 土

壌か らの窒素溶脱が促進されている こ と を示唆する も の

であ る。

２ ） 集水域単位での窒素収支調査の実施

　 昨年度に引き続き，降水 - 土壌水 - 渓流水の質・量の平

水時定期観測および降雨時連続観測を実施し た。 昨年度

の調査結果を含めた計 2 年間の各集水域における窒素収

支算定結果は， 以下の通 り であ る。

・ 年間当た り の大気降下物由来の窒素負荷量は， 高濃度

集水域で 15.7 kgN ･ ha-1 ･ y-1，低濃度集水域で 14.5 kgN ･ ha-

1 ･ y-1 と なった。

・ 流出負荷量観測結果を基に作成し た L-Q （負荷量－流

量） 式を基に算定し た年間当た り の硝酸態窒素流出負荷

量は， 高濃度集水域では 23.7kgN ･ ha-1， 低濃度集水域で

は， 14.0kgN ･ ha-1 と なった。

・ 硝酸態窒素日発生原単位は， 高濃度集水域 と 低濃度集

水域で，それぞれ65gN･ha-1･day-1，39 gN･ha-1･day-1 と なっ

た。 流入 と 流出の負荷バラ ン スが と れている低濃度集水

域に関し て も， 霞ヶ浦湖沼水質保全計画での山林の全窒

素発生日原単位 16gN ･ ha-1 を大き く 上回る結果 と なった。

３ ） 流出解析手法を用いた窒素発生源， 流出特性の解明

・ 計 8 回の出水時の連続観測データ （対象項目 ： 紫外部

吸光度 （260nm）， 塩化物イオン， 硝酸態窒素， 硫酸イオ

ン， カルシウ ム， マグネシウ ム， カ リ ウ ム， ナ ト リ ウ ム，

珪素） を用いた主成分分析結果を基に， 発生源解析手法

であ る End-Members-Mixing 　 Analysis を適用し て， 各出

水観測時のハイ ド ロ グ ラ フの成分分離を行った。 その結

果， 高濃度集水域では， 集水域斜面全体に亘った土壌間

隙水が， 硝酸態窒素濃度上昇に寄与し ている一方， 低濃

度集水域では， 斜面上部の土壌間隙水が硝酸態窒素濃度

上昇に寄与する一方で， 斜面下部の土壌間隙水は濃度上

昇の抑制に作用する結果を得た。

〔備考〕

4） 　 低濃度排水の メ タ ン発酵処理法の精製糖排水への応

用に関する研究

〔区分名〕 共同研究

〔研究課題コー ド〕 0809LA001

〔担当者〕 ○珠坪一晃 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 省エネルギー型の メ タ ン発酵処理シ ス テ ムの

低有機物濃度産業排水処理分野への技術導入を目指し，

精製糖排水を対象 と し た技術の 適化を， ラ ボにおけ る

排水処理試験および実規模嫌気性排水処理装置において

行 う 。 特に， 安定的な水質を得る ための微生物の活性維

持に関する知見の収集を行 う こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 グ ラ ニ ュ ール汚泥床型の メ タ ン発酵処理装置を用い

た， ラ ボでの連続排水処理試験の結果， 製糖排水 （模擬

排水） のみの通水では処理性能が不安定であったが， 排

水への窒素源 （塩化ア ンモニ ウ ム） や微量栄養塩 （鉄，

ニ ッ ケル， コバル ト 等） の添加を行 う こ と で， メ タ ン発

酵処理の安定性が向上する こ と が明らかになった。

　 そ こ で， 製糖排水処理実規模 メ タ ン発酵槽 (UASB) に

対し て も， 窒素源 （尿素） の添加試験を行い， その効果

の検証を行った。 その結果， 排水への窒素源添加によ り ，

メ タ ン発酵槽の排水処理性能 （COD 除去率） の向上が確

認出来た。 また， メ タ ン発酵槽保持汚泥の メ タ ン生成活

性の評価を行った と こ ろ，窒素源の添加前に比べ 30-40％

の増加が生じ ていた。

　 以上の結果よ り ， 製糖排水の メ タ ン発酵処理において

は， 排水に適量の窒素源を添加する こ と で メ タ ン発酵細

菌等の活性化を促し， その結果， 排水処理性能を安定的

に維持出来る こ と が明らかになった。

〔備考〕

三井製糖 （株） と の共同研究 , NEDO 産業技術研究助成

事業 (嫌気生成物膜の高度利用によ る排水処理技術 , H18-

H20)および国立環境研究所特別研究 (省エネルギー型水・

炭素循環システムの開発 , H18-H20) の応用研究

5） 　 干潟機能の高度化シ ス テムによ る水環境改善及び

CO2 固定化技術の開発研究

〔区分名〕 環境技術開発等推進事業

〔研究課題コー ド〕 0810BD001
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〔担当者〕 ○木幡邦男 （水土壌圏環境研究領域），樋渡武彦

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 富栄養化 し た閉鎖性内湾での水環境改善対策

は喫緊の課題であ るが， 一方， 温暖化対策の推進が求め

られている こ と か ら， エネルギー使用量を増加させる こ

と は出来ない。 本研究では， 干潟の持つ自然水質浄化機

能の内， 二枚貝によ る水質浄化能を高度化し， システム

化する こ と で， こ の課題を解決する こ と を目的 と する。

産業で発生する温排水などの余剰エネルギーや排ガス中

の CO2 を用いて二枚貝の増殖や微細藻類への CO2 固定化

能を 大化し， また， 食料 と し ての二枚貝の供給が可能

と なる コ ・ ベネフ ィ ッ ト 技術開発を目指す。

〔内容および成果〕

　 ３ つのサブテーマ毎の内容 と 本年度に得られた成果を

以下に述べる。

　 サブテーマ (1) では， 実際に二枚貝を生育させ CO2 固

定化を評価する ための高機能干潟システムを製作する こ

と を目標と し ている。 また， 微細藻類の増殖では pH 及

び CO2 を制御し た系における増殖モデルを新たに開発す

る一方， 二枚貝の個体成長では着底稚貝か ら稚貝 （殻長

15ｍｍ 以下） の成長についてモデル開発を進める。 本年

度は， 微細藻類の増殖速度と CO2 濃度 と の関連を求める

ため， pH と CO2 濃度を制御し た増殖試験を実施し た結

果，Chaetoceros sp. MO 株では増殖速度 と CO2 濃度 と の関

係は Monod 型の関数で近似でき る こ と が判明し た。また，

二枚貝成長モデルでは摂食 ・ 排泄を考慮し たモデルを作

成する と と も に， モデルの検討 と し て水温に対する成長

速度と濾過速度のパラ メ ータ を求めた。

　 サブテーマ (2) では， 二枚貝の餌 （微細藻類） の大量培

養技術を確立する ため， 数種の培養法で基準藻類種を選

定し， 高効率で培養する ため CO2 を培養液へ通気する な

ど環境を制御し増殖効率を 大化する。 本サブテーマで

は， 財団法人地球 ・ 人間環境フ ォーラ ム と 共同で， バ ッ

チ （回分） 培養によ り ， 自然海水中に生息する微細藻類

種の増殖特性を細胞数や ク ロ ロ フ ィ ル量で把握 し てい

る。 本年度は， 温室内の大量培養によ って， 微細藻類が

増殖に伴い栄養塩を効率よ く 吸収する こ と が判明し た。

また， 室内実験によ って Chaetoceros sp. MO 株の増殖速

度が高 CO2 濃度で 大になる こ と を明らかにし た。

　 サブテーマ (3) では，水質浄化能力の高い稚貝の高密度

化 と 高成長速度を も た ら す増殖技術を開発す る と と も

に， 環境要因 と 稚貝成長 と の関係を把握し， 着底稚貝の

生残率， 成長速度を高める技術を開発する。 千葉県水産

総合研究セン ター と の共同研究によ り ， 二枚貝生産 リ ア

ク タ ー を 用 い て 人 工 増 殖 に よ っ て 得 た 着 底 稚 貝

（250μm） を飼育し， 殻長サイ ズが 15mm に達する期間

の生残率 と 成長速度に及ぼす底質組成， 塩分濃度， 水温

の影響について定量的に検討し ている。 本年度は， 水温

と 成長 と の関係から 適成長速度を も た らす水温を調べ

た結果， 28 ℃が 適水温であ る こ と が示された。 また，

餌料転換効率を水温28℃の実験データから解析し た と こ

ろ炭素， 窒素， リ ン と もに 25% であった こ と から， その

効率を上昇させる ための環境要因を探る こ と が必要 と さ

れた。

〔備考〕

6） 　 ク リ ーン開発 メ カニズム適用のためのパームオイル

廃液 （POME） の高効率の新規メ タ ン発酵 プロセス

の創成 「プロセスの安定化 ・ 効率化のための微生物

群のコ ミ ュニテ ィ 解析 ・ コ ン ト ロール技術に関する

研究」

〔区分名〕 環境技術開発等推進事業

〔研究課題コー ド〕 0810BD003

〔担当者〕 ○珠坪一晃 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本研究では， アジア地域の開発途上国における

パームオイル廃液 (POME) の不適切処理に伴 う 温室効果

ガスの発生抑制 （パームオイル工場での CDM 事業展開）

を目指し、 POME の高効率処理を達成し う る メ タ ン発酵

技術の開発を行 う 。 パームオイル廃液 (POME) は高有機

物濃度 （COD 濃度 70-80g/L） であ り ， 脂質由来の COD

成分が 1/3 以上を占める難分解性廃液であ る。 本研究で

は， 主に脂質 （高級脂肪酸） の嫌気条件下におけ る分解

機構や分解に関わる微生物群集構造の解析によ り ， パー

ムオ イル廃液 （POME） の メ タ ン発酵処理の安定化 ・ 効

率化に関わ る 基礎知見を収集す る こ と を目的 と し て行

う 。

〔内容および成果〕

　 POME や高級脂肪酸 （LCFA） の嫌気分解機構解明のた

め， 35 ℃条件における嫌気集積培養試験を行った。 集積

培養に よ り ， POME， パル ミ チン酸集積系では， 基質の

良好な分解 と メ タ ン生成が確認でき た。 オレ イ ン酸につ

いては， 比較的安定的に集積培養が可能であったが， 阻

害によ る メ タ ン生成反応の停止も観察された。特に C18:1

は， 阻害性が強いため， 発酵槽の安定運転のためには，

定期的な流入濃度のモニ タ リ ン グが必要 と 考え ら れる。

POME および LCFA （パル ミ チン酸 , オレ イ ン酸） の集積

培養汚泥について， DGGE 法に よ る 菌相解析 （Domain

Bacteria: 真性細菌） を行った と こ ろ， 基質の種類に応じ

て微生物群の集約化が観察され， LCFA の分解に関与す
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る と考え られる， Syntrophomonas 属および Syntrophus 属

の細菌に近縁な細菌群の集積化を確認し た （POME, パル

ミ チン酸 , オレ イ ン酸集積培養系）。

　 今後， よ り 詳細な菌相解析と LCFA の嫌気分解に関す

る基礎知見を収集する こ と で， POME の メ タ ン発酵処理

の安定化， 効率化を図る ための手法の開発を行 う 。

〔備考〕

東北大学か ら の再委託研究 （研究代表者 ： 原田秀樹 教

授）， 共同研究機関 　 長岡技術科学大学， 独立行政法人産

業技術総合研究所， SIRIM （マレーシア）

7） 　 湖沼における有機物の循環と微生物生態系との相互

作用に関する研究

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 特別研究 )

〔研究課題コー ド〕 0811AG001

〔担当者〕 ○今井章雄 （水土壌圏環境研究領域） ， 小松一

弘， 高津文人， 川崎伸之， 林誠二， 冨岡典子，

野原精一， 佐野友春， 荒巻能史， 佐藤貴之

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 23 年度 （2008 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 湖沼において有機物 と微生物生態系 （バク テ リ

ア） 等の相互作用を評価する。 長期モニ タ リ ングデータ

（組成， 分子サイ ズ， 同位体比等） 解析から， 湖沼流域に

おける有機物の循環と DOM の難分解性化 メ カニズムを

明ら かにする。 流域河川流出モデル と 生態系を考慮し た

湖内 3 次元モデルを組み合わせて， 湖内の特定地点にお

いて， 流域の個々の特定発生源や湖水域毎の内部生産源

からの寄与を定量的に算定する。

〔内容および成果〕

　 霞ヶ浦湖水ろ過水を対象と し て，溶存有機物 (DOM) の

難分解性化 メ カニズムを評価する ために， 室内分解実験

(20 ℃ ) を実施し た。分解実験過程において，バク テ リ アの

数密度及び 2 次生産速度 （放射性同位体 を 使わ な い

ﾌﾞﾛﾓﾃﾞｵｷｳﾘｼﾞﾝ法を採用）， DOC 濃度， ア ミ ノ酸組成等を

測定分析し た。 初期のバク テ リ ア 2 次生産速度は約 30

mgC/L/dであ り ，外洋(5)や沿岸域(10) よ り も顕著に高 く 河

口域 (30) に匹敵する値であった。

　 分解実験における全ア ミ ノ 酸濃度は 10 日間で約 30%

（3.08 uM → 2.12 uM） と顕著に減少し た。 ア ミ ノ酸 （ア

スパラ ギン， グルタ ミ ン， セ リ ン， ア ラ ニン） の D/L 比

は漸増する傾向を示し た。 特にア ラ ニンの D/L 比の変化

は特徴的であ り ， 2 ～ 3 日目まで急激に増大し， その後 6

日目まで減少し， その後は 60 日目まで漸増し た。 D- ア

ミ ノ 酸の存在比の増大は難分解性 DOM へのバク テ リ ア

の寄与が大きいこ と を示唆し ている。

　 ア オ コ を 形成す る 代表的な藍藻類 Microcystis

aeruginosa の存在密度を， 特異的なプ ラ イ マーを用いて

M.aeruginosa の 16S rRNA 遺伝子濃度を定量 PCR によ っ

て計測する こ と によ り ， 1999 年 -2007 年の調査期間にお

いて測定し た。当該手法では，1 ～ 10 cell/mL レベルまで

測定可能であ り ， 従来の顕微鏡計数では困難であった連

続データ を取得する こ と が可能と なった。

〔備考〕

8） 　 湖沼において漸増する難分解性溶存有機物の特性 ・

起源と物質収支

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD003

〔担当者〕 ○今井章雄 （水土壌圏環境研究領域） ， 小松一

弘， 高津文人， 川崎伸之

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究は， 富栄養湖霞ヶ浦において， 全有機炭

素 (TOC) を有機物パ ラ メ ータ と し て， 湖水溶存有機物

(DOM)および難分解性DOM の特性・起源に関する知見を

集積し て， その知見を基に， 湖内 3 次元流動モデルを用

いた物質収支算定によ り 霞ヶ浦におけ る難分解性 DOM

の主要発生源の寄与 （季節的 ・ 地点別） を定量的に明ら

かにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 霞ヶ浦 5 地点， 主要流入 4 河川で毎月水サンプルを採

取し て DOM 分画等の分析に供し た。 また， 毎月湖内 3

地点で底泥コ アを採取し て間隙水中の DOM， 溶存態 リ

ン， 溶存態窒素， 硫酸イオン等のマ ク ロ イ オン濃度を測

定し た。

　 冷凍保存サンプルを対象と し て， 2006 年， 湖内 5 地点

における溶存糖類組成を測定・解析し た。溶存糖 (DCHO)

は湖水 DOM( 溶存有機炭素 DOC と し て） の 3.0-6.4% を

占めた。 DOM の生分解率 (17-40%) よ り も DCHO の分解

率 (36-90%) の方が高かった。 湖水ではキシ ロースが卓越

し ていた。

　 霞ヶ浦への河川か らの起源別負荷を よ り 明確に把握す

る ために，霞ヶ浦に流入する大小 29 河川の う ち流域面積

が判明し ている 24河川が流入する ものに霞ヶ浦流動モデ

ルをバージ ョ ンア ッ プし た。 難分解性フ ミ ン物質濃度の

シ ミ ュ レーシ ョ ンにおいて， 恋瀬川降雨時調査の結果か

ら L-Q 式を作成し て降雨時の難分解性フ ミ ンの寄与を考

慮し た。結果，恋瀬川における難分解性フ ミ ン物質のピー

ク時濃度を良好に再現でき る よ う になった。

〔備考〕

(5)-2. 　 その他の研究活動
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1） 　 微生物の環境利用およびその影響評価に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE460

〔担当者〕 ○岩崎一弘 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境保全 ・ 浄化に向けて微生物機能を積極的に

活用し てい く ための基礎技術並びに影響評価法の開発を

目的 と する。 そのために本研究では， １ ） 有機塩素化合

物， 油， 重金属等の環境汚染物質を分解 ・ 除去する微生

物の探索を行い， その機能の解明および強化を試み， 環

境保全に有用な微生物を開発する， ２ ） これら有用微生

物あ るいは組換え微生物の微生物生態系への影響を分子

生物学的手法によ り 解析する と と も に新たな評価手法の

開発を目指す。

〔内容および成果〕

　 ガ ソ リ ン ス タ ン ド や製油工場跡地など油によ る環境浄

化は， 日本全国に顕在化し てお り ， 広大な土地のブラ ウ

ン フ ィ ール ド 化が問題 と な っ てい る。 そ こ で安価で ク

リ ーンな浄化手法 と し て植物 と その根圏微生物によ る油

汚染浄化技術の開発を試みた。 実汚染現場か ら得られた

地下浸出油を用いて油耐性植物の選定を行った。 国内で

の植生， 種子の流通などから 5 種の草本類及び ６ 種の木

本類を選び， 油汚染土壌におけ る発芽 ・ 生育試験を実施

し た。 その発芽及び生育状況から 3 種の草本類， 2 種の

木本類を選抜し た。 一方， 油汚染土壌におけ る根圏微生

物の解析手法を検討し， 油分解に直接関与し ている と 考

え られる細菌叢のみな らず， 植物の生育に関与し てお り

近注目を集めている アーバス キ ュ ラー菌根菌などの真

菌叢も解析可能な PCR 条件を検討し た。 その結果， 油汚

染の有無あ るいは植生の有無によ り 細菌， 菌根菌等の生

態系の違いを遺伝子解析に よ り 検出する こ と がで き た。

今後は油汚染土壌を充填し た大型栽培容器などで選抜し

た植物を栽培し， その油浄化効果を評価する と と も に，

根圏微生物叢の詳細な解析を進め， よ り 効果的な油汚染

浄化法の開発を目指す。

〔備考〕

2） 　 水環境中における溶存有機物 (DOM) に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE599

〔担当者〕 ○今井章雄 （水土壌圏環境研究領域），小松一弘

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 近年，湖水中で難分解性の溶存有機物 (DOM) が

漸増し ている。湖沼環境保全上，湖水中の難分解性 DOM

の漸増 メ カニズムを定量的に把握する必要があ る。 本研

究では， 様々な手法によ り ， 湖水 DOM の特性 ・ 起源 ・

影響を明らかにする こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 霞ヶ浦に流入する主要な河川であ る恋瀬川で実施され

た降雨時調査において採取 ・ 保存されていたサンプルを

対象と し て，溶存有機物 (DOM) の分子サイ ズをサイ ズ排

除ク ロマ ト グ ラ フ ィ ー (UV 検出） によ り 分析し た。 DOM

の平均分子サ イ ズは河川流量の増大に伴い約 800 か ら

1200 ダル ト ン まで上昇し た。

〔備考〕

3） 　 貧栄養湖十和田湖における難分解性溶存有機物の発

生原因の解明に関する研究

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 公害 )

〔研究課題コー ド〕 0709BC444

〔担当者〕 ○今井章雄 （水土壌圏環境研究領域） ， 小松一

弘， 川崎伸之， 高津文人， 佐藤貴之

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 貧栄養湖の十和田湖では， 1980 年代から， 透明

度の低下と と もに， 化学的酸素要求量 (COD) の漸増減少

が観察されている。 十和田湖において難分解性の溶存有

機物 (DOM) が蓄積し ている と推測されている。十和田湖

の湖水， 流入河川水等を採取し て， 溶存有機物分画手法

等を適用し て DOM や難分解性 DOM の特性を評価し，湖

内モデルを開発し て実測値 と モデル計算値を比較検討す

る こ と によ って， 難分解性 DOM の起源やその寄与率を

算定する。

〔内容および成果〕

　 十和田湖 DOC 濃度 ( 調査期間 ： 2003-2008 年 ) は 2004

年以来減少する ト レ ン ド であった。 季節変化は顕著で春

先と夏季に表層 DOC 濃度が高 く なった。 DOC の平均濃

度は深さ方向に減少し た。 DOM の平均生分解率は 0m で

18.3%, 30m で 12.1%，85m で 12.1% と表層で高かった。分

解率は春先で と て も 高 く 秋季に低 く な る傾向であ った。

調査期間中 大 DOM 濃度が観測された 2004 年 4 月にお

いて， DOM 分解率は表層で約 60% と極めて高 く ， 2004

年における高い DOM 濃度は，易分解性 DOM の顕著な増

大に起因す る こ と がわか っ た。 こ れは珪藻 Fragilaria

crotonesis の大発生に関連する と推察された。

〔備考〕

4） 　 地下に漏出し た有機溶剤の洗浄剤注入による回収効

率と下層への汚染拡散に関する研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0711CD331
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〔担当者〕 ○稲葉一穂 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 有機溶剤に よ る地下環境汚染の浄化法の一種

であ る洗浄剤注入法は， 界面活性剤溶液を地下に注入し

て溜ま った溶剤を移動回収する ため， 新たな環境汚染が

懸念される。 これまでの研究で， あ る種の界面活性剤を

注入する と， 有機溶剤原液が非常に細かな空隙を通過し

て下層へ と 移動する こ と が明ら か と なった。 これは洗浄

剤注入によ り ， 汚染を下方に拡散させる可能性があ る こ

と を示し ている。 本課題では， こ の下方浸透性の増大現

象について， どの様な物理 ・ 化学的因子が寄与し ている

のかを明らかにする こ と を目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 前年度か ら継続し て， テ ト ラ ク ロ ロエチレ ン， ト リ ク

ロ ロエチレ ン， cis-1,2- ジ ク ロ ロエチレ ンの飽和溶解度を

様々な界面活性剤水溶液中で測定し た。 界面活性剤の種

類によ り ， 臨界 ミ セル濃度付近か ら ミ セル可溶化によ っ

て溶解度が著し く 上昇する も の と， 影響が見られない も

のがあった。 これら の違いについて， 界面活性剤の構造

から考察を加えた。

〔備考〕

5） 　 硝酸イオン中の窒素、 酸素安定同位体比による河川

での窒素負荷源の特定と流出プロセスの解明

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0809AF005

〔担当者〕 ○高津文人 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 人間活動は窒素負荷を増大させ， 湖沼の水質悪

化を引き起こ し た。 窒素負荷源の特定には従来， 時空間

的に高解像度の流量および全窒素濃度のデータ蓄積を必

要と し たが，同位体分析法は同位体混合モデル，レ イ リ ー

モデルによ り ， 採水地点よ り 上流の集水域内での窒素負

荷プロセス を詳細に描き出すこ と が可能であ る。 近年開

発された少量の水試料で分析可能な脱窒菌法を用いて硝

酸 イ オンの同位体比に よ る 窒素負荷評価法の開発を行

う 。

〔内容および成果〕

　 代表者は霞ヶ浦流域を研究対象 と し， 硝酸イ オンの同

位体分析によ る窒素負荷評価法の確立に必要な， 多様な

水試料の分析の解析を行った。 大き く 分けて，

１ ） 霞ヶ浦流入河川水 と 霞ヶ浦湖心の表層水 と 下水処理

水

２ ） 雨水試料， 渓流水試料

３ ） 畜産排水， 農業排水など多様な排水試料

の計 441 サンプルの解析を行った。 短期間での多様な野

外水試料の硝酸イオンの同位体分析を行い， 採水地点よ

り 上流の集水域の土地利用の GIS 解析も行った。

本研究の成果の主な ものは以下の ３ 点であ る。

１ ） 霞ヶ浦集水域の窒素負荷源 と し て重要な も のは， A)

糞尿及び堆肥由来， B) 渓流水由来， C) 霞が浦用水由来の

３ 種類であ る。

２ ） 糞尿および堆肥由来の硝酸イオンの濃度 と 同位体比

を確定し， 同位体混合モデルを走らせる こ と で， ３ 種類

の窒素負荷源の割合を算出でき た。

３ ） 霞ヶ浦流入河川では夏季に霞ヶ浦用水由来の硝酸イ

オンの割合が増え るが， そのパターンは各河川で異なっ

た。

〔備考〕

独立行政法人農業環境技術研究所の中島泰弘主任研究員

および尾坂兼一研究員を共同研究者と し ている

6） 　 異化型ヒ酸塩還元細菌と天然メ デ ィ エーターを併用

し た汚染土壌からのヒ素除去

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0809CD007

〔担当者〕 ○山村茂樹 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 土壌汚染対策法の施行を契機と し て， 工場跡地

の再開発等に伴 う 土壌汚染の顕在化が重要な社会問題 と

なってお り ， 特に， 環境省調査で環境基準超過数が例年

第 1-2 位 と 高い位置を占め る ヒ 素に よ る汚染が深刻 と

なっている。 現在その処理には， 多 く の場合， 汚染され

た土壌の封じ込めや掘削除去が適用されているが， 極め

て高コ ス ト であ る う え， 処理後の土地利用が大き く 制限

される。 本研究では， 微生物によ る ヒ 素の還元 ・ 可溶化

作用 と メ デ ィ エーターを複合的に利用し て， 汚染土壌か

ら の ヒ 素の経済的除去を可能 と する新規技術の開発を目

指す。

〔内容および成果〕

　 ヒ 酸塩還元細菌によ る固相か ら の ヒ 素可溶化 ・ 除去に

及ぼす種々の メ デ ィ エーターの影響を調べた結果， ビ タ

ミ ン B2 が実利用に適し た メ デ ィ エーターであ る こ と が明

ら か と なった。 また， その特性を詳細に調べた結果， ビ

タ ミ ン B2濃度は 終的な固相からの ヒ 素除去率にあま り

影響を及ぼさず， 必要 低限の量を添加すれば良い こ と

など， 実用に向けた 適条件が明ら か と なった。 本研究

の結果から， ヒ 酸塩還元細菌と ビ タ ミ ン B2 の併用によ っ

て， ヒ 素汚染土壌の経済的浄化プロセスが構築可能であ

る こ と が示された。
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〔備考〕

7） 　 Ｓ Ｕ １ 　 硝酸イオン中の窒素、 酸素安定同位体比に

よる河川での窒素負荷流出 ・ 代謝プロセスの解明

〔区分名〕 その他

〔研究課題コー ド〕 0809KZ004

〔担当者〕 ○高津文人 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 湖沼環境研究室が長年にわた り 調査， 蓄積し て

き た河川水試料と 2000年以降発展し た微量で高速での測

定の可能 と な った硝酸の同位体組成分析法 （脱窒菌法）

を組み合わすこ と で， 流域か ら河川への硝酸流出プロ セ

スおよび河川内での窒素代謝を よ り 詳細に描き出すこ と

を目的 と し ている。 本研究の成果は， 河川におけ る土地

利用ご と の窒素負荷の評価 と 汚濁河川の流入影響を強 く

受け る湖沼や内湾の水質汚濁対策の立案に対し て， 具体

的で有用な指針を提供する もの と期待される。

〔内容および成果〕

　 窒素負荷源の特定には従来， 時空間的に高解像度の流

量および全窒素濃度のデータ蓄積を必要 と し たが， 同位

体分析法は同位体混合モデル， レ イ リ ーモデルに よ り ，

採水地点よ り 上流の集水域内での窒素負荷プロセス を詳

細に描き出すこ と が可能であ る。 近年開発された少量の

水試料で分析可能な脱窒菌法を習得する こ と で， 多様な

排水， 河川水， 霞ケ浦湖水の硝酸イオンの同位体分析を

行い， 簡便で正確な窒素負荷評価法の開発を行った。 代

表者所属の研究室に保管されていた霞ヶ浦流入主要 ４ 河

川の ４ 年分の水試料を分析対象 と し， 脱窒菌法を用いる

こ と で， 硝酸イ オン中の窒素 ・ 酸素の安定同位体比を測

定し た。 本研究成果は， １ ） 脱窒菌法の習熟， ２ ） 前処

理ラ イ ンの作成， ３ ） 河川水の硝酸イオンの同位体変動

パターンの抽出であった。

〔備考〕

独立行政法人農業環境技術研究所の中島泰弘主任研究員

および尾坂兼一元研究員を共同研究者と し ている

8） 　 水土壌環境における微生物群集構造及び活性評価に

関する基礎的研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0810AE004

〔担当者〕 ○冨岡典子 （水土壌圏環境研究領域） ， 珠坪一

晃， 山村茂樹

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 微生物は水土壌環境の物質変換， 特に汚染浄化

において重要な役割を果た し ている。 しかし ながら， 微

生物の活性や群集構造 と それを取 り 巻 く 環境 と の相互作

用については未だ不明な点が多い。 本研究では様々な水

土壌環境において， 微生物群集構造及び環境浄化活性を

評価する と 共に， 微生物浄化能力を利用し た水土壌浄化

システムの開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は ヒ 素の環境動態に焦点を当て， 国内各地か ら

採取し た土壌サンプルを用いて， 自然環境中におけ る ヒ

素可溶化ポテンシ ャルの評価を行った。 結果， ヒ 素の酸

化・還元反応 ( 亜 ヒ 酸塩酸化および ヒ 酸塩還元 ) を担 う 微

生物は， 環境中に普遍的に存在し ている こ と が明ら か と

なった。 また， 嫌気的な環境では ヒ 酸塩還元細菌が優先

し， ヒ 素の可溶化が起こ り 易 く な るが， 好気 ・ 嫌気の境

界域では ヒ 酸塩還元細菌 と 亜 ヒ 酸塩酸化細菌の双方の活

動が認め られ， ヒ 素の可溶化 と 不溶化が繰 り 返し起こ り

得る こ と が示された。 本研究の結果か ら， 土壌や底泥が

ヒ 素で汚染された場合， 微生物活動によ ってその一部が

速やかに可溶化され， 水環境中へ流入する可能性が示さ

れた。 一方， これら の土着細菌を有効活用すれば， 汚染

環境を効率よ く 浄化する こ と が可能であ る と も考え られ

る。

〔備考〕

9） 　 界面活性剤 ミ セルが存在する溶液内での物質の分配

と反応性に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0812AE002

〔担当者〕 ○稲葉一穂 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 高濃度の界面活性剤が作る ミ セルは， 均一溶液

であ り ながら水溶液の中に擬似的な二相系の性質を有し

ている ため， 水に溶けに く い様々な物質が ミ セル内部へ

と 可溶化する。 こ のため， 水に溶けに く い物質の存在位

置が純粋な水溶液内 と は異な り ， その結果分解や吸着な

どの反応性が大き く 変化する。 こ のよ う な ミ セル水溶液

系の持つ特徴を明ら かにする こ と で， 新たな分離濃縮法

や反応性の制御方法を開発する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 鉄粉によ る有機塩素系溶剤の脱塩素還元分解反応への

ミ セル可溶化の影響を調べる目的で， 様々な界面活性剤

水溶液中でのテ ト ラ ク ロ ロエチレ ン， ト リ ク ロ ロエチレ

ン， cis-1,2- ジ ク ロ ロエチレ ンの化学分解反応速度の変化

を測定し た。 分解反応は速度， 経路共に ミ セルの種類に

よ り 大き な影響を受け る こ と が分か り ， 毒性の低い分解

生成物を作成する上で重要な知見を得る こ と ができた。
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〔備考〕

日本原子力研究開発機構と の共同研究

10） 　 腸内細菌による メ チル水銀の分解機構の解明

〔区分名〕 研究調整費 ( 理事長枠 )

〔研究課題コー ド〕 0909AI001

〔担当者〕 ○永野匡昭 （水土壌圏環境研究領域），岩崎一弘

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 体内に取 り 込まれた メ チル水銀 （MeHg） は無

機水銀へと変換され （生体内変換）， この生体内変換には

腸内細菌も関与し ている。 これまでの報告か ら， げっ歯

類では腸内細菌によ る MeHg の生体内変換は水銀の排泄

促進機構と考え られる。 厚生労働省は MeHg に対し て感

受性が高い胎児脳への影響を考慮し， 妊婦を対象に魚介

類等の摂取に関する注意を喚起し た。 本研究は腸内細菌

によ る生体内変換を介し， 妊婦を対象と し た MeHg の リ

ス ク予防方法の提言を目標と し ている。

〔内容および成果〕

　 ヒ ト 消化管か ら単離された細菌の う ち， バク テ ロ イデ

ス菌， ビフ ィ ズス菌及び大腸菌において MeHg の脱 メ チ

ル化活性が高い こ と が報告されている。 ビ フ ィ ズス菌は

日常的な食物に利用されているプロバイオテ ィ ク スの １

つであ り ，本研究では本菌に着目し検討を行った。ビフ ィ

ズス菌叢の構成は乳児 と 成人で異なってお り ， 研究対象

と し て乳児特有の Bifidobacterium (B.) infantis 1株，B. breve

2 株、成人特有の B. adolescentis 3 株，両者で検出される B.

bifidum 1 株， B. longum 2 株の計 9 株を用いた。

10 μM の MeHg 曝露条件下でビ フ ィ ズス菌株を培養し，

その MeHg 耐性について調べた と こ ろ， すべての菌株が

MeHg 耐性を示し た。次に，菌株によ る MeHg の脱 メ チル

化について調べる ため， 0.1 μM の MeHg 曝露 72 時間後

の培養液中の MeHg 濃度を測定し た。 その結果， 乳児特

有の B. breve ATCC 15701 (Variant b) 及び B. infantis ATCC

15702， 成人特有の B. adolescentis ATCC 15705 (Variant c)，

両者で検出される B. longum ATCC 15707 (Variant a) の計 4

株において， わずかな MeHg の脱 メ チル化活性が認めら

れた。

〔備考〕

11） 　 下水道ネ ッ ト ワーク を対象 と し た温暖化適応評価

に関する予備的検討

〔区分名〕 研究調整費 ( 理事長枠 )

〔研究課題コー ド〕 0909AI002

〔担当者〕 ○林誠二 （水土壌圏環境研究領域）， 肱岡靖明

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 温暖化によ る影響は顕在化し てお り ， 世界全体

で温室効果ガスの排出削減を行 う 緩和策に取 り 組むこ と

は必須であ るが， 今後数十年間にわたって温暖化の進行

が避け られない以上， 悪影響を軽減する ための適応策の

導入も検討し な く てはな らず， 科学的知見を集積する必

要性が急増し ている。 本研究では， 具体的な適応策の定

量的な効果を評価する ために，実際の下水道システム （東

京都内神田川流域） を対象 と し た分析を行い， 様々な具

体的適応策の効果の比較検討を試みる こ と で， 経済評価

への展開を検討する。

〔内容および成果〕

１ ） モデル適用ための下水道ネ ッ ト ワークデータベース

の構築

　 本研究の対象 と し た神田川流域全体の下水道台帳デー

タ を収集し， 下水道管渠網での水理解析機能を有する分

布型流出モデルで あ る InfoWorksCS （英国 ウ ォ リ ン グ

フ ォー ド 社製） 入力データベースへの変換作業を行い，

モデルへの適用を可能と し た。

２ ） 計算の効率化を目指し た下水道管渠網集中化手法の

開発と検証

　 計算の効率化を目的に， 膨大な数に上る下水道管渠の

集中化を図った。 具体的には， 自然河川流域を対象に確

立された Horton-Strahler の河道位数理論に基づ く 河川流

路の次数分類を管渠網へ適用し， 管渠網上流部に位置す

る低次の管渠 と人孔の除去 と 除去対象 と な る人孔の貯留

量 と 集水域面積 と 人口の下流部への集中化を行った。 次

いで，集中化状態の異なる各管渠網を用いた InfoworksCS

によ る雨水流出シ ミ ュ レーシ ョ ン結果の比較や， 神田川

河川流量等観測デー タ を用いた検証か ら， 全体数の約

80% に相当する 2 次以下の管渠を除去し集中化し た状態

で も， 降雨時の流出特性をあ る程度再現でき る こ と， 計

算時間を 60 ～ 90% 短縮でき る こ と がそれぞれ確認され

た。

３ ） 温暖化影響と適応評価に関する予備的検討

　 温暖化に よ る降雨強度の変化を表すシナ リ オ と し て，

大気海洋結合モデル MIROC によ る 1991 年～ 2100 年ま

での日降水量から 20年移動平均値 と し て年 大日降雨強

度を抽出し， 現在 （1991 年～ 2010 年） と将来 （2080 年

～ 2100 年） の比較から， 降雨強度が 1.53 倍増加する と

想定し た。 次いで， 都全域の 10 分間降雨量観測値が取得

でき た 2007 年について， 夏期の時間降水強度の も高

かった降雨事象 と 本事象に上記増加率を乗し て作成し た

模擬降雨事象， それぞれを入力データ と し た雨水流出シ

ミ ュ レーシ ョ ンを行い， 温暖化に伴い対象流域全体で浸

水量 （人孔からの溢水量） が 1.68 倍増加する結果を得た。
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　 また， 甚大な浸水被害が見込まれる地域を対象に， 適

応策と し て地表面の雨水浸透能の上昇 （流出係数の低減）

を想定し， 浸水量の低下効果を検討し た。

〔備考〕

12） 　 土壌 - 植物系中におけるレア メ タルの挙動に関する

研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0910AE002

〔担当者〕 ○村田智吉 （水土壌圏環境研究領域） ， 越川昌

美， 渡邊未来， 林誠二

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 金属素材の鉛フ リ ー化， ハイ テ ク電子部品， 生

活用品等， 昨今様々な環境でレア メ タルが用いられる よ

う にな り ， こ れ ら 金属に よ る汚染の拡散が懸念 さ れる。

本課題ではこれらのレア メ タルが土壌を汚染し た場合の

土壌中での挙動や拡散速度， 植物など生物相への移行速

度や リ ス ク についての解明を行 う 。

〔内容および成果〕

　 天然中の背景値のおよそ 50-100 倍相当量の Ag，In，Bi，

Sb， Sn の模擬汚染処理を施し た不撹乱土壌ラ イ シ メ ー

ターを用いて， これら元素の土壌中での挙動のモニ タ リ

ングを行っている （10 年経過） 。 土壌溶液分析， 形態別

逐次抽出などから In と Bi は可動性が高いこ と がこれま

でに明らかにされていたが， 汚染処理後 5 年および 8 年

の深さ別試料分析よ り イオン交換態画分および炭酸塩態

画分では両元素は 1.5-1.7cm 深 / 年の速度で鉛直下方に移

動し ている こ と がわかった。 一方， Sb， Sn， Ag は依然 と

し て表層 4cm 深以内に留ま っていた。 現在， 土壌表面に

林地を模し た落葉堆積処理を施し， 汚染土が林地化し た

場合の各元素の移動 ・ 拡散速度， および形態変化など を

明ら かにする と と も に， また， 各種植物への吸収率につ

いて も検証を予定し ている。

〔備考〕

13） 　 稀少な底生動物種を育む ヨ シ原の生態系機能 と保

全に関する研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0910CD002

〔担当者〕 ○金谷弦 （水土壌圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 河口域 ・ 内湾域に発達する ヨ シ原や干潟は， 高

い一次生産性を持つ生息場所であ り ， 多 く の稀少な生物

種の生息場所 と し て も重要であ る。 しかし， ヨ シ原湿地

は沿岸域生態系内におけ る重要性が必ずし も認識されて

おらず， 開発によ って失われる危険性も高い。 そ こ で本

研究では ヨ シ原－干潟生態系を対象 と し， 底生動物の広

域分布状況を調査する と と も に， 炭素 ・ 窒素安定同位体

比 （δ13C ・ δ15N） を用いて沿岸生態系内の物質循環量を

定量化し， これら の底生生物が陸域由来のデ ト リ タ ス を

こ の系に組み入れて有効利用する過程を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 巻き貝のウ ミ ニナ類の分布状況を東北地方太平洋岸の

干潟において調査 し た。 その結果， ウ ミ ニナ （希少種）

と ホ ソ ウ ミ ニナ （普通種） については， 形態によ る種同

定が困難であ る こ と がわかった。 そ こ で今年度は， PCR-

RFLP 法によ る遺伝子同定手法を確立し た。 また，仙台湾

の干潟に優占 し て生息す る カ ワ ゴ カ イ 類の餌利用を，

δ13C ・ δ15N から推定し た と こ ろ， 川に近い場所では河

川由来デ ト リ タ ス を主な餌 と し， その寄与は季節間で変

化し た。 カ ワ ゴカ イは陸域由来有機物を食物網に取 り 入

れる役割を担ってお り ， その現存量 も 大き い こ と か ら，

河口域の物質循環を考え る上で重要な生物種であ る と考

え られた。

〔備考〕

生物圏環境研究領域における研究活動

〔研究課題コー ド〕 0610FP017

〔代表者〕 ○竹中明夫 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 生物圏環境研究領域は， 人間 と生き物の共存関

係の構築に貢献す る こ と を使命 と し て研究を進めてい

る。 そのために， 地球上の生物多様性を形作っている生

物を守る ための研究， そ し て多様な生物から な る生態系

と その機能を守る ための研究を行 う 。 中心 と な る のは，

(1） 絶滅が心配される生物の保全に関する研究， (2) 生態

系の機能の保全に関する研究， (3) 環境の変動やス ト レ ス

が生物 と 生態系に及ぼす影響に関する研究， (4) 外来生

物 ・ 遺伝子操作作物の定着 ・ 分散の実態の把握 と 対策に

関する研究の ４ つの分野であ る。 さ ま ざ ま な対象生物 ・

対象地域およびさ ま ざまなアプローチか ら これら の問題

に取 り 組む と と も に， そ こ か ら一般的 ・ 包括的な理解を

導 く こ と を目指す。 また， 上記 ４ つのテーマ以外に も新

たな展開を意識し た萌芽的な研究を進める。

〔内容および成果〕

　 絶滅が心配 さ れる生物の保全に関する研究 と し ては，

全国ス ケールでの ト ンボ 57種の生息地数の減少にも とづ

く 絶滅 リ ス ク と， 種毎の生態的特性 と の関係を解析し，

止水性でかつ広い地理的分布を もつ種の絶滅 リ ス ク がよ

り 高 く な る傾向にあ る こ と を明ら かにし た。 現在生育し
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ている シ ャジ ク モ類の種組成を 1940年代の報告 と比較し

た研究では， 明るい環境を好むイ ト シ ャ ジ ク モ類が減少

し， 比較的暗い環境で も生育可能な種類の出現頻度が増

加し ている こ と が分かった。 こ の結果は富栄養化によ り

ため池の透明度が減少し， よ り 明るい環境を好む種が減

少し た こ と を示唆する。 未調査域の母島サンゴ礁海域の

調査では， 複数種のサンゴガニが生息し ている こ と， ハ

ナヤサイサンゴや ミ ド リ イ シに共生するエビなどが生息

し ている こ と がわかった。 これら の種については保全す

べき種の リ ス ト に入る可能性があ る。

　 生態系の機能の保全に関する研究 と し ては， 北海道，

釧路湿原において， 堤防道路の構築が湿原土壌の理化学

性 と 機能に及ぼす影響について調査を行った結果， 堤防

から 200m 近 く まで土砂の流入が認められ， それに と も

ない， pH や Ca, Mg, Si, P などの元素含量の増加が認めら

れた。 また， 土砂の混入量の多い地点で リ ン酸の無機化

活性も高 く な る など， 土壌の生態系機能への影響も認め

られた。

　 環境の変動やス ト レ スが生物 と 生態系に及ぼす影響に

関する研究 と し ては， オゾンの影響によ る植物被害の実

態の把握のため， ９ つの都県の環境研究機関の協力を得

てアサガオの被害実態調査を実施し た。 障害が発生し た

葉 ・ し なかった葉のサンプルを集め， 野外におけ るオゾ

ンによ る被害を的確に反映し診断に使用でき る よ う な遺

伝子の選定を進めた。 環境省事業のモニ タ リ ングサイ ト

1000 の高山帯分野のサイ ト を北岳にあ ら たに設置し， 調

査方法の検討を行った。 簡便な調査法 と し て， 結果カ メ

ラ撮影によ る同定で も， 直接目視判別の半分程度の種数

を識別でき る こ と が分かった。

　 外来生物 ・ 遺伝子操作作物の定着 ・ 分散の実態の把握

と 対策に関する研究 と し ては， 博多周辺で遺伝子操作セ

イ ヨ ウ アブ ラナの生育調査を行い， 博多港の種子陸揚げ

地点周辺での生育を確認し た。 今後， 日本国内の数ヶ所

で ５ 年間の継続モニ タ リ ングを行 う 準備を行った。 こ う

し た研究に も 貢献す る 基礎技術 と し て， 種特異的分子

マーカーを効率よ く 作成する手法の開発を行ない， これ

ま での数分の １ の時間でマーカーを取得で き る よ う に

なった。このほか，東京湾のグ リ ーン タ イ ド が問題 と なっ

ている地点で原因 と な る藻類を遺伝子レベルで調べた と

こ ろ， 侵入種 ミ ナ ミ アオサが高い比率でふ く まれている

こ と が明らかになった。

　 以上 ４ つの分野の研究のほか， 藻類によ る石油代替物

質の生産にむけ， 開放系での栽培を可能にする除草剤耐

性株の単離や， 天敵によ る生物の個体数制御を効果的に

行 う ために， 標的生物自体をエサ と し て用意し て天敵の

個体群サイ ズを維持する手法の検討 と いった研究活動を

行った。

(6)-1. 　 領域プロジ ェ ク ト

1） 　 DNAアレ イ を用いた種特異的分子マーカーの効率的

作製技術の開発に関する研究

〔区分名〕 環境技術開発等推進事業

〔研究課題コー ド〕 0809BD005

〔担当者〕 ○中嶋信美 （生物圏環境研究領域）， 西沢徹

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 ナタ ネ類 （セ イ ヨ ウ アブ ラ ナ， 在来アブ ラ ナ，

カ ラ シナ） は稔性のあ る雑種を形成する。 国内の輸入港

周辺において， 遺伝子組換えセ イ ヨ ウ アブラナの生育が

確認され， これら がナタ ネ類 と 交雑し， 除草剤耐性遺伝

子などがナタ ネ類のゲ ノ ム中に浸透する可能性が懸念さ

れている。 本研究では人為的に導入し た遺伝子が， 自然

環境条件下で交雑に よ って近縁種へ伝播する可能性を，

分子生物学的手法で定量的に評価する研究を可能にする

ため，種特異的分子マーカーを DNA アレ イ法を用いて効

率よ く 多数取得する技術を開発する。

〔内容および成果〕

　 セイ ヨ ウ アブラナ，カ ラ シナ，アブラナについて，DNA

アレ イのシグナル強度を比較し， シグナル強度が種間で

10倍以上異なる遺伝子を416個選抜し た。これらの遺伝子

について， シグナル強度の比較を 3 種間で改めて行い，

シグナル強度の分散が 3 種間で大きいものから順次マー

カー化を行い，現在までに 192 遺伝子座を選んで，アフ ィ

メ ト リ ッ ク ス社よ り 提供されているプローブの両端の 25

塩基をプ ラ イ マー と し て合成し た。 合成し たプ ラ イマー

を用いて， シ ロ イ ヌナズナ， セ イ ヨ ウ アブ ラナ， カ ラ シ

ナ， アブラナの DNA をテンプレー ト と し て PCR をおこ

なった。 44 遺伝子座ではシ ロ イ ヌナズナの DNA をテン

プレー ト にし て も DNA の増幅が見られなかった。これは

設計にも ちいた配列が cDNA の配列であったため， ゲ ノ

ムDNAではプラ イマーに挟まれた領域にイ ン ト ロ ンが挿

入されている こ と によ り ， 増幅が困難であった と 予想さ

れる。 4 種類すべてで増幅が見られたのは 53 遺伝子座で

あった。 これらの う ち 34 遺伝子座について 3 種の塩基配

列を比較し た と こ ろ， すべての遺伝子座で少な く と も 2

種間で塩基配列の変異が存在し た。 塩基配列データーを

基に CAPS マーカーを 9 個， STS マーカーを 4 個作成し

た。 以上の結果， これまで種間変異マーカーを 10 個作成

する ために 2 年以上かかっていたが，DNA アレ イ を利用

する こ と で半年程度に短縮する こ と が可能と なった。

〔備考〕
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2） 　 オイル産生緑藻類 Botryococcus （ボ ト リ オコ ッ カス）

高アルカ リ株の高度利用技術 　 ( 適増殖・オイル生

産に導 く 培養基盤技術と高度品種改良技術の開発 )

〔区分名〕 科学技術振興事業団からの委託 ( 全般 ) 戦略的

創造研究推進事業等

〔研究課題コー ド〕 0813KB001

〔担当者〕 ○中嶋信美 （生物圏環境研究領域）， 河地正伸，

田野井孝子， 五百城幹英， 出村幹英

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 25 年度 （2008 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 単位面積あた り のオ イ ル生産効率を一桁向上

する ための生物学的基盤を確立する こ と を目的と し て，

1) オ イ ル産生微細藻類の有用株の選定 と 評価をお こ な

う 。

2) オイル産生藻類に関する既存の情報並びに各グループ

の研究よ り 得られたデータ ・情報について統合的に登録・

利用可能なデータベース を管理する情報セン ターの構築

をおこ な う 。

3) 有用株の突然変異誘起及び遺伝子組換えによ る高増殖

活性、 広環境適応性、 高オイル生産性、 高 CO2 利用性等

高機能性変異株の作成を行 う 。

〔内容および成果〕

1) 我々は， ボ ト リ オコ ッ カ スの実用化に向けて分子生物

学的アプローチによ る研究を進めている。 現在の と こ ろ

ボ ト リ オ コ ッ カ ス の遺伝子に関す る 情報は非常に少な

い。 そ こ で， 我々は次世代シーケンサーを用いて Race A

株および Race B 株それぞれ約 ２ ０ 万 リ ード の EST を得

た。 これらの EST からオイル合成関連酵素遺伝子を抽出

し た結果， Race A 株では acyl glycerol 由来の基質の超長

鎖脂肪酸経路に よ る 伸長に よ り オ イ ル合成が行われ

Race B 株では植物特異的なテルペ ノ イ ド生合成経路であ

る非 メ バロ ン酸経路によ り オイル合成が行われる と 考え

ら れた。 我々はま た， 開放系での培養の実現に際 し て，

大 き な障害の一つが他の緑藻の繁茂であ る こ と に着目

し， 除草剤耐性ボ ト リ オコ ッ カ スの作出に取 り 組んでお

り ， これまでに， 複数の除草剤耐性株の単離に成功し て

いる。

2) 沖縄県， 長崎県， 茨城県， 北海道等のダムや湖沼， 沿

岸環境で採取し た 73 の試料について，塩や重炭酸を含む

培地等の培養条件で選択培養を行った。 増殖し た細胞の

オイルの有無， 生産量をナイルレ ッ ド 蛍光染色で確認し

た上で， 増殖能 と オイル生産能に優れた細胞をマイ ク ロ

ピペッ ト 法で細胞分離し て，本年度は新たに 14 株の単藻

培養株を確立し た。

3) オイル産生生物の有効利用 と 情報の共有化を目的 と し

て，前年度作成し たデータベースに 10 件のサンプル情報

と地理情報， 14 株の株情報 と その特性情報を登録し た。

〔備考〕

こ の研究の全体研究代表者は筑波大学 　 渡邊 　 信 　 教授

であ り ，国立環境研究所はサブテーマの １ つを担当する。

3） 　 関東地方淡水魚の系統固有性検証と全国的系統情報

整備

〔区分名〕 研究調整費 ( 理事長枠 )

〔研究課題コー ド〕 0909AI004

〔担当者〕 ○高村健二 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 関東地方に生息する淡水魚が， 国内に広範囲に

分布する魚種であって も， 関東固有の遺伝的特性を保有

し ている こ と を証明する ために， その第一歩 と し て， 遺

伝的分化年代を記録し う る遺伝マーカーを用いて系統解

析を行い， 全国的にみて関東地方固有の系統が分布する

かど う かを調べる。

〔内容および成果〕

　 関東地方への地史的な分布に疑問のあ る淡水魚 ２ 種モ

ツ ゴ ・ タ モロ コ を茨城県 ・ 栃木県 ・ 群馬県 ・ 東京都 ・ 千

葉県にかけて採集し た。採集標本から DNA を抽出し， ミ

ト コ ン ド リ ア DNA チ ト ク ローム b遺伝子の塩基配列を決

定し ている。 対象遺伝子領域を酵素増幅する ために領域

の両側に配置するプラ イマーDNA断片は多種に普遍的な

ユニバーサルプ ラ イ マーを用いたが， 正確な配列決定の

ために用いる内部プ ラ イ マーは対象種独自の も のを開発

し た。 関東地方以外の近畿 ・ 中部地方の標本も収集し て，

地域間比較を行 う 。

〔備考〕

(6)-2. 　 その他の研究活動

1） 　 低圧環境下での植物の生理生態特性に及ぼす温度上

昇の影響

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0509AE952

〔担当者〕 ○名取俊樹 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化に伴う 気温の上昇に対し て我が国高

山生態系は極めて脆弱性が高いこ と が認めら れる よ う に

なっ た。 ま た， 高山帯の特徴的な環境要因と し て気圧が

低いこ と が挙げら れる 。 し かし ， 低気圧下での植物反応

についてのデータ が少ないこ と から ， 今ま での高山生態

系の脆弱性に関する 考察の中では， 低い気圧の効果につ

いて明確にさ れていない。 そこ で， 植物の生理生態的特

性に及ぼす低気圧の影響について実験的検討を行った。
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〔内容および成果〕

　 昨年まで と同様に気圧をおおよそ 1000hPa から 500hPa

程度まで変えて蒸散速度を計った。 その結果， 数時間程

度の短期的な気圧変化は， 実験に用いたいずれの木本植

物でも気圧変化実験後のおおよそ 1000hPa 下で蒸散速度

の低下が認められた。 一方， 文献などによ る と， 植物の

種類は異なる ものの，植物は 500hPa 以下の低圧環境下で

も空気の成分比を変え る こ と で正常な生育が可能な こ と

が知られている。 従って， 植物に及ぼす低気圧の影響は，

気圧変化処理の時間の長さ と 空気の成分比の影響を受け

る こ と が推察された。

〔備考〕

2） 　 チベ ッ ト 高原を利用し た温暖化の早期検出と早期予

測に関する研究

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 地球 )

〔研究課題コー ド〕 0509BB829

〔担当者〕 ○唐艶鴻 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 チベッ ト 高原は， 地球上も っ と も標高の高い生

態系の一つで， その気候は寒冷で変化 も 激し い。 一方，

当該高原生態系は， 温暖化を含む環境変動に対し て極め

て脆弱であ る。 既に， 温暖化に伴 う 環境変動によ り ， チ

ベッ ト 高原生態系の構造 と機能の急激な変化が報告され

ている。 そ こ で本研究では， 温暖化の影響が検出しやす

い敏感な生態系 と し てチベッ ト 高原を利用し， 温暖化の

影響の早期検出 と 早期予測を目的 と し た。 具体的な目標

と し て， 既存の研究成果 と 観測シ ス テム を活用しつつ，

新たに同高原の代表的な生態系に観測シ ス テ ム を設置

し， それぞれの環境変動 と 生態系の構造および機能の反

応を長期モニ タ リ ン グする。 ま た， こ れ ら の結果か ら，

各生態系に及ぼす温暖化の影響を解明する。 さ ら に得ら

れた知見 と モデ リ ングによ り ， チベッ ト 高原を含むアジ

ア陸域全体における温暖化影響の予測を試みる。

〔内容および成果〕

　 高山生態系の気候 ( 気象） 変化 と生態系の応答反応を

把握する ため， (1) チベッ ト 高原北限の海北で異なる標高

6 地点 （3200m-4200m）， 高原中南部の当雄で異なる標高

10 地点 (4300m-5500m）での気象観測を継続し，(2) 上記の

二つサイ ト において 高の観測地点以外のすべての観測

地点について植物群落の構造の長期観測を行い， また (3)

こ れ ら の地点で高所か ら 低所ま での移植実験を行っ た

「 ミ ニ生態系」 についての植物群落構成変化の継続観測も

行っている。 さ ら に， チベッ ト 高原全体の気象データ と

衛星画像の解析を計測し て， 温度 ・ 降水の変化 と 生態系

の季節相の関係を検討し た。 これら の調査 と 観測などか

ら以下の主な結果を得た。 (1) 標高 3600m から 4200m ま

での草原植物群落についての光合成 と 植物種数を測定し

た結果， 植物の種豊富度が高い場所では生態系光合成速

度が高いこ と がわかった。 (2)2003 年までの 32 年間にチ

ベッ ト 高原全体の気温が著し く 上昇し， 年平均気温は年

間 0.028 ℃上昇し た こ と がわかった。 これは近隣地域よ

り 上昇幅が大き い。 し か し， チベ ッ ト 高原地域内では，

年平均気温の上昇率は標高に伴 う 変化が少なかった。 そ

れに対し て， 冬季には標高の上昇に伴い気温の上昇率が

低下し， 逆に夏季には標高の上昇に伴い気温の上昇率が

明ら かに上昇する こ と が分かった。 また， こ のよ う な季

節によ る傾向は， 東南地域の湿潤気候条件 と 西北の乾燥

地域 と の間に明瞭な違いが見られなかった。 チベッ ト 高

原地域内では， 年平均気温の低い と こ ろでは気温の上昇

速度が速いこ と が示された。 (3) 標高の上昇に伴 う 春の展

葉時期の早期化が顕著にな る傾向が示された。 標高の変

化は主に気温の変化であ る。 気温 と 季節相の関係を検討

し， 気温が低い と こ ろでは展葉時期が早い こ と がわかっ

た。

〔備考〕

共同研究者 ： 中国科学院地理学 と 資源研究所 　 Zhang

Xianzhou；中国科学院西北高原生物研究所 　 Zhao Xinquan

当課題は重点研究分野 1.(1), 1.(2) にも関連；Luo Tianxiang

中国科学院チベ ッ ト 高原研究所 ； Chen Jin 　 北京師範大

学。

3） 　 環境変動下における生態系とキース ト ーン種の挙動

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE411

〔担当者〕 ○高村健二 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境変動下におけ る生態系の変化 と その仕組

みを解明する ためには， 生態系自体 と それを構成する生

物種， なかで も キース ト ーン種の挙動を把握する こ と が

重要であ る。 そ こ で， 本研究ではキース ト ーン種の挙動

を生態系の変化過程の中で把握し， 挙動を左右する要因

を解明する。

〔内容および成果〕

　 富栄養化湖沼におけ る主要な腐植食者であ る アカムシ

ユス リ カの発生動態を経年的に観測し， 湖沼生態系の生

物要素 ・ 環境条件変動 と の対応を調べる。 調査対象水域

と し て霞ヶ浦， 比較対照水域 と し て国立環境研究所生態

園池を設定し， 霞ヶ浦で観測される現象が両水域を含む

広い地域での環境変動によ るかど う かを検証し た。 霞ヶ
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浦か らのアカムシユス リ カ成虫発生は一昨年度から回復

しつつあ り ， 今年度も観測された。 一方， 対照地点の生

態園池では発生が継続し ている こ と も確認された。 霞ヶ

浦でのアカムシユス リ カの消失 ・ 回復は， 藍藻によ る ア

オコ発生の消失 ・ 回復 と 同調し ている こ と が認められた

ため， 今後両者の因果関係の解明が課題と なる。

〔備考〕

4） 　 淡水生物の個体群動態と繁殖に及ぼす化学物質の生

態影響に関する基礎的研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE455

〔担当者〕 ○多田満 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 野外の河川 ・ 湖沼などの淡水 （環境水） は人間

活動によ って農薬をはじめ と する化学物質によ り 汚染さ

れ， そ こ に生息する様々な水生生物の生態に潜在的な影

響を及ぼすこ と が予想される。 そ こ で， 本研究では野外

において生物調査をおこ ない底生生物の個体群動態を調

べる と と もに，採水を室内に持ち帰 り 環境水の化学分析，

な らびに環境水の総合毒性を ヌ カエビ と オオ ミ ジン コ を

用いて調べ， 化学物質の潜在的な生態影響を評価する こ

と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 農村部 （つ く ば市桜川） の河川水を用いて標準試験生

物であ るオオ ミ ジン コ （Daphnia magna） によ る繁殖試験

（21 日間） と農薬分析をおこ なった と こ ろ， 夏季 （6 月）

における繁殖阻害 （60％） の主た る要因 （化学物質） は，

殺虫剤フ ェニ ト ロチオンではないか と推定された。また，

ヌ カエビによ る急性影響試験の結果， 夏季に死亡率が 50

％以上に高ま り ， 同様にフ ェニ ト ロチオンの影響ではな

いか と推定された。

〔備考〕

5） 　 島嶼河川に生息する底生動物の分類及び生態に関す

る研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE463

〔担当者〕 ○佐竹潔 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 島嶼生態系は一般に脆弱な系であ る と し て知

られているが， そのなかで も河川は海 と 陸によ り 隔て ら

れた特殊なハビ タ ッ ト であ る と 考え られる。 その主要な

構成種であ る底生動物について分布調査を行い， 甲殻類

や腹足類， 水生昆虫などについて， 島ご と， あ るいは島

内の河川ご と に異な る生物相 と その特徴を明ら かにする

こ と を目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 前年度に引き続き， 島嶼河川に生息する底生動物につ

いて， 水生昆虫では ト ビケ ラ目， 腹足類では ト ウガ タ カ

ワニナ科に注目し て調査を行い， 得られた標本について

分類学的な検討を行った。 特に， ト ウガ タ カ ワ ニナ科の

Stenomelania 属については，既知種がすべて絶滅危惧種に

指定されてお り その生息環境の保全が課題 と なっている

ので， 小笠原諸島産および南西諸島産の未同定種を含む

数種について飼育を行い， 塩分濃度などの条件について

の検討を行っている と こ ろであ る。

〔備考〕

6） 　 遺伝子組換えダイズから野生種への遺伝子浸透に関

する研究 - 雑種の適応度の解明

〔区分名〕 独立行政法人 ( 農水省 )

〔研究課題コー ド〕 0610JA970

〔担当者〕 ○佐治光 （生物圏環境研究領域）， 久保明弘

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 遺伝子組換え （GM） ダ イ ズの我が国の一般環

境中での使用によ り 生物多様性に及ぼす影響がない こ と

を確認する ために， 除草剤耐性 GM ダ イ ズ と ツルマ メ の

間で人工交配によ り 作成し た雑種 と その後代の適応度に

関する性質を閉鎖系温室におけ る栽培実験等によ り 調べ

る。

〔内容および成果〕

　 遺伝的純度の高い F1 雑種で組換え遺伝子の影響を正確

に調べる ために， ダ イ ズ （組換え遺伝子を持つも の と 持

た な い も の） と 遺伝的純度の高い 2 系統 （那須 -5、

JP110755） のツルマ メ を閉鎖系温室で栽培し， 人工交配

によ り 遺伝的純度の高い F1 雑種を作成し た。 次年度これ

ら の雑種を， その性質を調べる ための研究に用いる予定

であ る。

〔備考〕

平成 21 年度よ り ， 課題名が 「ダ イ ズ と近縁野生種ツルマ

メ の雑種後代の適応度に関する研究」 に変更された。

7） 　 大型船舶のバラ ス ト 水 ・ 船体付着で越境移動する海

洋生物の動態把握と定着の早期検出

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0709BA392

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 国際条約の基で対策 と 規制が整備 さ れ始めた
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バラ ス ト 水によ る生物移入 と 現時点では法的な規制が策

定 さ れていない船体付着に よ る 生物移入の動態につい

て， 大型輸送船を実際の調査対象 と し て， 両媒体の現状

について定量的に把握し， 船舶によ る生物移入防止対策

の策定に科学的な根拠を与え る こ と を目的 と する。 また

これらの大型船舶で運ばれる外来生物の多様性 と その起

源について， 遺伝子解析を伴 う 付着生物群の解析 と 寄港

地などの生物群の比較か ら明ら かにし， 寄港先の港湾な

どへの定着の初期過程の解析を試みる。

〔内容および成果〕

　 航路や異なる タ イプの船舶 （石炭運搬船 1 隻， コ ンテ

ナ船 5 隻， 自動車運搬船 3 隻の計 9 隻） を対象 と し て，

バラ ス ト タ ン ク堆積物中に含まれる有害植物プラ ン ク ト

ン （Chattonella spp.， Heterosigma akashiwo， Alexandrium

spp.，Pseudonitzschia spp. の 4 種を対象）の存在量を リ アル

タ イ ム PCR 法によ り 調査し た。 その結果， Heterosigma

akashiwo は 8 隻か ら 大で 118,165 cells/kg sediment，

Alexandrium は 7 隻か ら 大で 1,552 cells/kg sediment，

Pseudonitzschia は 6 隻から 大で 643,692 cells/kg，そし て

Chattonellaは1隻から 10 cells/kgの密度で検出された。また

船体付着試料中に特に多 く の種類が確認されたシア ノ バ

ク テ リ アを対象と し て， DGGE 法によ る解析 と主要断片

の DNA 配列を決定し て， BLAST 検索によ り 分類群の特

定を行った。 分類情報， 航海情報 と と も に潜在的移入種

と し て遺伝子データベースへの登録作業を行った。

〔備考〕

共同研究機関 （研究代表者所属は神戸大学） ： 神戸大学

１ ， 東京大学， 千葉大学， 東海大学， 広島大学， ( 株 ) 海

洋生態研究所

8） 　 ス ト レス環境下における近交弱勢の個体群存続性へ

の影響評価

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0709CD358

〔担当者〕 ○石濱史子 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 開発な どに よ る生息環境の悪化に直面する絶

滅危惧植物は強いス ト レ ス を経験し ている。 そのよ う な

ス ト レ ス環境下で， 近交弱勢が個体群動態へ及ぼす影響

を評価し， 保全のための指針の構築に寄与する。 研究対

象 と し て， 環境の悪化が著しい湿地に生育する絶滅危惧

植物， イ ヌセンブ リ を取 り 上げる。 　 具体的には野外の

ス ト レ ス条件下での近交弱勢の測定， 遺伝マーカーを用

いた自然個体群での近親交配の実態把握， 個体群動態モ

デルを用いた近交弱勢によ る絶滅 リ ス ク の評価を行 う 。

〔内容および成果〕

　 被陰 ・ 乾燥ス ト レ スの程度を制御し た圃場実験個体群

で近交弱勢の測定を行った。 近交弱勢の測定は， 人工授

粉によ って作成し た自殖・他殖種子を播種し， その発芽・

成長率を比較する こ と で行った。 圃場実験では， ス ト レ

ス条件 と し て被陰の程度を寒冷紗を用いて操作し， 乾燥

条件は比高の高低 （5， 25， 50cm） で変化 さ せた。 その

結果， 乾燥条件は実生の生存率に大き く 影響し， 比高が

高 く 乾燥し ているほど生存率が低 く ， さ ら に， 自殖の個

体で乾燥によ る生存率低下が大きい傾向が見られた。 し

かし， その後のロゼ ッ ト の生存率 ・ 開花率 ・ 結実数にお

いては， 近親交配の影響は見られなかった。 比高 5cm で

は過湿によ る成長速度 ・ 結実数の低下が見られた。 野外

での血縁構造を分析する ためのマ イ ク ロサテ ラ イ ト マー

カーの開発をマグネ ッ ト ビーズ法を用いて行い， 32 座に

ついてプラ イマーを設計し た。

〔備考〕

旧課題コード 　 0609AE448

9） 　 炭化水素産生藻類による石油代替資源の開発に関す

る基盤技術研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0709CD373

〔担当者〕 ○中嶋信美 （生物圏環境研究領域）， 河地正伸

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 体外に炭化水素を産生する緑藻， Botryococcus

を利用し た石油代替エネルギー生産の実用化をめざ し，

増殖 ・ 炭化水素産生の優れた培養株の探索 ・ 取得を行い，

各培養株において産生す る 炭化水素分子種の情報を調

べ， 培養株及び各株の炭化水素種の情報を提供する。 さ

ら に， 炭化水素生産時に発現し ている遺伝子の解析 と 遺

伝子導入技術の開発， 炭化水素産生 ・ 分泌機構を解明し，

炭化水素合成 と分泌の増産に資する分子生物学的基盤を

確立する。

〔内容および成果〕

　 現在の と こ ろ Botryococcus braunii の遺伝子に関する情

報は非常に少ない。 そ こ で， 我々は 9,595 塩基配列を含

む B. braunii70 株の大規模 EST を得て， オイル合成に関

わる遺伝子を抽出し た。 その結果， 多 く の生物種に共通

であ る メ バロ ン酸経路の酵素遺伝子はみつから なかった

が， 植物特異的なテルペ ノ イ ド 生合成経路であ る非 メ バ

ロ ン酸経路の １ １ 反応の う ち ７ つの反応について， 候補

酵素遺伝子がみつかった。 し たがって， B. braunii70 株で

は非 メ バロ ン酸経路によ ってオイル合成が行われる と考

え られた。
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 Botryococcus の優占する貯水池等の自然水界において，

定期的なモニ タ リ ングを行い， Botryococcus の優占する

状態について， 他の生物種 と の競合関係の解析および栄

養塩等の環境要因 と の関連性についての解析を行った。

また同水界から培養株を確立し て， 遺伝的な多様性の季

節変化や産生する炭化水素のタ イプについて調査を行っ

た。

〔備考〕

10） 　 海草藻場における根圏環境の研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0710AE378

〔担当者〕 ○矢部徹 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 現在， 干潟の至 る所で見 ら れていた海草藻場

が，環境要因の変化や開発によ る埋め立てによ って衰退，

消失し ている。 衰退の重要な要因であ り ， 海草の生育に

不可欠な底質環境に関する研究はこれまで少な く ， 生理

生態的知見は十分ではない。 またそれに伴い， 各地で行

われている アマモ場再生では定着でき なかった事例が多

く ， アマモ場の維持が困難 と なっている。 そ こ で本研究

では， 海草が海洋植物のなかで唯一地下器官を有する形

態的特徴か ら根圏環境に注目し． 潮間帯におけ る海草藻

場の根圏環境の特徴を明らかにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 底質の貧酸素化状態を改善する ために広島県 と 共同開

発し た低コ ス ト で効率的な膜を用いた酸素供給シス テム

の根圏への実証試験を実施し， 本技術によ る アマモ場 ・

コ アマモ場底質におけ る酸素供給， 硫化物除去について

解析を行った。 また底質の砂 ・ 泥混合率を変えて生育へ

の影響を検証し た。 一年生 ・ 多年生および花枝形成に関

する底質の影響の情報収集を行った。

〔備考〕

本研究は地環研 C 型共同研究 「浅海域における干潟 ・ 藻

場の生態系機能に関する研究」 と も関連する。

11） 　 アズキゾウムシの隠蔽種 と ボルバキアによ る生殖

隔離機構の解明

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0710AE480

〔担当者〕 ○今藤夏子 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 世界中に分布する貯穀害虫アズキ ゾ ウ ム シに

は， 形態的には区別でき ないが遺伝的に明確に区別され

る隠蔽種が台湾南部に存在する。 本研究は， アズキゾ ウ

ムシ と その隠蔽種におけ る生殖隔離がどのよ う な要因で

維持されているかを解明する こ と を目的 と する。 生殖隔

離機構の維持要因 と し て， 幼虫がエサ と し て利用するマ

メ 科植物の分布や， 休眠性などの生活史特性の違いにつ

いて調べる。 また， 生殖操作を行 う こ と で昆虫の多様性

に影響を与え る と 考え られている細胞内寄生細菌ボルバ

キアが感染し ている こ と から生殖隔離 と の関連を明ら か

にする。

〔内容および成果〕

　 Pt 型， Rm 型にはそれぞれ 2 系統 （Con， Ori） と 1 系

統 （Ori） のボルバキアが感染し ていた。 両型に共通する

Ori 系統ボルバキアについて，wsp 遺伝子塩基配列を調べ

た と こ ろ， 完全に一致し たため， 両者の生殖隔離は， 比

較的 近に生じ た こ と が示唆された。

〔備考〕

12） 　 マ リ モの遺伝的多様性と保全に関する研究

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0710AF573

〔担当者〕 ○中嶋信美 （生物圏環境研究領域）， 西沢徹

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 阿寒湖のマ リ モは国の特別天然記念物で， 糸状

体→球状体→球状体の成長→球状体崩壊を繰 り 返す生活

史を持つ と 推定されているが証明されていない。 阿寒湖

にはかつて 4 ヵ 所で大き な球状体マ リ モが分布し ていた

が， 2 ヵ所はすでに絶滅し た。 阿寒湖の球状体マ リ モ絶滅

地を再生するには， 分子マーカーを用いてマ リ モ個体群

の遺伝的多様性を解明し た上で， 移植個体群を選定する

必要があ る。 本研究ではマ リ モの個体群識別用分子マー

カーを作成し， マ リ モ個体群の遺伝的多様性の解明 と 生

活史の検証を目標とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は前年度に引き続き， シ ラル ト ロ湖のマ リ モよ

り DNA を抽出し， PCR で増幅可能なマイ ク ロサテ ラ イ

ト 領域 (SSR) を 105 ヵ所単離し た。その う ち １ ヵ所はシ ラ

ル ト ロ湖マ リ モ と 阿寒湖マ リ モ と の間で多型を示し た。

阿寒湖のマ リ モ 42 コ ロニーから DNA を採取し， その う

ち ４ 検体の DNA を用いて SSR の多型を調べたが， いず

れの SSR でも検体間で変異がみつから なかった。 また，

阿寒湖よ り マ リ モの試料採取をおこ ない， 除菌操作をお

こ ない単藻培養をおこ なっている。 ITS 領域の変異解析

やア イ ソ ザイ ム分析によ る と， 阿寒湖内のマ リ モは ２ ～

３ 種類に類型化されてお り ， その遺伝的背景は異な る可

能性が高 く ， これらの遺伝的変異を検出でき るマーカー

の開発が必要であ る。 そ こ で SSR マーカーの開発から，
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一塩基多型 （Simple Nucleotide Polymorphism: SNP） マー

カーの開発へと方針を修正し，葉緑体 DNA の一塩基多型

検出に着手し ている。

〔備考〕

釧路市教育委員会 　 阿寒湖畔エコ ミ ュージアムセン ター

13） 　 藻類の収集 ・ 保存 ・ 提供 - 付加価値向上と品質管理

体制整備

〔区分名〕 文科省科学技術振興費(* リ サーチ リ ボルーシ ョ

ン 2002)

〔研究課題コー ド〕 0711CE302

〔担当者〕 ○笠井文絵 （生物圏環境研究領域）， 河地正伸

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 日本に世界 高水準の藻類 リ ソ ース を整備す

る ため， 神戸大学および筑波大学 と 共同で新たな重要種

の収集，ナシ ョ ナルバイオ リ ソースプロ ジェ ク ト （NBRP）

第 １ 期で収集し た株の付加価値の向上 と 品質管理体制 ・

ネ ッ ト ワー ク 体制の整備を行 う 。 国立環境研究所では，

培養株の凍結保存によ る長期保存体制の整備， 研究成果

のフ ィ ー ド バ ッ ク を と おし た付加価値の向上， 株 と 株情

報の共有のためのネ ッ ト ワーク の整備を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は以下のこ と を行った。

(1) 微細藻類および原生動物約 60 株を寄託 と し て受け入

れ， これらの株情報をデータベースに登録し た。

(2) 長期間の培養が難しい珪藻株を中心に 50 株のゲ ノ ム

DNA を保存し た。

(3)文献検索機能の追加，イ メ ージ検索方法の修正等，ホー

ムページを更新し た。

(4) 研究材料と し ての藻類株の利用を促進するため，藻類

パンフ レ ッ ト の追加， 学会での展示等を実施し た。

〔備考〕

ナシ ョ ナルバイ オ リ ソースプロ ジ ェ ク ト 「藻類」 は， 神

戸大学， 筑波大学が分担機関 と し て参画し共同で推進し

ている。

14） 　 時間・空間情報を統合し た生物の絶滅リ スク決定要

因の解明

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0809CD013

〔担当者〕 ○角谷拓 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔 目　 的〕 本研究課題では， 近年劣化の著し いウ ェ ッ ト ラ

ンド に生息する 代表な生物群である ト ンボ目昆虫をモデ

ルと し て，各種の個体群減少率と 空間分布を制限し ている

要因（ 生息場所の質・ 量およ び生息場所間の連結性） と の

関係を複数の空間ス ケールにわたって検討する こ と で，生

物の絶滅リ ス ク を高める プロ セス ・ 要因を明ら かにする 。

こ れによ り ，減少率などの時間的なデータ が十分に得ら れ

ないも のも 含めた幅広い生物を対象に，絶滅リ ス ク の信頼

性の高い予測が可能になる こ と が期待でき る 。

〔内容および成果〕

　 日本ト ンボ学会の取り 組みによ り 算出さ れた， 全国ス

ケールでのト ンボ 57 種の過去 50年間での生息地数の減少

にも と づく 絶滅リ ス ク と ，各種の生態的特性と の関係を解

析し ，止水性でかつ広い地理的分布をも つ種の絶滅リ ス ク

がよ り 高く なる 傾向にある こ と を明ら かにし た。ま た，生

態的特性にも と づいて絶滅リ ス ク の予測を行った。

〔備考〕

15） 　 Apparent competition を利用し た個体数制御

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0810AE002

〔担当者〕 ○今藤夏子 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 生物の個体数を制御する方法と し て， 天敵の導

入があ る。 しかし， 多 く の場合， 天敵を外部の系か ら持

ち込むため，逃亡し た天敵によ って新たな問題が生じ る。

また， 制御の標的生物の密度が低下する と 天敵の個体数

が減少し た り ， 絶滅しやす く な る。 従って， 効果を維持

する ためには天敵を導入し続けな く てはな ら ない。 本研

究では， 天敵の餌 と し て， 標的 と する生物 と 同種の生物

を逃亡でき ない別空間に豊富に用意する こ と で， 天敵の

個体数を維持する方法が可能かど う かを調べる。 モデル

生物を用いた室内実験や数理モデルに よ る シ ミ ュ レー

シ ョ ン解析を行い， 土着天敵を用いた持続的な生物的防

除や保全への応用可能性を探る。

〔内容および成果〕

　 数理モデルによ る シミ ュ レ ーショ ン解析では，天敵個体

数の維持さ れた系が実現可能である こ と が示さ れ，避難所

の効果と 天敵の餌量によ っ て系の安定性が変化する こ と

が示唆さ れた。ま た，アズキゾウ ムシと その寄生蜂を用い

たモデル系によ る 室内累代飼育実験を行った結果，天敵の

餌のための避難所の効果は，高すぎても 低すぎても ，天敵

ま たは餌の個体群動態が不安定になる こ と が明ら かと

なった。 管理下にある 天敵の餌個体群を調整する こ と で，

apparent competition 効果を利用し て標的個体群を制御する

と いう 方法の可能性が予備的に実証さ れた。

〔備考〕
―  186  ―



国立環境研究所年報（平成 21 年度）
16） 　 シロ イ ヌナズナのエチレン合成酵素ACS6遺伝子の

発現制御に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0810AE003

〔担当者〕 ○玉置雅紀 （生物圏環境研究領域）， 中嶋信美

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 シ ロ イ ヌナズナの異なる生態型Col-0 と Ws-2は

オゾン感受性が異な る こ と が明ら かになっているが， こ

れまでの研究でその一つの原因 と し てエチレ ン発生量の

違いが関係する こ と が示されている。 シ ロ イ ヌナズナの

エチレ ン生成量はエチレ ン合成の鍵と なる酵素 ACS6 の

量が決定し ている と 言われている。 そ こ で， これら の 2

つの生態型間における ACS6 遺伝子の発現制御様式の違

いをプロモーター解析によ り 調べる。

〔内容および成果〕

　 前年度の研究よ り ACS6 遺伝子の強い転写活性は Ws-2

の ACS6 プロモーター上にあ る cis 因子に原因があ る こ と

が推測された。 そ こ で今年度は約 2000bp あ る Ws-2 の

ACS6 プロモーターを 200bpずつ削った deletion clone を作

製し， それを レポーター遺伝子 （ルシフ ェ ラーゼ遺伝子）

と 融合させた コ ン ス ト ラ ク ト を作製し た。 これら を導入

し た遺伝子組換え植物を用いてオゾンによ る ACS6 遺伝

子の活性化について検証を行った と こ ろ， 翻訳開始点 -

966～-788bpの間にオゾンによ る ACS6遺伝子の転写活性

を増大させる領域があ る こ と が明らかになった。 こ の流

域について Col-0 と Ws-2 と の間で塩基配列を比較し た と

こ ろ，TAAGTTATTACAA と い う 13bp から なる配列が Col-

0 において欠失し ている こ と が明らかになった。以上のこ

と から ACS6 遺伝子のプロモーターおける こ の 13bp の有

無がオゾン応答性に関与し ているのではないか と 推測さ

れた。

〔備考〕

17） 　 気温 と オゾ ン濃度上昇が水稲の生産性におよぼす

複合影響評価と適応方策に関する研究 　 (3) 高温・ オ

ゾン適応のための分子マーカーの探索と オゾンス ト

レス診断アレ イの開発

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0810BA002

〔担当者〕 ○久保明弘 （生物圏環境研究領域）， 玉置雅紀，

Cho Kyoungwon

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 高温やオゾ ンに さ ら さ れた植物体内で発現が

誘導される物質や抑制される物質を分子マーカー と し て

検出する こ と によ り ， 分子マーカーを利用し た イ ネ品種

の高温 ・ オゾン感受性評価手法 と， 高温下でのオゾン ス

ト レ ス を特異的に検出でき る シ ロ イ ヌナズナ及びイ ネの

オゾン ス ト レ ス診断用 DNA アレ イ を開発する と と もに，

高温 ・ オゾンの影響 メ カニズムの解明や高温 ・ オゾンに

対する耐性品種の選択 ・ 育種に活用でき る知見を得る こ

と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 平成20年度に同定し た イネ葉の分子マーカーの有効性

を， 4 種類の日本型品種 （日本晴， コ シ ヒ カ リ ， き ら ら

397， にこ ま る） と 2 種類のイ ン ド型品種 （タ カナ リ 及び

Kasalath （カサラ ス） ） を用いて評価し た。 分子マーカー

のグルーピ ングの結果， 可視傷害に伴って発現量が変化

する一群の遺伝子が明ら かになった。 また， シ ロ イ ヌナ

ズナのオゾン ス ト レ ス診断を踏まえて， イ ネのオゾン ス

ト レ ス診断アレ イ を試作する と と も に， オゾンの収量影

響にかかわる遺伝子座を見出し た。 また， オゾン ・ 高温

処理 し た イ ネの穂 と 種子の分子マーカー分析法を検討

し， 一部のサンプルについてマ イ ク ロ アレ イで遺伝子を

解析し た結果， 穂 ・ 種子 と も に多数の遺伝子の発現が変

化する こ と が明らかになった。

〔備考〕

課題代表者 ： 河野吉久 （電力中央研究所）

18） 　 重金属汚染土壌の修復を目的と し た有用植物資源

の活用に関する研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0811CD002

〔担当者〕 ○玉置雅紀 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 23 年度 （2008 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本申請における研究ではセレ ン耐性 ・ 高蓄積性

の性質を付与し た遺伝子組換え植物の開発を 終的な目

的 と する。 具体的な内容は北米に自生し セレ ン耐性 ・ 高

蓄積性を示すス タ ン レア ・ ピナータ と い う アブ ラナ科の

植物におけ るセレ ン耐性 ・ 高蓄積性に関与する遺伝子の

特定を行い， その成果を用いてセレ ン汚染土壌の修復が

可能な遺伝子組換えカ ラ シナを育成する。

〔内容および成果〕

　 前年度までの成果によ り モデル植物であ る シ ロ イ ヌナ

ズナの cDNA アレ イがス タ ンレア ・ ピナータにも適用で

き る可能性が示唆さ れた。 そ こ で本年度はス タ ン レ ア ・

ピナータにおけ るセレ ン耐性 ・ 高蓄積性の獲得に必要な

因子の分子レベルでの特定を行った。 具体的にはシ ロ イ

ヌナズナの硫黄代謝・ ト ラ ン スポー ト に関与する遺伝子、

植物の防御応答に関与する遺伝子及び植物ホルモンの合

成に関与する遺伝子の cDNA を網羅的に載せたカス タ ム
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メ イ ド マ ク ロ アレ イ を作製し， それを用いて， ス タ ン レ

ア ・ ピナータ及び近縁種の Stanleya albescens から単離し

た mRNA を用いて，遺伝子発現レベルでこれらの植物間

におけ るセレ ン誘導性遺伝子の発現パターンに違いがあ

るのかど う かについて特定し た。 その結果， ス タ ンレア ・

ピナータにおいて植物の防御応答、 硫黄代謝に関与する

遺伝子及び植物ホルモンの合成に関与する遺伝子の発現

が構成的に高いこ と が示された。 また， Stanleya albescens

に植物ホルモンであ るエチレ ン， ジ ャ スモン酸を投与す

る と セレ ン耐性 ・ 蓄積性の向上が見られた。 こ の こ と か

ら ス タ ン レア ・ ピナータにおけ るセレ ン耐性 ・ 高蓄積性

の獲得に植物ホルモンが大き く 関与し ている こ と が示唆

された。

〔備考〕

19） 　 植物の環境ス ト レ ス影響評価 と ス ト レ ス応答機構

の解明

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0812AE001

〔担当者〕 ○佐治光 （生物圏環境研究領域），久保明弘，青

野光子

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 人為的要因に よ る環境変化や環境中に存在す

る様々なス ト レ ス因子が植物にどのよ う な影響を及ぼす

かについて， 効果的解析法を開発しつつ評価する と と も

に， 植物のス ト レ ス応答機構の一端を主に遺伝子レベル

で解明する。

〔内容および成果〕

　 分子遺伝学的研究用モデル植物であ る シ ロ イ ヌナズナ

を実験材料に用いて， 植物のス ト レ ス応答 ・ 耐性機構の

一端を遺伝子レベルで解明す る ための研究を行っ てい

る。 本年度は当研究所で単離し たオゾン感受性突然変異

体の一つについて， その性質を調べた結果， 本変異体は

強い光強度下でのみオゾン感受性を示し， 乾燥に対する

感受性には野生型 と 差がない こ と がわかった。 本変異体

は， オゾン障害 と 酸化的ス ト レ ス と の関係を調べる ため

の良い材料になる と期待される。

〔備考〕

20） 　 外来水生植物の侵入と定着に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0812AE003

〔担当者〕 ○矢部徹 （生物圏環境研究領域），玉置雅紀，石

井裕一

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 外来水生植物であ る， 淡水生の水草 コ カナダ

モ， 海産生の海藻アオサの一種を主な材料 と し て， それ

ら の種の我が国におけ る侵入状況 と 定着状況を， 文献お

よび現地モニ タ リ ングによ って明ら かにする。 定着に関

する特性については室内実験を交えて検証する。

〔内容および成果〕

　 1990 年代以降， 日本各地に侵入し た と される ミ ナ ミ ア

オサに関し て， 東京湾以南におけ る現在の分布およびそ

の生態を調査する。 過去にグ リ ーン タ イ ド の発生が報告

されている博多湾を含めた福岡地区 （玄界灘～響灘） お

よび大分地区 （別府湾～日向灘北部） で分布調査を行っ

た。 現在遺伝子レベルでの解析中であ るが， 博多湾和白

干潟では冬期にアオサ類が衰退しほぼ消失する こ と が今

年度も確認された。 当地で少量ながら採取されたサンプ

ルはすべて ミ ナ ミ アオサであった。 また大分地区の ４ 箇

所で夏期にグ リ ーン タ イ ド を形成し ていた もの もすべて

ミ ナ ミ オアサであった。

〔備考〕

21） 　 生態系の融合によ る生物の相互侵入に弱い生態系

の性質

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0909AE003

〔担当者〕 ○吉田勝彦 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 環境変動に よ る生物の分布変更や生息地破壊

など， 規模の大き な環境問題に対応する ためには， 空間

構造を導入し た生態系モデルを用いた操作実験が必要に

な る。 昨年度までに， コ ンピ ュータの中に二つの生態系

が同時に進化する シ ミ ュ レーシ ョ ンモデルの開発に成功

し， それら を融合させた と きの多様性， 生態系の構造へ

の影響を解析し た。 今年度は二つの生態系を融合させた

と きに， どち ら か片方の生態系の方が多様性の減少が大

き く な る場合， そのよ う な生態系にはどのよ う な性質が

あ るのかを明らかにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本研究では， 同等の環境条件下で長期間独立に進化し

た二つの生態系を融合させ， 生物が相互に侵入し あ う よ

う な コ ン ピ ュータ シ ミ ュ レーシ ョ ン を行っ た。 そ し て，

融合後のそれぞれの生態系に固有な種の生存率に 10％以

上の差が出た場合について， 生存率が高かった生態系 と

低かった生態系の性質を比較する こ と によ り ， 生態系の

融合によ る生物の相互侵入に弱い生態系の性質を明ら か

にする こ と を試みた。その結果，固有種の生存率が低かっ

た生態系には， 食物連鎖長が短い， 植物に対し て動物の
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種数が多い， 草食動物の割合が高い， 雑食動物 と 肉食動

物の割合が低い， 高次分類群の数が少ない， 上位種が

多い， 上位種が生産者に依存し ている割合が高い， 中

間種同士の相互作用の割合が低い， 動物 1 種当た り が餌

にし ている種の数が少ない と い う 特徴があ る こ と が明ら

か と なった。 これら の結果は， 特に環境条件に差がな く

て も， 生態系の偶発的な進化の結果によ って， 生態系が

脆弱な状態にな り 得る こ と を示し ている。

〔備考〕

共同研究者 　 時田恵一郎 （大阪大 ・ サイバー メ デ ィ アセ

ン ター）

22） 　 初めて東京湾に出現 し た有害植物プ ラ ン ク ト ン

Chattonella marina の定着と拡散経路の解析

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0909AF005

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 Chattonella は西日本で赤潮を形成し， 養殖漁業

に甚大な被害を及ぼし てき た。日本における C. marina の

生息は若狭湾－三河湾以西でのみ確認 さ れてい る が，

我々の調査で 2008 年 8 月にはじめて東京湾で生息を確認

し た。 東京湾集団は元々存在し ていたのか， 人為的移動

や温暖化の影響で顕在化し たのか， を明ら かにする必要

があ る。 本研究では， 東京湾の C. marina の定着状況の把

握と拡散経路を明らかにする こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 Chattonella のシス ト に関する定量的調査から， 三河湾

以西の海域では， Chattonella はほぼ連続的に分布し， 三

河湾以東では東京湾の限定された海域でのみ分布し てい

た。マイ ク ロサテ ラ イ ト マーカーを用いた集団解析から，

東京湾集団が他の日本集団にはない独自の遺伝型を も

ち， 遺伝的分化程度も他集団 と 同レベルに高い こ と， そ

し て鹿児島湾集団 と の遺伝的類縁性が示唆された。 東京

湾集団 と 西日本集団 と の間の地理的ギ ャ ッ プを考慮する

と， 東京湾集団は， 西日本集団か ら地理的に， そ し て遺

伝的に分離 ・ 独立し た集団であ る可能性が高い と 考え ら

れた。

〔備考〕

23） 　 除草剤耐性遺伝子の流動に関する調査･研究

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0909BY002

〔担当者〕 ○佐治光 （生物圏環境研究領域），青野光子，久

保明弘

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 国内で使用 （食品加工用または飼料用に輸入）

さ れてい る遺伝子組換え生物の う ち， ナ タ ネについて，

生物多様性影響につながる現象が生じ ていないかど う か

を監視する ため， 遺伝子組換え （GM） ナタネの一般環境

中での生育状況や導入遺伝子の拡散状況を調査する。 ま

た， 遺伝子組換え生物等に関する科学的知見の充実を図

る観点か ら， 除草剤耐性遺伝子組換えダ イ ズ と ツルマ メ

と の間での交雑によ り 生じ る雑種後代の う ち， ツルマ メ

と の戻し交配によ り 生じ る系統の性質を調べ， 長期的生

物多様性影響の評価に資する情報を得る。

〔内容および成果〕

　 野外で生育し ているナタ ネ類等におけ る除草剤耐性遺

伝子の存在の調査 ・ 解析を継続し て行なってお り ， ナタ

ネ輸入港か らの輸送経路にあた る場所で遺伝子組換え西

洋ナタ ネが生育し ている こ と が ６ 年連続で明ら かになっ

た。 さ ら に今年度は， 三重県の河川敷においてセ イ ヨ ウ

ナタネ と在来ナタネ と の交雑種が ７ 個体検出された。

　 また， ツルマ メ と 遺伝子組換えダ イ ズ と の雑種を ツル

マ メ に対し て 2 回戻し交配 (backcross) し た雑種第 1 代（昨

年度業務にて得られた もの。 BC2F １系統） 及び親系統の

遺伝子組換えダ イ ズ と ツルマ メ を閉鎖系温室内で育成

し， 形態， 草丈， 開花期， 種子生産能等を調べた結果，

BC2F １雑種は， 発芽率 と初期生長が悪かったが， それ以

外の性質に関し ては， ツルマ メ と の間で有意差がなかっ

た。

〔備考〕

共同研究者 ： 自然環境研究セン ター 　 永津雅人 ・ 三村昌

史 ・ 河野円樹

24） 　 北岳における高山生態系の長期モニ タ リ ング

〔区分名〕 その他機関からの委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0909MA001

〔担当者〕 ○名取俊樹 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 生物多様セン ターで行な っ てい る モニ タ リ ン

グサイ ト 1000 のなかで，今年から高山帯でのモニ タ リ ン

グ調査が始ま った。 今年度は， 試行調査場所 と し て選出

された北岳において，本調査のための試行調査を行った。

調査項目 と し て， 高山植物の開花時期の調査や植生変化

把握のための永久方形区の設置及び植生調査， ハイマツ

の年枝生長調査を行った。 さ らに， 気温， 土壌表面温度，

地中温度などの環境要因の調査も行った。

〔内容および成果〕

　 北岳 （山梨県） においてモニタ リ ングサイ ト 1000 高山
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帯の試行調査を行った。 そ し て， 植生調査については，

風衝草原と高茎草原のそれぞれに1ｍ×10ｍの永久コード

ラー ト を設置し， そのなかを さ らに， 10cm×10cm の メ ッ

シ ュに細分し， メ ッ シ ュ毎に出現する植物種を通常の目

視法 と 簡易法でかつ生育地への撹乱が少ないカ メ ラ撮影

法 と で比較し た。 その結果， カ メ ラ撮影法で も通常法の

半分程度の種が同定でき る こ と が分かった。 また， イ ン

ターバルカ メ ラによ る高山植物の生物季節の把握方法や

枝毎に多様な生長パターンを示すハイ マツの年枝生長の

平均パターンの抽出方法など を提案し， 本試験に向けて

のマニュ アル作成のための検討資料と し た。

〔備考〕

25） 　 亜鉛等重金属類の水生生物への複合毒性の評価

〔区分名〕 その他機関からの委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0909MA006

〔担当者〕 ○多田満 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 通常重金属汚染地域では， 単一の金属によ る汚

染はまれであ る。 これら汚染地域において生態 リ ス ク評

価を遂行し生態系管理手法を確立するには， 重金属の複

合毒性を理解する必要があ る。 Kamo & Nagai (2008) は重

金属の複合影響を予測するモデルを提案し ているが， 多

分に理論的な予測であ り 検証が必要であ る。本研究では，

実験室において重金属の複合毒性試験を行い， 理論の検

証を進める と 同時に， よ り 精緻なモデルを構築する ため

のデータ を取得する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 実験室においてオオ ミ ジン コ (Daphnia magna) を用いて

亜鉛と銅でそれぞれ単独の毒性試験を行い， 各金属の 48

時間半数致死濃度 (48-h LC50) を明らかにし た と こ ろ，そ

れぞれ， 895， 17 µg L-1 であった。 次いで， 亜鉛 と 銅の

LC50 を様々な比率 （25， 50， 75％） で混ぜた試験水を用

いて， 死亡率の変化を調べ， 複合毒性の影響を調べた と

こ ろ， 相乗的な影響がみられた。

〔備考〕

独立行政法人産業総合技術研究所

26） 　 倍数性の違いに基づいた絶滅危惧植物 と外来植物

の交雑実態の把握

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0910AE005

〔担当者〕 ○石濱史子 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 外来生物 と の交雑は， 遺伝子汚染や雑種 と の競

争を通じ て， 在来生物の存続に大き な影響を及ぼす。 外

来種 と 在来種 と の間で交雑頻度が高い可能性が指摘され

ている分類群と し て，タデ科ギシギシ亜属が挙げられる。

ギシギシ亜属の植物は， 倍数性系列が発達し ている こ と

で も知られる。 こ のギシギシ類を主な対象 と し て， その

倍数性の違いを利用し て， どの種の間で交雑が起き てい

るか， また， その頻度がどれ く ら いかを調査する。 交雑

が起き ている場合， 雑種の生育環境 ・ 種子稔性などの適

応度と倍数性と の間の関係も明らかにする。

〔内容および成果〕

　 ギシギシ亜属の準絶滅危惧種， ノ ダ イ オウの関東 大

の生育地であ る渡良瀬遊水地において調査を行った。 葉

をサンプ リ ング し， フ ローサイ ト メ ト リ ーによ って測定

し た核 DNA 量に基づいて倍数性を推定し た と こ ろ，外来

種ナガバギシギシ と ノ ダ イオウの中間的な倍数性の個体

が多数検出され， 両種の間で高頻度で交雑が起き ている

可能性が示唆された。 また， いずれの種よ り も高い倍数

性の高い個体も検出され， 非還元性の配偶子によ る雑種

と 推測された。 こ のよ う な高次倍数性の個体は種子稔性

が著し く 低下し ていた。

〔備考〕

27） 　 緑潮 （グリーン タ イ ド） を引き起こす侵入アオサの

実態把握

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0910AF006

〔担当者〕 ○石井裕一 （生物圏環境研究領域）， 玉置雅紀，

矢部徹

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 世界各地でグ リ ーン タ イ ド が環境 ・ 社会問題 と

なってお り ， 日本でも 1990 年代以降， 各地で報告事例が

多 く なっている。 提案者ら によ る先行調査の結果， 東京

湾 ・ 谷津干潟で発生し ている グ リ ーン タ イ ド は侵入種 ミ

ナ ミ アオサが 優占種であ っ た。 同様に湾内の他のグ

リ ーン タ イ ド も侵入種が寄与し ている可能性があ る。 そ

こ で湾内複数個所のグ リ ータ イ ド 構成種の種別現存量 と

その季節変化を定量的に調査し ミ ナ ミ アオサの侵入状況

およびグ リ ーン タ イ ドへの寄与の推定を目的とする。

〔内容および成果〕

　 東京湾において， 水文地形学的特徴およびグ リ ーン タ

イ ド 発生状況の異な る複数の調査地点 （富津干潟， 盤洲

干潟， 谷津干潟， 三番瀬， 千葉港， 東扇島， 野島） にお

いて， グ リ ーン タ イ ド の発生状況およびその種構成比に

関する調査を実施し た。 アオサの種同定については新た

に CAPS マーカーを開発し， グ リ ーン タ イ ド形成種であ
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る アナアオサ， リ ボンアオサおよび侵入種 ミ ナ ミ アオサ

の簡便かつ正確な種分類手法を確立し た。 現地調査の結

果， 秋季にはいずれの調査地点において も アオサ類によ

る グ リ ーン タ イ ド の発生が確認された。 冬季には多 く の

調査地点でグ リ ーン タ イ ド は消失し たが， 谷津干潟のみ

継続し てグ リ ーン タ イ ド が発生し ていた。CAPS マーカー

によ る種同定の結果， 秋季の三番瀬や谷津干潟， 冬季の

谷津干潟でのグ リ ーン タ イ ド 形成種は侵入種 ミ ナ ミ アオ

サが 優占種であった。

〔備考〕

28） 　 生物の空間分布予測モデルに も と づいた自然再生

適地の抽出と市民参加による検証

〔区分名〕 地方環境研 と の共同研究

〔研究課題コー ド〕 0910AH002

〔担当者〕 ○角谷拓 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 生物多様性保全の重要性への認識の高ま り と

と も に， 環境省によ る自然環境保全基礎調査に代表され

る よ う に， 生物多様性の現状を把握する ための生物分布

の調査が実施される よ う になっている。 しかし， 多数の

調査が実施されている一方で， その仕様が異な る こ と な

どの理由から それら を統合的に活用し生物多様性保全の

現場において有用な情報 と し て提供する ための方策につ

いてはまだ十分に確立し ている と はいえない。 そ こ で本

研究では， 県独自で も生物分布調査を実施し ている福井

県を モデルケース と し て， 生物お よ び環境にかかわ る

様々な空間データ ソ ース を一括し てデータベース化し，

実際の生物多様性保全の現場において活用可能な情報に

変換し て提供する ための方策を検討する こ と を目的 と す

る。

〔内容および成果〕

　 福井県等 と の共同研究によ り ， 福井県において， 市民

参加によ る調査で採集された水棲生物の分布データ を利

用し て， 土地利用の不均一性に も と づ く 里山環境の指標

を開発し， 生物分布推定への利用可能性について検討し

た。 特に， 不均一性を算出する際の解像度や空間ス ケー

ルについて， 生物分布を推定する上で効果的な値を探索

する こ と を試みた。 また， 福井県および地元高校 と の共

同で， 分布推定モデルの精度検証に用いる ためのプ ラ ス

チ ッ ク コ ンテナ池を 30 カ所程度福井県福井市内に設置し

た。

〔備考〕

29） 　 シャジクモ類の生育の現状と衰退に及ぼす環境要因

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0911AE003

〔担当者〕 ○笠井文絵 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 現在， 116 種の藻類が絶滅危惧種 と し てレ ッ ド

リ ス ト に リ ス ト ア ッ プ されているが， シ ャ ジ ク モ類がそ

の半数以上を占めている。 こ のよ う なシ ャ ジ ク モ類の衰

退原因を解明する ため， シ ャ ジ ク モ類の生育の有無 と 環

境要因 （特に光環境） と の関係， および種組成の変化を

解析する。

〔内容および成果〕

　 シ ャ ジ ク モ類の生息場 と な る ため池が多数存在し， し

か も， シ ャ ジ ク モ類の生育の有無に関する過去の記録の

あ る香川県を フ ィ ール ド と し て選び， 過去の生育記録の

あ る ため池を含む多数のため池で環境要因 と シ ャ ジ ク モ

類の生育の有無， 種組成の関係を調査し た。

　 種組成を 1940 年代 と比較する と，現在は明るい環境を

好むイ ト シ ャ ジ ク モ類が減少し， 比較的暗い環境で も生

育可能なシ ャ ジ ク モ， カ タ シ ャ ジ ク モ， ヒ メ フ ラ ス コモ

などの出現頻度が増加し ている こ と がわかった。 こ の こ

と は， 富栄養化によ り ため池の透明度が減少し， それに

と も なって光環境が悪化し， よ り 明るい環境を好む種が

減少し た こ と を示唆する。

〔備考〕

30） 　 都市の緑地間における蝶類相の比較と 移動分散の

実態解明

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0911AE006

〔担当者〕 ○今藤夏子 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 大都市に点在する大型緑地は， 比較的豊かな自

然が残されている こ と も多 く ， その維持や保全は都市に

おけ る人間生活を豊かにする と 考え られる。 しかし， 各

緑地は孤立し てお り ， 各緑地の生態系にどの程度相互作

用があ るのかは不明であ る。 一方， 都市生態系の保全に

街路樹によ る緑の回廊 （コ リ ド ー） や屋上緑化が機能す

る と 期待されているが， その実態について不明な点が多

い。 本研究では， 都市生態系の実態を解明する こ と で，

よ り 効率的な緑化計画や都市におけ る生態系保全方法に

対する示唆を得る こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 東京都心の ８ 公園において， 平成 21 年 6 月から 10 月

にかけて 1ヶ月ご と にチ ョ ウ類のルー ト センサス を行っ
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た結果， 全 33 種 1548 個体を観察し， 一部については

DNA 解析用のサンプルを採集し た。 また， 各公園におけ

るチ ョ ウの食草の調査も行った。

〔備考〕

31） 　 広域スケールでの土地利用の不均一性 と生物の空

間分布との関連の解明

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0911AE007

〔担当者〕 ○角谷拓 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 生物多様性条約ポス ト 2010 年目標の策定， お

よび日本国内におけ る生物多様性総合評価への寄与を目

指し た生物多様性指標の開発 と 検証。 グ ローバルス ケー

ルで土地利用の不均一性 と生物の分布 と の関係を分析す

る。

〔内容および成果〕

　 土地利用の不均一性に も と づいた里山指標を開発 し

た。 その上で， 日本全国スケールでの鳥類 （サシバ）， 両

生類および水棲昆虫 （ ト ンボ類） の空間分布 と の関係性

を解析する こ と で開発し た指標の検証を行い， グ ローバ

ルス ケールで里山指標値の地図化を行った。 また， 広域

評価への展開が可能な生物多様性指標の開発を目指し，

兵庫県の複数のため池で採集された詳細な水生生物およ

び物理環境データ を利用し， 全種数， 絶滅危惧種数， 機

能群多様性など様々な生物多様性の個別状態指標の挙動

を説明可能な統合生物多様性指標を算出する手法を検討

し た。

〔備考〕

32） 　 植物のオゾン被害と ス ト レス診断に関する研究

〔区分名〕 地方環境研 と の共同研究

〔研究課題コー ド〕 0911AH001

〔担当者〕 ○青野光子 （生物圏環境研究領域）， 久保明弘

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 オゾ ンは局地的な大気汚染ガ ス であ るばか り

ではな く ， 地球規模での生態系や人間活動に対する深刻

な脅威であ る と 認識される よ う になってお り ， なかで も

オゾンの影響によ る森林の減少や農作物の減収等が強 く

懸念されている。 そ こ で， 植物被害の機構解明 と と もに，

各地方におけ る植物被害の実態の把握が急務であ る と 考

え，平成 19 年度に開始し た各地方環境研究所等における

植物被害に関する共同調査を継続し， 中長期的な被害実

態の把握を目指し ている。 また， これまでに開発し た分

子的 メ カニズムに基づ く 植物のオゾン ス ト レ ス診断手法

を改良し， 実際の植物被害調査への利用を拡大する こ と

を目的 と する。 目標は， オゾン指標植物の野外におけ る

オゾン ス ト レ ス を遺伝子発現解析によ って診断する手法

を高度化する と と も に， 市民の理解を深める ために研究

結果の普及をはかる こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 参加地環研等において， 7， 8 月に共同し て植物被害実

態調査を実施し た。 国環研の供給し た単系統のアサガオ

を共通植物 と し て使用し た。 野外で生育させたアサガオ

の葉を， 光化学オキシダン ト によ る被害が観察される前

（5， 6 月頃） に採取し た （無傷葉）。 また， 光化学オキシ

ダン ト 濃度が上昇し た翌日に， 各調査地点において被害

が発現し なかった葉 （無被害葉）， 及び被害が発現し た葉

（被害葉） を採取し た。 国環研ではこれらの葉におけるオ

ゾン応答遺伝子の発現や構造を解析し， 野外におけ るオ

ゾンによ る被害を的確に反映し， 診断に使用でき る よ う

な遺伝子の選定を行っている。 また， 植物被害情報の共

有化を図る と と も に， 被害の数値化や， 被害発現に係る

諸条件 （大気汚染， 気象条件， 土壌等） について検討を

行 う ため， 各地のオゾンによ る被害状況 と オゾン， その

他の大気 ・ 気象条件のデータ を取 り ま と め， 解析し てい

る。

〔備考〕

埼玉県環境科学国際セン ター （三輪誠、 嶋田知英）， 千葉

県環境研究セン ター （岡崎淳） （代表） ， 神奈川県環境科

学セン ター （武田麻由子， 小松宏昭）， 静岡県環境衛生科

学研究所 （中西隆之）， 名古屋市環境科学研究所 （山神真

紀子， 中島寛則）， 鳥取県衛生環境研究所 （福田拓）， 福

岡県保健環境研究所 （中村朋史， 須田隆一）， 佐賀県環境

セン タ－ （光武隆久）， 東京都環境科学研究所 （オブザー

バー （横山仁））

33） 　 浅海域における干潟・藻場の生態系機能に関する研

究

〔区分名〕 地方環境研と の共同研究

〔研究課題コー ド〕 0911AH003

〔担当者〕 ○矢部徹 （生物圏環境研究領域）， 石井裕一

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 干潟 ・ 藻場は景観上の重要性に加え生物多様性

と 物質循環の観点か ら重要な役割を果た し， それら の生

態系機能に基づ く 環境浄化能は浅海域の環境保全に必要

不可欠であ る。 しかし， 近年で も干潟 ・ 藻場の減少が指

摘され，海域環境改善が停滞し ている一因 と なっている。

本研究では １ ， 底泥か ら の汚濁負荷の制御， ベン ト スの

生物生息環境の保全手法， 藻場構成種の生態学的特性に
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関する比較検討， それら の移植 と 大量増殖手法にわた る

多様な視点を通じ た干潟 ・ 藻場の生態系機能に関する知

見の集積を行い， これら の保全 ・ 修復のための有効な手

法 と し て， 特に底層の酸素環境の評価 と 改善に関する知

見の集積と共有を目標とする。

〔内容および成果〕

　 本テーマでは， 多様なフ ィ ール ド におけ る生態系機能

の評価を研究課題 と する上で， 各研究機関が得手 と する

技術を持ち合 う こ と で様々な側面か ら研究を実施する。

各研究所における進捗状況を分担に応じ て列記する。

　 広島県が新提案し たアマモ再生マ ッ ト の複数の海底敷

設法の比較実験 と モニ タ リ ングを行った。 広島県提案の

アマモ場再生マニ ュ アルを コ アマモ場再生へ適用し， 鳥

取県において改良し育苗施設開設に至った。 さ ら にコ ア

マモ生育環境の情報提供， および生産し た種子の提供を

実施し， 住民参加型の自然再生活動に貢献し た。 愛知県

と 山口県では住民参加も可能な生態系機能の簡易評価手

法の開発を実施し た。 移植後の定着率向上を目指し， 兵

庫県 と 山口県では一時生産の競合者であ る付着藻類の現

存量モニ タ リ ングを行った。 広島県 と 協同で開発し てい

る底質改善技術についてはその実証試験を実施し た。 茨

城県の協力で底質および直上水中の酸化還元環境 と 栄養

塩類動態 と の関係を現場お よ び室内実験を通 じ て検証

し， 三重県では， コ アマモの大量増殖技術の開発に向け

た地下茎生育条件の検討を行った。 国環研では， これら

の結果を も と に干潟 ・ 藻場におけ る生態系機能に関する

情報のデータベース化や評価手法の標準化に関する研究

を行い， それぞれのフ ィ ール ド にフ ィ ー ド バ ッ ク でき る

よ う にコーデ ィ ネイ ト を行った。

　 平成 21 年度連絡会議を二回， 平成 21 年 5 月 28-29 日

には鳥取県で， 平成 22 年 2 月 23-24 日には国環研で実施

し た。 鳥取県ではコ アマモ自生地， アマモ移植地， コ ア

マモ再生植栽地 と コ アマモの種苗育成試験地の見学等を

実施し た。 平成 21 年度には学会 ・ 研究集会における関連

の口頭およびポス ター発表を 19 件， さ らに査読付き学会

誌については， 英文 3 報， 和文 1 報を発表し た。 　

〔備考〕

　 　

34） 　 小笠原諸島における十脚目甲殻類のイ ンベン ト リ

作成および保全に関する基礎的研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD008

〔担当者〕 ○佐竹潔 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 小笠原諸島では陸水域で十脚目甲殻類の固有

種が相次いで発見されてお り ， これら の種は絶滅のおそ

れがあ る種 と し てレ ッ ド リ ス ト に掲載されたが， 保全に

必要な生活史はまだ未解明であ る。 また， サンゴ礁海域

は白化現象によ り 危機的な状況にあ るが， こ の海域に生

息する十脚目甲殻類の研究は不十分であ る。 そ こ で， 本

研究では， 小笠原諸島の陸水域やサンゴ礁海域で十脚目

甲殻類の調査を行い， 固有種や絶滅危惧種など十脚目甲

殻類のイ ンベン ト リ を作成し， 併せて これら の種の初期

生活史を解明し， 今後の保全施策に資する こ と を目的 と

する。

〔内容および成果〕

　 小笠原諸島母島のサンゴ礁海域において甲殻類の分布

調査を行った。 その結果， 共生エビやサンゴガニ類をは

じめ と する十脚目甲殻類を採集する と と も に， 生息時の

色彩を可能な限 り 残し ての撮影を行 う こ と ができ た。 な

お， 種によ っては精査を要する場合があ るので， 分類学

的な検討を行っている と こ ろであ る。 また， 小笠原諸島

父島の河川において， オガサワ ラ ヌマエビの分布調査を

行っ たが， 初期幼生については発見す る こ と がで き な

かった。 生活史を解明する目的で， 研究所内の施設にお

いて飼育を行っている。

〔備考〕

［連携研究者］

千葉県立中央博物館 　 駒井智幸

大阪工業大学 ・ 工学部 　 三橋雅子

琉球大学 ・ 亜熱帯島嶼科学超域研究推進機構 　 成瀬 　 貫

［研究協力者］

国立環境研究所 　 山野博哉

35） 　 フ ローサイ ト メ ト リ 分離細胞の全ゲ ノ ム増幅に基

づ く 非培養海産微細藻のメ タゲ ノ ムと分類

〔区分名〕 科学技術振興事業団からの委託 ( 全般 ) 戦略的

創造研究推進事業等

〔研究課題コー ド〕 0911KB002

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 フ ローサイ ト メ ト リ 分離細胞のゲ ノ ム ・ 分類情

報の包括的な解析手法の開発 と 海洋環境の未培養 ・ 未知

微細藻群のゲ ノ ム と分類情報の整備・集積を目的 とする。

分類学的解析 と 凍結保存に関わる研究 ・ 技術開発は日本

側で， ゲ ノ ム解析に関わる研究 ・ 技術開発は仏側におい

て， 各々が主導的に実施し， 研究期間中に成果の共有化

のための研究 ・ 技術交流を行 う 。 海洋微生物の高度利用

に不可欠な革新技術の開発 と 具体的な成果 と し ての未培
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養 ・ 未知海産微細藻群に関するゲ ノ ム ・ 分類情報の収集

が期待される。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 日仏各々でフ ローサイ ト メ ト リ 分離細胞の

ゲ ノ ム ・ 分類情報の包括的な解析 と 海洋環境の未培養 ・

未知微細藻群のゲ ノ ム と 分類情報の整備 ・ 集積に必要 と

される主要な技術開発を行い， プロ ト コールを確立し た

上で， 研究手法 と 解析技術の共有化のための研究交流を

行った。 具体的には， 日本側チームでは， 凍結保存を含

む海洋環境試料の前処理・保管方法そし て FCM 分離細胞

の分類学的解析法について検討を行い， 各々のプ ロ ト

コールを確立し た。 フ ラ ン ス側チームでは， フ ローサイ

ト メ ト リ 分離細胞のゲ ノ ム解析， 分離細胞の培養法の検

討を行い， プロ ト コールを確立し た。 また多数の環境試

料について網羅的に メ タ ゲ ノ ム解析を行 う ために， 日仏

共同で、French National Sequencing Center の Genoscope 研

究費への申請を行い承諾された。

〔備考〕

フ ラ ン ス CNR，Station Biologique de Roscoff と の共同研究

（担当者 ： Daniel Vaulot 主席研究員）

36） 　 都市部 と農村部における河川水のオオ ミ ジ ン コ を

用いた総合毒性評価に関する研究

〔区分名〕 共同研究

〔研究課題コー ド〕 0911LA003

〔担当者〕 ○多田満 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 河川には， 住居， 事業所， 工場， 農地や家畜飼

育場などか ら雑多な排水が流入し， そ こ に含まれる化学

物質 （有機・無機汚濁） によ り 生態系に多様な悪影響 （総

合毒性） がも た ら されている も のの， 原因物質が多岐に

わた る ため主因の特定が難しい。 本研究では， 標準試験

生物であ るオオ ミ ジン コ （Daphnia magna） を用いて都市

部 と 農村部の河川水の毒性試験を行な う と と も に， 農薬

分析などによ り 主た る毒性物質の同定を進めて， 総合毒

性の発現パターンを環境の違 う 河川を比較し ながら把握

し， 総合毒性発現プロ セスの解明に迫る こ と を目的 と す

る。

〔内容および成果〕

　 横浜市鶴見川水系 （3 地点） の河川水から夏季 （6 ～ 7

月） に 4 ～ 12 種類の農薬が検出され， オオ ミ ジン コ繁殖

阻害 （100 ～ 50％） がみられた。 主た る要因は， 殺虫剤

フ ェニ ト ロチオン と 数種殺虫剤の複合影響ではないか と

推定 さ れた。 ま た， つ く ば市桜川の河川水で も 夏季 （6

月） におけ る繁殖阻害 （60％） の主た る要因は， フ ェ ニ

ト ロチオンではないか と推定された。

〔備考〕

横浜市環境科学研究所 ・ 酒井学

37） 　 ユス リ カ相と長期･短期的環境変動の関連に関する

基礎的研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0913AE004

〔担当者〕 ○上野隆平 （生物圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 ユ ス リ カ類は陸水域の底生動物の代表的なグ

ループであ り ， 様々な陸水環境でユス リ カ相を構成する

種が異な り ， 水質や植生など を反映する こ と が分かって

き ている。 しかし， 環境の変動に対し てユス リ カ相がど

のよ う に応答するかは十分に研究されていない。 本研究

では長期的･短期的環境変動に対する ユス リ カ相の応答

を研究し， 環境変動の指標 と し ての基礎的な情報を得る

こ と を目的 と する。 また， 過去の環境 と ユス リ カ相の対

応を研究する手段 と し て， ユス リ カ遺骸の利用法につい

て検討する。

〔内容および成果〕

　 小笠原諸島父島におけ るユス リ カ相の変化を調べる た

め， 2 つのダム湖の 5 地点から 25 ～ 40 cm の湖底堆積物

を採取し， 5 cm ご と に分割し た各層に含まれるユス リ カ

幼虫の頭殻数を調べた。 その結果， ハイ イ ロユス リ カ以

外の優占種では古い深層から新しい表層まで堆積物中の

頭殻数に顕著な差が見られなかったが， ハイ イ ロユス リ

カの頭殻だけは比較的表層の新しい堆積物層に集中し て

見られた。 こ の こ と か ら， 父島のダム湖において， ハイ

イ ロユス リ カのみが近年急激に増加し た も の と 考え られ

た。

〔備考〕

38） 　 遺伝子組換えセ イ ヨ ウアブ ラ ナのこぼれ落ちおよ

び拡散に関するモニ タ リ ング

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0913AF001

〔担当者〕 ○中嶋信美 （生物圏環境研究領域）， 西沢徹

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 海外での遺伝子組換え （GM) 農作物の栽培面積

増大に伴い， 国内の一般環境中への GM 農作物の侵入圧

が上昇し ている と 推測されるが， その長期的な生育の実

態は不明であ る。 本課題では， 既に GM セイ ヨ ウがブラ

ナの生育が確認されている 3 ヵ 所を対象にモニ タ リ ング

を実施し， 長期的な個体数変動 と 場所によ る生育状況の
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違いを明らかにする。 こぼれ落ちに起因し た GM セイ ヨ

ウ アブラナが拡散し， 近縁種 と 交雑するかど う かを判定

す る と と も に封 じ 込めのエン ド ポ イ ン ト を明 ら かにす

る。

〔内容および成果〕

　 平成 21 年 10 月に博多港周辺 と国道 3 号線沿い， 四日

市－松坂間の国道 23 号線の予備調査をおこ なった。国道

3 号線はセ イ ヨ ウ アブ ラナがほ と んど生育し ていなかっ

た。 一方で博多港では種子陸揚げ地点周辺に多数のセ イ

ヨ ウ アブラナが見られた。四日市－松坂間の国道 23 号線

では環境省の調査を参考に， 雲津大橋， 豊津上野， 白子，

塩浜大橋， 鈴鹿大橋の周辺にそれぞれ 1 ～ 2km の調査区

を設定し た。国道 51 号線についてはこれまでの調査結果

を基に水郷大橋， 与倉， 大栄 IC， 伊能， 吉岡周辺にそれ

ぞれ 1 ～ 2km の調査区を設定し た。 11 月よ り 国道 23 号

線と国道 51 号線について 2 週間ご と にセイ ヨ ウ アブラナ

の生育個体数調査をおこ なっている。 また， 平成 22 年 3

月下旬から 4 月上旬にかけて博多港周辺， 国道 23 号線，

国道51号線について調査区内の全個体をマーキング し て

空間分布を調べる予定であ る。

〔備考〕

(7) 　 地球環境研究セン ターにおける研究活動

　 地球環境の監視 ・ 観測技術に関する研究と し て， 特に，

リ モー ト センシングに関する研究 と し て， 遠隔計測デー

タ中の地形及び分光特徴の自動認識に関する研究， 分光

法を用いた大気計測に関する研究， 指標生物群を用いた

生態系機能の広域評価と情報基盤整備を実施し た。

　 将来の地球環境に関する予見的研究や新たな環境研究

技術の開発等の先導的･基盤的研究 と し て， グ ローバルな

森林炭素監視システムの開発に関する研究， 成層圏突然

昇温現象が熱帯対流圏に及ぼす影響， 環境試料を用いた

物質循環の変動や汚染の指標に関する研究， 大気 ・ 陸域

生態系間の炭素収支研究におけ る化学 ト レーサーの利用

に関する基礎的研究などを行った。

1） 　 成層圏突然昇温現象が熱帯対流圏に及ぼす影響

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0809CD006

〔担当者〕 ○江口菜穂 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 近年デー タ が蓄積 さ れて き た高精度の衛星観

測データ を用いて， 両半球極域の冬季か ら春季に発生す

る成層圏突然昇温現象によ る、 熱帯域の （ １ ） 積雲対流

の励起 （発生 ・ 発達） メ カニズム， （ ２ ） 対流圏界面付近

の水蒸気 と 巻雲の変動 メ カニズム， 及び （ ３ ） 成層圏－

対流圏間の物質交換過程を解明する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 前年度に 2006， 2007 年南半球夏季に発生し た ２ つの

SSW の熱帯対流圏の各気象要素への影響を議論し た結

果， 成層圏 と対流圏内の背景場の状況 （ENSO， QBO） に

よ って， その影響が顕著に現れる場所 と 強度が異な る こ

と を明らかにし た。 本年度は EOS MLS の水蒸気データ，

鉛直分解能の高い衛星搭載ラ イ ダー CALIOP の雲物理量

データ と TRMM の降雨強度データ を用いて，2007 年 9 月

に発生し た SSW の熱帯への影響を詳細に調べた。その結

果， SSW 後に熱帯対流圏遷移層 （TTL） 内の絹雲頻度が

増し， TTL に到達する積雲対流が増え る と と もに， 熱帯

全体で組織だった積雲対流域が形成されていた こ と がわ

かった ［Eguchi and Kodera， 投稿準備中］。 また 2009 年 1

月に北半球極域で発生し た SSW に関し て も解析を行い，

SSW 後に時空間スケールの細かい現象（波や積雲活動等）

が卓越し， 成層圏対流圏間の物質交換過程が活発に行わ

れてい る 結果が示唆 さ れた ［Eguchi and Kodera， IGAC-

SPARC］。

〔備考〕

2） 　 大気 ・ 陸域生態系間の炭素収支研究における化学 ト

レーサーの利用に関する基礎的研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0810AA001

〔担当者〕 ○高橋善幸 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 CO2 安定同位体および硫化カルボニルなど微量

ガス を化学的指標物質 （化学 ト レーサー） と し て用いる

こ と に よ る 陸域生態系の炭素循環研究の高度化を目指

す。 具体的な内容 と し ては， 土壌などのプロ セス観測用

チャ ンバーサンプ リ ングシステム， 群落ス ケールでのフ

ラ ッ ク ス観測用の渦集積型サンプ リ ングシステム等のタ

ワーサ イ ト での実用化を目指 し， こ れに よ り 得 ら れた

データによ り ， フ ラ ッ ク ス成分の分離評価の高度化など

を進める。

〔内容および成果〕

　 これまでに試作し て き た渦集積法によ る群落ス ケール

での微量ガス フ ラ ッ ク ス観測システムを も と に， よ り 多

様な環境への展開を想定し て， 耐候性 と 汎用性を高めた

新しいシステムの作成 と制御アルゴ リ ズムの検討を行っ

た。

　 土壌チャ ンバーによ る観測については， チャ ンバー観

測特有の定常状態への撹乱によ り 生じ る各種のアーテ ィ

フ ァ ク ト を軽減し， よ り 信頼性の高い測定値を得る こ と
―  195  ―



国立環境研究所年報（平成 21 年度）
のでき る システムを作成し た。 これは， 放射性炭素の測

定に必要な大容量の試料の採取にも応用でき る も の と し

た。

〔備考〕

3） 　 遠隔計測データ中の地形及び分光特徴の自動認識に

関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0810AE005

〔担当者〕 ○松永恒雄 （地球環境研究セン ター）， 山本聡

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 衛星や航空機か ら 取得 さ れた遠隔計測デー タ

か ら， 地形及び分光特徴を自動的に認識 ・ 抽出する技術

を開発する。

〔内容および成果〕

　 本年度には， 連続／重複し て撮影された航空写真よ り

移動体を直接検出する アルゴ リ ズムの開発を進めた。 ま

た月探査周回衛星に搭載された可視近赤外分光計によ る

連続分光データの処理に関する研究を進め， 月面にほぼ

純粋な斜長石か ら な る岩体が多数分布する こ と， 及び月

面の SPA と呼ばれる領域の地下にマグネシウ ムに富む斜

方輝石か ら な る地層があ る こ と を明ら かにし た。 さ らに

上記データの校正及び大量自動処理を実行する シス テム

と 同シス テムによ り 得られた成果に関する論文， 及び衛

星画像の幾何補正／オルソ補正システムに関する論文を

それぞれ投稿し た。 後者は既に受理されている。

〔備考〕

4） 　 グローバルな森林炭素監視システムの開発に関する

研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0811BA001

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球環境研究セン ター） ， 伊藤

昭彦， Anna Peregon， 安立美奈子

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 23 年度 （2008 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本課題は， 森林減少 ・ 劣化を国際的に監視する

システムを我が国が先駆的に提案する こ と に向けて， ア

ジアの地域を中心に， PALSAR 等の全天候型 リ モー ト セ

ンシング情報を活用し て森林減少や森林劣化を定量的に

把握する手法を開発する と と も に， 森林減少の防止活動

に伴 う CO2 排出削減量のアカ ウ ンテ ィ ングを広域 （国レ

ベルおよびプロ ジェ ク ト レベル） で実施でき る システム

の開発に関する検討を進める。

〔内容および成果〕

　 熱帯林のほ と んどは発展途上国にあ り ， 近年の人口増

加 と 開発圧力のため， 急激な速度で森林破壊が進み， プ

ラ ン テーシ ョ ン な ど の耕作地や居住地に転換 さ れてい

る。 その結果， 生態系が持っていた本来の生態系サービ

スが低下し， 私たちの生活に も深刻な影響が生じ るおそ

れがあ る。 本課題では， 東南アジアを中心 と し た熱帯雨

林の状況を人工衛星の観測データ を使って把握し， 現地

観測やシ ミ ュ レーシ ョ ンモデルを用いて CO2 収支など生

態系サービ スへの影響を評価する 「森林炭素監視システ

ム」 の開発を進めた。 マレーシアの熱帯雨林 と 近接する

プ ラ ンテーシ ョ ンを調査し， 実測データ を用いて炭素収

支をはじめ と する生態系の機能を評価するモデルを開発

し検証を行った。 それを用いる こ と で， 土地利用転換に

伴 う 植生や土壌の変化をシ ミ ュ レー ト し， 長期的な生態

系の炭素収支への影響を検討し た。さ らに，人工衛星デー

タ を解析し， イ ン ド ネシア ・ カ リ マン タ ン島など を対象

と し て東南アジアで広域的に森林減少 ・ 劣化に伴 う 生態

系影響を把握する システムを開発する ための研究を進め

た。

〔備考〕

5） 　 環境試料を用いた物質循環の変動や汚染の指標に関

する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0911AE005

〔担当者〕 ○向井人史 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 長期間や短期間での環境の変動や汚染につい

て， 環境化学的側面か ら アプローチする こ と を目的に各

種の研究を行 う 。

１ ） 隠岐島での粉じんのモニ タ リ ングを行い長期的な気

候変動に対する応答を調べる。

２ ） 鉛同位体比や金属成分比を用いた大気中の元素の起

源に関する研究と し て，地方環境研究所など と協力し て，

おもに大気粉じん中の金属に着目し た調査を行 う 。

〔内容および成果〕

　 隠岐島での大気粉じんのモニ タ リ ングを継続し， アジ

アの大気汚染 ト レ ン ド の解析を行 う べ く 準備を し た。 国

内の環境研究機関 と 協力し， 大気粉じんの金属成分の特

徴の抽出など を行い， 地域性や発生源についての議論を

行った。 特に Ｖ についての起源について， さ らに研究を

行 う 必要性があった。

　 鉛同位体比を用いて， 各地の降水などの鉛の発生起源

について検討を行った。 宮城県の例では， ほぼ国内の鉛

に近い同位体比の分布が見られたが， 全体 と し て これま

での分布よ り ， 208Pb に対し て濃縮が見られた。 これが，
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中国な どの鉛同位体比の動き と なにか関係があ る かは，

今後検討が必要であった。 また， 特殊なケース も １ ～ ２

例見受け られた。

〔備考〕

日置正， 辻昭博， 谷口延子 （京都府保健環境研究所）

北村洋子 （宮城県保健環境セン ター）

中込和徳 （長野県環境保全研究所）

溝口敏明 （富山県環境科学セン ター）

6） 　 指標生物群を用いた生態系機能の広域評価と情報基

盤整備

〔区分名〕 環境技術開発等推進事業

〔研究課題コー ド〕 0911BD002

〔担当者〕 ○小熊宏之 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究課題は，JaLTER を中心 と し てモニ 1000，

JapanFlux， PEN と いった現状の各生態系観測ネ ッ ト ワー

ク の連携を強化する こ と によ って森林生態系におけ る生

態系総合監視システムを構築し， 生態系機能の時空間的

変動を明ら かにする ための指標生物群を特定する こ と を

目的とする。

〔内容および成果〕

　 本研究の目的は陸域植生の生理生態機能を評価する た

めの簡便な リ モー ト センサーの開発であ り ， 地上撮影や

空撮など様々な条件下での自動観測に耐え う る シス テム

を提案する こ と であ る。 森林などの地上観測点におけ る

定点撮影画像は， 植生のフ ェ ノ ロ ジーや多様性， 生産性

と いった生態系機能の評価を行 う 際の有効なツール と し

て期待されている。 特にデジ タルカ メ ラ を多地点に設置

し て行 う フ ェ ノ ロ ジーの観察は， 国内だけでな く 世界各

地において タ ワー観測 と 同様の広が り を見せつつあ る。

地上観察で用いられているデジ タルカ メ ラの解析方法 と

し て， 赤， 緑， 青の出力値を用いた指標によ り ， 展葉や

黄葉 と いった植生フ ェ ノ ロ ジーを抽出する方法が提案さ

れている。 しかし ながら， 多種多様なカ メ ラが利用され

ているにも関わ らず， カ メ ラの色再現性や感度差 と いっ

た詳細な性能は不明であ り ， 同一指標 ・ 閾値によ る フ ェ

ノ ロ ジー比較の障害 と な り う る。 そ こ で本年度は従来の

デジ タルカ メ ラ の内部センサーの感度評価 と， 新規に作

成し た可視－近赤外デジ タルカ メ ラのセンサー感度評価

を行っ た。 一部のカ メ ラ については色調制御に関す る

フ ァーム ウ ェ ア性能の評価を行い， 終的に太陽電池 と

タ イマー部を組み合わせた全天自立型のデジ タル一眼カ

メ ラ自動撮影システムを開発し， 複数の森林において観

測研究も開始し た。

　 近接撮影カ メ ラ では， 高解像度の解析が可能なため樹

種ご と の評価が可能にな り ， さ ら に， 高い時間分解能の

データ を用いる こ と で生理生態イベン ト と 対応し たシグ

ナルの増減の正確な解析も可能にな る。 今後の展望 と し

ては， フ ェ ノ ロ ジーを対象にし た有効波長帯の検索， 生

産性 （CO2 固定） の季節変化や多様性の評価につながる

簡易カ メ ラの開発などが期待される。

〔備考〕

課題代表者 ： 日浦勉 （北海道大学）

7） 　 韓国～対馬海峡域に分布する塊状サンゴ骨格を用い

た環境変動解析

〔区分名〕 共同研究

〔研究課題コー ド〕 0911LA002

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 現生お よび化石キ ク メ イ シ科のサン ゴ を用い

て， 千年～百年の時間ス ケールで韓国～対馬海峡地域の

環境変動を広域 ・ 高精度かつ高時間分解能で復元する。

韓国 ・ 日本両方か ら古環境の専門家が新たに共同研究に

参加し， 得られた結果を既存の鍾乳石や深海底コ アの記

録 と 比較 ・ 統合する。 さ ら に， 現在までにキ ク メ イ シの

サンプルを得た地域 （長崎県， 鹿児島県） に加え， 韓国

でのキ ク メ イ シの探索 と 採取を共同で継続し て行い， 日

本～韓国にかけての対馬暖流域全域におけ る環境変動の

復元を目指す。

〔内容および成果〕

　 韓国～対馬海峡域に当た る韓国の済州島， 日本国内の

長崎県五島 （福江）， 鹿児島県甑島でのサンゴの分布状況

の定量的把握を行った。 その結果， 甑島において巨大塊

状サンゴ群体を発見し， サンゴ コ アの掘削を行った。 ま

た， 五島において も 巨大塊状サン ゴ群体を発見し たが，

海況が悪 く 掘削に至ら なかったため， 近傍の小群体を採

取し， 年輪を確認し た後に次年度以降に掘削を行 う こ と

と し た。 両地点で， 設置し ていた水温計の回収及び再設

置を行った。 済州島においてサンゴ分布調査を継続し て

行い， 詳細な分布を明ら かにし た。 塊状サンゴ群体は発

見でき なかったため， 次年度も探索を継続する こ と と し

た。

　 北海道大学の設備を利用し てサンゴ コ アの X 線撮影及

び同位体の分析を行い， 微量金属元素に関し て， 高知コ

アセン ターでの分析を行った。

〔備考〕

韓国側共同研究者 ： Kiseong Hyeong （韓国海洋研究院）
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8） 　 分光法を用いた大気計測に関する基盤的研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0913AE002

〔担当者〕 ○森野勇 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 人工衛星搭載及び地上設置等の分光遠隔計測

装置や分光法を用いた直接測定装置を用いて地球大気中

の微量成分の存在量及びその変動を よ り 小さ な不確か さ

でを測定する と き， 遠隔計測法及び直接測定法 と その解

析手法， 大気微量成分の分光パラ メ ータの高精度化が必

要であ る。 本研究では分光学の視点に立って関連する研

究を行い， 大気計測の高精度化に貢献する こ と を目標 と

する。

〔内容および成果〕

　 GOSAT TANSO-FTS Band 2 の 1.67μm 帯の測定から メ

タ ンの存在量を導出する ために用いる分光パラ メ ータに

ついて， これまで作成し たスペク ト ル線 リ ス ト を文献値

等 と 比較し た と こ ろ， バイ ア スのあ る部分が存在する こ

と が明ら かになった。 こ のため， 今まで測定し た実験室

フー リ エ分光スペク ト ルデータのスペク ト ル解析の検討

を開始し た。

　 大気観測用高分解能フー リ エ分光計を用いて， GOSAT

の検証作業に適 し た観測モー ド での通常観測を開始 し

た。 本装置の検定のために， 平成 21 年 1 月 7， 15 日に実

施し た航空機同期観測で取得し たデータの解析を行った

と こ ろ， 大気観測用高分解能フー リ エ分光計 と 航空機観

測の結果は， これまでの他の観測地点の結果に対し て直

線上に乗っ た ( 検定に成功 し た )。 その結果を受けて

TCCON （※） に正式に加入が認められた。 また， メ タ ン

やオゾン層破壊関連の物質であ る フ ッ化水素， 塩化水素

の観測及び解析を継続し た。

（※ Total Carbon Column Observing Network， GOSAT 等の

温室効果ガス観測衛星データ を検証する ための も有効

な地上設置高分解能フー リ エ分光計観測網。）

〔備考〕

9） 　 アジア陸域炭素循環観測のための長期生態系モニ タ

リ ングとデータのネ ッ ト ワーク化促進に関する研究

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 地球 )

〔研究課題コー ド〕 0711BB570

〔担当者〕 ○三枝信子 （地球環境研究セン ター），高橋善幸

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 国内の タ ワーフ ラ ッ ク ス観測サ イ ト と 連携 し

て， 観測および解析の標準共有化， 可搬型測器によ る比

較 （検定） 観測を実施し， 国内 ・ アジア地域の観測地点

におけ る観測データの信頼性 と の確保 と 品質管理された

観測データの蓄積を目指す。 また， 比較観測によ ってア

ジア地域の観測体制を整備し， 国内外か ら の科学的 ・ 社

会的要請に対応する と と も に， アジア地域を中心 と し た

わが国の国際的 リ ーダーシ ッ プを確保する。

〔内容および成果〕

　 富士北麓サイ ト でのフ ラ ッ ク ス観測体制を強化する と

と も に， 複数の手法に基づ く 観測手法の検証を実現する

ためのデータ収集を行った。特に 2009 年夏季に可搬型の

観測装置を用いた フ ラ ッ ク ス 比較観測実験 を実施 し，

データ を と り ま と めて精度の確認を行った。 また， 観測

開始 （2006 年） か ら 2009 年末までのデータ を精査し，

データの品質管理手法を確立し， 欠測時のデータ補完を

行 う ための解析を行った。

〔備考〕

研究課題代表者 ： 山野井克己 （森林総合研究所北海道支

所）

10） 　 植物のCO2応答に関する メ タ分析と生態系モデルの

高度化

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0913CD001

〔担当者〕 ○伊藤昭彦 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 大気 CO2 の 21 世紀中に予想される増加に対す

る植物 ・ 生態系応答を予測する ため， 独自開発し て き た

モデル VISIT をベースに， 分子から生理生態レベルで得

られる知見を取 り 込んで新しいモデルを開発する。また，

それを国立環境研究所などにおけ る温暖化予測モデルに

組み込まれた陸域コ ンポーネン ト に反映させ， 予測精度

の向上を図る。 本領域課題において遺伝子か ら個体レベ

ルで解明される短期～長期応答を制御する要因を取 り 入

れる こ と によ り ブレーク スルーを達成する こ と が可能に

なる と期待される。

〔内容および成果〕

　 大気 CO2 増加に対する植物の各種表現型における応答

に関する メ タ分析を実施し た研究例を集め， これまでど

のよ う な メ タ分析が実施されて き たかを総括し た。 それ

に基づいて， 今後の独自の メ タ分析方針を検討し た。 大

気 CO2 濃度上昇に対する長期的変化を陸域モデルで現実

的に表現する ため， 植物の順化プロセスに関する検討を

行った。 また， 植物応答の改良が温暖化予測に与え る影

響を検討する ためのモデル結合について準備的な作業を

行った。

〔備考〕
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科学研究費 　 新学術領域研究 「植物生態学 ・ 分子生理学

コ ン ソーシアムによ る陸上植物の高 CO2 応答の包括的解

明」 （領域代表者 　 寺島一郎 　 東京大学理学部教授） 　 伊

藤の担当 ： 総括班および生態系モデル班

(8) 　 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ターにおける研究活動

　 資源循環 ・ 廃棄物管理の基盤と な る調査 ・ 研究 と し て，

平成 21 年度は，次の ２ 課題を中期計画に沿って計画的に

実施する と と も に， 現在か ら将来にわた る中長期的な問

題への対応、 解決に資する研究能力の向上を図る ための

調査 ・ 研究を， 外部競争的研究資金の獲得等によ り 実施

し た。

１ ） 廃棄アスベス ト の リ ス ク管理に関する研究

　 石綿含有廃棄物の無害化処理におけ る各媒体， 処理過

程に適用可能な電子顕微鏡 と 光学顕微鏡を併用し た分析

法を検討し た。 建材や廃棄物等の固体試料中の石綿測定

法に関し て， 偏光顕微鏡 と 位相差顕微鏡を併用し た測定

法を検討し た。 分析精度管理に関し て， ク ロ スチェ ッ ク

を実施し た。 廃棄物処理 ・ 再資源化施設において， 石綿

飛散実態調査を行った。

２ ） 資源循環に係る基盤的技術の開発

　 「環境 ・ 資源化技術研究会」 によ る活動を継続し， 実プ

ラ ン ト 等の見学 ・ 調査はバイオガス化およびガス濃縮利

用の事例， 水熱反応を用いた一般廃棄物燃料化施設 （い

ずれも北海道地区所在， 21 年 10 月） について行った。技

術動向では， 内外の 新の事例数十件を調査しデータ を

整備し た。 また， 資源化 ・ 処理処分技術研究室主催シン

ポジ ウ ム と し て 「低炭素社会の実現に向けた環境技術」

を開催し （22 年 2 月）， 太陽光発電や燃料電池自動車等，

廃棄物資源化に関連性があってやや異な る分野 と の連携

の可能性について議論し た。

　 シーズ技術 と し ての小規模の実験研究については， 電

磁波を利用し た資源化技術および炭化によ る資源化技術

の検討を継続し た。

1） 　 石綿含有廃棄物の処理 ・ 再資源化過程における石綿

の適正管理に関する研究

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0911BE002

〔担当者〕 ○貴田晶子 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 山本貴士， 野馬幸生

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物処理 ・ 再資源化における石綿の厳密な測

定法 と 日常モニ タ リ ング測定法 と し て， 全ての媒体及び

処理過程に適用し う る石綿分析法を確立する こ と， また

石綿分析におけ る精度管理手法 と その態勢を確立し， 石

綿の適正管理におけ る測定データの信頼性を担保し， 石

綿分析の精度向上に資する情報を提供する こ と を第 １ の

目的 と する。 また， 現状で明ら かでない廃棄物処理過程

におけ る石綿曝露 リ ス ク の実態把握や飛散石綿を捕捉す

る集じん装置の性能を検討する こ と によ り ， リ ス ク低減

方策に資する基礎情報を提供する こ と を第 ２ の目的 とす

る。

〔内容および成果〕

　 無害化処理過程で発生する 排ガス 等の電子顕微鏡によ

る 分析法の検討では， 走査型電子顕微鏡（ SEM） 分析にお

いて一定面積（ 目開き ） 中の繊維の計数が可能と なる 試料

台を製作し ，破砕排ガス 集塵ダス ト の分析に適用し た。固

体試料中の石綿測定法の検討では，酸処理によ る 濃縮と 偏

光顕微鏡によ る ポイ ント カウ ント 法を組み合わせ， 0.1％

レ ベルの石綿を定量でき る 方法を考案し ，土壌試料の分析

に適用し ， 評価し た。 精度管理手法の検討では， アモサイ

ト 及びク リ ソ タ イ ルから 作成し たリ ロ ケータ ブルス ラ イ

ド を用いた位相差顕微鏡法のク ロ ス チェ ッ ク を進め，アモ

サイ ト で良好な結果を得た。電子顕微鏡法（ 透過型電子顕

微鏡（ TEM） 法及び SEM 法） についても アス ベス ト 標準

や集塵ダス ト を共通試料と し てク ロ ス チェ ッ ク を行った。

廃棄物処理施設における 石綿飛散状況把握のための調査

を実施し ， TEM 法によ る 分析で破砕排ガス 集塵ダス ト や

破砕残渣から アス ベス ト を検出し た。

〔備考〕

循環型社会形成推進科学研究費

研究代表者 ： 貴田晶子

共同研究者 ： 酒井伸一 （京都大学）， 豊口敏之 （環境管理

セン ター）， 藤吉秀昭 （日本環境衛生セン ター）

2） 　 資源循環に係る基盤的技術の開発

〔区分名〕 循環型社会･廃棄物研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AB462

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 小林潤

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境低負荷であ り 循環型社会形成の要素技術

と し て将来的に中核 と な り 得る廃棄物の資源化技術， 環

境保全技術等に関する研究開発を行 う 。 新規な原理に立

脚し， 従来よ り 総合的な効率に優れる技術 と し てエネル

ギーおよび物質の回収が可能な有効性の高い資源循環技

術に関する情報基盤構築を目指す。

〔内容および成果〕

　 廃棄物資源化お よ び環境保全技術動向の調査お よ び

シーズ的な技術に関する基礎実験研究を行った。 技術動
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向調査に関し ては， 内外の先進的な技術動向数十件に関

し， 文献調査および資源化 ・ 環境保全施設の見学， ヒ ア

リ ング等を行い， 詳細情報を集積し， データベース と し

ての活用に向け準備を整えた。

　 実験研究では， 電磁波を利用し た資源化技術および炭

化によ る資源化技術に関し検討し た。 前者では， アル ミ

ラ ミ ネー ト フ ィ ルムに対する高周波誘導加熱によ り 樹脂

フ ィ ルム と アル ミ 箔が容易に分離で き る こ と を確認 し

た。 また， 高周波印加電流のみな らず， 試料形状等によ

り 加熱挙動が大き く 変化し， プロ セスの 適化の必要性

を確認し た。 炭化技術に関し ては， 特に廃プ ラ スチ ッ ク

を含む原料の場合，タールの生成抑制が重要であ る こ と，

温度条件と タール成分の関係等を明らかにし た。

〔備考〕

3） 　 電磁波エネルギーの選択的注入による金属 ・ 樹脂接

合廃棄物の分離 ・ 資源化

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0809CD001

〔担当者〕 ○小林潤 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔 目　 的〕 本研究は， 家電製品の筐体やプリ ント 回路基板

など で使用さ れている 金属メ ッ キ加工樹脂から の高効率

かつ低環境負荷型の金属およ び樹脂の分離回収技術の確

立を 終目標と し て，予め粗粉砕さ れた金属メ ッ キ加工樹

脂に対し 高周波誘導加熱によ り 金属・ 樹脂接合面を選択的

に軟化・ 溶融も し く は熱分解し ，その状態で流動化さ せる

こ と で金属・ 樹脂を機械的に分離し かつ密度差を利用し た

選別を同時に行う プロ セス を提案し ，その妥当性を明ら か

にする ための実験的およ び理論的検討を行う 。

〔内容および成果〕

　 主にアル ミ ラ ミ ネー ト フ ィ ルムを試料 と し て高周波誘

導加熱実験を行った結果， 加熱条件を適切に選択する こ

と で樹脂フ ィ ルム と アル ミ 箔が容易に分離でき る こ と を

確認し た。 また， 高周波印加電流のみな らず， 試料形状

やコ イル内での試料の配置などによ り 加熱挙動が大き く

変化する こ と が分か り ， 試料の前処理方法も含めた金属

回収プロセスの 適化の必要性が改めて示された。

　 一方， 電子回路基板など複雑な構造を有し なおかつ樹

脂部分が熱硬化性であ る 試料に対 し て も 同様の実験を

行ったが， 金属部品の分離は困難であ り 高周波加熱によ

り 樹脂部分の熱分解 ・ 炭化が進行す る こ と が明 ら か と

なった。 当該試料への適用について も粉砕などの前処理

方法について改めて検討する必要があ る。

〔備考〕

当課題は基盤的な調査 ・ 研究活動にも関連する。

4） 　 ナ ノ膜分離プロセスを組み込んだ熱分解ガス化 - 触

媒改質技術の開発

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0911BE008

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 小林潤

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 　 本研究では， 廃棄物系バイオマスからのエネ

ルギー回収技術 と し て， 熱分解ガス化技術に基づ く 高効

率水素製造および分散型高効率エネルギー利用システム

の確立を 終目標にナ ノ 膜分離プロセス組み込み型低温

熱分解ガス化 ・ 触媒改質技術の開発を行 う 。 具体的には，

廃棄物系バイオマスに含まれる腐食性成分等の除去を考

慮 し た熱分解ガ ス化技術の確立を目的 と し て， 未反応

チャーによ る吸着除去特性評価， 安価で高活性であ り 耐

久性に優れたニ ッ ケル含有合金の直接酸化によ る触媒調

製 と その性能評価， 水素分離性能に優れたナ ノ 分離膜の

耐食性評価を目的 と し た模擬ガスによ る分離性能試験を

実施する。 各要素技術の開発および技術的検討に基づき

当該システムの確立に資する有用な知見を得る。

〔内容および成果〕

　 ガス 化およ び続く 改質工程から なる プロ セス におい

て， 生成水素ガス 等の分離・ 精製の阻害要因になる と 考

えら れる 腐食性ガス やタ ール成分を 低減する ため， プロ

セス 内での触媒適用によ る こ れら の成分の分解除去特性

を 明ら かにし た。 次に， ナノ 膜分離技術によ り ， 水素お

よ び二酸化炭素等のガス 成分の選択的分離を 行う こ と に

よ って，ガス 化で得た水素ガス 等の品質を高める ため，新

規膜材料が示すガス 分離特性を 求めた。 さ ら に， 貴金属

を使用し ない触媒開発を 行う ため， ニッ ケル含有合金を

酸化し ， 触媒成分を 酸化物マト リ ッ ク ス 中に安定に高分

散さ せる こ と で劣化を防止する 新たな手法を開発し た。

　 ガス 化の成果と し て， 従来のニッ ケル系改質触媒およ

び酸化カルシウ ムま たは多孔質シリ カを触媒補助材料と

し て適切に用いる こ と で， 多環芳香族等の炭化水素成分

の非常に少いガス 製造が可能である こ と を示し た。

　 膜分離特性では， 単位表面積およ び圧力差あたり の水

素ガス の透過性は温度依存性が大き いこ と ， 水分の共存

が透過性を かなり 低下さ せる こ と など を 明ら かにし た。

触媒開発の成果では， ス テンレ ス 合金の酸化処理によ り

改質活性が発現し ， 特に二酸化炭素改質活性が高いこ と ，

水蒸気改質活性はニッ ケルの併用によ って向上の余地が

ある こ と などを見いだし た。
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〔備考〕

分担者 ： 田川智彦， 山田博史 （名古屋大学工学研究科）

5） 　 鉄鋼スラグと腐植物質による生態系修復技術の受容

性と環境リ スクの総合評価

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0911BE009

〔担当者〕 ○肴倉宏史 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 沿岸海域におけ る磯焼けな どの生態系を修復

する手法 と し て， 海水中の溶存鉄の不足に着目し た製鋼

ス ラ グ と 腐植物質によ る磯焼け回復技術の開発 と その実

証が注目されている。 本研究では， 腐植物質によ る可溶

性のフルボ酸鉄の生成促進 と 長期安定性 と 環境安全性の

総合評価を行い， 生態系修復 と 環境 リ ス ク の両面を重視

し た技術指針を作成する。

〔内容および成果〕

　 製鋼ス ラ グ と 腐植物質を混合し， 純水な らびに天然海

水を用いてシ リ アルバッ チ溶出試験を行い， 各種金属の

溶出挙動に腐植物質の与え る影響を考察し た。その結果，

ク ロ ムや鉄などの重金属は腐植物質によ って必ずし も溶

出は促進されない こ と が確認された こ と か ら， 用いたス

ラ グや腐植物質の種類や， 試験方法の妥当性について さ

らに検討を行 う こ と と し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 産業技術総合研究所 　 駒井武

6） 　 循環資源利用促進及びリ ス ク管理のための簡易試験

法の確立

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 公害 )

〔研究課題コー ド〕 0709BC277

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 肴倉宏史， 川口光夫

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物 ・ 再生材の利用促進や資源循環 ・ 廃棄過

程に関連する リ ス ク管理に必要な， 日常モニ タ リ ングや

化学分析の代替法等の簡易試験法を開発 ・ 整備する。 簡

易法の位置づけを明確にし， 適用範囲に応じ た確度 ・ 精

度確認， 公定法 と の照合， 簡易法適用におけ る留意事項

の整理等を行 う 。 事例研究と し て， （ １ ） 溶融ス ラ グ等の

Pb， As 等高頻度で検出される金属の簡易試験法の開発，

（ ２ ） ダ イオキシン類の生物検定法の精度確認や適用性，

精度向上に向けた検討， （ ３ ） 循環資源 ・ 廃棄物デー タ

ベース構築のための蛍光 X 線分析法の活用， を取 り 上げ

る。

〔内容および成果〕

　 可搬型ボルタ ン メ ト リ ー装置を用いた再生材等の日常

管理モニタ リ ング手法について，溶融ス ラ グの Pb 分析を

確立し， 一般廃棄物処理施設の現場 と し ての適用性を検

討し た。

　 通年にわた る廃棄物焼却施設におけ る ダ イオキシン類

のモニタ リ ングを高分解能 GC/MS と簡易分析法（生物検

定法 ３ 方法， GC-ITMS/MS） を用いて行った。 その結果，

概ね高分解能GC/MSによ る毒性等量値 と整合する値が簡

易分析法で得られた。 試料調製や定量の方法論を詰める

こ と で， さ ら に精度向上が図れる見通しであ る こ と が明

らか と なった。

　 波長分散型蛍光 X 線分析装置によ り 廃棄物の化学組成

を測定し， データベース と し て活用するにあた り ， 化学

分析値 と 比較し， 定量精度の検討を行った。 また可搬型

エネルギー分散型蛍光 X 線装置が現場分析に応用でき る

かど う かの検討も行った。

〔備考〕

共同研究機関 ： 岐阜県保健環境研究所， 兵庫県立健康環

境科学研究セン ター， 鳥取県衛生環境研究所， 宮城県保

健環境セン ター

7） 　 国際サプ ラ イチ ェ ーンを含む生産消費システムを対

象と し た環境負荷分析の理論と実践

〔区分名〕 寄付によ る研究

〔研究課題コー ド〕 0810NA001

〔担当者〕 ○南齋規介 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 稲葉陸太， 中島謙一

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本研究の目的は， 次の ３ つであ る。 第一に， 貿

易に伴 う 環境負荷等の包括的影響を分析する ための手法

論を確立する。 第二に， 利用可能な各国統計データの特

性を 大限に活用する分析評価モデルを開発し， 我が国

の輸出入に付随する CO2 発生， 主要資源消費量の定量化

と， その構造的特性を明ら かにする。 第三に， 特にバイ

オマス資源利用 と 金属資源関連の主要技術に着目し て環

境効率等で表現される環境技術レベルおよび国外の技術

状況等について複数のシナ リ オを設定し， 我が国の国内

外の CO2 と資源消費が も減少する 適な輸出入構造を

シナ リ オ毎に同定する。 これを通じ て脱温暖化， 脱物質

化を実現する経済システム構築に向けたわが国の貿易構

造ビジ ョ ンを提示する こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 本年度は，2000年基準で構築し ている Global Link Input-

Output (GLIO) モデルを利用し， カーボンフ ッ ト プ リ ン ト
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算定の高精度化 と 効率化に資する方法論を提示し た。 ま

た， 食料品および日用品に該当する部門を対象に GLIO

を用いた内包型排出原単位の解析を行い， 方法論の具体

的な適用例を示し た。 加えて， モデル入力データの高精

度化を目的 と し， 2000 年アジア国際産業連関表および

GTAP7を用いて国別商品別の内包型国内GHG排出原単位

を推計し た。 得られた内包型国内原単位を GLIO モデル

へ入力する こ と で CO2 だけでな く GHG 排出全体での評

価が可能と なった。

〔備考〕

共同研究者：加河茂美（九州大学），近藤康之（早稲田大学）

8） 　 社会経済活動のグローバル化を考慮し たエアロゾル

排出源と影響の評価

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0813CD002

〔担当者〕 ○南齋規介 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 25 年度 （2008 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 本研究課題は， 東アジアの種々の発生源によ る

自国内及び越境汚染に よ り 生 じ る 自国 と 我が国への健

康・植物影響などを化学輸送モデルに基づいて評価する。

それを経済システム と 前駆物質等の排出 と の関係のモデ

ル化において， 影響ポテンシ ャル と し て一元的に導入す

る こ と で， 日本への越境汚染 と その イ ンパ ク ト に対し，

他国のみな らず我が国の経済活動， 消費が誘発する効果

を定量的に明らかにする こ と を目的と し て実施する。

〔内容および成果〕

　 本年度は Global Link Input-Output （GLIO） モデルによ

り 日本の 終需要 と 一次粒子状物質および二次粒子前駆

物質であ る大気汚染物質の国内外誘発排出量を推計する

ため， エネルギー種類別の大気汚染物質排出係数 （NOx，

SOx， PM）， の整備を行った。 排出係数は国別に整備する

こ と が望ま し いが， データ入手が困難であ る こ と か ら，

国や地域を経済規模に応じ て分類し， その分類ご と に排

出係数を整備し た。

〔備考〕

9） 　 循環過程を含む製品ラ イ フサイ クルにおける BFR の

リ スク コ ン ト ロールに関する研究

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0911BE004

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 倉持秀敏， 梶原夏子， 小瀬知洋

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔 目　 的〕 BFR については， 現行製品から ヒ ト への室内曝

露の寄与の大き さ を示唆する 報告が多く なさ れており ，曝

露メ カニズムの解明と それに根ざし た技術対策が代替化

を待たずし て急務である 。 ま た， BFR を含有する 可能性

のある 循環製品の安全性や， BFR に替わる 代替物質の環

境挙動や健康影響に関する 情報も 十分と は言えず，製品ラ

イ フサイ ク ルを見通し た情報集積が必要である 。機能や安

全性，資源消費や環境負荷等を総合的に見据えた製品・ 循

環製品の化学デザイ ンが必要であり ， それら の観点から

BFR と その代替難燃剤をモデルと し て定量的に比較し ，代

替の妥当性を検討する アプロ ーチについても 試みる 。

〔内容および成果〕

　 製品，循環製品の BFR 含有量についてス ク リ ーニング

分析， 精密分析に基づいた調査を実施し た。

　 ハウ スダス ト 中の BFR の存在性状について微小部蛍光

X 線分析等を用いて明らかにし， 製品から ダス ト への移

行 メ カニズムに関する考察を行った。 個人サンプラーに

よ る BFR モニタ リ ングのバ リ デーシ ョ ンを行い，吸入曝

露データの収集を開始し た。

　 住宅やオ フ ィ ス におけ る 室内環境調査， 途上国の e-

waste リ サイ クル現場等における フ ィ ール ド調査を行い，

BFR 排出に関する現状把握を行った。

　 有機 リ ン系代替難燃剤の分析方法を確立し， 物性情報

について測定あ るいは推算によ り 獲得し た。 また， 製剤

ベースでの光分解性や加水分解性を調べ， 不純物や分解

産物の化学情報や毒性について調査を行った。

　 実測データ を収集しつつ， BFR の う ち， HBCD の物質

フ ロー ・ 環境動態モデルの構築を進めた。

〔備考〕

共同研究者 ： 酒井伸一 （京都大学） ， 平井康宏 （京都大

学）， 田辺信介 （愛媛大学），　 高橋 　 真 （愛媛大学）， 森

　 千里 （千葉大学）， 松野 義晴 （千葉大学）， 戸高恵美子

（千葉大学）

10） 　 廃棄物 リ サイ クル制度展開の国際比較と 化学物質

管理の統合システム解析

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0911BE005

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 家庭系有害物 （HHW） の由来， 影響， 制御を念

頭において， 室内ダス ト と 循環廃棄関連ダス ト を主た る

研究対象 と し て取 り 上げ， 環境動態 ・ リ ス ク評価研究を

行 う 。HHW の適正で効果的な リ サイ クル，廃棄管理のた

めの類型化， 社会循環システムの設計， 回収拠点モデル

の検討を進める。 また， これら の取 り 組みを効果的， 自

立修正的に行 う ための国際的な制度比較研究を， 研究の
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枠組みのなかに内在させる。

〔内容および成果〕

　 エネルギー分散型微小部蛍光 X 線分析法 （μXRFS） と

高分解能 GC-MS を用いて，室内ダス ト の臭素含有成分を

指標と し て BFRs の存在画分の推定を試みた。 臭素含有

成分は， 防炎機能が強化されている よ う な施設から採取

し た室内ダス ト やPBDEs が非常に高い濃度で検出されて

いる テレ ビ内部ダス ト を対象 と し て， μXRFS を用いて

検索 ・ 同定を行った。 同定された臭素含有成分について

は， デジ タルマ イ ク ロ ス コープを用いてその由来を推定

する ため拡大画像を観察する と 共に， PBDE の定量分析

を行いその存在の有無を検証し た。 その結果， BFRs 等の

臭素化合物を含有するプ ラ スチ ッ ク製品や繊維製品等が

微細物 と し て移行する経路だけでな く ， 臭素化合物の蒸

散や極小微粒子によ る移行経路の存在が示唆された。

〔備考〕

研究代表者 ： 酒井伸一 （京都大学）

共同研究者 ： 平井康宏 （京都大学） ， 浅利美鈴 （京都大

学），高野裕久 （国立環境研究所），田辺信介 （愛媛大学），

由田秀人 （日本環境衛生セン ター）

11） 　 破砕選別によ る建設系廃棄物の地域循環システム

の設計に関する研究

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0709BE280

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 遠藤和人

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 3R をベース と し た循環型社会の構築にあた り ，

特に廃棄物発生量の多 く を占める建設系廃棄物 ・ 副産物

を メ イ ンのターゲ ッ ト と し， それら を取 り 扱 う 破砕選別

技術に着目し た地域循環システムの構築に関する提案を

行 う 。 これによ り ， 資源生産性 と循環利用率を向上させ，

終処分量を低減させる社会の実現を目指す。

〔内容および成果〕

　 破砕選別施設は廃プ ラ スチ ッ クや木 く ずの破砕選別に

よ り 事業が成 り 立っている こ と が示唆された。 また， 中

間処理施設の受入可能量データが廃棄物フ ローを左右し

た。 破砕選別施設は混合廃棄物か ら約 ６ 割の資源を抽出

し ている こ と が確認された。 破砕選別残さ か ら流動床に

よ って溶出 TOC 等を多 く 含む粒子を分離でき るが，分離

効率は悪かった。 実廃コ ン ク リ ー ト か らの骨材回収にお

いて，ED の異相境界面優先破壊現象の優位性が証明され

た。 鉄筋コ ン ク リ ー ト を水中爆砕する こ と でエネルギー

が抑制された。 破砕選別残さ等の学成分濃度の推定が色

彩情報によ り でき る可能性が示唆された。 破砕選別残さ

には生物分解可能な有機物が少な く 生分解ガス化速度が

速い こ と が示された。 ト ビ ムシおよびシマ ミ ミ ズに対し

する致死性は嫌気分解によ り 低減されていた。 嫌気性培

養試験を汎用的に行 う ための種菌の調製手法及び適切な

微生物栄養源の選択が必要であ る こ と がわかった。

〔備考〕

共同研究機関 ： 早稲田大学， 東京大学， 北海道大学， 龍

谷大学， 秋田県立大学， 埼玉県環境科学国際セン ター，

日本工業大学， 復建調査設計株式会社

12） 　 ホウ素等に対応可能な排水対策技術の開発

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0709BY310

〔担当者〕 ○山田正人 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 成岡朋弘

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 現在， 多 く の業種で （暫定） 排水基準が未達成

の状況にあ る中， ホ ウ素及びフ ッ素等に対応可能な技術

開発がすすめば， 排水処理技術の導入が遅れている事業

者への設置促進が期待でき， ホ ウ素等の環境基準の早期

達成が見込まれる。 従来のプロセスに比べて低コ ス ト で

保守管理が容易であ る特徴を持つ RO 膜処理によ って，各

種排水中のホ ウ素， フ ッ素等の除去を行 う にあた り ， こ

れに適し た高性能の RO 膜を開発する。 具体的には， 各

種排水の中で， その多様性において代表的 と 考え られる

終処分場浸出水等をモデル排水と捉え，RO 膜の評価に

使用する。

〔内容および成果〕

　 ホ ウ素に対応し た RO 膜を新規開発し， 管理型産業廃

棄物 終処分場において浸出水処理の実証試験を行っ

た。実証試験装置は RO 膜モジュール と その前段に SS お

よび高分子有機成分の除去を目的と し た UF 膜 （限外濾

過膜） モジ ュールを配置し た処理工程 と し た。 使用し た

RO膜モジュールは直径 ４ イ ンチ×長さ 40 イ ンチの4040型

であ り ， 膜面積はおよそ ７ m2 であ る。 実証試験は 2009

年 7 月から 2010 年 2 月まで行った。

　 実証試験の結果，ホ ウ素については浸出水原水で 27mg/

L であったのに対し て RO 膜処理によ って 5.5mg/L まで低

減し た。 ホ ウ素の除去率はおよ そ 80％であった。 また，

その他の排水基準項目および協定項目について も，BOD：

139mg/L → 2.5mg/L，COD：146mg/L → 1.4mg/L，アンモニ

ア ： 241mg/L → 6.6mg/L と いずれも基準値未満まで低減

し た。 さ らに， 浸出水原水で 1.1mg/L を示し た 1,4- ジオ

キサン も検出限界未満に低減し た。 なお，RO 膜モジュー
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ル １ 本あた り の処理水量は約 2.4m3/ 日であった。

　 以上の結果か ら ホ ウ 素を含む浸出水の処理において

RO 膜が効果的に機能する こ と が明らか と なった。

〔備考〕

研究代表者 ： 辺見昌弘 （東レ （株） 地球環境研究所）

13） 　 アジア途上地域における POPs 候補物質の汚染実態

解明と生態影響評価

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0812CD001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （循環型社会・廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 国際社会におい て大 き な関心 を 集め て い る

POPs 候補物質，およびその発生源 と し てまた不適切管理

地域 と し て懸念されている アジアの発展途上地域を対象

に，環境・生態系汚染の現状 と経年変化およびバイオア ッ

セイ / マイ ク ロ アレ イ等によ る影響評価の基礎データ を

集積 ・ 解析し， 環境改善や対策技術構築のための科学的

根拠を提示する。

〔内容および成果〕

　 国内外の都市港湾底質 11 試料について， ６ 種の核内受

容体／レポーター遺伝子ア ッ セイ を実施し，POPs 化学分

析結果 と の関連性を主成分分析に よ り 解析し た と こ ろ，

アン ド ロゲン， エス ト ロ ゲン， 甲状腺ホルモン， プロゲ

ステ ロ ン受容体原性と PCBs， BFRs 濃度 と の間に関連性

が見いだされた。

〔備考〕

研究代表者 ： 田辺信介 （愛媛大学）

研究分担者 ： 岩田久人 （愛媛大学） ， 高橋 　 真 （愛媛大

学）， 仲山 　 慶 （愛媛大学）， 高菅卓三 （愛媛大学）

(9) 　 環境リ スク研究セン ターにおける研究活動

　 環境 リ ス ク研究プロ グ ラ ムにおけ る基盤的な調査 ・ 研

究活動は、 政策活用におけ る活用を視野に入れた基盤的

な調査研究の推進をはかる ため、 環境 リ ス ク研究プロ グ

ラ ムにおけるその他の活動 (3)-6-1 政策活用における活用

を視野に入れた基盤的な調査研究、 および、 (3)-6-2 環境

リ ス ク に関するデータベースの作成 と し て実施されてい

る。 こ こ では、 外部競争的資金、 共同研究あ るいは経常

研究等によ り 行われている研究課題の成果を記載する。

1） 　 沿岸域における貧酸素水塊が水生生物の再生産およ

び加入過程に及ぼす影響

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0709CD583

〔担当者〕 ○児玉圭太 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 富栄養化の進行 し た沿岸域において発生する

貧酸素水塊が， 水生生物の再生産および生活史初期の加

入過程に及ぼす影響を解明する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 東京湾産シ ャ コの再生産特性を調査し た。 成熟を開始

する体長および時期が雌雄で異な り ， 雄は着底後体長 4

cm 以上に達し た当歳の個体， 雌は産まれた翌年に体長 7

cm 以上に達し た個体から成熟を開始し た。精巣内の精子

産生は 1–9 月に活発だが， 輸精管およびペニス内には精

子が周年存在し ていた。 一方， 雌の成熟個体および受精

嚢内に精子が存在する個体の出現時期には明瞭な季節性

がみられ， 体長 >10 cm では 5–6 月， 7–10 cm では 7–8 月

にピーク と なった。 11–4 月の期間には全ての雌個体の受

精嚢内において精子は存在し なかった。 以上よ り ， 雄は

周年成熟状態にあ るが， 交尾は雌が成熟し て産卵可能 と

なる期間にのみ行われる こ と が示唆された。

　 生活史のどの時点で大き な減耗が生じ るのかを明ら か

にする こ と を目的 と し て， 生活史初期 （産卵， 幼生， 着

底） におけ る量的関係を調査し た。 産卵量 と 幼生密度は

同様の経年変化を示し た。 一方， 稚シ ャ コ密度は 2007 年

のみ高 く ， 産卵量および幼生密度 と は異な る経年変化を

示し た。稚シャ コ密度は 12 月にピーク を示し， これは 10

月の着底に由来する も の と 推察された。 産卵量 と 幼生密

度の間には有意な正の相関がみられたが， 幼生 と 稚シ ャ

コの密度の間に有意な相関はみられなかった。 稚シ ャ コ

は湾全域に出現し たが， 貧酸素水塊が存在する水域の分

布密度は著し く 低かった。 以上よ り ， 現在の資源は夏生

まれの個体に支え られている こ と， 親の資源量水準が産

卵量 と 幼生密度の水準を決定する こ と， 幼生～稚シ ャ コ

期の間の生残率に年変動があ り ， それが当歳の加入量を
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規定し ている こ と， および貧酸素水塊が稚シ ャ コの分布

を制限し ている こ と が示唆された。

　 東京湾において採集し たハタ タ テ ヌ メ リ と シ ャ コにつ

いて， HIF-a mRNA の ク ローニングを行った。 ハタ タ テ

ヌ メ リ については， HIF-1a (2962 bp), HIF-2a (2956 bp) の

mRNA 完全塩基配列が得られた。HIF-1a, HIF-2a の mRNA

は， それぞれ 703aa, 782aa のア ミ ノ酸を コードするオー

プン リ ーデ ィ ングフ レームを含んでいた。 一方， シ ャ コ

においては，HIF-1a (3742 bp) の mRNA 完全塩基配列が得

られ， これは 1050aa のア ミ ノ 酸を コー ド する オープン

リ ーデ ィ ングフ レームを含んでいた。 これらは HIF-a に

特有の ド メ イ ン （bHLH， PAS-A， PAS-B， ODD， および

TAD） を含んでいた。HIF-a の酸素依存的分解に関与する

モチーフの構造は，脊椎動物のハタ タ テヌ メ リ （LXXYIP）

と無脊椎動物のシ ャ コ （RXXYIP） では異なってお り ， 通

常酸素下における HIF-a の分解 メ カニズムが脊椎動物 と

無脊椎動物の間で異なる可能性が示唆された。 Web デー

タベース （GenBank, Ensembl） で公表 さ れてい る他種の

HIF-a mRNA の配列情報を取得し，近隣結合法によ る系統

分類解析を行った。その結果，HIF-aの4種のア イ ソ フ ォー

ム （1a, 2a, 3a, 4a） の中において， HIF-1a と HIF-2a はそ

れぞれ独立のグループを形成し た。 無脊椎動物の他種に

ついては HIF-1a のみ報告されてお り ，HIF-1a のグループ

の中では脊椎動物 と 無脊椎動物は明瞭に区分された。 一

方， HIF-3a と HIF-4a は同一のグループに区分 さ れた。

HIF-4aは魚類2種についてのみ報告があ るが，本研究結果

によればこれらは HIF-4a ではな く HIF-3a に分類される

可能性も あ り ，今後再検証が必要であ る。HIF-a mRNA の

体組織の分布を明ら かにする ため， 種特異的プ ラ イ マー

をデザイ ン し，RT-PCR 法によ り ，各体部位の発現分布を

調査し た。 ハタ タ テヌ メ リ においては， HIF-1a, HIF-2a と

もに調査し た全ての体部位において mRNA の発現がみら

れた。 鰓， 心臓， 腎臓， 肝臓， 生殖腺， 脾臓において高

い発現がみられたが，腸 と筋肉における発現は低かった。

一方， シャ コの HIF-1a mRNA は， 心臓で も高い発現が

見られ， 次いで脳， 生殖腺， 胃において も高い発現が見

られた。 肝膵臓におけ る発現は低 く ， 眼 と 筋肉において

発現はみられなかった。 これらの結果は， 体組織の貧酸

素状態に対する適応 メ カニズムが種によ って異な る可能

性を示唆する。 夏季の東京湾において， 貧酸素水塊発生

水域 （貧酸素エ リ ア） および通常酸素濃度水域 （対照エ

リ ア） から得たサンプルについて リ アルタ イ ム PCR によ

る HIF mRNA 発現レベルの相対的定量を行った。 ハタ タ

テ ヌ メ リ については， 8 月上旬 ・ 下旬のサンプルを解析

に供し た。 ハタ タ テ ヌ メ リ の肝臓について， 通常酸素濃

度水域と貧酸素水域の HIF-1a および HIF-2a の mRNA の

発現レベルを調べた。 HIF-1a mRNA においては， 8 月上

旬のサンプルでは， 貧酸素水域 と 通常酸素濃度水域で発

現量に有意差がみられなかったが， 8 月下旬のサンプル

においては貧酸素水域において通常酸素濃度水域の 4.1

倍の発現がみられた （P<0.01）。 一方， HIF-2a mRNA では

8 月上旬 （2.4 倍， P<0.05）， 下旬 （2.3 倍， P<0.01） と もに

貧酸素水域において有意に高い発現が見られた。 他の魚

類 Atlantic croaker においては， 飼育試験によ り 通常酸素

濃度において HIF-1a，HIF-2a と もに mRNA 発現レベルが

急激に低下する こ と が報告されている。 8 月上旬の HIF-

1a のみ 2 水域間で発現レベルに有意差が認められなかっ

た原因 と し て， 試料 と し た個体が採集日直近に通常酸素

濃度水域か ら移入し た可能性， または貧酸素水域が採集

日直近まで通常酸素濃度であ った可能性が考え ら れる。

また， HIF-2a mRNA が通常酸素濃度において急激に低下

し ない可能性， あ るいは貧酸素下において mRNA 発現レ

ベルの上昇が HIF-2a において HIF-1a よ り 速い可能性も

考え られ， 今後こ の点に関し て飼育実験によ る検証が必

要であ る。 シ ャ コについては， 8 月上旬のみサンプルが

得られ，脳と心臓について HIF-1a mRNA 発現レベルを調

べた。その結果，貧酸素水域において脳 （3.1 倍，P<0.01），

心臓 （6.1 倍， P<0.05） と もに通常酸素水域よ り 有意に高

い発現がみられた。 脳よ り 心臓の方が高い発現がみられ

た こ と は， シ ャ コが貧酸素状態へ適応する際に， 心臓が

よ り 重要な機能を有し ている可能性を示唆する。 以上の

結果は，HIF-a がフ ィ ール ド における貧酸素曝露履歴を調

べ る 上での有用な ツール と な り 得 る こ と を示唆 し てい

る。 その検証のために， 今後， 飼育試験によ って， どの

程度の酸素濃度レベルおよび期間で， HIF-a mRNA 発現

レベルが有意に増加および減少するかについて明らかに

する必要があ る。

〔備考〕

平成 21 年 3 月 22 日～平成 22 年 3 月 31 日まで University

of Texas at Austin, Marine Science Institute （米国） にて在外

研究を実施。

2） 　 東京湾における底棲魚介類群集の動態に関する長期

モニ タ リ ング

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0711AF303

〔担当者〕 ○堀口敏宏 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 白石

寛明， 児玉圭太， 李政勲

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 1977-1995 年 （東京大学水産資源学研究室） 並
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びに 2002-2006 年 （国立環境研究所） の調査によ り ， 近

年の東京湾では， 1980 年代の優占種減少と， サ メ 類など

大型種増加が著しい こ と が判明し， 世界的に稀有な知見

と なった。 生態系を構成する生物群集の時系列変化を知

り ， 人間活動 と の関連を解析する ためには， 長期観測が

必須であ る。 一方， サ メ 類は， 近年増加し ている ものの，

肝重量指数が減少し， 栄養状態の悪化が疑われる。 東京

湾の環境保全に向けて， 底魚群集 と 共にサ メ 類資源の動

向を長期に追跡し てその要因を調べる。

〔内容および成果〕

　 東京湾 20 定点調査について， 2009 年データ を解析し，

前年までのデータ と 比較し た結果， 底棲魚介類の種数が

前年に比べて減少し たほか， 個体数では魚類 と 甲殻類が

低水準と な り ，貝類 と ウニ類が増加し た こ と がわかった。

一方， 重量は概ね高水準で推移 し たが， 魚類が減少し，

貝類と ウニ類が増加し た。1977-2009 年の重量 CPUE に基

づ く ク ラ ス ター解析の結果， 調査期間は 1977-1978 年，

1979-1986 年，1987-1988 年，1989-1995 年，2003-2005 年及

び 2006-2009 年の 6 期に区分された。 2000 年代はそれ以

前と比べて底棲魚介類相に変化が認められたが， 2000 年

代の前期 と 後期において も生物相が変化し た可能性があ

る。 種別に見る と， 2000 年代に入って高水準を示し てい

た大型魚類にやや低減の兆しが見られたほか， その他の

魚類も概ね低水準であった。 また， 2005 年 11 月から漁

業者によ る自主禁漁が続いている シ ャ コが依然低水準の

ま まで回復し ないほか， 甲殻類は全般にきわめて低水準

であ る。 貝類はム ラ サキ イ ガ イが， また頭足類ではコ ウ

イ カが高水準であったが， 他種は低水準であった。 全般

に， 生物相が単調化しつつあ る よ う にみられた。

　 ホシザ メ について，2008-2009 年に千葉県小糸川漁港で

小型底曳網漁船によ り 水揚げされた個体 （計 279 個体）

を用い， 交接器及び子宮の形態観察や精巣 ・ 輸精管の組

織学的観察によ り 成熟段階の推定を行い， 雄では生殖腺

体指数 (GSI) の経月変化， また雌では卵巣卵の 大直径

の経月変化か ら交尾期， 産仔期を推定し た。 子宮内に出

現し た受精卵の数を記録し， 胎仔の個体数 と 全長を測定

し た。 また雌雄の半数成熟全長の推定や雌の全長 と 産仔

数の関係の解析を行った。 胎仔の外卵黄嚢重量及び全長

も測定し た。 また， 成熟個体の肝臓重量を測定し， 栄養

状態指標 と し て肝重量指数を算出し， その経月変化を調

べた。 成魚について空胃個体を除 く 雌雄 251 個体を用い

て胃内容物調査を行った。 これら を 1990 年代の知見 と比

較し た。 その結果， 交尾期や， 妊娠期間， 産仔期は 2007-

2008 年調査の結果と ほぼ同じで，繁殖周期を含めて，1990

年代 と 大き く 異な ら なかった。 また， 肝重量指数の経月

変化や食性など も 2007-2008 年調査の結果 と ほぼ同じで

あった。 一方， 2007-2008 年調査で観察された産仔数 （胎

仔数） の減少傾向が認め られるかど う か再検証を行った

結果， 本調査において も 1990 年代と比べて産仔数 （胎仔

数） が減少し ている こ と が明ら か と なった。 しかし， 半

減までには至っていなかった。 また 1990 年代 と異な り ，

本調査において も子宮内で発生が進行し ていない卵が交

尾期直後以外に観察された。

　 上述のホシザ メ の再生産あ るいは性成熟を巡る異常に

ついて， 原因 と 個体群豊度に及ぼす影響を明ら かにする

必要があ る。 しかし ながら， ホシザ メ の性成熟に関し て，

例えば， 雄の精巣は spermatocyst から成 り ， 細精管構造

が見られず， 精子の排出経路が不明であ る など基礎的な

特性で未解明の点が少な く ない。 そ こ で， ホシザ メ の再

生産特性 と その異常な点を明ら かにする一環 と し て， 性

成熟に関する基礎知見の獲得を目指し， ホシザ メ の雄の

性成熟に焦点を当てて解析を進めた。 ホシザ メ の雄の精

巣を組織学的に精査し た結果，spermatocyst の周囲に分枝

し た 細 管 が 存 在 し， そ の 先 端 が 成 熟 精 子 を 含 む

spermatocyst に結合・浸潤し て精子の通路 と なる こ と が明

ら か と なった。 こ の細管は多数が集合し， 太 く なって副

精巣に通じ ている。spermatocyst から この細管に成熟精子

が放出された後， 支持細胞 （哺乳類におけ るセル ト リ 細

胞に相当する と 考え られる） はアポ ト ーシスによ り 死滅

し， spermatocyst の上皮に当たる結合組織 （筋様細胞） は

血球細胞に貪食されて消失する とみられた。Spermatocyst

は， 精巣の体表側 （外側） か ら体軸側 （内側） へ押し出

される よ う に移動し ていき， 精子形成に関わっている。

〔備考〕

山口敦子 （長崎大学水産学部）

3） 　 木質系バイオエ タ ノ ールのための環境低負荷型生産

技術の開発

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0810BE006

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 鈴木

規之

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 低コ ス ト で環境に優 し いバ イ オエ タ ノ ール生

産のための技術確立を目指す。 亜臨界アルコール ・ 水 ・

酢酸を用いた リ グニンの分離 と 溶解技術， 硫酸を避け，

セルラーゼおよびキシ ラナーゼ等を用いた環境負荷の小

さ い発酵プロセス技術の応用， ゼオラ イ ト 水透過膜やテ

フ ロ ンや リ ン脂質を用いた新しいアルコールの濃縮技術

等を組み合わせて， 適切な条件を検討する。
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〔内容および成果〕

　 バイオエタ ノ ール製造 と 仕様に係る環境影響の評価に

おいては， 製造プラ ン ト の位置と排ガス ・ 排水の放出先，

自動車等の給油施設の規模 と 位置， 自動車の走行状況な

どいずれも GIS 上において個々の周辺環境の条件を考慮

し た評価を行 う 必要があ る と 考え られる。 本年度は， 昨

年度までに構築し たデータ ・ 動態モデル共通基盤のシス

テム化を進めた。

　 また， 木材か らのバイ オエタ ノ ール製造に関し て， エ

タ ノ ール化に不向き な五単糖をエタ ノ ールに変換でき る

菌のス ク リ ーニングを行った。 さ ま ざ まな自然環境下か

ら菌のス ク リ ーングを行い， 既存の知られている五単糖

資化菌よ り もやや効率の良い菌を発見し た。 今後その菌

の同定および性質等について調査し， 実用化の可能性を

探る。

〔備考〕

4） 　 有害大気汚染物質の健康リ ス ク評価手法等に関する

ガイ ド ラ イ ン策定検討

〔区分名〕 その他機関からの委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0810MA002

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 松本

理， 蓮沼和夫， 松崎加奈恵

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 有害大気汚染物質に関し ては， 有害性の程度や

大気環境の状況等に鑑み健康 リ ス ク があ る程度高い と 考

え られる 22 物質が優先取組物質 と し て選定されている。

これらの健康 リ ス ク評価・指針値策定の手順については，

「指針値算出の具体的手順」 と し て， 評価方法の基本的な

考え方が示されている。 今後， 評価値を設定する基本的

な方針 と し て， 現在の 「手順」 よ り 詳細なガ イ ド ラ イ ン

と な るべき考え方を示すこ と を目標に， 我が国や諸外国

において実施された評価方法を整理し， も適切な リ ス

ク評価値の算出方法について検討する。

〔内容および成果〕

（ １ ） リ ス ク評価に用いる こ と のでき る研究のク ラ イ テ リ

アの整理

　 有害大気汚染物質の健康 リ ス ク評価において， 優先的

に活用すべき 「適切な」 疫学的研究の知見の基準， 適切

な疫学的研究の知見がな く 動物を用いた実験的研究の知

見を用いよ う と する場合に リ ス ク評価に用いる こ と ので

き る実験的研究の基準など， 有害大気汚染物質の リ ス ク

評価の前提と なる事項を整理し た。

（ ２ ） 有害性の閾値の有無判断に関する検討

　 動物を用いた実験研究のデータか ら健康 リ ス ク評価を

実施する際， 閾値のあ る健康影響 と 閾値のない健康影響

に分けて検討するのが適切であ る と 考え られる。 そのた

め， まず当該影響の閾値の有無を判断する ための検討を

行った。 閾値の有無は， 主に発がん性に関し て議論され

てお り ， 米国 EPA の発がん物質のガイ ド ラ イ ンや欧州連

合 （EU） における閾値の有無によ る発がん物質の分類に

関する文献よ り ， 近の閾値の有無判断の考え方を整理

し た。

（ ３ ） 閾値のあ る健康影響に基づ く 有害性の評価方法の検討

　 閾値のあ る 健康影響の知見か ら 無毒性量等を導出 し

て， 有害性評価および リ ス ク 評価値の算出を行 う には，

安全域を設定する ための不確実係数の設定が必要 と 考え

られる。 従来の リ ス ク評価におけ る不確実係数の設定及

び問題点についての検討を行 う ために， 一般的な不確実

係数の概念や， 従来の不確実係数等の概要を整理し た。

具体的な設定ルールに関する検討 と し て， 有害大気汚染

物質の目標値設定を想定し た不確実係数や ト キシ コ カ イ

ネテ ィ ク ス と ト キシ コ ダ イナ ミ ク スの考え方等を整理し

た。 無毒性量等を使用し ない評価方法についての検討，

特にベンチマー ク ド ースの設定に よ る方法については，

今後情報の収集を さ らに図る必要があ る と考え られる。

（ ４ ） 閾値のない健康影響に基づ く 有害性の評価方法の検

討

　 発がん を エン ド ポ イ ン ト と し たわが国の大気環境基

準 ・ 指針値設定の根拠， 世界保健機構 （WHO） の Air

Quality Standard 設定の根拠， および参考 と し て US EPA

IRIS (Integrated Risk Information System) における発がん物

質のユニ ッ ト リ ス ク算出の根拠を整理し た。

〔備考〕

5） 　 堰き止め型貯水池の連結性が水生植物の群集構造に

与える影響の評価

〔区分名〕 その他

〔研究課題コー ド〕 0909KZ001

〔担当者〕 ○赤坂宗光 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 高村

典子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 水生植物群落は， 水質浄化の役割を担 う と と も

に， 淡水域に生活する他の生物の生息場所や隠れ家を提

供する こ と で， 水域全体の生物多様性に大き く 寄与する

と 考え られている。 一般に， あ る生育地におけ る生物の

多様性や群集の構造は， 生育地内の物理 ・ 化学的環境や

生物間相互作用だけでな く ， 他の生育地から の種子や個

体の移入にも影響される。 本研究では， 農業用ため池の

う ち， 谷池をモデル生態系 と し て と り あげ， 水流によ る
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種子 ・ 散布体の散布が、 その下流に位置する貯水池の水

生植物の群集に寄与する度合を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 野外調査は，連結する数の異なる 34 の重ね池の連な り

（池群） を対象に行った． 沈水植物 と 浮葉植物の合計種

数， 絶滅危惧種数 と も に， 連結する池群が連結のない池

群よ り も多かった。 水生植物の群集組成も， 連結の有無

によ り 違いがみられた。 水生植物の群集組成 と 関連する

水の物理化学特性と し ては， 透明度， pH， 溶存酸素量が

選択されたが， これらの値に池群の連結の有無によ る違

いはみられなかった。 こ の こ と か ら， 連結の有無によ る

池群間の水生植物群集の構造や出現種数は， 水の物理化

学特性ではない別の要因によ り 決定されている と 考え ら

れた。 本研究ではその メ カニズムを明らかにする こ と は

でき なかったが， 連結する ため池が， 池群 と し て捉えた

際に， 単独の池 と 比べ， 絶滅危惧種を含む多 く の水生植

物の生育地 と な り ， 異な る群集構造を示すこ と が明ら か

になった。

〔備考〕

6） 　 ベイズ統計に基づ く 化学物質の確率論的生態リ ス ク

評価法の開発

〔区分名〕 共同研究

〔研究課題コー ド〕 0909LA002

〔担当者〕 ○林岳彦 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 本研究の主要な目的は以下の三つであ る。

（ １ ） 環境中濃度データに検出限界値以下のデータが多 く

含まれている場合に も種の期待影響割合の信頼区間を含

めた推定を行 う こ と のでき る手法を開発する。

（ ２ ） 解析データに含まれる分類群グループ毎のデータ数

の違いを補正する こ と のでき る手法を開発する。

（ ３ ） 開発し た手法を適用し たケース ス タデ ィ と し て東京

都において異な る化学物質が も た らす生態 リ ス ク の定量

的 リ ス ク ラ ンキングを作成する。

〔内容および成果〕

　 本研究において， ベイ ズ統計を用いた確率論的生態 リ

ス ク評価法の開発を行った。 まず， ベイ ズ統計 と モデル

選択に基づき， 生態毒性データに含まれる分類群グルー

プご と の種数の偏 り か ら生じ う る潜在的な推定バイ ア ス

を補正する こ と ができ る， 種の感受性分布の新たな推定

法の開発を行った。 また， 環境中濃度分布の新たな推定

手法 と し て， 環境中濃度の地点間分散 と 地点内分散を明

確に区別し た階層ベイ ズモデルの開発を行った。 さ らに，

それらの解析手法の適用によ り 得られる環境中濃度分布

と 種の感受性分布のパラ メ ータの事後分布サンプルを入

力値 と し て用いたモン テ カル ロ シ ミ ュ レーシ ョ ンに よ

り ， 種の期待影響割合 （化学物質によ り 影響を受け る種

の割合の期待値） の中央値および信頼区間の算出を行 う

方法の開発を行った。

　 さ ら に， 上記で開発し た確率論的 リ ス ク評価法を実際

に用いて， 東京の河川におけ る主要な ９ 物質の生態 リ ス

ク の定量化及び比較を行った。 結果 と し て， 種の期待影

響割合の中央推定値を比較し た場合には， 東京都の河川

におけ る リ ス ク が も大きいのはニ ッ ケルであ り ， 次い

で亜鉛 と アンモニアであ る こ と が示唆された。 銅は生物

利用可能性の影響を考慮し ない場合には も大きい リ ス

ク が推定されたが， biotic ligand model を用いた毒性補正

を行った場合には推定された リ ス ク の値は大幅に減少し

た。

〔備考〕

統計数理研究所の柏木宣久教授 と の共同研究 と し て行っ

た。

7） 　 黄砂感染症の健康影響評価を目指 し た実験的パイ

ロ ッ ト ス タデ ィ

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0910CD003

〔担当者〕 ○山元昭二 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 黄砂によ る目のかゆみや喉の痛み， 更にスギ花

粉症や気管支喘息によ る アレルギー症状の悪化を訴え る

人が年々増加し， 昨今では 「黄砂アレルギー」 と う 言葉

までが生まれている。 そのため黄砂によ る健康影響の解

明の必要性が高ま っている。 一方， 黄砂に生息する微生

物が人の健康に及ぼす影響についての研究は行なわれて

ない。 そ こ で本研究は， 黄砂粒子 と 黄砂付着微生物 と の

相互作用によ る感染性の増大 と 相乗的な炎症増悪作用を

実験的に明ら かにする こ と によ って， 将来， 黄砂 と 感染

症と の側面から健康影響評価を行 う こ と を目指す。

〔内容および成果〕

　 本年度は，ICR マウ スに 0.05mg および 0.2mg の黄砂粒

子および肺炎桿菌を気管内投与し， 黄砂粒子 と 細菌因子

の相互作用によ る気道炎症応答への影響について検討し

た。 その結果， 黄砂粒子 と 肺炎桿菌の併用投与は下気道

での炎症応答を増悪させる こ と が明らかになった。

〔備考〕

研究代表者 　 市瀬孝道 （大分県立看護科学大学 ・ 看護学

部 ・ 教授）

8） 　 生物利用可能性を考慮し た重金属の生態リ スク評価
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〔区分名〕 その他

〔研究課題コー ド〕 0910KZ002

〔担当者〕 ○林岳彦 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 重金属の生物への毒性は， pH ・ 温度 ・ 硬度 ・ 溶

存有機物濃度などの水質に大き く 依存する こ と が知られ

ている。 近年， それらの依存性の原因 と な る 「水質に依

存し た重金属の生物利用可能性 （生物への取 り 込まれや

すさ） の変化」 を考慮し た毒性補正モデルであ るバイオ

テ ィ ッ ク ・ リ ガン ド モデルが開発されて き てお り ， 米国

環境保護局や EU によ る重金属の詳細な リ ス ク評価にお

いて実際に用いられ始めている。

　 本研究では， バイ オテ ィ ッ ク ・ リ ガン ド モデルを利用

し重金属の生物利用可能性を考慮し た生態 リ ス ク評価を

行 う 。 リ ス ク評価対象物質 と し ては， 亜鉛 ・ ニ ッ ケル ・

銅の ３ 物質を対象 と し， リ ス ク対象地域は東京都の公共

用水域 と する。 バイ オテ ィ ッ ク ・ リ ガン ド モデルを用い

た重金属の リ ス ク 評価は日本において初の も のであ り ，

日本におけ る重金属の科学的な リ ス ク評価 ・ 管理を大き

く 前進させる ものであ る。

〔内容および成果〕

　 本年度においては， バイオテ ィ ッ ク ・ リ ガン ド モデル

を利用し重金属の生物利用可能性を考慮し た生態 リ ス ク

評価を行 う ための基礎データの収集を行った。 予備解析

の結果， 特に銅の生態 リ ス ク を考慮する際には， 水質が

生物利用可能性に与え る影響を考慮する こ と が重要であ

る こ と が明らかになった。

〔備考〕

( 財 ) 鉄鋼業環境保全技術開発基金 2009 年度研究助成金

公募の助成研究と し て行 う 。

9） 　 市民と科学者の協働的研究 ： 電磁場過敏症の検証

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0911CD018

〔担当者〕 ○石堂正美 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究では， 電磁場過敏症を訴え る患者 と研究

者の協働作業によ り ， 電磁場過敏症の病態に即し た実験

プロ ト コルを作成し， 疾患の有無をボ ラ ンテ ィ ア曝露実

験によ り 検証する。旧来のパターナ リ ズム的関係を超え，

被験者 と な る患者が研究プロ ト コル作成 と 検証プロセス

に積極参加する こ と によ り ， 電磁場過敏症の病態 と 患者

の愁訴の背景にあ る科学観を解明する。 曝露実験プロ ト

コルを患者 と の協働的対話によ り オーダー メ ー ド 的に作

成する こ と で， 多様な病態が予想される電磁場過敏症の

存在を検証する。

〔内容および成果〕

　 電磁場過敏症を訴え る 患者 と 研究者の協働作業に よ

り ， 電磁波過敏症の病態に即し た実験プロ ト コールを作

成し， 疾患の有無をボ ラ ンテ ィ ア曝露実験によ り 検証す

るにあた り ， 一定の影響評価基準があ る と 極めて有益で

あ る。 そ こ で， 電磁場に感受性を持つ と される ヒ ト 乳癌

細胞に由来する培養細胞MCF-7細胞から手がか り を得る

ために DNA アレ イ法を実施し た。 電磁界は， 1.2 マイ ク

ロ テス ラ と 100 マイ ク ロ テス ラ をそれぞれ一週間曝露し

た。RNA を単離し，Agilent 社製 hole Human Genome Oligo

プローブセ ッ ト で解析し た。 遺伝子発現変動量が 2 倍以

上のものについて現在解析中であ る。

〔備考〕

研究代表者 　 本堂毅 （東北大学）

10） 　 有害化学物質の生態系影響評価：動物プ ラ ン ク ト ン

への群集レベル効果の解明

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0912CD001

〔担当者〕 ○坂本正樹 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 24 年度 （2009 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 本研究では 「プラ ン ク ト ン群集構造を決定する

生物間相互作用の役割 と メ カニズムを解明し， それを撹

乱する人為化学物質の影響を解明する こ と」 を目的 と し

ている。 具体的には， 富栄養湖で優占種 と な る こ と の多

い，2 種のゾ ウ ミ ジン コ （Bosmina longirostris と B. fatalis）

と 2 種の捕食性プラ ン ク ト ン （ケン ミ ジン コ と ノ ロ） の

4 者間での捕食・競争関係を明らかにする と共に，それら

の生物間関係を撹乱する殺虫剤の影響を， 数理モデルを

用いた解析によ り 明らかにする こ と を目指す。

〔内容および成果〕

　 湖沼生態系内では様々なプ ラ ン ク ト ン種の間でケ ミ カ

ルコ ミ ュ ニケーシ ョ ン （情報化学物質を介する） が行わ

れてお り ， これが種間競争， 捕食 - 被食関係の面で複雑

に係わ り 合い， 群集が構成されている。 本研究では 「プ

ラ ン ク ト ン群集構造を決定する生物間相互作用の役割 と

メ カニズムを解明し， それを撹乱する人為化学物質の影

響を解明する こ と」 を目的 と し ている。 さ ら に， 数理モ

デルを用いた解析によ り これを定量的に示すこ と を目指

し て き た。

　 本年度はこれら を踏まえ，

１ ． 成種の違いによ り プ ラ ン ク ト ン群集が受け る化学汚

染の影響が異なる こ と

２ ． 野外群集において ミ ジン コの形態防御が系全体の食
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物網構造を変化させるほどの影響を持つこ と

３ ． 種特異的な捕食防御戦略は ミ ジン コ と その捕食者の

季節動態にも影響し う る こ と

４ ． ワ ムシ類では行動や形態の変化の他に対捕食戦略が

存在する こ と

を明ら かにし た。 １ ～ ４ はそれぞれ， 現在学術誌に投稿

準備中 （ １ ， ３ ）， も し く は投稿中 （ ２ ， ３ ） であ る。 ま

た， １ については日本陸水学会においてポス ター発表を

おこ ない， 優秀ポス ター賞をいただいた。

　

〔備考〕

11） 　 化学物質の有害性評価の効率化を目指 し た新たな

神経毒性試験法の開発

〔区分名〕 環境技術開発等推進事業

〔研究課題コー ド〕 0809BD001

〔担当者〕 ○藤巻秀和 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 化学物質の脳神経系への影響はた と え軽度で

あって も QOL 低下に繋がる恐れがあ り ，神経毒性に関す

る評価は重要であ る。 しかし， 化学物質が膨大に存在す

る中でよ り 多 く の物質を評価する ためには， 作業効率が

良 く 且つ信頼性の高い神経毒性試験法の構築が急務であ

る。 本研究では， 神経毒性に関する評価作業の効率化を

図るべ く ， 新たな神経毒性試験法の開発をおこ な う 。

〔内容および成果〕

　 発達期の実験動物を用いて神経細胞に及ぼす NaAsO2

曝露の影響を検証する こ と で， 開発試験法によ って得ら

れた細胞レベルの解析結果が個体レベルの影響 と し てど

こ まで当て嵌める こ と ができ るのか検証し た。妊娠Wistar

ラ ッ ト よ り 産出された生後 7 日齢雄ラ ッ ト を実験に用い

た。 動物の体重を測定 し た後， 生理食塩水に溶解 し た

NaAsO2 を （0.1， 1 mg/kg BW） 腹腔内注射によ り 投与し

た。 対照群の雄ラ ッ ト には溶媒であ る生理食塩水を腹腔

内投与し た。 本実験では， 生後 8 日目の SDN-POA のア

ポ ト ーシス細胞数を計測し た。 その結果， 曝露によ って

アポ ト ーシス細胞数が用量依存的に増加し， NaAsO2 （1

mg/kg BW） を曝露し た雄ラ ッ ト のアポ ト ーシス細胞数は

対照群に比べて有意に多 く なった。 こ のこ と から， SDN-

POAの形成に重要な期間に曝露し たNaAsO2は，同領域に

存在する神経細胞のアポ ト ーシス細胞死を誘導する こ と

が明らかになった。

〔備考〕

本研究は， 環境技術開発等推進費によ る も ので， 研究代

表者は埼玉大学の塚原伸治氏であ り ， 本研究には研究分

担者と し て参加する。

12） 　 釧路湿原シ ラル ト ロ沼の環境劣化と その原因の究

明

〔区分名〕 地方環境研と の共同研究

〔研究課題コー ド〕 0810AH002

〔担当者〕 ○高村典子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 赤坂

宗光

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 北海道釧路湿原に位置する シ ラル ト ロ沼では，

近年， アオコの発生や沈水植物の減少， ヒ シ群落の拡大

など， 様々な問題が顕在化し ている。 沼の集水域の大部

分は， 自然の山林や湿地であ り ， 富栄養化に直結する大

き な人為的汚濁源はないにも関わ らず， 水質の悪化や生

物多様性の低下に歯止めがかから ない状況であ り ， 沼の

生態系が非可逆な状態に遷移し て し ま う こ と （レジーム

シフ ト ） も懸念されている。 本研究は， シ ラル ト ロ沼に

おけ る環境劣化の現状を把握する と と も に， その原因 と

機構を解明し， 良好な湖沼環境の保全につなげる こ と を

目的とする。

〔内容および成果〕

　 シ ラル ト ロ沼の南部を覆 う 浮葉植物 ヒ シの分布状況を

面的 ・ 定量的に評価する ため， 湖面写真の画像解析およ

びその空間統計学的処理 （ク リ ギ ン グ） をお こ な っ た。

ヒ シの被覆度の季節変化か ら， 南部の ヒ シ群落は生育が

一様ではな く ， 流出河口付近で生長のタ イ ミ ングが遅い

こ と が明ら かになった。 その原因 と し て湖水の流動や釧

路川から の逆流の影響が考え られた。 メ モ リ ー式の水温

計 と 水位計の記録を も と に， 釧路川か らの逆流の到達範

囲や継続時間， メ カニズ ム等について検討し た。 ま た，

沼の北部の水質に影響を与えている と 考え られる流入河

川や排水の現地調査を 11 月に実施し た。

〔備考〕

共同研究相手方 ： 北海道環境科学研究セン ター 　 三上英

敏， 五十嵐聖貴

13） 　 アテ ローム性動脈硬化症および骨粗鬆症を指標 と

するダイオキシン類の老化促進に関する分子生物学

的解析

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0909AF002

〔担当者〕 ○西村典子 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 近年， 老化研究の発展につながる大き な発見が

な された。 寿命制御遺伝子 ( ク ロ ト (Klotho， Fibroblast
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Growth Factor23 (FGF23)) 欠損マ ウ スにおけ る動脈硬化，

骨粗鬆症， 寿命短縮など人の老化症状に酷似し た病態発

現の発見 と その老化モデルを用いての加齢現象の分子病

態学の進展であ る。 お り し も， 我が国は類を見ない急激

な高齢化社会を迎え てお り ， 老化研究は緊急の課題 と

なっている。 ダ イオキシンは難分解性， 高蓄積性かつ残

留性が高い環境化学物質であ る。 ダ イオキシン と 加齢化

現象に関する研究はほ と んどな されていない。 ダ イ オキ

シン汚染の実態を考慮する な らば， 両者の因果関係の解

明は毒性学的のみな らず社会医学的に も興味深い。 本研

究はダ イオキシン類によ る老化促進作用 と その病態の解

明を目指す と 共に ク ロ ト マ ウ ス の病態 と の比較解析を

行った。

〔内容および成果〕

　 老化の典型的な表現系であ る アテ ローム性動脈硬化症

と骨粗鬆症を指標と し て， ダ イオキシン類 (TCDD) によ

る 老化促進作用 と その病態の メ カ ニズ ム を病理組織学

的， 生化学的， 分子生物学的観点から包括的に解析し た。

アポ Ｅ 欠損マウ スに TCDD 曝露する と アテ ローム性動

脈硬化病変の進展を も た ら し た。 このマウ スに TCDD と

ケモカ イ ン レセプターであ る CXCR2 阻害剤を同時投与

する と 動脈硬化の病態の進展が抑制され， 大動脈内のコ

レ ス テ ロ ールの取 り 込み も 低下 し た。 TCDD はマ ク ロ

フ ァージを活性化させ， 炎症の発症 ・ 進展を惹起し， さ

ら に， 血管内皮細胞の障害 と コ レ ステ ロール蓄積によ り

アテ ローム性動脈硬化の病態の進展させる こ と が示唆さ

れた。 一方， 骨代謝に関する研究から， ダ イオキシンは、

ビ タ ミ ン D 活性化酵素の発現の誘導に基づ く 高ビ タ ミ ン

Ｄ 血症を惹起し，血清中 FGF23 レベルの上昇を も た ら し

た。 さ ら に， 骨病態学的研究か ら ダ イオキシン曝露マウ

スでは骨端部の肥大， 軟骨細胞の配列の乱れ， 皮質骨内

に類骨の増殖を特徴 と す る 骨形成異常が顕著な所見で

あった。 こ の病変は klotho マウ ス と酷似し ていた。 以上

の研究結果から， ダ イオキシンによ る老化促進作用の発

現にはダ イオキシンが惹起する恒常的高ビ タ ミ ン D 血症

が密接に関与し ている可能性が示唆された。

〔備考〕

14） 　 外来ア リ のスーパー コ ロニーにおける遺伝的構造

と コ ロニー間闘争の関係解明

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0909AF003

〔担当者〕 ○井上真紀 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 アルゼンチン ア リ は世界中に広 く 分布する侵

入種であ る。 原産地では小規模な SC しか形成し ないの

に対し て， 侵入地では少数の巨大 SC を形成する。 通常，

ア リ はコ ロ ニー間闘争が激しいため， こ の巨大 SC 形成

によ り アルゼンチンア リ は侵入種 と し て成功し ている と

されているが， 生物学的 メ カニズムは不明であ る。 本研

究は SC 形成の メ カニズムを探る一歩 と し て， コ ロニー

間の遺伝的構造 と 敵対行動の発達 ・ 抑制の関係を明ら か

にする。

〔内容および成果〕

　 特定外来生物アルゼンチンア リ の分布拡大実態を調べ

た結果，2008 年まで港湾都市部に発生が限られていたが，

2009 年以降， 岐阜県， 静岡県， 京都府などで内陸へ分布

を拡大し ている こ と を確認し た。 岐阜県において防除事

業を環境省 ・ 自治体 と 協力し て開始し， 防除手法の開発

の一環 と し て防除薬剤の生態 リ ス ク評価を実施し た。 欧

米で確認されている スーパーコ ロ ニーの形成 メ カニズム

を解明する ために神戸港において側所的に生息する侵入

コ ロ ニー間の遺伝的関係および個体群動態を調査し た結

果， 繁殖虫の交尾時期に， 隣接する異な る コ ロ ニー間で

交雑が生じ て遺伝子流動が起こ る こ と が示唆された。

〔備考〕

東京大学 ： 砂村栄力 　 香川大学 ： 伊藤文紀

15） 　 自動車から排出さ れる粒子状物質の粒子数等排出

特性実態に関する調査研究

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0909BY001

〔担当者〕 ○藤谷雄二 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 平野

靖史郎， 伏見暁洋， 長谷川就一， 田邊潔， 小林

伸治

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 本調査研究は， 自動車から排出される微小粒子

について， 道路沿道におけ る粒子数等の測定や， バ ッ ク

グ ラ ウ ン ド 大気や交通環境の異な る道路沿道の観測地点

におけ る測定を実施する こ と によ り ， 微小粒子の挙動を

広範囲に把握する こ と に加え， 排気規制によ る粒径分布

や個数濃度の変化を把握する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 2003 年から継続し て道路沿道 （川崎市池上新町および

東京都千代田区北の丸）において，走査型モビ リ テ ィ パー

テ ィ クルサイザーおよび低圧イ ンパク ターを用いた粒子

状物質の粒径分布および個数濃度の測定を行い， 自動車

の排気規制によ る経年変化を把握し た。 池上新町におい

て， ナ ノ 粒子領域 30-60 nm の質量濃度は 2007 年を起点

にみる と 減少傾向にあった。 ナ ノ 粒子領域およびデ ィ ー
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ゼル粒子に特有な粒径領域 100-180nm の元素状炭素 と有

機炭素の濃度には減少傾向が認め られた。 一方で， 個数

濃度やデ ィ ーゼル粒子に特有な粒径領域の質量濃度の減

少傾向については 2007 年頃か ら頭打ちになっている こ

と， また化学組成 （全炭素に占める元素状炭素の存在比、

有機成分） は経年変化が小さいこ と が明らかになった。

〔備考〕

16） 　 揮発性化学物質に対する嗅覚過敏の動物モデルの

作成

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0912AE001

〔担当者〕 ○黒河佳香 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 24 年度 （2009 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 ヒ ト の生活環境中に身近に存在する揮発性化

学物質 （VOC） に関し て， ヒ ト の健康状態 と の関連が推

測される VOC への過敏化現象，特に嗅覚過敏を動物モデ

ルを用いて解析する こ と が研究目的であ る。 嗅覚刺激 と

し ての VOC への反復曝露によ り ， VOC に対する嗅覚過

敏化が起こ る よ う な曝露条件をマウ スにおいて調べる こ

と が研究目標であ る。

〔内容および成果〕

　 オペラ ン ト 実験箱を改造する こ と によ り ， マウ スに対

し て各種濃度のにおいガス を鼻先に提示する システムを

作製し た。 さ ら に， オペラ ン ト 学習訓練法を利用する こ

と によ り ， マウ スがにおいガス を嗅覚検知する精度を評

価するプロ ト コールを確立し た。 こ のシステムを用いて

も身近なVOCであ る ト ルエンに対する嗅覚検知反応を

調べた と こ ろ， マウ スの嗅覚検知閾値は ５ ppb 以下であ

る こ と がわかった。 しかし 終的に， さ ら に濃度を下げ

て閾値を確かめる こ と は困難であった。 続いて ト ルエン

に代わ り ， 過去の研究で ヒ ト において比較的高い嗅覚閾

値が報告さ れている ジ ク ロ ロ メ タ ン （DCM） を用いて，

マウ スの嗅覚検知閾値を求める こ と を試みた。その結果，

ト ルエン と 同様に嗅覚検知閾値を直接に決定する こ と は

不可能であったが， ト ルエン と 異な り ， 今回検討し たガ

ス濃度の範囲で検知率の低下傾向がみられた。 こ の結果

から， 濃度を固定させた う えで DCM の検知率を定点観

測す る こ と に よ り ， 個体の嗅覚感度の経時変化がモニ

ター可能であ る と考え られた。

〔備考〕

(10) 　 アジア自然共生研究グループにおける研究活動

　 ア ジ ア自然共生研究プ ロ グ ラ ムにおけ る 基盤的な調

査 ・ 研究活動は , 下記に大別される。

（ １ ） アジア及び日本の大気環境の現状 と将来予測及び環

境管理に関する基盤的研究

（ ２ ） アジア及び日本の水環境の現状 と将来予測及び環境

管理に関する基盤的研究

（ ３ ） アジア及び日本の生態系の現状 と将来予測及び環境

管理に関する基盤的研究

（ ４ ） その他、 アジア自然共生研究グループ構成員が行 う

研究

これらの研究の中には , 中核研究プロ ジェ ク ト の関連研

究、 複合領域を扱 う 研究 , 気候変動や循環型社会に関す

る研究等 と の境界領域を扱 う 研究 , 研究手法に関する研

究等も含まれている。

　 以上の研究によ る平成 21 年度の成果については , 個別

の課題についての説明を参照し て頂き たい。 なお , 上記

以外のアジア自然共生研究グループの外部資金等によ る

研究の一部は , 中核研究プロ ジ ェ ク ト に直接貢献する研

究課題と し て掲載されている。

1） 　 ブナ林衰退地域における総合植生モニ タ リ ング手法

の開発

〔区分名〕 地方環境研と の共同研究

〔研究課題コー ド〕 0509AH953

〔担当者〕 ○清水英幸 （アジア自然共生研究グループ），伊

藤祥子， 笹川裕史

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 21 年度 （2005 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 ブナ林は日本の冷温帯の代表的極相林で， 生物

多様性豊かな地域 と し て保全 さ れてい る と こ ろ も 多い

が， 近ではその衰退が各地で報告されている。 しかし，

ブナ林の健全 （衰退） 度評価， 樹木活性， 植生状況， 環

境要因等の調査項目や方法は地域で様々であ り ， 全国的

な衰退状況把握および原因検討は行われていない。 本研

究では， ブナ林域におけ る全国展開可能かつ効率的な総

合植生モニ タ リ ング手法を開発する。 特に， 衰退地域以

外で も適用可能なブナ林生態系の健全度に関する総合調

査マニ ュ アル （案） を作成する こ と， ブナ林を有する多

く の都道府県が参画す る 総合植生モニ タ リ ン グネ ッ ト

ワーク を構築する こ と を目標 と する。 本研究成果は衰退

ブナ林の保全 ・ 再生施策に寄与し， また地球温暖化影響

把握等のための広域植生モニ タ リ ン グに も 有用 と 考え

る。

〔内容および成果〕

　 山岳ブナ林での衰退状況評価方法，樹木活性評価･環境

計測方法， 林床植生の種多様性評価方法等について， 各

参加機関が試行的に検討する と と も に， ブナ林生態系の

健全度に関する総合調査マニ ュ アル （案） を共同で検討

し， それに基づ く 統一調査を行った。 また， 参加自治体
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のブナ林域現況把握調査やワーク シ ョ ッ プを行い， ネ ッ

ト ワーク化を推進し た。 具体的には， ブナ樹木の目視衰

退度評価， ブナ葉の葉緑素含有量 （SPAD 値）， 大気中の

オゾン （O3） 濃度 （パッ シブ法） に関し て作成し たマニュ

アル （案） に従って， 平成 21 年度は 8 自治体 （北海道 ・

神奈川 ・ 静岡 ・ 富山 ・ 福井 ・ 岡山 ・ 広島 ・ 福岡） が参加

し て統一調査を行った。 目視衰退度調査の結果， 神奈川

や福岡 （英彦山） ではブナ林衰退が激し く ， 静岡や岡山

が続き， 福井， 富山， 福岡 （背振山） では比較的健全で

あった。 SPAD 値の変化は植物のフ ェ ノ ロ ジー と関連し，

福岡ではブナの展葉が早 く 落葉は遅かった。 また，静岡・

神奈川と比べ， 各季節で高い SPAD 値が得られた。 O3 濃

度は， 4 ～ 5 月に高 く ， 夏季には低下し， 9 ～ 10 月に再

び上昇し た。 福岡 （英彦山） と 神奈川では， 調査期間を

通じ 10ppb 程度北海道よ り 高 く ， O3 ス ト レ ス を受けてい

る可能性が示唆された。指標間の関係は単純ではないが，

これら指標の組合せはブナ林生態系の健全度評価に有効

であ り ， 各地域のブナ林域の特徴を明ら かにでき た。 一

方， 各研究機関では， 着果 （福井） ， 種子散布 （秋田） ，

実生定着 （岡山）， 林分構造 （秋田 ・ 富山）， リ モセン （神

奈川 ・ 国環研）， 林床植生調査 （福岡）， ブナハバチ （神

奈川）， 蒸散 ・ 樹液流計測 （神奈川 ・ 国環研）， オゾン濃

度解析 （埼玉 ・ 福岡 ・ 秋田） 等についての調査も実施さ

れた。 こ れ ら の情報に加え， ブナ葉 と 土壌の元素組成，

ブナの分布 と 生理生態， 温暖化影響等に関し て， 協力機

関から情報が得られた。 平成 21 年度までに， 国環研を含

めた 13 研究機関が正式に， 8 機関が協力機関 と し て参加

し， ネ ッ ト ワーク化が図られた。

〔備考〕

共同研究機関：神奈川県環境科学セン ター （武田麻由子・

小松宏昭） ・ 福岡県保健環境研究所 （須田隆一） ・ 埼玉県

環境科学国際セン ター （三輪誠） ・ 神奈川県自然環境保全

セン ター （山根正伸 ・ 相原敬次 ・ 谷脇徹 ・ 越地正） ・ 岡山

県自然保護セン ター （西本孝） ・ 福井県自然保護セン ター

（水谷瑞希） ・ 富山県林業技術セン ター （安田洋 ・ 中島春

樹） ・ 秋田県健康環境セン ター （小林貴司） ・ 静岡県環境

衛生科学研究所 （太田良和弘 ・ 中西隆之） ・ 秋田県森林技

術セン ター （和田覚） ・ 北海道環境科学研究セン ター （野

口泉 ・ 山口高志） ・ 広島県立総合技術研究所 （山本哲也）

2） 　 環境同位体を用いた沿岸域生態系における流域環境

影響の評価手法に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0709AE340

〔担当者〕 ○野原精一 （アジア自然共生研究グループ），井

上智美

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 流域の開発に影響 さ れやすい移行帯 と し ての

沿岸域 （東京湾 - 小櫃川、 伊豆諸島等 ・ 伊勢湾 - 櫛田川

等 ・ 沖縄 - 石垣島網張等） を対象 と し， 自然の豊かな干

潟 ・ 塩生湿地 ・ マン グ ローブの河口域生態系において，

１ ） 流域か ら の栄養塩類の流入量評価 と ２ ） 分解機能並

びに ３ ） 酸素供給機能を調査 ・ 解析 ・ モデル化を行い，

生態系への環境影響の評価手法を得 る こ と を目的 と す

る。

〔内容および成果〕

　 2009 年 3 月及び 5 月に八丈島 ・ 藍ヶ江漁港における地

形， 水質， 栄養塩環境について調査を実施し た。 藍ヶ江

漁港における塩分は 32.4-33.4psu，水温は 14-17 ℃，pH は

8.0-8.2 であった。NO3—N は 58-66ppb，NH4-N は 7-12ppb，

PO4-P は 10-15ppb であった。2009 年 3 月の八丈島・藍ヶ江

漁港の栄養実験区 と 対照区の栄養塩類は対照区よ り 実験

区の塩分濃度がやや低 く ， 栄養塩濃度はやや高かっ た。

実験カゴか らの距離 と 栄養実験区 と 対照区の栄養塩類の

濃度を比較する と， 実験区でやや環境に濃度勾配が見ら

れた。 栄養実験区 と 対照区の硝酸の濃度それ以外の漁港

表層に比べやや低い濃度であった。 2009 年 5 月には藍ヶ

江漁港の栄養塩類 と 実験区の栄養塩濃度を設置された肥

料の交換前 と 交換後で比べる と 濃度の差が大き く なって

お り ， かな り の肥料は速やかに溶解， 拡散し て行 く 物 と

考え られた。 マ ク サの個体重を比較する と， 肥料の添加

実験区でやや大き な個体に成長し ていたが， 天然の湧水

域でのマ クサの方が明らかに大きな個体であった。

〔備考〕

3） 　 北東アジアの草原地域における砂漠化防止と生態系

サービスの回復に関する研究  (2) 荒廃し た草原の回

復にかかわる key species の環境適応性の解明 (4) 半

乾燥砂漠化地域に生育する key species-ecotypeの生理

生態特性の比較解析

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0709BA513

〔担当者〕 ○清水英幸 （アジア自然共生研究グループ），鄒

春静， 伊藤祥子， 許振柱， 笹川裕史

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 本研究では， 北東アジアの放牧草地を対象に，

砂漠化し た土地の生態系再生 と 持続的な生物資源利用の

両立が可能 と な る よ う な環境修復の指針を提示する こ と

をめざす。 本サブ課題では， 荒廃草原および回復草原に

おける key species （ecotype を含む） の環境適応に係わる
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生理生態特性を環境制御実験によ り 解明し，「環境修復の

鍵 と な る植物種はどのよ う な環境適応力を持っているの

か？」 を明らかにする。 また， key species 間の環境適応

能の差異に基づ く 生長モデルを構築し， 生態プロ セスの

一般化を行 う 。

〔内容および成果〕

（1）北東アジアの放牧草地に生育する key species と し て，

灌木の Artemisia halodendron，Artemisia ordosica，Artemisia

frigida、 Caragana korshinskii， Caragana microphylla， イネ

科草本の Achnatherum splendens， Agropyron cristatum，

Clinelymus dahuricus， Cleistogenes squarrosa， Leymus

chinensis， Stipa krylovii， 広葉草本の Medicago sativa，

Melilotus suaveolens， Peganum nigellastrum， Chenopodium

album，Salsola collina について，土壌水分に対する生長応

答を環境制御実験に よ り 明 ら かに し た。 降水量換算で，

30， 60， 90， 120mm ／月の灌水処理を行い （平均水ポテ

ンシ ャル ： -25.2， -9.7， -3.4， -2.7KPa） ， 各植物種の生長

を解析し た。 全種 と も水ス ト レ スによ って個体乾重は抑

制されが， その生理生態的反応は種によ って異なってい

た。 水ス ト レ ス増大に伴い， A. ordosica， C. dahuricus， L.

chinensis， S. krylovii， C. album， M. suaveolens では相対生

長率 （RGR） が急激に減少し， その他の種では比較的緩

や か に 減 少 し た。 比 葉 面 積 （SLA） の 比 較 か ら， C.

dahuricus， L. chinensis， S. krylovii， A. splendens， C.

squarrosa，C. album は，水ス ト レ ス増大に伴い葉を厚 く す

る 傾向 を 示 し た。 A. Ordosica， C. album、 M. sativa， P.

nigellastrum， S. Collina は， 根／茎葉 (R/S) 比を増加させ，

同化産物を根へ投資する傾向を示し た。 以上よ り ， 灌木，

イ ネ科草本， 広葉草本の違いに係わらず， 水ス ト レ スへ

の生理生態的応答は種によ って異なっていた。

（2） Key species － ecotype に関し て，異なる地域に起源を

有する同一植物種 （A. halodendron， S. grandis 等） の温度

／水環境に対する適応性を検討し た。 水欠乏 と 高温は，

これら各地の植物の生長を抑制し たが， 種によ って異な

る生理生態反応を示し た。 また， 同種植物の産地間比較

から， S. grandis では既に複数の生態型に分化し ている可

能性が高いが，A. halodendron では明瞭な生態型の分化は

まだ認められない， と い う こ と が示唆された。

（3） 異な る環境条件への形態構造的 ・ 生理生態的反応を

定量化し て， L-System を用いた key species の 「機能－構

造生長モデル」 の開発 を 推進 し た。 A. halodendron， C.

microphylla， C. squarrosa について， 生育現地の標準的な

環境条件下で植物を栽培し， 茎長， 葉数， 根長， 根の走

出角度等の植物形態を測定し た。 次に異な る水分条件下

で植物を栽培し， 水ス ト レ スによ るバイオマスの変化を

解析し た。 収集し た形態パラ メ ータ を用いて， 植物の生

育をシ ミ ュ レー ト するモデルを開発し， 植物生長量 と 同

化産物分配率が現実の実験結果に合 う よ う にチューニン

グ し た。生長量 と分配率を，水分条件 と RGR および LWR

の 2 つの回帰曲線から求めた結果，A. halodendron のモデ

ルでは， 異な る水分条件に対する反応をほぼ再現する こ

と が可能と なった。 本モデルは， 各 key species の立体的

な地上部／地下部の生長シ ミ ュ レーシ ョ ンを通し て， 乾

燥 ・ 半乾燥地域におけ る飛砂防止予測や適地適植の検討

に資する と考える。

〔備考〕

共同研究機関 ： 東京大学 ・ 岡山大学 ・ 中国科学院植物研

究所 ・ 中国科学院沈陽応用生態研究所 ・ 中国環境科学研

究院 ・ 北京師範大学 ・ 華東師範大学 ・ モンゴル農業大学 ；

　 研究代表者 ： 大黒俊哉 （東京大学大学院農学生命科学

研究科）

4） 　 中国北部草原の劣化生態系に生育する主要植物種に

及ぼす気候変動の影響

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0709CD581

〔担当者〕 ○清水英幸 （アジア自然共生研究グループ），許

振柱， 伊藤祥子， 鄒春静， 笹川裕史

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 植生衰退 ・ 土壌劣化が進行する中国北部草原生

態系 （シ リ ンゴ ロ草原等） の現地環境や地球環境変動を

考慮 し た将来環境を環境制御室に再現 し， 二酸化炭素

（CO2） 濃度増加， 気温上昇， 土壌乾燥化等の複合環境条

件が， 現地の主要植生であ る， Stipa grandis 等の草本種，

Caragana microphylla 等の灌木種に及ぼす影響を， 生理生

態／形態構造的観点か ら比較解析し， 中国北部草原生態

系に及ぼす気候変動の影響を予測する。 また， 劣化草原

の回復･再生に資する乾燥地草原生態系研究の基盤的情

報の提供に寄与する。

〔内容および成果〕

（1） C. microphylla と S. grandis を材料 と し て， 植物の光

強度－生長特性を， 200， 500， 800， 1100， 1400， 1700，

2000μmol m-2s-1 の範囲で調べた。 環境制御実験の結果，

光強度の増大に伴い植物の相対生長率 （RGR） は増加し

たが， RGR の対数変換値はよ り 直線的関係を示し た。

（2） CO2 濃度 2 段階 （明期／暗期処理が 400/450、 800/900

ppm）， 温度 2 段階 （明期／暗期が 25/15， 31/21 ℃）， 灌水

量 4 段階 （30， 60， 90， 120 mm ／月） の複合処理を行

い， 以下の結果を得た。 全体的には， CO2 濃度増加は植

物の生長を促進し， 温度上昇は CO2 濃度の効果を促進し
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た。 温度上昇は， C. microphylla では， 400 ppm CO2 条件

下で生長を若干抑制し， 800 ppm CO2 条件下で生長を促

進し た。 一方， S. grandis では， どち らの CO2 条件下でも

温度上昇は植物生長を増加させた。 水欠乏処理 （30， 60

mm ／月） は生長を抑制し たが，特に 400 ppm CO2 および

31/21 ℃処理で顕著であった。植物や葉の形態構造に関連

する葉重比 （LAR） や比葉面積 （SLA） は， CO2 濃度増

加によ って減少し， S. grandis では水ス ト レ スの増加によ

り 減少し た。 温度上昇は種によ ってまた他の環境要因に

よ って異なる影響を示し た。 C. microphylla の光合成速度

は， CO2 濃度上昇によ って増加し たが， 温度上昇や水ス

ト レ ス増加は， 400 ppm CO2 条件下では抑制的に， 800

ppm CO2 条件下では促進的に作用し た。 ただし， 後者の

場合で も高温かつ高水ス ト レ ス条件下では， 光合成は抑

制された。 植物細胞のダ メ ージの指標であ る脂質過酸化

反応と し てのマロ ンジアルデ ヒ ド （MDA） 含有量は， 温

度上昇や水ス ト レ ス増加に よ って増加傾向を示し たが，

CO2 濃度上昇では顕著な影響は認められなかった。

（3） これら の結果か ら， 高温や水欠乏によ る植物への悪

影響は CO2 濃度上昇によ って若干緩和される傾向が認め

られたが， 激しい旱魃はこ の CO2 効果を打ち消すこ と が

示唆された。 将来の気候変動予測シナ リ オにおいて， こ

れらの環境要因の複合影響によ り ， 中国北部の半乾燥草

原生態系の生産性が減少し， 砂漠化が加速される可能性

が示された。

〔備考〕

共同研究機関 ： 中国科学院植物研究所

5） 　 道路沿道での対象者別個人曝露量推計

〔区分名〕 その他機関からの委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0710MA380

〔担当者〕 ○大原利眞 （アジア自然共生研究グループ），新

田裕史， 長谷川就一， 神田勲， 田村憲治

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 わが国の大都市部の道路沿道住民におけ る自

動車排ガスへの曝露実態を定量的に把握し， 住民の呼吸

器疾患をはじめ と する健康影響 と の関連性を疫学的に明

らかにする ため， 平成 17 年度から開始し た 「局地的大気

汚染の健康影響に係る疫学研究」 で用いる曝露評価モデ

ルを構築する。

〔内容および成果〕

　 環境省が実施し ている局地的大気汚染の健康影響に関

する疫学調査 （学童コ ホー ト 調査） において， 対象者の

個人曝露量を評価する ために， 幹線道路沿道モデルの総

合的な検証と調整，平成 20 年度に環境省が実施し た学童

コ ホー ト 調査で回答の得られた対象者の住所情報の精密

な緯度経度情報への変換， 及び調査対象者別の個人ば く

露量推計を実施し た。

〔備考〕

旧研究課題コ－ド  0506BY541

6） 　 温泉保護政策に資する定性的かつ定量的な温泉流動

モデルの構築

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0809BY001

〔担当者〕 ○野原精一 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 近年， 急速な温泉資源の開発によ り 資源の枯渇

が懸念されている。 これまで群馬県では， 一律的な距離

制限によ る開発規制によ り 温泉保護に努めて き たが， 近

年こ の規制の科学的根拠の欠如が強 く 指摘され， 地下に

おけ る温泉の流れや継続的に利用可能な温泉水量につい

て， よ り 科学的な評価が求め ら れてい る。 本研究では，

数値解析モデルによ る温泉水流の予測 と 微量金属元素に

着目し た温泉水脈の識別によ り ， 地下におけ る温泉の流

れを定性的に解析する。 また， 水の起源を示す指標 （水

素及び酸素の同位体） に着目し， 温泉資源に供給される

循環水 （雨や雪） の量を見積も る こ と で， 継続的に利用

可能な温泉水量を定量的に評価する。 これら の手法によ

り ， 地下におけ る温泉の動態を定性的かつ定量的に評価

する ための温泉流動モデルを構築し， ひいては科学的根

拠に基づ く 新しい温泉保護政策の立案に資する こ と を目

的とする。

〔内容および成果〕

　 源泉間の微量金属元素組成の特徴を比較する ため， 各

成分濃度の中央値で規格化し た。 微量金属元素は， 主要

成分に比べてバラ ツキが大き く ， 源泉によ って特徴的な

組成であ る こ と が明らかになった。T-3 の微量金属元素は

他源泉よ り も突出し て高い傾向を示し た。 希土類元素郡

および Cu はろ過物に濃縮されていたる こ と が示された。

Cd は T - 3 以外の源泉においてほぼ全て溶存態で存在し，

こ の特徴を有する成分は他にはなかった。 In は T – 2， 3

および T - 6， 7 付近のみの地質情報を示す指標に成 り 得

る こ と がわかった。

〔備考〕

・ 群馬県衛生環境研究所 （微量金属元素に着目し た温泉

水脈の識別， 数値解析モデルによ る定性的な温泉水流の

予測シ ミ ュ レーシ ョ ン）

・ 国立環境研究所 （IR-MS によ る温泉水中の水素 ・ 酸素

の安定同位体比分析）
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・ 群馬県温泉協会 （温泉水のサンプ リ ング及び基礎デー

タの取得， 液体シンチレーシ ョ ンカ ウ ン ターによ る温泉

の ト リ チウ ム分析）

7） 　 マルチ ト レーサーを用いた河口域生態系における流

域環境影響の評価手法に関する研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0810CD002

〔担当者〕 ○野原精一 （アジア自然共生研究グループ），広

木幹也， 井上智美

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本研究では， 流域からの土砂堆積が問題になっ

ている河口域 （伊勢湾 - 櫛田川） を対象 と し， 自然の豊

かな干潟 ・ 塩生湿地の河口域生態系において， １ ） 流域

か ら の栄養塩類の流入量評価 と ２ ） 分解機能並びに ３ ）

酸素供給機能を調査 ・ 解析 ・ モデル化を行い， 生態系へ

の環境影響の評価手法を得る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 腹足類の摂餌面積調査か ら， 一色干潟のウ ミ ニナの平

均摂餌面積は 6.49cm2/h，汐川干潟のウ ミ ニナの平均摂餌

面積は 8.36cm2/h， 伊川津のウ ミ ニナの平均摂餌面積は

4.30cm2/h であった。汐川干潟のヘナタ リ の平均摂餌面積

は 5.80cm2/h， 伊川津干潟のヘナ タ リ の平均摂餌面積は

30.40cm2/h と伊川津干潟のヘナタ リ の平均摂餌面積は汐

川干潟のヘナタ リ と比較し約 5 倍高い値 と なった。 一昼

夜の追跡調査では汐川干潟のウ ミ ニナの平均摂餌面積は

8.79cm2/h，ヘナタ リ の平均摂餌面積は0.99cm2/h と ウ ミ ニ

ナは 80 分調査 と同程度の値に対しヘナタ リ は 80 分調査

と 比較 し かな り 低い値 と な っ ていた。 各干潟で行動パ

ターンが異なっていた。

〔備考〕

8） 　 マングローブ植物の根圏酸化機能に関する研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0810CD003

〔担当者〕 ○井上智美 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 潮間帯は満潮時に起き る海水の進入のため， 常

に塩分を含んだ冠水に さ ら されている。 マング ローブ植

物はこ のよ う な過酷な環境に適応し た植物で， 独特かつ

豊かな森林生態系を形成し て陸域 と海域生態系 と をつな

いでいる。しかし近年，開発や社会システムの変化に伴っ

て， 世界中のマング ローブ林が伐採され， 急激に減少し

てお り ， 生態系への影響が危惧されている。

　 本研究ではマング ローブ生態系の基盤であ る底質土壌

を性格づけている重要な メ カニズム，「マング ローブ植物

の根が土壌に与えている影響」 について明ら かにする こ

と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 日本のマング ローブ林に見られる代表的なマング ロー

ブ植物 3 種 （オ ヒ ルギ， ヤエヤマ ヒ ルギ， ヒ ルギダマシ）

について， 根圏における窒素実態を調査し た。

　 3 種全ての根圏土壌において， 非根圏区よ り 高い有機

物含有量と低い C/N が認められた。 根圏区では枯死根な

どの有機物供給量が多い と 共に， 微生物によ る窒素同化

が起き ている こ と が示唆される。 また， 有機物含有量 と

C/Nは全体的に冬季で高かった。調査サイ ト の冬季の土壌

温度は夏季に比べて概ね 10 度低 く ，分解や窒素同化を伴

う 微生物活動が低下し ていた可能性があ る。

　 植物可吸態であ る土壌間隙水中の溶存全窒素濃度は，3

種全てにおいて根圏区の方が非根圏区よ り 高かった。 形

態別に見る と， アンモニア態窒素濃度は非根圏区の方が

根圏区よ り 高 く ， 硝酸及び亜硝酸態窒素濃度は根圏区の

方が高かった。 こ の こ と か ら， アンモニア態窒素が根圏

区へ向けて拡散消費されている一方で， 硝酸及び亜硝酸

態窒素は根圏区から非根圏区へ向けて拡散移動し ている

こ と が明らか と なった。 今回調査し た 3 種のマング ロー

ブ植物は根系に吸気のための通気組織が発達し てお り ，

根細胞内へ送られた酸素が根圏土壌へ漏れ出し ている こ

と が知られているが， 酸化的な根圏区でアンモニア態窒

素が酸化 さ れ る 硝化作用が起 き てい る こ と が推察 さ れ

る。

〔備考〕

9） 　 湿原流域の変容の監視手法の確立と生態系修復のた

めの調和的管理手法の開発

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 地球 )

〔研究課題コー ド〕 0812BB001

〔担当者〕 ○野原精一 （アジア自然共生研究グループ），広

木幹也， 林誠二

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 湿原が一度荒廃する と 修復する ためには非常

に多 く の労力を要する こ と か ら， 本研究では， 湿原の保

全施策を構築する ための湿原 と その周辺流域におけ る総

合的管理手法の開発を目的とする。 具体的には， （ １ ） 湿

原生態系の変容を的確に捉え， 変容を も た ら し た原因を

明ら かにする ため， 湿原 と その周辺流域の自然環境の変

容や野生生物等の生息 ・ 生育環境の変容を監視する手法

を開発する， （ ２ ） 湿原を含む流域全体の広域な土地利用

の変化が湿原に及ぼす影響を明らかにする， （ ３ ） 湿原周
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辺の農地か ら発生する負荷を施肥管理制御， 小水路， 緩

衝域など を活用し低減する手法を開発する， （ ４ ） 荒廃し

た湿原植生を積極的に修復， 復元する手法を開発する こ

と を目標とする。

〔内容および成果〕

１ ） 釧路湿原温根内ビ ジ タ ーセ ン タ ーの木道地先に約

800m ラ イ ン ト ラ ンセ ク ト を設け， 釧路湿原の物質 ・ 水循

環を評価する ため， 湿原の水文， 地下水質 ・ 地質の各環

境のモニ タ リ ン グ を開始 し た。 釧路湿原の植生であ る

チャ ミ ズゴケ， ムジナスゲ， ヨ シ， ハン ノ キの主要な ４

群落の植生調査を実施し た。 ラ イ ン ト ラ ンセ ク ト の二次

元指標種分析結果， チャ ミ ズゴケ， ムジナスゲ， ハン ノ

キ， ヨ シで代表される ４ つの群落に区分された。

２ ） 赤沼周辺の調査線上で泥炭の無機質含量， リ ン含量

および酵素活性と堤防からの距離と の関係を調べた。

・ 泥炭中の無機質含量は堤防近 く のハン ノ キ林では 60％

以上であったが 200m 離れる と 20％以下， それ以遠では

徐々に低下し ていた。 泥炭中の全 リ ン含量は地点間で差

が大きかったが， 一定の傾向は認められなかった。 無機

態 リ ン含量は堤防近 く では 0.2mg/g 含まれていたが 200m

離れた地点では 0.05mg/g で も低い値であった。

・ GLU 活性， PA 活性 と も堤防付近で も高い値を示し，

離れるにし たがって急激に活性は低下し，200m 付近で

小 と な り ， 赤沼に近づ く につれて活性はやや増加し た。

PA 活性と GLU 活性の比（PA/GLU） を と る と，200ｍ 付近

で も高 く ，堤防付近，および赤沼に近づ く につれて PA/

GLU比は低下し た。PA/GLU比は泥炭中の無機態の リ ン酸

含量と負の相関関係が認められた。

・ 以上の結果から， 200m 付近では無機態 リ ン酸の含量が

低いためにセルロースの分解よ り も リ ンの無機化が優先

され， その結果， セルロースの分解が抑制される可能性

が示唆された。

〔備考〕

環境省 ： 独立行政法人国立環境研究所

農林水産省 ： 農林水産技術会議事務局， 独立行政法人農

業環境技術研究所，

独立行政法人農業 ・ 食品産業技術総合研究機構

10） 　 南米 南端でのオゾ ン層破壊分子の総合観測によ

るオゾンホールの中緯度帯への影響研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0812CD002

〔担当者〕 ○中根英昭 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 本研究は， 南半球春期に， 南極オゾンホール内

のオゾン破壊分子を含んだ低オゾン濃度空気塊が中緯度

地帯まで到来する こ と によ って中緯度地帯のオゾン層に

与え る影響を評価し， その メ カニズムに関する これまで

の知見を観測的に検証し， また新たな知見を得る こ と が

目的であ る。 そのために， 本研究では地上 ミ リ 波分光計

を南米 南端近 く の リ オ ・ ガジェ ゴ スに設置し， オゾン

と オゾン破壊関連分子 （一酸化塩素、 など） の高度分布

の連続観測を行い， 得られたオゾン等の高度別時間変動

データ と 気象場解析及び化学輸送モデル と の比較か ら，

オゾンホールの中緯度地帯への影響を評価し，その力学・

化学過程の検証 ・ 解明を進める。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 1979 年～ 2009 年の 31 年間の南半球極渦に

ついて， 高度毎に， その強度， 大き さ の季節内変動， 極

渦の存在期間を総合的に可視化する と 共に， その年々変

動を定量的に表す指標の作成について検討し た。

〔備考〕

課題代表者 ； 名古屋大学太陽地球環境研究所長濱智生助

教授

11） 　 水稲葉枯症の発症要因の究明と対策

〔区分名〕 地方環境研と の共同研究

〔研究課題コー ド〕 0911AH004

〔担当者〕 ○清水英幸 （アジア自然共生研究グループ），伊

藤祥子， 笹川裕史

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 長崎県北部の高標高地帯の水田では， 梅雨明け

の時期に水稲の葉先 ・ 葉縁から枯れ上がる水稲葉枯症が

問題 と なっている。 これまでの各種調査か ら， 大気汚染

を含む複合環境の影響が示唆された。 そ こ で， これまで

の長崎県 と の共同研究成果を整理し， ま た新たな調査 ・

実験を実施 し， それ ら のデー タ を用いて， 大気， 気象，

土壌， 水質等の環境要因 と 水稲葉枯症の関係を解析し，

発症要因の究明と対策提案に係わる考察を行 う 。

〔内容および成果〕

（1） 2006 ～ 2008 年における調査から， 水稲葉枯症発症

と 様々な環境要因 と の相関を検討し た。 水稲葉枯症には

品種間差が認め られ， 被害頻発地では， 気温 ・ 水温が低

く ， 湿度が高 く ， 日照が不足し ていた。 酸性霧は梅雨時

期の日照不足， 低温条件 と と も に， 水稲葉枯症発症に関

係する こ と が示唆された。 また， 被害頻発地では SO2 や

NOx濃度は低いが Ox濃度が高 く ，O3 影響の可能性が示唆

された。 また， 坪状被害 と の関係か ら， 窒素過多の影響

が指摘された。

（2）pH5.6 の霧に比べ pH3.3 の霧に 2 週間曝露し た水稲で
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は， 葉面積や乾重の低下が認め られた。 その後， 異な る

光強度で育成する と， 強光条件ほど， 葉面積や乾重は増

加し たが， 前処理であ る酸性霧によ る生長抑制は有意で

あ っ た。 可視障害率は， 酸性霧曝露区で有意に大き く ，

また強光条件で促進された。酸性霧 2 週間曝露後に O3 に

曝露し た植物では， 葉先縁が白 く な る水稲葉枯症に類似

し た症状が観察された。 一方， 酸性霧曝露の生長影響は

有意に確認でき たが， O3 曝露によ る生長影響は認められ

なかった。 可視障害は， O3 曝露によ って増大し， 酸性霧

曝露区の植物では特に顕著であった。 可視障害率は， イ

ク ヒ カ リ ≒ ヒ ノ ヒ カ リ ＞あ さ ひの夢の順に顕著であ り ，

現地調査の品種間感受性の結果 と 同様であ った。 なお，

野外での葉枯症発症葉や， 酸性霧， O3， 強光などのス ト

レ ス処理葉では MDA 含有量が増加し てお り ， 酸化的ス

ト レ スが生じ ている こ と が示唆された。

（3） 以上の現地調査 と 環境制御実験から， 酸性霧や O3，

光強度が， 長崎県におけ る水稲葉枯症の発症に密接に関

係し ている こ と が示唆された。 ただし， 坪状被害 と の関

係等， まだ未解明な部分も あ り ， 今後， マ イ ク ロ アレ イ

によ る遺伝子発現解析を含めた詳細な研究を展開する予

定であ る。

〔備考〕

共同研究機関 ： 長崎県環境保健研究セン ター （森 淳子）

12） 　 ブナ林域の総合モニ タ リ ング手法の開発 と衰退 リ

スク評価に関する研究

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 公害 )

〔研究課題コー ド〕 0911BC002

〔担当者〕 ○清水英幸 （アジア自然共生研究グループ），笹

川裕史， 伊藤祥子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 近年日本各地で， わが国の冷温帯を代表するブ

ナ林の衰退が確認され， 問題 と なっている。 そ こ で， 衰

退の顕在化，非顕在化に係わら ないブナ林域の衰退度（健

全度） の総合モニ タ リ ング手法を開発し， さ ら に， 現在

のブナ林域の衰退 リ ス ク評価を実施し て， ブナ林衰退を

予測し， その保全および再生の対策に役立て る ための総

合的研究を推進する必要があ る。 具体的にブナ林衰退が

顕在化し ている神奈川県を主対象 と し て， 県試験研究機

関等 と 共同で， 野外調査， 環境制御実験， モデル開発を

一体 と し た総合的研究を推進し， ブナ林衰退機構究明の

ための研究を展開する。

〔内容および成果〕

（1） ブナ林域におけ る現地調査 と 総合モニ タ リ ング手法

の開発に関し， 目視での衰退度評価 と 葉の ク ロ ロ フ ィ ル

含有量 （SPAD 値） について， 丹沢山地各地での直近調

査と その 5 年前の調査結果と を比較解析し た。 5 年間で

衰退度に顕著な変化がな く ， 近年ブナの急激な衰退はな

いこ と を確認し た。 また， 衰退度と SPAD 値に有意な相

関が有る場合も認めたが， 定量的な衰退調査にはフ ェ ノ

ロ ジーの考慮が重要 と 考え られた。 一方， ブナの生理生

態特性把握のため， 堂平， 天王寺尾根， 丹沢山の 3 調査

地か ら ブナ葉を採取し， SPAD 値， 光合成速度， 葉の薄

さ （SLA） などの計測を行った。 天王寺尾根や丹沢山に

比べて堂平のブナの SPAD 値はやや高 く ， SLA は若干低

く 葉が厚 く なっていた。SPAD 値 と光合成速度および SLA

と 光合成速度の間には相関は認め られなかったが， 堂平

の SPAD 値と SLA には若干負の相関があ り ， 葉が薄い と

SPAD 値が低 く なる傾向を認めた。 さ らに，ブナの枯死原

因の 1 つ と考え られるブナハバチの繭密度 と被害量の関

係解明を目的に， 被害度の異な る地点で繭密度を調査し

た結果，ブナ樹冠下の地表 2cm までの土壌採取で効率的・

省力的な繭採取が可能な こ と， 大発生地域では繭が高密

度化し， 常時大発生する ポテンシ ャルが高い こ と が示唆

された。

（2） ブナの生理生態的特性解析によ るブナ林衰退機構の

解明に関し， ブナの基本的特性を把握する目的で， 3 年

生ブナ苗を環境制御室に入れ， 15 ～ 25 ℃における蒸散

量を計測し た。 暗期では， 温度処理に係らず蒸散は小さ

く ， 差は認められなかったが， 明期においては， 15 ℃や

20 ℃と比べ 25 ℃で蒸散量が高かった。また，環境制御室

でブナを 2 週間オゾン (O3) に曝露し，その影響を調べた。

50ppb O3 に暴露し たブナでは，SPAD 値が若干低 く なった

他， 違いはほ と んど認められなかった。 今後， 暴露時期

を考慮し た長期暴露実験を実施する必要があ る と 思われ

た。 一方， 実験圃場に植栽されたブナの樹液流を計測し

た。 晴天時の観測データから， 昼夜の変動幅は， 3 月＜ 4

月＜ 5 月＝ 6 月＝ 7 月＞ 8 月であ り ， 5 月から植物の活

動が増加し ている と考え られた。今後，気象データやフ ェ

ノ ロ ジー等と の関係解析を行 う 予定であ る。

（3） ブナ林衰退地域の時空間解析 と ブナ林衰退分布モデ

ル構築に関し ては，現地の O3 移流フ ラ ッ ク スシ ミ ュ レー

シ ョ ン結果を検討し， 高い値の移流フ ラ ッ ク スの分布形

態 （空間的自己相関の計測） と 地域ご と の移流フ ラ ッ ク

スの分布形態 （空間的自己相関範囲の計測） を定量的に

分析し た。分解能 100m の移流フ ラ ッ ク スシ ミ ュ レーシ ョ

ン結果を用い， 主要山岳を基点 と し たボ ロ ノ イ分割によ

り 形成される範囲を解析単位と し， Moran's I 統計量やセ

ミ バ リ オグ ラ ムモデルを用いた分析を行った。その結果，

丹沢山か ら大室山にかけては， 尾根筋南斜面に高移流フ
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ラ ッ ク スが分布し ていた。 地形が複雑なため局所的に相

対的高フ ラ ッ ク ス値が認められ， 大室山では全域で高移

流フ ラ ッ ク スが発生し ていた。 一方， 加入堂山～シ ャガ

ク チ丸や竜ヶ番場～鍋割山にかけては， 高移流フ ラ ッ ク

ス は認め ら れなか っ たが， 複雑な地形か ら 局所的高フ

ラ ッ ク ス値は認められた。 畦ヶ丸山においては全域で移

流フ ラ ッ ク スは低 く ， 丹沢山では山頂か ら低標高に向か

い， 連続的に移流フ ラ ッ ク スが低下し ていた。

〔備考〕

共同研究機関 ： 神奈川県自然環境保全セン ター （山根正

伸・相原敬次・谷脇徹・越地正）・C型共同研究（0509AH953）

地環研等

13） 　 神奈川県丹沢地域の冷温帯自然林植生モニ タ リ ン

グ手法の開発

〔区分名〕 その他機関からの委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0911MA001

〔担当者〕 ○清水英幸 （アジア自然共生研究グループ），笹

川裕史， 伊藤祥子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 神奈川県丹沢地域の自然環境保全に資する た

めに， 自然林の衰退状況の変遷に関連する各種 リ モー ト

センシングデータ を用いて， 丹沢およびその周辺地域の

冷温帯自然林植生のモニ タ リ ング手法開発に関連する調

査 ・ 研究を実施する。 そ し て， 広域自然林を対象 と する

効率的なモニタ リ ング手法を提案する。

〔内容および成果〕

　 自然環境 GIS データ， リ モー ト センシングデータ， 既

往のブナ林衰退関連データに加えて， 新規にい く つかの

リ モー ト センシングデータ を収集 ・ 整理し， 既存の画像

処理法を参考に， 丹沢地域におけ る冷温帯自然植生の分

布， 樹種混交率等の把握手法を検討し， 衰退状況の変遷

を明ら かし た。 具体的には， 光学センサデータ を用いた

混交率等ブナ林域全域の林分構造調査， リ モー ト センシ

ングデータ を用いた丹沢山地ブナク ラ ス域におけ る植生

状況の時系列変化解析， GIS 植生図 とデジ タル空中写真

を用いた天然林変化抽出等を行った。 その結果， 展葉時

期に複数の NDVI データ を用いる こ と で， 林相が区分さ

れ， 混交率が推定可能 と 考え られた。 NDVI を用いた時

系列解析か ら， 東部 ・ 中部の北斜面では衰退の進行は鈍

化し ていた。 また， 西部 ・ 中部の南斜面では依然 と し て

衰退が進行し ている と 考え られた。 空中写真輝度値のテ

ク スチャ を利用し て， ブナ林を対象に異な る時点の植生

図の差分か ら， ブナ林から草地に変化し た領域の抽出手

法を検討し た。 統計的な精度分析によ り ， 本手法が高精

度で草地化地域の抽出に有用であ る こ と が示され， 丹沢

地域東部な らびに用木沢の尾根筋では草地化地域が増加

し ている こ と等が明らかになった。

〔備考〕

共同研究機関 ： 神奈川県自然環境保全セン ター （山根正

伸 ・ 相原敬次）

(11) 　 環境研究基盤技術ラボラ ト リーにおける研究活動

　 環境分析化学研究室が関連する研究活動では， 微細藻

類中から生理活性物質の単離 ・ 構造解析手法を進めたほ

か， 有機スズの分析手法開発に も着手し た。 また， 生物

資源研究室におけ る研究活動 と し て， 希少鳥類以外の野

生鳥類 も 加えて野生鳥類細胞の凍結保存を推進す る な

ど， 野生動物細胞を環境研究目的に提供する ための凍結

保存事業の基盤をほぼ固める こ と ができ た。 加えて， 鳥

類を用いて将来の精子， 卵の祖細胞であ る始原生殖細胞

を生体外で大量培養を可能 と する と 共に， こ の細胞を用

いた環境毒性検定法の開発研究を含めて， 環境研究への

活用を目指し た研究開発を開始し た。 国際共同研究の面

では， ポーラ ン ド と の発生工学分野での共同研究を更に

進める と 共に人的交流を行って多 く の成果を挙げる こ と

ができ た。 また タ イ王国 と ロ シアには鳥類細胞培養の技

術移転を行い， 絶滅危惧鳥類細胞の国際的保存ネ ッ ト

ワーク構築に着手する と共に、 更にロ シア， 中国， 韓国，

台湾， マレーシア等 と の共同研究体制の構築を行ってい

る。

(11)-1. 　 基盤ラボプロジ ェ ク ト

1） 　 環境研究基盤技術ラボラ ト リーにおける活動

〔研究課題コー ド〕 0610CP018

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボラ ト リ ー）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 　 環境問題の解決には， 関連分野の先端的研究

を実施し て絶えず研究開発を行ってい く と 共に， その先

端的研究を支え る長期にわた る環境データ ・ 試料の蓄積

と 保存などの知的研究基盤の充実や環境測定技術の精度

管理 と 技術継承が不可欠です。 環境研究基盤技術ラ ボ ラ

ト リ ーは， 先端の技術を絶えず活用し ながら， 世界の

環境研究の ト ッ プを担 う 先端研究開発 と 知的研究基盤の

中核機関と し て機能する こ と を目標と し ています。

　 これら の目標を達成する ため、 知的研究基盤の充実の

ための中期計画を着実に推進する と 共に， 研究基盤のよ

り 効率的な運用と将来のための重点化を推し進める。

〔内容および成果〕

　 中期計画に対する数値的達成度を見る と，平成 21 年度

末までに環境標準試料はアオコ II， 大気粉じん， 茶葉 II，
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フ ラ イ ア ッ シ ュの ４ 試料を作製し てお り ， 目標の ３ 試料

を上回っている。環境試料の保存に関し ては，目標が 1000

本であ るのに対し て 1075 本を達成し てお り ，中期目標を

4 年目に達成し た こ と と と なる。絶滅危惧動物の保存に関

し ては， 細胞培養技術の画期的な改良があったために目

標値が 220 系統であったのに対し て，現時点で 2818 系統

と， 10 倍以上の成果を挙げる こ と ができた。 更に藻類公

開株が 500 株 ( 目標は 400 株）， 絶滅危惧藻類を 60 株確

保し ている ( 目標は 30 株確保）。 加えて， 実験水生生物

の研究分譲も H19 年度開始以来， 分譲対象種がユス リ カ

2 種， アオモン イ ト ト ンボ，淡水産ヨ コエビ， オオ ミ ジン

コ， タ マ ミ ジン コ， ニセネコゼ ミ ジン コ， ヌ カエビ， ヒ

メ ダカ， ゼブ ラ フ ィ ッ シ ュ， グ ッ ピー， フ ァ ッ ト ヘッ ド

ミ ノ ーの 12 種と順調に増加し， 分譲数も増加し ている (

目標は分譲開始）。

　 こ の様に中期目標か ら 見 る と 極めて順調に成果があ

がってお り ， よ り 効率的かつ集中的な研究推進が必要 と

なっている。

　 また本年度も， 環境研究のための実験生物， 新規計測

法の開発 ・ 標準化や提供を継続する と 共に， 環境計測 ・

評価手法の精度管理のための標準試料提供を行った。 ま

た， 将来的には個体復元 ・ 増殖を想定し た生き た細胞を

液体窒素で超長期間、 超低温保存する手法を改良 ・ 確立

し， 細胞のゲ ノ ム情報を解析 ・ 把握し た上で， 多様性を

維持する ために必要な細胞レベルでの凍結保存を行いつ

つ， 保存細胞を活用し た個体増殖法の開発研究などの先

端的研究も継続し た。

〔備考〕

(11)-2. 　 その他の研究活動

1） 　 微細藻類が生産する生理活性物質の構造解析 ・ 分析

に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE401

〔担当者〕 ○佐野友春 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

高木博夫

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 微細藻類は様々な生理活性物質を生産 し てお

り ， その中には有毒な も のや強い酵素阻害活性を有し て

いる も の も あ る。 本研究では， 微細藻類が生産する新規

生理活性物質を単離 ・ 構造解析する と と も に， 微細藻類

が生産する有毒物質についての精度の高い分析法を開発

する事を目的 と し ている。 本研究では， ５ 年間で ５ つ程

度の微細藻類が生産する新規生理活性物質の単離 ・ 構造

解析を行い， １ つ程度の微細藻類が生産する有毒物質に

ついての精度の高い分析方法を開発す る 事を目標 と す

る。

〔内容および成果〕

　 付着性の藍藻 Calothrix から単離し た ８ つの新規化合物

の構造について MS， NMR スペク ト ルを用いて解析を行

い， 環状ペプチ ド であ る こ と を確認し た。 また， それぞ

れの構成ア ミ ノ 酸等の立体構造につい て， 加水分解，

NMR スペク ト ル等によ り 解析中であ る。

〔備考〕

2） 　 黄砂モニ タ リ ング情報の整備と その化学組成の決定

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0709CD299

〔担当者〕 ○西川雅高 （環境研究基盤技術ラ ボラ ト リ ー）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 21 年度 （2007 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 日本におけ る 黄砂現象の発現日数や濃度が

年々増加し てお り 、 その現象時の呼吸器疾患などの健康

影響が危惧されいる。 本研究では、 実際に黄砂現象中に

日本に風送された微小黄砂の呼吸器系 （アレルギーを含

む） への影響を、 実験動物を用いて明らかにする と共に、

その生体影響が、 同じ黄砂現象中の日本国内におけ る健

康被害 と し て実際に起こ り う るのかについての疫学調査

と、 アレルギー増悪に関わる微生物や化学物質 と 生体側

の分子標的を明ら かにする こ と を全体目的 と し、 そのた

めの黄砂モニタ リ ング基礎情報の提供を分担する。

〔内容および成果〕

　 日本に飛来し た黄砂についてま と めたほか， 九州壱岐

島で捕集し た黄砂試料を用い， 花粉症の増悪機構の解明

実験に関わった。 黄砂単独では花粉症様のアレルギー反

応がほ と んど生じ ないが， 花粉症を人工的に発症させた

マ ウ ス に黄砂を投与す る と 花粉症状の悪化が確認 さ れ

た。

〔備考〕

本研究計画は， 大分県立看護科学大学が受託し た科学研

究費補助金 （基盤研究 Ｂ） 「中国大陸か ら風送された汚

染黄砂によ る呼吸器疾患の憎悪 と 日本におけ る その疫学

調査」 の分担研究であ る。 他に分担研究 と し て参画し て

いる機関は， 東京慈恵医科大学， 福岡県保健環境研究所

であ る。

3） 　 チベ ッ ト 高原横断鉄道による野生動物への影響評価

に関する研究

〔区分名〕 科学研究費補助金

〔研究課題コー ド〕 0710CD494

〔担当者〕 ○亀山哲 （アジア自然共生研究グループ）
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〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 22 年度 （2007 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 チベ ッ ト 高原横断鉄道で完全に南北分断 さ れ

たホフシル （可可西里） 国家自然保護区を対象地域 と し

て， ホフシル国家自然保護区に生息する大型哺乳類， 小

型哺乳類の種類， 生息数， 季節移動の有無， 鉄道の動物

通路 （アンダーパス） の利用率， 個体群の数の変化を明

ら かにする。 個体数が激減し てい る チルーについては，

その季節移動 と 土地利用を調べ， 鉄道開通が季節移動に

与え る影響を評価する。 さ ら に， 動物移動用に設け られ

た鉄道の動物通路 （ア ンダーパス） を評価する ために，

利用する野生動物の種類 と 利用率を推定する。 また， 標

本の採集によ って， 調査地の哺乳類の遺伝的多様性を調

べ， データベース を作成する。 次に， リ モー ト センシン

グの手法を用いて， ホフシル保護区の生息環境評価な ら

びに， 鉄道通過地域の特徴を明ら かにする。 さ ら に， 経

済の発展 と 環境保全， 野生動物保護 と の両立などの検討

を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は研究チーム内に大型哺乳類班 ・ 小型哺乳類班

を組織し， 筆者は大型哺乳類班の一員 と し て中国青海省

での現地調査を行った。 調査期間は 2009 年 7 月 29 日か

ら 8 月 19 日であ り ，主にチベッ ト 地域ホシフル国家自然

保護区付近において， チルーの捕獲 ・ 地表分光放射量測

定を実施し た。

　 現地調査では季節移動ルー ト に捕獲用ネ ッ ト を仕掛

け， 現地中国の陝西省西北瀕危動物研究所の研究者ら と

共同で 3 頭のチルー (Pantholops hodgsonii) （別名チベッ ト

カモシカ， チベッ ト アンテ ロープ） を捕獲し た。 こ の う

ち ２ 頭にアルゴ スシス テム用送信機付き首輪 （アルゴ ス

PPT） を装着し，放獣直後よ り PPT 移動経路の追尾を開始

し た。 同時に捕獲個体について， 体長体重等の外部形態

の計測を行い， DNA 資料と し て体毛 ・ 糞 ・ 血液， および

寄生虫を採取し た。

　 またチルー捕獲後に， 同じ地域において地表面の分光

放射量の測定を行った。 測定にはポータブル分光放射計

（英弘精機株式会社製 MS-720） を用い， 季節移動ルー ト

内の主要な地表面カテゴ リ ーを対象に約20地点で実施し

た。

　 今後は地表面放射量データ を元に対象地の人工衛星画

像を分類し， 現地土地被覆状態を把握する と 共に， 随時

蓄積されてい く 移動ルー ト データ を利用し， 季節移動の

要因 ・ 経路 ・ 移動速度等の空間情報解析を実施する予定

であ る。

　 なお本研究プロ ジェ ク ト は， 平成 19 ～ 22 年度科学研

究費補助金 （海外基盤研究 A） に基づいて実施された も

のであ る。

〔備考〕

4） 　 Ｐ Ｐ ２ Ａ を利用し た藍藻毒 ミ ク ロシスチンの簡易

分析キッ ト の開発

〔区分名〕 企業からの受託

〔研究課題コー ド〕 0809ZZ001

〔担当者〕 ○佐野友春 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

高木博夫

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 21 年度 （2008 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 本研究開発ではこれら MC 類の Ｐ Ｐ ２ Ａ 活性

阻害試験を行 う 事によ って同族体間の Ｐ Ｐ ２ Ａ 活性阻

害作用の差異を明ら かにし， さ ら に， ヒ ト 培養細胞を用

い た細胞毒性評価法 を 確立す る。 こ れ ら の結果か ら，

Ｐ Ｐ ２ Ａ 活性阻害 と細胞毒性の相関関係を明らかにし，

Ｐ Ｐ ２ Ａ 活性阻害を利用し た検出方法の実用性を示す

こ と によ って， MC 類の検出， 定量方法の確立及びその

方法を行 う ためのキ ッ ト の開発を試み， MC 標準品及び

キ ッ ト の製品化を行 う 事を目的とする。

〔内容および成果〕

　 ミ ク ロ シスチン標準品の安定供給にむけて， ミ ク ロ シ

スチンの精製を行い， その純度の確認を行 う と と も に，

NMR を用いた定量方法について検討を行い， ミ ク ロ シス

チンの分子吸光係数の測定を行った。

〔備考〕

（株） ト ロ ピカルテ ク ノ セン ターが研究代表 と なっている

経産省地域イ ノ ベーシ ョ ン創出研究開発事業の再委託で

あ る。

5） 　 鳥類卵母細胞の体外成熟および体外受精に関する研究

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0909AF004

〔担当者〕 ○川嶋貴治 （環境研究基盤技術ラ ボラ ト リ ー）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 動物卵子の体外成熟 ・ 体外受精技術は， 鳥類以

外の実験動物や家畜で開発され， ヒ ト の不妊治療 と し て

実用化 さ れる段階にまで発展し てい る。 し か し なが ら，

鳥類において， これら の研究開発はほ と んど行われて こ

なかった。 近年， 希少鳥類の繁殖のための新しい技術開

発の必要性が高ま っている。 本研究は， 鳥類卵母細胞を

体外で成熟 ・ 受精 ・ 発生させる技術を開発する こ と を目

的 と し ている。 さ ら に， 本技術によ って， 体内で進行す

る卵成熟や受精 と いった生命現象の解明に貢献する こ と

を目標と し ている。

〔内容および成果〕
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　 鳥類の卵巣内卵子 （卵母細胞） を体外で成熟－排卵－

受精－発生－孵化 さ せ る 完全体外培養法の確立を試み

た。 実験材料と し ては， NIES 系統維持ウ ズ ラ を用いた。

本研究の結果， 体外成熟 ・ 排卵に成功し， 成熟未受精卵

を効率的に得る こ と が可能 と なった。 得られた成熟卵に

体外受精を試み， その後の発生能を調べた。 初期ステー

ジまでの発生を観察でき た も のの， 非常に低率であった

ため， 更な る検討が必要 と なった。 他方， 体外培養法を

用いる と 胚発生を経時的に観察でき る こ と か ら， 初期発

生段階での環境汚染物質等の影響を調べる新たな評価系

と し て利用でき る可能性を見出し た。 孵化までの培養技

術を完成すれば， 次世代の生殖機能を含めた総合的な解

析が期待でき る。

〔備考〕

経常研究と連動。

6） 　 流域内の河川水温推定と生態系への影響評価

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0910AE004

〔担当者〕 ○亀山哲 （アジア自然共生研究グループ）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 人為的な流域構造変化が流域生態系に与え る

影響 と し て非常に基本的かつ重要であ る と 考え られる流

域全体規模での河川水温推定技術に関し， 北海道におけ

る対象河川を対象 と し て物理モデルを作成する。 これに

よ り 河畔林伐採 ・ 土地利用変化等 と 水温の季節変動に関

する推定技術を高度化する。 ま た こ れ ら の結果を用い，

淡水魚類等流域生態系に与え る 影響について解析を行

う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 2007 ～ 2008 年度に渡 り 北海道オホーツ ク

沿岸の主要河川において得られた河川水温データの解析

と 各地域の専門家から得られた回遊魚類の河口移動情報

の整理を行った。

　 河川水温観測は， オホーツ ク沿岸河口部の 13 河口点 ・

一級河川渚滑川流域内の約 24 地点において自動計測ロ

ガー （HOBO 社製 CO-UA-001-64） によ って実施し た。 観

測期間は通算 14 ～ 16ヶ月， サンプ リ ングピ ッチは期間

内を通し て全て 20 分間， 温度分解能 0.1 ℃ と し て情報収

集し た。 また同地点において年 3 ～ 4 回の河川水サンプ

リ ングを行った。計測されたデータは全てGISデータベー

ス化 さ れ， 流域シ ミ ュ レーシ ョ ンモデルのパ ラ メ ー タ

チューニング と精度検証のために使用し た。

　 終的に流域規模の水温推定モデルを作成し， 流域内

の河畔林の有無 と 改変シナ リ オを元に温度変化量の推定

を行った。 モデル上の再現では， 流域内の河畔林を完全

に伐採し た条件ではそれ以前の環境 と 比較し下流域の河

川水温が約 1 ～ 2 ℃程度上昇する こ と が確認された。

〔備考〕

7） 　 藍藻類が生産する ミ ク ロシスチンのモニ タ リ ング手

法と その評価に関する研究

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 公害 )

〔研究課題コー ド〕 0911BC001

〔担当者〕 ○佐野友春 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

高木博夫， 西川雅高

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 　 ミ ク ロ シスチンによ る汚染は， 工場などから

排出される一般的な化学物質の汚染 と は異な り ， 汚染源

が富栄養化によ る藍藻類であ る こ と から， その棲息及び

生育状態に よ って汚染状況は影響を受け る。 こ のため，

環境中の ミ ク ロ シスチン量をモニ タ リ ング し その リ ス ク

を評価する ためには， 高精度な分析法の他， 採水条件や

採水方法な ど モニ タ リ ン グ手法全般の検討が必要であ

る。

　 ミ ク ロ シスチンには多 く の同族体が知られてお り ， 同

族体毎の高精度な分析法の開発や精度管理手法の検討を

行 う 。 また， それら同族体ご と の毒性を評価し， ミ ク ロ

シスチンによ る水質の リ ス ク評価手法の検討を行 う 。

　 ミ ク ロ シスチンのモニ タ リ ング手法の開発や リ ス ク評

価手法の検討をする こ と によ り ， ミ ク ロ シスチン汚染の

現状及び有毒藍藻類の発生状況を明ら かにし， 水資源の

有効利用促進や湖沼の水質管理に資する こ と を目的 とす

る。

〔内容および成果〕

　 ミ ク ロ シスチンの同族体ご と に定量する ために， 市販

さ れていない ミ ク ロ シ スチンの標準品の調製を行った。

また， 定量の分析精度を高める ためには安定同位体で標

識された ミ ク ロ シスチン標準品が必要なため， その調製

方法について検討を行った。 また， 福岡県内の湖沼につ

いて MMPB 法によ り ミ ク ロ シスチンの測定を行い，個別

定量法の結果 と の比較を行った。 さ ら に， 培養細胞を用

いた毒性評価手法の検討を行った。

〔備考〕

地域密着型研究

共同研究先 ： 国立医薬品食品衛生研究所， 福岡県保健環

境研究所
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(12) 　 領域横断的な研究活動

1） 　 アジア視点の国際生態リ スクマネジ メ ン ト

〔区分名〕 文科 - グ ローバル COE

〔研究課題コー ド〕 0712ZZ001

〔担当者〕 ○川本克也 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 五箇公一， 江守正多， 田中嘉成， 井上

真紀， 林岳彦， 黄仁姫

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 24 年度 （2007 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 国立大学法人横浜国立大学が文部科学省か ら

採択されたグ ローバル COE プロ グ ラ ムでは，国立環境研

究所 と 連携し， 人口増加や経済発展に伴って生態系の破

壊 と 生態系サービ スの劣化が著しいアジア発展途上国等

の生態 リ ス ク の適切な管理に貢献する ため， （ １ ） 国連 ミ

レニアム生態系評価 (MA) にアジア視点を加えた国際的

な リ ス ク管理の理念 ・ 基本手法 ・ 制度を解析し て提示す

る と と もに， （ ２ ） アジア等の森林植生 ・ 土壌 ・ 沿岸域等

の生態系機能を調査 ・ 解析し て外来生物管理を含めた具

体的な順応的 リ ス ク 管理手法を提示 し， （ ３ ） 農薬 ・ 肥

料 ・ 有害物質管理， バイ オマス高度利用， 遺伝子操作作

物利用， 廃棄物循環利用等， 具体的実践的なアジア途上

国の生態系サービ スの リ ス ク 管理手法を開発 ・ 応用し，

（ ４ ） これらの｢基礎研究｣と具体的な｢事例応用研究｣， 新

たな政策ア イデアに基づ く ｢社会制度提案｣の ３ 者を繋げ

る研究者 ・ 行政 ・ 企業 ・ 市民のネ ッ ト ワーク を国際的に

構築し， それら を基に， （ ５ ） 若手研究者等の国際的な人

材育成拠点形成を目的とする。

〔内容および成果〕

・ 川本克也担当

　 廃棄物系バイオマスの炭化によ る循環利用技術に関し

実験研究を行った。 バイ オマス ・ 廃棄物試料について炭

化試験を行い， 得られたガス状 ・ 固体状生成物の測定を

も と に物質収支および発熱量の解析を行った。 原料や温

度などの条件に応じ て回収される炭化物 と ガスの物質お

よび熱量特性を明ら かにし たが， 前年度の検討から ごみ

固形燃料RDFおよび と く に廃棄紙 と廃プラ スチッ ク類か

ら なる RPF を用いた場合， タールの制御が課題 と考え ら

れた こ と から ガス ク ロマ ト グ ラ フ－質量分析計によ って

タールの特性解析を行った。 その結果， 温度 500 ℃では

原料ご と の組成上の特徴がみられた。 木質の場合， ベン

ゼン環に OH 基， メ チル基， メ ト キシ基などがつ く 化合

物や未分解の繊維構造がみられるが，RDF と RPF の場合

は， 直鎖型の成分が主であった。 900 ℃にな る と 原料種

類に関わらずタール成分のほ と んどが多環芳香族化合物

と な る こ と を見いだし た。 ２ 年間にわた り 得られた知見

を も と に， 熱化学的プロセスによ って得られる炭化物の

組成や品質を予測可能なツール開発に進めてい く こ と が

必要と考え られる。

・ 田中嘉成担当

　 ベイ ズ統計およびモンテカルロ シ ミ ュ レーシ ョ ンを用

いた確率論的技法によ り 化学物質の生態 リ ス ク を定量的

に評価する手法の開発を行った。 また， その手法を用い

て実際に東京都におけ る化学物質の生態 リ ス ク評価を行

い， 東京都におけ る化学物質の生態 リ ス ク ラ ンキングの

作成を行った。 その結果， 東京都においてはニ ッ ケル ・

アンモニア ・ 亜鉛の生態 リ ス ク が比較的高い こ と が示唆

された。 また， 安全側の リ ス ク推定値を用いた場合には

マンガンの リ ス ク が も高い と 予測され， マンガンにお

け る さ ら な る 情報の収集の優先度が高い こ と が示 さ れ

た。

・ 五箇公一担当

　 カエルツボカビが世界に蔓延し た経緯を追跡し た。 進

化生態学的解析によ り ， 本菌がアジア地域， 特に日本の

南西諸島に存在する こ と を突き止め， 世界で被害が発生

し た年代におけ る貿易統計などか ら， 戦後， 食用 と し て

北米から輸入された ウ シガエルの養殖過程で日本国内の

在来両生類か ら菌がウ シガエルに水平感染し て感染爆発

を起こ し， ウ シガエルが日本か ら輸出された こ と によ っ

て国外に持ち出されたのではないか と い う シナ リ オ構築

に至った。

〔備考〕

プロ ジェ ク ト リ ーダー ： 松田裕之 （横浜国立大学 　 環境

情報研究院 ( 自然環境と情報部門 ) ・ 教授）

プ ロ ジ ェ ク ト メ ンバー ： 鈴木邦雄 （横浜国立大学理事 (

教育担当副学長 ) ・ 環境情報研究院･教授）， 伊藤公紀 （横

浜国立大学 　 環境情報研究院 ( 自然環境と情報部門 ) ・教

授）， 及川敬貴 （横浜国立大学 　 環境情報研究院 ( 自然環

境と情報部門 ) ・ 准教授）， 加藤峰夫 （横浜国立大学 　 国

際社会科学研究科 ( 国際開発 ) ・ 教授）， 金子信博 （横浜

国立大学 　 環境情報研究院 ( 自然環境 と情報部門 ) ・ 教

授）， 有馬 　 眞 （横浜国立大学 　 環境情報研究院 ( 自然環

境と情報部門 ) ・ 教授）， 藤原一繪 （横浜国立大学 　 環境

情報研究院 ( 自然環境と情報部門 )・教授），小池文人 （横

浜国立大学 　 環境情報研究院 ( 自然環境と情報部門 ) ・准

教授）， 雨宮 　 隆 （横浜国立大学 　 環境情報研究院 ( 自然

環境と情報部門 ) ･准教授），菊池知彦 （横浜国立大学 　 教

育人間科学部 ( 自然環境講座 ) ・ 教授）， 佐土原聡 （横浜

国立大学 　 環境情報研究院 ( 人工環境 と情報部門 ) ・ 教

授）， 益永茂樹 （横浜国立大学 　 環境情報研究院 ( 自然環

境と情報部門 ) ・ 教授）， 嘉田良平 （横浜国立大学 　 環境

情報研究院 ( 自然環境と情報部門 )・教授），藤江幸一 （横
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浜国立大学 　 環境情報研究院 ( 自然環境と情報部門 ) ・教

授）， 亀屋隆志 （横浜国立大学 　 環境情報研究院 ( 自然環

境と情報部門 ) ・ 准教授）， 本田 　 清 （横浜国立大学 　 工

学研究院 ・ 准教授）， 平塚和之 （横浜国立大学 　 環境情報

研究院 ( 自然環境と情報部門 ) ・ 教授）， 本藤祐樹 （横浜

国立大学 　 環境情報研究院 ( 社会環境と情報部門 ) ・准教

授）

2） 　 自動車から排出される粒子状物質の粒子数等排出特

性実態に関する調査研究

〔研究課題コー ド〕 0909BY001

〔担当者〕 ○藤谷雄二 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 平野

靖史郎， 伏見暁洋， 長谷川就一， 田邊潔， 小林

伸治

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 21 年度 （2009 ～ 2009 年度）
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環境研究基盤技術ラボラ ト リーにおける活動

(1)-1. 　 環境標準試料及び分析用標準物質の作製、 並びに

環境試料の長期保存

1） 　 環境標準試料の作製と評価

〔区分名〕 基盤ラ ボ ラ ト リ ー経費

〔研究課題コー ド〕 0610AD474

〔担当者〕 ○西川雅高 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

佐野友春， 高木博夫， 森育子， 伊藤裕康， 柴田

康行， 植弘崇嗣

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境中での事象変動や物質の顕在化を調査 ・ 解

明をする ためには， 対象試料の採取 ・ 化学的分析によ る

一次データが基本 と な る こ と が多い。 その分析値の信頼

性確保のために， 環境標準試料によ る一次データの精度

管理が重要な役割を担 う 。 環境分析におけ る正確さ を担

保する， いわゆる リ フ ァ レ ン ス機能物質 と し ての性格を

有す環境標準試料の作製 と提供を知的基盤研究事業 と し

て， 継続的に推進する こ と を目標と し ている。

〔内容および成果〕

　 次の環境標準試料 （環境認証標準物質） と し て水性植

物 「ホテ イ アオイ」 を選定し， 管理水域において培養を

行ってき た。 その乾燥試料を粒径約 100 ミ ク ロ ン以下に

まで微粉砕し た後， 滅菌試料 と し て 1000 本作製し た。 本

試料が陸水モニ タ リ ングに使用可能かど う かを評価する

ため， 日本各地に自生する 「ホテ イ アオイ」 と の元素組

成比較実験を行った。 その代表性が確認されたので， 長

期保存実験 と 認証値確定のための精密分析に取 り 組んで

お り ，新規環境標準物質と し て 2010 年中の完成を目指し

ている。

〔備考〕

(1)-2. 　 環境測定等に関する標準機関 と し ての機能の強

化

1） 　 微生物系統保存施設に保存されている藻類保存株の

分類学的評価と保存株データベースの整備

〔区分名〕 基盤ラ ボ ラ ト リ ー経費

〔研究課題コー ド〕 0811AD001

〔担当者〕 ○笠井文絵 （生物圏環境研究領域）， 河地正伸

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 23 年度 （2008 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 藻類保存株が， 研究材料 と し て よ り 多 く の研究

者に利用される ためには， 分類学的評価， DNA 配列情報

や株特性の付加など， 保存株の付加価値の向上が必要 と

なる。 そ こ で， 保存株の 18S， 16S リ ボゾーム RNA 遺伝

子等の塩基配列の解析， およびそれら のデータベースへ

の登録， 株利用文献調査や独自の解析によ る株特性の付

加等を行い， よ り 信頼性， 利便性の高いコ レ ク シ ョ ンを

めざす。

〔内容および成果〕

　 緑藻の ク ラ ミ ド モナス属は， 分子系統解析によ って多

系統であ る こ と が示され， 現在属の改訂 ・ 整理が行われ，

Oogamochlamys 属や Lobochlamys 属などが設立されてい

る。 国立環境研究所微生物系統保存施設には， 約 90 株に

およぶク ラ ミ ド モナス属保存株が これまでに寄託されて

いる。 これら の培養株の分類学的整理を行 う ため， 本年

度はその う ちの約 80 株について 18S リ ボゾーム RNA 遺

伝子の塩基配列を解析し，その分類学的位置を確認し た。

〔備考〕

0507AD816

(1)-3. 　 環境保全に有用な環境微生物の探索・収集・保存、

試験用生物等の開発及び飼育 ・ 栽培のための基本業

務体制の整備、 絶滅の危機に瀕する野生生物種の細

胞 ・ 遺伝子保存

1） 　 絶滅危惧野生生物の細胞 ・ 遺伝子のタ イムカ プセル

に関する研究

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0288BY599

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），大

沼学， 橋本光一郎， 今里栄男， 美濃口祐子， 植

弘崇嗣， Sawicka Edyta， 根上泰子

〔期 　 間〕 平成 16 ～平成 25 年度 （2004 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 本研究は， 環境汚染や環境変化によ り 絶滅の危

機に瀕し ている野生生物種はますます増加し ている状況

か ら， 絶滅のおそれのあ る野生生物等の保護増殖や生物

学的研究の基盤 と し て， 絶滅危惧 ・ 希少生物の細胞等の

遺伝資源の保存を行 う 。

〔内容および成果〕

　 平成 21 年度に保存し た絶滅危惧動物試料は， 鳥類 11

種， 哺乳類 1 種， 魚類 6 種で， これらから 860 系統 （鳥

類 729 系統， 哺乳類 45 系統， 魚類 86 系統） の試料を保

存し た。 平成 20 年度まで と あわせて 63 種， 1,280 個体，

3,552 系統， 25,748 本の細胞 ・ 遺伝子を保存し た。

　 本年度も引き続き， 絶滅危惧動物種を収集する際に不

可欠な イ ン フルエンザウ イルスおよびウエス ト ナイルウ

イルスの現場検疫をおこ なった。 また， 環境試料タ イ ム

カプセル棟での リ アルタ イ ム PCR によ る検疫システム も

継続し て稼動中であ る。 北海道に生息する絶滅危惧種を

対象 と する試料収集体制構築について， 本年度は釧路市

動物園に冷凍保存されていた タ ンチ ョ ウ をモデル と し て
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運用を開始し た。 また， 上記の試料保存に加えて、 極東

ロ シアに分布する ニホン コ ウ ノ ト リ の遺伝的多様性解析

( 系統解析及び個体群解析 ) を D-loop を指標に実施し た結

果， 過去の日本産のコ ウ ノ ト リ と 同一の遺伝子型を持つ

個体群が存在する こ と を初めて明らかにし た。

　 更に我が国の絶滅危惧鳥類が同様に生息する近隣国で

の試料収集を円滑に進める ため， 絶滅危惧種の細胞 ・ 遺

伝子保存に関する国際ネ ッ ト ワーク構築に関する国際会

議を平成 21 年 11 月 19 日につ く ば国際会議場で実施し た

（会議名称：希少鳥類細胞保存バン ク に関する国際会議）。

こ の会議の参加者は海外から 12 名 （マレ イ シア 2 名， タ

イ 2 名， 韓国 3 名， ロ シア 2 名， フ ィ リ ピン 2 名および

台湾 1 名）， 国内から 34 名， 合計 46 名であった。

〔備考〕

再委託先 ： 近畿大学

2） 　 培養細胞を用いた環境の標準評価法の開発と細胞保

存バン ク

〔区分名〕 基盤ラ ボ ラ ト リ ー経費

〔研究課題コー ド〕 0510AD944

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），大

沼学， 今里栄男

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 22 年度 （2005 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 本研究の目的は環境中の化学物質等が野生生

物に与え る影響を， 野外の生物個体に侵襲を与えない手

法を用いて一次評価す る 研究手法を開発す る こ と にあ

る。 更に， こ のために必要 と な る鳥類細胞を多 く の個体

か ら収集 ・ 培養し て野生個体群を反映し う る遺伝的多様

性を持つ細胞保存バン ク を構築する こ と によ って環境研

究の基礎とする。

〔内容および成果〕

　 希少鳥類種を含む鳥類種の細胞を， 昨年度に引き続い

て収集 ・ 保存し た。 特に， 本年度はシギ ・ チ ド リ 類を中

心 と し て収集を行 う と 共に， ガン ・ カモ類の細胞収集も

行 う こ と ができ た。 また， 実験鳥類 と し てのニホン ウ ズ

ラ， チャボ， SPF ニワ ト リ 等の細胞保存も行って， 現時

点で相当数の細胞保存を達成し たため， 今後はこれらの

細胞を用いた環境分野での研究目的に限って分譲を行 う

ための実務的整備に着手し た。

〔備考〕

3） 　 タ ンチ ョ ウ (Grus japonensis)のハプロ タ イプおよび雌

雄判別

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0510BY947

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），今

里栄男， 大沼学， Sawicka Edyta

〔期 　 間〕 平成 17 ～平成 22 年度 （2005 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 釧路湿原に生息する タ ンチ ョ ウ個体群の生理 ・

生態等に関する基礎情報を把握する ため， タ ンチ ョ ウの

血液をサンプル と し て性別を分析する と と もに，DNA を

抽出 ・ 保管し て タ ンチ ョ ウ保護施策に資する こ と を目的

とする。

〔内容および成果〕

　 平成 21 年度に標識を装着し た ヒ ナ 28 個体よ り 得た血

液サンプルを本業務の対象 と し た。 採取し た血液サンプ

ルは採血用濾紙(ADVANTEC)に染み込ませた状態で（独）

国立環境研究所に送付し た。

（ １ ） DNA 抽出

DNA 抽出は， EZ1 DNA Tissue Kit (QIAGEN) を使用し て

実施し た。 抽出し た DNA 溶液 200µl の う ち 50µl を性判

別用，150µl を環境試料タ イ ムカプセル化事業用の保存サ

ンプル と し た。

（ ２ ） 性別判定

性判別性判定用プラ イマーは P2， NP および MP を使用

し た (Ito H., 2003)。 熱変性 95 ℃ -10 分間 1 サイ クル， 続

いて熱変性 94 ℃ -30 秒・ アニー リ ング 45 ℃ -45 秒・伸張

反応 72 ℃ -45 秒を 35 サイ クル，そし て 後に 72 ℃ -5 分

間の伸張反応を行った。 PCR 反応終了後， 反応液を 2％

アガ ロ－スゲルにて電気泳動し， エチジ ウ ムブロマ イ ド

によ る染色を実施し た後に UV イル ミ ネーター上で PCR

産物の確認を行った。 雌雄判別は約 300bp と約 400bp 付

近の ２ ヵ所に PCR 産物を確認し た場合を メ ス， 約 400bp

付近の １ ヵ所のみに PCR 産物を確認し た場合にはオス と

判定し た。

（ ３ ） DNA サンプルの保存

保存用 DNA サンプル 150µl を 50µl ずつ 3 本の ク ラ イオ

チ ュ ーブに分注 し， 環境試料 タ イ ム カプセル化事業用

データベースに登録， チューブにはデータベース登録番

号を添付し， 液体窒素タ ン ク で凍結保存し た。

〔備考〕

4） 　 環境科学研究用に開発し た実験動物の有用性

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE539

〔担当者〕 ○高橋慎司 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），

清水明， 桑名貴， 川嶋貴治

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境科学研究用に開発し た実験動物を用いて，

希少野生動物の絶滅を回避する繁殖方法を検討する。 動
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物実験施設には，遺伝的・微生物的に純化されたウ ズ ラ ・

ボブホ ワ イ ト ・ ハム ス ターが系統維持されてお り ， 希少

野生動物の絶滅回避モデル と し ての有用性が高い。 そ こ

で， これら の実験動物の近交化に伴 う 繁殖能力の遺伝学

的解析を行って， 近交退化克服の方策を提示する。

〔内容および成果〕

　 ウ ズ ラでは， L 系を ６ ８ 世代まで循環交配で近交化し

て，絶滅回避モデルを作出し た。 また，ブラ ジル系 （Br）・

フ ラ ン ス系 （Fr） ・ エス ト ニア系 （Es） のウ ズ ラの遺伝的

純化をそれぞれ ２ 世代推進し た。 ボブホ ワ イ ト では， 兄

妹交配に よ り １ ０ 世代まで近交化する こ と に成功し た。

これらは， 実験鳥類 と し て世界的に も有用性が高 く ， 希

少鳥類の絶滅回避方策に適用する こ と が期待でき る。 次

に， ハム ス ターでは兄妹交配によ り ５ １ 世代まで近交化

し， 哺乳類の絶滅回避モデルやイ ン ヒ ビ ン ・ ア ク チビ ン

な ど の繁殖ホルモンの機作解明に有用であ る こ と がわ

かった。

〔備考〕

5） 　 絶滅の危機に瀕する藻類の収集と長期保存に関する

研究

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0610BY505

〔担当者〕 ○笠井文絵 （生物圏環境研究領域）， 河地正伸

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 23 年度 （2006 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 2007 年のレ ッ ド リ ス ト 改訂版では 116 種の藻類

が絶滅危惧種 と し て リ ス ト ア ッ プ されている。 これらの

藻類は富栄養化によ る水質の悪化，外来魚の人為的導入，

開発に よ る生息場の消失な どに よ って個体数を減少し，

絶滅が危惧されている。 本来の生息地で保全する こ と の

重要性はい う まで も ないが， 水質が悪化し た湖沼での復

元までにはかな り 多 く の時間 と 対策が必要であ る。 その

間に生物種その ものが地球上か ら消滅し て し ま う こ と を

防ぐ ため， 域外保全 と し て こ れ ら絶滅危惧藻類の収集、

系統保存， 凍結保存を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 新たに確立された淡水産紅藻 1 種 2 系統，

シ ャジ ク モ類 5 種 5 系統を加え， シャ ジ ク モ類 25 種 77

系統， 淡水産紅藻 13 種 270 系統の系統保存を行った。 安

定し た長期保存を実施する ため，淡水産紅藻 20 系統の凍

結保存， およびシ ャ ジ ク モ類 5 系統の単藻化を行った。

これら を含めて淡水産紅藻は 139 系統が凍結保存されて

いる。 また， シャ ジ ク モ類は 20 系統が単藻化されて保存

されている。 シ ャ ジ ク モ類の生育地調査は青森県， 神奈

川県， 香川県および沖縄県の湖沼， ため池や水田につい

て行い， シ ャ ジ ク モ藻の生育が確認された地点からはそ

の採集を行った。 また， 芦 ノ 湖および多々良沼底泥に埋

土される シ ャ ジ ク モ類の卵胞子を発芽させ， 埋土卵胞子

由来の藻体を得る ために， 底泥コ アサンプ リ ングを外注

によ って実施し た。

〔備考〕

当課題は環境試料タ イ ムカプセル化事業の一環 と し て実

施し ている。

6） 　 東アジア ・ ユーラシア地域での希少鳥類細胞保存バ

ン ク創設

〔区分名〕 寄付によ る研究

〔研究課題コー ド〕 0810NA002

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー） ，

Sawicka Edyta， 大沼学， 今里栄男

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 アジア ・ 極東ユーラ シア地域で希少鳥類細胞の

凍結保存バン ク のネ ッ ト ワーク を構築し， 水平的国際共

同研究体制を構築し ながら， 我が国が世界に先駆けて開

発し て き た鳥類細胞培養法， 凍結保存法等の 先端技術

を国際社会に提供， 標準化する こ と によ って我が国の国

際的 リ ーダーシ ッ プを発揮する。

〔内容および成果〕

　 モデル鳥類のニワ ト リ で安定的に Ｐ Ｇ Ｃ 培養が実施可

能と なった。 また， マウ ス， ヒ ト と同様に 4 つの遺伝子

（OCT3/4、 SOX2、 KLF4 および C-MYC） を鳥類細胞へ導

入する こ と で多能性細胞を作出でき る可能性を示す結果

を得た。

　 また， 本研究で得た成果発表の場 と し て， 海外コ ア研

究機関 （タ イ， 韓国， 中国） および海外先端研究機関 （フ

ラ ン ス， ア メ リ カ， チェ コ， 台湾） の研究者の参画を得

て， 保存鳥類細胞を利用し た応用研究に関する国際会議

を実施し （会議名称：International workshop of "preservation

of avian primordial germ cells and its usage"），成果の評価及

びコ ンゴの研究の方向性を検討し た。

　 また今回， 新たにマレーシア， フ ィ リ ピ ンおよびベ ト

ナム と の人的交流が実現し たため， 今後海外コ ア研究機

関 と し てネ ッ ト ワー ク 構築に参加す る よ う 交渉を進め

る。 特にベ ト ナムは生物資源の保存体制整備を日本の援

助 （ODA 事業） で開始するため今後連携を強化し たい。

そのためにはベ ト ナムでコ ア と な る研究機関を選定する

必要があ る。

〔備考〕

7） 　 何が希少鳥類の事故死を増加させるか？
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〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0910AF004

〔担当者〕 ○根上泰子 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 希少鳥類の交通事故死が人間社会か ら の ト キ

ソ プラ ズマ （Tp） 感染によ って増悪される可能性を検証

し， 希少鳥類個体数の減少を阻止する こ と は緊急の課題

であ る。 Tp は人間社会のネコから， 自然生態系の希少鳥

類に感染する可能性があ り ， 哺乳類では行動異常によ る

事故死が報告されている。 こ こ ではヤンバルク イナをモ

デル と し て， Tp 感染率 と交通事故率の関連性を解析， 事

故現場の環境 ・ 個体要因を併せて解析し， 総合的な事故

減少対策の可能性を検討する。

〔内容および成果〕

　 ヤンバルク イナをモデル と し て， その生息環境に生息

する Tp の終宿主のネコ， 外来種のマングース， ネズ ミ ，

餌動物等の Tp 汚染状況を調査する こ と によ り ，人間社会

によ る自然生態系の汚染状況を調査する。 現在， ヤンバ

ルク イナの交通事故死の多い沖縄県北部県道 2 号線沿い

及び県道 70 号線沿いを中心に， ヤンバルク イナ， ネコ，

マングース， ネズ ミ ， ミ ミ ズ及びカ タ ツム リ 等の Tp 汚染

状況を血液を用いた抗体検査 （ラ テ ッ ク ス凝集反応） お

よび組織 ・ 糞便を用いた抗原検査 （PCR 法、 免疫染色等）

によ り 調査中であ る。

〔備考〕

8） 　 希少鳥類の遺伝的多様性評価と細胞保存バン ク

〔区分名〕 その他

〔研究課題コー ド〕 0910KZ001

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），大

沼学， 今里栄男， Sawicka Edyta

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 我が国の絶滅危惧大型鳥類の う ち， 日本 と極東

ロ シ アに共通す る 絶滅危惧鳥類種の遺伝的多様性を解

析 ・ 評価する こ と で種内多様性を維持し た保護増殖を目

指す。 同時に両国の若手研究者育成 と 人的ネ ッ ト ワーク

構築を基にし て鳥類細胞凍結保存バン ク を構築する と 共

に， 凍結細胞の国際間での分散保存によ って不可避の事

故等に起因する試料逸失の危険回避体制を確立する。

〔内容および成果〕

　 極東ロ シア内陸部に分布する コ ウ ノ ト リ の D-loop には

新規タ イプ (Type18-23)が存在し ている こ と を明らかにし

た。 その結果， コ ウ ノ ト リ の D-loop はこれまでの報告 と

あわせて 23 タ イプ と なった。 また， ガヌ カン スキ自然保

護区， ム ラ ヴ ィ ヨ フ自然保護区およびアムルス キ自然保

護区には日本産コ ウ ノ ト リ と 同一系統も し く は系統関係

が近い集団が現在で も分布し ている こ と が分った。 こ の

成果は今後， 日本国内へコ ウ ノ ト リ を再導入する場合に

参考 と な る重要な情報であ る。 また， ボ ロ ン ス キ自然保

護区のス タ ッ フに対し て鳥類細胞培養 と 感染症の検疫作

業に関する講習を行い， 技術指導および感染症に関する

情報交換を実施し た。 結果， 日露において希少鳥類の細

胞 ・ 遺伝子資源保存の作業工程を共通化する こ と に成功

し た。

〔備考〕

9） 　 発生工学を用いた新規の鳥類人工繁殖手法

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 特別研究 )

〔研究課題コー ド〕 0911AG002

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），橋

本光一郎， 今里栄男， Sawicka Edyta， 大沼学

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 従来の手法に よ っ ては絶滅を食い止め ら れな

い鳥類種を 新の発生工学的手法によ って救済する こ と

を目的と し，実験鳥類で確立し た始原生殖細胞 （PGC） の

移植によ る生殖巣キ メ ラ個体作出法によ り 絶滅危惧鳥類

の遺伝的多様性維持を目指す。 またモデル と する絶滅危

惧鳥類の体細胞から PGC を創出し， これを用いた子孫個

体作出法の開発も併せて行 う 。

〔内容および成果〕

　 モデル動物 と す る ニ ワ ト リ を 用い た 始原生殖細胞

（PGC） 培養条件を更に改良 し て安定的技術 と する と 共

に， PGC のク ローニングが可能 と なった。 絶滅危惧鳥類

に応用すれば、 培養のために必要な受精卵か ら極めて少

量の血液を採取する こ と で大量の PGC を得る こ と が可能

と な る。 そのために， 絶滅危惧鳥類受精卵を継続し て孵

卵し， 雛を得る確立が飛躍的に高ま る ために実際の活用

技術と し てほぼ問題が解決する こ と と な る。

　 更に， 体細胞由来の PGC を作製する ためにニ ワ ト リ

PGC と体細胞と の細胞融合に関し ては，一定の効率で 1:1

の融合が可能 と なって き た。 今後は， 融合細胞を上記の

PGC ク ローニング条件下で培養し て融合細胞の増殖 と移

植によ る生殖巣キ メ ラ個体作出を行 う 予定。 また， 体細

胞からの iPS 細胞作製は安定的な iPS 細胞への分化条件

を検討中であ る。

〔備考〕

10） 　 渡 り 鳥によ る希少鳥類に対する新興感染症 リ ス ク

評価に関する研究

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費
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〔研究課題コー ド〕 0911BA003

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），川

嶋貴治， 大沼学， 久米博

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 開発する超小型 GPS 位置測定システムを用い

て， ウエス ト ナイル熱ウ イルス （WNV） に対する抗体を

持つ当年生まれの渡 り 鳥が極東ロ シアのどの地域を帰巣

地とするかをカモ類， シギ ・ チ ド リ 類他で調査， WNV の

常在汚染地点を特定する。 また， 飛来時期が日本の吸血

昆虫発生時期が一致し ている シギ ・ チ ド リ 類での WNV

感染状況を調査する。 加えて， 我が国に侵入し た際に絶

滅危惧鳥類のどの種に致命的な被害が生じ るのかを細胞

培養系を用いた感染実験によ って明らかにする。

〔内容および成果〕

　 既存の GPS システムを用いてガン ・ カモ類及び大型の

シギ ・ チ ド リ 類の飛行経路の解明を目指し た。 捕獲後に

既存 GPS システム装着し た個体はその後の抗 WNV 抗体

検査で陰性であったために、 飛行経路の追跡のみを行っ

た。

　 また， 飛来地近辺の鳥を捕獲調査する と 共に， 共同研

究班と協力し て GPS システムを装着， WNV モニ タ リ ン

グを行い， 抗 WNV 抗体検査用の血清を採取し た。 夏期

に留ま る カモ類の調査を試行し た。 当歳齢のカモ類 と 大

型シギ ・ チ ド リ 類の血清， 加えて小型シギ ・ チ ド リ 類の

抗体検査を行った。 また， カ ラ ス類 （ハシブ ト ガ ラ ス等）

の培養細胞を用いた感染試験を共同で行 う ため， 当初予

定に加えてカケス， ア イガモの細胞収集 ・ 培養を行って，

よ り 精度の高い評価法確立の準備を完了し た。

　 上記に加えて， 既存の GPS システムをガン ・ カモに装

着し た際の情報を基にし て， GPS システムを小型 ・ 軽量

化する ために必要な技術的項目を明ら かにし， それを解

決し て試作品設計図を完成させた。

〔備考〕

11） 　 鳥類生殖幹細胞の凍結保存と個体増殖への応用

〔区分名〕 その他

〔研究課題コー ド〕 0911KZ001

〔担当者〕 ○桑名貴 （環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー），大

沼学， 今里栄男

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 鳥類の生殖幹細胞を凍結保存する こ と で家禽，

家禽原種及びキジ目の希少野生鳥類種を半永久的に保存

する手法開発を目的とする。鳥類生殖幹細胞保存によ り ，

外的要因 （鳥イ ン フルエンザ感染等） によ って貴重な原

種系統や地域特異系統が予測でき ない絶滅や遺伝的多様

性の減少を起こ し た際に， 保存生殖幹細胞によ って種や

系統を回復する技術開発 と 必要な細胞保存体制を日本 ・

タ イ両国が共同で構築する。 併せて両国が持つ技術の国

際標準化を行い， 若手研究者の養成 と ネ ッ ト ワーク構築

を行 う こ と も目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は実験鳥類 （主にニ ワ ト リ 、 ウ ズ ラ） 及びキジ

科の初期胚由来の未分化繊維芽細胞を培養し， これを ク

ローニン グする こ と を世界で初めて可能 と し た。 ま た，

実験鳥類の生殖幹細胞を用いた長期増殖培養条件を開発

する こ と もでき た ( 世界初 )。今後はこの条件確立を行 う 。

　 上記の研究成果は， 本研究の 終目標 と なっている鳥

類生殖幹細胞を用いた個体増殖法の開発に必須な研究技

術であ る ために， これの条件開発に成功し た こ と は大き

な学術面での進展と なる。

　 本年度の技術移転 と 研究情報交換の結果， 将来的には

よ り 対等な共同研究体制が期待でき る よ う になった。 本

年度は基盤技術ではあ る も のの， 高度技術の移転 と 一部

共同研究体制が構築でき た点は， 今後の飛躍的成果のた

めに重要であった。

〔備考〕

地球環境研究セン ターにおける活動

　 大気･海洋モニ タ リ ン グ事業の う ち地球温暖化に関連

し て， 温室効果ガス等の地上モニ タ リ ング， 定期船舶を

利用し た太平洋での温室効果ガス等のモニ タ リ ング， シ

ベ リ アにおけ る温室効果ガ ス等の航空機モニ タ リ ン グ，

温室効果ガス関連の標準ガス整備を行い， またオゾン層

破壊に関連し て， 成層圏モニ タ リ ング， 有害紫外線モニ

タ リ ングネ ッ ト ワーク の運用を行った。

　 陸域モニ タ リ ング事業 と し て， 陸域生態系関連で森林

温室効果ガス フ ラ ッ ク スモニ タ リ ング， 森林 リ モー ト セ

ンシングを実施し，また水環境モニ タ リ ング関連 と し て，

GEMS/Water ナシ ョ ナルセン ターと関連事業を行った。

　 地球環境データベース関連事業 と し て， 地球環境モニ

タ リ ングデータベース と 観測 ・ 解析支援ツール ・ データ

の整備 ・ 提供， 陸域炭素吸収源モデルデータベース， 温

室効果ガス排出シナ リ オデータベース， 温室効果ガス等

排出源データベース，炭素フ ローデータベースの構築･運

用を行った。

　 温室効果ガス観測技術衛星 「いぶき」 （英略称 GOSAT，

平成 21 年 1 月に打ち上げ） の観測データの定常処理 （受

信， 処理， 再処理， 保存， 処理結果の検証， 提供） を開

始し た。 さ らに， GOSAT データの検証のための検証デー

タの収集， 検証･比較作業をおこ ない， 当初計画通 り ， 衛
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星打ち上げの 1 年後を目途 と し た， データプロダ ク ト の

一般への配布を開始し た。

　 地球環境研究の総合化 ・ 支援事業 と し て， グ ローバル

カーボンプロ ジェ ク ト つ く ば国際オフ ィ スや温室効果ガ

ス イ ンベン ト リ オフ ィ スの運営に加え， わが国の地球温

暖化分野の観測を関係府省 ・ 機関の連携で進める ために

18 年度に開設し た温暖化観測推進事務局を運営し， シン

ポジ ウ ム ・ ワーク シ ョ ッ プの開催， ワーキンググループ

の運営， 報告書の作成を行った。 地球環境問題に対する

国民的理解向上のための研究成果の広報・普及に努めた。

(2)-1. 　 地球環境モニ タ リ ングの実施

1) 　 大気 ・ 海洋モニ タ リ ング

〔区分名〕 地球環境研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0810AC002

〔担当者〕 ○町田敏暢 （地球環境研究セン ター） ， 向井人

史， 野尻幸宏， 中根英昭， 遠嶋康徳， 横内陽子，

谷本浩志， 荒巻能史， 山岸洋明， 斉藤拓也， 杉

田考史， 寺尾有希夫

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 定点お よび移動体プ ラ ッ ト フ ォーム を利用 し

た大気や海洋の観測を通じ てグ ローバルな視点での地球

環境の現状把握を行い， また地球環境の変動要因を明ら

かにする ための研究活動に資する高品質のデータ を長期

間モニタ リ ングによ り 提供する。

〔内容および成果〕

　 波照間， 落石両ス テーシ ョ ンで観測された二酸化炭素

は年平均値で 389ppm にまで増加し た。 2009 年初めは継

続し た ラ ニーニ ャ傾向に対応し て二酸化炭素濃度増加率

が平年に比べて非常に小さ く ，1.1 から 1.3ppm/year になっ

ている。 メ タ ン濃度増加率は 1998 年に非常に高い値を示

し た後， 1999 年から 2006 年までの間はそれを上回る よ

う な大き な増加は観測されていなかったが， 2007 年以降

は急激な増加が波照間 ・ 落石の ト レ ン ド に共通し て見え

る。

　 船舶モニタ リ ングでは， 1995 年 と 2008 年の交換量を

比較する と， 西部北太平洋域の 40 度帯と 45 度帯に大き

な差があ り ，2008 年の海洋吸収量が 70％程度増加し てい

た こ と がわかった。 また， 北太平洋の東部海域では 20％

程度の海洋吸収量低下 と の結果になった。 こ の解析海域

全体の海洋二酸化炭素吸収は 0.4GtC/ 年 と推定された。

　 航空機モニタ リ ングでは Surgut 上空の高度 １ km にお

ける二酸化炭素濃度の経年変動は高度 ３ km では 2008 年

から増加が極端に弱ま り ， 高度 １ km と ２ km では 2009

年の濃度が 2008 年よ り も低濃度になった。 しかし なが

ら，高度 ７ km では 2008 年以前 と同様の増加率を示し た。

　 標準ガス事業では長期安定な一酸化炭素濃度ス ケール

の構築を目的と し て， ２ ～ ５ ppm の ４ 本の高濃度標準ガ

ス を重量法で製造し， 直線性の良い VURF-CO 計を用い

て検定する手法を確立し た。 また， 環境省 と 協力し て日

本でのオキシダン ト の基準を確立する ために， これまで

日本の準基準的な意味合いで使われて き た横浜市のオゾ

ン計測装置を NIES へ移設し た。

　 成層圏モ ニ タ リ ン グ ではオ ゾ ン ラ イ ダー観測値の

NDSC への登録を進め， 16 データ を登録し た。

　 有害紫外線モニタ リ ングでは陸別において Brewer分光

計 と 分光型紫外線計， 帯域型紫外線計の相互比較実験を

行った結果， 分光型紫外線計が準器 と し て使え る こ と が

確認される と と も に， 機関間の相互比較に も有効であ る

こ と がわかった。

　 2011 年度か ら の温暖化影響モニ タ リ ン グ開始を目指

し， 造礁サンゴ分布 と 共生する褐虫藻の変化を観測する

準備作業を行った。

〔備考〕

1） 　 温暖化に対するサンゴ礁の変化の検出と モニ タ リ ン

グ

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0610AE005

〔担当者〕 ○山野博哉 （地球環境研究セン ター） ， 松永恒

雄， 石原光則， 浪崎直子

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 近年， サンゴ礁では， 共生し ている藻類が放出

される白化現象が多数観察され， 地球規模でサンゴ礁が

衰退し てい る こ と が報告 さ れてお り ， 温暖化 と と も に，

ローカルなス ト レ ス と の複合が原因 と し て考え られてい

る。 白化現象を起 こ す地理的要因を明ら かにする ため，

現地観測データや航空機， 衛星センサー等 リ モー ト セン

シングデータ を用いた， サンゴ礁の変化監視のためのア

ルゴ リ ズム開発を行い， 広域かつ継続的なサンゴ礁のモ

ニタ リ ングの実施に資する。

〔内容および成果〕

　 サンゴ礁に隣接する流域の土地利用に関する調査を行

い， 流域か ら の土砂流入負荷の推定 と， 波当た り など物

理環境に基づいてサン ゴ礁を類型化する手法を開発し，

ス ト レ ス と 物理量に基づ く サン ゴ分布の評価を行った。

日本周辺の緯度勾配に沿ったサン ゴの種構成に基づき，

温暖化影響の検出に適切な種を明ら かにし， 地球温暖化

に伴 う 水温上昇に よ る サン ゴ分布北上の可能性を示 し

た。 こ う し た さ ま ざ まデータ を統合する日本全国のサン

ゴ礁データベースのプロ ト タ イプを作成し た。
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〔備考〕

2） 　 アジア ・ オセアニア域における微量温室効果ガスの

多成分長期観測

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 地球 )

〔研究課題コー ド〕 0711BB571

〔担当者〕 ○谷本浩志 （アジア自然共生研究グループ），野

尻幸宏， 向井人史， 横内陽子， 遠嶋康徳

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 東アジア ・ 東南アジア地域では， 急速な経済発

展に伴い直接 ・ 間接温室効果気体， 粒子状物質等の人為

発生量増加， あ るいは， 土地利用変化によ る発生源その

も のの変化が懸念されている。 太平洋南北航路 と 東南ア

ジア航路で， 長寿命温室効果ガス と し て， メ タ ン ・ 亜酸

化窒素 ・ ハロゲンを含む炭化水素類の洋上大気濃度を計

測する と と も に， よ り 短寿命のガス成分であ るオゾンや

一酸化炭素について船上で自動観測を行い， その広域の

濃度分布， 季節変化， 地域的な発生源の寄与を明ら かに

する。

〔内容および成果〕

　 日本－東南アジア航路において， 反射型光散乱検出方

式によ るブ ラ ッ ク カーボンの連続測定を開始し た。 数航

海にわた る観測を行った結果， 船舶観測特有の問題であ

る海塩粒子によ る干渉があ る こ と が見出された。 こ のた

め， 検出方式を前方散乱光検出型か ら後方散乱光検出型

に切 り 替えた と こ ろ， 海塩粒子の影響を改善する こ と に

成功し た。 ブ ラ ッ ク カーボンを光学的に計測する装置を

船舶に搭載し て観測する のは本観測が初の試みであ り ，

得られたデータ量は十分ではないが， 今後データ を蓄積

する こ と で東南アジア域におけ るブ ラ ッ ク カーボンの ク

ラ イ マ ト ロ ジーが明ら かにな る こ と が期待される。 船上

で メ タ ンの連続測定を行 う 手法し て， 長光路の赤外光吸

収を計測する キ ャ ビテ ィ リ ングダウ ン方式の測定装置の

性能を評価し， 試験観測を行った。 現在まで概ね良好な

データが得られてお り ， 今後， 二酸化炭素， 一酸化炭素，

ブ ラ ッ ク カーボン等の連続観測データ と 併せて， 東南ア

ジアの人為起源 ・ 森林火災起源によ る排出状況の把握が

可能になる と思われる。

〔備考〕

3） 　 海洋表層 CO2 分圧観測データ利用促進と太平洋域の

変動解析

〔区分名〕 地球環境等保全試験研究費 ( 地球 )

〔研究課題コー ド〕 0810BB001

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター） ， 中岡慎

一郎， 宮崎千尋

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 海洋の CO2 放出・吸収の年々変化を タ イ ム リ ー

に明ら かにする ために， 観測値の準 リ アルタ イ ム処理を

定常化させ， 世界的なデータ公開シス テムを通し て， 速

やかに国際流通させる。 上記の処理で利用可能 と なった

データセ ッ ト を解析し，広域の分布が推定可能で pCO2 変

化を支配する パ ラ メ ー タ （水温 ・ 混合層深度 ・ 植物量）

を組み込んだ pCO2 分布推定を行 う 。

〔内容および成果〕

　 海洋二酸化炭素分圧観測データセ ッ ト の国際流通 と そ

の利用促進のために， 国立環境研究所の海洋二酸化炭素

分圧観測のデータ処理プ ロ セ スの改善を図る と と も に，

国際的海洋表層二酸化炭素分圧統合データベースに登録

を進め， 国際活動に貢献し た。 国際データベースであ る

米国オーク リ ッ ジ国立研究所内の二酸化炭素データ セン

ターに， 南北太平洋航路観測を含むデータの新規提供を

行った。 ま た， 構築中の国際統合データベース SOCAT

(Surface Ocean CO2 Atlas) プロ ジェ ク ト を支援する太平洋

域のデータの品質管理に関する国際会合を行った。 加え

て， 海洋二酸化炭素分圧の経年変化を含む詳細な変動を

明 ら かにす る 新たな解析手法であ る ニ ュ ー ラ ルネ ッ ト

ワーク の適用性の検討を実施し た。 衛星観測で得られる

海面水温分布 と 客観解析で得 ら れ る 海洋混合層深度を

使って， 北太平洋の 2002-2008 年の海洋表層二酸化炭素

分圧の月毎分布推定を行った。 気候値の知見を参照か ら

おおむね合理的な結果 と 考え られ， 年々変動の状況 と そ

の要因解析を行った。

〔備考〕

4） 　 波照間 ・ 落石モニ タ リ ングステーシ ョ ンで観測され

る O2 および CO2 濃度のシ ノ プテ ィ ッ クスケール変

動に関する研究

〔区分名〕 経常研究

〔研究課題コー ド〕 0910AE003

〔担当者〕 ○遠嶋康徳 （大気圏環境研究領域）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 化石燃料の燃焼過程では O2 が消費され CO2 が

放出される。 燃焼過程における -O2:CO2 交換比率は化石

燃料の種類によ って異な り ， 例えば石炭では ~1.1、 石油

では ~1.4、 天然ガスでは ~2.0 と 推定されている。 し た

がって，化石燃料燃焼の影響を受けたエアマスの O2 およ

び CO2 濃度の変動比が分かれば， 化石燃料の種類別寄与

率の推定が可能 と な る。 そ こ で， 波照間 ・ 落石モニ タ リ

ングステーシ ョ ンで観測される O2 および CO2 濃度のシ
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ノ プテ ィ ッ ク ス ケールの変動における -O2:CO2 比を解析

し， エアマス起源毎に化石燃料の種類別寄与率を推定す

る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 波照間における観測結果の中で， CO2 濃度の変化幅が

4ppm以上で，O2 と CO2濃度変動の相関係数の絶対値が0.8

以上のものを汚染イベン ト と定義し (n=52)，O2 と CO2 濃

度の相関プロ ッ ト か ら 小二乗法によ って傾き (O2:CO2

モル比 ) を求めた。 さ らに， 後方流跡線解析によ り 汚染

イ ベン ト のエアマ ス の起源を国別 （中国 ・ 韓国 ・ 日本）

に分類し， 起源ご と に O2:CO2 比を平均し た。 その結果，

O2:CO2 比の平均値 (± 標準偏差 ) は， 中国の場合で -

1.11±0.11，日本で -1.42±0.17，韓国で -1.41±0.07 であった。

こ の違いは， 中国では日本 ・ 韓国 と 比べて石炭やセ メ ン

ト 起源 CO2 の全化石燃料起源 CO2 に占める割合が高いこ

と と整合的であった。さ らに，観測された起源別の O2:CO2

比は国別の化石燃料消費統計から予想される O2:CO2比 と

ほぼ一致し た。

〔備考〕

2) 　 陸域モニ タ リ ング

〔区分名〕 地球環境研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AC933

〔担当者〕 ○三枝信子 （地球環境研究セン ター） ， 小熊宏

之， 高橋善幸， 梁乃申， 田中敦， 今井章雄， 稲

葉一穂， 岩崎一弘， 上野隆平， 高村典子， 冨岡

典子， 西川雅高， 高澤嘉一， 井手玲子， 小川安

紀子， 高橋厚裕， 小松一弘

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化や水圏変化な どの地球環境研究や

行政施策に必要 と な る基礎的なデータ を得る ために， 陸

域生態系での炭素収支観測な らびに生態系観測， 陸水圏

での水質のモニ タ リ ングなど地域環境におけ る重要なパ

ラ メ ータに関し て， 国内外のネ ッ ト ワーク を通し た長期

モニタ リ ングを実施する。

〔内容および成果〕

（ １ ） 森林生態系の炭素収支モニタ リ ング ： 富士北麓サイ

ト においては微気象学的方法 と 林学的方法を併用し た炭

素収支の定量的評価を行った。 特に， 微気象学的方法 と

土壌呼吸について 2006 ～ 2008 年の ３ 年間における観測

データ を と り ま と め， 年間炭素収支量の評価を行 う と 同

時に観測誤差逓減の手法について検討し た。 天塩サイ ト

においては， カ ラ マツの育成過程を通し た炭素 ・ 窒素の

生態系内の循環過程の追跡調査を継続し た。

（ ２ ） 森林 リ モー ト センシング ： 森林生態系の構造 ・ 機能

の定量評価を継続し て行った。 観測タ ワー上において樹

冠の分光放射および画像解析によ る生物季節の変化特性

か ら， 森林の総光合成速度を推定する方法を新たに開発

し た。

（ ３ ） GEMS/Water ナシ ョ ナルセン ター ： 我が国における

事務局機能を果たすと と もに，GEMS/Water の国際活動に

対し て技術支援を継続し た。

（ ４ ） 摩周湖バッ ク グ ラ ウ ン ド モニタ リ ング ： 地球規模で

の環境汚染状況を高度分析技術に基づ き 観測す る と 共

に， 全球レベルでの微量有機化合物など残留蓄積過程を

解明する観測を行った。

（ ５ ） 霞ヶ浦 ト レン ド モニタ リ ング ： 多様な汚染源を有す

る富栄養湖の水質の定期調査を継続し た。 長期観測デー

タの蓄積か ら水質汚濁の特徴など を観測する ためのモニ

タ リ ングを行 う と 同時に， 湖沼の物理 ・ 化学 ・ 生物環境

の総合的なモニ タ リ ングを推進する ための情報収集およ

び関係機関と の連携強化の取 り 組みを行った。

〔備考〕

共同研究機関 ： 北海道大学北方生物圏フ ィ ール ド 科学セ

ン ター， 信州大学農学部， 静岡大学農学部， 京都大学，

名古屋大学， 北見工業大学， 島根大学， 北海道環境科学

研究セン ター， 北海道電力総合研究所， 宇宙航空研究開

発機構

(2)-2. 　 地球環境データベースの整備

〔区分名〕 地球環境研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0810AC001

〔担当者〕 ○松永恒雄 （地球環境研究セン ター） ， 三枝信

子， 町田敏暢， 甲斐沼美紀子， 花岡達也， 江守

正多，高橋潔，山形与志樹，森口祐一，Alexandrov

A. Georgii， 曾継業， 開和生， 林洋平， 哈斯巴干

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 地球環境研究セン ターが実施 し てい る地球環

境モニ タ リ ング事業等で取得されたデータのデータベー

ス化や， 地球温暖化に重点をおいた社会 ・ 経済系データ

の収集及びデータベース化を進める と と も に， これらの

データベース を有効に使い， 地球環境研究に支援する た

めの研究 ・ 解析支援シス テムを構築する。 また合わせて

2007 年度以前に整備されたデータベース ・ ツール ・ サー

バ等の維持 ・ 管理 ・ 改良を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は， 前年度に更新 ・ 整備を行った新サーバ群で，

既存コ ンテンツ を公開する と と も に， セン ター内の他グ

ループ と 連携し て さ ま ざ まなデータベースの開発や運用

お よ びその支援を行っ た。 ま た ４ 種類の社会系デー タ
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ベースの開発を前年度よ り 引き続き進めた。

（ １ ） 地球環境データベースの構築と運用

　 地球環境研究セン ター基幹 www/ データ提供サーバ群

及び既存コ ンテン ツの維持管理， 新規コ ンテン ツの作成

等 を 適め た。 ま た 成層圏オ ゾ ン 等の衛星観測セ ン サ

ILAS， ILAS-II のデータ を， CGER 基幹 www/ データ提供

サーバ群に移管し た。 さ らに CGER が保有する さ まざま

な二次元データ を WebGIS 技術によ り web 上で公開する

システムを試作し た。 その他， GEO-VI， UNFCCC COP15

等の国際会議におけ る展示用に， 動画表示器材の調達及

び上映コ ンテンツの作成を行った。

（ ２ ） 陸域炭素吸収源モデルデータベース

　 前年までに作成し た 2000点の土地被覆検証情報に新た

に 2000 点の検証を実施し て， 合計 4000 点の検証情報を

整備し， 新たな手法で既存のグ ローバルデータ セ ッ ト か

ら高精度の土地被覆図を作成する手法を開発し， オ リ ジ

ナルな土地被覆図を作成し た。

（ ３ ） 温室効果ガス排出シナ リ オデータベース

　 本事業では， RCP シナ リ オの収集を行なって 新の情

報をデータベースに格納する準備を行った。

　 また登録されたデータについて， 引用された報告書別

に排出シナ リ オを抽出でき る よ う データベースの改良を

行った。

（ ４ ） 温室効果ガス等排出源データベース

　 発電， 鉄鋼等に関する大規模発生源データ を精査し，

中国，イ ン ド における各大規模発生源に関する 2005 年付

近のエネルギー消費量や排出量データ を作成し た。 さ ら

に中国， イ ン ド のエネルギー消費量または大気汚染物質

排出量に関する統計書に記載されているデータから 2005

年付近での国別の数分 メ ッ シ ュ の面源排出量データ を，

アジア主要国以外について も 2005 年付近の国別・地域別

の数分 メ ッ シ ュの面源排出量データ を作成し， 推計値を

地図上に表示でき る よ う にし た。

（ ５ ） 炭素フ ローデータベース

　 産業連関表を用いた環境負荷原単位デー タ について

は， 2005 年産業連関表の確報版に対応し たエネルギー消

費量 と 二酸化炭素排出量に関す る デー タ 整備等を行っ

た。 また今日のカーボン ・ フ ッ ト プ リ ン ト への社会的な

取 り 組みを支援する ため，データ公開の速報性を重視し，

Web から 2005 年表データのベータ版を公開し た。

〔備考〕

(2)-3. 　 GOSAT データ定常処理運用システム開発 ・ 運用

〔区分名〕 GOSAT 関係経費

〔研究課題コー ド〕 0610AL917

〔担当者〕 ○渡辺宏 （地球環境研究セン ター）， 横田達也，

河添史絵， 松永恒雄， 開和生， 山野博哉， 吉田

幸生， 菊地信行， Shamil Maksyutov

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 温室効果ガス観測技術衛星 「いぶき」 （GOSAT）

の観測デー タ を定常処理 （受信， 処理， 再処理， 保存，

処理結果の検証補助， 提供） する こ と を目的に， 必要な

計算機システムを開発 ・ 整備し， 運用する。 衛星打ち上

げ前はシステムの開発 と 整備を着実に行い， 衛星打上後

はデー タ 処理 ・ 再処理 ・ 検証補助 ・ 保存 ・ 提供を行い，

観測データが温暖化研究等の推進に十分に活用される こ

と を目指す。

〔内容および成果〕

　 「いぶき」 （GOSAT） は平成 21 年 1 月 23 日に打ち上げ

が成功し， その後約 ３ ヵ 月間の初期チェ ッ ク ア ウ ト 期間

後に観測データが宇宙航空研究開発機構 （JAXA） よ り 国

立環境研究所に配信されている。 本年度は， GOSAT 観測

データの着実な定常処理の実施など， 以下のよ う な成果

を得た。

・ 観測データ を用いた定常処理運用シ ス テムの調整 と 改

良， システムの追加を行った。

・ 関係機関から処理に必要な参照データ を取得整備し た。

・ 定常処理運用システムにおいて， GOSAT 観測データの

定常処理 ・ 研究処理 ・ 保存を行った。

・ 当計算機シ ス テムの運用管理， 関係機関 と のデータ授

受及び観測要求に関する イ ン タ フ ェース調整及び試験，

シ ス テムへのユーザ登録 ・ 管理 と ユーザへの情報発信，

ユーザからの観測要求の受付 ・ 整理を行った。

・ プロダ ク ト の検証作業支援を行った。

・データポ リ シーに則ったプロ ダ ク ト の配信を行った。平

成 21 年 10 月からはレベル １ データの一般ユーザへの提

供を開始し，平成 22 年 2 月からはレベル ２ データの一般

ユーザへの提供を開始 し た。 ま た， それぞれの時点で，

国立環境研究所 ・ 環境省 ・ JAXA によ り プレ ス リ リ ース

を行った。

・ 炭素収支推定のためのイ ンバースモデル計算を行 う シ

ステム開発を進めた。

〔備考〕

当事業は， 研究分野 112 「衛星利用によ る二酸化炭素等

の 観 測 と 全 球 炭 素 収 支 分 布 の 推 定」 （課 題 コ ー ド

0610AA102） と合わせて，国環研 GOSAT プロ ジェ ク ト を

構成する。 また， 「温室効果ガス観測技術衛星 （GOSAT）

データ検証業務」（課題コード 0810BY001）にも関連する。
―  235  ―



国立環境研究所年報（平成 21 年度）
1） 　 温室効果ガス観測技術衛星 （GOSAT） データ検証業

務

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0810BY001

〔担当者〕 ○内野修 （地球環境研究セン ター），森野勇，横

田達也， 宮本祐樹， 菊地信行

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 環境省， 独立行政法人宇宙航空研究開発機構

（JAXA） ， 独立行政法人国立環境研究所 （NIES） は， 主

要な温室効果ガスであ る二酸化炭素や メ タ ンの濃度を宇

宙から測定する GOSAT （温室効果ガス観測技術衛星 「い

ぶき」） プロ ジェ ク ト を進めている。 GOSAT の搭載セン

サ （TANSO） は， 前年度冬期に H2A ロ ケ ッ ト によ り 打ち

上げられる。 衛星打ち上げ後 ３ ヵ 月の動作初期チェ ッ ク

の後， GOSAT によ る定常観測が開始される。 GOSAT 観

測データか ら導出されたプロ ダ ク ト ， すなわち二酸化炭

素や メ タ ンの濃度を信頼でき る GOSAT プロダ ク ト とす

る ためにはデータ質の検証を行 う こ と が必須であ る。 本

業務では検証に関わ る 業務を実施す る こ と を目的 と す

る。

〔内容および成果〕

・ 検証に関する調査を継続し， GOSAT プロダ ク ト の検証

計画及び検証実施計画を更新し た。

・ GOSAT は平成 21 年 1 月 23 日に打ち上げが成功し， そ

の観測データか らの解析プロ ダ ク ト の検証作業を今年度

よ り 開始し て， 以下の成果を得た。

・ 国内外の地上設置高分解能 FTS の検証データ取得を行

い， データ質を確認し， GOSAT プロ ダ ク ト と一緒に図示

化し， GOSAT プロ ダ ク ト の評価を行った。

・ GOSAT プ ロ ダ ク ト 精度に影響する巻雲やエア ロ ゾル

データの収集を行った。 つ く ばや Lauder におけるそれら

のデータ を GOSAT プロ ダ ク ト と同時に図示化する こ と

によ り ， 巻雲やエア ロ ゾルの影響を定性的に評価し た。

・ 平成 21 年 8 月に北海道， 平成 22 年 2 月につ く ばで，

GOSAT 検証のための同期観測キ ャ ンペーンを実施し た。

観測項目は， GOSAT， 航空機によ る CO2 直接測定及びサ

ンプ リ ング， 地上設置高分解能 FTS， ラ イ ダー， ス カ イ

ラ ジオ メ ータ， 全天カ メ ラ等であ る。 北海道キ ャ ンペー

ンでは，天候に恵まれず GOSAT 同期観測は成功し なかっ

たが， 検証観測装置であ る地上設置高分解能 FTS と航空

機観測の比較に よ り ， 地上設置高分解能 FTS の検定を

行った。 つ く ばにおける キ ャ ンペーンでは GOSAT 同期

観測が成功する と と も にそれぞれの観測データの解析を

行った。 次年度前半に検証作業を行 う 予定であ る。

・地上設置高分解能FTS によ る スペク ト ルから CO2 やCH4

カ ラ ム量の導出解析を行い， 検証データ を作成し た。

・航空機観測データ (JAL 等 ) のデータ収集し，GOSAT プ

ロ ダ ク ト と 比較可能なデータ フ ォーマ ッ ト に変更し た。

それらのデータ を GOSAT プロダ ク ト と一緒に図示化し，

GOSAT プロ ダ ク ト の評価を行った。

・ 上記検証結果に基づ く 検証業務報告書を作成し た。

〔備考〕

当課題は， 研究分野 112 「衛星利用によ る二酸化炭素等

の 観 測 と 全 球 炭 素 収 支 分 布 の 推 定」 （課 題 コ ー ド

0610AA102） および 「GOSAT データ定常処理運用システ

ム開発 ・ 運用」 （課題コード 0610AL917） にも関連する。

(2)-4. 　 地球環境研究の総合化 ・ 支援

1） 　 グローバルカーボンプロジ ェ ク ト 事業支援

〔区分名〕 地球環境研究総合推進費

〔研究課題コー ド〕 0712BA278

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球環境研究セ ン タ ー） ，

Shobhakar Dhakal

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 24 年度 （2007 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 グ ローバル ・ カーボン ・ プ ロ ジ ェ ク ト （GCP）

は， 炭素循環の自然科学的研究に人間社会的側面を統合

する こ と によ り ， 総合的な炭素管理に貢献する こ と を目

的とする。 特に， GCP つ く ば国際オフ ィ スでは， GCP の

中心的活動のひ と つであ る 「都市 と 地域におけ る炭素管

理 （URCM）」 を主導し ている。

〔内容および成果〕

　 GCPつ く ば国際オフ ィ スはGCPの国際的活動をあ ら ゆ

る面か ら サポー ト し， 特に大規模炭素プールの脆弱性，

カーボンの年間放出量の算定， 国際的な地球変動科学計

画 と の連携において， 支援を行っ てい る。 成果 と し て，

国際的な科学コ ミ ュ ニテ ィ において GCP関連の国際研究

を コーデ ィ ネー ト ・ 推進し た こ と， 日本の関連研究の国

際的な連携の発展の支援を実施し た こ と などがあげられ

る。 特に， GCP つ く ば国際オフ ィ スが主導する国際研究

計画 「都市と地域における炭素管理 （URCM）」 を発展さ

せる ため， 以下のよ う な活動を行った。

　 １ ） 東京大学 と の共催で， 国際シンポジ ウ ム 「都市 と

カーボンマネージ メ ン ト ： 科学 と 政策の連携強化に向け

て」 を開催し た。 世界各国よ り 24 名の専門家を迎え， 科

学 と 政策の連携およびその連携が都市のカーボンマネー

ジ メ ン ト にいかに貢献するかを議論し た。 150 名の参加

者があった。

　 ２ ） URCM 情報セン ター （ウ ェブサイ ト ） を通じ た情

報提供 ・ 交換を促進し た。

〔備考〕
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2） 　 地球温暖化観測連携拠点事業支援

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0609BY922

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター）， 宮崎真

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 21 年度 （2006 ～ 2009 年度）

〔目 　 的〕 「地球観測の推進戦略」 （総合科学技術会議決

定） に基づき， 地球温暖化分野の連携拠点を支え る地球

温暖化観測推進事務局を設置し， 国内の関係省庁 ・ 機関

の連携を促進し， 利用ニーズに こ たえ る観測の実現， 国

際共同観測体制であ る全球地球観測シ ス テム （GEOSS）

の構築に貢献する。 国立環境研究所に事務局を置 く 地球

温暖化分野の連携拠点は， 環境省 と 気象庁の協力のも と

で運営される。 本事業では， 連携拠点事務局の運営を支

援し， 地球温暖化観測の現状調査などに基づき， 関係府

省 ・ 機関の地球温暖化に関する観測の効率的実施， 観測

データの流通促進に関する検討などを行 う 。

〔内容および成果〕

　 地球温暖化観測推進事務局 （以下， 事務局） は， 文部

科学省科学技術 ・ 学術審議会研究計画 ・ 評価分科会地球

観測推進部会で策定された 「平成 22 年度の我が国におけ

る地球観測の実施方針」 ( 平成 21 年 8 月 7 日 ) の作成に

あた り ， 情報提供等の支援を実施し た。 また， 地球温暖

化観測推進ワーキンググループによ る報告書第 ２ 号を刊

行し た。

　 事務局主催の平成 21 年度連携拠点ワーク シ ョ ッ プ 「統

合された地球温暖化観測を目指し て－雪氷圏におけ る観

測の 前線－」 を平成 22 年 1 月に東京で開催し た。 総合

討論において， 事務局が作成し た 「雪氷圏観測の機関間

連携に関する取組についてのたた き台」 について議論し

た。

　 日本の GEO 貢献活動の一環と し て， 事務局 HP のコ ン

テンツの う ち 「CO2 観測のあゆみ」 および 「地球温暖化

観測のデータベース」を GEOSS の推進に資する ウ ェブ基

盤のデータ ・検索イ ン ターフ ェースであ る GEO ポータル

へ登録し た。

〔備考〕

3） 　 温室効果ガスイ ンベン ト リ策定事業支援

〔区分名〕 委託･請負

〔研究課題コー ド〕 0610BY571

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター） ， 早渕百

合子， 酒井広平， 小野貴子， 尾田武文， 赤木純

子， 畠中エルザ， 田辺清人

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 日本の温室効果ガス排出 ・ 吸収目録 （以下、 イ

ンベン ト リ ） の作成およびデータ解析， 作成方法の改善

を継続的に行 う と と も に， 気候変動枠組条約締約国会合

（COP） などにおける国際交渉支援， ガ イ ド ラ イ ン作成 ・

排出係数データベース等の気候変動に関する政府間パネ

ル （IPCC） への貢献， キ ャ パシ テ ィ ビルデ ィ ン グプ ロ

ジェ ク ト の実施などの国外活動を進める。

〔内容および成果〕

＜国内活動概要＞

1） 1990 年～ 2007 年の日本の温室効果ガスの排出量及び

吸収量を推計 し た。 国連気候変動枠組条約 （UNFCCC）

締約国会議 （COP） にて採択された共通報告様式 （CRF）

及び当該データの作成方法の詳細 ・ 分析を記載し た日本

国温室効果ガス イ ンベン ト リ （目録） 報告書 （NIR）」 を

4 月に条約事務局へ提出し，当該報告書及びデータ を ウエ

ブ上で公表， CGER レポー ト と し て発行し た。 2009 年提

出イ ンベン ト リ では， 2007 年の日本の総排出量は京都議

定書の基準年か ら 9.0％増加 し てい る こ と が明 ら かに

なった。 イ ンベン ト リ 提出 と 併せて， 主要排出源 ・ 不確

実性評価などの分析及び排出量の ト レ ン ド に関する解析

を行った。

2） 温室効果ガス イ ンベン ト リ オフ ィ ス内に 「イ ンベン ト

リ 品質保証ワーキンググループ （WG）」 を設置し， イ ン

ベン ト リ のピアレ ビ ューの実施及び 「イ ンベン ト リ 品質

保証 WG 会合」 の開催 （10 月） を通じ て， UNFCCC 及び

京都議定書の下で附属書 I 国締約国のイ ンベン ト リ に求

められる品質保証活動の充実を図った。

3） 11 月に 2008 年度温室効果ガス排出量速報値の推計作

業を行い， 温室効果ガス排出量算定方法検討会事務局の

一部と し て， 算定方法改善の検討プロセスに携わった。

4） イ ンベン ト リ データ を収集 ・ 蓄積する温室効果ガス排

出 ・ 吸収量データベースの運用を開始し， 我が国のイ ン

ベン ト リ で使用されている排出係数 ・ 関連パラ メ ーター

を ま と めた排出係数管理デー タ ベース の管理 ・ 改善を

行った。

＜国際活動概要＞

5） アジア地域の温室効果ガス イ ンベン ト リ 作成の支援及

びイ ンベン ト リ の精度向上を図るため， 2003 年から環境

省の支援の下で開催し ている 「アジアにおけ る温室効果

ガ ス イ ン ベ ン ト リ 整 備 に 関 す る ワ ー ク シ ョ ッ プ

（WGIA）」 第 7 回会合 (WGIA7) を 7 月にソ ウル （韓国）

において開催し た。 第 6 回会合に引き続き 「神戸イ ニシ

アテ ィ ブ」 の一環と し て開催され， WGIA 参加各国が作

成を進めている国別報告書の作成状況及び 「測定・報告・

検証可能な温室効果ガス排出削減活動」 推進の重要性に
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主眼を置き， 当該活動に不可欠な イ ンベン ト リ 策定の さ

ら なる発展のための今後の WGIA 活動の展開を中心 と し

た議論を行った。

6） 11 月に国立環境研究所において 「日韓温室効果ガス

イ ンベン ト リ 相互レ ビ ュー」 を実施し， 日本 と 韓国の廃

棄物分野の イ ンベン ト リ に対す る ク ロ ス チ ェ ッ ク ミ ー

テ ィ ングを行った。

7） UNFCCC 関連の対応 と し て， イ ンベン ト リ 審査専門

家 ト レーニングプロ グ ラ ムへの参加， 主任審査官会議へ

の参加に よ る イ ンベン ト リ 審査活動の改善への貢献，

2009 年に提出された UNFCCC 附属書 I 国のイ ンベン ト リ

集中 ・ 訪問審査活動への参加によ る各国審査報告書の作

成支援， UNFCCC 補助機関会合お よ び締約国会議

（UNFCCC/SB30 ・ COP15） におけ る イ ンベン ト リ 関連議

題の交渉支援等の活動を行った。

〔備考〕

旧課題コード ： 0305BY590

4） 　 地球環境研究の総合化及び支援

〔区分名〕 地球環境研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AC932

〔担当者〕 ○風間千尋 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 （ １ ） 研究者の相互理解促進， 研究情報 ・ 成果

の流通， 地球環境問題に対する国民的理解向上のため地

球環境研究セン ター ・ 国立環境研究所はも と よ り 国内外

の 新の研究成果の普及を図る。 こ の活動を通じ て国内

外の当該分野の研究者のみな らず政策立案者や一般に も

地球環境研究セン ターの存在を理解し て も ら い、 支持 ・

支援を得る こ と をめざす。

（ ２ ） 地球規模の環境変動の現象把握， 予測， 影響解明に

関する研究を推進する ためのスーパーコ ン ピ ュータ運用

において， 利用申請 ・ 審査事務や利用者の情報管理， ま

た研究成果の と り ま と めなど を行 う こ と によ り ， 研究を

支援する。

（ ３ ） 拡大する地球環境に関連する情報を， 研究支援情報

と し て収集 ・ 提供し て所内外の地球環境研究を側面か ら

支援する。

（ ４ ） 地球環境研究の成果を刊行物と し て出版し， 外部の

研究者 ・ 学術機関 ・ 行政機関 ・ 民間機関等の要請に応え

る と と も に， 対外的に国立環境研究所におけ る地球環境

研究活動の成果を積極的にアピールする。

〔内容および成果〕

　 スーパーコ ン ピ ュータは課題の公募 と 審査の適正化に

努める と と も に， よ り 効率的な運用を行い， 地球環境研

究支援の効率的な実施， 支援体制の強化を図った。 本年

度の研究利用申請課題は利用研究審査委員会で評価を行

い Ａ ・ Ｂ ・ Ｃ ・ Ｄ のラ ン ク を付けて計算機資源の割当に

優先度の違いを設けた上で， Ａ ・ Ｂ ・ Ｃ ラ ン クに属する

課題の利用を承認し た。本年度の利用研究課題は 16 課題

であ る。 利用率は ８ 割を超え， 研究所内外の研究者の環

境研究支援に貢献し ている。 研究発表会の開催や報告書

の刊行， 広報媒体の作成などによ り ， 利用成果のよ り 広

い公開にも努めた。

　 広報， 出版， 普及に関し ては， 「地球環境研究セン ター

ニ ュース」 の月刊を継続し， 内容については， 常に新鮮

な内容を維持する よ う 努めた。 ５ 月か らは 「異分野イ ン

タ ビ ュー 　 温暖化研究のフ ロ ン ト ラ イ ン」 の連載を開始

し た。 ウ ェブサイ ト の内容更新， 広報用グ ッ ズや常設パ

ネルの英文 （A3） 版の新規作成を行った。 多数のイベン

ト に も積極的に取 り 組んだ。 研究成果などの記者発表を

積極的に行い， テレ ビ， 新聞等マス コ ミ に多 く 取 り 上げ

られた。 見学や一般 ・ 報道機関等か ら の問い合わせに も

可能な限 り 対応し， 研究成果の普及 と 地球環境問題の理

解増進に努めた。 地球環境研究セン ターニ ュースに連載

し ていた 「コ コが知 り たい温暖化」 シ リ ーズの後半部分

を再編集し て書籍 「コ コが知 り たい地球温暖化 ２ 」 と し

て刊行し た。 研究所の メ ンバーが中心 と なって執筆する

書籍 「地球温暖化の事典」 の出版に向けた作業を進めて

いる。 専門家向けに地球環境研究セン ターの 新の成果

を報告する CGER リ ポー ト を ７ 冊刊行し た。 国内の地球

温暖化研究を行 う 研究機関 ・ 大学等の間の情報流通およ

び連携促進を図る ため， 地球環境研究セン ターが事務局

と なってボ ラ ン タ リ ーな検討会が設置されているが， そ

の活動の一環 と し て， 今後の気候変動研究推進のあ り 方

について検討を行い， 参考情報 と し て， 総合科学技術会

議を始め関係府省 ・ 機関に対し提言を行った。

〔備考〕

循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ターにおける活動

(3)-1. 　 資源循環 ・ 廃棄物処理に関するデータベース等の

作成

〔区分名〕 循環型社会･廃棄物研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AB454

〔担当者〕 ○森口祐一 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター） ， 井上雄三， 貴田晶子， 大迫政浩， 山田

正人， 倉持秀敏， 橋本征二， 藤井実， 南齋規介，

田崎智宏， 稲葉陸太， 肴倉宏史， 小口正弘

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 資源循環， 廃棄物処理処分分野における技術開
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発情報やニーズ情報を継続的に収集 ・ 整備し て取 り ま と

め， 今後の研究プロ ジェ ク ト の企画 ・ 実施等のための技

術データベース と するほか， 廃棄物処理 ・ リ サイ クル部

門の物質フ ロー及びス ラ グ等の再生製品や有機性循環資

源の組成等に関するデータベース を作成し， 公開する。

〔内容および成果〕

　 これまでの基盤整備を粛々 と 進めつつ， 本年度は， 一

般廃棄物実態調査アーカ イブ， 製品 ・ ス ト ッ ク の使用年

数 ・ 寿命データベース， 産業廃棄物 ・ 建設系再生製品の

データ， 2005 年産業連関表対応環境負荷データベースに

よ り 重点をおいて検討を進めた。 一般廃棄物実態調査

アーカ イブは， 前年度の都道府県レベルのデータ整備か

ら 市町村レベルのデー タ 整備へ と 展開す る こ と がで き

た。 製品 ・ ス ト ッ ク の使用年数 ・ 寿命データベースは関

連論文 ２ 報の成果 と と も に年度末に公開を行った。 2005

年産業連関表対応環境負荷データベースは， 2009 年 3 月

に公表された確報版を用いて， 部門別エネルギー消費量

および CO2 排出量を推計し， 生産者価格基準 と購入者価

格基準の部門別内包型原単位を算定し た。 その成果は，

2009 年 10 月に「産業連関表によ る環境負荷原単位データ

ブ ッ ク （3EID）」 の Web 版よ り 公開し た。

〔備考〕

1） 　 東南アジアにおける廃棄物データ ベースの構築及び

廃棄物処理システムの評価

〔区分名〕 循環型社会形成推進科学研究費

〔研究課題コー ド〕 0911BE001

〔担当者〕 ○大迫政浩 （循環型社会 ・ 廃棄物研究セ ン

ター）， 河井紘輔

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 東南アジアの主要都市， 特にベ ト ナムを対象に

廃棄物データベース を構築する。 各国の条件及び活用目

的に応じ た廃棄物の分析手法を開発し， 各国が自ら持続

的に廃棄物デー タ の整備を図っ てい く ための指針を示

す。 本研究で構築し た廃棄物データベース を活用し て廃

棄物処理シス テムの現状を処理技術システム及び社会経

済シス テムの観点か ら分析 ・ 評価し， 今後の廃棄物処理

システムの改善の方向性を提示する。

〔内容および成果〕

　 東南アジア諸国におけ る廃棄物管理システムの将来ビ

ジ ョ ンを描出する際に考慮すべき社会的及び廃棄物処理

システムに関する技術的要因など を抽出し， それら の因

果関係を整理し た。 各要因の変化や要因間の関係性を可

能な限 り 定量的な論理モデル と し て表現する こ と で， そ

れら を統合すれば将来ビジ ョ ンを設計予測する シス テム

ダ イナ ミ ッ ク モデル と し て構築可能であ る こ と か ら， 今

後のモデル化の方針が明確になった。

　 その方針に基づいて， ベ ト ナム を事例 と し て， 将来の

廃棄物管理システムに影響を与え る社会条件等の様々な

基礎情報を収集し た。 また， ベ ト ナムの廃棄物管理に係

る法的枠組みや組織体系などのガバナン ス構造を明ら か

にし た。 主要な 90 程度の都市にアンケー ト 調査を行い，

廃棄物の発生量や処理フ ローを明ら かに し た。 同時に，

ハ ノ イ と カン ト ーの二都市においては家庭系廃棄物の組

成分析を行い， 排出原単位や物理組成を明ら かにし， 厨

芥類の割合が高い， 練炭灰の含有， 世帯収入 と の関係な

どの知見を得た。 また， これら の調査を通し て， ベ ト ナ

ムにおけ る ごみ分析の標準化に向けた留意点や課題を整

理する こ と ができ た。その他，ハ ノ イにおける イ ンフ ォー

マルセ ク ターにおけ る有価物回収の実態や事業系の食品

廃棄物の有効利用実態 と し て主に豚の飼料 と し て回収 ・

利用されている こ と が明ら かになった。 腐敗槽汚泥の発

生処理フ ローについて も， 関わっている事業者等の実態

も含めて状況を把握する こ と ができた。

　 東南アジアに適し た技術ビ ジ ョ ンの検討においては，

文献レ ビ ューおよびベ ト ナム現地調査によ り ， 現状 と 課

題を整理する こ と ができ た。

　 後に， 将来の住民参加型廃棄物管理システムを実現

する ための社会モデル と し て， 文献レ ビ ュー等を基に，

コ ミ ュ ニテ ィ ーを主体 と し た環境配慮行動への参加につ

いて， 仮説 と 研究の枠組みを構築し た。 仮説の妥当性や

今後の調査手法設計のための基礎調査 と し て， 住民の意

識や環境配慮型行動に対する コ ミ ュ ニテ ィ ー寄与の可能

性などに関する実態把握調査を タ イ， マレーシア， ベ ト

ナムにおいて行い， 各国の様々な社会的背景か ら環境配

慮行動への参加に対するポテンシ ャルや規定要因が異な

る こ と が示唆された。

〔備考〕

共同研究者 ： 福岡雅子 （大阪工業大学）， 松井康弘 （岡山

大学）， 平田修 （福岡大学）， 原田英典 （京都大学）

所内研究協力者 ： 高畑恒志， 小島英子

環境リ スク研究セン ターにおける活動

　 知的研究基盤の整備については， よ り 社会生活に身近

な情報基盤 と し て活用でき る よ う 充実を図った。 研究の

成果が基準等の策定にどのよ う に貢献し たかなど活用に

ついての情報を発信する ため平成19年度に開設し た リ ス

ク村 「Mei のひろば」 の拡張や記事を更新する と と もに，

知的研究基盤の整備 と し て中期計画 （別表 ５ ） に記載さ

れる以下の ３ 課題を実施し た。
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（ １ ） 化学物質データベースの構築と提供

　 1) 分析法データベース （EnvMethod） の更新を実施し

た う えで， 化学物質データベース と の統合をはかった。

　 2) 環境省全景表示システムなど他機関のデータベース

と の連携を進めた。

　 3) 新情報の更新を実施し た。 情報の追加によ る カテ

ゴ リ ーの見直し を実施し た。

　 4) 印刷機能の追加など機能のユーザの利便性の向上を

図った。

（ ２ ） 生態系評価 ・ 管理のための流域詳細情報の整備

　 1) 中核プロ ジェ ク ト ４ で調査し た 64 のため池につい

て， その開水域を抽出し衛星画像によ る アオコ発生を評

価するモデルを作成し， 高い一致率を得た。

　 2) 中核プロ ジェ ク ト ４ で開発し たため池の生物多様性

統合指標の算出アルゴ リ ズムを用いて， 衛星画像や空中

写真， 土地利用などの広域で得られる情報のみを用いた

広域生物多様性評価の妥当性について検討し， 現地調査

に基づいたベス ト モデル と高い一致率が得られた。

（ ３ ） 侵入生物データベースの管理

　 1) 従来の侵入生物事典的ツールに加えて， データ解析

が可能なデータベース を目指し て外部構造および内部構

造の改変を行った。 その結果， 外部構造の改変 と し て表

示項目の整理をする と と も に， 外来生物法によ る カテゴ

リ ーも表示が可能と なった。

　 2) 計算機での操作性向上 と英語版対応のため， 入力項

目の再整理， 項目ご と のの入力語彙の選定 ・ 統一を行い，

既存登録情報の全データ を書き直し た。 これに基づいて，

DBMS によ るデータ管理および更新情報の RSS 配信のた

めのシステム を構築し た。 また， これを利用し た情報検

索システムを構築し た。

　 3) 管理システム ・ 検索システム と もプロ グ ラ ムの作成

し， さ ら に， セキ ュ リ テ ィ チェ ッ ク等の調整， 英語版の

作成を含むウ ェブサイ ト の更新を進めている。

　 4) 検索機能を活用し て， データ マニング事例 と し て，

地域別外来生物種数， 分類群別移送経路， 外来動物 ・ 植

物間での原産地地域の違い， など を分析し た結果， 日本

列島において外来生物は亜熱帯島嶼および都市部周辺に

集中的に侵入する こ と， 大型動物類 ・ 木本植物類は意図

的導入が多いのに対し て， 無脊椎動物類 ・ 木本植物類は

圧倒的に非意図的導入が多い こ と， 外来動物はアジア地

域原産が多いのに対し て， 外来植物は欧米産が多い こ と

が明示された。

(4)-1. 　 環境リ スクに関するデータベース等の作成

1） 　 化学物質データベースの構築と提供

〔区分名〕 環境 リ ス ク研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AK513

〔担当者〕 ○白石寛明 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 化学物質の リ ス ク評価 ・ 管理を行 う 上で， リ ス

ク情報の集積 と効率的な情報発信基盤の整備は重要な課

題であ る。 近年， リ ス ク コ ミ ュ ニケーシ ョ ンや環境 リ ス

ク アセス メ ン ト に対する需要が拡大し てお り ， よ り 広範

な人々に対し て環境 リ ス ク に関連する情報を提供する必

要性が生じ ている。 当研究セン ターでは前中期計画よ り

化学物質デー タ ベース 「Webkis-plus」 を公開 し てお り ，

その整備および機能拡張を行って き た。 継続的な公開情

報の更新および内容の拡充が必要不可欠であ り ，同時に，

よ り 広範な人々に対し て リ ス ク情報を平易に伝え る方法

の検討が必要であ る。 それら の検討を通し て， 化学物質

の環境 リ ス ク に関する リ ス ク コ ミ ュ ニケーシ ョ ンの推進

に向けた基盤整備を行 う こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 分析法データベース （EnvMethod） の更新を実施し た

う えで， 化学物質データベース と の統合をはか り ， 環境

測定値か ら分析法を参照でき る よ う にし た。 環境省全景

表示システムなど他機関のデータベース と の連携を進め

た。 新情報の更新を実施し， 情報の追加によ る カテゴ

リ ーの見直し を適宜実施し た。 全情報の表示や印刷機能

の追加など利用されるユーザの利便性の向上を図った。

〔備考〕

2） 　 生態系評価 ・ 管理のための流域詳細情報の整備

〔区分名〕 環境 リ ス ク研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AK526

〔担当者〕 ○高村典子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 赤坂

宗光， 今田美穂， 小熊宏之

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 地球規模で見て も， 淡水域は生態系サービ ス と

し ての価値が高いにも かかわらず， 陸域や海域 と 比べ環

境劣化が も際立っている （WWF 2003）。 さ らに， 河川

に比べ， 止水淡水域の生物種 と 絶滅危惧種数は際立って

おおい と される （The Pond Conservation Trust 1999）。 その

ため， ため池が多い兵庫県南西部を対象に， 生態系サー

ビ ス を脅かす リ ス ク要因を解明し， 生態系の総合管理に

資する流域詳細情報の整備を実施する。

〔内容および成果〕

　 中核プロ ジェ ク ト ４ で調査し た 64 のため池について，

その開水域を抽出し衛星画像によ る アオコ発生を評価す

るモデルを作成し， 高い一致率を得た。

　 中核プロ ジ ェ ク ト ４ で開発し たため池の生物多様性統
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合指標の算出アルゴ リ ズムを用いて， 衛星画像や空中写

真， 土地利用などの広域で得られる情報のみを用いた広

域生物多様性評価の妥当性について検討し， 現地調査に

基 づ い た ベ ス ト モ デ ル と 高 い 一 致 率 が 得 ら れ た。

WEBGIS サイ ト の構築を開始し， 整備し た空間データの

情報共有 ・ 公開に向けた準備に着手し た。

〔備考〕

「当課題は重点研究分野 (3)-4. にも関連」

3） 　 国立環境研究所侵入生物データベース管理

〔区分名〕 環境 リ ス ク研究セン ター経費

〔研究課題コー ド〕 0610AK550

〔担当者〕 ○五箇公一 （環境 リ ス ク研究セン ター），岡本卓

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 22 年度 （2006 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 国立環境研究所侵入生物研究チームは， 地球環

境研究総合推進費 2002 年度開始課題 「侵入種によ る生物

多様性影響機構に関する研究」 （総額 180,000 千円、 課題

代表 ： 五箇公一） の一環 と し て， 侵入種の生態学的特性

を網羅し た国内初の電子版データベース を構築し， 2004

年春よ り 国立環境研 Ｈ Ｐ にて一般に公開を開始し た。写

真や分布地図 （県） など も表示された本データベースは

大学などの研究機関のみな らず， 地方自治体やマス コ ミ

などにも多 く 利用されている。 しかし， 推進費課題が終

了し た時点で本データベースの管理は一切成されておら

ず， 情報の追加や修正などが滞ってお り ， 生態学会か ら

も 適正かつ迅速なデータ管理を求め ら れてい る。 特に，

2006 年 3 月に開催された生態学会外来種問題検討作業部

会において， 外来種対応にあた る各研究機関担当者の間

で議論し た結果，国立環境研究所が中心と な り ，各地方・

機関で実施し ている外来種に関する情報収集および駆除

活動の実態など を総括し， 外来種対策のネ ッ ト ワーク を

構築する こ と， また得られた情報を逐次， 国立環境研究

所侵入生物データベースに登録し て管理する こ と が計画

と し てま と められた。 そ こ で， 侵入種データベース管理

事業を こ の組織再編を機に立ち上げ， その内容 と 機能の

向上を目指すこ と とする。

〔内容および成果〕

　 従来の侵入生物事典的ツールに加えて， データ解析が

可能なデータベース を目指し て外部構造および内部構造

の改変を行った。外部構造の改変 と し て表示項目の整理，

検索機能の付与， RSS によ る情報更新を行い， 内部構造

の改変 と し て内部データ と外部ビ ューを切 り 離し て独立

させ， 内部データ を計算機で扱え る よ う に入力項目およ

び入力形式を キーワー ド 形式に整理し た。 こ れに よ り ，

外来種の生態的特性，原産地，法的規制等の情報キーワー

ド によ って検索が可能 と な り ， データマ イ ニングによ る

外来生物の リ ス ク評価への応用の道を開いた。本成果は，

CBD および IUCN へも報告し た。

〔備考〕

4） 　 八丈島における外来生物による在来種個体群への影

響評価

〔区分名〕 所内公募研究費 ( 奨励研究 )

〔研究課題コー ド〕 0910AF008

〔担当者〕 ○岡本卓 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 オカダ ト カゲは， 伊豆諸島八丈島の在来食物網

で重要な位置を占めていたが， 外来種ニホン イ タチの影

響によ り 絶滅が危惧されている。 近年， 近縁種ニホン ト

カゲの侵入が確認された。 本種は， オカダ ト カゲに対す

る競争 と 交雑 と い う 新たな生態影響を与え， 減少を加速

する可能性が高いが，一方で侵入初期にあ る と考え られ，

影響はあ ま り 顕在化し ていない。 そ こ で， 侵入プロセス

解明を試みる と と も に， 島内分布 ・ 食性 ・ 遺伝的構成の

調査によ り ， 生態影響の実態把握を目指す。 また， 島嶼

における侵入初期の外来種に関する一般的知見を得る。

〔内容および成果〕

　 現地での在来種オカダ ト カゲ，外来種ニホン ト カゲ と，

外来捕食者ニホン イ タチの分布を調査し た。 その結果か

ら， 外来 ト カゲはイ タチ捕食圧の存在下で も分布を拡大

し， 在来 ト カゲを競争排除し てい る こ と が示唆 さ れた。

また， 遺伝学的解析か ら， わずかながら両 ト カゲの間で

交雑が生じ ている こ と も明ら かになった。 よ って， 外来

ト カゲは侵入後数年で競争圧 と 遺伝的攪乱 と い う 二重の

生態影響を生じ させている と 考え られる。 ニホン ト カゲ

の侵入 と 予想される生態 リ ス ク について地元新聞社の取

材を受け， その記事を通し て一般向けに注意を喚起する

こ と に貢献し た。

〔備考〕

栗山武夫氏 （東邦大学 理学部 生物学科） と の共同研究

5） 　 非意図的な随伴侵入生物の生態リ ス ク評価と対策に

関する研究

〔研究課題コー ド〕 0810BA006

〔担当者〕 ○五箇公一 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 22 年度 （2008 ～ 2010 年度）
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６ . １ 環境情報の収集， 整理及び提供に関する業務

環境情報センターにおいてインターネットを通じて提供している情報については表に示すとおりである。

表 ：環境情報センターにおいてインターネットを通じて提供している情報

区分 情報の内容 情報を提供しているサイト

環境に関する総合的な情報
環境研究・環境技術に関する
情報

環境研究・環境技術に関する 新ニュースやイベント情報，
わかりやすい解説，データベース等

環境研究技術ポータルサイト（１）

環境の状況等に関する情報 東アジアの広域大気汚染マップ 環境 GIS（２）

大気汚染予測システム

大気汚染状況の常時監視結果

有害大気汚染物質マップ

生活環境情報サイト

全国自動車交通騒音マップ

公共用水域の水質測定結果

海洋環境モニタリングマップ（電子国土）

ダイオキシンマップ

自動車 ＣＯ ２排出量マップ

規制・指定状況

測定地点マップ（電子国土）

環境数値
データベース

大気環境月間値・年間値データファイル

大気環境測定局データファイル

公共用水域水質年間値データファイル

公共用水域水質検体値データファイル

公共用水域水質測定点データファイル

研究成果等 研究者 研究者データベース 国立環境研究所ホームページ（３）

研究計画 研究計画データベース

研究発表 発表研究論文データベース

成果発表一覧（誌上）

成果発表一覧（口頭）

刊行物 国立環境研究所年報，特別研究報告，
研究報告，研究所ニュース，環境儀等

その他 研究分野別の活動等

（１）http://ecotech.nies.go.jp/
（２）http://www-gis.nies.go.jp
（３）http://www.nies.go.jp/
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６ . １ . １ 環境に関する総合的な情報

環境研究 ・ 環境技術に関する情報

（１）環境研究技術ポータルサイト

このサイトは，平成 15 年８月より環境省との共同企画

で運営していた「環境技術情報ネットワーク」を，新たな

環境研究・環境技術のシステムとして発展的に再構築し，

平成 19年 10月より国立環境研究所ホームページに開設し

たものである。

同サイトは，環境研究の推進及び環境技術の普及に貢献

することを目的に，（１）国内や海外の環境研究・技術に

関する新着ニュース，（２）環境研究・技術イベント情報，

（３）環境技術ライブラリ，（４）環境技術情報ナビゲー

ション，（５）環境データベース，（６）地方環境研究所と

の交流，（７）高校生等向けの環境学習に役立つ情報及び

（８）ビデオギャラリーなどから構成され，環境研究技術

のポータルサイト（情報の収集・発信の窓口となるサイト）

の役割を果たすことを目指している。

本年度は，環境研究・技術開発の動向に関する国内外の

新ニュースやイベントの情報収集・更新を日常的に実施

するとともに，注目を浴びている環境技術を分かりやすく

紹介する環境技術解説や，地方環境研究所の情報，高校生

等の環境学習に役立つ情報，ビデオギャラリーなど，コン

テンツの充実を図った。また，サイトの認知度向上のため，

メールによるPRやイベント出展，雑誌寄稿等を行った。さ

らに，利用者との双方向的コミュニケーションの充実を図

るため，利用者へのヒアリングに基づくニーズ把握等を行

い，今後の方向性について検討を行った。これらの取り組

みの結果，本年度のアクセス数（ページビュー）は910,348

件であった。

なお、下記（２）に記載した「環境展望台」の公開にあ

たり，本サイトは，既存のサイト構成をリニューアルする

かたちで，発展的に統合することとなった。

（２）環境展望台

環境に関する総合的な情報の提供の役割を果たすため，

様々な種類の環境情報を統合的に利用できるプラット

フォームとして，環境情報メディア「環境展望台」の検討

を進めた。

環境展望台では，利用者が，様々な環境情報の中から必

要な情報にたどり着きやすいように，「情報源情報（メタ

データ）」と「検索システム」を用意するとともに，利用

者自身が情報を登録できるなど，双方向性に対するシステ

ム基盤も整備した。また，既存の「環境研究技術ポータル

サイト」を発展的に統合し，環境研究・環境技術に関する

情報提供を引き続き行うとともに，アンケートで利用者

ニーズが高かった政策立案プロセス等の情報にも焦点を

当てている。さらに，環境情報を幅広く流通させるという

図 1 　 環境研究技術ポータルサイ ト によ る提供情報等一覧

（ＵＲＬ）http://ecotech.nies.go.jp/
―  246  ―



国立環境研究所年報（平成 21 年度）
観点から，検索機能等を Web API ※化し，他の情報サイト

でも「環境展望台」の機能やコンテンツを使えるように配

慮している。

※ Web API：ある Web サイトの機能を他のサイトでも利用でき

るように，開発者向けに公開されているプログラムのこと。APIと

は「Application Programming Interface」の略。

６ . １ . ２ 環境の状況等に関する情報

（１）環境 GIS

環境 GISは，環境省が策定した「環境省国土空間データ

基盤整備等実施計画」に基づき，本センターと環境省大臣

官房総務課環境情報室とが協力して整備を開始したもの

である。同実施計画では，汚染物質の総量規制等の「指定・

規制等位置データ」を第１類型とし，大気や水質等の測定

データやその集計値等の「環境質測定結果等データ」を第

２類型として位置づけている。環境省では，これらのデー

タに位置情報を付加し，空間データの整備を行った。国立

環境研究所では，環境省からGISデータの提供を受け，環

境の状況等に関する情報を，GIS を用いて可視化して提供

するシステムを開発し，平成14年９月に「環境GIS」ホー

ムページの本格運用を開始した。また，環境 GISは，地理

空間情報活用推進基本計画（平成20年４月15日閣議決定）

において，環境保全の情報に係る情報を提供するサイトと

して位置づけられている。

本年度は，新たに得られた新規データの登録を行ったほ

か，昨年度に引き続き，利用者のニーズや使いやすさを考

慮したコンテンツの拡充,機能強化に努め， 国環研の研究

成果を活用し ,全国の市区町村別の自動車からのCO2排出

量推計値を提供する「自動車CO2排出量マップ」サイトを

追加するなど，以下のとおり , サブサイトの追加及びリ

ニューアルを行った。本年度のアクセス数（ページビュー）

は4,506,336件であった。

ア．「大気汚染予測システム」サイトの高精度予測地域

の追加（中部，関西，九州地域）　（平成21年６月１日より

一般公開を開始）

イ．「自動車CO2排出量マップ」サイトの追加　（平成21

年７月６日より一般公開を開始）

新たに , 地域の環境情報の GIS（地理情報システム）整

備･活用を促進するため，地方環境研究所と連携し , 平成

20 年度から「環境調査 GIS 支援ツール」（仮称）の開発に

ついて検討を進めている。本年度は, プロトタイプ版を作

成し,試験運用を行った。

システム運用では , 本年度はグリーン化を進めるため，

サーバ統合及び仮想化を行った。環境GISのサブサイトの

うち,移行が可能なものから順次新サーバに移行し，22年

度から運用を行うこととしている。

（２）環境数値情報の整備と提供

（ｉ）データファイルの整備

本センターでは，従来から，環境モニタリング調査に係

るデータを整備し「環境数値データ」と位置づけ, データ

収集，整理，保管及び提供する業務を行っている。「環境

数値データ」は，現在，環境 GISの整備のための基礎的な

データにもなっている。本年度は，前年度に引き続き大気

データ及び水質データを収集してデータファイルの整備

を行った。

ア．大気環境データ

大気環境データは，①大気環境時間値データファイル，

②大気環境時間値データファイル；国設局，③大気環境月

間値・年間値データファイル及び④大気環境測定局データ

ファイルにより構成されている。本年度は，前年度に引き

続きこれらのファイルの作成を行った。

各ファイルの内容は以下のとおりである。

①大気環境時間値データファイル

昭和 51 年度（1976 年度）から，大気汚染防止法に基づ

き都道府県が実施する大気環境常時監視の１時間値測定

結果をデータファイルに収録する作業を開始し，収録項目

を逐次充実してきた。本年度は，平成20年度（2008年度）

測定に係る関東・中部・近畿・中国・九州地方の測定局

（20都府県，1,229局）について，大気汚染物質（窒素酸化

物，浮遊粒子状物質，二酸化硫黄，一酸化炭素，光化学オ

キシダント，非メタン炭化水素等19項目）及びその他項目

（気象要素等10項目）の各測定結果データを収録した（延

べ10,076件）。

②大気環境時間値データファイル；国設局

①と同様に，全国の国設大気測定所及び国設自動車排出

ガス測定局（19局）についても，常時監視の１時間値測定

結果を収録した（延べ240件）。

③大気環境月間値・年間値データファイル

環境省水・大気環境局は，大気汚染防止法に基づき，各

都道府県より報告を受けた大気環境常時監視測定結果を

取りまとめ，データファイルに収録・集計を行っている。

本センターでは，水・大気環境局より集計結果を収録した

データファイルの提供を受けて，昭和45年度（1970年度）

測定結果から整備している。本年度は，平成20年度（2008

年度）測定に係る全国の測定局について，大気汚染物質11

項目の各測定結果データを収録した。

④大気環境測定局データファイル

大気環境測定局データファイルは，本研究所及び環境省

水・大気環境局が実施する「一般環境大気・自動車排出ガ

ス測定局属性調査」に基づき，全国の大気測定局に関する
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基礎的情報を収録したファイルである。本年度は，平成20

年度（2008年度）調査結果に係る情報を収録した。

イ．水質環境データ

水質汚濁防止法に基づき，昭和46年度（1971年度）から

全国公共用水域水質調査が実施されており，環境省水・大

気環境局では都道府県より報告を受けた水質常時監視測定

結果を取りまとめ，データファイルに収録・集計を行って

いる。本センターでは，水・大気環境局よりデータの提供

を受けて，水質環境データファイルの作成を行った。

水質環境データは，①公共用水域水質検体値データファ

イル，②公共用水域水質年間値データファイル及び③公共

用水域水質測定点データファイルにより構成されており，

その内容は以下のとおりである。

①公共用水域水質検体値データファイル

昭和46年度（1971年度）～平成19年度（2007年度）の

全国公共用水域の全測定点について，生活環境項目（pH，

DO，BOD，COD，SS，大腸菌群数，n-ヘキサン抽出物質（油

分等），全窒素，全リン），健康項目（カドミウム，全シア

ン，鉛，六価クロム，ヒ素，総水銀，アルキル水銀，PCB

等計 30項目）及びトリハロメタン生成能（クロロホルム生

成能等計５項目）の各測定結果データを収録している。

②公共用水域水質年間値データファイル

全国公共用水域の全測定点について，生活環境項目，健

康項目等の項目別に年間の 大値，平均値及び測定実施検

体数等を収録したものである。本年度は，平成20年度（2008

年度）調査結果に係る情報を収録した。

③公共用水域水質測定点データファイル

水質測定点データファイルは公共用水域の水質測定点

に関する基礎的情報を収録したファイルである。本年度

は，前年度に引き続き，変更地点等の調査結果に基づいて，

地点統一番号，地点名称，指定類型，達成期間，緯度，経

度等をファイルに収録した。

（ii）管理データベースの構築

本年度は，「環境数値データ」をテキスト形式からリレー

ショナルデータベースへ変換し，管理データベースの構築

を行った。本データベースは，「環境数値データ」のホー

ムページによる提供において，利用者ニーズに応じたより

きめ細かな提供サービスに活用するほか，必要に応じて所

内で共有するものである。

（iii）データファイルの提供

ア．ホームページによる提供

大気環境月間値・年間値データ（昭和 45 年度（1970 年

度）～），公共用水域水質年間値データ（昭和46年度（1971

年度）～）及び公共用水域水質検体値データ（昭和56年度

（1981 年度）～）について，「環境 GIS」ホームページ内に

「環境数値データベース」サイトを開設し，データダウン

ロード提供を行っている。

イ．貸出による提供

大気環境時間値データファイルについては，環境省を始

めとする行政機関・研究者等への貸出提供を行っている。

本年度は，計1,940ファイルの貸出を行った。

６ . １ . ３ 研究所の広報及び成果の普及に関する業務

（１）国立環境研究所ホームページの運営

本研究所の案内情報，研究情報等のインターネット上で

の発信手段として，平成８年３月から「国立環境研究所

ホームページ」の運営を開始している。

運営開始当初は，本研究所の業務紹介やデータベースの

提供等本研究所の基本的な紹介情報を主としたもので

あった。その後，順次，個別研究テーマごとのページや，

データベース等の研究成果等を提供・紹介するページを追

加掲載するとともに，ホームページ情報検索システムの導

入や刊行物等の掲載を行ってきたところである。

本年度は， 所内で開催された講義を録画・編集した「中

学生のための環境学習会」を作成し動画コンテンツとして

配信，国立環境研究所研究者のプロフィールや業績を紹介

する「研究者データベース」の公開など，ホームページか

ら新たな情報発信を実施した。また， 「トピックス」や

「研究の現場から」の記事を連載するとともに、既存デー

タベースやコンテンツの掲載データの継続的な拡充を進

め，より多くの情報をわかりやすく効果的に提供すること

に努めた。その他に， 公募情報のホームページ活用を推進

し，入札資料一式をホームページから入手可能とする運用

を開始した。

以上に加えて，本年度は個別研究成果の紹介として多数

のコンテンツが新たに公開された。例をあげると，「気候

変動政策の米・欧・露・中・印比較研究プロジェクト」な

どのプロジェクトからの情報提供，データベースには「製

品使用年数データベース」，シミュレーションシステムと

しては「曝露評価関連モデル＆ツール」が加わり，ホーム

ページより多彩な分野の情報の提供を開始した。

本年度１年間における国立環境研究所ホームページ（基

幹システム）へのアクセス件数（ページビュー件数）は，

28,124,003件であった。

国立環境研究所ホームページの構成は，図2及び 図 3の

とおりである。
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図 2 　 国立環境研究所ホームページ （和文） によ る情報提供

日本語ホームページ　http://www.nies.go.jp/
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（２）編集・刊行

本研究所の活動状況及び研究成果等については，刊行物

として関係各方面に配布するとともに，研究所ホームペー

ジにおいて広く提供している。本年度も引き続き指定刊行

物の PDF化を進め，研究所ホームページから閲覧や印刷を

可能にした。

本年度においては，平成20年度年報，NIES Annual Report

2009，平成 21 年度研究計画，特別研究報告（７件），研究

報告（２件），地球環境研究センター報告（６件），国立環

境研究所ニュース（６件）を刊行したほか，本研究所の研

究成果を国民にわかりやすくリライトした研究情報誌「環

境儀」第32～ 35号を刊行した（８.1 研究所出版物参照）。

「年報」や「研究計画」の作成にあたっては，XML自動組

み版システムにより，校正作業の省力化やコスト軽減が図

られている。またホームページに掲載された「年報」の全

文 PDF ファイルより，Ⅲ．重点研究プログラム及び，Ⅳ．

基盤的な調査・研究活動，Ⅴ．知的研究基盤の整備に示し

たページや，［成果発表一覧］誌上・口頭発表及び，巻末

の予算別・組織別，人名索引より，それぞれの研究課題の

ページにリンクできるようになり，さらに活用しやすいも

のとなった。

「環境儀」については，より充実したものとするための

基礎資料を得るため，アンケート調査を実施している。実

施方法として，主な発送先にアンケート用紙を配布すると

英語ホームページ　http://www.nies.go.jp/index.html

図 3 　 国立環境研究所ホームページ （英文） によ る情報提供
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ともに，研究所ホームページからも入力可能としている。

今後，得られた回答を基に編集作業に反映させていくこと

としている。

なお，これらの刊行物は，国立国会図書館，国内外の環

境関係試験研究機関，各省庁及び地方公共団体環境担当部

局等に寄贈交換誌として配布した。また，利用者の高度利

用や配布の便を図るため，平成 19 年度指定刊行物の PDF

ファイルを１枚のCD-ROMに編集し，関係各方面に提供した。

６ . ２ 研究部門及び管理部門を支援する業務

６ . ２ . １ コ ンピュータ ・ ネッ ト ワーク システム管理業務

本センターは，スーパーコンピュータを含む各種のコン

ピュータシステム及び国立環境研究所ネットワークに関

する管理，運用等業務を所掌している。これらの業務を遂

行するため，「国立環境研究所電子計算機処理管理規程」及

び「国立環境研究所ネットワーク運営管理規程」を定め，

適正な管理，運用等に努めている。

平成20年度からは電算室のセキュリティの向上のため，

同室のドアに非接触型ICカード認証方式を採用した入退室

管理システムを導入・運用し，21年度は同システムを図書

室においても運用し、閉館時の入退室管理を行っている。

また，本研究所を含む筑波研究学園都市の 10 の研究機

関の連携の下に，平成 19 年３月末に更新された「つくば

WAN」により，各機関が保有するスーパーコンピュータを結

んだ相互利用，人工衛星搭載センサーから得られる大容量

リモートセンシングデータ等の高速な相互利用（ファイル

共有）等が可能となっている。

（１）コンピュータシステム管理業務

平成 19 年３月のシステム更改により導入された現行シ

ステムは，大規模のスーパーコンピュータを中核に，複数

の各種サブシステムを加えた分散型のシステムであり，夜

間及び休日を含めて 24 時間連続運転を行っている。スー

パーコンピュータについては，３ヵ月に１度の定期点検を

実施している。

各システムのうち，ベクトル処理用計算機及びスカラ処

理用計算機の利用に係る調整は地球環境研究センターが

行い，それ以外のシステムの利用に係る調整，全システム

の管理及び運用を本センターが行うこととしている。

本年度の利用登録者数は，所外の共同研究者を含めて，

ベクトル処理用計算機112名，スカラ処理用計算機66名と

なっている。

また，利用者支援の一環として，オープンソースの CMS

を利用した利用者向け情報発信サーバによる，運用情報・

統計情報，利用情報・支援情報等に係る発信体制の整備・

充実のほか，利用者講習会やプログラム移行に伴う支援を

中心とした対応を実施した。

さらに，次期システムの導入検討の準備として，地球環

境研究センターと協力して，これまでのスーパーコン

ピュータの利用実績や研究成果などをとりまとめるとと

もに，資料招請等によりスーパーコンピュータに係る各種

情報収集と技術動向の調査を進めた。

（２）ネットワークシステム管理業務

国立環境研究所ネットワーク（NIESNET） の代表的な利用

例は，各研究室等に配置されたパーソナルコンピュータ等

により，スーパーコンピュータを始めとする各種コン

ピュータの利用，国外を含む所内外との電子メール，ファ

イル転送及びWebの利用等である。

本システムは平成 19 年３月に基幹ネットワークを更新

し，スイッチング HUBや各種サーバ類の高機能化，冗長構

成の見直しにより，台数の削減とシステム障害発生時の影

響を 小限に抑えた運用を実現した。

ネットワークシステムの管理業務の中で特に重要とな

るネットワークセキュリティ対策については，ファイア

ウォールの設置・運用，非武装セグメント（DMZ）に設置さ

れた各種の WWWサーバ，データベースサーバ等の監視を始

めとする各種の不正アクセスの監視のほか，イントラネッ

トを通じて研究ユニットのサーバ管理者向けにセキュリ

ティ情報を提供し，より積極的な注意喚起を行っている。

さらに，平成21年７月より，所内における不正接続を防止

するため，ネットワークに接続されている機器をリアルタ

イムで監視し，不正な利用発見時に接続を停止できるシス

テムを導入した。

コンピュータウイルス対策としては，コンピュータウイ

ルス対策サーバを設置し，メール添付ファイル等をフィル

タリングすることによるウイルス対策を講じているが。Web

閲覧についても，コンテンツフィルタリング機能を導入し

てウイルス感染の危険性があるサイトの閲覧を遮断して

いる。

なお，フィルタリングによる対策に加え，メール添付

ファイル以外のネットワークを利用した情報交換，CD や

DVD 等の電子メディア，インターネットからのダウンロー

ド等によるコンピュータウイルスの感染を防止するため，

ウイルス対策ソフトウェアの一括購入に基づいたイント

ラネットからのダウンロード方式により，個別のパーソナ

ルコンピュータについてもコンピュータウイルス対策を

講じている。

増大する迷惑メールの対策として，迷惑メール対策サー

バによるフィルタリングの実施やパーソナルコンピュー

タ上での対策の周知等を継続的に実施しているが，今後，
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さらに迷惑メール検出精度を高める検討や，複数の手法に

よる対策の強化が必要である。

一方，利用者の便宜に供するため，Web メールの運用，

グループアドレスの採用，メーリングリストの運営，簡

便な所外ファイル交換システムの運用等，各種の業務の

遂行を側面から支援するメールの使い方の普及を図って

いる。

平成20年度より，法人文書を格納するための高信頼性デー

タ共有システムを導入し，運用を開始したところである。

なお，昨今，社会的な問題となっている Winnyを始めと

するP2Pファイル共有ソフトウェアについて，情報セキュ

リティ研修等で利用者への周知・指導を行うとともに，特

にWinnyについては監視ツールを用いた常時監視を実施し

ている。

Web 改ざんを行うコンピュータウイルスに対する対策と

しては，平成22年１月にサーバ管理者・Webコンテンツ制

作者・一般利用者それぞれに向けてセキュリティ情報の周

知を行うとともに，Web コンテンツの改変について定期的

に監視を行っている。

６ . ２ . ２ 研究情報の整備 ・ 提供

（１）文献データベースの整備と提供

本センターでは環境研究を側面から支援するために国

内外のデータベースの効果的な活用体制の整備を図って

いる。

ア．オンライン文献データベース

JDream Ⅱ（（独）科学技術振興機構（JST））， STN（Chemical

Abstracts Service（CAS），FIZ Karlsruhe,（社）化学情報

協会が共同で提供），G-Search（（株）ジー・サーチ）の３

種類のデータベースを整備しており，依頼検索を受け付け

ている。

イ．文献データベースの管理

①引用文献データベース Web of Science（Thomson

Reuters）の自然科学分野及び社会科学分野の２分野を，平

成 14 年（2002 年）７月から導入している。また，これら

のバックファイルは1981年からの利用が可能であり，研究

基盤の強化を図っている。

②フルテキストデータベースScience Direct（Elsevier）

を平成 17 年（2005 年）１月から導入し，現在購読してい

る学術誌をWeb上で閲覧することが可能となり，研究の一

層の効率化を図っている。

③その他，Webを利用した文献データベースとして，The

British Library inside web（大英図書館）及び研究室単

位で利用するJDream Ⅱ（固定料金制）を提供している。

（２）所外文献照会

所内ネットワークに構築されている「文献複写申込入

力システム」から文献コピーの入手を受け付けており，

依頼先は，国立大学附属図書館，JST，国立国会図書館及

び , The British Library にコピーの提供を依頼し，原

報提供体制の強化を図っている。本年度も国立情報学研

究所が運営する「目録所在情報サービス」及び「国立情

報学研究所 ILL 文献複写等料金相殺サービス」に引き続

き参加した。本年度の外部機関への複写申込件数は2,152

件，外部機関からの複写受入件数は 74 件であった。

（３）研究成果発表管理

誌上（所外の印刷物）発表論文及び口頭発表（講演等）

に関し，発表した後に研究課題コード，発表者，題目，

掲載誌（発表学会名称等），巻号，ページ（開催年）及び

刊行年に係る情報を研究者からの申請により受け付け

て，研究所の活動状況の把握のため整備している。これ

らのデータは，本年報の「○○成果発表一覧」に掲載さ

れている。

なお，研究所ホームページ「成果発表一覧（誌上），（口

頭）」については，四半期ごとにデータ更新を実施すると

ともに，「成果発表一覧（誌上）」に記載されている発表

論題と原著論文間のリンクを進め，研究活動状況の速報

性強化を図っている。

（４）図書関係

図書関係業務では，研究活動に不可欠な情報源である学

術雑誌を始めとする書籍の収集・管理と閲覧等の図書室の

運営を行っている。本年度末における単行本蔵書数は

55,857 冊であり，購読学術雑誌は，国内外合わせて 405誌

にのぼる。その他，マイクロフィッシュの形態で収集して

いる米国政府の環境分野の技術報告書は122,268件を数え

る。昨年度に引き続き本年度も ,新たに入手した資料及び

過去に発行された資料のデータを「マイクロフィッシュ所

蔵目録データベース」に追加した。

図書等の管理及び文献情報の提供については，情報の

電子化を進めるとともに，所内の利用者がオンライン検

索できるよう整備している。特に，雑誌所蔵目録データ

ベースにおいては，各誌の電子ジャーナルやインター

ネットによる出版社オンラインサービスへリンクできる

ように，常に 新の情報に更新している。

図書関係の設備については，雑誌閲覧室は棚数 2,664

棚，雑誌展示書架 840 誌分，204m2，単行本閲覧室は棚数

708 棚，ニュース展示書架 280 誌分，194m2，索引・抄録

誌閲覧室は棚数 1,008 棚，80m2，報告書閲覧室は棚数 918

棚，74m2 であり，その他研究情報資料室（50m2），地図・
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マイクロ資料閲覧室（101m2），及び複写室（17m2）となっ

ている。

なお，前年度より図書閲覧室（研究本館Ⅰ棟）の耐震

改修工事が実施され一時閉鎖を余儀なくされたが，本年

度の外来閲覧利用者は 25 人，図書室の延べ利用者数は

20,653 人であった。

（５）環境省委託調査報告書等の収集

環境省が委託等により実施した調査研究等の成果は，

研究者や一般の国民にとっても貴重なものである。本年

度は，環境省が前年度中に実施した調査研究等の成果物

を中心に，1,130 種の報告書を収集，整備した。この結

果，累積総数は，8,387 種に達している。

また，国，地方公共団体，大学等から 337 種の寄贈及

び寄贈交換の報告書等があり，累積総数では，18,198 種

を数える。

６ . ２ . ３ 情報技術を活用し た業務の効率化

（１）所内IT化支援業務

企画部及び総務部等の管理部門等を中心とし，情報技術

を活用した業務の効率化のための支援を行った。本年度に

実施した主なものは以下のとおりであり，データベースに

ついてはイントラネットでの稼動を基本とするが，一部は

研究所ホームページのコンテンツとしても公開されてい

る。これらの支援は，今後も継続して行っていくこととし

ている。

ア．業務用PC一括管理システムの運用管理

イ．職員等基本データベースのシステム更新・運用

ウ．研究課題データベース更新・運用

エ．研究者データベースの開発

オ．高信頼性データ共有システム運用

カ．委員委嘱等申請（総務課・企画部）

　　　データベースシステム運用・システム更新

キ．製品使用年数データベースの開発

ク．環境マネジメント評価シートシステムの運用

ケ．受賞登録システム開発

コ．環境標準試料・カード決済システム開発（会計課,基盤ラボ）

サ．各種システムの導入・更新支援（会計システム／

　　　人事・給与システム）

（２）業務の効率化

平成 12 年に「高度情報通信ネットワーク社会形成基本

法」が成立し，同法に基づいて発足した「高度情報通信

ネットワーク社会推進本部」（略称「IT戦略本部」。内閣総

理大臣を本部長とし，全閣僚及び有識者により構成）にお

いて，国の行政事務等を対象として業務・システムの 適

化を実現するため，平成 15 年度に各府省に CIO（Chief

Information Officer）を設置し，これら各府省の CIO は，

「各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議」を組織し，所

要の検討を行っている。

「各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議」では平成17

年６月，「独立行政法人等の業務・システム 適化実現方

策」を策定した。同方策では，これらの実現のため，平成

17年度中に独立行政法人にCIO及びCIOに対するアドバイ

ス等を行う情報専門家として CIO補佐官を設置することと

され，本研究所においても CIOとして企画・総務担当理事

を充てるとともに，CIO 補佐官（本研究所における呼称は

「CIO補佐」）を置くこととし，平成18年３月からCIO関連

業務を本センターが行うこととされた。

本年度は，平成19年度に策定し当研究所ホームページで

公開した「国立環境研究所コンピュータシステム 適化計

画」に基づき，業務の効率化を実施しているところである。

また，情報セキュリティ対策については，「独立行政法

人国立環境研究所情報セキュリティポリシー」を新たに示

された政府統一基準第４版に準拠させるための準備を進

めた。さらに，ポリシーの内容を所内に周知・解説するた

めの研修を実施するとともに，平成 22 年１月には管理部

門・研究部門に対する情報セキュリティ内部監査を行い，

所の情報セキュリティ対策の実態把握に努めた。

６ . ３ その他の業務

６ . ３ . １ 環境情報ネ ッ ト ワーク研究会

本センターでは，環境情報の提供業務に関連した情報交

換等を行うため，全国の地方環境研究機関の情報担当者を

主な対象として，毎年度「国立環境研究所環境情報ネット

ワーク研究会」を開催している。本年度の研究会（第 22

回）は，「環境調査GIS支援ツールを活用した環境情報の整

理・提供のあり方と相互連携」をテーマとして，平成22年

２月17，18日に開催し，地方環境研究機関及び環境省所管

の公益法人等から33機関（39名）の参加を得た。また、本

年度は，「環境調査GIS支援ツール」プロトタイプ版の講習

を実施するとともに ,「環境情報の GIS 整備・活用につい

て」をテーマに意見交換を行った。

６ . ３ . ２ 研究情報企画 ・ 整備推進チーム

平成 15 年度における環境情報センターの組織改編の一

環として設置したもので，情報技術の活用を中心として所

内の研究者と連携する事業の展開を目指したものである。

本年度は，広域大気モデリング研究室が進める地方環境研

究所等とのC型共同研究「光化学オキシダントと浮遊粒子

状物質等の汚染特性解明に関する研究」に対し，国立環境

研究所ファイル交換サーバの利用により，研究データの一
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元管理及びデータベースの共有化を図ったほか，参加メン

バーが共通の方法で解析するため，データ集計解析ツール

「大気時間値データ集計プログラム」の提供を行うなど，情

報基盤の整備について技術支援を行った。また，共同研究

関係者に利用限定した共同研究メンバーサイトを開設し，

Xoops を活用したフォーラムの運用を行ったほか，国立環

境研究所ホームページからの研究成果公開についても技

術支援を行った。

６ . ３ . ３ 環境省からの請負等業務

本研究所は，平成 13 年４月に独立行政法人化したこと

により，国や民間の機関等からの業務の委託，請負実施が

可能となった。本センターにおいても，本年度，環境省か

らの５件の請負業務を実施した。その概要は以下のとおり

である。

（１）平成21年度自動車交通騒音情報の整備・管理業務

（請負，水・大気環境局自動車環境対策課）

自動車交通騒音常時監視（法定受託業務）に関する結果

データは，自動車交通騒音施策の企画・立案に必要な基礎

的モニタリングデータであり，継続的にデータを整理・蓄

積していくとともに，国民に情報提供していく必要があ

る。本業務は，自動車交通騒音常時監視に関するデータの

整理・蓄積及びデータを取り扱うために必要な技術的支援

（助言）を，本センターが整備する環境 GIS を活用しなが

ら，継続的に効率よく行っていくことを目的とする。本年

度は，環境GIS内「全国自動車交通騒音マップ」サイトの

運用・保守及び自動車交通騒音情報の登録作業を行い，併

せて自動車交通騒音常時監視事務支援サイトの運用・管理

を行った。

（２）平成21年度生活環境情報総合管理システムの整備

業務（請負，水・大気環境局大気環境課大気生活環境室）

近年における感覚公害問題の実情を踏まえ，平成 13 年

度から全国の騒音・振動・悪臭などの生活環境情報の整備

を進め，本センターが整備する環境 GISから広く一般に提

供することを目的として，生活環境情報総合管理システム

を開発し、平成 19 年度に環境 GIS 内「生活環境情報サイ

ト」の一般公開を開始した。本年度は，「生活環境情報サ

イト」において，騒音・振動・悪臭に係る法施行状況調査

データ，発生源データ，及び「かおり風景100選」「残した

い日本の音風景100選」などのコンテンツを提供した。ま

た,20年度に開発・仮運用を終了した全国星空継続観察調

査システムの本格的な運用を開始した。さらに，地球温暖

化やヒートアイランド現象に伴う高温下での熱中症の発

生に対応するため，気象庁数値予測情報に基づく熱中症予

防情報（WBGT情報）を広く一般に提供することを目的とし

て，18 年度より，「国立環境研究所ホームページ」内「環

境省熱中症予防情報サイト」から本格公開を行っている。

併せて，WBGTの観測ネットワークを構築し，WBGT等観測実

況値の提供を行った。なお，熱中症予防情報の提供業務は，

環境健康研究領域環境疫学研究室が実施した。さらに，請

負の変更契約を行い，全国星空観察調査システムの機能追

加及び修正プログラムの作成並びに全国星空観察調査に

係るWebサイトの構築を実施した。

（３）平成 21 年度ダイオキシン類環境情報調査データ

ベース運用業務（請負，水・大気環境局総務課ダイオキシ

ン対策室）

環境省では，毎年常時監視等で得られるダイオキシン類

環境測定の調査結果を取りまとめ，本センターが整備する

環境 GISから広く一般に当該データを公開し，地方公共団

体間の情報の共有化や国民，事業者，研究者等への的確な

情報の提供を進めることとし，平成16年度に公開システム

の構築を行い，地方公共団体関係者への試験公開の後，平

成17年度に環境GIS内「ダイオキシンマップ」サイトの一

般公開を開始した。

本年度は，システムの維持管理に加え，本年度新たに常

時監視等により得られたダイオキシン等の環境調査結果

（異性体情報を含む）等について，データ追加更新を行った。

（４）平成21年度有害大気汚染物質マップ整備業務（請

負，水・大気環境局大気環境課）

環境省では，有害大気汚染物質の幅広い物質について大

気環境モデリング調査を実施しており，地方公共団体が実

施する調査結果を，環境省施行調査分と併せて毎年公表し

ている。これらの有害大気汚染物質の大気環境中の濃度を

わかりやすく表すために本センターが整備する環境GISを

活用して，データマップやグラフにより表示するシステム

を構築し，平成 18 年度に環境 GIS 内「有害大気汚染物質

マップ」サイトを開設し，広く一般にデータの公開を行っ

ている。

本年度は，前年度に構築したシステムの運用保守に加

え，本年度新たに得られた新規データの登録を行った。

（５）平成21年度大気測定局測定データの整備・解析業

務（請負，水・大気環境局大気環境課）

環境省では，大気常時監視測定局の測定結果について昭

和45年度から毎年度集計を行い，「大気汚染状況報告書」と

して公表している。本報告書は全国の大気環境の把握や大

気汚染防止対策の推進等のための基礎資料として各方面に

おいて大いに活用されている。本年度は，全国の大気常時

監視測定局における平成20年度の測定結果を整備し，集計

及び解析を実施した。また，併せて環境省が測定している

PM2.5のデータを整理し，月報および年報として取りまとめ，

測定機器の特性等を把握するための基礎資料を作成した。
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７ . １ 運営体制

本研究所の大型施設等については，大型施設調整委員

会において管理・運営に係る基本的事項が審議され，研

究部門の主体運営部署を中心に関連部署との連携や専門

業者の活用が図られつつ，運営されている。

７ . ２ 大型研究施設

７ . ２ . １ 大気化学実験棟（光化学反応チャンバー）

本施設は，工場や自動車などから排出される一次汚染

物質や植物から放出される有機物が大気中での化学反応

によって，二次汚染物質に変質するメカニズムを実験的

に研究する施設である。本施設は都市域における光化学

スモッグや対流圏バックグラウンドの大気汚染に関連し

た光化学オゾンやエアロゾルの生成，成層圏でのオゾン

分解などの大気光化学反応を解明することを主目的とし

ている。そのための大型実験装置として光化学反応チャ

ンバーが設置されている。

本年度は，アジア自然共生研究プログラムの中核プロ

ジェクト，特別研究，科研費研究および経常研究等が行

われた。

７ . ２ . ２ 大気拡散実験棟（大型風洞）

本施設は，工場や自動車から排出される大気汚染物質

の移流，拡散現象をできるだけ現実に即してシミュレー

トするための施設である。本施設は従来の流体力学用風

洞の仕様条件に加えて，温度，速度成層装置，加熱冷却

床パネルを備えている点に特徴がある。これらの組み合

わせにより種々の気象条件が再現でき，移流，拡散に

も重要なパラメータである大気の安定度を調節して自然

大気と相似の条件で大気汚染をシミュレートすることが

可能である。そのための大型施設として大型風洞が設置

されている。

本年度は，特別研究や経常研究等が行われた。

７ . ２ . ３ 大気共同実験棟（大気フリースペース）

本施設は，室内実験，フィールド調査などに使用され

る各種計測器の校正試験，および既設の各施設では対応

できない大気関係の研究のために，その必要性に応じ一

定期間の使用に供することを目的とした施設で，各種の

機器の校正に利用された。また，成層圏のオゾン濃度分

布の測定を行い，オゾン濃度の変動現象の解明および長

期的な変化を研究するオゾンレーザーレーダーが設置さ

れている。

「オゾンレーザーレーダー」

オゾン観測室に設置されているオゾンレーザーレー

ダーはレーザーと口径 100cm の望遠鏡を備えており， 高

度 45km までのオゾンの高度分布を高い精度で観測する

ことができる。

本年度は，地球環境研究センターによる成層圏モニタ

リングが行われた。

７ . ２ . ４ 大気モニター棟

本施設は，大気質の自動測定装置等の精度や安定性の

チェックあるいは相互比較，さらに妨害因子の検討など

を行うための施設である。本施設には，国設大気測定所

などで実際に使用されている機器を中心として７種類の

自動測定器（NOx , SO2 , O3 , CO2 , 非メタン，SPM，

ガス状 Hg，酸性雨に関する各測定機器）が設置され，機

器性能を維持するための精度管理が常時行われている。

気象要素（風向，風速，雨量，気圧，日射量，紫外線放

射量，地表温度）や大気質の測定結果は，ホームページ

による公開やデータ提供サービスされ多くの所内外の研

究者や学生に利用された。

７ . ２ . ５ 水環境実験施設

本施設は，水界における汚染物質の挙動および影響を

生態学，生物学，水処理工学等の見知から解明し，汚染

環境を修復するための手法開発の研究を目的とした施設

である。水処理実験装置等が設置されている他，有害汚

染物質が水生生物へ与える影響およびその評価手法を研

究する目的で毒性試験装置が設置されている。さらに，

水生生物の飼育・培養，系統保存が行える人工環境室，

培養室が設けられており，本年度に供試された実験水生

生物は，大型から小型までおよそ 50 種に及んだ。

本施設を利用して本年度は，循環型社会研究プログラ

ムおよび環境リスク研究プログラムとその関連プロジェ

クト研究課題が実施された。また，基盤技術開発研究と

して，微生物工学，生態工学等を活用した水・土壌環境

修復・改善に係る技術開発と液状廃棄物の適正処理シス

テムの構築を目的とした現象解明，発生源・面源対策研

究等を実施しており，液状廃棄物対策，有害藻類対策，

重金属汚染対策等を推進した，ほか文科省科研費，民間

受託等の外部競争的資金による研究も実施された。

７ . ２ . ６ 環境試料タイムカプセル棟

本施設は，将来の環境問題の顕在化に備え，現在の地

球環境の状況を適切に保存し，技術が進歩した未来にお

ける分析や個体群増殖・再生を可能にするため，大気・
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生物・底質・母乳等の環境試料を長期的に保存する施設

であると共に，環境汚染や環境変化により絶滅の危機に

瀕している野生動物種がますます増加している状況か

ら，絶滅のおそれのある野生動物の保護増殖や生物学的

研究の基盤として，絶滅の危機に瀕する野生動物の細胞・

遺伝子を保存する施設でもある。試料を超低温で保存す

る-60℃の超低温室や-160℃の気相保存が可能な液体窒

素タンクが 19 基設置され，厳密な検疫システム及び保存

環境監視システム下で業務が遂行されている。

本年度は，凍結粉砕された貝類・アカエイ等の環境試

料が 53 地点，絶滅危惧鳥類 191 個体，絶滅危惧哺乳類 7

個体より培養細胞および遺伝子保存用サンプルを採取し

凍結保存を行った。 終的に今年度凍結保存した培養細

胞および凍結組織は合計で 5,029 本となった。内訳は絶

滅危惧鳥類 4,673 本（培養細胞：757 本，組織：3,916

本），絶滅危惧哺乳類 356 本（培養細胞：0 本，組織：356

本）である。

７ . ２ . ７ 土壌環境実験棟

本施設は，土壌・底質環境の保全並びに汚染土壌の浄

化に関する研究を行うことを目的とした施設であり，気

温，地温，土壌水分などの制御下で土壌－植物系におけ

る汚染物質の挙動を調べるための土壌環境シミュレー

ター（大型ライシメーター）が設置されている。この装

置には不攪乱土壌が充填されており，現地の土壌構造が

室内に再現されている。本施設には他に，土壌中化学物

質の動態解析や土壌微生物への生態影響のための実験室

なども設置されている。

本年度は，本施設を利用して，経常研究，特別研究，

文部科学省科学研究補助金による研究などが行われた。

７ . ２ . ８ 動物実験棟

本施設は，環境汚染物質が人の健康に及ぼす影響を，

Biomedical Science の立場から，動物を用いて実験的に

研究することを目的とした研究施設である。

本施設は，重点研究プロジェクトである「感受性要因

に注目した化学物質の健康影響評価」，「環境中における

ナノ粒子等の体内病態と健康影響評価」の２課題，政策

対応型調査・研究「効率的な化学物質環境リスク管理の

ための高精度リスク評価手法等の開発に関する研究」と

経常研究及び奨励研究などに使用された。

これらの内容として，大気汚染物質，重金属およびその

他の環境汚染物質の生体影響の解明に関する基礎的研究・

リスク評価研究に加えて，地球規模の環境変化としての地

球温暖化の健康影響に関する研究が含まれている。

「生体用 NMR 装置」

本装置は実験動物を生かした状態で NMR 計測を行い，

その代謝機能や体内構造を解析する装置である。これま

で，経常研究，文科省科学研究補助金による研究，科学

技術振興調整費による研究などに使用され，ラット脳の

代謝解析，精巣の微細構造の描出等の研究が行われてい

る。

７ . ２ . ９ ナノ粒子健康影響実験棟

ナノ粒子健康影響実験棟の１～３階はディーゼル排気

中のナノ粒子発生装置と動物曝露装置が設置されてお

り，４～５階は ＧＬＰ対応の動物実験施設である。現在

「自動車排気ガス由来のナノ粒子の健康影響研究」が継続

中であり，平成 20 年度からは慢性吸入曝露実験を開始し

ている。吸入曝露は平成22年まで継続される予定である。

７ . ２ . 10 生物環境調節実験施設

本施設は，実験植物を供給するとともに，植物を主な

対象として，大気汚染ガスやその他の様々な環境要因が

生物に及ぼす影響の解明や生物影響診断モニタリング，

生物による環境浄化・修復（バイオレメディエーション）

に関する研究，遺伝子組換え生物の生態系影響評価に関

する研究等に利用するため，環境制御温室，種々の型式・

性能のグロースキャビネット，遺伝子組換え実験室・培

養室等が設置されている。本年度は本施設を利用して，

地球環境研究，重点研究，地方環境研究所等との共同研

究，委託研究等が実施された。

７ . ２ . 11 環境生物保存棟

本施設は，研究材料および試験生物としての環境微生物

の系統保存（微生物系統保存事業），および絶滅の危機に

ある水生植物の系統保存，凍結保存（環境試料タイムカプ

セル化事業）を行う施設である。現在，約 2,700株の藻類

が保存されており，そのうち微細藻類および原生動物

1,914 株，絶滅の危機にある水生植物（車軸藻類と淡水産

大型紅藻）311株が分譲用に公開されている。また，シア

ノバクテリア，単細胞性紅藻，緑藻，トレボキシア藻など

の微細藻類約 600株と，絶滅危惧種の淡水産紅藻約 140株

は凍結保存されている。

本年度は，917株が所外（うち116株が国外），145株が

所内の研究者に提供され，環境研究，環境浄化研究，生理

活性物質の探索や生理機能の解析等の応用研究をはじめ

として，分類や系統解析等の基礎研究や教材等，多様な目

的で利用された。また，微生物系統保存施設ホームページ

（http://www.mcc.nies.go.jp）を刷新し，文献検索機能や
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培地印刷機能の付加，イメージ検索方法の修正など，より

使い勝手のよいホームページへの更新を行った。

７ . ２ . 12 生態系実験施設

本施設は，地球環境問題や生態系保全などに関連して，

制御された環境条件下で，動植物の個体，個体群と群落

に及ぼす種々の環境要因の影響を解明するための実験研

究施設である。現在，昆虫や植物を培養するための光強

度，温度，湿度制御施設を保有している。本年度は，上

記の施設を利用して，農林水産研究高度化事業，科学技

術研究費補助金，重点特別研究プロジェクト研究などが

実施された。

７ . ２ . 13 RI・遺伝子工学実験棟

本施設は，放射性同位元素を利用する施設（RI 棟），遺

伝子組換え実験を行うための P2 レベル封じ込め施設（遺

伝子棟）と通常の実験室から構成されている。RI 棟では

放射性同位元素を利用した環境中の汚染物質の挙動や，

生態系への影響，物質循環の解明，生物を用いた汚染物

質の除去技術の開発等を行っている。文部科学省より使

用許可を受けている核種は 23 核種である。本年度は 25

課題，放射線業務従事者数は職員，客員，共同研究員，

研究生，放射線 管理委託職員合わせて 30 人であった。

遺伝子棟では，組換え DNA 技術を環境保全に利用する

ための手法の開発や，遺伝子を組換えた生物の環境中で

の挙動や生態系への影響を解明するための基礎的知見を

収集することを目的とした施設である。

本年度に承認された本研究所における組換え DNA 実験

は 36 課題，登録された組換え DNA 実験従事者は 71 人で

あった。遺伝子組換えによる環境ストレス耐性の植物の

作成，組換え微生物の水中及び土壌中での挙動の解明，

動物遺伝子のクローニングなどの実験が本施設内で実施

された。また，P2 管理区域外の分析機器室には多重蛍光

画像解析装置，ペプチドシークエンサーや DNA シークエ

ンサー等の分析機器が設置されており，共用機器として

活発に使用された。

７ . ２ . 14 環境リスク研究棟

本施設は，環境リスクに関する調査・研究の中枢を担

う総合研究施設であり，生態影響評価，健康影響評価，

曝露評価の研究を実施するとともに，関連する情報を収

集・解析し，成果の外部発信を行っている。１階は水生

生物の生態影響評価研究エリアとなっており，流水式曝

露装置を用いたメダカへの化学物質曝露による毒性評

価，海水系曝露施設を用いた有機スズ曝露によるイボニ

シ（巻き貝）の生殖器異常のメカニズム解明，低質環境

シミュレーターを用いた魚類（マコガ

レイ）への化学物質の曝露挙動などの研究を行ってい

る。２階は主に化学物質の計測のためのエリアで，水環

境や大気環境の化学物質を計測するための機器（GC/

MS,LC/MS など）や，免疫染色を施した細胞を観察するた

めの共焦点レーザー顕微鏡が設置され，また，環境質の

in vitro バイオアッセイ手法による評価研究が行われて

いる。４階は環境リスクに関する情報の収集・解析・評

価を行うエリアと，ヒトの健康に関する感受性要因を解

明するための動物実験エリアからなっており，化学物質

を曝露した実験動物の行動解析などが行われている。

「核磁気共鳴断層撮像分光装置 （MRI）」

本装置は磁場強度 4.7 T，ボア径 92.5cm の超伝導磁石

を主要構成機器とし，ヒト全身の無侵襲計測を可能とす

る。形態解析，代謝解析，機能解析を通じて化学的，物

理的，社会的環境がヒトに及ぼす影響を解明する研究に

資することができる。これまで，重点研究プログラム，

経常研究，文科省科学研究補助金による研究に使用され，

ヒト脳の形態データの集積，鉄代謝や神経伝達物質に関

する研究が行われている。

７ . ２ . 15 地球温暖化研究棟

本施設は，温暖化現象の解明・評価のための観測技術

の開発や観測試料の分析・準備，温暖化の影響評価・予

測の様々なシミュレーション・モデル開発，温暖化の社

会経済的影響の評価・予測など，さらには，研究交流に

いたる地球温暖化に係わる一連の研究を効率よく推進す

るための総合研究施設である。以下に示す研究設備が設

置されている。

（１）生態系パラメータ実験設備

地球温暖化による植物影響の解析や二酸化炭素吸収源

としての植物機能のリモートセンシングによる解析手法

の開発などを目的として，植物を育成できる大型の人工

光型グロースキャビネット群が設置されている。これら

の設備の特徴は，自然光に劣らない強光条件や温湿度の

制御範囲が広く，かつ二酸化炭素とオゾンを濃度制御で

きるところにある。

（２）大気微量成分スペクトル観測室

世界 高水準の波長分解能を誇るフェーリエ変換赤外

分光計（FTS）と太陽光を FTS に導入するための太陽光追

尾装置を有する大気観測室である。FTIR は，大気中の温
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暖化関連物質のスペクトルを高分解能で観測し，温室効

果ガスなどの気柱全量や鉛直分布を観測することができ

る。衛星搭載観測装置による温暖化物質などの観測に対

する地上からの検証観測機器としての活用が期待されて

いる。

７ . ２ . 16 低公害車実験施設

自動車の環境負荷を実際の走行を再現しながら測定す

ることを目的とした世界 高水準の施設である。本施設

には，自動車の走行状況や排ガス濃度をリアルタイムに

計測する車載装置，自動車の走行を屋内で再現するシャ

シーダイナモ装置，温度湿度を高精度に制御可能な特殊

空調設備を備えた環境実験室，高精度な排ガス分析計及

び粒子計測装置，排ガスが大気と混ざる瞬間を再現した

高希釈倍率トンネル及び大気放出後の変化を観察する排

出ガス拡散チャンバ等を装備している。

本年度は，ガソリン車およびハイブリッド車の燃費影

響要因解明試験，アイドリングストップの排ガス影響試

験，新開発モータ採用電気自動車の性能評価試験のため

に使用された。

７ . ２ . 17 循環・廃棄物研究棟

本施設は，大量生産，大量消費，大量廃棄型の社会か

ら，天然資源の消費が少なく環境への負荷が小さい循環

型社会への転換を進めるための研究拠点として整備さ

れ，2002 年 3 月に竣工した。

廃棄物の適正処理に関する研究を実施するための大型

の実験施設である熱処理プラント，埋立処分シミュレー

タや，有害物質によるリスクの管理・制御に資するため，

資源循環や廃棄物処理の過程で関係する様々な物質を物

理・化学・生物学的に分析するために必要な機器等が設

置されている。

本年度は，重点研究プログラム「循環型社会研究プロ

グラム」を中心に，受託・請負研究，外部の競争的資金

による研究などが行われた。

７ . ２ . 18 基盤計測機器

本研究所では，大型で高価な分析機器等を基盤計測機

器として管理・運営し，広く研究者が利用できるように

なっている。どの機器も性能を維持するために専門技術

者による維持管理業務が行われている。その中でも，［

①透過型電子顕微鏡（TEM）②走査型電子顕微鏡（SEM）

③超伝導磁石核磁気共鳴装置（NMR）④ガスクロマトグラ

フ質量分析計（GC/MS）⑤パージ＆トラップガスクロマト

グラフ質量分析計（P&T-GC/MS）⑥プラズマ発光分光分析

装置 ICP-AES（J.A 及び T.I.S）の２機種⑦ ICP 質量分析

装置（ICP-MS）⑧元素分析計（CHN）］は特に分析希望が

多い装置である。分析希望試料も難度の高い前処理や分

析技術を必要とするものが多いため，この９装置につい

ては，専門技術者による依頼分析業務を行っている。平

成21年度には超伝導核磁気共鳴装置(NMR)の超伝導マグ

ネットの更新を行った。

依頼分析を行った研究テーマは，約 30 課題，約 10,000

検体の分析希望があった。このようにして，所内約４割

の研究者が基盤計測機器を毎年利用しており，環境にか

かわる分野の応用研究や基礎研究に役立つデータを提供

している。

７ . ２ . 19 情報関連施設

（１）コンピュータシステム

平成 19 年３月に行われた，スーパーコンピュータを含

むコンピュータシステムの全面的なシステム更改では，

比較的大規模のスーパーコンピュータを中核に，複数の

各種サブシステムを加えた分散型のシステムを導入し

た。

本システムの主な構成としては，システムの中核をなす

ベクトル処理用計算機（NEC SX-8R/128M16，128CPU，総合演

算ピーク性能：4.096Tlops，主記憶容量：1.5TB），ベクトル

処理の必要のないプログラムの実行のためのスカラ処理用

計算機（CPU：Intel Xeon 4core× 22node，総合演算ピーク

性能：約1TFlops，主記憶容量：192GB），膨大な計算結果を

格納するための大容量ファイルシステムとして超高速なフ

ロントライン（SGI InfiniteStorage4500(FC disk)約 34TB），

大容量のニアライン（SGI InfiniteStorage4500(SATA disk)，

約 320TB）及び大容量テープライブラリ（STK StreamLine

SL8500，約360TB）を備えるほか，ベクトル及びスカラ処理

用計算機の利用における前処理・後処理を行うためのフロ

ントエンドサーバ，プログラムの開発時に活用する大容量

メモリを搭載したデバッギングサーバ等を備えている。

本システムの利用環境としては，ベクトル処理用計算

機は更改前のスーパーコンピュータの後継機種であり，

ライブラリ・コンパイラ等のソフトウェアの親和性が高

く，プログラム資産等の移行が比較的容易な環境である。

スカラ処理用計算機及びフロントエンドサーバでは汎用

OS である Linux が搭載され，数値計算ライブラリ（IMSL）

やデータ解析・可視化等を行うためのソフトウェア（IDL，

PV-WAVE，MATLAB 等）が利用可能である。また，デバッ

ギングサーバでは GUI ベースのデバッガ（TotalView）が

利用可能である。その他に，研究所内の個別 PC から利用

可能なソフトウェアとして，GIS ソフトウェア（ArcGIS），
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リモートセンシングソフトウェア（ERDAS IMAGINE），統

計解析ソフトウェア（SAS），数値解析ソフトウェア

（MATLAB）等が利用可能となっている。

（２）国立環境研究所ネットワーク

国立環境研究所ネットワーク（NIESNET）は，当初，平

成３年度にスーパーコンピュータシステムが新規に導入

されたことに伴い，構内情報通信網（ローカルエリアネッ

トワーク：LAN）として，FDDI を基幹ネットワークとして

構築されたものである。

その後，各年度ごとに，所外との接続回線（IMnet：平

成 14年度より SINET）を増強（512Kbps，1.5Mbps，6Mbps，

135Mbps（ATM 専用サービス）），平成 13 年度末には，国内

の主要な超高速研究ネットワークに相互接続された「つく

ばWAN」を筑波研究学園都市内の 10の研究機関と連携して

整備したことにより，155Mbps の高速回線による所外接続

環境を整備し，更に平成 19 年４月からは 1Gbps × 5 系統

の利用環境へと拡充した。また，ネットワークの機能とし

ては，WWW サーバ，ファイアウォール，イントラネット，

コンピュータウィルス対策サーバ，非武装地帯（DMZ），個

別ウイルス対策ソフト，常時監視型セキュリティシステ

ム，Web メールサーバ，会議室無線 ＬＡＮ 等の導入・開

発及び汎用 jp ドメイン取得等を実施するなど，常にシス

テムの高度化，多様化に対応してきたところである。

本システムは平成 19 年３月に基幹ネットワークシステ

ムのシステム更改を行い，つくば WAN との接続のための

ファイアウォール（NOKIA IP390 × 2台），所内 LANの中核

となるセンタースイッチ（NEC IP8800/S402× 2台），各建

物に設置されるエッジスイッチ（NEC IP8800/S2430,Dell

PowerConnect5324）などのネットワークスイッチ機器（サ

ブエッジスイッチ，分岐用スイッチ等を含め全 35 台）に

より各研究棟間を1Gbpsで接続するほか，研究所のホーム

ページが稼働するWWWサーバ，ウイルス検出，スパムメー

ル対策等の機能を含む電子メールサービスを提供する

メールサーバ，各種データベースが稼働するデータベース

サーバなどのサーバ機器（NEC Express5800，全 20台）を

備えている。

７ . ２ . 20 生態系研究フィールド

本施設は，植物・動物および土壌生物の様々な生物学

的特性と生態的機能を野外条件下において測定・検証す

ることおよび上記の実験用生物を維持・供給することを

目的とした生物系野外実験施設である。施設は，本構内

にあるフィールドⅠとその西約４ km のフィールドⅡ（つ

くば市八幡台３）の２区画により構成されている。

本年度は 30 件の研究課題が登録された。特に湿地生態

系保全，化学物質生態影響評価に関わる利用が多い。設

備面では，植物苗育成，動植物飼育実験に用いる育苗チャ

ンバーの照明装置が劣化し，かつ現形式が生産中止と

なったため，３基のうち１基を更新した。

７ . ２ . 21 水環境保全再生研究ステーション

（１）霞ヶ浦臨湖実験施設

本施設は，霞ヶ浦を中心とした陸水の調査・研究を行

う共同研究施設である。施設は研究所の東方約 23 km 離

れた霞ヶ浦（西浦）の湖畔，湖心から南西約４ km 離れた

小野川河口付近に位置している。霞ヶ浦の湖水を定期的

に採取し，湖沼の汚濁メカ二ズムの解明，汚濁した湖沼

の再生，湖沼生態系の保全や物質循環の解明を目的とし

た研究が行われている。また，我が国の陸水研究におい

て広く注目を集めている施設であり，所外機関からも多

くの研究者や研究生が見学等の目的で来訪している。

本年度は，特別研究，地域密着研究，経常研究，奨励

研究，科研費研究や地球環境センターの環境モニタリン

グなど多くの研究課題やモニタリングにおいて本施設が

利用された。

（２）バイオ・エコエンジニアリング研究施設

本施設は，近隣の集落排水処理施設から実生活排水を

用いた液状廃棄物対策技術の開発・解析・評価が可能な

実験施設である。

開発対象としては，バイオエンジニアリングとしての

分散型の高度処理浄化槽システム，ディスポーザ破砕生

ごみに対応した排水処理システム，リン除去・回収資源

化システムおよび水素・メタン発酵システム等があり，

自然生態系に工学の技術を導入したエコエンジニアリン

グとしては無動力型土壌トレンチシステム，水耕栽培浄

化システム，人工湿地システム等の研究が行われている。

これらの処理システムについては，水質とともに温室効

果ガスとしてのメタン，亜酸化窒素にも着目し，特性解

析，性能評価が可能となっている。

本年度は，重点研究プログラム「循環型社会研究プロ

グラム」を中心に，外部競争的資金，所外機関との共同

研究等多くの課題が本施設を利用して実施されている。

また，国際的研究拠点として海外研究機関等との連携も

進め，多くの研修生，見学者等が来訪した。

７ . ２ . 22 地球環境モニタリングステーション

地球の温暖化に関連する物質の濃度変化を監視するた

め，人為的な発生源の直接影響を受けることが少ない沖
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縄県竹富町波照間島と北海道根室市落石岬に無人の自動

観測ステーションを設置している。ここでは大気中の温

室効果ガス等を高精度自動測定し，それらのベースライ

ンの長期的変化を調査観測している。

これら観測所と国立環境研究所とはネットワークで結

ばれ，データの取得や監視の頻度をあげ，観測や管理を

より安定に行えるようになっている。各ステーションの

観測項目は表のとおりである。

（１）地球環境モニタリングステーション－波照間

本施設は，沖縄県八重山郡竹富町にあり，西表島の南

方約 20 km の有人島としては日本 南端である波照間島

の東端に位置している。

本施設では，バックグラウンド大気中の温室効果ガス

などの長期的な変化を観測するために，36.0ｍの観測塔

上で大気を採取して，表にあげたように温室効果ガスの

他，関連物質の観測も行っている。反応性の高いガスや

粒子状物質の観測のためにガラス製の10ｍのガス取り込

み塔を設置し観測を開始した。温暖化研究プログラムの

観測プラットフォームとして活用されている。　観測は

1993 年秋より開始しており，16 年以上のデータが蓄積し

ている。

（２）地球環境モニタリングステーション－落石岬

本施設は，波照間ステーションに続く第二のステー

ションとして根室半島の付け根にある落石岬の先端部

（海抜 50ｍ）に建設された。

本施設は，55ｍの観測塔上で大気を採取して，波照間

ステーションと同様に温室効果ガス・指標性ガス・気象

要素を 1995 年秋より観測している。本年度より蓄電池付

防災型太陽光発電システム（10kW）が稼働し，温暖化に

対する負荷の低減を図ると共に停電時の非常用電源とし

て活用している。

７ . ２ . 23 陸別成層圏総合観測室

本施設は，地球環境モニタリングの一環として「成層

圏モニタリング」を行うための施設であり，北海道陸別

町の町立「りくべつ宇宙地球科学館（銀河の森天文台）」

の一室を名古屋大学太陽地球環境研究所と共同で借り受

け，広帯域ミリ波放射計によるオゾン鉛直分布の観測，

ブリューワ分光光度計等による有害紫外線の観測などを

行っている。

７ . ２ . 24 森林炭素収支モニタリングサイト

本施設は，地球環境モニタリングの一環として「森林

生態系の炭素収支モニタリング」を行うためのフィール

ド施設である。観測サイトは北海道に２ヵ所と山梨県１

カ所の計３ヵ所あり，育林段階の異なる林分で，森林の

二酸化炭素の吸収 / 放出（フラックス）をはじめとする

森林生態系の炭素循環機能について総合的な観測研究を

行っている。

（１）苫小牧フラックスリサーチサイト

本施設は，林野庁北海道森林管理局との共同事業とし

て，樽前山麓の緩傾斜地（苫小牧市丸山）に所在するカ

ラマツ林に，森林－大気間の二酸化炭素・水蒸気・熱フ

ラックスや，林内及び土壌の観測システム，森林機能の

リモートセンシング観測システム等を整備し，平成 12 年

８月より観測を開始した。しかし，2004 年 9 月に台風 18

号により，カラマツ林・観測システムが壊滅的な被害を

被り，観測を中断した。それ以降，台風の自然撹乱を受

けた森林跡地での炭素収支機能の変化を調査するため

に，簡便な観測システムによる観測を行っている。

（２）天塩 CC-LaG サイト

本施設は，北海道大学，北海道電力（株）と国立環境

研究所との共同研究として，北海道大学北方生物圏

フィールド科学センター森林圏ステーション天塩研究林

（天塩郡幌延町字問寒別）に所在するカラマツ林（約14ha）

で，観測林が一つの集水域を構成していることに特徴が

ある。本サイトの目的としては，二酸化炭素フラックス

を含めた森林生態系の物質循環機能が，育林過程でどの

ように変遷するかを長期間観測することである。そのた

め，平成 15 年２月に既存の針広混交林を皆伐し，平成 15

年 10 月にカラマツ苗を植林した（2500 本 /ha）。観測内

容は苫小牧サイトと同様であるが，カラマツ苗からの成

長を通して観測を行っている。 

表 　 地上モニ タ リ ングステーシ ョ ンの観測項目

観測項目 波照間 落石岬

二酸化炭素 ○ ○

メタン ○ ○

一酸化二窒素 ○ ○

オゾン ○ ○

フロン等 ○ ○

エアロゾル ○ ○

黒色炭素 ○ ○

一酸化炭素 ○ ○

水素 ○ ○

窒素酸化物 ○ ○

硫黄酸化物 ○ ○

気象要素 ○ ○
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（３）富士北麓フラックス観測サイト

本施設は，台風で全壊した苫小牧フラックスリサーチ

サイトの機能を担うべく，富士山北麓の緩傾斜地（山梨

県富士吉田市）に所在するカラマツ林（150ha, 約 45 年

生）に，森林－大気間の二酸化炭素フラックスや林内微

気象観測システム群，及びカラマツや土壌の諸機能の観

測システム，森林機能のリモートセンシング観測システ

ム等を整備し，平成 18 年１月より観測を開始した。本サ

イトでは，森林生態系の炭素収支機能の観測・評価手法

を確立することを目指すとともに，アジア地域のフラッ

クス観測ネットワーク “AsiaFlux”の基幹拠点として，

観測手法の検証や技術研修に活用される。

７ . ２ . 25 GOSAT データ処理運用施設

GOSAT データ処理運用施設は，平成 21 年 1月に打ち上

げられた温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」（GOSAT）

の観測データを処理し，データの保存・解析・提供を行

うための計算機施設である。平成 21 年度は，10 月 6 日

に「GOSAT DHF 実データ試験結果報告会」を開催し，定

常処理運用を行った。更に，定常処理に必要な維持設計，

処理アルゴリズム改訂試験等を行うとともに，宇宙航空

研究開発機構（JAXA）等の外部機関とのデータの授受や

インタフェース調整を行った。また，Web を通じたユー

ザーへのデータ提供，情報発信，特定研究者からの観測

要求のとりまとめ等を行った。平成 22 年度は，定常処理

運用を継続するとともに，処理手法の改訂により観測

データの再処理・プロダクト提供を行う予定である。

７ . ２ . 26 高度化学計測施設

（研究本館 I （計測棟） 並びに研究本館Ⅲ）

環境中の有害物質の高感度，高選択的な検出や，環境

試料中の有害物質の分布の局所分析による調査，あるい

は地球温暖化の現象解明や汚染物質の起源解明などのた

めの各種元素（炭素，鉛など）の安定，放射性同位体比

の精密測定により，環境汚染の状況を把握し汚染機構を

解明したり，環境リスク評価を行うための重要かつ基本

的な情報を得ることができる。高度化学計測施設は，こ

のような分析・測定を行うための装置（高度な分析機器

など）およびそれらを有効に使用するための施設（クリー

ンルームなど）を維持・管理し，必要に応じて高精度の

測定データを提供している。また，新しい分析法を研究・

開発するための装置としても利用されている。

（１）主要分析機器

１）同位体測定用誘導結合プラズマ質量分析装置

　　　（MC/ICP/MS）

２）二次イオン質量分析装置（SIMS）

３）高分解能質量分析装置（HRMS）

４）原子吸光光度計（AAS）

５）タンデム質量分析装置 ( タンデム MS)

（２）計測棟主要設備

１）クリーンルーム

２）純水製造装置

（３）加速器分析施設

本施設は， 大加速電圧５百万ボルトの静電型タンデ

ム加速器を擁する加速器質量分析装置（AMS）と AMS 用試

料調製クリーンルームを中心に構成される。AMS は，質

量分析の原理と高エネルギー粒子の弁別測定技術とを組

み合わせて， 極めて微量にしか存在しない同位体（安定

同位体の 10-10 以下）を精度，感度良く測定するためのシ

ステムで，特に炭素 14 等の，宇宙線起源の長寿命放射性

同位体をトレーサーとする環境研究に用いられる。 AMS

は放射線発生装置であり，放射線防護の観点から，放射

線モニターと連動したインターロックシステムの設置な

ど，様々な工夫が凝らされた施設になっている。

所内外研究者との共同研究を含めて，本施設を利用し

て地球温暖化研究プログラムや特別研究等に関連した

様々な環境試料に含まれている 14Ｃ 測定が進められ，原

著論文や学会発表などの成果発信が継続して行われた。

７ . ２ . 27 研究本館Ⅱ（試・資料庫）

環境試料の長期保存並びに試料の保存性に関する研究

のために設立されたものであるが，環境試料タイムカプ

セル棟の建設にともない試料調製ならびに超低温下での

長期保存の機能がそちらに移り，試・資料庫はフィール

ド研究者を中心とする中期的試料保存に機能を集約する

形となった。-20 ℃の低温室３室からなり大量の試料の

保存が可能で，生物や底質試料を始め様々なフィールド

調査試料の保存に活用されている。

７ . ２ . 28 研究本館Ⅲ

（１）化学物質管理区域

本施設は強い有害性を有するダイオキシン類などの特

殊化学物質の分析，毒性評価を行うための実験施設であ

る。

安全な実験環境の確保，かつ区域外への有害物質の漏

出を防ぐため，管理区域内の気圧を大気圧より低くし，

実験用ドラフトや空調の排気口に焼却可能な活性炭フィ
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ルター等を設置してガス状，粒子状の有害物質が漏れ出

ることを抑える工夫がなされている。実験排水も，活性

炭処理されたあと，さらに研究所全体の化学排水処理施

設で処理される二重構造になっている。また区域内利用

者は登録制でカードキーで出入を管理記録している。

実験室としては GC/MS 室，試料調整室，微生物実験室，

物性実験室，低温室，水生生物実験室， 細胞実験室，毒

性実験室，動物飼育室，マイクロコズム等がある。

本年度は，多次元分離分析手法による新たな有機分析

手法の確立を目指す特別研究や東アジアバックグラウン

ド大気 POPｓ 分析を始め，様々なユニットにまたがって

研究が進められた。また，利用者に対する講習会も例年

どおり実施した。

（２）ミリ波測定施設

本施設は，ミリ波分光器室，ミリ波分光観測室の２部

屋からなっており，ミリ波オゾン分光観測システムを使

用し，成層圏・中間圏のオゾンが放出する電波（ミリ波）

の回転スペクトルを高い分解能で分光し，14km 以上の高

度領域のオゾン鉛直分布を観測している。本年度は，高

度約14km～76kmのオゾン鉛直分布のモニタリングを行っ

た。

７ . ３ 共通施設

７ . ３ . １ エネルギー供給施設

生物系研究室に対するエネルギーの安定した供給と，

理工系研究室の負荷変動の大きい間欠的な需要に応じる

ため，各研究室との密接な連絡をとり，安定したエネル

ギーの供給を行った。

また，適切な運転管理と計画的な保守管理により，省

エネルギーに努めた。

本年度における，エネルギーセンターの施設概要は次

のとおりである。

（１）電気設備

１）特高受電需要設備　66,000V

　　変圧器容量　10,000ｋVA ×２台，

　　特高受電所　１ヵ所，　２･３次変電所　26ヵ所

２）蓄電池設備

　　NAS 電池システム　（1,000kw・蓄電能力 7,200kwh）

（２）機械設備

１）蒸気ボイラー

　　炉筒煙管式ボイラー（都市ガス）10t/h ×２台

　　貫流ボイラー（都市ガス）2.5t/h ×４台

２）冷凍機

　　蒸気二重効用吸収式冷凍機 600USRT ×２台

　　高効率ターボ冷凍機 600USRT ×２台（COP 5.8）

　　高効率スクリューチラー 600USRT ×１台（COP 6.4）

７ . ３ . ２ 廃棄物・廃水処理施設

廃棄物・廃水処理施設は，各処理施設と共に順調に稼

働した。本年度における廃棄物・廃水処理施設の概要は

次のとおりである。

処理能力

１）一般実験排水処理能力 300t/D

２）特殊実験排水処理能力 100t/D

３）一般固体焼却処理能力 160kg/h

４）特殊固体焼却処理能力 50kg/h

５）再利用水処理能力（RO 水） 370m3/D

７ . ３ . ３ 工作室

研究活動に伴い，金工室，材料工作室，木工室，溶接

室の各室が利用され研究機器等の加工，製作が行われた。
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(*1), 鈴木聡 (*1), Cho J.(*1), Kim H.(*1)(*1 東京大産業技術研 )：全球気候モデル MIROC の陸域過程の精
緻化及びそれを用いた大気陸面相互作用の研究 , 25-32

0610AA103
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地球環境研究セン ター報告 , No.I090, CGER-I090-2009, (2009), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成 20 年度 , 阿部彩子 (*1), 岡顕 (*1), 吉森正和 (*1), 倉橋貴純 (*1), 井手智之 (*1), 松尾
勇気 (*1)(*1 東京大気候システム研究セ ) ： MIROC 中解像度版および氷床力学モデル と炭素循環モデル
を用いた古気候数値実験と温暖化予測 , 33-38

Z00009999

地球環境研究セン ター報告 , No.I090, CGER-I090-2009, (2009), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成 20 年度 , 佐藤正樹 (*1), 柳瀬亘 (*1)(*1 東京大気候システム研究セ ) ： NICAM によ
る雲降水システムの研究 , 39-45

Z00009999

地球環境研究セン ター報告 , No.I090, CGER-I090-2009, (2009), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成 20 年度 , 坪木和久 (*1), 篠田太郎 (*1), 大東忠保 (*1), 加藤雅也 (*1), 吉岡真由美 (*1),
野村光春 (*1), 前島康光 (*1), 上伏仁志 (*1), 日置智仁 (*1)(*1 名古屋大地球水循環研究セ ) ： 雲解像モデ
ルを用いた豪雨と暴風の数値シ ミ ュ レーシ ョ ン , 47-56

Z00009999

地球環境研究セン ター報告 , No.I090, CGER-I090-2009, (2009), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成 20 年度 , 村上正吾 , 林誠二 , 中嶋恵子 , 東博紀：流域環境管理に関する国際共同研
究 , 57-66

0610AA402

地球環境研究セン ター報告 , No.I090, CGER-I090-2009, (2009), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成 20 年度 , 林祥介 (*1), 中島健介 (*2), 石渡正樹 (*3), 小高正嗣 (*3), 森川靖大 (*3), 高
橋芳幸 (*1)(*1 神戸大院 , *2 九州大院 , *3 北海道大院 ) ： 湿潤惑星大気用数値モデル群の開発および基
礎的実験 , 67-76

Z00009999

地球環境研究セン ター報告 , No.I090, CGER-I090-2009, (2009), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成 20 年度 , 宮嵜武 (*1), 高橋直也 (*1), 岡田拓也 (*1)(*1 電気通信大院 ) ： 地球流体中
の秩序渦構造と 3 次元スカ ラー輸送現象 , 77-81

Z00009999

地球環境研究セン ター報告 , No.I090, CGER-I090-2009, (2009), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成 20 年度 , 小森悟 (*1), 黒瀬良一 (*1), 高垣直尚 (*1)(*1 京都大院 ) ： 海水面および海
中での物質の乱流拡散機構の解明と海水面を通し ての物質の交換機構に及ぼす う ね り の効果 , 83-88

Z00009999

地球環境研究セン ター報告 , No.I090, CGER-I090-2009, (2009), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成 20 年度 , 花崎秀史 (*1), 宮尾武寛 (*1)(*1 京都大院 )：海洋中の熱塩循環の渦拡散係
数の乱流シ ミ ュ レーシ ョ ンによ る予測と モデル化 , 89-94

Z00009999

地球環境研究セン ター報告 , No.I090, CGER-I090-2009, (2009), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成 20 年度 , 中島映至 (*1), Schutgens N.(*1), 向井真木子 (*1), 五藤大輔 (*1)(*1 東京大
気候システム研究セ ) ： CAI 衛生解析 と モデルシ ミ ュ レーシ ョ ンの統合システムの構築 , 95-102

Z00009999

地球環境研究セン ター報告 , No.I090, CGER-I090-2009, (2009), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成 20 年度 , 渡辺宏 , 横田達也 , Maksyutov S., 松永恒雄 , 開和生 , 河添史絵 , 林謙二 ,
石原博成 , 信田浩司 , 吉田保衡 , 太田絵美 , 菊地信弘 , 村上忠義 , 仁衡琢磨 , 小林弘幸 , 宮坂隆之 , 菊池
信行 , 國島和 , 松澤邦裕 ： GOSAT データ定常処理運用システム開発･運用 , 103-110

0610AL917

地球環境研究セン ター報告 , No.I090, CGER-I090-2009, (2009), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成 20 年度 , Maksyutov S., Valsala V., Koyama Y., Nakatsuka Y., Shirai T., Saito M., Belikov
D., Saito R., Saeki T., Oda T., Takagi H., Imasu R.(*1), Niwa Y.(*1), Kim H.-S.(*2)(*1CCSR, Univ. Tokyo,
*2RIHN) ： Application of the Transport Model for Inverse Modeling of Greenhouse Gas Fluxes, 111-119

0610AA101
0610AA102

地球環境研究セン ター報告 , No.I090, CGER-I090-2009, (2009), 国立環境研究所スーパーコ ンピ ューター
利用研究年報 　 平成 20 年度 , 国立環境研究所環境情報セン ター , 日本電気 （株） ： 国立環境研究所
スーパーコ ンピ ュータ システム概要 , 121-127

Z00009999

地球環境研究セ ン タ ー報告 , No.I091, CGER-I091-2009, (2009), Greenhouse Gas Inventory Office of
Japan(GIO) ： Proceedings of the 7th Workshop on Greenhouse Gas Inventories in Asia(WGIA7) -Capacity
building for measurability, reportability and verifiability under the Kobe Initiative- 7-10 July 2009, Seoul,
Republic of Korea, 195p.

0610BY571

地球環境研究セ ン タ ー報告 , No.I092, CGER-I092-2010, (2010), CGER'S SUPERCOMPUTER
MONOGRAPH REPORT Vol.15 Algorithms for carbon flux estimation using GOSAT observational data,
Maksyutov S., Patra K.P.(*1), Onishi R.(*2), Saeki T.(*3), Nakazawa T.(*4)(*1Frontier Research Center for
Globala Change/JAMSTEC, *2Earth Simulator Center/JAMSTEC, *3Research Institute for Humanity and
Nature, *4Graduate School of Science, Tohoku Univ.) ： NIES/FRCGC global atmospheric tracer transport
model: description, validation, and surface sources and sinks inversion, 1-24

0610AA101
0610AA102
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地球環境研究セ ン タ ー報告 , No.I092, CGER-I092-2010, (2010), CGER'S SUPERCOMPUTER
MONOGRAPH REPORT Vol.15 Algorithms for carbon flux estimation using GOSAT observational data,
Nakatsuka Y., Makshutov S. ： Optimization of the seasonal cycles of simulated CO2 flux by fitting simulated
atmospheric CO2 to observed vertical profiles, 25-39

0610AA101
0610AA102

地球環境研究センタ ー報告 , No.I092, CGER-I092-2010, (2010), CGER'S SUPERCOMPUTER MONOGRAPH
REPORT Vol.15 Algorithms for carbon flux estimation using GOSAT observational data, Valsala V., Maksyutov
S., Ikeda M.(*1)(*1Graduate School of Earth System Sciences, Hokkaido Univ.)： Design, simulation and validation
of an ocean carbon cycle system using an offline Ocean Tracer Transport Model(OTTM), 41-71

0610AA101
0610AA102

地球環境研究セ ン タ ー報告 , No.I092, CGER-I092-2010, (2010), CGER'S SUPERCOMPUTER
MONOGRAPH REPORT Vol.15 Algorithms for carbon flux estimation using GOSAT observational data, Saito
M., Maksyutov S., Hirata R.(*1), Richardson D.A.(*2)(*1National Institute for Agro-Environmental Sciences,
*2Complex Systems Reserach Center, Univ. New Hampshire) ： An empirical model simulating diuranal and
seasonal CO2 flux for diverse vegetation types and climate conditions, 73-97

0610AA102

地球環境研究センタ ー報告 , No.I092, CGER-I092-2010, (2010), CGER'S SUPERCOMPUTER MONOGRAPH
REPORT Vol.15 Algorithms for carbon flux estimation using GOSAT observational data, Kadygrov N., Maksyutov
S., Eguchi N., Aoki T., Nakazawa T.(*1), Yokota T., Inoue G.(*2)(*1Center for Atmospheric and Oceanic Studies,
Graduate School of Science, Tohoku Univ., *2Research Institute for Humanity and Nature)： Role of simulated
GOSAT total column CO2 observations in surface CO2 flux uncertainty reduction, 99-112

0610AA102

地球環境研究セン ター報告, No.M020, CGER-M020-2010, (2010), 苫小牧フ ラ ッ ク ス リ サーチサイ ト にお
ける森林生態系環境の総合的観測 - モニ タ リ ングデータブ ッ ク -, 藤沼康実 (*1), 高橋善幸 , 三枝信子 (*1
鳥取環境大 ) ： 苫小牧フ ラ ッ ク ス リ サーチサイ ト における炭素収支モニ タ リ ングの概要 , 1-5

0610AC933

地球環境研究セン ター報告, No.M020, CGER-M020-2010, (2010), 苫小牧フ ラ ッ ク ス リ サーチサイ ト にお
ける森林生態系環境の総合的観測 - モニ タ リ ングデータブ ッ ク -, 藤沼康実 (*1), 高橋善幸 , 井手玲子 ,
平田竜一 (*2), 野口泉 (*3)(*1 鳥取環境大 , *2 北海道大院 , *3 北海道環境科学研究セ ) ： 気象･微気象観
測 , 7-47

0610AC933

地球環境研究セン ター報告, No.M020, CGER-M020-2010, (2010), 苫小牧フ ラ ッ ク ス リ サーチサイ ト にお
ける森林生態系環境の総合的観測 - モニ タ リ ングデータブ ッ ク -, 梁乃申 , 笹賀一郎 (*1), 高橋厚裕 , M.
Larry Lopez C(*2), 平野高司 (*3), 小林菜花子 (*4), 藤沼康実 (*5), 小池孝良 (*6), 北岡哲 (*6), 井手玲子 ,
小熊宏之 , 武田知己 (*7)(*1 北海道大北方圏フ ィ ール ド科学セ , *2 岩手大連合大学院 , *3 北海道大院 ,
*4 総合地球環境学研 , *5 鳥取環境大 , *6 北海道大 , *7 資源･環境観測解析セ )：土壌･植生観測および リ
モー ト センシング , 49-128

0610AC933

地球環境研究セン ター報告, No.M020, CGER-M020-2010, (2010), 苫小牧フ ラ ッ ク ス リ サーチサイ ト にお
ける森林生態系環境の総合的観測 - モニタ リ ングデータブ ッ ク -, 井手玲子：データベースの整備 , 129-
134

0610AC933

地球環境研究セン ター報告, No.M020, CGER-M020-2010, (2010), 苫小牧フ ラ ッ ク ス リ サーチサイ ト にお
ける森林生態系環境の総合的観測 - モニ タ リ ングデータブ ッ ク -, 鱧谷憲 (*1), 植山雅仁 (*1), 岸原由加
子 (*1), 文字信貴 (*1)(*1 大阪府立大院 ) ： カ ラマツ林における フ ラ ッ ク スの鉛直分析 , 135-147

0610AC933

地球環境研究セン ター報告, No.M020, CGER-M020-2010, (2010), 苫小牧フ ラ ッ ク ス リ サーチサイ ト にお
ける森林生態系環境の総合的観測 - モニタ リ ングデータブ ッ ク -, 小林菜花子 (*1), 檜山哲哉 (*2), M.
Larry Lopez C(*3)(*1 総合地球環境学研 , *2 名古屋大地球水循環研究セ , *3 岩手大連合大学院 )：カ ラ マ
ツ林における夜間蒸発散量の定量化と発生機構の解明 , 148-155

0610AC933

地球環境研究セン ター報告, No.M020, CGER-M020-2010, (2010), 苫小牧フ ラ ッ ク ス リ サーチサイ ト にお
ける森林生態系環境の総合的観測 -モニタ リ ングデータブ ッ ク -, 大場真, 平野高司(*1), 平田竜一(*1)(*1
北海道大院 ) ： ニューラルネ ッ ト ワーク と遺伝的アルゴ リ ズムを応用し た欠測補間法 , 156-165

0610AC933

地球環境研究セン ター報告, No.M020, CGER-M020-2010, (2010), 苫小牧フ ラ ッ ク ス リ サーチサイ ト にお
ける森林生態系環境の総合的観測 - モニ タ リ ングデータブ ッ ク -, 家田曜世 (*1), 北森康之 (*2), 持田隆
宏 (*3), 平田竜一 (*2), 平野高司 (*2), 藤沼康実 (*4), 河村公隆 (*5)(*1 ゲステル （株） , *2 北海道大院 , *3
名古屋大高等研究院 , *4 鳥取環境大 , *5 北海道大低温科学研 )：北方カ ラ マツ林における大気中生物起
源有機化合物の採取と測定の概要 , 166-171

0610AC933

地球環境研究セン ター報告, No.M020, CGER-M020-2010, (2010), 苫小牧フ ラ ッ ク ス リ サーチサイ ト にお
ける森林生態系環境の総合的観測 - モニタ リ ングデータブ ッ ク -, 伊藤昭彦 ： 苫小牧カ ラ マツ林の炭素
循環に関するモデル解析 , 172-175

0610AC933
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地球環境研究セン ター報告, No.M020, CGER-M020-2010, (2010), 苫小牧フ ラ ッ ク ス リ サーチサイ ト にお
ける森林生態系環境の総合的観測 - モニ タ リ ングデータブ ッ ク -, 米康充 (*1), 三枝信子 , 小熊宏之 (*1
島根大） ： 台風襲来後の苫小牧サイ ト , 177-185

0610AC933

地球環境研究セン ター報告, No.M020, CGER-M020-2010, (2010), 苫小牧フ ラ ッ ク ス リ サーチサイ ト にお
ける森林生態系環境の総合的観測 - モニタ リ ングデータブ ッ ク -, 藤沼康実 （鳥取環境大） ： 天塩 CC-
LaG サイ ト , 186-188

0610AC933

地球環境研究セン ター報告, No.M020, CGER-M020-2010, (2010), 苫小牧フ ラ ッ ク ス リ サーチサイ ト にお
ける森林生態系環境の総合的観測 - モニ タ リ ングデータブ ッ ク -, 三枝信子 , 高橋善幸：富士北麓フ ラ ッ
ク ス観測サイ ト , 189-190

0610AC933

環境儀 , No.32, (2009), 国立環境研究所：熱中症の原因を探る  救急搬送データから見るその実態 と将来
予測 , 14p.

0509BA937

環境儀, No.33, (2009), 国立環境研究所：  越境大気汚染の日本への影響 - 光化学オキシダント 増加の謎, 14p. 0610AA401
0913BA001
0709AH381
0810AG001

環境儀 , No.34, (2010), 国立環境研究所 ： セイ リ ング型洋上風力発電システム構想 - 海を旅する ウ ィ ン
ド フ ァーム , 14p.

0808BH001

環境儀 , No.35, (2010), 国立環境研究所 ： 環境負荷を低減する産業 ・ 生活排水の処理システム - 低濃度
有機性排水処理の 「省」 「創」 エネ化 -, 14p.

0608AG506
0608KA018
0608KA954
0809LA001
0911AG001
0810AE004
0811BD003

国立環境研究所ニュース , No.1, (2009), 向井人史：データ空白域での温室効果ガス観測 　 - 中核プロ ジェ
ク ト １  「温室効果ガスの長期的変動の メ カニズム と その地域特性の解明」 から -, 3-5

0610AA101

国立環境研究所ニュース , No.1, (2009), 猪俣敏 ： 陽子移動反応 　 - 質量分析計を用いた大気中ホルムア
ルデ ヒ ド濃度の決定 -, 6-7

0507BA405
0408AE338

国立環境研究所ニュース , No.1, (2009), 梁乃申：地球温暖化に伴 う 森林土壌有機炭素の変動を探る , 8-10 0709BA515

国立環境研究所ニュース , No.2, (2009), 橋本征二 ： 循環型社会ビジ ョ ン検討のためのシナ リ オ ・ プラ ン
ニング , 3-5

0610AA201

国立環境研究所ニュース , No.2, (2009), 鈴木武博：無機 ヒ 素によ る発癌 メ カニズムの解明に向けて , 5-8 0710AG333

国立環境研究所ニュース , No.2, (2009), 遠藤和人 ： 廃棄物海面 終処分場の役割と位置付け , 8-10 0610AB546

国立環境研究所ニュース , No.3, (2009), 石堂正美 ： 環境化学物質によ る発達期精神神経疾患と DOHaD
仮説 - 中核研究プロ ジェ ク ト ２  「感受性要因に注目し た化学物質の健康影響評価」 から -, 3-5

0610AA302
0911CD006

国立環境研究所ニュース , No.3, (2009), 加藤秀樹 ： 交通の温暖化対策 と し てのエコ ド ラ イブ , 5-8 0808AF004
0507AG521

国立環境研究所ニュース , No.3, (2009), 鈴木純子 ： 神経幹細胞を用いた化学物質の有害性評価 , 8-10 0610AA302
0911CD006

国立環境研究所ニュース , No.4, (2009 ), 高見昭憲 ： 越境大気汚染の実態を探る , 3-5 0610AA401
0610CD309
0810AG001

国立環境研究所ニュース , No.4, (2009), 斉藤拓也 ： 熱帯林から大気へ放出される塩化 メ チル , 5-7 0607CD969

国立環境研究所ニュ ース , No.4, (2009), 佐藤圭： 微粒子に付着し た多環芳香族炭化水素と 越境大気汚染 ,
8-9

0610AA401
0812CD005

国立環境研究所ニュース , No.5, (2009), シ ャ ミ ル ・ マ ク シュー ト フ ： 全地球規模での炭素循環研究 - 温
室効果ガス観測技術衛星 「いぶき」 （GOSAT） の役割 -, 3-4

0610AA102

国立環境研究所ニュ ース , No.5, (2009), 高津文人： 安定同位体比によ り はじ めて分かる 湖沼や河川の姿 ,
5-7

0811AG001
0911CD003
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国立環境研究所ニュース , No.5, (2009), 高木宏志 ： 人工衛星のデータから世界各地域での二酸化炭素の
吸収 ・ 排出量をどのよ う に推定するか？ - イ ンバースモデル解析について -, 7-9

0610AA102

国立環境研究所ニュース , No.6, (2010), 滝上英孝 ： 有機臭素系難燃剤を対象 と し た製品ラ イ フサイ クル
における化学物質の挙動と制御に関する研究 , 3-5

0106AA202
0911BE004
0911BE005

国立環境研究所ニュース , No.6, (2010), 高村健二 ： 堰のあ る川， ない川での魚の生活 , 5-7 0506AF470

国立環境研究所ニュース , No.6, (2010), 小林潤 ： 可燃ごみをエネルギーと考え る - 廃棄物発電の高効率
化 -, 8-10

0610AA203
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８ ． ２ 　 国立環境研究所研究発表会

発表年月日 　 　 平成 21 年 ６ 月  6 日 （土） ： メ ルパルク ホール （東京会場）

　 　 　 　 　 　 　 平成 21 年 ６ 月 13 日 （土） ： シルク ホール （京都会場）

発 　 　 　 表 　 　 　 者 題 　 　 　 　 　 　 　 目

白石 　 寛明 （環境 リ ス ク研究セン ター） 環境 リ ス ク研究へのいざない

鑪迫 　 典久 （環境 リ ス ク研究セン ター）
メ ダカ、 ミ ジン コのオス ・ メ スが化学物質で変わる！？

－見えに く い生態 リ ス ク－

橋本 　 俊次 （化学環境研究領域） 環境汚染物質の測り 方－ハイテク と ロ－テクからのアプローチ－

新田 　 裕史 （環境健康研究領域） 私たちの健康に害があるほどに空気は汚染されているか？

高野 　 裕久 （環境健康研究領域） 身の回 り の環境汚染はアレルギー疾患を悪化させる？
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８ ． ３ 　 研究成果の発表状況

（ １ ） 年度別研究成果の発表件数
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （単位 ： 件）

（ ２ ） 誌上発表 ・ 口頭発表一覧の構成

・ 収録対象は平成 ２ １ 年度に公表し た ものであ る。（一部、平成 ２ １ 年度以前に公表し た ものを含む。）

・ 平成 ２ １ 年度中に公表し た誌上発表 ・ 口頭発表を、 発表者の内の職員筆頭者の ５ ０ 音昇順に配列し

た。

所外者についてのみ所属を略記し た。 関連する研究課題のコード （ 大 3 件まで） を リ ス ト の右端

に記載し た。

・ 研究課題コード については予算区分別、組織別、研究者別の研究課題 リ ス ト （477 ページ～ 516 ペー

ジ） を参照する こ と によ り 関連する研究課題の詳細を知る こ と ができ る。

区分 誌上発表件数 口頭発表件数

  年度 和 　 文 欧 　 文 計 国 　 内 国 　 外 計

平成 ５ 284 165 449 479 138 617

６ 304 167 471 508 157 665

７ 237 173 410 569 153 722

８ 287 199 486 519 163 682

９ 248 191 439 489 187 676

10 295 243 538 597 189 786

11 218 220 438 542 227 769

12 253 246 499 619 292 911

13 227 310 537 756 185 941

14 289 271 560 773 184 957

15 345 287 632 955 198 1153

16 278 318 596 882 239 1121

17 301 273 574 885 260 1145

18 257 330 587 852 262 1114

19 279 286 565 811 305 1116

20 276 343 619 917 321 1238

21 303 396 699 1097 352 1449
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（ ３ ） 誌上発表一覧

発表者 ・ 題目 ・ 掲載誌 ・ 巻 （号） ・ 頁 ・ 刊年 研究課題ｺｰﾄﾞ

Aoki Y.:Zebrafish in education/Materials for zebrafish research outreach activities in National Institute for
Environmental Studies, Japan, Zebrafish, 6(2), 127-132, 2009

0610AK544

青木康展 : 化学物質暴露の健康 リ ス ク評価と毒性発現 メ カニズム , 環境情報科学 , 34(4), 24-29, 2006 0610AK544

青木康展 : 組換え魚飼育管理の問題 , 海洋と生物 , 28(2), 158-163, 2006 0610AK544

Aoki Y.:A problem of climate change as seen by a pharmaceutical researcher, J.Health Sci., 55(6), 857-859,
2009

0610SP003

Aoki Y.,Hashimoto A.H.,Sato H.,Matsumoto M.:Chapter7: Potency of air pollutants at DNA adduct formation
and assessment by in vivo mutagenesis, DNA Adducts: Formation, Detection and Mutagenesis(Alvarez
E.,Cunha R.eds., Nova Science Publishers, 232p.), 2010

0610AK544

青野光子 : 活性酸素消去系酵素を利用し て環境ス ト レ ス耐性植物を作る , 化学と生物 , 36(11), 692-693,
1998

Z00009999

青柳みど り , 鄭躍軍 (*1)(*1 同志社大 ): 日本および中国における統計的社会調査の方法について , 村落
社会研究ジ ャーナル , 16(1), 32-39, 2009

0811AE001
0712BA339

赤坂宗光 , 大澤剛士 (*1)(*1 兵庫県人と自然の博物館 ): 特定外来生物オオハンゴ ウ ソ ウによ る在来植物
群集への影響および地下部再生能力の解明 , 環境科学総合研究所年報 , 27, 35-43, 2008

0610AA304

Austin J.(*1),Wilson R.J.(*1),Akiyoshi H.,Bekki S.(*2),Butchart N.(*3),Claud C.(*4),Fomichev V.I..(*5),Forester
P.(*6),Garcia R.R.(*7),Nagashima T. et al.(*1NOAA,*2Univ.Paris VI,*3Met Off.,*4CNRS,*5York Univ.,
*6Univ.Leeds,*7Natl.Cent.Atmos.Res.):Coupled chemistry climate model simulations of stratospheric
temperatures and their trends for the recent past, Geophys.Res.Lett., 36, L13809, 2009

0913AE001
0709BA375

Niwano M.(*1),Hayashida S.(*2),Akiyoshi H.,Takahashi M.(*3)(*1FRCGC/JAMSTEC,*2Nara Women's
Univ.,*3CCSR Univ.Tokyo):Seasonal cycles of Stratospheric Aerosol and Gas Experiment II near-background
aerosol in the lower stratosphere, J.Geophys.Res., 114, D14306, 2009

0913AE001
0709BA375

Cagnazzo C.(*1),Manzini E.(*1)(*2),Calvo N.(*3),Douglass A.(*4),Akiyoshi H.,Bekki S.(*5),Chipperfield
M.(*6),Dameris M.(*7),Deushi M.(*8),Fischer A.M.(*9) et al.(*1CMCC,*2INGV,*32UCM,*4NASA,*5CNRS,
*6niv.Leeds,*7DLR,*8MRI,*9ETH Zurich):Northern winter stratospheric temperature and ozone responses to
ENSO inferred from an ensemble of Chemistry Climate Models, Atmos.Chem.Phys., 9, 8935-8948, 2009

0709BA375

Asakura H.,Endo K.,Yamada M.,Inoue Y.,Ono Y.(*1)(*1CESS):Improvement of permeability of waste sludge by
mixing with slag or construction and demolition waste, Waste Manage., 29(6), 1877-1884, 2009

0407BC381

Asakura H.,Matsuto T.(*1)(*1Hokkaido Univ.):Experimental study of behavior of endocrine-disrupting chemicals
in leachate treatment process and evaluation of removal efficiency, Waste Manage., 29(6), 1852-1859, 2009

0610AB546

芦名秀一 : 日本の 2020 年の温室効果ガス排出量 ( 中期目標 ) を読み解 く , エネルギー・資源 , 31(1), 52-
53, 2010

0913BA002
0810BA004
0610AA104

Ashina S.,Fujino J.:Feasibility study for low-carbon grid with renewables in Japan, Int.Energy Workshop 2009,
1-14, 2009

0610AA104
0810BA004
0913BA002

Abe M.,Shiogama H.,Hargreaves J.C.(*1),Annan J.D.(*1),Nozawa T.,Emori S.(*1JAMSTEC):Correlation
between inter-model similarities in spatial pattern for present and projected future mean climate, SOLA, 5, 133-
136, 2009

0610AA103
0711CE432
0711BA335

Hashimoto A.H.,Amanuma K.,Iwasaki K.,Aoki Y.:Examination of integrated pML4 DNA transfer from genetically
modified zebrafish to bacteria, J.Environ.Biotechnol., 9(1), 31-36, 2009

0610AK544

Hashimoto A.H.,Amanuma K.,Hiyoshi K.(*1),Sugawara Y.(*2),Goto S.(*2),Yanagisawa R.,Takano H.,Masumura
K.,Nohmi T.,Aoki Y.(*1Grad.Sch.Univ.Tsukuba,*2Toho Univ.):Mutations in the lungs of gpt delta transgenic
mice following inhalation of diesel exhaust, Environ.Mol.Mutagen., 48(8), 682-693, 2007

0610AK544

石井裕一 (*1), 北村立実 (*1), 渡邊圭司 (*1), 小松伸行 (*1), 天野佳正 , 矢部徹 (*1 茨城県霞ヶ 浦環境科セ ):
河川の水質形成と 集水域の土地利用形態と の関係 , 水環境学会誌 , 32(3), 139-146, 2009

0406AH019
0408AH376
0307AF511
0307AF511
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Kudo I.(*1),Noir i  Y.(*1),Cochlan W.P.(*2),Suzuki K.(*1),Aramaki T.,Ono T.(*3),Noj ir i  Y.
(*1Grad.Sch.Hokkaido Univ.,*2San Francisco State Univ.,*3HNF):Primary productivity, bacterial productivity
and nitrogen uptake in response to iron enrichment during the SEEDS II, Deep-Sea Res.II, 56(26), 2755-2766,
2009

0103BA153

Yoshimura T. (*1) ,Ogawa H.(*2) , Ima i  K. (*2) ,Aramaki  T. ,Noj i r i  Y. ,Nish ioka J . (*3) ,Tsuda
A.(*2)(*1CRIEPI,*2Univ.Tokyo,*3Inst.Low Temp.Sci.Hokkaido Univ.):Dynamics and elemental stoichiometry
of carbon, nitrogen, and phosphorus in particulate and dissolved organic pools during a phytoplankton bloom
induced by in situ iron enrichment in the western subarctic Pacific(SEEDS-II), Deep-Sea Res.II, 56(26), 2863-
2874, 2009

0103BA153

Aramaki T.,Nojiri Y.,Imai K.(*1)(*1Univ.Tokyo):Behavior of particulate materials during iron fertilization
experiments in the Western Subarctic Pacific(SEEDS and SEEDS II), Deep-Sea Res.II, 56(26), 2875-2888, 2009

0103BA153

Tsumune D.(*1),Nishioka J.(*2),Shimamoto A.(*3),Watanabe Y.W.(*4),Aramaki T.,Nojiri Y.,Takeda S.(*5),
Tsuda A.(*6),Tsubono T.(*1)(*1CRIEPI,*2Inst.Low Temp.Sci.Hokkaido Univ.,*3Gen.Environ.Technos,
*4Hokaido Univ.,*5Grad.Sch.Univ.Tokyo,*6Ocean Res.Inst.Univ.Tokyo):Physical behaviors of the iron-
fertilized patch in SEEDS II, Deep-Sea Res.II, 56(26), 2948-2957, 2009

0103BA153

Bril A.,Oshchepkov S.,Yokota T.:Retrieval of atmospheric methane from high spectral resolution satellite
measurements: a correction for cirrus cloud effects, Appl.Opt., 48(11), 2139-2148, 2009

0610AA102
0507BH855

Lee J-H.,Kodama K.,Kume G.(*1),Oyama M.,Katayama S.(*2),Takao Y.(*3),Horiguchi T.(*1Landcare Res.,
*2Natl.Res.Inst.Fish.Sci.,*3Nagasaki Univ.):Comparison between surface-reading and cross-section methods
using sagittal otolith for age determination of the marbled sole Pseudopleuronectes yokohamae, Fish.Sci., 75(2),
379-385, 2009

0610AA304

Lee J-H.,Kodama K.,Oyama M.,Kume G.(*1),Takao Y.(*1),Shiraishi H.,Horiguchi T.(*1Nagasaki Univ.):
Changes in growth of marbled sole Pseudopleuronectes yokohamae between high and low stock-size periods in
Tokyo Bay, Japan, Fish.Sci., 75(4), 929-935, 2009

0610AA304

一色竜也 (*1), 李政勲 , 大山政明 , 児玉圭太 , 堀口敏宏 (*1 神奈川県水技セ ): 神奈川県における水揚情報
を基にし た東京湾におけるマコガレ イの資源構造 , 東京湾の漁業と環境 , 1, 9-14, 2010

0610AA304

李政勲 , 児玉圭太 , 大山政明 , 堀口敏宏 : 東京湾におけるマコガレ イの浮游仔稚魚の出現様式 , 東京湾
の漁業と環境 , 1, 16, 2010

0610AA304

Lee D-Y.,Ebie Y.,Xu K-Q.,Li Y-Y.(*1),Inamori Y.(*2)(*1Tohoku Univ.,*2Fukushima Univ.):Continuous H2
and CH4 production from high-solid food waste in the two-stage thermophilic fermentation process with the
recirculation of digester sludge, Bioresour.Technol., 101(1,Suppl.1), S42-S47, 2010

0709MA564
0610AA203
0610AB519

池上貴志 , 荒巻俊也 (*1), 花木啓祐 (*2)(*1 東洋大 ,*2 東大 ): 東京都区部への下水熱利用地域冷暖房シス
テム導入によ る二酸化炭素排出削減可能量の評価 , 土木学会論文集 G, 65(2), 114-129, 2009

0610AA104
0610SP001

池上貴志 , 芦名秀一 , 藤野純一 : 地域別に描いた再生可能エネルギー大幅導入社会の理想像 , 日立総研 ,
4(1), 4-9, 2009

0810BA004
0610AA104
0408BA369

Ishii Y.,Yabe T.,Nakamura M.(*1),Amano Y.(*2),Komatsu N.(*3),Watanabe K.(*4)(*1Tottori Univ.,*2Chiba
Univ.,*3Ibaraki Pref.,*4Ibaraki Pref.Kasumigaura Env. Sci.Cent.):Effect of nitrate on phosphorus mobilization
from bottom sediment in shallow eutrophic lakes, J.Water Environ.Technol., 7(3), 163-176, 2009

0610FP017
0307AF511

Ishido M.:Environmental contributions to attention deficit hyperactivity disorders, Attention Deficit
Hyperactivity Disorder(ADHD) (Psychiatry-Theory, Applications, and Treatments Series)(Gordon
S.M.,Mitchell A.E.eds., Nova Science Publishers, 319p.), 2009

0911CD006
0610AA302
0608ZZ569

Ishido M.:Evaluation of neurotoxicity of environmental chemicals using neural stem cells and neuroblastoma
cells, Basic and Applied Aspects: Proceedings of the 21st Annual and International Meeting of the Japanese
Association for Animal Cell Technology(JAACT), Fukuoka, Japan, November 24-27, 2008(Kamihira
M.,Katakura Y.Ito A.eds., Springer, 464p.), 2009

0911CD006
0608ZZ569

Ishido M.,Suzuki J.:Inhibition by rotenone of mesencephalic neural stem-cell migration in a neurosphere assay
in vitro, Toxicol.Vitro, 24(2), 552-557, 2010

0911CD006
0608ZZ569

Ishido M.,Suzuki J.:Quantitative analyses of inhibitory effects of bisphenol A on neural stem-cell migration using
a neurosphere assay in vitro, J.Health Sci., 56(2), 175-181, 2010

0911CD006
0610AA302
0608ZZ569
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石森洋行 , 遠藤和人 , 山田正人 : 穿孔前後の埋立地ガス フラ ッ ク ス 計測によ る 覆土層の透気係数の推定 ,
第 8 回環境地盤工学シンポジウ ム発表論文集 , 373-376, 2009

0709BA279
0610AA204

石森洋行 , 深川良一 (*1), 勝見武 (*2), 松宮芳樹 (*1), 久保田謙三 (*1), 久保幹 (*1)(*1 立命館大 ,*2 京大院 ):
原位置バイ オレ メ ディ エーショ ンの効率化のためのエアス パージング後の空気飽和度分布と 溶存酸素
濃度の評価 , 材料 , 59(1), 78-83, 2010

Z00009999

磯崎輔 : 芳香族分子における配座異性体固有の分光学的特性 , 分光研究 , 58(2), 62-70, 2009 0610FP015

松本太 (*1), 一 ノ瀬俊明 , 白木洋平 (*2), 李龍太 (*3)(*1 産総研 ,*2 立正大 ,*3 ソ ウル特別市 ): 都市内河川
の大規模復元によ る 「風の道」 の効果に関する気候学的研究 - 韓国ソ ウル市清渓川を事例と し て -, 日
本生気象学会雑誌 , 46(2), 69-80, 2009

0507CD824

Ichinose T.(Toshiaki),Matuschek O.(*1)(*1Univ.Freiburg):Today's biometeorology for tourism/recreation,
Glob.Change Biol., 13(1), 79-85, 2009

0206BY530

一 ノ瀬俊明 : ヒ ー ト ア イ ラ ン ド軽減の都市低炭素化へのフ ィ ード バッ ク , 環境科学会誌 , 22(4), 301-308,
2009

0810BA007

一 ノ瀬俊明 : 渭水流域鉄道一人旅 , サステナ , (12), 102-104, 2009 0206CE421

一ノ 瀬俊明 , 鈴木一令 (*1), 鈴木高二朗 (*2), 清野聡子 (*3)(*1 八千代エンジニヤリ ング ,*2 港湾空港技研 ,
*3 東大院 ): 東京湾を媒体と し た熱循環によ る 暑熱緩和効果に関する 研究 , 地球環境研究論文集 , 17, 1-9,
2009

0606AE409
0404AE407

Ichinose T.(Toshiaki),Matuschek O.(*1),Jing Y.(*2)(*1Univ.Freiburg,*2Nanjing Univ.Inf.Sci.Technol.):
Biometeorology for tourism/recreation in Japan: A review, Glob.Change Biol., 12(2), 123-128, 2008

0206BY530

Ichinose T.(Toshiaki),Otsubo K.,Jing Y.(*1)(*1Nanjing Univ.Inf.Sci.Technol.):Models of domestic cereals flow
between middle China and southern China due to economic gradient, Resour.Environ.Yangtze Basin, 18(3), 217-
221, 2009

0405AE386
0102AE129

Zhuo L.(*1),Ichinose T.(Toshiaki),Zheng J.(*2),Chen J.(*3),Shi P.J.(*3),Li X.(*1)(*1Sun Yat-sen
Univ.,*2Guangzhou Reg.Clim.Cent.,*3Beijing Norm.Univ.):Modelling the population density of China at the
pixel level based on DMSP/OLS non-radiance-calibrated night-time light images, Int.J.Remote Sens., 30(4),
1003-1018, 2009

0405AE386
0202AE390

Harada I.(*1),Kataoka D.(*1),Miyazaki M.(*1),Ichinose T.(Toshiaki),Kuze H.(*1)(*1Chiba Univ.):Measurement
of atmospheric pollutants using differential optical absorption spectroscopy(DOAS) with a PC projector light
source, Ber.Meteorol.Inst.Albert-Ludwigs-Univ.Freiburg Nr.18, (18), 57-63, 2009

0507CD824
0607ZZ551

Ich inose T. (Toshiak i ) :Urban heat  i s lands ,  The State  o f  the Env ironment  in  As ia  2006/
2007(Jpn.Environ.Counc.ed., United Nations Univ.Press, 327p.), 2009

0206BY530
0507CD824
0306CD553

神田学 (*1), 一 ノ瀬俊明 , 平野勇二郎 (*2), 日下博幸 (*3), 近藤裕昭 (*4), 菅原広史 (*5), 藤部文昭 (*6), 森
脇亮 (*7), 稲垣厚至 (*1)(*1 東京工大 ,*2 名古屋大院 ,*3 筑波大計算科研セ ,*4 産総研 ,*5 防衛大 ,*6 気象
研 ,*7 愛媛大 ): 第 7 回国際都市気候会議 (ICUC7) の報告 , 天気 , 57(1), 19-26, 2010

0810CD007
0810BA007

一 ノ瀬俊明 : 緑化によ る熱環境改善を通じ た都市の低炭素化 , 公園緑地 , 70(5), 18-20, 2010 0810BA007

Ide R.,Nakaji T.(*1),Oguma H.(*1Hokkaido Univ.):Assessment of canopy photosynthetic capacity and
estimation of GPP by using spectral vegetation indices and the light-response function in a larch forest,
Agric.For.Meteorol., 150(3), 389-398, 2010

0610AC933

Kato T.(*1),Ito A.,Kawamiya M.(*1)(*1JAMSTEC):Multiple temporal scale variability during the twentieth
century in global carbon dynamics simulated by a coupled climate-terrestrial carbon cycle model, Clim.Dyn.,
32(7/8), 901-923, 2009

Z00009999

Ayoub S.R.A.(*1),Inaba K.,Iwasaki K.,Doi T.,Uchiyama H.(*1)(*1Univ.Tsukuba):Effect of several surfactants on
rates and pathways of reductive dechlorination reaction of three chloroethylenes by zerovalent iron powder, 環
境科学会誌 , 23(1), 18-30, 2010

0812AE002
0711CD331
0306CD536

稲葉陸太 : バイオマス利活用と メ タ ン発酵の可能性 , 廃棄物研究財団だよ り , 71, 15-20, 2007 0610AA203
0610AA201

稲葉陸太 :LCA の背景 . リ サイ クルシステムの LCA. プラ スチッ ク リ サイ クルシステムの LCA 事例 , プ
ラ スチッ ク リ サイ クル入門－システム ・ 技術 ・ 評価－ ( 松藤敏彦編著 , 技報堂 , 174p.), 2009

0610AA201
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Inoue Ken-ichiro,Takano H.,Koike E.,Warabi E.(*1),Yanagawa T.(*1),Yanagisawa R., Ishi i
T.(*1)(*1Grad.Sch.Univ.Tsukuba):Peroxiredoxin ? is a negative regulator of Th2-dominant allergic asthma,
Int.Immunopharmacol., 9(11), 1281-1288, 2009

0809AE001

Inoue H.(*1),Shimada A.(*1),Kaewamatawong T.(*1),Naota M.(*1),Morita T.(*1),Ohta Y.(*1),Inoue Ken-
ichiro,Takano H.(*1Tottori Univ.):Ultrastructural changes of the air-blood barrier in mice after intratracheal
instillation of lipopotysaccharide and ultrafine carbon black particles, Exp.Toxicol.Pathol., 61(8), 51-58, 2009

0610BY303
0608CD530

Inoue Ken-ichiro,Koike E.,Yanagisawa R.,Adachi Y.(*1),Ishibashi K.(*1),Ohno N.(*1),Takano H.(*1Tokyo
Univ.Pharm.Life Sci.):Pulmonary exposure to soluble cell wall beta-(1, 3)-glucan of aspergillus induces
proinflammatory response in mice, Int.J.Immunopathol.Pharmacol., 22(2), 287-297, 2009

0809AE001
0610AA302

Inoue Ken-ichiro,Koike E.,Yanagisawa R.,Hirano S.,Nishikawa M.,Takano H.:Effects of multi-walled carbon
nanotubes on a murine allergic airway inflammation model, Toxicol.Appl.Pharmacol., 237(3), 306-316, 2009

0608CD530
0709CD529
0808DA001
0610AA303

Inoue Ken-ichiro,Takano H.,Yanagisawa R.,Yoshikawa T.(*1)(*1Kyoto Pref.Univ.Med.):Airborne particles in
pulmonary diseases, Curr.Respir.Med.Rev., 5, 69-72, 2009

0709CD529
0610BY303
0608CD530

Inoue Ken-ichiro,Takano H.,Oda T.(*1),Yanagisawa R.,Tamura H.(*1),Adachi Y.,Ishibashi K.(*2),Ohno
N.(*2)(*1Seikagaku,*2Tokyo Univ.Pharm.Life Sci.):Soluble cell wall β-glucan of candida induces/enhances
apoposis and oxidative stress in murine lung, Immunopharmacol.Immunotoxicol., 31(1), 140-145, 2009

0610AA302
0507AG476

Inoue K.,Kawamoto K.:Control of hydrocarbon content of a reforming gas by using a hydrogenation catalyst,
Chemosphere, 78(5), 599-603, 2010

0610AA203

Inoue Ken-ichiro,Koike E.,Yanagisawa R.,Adachi Y.(*1),Ishibashi K.(*1),Ohno N.(*1),Takano H.(*1Tokyo
Univ.Pharm.Life Sci.):Pulmonary exposure to soluble cell wall β-(1, 3)-glucan of aspergillus induces
proinflammatory response in mice, Int.J.Immunopathol.Pharmacol., 22(2), 287-297, 2009

0303MA519
0304MA316

Inoue Ken-ichiro,Takano H.,Koike E.,Yanagisawa R.,Oda T.(*1),Tamura H.(*1),Adachi Y.(*2),Ishibashi
K.(*2),Ohno N.(*2)(*1Seikagaku,*2Tokyo Univ.Pharm. Life Sci.):Candida soluble cell wall β-glucan facilitates
ovalbumin-induced allergic airway inflammation in mice: Possible role of antigen-presenting cells, Respir.Res.,
10(68), 1-12, 2009

0303MA519
0304MA316

Inoue Ken-ichiro,Takano H.,Shimada A.(*1),Satoh M.(*2)(*1Tottori Univ.,*2Aichi Gakuin
Univ.):Metallothionein as an Anti-Inflammatory Mediator, Mediat.Inflamm., 2009, Article ID 101659, 2009

0809AE001

Inoue Ken-ichiro,Takano H.,Sato H.(*1),Yanagisawa R.,Yoshikawa T.(*2)(*1Mochida Pharm.,*2Kyoto
Pref.Univ.Med.):Protective role of urinary trypsin in lung expression of proinflammatory cytokines accompanied
by lethal liver injury in mice, Immunopharmacol.Immunotoxicol., 31(3), 446-450, 2009

0809AE001

Inoue T.,Tsuchiya T.(*1)(*1Grad.Sch.Chiba Univ.):Depth distribution of three Typha species, Typha orientalis
Presl, Typha angustifolia L. and Typha latifolia L., in an artificial pond, Plant Species Biol., 24(1), 47-52, 2009

0810CD003

井上智美 : 東南アジアにおけるマング ローブ林の減少と環境問題 , 遺伝 , 63(4), 8-15, 2009 0610AA403
0610SP004

Inoue M.,Ishikawa S.(*1),Inoue T.(*2),Washitani I.(*3)(*1Notsuke Peninsula Nat.Cent.*2Jpn.Soc.Preserv.Birds,
*3Univ.Tokyo):Conservation ecological study of invasion of Bombus terrestris(Hymenoptera: Apidae) into a
preserved area of the Notsuke Peninsula of eastern Hokkaido, Japan, Appl.Entomol.Zool., 44(3), 337-342, 2009

0610AA304

Inoue M.,Goka K.:The invasion of alien ants across continents with special reference to Argentine Ants and Red
Imported Fire Ants, Biodiversity, 10(2/3), 67-71, 2009

0610AA304
0712ZZ001
0909AF003
0810BA006

Inoue M.,Yokoyama J.(*1),Tsuchida K.(*2)(*1Yamagata Univ.,*2Gifu Univ.):Colony growth and reproductive
ability of feral nests of the introduced bumblebee Bombus terrestris in northern Japan, Insect.Soc., 57(1), 29-
38, 2010

0610AA304

Inoue M.,Yokoyama J.(*1)(*1Yamagata Univ.):Status of the invasion and range expansion of an introduced
bumblebee, Bombus terrestris (L.), in Japan, Appl.Entomol.Zool., 45(1), 21-27, 2010

0610AA304
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Inoue M.,Makino T.T.(*1),Yokoyama J.(*2),Sakai S.(*3)(*1Grad.Sch.Univ.Tsukuba,*2Yamagata
Univ.,*3Grad.Sch.Tohoku Univ.):Is Bombus terrestris (Hymeniptera: Apidae) a stronger competitor against
native Japanese species? A comparison of foraging efficiency, Appl.Entomol.Zool., 45(1), 71-75, 2010

0610AA304

猪俣敏 , 谷本浩志 ,Ellis A.M.(*1),Blake R.S.(*1)(*1Univ.Leicester): 揮発性有機化合物検出のための二段式
陽子移動反応イオン源の開発 , 食生活科学 ・ 文化及び地球環境に関する研究助成 ( アサ ヒ ビール学術振
興財団編 , アサ ヒ ビール学術振興財団 , 188p.), 2009

0408AE338

Inomata S.,Tanimoto H.:A deuterium-labeling study on the reproduction of hydronium ions in the PTR-MS
detection of ethanol, Int.J.Mass Spectrom., 285(1/2), 95-99, 2009

0610FP015
0408AE338

今井葉子 , 野波寛 (*1), 高村典子 (*1 関西学院大 ): ため池に対する価値観が環境保全の態度 と行動意図
に与え る影響 - 兵庫県東播磨地域における社会心理学的研究 -, 農村計画学会誌 , 28( 論文特集号 ), 219-
224, 2010

0610AK915
0610AA304

Ohkubo N.(*1),Hashimoto A.H.,Iwasaki K.,Yagi O.(*2)(*1Enterp.Bur.Hitachi Cuty,*2Nihon
Univ.):Biodegradation of Methyl tert-Butyl Ether by Mycobacterium spp., J.Environ.Biotechnol., 9(2), 113-
122, 2009

0610AE460

長谷川直紀 (*1), 江種伸之 (*2), 山本秀一 (*2), 平田健正 (*2), 川原恵一郎 (*3), 岩崎一弘 , 矢木修身 (*4)(*1
和歌山大 ,*2 和歌山大院 ,*3 アース ソ リ ューシ ョ ン ,*4 日本大 ): 帯水層中の メ チロ システ ィ ス属 Ｍ 株の
動態と ト リ ク ロ ロエチレンの分解に関する数値解析 , 水工学論文集 , 54, 613-618, 2010

0610AE460

岩渕裕子 , 神戸麻美子 (*1), 藤野純一 (*1 筑波大 ):5 章 省エネルギーの可能性 5.1 家庭 (1) 建築物 ・ 家族
構成別のエネルギー利用 . 資料編 5 買い替えモデルによ る試算結果の詳細 ※ ( 本編 P72 の詳細 ), 平成
21 年度 牛久市地域エネルギービジ ョ ン ( 地域新エネルギー ・ 省エネルギー策定事業 )( 茨城県牛久市環
境経済部環境政策課編 , 茨城県牛久市 , 208p.), 2010

0408BA369
0913BA002
0610AA104

Yoochatchaval W.,Tsushima I.,Yamaguchi T.(*1),Araki N.(*2),Sumino H.(*3),Ohashi A.(*4),Harada
H. (*5 ) ,Syut subo  K. (*1Nagaoka  Un iv .Techno l . , *2Nagaoka  Nat l .Co l l .Techno l . ,*3G i fu
Natl.Coll.Technol.,*4Hiroshima Univ.,*5Tohoku Univ.):Influence of sugar content of wastewater on the
microbial characteristics of granular sludge developed at 20 ℃ in the anaerobic granular sludge bed reactor,
J.Environ.Sci.Health A, 44(9), 921-927, 2009

0608KA954
0809LA001
0911AG001
0608AG506

Ueda K.,Nitta H.,Ono M.:Effects of fine particulate matter on daily mortality for specific heart diseases in Japan,
Circ.J., 73(7), 1248-1254, 2009

0809BD004

Ueda K.,Nitta H.,Ono M.,Takeuchi A.(*1)(*1Univ.Tokyo):Estimating mortality effects of fine particulate matter
in Japan: A comparison of time-series and case-crossover analyses, J.Air Waste Manage.Assoc., 59(10), 1212-
1218, 2009

0608AG441

上野隆平 , 佐竹潔 : 小笠原諸島父島 ・ 母島のユス リ カ相 , 陸水学雑誌 , 70(1), 21-29, 2009 0610AE463
0408AE467

上野隆平 : 生き もののつなが り 雑学コーナー ユス リ カ , 私たちの自然 , 50(549), 24, 2009 0913AE004

Ishikawa, N.F.(*1),Uchida M.,Shibata Y.,Tayasu I.(*1)(*1Cent.Ecol.Res.Kyoto Univ.):A new application of
radiocarbon ((14)C) concentrations to stream food  web analysis, Nucl.Instrum.Methods Phys.Res., B, 268(7/
8), 1175-1178, 2009

0610FP013

内田昌男 ( 監訳 ), CO2 と温暖化の正体 (Broecker W.S.,Kunzig R., 河出書房新書 , 350p.), 2009 0610FP013

Itaki T.(*1),Uchida M.,Kim S.(*2),Shin H.(*2),Tada R.(*3),Khim B.(*2)(*1AIST,*2Pusan Natl.Univ.,
*3Univ.Tokyo):Late Pleistocene stratigraphy and palaeoceanographic implications in northern Bering Sea slope
sediments: evidence from the radiolarian species Cycladophora davisiana, J.Quat.Sci., 24(8), 856-865, 2009

0810CD010
0610CD975
0610FP013

Uchida M.,Kumata H.(*1),Koike Y.(*1),Tsuzuki M.(*1),Uchida T.(*1),Fujiwara K.(*1),Shibata Y.(*1Tokyo
Univ.Pharm.Life Sci.):Radiocarbon-based source apportionment of black carbon(BC) in PM10 aerosols from
residential area of suburban Tokyo, Nucl.Instrum.Methods Phys.Res.,B, 268(7/8), 1120-1124, 2009

0910LA001
0810AF001
0911BA008
0911AE002
0610FP013

梅津豊司 : 精油の中枢薬理作用の研究と 新動向 , ア ロマテ ラ ピー学雑誌 , 9(1), 1-20, 2009 0610AE444

梅津豊司 : 内分泌か く 乱化学物質 ( 環境ホルモン ) の 近の研究動向 , Aromatopia, 18(2), 32-34, 2009 0610AE444

梅津豊司 : ペパー ミ ン ト の薬理作用 , Med.Herb, 8, 4-5, 2009 0813NA001
0610FP013
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梅津豊司 : 不安障害 , アニテ ッ ク ス , 22(1), 12-19, 2010 0610AE444

Umezu T.:Evidence for dopamine involvement in ambulation promoted by pulegone in mice,
Pharmacol.Biochem.Behav., 94(4), 497-502, 2010

0911KZ002
0610AE444

蛯江美孝 : 汚泥処理に関する研究課題と展望 , 環境情報 , 519, 4-5, 2009 0608BE989
0610AA203
0610AB519

山崎宏史 (*1), 井上廣輝 (*2), 稲森悠平 (*3), 鈴木理恵 (*4), 蛯江美孝 , 西村修 (*5)(*1 茨城県薬剤師会公衆
衛検査セ ,*2 日本建築セ ,*3 福島大 ,*4 茨城県薬剤師会公衆衛生検査セ ,*5 東北大院 ): デ ィ スポーザ排
水導入が嫌気・好気循環方式生活排水処理システムに及ぼす影響 , 下水道協会誌 , 46(559), 97-107, 2009

0610AB519

蛯江美孝,徐開欽:日本の浄化槽技術の発展途上国への適用事例 と展望, 水環境学会誌, 32(9), 12-16, 2009 0911BE003
0610AA204

Chu C.F.(*1),Ebie Y.,Inamori Y.(*2),Kong H.N.(*1)(*1Shanghai Jiao Tong Univ.,*2Fukushima Univ.):Effect of
hydraulic retention time on the hydrogen yield and population of Clostridium in hydrogen fermentation of
glucose, J.Environ.Sci., 21(4), 424-428, 2009

0307BH593
0610AA203

蛯江美孝 , 近藤貴志 (*1), 常田聡 (*2), 稲森悠平 (*3)(*1 神戸大 ,*2 早稲田大 ,*3 福島大 ): 嫌気／好気／無
酸素法と オゾン処理 , リ ン吸着法のハイブ リ ッ ド化によ る汚泥減容化と リ ン除去 ・ 回収資源化 , リ ン資
源の回収と有効利用 ( 大竹久夫監修 , サイエン ス＆テ ク ノ ロ ジー , 390p.), 2009

0610AB519
0610AA203

蛯江美孝 : 温暖化と廃棄物と微生物 , 生物工学会誌 , 88(3), 124, 2010 0610AB519

蛯江美孝 , 徐開欽 , 岡城孝雄 (*1), 山崎宏史 (*2)(*1 日本環境整備教育セ ,*2 茨城県薬剤師会公衆衛検査
セ ):浄化槽を中心 と し た液状廃棄物処理フ ローにおける温室効果ガス排出量の現状 と課題, 月刊浄化槽
, 2010(407), 23-27, 2010

0610AB519

江守正多 ( 監修 ): 平成 21 年スマー ト ビジネスパーソ ンの常識 地球温暖化検定 , 環境ビジネス , (6), 49-
55, 2009

0610AA103

江守正多 : 地球温暖化を 「正し く 」 教える ために , 社会科教室 , 52, 8-11, 2009 0610AA103

江守正多 : 地球温暖化によ る気温予測 , 日本医事新報 , (4453), 82-83, 2009 0610AA103

江守正多 : 地球温暖化の科学をど う 捉えるか , 世界と議会 , (541), 9-13, 2009 0610AA103

Watanabe M.(*1),Emori S.,Satoh M.(*1)(*2),Miura H.(*2)(*1CCSR Univ.Tokyo,*2JAMSTEC):A PDF-based
hybrid prognostic cloud scheme for general circulation models, Clim.Dyn., 33(6), 795-816, 2009

0610AA103

枝廣淳子 (*1), 江守正多 , 武田邦彦 (*2)(*1 イーズ ,*2 中部大 ), 温暖化論のホンネ－ 「脅威論」 と 「懐疑
論」 を超えて－ ( 枝廣淳子 , 江守正多 , 武田邦彦著 , 技術評論社 , 220p.), 2010

0610AA103

江守正多 : 温暖化 リ ス ク の専門家の視点から見た WWViews へのコ メ ン ト , 科学技術コ ミ ュニケーシ ョ
ン , 7, 49-54, 2010

0711BA335
0610AA103

Moss R.H.(*1),Edmonds J.A.(*1),Hibbard K.A.(*2),Manning M.R.(*3),Rose S.K.(*4),van Vuuren D.P.(*5),
Carter T.R.(*6),Emori S.,Kainuma M.,Kram T.(*5) et al.(*1Jt.Global Change Res.Inst.,*2Univ.Maryland,
*3NCAR,Clim.Global Dyn.Div.,*4New Zealand Clim.Change Res.Inst.,Victoria Univ.Wellington,
*5EPRI,*6Netherland Environ.Assess.Agency):The next generation of scenarios for climate change research
and assessment, Nature, 463, 747-756, 2010

0711BA335
0810BA004
0610AA104
0610AA103

遠藤和人 , 肴倉宏史 , 大迫政浩 : 境膜厚さ に着目し たバッ チと カラ ム溶出試験における 溶出挙動の比較 ,
第 7 回環境地盤工学シンポジウ ム発表論文集 , 155-162, 2007

0610AA202

Wang S-Q.(*1),Song X-F.(*1),Wang Q-X.,Liu C-M.(*1),Liu J-R.(*1)(*1Chin.Acad.Ssci.):Shallow groundwater
dynamics in North China Plain, J.Geogr.Sci., 19(2), 175-188, 2009

0610SP004
0609BY923
0610AA402

L i  Y-N. (*1 ) ,Zhao  L . (*1 ) ,Zhao  X-Q. (*1 ) ,Wang  Q-X. ,Du M-Y. (*2 ) ,Zhang  F-W. (*1 ) ( *1
Chin.Acad.Sci.,*2NIAES):The dynamic features of alpine potentilla fruticosa shrub meadow vegetation
reflectivity, J.Mt.Sci., 27(3), 265-269, 2009

0610SP004
0610AA402
0609BY923
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Wang J-L.(*1),Li Y-N.(*1),Du M-Y.(*2),Wang Q-X.,Tang Y-H.,Xiao J-X.(*1),Zhang F-W.(*1),Wang S-
P.(*1)(*1Chin.Acad.Sci.,*2NIAES):The features of microclimate and vegetation distribution on the southern
lenglonglin， Qilian Mountains, J.Mt.Sci., 27(4), 418-426, 2009

0610FP017
0509BB829
0610SP004
0610AA402
0609BY923

Zheng X-J.(*1),Wang Q-X.,Liu R.(*1)(*1Chin.Acad.Sci.):The condensation water input to the saline-alkaline
desert ecosystem in the Southeastern edge of the Junggar Basin, Prog.Nat.Sci., 19(11), 1175-1186, 2009

0610SP004
0610AA402
0609BY923

Xiong Y-J.(*1),Zeng S.(*1),Wu X-Q.(*1),Qiu G-Y.(*1),Wang Q-X.,Zhao S-H.(*1),Yi Q.(*1)(*1Beijing
Norm.Univ.):Advances in remote sensing of inland water quality based on statistics, Remote Sens.Inf., (3), 5-
13, 2008

0610SP004
0610AA402

Zhu Y-L.(*1),Wu J-S.(*1),Tong C-L.(*1),Wang K-L.(*1),Wang Q-X.(*1Chin.Acad. Sci.):Responses of CO2
fluxes to light intensity and temperature in rice paddy field, Chin.J.Environ.Sci., 29(4), 1040-1044, 2008

0610SP004
0610AA402
0609BY923

Wang S-Q.(*1),Song X-F.(*1),Wang Q-X.,Xiao G-Q.(*2),Liu C-M.(*1)(*1Chin.Acad. Sci.,*2Tianjin
Inst.Geol.Miner.Resour.):Dynamic features of shallow groundwater in North China plain, Acta Geogr.Sin., 63(5),
462-472, 2008

0610SP004
0609BY923
0610AA402

大石優 , 松永恒雄 , 中杉修身 (*1)(*1 上智大 ): 航空機 リ モー ト センシング画像に写った雪の上の野生動
物の足跡の自動抽出と その利用 , 日本 リ モー ト センシング学会誌 , 30(1), 19-30, 2010

0810AE005

大垣眞一郎 : 水供給の国際協力と学会の役割 , 水環境学会誌 , 32(8), 391, 2009 Z00009999

大垣眞一郎 : 安心な社会と水システム , 用水と廃水 , 51(10), 1, 2009 Z00009999

大垣眞一郎 : 下水道技術を ソ フ ト パワーに , 下水道機構情報 , 3(10), 4-5, 2009 Z00009999

大垣眞一郎 : 「特別寄稿」 水関連技術 と国際展開 , 月刊浄化槽 , 2010(405), 4-7, 2010 Z00009999

Kurihara M.K.(*1),Kimura M.(*2),Narita Y.(*3),Ooki A.,Eum Y.J.(*4),Tsuda A.(*3),Suzuki K.(*4),Tani
Y.(*2),Yokouchi Y. et al.(*1Nihon Univ.,*2Univ.Shizuoka,*3Ocean Res.Inst.Univ.Tokyo,*4Hokkaido
Univ.):Distributions of short-lived iodocarbons and biogenic trace gases in the open ocean and atmosphere in
the western North Pacific, Mar.Chem., 118(3/4), 156-170, 2009

0610CD974

宮脇健太郎(*1),大迫政浩,肴倉宏史(*1明星大): リ サイ クル認定制度の現状と課題, 再生と利用, 33(122),
6-12, 2009

0610AA202

阿倍直也 (*1), 大迫政浩 (*1 東京工大 ): 一般廃棄物行政に対するベンチマーキング手法の適用意義 と そ
の課題 , 廃棄物学会論文誌 , 19(3), 161-174, 2008

0610AA201

Matsui Y.(*1),Tanaka M.(*1),Osako M.(*1Grad.Sch.Okayama Univ.):Study of the effect of political measures on
the citizen participation rate in recycling and on the environmental load reduction, Waste Manage., 27(8), 9-
20, 2007

0610AA201

Saitoh N.(*1),Imasu R.(*1),Ota Y.,Niwa Y.(*1)(*1CCSR Univ.Tokyo):CO2 retrieval algorithm for the thermal
infrared spectra of the Greenhouse Gases Observing Satellite: Potential of retrieving CO2 vertical profile from
high-resolution FTS sensor, J.Geophys.Res., 114, D17305, 2009

0610AA102

Ota Y.,Higurashi A.,Nakajima T.(*1),Yokota T.(*1CCSR Univ.Tokyo):Matrix formulations of radiative transfer
including the polarization effect in a coupled atmosphere-ocean system, J.Quant.Spectrosc.Radiat.Transfer,
111(6), 878-894, 2010

0610AA102

Kokhanovsky A.A.(*1),Deuze J.L.(*2),Diner D.J.(*3),Dubovik O.(*2),Docos F.(*2),Emde C.(*4),Garay
M.J.(*5),Grainger R.G.(*6),Hackel A.(*7),Ota Y. et al.(*1Univ.Bremen,*2CNRS,*3JPL,*4DLR,*5RIIS,
*6Univ.Oxford,*7Swansea Univ.):The inter-comparison of major satellite aerosol retrieval algorithms using
simulated intensity and polarization characteristics of reflected light, Atmos.Meas.Tech.Discuss., 2, 3369-3439,
2009

0610AA102

Zhao C.,Onuma M.,Asakawa M.(*1),Nagamine T.(*2),Kuwana T.(*1Rakuno Gakuen Univ.,*2CAW
Trust):Preliminary studies on developing a nested PCR assay for molecular diagnosis and identification of
nematode(Heterakis isolonche) and trematode(Glaphyrostomum sp.) in Okinawa rail(Gallirallus okinawae),
Vet.Parasitol., 163(1/2), 156-160, 2009

0288BY599
0911BA003
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Yan X.(*1),Ohara T.,Akimoto H.(*1)(*1FRCGC/JAMSTEC):Statistical modeling of global soil NOx emissions,
Glob.Biogeochem.Cycles, 19, GB3019, 2005

0507BA825
0408AE418
0406CD419
0405CD420
0205CD956

Noguchi K.(*1),Itoh H.(*1),Shibasaki T.(*1),Hayashida S.(*1),Uno I.(*2),Ohara T.,Richter A.(*3),Burrows
J.P.(*3)(*1Nara Women's Univ.,*2Res.Inst.Appl.Mech.Kyushu Univ.,*3Univ.Bremen):Comparison of
tropospheric NO2 observations by GOME and the air-quality monitoring network around Tokyo, Japan,
J.Remote Sens.Soc.Jpn.( 日本 リ モー ト センシング学会誌 ), 29(2), 398-409, 2009

0911KB001
0913BA001
0709AH381
0610AA401

谷本直隆 (*1), 大原利眞 , 鵜野伊津志 (*2), 菅田誠治 , 植松光夫 (*3)(*1 静岡大 ,*2 九大応用力研 ,*3 東大
海洋研 ): 東アジアにおける炭素粒子動態のモデル解析 , 大気環境学会誌 , 39(5), 229-245, 2004

0408AE418
0406CD419
0405CD420
0105AG108
0105AA296

Yamaji K.(*1),Ohara T.,Akimoto H.(*1)(*1FRCGC/JAMSTEC):Regional-specific emission inventory for NH3,
N2O, and CH4 via animal farming in South, Southeast, and East Asia, Atmos.Environ., 38(40), 7111-7121, 2004

0408AE418
0406CD419

板橋秀一 (*1), 弓本桂也 (*2), 鵜野伊津志 (*2), 大原利眞 , 黒川純一 , 清水厚 , 山本重一 (*3), 大石興弘 (*3),
岩本眞二 (*3)(*1 九大院 ,*2 九大応用力研 ,*3 福岡県保健環境研 ):2007 年春季に発生し た東アジア域ス
ケールの広域的越境汚染の化学輸送モデル CMAQ によ る解析 , 大気環境学会誌 , 44(4), 175-185, 2009

0913BA004
0913BA001
0810AG001
0709AH381
0610AA401

大原利眞 : 第 2 編 環境動態 1.3 大気汚染数値モデ リ ング , 環境工学公式 ・ モデル ・ 数値集 ( 土木学会環
境工学委員会 , 環境工学に関わる出版準備小委員会編 , 丸善 , 727p.), 2004

0105AE218
0105AA296

大原利眞 : 環境モデル 　 大気エア ロ ゾルのモデル研究 , エア ロ ゾル用語集 ( 日本エア ロ ゾル学会編 , 京
都大学学術出版会 , 270p.), 2004

0407KB498
0405CD420
0105AA296

大原利眞 : 越境大気汚染と日本への影響 , 地理 ・ 地図資料 , 2008(4), 4-6, 2008 0608AG441
0709AH381
0810AG001
0810BA003
0610AA401

大原利眞 : 越境大気汚染 - 広域的な光化学オゾン汚染の現状と要因 -, グ ローバルネ ッ ト , (222), 18-19,
2009

0913BA001
0810AG001
0709AH381
0610AA401

大原利眞 : 光化学大気汚染 - 越境大気汚染問題と し ての広域移流の 新研究から , 資源環境対策 , 45(9),
75-80, 2009

0709AH381
0810AG001
0911KB001
0913BA001
0610AA401

Aikawa M.(*1),Ohara T.,Hiraki T.(*1),Oishi O.(*2),Tsuji A.(*3),Yamagami M.(*4),Murano K.(*5),Mukai
H.(*1Hyogo Pref.Inst.Environ.Sci.,*2Fukuoka Inst.Health Environ.Sci.,*3Kyoto Pref.Inst.Public Health
Environ,,*4Nagoya City Inst.Environ.Sci.,*5Hosei Univ.):Significant geographic gradients in particulate sulfate
over Japan determined from multiple-site measurements and a chemical transport model: Impacts of
transboundary pollution from the Asian continent, Atmos.Environ., 44(3), 381-391, 2010

0911AE005

岡本信広 (*1), 興津正信 (*2), 岡寺智大 (*1 大東文化大 ,*2 天津商業大 ): 中国の水問題は解決可能か？ -
産業連関モデルからのアプローチ -, 東アジアへの視点 , 21(1), 41-52, 2010

0610AA402
0610SP004

栗山武夫 (*1), 岡本卓 , 長谷川雅美 (*1), 疋田努 (*2), 五箇公一 (*1 東邦大 ,*2 京大院 ): 伊豆諸島八丈島へ
のニホン ト カゲの侵入 , 爬虫両棲類学会報 , 2009(2), 124-127, 2009

0910AF008

岡本卓 , 疋田努 (*1)(*1 京大院 ): オカダ ト カゲの分布 と その起源 - 伊豆半島に乗って きた ト カゲ -, 日本
生態学会関東地区会会報 , (58), 44-49, 2009

0910AF008

Watanabe H.(*1),Takahashi E.(*1),Nakamura Y.(*1),Oda S.,Tatarazako N.,Iguchi T.(*1)(*1NINS):Development
of a daphnia magna DNA microarray for evaluating the toxicity of environmental chemicals,
Environ.Toxicol.Chem., 26(4), 669-676, 2007

0608BD516
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甲斐沼美紀子 : 低炭素社会への転換に向けて , 季報エネルギー総合工学 , 32(1), 31-36, 2009 0408BA369
0610AA104

Kainuma M.,Matsuoka Y.(*1),Morita T.(*2),Takahashi K.(*1Kyoto Univ.,*2Deceased):The Asia-Pacific
integrated model, Integrated Reg.Assess.Glob.Clim.Change, 214-230, 2009

0610AA104
0810BA004

Lamarque J.-F.(*1)(*2),Bond T.C.(*3),Eyring V.(*4),Granier C.(*2)(*5),Heil A. (*6),Klimont Z.(*7),Lee
D.(*8),Liousse C.(*9),Mieville A.(*5),Kainuma M. et al.(*1NCAR,*2NOAA,*3Univ.Illinois,*4DLR, *5Univ.Pierre
et Marie Curie,*6Forschungszentrum,*7Int.Inst.Appl.Syst.Anal.,*8Manchester Metrop.Univ.,*9Lab.Aerol.(Fr.)):
Historical(1850-2000) gridded anthropogenic and biomass burning emissions of reactive gases and aerosols:
methodology and application, Atmos.Chem.Phys.Discuss., 10, 4963-5019, 2010

0610AA104
0810BA004

Mineki S.(*1),Kobayashi A.(*1),Kageyama S.,Nakajima D.,Shiraishi F.,Takagi Y.(*2),Onodera S.(*1),Takeda
K.(*1),Goto S.(*2)(*1Tokyo Univ.Sci.,*2Azabu Univ.):Detection of mutagenicity by Ames preincubation
method of fine commercial particles, Mater.Technol., 26(6), 303-310, 2008

0610AA301

Goto S.(*1),Nagaosa D.(*1),Kageyama S.,Nakajima D.,Mineki S.(*2),Yamamura T.(*3),Endo O.(*1),Kohzaki
K.(*1),Takagi Y.(*1)(*1Azabu Univ.,*2Tokyo Univ.Sci.,*3Morioka Junior Coll.):Mutagenicity and PAH
contents of soil in forests or planted areas in Japan, Bull.Environ.Contam.Toxicol., 83(5), 742-746, 2009

0610AA301
0610AK545

Kato S.(*1),Sakayama H.(*1),Sano T.(*2),Kasai F.,Watanabe M. M.(*3),Tanaka J.(*4),Nozaki
H. (*1 ) (*1Un iv .Tokyo ,*2Funabash i  Sh ibayama Hogh  Schoo l , *3Un iv .Tsukuba ,*4Tokyo
Univ.Mar.Sci.Technol.):Morphological variation and intraspecific phylogeny of the ubiquitous species Chara
braunii(Charales, Charophyceae) in Japan, Phycologia, 47(2), 191-202, 2008

0610BY505

Sakayama H.(*1),Kasai F.,Nozaki H.(*1),Watanabe M.M.(*2),Kawachi M.,Shigyo M. (*1),Nishihiro
J.(*1),Washitani I.(*1),Krienitz L.(*3),Ito M.(*1)(*1Grad.Sch.Univ.Tokyo,*2Univ.Tsukuba,*3Leibniz-
Inst.Freshwat.Ecol.Inland Fish.):Taxonomic reexamination of Chara flobularis(Charales, Charophyceae) from
Japan based on oospore morphology and rbcL gene sequences, and the descriotion of C.leptospora sp.nov.,
J.Phycol., 45(4), 917-927, 2009

0610BY505

Tanabe Y.(*1),Kasai F.,Watanabe M.M.(*1)(*1Univ.Tsukuba):Fine-scale spatial and temporal genetic
differentiation of water bloom-forming cyanobacterium Microcystis aeruginosa: revealed by multilocus sequence
typing, Environ.Microbiol.Rep., 1(6), 575-582, 2009

0811AD001
0711CE302

Yamazaki Y.(*1),Akashi R.(*2),Banno Y.(*3),Endo T.(*4),Ezura H.(*5),Fukami-Kobayashi K.(*6),Inaba
K.(*5),Isa T.(*7),Kamei K. (*8),Kasai F. et al.(*1Natl.Inst.Genetics,*2Miyazaki Univ.,*3Kyushu Univ.,*4Kyoto
Univ.,*5Univ.Tsukuba,*6RIKEN,*7Natl.Inst.Physiol.Sci.,*8Chiba Univ.):NBRP databases: databases of
biological resources in Japan, Nucleic Acids Res., 38, D26-D32, 2010

0711CE302

笠井文絵 , 平林周一 : 藻類 リ ソース ： 多様性の域外保全を目指し て , 細胞工学 , 26(3), 309-313, 2007 0711CE302

笠井文絵 , 平林周一 : 藻類 多様性からモデル生物まで , バイオ リ ソース＆データベース活用術 ( ナシ ョ
ナルバイオ リ ソースプロ ジェ ク ト 情報運営委員会監修 , 秀潤社 , 294p.), 2009

0711CE302

Kadygrov N.,Maksyutov S.,Eguchi N.,Aoki T.,Nakazawa T.(*1),Yokota T.,Inoue G.(*2)(*1Tohoku
Univ.,*2RIHN):Role of simulated GOSAT total column CO2 observations in surface CO2 flux uncertainty
reduction, J.Geophys.Res., 114, D21208, 2009

0610AA102

加藤秀樹 , 小林伸治 , 近藤美則 , 松橋啓介 : 一般道における 高速度抑制のエコ ド ラ イブ効果に関する
評価 , 第 29 回交通工学研究発表会論文集 , 209-212, 2009

0808AF004

加藤秀樹,小林伸治:交通流シ ミ ュ レーシ ョ ンを用いたエコ ド ラ イブ普及効果の評価, 自動車技術, 64(3),
51-56, 2010

0507AG521
0808AF004

Kanaya G.,Yadrenkina E.N.(*1),Zuykova E.I.(*1),Kikuchi E.(*2),Doi H.(*3),Shikano S.(*2),Mizota
C.(*4),Yurlova N.I.(*1)(*1SBRAS,*2Tohoku Univ.,*3Carl-von-Ossietzky Univ.Oldenurg,*4Iwate
Univ.):Contribution of organic matter sources to cyprinid fishes in the Chany Lake-Kargat River estuary,
western Siberia, Mar.Freshwater Res., 60(6), 510-518, 2009

Z00009999

Kamata R.,Shiraishi F.,Nakajima D.,Takigami H.,Shiraishi H.:Mono-hydroxylated polychlorinated biphenyls are
potent aryl hydrocarbon receptor ligands in recombinant yeast cells, Toxicol.Vitro, 23(4), 736-743, 2009

0610AK545

Kamata R.,Shiraishi F.,Takahash S.,Shimizu A.,Shiraishi H.:Reproductive and developmental effects of
transovarian exposure to o,p'-DDT in Japanese quails, Environ.Toxicol.Chem., 28(4), 782-790, 2009

0909AE002
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鎌田亮 , 白石不二雄 , 中島大介 , 影山志保 , 大谷仁己 (*1), 大金仁一 (*2), 生嶋一貴 (*3), 白石寛明 , 鈴木
規之 (*1 群馬県衛環境研 ,*2 宮城県保健環境セ ,*3 近畿大院 ): 各種受容体導入酵母ア ッ セイ を用いた河
川水の曝露モニタ リ ング ： 茨城県と東京都を例と し て , 環境化学 , 19(4), 509-517, 2009

0610AA301
0610AK545

Kameyama S.,Tanimoto H.,Inomata S.,Tsunogai U.(*1),Oki A.,Yokouchi Y.,Takeda S.(*2),Obata
H.(*2),Uematsu M.(*2)(*1Hokkaido Univ.,*2Grad.Sch.Univ.Tokyo):Equilibrator inlet-proton transfer reaction-
mass spectrometry(EI-PTR-MS) for sensitive, high-resolution measurement of dimethyl sulfide dissolved in
seawater, Anal.Chem., 81(21), 9021-9026, 2009

0913AE003
0810AC002
0711BB571
0610AA101
0610SP001

亀山康子 :7.3 法制度・ 社会的受容性 , 温室効果ガス 貯留・ 固定と 社会シス テム ( 住明正 , 島田荘平編著 ,
コ ロナ社 , 231p.), 2009

0406BA354
0608CD972
0608BA568

亀山康子 : 国際関係論の到達点と今後 , 環境科学会誌 , 22(2), 133-136, 2009 0406BA354
0608CD972
0608BA568

亀山康子 : 気候変動対処を目的と し た次期国際枠組みの構造分析 - デルフ ァ イ手法およびク ラ ス ター分
析を用いたアンケー ト 調査結果 -, 環境経済 ・ 政策研究 , 2(2), 12-21, 2009

0608BA568

亀山康子 : 国際環境レジーム と日本外交 , 国際問題 , (588), 39-47, 2010 0913BA006
0911CD010
0811CD004
0911BA002

亀山康子 : 地球温暖化問題に関する国際交渉の動向 - 大き く 変わる COP15 への動き を検証 , 資源環境
対策 , 45(12), 26-31, 2009

0911CD010
0811CD004
0913BA006
0911BA002

亀山康子 : 地球温暖化問題と対策 -COP15/CMP5 の現場からの報告 , 資源環境対策 , 46(2), 67-72, 2010 0913BA006
0811CD004
0911CD010
0911BA002

亀山康子:気候変動問題への国際的取 り 組み-COP15の評価 と今後の課題-, 海外事情, 58(2), 33-50, 2010 0811CD004
0913BA006
0911CD010
0911BA002

亀山康子 :Q21: 温暖化対策の緊急性 , コ コが知 り たい地球温暖化 ( 気象ブ ッ ク ス 26)( 国立環境研究所地
球環境研究セン ター編著 , 成山堂 , 182p.), 2009

0911BA002
0913BA006

河井紘輔 , 山田正人 : 廃棄物分野における CDM 事業活動 - 現状と課題 -, 廃棄物資源循環学会誌 , 20(4),
165-170, 2009

0610AA204

Kawashima T.,Stepinska U.(*1),Kuwana T.,Olszanska B.(*1)(*1Polish Acad.Sci.):Melatonin receptor
genes(mel-1a, mel-1b, mel-1c) are differentially expressed in the avian germ line, Mol.Reprod.Dev., 75(9),
1408-1417, 2008

Z00009999

Tomaru A.(*1),Kawachi M.,Demura M.,Fukuyo Y.(*1)(*1Univ.Tokyo):Denaturing gradient gel electrophoresis
shows that bacterial communities change with mid-ocean ballast water exchange, Mar.Pollut.Bull., 60(2), 299-
302, 2010

0709BA392

Takishita K.(*1),Kawachi M.,Mary-helene N.,Matsumoto T.(*2),Kakizoe N.(*1),Watanabe M.M.(*2),Inouye
I..(*2),Ishida K.-I.(*2),Hashimoto T.(*2),Inagaki Y.(*2)(*1JAMSTEC,*2Univ.Tsukuba):Origins of plastids and
glyceraldehyde-3-phosphate dehydrogenase genes in the green-colored dinoflagellate Lepidodinium
chlorophorum, Gene, 410(1), 26-36, 2008

0610FP017
0711CE302
0507AD816

Razzaghi-Abyaneh M.(*1),Shams-Ghahfarokhi M.(*2),Kawachi M.,Eslamifar A.(*1),Schmidt O.J.(*3),Schmidt
A.(*3),Allameh A.(*2),Yoshinari T.(*4)(*1Pasteur Inst.Iran,*2Tarbiat Modares Univ.,*3POC Polymer
Prod.GmbH,*4Univ.Tokyo):Ultrastructural evidences of growth inhibitory effects of a novel biocide, Akacid
rplus, on an aflatoxigenic Aspergillus parasiticus, Toxicon, 48(8), 1075-1082, 2006

Z00009999

Brodie J.(*1),Andersen R.A.(*2),Kawachi M.,Millar A.J.K.(*3)(*1Natl.History Museum,*2Bigelow Lab.Ocean
Sci.,*3Royal Bot.Gardens Sydney):Endangered algal species and how to protect them, Phycologia, 48(5), 423-
438, 2009

0610BY505
0711CE302
0610FP017
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Noel M.-H.(*1),Kawachi M.,Inouye I.(*1)(*1Univ.Tsukuba):Induced dimorphic life cycle of a coccolithophorid,
Calyptrosphaera sphaeroidea (Prymnesiophyceae, Haptophyta), J.Phycol., 40(1), 112-129, 2004

0004AD250
0105AE148

川本克也 : 廃棄物焼却施設の理論と実際 , 環境技術会誌 , (136), 35-37, 2009 0610AB546

川本克也 : 科学と芸術は共存でき るか , 財団二十年史 ( 廃棄物研究財団編 , 廃棄物研究財団 , 199p.), 2009 Z00009999

川本克也 : 廃棄物系バイオマスからの次世代エネルギー回収技術 , 化学物質と環境 , (97), 13-15, 2009 0610AA203

Kawamoto K.,Wu W.(*1),Kuramochi H.(*1Northeastern Univ.):Development of gasification and reforming
technology using catalyst at lower temperature for effective energy recovery: Hydrogen recovery using waste
wood, J.Environ.Eng., 4(2), 409-421, 2009

0610AA203

Kawamoto K.:Potential formation of PCDD/Fs and related bromine-substituted compounds from heating
procsses for ashes, J.Hazard.Mater., 168(2/3), 641-648, 2009

0610AB546

Naser T.M.(*1),Kanda I.,Ohara T.,Sakamoto K.(*1),Kobayashi S.,Nitta H.,Nataami T.(*2)(*1Grad.Sch.Saitama
Univ.,*2HAO Eng.Consultant Off.):Analysis of traffic-related NOx and EC concentrations at various distances
from major roads in Japan, Atmos.Environ., 43(15), 2379-2390, 2009

0909BY001
0610AA401
0610FP015
0809BD004
0710MA380

Suzuki G.(*1),Kida A.,Sakai S.-i.(*2),Takigami H.(*1Ehime Univ.,*2Environ.Reserv.Cent.Kyoto
Univ.):Existence state of bromine as an indicator of the source of brominated flame retardants in indoor dust,
Environ.Sci.Technol., 43(5), 1437-1442, 2009

0911BE005
0911BE004
0610AB447
0610AA202

Kinoshita T.,Kato E.(*1),Iwao K.(*2),Yamagata Y.(*1JAMSTEC,*2AIST):Investigating the rank-size
relationship of urban areas using land cover maps, Geophys.Res.Lett., 35, L17405, 2008

0712BA337

久保田泉 : 気候変動枠組条約第 14 回締約国会議 (COP14) および京都議定書第 4 回締約国会合 (CMP4) の
成果と今後の展望 , L&T, (43), 90-93, 2009

0608AG527
0610AA104
0608BA568

浜中裕徳 (*1), 久保田泉 (*1 慶應大 ): マラ ケシュ合意後 , 京都議定書をめぐ る国際交渉－ COP3 以降の
交渉経緯 ( 浜中裕徳編 , 慶応義塾大学出版会 , 324p.), 2009

0608AG527
0608BA568

Kuramochi H.,Maeda K.(*1),Kato S.(*2),Osako M.,Nakamura K.(*3),Sakai S.-i.(*4)(*1Univ.Hyogo,*2Tokyo
Metrop.Univ.,*3Kyoto City Off.,*4Environ.Reserv.Cent.Kyoto Univ.):Application of UNIFAC models for
prediction of vapor-liquid and liquid-liquid equilibria relevant to separation and purification processes of crude
biodiesel fuel, Fuel, 88(8), 1472-1477, 2009

0709MA564
0610AA203
0608CD993

倉持秀敏 : バイオデ ィ ーゼル燃料の製造に係る相平衡と その新たな展開 , 分離技術 , 40(1), 14-18, 2010 0911CD011
0610AA203

鵜野伊津志 (*1), 大原利眞 , 菅田誠治 , 黒川純一 (*2), 古橋規尊 (*2), 山地一代 (*3), 谷本直隆 (*4), 弓本桂
也 (*5), 植松光夫 (*6)(*1 九大応用力研 ,*2 富士通エフア イ ピー ,*3 地球環境フ ロ ンテ ィ ア研セ ,*4 静岡
大 ,*5 九大院 ,*6 東大海洋研 ):RAMS/CMAQ の連携システムによ る アジア域の物質輸送シ ミ ュ レーシ ョ
ンシステムの構築 , 大気環境学会誌 , 40(4), 148-164, 2005

0408AE418
0405AH417
0205CD956
0507BA825
0105AA296

Kurokawa J.,Ohara T.,Uno I.(*1),Hayasaki M.,Tanimoto H.(*1Res.Inst.Appl.Mech.Kyushu Univ.):Influence of
meteorological variability on interannual variations of springtime boundary layer ozone over Japan during 1981-
2005, Atmos.Chem.Phys., 9, 6287-6304, 2009

0610SP004
0810AG001
0810BA003
0709AH381
0610AA401

北條理恵子 (*1), 黒河佳香 , 塚原伸治 , 中島大介 , 藤巻秀和 (*1 労働安全衛総研 ): オペラ ン ト 学習法を用
いたマウ スの VOC ガス検知閾値の計測 , におい ・ かお り 環境学会誌 , 39(3), 186-191, 2008

0610AA302

Koike E.,Inoue Ken-ichiro,Yanagisawa R.,Takano H.:Di-(2-ethylhexyl) phthalate affects immune cells from
atopic prone mice in vitro, Toxicology, 259(1/2), 54-60, 2009

0808DA001
0708BD307

Omura S.,Koike E.,Kobayashi T.:Microarray analysis of gene expression in rat alveolar epithelial cells exposed
to fractionated organic extracts of diesel exhaust particles, Toxicology, 262(1), 65-72, 2009

0405AE396
0307AA512
0105AA299

発表者 ・ 題目 ・ 掲載誌 ・ 巻 （号） ・ 頁 ・ 刊年 研究課題ｺｰﾄﾞ
―  284  ―



国立環境研究所年報（平成 21 年度）
Kohzu A.,Iwata T.(*1),Kato M.(*2),Nishikawa J.(*2),Wada E.(*3),Amartuvshin N.(*4),Namkhaidorj
B.(*4),Fujita N.(*2)(*1Univ.Yamanashi,*2Kyoto Univ.,*3JAMSTEC,*4Mong.Acad.Sci.):Food webs in
Mongolian grasslands: The analysis of (13)C and (15)N natural abundances, Isot.Environ.Health Stud., 45(3),
208-219, 2009

Z00009999

郡麻里 : アキグ ミ . エ ノ キ . カ ワ ラハン ノ キ . ニセアカシア . ネコヤナギ , 川の百科事典 ( 高橋裕編 , 丸
善 , 740p.), 2009

0610SP003
0610AA304
0610AK550

Kori M.:14 The expansion of woody shrub vegetation(Elaeagnus umbellata) along a regulated river channel,
Ecology of Riparian Forests in Japan-Disturbance, Life History, and Regeneration(Sakio H.,Tamura T.eds.,
Springer, 339p.), 2008

0610AK550
0610SP003
0610AA304

Kanbe Y.(*1),Okada I.(*1),Yoneda M.,Goka K.,Tsuchida K.(*1)(*1Gifu Univ.):Interspecific mating of the
introduced bumblebee Bombus terrestris and the native Japanese bumblebee Bombus hypocrita sapporoensis
results in inviable hybrids, Naturwissenschaften, 95(10), 1003-1008, 2008

0610AK550
0610AA304
0608CD551
0608AG430
0610SP003

Kokuvo N.(*1),Toquenaga Y.(*1),Goka K.(*1Grad.Sch.Univ.Tsukuba):Effective paternity in natural colonies of
Japanese native bumble bees, Ecol.Res., 24(5), 1111-1115, 2009

0610AK550
0610AA304
0608CD551
0608AG430
0610SP003

Une Y.(*1),Kadekaru S.(*1),Tamukai K.(*2),Goka K.,Kuroki T.(*3)(*1Azabu Univ.,*2Denenchofu Animal
Hosp.,*3Kanagawa Pref.Inst.Public Health):First report of spontaneous chytridiomycosis in frogs in Asia,
Dis.Aquat.Org., 82, 157-160, 2008

0810BA006
0610AA304
0608CD551
0608AG430
0610SP003

Yoshio M.(*1),Asada M.(*2),Ochiai K.(*2),Goka K.,Murase K.(*1),Miyashita T.(*1),Tatsuta
H.(*1Grad.Sch.Univ.Tokyo,*2Nat.Hist.Mus.Inst.):Spatially heterogeneous distribution of mtDNA haplotypes in
a sika deer(Cervus nippon) population on the Boso Peninsula, central Japan, Mammal Study, 33(2), 59-69, 2008

0810BA006
0610AA304
0608CD551
0608AG430
0610SP003

Yoshio M.(*1),Asada M.(*2),Ochiai K.(*2),Goka K.,Murase K.(*1),Miyashita T.(*1),Tatsuta
H.(*1Grad.Sch.Univ.Tokyo,*2Nat.Hist.Mus.Inst.):Evidence for cryptic genetic discontinuity in a recently
expanded sika deer population on the Boso Peninsula, central Japan, Zool.Sci., 26(1), 48-53, 2009

0610AK550
0608CD551
0610AA304
0608AG430
0610SP003

五箇公一 : 日本のカエルが危ない？～カエルツボカビ症の現状 , グ ローバルネ ッ ト , (215), 26-27, 2008 0810BA006
0708LA457
0610AK550
0610AA304
0610SP003

五箇公一 : 輸入昆虫の リ ス ク評価と リ ス ク管理 - 特定外来生物セイ ヨ ウオオマルハナバチの リ ス ク管理
-, 外来生物の リ ス ク管理 と有効利用 ( シ リ ーズ 21 世紀の農学 )( 日本農学会編 , 養賢堂 , 215p.), 2008

0810BA006
0712ZZ001
0610AA304
0608CD551
0608AG430

五箇公一 : ク ワガタ ムシ好きの日本人がク ワガタ ムシを滅ぼす , SPECIAL imidas 時事力 ( イ ミ ダス編集
部編 , 集英社 , 175p.), 2008

0610AA304
0810BA006
0608AG430
0608CD551
0610SP003

Goka K.,Yokoyama J.(*1),Une Y.(*2),Kuroki T.(*3),Suzuki K.,Nakahara M.,Kobayashi A.,Inaba S.(*4),Mizutani
T . (*5 ) ,Hyat t  A .D. (*6 ) (*1Yamagata  Un iv . , *2Azabu  Un iv . , *3Kanagawa Pre f . I n s t .Pub l i c
Health,*4Natl.Technol.Eval.,*5Minist.Environ.,*6CSIRO):Amphibian chytridiomycosis in Japan: distribution,
haplotypes, and possible route of entry into Japan, Mol.Ecol., 18(12), 4757-4774, 2009

0709BY311
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五箇公一 : 時代と と もに変遷する外来昆虫類と その生態的 ・ 社会的影響 . 生物多様性 と人間生活を脅か
す目に見えない侵入生物 , 共進化の生態学 生物間相互作用が織 り なす多様性 種生物学研究 第 ３ １ 号 (
種生物学会編 , 文一総合出版 , 366p.), 2008

0810BA006
0712ZZ001
0610AK550
0610AA304

Goka K.:Introduction to the Special Issue for Ecological Risk Assessment of Introduced Bumblebees; Status of
the European bumblebee, Bombus terrestris, in Japan as a beneficial pollinator and an invasive alien species,
Appl.Entomol.Zool., 45(1), 1-6, 2010

0507KZ555
0608AG430
0610AK550
0610AA304

Osakabe Mh.(*1),Uesugi R.(*1),Goka K.(*1Kyoto Univ.):Evolutionary aspects of acaricide-resistance
development in spider mites, Psyche, 2009, Article 947439, 2010

0608AG430

Kodama K.,Oyama M.,Lee J-H.,Akaba Y.(*1),Tajima Y.(*2),Shimizu T.(*2),Shiraishi H.,Horiguchi T.(*1Chiba
Pref.Fish.Res.Cent.,*2Kanagawa Pref.Fish.Res.Cent.):Interannual variation in quantitative relationships among
egg production and densities of larvae and juveniles of the Japanese mantis shrimp Oratosquilla oratoria in Tokyo
Bay, Japan, Fish.Sci., 75(4), 875-886, 2009

0711AF303
0610AA304

Kodama K.,Shiraishi H.,Morita M.,Horiguchi T.:Reproductive biology of the Japanese mantis shrimp
Oratosquilla oratoria(Crustacea Stomatopoda): Annual cycle of gonadal development and copulation,
Mar.Biol.Res., 5(5), 415-426, 2009

0610AA304

木幡邦男 : 水質総量規制制度と その成果 , 日本の水環境行政 改訂版 ( 日本水環境学会編 , ぎ ょ う せい ,
288p.), 2009

0808BY007

木幡邦男 : 海洋環境を汚染する微生物 , 微生物の事典 ( 渡邉信 他編著 , 朝倉書店 , 732p.), 2008 Z00009999

小林潤 , 呉畏 , 川本克也 : 廃棄物ガス化改質における ニ ッ ケル系改質触媒の耐久性能評価 , 廃棄物資源
循環学会論文誌 , 20(6), 352-360, 2009

0610AA203

Kobayashi J.,Sakurai T.,Suzuki N.:Transfer of polychlorinated biphenyls from marine sediment to a benthic
fish(Pleuronectes yokohamae), J.Environ.Monit., 12(3), 647-653, 2010

0610AA301

小林弥生 : 電気の力で植物の環境浄化能を増加させる , フ ァルマシア , 45(6), 572-573, 2009 Z00009999

Mizumura A.(*1),Watanabe T.(*1),Kobayashi Y.,Hirano S.(*1Grad.Sch.Chiba Univ.):Identification of arsenite-
and arsenic diglutathione-binding proteins in human hepatocarcinoma cells, Toxicol.Appl.Pharmacol., 242(2),
119-125, 2010

0610SP003
0810CD004

Ohta Y.(*1),Kobayashi Y.,Konishi S.(*1),Hirano S.,Ohta Y.(*2)(*1Grad.Sch.Chiba Univ.):Speciation analysis of
selenium metabolites in urine and breath by HPLC-and GC-inductively coupled Plasma-MS after administration
of selenomethionine and methylselenocysteine to rats, Chem.Res.Toxicol., 22(11), 1795-1801, 2009

0610SP003
0810CD004

Kondo T.,Tsuneda S.(*1),Ebie Y.,Inamori Y.(*2),Xu K-Q.(*1Waseda Univ.,*2Fukushima Univ.):Improvement
of nutrient removal and phosphorus recovery in the anaerobic/oxic/anoxic process combined with sludge
ozonation and phosphorus adsorption, J.Water Environ.Technol., 7(2), 135-142, 2009

0610AB519
0610AA203

Kondo T.,Ebie Y.,Tsuneda S.(*1),Inamori Y.(*2),Xu K-Q.(*1Waseda Univ.,*2Fukushima Univ.):Phosphorus
recovery from high-phosphorus containing excess sludge in an anaerobic-oxic-anoxic process by using the
combination of ozonation and phosphorus adsorbent, International Conference on Nutrient Recovery from
Wastewater Streams: May 10-13, 2009 the Westin Bayshore Hotel and Resort, Vancouver, British Columbia,
Canada(Ashlley K.,Mavinic D.,Koch F.eds., IWA, 830p.), 2009

0610AB519
0610AA203

Kondo N.,Yamanaka D.(*1),Kanbe Y.(*2),Kunitake Y.(*3),Yoneda M.(*2),Tsuchida K.(*1),Goka K.(*1Gifu
Univ.,*2Api,*3Now at Josai Int.Univ.):Reproductive disturbance of Japanese bumblebees by the introduced
European bumblebee Bombus terrestris, Naturwissenschaften, 96(4), 467-475, 2009

0810BA006
0610AK550
0608CD551
0608AG430
0610SP003

Kondo M.,Uchida M.,Shibata Y.:Radiocarbon-based residence time estimates of soil organic carbon in a
temperate forest: Case study for the density fractionation for Japanese volcanic ash soil, Nucl.Instrum.Methods
Phys.Res.B, 268(7/8), 1073-1076, 2010

0911AG006
0610FP013

Takagi K.(*1),Kotsuka C.(*1),Fukuzawa K.(*1),Kayama M.(*1),Kobayashi M.(*1),Watanabe T.(*1),Nomura
M.(*1),Fukazawa T.(*1),Takahashi H.(*1),Saigusa N. et al.(*1Hokkaido Univ.):Allometric relationships and
carbon and nitrogen contents for three major tree species(Quercus crispula, Betula ermanii, and Abies
sachalinensis) in Northern Hokkaido, Japan, Eurasian J.For.Res., 12(2), 65-71, 2009

0610AC933
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Saigusa N.,Ichii K.(*1),Murakami H.(*2),Hirata R.(*3),Asanuma J.(*4),Den H.(*5),Han S.-J.(*6),Ide R.,Li S.-
G.(*6),Ohta T.(*7) et al.(*1Fukushima Univ.,*2EORC/JAXA,*3Hokkaido Univ.,*4Univ.Tsukuba,
*5Acad.Express,*6Chin.Acad.Sci.,*7Nagoya Univ.):Impact of meteorological anomalies in the 2003 summer on
Gross Primary Productivity in East Asia, Biogeosciences, 7, 641-655, 2010

0610SP001

Jang K.(*1),Kang S.(*1),Kim J.(*1),Lee C.-B.(*1),Kim T.(*2),Kim J.(*3),Hirata R.(*4),Saigusa N.(*1Kangwon
Natl.Univ.,*2Korea Inst.Geosci.Miner.Resour.,*3Yonsei Univ.,*4NIAES):Mapping evapotranspiration using
MODIS and MM5 Four-Dimensional Data Assimilation, Remote Sens.Environ., 114(3), 657-673, 2010

0610SP001

Ueyama M.(*1),Ichii K.(*2),Hirata R.(*3),Takagi K.(*3),Asanuma J.(*4),Machimura T.(*5),Nakai Y.(*6),Ohta
T.(*7),Saigusa N.,Takahashi Y. et al . (*1Osaka Pref.Univ.,*2Fukushima Univ.,*3Hokkaido
Univ.,*4Univ.Tsukuba,*5Osaka Univ.,*6FFPRI,*7Nagoya Univ.):Simulating carbon and water cycles of larch
forests in East Asia by the BIOME-BGC model with AsiaFlux data, Biogeosciences, 7, 959-977, 2010

0610AC933
0610SP001

Saito T.(*1)(*2),Kawamura K.(*1),Tsunogai U.(*3),Chen T.-Y.(*4)(*5),Matsueda H.(*6),Nakatsuka
T.(*1),Gamo T.(*3),Uematsu M.(*7),Huebert B.J.(*8)(*1Inst.Low Temp.Sci.Hokkaido Univ.,*2Now at
NIES,*3Grad.Sch.Hokkaido Univ.,*4Acad.Sin.,*5Now at UC Irvine,*6MRI,*7Ocean Res.Inst.Univ.Tokyo,
*8Univ.Hawaii):Photochemical histories of nonmethane hydrocarbons inferred from their stable carbon isotope
ratio measurements over east Asia, J.Geophys.Res., 114, D11303, 2009

Z00009999

斉藤拓也 : 熱帯林は汚染物質の排出源か？ !, 化学 , 64(5), 65, 2009 Z00009999

斉藤拓也 : 大気および氷床コ ア試料の精密分析に基づ く 揮発性有機化合物の地球化学的研究 (2008 年度
日本地球化学会奨励賞受賞記念論文 ), 地球化学 , 43, 199-211, 2009

0610FP013

Saito M.,Maksyutov S.,Hirata R.(*1),Richardson A.D.(*2)(*1NIAES,*2Univ.New Hampshire):An empirical
model simulating diurnal and seasonal CO2 flux for diverse vegetation types and climate conditions,
Biogeosciences, 6, 585-599, 2009

0610AA102

Saito R.,Tanaka T.,Hara H.(*1),Oguma H.,Takamura T.(*2),Kuze H.(*2),Yokota T.(*1JATIS,*2Chiba
Univ.):Aircraft and ground-based observations of boundary layer CO2 concentration in anticyclonic synoptic
condition, Geophys.Res.Lett., 36, L07807, 2009

0610AA102

肴倉宏史 , 井野場誠治 (*1), 大迫政浩 (*1 電力中研 ): 上向流カ ラ ム通水試験によ る溶出挙動評価法の標
準化に関する研究 - 都市ごみ焼却灰を用いた室内精度の評価 と流出挙動解析 -, 第 8 回環境地盤工学シ
ンポジウ ム発表論文集 , 281-286, 2009

0610AA202

肴倉宏史 , 宮脇健太郎 (*1)(*1 明星大 ): 有害物質 ・ 溶出 - 環告 13 号溶出試験の役割と課題 -, 廃棄物資
源循環学会誌 , 20(6), 287-291, 2009

0610AB447
0610AA202

肴倉宏史 , 崎田省吾 (*1), 遠藤和人 , 貴田晶子 , 大迫政浩 (*1 県立広島大 ): 連続バッチ型溶出試験におけ
る再生材からの成分溶出挙動の解析 , 第 7 回環境地盤工学シンポジウ ム発表論文集 , 163-168, 2007

0610AA202

Sakamoto M.,Hanazato T.(*1)(*1Shinshu Univ.):Proximate factors controlling the morphologic plasticity of
Bosmina: linking artificial laboratory treatments and natural conditions, Hydrobiologia, 617(1), 171-179, 2009

0912CD001

Sakamoto M.,Hanazato T.(*1),Tanaka Y.(*1Shinshu Univ.):Impact of an insecticide on persistence of inherent
antipredator morphology of a small cladoceran Bosmina, Arch.Environ.Contam.Toxicol., 57(1), 68-76, 2009

0912CD001

Kitamura K.(*1)(*2),Sakurai T.,Choi J-W.(*1)(*3),Kobayashi J.,Imaizumi Y.,Suzuki N.,Morita
M.(*1)(*4)(*1Formerly NIES,*2Now at CERI,*3Now at Water Anal.Res.Cent.Kwater,*4Now at Ehime
Univ.):Particle-size fractioned transfer of dioxins from sediments to water columns by resuspension process,
Environ.Pollut., 157(7), 2159-2165, 2009

0610AA301

Sakurai T.,Kobayashi J.,Imaizumi Y.,Suzuki N.:Non-food-chain transfer of sediment-associated persistent
organic pollutants to a marine benthic fish, Mar.Pollut.Bull., 58(7), 1072-1077, 2009

0610AA301

Suzuki N.(*1),Yasuda M.(*1),Sakurai T.,Nakanishi J.(*2)(*1Kanazawa Inst.Technol.,*2Yokohama
Natl.Univ.):Simulation of long-term environmental dynamics of polychlorinated dibenzo-p-dioxins and
polychlorinated dibenzofurans using the dynamic multimedia environmental fate model and its implication to the
time trend analysis of dioxins, Chemosphere, 40(9/11), 969-976, 2000

Z00009999

石井康一郎 (*1), 泉川碩雄 (*1), 中村健 (*1), 星純也 (*1), 櫻井健郎 , 田邊潔 , 森口祐一 , 若松伸司 (*1 東京
都環境科研 ): 自動車用 ト ンネルを利用し た排出ガス調査 (I), 東京都環境科学研究所年報 , 1999, 40-45,
1999

Z00009999
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石井康一郎 (*1), 井原真理子 (*1), 星純也 (*1), 中村健 (*1), 泉川碩雄 (*1), 櫻井健郎 , 森口祐一 , 田邊潔 ,
若松伸司 (*1 東京都環境科研 ): 自動車用 ト ンネルを利用し た排出ガス調査 (II)- 粒子状物質中の金属お
よび炭素成分を中心と し て -, 東京都環境科学研究所年報 , 2001, 15-23, 2001

Z00009999

星純也 (*1), 石井康一郎 (*1), 井原真理子 (*1), 小島茂喜 (*1), 櫻井健郎 , 森口祐一 , 田邊潔 , 若松伸司 (*1
東京都環境科研 ): 自動車用 ト ンネルを利用し た排出ガス調査 (III)- 一般道 ト ンネルを利用し た調査結果
-, 東京都環境科学研究所年報 , 2002, 12-19, 2002

0105AA295
0105SP061

佐治光 : 大気汚染障害と耐性の メ カニズム , 大気環境学会誌 , 44(6), 390-391, 2009 0812AE001

小林哲 (*1), 佐竹潔 (*1 佐賀大 ): 小笠原諸島父島の河川におけるオガサワ ラモク ズガニ と カニ類の分布
様式 , 陸水学雑誌 , 70(3), 209-224, 2009

0610AE463
0911CD008

佐々木哲朗 (*1), 佐竹潔 , 土屋光太郎 (*2)(*1 小笠原自然文化研 ,*2 東京海洋大 ): 小笠原諸島における外
来種ヌ ノ メ カ ワニナ と固有種オガサワ ラ カ ワニナの分布，特に河川改修工事が与え る影響について , 陸
水学雑誌 , 70(1), 31-38, 2009

0911CD008
0610AE463

古賀庸憲 (*1), 山下博由 (*2), 佐竹潔 , 矢部徹 (*1 和歌山大 ,*2 貝類保全研 ): 佐賀県七浦干潟公園で採集
された稀少な二枚貝類 ２ 種 , ユ リ ヤガイ , 10(1/2), 1-6, 2008

0305AG597
9802AG149

Sato K.,Li H.(*1),Tanaka Y.(*2),Ogawa S.(*2),Iwasaki Y.(*3),Takami A.,Hatakeyama S.(*3)(*1CRAES,
*2Grad.Sch.Univ.Tsukuba ,*3Tokyo Univ.Agric.Technol.):Long-range transport of particulate polycyclic
aromatic hydrocarbons at Cape Hedo remote island site in the East China Sea between 2005 and 2008,
J.Atmos.Chem., 61(3), 243-257, 2009

0610AE402
0810BA001
0610CD309
0610AA401

Sato K.,Takami A.,Isozaki T.,Hikida T.(*1),Shimono A.(*1),Imamura T.(*1Sanyu Plant Serv.):Mass
spectrometric study of secondary organic aerosol formed from the photo-oxidation of aromatic hydrocarbons,
Atmos.Environ., 44(8), 1080-1087, 2010

0911KB001
0610AE402
0911BD003
0911AG004
0911CD009

Tanabe Y.(*1),Sano T.,Kasai F.,Watanabe M.M.(*1)(*1Univ.Tsukuba):Recombination, cryptic clades and
neutral molecular divergence of the microcystin synthetase(myc) genes of toxic cyanobacterium Microcystis
aeruginosa, BMC Evol.Biol., 9, 2009

0711CE302
0811AD001
0610AE401

Ikehara T.(*1),Imamura S.(*1),Sano T.,Nakashima J.(*1),Kuniyoshi K.(*1),Oshiro N.(*2),Yoshimoto M.(*3),
Yasumoto T.(*4)(*1Trop.Technol.Cent.,*2Okinawa Pref.Inst.Health Environ.,*3Okinawa Inst.
Conserv.Environ.,*4Okinawa Sci.Technol.Promot.Cent.):The effect of structural variation in 21 microcystins on
their inhibition of PP2A and the effect of replacing cys269 with glycine, Toxicon, 54(4), 539-544, 2009

0809ZZ001

三瓶由紀 , 青柳みど り : 地球温暖化防止にむけた市町村計画における緑の活用の現状と課題 , 農村計画
学会誌 , 27( 論文特集号 ), 287-292, 2009

0712BA339
0809AF003

Sampei Y.,Aoyagi-Usui M.:Mass-media coverage, its influence on public awareness of climate-change issues,
and implications for Japan's national campaign to reduce greenhouse gas emissions, Glob.Environ.Change,
19(2), 203-212, 2009

0712BA339
0809AF003

Xu Z.,Zhou G.S.(*1),Shimizu H.(*1Inst.Atmos.Environ.):Are plant growth and photosynthesis limited by pre-
drought following rewatering in grass?, J.Exp.Bot., 60(13), 3737-3749, 2009

0709CD581
0709BA513

Shiogama H.,Hanasaki N.,Masutomi Y.(*1),Nagashima T.,Ogura T.,Takahashi K.,Hijioka Y.,Takemura
T.(*2),Nozawa T.,Emori S.(*1Cent.Environ.Sci.Saitama,*2Res.Inst.Appl.Mech.Kyushu Univ.):Emission
scenario dependencies in climate change assessments of the hydrological cycle, Clim.Change, 99(1/2), 321-329,
2010

0610AA103
0711CE432
0711BA335
0610FP015
0610SP001

Sugiyama M.(*1),Shiogama H.,Emori S.(*1Univ.Tokyo):Precipitation extreme changes exceeding moisture
content increases in MIROC and IPCC climate models, Proc.Natl.Acad.Sci.USA, 107(2), 571-575, 2010

0711BA335
0610AA103
0610SP001

Tachibana K.(*1),Sugimoto N.(*2),Shiogama H.,Nozawa T.(*1Nagoya Univ.,*2Keio Univ.):Visualization of huge
climate data with high-speed spherical self-organizing map, J.Adv.Comput.Intell.Intell.Inf., 13(3), 210-216,
2009

0610AJ001
0610AA103

Hong Y.T.(*1),Hong B.(*1),Lin Q.H.(*1),Shibata Y.,Zhu Y.X.(*1),Leng X.T.(*2),Wang Y.(*1)
(*1Chin.Acad.Sci.,*2Northeast Norm.Univ.):Synchronous climate anomalies in the western North Pacific and
North Atlantic regions during the last 14,000 years, Quat.Sci.Rev., 28(9/10), 840-849, 2009

0608CD565
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Handa D.(*1),Nakajima H.(*1),Arakaki T.(*1),Kumata H.(*2),Shibata Y.,Uchida M.(*1Univ.Ryukyus,*2Tokyo
Univ.Pharm.Life Sci.):Radiocarbon analysis of BC and OC in PM10 aerosols at Cape Hedo, Okinawa, Japan,
during long-range transport events from East Asian countries, Nucl.Instrum.Methods Phys.Res.,B, 268(7/8),
1125-1128, 2010

0911BA009
0610FP013

島崎彦人 , 山口典之 (*1), 樋口広芳 (*1)(*1 東大 ): 衛星追跡と渡 り 経路選択の解明 , 鳥の自然史－空間分
布をめぐ って－ ( 樋口広芳 , 黒沢令子編著 , 北海道大学出版会 , 254p.), 2009

0103BA030

Wang L.(*1),Chen J.(*2),Gong P.(*3),Shimazaki H.,Tamura M.(*4)(*1State Univ.N.Y.,*2Beijin
Norm.Univ.,*3Univ.California.,*4Kyoto Univ.):Land cover change detection with a cross-correlogram spectral
matching algorithm, Int.J.Remote Sens., 30(12), 3259-3273, 2009

0103BA030

溝口俊明 (*1)(*2), 川崎清人 (*1), 清水厚 , 佐竹洋 (*2)(*1 富山県環境科セ ,*2 富山大 ): 富山県における乾
性沈着調査と ラ イ ダーを用いた高 SPM 時の解析 , 大気環境学会誌 , 44(3), 155-165, 2009

0711AE458
0608BA487

Pandithurai G.(*1)(*2),Takamura T.(*1),Yamaguchi J.(*3),Miyagi K.(*1),Takano T.(*3),Ishizaka Y.(*4),Dipu
S.(*2),Shimizu A.(*1CEReS Chiba Univ.,*2Indian Inst.Tropical Meteorol.,*3Chiba Univ.,*4Aichi Gakuin
Univ.):Aerosol effect on cloud droplet size as monitored from surface-based remote sensing over East China
Sea region, Geophys.Res.Lett., 36, L13805, 2009

0610CC995

Eguchi  K.(*1) ,Uno I . (*1) ,Yumimoto K.(*1) ,Takemura T.(*1) ,Sh imizu A.,Sugimoto N.,Liu
Z.(*2)(*1Res.Inst.Appl.Mech.Kyushu Univ.,*2Nat.Inst.Aerosp.):Trans-pacific dust transport: integrated
analysis of NASA/CALIPSO and a global aerosol transport model, Atmos.Chem.Phys., 9, 3137-3145, 2009

0810CD008
0608BA487

Irie H.(*1),Kanaya Y.(*1),Akimoto H.(*1),Iwabuchi H.(*1),Shimizu A.,Aoki K.(*2)(*1FRCGC/
JAMSTEC,*2Univ.Toyama):Dual-wavelength aerosol vertical profile measurements by MAX-DOAS at
Tsukuba, Japan, Atmos.Chem.Phys., 9, 2741-2749, 2009

0610CC995
0711AE458

清水厚 : ラ イ ダーネ ッ ト ワークによ る黄砂の 3 次元構造と輸送状態の把握 , グ ローバルネ ッ ト , (221),
22-23, 2009

0711AE458
0610AA401
0608BA487

Uno I.(*1),Eguchi K.(*1),Yumimoto K.(*1),Takemura T.(*1),Shimizu A.,Uematsu M.(*2),Liu Z.(*3),Wang
Z.(*4),Hara Y.,Sugimoto N.(*1Res.Inst.Appl.Mech.Kyushu Univ.,*2Univ.Tokyo,*3Natl.Inst.Aerosp.,
*4Chin.Acad.Sci.):Asian dust transported one full circuit around the globe, Nat.Geosci., 2, 557-560, 2009

0608BA487

Takashima H.(*1),Irie H.(*1),Kanaya Y.(*1),Shimizu A.,Aoki K.(*2),Akimoto H.(*1)(*1JAMSTEC,
*2Univ.Toyama):Atmospheric aerosol variations at Okinawa Island in Japan observed by MAX-DOAS using a
new cloud-screening method, J.Geophys.Res., 114, D18213, 2009

0610CC995

Khatri P.(*1),Takamura T.(*1),Shimizu A.,Sugimoto N.(*1CEReS Chiba Univ.):Spectral dependency of aerosol
light-absorption over the East China Sea region, SOLA, 6, 1-4, 2010

0610CC995

Yumimoto K.(*1),Eguchi K.(*1),Uno I.(*1),Takamura T.(*1),Liu Z.(*2),Shimizu A.,Sugimoto N.(*1Kyushu
Univ.,*2Natl.Inst.Aerosp.):An elevated large-scale dust veil from the taklimakan desert: Intercontinental
transport and three-dimensional structures as captured by CALIPSO and regional and global models,
Atmos.Chem.Phys., 9, 8545-8558, 2009

0810CD008
0911BA005
0610AA401

Sekiyama T.T.(*1),Tanaka T.Y.(*1),Shimizu A.,Miyoshi T.(*2)(*1MRI.,*2Jpn.Meteorol.Agency):Data
assimilation of CALIPSO aerosol observations, Atmos.Chem.Phys., 10, 39-49, 2010

0911BA005
0810CD008

Shimizu H.,Goka K.,Nezu A.(*1),Hayakawa N.(*1) eds.(*1GEF)( 編集 ), Invasive Alien Species, Causes and
Impacts, International Day for Biological Diversity Symposium 2009. Abstract(Shimizu H.,Goka K.,Nezu A.eds.,
MOEJ, 137p.), 2009

0507BA849
0810BA006
0610AK550

Xu Z.Z.(*1),Zhou G.S.(*1),Shimizu H.(*1Chin.Acad.Sci.):Effects of soil drought with nocturnal warming on leaf
stomatal traits and mesophyll cell ultrastructure of a perennial grass, Crop Sci., 49, 1843-1851, 2009

0709BA513
0709CD581
0610AA401

Zheng Y.(*1),Xie Z.(*2),Rimmington G.M.(*2),Yu Y.(*3),Gao Y.(*3),Zhou G.S.(*1),An P.(*4),Li X.(*4),Tsuji
W.(*4),Shimizu H.(*1Chin.Acad.Sci.,*2Florida Atlantic Univ.,*3ALRC Tottori Univ.):Elevated CO2
accelerates net assimulation rate and enhance growth of dominant shrub species in a sand dune in central Inner
Mongolia, Environ.Exp.Bot., 68(1), 31-36, 2010

0103BA001
0406BA405
0709CD581
0709BA513

Hiro ta  M. (*1 ) ,Zhang  P . ( *1 ) ,Gu  S . (*2 ) ,Du M. (*3 ) ,Sh imono A. ,Shen  H. ,L i  Y . ( *2 ) ,Tang
Y.(*1Grad.Sch.Univ.Tsukuba,*2Chin.Acad.Sci.,*3NIAES):Altitudinal variation of ecosystem CO2 fluxes in an
alpine grassland from 3600 to 4200m, J.Plant Ecol., 2(4), 197-205, 2009

0610AA101
0509BB829
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角野晴彦 (*1), 大岩勇太 (*1), 小澤徹 (*1), 珠坪一晃 , 原田秀樹 (*2), 大橋晶良 (*3)(*1 岐阜高専 ,*2 東北大
院 ,*3 広島大院 ): 硝化型 DHS/ 硫黄脱窒反応槽によ る低コ ス ト 型下水三次処理 , 用水 と廃水 , 51(8), 50-
59, 2009

0608KA954

大矢明子 (*1), 小野寺崇 (*1), 山口隆司 (*1), 珠坪一晃 , 荒木信夫 (*2), 多川正 (*3), 山崎慎一 (*4), 米山豊
(*5), 大橋晶良 (*6), 原田秀樹 (*7)(*1 長岡技科大院 ,*2 長岡高専 ,*3 高松高専 ,*4 高知高専 ,*5 荏原エン
ジニア リ ングサービ ス ,*6 広島大院 ,*7 東北大院 ): 下水処理 UASB リ ア ク ターの処理特性および保持汚
泥性状評価 , 環境工学研究論文集 , 46, 629-635, 2009

0608AG506
0608KA018

徐開欽 , 蛯江美孝 , 稲森悠平 (*1)(*1 福島大 ): 長江流域におけ る水環境の現状と課題 , 環境技術 , 38(5),
309-316, 2009

0610AA203
0610AB519
0610AA402
0610SP004
0610AA204

稲森悠平 (*1), 稲森隆平 (*1), 徐開欽 , 許春蓮 (*2)(*1 福島大 ,*2 中国環境科研院 ): バイオエコ システムを
活用し た環境再生技法の現状と将来 , 畜産の研究 , 63(2), 261-272, 2009

0610AA203
0610AB519
0610AA402
0610SP004
0610AA204

徐開欽 : 第 2 講 ア メ リ カにおける排水再利用の動向と展望 , 海外におけ る水ビジネス 前線 ( ブ ッ カー
ズ編 , NTS, 383p.), 2009

0610AB519
0610AA402

徐開欽 , 稲森悠平 (*1), 須藤隆一 (*2), 岩見徳雄 (*3)(*1 福島大 ,*2 埼玉県環境科国際セ ,*3 明星大 ): 水域
の富栄養化の制御 . 湖沼マイ ク ロ コズムによ る藻類制御と生態系の解析 ・ 評価 , 新環境浄化のための
微生物学 ( 稲森悠平編 , 講談社サイエンテ ィ フ ィ ク , 340p.), 2008

0610AB519
0610AA402
0610AA204
0610AA203

Inamori R.(*1),Wang Y-H.(*2),Yamamoto T.(*3),Zhang J-X.(*4),Kong H-N.(*2),Xu K-Q.,Inamori
Y.(*1)(*1Fukushima Univ.,*2Shanghai Jiaotong Univ.,*3Univ.Tsukuba,*4Nanjing Univ.):Seasonal effect on N2O
formation in nitrification in constructed wetlands, Chemosphere, 73(7), 1071-1077, 2008

0610AB519
0610AA402
0610AA204
0610AA203

Kwon H-H.(*1),Brown C.(*2),Xu K-Q.,Lall U.(*3)(*1Korea Inst.Constr.Technol.,*2Univ.Massachusetts,
*3Columbia Univ.):Seasonal and annual maximum streamflow forecasting using climate information: application
to the Three Gorges Dam in the Yangtze River basin, China, Hydrol.Sci.J., 54(3), 582-595, 2009

0709BD452
0610AB519
0610AA402
0609BY923

Wang Y-H.(*1),Zhang J-X.(*2),Kong H-N.(*1),Inamori Y.(*3),Xu K-Q.,Inamori R.(*3),Kondo T.(*1Shanghai
Jiaotong Univ.,*2Southest Univ.,*3Fukushima Univ.):A simulation model of nitrogen transformation in reed
constructed wetlands, Desalination, 235(1/3), 93-101, 2009

0610AB519
0610AA402
0610AA204
0610AA203

稲森悠平 (*1), 稲森隆平 (*1), 丸山治 (*2), 徐開欽 (*1 福島大 ,*2 アルフ ァ水工コ ンサルタ ンツ ): 水処理・
汚泥処理における リ ン除去 ・ 回収 ・ 有効利用と課題 ・ 展望 , リ ン資源の回収 と有効利用 ( 大竹久夫監修
, サイエン ス＆テ ク ノ ロ ジー , 390p.), 2009

0610AA402
0610AB519
0610AA203

徐開欽 : 統合的流域管理の手法で世界の湖沼生態系の保全を推進 - 「第 13 回世界湖沼会議」 に参加し
て -, 用水と廃水 , 52(1), 14-18, 2010

0610AA402
0610AA204
0610AB519

徐開欽 , 蛯江美孝 , 神保有亮 : 中国農村地域における液状廃棄物処理の現状 と課題 - 北京市延慶県永寧
鎮新華営村の事例紹介 -, 用水と廃水 , 52(2), 96-102, 2010

0610AA402
0610AA204
0610AB519

白石寛明 :PFOS/PFOA の規制 , 環境情報科学 , 38(2), 87-90, 2009 0610SP003
0610AK533

Mispagel C.(*1),All inson G.(*2),All inson M.(*2),Shiraishi F.,Nishikawa M.,Moore M.R.(*1)
(*1Univ.Queensland,*2DPI Queenscliff Cent.):Observations on the estrogenic activity and concentration of
17 β-estradiol in the discharges of 12 wastewater treatment plants in southern Australia,
Arch.Environ.Contam.Toxicol., 56(4), 631-637, 2009

0610AA301

Terasaki M.(*1),Shiraishi F.,Fukazawa H.(*2),Makino M.(*1)(*1Univ.Shizuoka,*2Shizuoka
Inst.Environ.Hyg.):Development and validation of chemical and biological analyses to determine the
antiestrogenic potency of resin acids in paper mill effluents, Environ.Sci.Technol., 43(24), 9300-9305, 2009

0610AK545
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Suga S.:Stability and accuracy of lattice Boltzmann schemes for anisotropic advection-diffusion equations,
Int.J.Mod.Phys.C, 20(4), 633-650, 2009

0909AE004

松本真理子 (*1), 宮地繁樹 (*2), 菅谷芳雄 , 広瀬明彦 (*1)(*1 医薬品食品衛研 ,*2 化評研 ):OECD 高生産量
化学物質点検プロ グ ラ ム ： 第 27 回初期評価会議概要 , 化学生物総合管理 , 5(1), 105-115, 2009

0610AK484
0610SP003

Jagawa A.,Sugaya Y.,Goka K.,Attwood T.S.(*2),Chandler G.T.(*2),Kashiwada S.(*2)(*1Univ.South
Corolina):Application of an in situ hepatic and gill CYP1A activity assay to river water quality monitoring using
the See-through Medaka, Oryzias latipes, Jpn.J.Environ.Toxicol.( 環境毒性学会誌 ), 12(1), 55-58, 2009

0610AK484
0610SP003

Yoshimi T.(*1),Odagiri K.(*1),Yokobori S.(*1),Takahashi Y.(*1),Sugaya Y.,Miura T.(*1Tokyo Univ.Pharm.Life
Sci.):Induction profile of HSP70-cognate genes by environmental pollutants in Chironomidae,
Environ.Toxicol.Pharmacol., 28(2), 294-301, 2009

0610AK484
0610SP003

畠山成久 , 小神野豊 , 菅谷芳雄 : ミ ミ ズ急性毒性試験法 (OECD ガ イ ド ラ イ ン 207) の検討， 特に材料 と
方法に関し て , 環境毒性学会誌 , 12(2), 135-143, 2009

0909BY014
0610AK484

松本真理子 (*1), 宮地繁樹 (*2), 菅谷芳雄 , 広瀬明彦 (*1)(*1 医薬品食品衛研 ,*2 化評研 ):OECD 高生産量
化学物質点検プロ グ ラ ム ： 第 28 回初期評価会議概要 , 化学生物総合管理 , 5(2), 201-209, 2009

0909BY014
0610AK915

高橋美加 (*1), 松本真理子 (*1), 宮地繁樹 (*2), 菅野誠一郎 (*3), 菅谷芳雄 , 平田睦子 (*1), 広瀬明彦 (*1),
鎌田栄一 (*1), 江馬眞 (*1)(*1 医薬品食品衛研 ,*2 化評研 ,*3 労働安全衛総研 ):OECD 化学物質対策の動
向 ( 第 15 報 )- 第 25 回、 第 26 回 OECD 高生産量化学物質初期評価会議 (2007 年ヘルシンキ， 2008 年パ
リ ） , 化学生物総合管理 , 5(2), 193-200, 2009

0909BY014
0610AK915

Igarashi Y.(*1),Inomata Y.(*1),Aoyama M.(*1),Hirose K.(*1),Takahashi H.(*1),Shinoda Y.(*1),Sugimoto
N.,Shimizu A.,Chiba M.(*1)(*1MRI):Possible change in Asian dust source suggested by atmospheric
anthropogenic redionuclides during the 2000s, Atmos.Environ., 43(18), 2971-2980, 2009

0610AA401
0608BA487

Xiao R.(*1),Takegawa N.(*2),Kondo Y.(*2),Miyazaki Y.(*2),Miyakawa T.(*2),Hu M.(*1),Shao M.(*1),Zeng
L.M.(*1),Hofzumahaus A.(*3),Sugimoto N. et al.(*1Peking Univ.,*2RCAST Univ.Tokyo,*3Forschungszentrum
Julich):Fomation of submisron sulfate and organic aerosols in the outflow from the urban region of the Pearl River
Delta in China, Atmos.Environ., 43(24), 1-10, 2009

0610AA401

Lin P.(*1)(*2),Hu M.(*1),Deng Z.(*1),Slanina J.(*1),Han S.(*3),Kondo Y.(*3),Takegawa N.(*3),Miyazaki
Y.(*4),Zhao Y.(*5),Sugimoto N.(*1Peking Univ.,*2Hong Kong Univ.*3RCAST Univ.Tokyo,*4Inst.Low
Temp.Sci.Hokkaido Univ.,*5UC Davis):Seasonal and diurnal variations of organic carbon in PM2.5 in Beijing
and the estimation of secondary organic carbon, J.Geophys.Res., 114, D00G11, 2009

0608BA487
0610AA401

杉本伸夫:4.3.7 ラ イ ダーネ ッ ト ワーク観測, 黄砂(岩坂泰信,西川雅高,山田丸 他編, 古今書院, 342p.), 2009 0608BA487

Miyazaki Y.(*1)(*2),Kondo Y.(*1),Shiraiwa M.(*1)(*3),Takegawa N.(*1),Miyakawa T.(*1),Han S.(*1),Kita
K.(*4),Hu M.(*5),Deng Z.Q.(*5),Sugimoto N. et al.(*1Univ.Tokyo,*2Hokkaido Univ.,*3Max Plank
Inst.Chem.*4Ibaraki Univ.,*5Peking Univ.):Chemical characterization of water-soluble organic carbon aerosols
at a rural site in the Pearl River Delta, China, in the summer of 2006, J.Geophys.Res., 114, D14208, 2009

0610AA401
0608BA487

Wu Z.J.(*1),Cheng Y.F.(*2),Hu M.(*1),Wehner B.(*2),Sugimoto N.,Wiedensohler A.(*2)(*1Peking
Univ.,*2Leibniz-Inst.Tropospheric Res.):Dust events in Beijing, China(2004-2006): comparison of ground-
based measurements with columnar intergrated observations, Atmos.Chem.Phys., 9, 6915-6932, 2009

0608BA487
0610AA401

Sugimoto N.,Nishizawa T.,Liu X.(*1),Matsui I.,Shimizu A.,Zhang Y.(*1),Kim Y.J.(*2),Li R.(*3),Liu
J.(*3)(*1Peking Univ.,*2Gwangju Inst.Sci.Technol.,*3Guangdong Prov.Environ.Monit.Cent.):Continuous
observations of aerosol profiles with a two-wavelength Mie-scattering lidar in Guangzhou in PRD2006,
J.Appl.Meteorol.Clim., 48, 1822-1830, 2009

0608BA487
0610AA401

杉本伸夫 : ラ イ ダー研究 30 年 , 大気環境学会誌 , 44(6), 367, 2009 0610FP015

Han S.(*1),Kondo Y.(*1),Takegawa N.(*1),Miyazaki Y.(*2),Hu M.(*3),Lin P.(*3),Deng Z.(*3),Zhao
Y.(*4),Sugimoto N.,Wu Y.(*5)(*1Univ.Tokyo,*2Hokkaido Univ.,*3Peking Univ.,*4Univ.California,*5Tsinghua
Univ.):Temporal variations of elemental carbon in Beijing, J.Geophys.Res., 114, D23202, 2009

0610AA401
0610FP015

Kim S.-W.(*1),Yoon S.-C.(*1),Kim J.(*2),Kang J.-Y.(*1),Sugimoto N.(*1Seoul Natl.Univ.,
*2Natl.Inst.Meteorol.Res.):Asian dust event observed in Seoul, Korea, during 29-31 May 2008: Analysis of
transport and vertical distribution of dust particles from lidar and surface measurements, Sci.Total Environ.,
408(7), 1707-1718, 2010

0911BA005
0610AA401
0610FP015
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Funatake C.J.(*1),Ao K.(*1),Suzuki T.,Murai H.,Yamamoto M.(*2),Fujii-Kuriyama Y.(*3),Kerkvliet
N.I.(*4),Nohara K.(*1Free,*2Grad.Sch.Tohoku Univ.,*3Univ.Tsukuba,*4Oregon State Univ.):Expression of
constitutively-active aryl hydrocarbon receptor in T-cells enhances the down-regulation of CD62L, but does
not alter expression of CD25 or suppress the allogeneic CTL response, J.Immunotoxicol., 6(3), 194-203, 2009

0610AA302
0911AE001
0710AG333

鈴木規之 : 第 11 章 微量化学物質汚染に対する 新たな取り 組み , 日本の水環境行政 ( 日本水環境学会編 ,
ぎ ょ う せい , 288p.), 2009

0610AA301

西野貴裕 (*1), 大野正彦 (*2), 佐々木裕子 (*1), 磯部慶 (*3), 鐘江宏 (*3), 村上治 (*3), 鈴木規之 , 中杉修身
(*4)(*1 東京都環境科研 ,*2 東京都健康安全研セ ,*3 環境情報科セ ,*4 上智大院 ): 都内河川における 1,4-
ジオキサンの動態 , 環境化学 , 18(3), 333-340, 2008

0610AA301

Suzuki N.,Shibata Y.,Ogasawara K.(*1)(*1IDEA):Chapter 12 Monitoring and modeling the fate of mercury
species in Japan, Mercury Fate and Transport in the Global Atmosphere: Emissions, Measurements and
Models(Pirrone N.,Mason R.eds., Springer, 637p.), 2009

0610AA301

鈴木規之 : 地球規模汚染物質と し ての水銀に関する考え方 , 環境情報科学 , 38(2), 91-94, 2009 0610AA301

鈴木規之 , 村澤香織 (*1), 松橋啓介 , 南齋規介 , 櫻井健郎 , 森口祐一 , 田邊潔 , 中杉修身 (*2), 森田昌敏 (*1
三菱化学安全科研 ,*2 横浜国大 ): 全国河川の河道構造データに基づ く 化学物質の GIS 河川動態モデル
(G-CIEMS) の開発 と空間分布評価の試み , 環境化学 , 15(2), 385-395, 2005

0105AA169

Cao H.(*1),Suzuki N.,Sakurai T.(*1Beijing Norm.Univ.):Probabilistic estimation of regional dietary exposure to
dioxins in fish in Japan on the basis of market and fish distribution network data, Hum.Ecol.Risk Assess., 15(5),
890-906, 2009

0610AA301

鈴木規之 : 環境 リ ス ク再考 ： 化学物質の リ ス ク を制御する新体系 ( 鈴木規之著 , 丸善 , 150p.), 2009 0610AA301

鈴木規之 : 東アジアの大気環境 , 大気環境学会誌 , 44(6), 342, 2009 0610AA301

Sun  Z-G. ,Wang  Q-X. ,Mat sush i t a  B . (*1 ) ,Fukush ima  T . (*1 ) ,Ouyang  Z . (*2 ) ,Watanabe
M.(*3)(*1Univ.Tsukuba,*2Chin.Acad.Sci.,*3Keio Univ.):Development of a simple remote sensing
evapoTranspiration model (Sim-ReSET): Algorithm and model test, J.Hydrol., 376(3/4), 476-485, 2009

0610SP004
0610AA402
0609BY923

Seto M.,Handoh I.C.(*1)(*1Ehime Univ.):Mathematical explanation for the non-linear hydrophobicity-
dependent bioconcentration processes of persistent organic pollutants in phytoplankton, Chemosphere, 77(5),
679-686, 2009

0911AK001

Kuramata M.(*1),Shinohara N.(*2),Yoshinaga J.(*1),Yoneda M.(*1),Seyama H.,Uchida M.,Shibata
Y.(*1Univ.Tokyo,*2AIST):Radiocarbon analysis of aldehydes in indoor air for source apportionment, 10th
Symp.Jpn.AMS Soc.Proc., 307-310, 2008

0608AG466

Suzuki Y.(*1),Niwa M.(*1),Yoshinaga J.(*1),Watanabe C.(*1),Mizumoto Y.(*2),Serizawa S.,Shiraishi
H.(*1Univ.Tokyo,*2Cent.Hosp.Self-Defense Force):Exposure assessment of phthalate esters in Japanese
pregnant women by using urinary metabolite analysis, Environ.Health Prev.Med., 14, 180-187, 2009

0610SP003

Oshchepkov S.,Bril A.,Yokota T.:An improved photon path length probability density function -based radiative
transfer model for space-based observation of greenhouse gases, J.Geophys.Res., 114, D19207, 2009

0610AA102

Zeng J.,Nojiri Y.,Murphy P.P.(*1),Wong C.S.(*2),Fujinuma Y.(*1NOAA,*2IOS):A comparison of ΔρCO2
distributions in the northern North Pacific using results from a commercial vessel in 1995-1999, Deep-Sea
Res.II, 40(24/25), 5303-5315, 2002

9205AC264

Zeng J.,Matsunaga T.,Mukai H.:METEX -A flexible tool for air trajectory calculation, Environ.Modelling
Software, 25(4), 607-608, 2010

0810AC001

Zeng J.,Tohjima Y.,Fujinuma Y.,Mukai H.,Katsumoto M.:A study of trajectory quality using methane
measurements from Hateruma Island, Atmos.Environ., 37(14), 1911-1919, 2003

9802AC267

Zeng J.,Fujinuma Y.:New web site launched for online air trajectory calculation, EOS, 85(46), 482, 2004 0810AC001

Zou C.,Zhang C.(*1),Shimizu H.,Song Q.(*1),Jin M.(*1),Ma Y.(*1),Xu W.(*2)(*1East China
Norm.Univ.,*2Chin.Acad.Sci.):Growth responses of Picea mongolica saplings to browsing, Isr.J.Ecol.Evol., 54,
193-204, 2008

0709BA513

曽根秀子 , 米元純三 : 環境化学物質の子ど もへの健康影響を探る - 男児生殖器異常症のイ ンフ ォマテ ィ
ク ス を用いた疾患感受性遺伝子の探索， 一塩基多型 SNP を指標 と し て , Biophilia, 4(2), 25-29, 2008

0611AK518
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Sone H.,Miyabara Y,(*1),Fukuda T.(*2),Okura M.,Ohsako S.,Yonemoto J.(*1Sinsyu Univ.,*2Tohoku
Univ.):Does maternal exposure to 2378-tetrachlordibenzo-p-dioxin(TCDD) induce glutathione s-transferase-
positive hepatic foci in adulr rats?, Persistent Organic Pollutants(POPs) Research in Asia, 257-261, 2008

0610AA302

Sone H.,Imanishi S.,Nagano R.,Akanuma H.,Fukuda T.(*1),Ohsako S.(*2)(*1Tohoku Univ.,*2Univ.Tokyo):
Gene expression signatures of environmental chemicals in cancer and in developmental disorders, 14th Biennial
Meet.Soc.Free Radical Res.Int.(Biophys.Soc.China(BSC)ed., Medimond S.r.l., 193p.), 2009

0709BD451
0611AK518

Fujibuchi W.(*1),Kim H.(*1)(*2),Okada Y.(*1)(*3),Taniguchi T.(*4),Sone H.(*1AIST,*2Tokyo Med.Dental
Univ.,*3Murotan Inst.Technol.,*4MRI):High-performance gene expression module analysis tool and Its
application to chemical toxicity data, Reverse Chemical Genetics: Methods and Protocols(Methods in Molecular
Biology Vol.577)(Koga H.ed., Humana Press, 276p.), 2009

曽根秀子 : 核内受容体作動性化学物質の発がん・ 加齢などに及ぼす影響の分子メ カニズムに関する 研究 ,
形態形成期・思春期などの高感受性期にあ る集団での核内受容体作動性化学物質等の有害性発現 メ カニ
ズムの解明及びその評価手法にかかる総合研究－厚生労働科研費補助金 ( 化学物質 リ ス ク研究事業 )( 井
上達監修 , 286p.), 2009

0609DA502

Dhakal S.:Urban energy use and carbon emissions from cities in China and policy implications, Energy Policy,
37(11), 4208-4219, 2009

0712BA340

Kennedy C.A.(*1),Ramaswami A.(*2),Dhakal S.(*1Univ.Toronto,*2Univ.Colorado Denver):Greenhouse gas
emission baselines for global cities and metropolitan regions, Commissioned paper by the World Bank for the
Urban Research Symposium on Cities and Climate Change, 2009

0712BA340

Roy J.(*1),Bose C.(*2),Bose R.(*3),Das S.(*1),Dhakal S.,Dasgupta M.(*4),Ghate R.(*5),Roy S.S.(*1),Konar
M.(*6),Wickramasinghe A.(*7) et al.(*1Jadavpur Univ.,*2La Mar.For Boys,*3World Bank,*4Energy
Resour.Inst.,*5Inst.Res.Dev.,*6HM Treas.,*7Univ.Peradeniya):Development pathway, Global Environmental
Changes in South Asia -A Regional Perspective(Mitra A.P.ed., Capital Publishing, 356p.), 2010

0712BA340

Jiang Y.(*1),Tubiana L.(*2),Zhou W.(*3),Mao Q.(*1),Li Q.(*1),Qi Y.(*1),Jiang Y.(*4),Jiang K.(*5),Chateau
B.(*6),Dhaka l  S.  et a l . (*1Tsinghua Univ.,*2IDDRI,*3Min ist.Transport,*4CATS,*5Energy
Res.Inst.,*6Enerdata), Energy Efficiency and Urban Development (the building sector and the transport sector)
CCICED Policy Research Report 2009(Jiang Y.ed., 37p.), 2009

0712BA340

高木博夫 , 永野公代 , 佐野友春 , 彼谷邦光 (*1)(*1 東北大院 ): タ イ王国湖沼および湾岸における有機フ ッ
素系界面活性剤の現状 , 環境化学 , 19(4), 479-485, 2009

0610CP018

Takano H.,Inoue Ken-ichiro,Shimada A.(*1),Sato H.(*2),Yanagisawa R.,Yoshikawa T.(*3)(*1Tottori
Univ.,*2Mochida Pharm.,*3Kyoto Pref.Univ.Med.):Urinary trypsin inhibitor protects against liver injury and
coagulation pathway dysregulation induced by lipopolysaccharide/D-galactosamine in mice, Lab.Invest., 89,
833-839, 2009

0809AE001

高野裕久 : 環境化学物質によ る アレルギー疾患の増悪 , 医学のあゆみ , 228(7), 763-768, 2009 0507AG476

高野裕久 : 環境化学物質によ る アレルギー疾患の増悪 , 臨床環境医学 , 17(2), 95-101, 2008 0507AG476

Ono N.(*1),Oshio S.(*1),Niwata Y.(*1),Yoshida S.(*2),Tsukue N.(*3),Sugawara I.(*3),Takano H.,Takeda
K.(*1)(*1Tokyo Univ.Sci.,*2Oita Univ.Nurs.Health Sci.,*3JST):Detrimental effects of prenatal exposure to
filtered diesel exhaust on mouse spermatogenesis, Arch.Toxicol., 82(11), 851-859, 2008

0105KB284

Yasuda A.(*1),Takano H.,Osakabe N.(*1),Sanbongi C.(*1),Fukuda K.(*1),Natsume M.(*1),Yanagisawa R.,Inoue
Ken-ichiro,Kato Y.(*2),Osawa T.(*3) et al.(*1Meiji Seika,*2Grad.Sch.Nagoya Univ.,*3Kyoto
Pref.Univ.Med.):Cacao liquor proanthocyanidins inhibit lung injury induced by diesel exhaust particles,
Int.J.Immunopathol.Pharmacol., 21(2), 279-288, 2008

0303NA518

Ichinose T.(*1),Yoshida S.(*1),Sadakane K.(*1),Takano H.,Yanagisawa R.,Inoue Ken-ichiro,Nishikawa M.,Mori
I.,Kawazato H.(*2),Yasuda A.(*2) et al.(*1Oita Univ.Nurs.Health Sci.,*2Oita Univ.):Effects of Asian sand dust,
Arizona sand dust, amorphous silica and aluminum oxide on allergic inflammation in the murine lung,
Inhal.Toxicol., 20(7), 685-694, 2008

Z00009999

Ichinose T.(*1),Hiyoshi K.(*1),Yoshida S.(*1),Takano H.,Inoue Ken-ichiro,Nishikawa M.,Mori I.,Kawazato
H.(*2),Yasuda A.(*2),Shibamoto T.(*3)(*1Oita Univ.Nurs.Health Sci.,*2Oita Univ.,*3Univ.California):Asian
sand dust aggravates allergic rhinitis in guinea pigs induced by Japanese cedar pollen, Inhal.Toxicol., 21(12),
985-993, 2009

Z00009999
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高橋潔 :IPCC 報告書と は？ . 海面上昇で消え る島国 . 気温上昇抑制の目標 , コ コが知 り たい地球温暖化
( 気象ブ ッ ク ス 26)( 国立環境研究所地球環境研究セン ター編著 , 成山堂 , 182p.), 2009

0610AA103

高橋潔 , 肱岡靖明 : 地球温暖化影響研究の現状 , 全国環境研会誌 , 34(2), 9-15, 2009 0507BA507
0711BA335
0610AA103

高橋潔 : 温暖化影響予測研究の新展開 , River Front, 66, 21-24, 2009 0507BA507
0711BA335
0610AA103

Adger W.N.(*1),Agrawala S.(*2),Mirza M.M.Q.(*3),Conde C.(*4),O'Brien K.(*5),Pulhin J.(*6),Pulwarty
R.(*7),Smit B.(*8),Takahashi K.(*1Univ.East Angl ia,*2OECD,*3Environ.Canada,*4UNAM,
*5CICERO,*6Univ.Philippines,*7NOAA/CIRES,*8Univ.Guelph):Assessment of adaptation practices, options,
constraints and capacity, Climate Change 2007: Impacts, Adaptation and Vulnerability. Contribution of Working
Group II to the Fourth Assessment Report of the Intergovernmental Panel on Climate Change(PARRY M.L.,
Canziani O.F., Palutikof J.P.eds., Cambridge Univ.Press, 1000p.), 2007

0507BA507

Matsui T.(*1),Takahashi K.,Tanaka N.(*1),Hijioka Y.,Horikawa M.(*1),Yagihashi T.(*1),Harasawa
H.(*1FFPRI):Evaluation of habitat sustainability and vulnerability for beech(Fagus crenata) forests under 110
hypothetical climatic change scenarios in Japan, Appl.Veg.Sci., 12, 328-339, 2009

0507BA507

松井哲哉 (*1), 田中信行 (*1), 八木橋勉 (*1), 小南裕志 (*1), 津山幾太郎 (*1), 高橋潔 (*1 森林総研 ): 温暖化
に と も な う ブナ林の適域の変化予測と影響評価 , 地球環境 , 14(2), 165-174, 2009

0507BA507

本田靖 (*1), 高橋潔 (*1 筑波大院 ): 熱ス ト レ スの健康影響 , 地球環境 , 14(2), 257-262, 2009 0507BA507

宮崎真 (*1), 高橋潔 , 沖大幹 (*2)(*1 北海道大 ,*2 東大生産研 ):IPCC 第 4 次評価報告書第 2 作業部会によ
る気候変動影響 ・ 適応 ・ 脆弱性に関する 新の科学的知見 と今後の課題 , 水文 ・ 水資源学会誌 , 23(2),
157-170, 2010

0711BA335

高畑恒志 , 山田正人 , 寺園淳 : アジア地域における廃棄物処理と日本の国際協力の在 り 方について , 生
活と環境 , 54(7), 9-14, 2009

0610AA204

Jimenez L.(*1),Canagaratna M.R.(*2),Donahue N.M.(*3),Prevot A.S.H.(*4),Zhang Q.(*5)(*6),Kroll
J.H.(*2),DeCarlo P.F.(*1),Takami A.,Miyoshi T.,Hatakeyama S. et al.(*1Colorado Univ.,*2Aerodyne
Res.,*3Carnegie Mellon Univ.,*4PSI,*5State Univ.New York,*6California Univ.):Evolution of organic aerosols
in the atmosphere, Science, 326(11), 1525-1529, 2009

0510AE803
0610CD309
0610AA401

Lun X.(*1),Takami A.,Miyoshi T.,Hatakeyama S.(*1Beijing For.Univ.):Characteristic of organic aerosol in a
remote area of Okinawa Island, J.Environ.Sci., 21(10), 1371-1377, 2009

0510AE803
0507BA825
0610AA401

Lun X.(*1),Den G., (*1),Zhang Y.(*2),Zhang X.(*2),Kaneyasu N.(*3),Takami A.(*1Bei j ing
For.Univ.,*2Chin.Acad.Sci.,*3NIAIST):Study of characteristic of water soluble organics in atmospheric aerosols
in Beijing and Okinawa area, Trans.Beijing Inst.Technol., 29(2), 172-175, 2009

0610AA401
0510AE803
0507BA825

高見昭憲 : 東アジアにおける越境大気汚染と観測 , 中国 ・ 日本科学 前線 - 研究の現場から -2010 年版
, 225-228, 2010

0810AG001
0911AG004
0610CD309
0810BA001
0610AA401

高村健二:固有種に富む琵琶湖からの侵入種-関東の陸水からの視点-, 陸水学雑誌, 70(3), 249-253, 2009 0608AG430

Takamura N.,Ito T.(*1),Ueno R.,Ohtaka A.(*2),Wakana I.(*3),Nakagawa M.,Ueno Y.(*4),Nakajima
H.(*5)(*1Free,*2Hirosaki Univ.,*3Lake Akan Eco Mus.Cent.,*4Hokkaido Inst.Environ.Sci.,*5Wildlife
Res.Inst.):Environmental gradients determining the distribution of benthic macroinvertebrates in Lake Takkobu,
Kushiro wetland, northern Japan, Ecol.Res., 24(2), 371-381, 2009

0610AA304

高村典子 , 小坂幸夫 (*1)(*1 東京都産技研セ ): 全窒素〔total nitrogen(TN)〕. 全 リ ン〔total phosphorous(TP)〕，
環境事典 ( 日本科学者会議編 , 旬報社 , 1173p.), 2008

0610AA304

高村典子 : 湖沼 と い う 環境 , 生態系再生の新しい視点－湖沼からの提案－ ( 高村典子編著 , 共立出版 ,
225p.), 2009

0610AA304

高村典子 ( 編集 ), 生態系再生の新しい視点－湖沼からの提案－ ( 高村典子編著 , 共立出版 , 225p.), 2009 0610AA304

高村典子 : プラ ン ク ト ン 〔plankton〕 , 食の安全事典 ( 山口英昌監修 , 旬報社 , 352p.), 2009 0610AA304
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西廣淳(*1),岡本実希(*1),高村典子(*1東大):釧路湿原シ ラル ト ロ湖の植生と植物相, 陸水学雑誌, 70(3),
183-190, 2009

0810AH002

Ha K.(*1),Takamura N.,Jang M-H.(*2)(*1Pusan Natl.Univ.,*2Kongju Natl.Univ.):Microcystin production by
microcystis aeruginosa exposed to phytoplanktivorous and omnivorous fish at different kairomone
concentrations, Bull.Environ.Contam.Toxicol., 83(5), 761-765, 2009

0610AA304

Matsuzaki S.S.(*1),Mabuchi K.(*2),Takamura N.,Nishida M.(*2),Washitani I.(*1)(*1Grad.Sch.Univ.Tokyo,
*2Univ.Tokyo):Behavioural and morphological differences between feral and domesticated strains of common
carp Cyprinus carpio, J.Fish Biol., 75(6), 1206-1220, 2009

0610AA304

Ushio N.,Kamiyama R.(*1),Saji A.,Takamura N.(*1Hokkaido Univ.Educ.):Size-dependent impacts of invasive
alien crayfish on a littoral marsh community, Biol.Conserv., 142(7), 1480-1490, 2009

0610AA304

Takigami H.,Suzuki G.,Hirai Y.(*1),Sakai S.-i.(*1)(*11Enviiron.Reserv.Cent.Kyoto Univ.):Brominated flame
retardants and other polyhalogenated compounds in indoor air and dust from two houses in Japan, Chemosphere,
76(2), 270-277, 2009

0608BF326
0610AA202

Takeda T.,Oguma H.,Sano T.(*1),Yone Y.(*2),Fujinuma Y.(*1Hokkaido Univ.,*2PASCO):Estimating the plant
area density of a Japanese larch(Larix kaempferi Sarg.) plantation using a ground-based laser scanner,
Agric.For.Meteorol., 148, 428-438, 2008

0610AC933

竹中明夫 : 自然界に異変 ・ ・ ・ これも温暖化のせい？ , 人間会議 , (12/15), 190-195, 2009 Z00009999

田崎智宏 :3R ・ 廃棄物研究の到達点 と今後 , 環境科学会誌 , 22(2), 119-131, 2009 0610SP002

田崎智宏 : リ サイ クル法の見直し をめぐ って , グ ローバルネ ッ ト , (223), 18-19, 2009 0610AA201

田崎智宏 , 森口祐一 : 現状のごみ問題 , 自治体法務研究 , (18), 6-11, 2009 0610AA201
0610SP002

小迫明徳 (*1), 宮崎早苗 (*1), 井上潮 (*2), 田崎智宏 , 大迫政浩 , 田村正行 (*3)(*1NTT データ ,*2 東京電機
大 ,*3 京大 ): 高分解能衛星画像を用いた植生指標 と地表構造の特徴によ る不法投棄現場の検知 , 日本 リ
モー ト センシング学会誌 , 29(3), 497-514, 2009

0105BY239

田崎智宏 : 持続可能な発展指標と社会関係資本 , 環境情報科学 , 39(1), 51-55, 2010 0608AG527

多田満 : レ イチェル ・ カーソ ン 「海辺」 における生態と進化の見方 和白干潟のウ ミ ニナ類を例に , しお
かぜ , (41), 2, 2009

0610FP017

多田満 : 「生態学」 講義 - ネイチャーラ イ テ ィ ングの関わ り から , ASLE-Jpn.Newslett., (27), 15-16, 2009 0610FP017

多田満 : 河川における低濃度の残留農薬が水生昆虫に及ぼす生態影響に関する研究 , 水辺の輪 , (27), 1-
9, 2009

0610AE455

多田満 : レ イチェル ・ カーソ ン 「海辺」 におけ る生態と進化の見方 (2)- 三番瀬のフジツボ と タマキビを
例に ( その 1)-, しおかぜ , (43), 2-3, 2010

0610FP017

中川理緒 (*1), 加藤三和 (*2)(*3), 鑪迫典久 , 有園幸司 (*1), 安原一哉 (*2)(*1 熊本県大 ,*2 茨城大 ,*3 環境
管理セ ): リ サイ クルタ イヤチッ プの水生生物におよぼす影響 , 第 8 回環境地盤工学シンポジウ ム発表論
文集 , 291-296, 2009

0610AA301

Tatarazako N.:8.5 Vitellogenin as an environmental endocrine disrupting chemical exposure index,
Medaka(Kinoshita M. et al.eds., Wiley-Blackwell, 419p.), 2009

0105AA166
0105BY439
0208AK536

鑪迫典久 : 新しい排水管理の手法 - 日本版 「WET」 の提案 -, 水 と水技術 , (3), 68-74, 2009 0610AA301

鑪迫典久 , 水上春樹 (*1)(*1 エンバイオテ ッ ク ・ラ ボ ラ ト リ ーズ ): 今後期待される環境管理手法～ WET(
生物指標を用いた水質評価 ), バイオサイエン ス と イ ンダス ト リ ー , 67(1), 32-38, 2009

0610AK484
0610AA301

鑪迫典久 : ミ ジン コ を用いたバイオア ッ セイ , グ ローバルネ ッ ト , (224), 18-19, 2009 0610AK484
0208AK536
0208AK536

鑪迫典久 : 化学物質と ミ ジン コの不思議 , Biophilia, 5(4), 55-59, 2009 0610AK484

Tatarov B.,Nakane H.,Park C.B.(*1),Sugimoto N.,Matsui I.(*1Lidar Cent.Kyung Hee Univ.):Lidar observation
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Atmos.Environ., 43(6), 1358-1363, 2009

0711BB571
0909BY004
0810AC002
0610AA401
0610AA101

谷本浩志 : 対流圏における光化学オゾン と その支配要因に関する地球化学的研究 , 地球化学 , 43(2), 73-
87, 2009

0810AC002
0711BB571
0610AA401
0610AA101
0810CD005

発表者 ・ 題目 ・ 掲載誌 ・ 巻 （号） ・ 頁 ・ 刊年 研究課題ｺｰﾄﾞ
―  296  ―



国立環境研究所年報（平成 21 年度）
谷本浩志 , 橋本茂 , 向井人史 : 大気レベルのオゾン標準に関する日本における進展と世界の動向 , 大気
環境学会誌 , 44(4), 222-226, 2009

0909BY004
0810AC002
0711BB571
0610AA401
0610AA101

Kanaya Y.(*1),Pochanart P.(*1),Liu Y.(*1),Li J.(*1),Tanimoto H.,Kato S.(*2),Suthawaree J.(*2),Inomata
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Z00009999

中島謙一 , 竹田修 (*1), 三木貴博 (*1), 長坂徹也 (*1)(*1 東北大 ): 熱力学的解析に基づいた金属の潜在的
な資源回収可能性の評価手法 , 日本金属学会誌 , 73(10), 794-801, 2009

0610AA204
0610AA202
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中島謙一 , 中村愼一郎 (*1), 松八重和代 (*2), 近藤康之 (*1), 長坂徹也 (*2)(*1 早稲田大 ,*2 東北大 ): 廃棄
物産業連関分析を応用し た ト ッ プダウ ン型 MFA モデルの開発 , 廃棄物資源循環学会誌 , 20(5), 206-211,
2009

0610AA202
0610AA204
Z00009999

松八重一代 (*1), 中島謙一 , 中村愼一郎 (*2), 長坂徹也 (*1)(*1 東北大 ,*2 早稲田大 ): 社会基盤素材を介し
たサブス タ ン ス フ ロー , 廃棄物資源循環学会誌 , 20(5), 227-236, 2009

0610AA202
0610AA204
Z00009999

松八重一代 (*1), 中島謙一 , 中村愼一郎 (*2), 長坂徹也 (*1)(*1 東北大 ,*2 早稲田大 ): 鉄鋼循環における レ
ア メ タルフ ロー , ふぇ らむ , 14(12), 759-765, 2009

0610AA204
Z00009999

布施正暁 (*1), 中島謙一 , 八木田浩史 (*2)(*1 産総研 ,*2 日本工大 ): 中古車貿易に伴 う 金属資源の国際流
動 , 日本金属学会誌 , 74(3), 171-178, 2010

0610AA204
Z00009999

Takagi Y.(*1),Mineki S.(*2),Sera N.(*3),Nakajima D.,Okatani A.T.(*1),Kato Y.(*1),Kohzaki K-i.(*1),Hisamatsu
S.(*1),Goto S.(*1)(*1Azabu Univ.,*2Tokyo Univ.Sci.,*3Fukuoka Inst.Health Environ.Sci.):Measurement of
concentrations of polycyclic aromatic hydrocarbons(PAHs) in sandboxes in 51 Japanese parks,
Polycycl.Aromat.Compd., 28(4 ・ 5), 451-461, 2008

0610AK545
0610AA301

Endo O.(*1),Matsumoto M.(*2),Inaba Y.(*2),Sugita K.(*3),Nakajima D.,Goto S.(*1),Ogata H.(*2),Suzuki
G.(*2)(*1Azabu Univ.,*2Natl.Inst.Public Health,*3Mitsubishi Chem.Anal.):Nicotine, tar, and mutagenicity of
mainstream smoke generated by machine smoking with International Organization for Standardization and Health
Canada Intense regimens of major Japanese cigarette brands, J.Health Sci., 55(3), 421-427, 2009

0610AA301

Wang Q.(*1),Nakamura S.(*1),Gong X.(*1),Kurihara K.(*1),Suzuki M.(*1),Sakamoto K.(*1),Nakajima
D.(*1Grad.Sch.Saitama Univ.):Contribution of airborne fine particles containing Cryptomeria japonica pollen
allergens to airborne organic carbonaceous aerosols during a severe pollination episode, WIT Trans.Biomedicine
Health, 14, 65-76, 2009

0610SP003

Kaneko T.(*1),Nakajima N.,Okamoto S.(*1),Suzuki I.(*2),Tanabe Y.,Tamaoki M.,Nakamura Y.(*1),Kasai F.,
Watanabe A.(*1),Kawashima K.(*1) et al.(*1Kazusa DNA Res.Inst.,*2Univ.Tsukuba):Complete genomic
structure of the bloom-forming toxic cyanobacterium Microcystis aeruginosa NIES 843, DNA Res., 14(6), 247-
256, 2007

0811AD001
0711CE302

Sato K.(*1),Tomikawa Y.(*2),Hashida G.(*2),Yamanouchi T.(*2),Nakajima H.,Sugita T.(*1Univ.Tokyo,
*2NIPR):Longitudinally dependent ozone increase in the antarctic polar vortex revealed by balloon and satellite
observations, J.Atmos.Sci., 66, 1807-1820, 2009

0406BA352

Milz M.(*1),Clarmann T.v.(*2),Bernath P.(*3)(*4),Boone C.(*4),Buehler S.A.(*1),Chauhan S.(*2),Nakajima
H. ,Sug i t a  T . ,Tanaka  T . ,Yokota  T .  e t  a l . ( *1Lu lea  Techno l .Un iv . , *2FZK Kar l s ruhe
Univ.,*3Univ.York,*4Univ.Waterloo):Validation of water vapour profiles(version 13) retrieved by the IMK/IAA
scientific retrieval processor based on full resolution spectra measured by MIPAS on board Envisat,
Atmos.Meas.Tech., 2, 379-399, 2009

0709BA375
0406BA352

Khosrawi F.(*1),Muller R.(*1),Proffitt M. H.(*2),Ruhnke R.(*3),Kirner O.(*3),Jockel P.(*4),Grooss
J.U.(*1),Urban J.(*5),Murtagh D.(*5),Nakajima H.(*1ICG-1,*2Proffitt Instruments,*3IMK,*4MPI
Chem.,*5Chalmers Univ.Technol.):Evaluation of CLaMS, KASIMA and ECHAM5/MESSy1 simulations in the
lower stratosphere using observations of Odin/SMR and ILAS/ILAS-II, Atmos.Chem.Phys., 9, 5759-5783, 2009

0811CD005

Miyagawa K.(*1),Sasaki T.(*1),Nakane H.,Petropavlovskikh I.(*2),Evans R.D.(*3)(*1JMA,*2CIRES,*3NOAA
ESRL):Reevaluation of long-term Umkehr data and ozone profiles at Japanese stations, J.Geophys.Res., 114,
D07108, 2009

0810AC002

中根英昭 : 「持続可能性科学」 に向けた研究 , 環境科学会誌 , 22(5), 315-316, 2009 0610SP004

Van Gijsel J.A.E.(*1),Swart D.P.J.(*1),Baray J.-L.(*2),Claude H.(*3),Fehr T.(*4),Von Der Gathen
P.(*5),Godin-Beekmann S.(*6),Hansen G.H.(*7),Nakane H.,Tatarov B.(*1RIVM,*2Univ.Runion,
*3DWD,*4ESA-ESRIN,*5AWI,*6IPSL,CNRS/UPMC/UVSQ,*7NILU):Global validation of ENVISAT ozone
profiles using lidar measurements, Int.J.Remote Sens., 30(15/16), 3987-3994, 2009

0810AC002

永野麗子 , 細川剛 , 古山昭子 , 持立克身 : 基底膜構造体を培養基質に用いた人工組織の構築 , 移植 , 43(1),
10-16, 2008

0307BY601

Nakamiya K.,Nakayama T.,Ito H.,Shibata Y.,Morita M.:Isolation and properties of a 2-chlorovinylarsonic acid-
degrading microorganism, J.Hazard.Mater., 165(1/3), 388-393, 2009

Z00009999
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Nakamura T.,Akiyoshi H.,Yamashita Y.(*1)(*1Univ.Tokyo):Influence of lower stratospheric ozone variation on
tropospheric temperature and mean meridional circulation in the Northern Hemisphere summer,
Geophys.Res.Lett., 36, L14701, 2009

0913AE001
0710CD390
0709BA375
0809ZZ002

中村泰男 , 小泉孝義 (*1), 市村康 (*1), 木幡邦男 (*1 日本 ミ ク ニヤ ): 東京湾の人工干潟におけるハマグ リ
の生残と成長 ： ケージ実験によ る他種と の比較 , 水環境学会誌 , 32(10), 549-555, 2009

0710AG474

Nakayama T.:Chapter 1: Simulation of ecosystem degradation and its application for effective Policy-Making in
regional scale, River Pollut.Res.Prog.(Mattia N.G.,Marco H.F.eds., Nova Science Publishers, 300p.), 2009

Z00009999

Nakayama T.:Simulation of hydrologic and geomorphic changes affecting a shrinking mire, River Res.Appl.,
26(3), 305-321, 2010

0610AA402

浪崎直子 , 茅根創 (*1)(*1 東大 ): 日本サンゴ礁学会ポス ド ク アンケー ト 結果 , 科学 科学技術政策･議論の
広場 , 2010

0812CD008

Nansai K.,Kagawa S.(*1),Suh S.(*2)(*3),Fujii M.,Inaba R.,Hashimoto S.(*1Kyushu Univ.,*2Univ.Minnesota,
*3Leiden Univ.):Materials and energy dependence of services and its implications for climate change,
Environ.Sci.Technol., 43(12), 4241-4246, 2009

0610AA201

Nansai K.,Kagawa S.(*1),Kondo Y.(*2),Suh S.(*3),Inaba R.,Nakajima K.(*1Kyushu Univ.,*2Waseda Univ.,
*3Univ.Minnesota):Improving the completeness of product carbon footprints using a global link input-output
model: the case of Japan, Econ.Syst.Res., 21(3), 267-290, 2009

0709CD304
0610SP002
0810NA001

Nansai K.,Inaba R.,Kagawa S.(*1),Moriguchi Y.(*1Kyushu Univ.):Identifying common features among household
consumption patterns optimized to minimize specific environmental burdens, J.Clean.Prod., 16(4), 538-548,
2008

0610AA201

Kagawa S.(*1),Kudoh Y.(*2),Nansai K.,Tasaki T.(*1Kyushu Univ.,*2AIST):The economic and environmental
consequences of automobile lifetime extension and fuel economy improvement: Japan's case, Econ.Syst.Res.,
20(1), 3-28, 2008

0610AA201

西川潮 , 今田美穂 , 赤坂宗光 , 高村典子 : ため池の管理形態が水棲外来動物の分布に及ぼす影響 , 陸水
学雑誌 , 70(3), 261-266, 2009

0610AA304

西川雅高 , 森育子 :4.2.1 黄砂の捕集と化学分析 . 7.2.3 黄砂と無機酸性イオン成分 , 黄砂 ( 岩坂泰信 , 西
川雅高 , 山田丸 他編 , 古今書院 , 342p.), 2009

0608AE478
0608BA487
0911BA005
0610AA401

西川雅高 , 森淳子 (*1)(*1 長崎県環境保健研究セ ):5.4 日本での黄砂観測 , 黄砂 ( 岩坂泰信 , 西川雅高 , 山
田丸 他編 , 古今書院 , 342p.), 2009

0911BA005
0608BA487
0608AE478
0610AA401

西川雅高 , 高野裕久 , 市瀬孝道 (*1)(*1 大分県看護科大 ):7.3.4 黄砂変質の影響：動物実験 , 黄砂 ( 岩坂泰
信 , 西川雅高 , 山田丸 他編 , 古今書院 , 342p.), 2009

0608AE478
0608BA487
0610AA401
0911BA005

西川雅高 ( 編集 ), 黄砂 ( 岩坂泰信 , 西川雅高 , 山田丸 他編 , 古今書院 , 342p.), 2009 0608AE478
0608BA487
0610AA401
0911BA005

西川雅高 , 6.4 土壌 , 化学分析・試験に役立つ標準物質活用ガイ ド ( 久保田正明編著 , 丸善 , 308p.), 2009 0610AD474

渡辺欣愛 (*1), 柏平伸幸 (*1), 桐田久和子 (*1), 牧野和夫 (*2), 西川雅高 , 渡辺靖二 (*3), 四 ノ宮美保 (*4),
大高広明 (*5)(*1 元 ・ 公害研修所 ,*2 元 ・ 環境研修所 ,*3 環境調査研修所 ,*4 環境研修セ ,*5 製品評価技
基盤機構 ): -, 分析実務者のための新明解環境分析技術手法 改訂新版 ( 日本環境測定分析協会編 , し ら
かば出版 , 559p.), 2009

0610AD474

Allinson G.(*1),Salzman S.A.(*2),Turoczy N.(*2),Nishikawa M.,Amarasinghe U.S.(*3),De Silva
S.S.(*4)(*1DPI,*2Deakin Univ.,*3Univ.Kelaniya,*4NACA):Observations on metal concentrations in commercial
landings of two species of tilapia(Oreochromis mossambicus and Oreochromis niloticus) from reservoirs in six
river basins in Sri Lanka, Toxicol.Environ.Chem., 92(4), 749-763, 2010

0105AD249
0610CP018
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西澤智明 , 杉本伸夫 : 能動型測器 「ラ イ ダー」 を用いたエア ロ ゾルの観測研究 , エア ロ ゾル研究 , 24(4),
242-249, 2009

0610FP015
0709AE404
0810BD002
0709AE434

西村典子 , 栗田尚佳 (*1), 吉岡亘 (*1), 窪田直人 (*1), 門脇孝 (*1), 遠山千春 (*1)(*1 東大院 ): ダ イオキシン
曝露によ る グルコース応答性イ ン ス リ ン分泌異常についての体系的解析 , 日衛誌 , 64(2), 361, 2009

0608AE508

Nishimura N.,Nishimura H.(*1),Ito T.,Miyata C.(*2),Izumi K.(*3),Fujimaki H.,Matsumura F.(*4)(*1Aichi
Mizuho Univ.,*2Azabu Univ.,*3FINETEC,*4Univ.California):Dioxin-induced up-regulation of the active form
of vitamin D is the main cause for its inhibitory action on osteoblast activities leading to developmental bone
toxicity, Toxicol.Appl.Pharmacol., 236(3), 301-309, 2009

0708CD379
0610AA302

Yoshioka W.(*1),Akagi T.(*1),Nishimura N.,Shimizu H.(*1),Watanabe C.(*1),Tohyama C.(*1)
(*1Grad.Sch.Univ.Tokyo):Severe toxicity and cyclooxygenase(COX)-2 mRNA increase by lithium in the
neonatal mouse kidney, J.Toxicol.Sci., 34(5), 519-525, 2009

0909AF002
0610SP003

Kurita H.(*1),Yoshioka W.(*1),Nishimura N.,Kubota N.(*1),Kadowaki T.(*1),Tohyama C.(*1)
(*1Grad.Sch.Univ.Tokyo):Aryl hydrocarbon receptor-mediated effects of 2,3,7,8-tetrachlorodibenzo-p-dioxin
on glucose-stimulated insulin secretion in mice, J.Appl.Toxicol., 29(8), 689-694, 2009

0909AF002

Dong B.(*1),Nishimura N.,Vogel C.F.(*1),Tohyama C.(*2),Matsumura F.(*1)(*1Univ.California,
*2Grad.Sch.Univ.Tokyo):TCDD-induced cyclooxygenase-2 expression is mediated by the nongenomic pathway
in mouse MMDD1 macula densa cells and kidneys, Biochem.Pharmacol., 79(3), 487-497, 2009

0909AF002
0610AA302

Yamazaki S.(*1),Shima M.(*2),Ando M.(*3),Nitta H.(*1Grad.Sch.Kyoto Univ.,*2Hyogo Coll.Med.,*3Chiba
Univ.):Modifying effect of age on the association between ambient ozone and nighttime primary care visits due
to asthma attack, J.Epidemiol., 19(3), 143-151, 2009

0606BY949

新田裕史 : 子供の健康と環境 , 生活と環境 , 54(6), 3, 2009 Z00009999

Saito T.(*1)(*2),Nitta H.,Kudo O.(*3),Yamamoto S.(*4),Akiba S.(*5),Honda Y.(*6),Kurokawa Y.,Kabuto M. et
al.(*1Natl.Res.Inst.Child Health Dev.,*2Shakaihoken Funabashichuo Hosp.,*3Tokyo Women's Med.Univ.,
*4Natl.Cancer Cent.Cancer Inf.Serv.,*5Kagoshima Univ.,*6Univ.Tsukuba):Power-Frequency magnetic fields
and childhood brain tumors: A case-control study in Japn, J.Epidemiol., 20(1), 54-61, 2010

9901CB009

新田裕史 : 疫学研究に求められる課題と展望 , 大気環境学会誌 , 44(6), 384-386, 2009 Z00009999

Mochizuki T.(*1),Ishii M.(*2),Kimoto M.(*3),Chikamoto Y.(*3),Watanabe M.(*3),Nozawa T.,Sakamoto
T.T.(*1),Shiogama H.,Awaji T.(*4),Sugiura N.(*1) et al.(*1JAMSTEC,*2MRI,*3Univ.Tokyo,*4Kyoto Univ.):
Pacific decadal oscillation hindcasts relevant to near-term climate prediction, Proc.Natl.Acad.Sci.USA, 107(5),
1833-1837, 2010

0610AJ001
0610AA103
0711CE432
0610SP001
0610FP015

Hidalgo H.G.(*1),Das T.(*1),Dettinger M.D.(*2),Cayan D.R.(*1),Pierce D.W.(*1),Barnett T.P.(*1),Bala
G.(*3),Mirin A.(*3),Wood A.W.(*4),Bonfils C.(*3),Santer B.D.(*3),Nozawa T.(*1Univ.California,*2USGS,
*3Lawrence Livermore Natl.Lab.,*4Univ.Washington):Detection and attribution of streamflow timing changes
to climate change in the western United States, J.Clim., 22, 3838-3855, 2009

0711CE432
0610AJ001
0610AA103
0608AE549

Stone D.A.(*1),Allen M.R.(*2),Stott P.A.(*3),Pall P.(*4),Min S.-K.(*5),Nozawa T.,Yukimoto
S.(*6)(*1Univ.Cape Town,*2Univ.Oxford,*3Hadley Cent.Clim.Predict.Res.,*4Inst.Atmos.Clim.Sci.,
*5Clim.Res.Div.Environ.Canada,*6MRI):The detection and attribution of human influence on climate,
Annu.Rev.Environ.Resour., 34(1/16), 1-16, 2009

0711CE432
0610AJ001
0610AA103
0608AE549

Saito H.(*1),Tsuda A.(*2),Nojiri Y.,Aramaki T.,Ogawa H.(*2),Yoshimura T.(*3),Imai K.(*2),Kudo
I.(*4),Nishioka J.(*5),Ono T.(*6), et al.(*1TNFRI,*2Ocean Res.Inst.Univ.Tokyo,*3CRIEPI,
*4Grad.Sch.Hokkaido Univ.,*5Inst.Low Temp.Sci.Hokkaido Univ.,*6HNF):Biogeochemical cycling of N and Si
during the mesoscale iron-enrichment experiment in the western subarctic Pacific(SEEDS-II), Deep-Sea Res.II,
56(26), 2852-2862, 2009

0103BA153

Nohara K.,Suzuki T.,Ao K.,Murai H.,Miyamoto Y.,Inouye K.(*1),Pan X.(*1),Motohashi H.(*2),Fujii-Kuriyama
Y.(*3),Yamamoto M.(*2),Tohyama C.(*4)(*1Free,*2Grad.Sch.Tohoku Univ.,*3Univ.Tsukuba,*4Univ.Tokyo):
Constitutively active aryl hydrocarbon receptor expressed in T cells increases immunization-induced IFN-γ
production in mice but does not suppress Th2-cytokine production or antibody production, Int.Immunol., 21(7),
769-777, 2009

0710AG333
0610AA302
0911AE001
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Kimura A.(*1),Naka T.(*2),Nakahama T.(*1),Chinen I.(*1),Masuda K.(*1),Nohara K.,Fujii-Kuriyama
Y.(*3),Kishimoto T.(*1)(*1Grad.Sch.Osaka Univ.,*2NIBO,*3Univ.Tsukuba):Aryl hydrocarbon receptor in
combination with Stat1 regulates LPS-induced inflammatory responses, J.Exp.Med., 206(9), 2027-2035, 2009

0610AA302
0911AE001
0710AG333

野原精一 : 干潟の生息地評価手法と生態系評価手法 , 環境アセス メ ン ト 学会誌 , 7(1), 55-61, 2009 0709AE340
0810CD002
9802AG149
0608BB931

野原精一 , 井上智美 , 広木幹也 :9 章 海域生態系への陸域系負荷 と その緩和技術 , アサ リ と流域圏環境
－伊勢湾・三河湾での事例を中心と し て ( 水産学シ リ ーズ )( 生田和生 他編 , 恒星社厚生閣 , 162p.), 2009

0810CD002
0709AE340
0610AA403
0608CB936

Senga Y.(*1),Hirota M.(*2),Hirao M(*2),Fujii T.(*2),Seike Y.(*3),Nohara S.,Kunii H.(*3)(*1Rissho
Univ.,*2Univ.Tsukuba,*3Shimane Univ.):Nitrogen dynamics and N2O emission in restored salt marsh Lake
Shinji Japan, Verh.Internat.Verein.Limnol., 30(6), 907-910, 2009

0608CB936
0810CD002
0709AE340
0610AA403
0610SP004

野原精一 , 佐竹潔 , 高瀬智洋 (*1), 黒川信 (*2)(*1 東京都島し ょ 農水総セ ,*2 首都大 ): 伊豆 ・ 小笠原島嶼
における陸水 ・ 沿岸水の栄養塩環境の特徴 , 陸水学雑誌 , 70(3), 225-238, 2009

0911CD008
0610AA403
0610AE463
0810CD002
0709AE340

野原精一 : 湿地機能の歴史的背景 , 湿地環境と作物 ( 坂上潤一 他編著 , 養賢堂 , 264p.), 2010 0812BB001
0810CD002
0610CB001
0610AA403
0610SP004

Nose K.,Falandysz J.(*1),Wyrzykowska B.(*1),Orlikowska A.(*1),Noma Y.(*1Univ.Gdansk):By-side PCDD/Fs
in technical PCB formulations of Kanechlor series, J.Environ.Sci.Health A, 44(14), 1528-1537, 2009

0610AB447

Hashimoto S.,Tanikawa H.(*1),Moriguchi Y.(*1Wakayama Univ.):Framework for estimating potential wastes and
secondary resources accumulated within an economy -A case study of construction minerals in Japan, Waste
Manage., 29(11), 2859-2866, 2009

0610AA201
0608CD431
0808BE001

長岡耕平 (*1), 稲津亮 (*1), 東岸芳浩 (*1), 谷川寛樹 (*2), 橋本征二 (*1 和歌山大 ,*2 名古屋大 ): 全国の都
道府県におけ る地上 と 地下のマテ リ アルス ト ッ ク 推計に関する研究 , 環境シ ス テム研究論文集 , 37,
213-219, 2009

0913BA003
0808BE001

Tanikawa H.(*1),Hashimoto S.(*1Nagoya Univ.):Urban stock over time: spatial material stock analysis using 4d-
GIS, Build.Res.Inf., 37(5/6), 483-502, 2009

0913BA003
0808BE001

橋本征二 , 大迫政浩 , 阿部直也 (*1), 稲葉陸太 , 田崎智宏 , 南齋規介 , 藤井実 , 松橋啓介 , 森口祐一 (*1 東
京工大 ): 近未来の資源 ・ 廃棄物フ ローおよび資源循環 ・ 廃棄物管理システムに関する シナ リ オ ・ プラ
ンニング , 土木学会論文集 G, 65(1), 44-56, 2009

0610AA201

橋本征二 : 第 ７ 章 森林等吸収源に関わる制度 - 原則と それに基づ く 各種提案の予備的な評価 -, 温暖化
防止のガバナン ス ( 環境ガバナン ス叢書 )( 新澤秀則編著 , ミ ネルヴ ァ書房 , 256p.), 2010

0909CD001

橋本征二 : 循環型社会の地球温暖化対策 , マ ッ セ OSAKA 研究紀要 , 12, 77-92, 2009 0608CD972
0610AA201

橋本征二 : 建設 リ サイ クル法の施行状況の検討と 200 年住宅の普及促進に関する動き , 廃棄物資源循環
学会誌 , 20(3), 115-121, 2009

0610AA201

醍醐市朗 (*1), 橋本征二 (*1 東大 ): 物質フ ロー分析の近年の動向と課題 , 廃棄物資源循環学会誌 , 20(5),
254-263, 2009

0610AA201

Hashimoto S.:The Junkan-Gata Society: Concept and progress in MFA in Japan, J.Ind.Ecol., 13(5), 655-657,
2009

0610AA201

Hashimoto S.,Tanikawa H.(*1),Moriguchi Y.(*1Wakayama Univ.):Where will large amounts of materials
accumulated within the economy go?- A material flow analysis of construction minerals for Japan, Waste
Manage., 27(12), 1725-1738, 2007

0610AA201
0608CD431
0808BE001
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橋本征二 : 気候変化の短中期の緩和と緩和のための政策・措置・手法 , グ ローバルネ ッ ト , (199), 12-13,
2007

0610AA201
0608CD972
0408CD465

Bogner J.(*1),Ahmed M.A.(*2),Diaz C.(*3),Faaij A.(*4),Gao Q.(*5),Hashimoto S.,Mareckova K.(*6),Pipatti
R.(*7),Zhang T.(*8)(*1Landfills +,*2Univ.Khartoum,*3Minist.Sci.Technol.Environ.Cuba,*4Utrecht
Univ.,*5Chin.Res.Acad.Environ.Sci.,*6Umweltbundesambt,*7Statistics Finl.,*8Tsinghua Univ.):Chapter 10
Waste management, Climate Change 2007: Mitigation of Climate Change(Metz B. et al.ed., Cambridge
University Press, 862p.), 2007

0610AA201
0608CD972
0408CD465

Hasi B.,Takeuchi W.(*1),Yamagata Y.,Wang X.(*2),Yasuoka Y.(*1Univ.Tokyo,*2Univ.Taxes-Pan):Extended
averaged learning subspace method for hyperspectral data classification, Sensors, 9(6), 4247-4270, 2009

0811BA001

Hirabayashi M.(*1),Matsuo M.(*1),Hasegawa S.,Kobayashi S.,Tanabe K.(*1Grad.Sch.Univ.Tokyo):Elemental
analysis of airborne fine particles collected at the roadside of an arterial road, J.Radioanal.Nucl.Chem., 278(2),
479-483, 2008

0608AG441

山神真紀子 (*1), 鈴木秀男 (*2), 長谷川就一 , 中島寛則 (*1), 平生進吾 (*1), 若松伸司 (*3)(*1 名古屋市環境
科研 ,*2 システム設計環境解析研 ,*3 愛媛大 ):PM2.5 中元素状炭素の自動車排出係数の推計 と一般環境
における大気中濃度の変動 , 大気環境学会誌 , 43(5), 273-283, 2008

0105AA297
0105AA296

花崎直太 , 内海信幸 (*1), 山田智子 (*2), 沈彦俊 (*1),Bengtsson M.(*1), 鼎信次郎 (*3), 大瀧雅寛 (*2), 沖大
幹 (*1)(*1 東大 ,*2 お茶の水女大 ,*3 地球研 ): 温暖化時の水資源影響評価のための全球統合水資源モデ
ルの開発 , 水工学論文集 , 51, 229-234, 2007

Z00009999

花町優次 , 東博紀 , 樋渡武彦 , 水野知巳 (*1), 村上正吾 , 木幡邦男 (*1 三重県水研 ): 成長モデルを用いた
伊勢湾伊勢地区における アサ リ 資源量の変動要因の推定 , 水工学論文集 , 54, 1603-1608, 2010

0610FP016
0810BD001
0610CB001

林岳彦 : ベイ ズ統計を用いた種の期待影響割合によ る確率論的生態 リ ス ク評価法の開発 , 環境科学会誌
, 22(3), 204-211, 2009

0712ZZ001

Hayashi T.I.,Kamo M.(*1),Tanaka Y.(*1AIST):Population-level ecological effect assessment: estimating the
effect of toxic chemicals on density-dependent populations, Ecol.Res., 24(5), 945-954, 2009

0712ZZ001

Hayashi T.I.,Kamo M(*1),Tanaka Y.(*1AIST):Examining the relationship between chemical concentration and
equilibrium population size, Australas.J.Ecotoxicol., 14, 31-35, 2009

0712ZZ001

林岳彦 : 性的対立によ る進化 ： その帰結の一つと し ての種分化 , 日本生態学会誌 , 59(3), 289-299, 2009 0712ZZ001

林岳彦 :RUC workshop on integrating population modeling into ecological risk assessment 参加報告 , 環境毒
性学会誌 , 12(2), 145-148, 2009

0712ZZ001

小林志保 (*1), 藤原建紀 (*1), 原島省 (*1 京大 ): 瀬戸内海における溶存無機態 リ ン ・ ケ イ素の季節 ・ 経年
変動 , 沿岸海洋研究 , 47(1), 77-83, 2009

0610AE926
0610FP016

Valsala V.:Different spreading of Somali and Arabian coastal upwelled waters in the northern Indian Ocean: A
case study, J.Oceanogr., 65(6), 803-816, 2009

0709CD582

東博紀 , 花町優次 , 樋渡武彦 , 水野知巳 (*1), 村上正吾 , 木幡邦男 , 越川海 , 水落元之 (*1 三重県水産研 ):
数値シ ミ ュ レーシ ョ ンによ る伊勢湾のアサ リ 資源量の減少傾向に関する考察 , 水工学論文集 , 54, 1597-
1602, 2010

0710AG474
0610AA402
0610SP004
0610CB001

Takamura T.(*1),Takenaka H.(*1),Cui Y.(*1),Nakajima T.Y.(*2),Higurashi A.,Fukuda S.(*3),Kikuchi
N.(*3),Nakajima T.(*3),Sano I.(*4) et al.(*1CEReS Chiba Univ.,*2TRIC,*3CCSR Univ.Tokyo,*4Kinki
Univ.):Aerosol and cloud validation system based on SKYNET observations: Estimation of shortwave radiation
budget using ADEOS-II/GLI data, J.Remote Sens.Soc.Jpn.( 日本 リ モー ト センシング学会誌 ), 29(1), 40-53,
2009

0308AE486

Nakajima T.Y.(*1),Higurashi A.,Nakajima T.(*2),Fukuda S.(*2),Katagiri S.(*3)(*1TRIC,*2CCSR
Univ.Tokyo,*3JAXA):Development of cloud and aerosol retrieval algorithms for ADEOS-II/GLI mission,
J.Remote Sens.Soc.Jpn.( 日本 リ モー ト センシング学会誌 ), 29(1), 60-69, 2009

0308AE486

川越清樹 (*1), 風間聡 (*1), 肱岡靖明 , 高橋潔 (*1 東北大 ): 斜面崩壊 リ ス ク評価に対する気候モデルの適
用 , 水工学論文集 , 53, 661-666, 2009

0507BA507
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肱岡靖明 , 高橋潔 , 花崎直太 , 増冨祐司 (*1), 原沢英夫 (*2)(*1 埼玉県環境科国際セ ,*2 内閣府総科技会
議 ): 統合評価モデルを用いた日本を対象 と し た温暖化影響の総合評価 , 地球環境 , 14(2), 127-135, 2009

0610AA103
0610FP012
0810BA004
0507BA507

肱岡靖明 : 温暖化のわが国への影響 , 公衆衛生 , 72(12), 943-947, 2008 0810BA004
0507BA507
0610FP012

肱岡靖明 : 地球温暖化が日本にも た らす影響～温暖化影響総合予測プロ ジェ ク ト ～ , グ ローバルネ ッ ト
, (217), 30-31, 2008

0810BA004
0507BA507
0610FP012

肱岡靖明 : 温室効果ガス削減目標と温暖化影響 , NIRA 政策レ ビ ュー , (43), 8-10, 2009 0810BA004
0507BA507
0610FP012

肱岡靖明 ( 監修 ), 理科年表 平成 22 年 ( 国立天文台編 , 丸善 , 1064p.), 2009 0610AE531
0810BA004
0507BA507
0610FP012

肱岡靖明 :2.1 日本の大幅削減を決める 3 つの要因 , 日本低炭素社会のシナ リ オ－二酸化炭素 70％削減
の道筋－ ( 西岡秀三編著 , 日刊工業新聞 , 195p.), 2008

0810BA004
0610AA104
0408BA369
0507BA507
0610FP012

肱岡靖明 :Q20 ： 2050 年までに排出量半減 と は？ , コ コが知 り たい地球温暖化 ( 気象ブ ッ ク ス 26)( 国立
環境研究所地球環境研究セン ター編著 , 成山堂 , 182p.), 2009

0608AG527
0610AE531
0507BA507
0507BA794
0408BA369

肱岡靖明 ( 監修 ), 理科年表 平成 21 年 ( 国立天文台編 , 丸善 , 1064p.), 2008 0608AG527
0610AE531
0810BA004
0507BA507
0610FP012

肱岡靖明 ( 監修 ), 環境年表 ( 理科年表シ リ ーズ )( 肱岡靖明監修 , 丸善 , 400p.), 2009 0608AG527
0610AE531
0810BA004
0507BA507
0610FP012

日引聡 : ごみ排出の減量化に向けた自治体のごみ対策の課題 , 日本不動産学会誌 , 22(2), 113-118, 2008 0506BE946

日引聡 , 林希一郎 (*1)(*1 名古屋大エコ ト ピア科研 ): 第 4 章 生物多様性の経済学の基礎 . 第 5 章 生物多
様性の環境政策の基礎理論, 生物多様性生態系と経済の基礎知識(林希一郎編著, 中央法規, 412p.), 2009

0709AE453

Managi S.(*1)(*2),Hibiki A.,Tsurumi T.(*1)(*1Yokohama Natl.Univ.,*2IGES):Does trade openness improve
environmental quality?, J.Environ.Econ.Manage., 58(3), 346-363, 2009

0608AG527

岩田和之 (*1), 有村俊秀 (*2), 日引聡 (*1JSPS,*2 上智大 ):ISO14001 認証取得の決定要因 と ト ルエン排出
量削減効果に関する実証研究 , 日本経済研究 , (62), 16-38, 2010

0204BA358
0709AE453

Kawahara S.(*1),Hirai N.,Arai M.(*2),Tatarazako N.(*1Grad.Sch.Univ.Tokyo,*2Environ.Sci.Cent.Univ.Tokyo):
Effects of in vivo combined exposure of Japanese medaka(Oryzias latipes) to a proestrogen, trans-stilbene, and
a CYP1A inducer, β-naphthoflavone, J.Environ.Chem.( 環境化学 ), 19(3), 371-380, 2009

0208AK536

Kawahara S.(*1),Hirai N.,Arai M.(*2),Tatarazako N.(*1Grad.Sch.Univ.Tokyo,*2Environ.Sci.Cent.Univ.Tokyo):
The effect of in vivo co-exposure to estrone and AhR-ligands on estrogenic effect to vitellogenin production
and EROD activity, Environ.Toxicol.Pharmacol., 27(1), 139-143, 2009

0208AK536

平野靖史郎:ナ ノ マテ リ アルの生体への影響- アスベス ト の二の舞にな ら ないために-, 現代化学, (459),
22-26, 2009

0610BY303
0610SP003
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Hiwatari T.,Shirasawa K.(*1),Fukamachi Y.(*1),Nagata R.(*2),Koizumi T.(*3),Koshikawa H.,Kohata
K.(*1Hokkaido Univ.,*2Okhotsk Garinko Tower,*3Mikuniya):Vertical material flux under seasonal sea ice in the
Okhotsk Sea north of Hokkaido, Japan, Polar Sci., 2(1), 41-54, 2008

Z00009999

樋渡武彦 , 森鐘一 (*1), 東博紀 , 村上正吾 , 出口一郎 (*2), 木幡邦男 (*1 モ リ エコ ロ ジー,*2 大阪大院 ): 網
張 り 試験によ る流速減衰と二枚貝浮遊幼生着底促進効果について , 環境工学研究論文集 , 44, 555-561,
2007

0608CB936

樋渡武彦 , 木幡邦男 : 東京湾に移入し た外来大型二枚貝ホンビ ノ スガイについて , 水環境学会誌 , 28(10),
614-617, 2005

0105AE213

Hiwatari T.:Taxonomic study on Hyale(Crustacea, Amphipoda, Hyalidae) from the coast of Japan and adjacent
waters, Publ.Seto Mar.Biol.Lab., 39(4/6), 229-262, 2003

Z00009999

Hiwatari T.,Koshikawa H.,Nagata R.(*1),Suda Y.(*2),Hamaoka S.(*3),Kohata K.,Watanabe M.(*1Okhotsk
Garinko Tower,*2Natl.Fish.Univ.,*3Mombetsu Munic.Off.):Trophic structure on the marine food web in an
nearshore zone on the Okhotsk coast on northern Hokkaido, Japan as traced by delta (13)C and delta (15)N,
Proc.20th Int.Symp.Okhotsk Sea & Sea Ice, 20, 18-22, 2005

Z00009999

Hiwatari T.,Shirasawa K.(*1),Fukamachi Y.(*1),Nagata R.(*2),Koshikawa H.,Kohata K.(*1Hokkaido
Univ.,*2Okhotsk Garinko Tower):Sedimentation from seasonal sea ice: particle flux at an offshore of Mombetsu
in the Okhotsk coast of Hokkaido, Japan, Proc.21th Int.Symp.Okhotsk Sea & Sea Ice, 21, 9-11, 2006

Z00009999

Hiwatari T.,Koshikawa H.,Kohata K.,Nagata R.(*1)(*1Okhotsk Garinko Tower):Interannual variation of material
flux under seasonal sea ice in the Okhotsk Sea north of Hokkaido, Japan, PICES Sci.Rep., 36, 60-63, 2009

Z00009999

中谷隼 (*1), 藤井実 , 森口祐一 , 平尾雅彦 (*1)(*1 東大 ): 使用済ペッ ト ボ ト ルの国内 リ サイ クル と日中間
リ サイ クルのラ イ フサイ クル評価 , 日本 LCA 学会誌 , 4(4), 324-333, 2008

0610SP002
0608BE567

藤谷雄二 : ナ ノ マテ リ アル製造現場での工ーロ ゾル調査から言え る こ と - 作業現場の個々人はど う 対処
すべきか -, 現代化学 , (459), 27, 2009

0606CB014
0610SP003

Fujitani Y.,Furuyama A.,Hirano S.:Generation of airborne multi-walled carbon nanotubes for inhalation studies,
Aerosol Sci.Technol., 43(9), 881-890, 2009

0910CD001
0610SP003

Fujitani Y.,Hirano S.,Kobayashi S.,Tanabe K.,Suzuki A.K.,Furuyama A.,Kobayashi T.:Characterization of
dilution conditions for diesel nanoparticle inhalation studies, Inhal.Toxicol., 21(3), 200-209, 2009

0610SP003
0610BY303

Iijima A.(*1),Sato K.(*2),Fujitani Y.,Fujimori E.(*3),Saito Y.(*1),Tanabe K.,Ohara T.,Kozawa K.(*1),Furuta
N.(*4)(*1Gunma Pref.Inst.Public Health Environ.Sci.,*2ADORC,*3NETI,*4Chuo Univ.):Clarification of the
predominant emission sources of antimony in airborne particulate matter and estimation of their effects on the
atmosphere in Japan, Environ.Chem., 6(2), 122-132, 2009

0608AG441

藤谷雄二 , 小林隆弘 : ナ ノ材料製造現場におけるナ ノ粒子を含めたエア ロ ゾルの現状 , 金属 , 78(9), 865-
869, 2008

0610SP003
0606CB014

藤谷雄二 , 平野靖史郎 : ナ ノ粒子 ・ ナ ノ 材料の健康問題 - その 2- 「ナ ノ粒子の測定法および気相中ナ ノ
粒子の現状」 , 日衛誌 , 63(3), 663-669, 2008

0610SP003

Fujitani Y.,Kobayashi T.:Measurement of aerosols in engineered nanomaterials factories for risk assessment,
Nano, 3(4), 245-249, 2008

0610SP003
0606CB014

Fujitani Y.,Kobayashi T.,Arashidani K.(*1),Kunugita N.(*1),Suemura K.(*2)(*1UOEH,*2Front.Carbon):
Measurement of the physical properties of aerosols in a fullerene factory for inhalation exposure assessment,
J.Occup.Environ.Hyg., 5(6), 380-389, 2008

0610SP003
0606CB014

藤野純一 : 低炭素社会に向けた挑戦 , 調査季報 , 164, 2-7, 2009

Van Vuuren D.P.(*1),Meinshausen M.(*2),Plattner G.-K.(*3),Joos F.(*4),Strassmann K.M.(*4),Smith
S.J.(*5),Wigley T.M.L.(*6),Raper S.C.B(*7),Riahi K.(*8),Fujino J. et al.(*1Netherlands Environ.Assess.Agency,
*2Postdam Inst.Clim.Impact Res.,*3Inst.Biogeochem.Pollut.Dyn.,*4Univ.Bern,*5Pac.Northwest
Natl.Lab.,*6Natl.Cent.Atmos.Res.,*7Manchester Metrop.Univ.,*8IIASA):Temperature increase of 21st
century mitigation scenarios, Proc.Natl.Acad.Sci.USA, 105(40), 15258-15262, 2008

0810BA004
0610AA104
0408BA369

藤野純一 , 榎原友樹 (*1)(*1 みずほ情報総研 ): 温暖化を く い止める方法 - 低炭素社会をつ く ろ う , 温暖
化を く い止めたい (14 歳になった ら考え る地球を救 う 仕事 6)( く さばよ しみ編著 , 汐文社 , 201p.), 2009

0810BA004
0610AA104
0408BA369
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藤野純一 , 榎原友樹 (*1), 岩渕裕子 (*1 みずほ情報総研 ), 低炭素社会に向けた 12 の方策 ( 藤野純一 , 榎
原友樹 , 岩渕裕子編著 , 日刊工業新聞社 , 198p.), 2009

0913BA002
0610AA104
0408BA369
0810BA004

藤野純一 : バッ ク キ ャ ステ ィ ングで今こ そ国づ く り を , オルタナ , (15), 14, 2009 0610AA104
0810BA004
0913BA002

藤野純一 : 低炭素社会に向けた潮流と日本の歩む道 , 建材マン ス リ ー , (527), 1-6, 2009 0610AA104
0810BA004
0913BA002

藤野純一 : 低炭素社会に向けた 12 の方策 , Re, (164), 54-55, 2009 0610AA104
0810BA004
0913BA002

藤野純一 : 低炭素社会におけ る住宅の役割 - 快適さ を逃さ ない住まい と オフ ィ スの中で ト ッ プラ ンナー
機器が手軽に利用でき る暮ら し方・働き方 -, IBEC( 建築環境・省エネルギー機構 ), 4/30(175), 7-10, 2009

0610AA104
0810BA004
0913BA002

藤野純一 : 低炭素社会を実現する ビジネス創出と技術開発 , 商工ジ ャーナル , 35(12), 14-18, 2009 0610AA104
0810BA004
0913BA002

Fujimaki H.,Tin-Tin-Win-Shwe,Yamamoto S.,Nakajima D.,Goto S.:The expression of nerve growth factor in
mice lung following low-level toluene exposure, Toxicol.Lett., 191(2/3), 240-245, 2009

0911CD016
0610AA302

Saitoh K.(*1),Sera K.(*2),Fushimi A.,Fujitani Y.,Hasegawa S.,Takahashi K.,Kobayashi S.,Tanabe K.(*1Akita
Pref.Res.Cent.Public Health Environ.,*2Iwate Med.Univ.):PIXE analysis of atmospheric nano- to micrometer-
size particles in roadside atmosphere, Int.J.PIXE, 18(3/4), 175-186, 2008

0608AG441
0207BY471

Furuyama A.,Kanno S.,Kobayashi T.,Hirano S.:Extrapulmonary translocation of intratracheally instilled fine and
ultrafine particles via direct and alveolar macrophage-associated routes, Arch.Toxicol., 83(5), 429-437, 2009

0405CD500
0610BY303
0610AA303

Bekki K.,Takigami H.,Suzuki G.(*1),Tang N.(*2),Hayakawa K.(*2)(*1Ehime Univ.,*2Kanazawa
Univ.):Evaluaion of toxic activities of polcyclic aromatic hydrocarbon derivatives using in vitro bioassays,
J.Health Sci., 55(4), 601-610, 2009

0610AB447

Peregon A.,Maksyutov S.,Yamagata Y.:An image-based inventory of the spatial structure of West Siberian
wetlands, Environ.Res.Lett., 4, 1-6, 2009

0811BA001

Peregon A.,Uchida M.,Yamagata Y.:Lateral extension in Sphagnum mires along the southern margin of the
boreal region, Western Siberia, Environ.Res.Lett., 4(4), 045028, 2009

0811BA001

細川剛 , 永野麗子 , 持立克身 : 再構成基底膜構造体 sBM 基質 - 精緻な人工組織を可能にする 培養基質 -,
遺伝子医学 MOOK“ 進みつづける細胞移植治療の実際 ” ( 上巻 ), 別冊 , 211-217, 2008

0610FP014
0307BY601

Lu M.(*1),Horiguchi T.,Shiraishi H.,Shibata Y.,Abo M.(*1),Okubo A.(*1),Yamazaki S.(*2)(*1Univ.Tokyo,
*2Nagasaki Univ.):Discrepancy of analytical values of steroid hormones in marine gastropods between GC/MS
and ELISA, Anal.Sci., 17(Suppl.), i1619-i1622, 2001

0105AA166

Horiguchi T.,Kojima M.,Kaya M.,Matsuo T.(*2),Shiraishi H.,Morita M.,Adachi Y.(*1)(*1Ibaraki Univ.):
Tributyltin and triphenyltin induce spermatogenesis in ovary of female abalone, Haliotis gigantea,
Mar.Environ.Res., 54(3/5), 679-684, 2002

0105AA166

Horiguchi T.,Li Z.(*1),Uno S.(*2),Shimizu M.(*3),Shiraishi H.,Morita M.,Thompson J.A.J.(*4),Levings C.D.(*5)
(*1Ocean Univ.,*2Mitsubishi Chem.Saf.Inst.,*3Univ.Tokyo,*42WE Assoc.Consult.,*5West Vancouver
Lab.):Contamination of organotin compounds and imposex in molluscs from Vancouver, Canada,
Mar.Environ.Res., 57(1/2), 75-88, 2003

0105AE043

堀口敏宏 , 超顯書 (*1), 白石寛明 , 柴田康行 , 森田昌敏 , 清水誠 (*2), 陸明 (*3), 山崎素直 (*3)(*1 麗水大 ,
*2 日本大 ,*3 東大 ): 有機スズ汚染と腹足類のイ ンポセ ッ ク スの経年変化と現状 , 沿岸海洋研究 , 37(2),
89-95, 2000

Z00009999

Horiguchi T.,Nishikawa T.,Ohta Y.(*1),Shiraishi H.,Morita M.(*1Tottori Univ.):Time course of expression of
the retinoid X receptor gene and induction of imposex in the rock shell, Thais clavigera, exposed to triphenyltin
chloride, Anal.Bioanal.Chem., 396(2), 597-607, 2010

0911CD007
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Chevallier F.(*1),Maksyutov S.,Bousquet P.(*1),Breon F.M.(*1),Saito R.,Yoshida Y.,Yokota T.(*1CNRS):On
the accuracy of the CO2 surface fluxes to be estimated from the GOSAT observations, Geophys.Res.Lett., 36,
L19807, 2009

0610AA102

Nakatsuka Y.(*1),Maksyutov S.(*1Nagoya Inst.Technol.):Optimization of the seasonal cycles of simulated CO2
flux by fitting simulated atmospheric CO2 to observed vertical profiles, Biogeosci.Discuss., 6, 5933-5957, 2009

0610AA101
0610AA102

Nakatsuka Y.(*1),Maksyutov S.(*1Nagoya Inst.Technol.):Optimization of the seasonal cycles of simulated CO2
flux by fitting simulated atmospheric CO2 to observed vertical profiles, Biogeosciences, 6, 2733-2741, 2009

0610AA101
0610AA102

増井利彦 , 棟居洋介 (*1)(*1 東京工大 ):IPCC 排出シナ リ オ (SRES) にも とづいた世界の農地必要量の変動
要因分析 , 環境科学会誌 , 22(2), 73-90, 2009

0610AE531

Xu Y.(*1),Masui T.(*1Now at Macaulay Land Use Res.Inst.):Local air pollutant emission reduction and ancillary
carbon benefits of SO2 control policies: Application of AIM/CGE model to China, Eur.J.Oper.Res., 198(1), 315-
325, 2009

0810BA004

増井利彦 : 温室効果ガス排出削減に関する中期目標検討について , 地球環境研究セン ターニュース ,
20(3), 2-5, 2009

0810BA004

増井利彦 : 地球環境モデ リ ングの到達点と今後 , 環境科学会誌 , 22(2), 137-142, 2009 0610AE531

増井利彦 :Q26 ： 「炭素税」 は効果があ る？ , コ コが知 り たい地球温暖化 ( 気象ブ ッ ク ス 26)( 国立環境研
究所地球環境研究セン ター著 , 成山堂 , 182p.), 2009

0810BA004

Masutomi Y.,Takahashi K.,Harasawa H.,Matsuoka Y.(*1)(*1Kyoto Univ.):Impact assessment of climate change
on rice production in Asia in comprehensive consideration of process/parameter uncertainty in general
circulation models, Agric.Ecosyst.Environ., 131(3/4), 281-291, 2009

0810BA004
0711BA335
0610AA103
0609CE491
0507BA507

Groisman P.Y.(*1),Clark E.A.(*2),Kattsov V.M.(*3),Lettenmaier D.P.(*2),Sokolik I.N.(*4),Aizen V.B.(*5),
Cartus O.(*6),Machida T.,Maksyutov S. et al.(*1UCAR/NOAA,*2Washington Univ.,*3VMGO,*4GIT,*5Idaho
Univ.,*6Friedrich Schiller Univ.):The northern Eurasia earth science partnership: An example of science applied
to societal needs, Bull.Am.Meteorol.Soc., 90(5), 671-688, 2009

0810AC002
0711BB569
0610AA102
0610AA101

Morita T.(*1),Haruyama J.(*1),Miyamoto H.(*2),Honda C.(*3),Ohtake M.(*1),Yokota Y.(*1),Matsunaga
T.,Hirata N.(*3),Demura H.(*3),Takeda H.(*4) et al.(*1ISAS/JAXA,*2Univ.Tokyo,*3Univ.Aizu,*4Chiba
Inst.Technol.,*5Univ.Hokkaido):Formation age of the Iunar crater Giordano Bruno, Meteorit.Planet.Sci., 44(8),
1115-1120, 2009

Sobue S.(*1),Sasaki S.(*1),Kato M.(*1),Maejima H.(*1),Minamino H.(*1),Konishi H.(*1),Otake H.(*1),
Nakazawa S.(*1),Tateno N.(*1),Matsunaga T. et al.(*1JAXA):The result of SELENE(KAGUYA) development
and operation, Recent Patents on Space Technol., 1, 12-23, 2009

0810AE005

Otake M.(*1),Matsunaga T.,Haruyama J.(*1),Yokota Y.(*1),Morota T.(*1),Honda C.(*2),Ogawa Y.(*2),Torii
M.(*3),Miyamoto H.(*4),Arai T.(*5) et al.(*1ISAS/JAXA,*2Univ.Aizu,*3Fujitsu,*4Univ.Tokyo,*5Chiba
Inst.Technol.):The global distribution of pure anorthosite on the Moon, Nature, 461, 236-241, 2009

0810AE005

Morota T.(*1),Haruyama J.(*1),Honda C.(*2),Ohtake M.(*1),Yokota Y.(*1),Kimura J.(*3),Matsunaga T.,Ogawa
Y.(*2),Hirata N.(*2),Demura H.(*2) et al.(*1ISAS/JAXA,*2Univ.Aizu,*3Univ.Hokkaido):Mare volcanism in the
lunar farside Moscoviense region: Implication for lateral variation in magma production of the Moon,
Geophys.Res.Lett., 36, L21202, 2009

0810AE005

Haruyama J.(*1),Hioki K.(*2),Shirao M.(*3),Morota T.(*1),Hiesinger H.(*4),van der Bogert Carolyn H.(*4),
Miyamoto H.(*5),Iwasaki A.(*6),Yokota Y.(*1),Matsunaga T. et al.(*1ISAS/JAXA,*2NTT DATA CCS,
*3Tokyo,*4Inst.Planetol.Westfalische Wilhelms-Univ.,*5Univ.Museum Univ.Tokyo,*6Univ.Tokyo,*7RCAST
Univ.Tokyo):Possible lunar lava tube skylight obderved by SELENE cameras, Geophys.Res.Lett., 36, L21206,
2009

0810AE005

Nakamura R.(*1),Matsunaga T.,Ogawa Y.(*2),Yamamoto S.,Hiroi T.(*3),Saiki K.(*4),Hirata N.(*2),Arai
T.(*5),Kitazato K.(*2),Takeda H.(*5) et al.(*1AIST,*2Univ.Aizu,*3Brown Univ.,*4Osaka Univ.,*5Chiba
Inst.Technol.):Ultramafic impact melt sheet beneath the South Pole-Aitken basin on the Moon,
Geophys.Res.Lett., 36, L22202, 2009

0810AE005

松橋啓介 :2050 年低炭素社会に向けたビジ ョ ン構築 , 日交研シ リ ーズ A, 462, 1-11, 2009 0507AG521
0408BA587
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松橋啓介 : 低炭素社会実現に向けた交通システム改善のポイ ン ト , 調査季報 , 164, 36-39, 2009 0507AG521
0408BA587

松橋啓介 : 地球環境時代の交通システムのビジ ョ ン と実現策 , 都市計画 , 279, 25-28, 2009 0911BA004
0507AG521
0408BA587

松橋啓介 : 低炭素都市の実現に向けた LRT の役割 , IATSS Review, 34(2), 39-46, 2009 0408BA587
0911BA004

松橋啓介 , 加藤秀樹 : エコ ド ラ イブの燃料消費量削減効果に関する研究 , 運輸部門における温室効果ガ
ス削減施策の長期的評価に関する研究 ( 日交研シ リ ーズ A-489)( 室町泰徳編著 , 日本交通政策研究会 ,
56p.), 2009

0909MA002
0911BA004
0408BA587
0808AF004

松橋啓介 , 加藤秀樹 : 低炭素社会に向けたエコ ド ラ イブの役割 , 環境情報科学 , 38(4), 37-41, 2009 0408BA587
0808AF004
0911BA004

松橋啓介 : 運輸部門から の CO2 排出量の中長期的削減に向けた対策 , 低炭素都市 ( 大西隆 , 小林光編著 ,
学芸出版社 , 256p.), 2010

0911BA004
0507AG521
0610AA104
0408BA587

松本健一 : ポス ト 京都議定書における帰属炭素税 , 総合政策研究 , 30, 139-150, 2008 0610SP001
0810BA004

Matsumoto K.,Masui T.:Mid-term dynamic effects of carbon Tax based on the imputed price of carbon,
Environ.Sci., 22(6), 391-400, 2009

0810BA004
0610AA104
0610SP001

Matsumoto F.,Ichinose T.(Toshiaki),Shiraki Y.(*1),Harada I.(*1RIHN):Climatological study of mitigation on
thermal environment by a large restoration of inner-city river -A case of Cheong-Gye Stream in Seoul City-,
Ber.Meteorol.Inst.Albert-Ludwigs-Univ.Freiburg Nr.18, (18), 87-94, 2009

0306CD553
0507CD824

Kataoka K.(*1),Matsumoto F.,Ichinose T.(Toshiaki),Taniguchi M.(*2)(*1Univ.Tsukuba,*2RIHN):Urban
warming trends in several large Asian cities over the last 100 years, Sci.Total Environ., 407(9), 3112-3119, 2009

0306CD553
0510KZ503

松本理 : メ ラ ミ ンによ るペッ ト の急性腎障害の原因はシアヌル酸 と の共結晶であった , フ ァルマシア ,
45(5), 469-471, 2009

0610SP003

松本幸雄 (*1), 松本理 (*1 統数研 ): 環境の リ ス ク解析 - 化学物質の健康 リ ス クの例 , Estrela, (183), 14-
19, 2009

0610AK915
0610AK544

Mitsumori F.,Watanabe M.,Takaya N.:Quantification of the regional non-hemin iron in human brain in vivo
through the apparent transverse relaxation rate of the tissue water at 4.7T, Proc.Int.Soc.Magn.Reson.Med., 17,
4464, 2009

0610AE416
0709CD311

Yamaguchi M.(*1),Mitsumori F.,Watanabe H.,Takaya N.,Minami M.(*2)(*1Natl.Cancer Cent.Hosp.East,
*2Univ.Tsukuba):Visualization of seminiferous tubules in rat testes in normal and diseased conditions by high-
resolution MRI, Magn.Reson.Med., 62(3), 637-644, 2009

0709CD311
0610AE416

Mitsumori F.,Watanabe H.,Takaya N.:Estimation of brain iron concentration in vivo using a linear relationship
between regional iron and apparent transverse relaxation rate of the tissue water at 4.7T, Magn.Reson.Med.,
62(5), 1326-1330, 2009

0610AE416
0709CD311

三森文行 :MRI の原理と装置の構成 , MRI 安全性の考え方 ( 日本磁気共鳴医学会安全性評価委員会監修 ,
学研 メ デ ィ カル秀潤社 , 279p.), 2010

0709CD311
0610AE416

Miyawaki K.,Omori Y.(*1),Hibiki A.(*1Univ.Tokyo):Panel data analysis of Japanese residential water demand
using a discrete/continuous choice approach, CIRJE Discuss.Pap., CIRJE-F-717, 1-29, 2010

0709AE453
0708AE370

藍川昌秀 (*1), 平木隆年 (*1), 大泉毅 (*2), 野口泉 (*3), 村野健太郎 (*4), 向井人史 (*1 兵庫県環境研セ ,*2
新潟県県民生活･環境部 ,*3 北海道環境科研セ ,*4 法政大 ): 歴史に学び， 歴史を拓 く - 地方自治体によ
る “ 酸性雨 ” 調査 ・ 研究の将来展望 -, 環境技術 , 38(11), 59-65, 2009

0911AE005

Wen Lih-Chyi(*1),Lin Chun-Hsu(*1), 村上理映 , 朴勝俊 (*2)(*1 台湾中華経済研院 ,*2 京都産大 ): 台湾の
廃電子 ・ 電気機器 (WEEE) の リ サイ クル政策に関する評価 , 東アジアの環境賦課金制度－制度進化の条
件と課題 (LEE Soocheol 著 , 昭和堂 , 403p.), 2010

0610AA201
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森育子 :6.1 大気 ( エーロ ゾル ), 化学分析 ・ 試験に役立つ標準物質活用ガイ ド ( 久保田正明編著 , 丸善 ,
308p.), 2009

0608BA487
0610AD474

森育子,西川雅高:7.4.2 酸性雨と黄砂飛来, 風工学ハン ド ブ ッ ク (日本風工学会編, 朝倉書店, 419p.), 2007 0610AA401
0608AE478
0608BA487

森口祐一 : 温暖化対策と し てのバイオ燃料の効果の評価 , 環境情報科学 , 38(3), 43-49, 2009 0610SP002
0610AA104

森口祐一 : 巻頭言 消費者を対象 と し た対策の重要性と有効性 , 環境情報科学 , 38(4), 1, 2009 0610AA104
0408BA587

Moriguchi Y.,MacLean H.L.(*1),Duchin F.(*2),Hagelueken C.(*3),Halada K.(*4),Kesler S.E.(*5),Mueller
D.(*6),Norgate T.E.(*7),Reuter M.A.(*8),van der Voet E.(*9)(*1Univ.Tronto,*2Rensselaer Polytech.Inst.,
*3Umicore AG & Co KG,*4Natl.Inst.Mater.Sci.,*5Univ.Michigan,*6Norwegian Univ.Sci.Technol.,*7CSIRO
Miner.,*8Ausmelt,*9Leiden Univ.):Mineral resources Quantitative and qualitative aspects of sustainability.
Stocksm Flows, and Prospects of Mineral Resources, Linkages of Sustainability(Graedel T.E.,van der Voet
E.eds., MIT Press, 430p.), 2010

0608AG527
0610SP002

MacLean H.L.(*1),Duchin F.(*2),Hagelueken C.(*3),Halada K.(*4),Kesler S.E.(*5),Moriguchi Y.,Mueller
D.(*6),Norgate T.E.(*7),Reuter M.A.(*8),van der Voet E.(*9)(*1Univ.Toronto,*2Rensselaer Polytech.Inst.,
*3Umicore AG,*4NIMS,*5Univ.Michigan,*6Norwegian Univ.Sci.Technol.,*7CSIRO Miner.,*8Ausmelt,
*9Leiden Univ.):Stocks, flows, and prospects of mineral resources, Linkages of Sustainability(Graedel T. E.,van
der Voet E.eds., MIT Press, 430p.), 2010

0608AG527
0610SP002

Lyulin O.M.(*1),Nikitin A.V.(*1),Perevalov V.I.(*1),Morino I.,Yokota T.,Kumazawa R.(*2),Watanabe
T.(*2)(*1Inst.Atmos.Opt.,*2Toray Res.Cent.):Measurements of N2- and O2-broadening and shifting
parameters of methane spectral lines in the 5550-6236 cm(-1) region, J.Quant.Spectrosc.Radiat.Transfer,
110(9/10), 654-668, 2009

0913AE002
0610AA102

Nikitin A.V.(*1),Mikhailenko S.(*1),Morino I.,Yokota T.,Kumazawa R.(*2),Watanabe T.(*2)
(*1Inst.Atmos.Opt.,*2Toray Res.Cent.):Isotopic substitution shifts in methane and vibrational band assignment
in the 5560-6200 cm(-1) region, J.Quant.Spectrosc.Radiat.Transfer, 110(12), 964-973, 2009

0913AE002
0610AA102

今城尚志 (*1), 住吉吉英 (*2), 藤原久志 (*3), 森野勇 (*1 日本女大 ,*2 東大 ,*3 広島市大 ): 第 5 章 スペク
ト ルデータの解析法 , 分光装置 Q&A( 分光測定入門シ リ ーズ )( 日本分光学会編 , 講談社 , 156p.), 2009

0610AA102
0913AE002

Ohyama H.(*1)(*2),Morino I.,Nagahama T.(*3),Machida T.,Suto H.(*2),Oguma H.,Sawa Y.(*4),Matsueda
H.(*4),Sugimoto N.,Nakane H. et al.(*1Kobe Univ.,*2Now at JAXA,*3STEL Nagoya Univ.,*4MRI):Column-
averaged volume mixing ratio of CO2 measured with ground-based Fourier transform spectrometer at Tsukuba,
J.Geophys.Res., 114, D18303, 2009

0810BY001
0610AA102
0913AE002

Sakamoto Y.(*1),Yamano D.(*1),Nakayama T.(*1),Kawasaki M.(*1),Morino I.,Inoue G.(*2)(*1Kyoto
Univ.,*2RIHN):Buffer-gas pressure broadening for the third overtone band of NO measured with continuous-
wave cavity ring-down spectroscopy, Chem.Lett., 38(10), 1000-1001, 2009

0913AE002

Yamano D.(*1),Sakamoto Y.(*1),Yabushita A.(*1),Kawasaki M.(*1),Morino I.,Inoue G.(*2)(*1Kyoto
Univ.,*2RIHN):Buffer-gas pressure broadening for the 2ν3 band of methane measured with continuous-wave
cavity ring-down spectroscopy, Appl.Phys.B, 97(2), 523-528, 2009

0610AA102
0913AE002

Araki M.(*1),Morino I.,Machida T.,Sawa Y.(*2),Matsueda H.(*2),Yokota T.,Uchino O.(*1Now at Tokyo
Univ.Sci.,*2MRI):CO2 column-averaged volume mixing ratio derived over Tsukuba from measurements by
commercial airlines, Atmos.Chem.Phys.Discuss., 10, 3401-3421, 2010

0610AA102
0810BY001

Inoue K.,Yasuda K.,Kawamoto K.:Report: Atmospheric pollutants discharges from municipal solid waste
incineration and gasification-melting facilities in Japan, Waste Manage.Res., 27(6), 617-622, 2009

0610AB546

Yasuda K.,Yoda I.,Kawamoto K.:Feasibility of a monitoring system for detecting changes in dioxin
concentrations of both in flue gas and fly ash in incineration plants, J.Mater.Cycles Waste Manag., 11(4), 328-
338, 2009

0610AB546

Kawaguchi M.(*1),Morohoshi K.(*2),Saita E.(*3),Yanagisawa R.,Watanabe G.(*3),Takano H.,Morita M.,Imai
H.(*4),Taya K.(*3),Himi T.(*1)(*1Musashino Univ. ,*2Mitsubishi  Chem.Saf . Inst. ,*3Tokyo
Univ.Agric.Technol.,*4Univ.Miyazaki):Developmental exposure to pentachlorophenol affects the expression of
thyroid hormone receptor β1 and synapsin ? in brain, resulting in thyroid function vulnerability in rats,
Endocrine, 33(3), 277-284, 2008

0507AG476
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Huang F.(*1),Yamaki K.(*1),Tong X.(*2),Fu L.(*3),Zhang R.(*4),Cai Y.(*4),Yanagisawa R.,Inoue Ken-
ichiro,Takano H.,Yoshino S(*1)(*1Kobe Pharm.Univ.,*2First Affiliated Hosp.Guangzhou Univ.TCM,*3 307
Hosp.,*4Jinan Univ.):Inhibition of the antigen-induced activation of RBL-2H3 cells by sinomenine,
Int.Immunopharmacol., 8(3), 502-507, 2008

0507AG476

金子是久 (*1), 矢部徹 , 野原精一 (*1 日本生態系協会 ): 東京湾小櫃川河口干潟における植生変化 と立地
条件 , 景観生態学 , 9(2), 27-32, 2005

0305AG597
0305AG597
0505AE841
0305AG597

石井裕一 (*1), 小松伸行 (*1), 張替慧 (*2), 矢部徹 , 渡邊圭司 (*1), 根岸正美 (*1), 岩崎順 (*3)(*1 茨城県霞ヶ
浦環境科セ ,*2 千葉工大 ,*3 茨城県内水面水試 ): 霞ヶ浦における コ イ養殖漁場底泥中の形態別 リ ン分布
の特徴 , 日本水産学会誌 , 74(4), 607-614, 2008

0406AH019
0408AH376
0307AF511
0307AF511

Tatsumoto H.(*1),Ishii Y.(*1),Machida M.(*1),Aikawa M.(*2),Fujimura Y.(*3),Yabe T.,Taki K.(*4)(*1Chiba
Univ.,*2Kisarazu Natl.Coll.Technol.,*3Chiba Pref.Environ.Res.Cent.,*4Chiba Inst.Technol.):Characteristic of
concentration and composition of heavy metals in seawater, sediment and macroalgae, Ulva sp, in Yatsu tidal
flat in Tokyo Bay, Japan, Jpn.J.Water Treat.Biol.( 日本水処理生物学会誌 ), 40(4), 125-135, 2004

0406AF389
0305AG597
0305AG597
0103AE144

町田基 (*1), 石井裕一 (*1), 藤村葉子 (*2), 相川正美 (*3), 早見友基 (*4), 矢内栄二 (*4), 瀧和夫 (*4), 矢部徹 ,
立本英機 (*1)(*1 千葉大 ,*2 千葉県環境研セ ,*3 木更津高専 ,*4 千葉工大 ): 初夏の谷津干潟における浮遊
粒子状物質及び微量重金属濃度の経時変化と物質収支 , 水環境学会誌 , 28(1), 15-22, 2005

0305AG597
0305AG597

Tanaka N.(*1),Tomita-Ishii C.,Yabe T.,Tamaoki M.(*1Natl.Mus.Nat.Sci.):Genetic variation of invasive aquatic
plant Elodea nuttallii(Planch.) St.John(Hydrocharitaceae) in Japan, J.Jpn.Bot., 84(1), 33-38, 2009

0303AH589
0405AH390
0405CD390
0812AE003

Yabe T.,Ishii Y.,Amano Y.(*1),Koga T.(*2),Nohara S.,Tatsumoto H.(*1)(*1Chiba Univ.,*2Wakayama
Univ.):Green tide formed by free-floating Ulva spp. at Yatsu tidal flat, Japan, Limnology, 10(3), 239-245, 2009

0610FP017
0405CD390
0303AH589
0405AH390
0812AE003

Ishii Y.(*1),Harigae S.(*2),Tanimoto S.(*2),Yabe T.,Yoshida T.(*3),Taki K.(*2),Komatsu N.(*1),Watanabe K.
(*1),Negishi M.(*1),Tatsumoto H.(*4)(*1Ibaraki Pref. Kasumigaura Env.Sci.Cent.,*2Chiba
Inst.Tech.,*3Grad.Sch.Tokai Univ.,*4Chiba Univ.):Spatial variation of phosphorus fractions in bottom
sediments and the potential contributions to eutrophication in shallow lakes, Limnology, 11(1), 5-16, 2010

0307AF511
0408AH376

山田正人 : 埋立物制御技術と し ての中間処理 , 廃棄物資源循環学会誌 , 20(6), 292-296, 2009 0610AB546
0709BE280

朝倉宏 (*1), 渡辺洋一 (*2), 山田正人 , 小野雄策 (*3), 井上雄三 (*1 復建調査設計 ,*2 埼玉県環境科国際セ ,*3
日本工大 ): 砂状の建設混合廃棄物破砕選別残さ中の廃石膏ボード と木の含有特性 , 都市清掃 , 62(289),
254-260, 2009

0610AB546
0709BE280

山田正人 , 遠藤和人 , 井上雄三 : 終処分場へ向か う 産業廃棄物の流れ , 環境技術 , 38(4), 233-240, 2009 0610AB546
0407BC381

阿部誠 (*1), 山田正人 (*1 秋田県大 ): 土壌動物 ( ト ビムシ ) を用いた固体廃棄物の環境影響評価手法の検
討 , 第 8 回環境地盤工学シンポジウ ム発表論文集 , 287-290, 2009

0610AB546
0709BE280

Asakura H.(*1),Yamada M.,Inoue Y.,Watanabe Y.(*2),Ono Y.(*2)(*1Fukken,*2Cent.Environ.Sci.Saitama):
Investigation on the components removed in loss on ignition test of sandy crushed construction and demolition
waste, Waste Manage.Res., 28(1), 11-19, 2010

0610AB546
0709BE280

Sawamura H.(*1),Yamada M.,Endo K.,Soda S.(*1),Ishigaki T.(*2),Ike M.(*1)(*1Osaka Univ.,*2Ryukoku
Univ.):Characterization of microorganisms at different landfill depths using carbon-utilization patterns and 16S
rRNA gene based T-RFLP, J.Biosci.Bioeng., 109(2), 130-137, 2010

0610AB546

Yamaguchi T.(*1),Kayanne H.(*2),Yamano H.(*1Keio Univ.,*2Univ.Tokyo):Archaeological investigation of the
landscape history of an Oceanic atoll: Majuro, Marshall Islands, Pac.Sci., 63(4), 537-565, 2009

0810BA009
0610AE004

杉原薫 (*1), 園田直樹 (*1), 今福太郎 (*1), 永田俊輔 (*1), 指宿敏幸 (*1), 山野博哉 (*1 福岡大 ): 九州西岸か
ら隠岐諸島にかけての造礁サンゴ群集の緯度変化 , 日本サンゴ礁学会誌 , 11, 51-67, 2009

0610AE005
0809BA001
0709LA582
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山野博哉 , 浪崎直子 : 前線のサンゴ ： 千葉県館山のエン タ ク ミ ド リ イ シ群体の変化 , 日本サンゴ礁学
会誌 , 11, 71-72, 2009

0610AE005
0809BA001

渡邊剛 (*1), 島村道代 (*1), 山野博哉 (*1 北海道大院 ): 北限サンゴ礁から採取されたキ ク メ イ シ属サンゴ
骨格中の酸素 ・ 炭素同位体比 , 日本サンゴ礁学会誌 , 11, 83-90, 2009

0610AE005
0809BA001
0709LA582

山崎敦子 (*1), 渡邊剛 (*1), 岨康輝 (*1), 中地シュ ウ (*2), 山野博哉 , 岩瀬文人 (*2)(*1 北海道大院 ,*2 黒潮生
物研 ): 高知県竜串湾に生息する 造礁性サンゴ骨格を用いた温帯域の古環境復元 , 日本サンゴ礁学会誌 ,
11, 91-107, 2009

0610AE005
0809BA001

中尾有伸 (*1), 山野博哉 , 藤井賢彦 (*1), 山中康裕 (*1)(*1 北海道大院 ): 日本のサンゴ被度データベース
の作成と分析 , 日本サンゴ礁学会誌 , 11, 109-129, 2009

0610AE005

屋良由美子 (*1), 藤井賢彦 (*1), 山中康裕 (*1), 岡田直資 (*1), 山野博哉 , 大島和裕 (*1)(*1 北海道大院 ): 地
球温暖化に伴 う 海水温上昇が日本近海の造礁サンゴの分布 と健全度に及ぼす影響評価, 日本サンゴ礁学
会誌 , 11, 131-140, 2009

0610AE005

山野博哉 , 松永恒雄 :16 サンゴ礁 - 生物によ って形成された地形 , 宇宙から見た地形－日本 と世界－ (
加藤碩一 他編 , 朝倉書店 , 135p.), 2010

0610AE004
0610AE005

Hanaizumi H.(*1),Akiba M.(*1),Yamano H.,Matsunaga T.(*1Hosei Univ.):A pan-sharpening method for satellite
image-based coral reef monitoring with higher accuracy, Proc.11th Int.Coral Reef Symp., 626-630, 2008

0610AE005

山村茂樹 :6 ヒ 素還元菌を利用し た汚染土壌の修復 , メ タ ルバイ オテク ノ ロ ジーによ る 環境保全と 資源回
収－新元素戦略の新し いキーテク ノ ロ ジー－ ( 吉田和哉 , 植田充美 , 池道彦監修 , シーエムシー出版 ,
291p.), 2009

0607CD940
0607AE442

Yamamura S.,Watanabe Mirai.,Yamamoto N.(*1),Sei K.(*1),Ike M.(*1)(*1Grad.Sch.Osaka Univ.):Potential for
microbially mediated redox transformations and mobilization of arsenic in uncontaminated soils, Chemosphere,
77(2), 169-174, 2009

0809CD007

山元昭二 ,Tin-Tin-Win-Shwe, 藤巻秀和 : 特集 ： 気道暴露 ( 吸入 , 気管内投与等 ) 法を用いた動物実験モ
デル ： 環境ナ ノ粒子の気道暴露によ るマウ ス呼吸器系および脳神経系への影響 , アニテ ッ ク ス , 21(5),
16-21, 2009

0610BY303

Yamamoto S.,Tin-Tin-Win-Shwe,Yoshida Y.(*1),Kunugita N.(*1),Arashidani K.(*1),Fujimaki H.(*1UOEH):
Children's Immunology, what can we learn from animal studies (2): Modulation of systemic Th1/Th2 immune
response in infant mice after prenatal exposure to low-level toluene and toll-like receptor(TLR) 2 ligand,
J.Toxicol.Sci., 34(Spec.Issue 2), SP341-SP348, 2009

0709CD283
0610AA302

Yamamoto S.,Tin-Tin-Win-Shwe,Yoshida Y.(*1),Kunugita N.(*1),Arashidani K.(*1),Fujimaki H.(*1UOEH):
Suppression of Th1- and Th2-type immune responses in infant mouse spleen after prenatal and postnatal
exposure to low-level toluene and peptidoglycan, Inhal.Toxicol., 21(9), 793-802, 2009

0709CD283
0610AA302

酒井伸一 (*1), 山本貴士 , 野馬幸生 , 貴田晶子 , 寺園淳 (*1 京大環境保全セ ): アスベス ト 廃棄物の溶融分
解と その分析学的評価に関する研究 , 廃棄物学会誌 , 17(5), 290-300, 2006

0505BE954
0610AA202

Kraxner F.(*1),Yang J.,Yamagata Y.(*1IIASA):Attitudes towards forest, biomass and certification - A case
study approach to integrate public opinion in Japan, Bioresour.Technol., 100(17), 4058-4061, 2009

0610AA103

Parrish D.D.(*1),Kuster W.C.(*1),Shao M.(*2),Yokouchi Y.,Kondo Y.(*3),Goldan P.D.(*1),de Gouw J.A.(*1),
Koike M.(*3),Shirai T.(*1ESRL/NOAA,*2Peking Univ.,*3Univ.Tokyo):Comparison of air pollutant emissions
among mega-cities, Atmos.Environ., 43(40), 6435-6441, 2009

Z00009999

横内陽子 :VOC 類 , 大気環境学会誌 , 44(6), 348-350, 2009 0610FP013
0810AG001

横内陽子 , 斉藤拓也 , 向井人史 , 白井知子 , 菅田誠治 : 東アジアにおけるハロゲン系温室効果気体の排出
に関する観測研究 , 地球環境保全試験研究費 ( 地球一括計上 ) 平成 20 年度終了研究成果報告集 ( 環境省
地球環境局総務課研究調査室著 , 環境省地球環境局総務課研究調査室 , 299p.), 2009

0610SP001
0610AA101
0508BB770

横田達也 : プラ ネ ッ ト ・ アース 「いぶき」 が温室効果ガス を初観測 , Newton, 8, 118, 2009 0610AL917

Yokota T.,Yoshida Y.,Eguchi N.,Ota Y.,Tanaka T.,Watanabe H.,Maksyutov S.:Global concentrations of CO2
and CH4 retrieved from GOSAT: First preliminary results, SOLA, 5, 160-163, 2009

0610AL917
0610AA102

今須良一 (*1), 横田達也 (*1 東大気候システム研セ ): 宇宙からの温室効果ガス観測の新たな る幕開け , パ
リ テ ィ , 25(1), 65-67, 2009

0610AA102
0610AL917
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Boesch H.(*1),Parker R.(*1),Cogan A.(*1),Knappett D.(*1),Monks P.(*1),Palmer P.(*2),Feng L.(*2),Yokota
T.,Maksyutov S.,Crisp D.(*3),Miller C.E.(*3)(*1Univ.Leicester,*2Univ.Edinburgh,*3JPL):CO2 and CH4
retrievals from GOSAT and SCIAMACHY, Proc.Atmos.Sci.Conf., 2009

0610AA102

Yokomizo H.,Botsford L.W.(*1),Holland M.D.(*1),Lawrence C.A.(*1),Hastings A.(*1)(*1Univ.California):
Optimal wind patterns for biological production in shelf ecosystems driven by coastal upwelling, Theor.Ecol.,
3(1), 53-63, 2010

Z00009999

Iwasa Y.(*1),Suzuki-Ohno Y.(*2),Yokomizo H.(*1Kyushu Univ.,*2Grad.Sch.Tohoku Univ.):Paradox of nutrient
removal in coupled socio-economic and ecological dynamics for lake water pollution, Theor.Ecol., 3(2), 113-
122, 2010

0610AA304

Yoshida F.(*1),Kojima M.(*2),Aoki Y.(*3),Yoshida A.,Sasaki S.(*4),Chung S.(*2)(*5)(*1Hokkaido Univ.,*2IDE/
JETRO,*3Kokusai Kogyo.,*4Mitsubishi UFJ Res.Consult.,*5JSPS):Proper E-waste processing and disposal.
Waste generation and transboundary movement, The State of the Environment in Asia 2006/2007(Jpn
Environ.Counc.ed., United Nations Univ.Press, 327p.), 2009

0911BE006
0610AA204

吉田綾 : 循環型社会の構築における日中協力の可能性 , 中国科学技術月報 , (36), 2009 0610AA204

小島道一 (*1), 鄭城尤 (*1)(*2), 吉田綾 , 佐々木創 (*3)(*1JETRO アジア経済研 ,*2JSPS,*3 三菱 UFJ リ サー
チ & コ ンサルテ ィ ング ): 第 ３ 章 使用済み製品の国際 リ ユース ・ リ サイ クルに関する制度設計 . 第 ７ 章
中国の輸入廃棄物原料規制の動向 , アジア地域におけ る リ サイ クルの実態 と 国際資源循環の管理 ・ 3R
政策 (K2067) 平成 20 年度廃棄物処理等科学研究研究報告書 ( 小島道一 他編著 , 138p.), 2009

0610AA204
0608BE938
0608BE328

吉田綾 : 第 9 章 資源の循環利用 , 中国の持続可能な成長－資源 ・ 環境制約の克服は可能か？ ( 堀井伸浩
編 , アジア経済研究所 , 287p.), 2010

0610AA204

Yoshida Y.,Ota Y.,Eguchi N.,Tanaka T.,Morino I.,Uchino O.,Kikuchi N.(*1),Nobuta K.(*1),Watanabe
H.,Yokota T.(*1Fujitsu FIP):Preliminary results of the column abundances of global carbon dioxide and methane
obtained from Greenhouse gases Observing SATellite(GOSAT), Proc.Atmos.Sci.Conf., 2009

0610AL917
0610AA102

吉田幸生 , 横田達也 : 温室効果ガス観測技術衛星 GOSAT によ る CO2 カ ラ ム平均濃度の初期解析結果 ,
大気化学研究会ニュース レ ター , (22), 8-9, 2010

0610AL917
0610AA102

Yoshida Y.,Oguma H.,Morino I.,Suto H.(*1),Kuze A.(*1),Yokota T.(*1JAXA):Mountaintop observation of CO2
absorption spectra using a short wavelength infrared Fourier transform spectrometer, Appl.Opt., 49(1), 71-79,
2010

0610AA102

Yoshida Y.:Development of air conditioning technologies, Cool.India, 5(1), 58-62, 2009 0810BA007

Yoshida Y.(Yukiko):Development of the strategy for Low-Carbon cities in Building-Blocks, Cool.India, 5(3), 70-
78, 2009

0810BA007

Yoshida Y.(Yukiko),Ichinose T.(Toshiaki):Research and development of the information system for building-
regional environmental evaluation, Ber.Meteorol.Inst.Albert-Ludwigs-Univ.Freiburg Nr.18, (18), 253-257,
2009

0810BA007

吉田友紀子 : 低炭素型都市実現にあたって鍵と な る要素 - 建築エネルギーシステムの可能性 -, 建築雑
誌 ・ 建築年報 2009, 124(1594), 24-25, 2009

0810BA007

米澤健一 , 松橋啓介 : 自治体規模の違いによ る自家用乗用車の CO2 排出量変化の要因分析 , 都市計画論
文集 , 44(3), 109-114, 2009

0911BA004
0909MA002
0610AA104
0408BA587

Li C.,Taneda S.,Taya K.(*1),Watanabe G.(*1),Li X.(*1),Fujitani Y.,Nakajima T.(*2),Suzuki A.K.(*1Tokyo
Univ.Agric.Technol.,*2Grad.Sch.Nagoya Univ.):Effects of in utero exposure to nanoparticle-rich diesel exhaust
on testicular function in immature male rats, Toxicol.Lett., 185(1), 1-8, 2009

0610BY303
0610AA303

Li C.,Taneda S.,Taya K.(*1),Watanabe G.(*1),Li X.(*1),Fujitani Y.,Ito Y.(*2),Nakajima T.(*2),Suzuki
A.K.(*1Tokyo Univ.Agric.Technol.,*2Grad.Sch.Nagoya Univ.):Effects of inhaled nanoparticle-rich diesel
exhaust on regulation of testicular function in adult male rats, Inhal.Toxicol., 21(10), 803-811, 2009

0610BY303
0610AA303
0610SP003

Takagi K.(*1),Fukuzawa K.(*1),Liang N.,Kayama M.(*1),Nomura M.(*1),Hojyo H.(*1),Takahashi Y.,Nakaji
T.,Oguma H.,Fujinuma Y.(*1Hokkaido Univ.,*2NIAES,*3Hokkaido Electr.Power):Change in CO2 balance
under a series of forestry activities in a cool-temperate mixed forest with dense undergrowth, Glob.Change
Biol., 15(5), 1275-1288, 2009

0610AC933
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Liu C.,Wang Q-X.,Lei A-L.(*1),Yang Y-H.(*2),Ouyang Z.(*2),Lin Y-M(*2),Li Y.(*2),Wang K-L.(*2)
(*1Changjiang Water Resour.Prot.Inst.,*2Chin.Acad.Sci.):Identification of anthropogenic parameters for a
regional nitrogen balance model via field investigation of six ecosystems in China, Biogeochemistry, 94(2), 175-
190, 2009

0610SP004
0911BA006
0609BY923
0610AA402

Watanabe H.,Takaya N.,Mitsumori F.:T2 correction and quantitation method on highly resolved 2D constant
time (1)H spectra in human brain using 2D FT of shared time domain data, Proc.Int.Soc.Magn.Reson.Med., 17,
2388, 2009

0910AF002
0709CD315
0610AE416

渡辺宏 , 石原博成 (*1), 林謙二 (*2), 河添史絵 , 横田達也 (*1 富士通エフア イ ピー ,*2 ジオテ ク ノ ス ): 温
室効果ガス観測技術衛星 (GOSAT), 電子情報通信学会誌 , 92(9), 737-742, 2009

0610AL917

Watanabe M.,Noma Y.:Influence of combustion temperature on formation of nitro-PAHs and decomposition and
removal behaviors in pilot-scale waste incinerator, Environ.Sci.Technol., 43(7), 2512-2518, 2009

0610AB447
0610AA202
0608BE946
0610SP002

渡部真文 : 化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律 (2), ぶんせき , 2009(5), 242-243, 2009 0610AB447
0610AA202
0910BA001

Watanabe Mirai.,Takamatsu T.,Koshikawa-K.M.,Yamamura S.,Inubushi K.(*1)(*1Chiba Univ.):Dry deposition
of acidic air pollutants to tree leaves, determined by a modified leaf-washing technique, Atmos.Environ., 42(32),
7339-7347, 2008

0610FP016
0809AF001

渡邊未来 : 空から降る金属 , 生物工学会誌 , 87(4), 190, 2009 0708AE320
0808AE001
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青木康展 ： 遺伝子導入動物を用いた変異原物質の検出 , 長浜バイオ大学 バイオサイエン ス学部 「生理
活性物質概論」 講義 , 長浜 , 2009/6

0610SP003

青木康展 ： 有害大気汚染物質に関わる大気環境基準 ( 指針値 ) 設定における リ ス ク評価 , 日本 リ ス ク研
究学会 第 22 回年次大会 , 東京 , 2009/11, 同講演論文集 , 327-328

0610AK544

Aoki Y.,Hashimoto A.H.,Amanuma K.,Matsumoto M.,Masumura K.(*1),Nohmi T.(*1)(*1NIHS) ： In vivo
mutagenesis induced by the air pollutants in the testis of gpt delta transgenic mice, 21st Cent.Adv.Mol.Toxicol.
Environ.Chem.Pathog.Dis., Tokyo, 2009/10, Abstracts, 173

0610AK544

Aoki Y.： Assessment of in vivo mutagenesis induced by environmental chemicals using transgenic animals for
detecting mutagens, 2nd Int.Conf.Environ.Health Sci., Seoul, 2009/10, Speaker's Presentation Materials, 189-196

0610AK544

青木康展 , 松本理 ： 化学物質のがん原性試験と in vivo mutagenicity 試験結果の相関性 , 日本環境変異原
学会 第 38 回大会 , 静岡 , 2009/11, 同要旨集 , 155

0610AK544

Aoki Y. ： Enhanced in vivo mutaitions in the lung of phase II enzyme-suppressed mice, 10th Int.Conf.Environ.
Mutagens(ICEM), Florence, 2009/8, Abstracts, 70

0610AK544

Aoki Y.,Hashimoto A.H.,Matsumoto M.,Sugawara Y.(*1),Goto S.(*1),Masumura K.(*2),Nohmi T.(*2)(*1Toho
Univ.,*2NIH)：Benzo[a]pyrene-Induced mutagenesis in the lungs of young and old mice: Young mice are highly
susceptible, CCT Meet.PPTOXII: Role of Environmental Stressors in the Developmental Origins of Disease,
Miami Beach, 2009/12, Abstracts, VI.15

0610AK544

青木康展：実験的知見に基づいた大気環境目標値の設定－有害影響の閾値の有無判定の考え方について
－ , 環境 リ ス ク評価ワーク シ ョ ッ プ 「有害大気汚染物質の環境基準 ・ 指針値設定ガイ ド ラ イ ン策定に向
けて」 , 東京 , 2010/3

0610AK544
0810MA002

青野光子 , 脇山成二 (*1), 永津雅人 (*1), 中嶋信美 , 西沢徹 , 玉置雅紀 , 久保明弘 , 佐治光 (*1 自然環境研
セ ) ： 我が国における除草剤耐性ナタネの生育調査 , 国際生物多様性の日シンポジウ ム 2009 「外来種の
来た道 , 行 く 道」 , 東京 , 2009/5, 同要旨集 , 86-87

0808BY004

青野光子 , 岡崎淳 (*1), 三輪誠 (*2), 小川和雄 (*2), 武田麻由子 (*3), 小松宏昭 (*3), 久保明弘 , 中嶋信美 ,
玉置雅紀 , 佐治光 他 (*1 千葉県環境研究セ ,*2 埼玉県環境科国際セ ,*3 神奈川県環境科セ ) ： オゾンに
よ る植物被害 と その分子的 メ カニズムに関する研究－遺伝子発現でアサガオのオゾ ン ス ト レ ス を診断
する (3) － , 第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 , 2009/9, 同講演要旨集 , 553

0708AH293

岡崎淳 (*1), 青野光子 , 三輪誠 (*2), 小川和雄 (*2), 武田麻由子 (*3), 小松宏昭 (*3), 山神真紀子 (*4), 福田
拓 (*5), 久保明弘 , 佐治光 他 (*1 千葉県環境研究セ ,*2 埼玉県環境科国際セ ,*3 神奈川県環境科セ ,*4 名
古屋市環境科研 ,*5 鳥取県衛環境研 ) ： オゾンによ る植物被害と その分子的 メ カニズムに関する研究－
可視被害と オゾン濃度と の関係－ , 第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 , 2009/9, 同講演要旨集 , 552

0708AH293

Aoyagi-Usui M. ： Learning to adapt: Case of gender alliance in Japan, Reg.Workshop Mainstreaming Clim.
Change Adapt.Dev.Plann., Tokyo, 2009/4, Abstracts

0712BA339

Aoyagi-Usui M. ： People's interest and understanding of climate change issues and influence of mass media,
IR3S-Tyndall Cent.Jt.Symp.: Pathway toward low carbon society and global sustainability, Norwich, 2009/5,
Abstracts

0809AF003
0712BA339
0609CE491

青柳みど り ：環境 リ テ ラ シーと神経科学 リ テ ラ シー, シンポジウ ムﾓ神経科学 リ テ ラ シーﾓ, 東京, 2009/5

Aoyagi-Usui M. ： Information source and environmentally friendly consumption in the East Asian perspectives,
5th Int.Conf.Int.Soc.Ind.Ecol.(ISIE), Lisbon, 2009/6, Abstracts

0712BA339

青柳みど り , 山崎聖子 (*1), 吉澤庸子 (*1)(*1 電通総研 ) ： 持続可能な ラ イ フ ス タ イルを若者はど う と ら
えているか－ UNEP Global Survey on Lifestyles の結果から－ , 環境経済 ・ 政策学会 2009 年大会 , 千葉 ,
2009/9, 同報告要旨集 , 294-295

0811AE001
0712BA339

Aoyagi-Usui M.：GSSL national presentation 1: Japan, Global Surv.Sustainable Lifestyles Reg.Workshop Asia-
Pac., Daejeon(Korea), 2009/8

0712BA339

Aoyagi-Usui M. ： How the public understanding of science and technology can contribute to environmental
sustainability, 1st Global Environ.Leaders lnt.Symp., Hiroshima, 2009/9

0809AF003
0712BA339
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Aoyagi-Usui M.：Development of training program for better understanding climate change risk: Applying focus
group interview method, Soc.Risk Anal., Baltimore, 2009/12, Abstracts, 48-49

0809AF003
0811AE001
0712BA339

Aoyagi-Usui M. ： Public responses for the Low Carbon Society in Japan, IGES-KLH Res.Workshop,
Bogor(Indonesia), 2010/2, Program

0809AF003
0712BA339

三瓶由紀 , 青柳みど り ：温暖化に関する テレ ビ報道の特性と変化 , 科学技術社会論学会 第 8 回年次研究
大会 , 東京 , 2009/11, 同予稿集 , 44-45

0811AE001
0712BA339

赤坂宗光 , 高田雅之 (*1), 北川理恵 (*1), 五十嵐博 (*2)(*1 北海道環境科研セ ,*2 北海道野生植物研 ) ： 外
来植物の分布パターン と生態的特性と の関係 , 第 56 回日本生態学会大会 (ESJ 56), 盛岡 , 2009/3, 同講
演要旨集 , 145

0610AA304

岡本実希 (*1), 赤坂宗光 , 中川惠 , 西廣淳 (*1), 高村典子 (*1 東大院 )： ヒ シの繁茂が沈水植物に与え る影
響～優占 ６ 種の応答の違い , 第 56 回日本生態学会大会 (ESJ 56), 盛岡 , 2009/3, 同講演要旨集 , 311

0810AH002

Akasaka M.,Osawa T.(*1)(*1Kanagawa Pref.Nat.Environ.Conserv.Cent.) ： Strategic eradication of a noxious
invasive plant Rudbeckia laciniata ?: Identification of landscape factors to explain the distribution at an early-
stage of invasion, 国際生物多様性の日シンポジウ ム 2009 「外来種の来た道 , 行 く 道」 , 東京 , 2009/5, 同
要旨集 , 112-113

0610AA304

Osawa T.(*1),Akasaka M.(*1Kanagawa Pref.Nat.Environ.Conserv.Cent.) ： Strategic eradication of a noxious
invasive plant Rudbeckia laciniata II: Establishment of appropriate eradication methods, 国際生物多様性の日
シンポジウ ム 2009 「外来種の来た道 , 行 く 道」 , 東京 , 2009/5, 同要旨集 , 114-115

0610AA304

Akasaka M. ： Species distribution model: where do we head for?, 1st ASIAHORCs Jt.Symp., Nagoya, 2009/7,
Abstracts

0610AK526
0610AA304

赤坂宗光 , 高村典子 ： ため池の連結の影響－池の重な り がも た らす多様性 ・ 群集構造－ , 応用生態工学
会 第 13 回大会 , さいたま , 2009/9, 同予稿集 , 13-14

0911CD001
0610AA304

赤坂卓美 (*1), 赤坂宗光 , 高津文人 , 中村太士 (*1)(*1 北海道大院 )：安定同位体から生物の環境選択を考
え る ： 景観構造に着目し て , 第 57 回日本生態学会大会 (ESJ 57), 東京 , 2010/3, 同講演要旨集 , T29-3

0610AA304
0610AK526

赤坂宗光 , 樋口伸介 (*1), 三橋弘宗 (*2), 角野康郎 (*1)(*1 神戸大院 ,*2 兵庫県人と自然の博物館 ) ： ため
池の水生植物の消失と市街化 ・ 護岸率の関係 ： 形質に注目し て , 第 57 回日本生態学会大会 (ESJ 57), 東
京 , 2010/3, 同講演要旨集 , T29-4

0610AA304
0610AK526

Akashi O.,Hanaoka T.,Matsuoka Y.(*1),Kainuma M.(*1Kyoto Univ.) ： Medium-term projection of CO2
emissions from industrial sector considering activity level and technology change, Int.Conf.Sustainability
Transition, Osaka, 2009/7, Abstracts, 93-96

0810BA004

Akashi O.,Hanaoka T.,Kainuma M.,Matuoka Y.(*1)(*1Kyoto Univ.)： A projection for global CO2 emissions from
the industrial sector  through 2030 based on activity level and technology changes, 5th Dubrovnik Conf.Sustainable
Dev. Energy,Water Environ.Syst., Dubrovnik, 2009/10, Abstracts, 329

0610SP001
0610AA104
0609CE491
0810BA004

Akashi O.：Global mid-term emission scenario with special attention to Asian regions, 15th AIM Int.Workshop,
Tuskuba, 2010/2, Program

0913BA002
0810BA004
0610AA104
0609CE491
0610SP001

Akashi O. ： Modeling on service demand: Industry and transport, 15th AIM Int.Workshop, Tuskuba, 2010/2,
Program

0913BA002
0810BA004
0610AA104
0609CE491
0610SP001

Akashi O. ： Growth and development path, Asian Modeling Exercise Meet., Beijing, 2010/3 0609CE491
0610SP001
0610AA104
0913BA002
0810BA004
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Akashi O. ：Energy systems and technology(Policy scenarios), Asian Modeling Exercise Meet., Beijing, 2010/3 0913BA002
0810BA004
0610AA104
0609CE491
0610SP001

Akanuma H.,Nagano R.,Imanishi S.,Toyoshiba H.,Sone H.： Stage-Specific Gene profiling during neural
differentiation of mouse embryonic stem cells, 48th Annu.Meet.Soc.Toxicol., Baltimore, 2009/3, Abstracts, 1843

0709BD451

Akanuma h.,Nagano R.,Sone H.,Koikegami S.(*1)(*1LLC) ： Exploring gene expression signatures related to
stage-speci f ic  gene pro f i l ing neural  d i f ferent iat ion o f  mouse embryonic stem cel ls ,  21st
Cent.Adv.Mol.Toxicol.Environ.Chem.Pathog.Dis., Tokyo, 2009/10, Abstracts, 169

0709BD451

赤沼宏美 , 永野麗子 , 曽根秀子 , 大迫誠一郎 (*1), 今西哲 (*2)(*1 東大 ,*2 産総研 ) ： マウ ス ES 細胞にお
ける水酸化 PCB187 及び BDE47 の神経系及び血管系分化への影響に関する研究 , 日本内分泌攪乱化学
物質学会 第 12 回研究発表会 , 東京 , 2009/12, 同研究発表会要旨集 , 116

0709BD451

Yamashita Y.(*1),Sakamoto K.(*2),Akiyoshi H.,Takahashi M.(*1),Nagashima T.,Zhou L.B.(*3)(*1CCSR
Univ.Tokyo,*2ANA,*3Chin.Acad.Sci.)：Response of the CCSR/NIES chemistry-climate model to the solar cycle
and volcanic aerosol during 1980-2000, SPARC CCMVal Workshop 2009, Toronto, 2009/6, Abstracts

0913AE001
0709BA375

Tilmes S(*1),Mueller R.(*2),Austin J.(*3),Akiyoshi H.,Yamashita.Y(*4),Plummer D.(*5),Hegglin M.(*6),Eyring
V.(*7),Pawson S.(*8),Stolarski R.(*8) et al.(*1NCAR,*2FZJ,*3NOAA/GFDL,*4CCSR Univ.Tokyo,
*5Environ.Can.,*6Univ.Toronto,*7DLR-Inst.Atmos.Phys.,*8NASA/Goddard Space Flight Cent.) ： CCMVal
model evaluation of heterogeneous processes in the polar lower stratosphere, SPARC CCMVal Workshop 2009,
Toronto, 2009/6, Abstracts

0709BA375
0913AE001

Hoor P.(*1),Austin J.(*2),Akiyoshi H.,Baumgaertner A.(*1),Bekki S.(*3),Bodeker G.(*4),Braesicke
P.(*5),Bruehl C.(*1),Butchart N.(*6),Nagashima T. et al.(*1Max Planck Inst.Chem.,*2NOAA/GFDL,
*3Univ.Paris,*4NIWA,*5Cambridge Univ.,*6Met Off.) ： Transport characteristics in the UTLS in models and
observations, SPARC CCMVal Workshop 2009, Toronto, 2009/6, Abstracts

Tilmes S.(*1),Pan L.,(*1),Austin J.(*2),Akiyoshi H.,Yamashita Y.(*3),Plummer D.(*4),Hegglin M.(*5),Dameris
M.(*6),Eyring V.(*6),Pawson S.(*7) et al.(*1NCAR,*2NOAA/GFDL,*3CCSR Univ.Tokyo,*4Environ.Can.,
*5Univ.Toronto,*6DLR-Inst.Atmos.Phys.,*7NASA/Goddard Space Flight Cent.)： Model evaluation of tracer
behavior in the upper troposphere lower stratosphere(UTLS), SPARC CCMVal Workshop 2009, Toronto, 2009/6,
Abstracts

0913AE001
0709BA375

Calvo N.(*1),Pena-Ortiz C.(*2),Gray L.(*3),Manzini E.(*4),Matthes K.(*1),Randel W.(*1),Lamarque J.F.(*1),
Akiyoshi H.,Scinocca J.(*5),Michou M.(*) et al.(*1NCAR,*2Univ.Pablo de Olavide,*3Reading Univ.,*4CMCC,
*5Univ.Victoria)： Ozone QBO signal in CCMVal-2 models, SPARC CCMVal Workshop 2009, Toronto, 2009/6,
Abstracts

0913AE001
0709BA375

Yamashita Y.(*1),Sakamoto K.(*2),Akiyoshi H.,Takahashi M.(*1),Nagashima T.,Zhou L.B.(*3)(*1CCSR
Univ.Tokyo,*2ANA,*3Chin.Acad.Sci.)：The sensitivity of chemistry climate model results to the solar cycle and
volcanic aerosol during 1980-2000, MOCA-09, Montreal, 2009/7, Abstracts, M01.5/20417

0710CD390
0709BA375

秋吉英治 , 山下陽介 (*1), 坂本圭 (*2),Zhou Libo(*3), 今村隆史 (*1 東大気候システム研セ ,*2 全日空 ,*3 中
国大気物理研 ) ： CCSR/NIES 化学気候モデルを用いた CCMVal-REF2 シナ リ オ実験 と気候固定実験にお
ける成層圏オゾン と ハロゲン濃度の回復時期 , 日本地球惑星科学連合 2009 年大会 , 千葉 , 2009/5, 同予
稿集 , F207-007

0913AE001
0709BA375

山下陽介 (*1), 坂本圭 (*2), 秋吉英治 , 高橋正明 (*1), 永島達也 ,Zhou L.B.(*3)(*1 東大気候シス テム研セ ,*2
全日空 ,*3 中国大気物理研 ) ： 化学気候モデルを用いた 1980-2000 年における太陽変動 と火山変動の分
離実験 , 日本地球惑星科学連合 2009 年大会 , 千葉 , 2009/5, 同予稿集 , F207-008

0709BA375

林寛生 (*1), 今井弘二 (*2), 高橋千賀子 (*1), 鈴木睦 (*1), 佐野琢己 (*1), 秋吉英治 , 塩谷雅人 (*3), 谷口弘
智 (*4)(*1ISAS/JAXA,*2 と め研 ,*3 京大 ,*4 富士通エフア イ ピー ) ： JEM/SMILES が観測する成層圏 BrO
について , 第 23 回大気圏シンポジウ ム , 相模原 , 2009/2, 同予稿集

0913AE001
0710CD390

今井弘二 (*1), 林寛生 (*2), 高橋千賀子 (*2), 鈴木睦 (*2), 秋吉英治 , 河本望 (*3), 関美恵子 (*3)(*1 と め研
究所 ,*2ISAS/JAXA,*3RESTEC) ： JEM/SMILES HCl の測定の検討状況について , 第 23 回大気圏シンポジ
ウ ム , 相模原 , 2009/2, 同予稿集

0913AE001
0710CD390
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Bruehl C.(*1),Baumgaertner A.(*1),Austin J.(*2),Lamarque J.F.(*3),Akiyoshi H.,Plummer D.(*4),Bekki
S.(*5),Shibata K.(*6),Rozanov E.(*7),Chipperfield M.(*8) et al.(*1Max Planck Inst.,*2GFDL,*3NCAR,
*4CCCma,*5CNRS,*6MRI,*7PMOD/WRC IAC ETHZ,*8Univ.Leeds,*9Met Off.)：Reactive nitrogen, hydrogen
and chlorine species and stratospheric ozone in the CCMVal2-models and constraints by satellite data, SPARC
CCMVal Workshop 2009, Toronto, 2009/6, Abstracts

0710CD390
0709BA375

Akiyoshi H.,Yamashita Y.(*1),Sakamoto K.(*2),Zhou L.B.(*3),Imamura T.(*1CCSR Univ.Tokyo,*2ANA,
*3Chin.Acad.Sci.)：Ozone and halogen recovery time in the future stratosphere calculated bu the CCSR/NIES
CCM under the CCMVal-REF2 scenario and a no-climate-change run, IGAC-SPARC Jt.Workshop, Kyoto,
2009/10, Abstracts, 16

0709BA375

Yamashita Y.(*1),Sakamoto K.(*2),Akiyoshi H.,Takahashi M (*1),Nagashima T.,Zhou L.B.(*3)(*1CCSR
Univ.Tokyo,*2ANA,*3Chin.Acad.Sci.) ： Ozone and temperature response of a chemistry climate model to the
solar cycle, volacaic aerosol, sea surface temperature, and QBO, IGAC-SPARC Jt.Workshop, Kyoto, 2009/10,
Abstracts, P-29

0709BA375

秋吉英治 , 山下陽介 (*1), 坂本圭 (*2),Zhou.L.B.(*3)(*1 東大気候システム研究セ ,*2 全日空 ,*3 中国科院
大気物理研 ) ： オゾンホール と南半球の波動活動 と の関係 , 日本気象学会 2009 年度秋季大会 , 福岡 ,
2009/11, 同講演予稿集 , 73

0710CD390
0709BA375

林寛生 (*1), 今井弘二 (*2), 高橋千賀子 (*1), 鈴木睦 (*1), 佐野琢己 (*1), 秋吉英治 , 塩谷雅人 (*3), 谷口弘智
(*4)(*1ISAS/JAXA,*2 と め研 ,*3 京大生存圏研 ,*4 富士通エフアイ ピー )： JEM/SMILES が観測する 成層圏
BrO について－気候値データ ベース と L2 積算処理に関する 検討－ , 第 9 回宇宙科学シンポジウ ム , 相模
原 , 2009/1, プロ グラ ム

0913AE001

秋吉英治 ,Zhou L.B.(*1), 山下陽介 (*2), 坂本圭 (*3), 吉識宗佳 (*4), 黒川純一 , 永島達也 , 高橋正明 (*2)(*1
中国科院大気物理研 ,*2 東大気候システム研究セ ,*3 全日空 ,*4NTT データ経営研 )：オゾンホール と南
極渦崩壊時期 , 2009 年度南極昭和基地大型大気レーダー計画 (PANSY) 研究集会 , 立川 , 2009/12

0913AE001
0710CD390
0709BA375

岡本功太 (*1), 佐藤薫 (*1), 秋吉英治 (*1 東大院 ) ： CCSR/NIES CCM 21 世紀予測データ を用いた成層圏
循環変化の解析 , 2009 年度南極昭和基地大型大気レーダー計画 (PANSY) 研究集会 , 立川 , 2009/12

0913AE001

芦名秀一 ： 温暖化防止のために～ COP15 の成功のため～ , 「温暖化防止 COP15」 の成功のための学習
会 , つ く ば , 2009/4

0810BA004
0610AA104
0408BA369

芦名秀一 , 藤野純一：地域特性を考慮し たわが国家庭部門における カーボンフ リ ーエネルギーシステム
の実現可能性検討 , 第 28 回エネルギー ・ 資源学会研究発表会 , 東京 , 2009/6, 同講演論文集 , 13

0913BA002
0810BA004
0610AA104

Ashina S.,Fujino J.：Feasibility study for low-carbon grid with renewables in Japan, 2009 Int.Energy Workshop,
Venice, 2009/6

0810BA004
0610AA104
0913BA002

芦名秀一 , 岩渕裕子 , 池上貴志 , 藤野純一 ： 再生可能エネルギーを活用し た低炭素社会実現に向けて－
再生可能エネルギーで低炭素社会を創る－ , 第 4 回新エネルギー展示会アカデ ミ ッ ク エ リ ア研究成果プ
レゼンテーシ ョ ン , 千葉 , 2009/6

0810BA004
0610AA104
0913BA002

芦名秀一 , 藤野純一 , 藤原和也 (*1), 榎原友樹 (*1), 日比野剛 (*1)(*1 みずほ情報総研 )：バッ ク キ ャ ステ ィ
ング手法を用いたわが国家庭部門の低炭素化ロード マ ッ プの検討 , 第 18 回日本エネルギー学会大会 ,
札幌 , 2009/7, 同予稿集 , 462-463

0810BA004
0610AA104
0913BA002

Ashina S. ： Projection of GHG missions -Make the inventory and AIM models will give the future pathways-,
7th Workshop GHG Inventories Asia(WGIA 7), Seoul, 2009/7

0610AA104
0810BA004
0913BA002

芦名秀一 ： 脱温暖化社会に向けて , 環境科学特別講座－研究 前線からの報告 , 東京 , 2009/10 0610AA104
0810BA004
0913BA002

芦名秀一 ： 地球温暖化の現状と将来動向～必要と なる取組～ , 九州経済連合会 , 福岡 , 2009/9 0610AA104
0810BA004
0913BA002

Ashina S.：Japan low-carbon society -Scenario development and policy implications-, Urban Plannn.Sustainable
Dev., 東京 , 2010/3

0610AA104
0810BA004
0913BA002
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Ashina S. ： Low-Carbon society models -Case of Japan LCS study-, Asian Modeling Meet., Tsukuba, 2009/9 0610AA104
0810BA004
0913BA002

Ashina S. ： Back casting model, AIM Train.Workshop 2009, Tsukuba, 2009/9 0610AA104
0810BA004
0913BA002

Abe M.,Shiogama H.,Hargreaves J.C.(*1),Annan J.D.(*1),Nozawa T.,Emori S.(*1FRCGC/JAMSTEC) ：
Investigation of relations between inter-model similarities for present and projected future mean climate, EGU
Gen.Assem.2009, Vienna, 2009/4, Abstracts, EGU2009-2089

0610AA103
0711CE432
0711BA335

Aramaki T.,Nagao S.(*1),Nakamura Y-h.(*2),Uchida M.,Shibata Y.(*1Kanazawa Univ.,*2Hokkaido Univ.) ：
Effects of rainfall on carbon isotopes of POC in the Teshio River, Northern Japan, 20th Int.Radiocarbon Conf.,
Kailua-Kona, 2009/6, Abstracts, 146

0708CD447

Bril A.,Budak V.P.(*1),Ilyushin Ya.A.(*2),Korkin S.V.(*1),Oshchepkov S.L.(*1Moscow Power
Eng.Inst.,*2Moscow State Univ.)：Matrix form of VRTE solution for vertically stratified slab, 26th PIERS 2009,
Moscow, 2009/8, Abstracts, 347

0610AA102

Bril A.,Oshchepkov S.,Yokota T. ： First results of CO2 and CH4 retrievals from GOSAT SWIR observations
with PPDF-based algorithm, AGU 2009 Fall Meet., San Francisco, 2009/12, Abstracts

0610AA102

李政勲 , 児玉圭太 , 大山政明 , 赤羽祥明 (*1), 一色竜也 (*2), 高尾雄二 (*3), 白石寛明 , 堀口敏宏 (*1 千葉
県水研セ ,*2 神奈川県水技セ ,*3 長崎大 ) ： 東京湾産マコガレ イの産卵量 , 仔稚魚密度の時空間的変化 ,
および環境要因の影響 , 平成 21 年度日本水産学会春季大会 , 東京 , 2009/3, 同予稿集 , 63

0610AA304

Lee D-Y.,Xu K-Q.,Ebie Y.,Inamori Y.(*1)(*1Fukushima Univ.) ： Continuous hydrogen and methane
fermentation from food waste in the thermophilic Two-Stage fermentation process with the sludge recycle, 2009
Korean Soc.Environ.Eng.(KSEE) Conf., Changwon, 2009/5, Abstracts, 87-88

0709MA564
0610AA203
0610AB519

柳沼圭吾 (*1), 杉浦則夫 (*1), 稲森悠平 (*2), 李東烈 , 蛯江美孝 , 徐開欽 (*1 筑波大 ,*2 福島大 )：食品廃棄
物を対象と し た内部循環型水素・ メ タ ン二段発酵におけるエネルギー回収 と排水処理特性の検証 , 日本
水処理生物学会 第 46 回大会 , 高知 , 2009/11, 日本水処理生物学会誌 , 8

0610AA203

Lee D-Y.,Xu K-Q.,Kim M-S.(*1),Inamori Y.(*2)(*1Korea Inst.Energy Res.,*2 Fukushima Univ.) ： Influence of
organic loading rate on continuous H2 production using a membrane bioreactor from food waste, 6th
Int.Symp.Environ.Anaerobic Technol., Hong Kong, 2009/11, Abstracts

0610AA203
0610AB519

李東烈 , 徐開欽 , 稲森悠平 (*1), 蛯江美孝 (*1 福島大 ) ： 食品廃棄物からの汚泥循環型水素 ・ メ タ ン二相
発酵に関する研究 , 第 44 回日本水環境学会年会 , 福岡 , 2010/3, 同講演集 , 160

0709MA564
0610AB519
0610AA203

石井裕一 , 矢部徹 , 玉置雅紀 , 中村雅子 (*1), 野原精一 , 中嶋信美 (*1 鳥取大院 ) ： 谷津干潟における グ
リ ーン タ イ ド が物質収支に与え る影響 , 第 1 回日本湿地学会大会 ( 学術報告会 ), 東京 , 2009/9, 同講演
要旨集

0610FP017
0911AH003
0812AE003

長谷川恒行 (*1), 石井裕一 , 石川俊行 (*1), 元木努 (*2), 位田俊臣 (*2), 矢部徹 , 中里亮治 (*3)(*1 茨城大院 ,
*2 茨城県霞ケ浦環境科セ ,*3 茨城大 )：霞ヶ浦 ( 西浦・北浦 )100 地点調査－その 2. ユス リ カの種組成 と
その分布 , 日本陸水学会 第 74 回大会 , 大分 , 2009/9, 同講演要旨集 , 82

0610FP017

石井裕一 , 中里亮治 (*1), 元木努 (*2), 位田俊臣 (*2), 小松伸行 (*2), 小田切敬子 (*2), 塚本威 (*2), 山本麻
美子 (*2), 三好久美子 (*2) 矢部徹 他 (*1 茨城大 ,*2 茨城県霞ケ浦環境科セ ,*3 茨城大院 )：霞ヶ浦 ( 西浦・
北浦 )100 地点調査－その 1. 底質性状と その分布 , 日本陸水学会 第 74 回大会 , 大分 , 2009/9, 同講演要
旨集 , 83

0610FP017

石井裕一 , 矢部徹 , 玉置雅紀 , 中村雅子 (*1), 中嶋信美 (*1 鳥取大院 ) ： 沿岸浅海域における グ リ ーン タ
イ ド現象に関する研究 , 第 12 回自然系調査研究機関連絡会議 (NORNAC), 伊勢原 , 2009/11, 同講演会要
旨集 , O-7

0911AH003
0910AF006
0812AE003

石井裕一 , 矢部徹 , 玉置雅紀 , 中嶋信美 , 中村雅子 (*1), 立本英機 (*2), 芝原達也 (*3)(*1 鳥取大院 ,*2 千葉
大 ,*3 谷津干潟自然観察セ )： 谷津干潟においてグリ ーンタ イ ド を形成する 浮遊アオサ類の種構成比 , 第
44 回日本水環境学会年会 , 福岡 , 2010/3, 同講演集 , 43

0911AH003
0610FP017
0910AF006
0812AE003

石堂正美,鈴木純子：ロ テ ノ ンによ るin vitro 神経幹細胞移動阻害, 第32回日本神経科学大会(Neuroscience
2009), 名古屋 , 2009/9, 同予稿集 , P1-d17

0610AA302
0608ZZ569
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石堂正美 , 鈴木純子：環境化学物質によ る ラ ッ ト 神経幹細胞のアポ ト ーシス誘導 , 第 18 回日本アポ ト ー
シス研究会学術集会 , 長崎 , 2009/8, 同予稿集 , 42

0610AA302
0608ZZ569

Ishido M.： Alteration of gene  expression of hypophysial hormones and their receptors in environmental chemical-
caused hyperactive rats, 8th World Congr.Neurohupophysial Horm., Kitakyushu, 2009/9, Abstracts, 114

0610AA302
0608ZZ569

Ishido M. ： Neurodegeneration of dopaminergic neurons by an environmental risk factor, 19th World
Congr.Neurol., Bangkok, 2009/10, Program, 121

0610AA302
0608ZZ569

石堂正美：IGF-1 と ビ ス フ ェ ノール Ａ の相乗によ る ヒ ト 乳癌細胞 MCF-7 の増殖に及ぼす メ ラ ト ニンの
抑制効果 , 第 68 回日本癌学会学術総会 , 横浜 , 2009/10, 同予稿集 , 113

0911CD018

Ishido M. ： Temporal dynamics of gene expression during PACAP-induced PC12 cell differentiation, 9th
Int.Symp.VIP,PACAP Relat.Peptides, Kagoshima, 2009/10, Abstracts, 82

0610AA302
0608ZZ569

石濱史子 , 小熊宏之 , 武田知己 , 竹中明夫 ： 湿地性植物の分布予測 ： 種間 ・ 手法間比較によ る空間自己
相関の原因の検討 , 第 56 回日本生態学会大会 (ESJ 56), 盛岡 , 2009/3, 同講演要旨集 , 481

0610FP017
0608AG485

大谷雅人 (*1), 石濱史子 , 西廣淳 (*2)(*1 森林総研 ,*2 東大 ) ： 植物の絶滅 リ ス ク と生態的特性と の関係 ,
第 56 回日本生態学会大会 (ESJ 56), 盛岡 , 2009/3, 同講演要旨集 , 145

0610FP017

石原光則 , 長谷川均 (*1), 林誠二 , 山野博哉 (*1 国士舘大 ) ： 衛星画像を用いた石垣島轟川流域における
土地被覆分類 , 日本サンゴ礁学会 第 12 回大会 , 名護 , 2009/11, 同講演要旨集 , 20

0812CD007

石森洋行 , 遠藤和人 , 山田正人： 穿孔前後の埋立地ガス フラ ッ ク ス 計測によ る 覆土層の透気係数の推定 ,
第 8 回環境地盤工学シンポジウ ム , 秋田 , 2009/7, 同発表論文集 , 373-376

0709BA279
0610AA204

石森洋行 , 遠藤和人 , 山田正人：閉鎖式チャ ンバー法よ り 計測されるガス フ ラ ッ ク スについて , 第 20 回
廃棄物資源循環学会研究発表会 , 名古屋 , 2009/9, 同予稿集 , 449-450

0709BA279
0610AA204

Ishimori H.,Endo K.：Effect of S-p relation model on DNAPL migration simulation result, COMSOL Conf.2009
Boston, Boston, 2009/10, Proceedings

Ishimori H.,Endo K.,Yamada M. ： Reliability evaluation for static chamber method at landfill sites, COMSOL
Conf.2009 Boston, Boston, 2009/10, Proceedings

0709BA279
0610AA204

石森洋行 , 遠藤和人 , 山田正人 ： 廃棄物処分場における温室効果ガスの排出挙動解析事例 , COMSOL
Conf.2009 Tokyo, 東京 , 2009/12

0709BA279
0811BC001
0610AB546

磯崎輔 , 今村隆史 ： 重水素置換し た CH3O ラ ジカル と O2 の反応に対する動的同位体効果 , 日本化学会
第 89 春季年会 , 船橋 , 2009/3, 同予稿集 , 1E6-50

0608AG441
0610FP015

磯崎輔 , 今村隆史 ： LIF 法を用いた CH3O+O2 反応速度に対する H/D 同位体効果の測定 , 第 14 回大気
化学討論会 , 横浜 , 2008/10, 同講演要旨集 , 87

0608AG441
0610FP015

Isozaki T.,Imamura T.：Kinetic isotope effects in the reactions of deuterated CH3O radicals with O2, 第 25 回
化学反応討論会 , さ いたま , 2009/6, 同予稿集 , 100

0610FP015

Isozaki T.,Imamura T.：Reactions of deuterated CH3O radicals with O2: A key step for propagation of deuterium
in the atmospheric oxidation of CH4, 24th Int.Conf.Photochem., Toledo, 2009/7, Abstracts, 457

0911AG004
0610FP015

Isozaki T.,Imamura T. ： Kinetic isotope effects in the reactions of methoxy radicals with molecular oxygen,
Workshop Chem.Earth's Atmos., Tokyo, 2009/9, Abstracts, 26

0911AG004
0610FP015

磯崎輔 , 内田里沙 (*1), 福田さや花 (*1), 今村隆史 (*1 神戸大院 ) ： 光イオン化質量分析法によ る RCO ラ
ジカルの反応速度の研究 , 第 3 回分子科学討論会 , 名古屋 , 2009/9, 同予稿集

0911AG004
0610FP015

福田さ や花 (*1), 内田里沙 (*1), 中川和道 (*1), 磯崎輔 , 佐藤圭 , 今村隆史 (*1 神戸大 )： 光化学オゾンおよ
びSOAの生成に対する 紫外線増大の影響, 第15回大気化学討論会, つく ば, 2009/10, 同講演要旨集, P-58

0911CD009
0911AG004
0610AE402
0610AA401

平野勇二郎 (*1), 一 ノ瀬俊明 , 井村秀文 (*1)(*1 名古屋大 ) ： 都市散水によ る ヒ ー ト ア イ ラ ン ド緩和効果
の数値シ ミ ュ レーシ ョ ン , 日本地理学会 2009 年春季学術大会 , 東京 , 2009/3, 同発表要旨集 , 166

0707BX543

一 ノ瀬俊明 ： ロー ・ カーボン ・ シテ ィ , 2009 年度日本建築学会大会学術講演会 ( パネルデ ィ スカ ッ シ ョ
ン ： 低炭素社会と ヒ ー ト ア イ ラ ン ド） , 仙台 , 2009/8, 同講演梗概集 , 3-4

0810BA007
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Ichinose T.(Toshiaki),Suzuki K.(*1),Suzuki K.(*2),Seino S.(*3)(*1Yachiyo Eng.,*2Port Airport Res.Inst.,
*3Univ.Tokyo) ： Research on effect of urban thermal mitigation by heat circulation through Tokyo Bay, 7th
Int.Conf.Urban Clim., Yokohama, 2009/7, Proceedings

0606AE409
0404AE407

Harada I.(*1),Kataoka D.(*2),Matsumoto T.(*2),Kuriyama K.(*2),Ichinose T.(Toshiaki),Kuze H.(*2)(*1Tokyo
Univ.Inf.Sci.,*2Chiba Univ.)：Measurement of atmospheric pollutants by means of differential optical absorption
spectroscopy(DOAS) with a PC projector light source, 7th Int.Conf.Urban Clim., Yokohama, 2009/7,
Proceedings

0507CD824
0607ZZ551

Hirano Y.(*1),Imura H.(*1),Ichinose T.(Toshiaki)(*1Grad.Sch.Nagoya Univ.) ： Effects of the heat island
phenomenon on energy consumption in commercial and residential sectors of metropolitan Tokyo, 7th
Int.Conf.Urban Clim., Yokohama, 2009/7, Proceedings

0810BA007

Ichinose T.(Toshiaki),Lee L.-T.(*1),Matsumoto F.(*2),Shiraki Y.(*3),Harada I.(*4)(*1Seoul
Metrop.Gov.,*2AIST,*3Rissho Univ.,*4Tokyo Univ.Inf.Sci.) ： Mechanism of mitigation of atmospheric
environment by a large restoration of inner-city river(Cheong-Gye Stream in Seoul), 7th Int.Conf.Urban Clim.,
Yokohama, 2009/6, Proceedings

0306CD553
0507CD824

Ichinose T.(Toshiaki) ： Numerical simulations of recent urban warming in five Asian Mega-Cities, 3rd
Int.Symp.Human Impacts Urban Subsurface Environ., Taipei, 2009/11, Abstracts, 8

0510KZ503

Zhuo L.(*1),Ichinose T.(Toshiaki)(*1Sun Yat-sen Univ.)：Spatializing population census data based on nighttime
light images, 2009 Jt.Urban Remote Sensing Event, Shanghai, 2009/5, Program, 20

0405AE386
0202AE390

一 ノ瀬俊明 ： 城郷和和諧循環系統 ： 一個未来城市概念 , 愛知大学国際中国学研究セン ター 2008 年度国
際シンポジウ ム ： 中国をめぐ る開発と和諧社会 , 名古屋 , 2008/12, 同プロ グ ラ ム ・ 資料集 , 89-92

0102AE129
0810CD007

一 ノ瀬俊明 ： 中国環境問題的国際化与日本的学術貢献 , 愛知大学国際中国学研究セン ター 2009 年度国
際シンポジウ ム：現代中国の国際的影響力拡大に関する総合的研究 , 三好町 ( 愛知県 ), 2009/12, 同プロ
グ ラ ム ・ 資料集 , 35

0810CD007

井手玲子 , 中路達郎 (*1), 高木健太郎 (*1), 小熊宏之 (*1 北大 )：カ ラマツ林における群落光合成量 と分光
植生指標の関係 , 農業環境工学関連学会 2009 年合同大会 , 東京 , 2009/9, 同予稿集 , 25

0610AC933

Ide R.,Oguma H. ： Use of digital cameras for observation of vegetation phenology, AsiaFlux Workshop 2009,
Sapporo, 2009/10, Abstracts, 71

0610AC933

井手玲子 , 中路達郎 (*1), 小熊宏之 (*1 北海道大 ) ： 融雪と植生フ ェ ノ ロ ジー観察におけるデジタルカ メ
ラの利用と ネ ッ ト ワーク化 , 第 57 回日本生態学会大会 (ESJ 57), 東京 , 2010/3, 同講演要旨集 , P1-198

0610AC933

市井和仁 (*1), 鈴木孝 (*1), 伊藤昭彦 , 加藤知道 (*2), 佐々井崇博 (*3), 羽島知洋 (*2), 伊勢武史 (*2), 植山雅
仁 (*4), 平田竜一 (*5), 三枝信子 (*1 福島大 ,*2 地球環境フ ロ ンティ ア研セ ,*3 名古屋大 ,*4 大阪府大 ,*5
農環技研 )： 陸域生物圏モデル相互比較への試み： Japan-MIP から Asia-MIP へ , 日本気象学会 2009 年度
春季大会 , つく ば , 2009/5, 同講演予稿集 , 212

0610AC933

Ito A.,Adachi M.,Yamagata Y.：Global forest carbon monitoring system for evaluating the carbon emission from
forest reduction and degradation: Toward a work-site operation, 8th Int.Carbon Dioxide Conf., Jena, 2009/9

0811BA001

伊藤祥子 , 笹川裕史 , 佐治光 , 森淳子 (*1), 清水英幸 (*1 長崎県環境保健研セ ) ： 長崎県北部高地におけ
る水稲葉枯症の発症要因の解明－水稲 ３ 品種の生長に及ぼす酸性霧 と オゾン暴露の複合影響－ , 第 50
回大気環境学会年会 , 横浜 , 2009/9, 同講演要旨集 , 344

0911AH004
0608BC597

Ito S.,Zou C.,Sasakawa H.,Xu Z.,Chen. L.J.(*1),Zheng. Y.R.(*1),Jamsran U.(*2),Tsuji W.(*3),Shimizu
H.(*1Chin.Acad.Sci.,*2MSUA,*3ALRC Tottori Univ.)：Growth responses to soil water stress of some Poaceae
species grown in desertificated grassland in North-East Asia, 第 57 回日本生態学会大会 (ESJ 57), 東京 , 2010/
3, 同講演要旨集 , 294

0709CD581
0406BA405
0709BA513

伊藤智彦 , 井上健一郎 , 小池英子 , 高野裕久 ： 樹状細胞の分化および成熟化に対する フ タル酸エステル
の影響 , 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 12 回研究発表会 , 東京 , 2009/12, 同研究発表会要旨集 , 161

0708BD307
0707AF360

Inaba R.,Fuji i M.,Nansai K.,Osako M. ： Artery and vein cooperation in material cycles, 5th
Int.Conf.Int.Soc.Ind.Ecol.(ISIE), Lisbon, 2009/6, Abstracts, 154

0810BE002
0610AA203
0610AA201

稲葉陸太 , 加用千裕 , 倉持秀敏 , 大迫政浩 ： 廃棄生物資源の地域循環圏の設計 と構築 , 第 5 回日本 LCA
学会研究発表会 , 横浜 , 2010/3, 同要旨集 , 326-327

0610AA203
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井上健一郎 , 柳澤利枝 , 小池英子 , 高野裕久 ： 工業用ナ ノ マテ リ アルが呼吸器の脆弱状態へ及ぼす修飾
影響 , 第 49 回日本呼吸器学会学術講演会 , 東京 , 2009/6, 日呼吸会誌 , 252

0610AA303
0808DA001
0709CD529
0608CD530

井上健一郎 , 高野裕久 , 島田章則 (*1), 田坂定智 (*2), 石坂彰敏 (*2), 佐藤雅彦 (*3)(*1 鳥取大 ,*2 慶應義
塾大 ,*3 愛知学院大 ) ： 炎症病態における negative regulator と し ての メ タ ロチオネイ ンの役割 , メ タ ロ
チオネイ ンおよび メ タルバイオサイエン ス研究会 2009, 東京 , 2009/10, 同講演要旨集 , 30

0809AE001

Inoue Ken-ichiro,Takano H.,Yanagisawa R.,Koike E.,Shimada A.(*1)(*1Tottori Univ.) ： Impacts of latex
nanomaterials on sensitive lung inflammation, HORIBA/CDBIM Symp. -21st Century Adv.Mol.Toxicol.Environ.
Chem.Pathog.Dis.-, Tokyo, 2009/10, Abstracts, 175

0608CD530
0709CD529
0610BY303

Inoue T.,Hashizume M.(*1),Takagi H.(*1),Anzai Y.,Matsumoto K.(*2),Matsumoto S.(*2),Nohara S.(*1Kabira
Farm,*2Kawakami Farm) ： Radial oxygen loss from the roots of three mangrove plants, Avicennia marina,
Rhizophora stylosa and Bruguiera gymnorhiza, 10th Int.Congr.Ecol., Brisbane, 2009/8, Abstracts

0810CD003
0808AF003
0610AA403

井上智美 , 野原精一 , 安西康晴 (*1), 松本勝美 (*2), 松本幸子 (*2)(*1 フ リ ー ,*2 川上農場 ) ： マング ロー
ブ植物の根圏窒素動態 , 第 15 回日本マング ローブ学会 , 東京 , 2009/11, 同予稿集 , 11

0610AA403
0810CD003

井上智美 , 野原精一 , 浅野哲美 (*1), 安西康晴 (*2)(*1 ア ク ト マン ,*2 フ リ ー ) ： メ コ ンデルタマング ロー
ブ林における窒素固定機能 , 第 57 回日本生態学会大会 (ESJ 57), 東京 , 2010/3, 同講演要旨集 , 506

0610SP004
0610AA403

砂村栄力 (*1), 井上真紀 , 寺山守 (*1), 中原美理 , 田付貞洋 (*1), 五箇公一 (*1 東大院 ) ： マウ イ島のア リ
相 , 第 68 回日本昆虫学会大会 , 高松 , 2008/9, 同予稿集 , 71

0610SP003
0610AA304
0608AG430
0810BA006
0712ZZ001

Inoue M.,Goka K. ： Bioeconomic risk analysis of the red imported fire ant, Solenopsis invicta, 4th Pan
Pac.Conf.Pestic.Sci., Honolulu, 2008/6, Abstracts, 53

0610SP003
0810BA006
0712ZZ001
0610AA304
0608AG430

Inoue M.,Goka K.：Worldwide invasion of the Argentine ant imperial, 11th Pac.Sci.Int.-Congr., Papeete(Tahiti),
2009/3, Abstracts

0810BA006
0712ZZ001
0610AK550
0610AA304
0608AG430

井上真紀 , 五箇公一 , 砂村栄力 (*1), 田付貞洋 (*1)(*1 東大院 ) ： ミ ト コ ン ド リ ア DNA 解析によ る アルゼ
ンチンア リ の遺伝構造の解明と侵入ルー ト 予測 , 第 51 回日本蟻類研究会 , マキ ノ町 ( 滋賀県 ), 2008/8,
同予稿集

0810BA006
0712ZZ001
0610AK550
0610SP003
0608AG430

井上真紀 , 五箇公一 , 砂村栄力 (*1), 田付貞洋 (*1)(*1 東大院 ) ： アルゼンチンア リ Linepithema humile の
侵入地域における遺伝的変異と侵入経路の推定, 第68回日本昆虫学会大会, 高松, 2008/8, 同予稿集, 72

0610AA304
0610AK550
0810BA006
0712ZZ001
0608AG430

井上真紀 , 五箇公一 , 砂村栄力 (*1)(*1 東大院 ) ： ミ ト コ ン ド リ ア DNA 解析によ る アルゼンチンア リ の
遺伝構造の解明と侵入経路の推定 , 第 53 回日本応用動物昆虫学会大会 , 札幌 , 2009/3, 同予稿集 , 7

0810BA006
0712ZZ001
0610AK550
0610AA304
0608AG430

井上真紀 , 富永篤 , 岡本卓 , 所諭史 , 諸岡史哉 (*1), 五箇公一 (*1 茨城大 )：侵略的外来種アルゼンチンア
リ のスーパーコ ロ ニー間における闘争関係の解明, 日本昆虫学会 第69回大会, 津, 2009/10, 同予稿集, 60

0610AA304
0712ZZ001
0909AF003
0810BA006

Inoue M.,Goka K. ： The invasion of the Argentine ant across continents and the eradication, Island Invasives:
Erad.Manage.Conf., Auckland, 2010/2, Abstracts, 38

0610AA304
0712ZZ001
0909AF003
0810BA006
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井上真紀 , 横山潤 (*1), 土田浩治 (*2)(*1 山形大 ,*2 岐阜大 )：マルハナバチ類の野生巣における繁殖スケ
ジ ュール と性比 , 第 57 回日本生態学会大会 (ESJ 57), 東京 , 2010/3, 同講演要旨集 , P2-195

0610AA304

井上真紀 , 伊藤文紀 (*1)(*1 香川大 )： アルゼンチンア リ 大航海：DNA 解析によ る遺伝構造の解明 と侵入
経路の推定 , 第 57 回日本生態学会大会 (ESJ 57), 東京 , 2010/3, 同講演要旨集 , T18-4

0610AA304
0909AF003
0712ZZ001

井上真紀 , 五箇公一 , 伊藤文紀 (*1)(*1 香川大 ) ： 侵略的外来種アルゼンチンア リ のスーパーコ ロ ニー間
における闘争関係 , 第 54 回日本応用動物昆虫学会大会 , 千葉 , 2010/3, プロ グ ラ ム

0909AF003
0810BA006
0712ZZ001
0610AA304

井上真紀 , 五箇公一：外来ア リ 類の侵略的特性と防除対策～アルゼンチンア リ と ヒ ア リ を例に～ , 第 54
回日本応用動物昆虫学会大会 , 千葉 , 2010/3, プロ グ ラ ム

0610AA304
0909AF003
0810BA006
0712ZZ001

井上真紀 ： 侵略的外来生物の生態 リ ス ク－外来ア リ 類を例に－ , 横浜国大 ・ 国環研グ ローバル COE プ
ロ グ ラ ム 「アジア視点の国際生態 リ ス ク マネジ メ ン ト 」 公開シンポジウ ム 「生態 リ ス ク管理の実践～若
手研究者によ る挑戦の軌跡～」 , 横浜 , 2010/2, 13-14

0712ZZ001

Inoue M.,Goka K. ： The voyage of an invasive species across continents: Genetic variation of worldwide
Argentine ant population, Int.Cong.Conserv.Biol.(ICCB 2009)/23rd Annu.Meet.Soc.Conserv.Biol., Beijing,
2009/7, Program, 143

0712ZZ001
0909AF003
0810BA006

Inoue M.,Goka K. ： The voyage of an invasive species across continents: Genetic structure of worldwide
Argentine ant populations, 10th Int.Congr.Ecol., Brisbane, 2010/8, Program, 29

0909AF003
0810BA006
0712ZZ001

Inoue M.,Goka K. ： The voyage of an invasive species across continents: Genetic variation of worldwide
Argentine ant population, Int.Day Biol.Diversity Symp.2009, Tokyo, 2010/5, Abstracts, 70-71

0909AF003
0810BA006
0712ZZ001

猪俣敏 , 谷本浩志 , 青木伸行 (*1)(*1 産総研 ) ： 陽子移動反応イオン化のための新規試薬イオンの開発 ,
第 57 回質量分析総合討論会 , 大阪 , 2009/5, 同講演要旨集 , 236-237

0810CD005

猪俣敏,谷本浩志,加藤俊吾(*1),Suthawaree J.(*1),金谷有剛(*2),Pochanart P.(*2),Liu Y.(*2),Wang Z.(*3)(*1
首都大東京 ,*2JAMSTEC,*3 中国科院大気物理研 )：2006 年 6 月中国泰山山頂での集中観測における PTR-
MS を用いた NMVOC 測定 , 第 15 回大気化学討論会 , つ く ば , 2009/10, 同講演要旨集 , 100

0507BA405
0408AE338

岡本高弘 (*1), 早川和秀 (*1), 今井章雄 , 佐藤祐一 (*1), 中村敏博 (*1), 北川典孝 (*1), 一瀬諭 (*1), 奥村陽
子 (*1), 大野達雄 (*1), 古田世子 (*1) 他 (*1 滋賀県琵琶湖環境科研セ ) ： 琵琶湖における難分解性有機物
を含む有機汚濁の メ カニズム調査について, 日本陸水学会 第74回大会, 大分, 2009/9, 同講演要旨集, 96

0811AG001

今井章雄 , 小松一弘 , 高津文人 , 奈良郁子 (*1), 川崎伸之 , 佐藤貴之 , 天野邦彦 (*2), 中西哲 (*3), 花石竜
治 (*4), 三上一 (*4)(*1 東北大 ,*2 国総研 ,*3 土木研 ,*4 青森県環境保健セ )：十和田湖における溶存有機
物 (DOM) の特性 ・ 起源および動態 , 第 44 回日本水環境学会年会 , 福岡 , 2010/3, 同講演集 , 372

0709BC444

岡本高弘 (*1), 佐藤祐一 (*1), 早川和秀 (*1), 古角恵美 (*1), 中村敏博 (*1), 北川典孝 (*1), 矢田稔 (*1), 一瀬
諭 (*1), 奥村陽子 (*1), 今井章雄 他 (*1 滋賀県琵琶湖環境科研セ ) ： 琵琶湖におけ る TOC, COD, 難分解
性有機物を指標と し た発生源調査について , 第 44 回日本水環境学会年会 , 福岡 , 2010/3, 同講演集 , 558

0811AG001

今井葉子 , 高村典子 , 野波寛 (*1)(*1 関西学院大 ) ： ため池に対する価値観が環境保全の態度 と行動に与
え る影響－兵庫県東播磨地域における社会心理学的研究－ , 農村計画学会 2009 年度春期大会学術研究
発表会 , 東京 , 2009/4, 同要旨集 , 57-58

0610SP003

今井葉子 , 野波寛 (*1), 高村典子 (*1 関西学院大 ) ： ため池に対する価値観が環境保全の態度 と行動意図
に与え る影響－兵庫県東播磨地域における社会心理学的研究－ , 農村計画学会 2009 年度秋期大会学術
研究発表会 , 京都 , 2009/9, 同発表会要旨集 , 12

0610AA304

西川潮 (*1), 今井葉子 , 今田美穂 , 柘植隆宏 (*2), 高村典子 (*1 新潟大 ,*2 甲南大 ) ： 外来種 と在来種に対
する人々の選好：全国スケールの電子アンケー ト 調査 , 第 57 回日本生態学会大会 (ESJ 57), 東京 , 2010/
3, 同講演要旨集 , S05-2

0610AA304
0911CD001

今泉圭隆 , 鈴木規之 , 白石寛明 ： 多媒体モデル G-CIEMS を用いた水田除草剤の環境中濃度変動予測の
試み , 第 18 回環境化学討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演要旨集 , 720-721

0610AA301
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今田美穂 , 青柳みど り , 高村典子：池干し慣行の意義と再開のための管理者の論理形成－兵庫県東播磨・
北播磨地域を事例に－ , 環境社会学会 第 39 回セ ミ ナー , 名古屋 , 2009/6, 同報告要旨集 , 81-82

0610AA304

今田美穂 , 高村典子： 池干し 慣行にみら れる 社会関係について－兵庫県北播磨・ 東播磨地域を事例に－ ,
日本村落研究学会 第 57 回 (2009 年度 ) 大会 , 綾部 , 2009/11, 研究通信 , 11-12

0610AA304

Imanishi S.,Akanuma H.,Okura M.,Shiraishi H.,Fujimaki H.,Sone H. ： Prenatal exposure to permethrin causes
vascular malformations in the fetal brain and decreases motility of adult mice, 48th Annu.Meet.Soc.Toxicol.,
Baltimore, 2009/3, Abstracts, 2121

0610AA302

Imamura T.,Sato K.,Nakayama T.(*1),Matsumi Y.(*1)(*1STEL Nagoya Univ.) ： Formation and optical property
of secondary organic aerosol from photooxidation of aromatic hydrocarbons, Int.Workshop Chem.Earth's
Atmos., Tokyo, 2009/9, Abstracts, I-08

0911CD009
0610AE402
0610FP015

岩崎一弘 , 大川恵 (*1), 野村暢彦 (*1), 中島敏明 (*1), 内山裕夫 (*1)(*1 筑波大院 )：霞ヶ浦湖水における組
換え微生物等の微生物多様性への影響評価 , 第 43 回日本水環境学会年会 , 山口 , 2009/3, 同講演集 , 591

0610AE460

池田恵 (*1), 岩崎一弘 , 野村暢彦 (*1), 中島敏明 (*1), 内山裕夫 (*1)(*1 筑波大院 )：組換え Pseudomonas 属
細菌によ る模擬環境中の微生物群集への影響評価 , 日本農芸化学会 2009 年度大会 , 福岡 , 2009/3, 同講
演要旨集 , 339

0610AE460

岩崎一弘 , 中杉奈央 , 大川恵 , 菅田曜 (*1), 森川正章 (*1), 宮崎英男 (*2), 坂間至朗 (*2)(*1 北大院 ,*2 富士
フ ィ ルム )：微生物によ る ジ ク ロ ロ メ タ ン分解に関する研究 , 環境バイオテ ク ノ ロ ジー学会 2009 年度大
会 , 東京 , 2009/6, 同要旨集 , 36

0610AE460

岩崎一弘 , 大川恵 , 藤枝美樹 (*1), 野村暢彦 (*1), 中島敏明 (*1), 内山裕夫 (*1)(*1 筑波大院 )： フ ァ イ ト レ
メ デ ィ エーシ ョ ン技術の開発に向けた油汚染土壌における各種草本類及び木本類の発芽 , 育成試験 , 環
境バイオテ ク ノ ロ ジー学会 2009 年度大会 , 東京 , 2009/6, 同要旨集 , 52

0610AE460

岩渕裕子 ： 地域が支え , 加速させる低炭素社会づ く り , 温暖化防止みなまた市民セ ミ ナー－市民の力で
すすめる温暖化防止と低炭素社会づ く り － , 水俣 , 2009/11

0610AA104
0408BA369

岩渕裕子 , 神戸麻美子 (*1), 藤野純一 (*1 筑波大 )：我が家の低炭素ラ イ フ実現プラ ン , う し く ・ く ら し ・
環境まつ り ﾕ 09, 牛久 , 2009/12

0810BA004
0610AA104
0610SP001
0408BA369

神戸麻美子 (*1), 岩渕裕子 , 藤野純一 (*1 筑波大 ) ： 低炭素社会に向けた牛久市の取 り 組み , う し く ・ く
ら し ・ 環境まつ り ﾕ 09, 牛久 , 2009/12

0610AA104
0610SP001
0408BA369

Wu T-H.,Wang Q-X.,Batkhishig O.(*1),Dorjgotov B.(*1),Watanabe M.(*2)(*1Mong.Acad.Sci.,*2Keio Univ.) ：
Detecting permafrost changes with ground penetrating radar in Mongolia, 5th Int.Conf.Nat.Resour.Sustainable
Dev.Surrounding Reg.Mong.Plateau, Hohhot, 2009/8

0610SP004
0610AA402
0609BY923

Yoochatchaval W.,Kumakura S.(*1),Tsushima I.,Kubota K.,Nagata M.(*1),Yamaguchi T.(*1),Syutsubo
K.(*1Nagaoka Univ.Technol.) ： Characteristic of anaerobic degradation of Palm Oil Mill Effluent(POME),
Int.Symp.Green Technol.Global Carbon Cycle Asia, Nagaoka, 2009/3, Proceedings, 187

0810BD003

Kubota K.(*1),Yoochatchaval W.,Yamaguchi T.(*1),Syutsubo K.(*1Nagaoka Univ.Technol.) ： Development of
new wastewater treatment technology by Microbial Fuel Cells, Int.Symp.Green Technol.Global Carbon Cycle
Asia, Nagaoka, 2009/3, Proceedings, 176

0810AE004

Yoochatchaval W.,Kubota K.,Kawai T.(*1),Yamaguchi T.(*2),Syutsubo K.(*1Mitsui Sugar,*2Nagaoka
Univ.Technol.) ： Treatment of sugar containing-low strength wastewater at 20 ℃ by anaerobic granular sludge
bed reactor, 3rd IWA-ASPIRE Conf.Exhib., Taipei, 2009/10, Proceedings, I1-11-1

0911AG001
0809LA001
0608KA954
0608AG506

Kubota K.,Yoochatchaval W.,Yamaguchi T.(*1),Syutsubo K.(*1Nagaoka Univ.Technol.) ： Anaerobic treatment
of wastewater by a single chamber type of microbial fuel cell, 3rd IWA-ASPIRE Conf.Exhib., Taipei, 2009/10,
Proceedings, STD4-0-1

0810AE004

永田将弘 (*1), 窪田恵一 ,Yoochatchaval W., 河合俊和 (*2), 中島寿典 (*2), 珠坪一晃 , 山口隆司 (*1)(*1 長岡
技科大 ,*2 三井製糖 ) ： グ ラ ニュール汚泥床法によ る低濃度産業廃水処理の実現化 , 第 46 回環境工学研
究フ ォーラ ム , 高崎 , 2009/11, 同講演集 , 120-122

0608KA954
0809LA001
0608AG506

窪田恵一 ,Yoochatchaval W., 山口隆司 (*1), 珠坪一晃 (*1 長岡技科大 ) ： 一槽型微生物燃料電池における
ア ノード電極特性の評価 , 第 46 回環境工学研究フ ォーラ ム , 高崎 , 2009/11, 同講演集 , 111-113

0810AE004

発表者 ・ 題目 ・ 学会等名称 ・ 開催都市名 ・ 年月 ・ 予稿集名 ・ 巻 （号） ・ 頁 研究課題ｺｰﾄﾞ
―  324  ―



国立環境研究所年報（平成 21 年度）
窪田恵一 (*1), 佐瀬信哉 (*1), 山口隆司 (*1),Yoochatchaval W., 珠坪一晃 (*1 長岡技科大 )： 微生物燃料電池
の出力特性に及ぼす運転操作条件の影響評価, 第 44 回日本水環境学会年会 , 福岡, 2010/3, 同講演集, 511

0810AE004

Ueda K.,Nitta H.,Ito N.(*1),Mizohata A.(*1)(*1Osaka Pref.Univ.Front.Sci.Innovation Cent.)：Specific chemical
components of particulate matter and daily mortality in a Japanese urban city, Int.Soc.Environ.Epidemiol.Annu.
Gen.Meet.2009, Dublin, 2009/8, Abstracts

0911AG004

上田佳代 , 新田裕史 , 伊藤憲男 (*1), 溝畑朗 (*1)(*1 大阪府大先端科イ ノベーシ ョ ンセ )：粒子状物質の成
分と死亡と の関連～堺市における検討～ , 第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 , 2009/9, 同講演要旨集 , 338

0911AG004
0608AG441

Ueda K.,Nitta H.,Odajima H.(*1)(*1Fukuoka Natl.Hosp.) ： Does the effect on asthma differ between particles
from Asian Dust and those from local air pollutants?, Jt.Sci.Meet.IEA Western Pac.Reg.Jpn.Epidemiol.Assoc.,
Saitama, 2010/1, J.Epidemiol., S138

0610FP014

Ueda K.,Satoh A.(*1),Takeyasu N.(*2),Aonuma K.(*1)(*1Univ.Tsukuba,*2Ibaraki Pref.Cent.Hosp.) ： Factors
modifying the association between particulate air pollution and acute coronary syndrome: Results from ICAS
registry, 第 74 回日本循環器学会総会 ・ 学術総会 , Kyoto, 2010/3, Circ.J., 300

0809BD004
0809AF002

上野隆平 , 佐竹潔 , 野原精一 ： 近生成し た湖底堆積物中のユス リ カ遺骸の研究 , 日本陸水学会 第 74
回大会 , 大分 , 2009/9, 同講演要旨集 , 64

0913AE004

上野隆平 , 佐竹潔 ： ツバルのユス リ カ , 第 20 回ユス リ カ研究集会 , 土浦 , 2009/5, YUSURIKA, 19 0610AE463
0913AE004

中里亮治 (*1), 上野隆平 , 長谷川恒行 (*1), 岩熊敏夫 (*2), 石井裕一 (*3)(*1 茨城大 ,*2 函館高専 ,*3 茨城県
霞ヶ 浦環境科セ )： 霞ヶ 浦における アカムシユス リ カ幼虫密度の長期変動 , 第 20 回ユス リ カ研究集会 ,
土浦 , 2009/5, YUSURIKA, 20

0913AE004
0610AC933

上野隆平 , 佐竹潔 , 野原精一：小笠原におけるダム湖湖底のユス リ カ相の変化について , 第 57 回日本生
態学会大会 (ESJ 57), 東京 , 2010/3, 同講演要旨集 , 373

0913AE004

熊田英峰 (*1), 小池康代 (*1), 都築幹夫 (*1), 内田達也 (*1), 藤原祺多夫 (*1), 内田昌男 , 柴田康行 (*1 東京
薬大 ) ： バイオマス燃焼指標 と し てのレボグルコサンの有用性の評価 ： 放射性炭素によ る起源識別 と の
相互比較 , 第 18 回環境化学討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演要旨集

0610FP013

Uchida M.,Utsumi M.(*1),Kato H.,Shibahara A.(*2),Kuroki Y.(*1),Shimada K.(*3),Shibata Y.(*1Grad.
Sch.Univ.Tsukuba,*2AIST,*3None) ： Novel radiocarbon chronology tool using archaeal tetraether lipids in the
western Arctic Ocean sediments, 日本地球惑星科学連合 2009 年大会 , 千葉 , 2009/5, 同予稿集 , L137-P005

0810CD010

Kuroki Y.(*1),Uchida M.,Sato C.(*1),Utsumi M.(*2),Kato H.,Shibata Y.(*1Univ.Tsukuba,*2Grad.Sch.Univ.
Tsukuba)：Distribution of cell membrane lipids of Crenarchaeota in the Arctic Ocean, 日本地球惑星科学連合
2009 年大会 , 千葉 , 2009/5, 同予稿集 , L137-P008

0810CD011

Uchida M.,Uchida M.(*1),Kondo Y.,Shibata Y.(*1NIPR)：Evidence of heterotrophic microbial decomposition of
soil ancient carbon in the glacier retreat, svalvard, Norway Arctic, 日本地球惑星科学連合 2009 年大会 , 千
葉 , 2009/5, 同予稿集 , L137-003

0911CD014

Sato C.(*1),Utsumi M.(*1),Kuroki Y.(*1),Uchida M.(*1Univ.Tsukuba) ： Pilot study on carbon cycle of Marine
Crenarchaeota in the Arctic Ocean using molecular biological approaches, 日本地球惑星科学連合 2009 年大
会 , 千葉 , 2009/5, 同予稿集 , L137-P006

0810CD011

Wagai R(*1),Kishimoto A.(*1),Yonemura S.(*1),Shirato Y.(*1),Hiradate S.(*1),Uchida M.(*1NIAES)： How does
the management-induced change in soil organic matter control carbon dynamics and organo-mineral associations
in a volcanic-ash soil in Central Japan?, ASA-CSSA-SSSA 2009 Int.Annu.Meet., Pittsburgh, 2009/11

0610FP013
0911AG006
0911CD012

大井剛志 (*1), 長谷川四郎 (*1), 内田昌男 , 板木拓也 (*2), 小田啓邦 (*2), 横山裕典 (*3), 松崎浩之 (*4), 久
保田好美 (*4), 多田隆治 (*4)(*1 熊本大 ,*2 産総研 ,*3 東大海洋研 ,*4 東大 )：東シナ海北部 と日本海南部
における過去 42,000 年の底生有孔虫群集変化の比較 , 日本地質学会 第 116 年学術大会 , 岡山 , 2009/9,
プロ グ ラ ム , 17

0610CD975

内田昌男 , 近藤美由紀 , 内田雅己 (*1)(*1 極地研 ) ： 北極スバールバル諸島氷河後退域における土壌微生
物によ る化石炭素の分解について , 国際極年 2007-2008 シンポジウ ム－地球規模の変動現象 と極域の役
割 り － , 東京 , 2010/3, プロ グ ラ ム

0911CD014
0610FP013

内田昌男 , 熊本雄一郎 (*1),Polyakov I.(*2),Ivanov V.(*2), 内海真生 (*3),Kim Y.(*2),Rozman P.(*4)(*5), 村田
昌彦 (*1)(*1JAMSTEC,*2 ア ラ スカ大 ,*3 筑波大院 ,*4 サン ク ト ペテルブルク州大 ,*5 ブレー メ ン大 )：放
射性炭素からみた北極海中深層水循環－ 2008 年みらい , MR08-04 航海 , NABOS 航海の結果報告 , 国際
極年 2007-2008 シンポジウ ム－地球規模の変動現象 と極域の役割 り － , 東京 , 2010/3, プロ グ ラ ム

0610CD975
0610FP013
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石川尚人 (*1), 内田昌男 , 柴田康行 , 陀安一郎 (*1)(*1 京大生態研セ )： 河川付着藻類の δ(13)C, Δ(14)C 変
動性比較－食物網解析への潜在的重要性－ , 日本陸水学会 第 74 回大会 , 大分 , 2009/9, 同講演要旨集 , 30

0610FP013

佐藤千恵 (*1), 内海真生 (*2), 黒木由貴子 (*2), 内田昌男 (*1 筑波大 ,*2 筑波大院 ) ： 北極海における古細
菌マ リ ン ク レンアーキオータに関する生物地球化学的研究－ CARD-FISH 法を用いた水平・鉛直分布調
査－ , 日本地球惑星科学連合 2009 年大会 , 千葉 , 2009/5, 同予稿集 , L137-P006

0810CD011
0610FP013

佐藤千恵 (*1), 黒木由貴子 (*1), 陳剛 (*1), 内田昌男 , 内海真生 (*1)(*1 筑波大院 )：太平洋側北極海におけ
る古細菌群集の空間分布 , 第 25 回日本微生物生態学会 , 東広島 , 2009/11

0810CD011
0610FP013

Sato C.(*1),Kuroki Y.(*1),Gang C.(*1),Uchida M.,Utsumi M.(*1)(*1Univ.Tsukuba)：Characteristic distribution
and structure of planktonic archaea in the Arctic Ocean, AGU 2009 Fall Meet., San Francisco, 2009/12,
Abstracts, OS23A-1174

0810CD011
0610FP013

佐藤千恵 (*1), 黒木由貴子 (*1), 陳剛 (*1), 秋山昇平 (*1), 内田昌男 , 内海真生 (*1)(*1 筑波大院 ) ： CARD-
FISH 法によ る北極海水柱古細菌群集の定量的評価 , 国際極年 2007-2008 シンポジウ ム－地球規模の変
動現象と極域の役割 り － , 東京 , 2010/3

0810CD011
0610FP013

秋山昇平 (*1), 内海真生 (*2), 佐藤千恵 (*2), 内田昌男 (*1 筑波大 ,*2 筑波大院 ) ： 北極海盆における溶存
態 ・ 粒子態有機物の起源 と 物質輸送に関する研究－真正細菌および古細菌群集の分布構造－ , Blue
Earth ﾕ 10, 東京 , 2010/3, Abstracts, BE10-P96

0810CD011
0610FP013

佐藤千恵 (*1), 秋山昇平 (*2), 吉田史郎 (*2), 陳剛 (*1), 内田昌男 , 内海真生 (*1)(*1 筑波大院 ,*2 筑波大 )：
駿河湾における古細菌群集の垂直分布構造特性と代謝活性評価 , 第 44 回日本水環境学会年会 , 福岡 ,
2010/3

0810CD011
0610FP013

原口岳 (*1), 内田昌男 , 柴田康行 , 陀安一郎 (*1)(*1 京大生態研セ )：異地性腐食連鎖 と自生性生食連鎖が
形成する樹上食物網：Δ14C によ る ク モの機能群間の利用エサ資源比較 , 第 57 回日本生態学会大会 (ESJ
57), 東京 , 2010/3, 同講演要旨集 , P2-150

0610FP013

Toyota A.(*1),Tayasu I.(*1),Fujimaki R.(*2),Kaneko N.(*2),Uchida M.,Shibata Y.,Hiura T.(*3)(*1CER Kyoto
Univ.,*2Yokohama Natl.Univ.,*3Hokkaido Univ.)：Comparison of soil carbon accumulation in conifer and broad
leaf forests using radiocarbon measurements, 20th Int.Radiocarbon Conf., Kailua-Kona, 2009/5

0911AG006
0610FP013

大井剛志 (*1), 長谷川四郎 (*1), 内田昌男 , 板木拓也 (*2), 小田啓邦 (*2), 横山祐典 (*3), 松崎浩之 (*4), 久
保田好美 (*4), 多田隆治 (*4)(*1 熊本大 ,*2 産総研 ,*3 東大海洋研 ,*4 東大 )：底生有孔虫群集の変遷から
みた東シナ海北部と日本海南部における過去 42,000 年の海洋環境の比較 , 日本地質学会 第 116 年学術
大会 , 岡山 , 2009/9

0610FP013

小松原純子 (*1), 木村克己 (*1), 内田昌男 (*1 産総研 )： オールコ アボーリ ングと 放射性炭素年代に基づい
た荒川低地の沖積層形成過程 , 日本地球惑星科学連合 2009 年大会 , 千葉 , 2010/5, 同予稿集 , MIS002-P05

0610CD975
0610FP013

Tada R.(*1),Rella S.(*1),Uchida M.,Itaki T.(*2),Nagashima K.(*3),Harada N.(*3)(*1Univ.Tokyo,*2AIST,
*3JAMSTEC/RIGC) ： Possible increase in reservoir age of the surface water in the northwestern Bering Sea
during the deglacial period: Evidence of ascending the aged North Pacific deepwater?, AGU 2009 Fall Meet.,
San Francisco, 2009/12, Abstracts

0610CD975
0810CD010
0610FP013

永井智広 (*1), 酒井哲 (*1), 内野修 , 森野勇 , 横田達也 ,Liley B.(*2)(*1 気象研 ,*2NIWA) ： GOSAT 検証の
ための南半球 Lauder に於ける雲・エア ロ ゾルのラ イ ダー観測 , 日本 リ モー ト センシング学会 第 46 回学
術講演会 , 東京 , 2009/5, 同講演要旨集 , 39-40

0610AA102
0810BY001

内野修 , 森野勇 , 荒木光典 , 横田達也 , 大山博史 , 山口高明 (*1), 工藤泰子 (*1),Sherlock V.(*2),Griffith
D.(*3),Notholt J.(*4),Wennberg P.O.(*5)(*1 気象協会 ,*2NIWA,*3Univ.Wollongong,*4Bremen
Univ.,*5Caltech) ： カ ラ ム平均 CO2 混合比 (XCO2) の全球での振る舞いについて , 日本気象学会 2009 年
度春季大会 , つ く ば , 2009/5, 同講演予稿集 , 205

0610AA102
0810BY001

Uchino O.,Morino I.,Yokota T.,Watanabe H.,Yoshida Y.,Maksyutov S. ： Status of GOSAT observational data,
NDACC IRWG TCCON Meet., Garmisch, 2009/6, Program

0810BY001
0610AA102

内野修 , 柴田隆 (*1), 酒井哲 (*2), 永井智広 (*2), 清水厚 , 坂下卓也 (*3), 鈴木健司 (*3), 森野勇 , 横田達也
(*1 名古屋大 ,*2 気象研 ,*3 気象庁 ) ： ラ イ ダーで観測されたサ リ チェ フ火山噴火起源のエーロ ゾル層 ,
第 27 回レーザセンシングシンポジウ ム , 那須 , 2009/9, 同予稿集 , 112-113

0610AA102
0810BY001

Uchino O.,Morino I.,Araki M.,Yokota T.,Wennberg P.(*1),Toon G.(*2),Notholt J.(*3),Griffith D.(*4),Sherlock
V.(*5),Machida T. et al.(*1Caltech,*2JPL,*3Univ.Bremen,*4Univ.Wollongong,*5NIWA) ： Initial validation of
GOSAT standard products, 8th Int.Carbon Dioxide Conf., Jena, 2009/9, Abstracts

0610AL917
0610AA102
0810BY001

発表者 ・ 題目 ・ 学会等名称 ・ 開催都市名 ・ 年月 ・ 予稿集名 ・ 巻 （号） ・ 頁 研究課題ｺｰﾄﾞ
―  326  ―



国立環境研究所年報（平成 21 年度）
清水厚 , 柴田隆 (*1), 酒井哲 (*2), 永井智広 (*2), 内野修 (*1 名古屋大 ,*2 気象研 )： GOSAT-CAI 検証用雲・
エアロ ゾルデータ セッ ト の作成, 第27回レーザセンシングシンポジウ ム , 那須, 2009/9, 同予稿集, 106-107

0810BY001

内野修 , 森野勇 , 宮本祐樹 , 田中智章 , 菊地信行 , 吉田幸生 , 横田達也 ： GOSAT の CO2 と CH4 カ ラ ム
平均混合比の初期検証について , 日本気象学会 2009 年度秋季大会 , 福岡 , 2009/11, 同講演予稿集 , 104

0610AL917
0810BY001

梅津豊司 ： 「精油は心の病に対し て治療効果があ る」 ～天然精油が精神病に効果のあ る こ と を検証～ ,
Org.Spice Evening Vol.18, 東京 , 2009/5

0610AE444

梅津豊司 , 柴田康行： ジフ ェニルアルシン酸がマウ スの各種行動に及ぼす影響 (3)：神経発生毒性 , 日本
薬学会 第 129 年会 , 京都 , 2009/3, 同要旨集 , 248

0610AE444
0809CD010

梅津豊司 ： Behavioral pharmacology of plant-derived substances(20): Behavioral effects of linalool in
mice.Comparison with diazepam, 第 82 回日本薬理学会年会 , 横浜 , 2009/3, J.Pharmacol.Sci., 188P

0610AE444

梅津豊司 ： 精油の中枢薬理作用の研究と 新動向 , 日本ア ロマ環境協会 第 15 回専門セ ミ ナー 「徹底検
証～精油の薬理作用」 , 大阪 , 2008/8

0610AE444

梅津豊司 ： 植物の香気成分の中枢薬理作用 , 『香 り 』 機能性研究の 前線 , 東京 , 2009/8 0610AE444

江口菜穂 ,Ott L.(*1), 齊藤龍 ,Zhu Z.(*1),Pawson S.(*1), 横田達也 ,Maksyutov S.(*1NASA/GSFC) ： GOSAT
観測データ精度向上のための NIES 輸送モデル CO2 データの検証 , 日本気象学会 2009 年度春季大会 ,
つ く ば , 2009/5, 同講演予稿集 , 314

0610AL917
0610AA102

江口菜穂 , 小寺邦彦 (*1)(*2)(*1 名古屋大 ,*2 気象研 ) ： 2007 年南半球突然昇温時の熱帯での絹雲 ・ 対流
活動について , 日本気象学会 2009 年度春季大会 , つ く ば , 2009/5, 同講演予稿集 , 402

0809CD006

Eguchi N.,Ott L.E.(*1),Saito R.,Zhu Z.(*1)(*2),Yokota T.,Pawson S.(*1),Maksyutov S.(*1NASA/
GSFC,*2SSAI) ： Comparison analysis of CO2 simulation between NIES Transport Model and GEOS-5 for
GOSAT CO2 retrieval, 8th Int.Carbon Dioxide Conf., Jena, 2009/9, Abstracts

0610AL917
0610AA102

Eguchi N.,Kodera K.(*1)(*2)(*1Nagoya Univ.,*2MRI) ： Tropical impact of 2009 northern stratospheric sudden
warming, IGAC-SPARC Jt.Workshop, Kyoto, 2009/10, Abstracts, P-28

0809CD006

小寺邦彦 (*1), 江口菜穂 , 一丸知子 (*2)(*1 名古屋大 STE 研 ,*2 九大 ) ： 2009 年 1 月の成層圏突然昇温の
熱帯への影響 , 第 7 回 「異常気象と長期変動」 研究集会 , 京都 , 2009/10

0809CD006

Eguchi N.,Ott L.E.(*1),Saito R.,Zhu Z.(*2),Yokota T.,Pawson S.(*1),Maksyutov S.(*1NASA/GSFC,*2SSAI) ：
Comparison study of CO2 simulations between NIES transport model and GEOS-5 for GOSAT retrieval
algorithm, 4th Jpn.-China-Korea Jt.Conf.Meteorol., Tsukuba, 2009/11, Abstracts, 161

0610AA102

江口菜穂 , 吉田幸生 , 横田達也 ： GOSAT TANSO-FTS SWIR Level 2 データ質の評価 と二酸化炭素 ・ メ タ
ンの時空間変動 ( 初期解析結果 ), 日本気象学会 2009 年度秋季大会 , 福岡 , 2009/11, 同講演予稿集 , 103

0610AA102
0610AL917

江口菜穂 , 小寺邦彦 (*1)(*2)(*1 名古屋大 STE 研 ,*2 気象研 ) ： 2009 年北半球成層圏突然昇温によ る熱帯
の積雲活動と絹雲への影響について～成層圏循環場と赤道季節内変動 と の関係を探る～, 日本気象学会
2009 年度秋季大会 , 福岡 , 2009/11, 同講演予稿集 , 65

0809CD006

小寺邦彦 (*1), 江口菜穂 , 一丸知子 (*2)(*1 名古屋大 STE 研 ,*2 気象研 ,*3 九大 ) ： 2009 年 1 月の成層圏
突然昇温現象の熱帯成層圏 ・ 対流圏への影響 , 日本気象学会 2009 年度秋季大会 , 福岡 , 2009/11, 同講
演予稿集 , 64

0809CD006

Eguchi N.,Yoshida Y.,Yokota T.：Preliminary evaluation of GOSAT Level 2(CO2 and CH4 column abundances)
data product, AGU 2009 Fall Meet., San Francisco, 2009/12, Abstracts

0610AL917
0610AA102

Kodera K.(*1)(*2),Eguchi N.(*1STEL Nagoya Univ.,*2MRI)： Tropical circulation and clouds changes during the
northern stratospheric sudden warming in January 2009, AGU 2009 Fall Meet., San Francisco, 2009/12, Abstracts

0809CD006

Eguchi N.,Yoshida Y.,Saeki T.,Morino I.,Uchino O.,Saito R.,Maksyutov S.,Yokota T. ： Evaluation and early
results of GOSAT TANSO-FTS SWIR Level 2 product(CO2 and CH4 column abundances data), 6th
Int.Workshop Greenhouse Gas Meas.Space(IWGGMS-6), Kyoto, 2010/1, Abstracts, 24-25

0610AL917
0610AA102

蛯江美孝 , 徐開欽 , 岡城孝雄 (*1), 山崎宏史 (*2)(*1 日本環境整備教育セ ,*2 茨城県薬剤師会公衆衛検査
セ )：浄化槽を中心 と し た液状廃棄物処理フ ローにおける温室効果ガス排出量の現状と課題 , 第 23 回全
国浄化槽技術研究集会 , 山口 , 2009/10, 同要旨集 , 57-62

0610AB519

Kondo T.(*1),Ebie Y.,Kiji M.(*2),Sugiura N.(*3),Xu K-Q.,Inamori Y.(*4)(*1Kobe Univ.,*2Yonden Consult.,
*3Univ.Tsukuba,*4Fukushima Univ.) ： Decentralized domestic gray water treatment by using slanted soil
chamber system, 3rd IWA-ASPIRE Conf.Exhib., Taipei, 2009/10, Proceedings, S2-0-2

0610AB519
0610AA204
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蛯江美孝 , 川原敦子 (*1), 米田正 (*2), 篠田晶子 (*2), 徐開欽 (*1 筑波大 ,*2 昭和電工 ) ： 生化学的汚泥発
生抑制効果の評価 , 日本水処理生物学会 第 46 回大会 , 高知 , 2009/11, 日本水処理生物学会誌 , 64

0610AB519

山崎宏史 (*1), 鈴木理恵 (*1), 蛯江美孝 , 稲森悠平 (*2), 西村修 (*3)(*1 茨城県薬剤師会公衆衛検査セ ,*2
福島大 ,*3 東北大 ) ： デ ィ スポーザ対応浄化槽の高度処理化と LCCO2 評価 , 日本水処理生物学会 第 46
回大会 , 高知 , 2009/11, 日本水処理生物学会誌 , 36

0610AB519

富山智章 (*1), 杉浦則夫 (*1), 山崎宏史 (*2), 蛯江美孝 , 徐開欽 (*1 筑波大 ,*2 茨城県薬剤師会公衆衛検査
セ ) ： デ ィ スポーザ対応浄化槽の運転期間によ る汚泥特性の変化に関する解析 , 日本水処理生物学会 第
46 回大会 , 高知 , 2009/11, 日本水処理生物学会誌 , 43

0610AB519

濱中俊輔 (*1), 加藤裕之 (*1), 岡城孝雄 (*1), 那波義夫 (*2), 根本正 (*3), 蛯江美孝 , 河村清史 (*4)(*1 日本
環境整備教育セ ,*2 モ リ タエコ ノ ス ,*3 ア メ ニテ ィ いわき ,*4 埼玉大院 )：浄化槽汚泥濃縮車に対応し た
汚泥再生処理セン ターの運転状況 , 第 31 回全国都市清掃研究 ・ 事例発表会 , 松山 , 2010/1, 同講演論文
集 , 266-268

0911BE003
0610AB519

加藤裕之 (*1), 濱中俊輔 (*1), 岡城孝雄 (*1), 蛯江美孝 , 河村清史 (*2)(*1 日本環境整備教育セ ,*2 埼玉大
院 ) ： 資源化を考慮し た し尿及び浄化槽汚泥の性状についての検討 , 第 31 回全国都市清掃研究 ・ 事例発
表会 , 松山 , 2010/1, 同講演論文集 , 269-271

0911BE003
0610AB519

佐々木恵 (*1), 杉浦則夫 (*1), 大坂利文 (*2), 国安祐子 , 蛯江美孝 , 徐開欽 , 稲森悠平 (*3)(*1 筑波大院 ,*2
早稲田大院 ,*3 福島大 ) ： 微生物ループにおける アンモニア酸化細菌を起点 と し た捕食－被食関係解析
手法の確立 , 第 44 回日本水環境学会年会 , 福岡 , 2010/3, 同講演集 , 105

0507CD531
0610AB519

鹿又真 (*1), 蛯江美孝 , 井上廣輝 (*2), 杉浦則夫 (*1), 徐開欽 , 稲森悠平 (*3)(*1 筑波大院 ,*2 日本建築セ ,
*3 福島大 ) ： 鉄電解法導入高度処理浄化槽生成汚泥からの リ ン溶出回収システム技術の開発 , 第 44 回
日本水環境学会年会 , 福岡 , 2010/3, 同講演集 , 401

0610AB519
0610AA203

富山智章 (*1), 山崎宏史 (*2), 蛯江美孝 , 稲森悠平 (*3), 杉浦則夫 (*1)(*1 筑波大院 ,*2 茨城県薬剤師会公
衆衛検査セ ,*3 福島大 ) ： デ ィ スポーザ対応型浄化槽の運転期間 と汚泥特性変化と の関係解析 , 第 44 回
日本水環境学会年会 , 福岡 , 2010/3, 同講演集 , 495

0610AB519

山崎宏史 (*1), 蛯江美孝 , 稲森悠平 (*2), 西村修 (*3)(*1 茨城県薬剤師会公衆衛検査セ ,*2 福島大 ,*3 東北
大 ) ： 固液分離プロセスに着目し たデ ィ スポーザ対応浄化槽における運転操作条件 と窒素除去特性の関
係解析 , 第 44 回日本水環境学会年会 , 福岡 , 2010/3, 同講演集 , 496

0610AB519

江守正多： 地球温暖化の現状と 将来予測 , 第 35 回日本環境学会研究発表会シンポジウ ム , 京都 , 2009/6,
プロ グラ ム

0610AA103

江守正多：温暖化で豪雨 と干ばつが増え るのはなぜか , 21 世紀気候変動予測革新プロ グ ラ ム 平成 21 年
度公開シンポジウ ム , 東京 , 2009/8, プロ グ ラ ム , 5

0610AA103

江守正多 ： 気候変動予測の不確実性と意思決定 , 平成 21 年度 IIASA-RITE 国際シンポジウ ム 地球温暖
化防止と持続可能な社会に向けて , 東京 , 2010/2, 同要旨集 , 31

0711BA335
0610AA103

Emori S. ： Global climate projections with relevance to regional climate and impact analysis, Int.Symp.Impact
Clim.Change Reg.Specific Syst., Sapporo, 2009/11, Program

0711BA335
0610AA103

Wang Q-X.,Watanabe M.(*1),Xiao Q.(*2),Wu T.,Liu J.(*3)(*1Keio Univ.,*2Tsukuba Univ.,*3Chin.Acad.Sci.)：
Early detection of the global warming impact on permafrost in East Asia, Clim.Change Congr.2009, Copenhagen,
2009/3, IOP Conf.Series: Earth and Environmental Science, 92026

0609BY923

Wang Q-X.,Watanabe M.(*1),Liu J-Y.(*2),Dorjgotov D. (*3),Batkhishig O.(*3)(*1Keio Univ.,
*2Chin.Acad.Sci.,*3Mongolia Academ.Sci.) ： Early detection of the impact of global warming: Climate changes
and its impacts on ecosystem services of East Asia, 5th Int.Conf.Nat.Resour.Sustainable Dev.Surrounding
Reg.Mong.Plateau, Hohhot, 2009/8

0610SP004
0610AA402
0609BY923

王勤学 ： MODIS 衛星データ を用いた中国の土地被覆類型別の炭素固定量算定 , 環境科学会 2009 年会 ,
札幌 , 2009/9, 同講演予稿集 , 144

0610SP004
0610AA402
0609BY923

大垣眞一郎 ： 世界が求める日本の水システム と技術 , 第 111 回本田財団懇談会 , 東京 , 2009/7

大垣眞一郎：水システムの連鎖構造－持続可能な社会の条件 と は－ , 第 4 回途上国におけるサステ ィ ナ
ビ リ テ ィ 構築に向けた環境及び健康 リ ス ク に関する ワーク シ ョ ッ プ , 仙台 , 2009/11

Ohgaki S. ： Pursuing green growth: the case of Japan, COP15 Side-event Symp.: Towards green growth and
green innovation organized by JST and JICA at Copenhagen, Copenhagen, 2009/12, Abstracts
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大垣眞一郎：新しい社会のための工学－環境工学の経験から－ , 東北工業大学環境情報工学科シンポジ
ウ ム , 仙台 , 2010/1

大垣眞一郎 ： 環境研究の課題と展望－水環境学 , 都市環境工学の経験から－ , 平成 21 年度埼玉県環境
科学国際セン ター講演会－セン ター開設 10 周年を記念し て－ , さいたま , 2010/1

大垣眞一郎 ： 社会的共通資本 と し ての水システム , 筑波大学生命環境科学研究科プロ ジェ ク ト 講演会
『水の世紀』 に日本はいかに貢献でき るか , つ く ば , 2010/3, プロ グ ラ ム

大木淳之 , 横内陽子 ： 黒潮 - 親潮混合域における大気 と海水中の臭素系ハロ カーボンの測定 , 日本地球
化学会 第 56 回年会 , 広島 , 2009/9, 同予稿集 , 341

0610CD974

Oki A.,Tsuda A.(*1),Kameyama S.,Takeda S.(*2),Itoh S.(*1),Suga T.(*3),Okubo A.(*3)(*4),Tazoe H.(*5),
Yokouchi Y.(*1Univ.Tokyo,*2Grad.Sch.Univ.Tokyo,*3Grad.Sch.Tohoku Univ.,*4JAMSTEC,*5Nihon Univ.) ：
Measurements of methyl halides in surface seawater and marine boundary layer of Northwest Pacific, SOLAS
Open Sci.Conf., Barcelona, 2009/11, Abstracts, 99

0610CD974

大木淳之 , 横内陽子 ： 南北イ ン ド洋における ジ ク ロ ロ メ タ ンの測定 , 2010 年度日本海洋学会春季大会 ,
東京 , 2010/3, 同予稿集

0610CD974

Ooki A.,Yokouchi Y. ： Measurement of methyl halides in surface seawater and marine boundary layer of
Northwest Pacific by SOLAS-Japan cruise, 2010 Ocean Sci.Meet., Portland, 2010/2

0610CD974

Hu MengJie(*1), 宮脇健太郎 (*1), 大迫政浩 , 肴倉宏史 (*1 明星大 ) ： 再生製品に対する環境 大溶出可能
量試験の検討 , 第 20 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 名古屋 , 2009/9, 同講演論文集 , 559-560

0610AB454
0610AA202

Ota Y.,Higurashi A.,Nakajima T.(*1),Yokota T.(*1CCSR Univ.Tokyo) ： Reference radiative transfer model
including the polarization effect in a coupled atmosphere-ocean system, 6th Int.Workshop Greenhouse Gas
Meas.Space(IWGGMS-6), Kyoto, 2010/1, Abstracts, 27-28

0610AL917
0610AA102

大場真 , 王勤学 , 村上正吾 , 木幡邦男 , 若林太一 (*1), 島田沢彦 (*1)(*1 東京農大 ) ： 森林物質循環モデル
を用いた伊勢湾流域圏における森林生態系サービ ス評価の試み , 農業環境工学関連学会 2009 年合同大
会 , 東京 , 2009/9, 同予稿集 , B44

0608CB936

大場真 , 王勤学 , 村上正吾 , 中根英昭： 自然共生を理解する 新し い枠組み , 環境科学会 2009 年会 , 札幌 ,
2009/9, 同講演予稿集 , 6-7

0608CB936
0610SP004

Ooba M.,Murakami S.,Wang Q-X.,Kohata K. ： A biogeochemical forest model for evaluation of ecosystem
services(BGC-ES) and its applications, AsiaFlux Workshop 2009, Sapporo, 2009/10, Proceedings, 117

0610CB001

若林太一 (*1), 島田沢彦 (*1), 大場真 , 村上正吾 (*1 東京農大 ) ： 矢作川流域圏における LandsatETM+ 画
像を用いた森林被覆推定 , 日本 リ モー ト センシング学会 第 47 回学術講演会 , 名古屋 , 2009/11, 同講演
論文集 , 251-252

0610SP004
0610CB001

大場真 , 村上正吾 , 王勤学 ： 伊勢湾流域圏における森林生態系サービ スの生産 ・ 消費の推定 , 「伊勢湾
流域圏の自然共生型環境管理技術開発」 平成 21 年度研究成果報告会 , 名古屋 , 2010/3, 同プロ グ ラ ム ・
要旨集

0610CB001

大場真 ： 新しい価値観と し ての 「人 と自然 と の共生」 , 「伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開発」
平成 21 年度研究成果報告会 , 名古屋 , 2010/3, 同プロ グ ラ ム ・ 要旨集

0610SP004

若林太一 (*1), 島田沢彦 (*1), 大場真 , 村上正吾 , 王勤学 (*1 東京農大 )：伊勢湾流域圏における衛星画像
を用いた森林被覆情報抽出と 70 年代 と の比較 , 「伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開発」 平成
21 年度研究成果報告会 , 名古屋 , 2010/3, 同プロ グ ラ ム ・ 要旨集

0610CB001

大場真 , 村上正吾 , 王勤学 ： 森林生態系サービ スの発生 ・ 消費ネ ッ ト ワーク の解明 ： 矢作川流域圏にお
ける ケース ス タデ ィ , 第 57 回日本生態学会大会 (ESJ 57), 東京 , 2010/3, 同講演要旨 , P3-189

0610SP004
0610CB001

若林太一 (*1), 大場真 , 島田沢彦 (*1), 豊田裕道 (*1), 村上正吾 (*1 東京農大 ) ： 矢作川流域圏における
Landsat 画像を用いた森林被覆推定－ 2000 年代 と 1970 年代の比較－ , 日本農業気象学会 2010 年全国大
会 ・ 農業気象国際シンポジウ ム ISAM 2010, 名古屋 , 2010/3, 同予稿集 , 23

0610CB001

吉田真理子 (*1), 大原利眞 , 森川多津子 (*2), 菅田誠治 (*1 静岡大 ,*2 石油産業活性化セ )： RAMS/CMAQ
ネス ティ ングモデルを用いた関東地域の光化学大気汚染シミ ュ レ ーショ ン , 第 45 回大気環境学会年会 ,
秋田 , 2004/10, 同講演要旨集 , 402

0407KB498
0405AA416
0105AA296

柳澤隆 (*1), 大原利眞 (*1 静岡大 ) ： スギ花粉飛散の数値モデル解析 , 第 45 回大気環境学会年会 , 秋田 ,
2004/10, 同講演要旨集 , 619

0405AH417
0105AA296
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山地一代 (*1), 大原利眞 , 鵜野伊津志 (*1), 秋元肇 (*2)(*1 地球環境フ ロ ンテ ィ ア研セ ,*2 九大応用力研 )：
2001 年春季東アジア域におけるオゾンのシ ミ ュ レーシ ョ ン , 第 45 回大気環境学会年会 , 秋田 , 2004/10,
同講演要旨集 , 632

0406AH380
0408AE418
0406CD419

谷本直隆 (*1), 大原利眞 , 鵜野伊津志 (*2), 植松光夫 (*3), 菅田誠治 (*1 静岡大 ,*2 九大応用力研 ,*3 東大 )：
東アジアにおける 炭素粒子の年間シミ ュ レ ーショ ン , 第 45 回大気環境学会年会 , 秋田 , 2004/10, 同講演
要旨集 , 633

0408AE418
0406CD419
0405CD420
0105AA296

松下洋平 (*1), 谷本直隆 (*1), 大原利眞 , 菅田誠治 (*1 静岡大 ) ： RAMS/CMAQ 高分解モデルによ る梅雨
期の酸性沈着シ ミ ュ レーシ ョ ン , 第 45 回大気環境学会年会 , 秋田 , 2004/10, 同講演要旨集 , 674

0105AG108
0204BA396
0405CD420
0406CD419
0408AE418

河上修 (*1), 大原利眞 , 坂田智之 (*1), 吉田真理子 (*1), 菅田誠治 (*1 静岡大 ) ： 関東地域大気汚染予報シ
ステムの構築 , 第 45 回大気環境学会年会 , 秋田 , 2004/10, 同講演要旨集 , 486

0405AH417

望月江里佳 (*1), 大原利眞 (*1 静岡大 ) ： 浜松市における NO2 濃度分布のシ ミ ュ レーシ ョ ン , 第 45 回大
気環境学会年会 , 秋田 , 2004/10, 同講演要旨集 , 487

大原利眞 , 村野健太郎 , 谷本直隆 (*1), 山地一代 (*2), 鵜野伊津志 (*3)(*1 静岡大 ,*2 地球フ ロ ンテ ィ ア研
セ ,*3 九大応用力研 ) ： 国内の大気質に及ぼす越境汚染 と気候変化の影響 , 第 46 回大気環境学会年会 ,
名古屋 , 2005/9, 同講演要旨集 , 110-113

0405AA416
0105AA296

片山学 , 大原利眞 , 村野健太郎 , 井上雅路 (*1)(*1 ヒ ミ カ ) ： 東アジアにおける硫黄酸化物 ・ 窒素酸化物
の年間ソース ・ リ セプター解析 , 第 46 回大気環境学会年会 , 名古屋 , 2005/9, 同講演要旨集 , 589

0205CD956
0405CD420
0408AE418
0507BA825

Ohara T.,Uehara K.：Effects of wind system on air pollution, Workshop Reg.Harmonization Wind Loading Wind
Environ.Specif.Asia-Pac.Econ.(APEC-WW)( 東京工芸大 21 世紀 COE プロ グ ラ ム ), Atsugi, 2004/11

0105AE218
0105AE216
0105AA296

大原利眞：アジア域エ ミ ッ シ ョ ン イ ンベン ト リ ーの現状 と課題 , 対流圏微量成分衛星解析研究会 第 1 回
シンポジウ ム , 京都 , 2004/6

0408AE418
0406CD419

谷本直隆 (*1), 大原利眞 , 鵜野伊津志 (*2), 菅田誠治 (*1 静岡大 ,*2 九大応用力研 )：東アジアにおける炭
素粒子動態のモデル解析 , 第 14 回大気化学シンポジウ ム , 豊川 , 2004/1

0406CD419
0408AE418
0105AA296

大原利眞 , 瀬野忠愛 (*1), 泉克幸 (*2), 内山政弘 , 青木正敏 (*3), 尾保手朋子 , 松本幸雄 , 福山力 (*1 静岡大
,*2 東洋大 ,*3 東京農工大 )： エアロ ゾルの乾性沈着と 大気環境イ ンパク ト , 文科省科研費補助金・ 特定
領域研究 (A)416 東アジアにおける エアロ ゾルの大気環境イ ンパク ト (AIE) シンポジウ ム , 京都 , 2005/1,
プロ グラ ム

0405CD420

Ohara T.,Inoue M.(*1),Katayama M.,Murano K.(*1Shizuoka Univ.) ： Annual source-receptor relationships of
sulfur annd nitrogen oxides in East Asia using a regional transport modeling system coupled with a
meteorological model, Acid Rain 2005: 7th Int.Conf.Acid Deposition, Prague, 2005/6, Abstracts, 57

0507BA825
0406CD419
0405CD420
0205CD956
0408AE418

Yan X.(*1),Akimoto H.(*1),Ohara T.(*1FRCGC) ： Global historical soil NOx emissions as affected by acid
deposition and nitrogen input, Acid Rain 2005: 7th Int.Conf.Acid Deposition, Prague, 2005/6, Abstracts, 578

0408AE418
0406CD419
0205CD956

Ohara T. ： Emiss ion, transport and acid deposit ion of atmospheric aerosols in East Asia,
Int.Symp.Atmos.Environ.Impacts Aerosols East Asia, Kyoto, 2005/9, Program, 7

0408AE418
0406CD419
0205CD956
0405CD420

大原利眞 ： リ モー ト センシングを活用し た都市大気汚染モデル研究 , NICT センシングネ ッ ト ワーク シ
ンポジウ ム , 東京 , 2006/1

0608AG441
0407KB498

大原利眞 , 瀬野忠愛 (*1), 鵜野伊津志 (*2)(*1 静大 ,*2 九大応用力研 )： エア ロ ゾルの乾性・湿性沈着量の
将来予測 , 東アジアにおけるエア ロ ゾルの大気環境イ ンパク ト (AIE) 平成 17 年度シンポジウ ム , 京都 ,
2006/7

0610AA401
0406CD419
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Ohara T.： Development of Asian emission inventory from 1980 to 2020, Developing Improv.Reg.Emiss.Invnetories
China, Guangzhou, 2006/3

0406CD419
0610AA401

長田和雄 (*1), 飯田肇 (*2), 木戸端佳 (*3), 大原利眞 , 鵜野伊津志 (*4)(*1 名古屋大 ,*2 立山カルデラ砂防
博 ,*3 富山県環境科セ ,*4 九大応用力研 ) ： 立山 ・ 室道平におけるエア ロ ゾル粒子体積濃度の年々変化 ：
微細粒子濃度の春季増加傾向 , 日本気象学会 2009 年度春季大会 , つ く ば , 2009/5, プロ グ ラ ム

0709AH381
0810AG001
0913BA001
0610AA401

Hara H.(*1),Sato H.(*1),Bulugan T.,Oizumi T.(*3),Ohara T.(*1Tokyo Univ.Agric.Technol.,*2Niigata Pref.) ：
Precipitation with pH3.80 at a remote site in Mongolia, WMO/GAW Meet., Geneva, 2009/5

0913BA001
0610AA401

長田和雄 (*1), 木戸瑞佳 (*2), 大原利眞 , 鵜野伊津志 (*3)(*1 名古屋大環境学研科 ,*2 富山県環境科セ ,*3
九大応用力研 ) ： 立山 ・ 室堂平における粒子体積濃度の年々変化 ： 微細粒子濃度の冬春季増加傾向 , 第
50 回大気環境学会年会 , 横浜 , 2009/9, 同講演要旨集 , 242

0913BA001
0610AA401

板野泰之 (*1), 山神真紀子 (*2), 大原利眞 (*1 大阪市環境科研 ,*2 名古屋市環境科研 )：光化学オキシダン
ト と粒子状物質等の汚染特性解明に関する研究 (11) －常時監視データ を用いた NO2/NOx排出比の推定
と その経年変化－ , 第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 , 2009/9, 同講演要旨集 , 241

0709AH381
0610AA401

山神真紀子 (*1), 板野泰之 (*2), 大原利眞 (*1 名古屋市環境科研 ,*2 大阪市環境科研 )：光化学オキシダン
ト と粒子状物質等の汚染特性解明に関する研究 (10) －ポテンシ ャルオゾンを用いた Ox 濃度上昇傾向の
評価－ , 第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 , 2009/9, 同講演要旨集 , 240

0709AH381
0610AA401

山地一代 (*1), 鵜野伊津志 (*2), 金谷有剛 (*1), 駒崎雄一 (*1), 大原利眞 , 秋元肇 (*3)(*1JAMSTEC,*2 九大
応用力研 ,*3 酸性雨研セ ) ： 中国華北地方におけるバイオマスバーニングによ る大気質への影響 , 第 50
回大気環境学会年会 , 横浜 , 2009/9, 同講演要旨集 , 244

0810AG001
0913BA001
0610AA401

佐藤春菜 (*1),Bulgan T.(*2), 大泉毅 (*3), 大原利眞 , 原宏 (*1)(*1 東京農工大 ,*2CLEM,*3 新潟県県民生
活 ・ 環境部 ) ： モンゴル remote サイ ト における pH3.80 の降水の解析－降水化学 と モデル計算から－ ,
第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 , 2009/9, 同講演要旨集 , 249

0610AA401

大原利眞 ： シ ミ ュ レーシ ョ ンモデルの現状と課題 , 第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 , 2009/9, 同講演要
旨集 , 70

0911KB001
0911AG004
0709AH381
0610AA401

武直子 (*1), 大泉毅 (*1), 村山等 (*1), 大原利眞 (*1 新潟県保健環境化研 ) ： 関東地方から新潟県への高濃
度オゾン輸送の観測的研究 , 第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 , 2009/9, 同講演要旨集 , 411

0709BC383
0709AH381
0610AA401

大原利眞 , 井上忠雄 , 入江仁士 (*1), 黒川純一 ,Hezhong T.(*2)(*1JAMSTEC,*2 北京師範大 ) ： OMI/NO2
によ る東アジアにおける NOx 排出量の時間変動 , 第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 , 2009/9, 同講演要
旨集 , 421

0913BA001
0911KB001
0810AG001
0610AA401

神成陽容 (*1), 大原利眞 (*1 フリ ー )： オゾン生成レ ジームの変化要因 , 第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 ,
2009/9, 同講演要旨集 , 431

0911KB001
0709AH381
0610AA401

栗林正俊 (*1), 大原利眞 , 片山学 (*2)(*1 筑波大院 ,*2JSC) ： 日本における硫黄沈着量の経年変動 ・ 年々
変動に関するモデル解析 , 第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 , 2009/9, 同講演要旨集 , 438

0913BA005
0610AA401

江端英和 (*1), 藤原衛 (*1), 武直子 (*1), 村山等 (*1), 大原利眞 (*1 新潟県保健環境科研 )：新潟県内におけ
るオゾンの生成に寄与する揮発性有機化合物の測定 , 第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 , 2009/9, 同講演
要旨集 , 305

0709BC383
0709AH381
0610AA401

福井哲央 (*1), 大原利眞 , 神成陽容 (*2), 大泉毅 (*3), 武直子 (*3), 中田誠 (*4), 山下研 (*5)(*1 計量計画研 ,
*2 フ リ ー ,*3 新潟県保健環境科研 ,*4 新潟大院 ,*5 酸性雨研セ ) ： 新潟県におけるオゾンの時間 ・ 空間
分布のモデル解析 , 第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 , 2009/9, 同講演要旨集 , 306

0709BC383
0709AH381
0610AA401

Ohara T.,Kurokawa J.,Akimoto H.(*1)(*1ADORC)：Long-term and recent changes in anthropogenic emissions
in Asia: REAS inventory, satellite observations, and inverse modeling, 2009 GEIA-ACCENT Open Conf., Oslo,
2009/10, Abstracts, 44

0913BA001
0610AA401

大山政明 , 児玉圭太 , 李政勲 , 山口敦子 (*1), 白石寛明 , 堀口敏宏 (*1 長埼大 )：東京湾産ホシザ メ の資源
量変動に伴 う 生活史特性の変化：(2) 栄養状態 と食性 , 平成 21 年度日本水産学会春季大会 , 東京 , 2009/
3, 同予稿集 , 68

0610AA304
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大山政明 , 児玉圭太 , 李政勲 , 山口敦子 (*1), 白石寛明 , 堀口敏宏 (*1 長崎大 )：東京湾産ホシザ メ の資源
量変動に伴 う 生活史特性の変化：(1) 繁殖特性 , 平成 21 年度日本水産学会春季大会 , 東京 , 2009/3, 同予
稿集 , 68

0610AA304

Tanji K.(*1),Okadera T.,Watanabe M.(*1)(*1Keio Univ.) ： An analysis of dependency and eco-efficiency about
water consumption and environmental loads by interregional trade in China, USSEE 2009 Conf.Sci.Policy
Sustainable Future, Washington D.C., 2009/6

0709BD452
0610SP004
0610AA402

岡本卓 , 疋田努 (*1)(*1 京大 ) ： オカダ ト カゲの遺伝的変異 と伊豆諸島の動物地理 , 日本爬虫両棲類学会
第 48 回大会 , 天理 , 2009/11, プロ グ ラ ム , 7

0910AF008

岡本卓 , 五箇公一 ： 国立環境研究所侵入生物データベースの機能強化と その応用への展望 , 第 57 回日
本生態学会大会 (ESJ 57), 東京 , 2010/3, 同講演要旨集

0610AK550

Okamoto T.,Kuriyama T.(*1),Hasegawa M.(*1),Hikida T.(*2),Goka K.(*1Toho Univ.,*2Kyoto Univ.) ： A newly
recorded alien population of a lizard Plestiodon japonicus in Hachijojima Island, central Japan, Island Invasives:
Erad.Manage.Conf., Auckland, 2010/2, Abstracts, 52

0910AF008

Okamoto T.,Hikida T.(*1)(*1Grad.Sch.Kyoto Univ.)： Genetic variation and evolutionary process of life history of
Okada's skink Plestiodon latiscutatus(Scincidae, Reptilia), Int.Day Biol.Diversity Symp.2009, Tokyo, 2009/5,
Abstracts, 126-127

0910AF008

Ogawa A.,Hirano T.(*1),Hirata R.(*2),Saigusa N.,Lee B-L.(*3)(*1Hokkaido Univ.,*2NIAES,*3Korea
Meteorol.Adm.) ： A vital resource for carbon research and collaboration, Monsoon Asia Trop.Forest Carbon
Dyn.Sustainability, Khon Kaen, 2009/1

0610AC933

小川安紀子 , 大場真 ： 連携研究のための情報基盤と エコ イ ンフ ォマテ ィ ク ス技術 , 第 56 回日本生態学
会大会 (ESJ 56), 盛岡 , 2009/3, 同講演要旨集 , 41

0610AC933

Honda C.(*1),Morota T.(*1),Yokota Y.(*1),Ogawa Y.,Demura H.(*2),Hirata N.(*2),Matsunaga T.,Ohtake
M.(*1),Haruyama J.(*1)(*1JAXA,*2Univ.Aizu) ： Morphologic characteristics of the vallis schroteri, 40th Lunar
Planet.Sci.Conf.(LPSC), Houston, 2009/3, Abstracts

0810AE005

Takeda H.(*1)(*2),Karouji Y.(*3),Ogawa Y.,Ohsuki M.(*1),Yamaguchi A.(*4),Ohtake M.(*5),Arai T.(*4),
Matsunaga T.,Haruyama J.(*5)(*1Univ.Tokyo,*2Chiba Inst.Technol.,*3Waseda Univ.,*4NIPR,*5JAXA/PSD) ：
Iron contents of plagioclases in dhofar 307 lunar meteorite and surface materials of the farside large basins, 40th
Lunar Planet.Sci.Conf.(LPSC), Houston, 2009/3, Abstracts

0810AE005

Ogawa Y.,Matsunaga T.,Nakamura R.(*1),Takeda H.(*1),Ohtake M.(*2),Morota T.(*2),Hiroi T.(*3),Arai
T.(*4),Saiki K.(*5),Sugihara T.(*6) et al.(*1AIST,*2ISAS/JAXA,*3Brown Univ.,*4NIPR,*5Osaka
Univ.,*6JAMSTEC) ： Mineral compositions of the bright rayed craters and lunar FAR-SIDE crust revealed by
the continuous VIS-NIR spectra by spectral profiler on SELENE/KAGUYA, 40th Lunar Planet.Sci.Conf.(LPSC),
Houston, 2009/3, Abstracts

0810AE005

Oguchi M.,Kida A.,Sakanakura H.,Murakami S.(*1)(*1Univ.Tokyo) ： The potential of e-waste as secondary
resources-What kind of e-waste should we focus on?, 5th Int.Conf.Int.Soc.Ind.Ecol.(ISIE), Lisbon, 2009/6,
Abstracts, 331

0610AA204
0610AA202

小口正弘 , 肴倉宏史 , 村上進亮 (*1), 貴田晶子 (*1 東大 ) ： 二次資源と し ての使用済み電気 ・ 電子製品の
類型化 , 第 20 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 名古屋 , 2009/9, 同予稿集 , 169-170

0610AA204
0610AA202

小口正弘 , 貴田晶子 ： 熱力学的考察に基づ く 回収水銀の長期保管形態の基礎的検討 , 第 20 回廃棄物資
源循環学会研究発表会 , 名古屋 , 2009/9, 同予稿集 , 539-540

0610AA202
0910BE001

Oguchi M.,Murakami S.(*1),Sakanakura H.,Kida A.(*1Univ.Tokyo) ： Categorization of WEEE as secondary
resources: Prospecting and exploration, 6th NIES Workshop on E-waste, Sapporo, 2009/12, Program

0610AA204
0610AA202

小熊宏之：WEB カ メ ラや定点撮影カ メ ラ を用いた植生の季節変化 ( フ ェ ノ ロ ジー) のモニタ リ ングにつ
いて , 第 1 回日本 ・ ス ウ ェーデン科学協会ワーク シ ョ ッ プ 「北方圏の環境と文明」 国際シンポジウ ム ,
札幌 , 2009/8, プロ グ ラ ム

0911BD002

Oda T.,Maksyutov S. ： Two global maps of anthropogenic CO2 emission derived with a database of large point
sources, 18th Annu.Int.Emiss.Inventory Conf., Baltimore, 2009/4, Abstracts

0610AA102

小田知宏 , 町村尚 (*1), 古山祐治 ,Maksyutov S., 大久保晋治郎 (*2), 小杉緑子 (*2)(*1 大阪大院 ,*2 京大院 )：
近畿地方を対象と し た地域ス ケール CO2 ソ ース ／シンク 推定： オイ ラ ー・ ラ グラ ンジアン結合モデルを
用いた領域外部から の貢献の考慮, 日本気象学会 2009年度春季大会, つく ば, 2009/5, 同講演予稿集, 271

0610AA102
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Oda T.,Maksyutov S. ： A 5km ｰ 5km global inventory of fossil fuel CO2 emission derived from a point source
database and satellite-observed nighttime lights, 8th Int.Carbon Dioxide Conf., Jena, 2009/9, Abstracts

0610AA102

Oda T.,Maksyutov S.：A high-resolution global fossil fuel CO2 emission mapping using a point source database
and satellite-observed nightlight, GEIA-ACCENT 2009 Conf., Oslo, 2009/10, Abstracts, 31

0610AL917
0610AA101
0610AA102

Oda T.,Maksyutov S. ： A very high-resolution fossil fuel CO2 emission inventory for the GOSAT operational
flux inversion, 6th Int.Workshop Greenhouse Gas Meas.Space(IWGGMS-6), Kyoto, 2010/1, Abstracts, 44-45

0610AA102

甲斐沼美紀子 ： 低炭素社会の実現に向けて , 日本磁気学会 第 166 回研究会 , 東京 , 2009/5 0408BA369
0610AA104

Kainuma M. ： Designing Asian scenarios towards Low Carbon Society, The Impact of the Financial Crisis on
Greenhouse Gas Reductions Workshop, Taipei, 2009/6

0408BA369
0610AA104

甲斐沼美紀子 ： Efforts to shift towards Low Carbon Society in Japan, ISAP 2009(Int.Forum Sustainable Asia
Pac.), Hayama, 2009/6

0408BA369
0610AA104

甲斐沼美紀子：長期シナ リ オ構築の基本的な考え方 , 第 28 回環境システムシンポジウ ム , 東京 , 2010/2 0913BA002

Kainuma M. ： AIM activities and the objective of this workshop, 15th AIM Int.Workshop, Tukuba, 2010/2 0913BA002
0610AA104
0810BA004

甲斐沼美紀子 ： 温暖化に関する科学的知見， 日本における温暖化影響 , 「25％削減」 に必要な国内対策
について , ス ト ッ プ温暖化を考え る千葉県民のつどい , 千葉 , 2009/11

0610AA104
0810BA004

甲斐沼美紀子：ステーク ホルダー対話 IN 横浜 ～低炭素社会構築の障害をど う 乗 り 越え るか～ , IGES 地
球環境セ ミ ナー 2009 第 5 回 , 横浜 , 2010/3

0610AA104
0913BA002

Kainuma M.：Mitigation and adaptation strategies in Asia-Pacific, Towards Low-Carbon Soc.Asia-Pac.Beyond
2050: A Technol.Foresight Symp., Bangkok, 2010/1, Program

0610AA104
0913BA002

Kainuma M.,Fujino J. ： The low carbon scenario for Japan, LCS-RNet, Bologna, 2009/10 0610AA104
0913BA002

Kainuma M. ： Count ry- l eve l  c l imate  change  s tud i e s  and  i n i t i a t i ves :  Japan ,  1 s t
Reg.Consult.Meet.Econ.Clim.Change Low Carbon Growth Strategies Northeast Asia, Seoul, 2010/3

0810BA004
0913BA002

Kainuma M. ： Analysis on Japan's middle-term target on GHG reduction, Asian Modeling Exercise Meet.,
Beijing, 2010/3

0810BA004
0913BA002

Kainuma M. ： Integrated assessment model for Northeast Asia, 1st Reg.Consult.Meet.Econ.Clim.Change Low
Carbon Growth Strategies Northeast Asia, Seoul, 2010/3

0810BA004
0913BA002

Kainuma M. ： The low-carbon society 2050, Future Low Carbon Soc.Scenario Workshop, Phuket, 2009/11 0610AA104
0913BA002

Kainuma M. ： Asia low carbon scenario project, Describing Socio-Economic Environ.Futures Clim.Change
Res.Assess., Washington, 2010/2

0913BA002
0610AA104

Kainuma M. ： Comments and future plans on modelling renewable energies, IPCC Follow-Up Expert
Meet.Modelling Renewable Energ., Oxford, 2010/2

0610AA104
0810BA004

Kainuma M. ： Low carbon development scenario and low carbon cities, Sustainable and Low-Carbon
Development(LCD) in Indonesia and Asia: Dialogues between Policymakers and Scientists on Green
Growth(GG), Bogor(Indonesia), 2010/2

0610AA104
0913BA002

Kainuma M. ： Low-carbon, Sustainable development in Asia, Sustainable and Low-Carbon Development(LCD)
in Indonesia and Asia: Dialogues between Policymakers and Scientists on Green Growth(GG), Bogor(Indonesia),
2010/2

0913BA002
0610AA104

Kainuma M.：Low carbon multiple benefits for sustainable development, ISAP 2009(Int.Forum Sustainable Asia
Pac.), Hayama, 2009/6

0408BA369
0610AA104

Kainuma M.,Shukla P.R.(*1),Jiang K.(*2),Fujino J.(*1IIM,*2ERI)：Low carbon Asia: Visions and actions, COP15
CMP5 Side Event, Copenhagen, 2009/12

0610AA104
0810BA004
0913BA002
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影山志保 , 中島大介 , 崎田省吾 (*1), 後藤純雄 (*2), 西村和之 (*1)(*1 県立広島大 ,*2 麻布大 ) ： コ ンポス
ト 製造過程における試料の遺伝毒性及び変異原性について , 第 18 回環境化学討論会 , つ く ば , 2009/6,
同講演要旨集 , 250-251

0809CD011

影山志保 , 中島大介 , 白石不二雄 , 永洞真一郎 (*1), 佐久間隆 (*2), 渡邉英治 (*3), 熊谷貴美代 (*4), 河合
渉 (*5), 吉田篤史 (*6), 原口公子 (*7) 他 (*1 北海道環境科研 ,*2 宮城県保健環境セ ,*3 山形県環境科研 ,*4
群馬県衛環境研 ,*5 静岡県環境衛研 ,*6 鳥取県環境衛研 ,*7 北九州市環境科研 ) ： 国内 11 地点における
大気粉じん及びガス状成分の遺伝毒性, 第18回環境化学討論会, つ く ば, 2009/6, 同講演要旨集, 806-807

0610AA301

影山志保 , 中島大介 , 白石不二雄 , 永洞真一郎 (*1), 佐久間隆 (*2), 渡邉英治 (*3), 熊谷貴美代 (*4), 今津
佳子 (*5), 白石寛明 , 鈴木規之 他 (*1 北海道環境科研 ,*2 宮城県保健環境セ ,*3 山形県環境科研セ ,*4 群
馬県衛環境研 ,*5 静岡県環境衛研 ) ： 国内 11 地点における夏季 ・ 冬季の大気粉じんおよびガス状成分の
発光 umu 試験によ る遺伝毒性評価 (2007-2009 年 ), 日本環境変異原学会 第 38 回大会 , 静岡 , 2009/12,
同要旨集 , 114

0610AK545
0610AA301

森川彩美 (*1), 影山志保 , 中島大介 , 西村和之 (*1)(*1 県立広島大院 )：コ ンポス ト 製造における微生物叢
と遺伝毒性及び変異原性について , 第 44 回日本水環境学会年会 , 福岡 , 2010/3, 同講演集 , 639

0809CD011

Kajiwara N.,Noma Y.,Takigami H. ： Brominated and phosphorus compounds in televisions and a personal
computer in the Japanese market in 2008, 29th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2009,
Beijing, 2009/8, Organohalogen Compd., 795-799

0911BE005
0610AA202

Katsumata K.(*1),Machida T.,Tanimoto H.(*1Global Environ.Forum) ： Development of carbon monoxide
standard in background atmospheric level by dynamic dilution method, 14th WMO/IAEA Meet.Experts Carbon
Dioxide,Other Greenhouse Gases,Related Tracer Meas.Tech., Helsinki, 2007/9, Abstracts

0610AA101
0307AC585

Katsumata K.,Machida T.,Tanimoto H.,Nara H.,Mukai H. ： Re-evaluation of NIES CO scale using high
concentration gravimetric CO standard gases, 15th WMO/IAEA Meet.Experts Carbon Dioxide,Other
Greenhouse Gases,Related Tracer Meas.Tech., Jena, 2009/9, Abstracts

0909BY004
0810AC002
0610SP001

加藤創史 , 松永恒雄 , 中村良介 (*1), 山口靖 (*2)(*1 産総研 ,*2 名古屋大院 ) ： ASTER と PRISM データ を
用いた都市域の地表面温度データに対する日陰の影響評価 , 日本 リ モー ト センシング学会 第 47 回学術
講演会 , 名古屋 , 2009/11, 同講演論文集 , 267-268

0810AE005

加藤秀樹 , 小林伸治 , 近藤美則 , 松橋啓介 ： 一般道における 高速度抑制のエコ ド ラ イブ効果に関する
評価 , 第 29 回交通工学研究発表会 , 東京 , 2009/11, 同講演論文集 , 209-212

0808AF004

加藤秀樹 , 松橋啓介 , 小林伸治 , 近藤美則 ： 道路状況に応じ たエコ ド ラ イブ効果の推定に関する研究 ,
第 40 回土木計画学研究発表会 , 金沢 , 2009/11, 同予稿集

0808AF004

金森有子 , 藤森真一郎 (*1), 松岡譲 (*1)(*1 京大 ) ： 家庭部門におけるエネルギーサービ ス需給構造を考
慮し たエネルギー消費量推計手法の提案 , 第 18 回日本エネルギー学会大会 , 札幌 , 2009/7, 同予稿集 ,
330-331

0810BA004

金森有子 ： 個人属性 ・ 世帯属性が環境負荷発生に与え る影響 , アジア低炭素研究会 第 2 回アジアの経
済発展と低炭素社会の構築 , 福岡 , 2010/2

0610AE531

Kanamori Y.：Estimation of energy consumption considering energy service demand and supplu structure, 15th
AIM Int.Workshop, Tsukuba, 2010/2, Program

0913BA002
0810BA004

Kanamori Y. ： The impacts of demographic changes on environmental load generation, IHDP Open Meet.2009,
Bonn, 2009/4

0810BA004
0913BA002

金谷弦 , 鈴木孝男 (*1), 菊地永祐 (*2)(*1 東北大院 ,*2 東北大 )：仙台湾の干潟に生息する外来性移入種サ
キグ ロ タマツ メ タの餌利用推定 , 2009 年度日本ベン ト ス学会 ・ 日本プラ ン ク ト ン学会合同大会 , 函館 ,
2009/10, 同予稿集 , 104

0610AE926
0910CD002

鎌田亮 , 白石不二雄 , 中島大介 , 影山志保 ,Colville A.(*1),Lim R.(*1), 滝上英孝 , 白石寛明 , 堀口敏宏
(*1Univ.Technol.Sydney)：オース ト ラ リ ア , シ ド ニー近郊の小河川における内分泌か く 乱作用の検出 , 第
18 回環境化学討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演要旨集 , 656-657

0610AK545

生嶋一貴 (*1), 笹井勝章 (*1), 竹田竜嗣 (*1), 緒方浩史 (*1), 鎌田亮 , 影山志保 , 中島大介 , 白石不二雄 , 飯
田彰 (*1), 沢辺昭義 (*1)(*1 近畿大 )：奈良県におけ る環境水の環境分析と In vitro バイオア ッ セイ を用い
た曝露モニタ リ ング , 第 18 回環境化学討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演要旨集 , 606-607

0610AK545

北本寛明 (*1), 鎌田亮 , 中島大介 , 白石不二雄 (*1 兵庫県環境研セ ) ： 河川水中エス ト ロゲン様活性測定
における試料処理及び測定法の比較 , 第 18 回環境化学討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演要旨集 , 652-653

0610AK545
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鎌田亮 , 伊東圭祐 (*1), 中島大介 , 影山志保 , 坂井隆彦 (*2), 寺崎正紀 (*2), 澤邊昭義 (*3), 白石寛明 , 白石
不二雄 (*1 東大 ,*2 静岡県大 ,*3 近畿大 ) ： 特定外来生物カダヤシ (Gambusia affinis) の遺伝子発現を利用
し た内分泌か く 乱作用の検出 , 第 15 回日本環境毒性学会 ・ バイオア ッ セイ研究会合同研究発表会 , 東
京 , 2009/10, 同講演要旨集 , 33

0610AK545

鎌田亮 , 白石不二雄 , 高橋慎司 , 清水明 , 白石寛明 ： 有機塩素系農薬の汚染地域に観察された鳥類の繁
殖障害の実験的検証 , 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 12 回研究発表会 , 東京 , 2009/12, 同研究発表会
要旨集 , 69

0909AE002

長雄一 (*1), 濱原和広 (*1), 金子正美 (*2), 亀山哲 , 濱田誠一 (*3), 木戸和男 (*3), 赤松里香 (*4), 田中克佳
(*4)(*1 北海道環境研 ,*2 酪農学園大 ,*3 北海道地質研 ,*4 エンヴ ィ ジ ョ ン環境保全事務所 ) ： 油汚染等
の海洋生態系への影響評価技術の開発 , 第 15 回日本野生動物医学会大会 , 富山 , 2009/9, 同予稿集

0610AA403
0608CD930
0708BD438

金子正美 (*1), 田中克佳 (*2), 長雄一 (*3), 濱原和広 (*3), 濱田誠一 (*4), 木戸和男 (*4), 亀山哲 , 星野仏方
(*1), 赤松里香 (*2)(*1 酪農学園大 ,*2EnVision,*3 北海道環境科研セ ,*4 北海道地質研 ) ： 油汚染等の海洋
生態系の影響評価につながる海域－陸域統合型 GIS の構築 , 第 18 回地理情報システム学会学術研究発
表大会 , 新潟 , 2009/10, プロ グ ラ ム , P-6

0610SP004
0910AE004
0610AA403

亀山哲：流域生態系の保全から再生へ：淡水魚類の生息適地評価システム , 平成 21 年度水資源セ ミ ナー
－流域環境の保全再生 ・ 持続的利用 ・ 減災を統合的に管理する ための研究課題 , 京都 , 2009/10, 同講演
概要集 , 9-12

0608CD930
0910AE004
0610AA403

Osa Y.(*1),Tahara R.(*1),Hamahara K.(*1),Otsuka H.(*1),Kato T.(*1),Kaneko M.(*2),Kameyama S.,Maki
H. ,Hamada  S . (*3 ) ,K ido  K . (*3 )  e t  a l . ( *1Hokka ido  Ins t .Env i ron .Sc i . , *2Rakuno  Gakuen
Univ.,*3Geol.Surv.Hokkaido)：Development of environmental assessment for the impact of an oil spill and other
accidental pollution on a marine ecosystem, Int.Symp.Environ.Conserv.Sea Okhotsk: Coop.Between Jpn.China
Russ.2009, Sapporo, 2009/11, Abstracts, 13

0610SP004
0610AE926
0610AA403
0910AE004
0609LA557

亀山哲 ： よ り 良い流域を未来に ： ～流域生態系の保全 ・ 再生のための淡水魚類生息地評価～ , 平成 21
年度富山県河川流域振興活動実践事業講演会 , 富山 , 2009/11

0708BD438
0608CD930
0910AE004
0610AA403

亀山哲：未来の流域環境を考え る～流域生態系の保全と再生のための環境評価～ , 2009 年度コ カ ・ コー
ラ教育 ・ 環境財団寄附講義 , 東京 , 2009/11, 同講義配布資料

0708BD438
0608CD930
0910AE004
0610AA403

Kameyama S.,Shimazaki H.,Nohara S.,Sato T.(*1),Fujii Y.(*1)(*1Alpha Hydraul.Eng.Consult.) ： Hydrological
simulation of seasonal river dynamics to assess the impact on Mekong River watershed development, 1st
Int.Conf.Environ.Pollut.,Restoration,Manage., Ho Chi Minh, 2010/3, Program, 16

0911NA001
0910AE004
0610AA403

亀山哲 ： 「未来の流域環境を考え る」 ～流域生態系の保全 と再生のための環境評価技術～ , 土木研究所
自然共生研究セン ターセ ミ ナー , 各務原 , 2010/3

0910AE004
0610AA403
0610SP004

亀山宗彦 , 谷本浩志 , 猪俣敏 , 大木淳之 , 横内陽子 , 角皆潤 (*1), 武田重信 (*2), 小畑元 (*3), 津田敦 (*3)(*1
北大 ,*2 東大 ,*3 東大海洋研 ) ： EI-PTR-MS を用いた西部北太平洋亜寒帯域における溶存揮発性有機化
合物 (VOC) の高時間分解能測定 , 2009 年度日本海洋学会秋季大会 , 京都 , 2009/9, 同講演要旨集 , 140

0711BB571
0610AA101

亀山宗彦 , 谷本浩志 , 猪俣敏 , 角皆潤 (*1)(*1 北海道大院 )：PTR-MS を用いた海洋表層における溶存 VOC
の新規連続定量システムの開発 , 日本地球惑星科学連合 2009 年大会 , 千葉 , 2008/5, 同予稿集 , F118-
P004

0913AE003
0810AC002
0711BB571
0610AA101
0610SP001

Kameyama S.,Tanimoto H.,Inomata S.,Tsunogai U.(*1),Oki A.,Yokouchi Y.,Takeda S.(*2),Obata H.(*2),Tsuda
A.(*2),Uematsu M.(*2)(*1Hokkaido Univ.,*2Univ.Tokyo) ： Equilibrator inlet-proton transfer reaction-mass
spectrometry(EI-PTR-MS) for sensitive, high-resolution measurement of dimethyl sulfide dissolved in seawater,
SOLAS Open Sci.Conf., Barcelona, 2009/11, Abstracts, 37

0913AE003
0810AC002
0711BB571
0610AA101
0610SP001

Kameyama Y. ： Japan-addressing the three pillars of a global climate solution, Ny-Alesund Symp.2009, Ny-
Alesund(Norway), 2009/6

0911BA002
0913BA006

Kameyama Y. ： Japan in the midst of multilateral negotiation on the future framework for climate change, The
Elusive Balance: Reg.Powers Search Sustainable Dev., Sapporo, 2009/7

0811CD004
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亀山康子 , 高村ゆか り (*1)(*1 龍谷大 ) ： 気候変動対策に関連し た国境調整に対する認識の日欧米比較 ,
環境経済 ・ 政策学会 2009 年大会 , 千葉 , 2009/9, 同報告要旨集 , 41-42

0911CD010
0913BA006
0911BA002

亀山康子 , 西本裕美 (*1), 蟹江憲史 (*2), 肱岡靖明 (*1 京大院 ,*2 東工大院 )：中期目標検討における衡平
性の考え方 , 環境経済 ・ 政策学会 2009 年大会 , 千葉 , 2009/9, 同報告要旨集 , 290-291

0507BA507
0913BA006
0911CD010
0911BA002

加用千裕 , 荒巻俊也 (*1), 花木啓祐 (*2)(*1 東洋大 ,*2 東大 )：日本国内の木質資源利用によ る炭素貯蔵お
よび CO2 排出削減効果のフ ロー ・ ス ト ッ ク分析に基づ く 評価 , 第 37 回環境システム研究論文発表会 ,
日野 , 2009/10, 同講演集 , 229-237

加用千裕 , 稲葉陸太 , 橋本征二 , 南齋規介 , 大迫政浩 ： 近未来の食料需要 ・ 廃棄物フ ローの予測 と廃棄
物対策導入効果の評価 , 第 5 回日本 LCA 学会研究発表会 , 横浜 , 2010/3, 同要旨集 , 46-47

0610AA201

河井紘輔 , 大迫政浩 ： セ メ ン ト 産業における廃棄物 ・ 副産物の利用効果の評価 , 平成 21 年度廃棄物資
源循環学会研究討論会 , 川崎 , 2009/5

0610AA201

Kawai K.,Osako M. ： Effects of waste utilization on reduction of natural resource consumption, landfilling and
greenhouse gas emission in the cement production process in Japan, 7th Int.Conf.Sustainable Manag.Waste
Recycled Mater.Constr., Lyon, 2009/6, Proceedings

0610AA201

Kawai K.： How to accumulate the waste data in each Asian country, 7th Workshop GHG Inventories Asia(WGIA 7),
Seoul, 2009/7

0911BE001

河井紘輔 , 大迫政浩 ： ベ ト ナム ・ ハ ノ イにおける都市廃棄物 , 有価物 , 腐敗槽汚泥ス ト リ ームの解明 ,
第 20 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 名古屋 , 2009/9, 同予稿集 , 37-38

0911BE001

Kawai K.,Osako M.,Yamada M.：Proposal for the evaluation indicators of municipal solid waste management in
Southeast Asia, 12th Int.Waste Manage.Landfill Symp.(Sardinia 2009), Cagliari, 2009/10, Proceedings, 311-312

0911BE001

Kawai K.,Osako M.,Fukuoka M.(*1)(*1Osaka Inst.Technol.) ： Proposal on the methods for analyzing the
generation and the compositions of municipal solid waste applicable to the situation in Southeast Asia, ISWA/
APESB 2009 World Congr., Lisbon, 2009/10, Abstracts

0911BE001

川口光夫 , 貴田晶子 ： 廃電気電子製品 （ノ ー ト PC, プ リ ン ター , TV) の基板中の金属量調査 , 第 20 回廃
棄物資源循環学会研究発表会 , 名古屋 , 2009/9, 同講演論文集 , 175-176

0610SP002
0709BC277
0610AB454
0610AB447
0610AA202

川口光夫 , 貴田晶子 ： 廃電気電子製品の生産年次 と 基板中金属量の変化－ ノ ー ト 型パソ コ ンを例にし
てー , 平成 22 年度廃棄物資源循環学会研究討論会 , 川崎 , 2009/5, 同講演論文集 , B01

0610SP002
0709BC277
0610AB454
0610AB447
0610AA202

川崎伸之 , 今井章雄 , 小松一弘 , 高津文人 , 佐藤貴之 , 三浦真吾：霞ヶ浦湖水中のア ミ ノ酸濃度および鏡
像異性体の季節変化 , 日本陸水学会 第 74 回大会 , 大分 , 2009/9, 同講演要旨集 , 200

0911CD003
0811AG001

川瀬宏明 , 野沢徹 , 阿部学 ： 20 世紀の夏季アフ リ カの降水変動に及ぼし た人間活動の影響 , 第 7 回 「異
常気象と長期変動」 研究集会 , 宇治 , 2009/10

0711CE432
0610AJ001
0610AA103
0608AE549

川瀬宏明 , 野沢徹 , 阿部学 , 竹村俊彦 (*1)(*1 九大応用研 ) ： 20 世紀のエア ロ ゾル増加がアフ リ カの降水
ト レン ド に及ぼす影響 , 日本気象学会 2009 年度秋季大会 , 福岡 , 2009/11, 同講演予稿集 , 124

0711CE432
0610AJ001
0610AA103
0608AE549

川本克也 ： 廃棄物系バイオマスからの次世代型エネルギー回収技術 と循環型社会形成 , 第 23 回環境工
学連合講演会 , 東京 , 2009/4, 同講演論文集 , 1-8

0610AA203
0610AB546

川本克也 , 伊藤正博 (*1), 桜井國幸 (*2), 加藤陽一 (*3)(*1 ラ イ ト 工 ,*2 応用地質 ,*3 岩手県環境生活部 )：
廃棄物不法投棄岩手県側サイ ト における VOC 複合汚染土壌の生石灰混合によ る浄化事例 , 第 15 回地下
水 ・ 土壌汚染と その防止対策に関する研究集会 , 名古屋 , 2009/6, 同予稿集 , 121

0610AB462
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Kawamoto K.,Kobayashi J.：Development of gasification and catalytic reforming technology for effective energy
recovery, 238th ACS Natl.Meet.Expo., Washington, 2009/8, Abstracts

0610AA203

Kawamoto K.,Yasuda K.,Miyata H.(*1)(*1Sanki Eng.) ： The formation and behaviors of dioxins and related
compounds in different incineration processes in Japan, 29th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-
DIOXIN 2009, Beijing, 2009/8, Organohalogen Compd., 154

0610AB546

宮田治男 (*1), 古橋誠 (*1), 川本克也 (*1 三機工業 ) ： ガス化溶解炉運転条件 と ダ イオキシン類排出量 と
の関連調査研究 , 第 20 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 名古屋 , 2009/9, 同予稿集 , 337-338

0610AB546

川本克也 , 加藤陽一 (*1)(*1 岩手県環境生活部 ) ： 廃溶剤の不法投棄に起因する土壌 ・ 地下水汚染の修復
, 第 20 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 名古屋 , 2009/9, 同予稿集 , 521-522

0610AB546

川本克也 , 菊池恭志 (*1), 加藤陽一 (*1)(*1 岩手県環境生活部 )：大規模不法投棄サイ ト における VOC 複
合土壌汚染の浄化 , 第 44 回日本水環境学会年会 , 福岡 , 2010/3, 同講演集 , 590

0610AB462

菊地信行 , 渡辺宏 , 石原博成 (*1), 林謙二 (*2), 河添史絵 , 横田達也 (*1 富士通エフア イ ピー,*2 ジオテ ク
ノ ス ) ： GOSAT 初期校正検証運用結果 (NIES の作成する TANSO-CAI プロ ダ ク ト ), 第 53 回宇宙科学技
術連合講演会 , 京都 , 2009/9, 同講演集 , 2482-2484

0610AL917

Kikuchi N.,Higurashi A.,Yokota T.,Fukuda S.(*1),Nakajima T.(*1)(*1CCSR Univ.Tokyo)：Tentative properties
of aerosols derived from GOSAT TANSO-CAI data and plans for validation, 4th Jpn.-China-Korea
Jt.Conf.Meteorol., Tsukuba, 2009/11, Abstracts, 256

0610AL917

石田春磨 (*1), 土屋拓視 (*1), 中島孝 (*1), 菊地信行 (*1 東海大 ) ： GOSAT-CAI 観測によ る雲マス クデー
タの検証 , 日本気象学会 2009 年度秋季大会 , 福岡 , 2009/11, 同講演予稿集 , 108

0610AL917
0810BY001

菊地信行 , 渡辺宏 , 石田春磨 (*1), 中島孝 (*1), 福田悟 (*2), 日暮明子 , 中島映至 (*2)(*1 東海大 ,*2 東大 )：
GOSAT TANSO-CAI の L1 データ と L2 大気プロ ダ ク ト , 日本気象学会 2009 年度秋季大会 , 福岡 , 2009/
11, 同講演予稿集 , 107

0610AL917
0810BY001

林謙二 (*1), 菊地信行 , 石原博成 (*2), 河添史絵 , 渡辺宏 , 横田達也 (*1 ジオテ ク ノ ス ,*2 富士通エフア イ
ピー ) ： GOSAT 搭載 TANSO-CAI の定常処理プロ ダ ク ト の特徴 , 日本 リ モー ト センシング学会 第 47 回
学術講演会 , 名古屋 , 2009/11, 同講演会論文集 , 45-46

0610AL917

Nakajima T.(*1),Nakajima T.Y.(*2),Kikuchi N.,Higurashi A.,Sano I.(*3),Takamura T.(*4),Ishida H.(*2),Fukuda
S.(*1),Schutgens N.(*1),Mukai M.(*5) et al.(*1CCSR Univ.Tokyo,*2Tokai Univ.,*3Kinki Univ.,*4Chiba
Univ.,*5EORC/JAXA) ： Overview of GOSAT/CAI measurements of the atmosphere, 6th Int.Workshop
Greenhouse Gas Meas.Space(IWGGMS-6), Kyoto, 2010/1, Abstracts, 6

0610AA102
0610AL917

高岡昌輝 (*1), 貴田晶子 , 高橋史武 (*2), 水谷聡 (*3), 浅利美鈴 (*4), 三浦博 (*5), 小口正弘 (*1 京大院 ,*2
九大院 ,*3 大阪市大院 ,*4 京大 ,*5 野村興産 )：循環型社会における回収水銀の長期安全管理に関する研
究 , 第 21 回廃棄物資源循環学会研究討論会 , 川崎 , 2009/5

0910BE001
0610AA202

久保明弘 , 青野光子 , 中嶋信美 , 西沢徹 , 玉置雅紀 , 佐治光：遺伝子組換えダ イ ズ と ツルマ メ の雑種の生
態系影響に関する研究 , 第 27 回日本植物細胞分子生物学会大会 ・ シンポジウ ム , 藤沢 , 2009/7, 同講演
要旨集 , 160

0610JA970
0610JA970
0606BY960

永利友佳理 (*1), 光田展隆 (*1), 久保明弘 , 佐治光 , 高木優 (*1)(*1 産総研 ) ： 植物のオゾン応答に関わる
転写因子の探索 , 第 51 回日本植物生理学会年会 , 熊本 , 2010/3, 同講演要旨集 , 335

0812AE001

久保田泉 ： 途上国における適応策支援のための保険 メ カニズム利用可能性に関する検討 , 第 13 回環境
法政策学会 , 東京 , 2009/6, 同報告要旨集 , 80-84

0507BA507
0911BA002

Kuramochi H.,Kawamoto K.,Sakai S.-i.(*1)(*1Environ.Reserv.Cent.Kyoto Univ.) ： Effects of PH on the water
solubility and 1-octanol partition coefficient of tetrabromobisphenola, 27th Int.Symp.Halogenat.Persistent
Org.Pollut.-DIOXIN 2007, Birmingham, 2008/8, Organohalogen Compd., 193-196

0608BF326

Maeda K.(*1),Kuramochi H.,Fujimoto T.(*1),Asakuma Y.(*1),Fukui K.(*1),Osako M.,Nakamura K.(*2),Sakai
S.-i.(*3)(*1Univ.Hyogo,*2Kyoto City Off.,*3Environ.Reserv.Cent.Kyoto Univ.)：Fundamental developments of
new manipulation of biodiesel fuel using dimethylether, Chemica 2009, Perth, 2009/9, Abstracts

0911CD011
0610AA203

Maeda K. (*1) ,Kuramochi  H. ,Ang H.M.(*2) ,Asakuma Y. (*1) ,Tade M.O. (*2) ,Fukui  K. (*1)
(*1Univ.Hyogo,*2Curtin Univ.Technol.Aust.)：The universal NRTL parameters for phase equilibrium of aqueous
mixed electrolyte and mixed solvent systems, 16th Int.Symp.Ind.Cryst.(ISIC 16), Dresden, 2005/9, Abstracts
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Kuramochi H.,Osako M.,Toba M.(*1),Yoshimura Y.(*1),Maeda K.(*2),Nakamura K.(*3),Sakai S.-i.(*4)
(*1AIST,*2Univ.Hyogo,*3ASTEM,*4Environ.Preserv.Cent.Kyoto Univ.) ： Possibility of conversion of unused
rawmaterials to the first-or second-generation biodiesel fuel, World Congr.Oils Fats & 28th ISF Congr., Sydney,
2009/9, Program & Abstracts, 33-33

0911BE007
0610AA203

倉持秀敏 , 矢野順也 (*1), 浅利美鈴 (*1), 中村一夫 (*2), 酒井伸一 (*1)(*1 京大環境保全セ ,*2 京都高度技
研 )：京都バイオサイ クルプロ ジェ ク ト 不純物混入によ るバイオデ ィ ーゼル燃料合成への影響 , 第 20 回
廃棄物資源循環学会研究発表会 , 名古屋 , 2009/9, 同予稿集 , 287-288

0709MA564
0610AA203

倉持秀敏 , 大迫政浩 , 鳥羽誠 (*1), 葭村雄二 (*1), 辻智也 (*2), 前田光治 (*3)(*1 産総研 ,*2 日本大 ,*3 兵庫
県大院 ) ： 廃油脂類の第二世代バイオデ ィ ーゼル燃料化への可能性に関する基礎的検討 , 化学工学会 第
41 回秋季大会 , 東広島 , 2009/9, 同講演要旨集 , 1007

0610AA203
0911BE007

倉持秀敏 , 大迫政浩 , 鳥羽誠 (*1), 葭村雄二 (*1), 辻智也 (*2), 前田光治 (*3)(*1 産総研 ,*2 日本大 ,*3 兵庫
県大院 ) ： 廃油脂類からの第二世代バイオデ ィ ーゼル燃料製造に関する基礎的検討 ( 性状調査 , 前処理
の検討および燃料化の可能性 ), 第 20 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 名古屋 , 2009/9, 同予稿集 ,
283-284

0610AA203
0911BE007

鳥羽誠 (*1), 倉持秀敏 , 大迫政浩 , 葭村雄二 (*1)(*1 産総研 )：廃油脂類の水素化脱酸素によ る炭化水素燃
料製造 , 第 39 回石油 ・ 石油化学討論会 , 浜松 , 2009/10, 同予稿集

0610AA203
0911BE007

Kuramochi H.,Maeda.K.(*1),Osako M.,Nakamura K.(*2),Sakai S.-i.(*2)(*1Univ.Hyogo,*2Environ.
Preserv.Cent.Kyoto Univ.) ： Super-fast biodiesel synthesis using liquefied dimethyl ether and proposal of a
method for high-yield synthesis and reduction of cosolvent, 2nd Int.Congr.Biodiesel: Sci.Technol., Munich,
2009/11, Abstracts, 45

0911CD011
0610AA203

Kuramochi H.,Osako M.,Toba M.(*1),Yoshimura Y.(*1),Maeda K.(*2),Nakamura K.(*3),Sakai S.-i(*4)(*1AIST,
*2Univ.Hyogo,*3ASTM,*4Environ.Reserv.Cent.Kyoto Univ.) ： Characterization of low-quality feedstocks in
Japan and the possibility of their conversion to the first- or second-generation biodiesel, 2nd
Int.Congr.Biodiesel: Sci.Technol., Munich, 2009/11, Abstracts, 35

0610AA203
0911BE007

倉持秀敏 , 乗富秀富 (*1), 辻智也 (*2), 前田光治 (*3), 大迫政浩 (*1 首都大 ,*2 日本大 ,*3 兵庫県大 )：固定
化酵素を用いたバイオデ ィ ーゼル燃料合成における共媒効果 , 化学工学会 第 75 年会 , 鹿児島 , 2010/3,
372

0911CD011
0610AA203

辻智也 (*1), 小松佑意 (*1), 長田圭史 (*1), 日秋俊彦 (*1), 前田光治 (*2), 倉持秀敏 , 大迫政浩 (*1 日本大 ,*2
兵庫県大 ) ： 液化 DME を用いたバイオデ ィ ーゼル製造プロセス設計のための DME ＋ メ タ ノール＋グ リ
セ リ ン系の相平衡 , 化学工学会 第 75 年会 , 鹿児島 , 2010/3, 563

0911CD011
0610AA203

鵜野伊津志 (*1), 大原利眞 , 菅田誠治 , 黒川純一 (*2), 古橋規尊 (*2), 山地一代 (*3)(*1 九大応用力研 ,*2 富
士通エフア イ ピー,*3FRCGC/JAMSTEC)：RAMS/CMAQ 物質輸送モデルを用いたアジア域の通年シ ミ ュ
レーシ ョ ン , 第 45 回大気環境学会年会 , 秋田 , 2004/10, 同講演要旨集 , 401

0308AE510
0105AA296
0406CD419
0408AE418

大原利眞 , 秋元肇 (*1), 黒川純一 (*2), 堀井伸浩 (*3), 山地一代 (*1), 顔暁元 (*1), 早坂忠裕 (*4)(*1 地球環
境フ ロ ンテ ィ ア研セ ,*2 富士通エフア イ ピー ,*3JETRO アジア経済研 ,*4 地球研 ) ： 1980 ～ 2000 年にお
ける アジア域エ ミ ッ シ ョ ン イ ンベン ト リ の構築 , 第 46 回大気環境学会年会 , 名古屋 , 2005/9, 同講演要
旨集 , 511

0408AE418
0507BA825
0406CD419
0205CD956

黒川純一 , 大原利眞 , 谷本浩志 , 鵜野伊津志 (*1), 早崎将光 (*2)(*1 九大応用力研 ,*2 千葉大 CEReS) ： 日
本の春季オゾン濃度年々変動に対する気象場の影響 , 日本気象学会 2009 年度春季大会 , つ く ば , 2009/
5, プロ グ ラ ム

0913BA001
0610AA401

小池英子： DEP 等の環境化学物質と アレ ルギー性疾患 , 都市大気エアロ ゾルと 健康影響に関する 研究会 ,
大阪 , 2009/3

0808AE002
0708BD307
0507AG476
0405AE396
0105AA299

小池英子 , 柳澤利枝 , 井上健一郎 , 定金香里 (*1), 市瀬孝道 (*1), 高野裕久 (*1 大分県看護科大 ) ： ベンゾ
(a) ピ レ ン曝露によ る ア ト ピー性皮膚炎モデルマウ スの所属 リ ンパ節におけ る変化 , 第 21 回日本アレル
ギー学会春季臨床大会 , 岐阜 , 2009/6, アレルギー , 429

0708BD307
0808AE002

小池英子 , 井上健一郎 , 柳澤利枝 , 高野裕久：ベンゾ [a] ピ レ ンによ るマウ ス免疫担当細胞の活性化 , 第
16 回日本免疫毒性学会学術大会 , 旭川 , 2009/8, 同講演要旨集 , 63

0910AE001
0812CD006
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小池英子 , 井上健一郎 , 柳澤利枝 , 高野裕久：キ ノ ン系化合物が in vitro で免疫応答に及ぼす影響 , フ ォー
ラ ム 2009 ： 衛生薬学 ・ 環境 ト キシコ ロ ジー , 宜野湾 , 2009/11, J.Health Sci., 163

0809AE001
0812CD006

高津文人 , 今井章雄 , 松重一夫 , 小松一弘 , 川崎伸之 , 三浦真吾 , 佐藤貴之 , 宮島利宏 (*1), 福島武彦
(*2)(*1 東大海洋研 ,*2 筑波大 )：霞ヶ浦底泥表層の窒素安定同位体比の支配要因－過去 28 年間の底泥試
料から－ , 第 44 回日本水環境学会年会 , 福岡 , 2010/3, 同講演集 , 482

0811AG001

郡麻里 , 辻宣行 (*1), 杉山隆史 (*2), 伊藤文紀 (*3), 五箇公一 (*1 北大 SGP,*2 フマキ ラー ,*3 香川大 ) ： 特
定外来生物アルゼンチンア リ の防除に向けた潜在的国内侵入地域の推定 , 日本応用動物昆虫学会 第 53
回大会 , 札幌 , 2009/3, 同講演要旨 , 191

0610AA304
0610AK550

郡麻里 ： 特定外来生物キ ョ ンによ る採食がスダジ イ林の次世代構造に与え る影響 , 第 56 回日本生態学
会大会 (ESJ 56), 盛岡 , 2009/3, 同講演要旨集 , PA2-629

0610SP003
0610AA304
0610AK550

立田晴記 (*1), 五箇公一 (*1 琉球大 ) ： 交雑で生じ る形態変異 ： アジア産 ヒ ラ タ ク ワガタ種群を例に , 日
本昆虫学会 第 68 回大会 , 高松 , 2008/9, 同予稿集 , 88

0810BA006
0608AG430
0610AA304
0610SP003
0608CD551

五箇公一 , 岡部貴美子 (*1), 横山潤 (*2), 小島啓史 (*3)(*1 森林総研 ,*2 山形大 ,*3 ニフテ ィ 昆虫フ ォーラ
ム)：ク ワガタが来た道, ダニが来た道, 第63回日本生物地理学会年次大会, 東京, 2008/4, 同講演要旨集, 8

0608AG430
0610AA304
0608CD551

五箇公一 ： 殺虫剤の水田 メ ゾ コ ズム生態影響評価試験－室内評価 と野外現象の乖離を考え る , 第 25 回
農薬生物活性研究会 ・ 第 6 回農薬バイオサイエン ス研究会合同シンポジウ ム , 東京 , 2008/5

0810BA006
0610AA304
0610SP003

五箇公一：田んぼの生物多様性 と農薬の関係～化学的調査 と生物学的調査 , 第 2 回田んぼの生き物調査
勉強会 ( 桂川 ・ 相模川流域協議会 ), 横浜 , 2008/6

0810BA006
0610AA304
0610SP003

五箇公一 ： 侵入生物にみる日本の生物多様性危機 , 平成 20 年度第 1 回全国科学博物館協議会理事会総
会記念講演 , 東京 , 2008/6

0610AK550
0810BA006
0610AA304
0608AG430
0610SP003

五箇公一： ク ワガタ好きの日本人がク ワガタ を滅ぼす？～輸入ペッ ト にみる外来生物問題 , 公開シンポ
ジウ ム 「外来生物問題における人文社会科学的課題」 ( 北海道大学サステナビ リ テ ィ ・ マ ラ ソ ン行事 ),
札幌 , 2008/6

0610AA304
0810BA006
0608CD551
0610SP003

Goka K. ： Bio-economic risks of invasive alien arthropods, 4th Pan Pac.Conf.Pestic.Sci., Honolulu, 2008/6,
Abstracts, 24

0610AK550
0610AA304
0608CD551
0608AG430
0610SP003

五箇公一：日本人はなぜク ワガタ ムシを愛するのか？～分子遺伝学で探る生物多様性の歴史 と危機 , 第
24 回バイオ de カフ ェ ( 筑波大学大学院生命環境科学研究科サイエン ス カフ ェ ), つ く ば , 2008/7

0610AA304
0810BA006
0610AK550
0608CD551
0610SP003

五箇公一：なぜ日本人はク ワガタ ムシが好き なのか？～分子遺伝学で探る生物多様性の歴史 と危機 , 第
48 回生命科学夏の学校 （生化学若い研究者の会） , 八王子 , 2008/8

0810BA006
0610AA304
0608AG430
0608CD551
0610SP003

五箇公一 ： 日本の外来生物 , 朝日カルチャーセン ター , 東京 , 2008/8 0712ZZ001
0610AK550
0610AA304
0608CD551
0608AG430
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五箇公一 ： 地球環境問題と し ての外来生物 , 香川大学外来生物モニタ リ ングプロ グ ラ ム講演会 , 高松 ,
2008/9, 同予稿集

0810BA006
0712ZZ001
0610AA304
0608AG430
0610SP003

五箇公一 , 岡部貴美子 (*1), 横山潤 (*2), 小島啓史 (*3)(*1 森林総研 ,*2 山形大 ,*3 ニフティ 昆虫フォ ーラ
ム )： ヒ ラ タ ク ワ ガタ およ びその寄生ダニの進化的重要単位 , 日本昆虫学会 第 68 回大会 , 高松 , 2008/9,
同予稿集 , 87

0610AK550
0610AA304
0810BA006
0608CD551
0608AG430

Goka K. ： Exotic pet animals influencing biodiversity in Japan, Int.Symp.Control Strategy Invasive Alien
Mammals 2008(CSIAM 2008), Naha, 2008/10, Abstracts, 66

0712ZZ001
0610AA304
0608AG430
0610SP003

Goka K.,Okabe K.(*1)(*1FFPRI) ： The beetle commercialization in Japan will destroy the evolutionaly history
of mites, Korea-Jpn.Acarol.Symp., Gyeongju, 2008/10, Abstracts, 13-16

0610SP003
0610AA304
0610AK550
0712ZZ001
0810BA006

五箇公一 ： カエルツボカビ症でカエルは滅ぶのか？ , グ ローバル COE 「アジア視点の国際生態 リ ス ク
マネジ メ ン ト 」 シンポジウ ム－環境問題における 「不都合な真実」 － , 東京 , 2008/12, 同予稿集 , 57-67

0610AA304
0610AK550
0610SP003
0708LA457
0712ZZ001

Goka K.,Une Y.(*1),Kuroki T.(*2),Suzuki T.,Nakahara M.,Kobayashi A.,Yokoyama J.(*3),Mizutani T.(*4),Hyatt
A.D.(*5)(*1Azabu Univ.,*2Kanagawa Pref.Inst.Public Health,*3Yamagata Univ.,*4Minist.Environ.,
*5Aust.Anim.Health Lab.) ： Amphibian chytridiomycosis in Japan: distribution, haplotypes, and possible entry
into Japan, SMASH 2009, Auckland, 2009/2, Abstracts, 52

0610AK550
0810BA006
0712ZZ001
0610AA304
0608AG430

Goka K. ： Exotic pet animals influencing biodiversity in the World, 11th Pac.Sci.Int.-Congr., Papeete(Tahiti),
2009/2, Abstracts

0610SP003
0810BA006
0610AK550
0610AA304
0608AG430

五箇公一 , 宇根有美 (*1), 鈴木一隆 , 中原美理 , 小林亜玲 , 横山潤 (*2),Hyatt A.D.(*1 麻布大 ,*2 山形大 ,
*3 千葉大 )：カエルツボカビはカエルを滅ぼすのか？, 第 53 回日本応用動物昆虫学会大会 , 札幌 , 2009/
3, 同予稿集 , 12

0810BA006
0610SP003
0610AK550
0610AA304
0608AG430

小林亜玲 , 五箇公一 , 久保田信 (*1)(*1 京大 ) ： コ ノ ハク ラゲの生物地理学 , 日本生物地理学会 第 63 回
年次大会 , 東京 , 2008/4

0810BA006
0610AK550
0610AA304
0608AG430
0610SP003

小林亜玲 , 五箇公一 , 久保田信 (*1)(*1 京大 ) ： コ ノ ハク ラゲ ( ヒ ド ロ虫綱軟ク ラ ゲ目 ) の国内分布拡大
プロセス , 東京大学海洋研究所共同利用研究集会 , 東京 , 2008/11, 同予稿集

0610SP003
0810BA006
0610AK550
0610AA304
0608AG430

目黒紘子 (*1), 安部弘 (*1), 五箇公一 (*1 日本大 ) ： ウ シオダニ類における分子情報に基づいた系統関係
の推定 , 第 53 回日本応用動物昆虫学会大会 , 札幌 , 2009/3, 同予稿集 , 91

0610SP003
0810BA006
0610AK550
0610AA304
0608AG430
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長野義春 (*1), 草刈秀紀 (*2), 山田文雄 (*3), 竹村真由子 (*2), 五箇公一 (*1 越前市エコ ビ レ ッ ジ交流セ ,
*2WWF ジ ャパン ,*3 森林総研 ) ： 外来生物の和名が住民意識に与え る影響 , 日本環境教育学会 2008 度
大会 , 東京 , 2008/8, 同予稿集

0810BA006
0610AA304
0610AK550
0608AG430
0610SP003

Goka K. ： Exotic pet animals influencing biodiversity in Asia, 23rd Int.Congr.Conserv.Biol., Beijing, 2009/7,
Program, 138

0810BA006
0712ZZ001
0709BY311
0610AK550
0610AA304

Goka K.,Yokoyama J.(*1),Une Y.(*2),Kuroki T.(*3),Suzuki K.,Nakahara M.,Kobayashi A.,Inaba S.(*4),Mizutani
T.(*5),Hyatt A.D.(*6)(*1Yamagata Univ.,*2Azabu Univ.,*3Kanagawa Pref.Inst.Public Health,*4NITE
Biotechnol.Dev.,*5Minist.Environ.,*6CSIRO) ： The origin of amphibian chytridiomycosis: Did it come from
Japan?, Island Invasives: Erad.Manage.Conf., Auckland, 2010/2, Abstracts, 35

0810BA006
0712ZZ001
0709BY311
0610AK550
0610AA304

五箇公一 ： 外来生物から環境を守る 「侵略的外来生物の リ ス ク評価 と管理」 , 第 7 回環境研究機関連絡
会成果発表会 , 東京 , 2009/11, 同予稿集 , 2-1-2-35

0712ZZ001
0709BY311
0610AK550
0610AA304

五箇公一 ： 変わ り ゆ く 外来生物問題と人間社会 , 第 53 回生活 と環境全国大会 , 福岡 , 2009/10, 同抄録
集 , 82-83

0810BA006
0712ZZ001
0709BY311
0610AK550
0610AA304

五箇公一： カエルツボカビ ・ アジア起源説の検証 ( その 1) 日本における カエルツボカビ多様性 , 日本爬
虫両棲類学会 第 48 回大会 , 天理 , 2009/11, プロ グ ラ ム , 6

0810BA006
0709BY311
0610AA304

五箇公一 ： 国立環境研究所における取 り 組み , 2009 年度日本付着生物学会カ ワ ヒ バ リ ガイの侵入 と対
策に関する ミ ニシンポジウ ム , 盛岡 , 2009/10, 同講演要旨集 , 10

0810BA006
0610AA304

五箇公一：両生類の新興感染症カエルツボカビの生物地理学 カエルツボカビはど こ から来たのか？, 第
64 回日本生物地理学会年次大会 , 東京 , 2009/4, 同講演要旨集 , 12-13

0810BA006
0709BY311
0610AA304

五箇公一 ： なぜ外来種は生まれるのか？ , 国際生物多様性の日シンポジウ ム 2009 「外来種の来た道 , 行
く 道」 , 東京 , 2009/5, 同予稿集 , 52-55

0810BA006
0712ZZ001
0709BY311
0610AA304

越川海 , 東博紀 , 河地正伸 , 長谷川徹 (*1), 岡村和麿 (*1), 清本容子 (*1), 西内耕 (*1)(*1 西海水研 ) ： 初夏
の東シナ海陸棚域における渦鞭毛藻の優占的出現 , 2009 年度日本海洋学会春季大会 , 東京 , 2009/4, 同
予稿集 , 207

0911BA006
0610AA402
0610SP004

Koshikawa H.,Higashi H.,Kawachi M.,Hasegawa T.(*1),Okamura K.(*1),Kiyomoto Y.(*1),Nishiuchi
K.(*1),Akiyama H.(*1),Kohata K.,Murakami S.(*1SNF)：Dominance of the dinoflagellate Prorocentrum dentatum
on the central continental shelf of the East China Sea in early summer, 2007, PICES 2009 Annu.Meet., Jeju,
2009/10, Abstracts, 149

0911BA006
0610AA402
0610SP004

越川海：東中国海陸架還有海域藻類初級生産維持機制 , 2008 年全国海水養殖学術研討会 , 舟山 , 2008/10 0610AA402
0610SP004

小瀬知洋 , 鈴木剛 , 梶原夏子 , 滝上英孝 , 酒井伸一 (*1)(*1 京大環境保全セ ) ： モデルルームを用いた製
品負荷試験における難燃剤の室内放散測定 , 第 17 回環境化学討論会 , 神戸 , 2008/6, 同講演要旨集

0608BF326
0610SP002

小瀬知洋 , 滝上英孝 , 酒井伸一 (*1)(*1 京大環境保全セ ) ： モデルルームを用いた製品負荷試験における
難燃剤の室内放散と制御 , 第 18 回環境化学討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演要旨集 , 280-281

0610AA202
0911BE004

小瀬知洋 , 滝上英孝 , 野馬幸生：縮合型 リ ン系難燃剤の使用過程における分解に関する検討 , 第 18 回環
境化学討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演要旨集 , 836-837

0911BE004
0610AA202
0808AF007
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児玉圭太 , 大山政明 , 李政勲 , 赤羽祥明 (*1), 田島良博 (*2), 清水詢道 (*2), 白石寛明 , 堀口敏宏 (*1 千葉
県水総研セ ,*2 神奈川県水技セ ) ： 東京湾産シャ コの産卵量 , 幼生密度および稚シャ コ密度の量的関係
の経年変動 , 平成 21 年度日本水産学会春季大会 , 東京 , 2009/3, 同予稿集 , 241

0610AA304

Kodama K.,Horiguchi T.,Kume G.(*1),Oyama M.,Lee J-H.,Yamaguchi A.(*2),Shibata Y.,Shiraishi H.,Morita
M.,Shimizu M.(*3)(*1Landcare Res.,*2Nagasaki Univ.,*3Univ.Tokyo)：Long-term dynamics of the megabenthic
assemblage in Tokyo Bay, Japan: possible linkage to environmental variations, 3rd GLOBEC Open Sci.Meet.,
Victria, 2009/6, Abstracts, 169-170

0711AF303
0610AA304

Kodama K.,Oyama M.,Lee J-H.,Shibata Y.,Shiraishi H.,Morita M.,Shimizu M.(*1),Horiguchi T.(*1Univ.Tokyo)：
Analysis of relationships between hypoxia and marine megabenthos at community and population levels: a
comparative case study in Tokyo Bay, Japan, SETAC North Am.30th Annu.Meet., New Orleans, 2009/11,
Abstracts, 294

0610AA304

Goto S.,Kawai H.(*1),Saijoh Y.(*1),Akiyama T.(*1),Awaya Y.(*1),Liang N.(*1Gifu Univ.) ： Estimation of net
primary production in bamboo ecosystem using the harvest method, AsiaFlux Workshop 2009, Sapporo, 2009/
10, Abstracts, 55

0610AC933
0610AA101
0709BA515

後藤誠二朗 , 梁乃申 ： アカマツ林における大型 AOCC システムを用いた土壌呼吸の多点連続測定 , 第
57 回日本生態学会大会 (ESJ 57), 東京 , 2010/3, 同講演要旨集 , P3-283

0911AG006
0709BA515

小林潤 , 川本克也：多孔質シ リ カによ るバイオマスガス化由来タールの分解・除去効果 , 化学工学会 第
74 年会 , 横浜 , 2009/3, 同講演要旨集 , M119

0610AA203
0610AB546

小林潤 , 川本克也 ： 廃棄物系バイオマスガス化由来タールの多孔質シ リ カ ・ 改質触媒によ る分解 ・ 除去
特性 , 第 19 回環境工学総合シンポジウ ム , 那覇 , 2009/7, 同予稿集 , 129-132

0610AA203

小林淳 , 芹澤滋子 , 櫻井健郎 , 鈴木規之 , 堀口敏宏：東京湾における海水および底質中の PCBs の空間分
布について , 第 18 回環境化学討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演要旨集 , 456-457

0610AA301

水川薫子 (*1), 小林淳 , 櫻井健郎 , 木下今日子 , 高田秀重 (*1), 鈴木規之 (*1 東京農工大 ) ： 底性魚におけ
る PBDEs の食餌由来の生物濃縮 , 第 18 回環境化学討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演要旨集 , 518-519

0610AA301

小林淳 , 木下今日子 , 水川薫子 (*1), 櫻井健郎 , 高田秀重 (*1), 鈴木規之 (*1 東京農工大院 ) ： 底性魚にお
ける PCBs の食餌蓄積と排泄について , 第18回環境化学討論会, つ く ば, 2009/6, 同講演要旨集, 472-473

0610AA301

Kobayashi J.,Sakurai T.,Suzuki N. ： Transfer of polychlorinated biphenyls from sediment to benthic fish in
laboratory tanks, 27th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2007, Tokyo, 2007/9,
Organohalogen Compd., 1645-1648

0610AA301

小林潤 , 川本克也 , 小林敬幸 (*1)(*1 名古屋大エコ ト ピア科研 ) ： 廃棄物系バイオマス由来タール成分の
分離除去における多孔質材料の効果 , 第 20 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 名古屋 , 2009/9, 同予稿
集 , 327-328

0610AA203

渡辺喬之 (*1), 菅野さ な枝 (*2), 小林弥生 , 平野靖史郎 (*1 千葉大院 ,*2 浜松医大 ) ： ヒ ト AS3MT 発現
CHO 細胞における ヒ 素代謝 と毒性の相互作用 , 日本薬学会 第 129 年会 , 京都 , 2009/3, 同要旨集 , 101

0509AE796
0509BD785

太田悠葵 (*1), 小林弥生 , 小西栄 (*1), 平野靖史郎 (*1 千葉大院 )：ラ ッ ト における HPLC-ICP-MS と GC-
ICP-MS を用いた尿 , 呼気ガス中のセレ ンのスペシエーシ ョ ン , 日本薬学会 第 129 年会 , 京都 , 2009/3,
同要旨集 , 101

0509BD785
0509AE796

山城彩花 (*1), 小林弥生 , 平野靖史郎 (*1 千葉大院 ) ： ヒ 素の体内動態 と代謝における γ-GTP の役割 ,
日本薬学会 第 129 年会 , 京都 , 2009/3, 同予稿集 , 177

0509BD785
0509AE796

木村仁美 (*1), 渡辺喬之 (*1), 小林弥生 , 平野靖史郎 (*1 千葉大院 )：ペルオキシレ ド キシンの ヒ 素毒性発
現修飾機構 , 日本薬学会 第 129 年会 , 京都 , 2009/3, 同要旨集 , 177

0509BD785
0509AE796

小西栄 (*1), 太田悠葵 (*1), 小林弥生 , 平野靖史郎 (*1 千葉大院 )：ジ メ チルセレニ ド の高感度分析方法の
開発 , 日本薬学会 第 129 年会 , 京都 , 2009/3, 同要旨集 , 177

0509BD785
0509AE796

小林弥生 , 山城彩花 (*1), 平野靖史郎 (*1 千葉大院 ) ： ラ ッ ト における ジフ ェニルアルシン酸の胆汁排泄
機構 , 第 15 回 ヒ 素シンポジウ ム , 大阪 , 2009/11, 同講演要旨集 , 66-67

0810CD004
0509AE796

小林弥生 , 山城彩花 (*1), 平野靖史郎 (*1 千葉大院 ) ： 有機 ヒ 素化合物を経口投与し た ラ ッ ト における胆
汁および糞への ヒ 素の排泄と化学形態別分析 , フ ォーラ ム 2009 ： 衛生薬学 ・ 環境 ト キシコ ロ ジー , 宜野
湾 , 2009/11, J.Health Sci., 283

0810CD004
0509AE796
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山城彩花 (*1), 小林弥生 , 平野靖史郎 (*1 千葉大院 ) ： ヒ 素－グルタチオン抱合体排泄に及ぼす γ-GTP
の影響 , フ ォーラ ム 2009 ： 衛生薬学 ・ 環境 ト キシコ ロ ジー , 宜野湾 , 2009/11, J.Health Sci., 281

0509BD785
0509AE796

木村仁美 (*1), 小林弥生 , 平野靖史郎 (*1 千葉大院 ) ： 細胞内チオール化合物への 3 価無機 ヒ 素の結合 と
細胞毒性 , フ ォーラ ム 2009 ： 衛生薬学 ・ 環境 ト キシコ ロ ジー , 宜野湾 , 2009/11, J.Health Sci., 284

0509BD785
0509AE796

Koyama Y.,Maksyutov S.,Mukai H.,Saito M.,Valsala V. ： Inverse modeling of the regional CO2 fluxes with a
coupled Eulerian-Lagrangian global tracer transport model and fixed-lag Kalman smoother, 8th Int.Carbon
Dioxide Conf., Jena, 2009/9, Abstracts

0610AA102

古山祐治 ,Maksyutov S., 向井人史：Inverse modeling of the CO2 fluxes with an Eulerian-Lagrangian transport
model and fixed-lag Kalman smoother, 第 15 回大気化学討論会 , つ く ば , 2009/10, 同講演要旨集 , 32

0610AA102

今藤夏子 , 伊藤洋 (*1)(*1 東大 )：Apparent competition を利用し た天敵の維持 と害虫の個体数制御 , 第 57
回日本生態学会大会 (ESJ 57), 東京 , 2010/3, 同講演要旨集 , P2-211

0810AE002

Kondo M.,Uchida M.,Uchida M.(*1),Ohtsuka T.(*2),Yoshitake S.(*3),Koizumi H.(*3),Nakatsubo
T.(*4)(*1NIPR,*2Ibaraki Univ.,*3Waseda Univ.,*4Hiroshima Univ.)： Isotopic signatures of soil organic carbon in
a successional glacier foreland in Ny-Alesund, Svalbard, 日本地球惑星科学連合 2009 年大会 , 千葉 , 2009/5,
同予稿集 , L137-P004

0911CD014

近藤美由紀 , 内田昌男 , 村山昌平 (*1), 岸本文紅 (*2), 柴田康行 (*1 産総研 ,*2 農環技研 ) ： 放射性炭素同
位体を利用し た土壌炭素有機物の滞留時間の推定 , 第 57 回日本生態学会大会 (ESJ 57), 東京 , 2010/3, 同
講演要旨集

0911CD012
0610FP013
0911AG006

近藤美由紀 , 内田昌男 , 金龍元 (*1), 内海真生 (*2), 篠崎哲哉 (*3), 榎本浩之 (*4), 柴田康行 (*1 ア ラ スカ
大 ,*2 筑波大 ,*3 東北大 ,*4 北見工大 )：ア ラ スカのツン ド ラおよび北方林における土壌炭素の蓄積 と分
解について , 国際極年 2007-2008 シンポジウ ム－地球規模の変動現象 と極域の役割 り － , 東京 , 2010/3,
プロ グ ラ ム

0911CD013
0911CD014
0610FP013

近藤美則 , 加藤秀樹 ： 市販電動車両の性能の実態 , 第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 , 2009/9, 同講演要
旨集 , 259

0809AI001
0710AE295

近藤美則 ： パーソナル電動車両の二酸化炭素排出原単位 , 第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 , 2009/9, 同
講演要旨集 , 258

0710AE295
0809AI001

近藤美則 , 加藤秀樹 , 小林伸治 ： 市販されている電動車両の実性能 , 第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 ,
2009/9, 同講演要旨集 , 172-173

0809AI001
0710AE295

近藤美則 , 田村憲治 , 新田裕史 , 小林伸治 , 櫻井四郎 (*1)(*1 大妻女大 ) ： 都市幹線道路周辺の歩行中に
おける PM 曝露 (4) 窒素酸化物濃度の季節間比較 , 第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 , 2009/9, 同講演要
旨集 , 456

0610FP012
0608AG441

近藤美則 , 加藤秀樹 , 松橋啓介 , 米澤健一： 乗用車の長期実利用データ に基づいた次世代電動車両の導入
可能性 , エネルギー・ 資源学会 第 26 回エネルギーシス テム・ 経済・ 環境コ ンファ レ ンス , 東京 , 2010/1,
同講演論文集 , 107

0911BA004
0809AI001
0710AE295

近藤美則 , 加藤秀樹 , 松橋啓介 ： 小型電動車両の性能評価と普及に向けた課題 , エネルギー ・ 資源学会
第 26 回エネルギーシステム ・ 経済 ・ 環境コ ンフ ァ レン ス , 東京 , 2010/1, 同講演論文要旨集 , 108

0911BA004
0809AI001
0710AE295

蒲生稔 (*1), 前田高尚 (*1), 三枝信子 , 岩男弘毅 (*1), 村山昌平 (*1), 田口彰一 (*1), 永井信 (*2), 石田厚
(*3)(*1 産総研 ,*2 岐阜大 ,*3 森林総研 ) ： 中高緯度落葉樹林帯における葉のフ ェ ノ ロ ジーの水平 ・ 経年
変化 , 日本気象学会 2009 年度春季大会 , つ く ば , 2009/5, 同講演予稿集 , 292

0610AC933

村山昌平 (*1), 近藤裕昭 (*1), 三枝信子 , 和田晃 (*2), 石島健太郎 (*3), 松枝秀和 (*4), 澤庸介 (*4)(*1 産総
研 ,*2 気象大 ,*3 地球環境フ ロ ンテ ィ ア研セ ,*4 気象研 ) ： 飛騨高山サイ ト における大気中ラ ド ン及び
CO2 濃度の観測 , 日本気象学会 2009 年度春季大会 , つ く ば , 2009/5, 同講演予稿集 , 312

0610AC933

Saigusa N.,Takagi K.(*1),Hirano T.(*1)(*1Hokkaido Univ.) ： Long-term monitoring of carbon and water cycles
in larch forest ecosystems in East Asia, iLEAPS Sci.Conf.2009, Melbourne, 2009/8, Abstracts, 266-267

0610AC933

Muraoka H.(*1),Saigusa N.,Shibata H.(*2),Hiura T.(*2),Nasahara K.N.(*3),Nakaoka M.(*2)(*1Gifu Univ.,
*2Hokkaido Univ.,*3Univ.Tsukuba)：Interdisciplinary research on terrestrial ecosystem functions by networking
networks(JaLTER-JapanFlux-JAMSTEC-JAXA), 10th Int.Congr.Ecol., Brisbane, 2009/8, Abstracts

0610AC933
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Ueyama M.(*1),Ichii K.(*2),Hirata R.(*3),Takagi K.(*4),Asanuma J.(*5),Machimura T.(*6),Nakai I.(*7),Ohta
T.(*8),Saigusa N.,Takahashi Y. et al.(*1Grad.Sch.Osaka Pref.Univ.,*2Fukushima Univ.,*3NIAES,*4Hokkaido
Univ.,*5Grad.Sch.Univ.Tukuba,*6Grad.Sch.Osaka Univ.,*7FFPRI,*8Grad.Sch.Nagoya Univ.)：Carbon balance
of larch forests in East Asia responding to the climate change, 8th Int.Carbon Dioxide Conf., Jena, 2009/9,
Program

0610AC933

Murayama S.(*1),Kondo H.(*1),Saigusa N.,Wada A.(*2),Ishijima K.(*3),Matsueda H.(*4),Sawa
Y.(*4)(*1AIST,*2Meteorol.Coll.,*3JAMSTEC,*4MRI)：Transportation of CO2 in a mountainous cool temperate
deciduous forest in central Japan estimated from atmospheric (222)Rn measurement, 8th Int.Carbon Dioxide
Conf., Jena, 2009/9, Program

0610AC933

Takamura C.(*1),Murayama S.(*2),Nakazawa T.(*1),Aoki S.(*1),Saigusa N.,Morimoto S.(*3)(*1Tohoku
Univ.,*2AIST,*3NIPR)：Variation of the oxygen isotopic ratio of atmospheric CO2 in a cool temperate deciduous
forest in central Japan, 8th Int.Carbon Dioxide Conf., Jena, 2009/9, Program

0610AC933

Ichii K.(*1),Suzuki T.(*1),Kato T.(*2),Hajima T.(*3),Ueyama M.(*4),Hirata R.(*5),Saigusa N.(*1Fukushima
Univ.,*2Univ.Bristol,*3JAMSTEC,*4Grad.Sch.Osaka Pref.Univ.,*5Grad.Sch.Hokkaido Univ.) ： Multi-model
analysis of terrestrial carbon and water cycle in monsoon Asia: Asia-mip, 8th Int.Carbon Dioxide Conf., Jena,
2009/9, Program

0610AC933

三枝信子：日本の森林によ る二酸化炭素吸収量は年によ ってどれだけ違 う ？－冷夏や猛暑の影響を受け
る中緯度の森林－ , 第 58 回日本森林学会中部支部大会シンポジウ ム , 名古屋 , 2009/10, 同予稿集 , 6-7

0610AC933

Saigusa N.,Ichii K.(*1),Murakami H.(*2),Hirata R.(*3),Asanuma J.(*4),Den H.(*5),Han S-J.(*6),Ide R.,Li S-
G.(*6),Ohta T.(*7) et al.(*1Fukushima Univ.,*2EORC,*3NIAES,*4Univ.Tsukuba,*5Acad.Express,
*6Chin.Acad.Sci.,*7Nagoya Univ.) ： Impact of meteorological anomalies in the 2003 Summer on gross primary
productivity in East Asia, AsiaFlux Workshop 2009, Sapporo, 2009/10, Abstracts, 37

0610SP001

Ichii K.(*1),Takahashi K.(*1),Suzuki T.(*1),Ueyama M.(*2),Hirata R.(*3),Saigusa N.(*1Fukushima
Univ.,*2Osaka Pref.Univ.,*3Hokkaido Univ.)：Multi model and data analysis of terrestrial carbon cycle in Asia:
From 2001 to 2006, AGU 2009 Fall Meet., San Francisco, 2009/12, Abstracts, 342

0610SP001

三枝信子 , 高橋善幸 , 宮田明 (*1)(*1 農環技研 ) ： 陸域生態系－大気間の温室効果気体及び反応性気体の
交換過程～分野間連携によ る観測サイ ト ・ ネ ッ ト ワーク の新たな展開 ?, 第 15 回大気化学討論会 , つ く
ば , 2009/10, 同講演要旨集 , 14

0610AA101

三枝信子 , 市井和仁 (*1), 村上浩 (*2), 平田竜一 (*3), 浅沼順 (*4), 田寛之 (*5),Han S.-J.(*6), 井手玲子 ,Li
S.-G.(*6), 太田岳史 (*7) 他 (*1 福島大 ,*2EORC/JAXA,*3 北海道大 ,*4 筑波大 ,*5 アカデ ミ ッ ク エク スプ
レ ス ,*6Chin.Acad.,*7 名古屋大 ) ： 2003 年夏の気象の偏差が東アジア陸域生態系の光合成生産量に与え
た イ ンパク ト , 日本気象学会 2009 年度秋季大会 , 福岡 , 2009/11, 同講演予稿集 , 207

0610SP001

斉藤拓也 , 横内陽子 ： 熱帯林から放出される塩化 メ チル , 北海道大学低温科学研究所研究集会 「大気圏
と生物圏の相互作用 ： 大気化学を中心と し て」 , 札幌 , 2009/7, 同要稿集 , 8

0910CD005

Saito T.,Yokouchi Y.,Taguchi S.(*1),Mukai H.(*1AIST) ： Continuous measurements of perfluorocarbons at
remote monitoring stations in Japan, EGU Gen.Assem.2009, Vienna, 2009/5, Abstracts, EGU2009-7253

0911BB001
0610SP001

斉藤拓也 ： 熱帯植物か ら放出される塩化 メ チル , 大気環境学会関東支部植物影響部会講演会 , 東京 ,
2008/12, 同予稿集 , 23-28

0910CD005

齊藤誠 , 伊藤昭彦 ,Belikov D., 小田知宏 ,Maksyutov S. ： 再解析降水量データの誤差 と全球炭素収支の関
係 , 日本気象学会 2009 年度春季大会 , つ く ば , 2009/5, 同講演予稿集 , 315

0610AA102

Saito M.,Ito A.,Maksyutov S. ： Uncertainties in precipitation and their impacts on simulation of global CO2
budget, Jpn.GeoSci.Union Meet.2009, Chiba, 2009/5, Abstracts, L217-P007

0610AA102

Saito M.,Ito A.,Belikov D.,Oda T.,Maksyutov S.：Simulation of global CO2 budget with JCDAS reanalysis, 8th
Int.Carbon Dioxide Conf., Jena, 2009/9, Abstracts

0610AA102

齊藤誠 ,Maksyutov S. ： 大気輸送モデルを用いた陸域生態系モデルの 適化 , 日本農業気象学会 2010 年
全国大会 ・ 農業気象国際シンポジウ ム ISAM 2010, 名古屋 , 2010/3, 同要旨集 , 26

0610AA101
0610AA102

Saito R.,Houweling S.(*1),Patra P.K.(*2),Belikov D.,Lokupitiya R.(*3),Niwa Y.(*4),Eguchi N.,Saeki
T.,Maksyutov S.(*1SRON/NISR,*2JAMSTEC,*3Colorado State Univ.,*4CCSR Univ.Tokyo) ： Three-
dimensional atmospheric CO2 climatology built with combination of model ensemble simulation and
observational data, 8th Int.Carbon Dioxide Conf., Jena, 2009/9, Abstracts

0610AA102

発表者 ・ 題目 ・ 学会等名称 ・ 開催都市名 ・ 年月 ・ 予稿集名 ・ 巻 （号） ・ 頁 研究課題ｺｰﾄﾞ
―  344  ―



国立環境研究所年報（平成 21 年度）
佐伯田鶴 ,Maksyutov S.：高分解能全球輸送モデルを用いた大気中 メ タ ン濃度の数値実験 , 日本気象学会
2009 年度春季大会 , つ く ば , 2009/5, 同講演予稿集 , 272

0610AA102

Saeki T.,Belikov D.,Maksyutov S.：High-resolution simulation of the atmospheric methane using a NIES global
transport model, 5th Int.Symp.Non-CO2 Greenhouse Gases(NCGG-5), Wageningen, 2009/6, Abstracts

0610AA102

Saeki T.,Belikov D.,Maksyutov S. ： High-resolution simulations of CO2 and CH4 using a NIES atmospheric
tracer transport model for the estimation of their global column concentrations, 第 15 回大気化学討論会 , つ
く ば , 2009/10, 同講演要旨集 , 33

0610AA102

Saeki T.,Maksyutov S.,Nakazawa T.(*1)(*1Grad.Sch.Tohoku Univ.)：Simulation of atmospheric methane and its
carbon and hydrogen isotopes to constrain its global budget, AGU 2009 Fall Meet., San Francisco, 2009/12,
Abstracts

0610AA101
0911BA010

Saeki T.,Belikov D.,Maksyutov S.,Saito R.,Eguchi N. ： High-resolution simulations of CO2 and CH4 using a
NIES atmospheric tracer transport model for producing a priori concentrations used in the retrieval of GOSAT
L2 data processing, 6th Int.Workshop Greenhouse Gas Meas.Space(IWGGMS-6), Kyoto, 2010/1, Abstracts, 24

0610AL917
0610AA102

酒井広平 , 早渕百合子：温室効果ガス イ ンベン ト リ を用いた各国の温室効果ガス排出量実態の比較分析
～日本と主要国の比較～ , 第 28 回エネルギー・資源学会研究発表会 , 東京 , 2009/6, 同講演論文集 , 8-2

0610BY571

酒井広平 , 早渕百合子：温室効果ガス イ ンベン ト リ を用いた各国の温室効果ガス排出量実態の比較分析
～欧州排出量増加国を中心に～ , エネルギー ・ 資源学会 第 26 回エネルギーシステム ・ 経済 ・ 環境コ ン
フ ァ レン ス , 東京 , 2010/1, 同講演論文集

0610BY571

肴倉宏史 ： Vyuzitl materialu zlskanych z elektronickeho odpadu(WEEE) v Japonsku, Semin.Japonske Cistc
Technol., Prague, 2009/11, 同予稿集 , 84-107

0610AA204
0610AA202

肴倉宏史 ： 副産物の利用に伴 う 地盤環境 リ ス ク , 「建設 ・ 産業副産物の地盤工学的有効利用」 講習会 ,
東京 , 2009/11, テキス ト

0610AA202

Sakanakura H.,Endo K.,Osako M.,Shin-ichi S.(*1)(*1Kyoto Univ.) ： Development of environmental behavior
prediction method for recycled materials by a combination of leaching test and transfer simulation model,
WASCON 2009, Lyon, 2009/6, Abstracts

0610AA202

井本由香利 (*1), 杉田創 (*1), 山下勝 (*1), 肴倉宏史 , 赤井智子 (*1), 駒井武 (*1)(*1 産総研 ) ： ブラ ウ ン管
鉛ガ ラ ス微粒子によ る環境汚染に関する考察－含有金属元素 と分散性－ , 第 15 回地下水 ・ 土壌汚染 と
その防止対策に関する研究集会 , 名古屋 , 2009/6, 同予稿集 , 86

0810BC001
0610AA202

杉田創 (*1), 井本由香利 (*1), 山下勝 (*1), 肴倉宏史 , 赤井智子 (*1), 駒井武 (*1)(*1 産総研 ) ： ブラ ウ ン管
テレ ビの鉛ガ ラ スの溶出試験方法の予備的検討 , 第 15 回地下水 ・ 土壌汚染 と その防止対策に関する研
究集会 , 名古屋 , 2009/6, 同予稿集 , 62

0810BC001
0610AA202

山下勝 (*1), ワ ンナゴン アヌチャ(*1), 赤井智子 (*1), 杉田創 (*1), 井本由香利 (*1), 駒井武 (*1), 肴倉宏史
(*1 産総研 )：ブラ ウ ン管鉛ガ ラ スの耐水性 , 日本セラ ミ ッ ク ス協会 2009 年年会 , 野田 , 2009/8, 同予稿
集 , 194

0810BC001
0610AA202

肴倉宏史 , 遠藤和人 , 貴田晶子 ： 再生材の環境安全性評価のための浸漬乾燥サイ クル試験の検討 , 第 44
回地盤工学研究発表会 , 横浜 , 2009/8, 同講演論文集 , 1879-1880

0610AB447
0610AA202

藤川拓郎 (*1), 佐藤研一 (*1), 肴倉宏史 (*1 福岡大 ) ： 紫外線照射によ る一般廃棄物焼却灰に含有される
鉛の不溶化技術と メ カニズムの検討, 第44回地盤工学研究発表会, 横浜, 2009/8, 同講演論文集, 439-440

0610AA202

杉田創 (*1), 井本由香利 (*1), 山下勝 (*1), 肴倉宏史 , 赤井智子 (*1), 駒井武 (*1)(*1 産総研 ) ： 酸性条件下
におけるブラ ウ ン管テレ ビの鉛ガ ラ スの溶出挙動 , 資源 ・ 素材 2009, 札幌 , 2009/9, 同予稿集 , 121

0810BC001
0610AA202

肴倉宏史 , 白波瀬朋子 (*1), 川口光夫 , 貴田晶子 (*1 九大 )：Sn-Pb はんだからの Pb の長期溶出挙動 と溶
出 メ カニズムに関する実験的研究 , 第 20 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 名古屋 , 2009/9, 同講演論
文集 , 551-552

0610AA202

藤川拓郎 (*1), 佐藤研一 (*1), 肴倉宏史 (*1 福岡大 )： 紫外線照射によ る 一般廃棄物焼却灰に含有さ れる 鉛
の不溶化メ カニズムの検討 , 第 20 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 名古屋 , 2009/9, 同講演論文集 ,
359-360

0610AA202

井野場誠治 (*1), 肴倉宏史 (*1 電力中研 )：上向流カ ラ ム通水試験の室内精度評価 と カ ラ ム内の移流拡散
状況の観察 , 第 20 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 名古屋 , 2009/9, 同講演論文集 , 557-558

0610AA202
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肴倉宏史 , 杉田創 (*1), 井本由香利 (*1), 駒井武 (*1), 山下勝 (*1), 赤井智子 (*1)(*1 産総研 ) ： ブラ ウ ン管
ガ ラ スからの Pb 溶出量に対する微細粒子の影響 , 第 20 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 名古屋 ,
2009/9, 同講演論文集 , 553-554

0810BC001
0610AA202

坂本正樹 ,Chang Kwang-Hyeon(*1)(*1 愛媛大 ) ： Role of prey-predator interactions in structuring freshwater
zooplankton community and disturbance by insecticide on them, Jt.Symp.Young Sci.Ehime Univ.NIES,
Matsuyama, 2010/1, Abstracts, 19

0912CD001

櫻井健郎 , 小林淳 , 木下今日子 , 鈴木規之 ： 底質粒子および水中懸濁態から水生生物への残留性化学物
質の移行に関し て , 第 18 回環境化学討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演要旨集 , 474-475

0610AA301

Kitamura K.,Sakurai T.,Choi J.,Suzuki N.,Morita M. ： Relationship between dioxin concentration and particle
size for suspended sediment, 24th Int.Symp.Halogenat.Environ.Org.Pollut.POPs; DIOXIN 2004, Berlin, 2004/
9, Organohalogen Compd., 2399-2404

0305AE496
0105AE173
0105AA169

Sakurai T.,Kobayashi J.,Suzuki N. ： Transfer of persistent organic pollutants from sediment to benthic fish in
laboratory tanks, 27th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2007, Tokyo, 2007/9,
Organohalogen Compd., 1653-1656

0610AA301

笹川裕史 , 山根正伸 (*1), 相原敬次 (*1), 内山佳美 (*1), 伊藤祥子 , 清水英幸 (*1 神奈川県自然環境保全セ )：
大気および地形を考慮に入れた丹沢山地ブナ林衰退地域の空間解析 , 第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 ,
2009/9, 同講演要旨集 , 347

0911MA001
0509AH953
0911BC002

Sasakawa H.,Yagasaki Y.,Ito S.,Xu Z.,Zou C.,Chen L.J.(*1),Zheng Y.R.(*1),Tsuji W.(*2),Shimizu
H.(*1Chin.Acad.Sci.,*2ALRC Tottori Univ.)：Development of a functional-structual growth model of the plant
grown in desertificated regions using-Lsystem, 第 57 回日本生態学会大会 (ESJ 57), 東京 , 2010/3, Abstracts,
294

0709BA513
0406BA405

Sasakawa M.,Shimoyama K.(*1),Machida T.(*1ILTS) ： Continuous measurement of atmospheric methane
concentration using 9-tower network over Siberia, Jpn.Geosci.Union Meet.2009, Chiba, 2009/5, Abstracts,
F119-P009

0610SP001
0711BB569

Nishino T.(*1),Funakubo C.(*1),Takahashi A.(*1),Sasaki Y.,Takazawa Y.,Shibata Y.,Takashima Y.(*2),Omata
T.(*2),Kitano M.(*2)(*1Tokyo Metrop.Res.Inst.Environ.Prot.,*2Meiji Univ.) ： Analyzes of perfluorinated
compounds in sewage and drainage, 29th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2009, Beijing,
2009/8, Organohalogen Compd., 1640-1643

0911AH002

佐治光 , 久保明弘： 遺伝子組換えダイ ズから 野生種への遺伝子浸透に関する 研究－雑種の適応度の解明 ,
第 1 回「 新農業展開ゲノ ムプロ ジェ ク ト 」 シンポジウ ム－都道府県など試験研究機関と の情報交換－ , 東
京 , 2009/12

0610JA970
0610JA970

佐藤圭 , 高見昭憲 , 磯崎輔 , 疋田利秀 (*1), 下野彰夫 (*1), 今村隆史 (*1 三友プラ ント サービス )： エアロ ゾ
ル質量分析計によ る 芳香族炭化水素から の二次粒子測定, 日本地球惑星科学連合 2009年大会, 千葉, 2009/
5, 同予稿集 , F119-P016

0610AE402
0610FP015
0610AA401
0911AG004
0911CD009

中山智喜 (*1), 松見豊 (*1), 山崎明宏 (*2), 内山明博 (*2), 佐藤圭 , 今村隆史 (*1 名古屋大 STE 研 ,*2 気象
研 ) ： 二次有機エア ロ ゾルは BrownCarbon と な り う るか？ ： 光吸収特性の実験的研究 , 日本地球惑星科
学連合 2009 年大会 , 千葉 , 2009/5, 同予稿集 , F119-011

0610AA401
0610AE402
0610FP015
0911AG004
0911CD009

Hanaoka S.(*1),Hatakeyama S.(*1),Watanabe I.(*1),Arakaki T.(*2),Kawana K.(*3),Kondo Y.(*3),Sadanaga
Y.(*4),Sato K.,Shimizu A.,Takami A. et al.(*1Tokyo Univ.Agric.Technol.,*2Univ.Ryukyus.,*3Univ.Tokyo,
*4Osaka Pref.Univ.)：Aerial obsevation of aerosols and gases transported from East Asia in March-April, 2008,
18th Int.Conf.Nucleation Atmos.Aerosols, Prague, 2009/8, Abstracts, 833-836

0810AG001
0812CD005
0810BA001
0711AE458
0610AA401

中山智喜 (*1), 松見豊 (*1), 山崎明宏 (*2), 内山明博 (*2), 佐藤圭 , 今村隆史 (*1 名古屋大院 STE 研 ,*2 気
象研 ) ： 二次有機エア ロ ゾルは BrownCarbon と な り う るか？ ： 光学特性の実験的研究 , 日本気象学会
2009 年度春季大会 , つ く ば , 2009/5, 同予稿集

0610AA401
0610AE402
0911AG004
0911CD009

Uchida R.(*1),Fukuda S.(*1),Nakagawa K.(*1),Xing J.(*2),Sato K.,Imamura T.,Hikida T.(*3),Shimono A.(*3)
(*1Kobe Univ.,*2Kyoto Univ.,*3SANYU Plant Serv.) ： Secondary organic aerosol formation in the isoprene
ozonolysis, 第 25 回化学反応討論会 , 大宮 , 2009/6, 同予稿集

0911CD009
0911AG004
0610AE402
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Sato K.,Takami A.,Isozaki T.,Hikida T.(*1),Shimono A.(*1),Imamura T.(*1SPS) ： Mass spectrometric study of
secondary organic aerosol from the photooxidation of aromatic hydrocarbons, AAAR 28th Annu.Conf.,
Minneapolis, 2009/10, Program, 145

0610AA401
0610AE402
0911CD009
0911AG004

Uchida R.(*1),Fukuda S.(*1),Nakagawa K.(*1),Xing J-H.(*2),Sato K.,Imamura T.,Hikida T.(*3),Shimono
A.(*3)(*1Kobe Univ.,*2Kyoto Univ.,*3SPS) ： Secondary organic aerosol formation in ozone-isoprene reaction
system, Int.Workshop Chem.Earth's Atmos., Tokyo, 2009/9, Abstracts, P-23

0610AE402
0911AG004
0911CD009
0610AA401

Fukuda S.(*1),Uchida R.(*1),Nakagawa K.(*1),Sato K.,Imamura T.(*1Kobe Univ.) ： Effect of enhanced UV
radiation on photochemical ozone and aerosol formation, Int.Workshop Chem.Earth's Atmos., Tokyo, 2009/9,
Abstracts, P-24

0911CD009
0911AG004
0610AE402
0610AA401

福田さや花 (*1), 内田里沙 (*1), 中川和道 (*1), 佐藤圭 , 今村隆史 (*1 神戸大院 ) ： ト ルエンからの光化学
有機エア ロ ゾル生成－紫外線依存性 , 2009 年光化学討論会 , 桐生 , 2009/9, 同予稿集

0911CD009
0911AG004
0610AE402
0610AA401

Nakayama T.(*1),Matsumi Y.(*1),Yamazaki A.(*2),Uchiyama A.(*2),Sato K.,Imamura T.(*1STEL Nagoya
Univ.,*2MRI) ： Could secondary organic aerosols act as brown carbon?: Laboratory studies of aerosol
absorption, IGAC-SPARC Jt.Workshop, Kyoto, 2009/10, Abstracts, P-31

0911CD009
0911AG004
0610AE402
0610AA401

Uchida R.(*1),Fukuda S.(*1),Nakagawa K.(*1),Xing J-H.(*2),Sato K.,Imamura T.,Hikida T.(*3),Shimono A.(*3)
(*1Kobe Univ.,*2Kyoto Univ.,*3SPS)：Secondary organic aerosol formation in ozone-isoprene reaction system,
IGAC-SPARC Jt.Workshop, Kyoto, 2009/10, Abstracts, P-07

0911CD009
0911AG004
0610AE402
0610AA401

内田里沙 (*1), 福田さや花 (*1), 中川和道 (*1), シン ・ ジ ャ ワ (*2), 佐藤圭 , 今村隆史 , 疋田利秀 (*3), 下野
彰夫 (*3)(*1 神戸大 ,*2 京大 ,*3 三友プラ ン ト サービ ス ) ： オゾン－イ ソプレ ン反応系での二次有機エア
ロ ゾル生成 , 第 15 回大気化学討論会 , つ く ば , 2009/10, 同講演要旨集 , P-17

0911CD009
0911AG004
0610AE402
0610AA401

Nakayama T.(*1),Matsumi Y.(*1),Yamazaki A.(*2),Uchiyama A.(*2),Sato K.,Imamura T.(*1STEL Nagoya
Univ.,*2MRI) ： Measurement of optical properties of secondary organis aerosols, 4th Jpn.-China-Korea
Jt.Conf.Meteorol., Tsukuba, 2009/11, Abstracts, 232

0911CD009
0911AG004
0610AE402
0610AA401

Hatakeyama S.(*1),Hanaoka S.(*1),Watanabe I.(*1),Arakaki T.(*2),Kawana K.(*3),Kondo Y.(*3),Sadanaga
Y.(*4),Sato K.,Shimizu A.,Takami A. et al.(*1TUAT,*2Ryukyus Univ.,*3Tokyo Univ.,*4Osaka Pref.Univ.) ：
LEXTRA-Aerial observation of aerosols and  gases over the Easta China sea in March-April, 2008, 4th Jpn.-
China-Korea Jt.Conf.Meteorol., Tsukuba, 2009/11, Abstracts, 79

0610CD309
0812CD005
0810BA001
0711AE458
0610AA401

Nakao S.(*1)(*2),Qi L.(*1)(*2),Clark C.(*1)(*2),Sato K.,Tang P.(*1)(*2),Cocker D.(*1)(*2)(*1California
Univ.,*2CECERT) ： Secondary organic aerosol formation from m-xylene photooxidation: The role of the
pehenolic product, AGU 2009 Fall Meet., San Francisco, 2009/12, Abstracts

0610AA401
0911CD009
0610AE402
0911AG004

佐藤貴之 , 川崎伸之 , 小松一弘 , 今井章雄 , 高津文人 , 三浦真吾：富栄養湖霞ヶ浦における溶存炭水化物
の分布 , 第 44 回日本水環境学会年会 , 福岡 , 2010/3, 同講演集 , 562

0911CD003
0811AG001

佐野彰 ： 発酵水素生産における廃木質系炭化物の固定化担体 と し ての利用 , 第 20 回廃棄物資源循環学
会研究発表会 , 名古屋 , 2009/9, 同講演論文集 , 293-294

0610AB519

佐野彰 , 徐開欽 , 稲森悠平 (*1)(*1 福島大 )： 汚泥発生抑制・ 減量化技法を適用し た活性汚泥排水処理に
おける 浄化能およ び汚泥減量化特性の比較検証 , 第 44 回日本水環境学会年会 , 福岡 , 2010/3, 同講演集 ,
196

0610AB519

岡崎和也 (*1), 佐野彰 , 稲森悠平 (*2)(*1 日新電機 ,*2 福島大 )：特定生物優占化ろ材を用いた活性汚泥共
存高度システム技術の開発 , 第 12 回日本水環境学会シンポジウ ム , 東京 , 2009/9, 同講演集 , 83-84

0610AB519

佐野友春 , 高木博夫 , 永野公代 , 西川雅高 ： LC-MS を用いた有機スズ化合物の分析 , 第 18 回環境化学
討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演要旨集 , 782-783

0610CP018
0610AD474
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佐野友春 , 永野公代 , 村井景 , 野原恵子 ： 5- メ チルデオキシシチジン (5mdC) サロゲー ト の合成 と LC-
MS 分析への応用 , 日本分析化学会 第 58 年会 , 札幌 , 2009/9, 同予稿集 , 355

0610CP018
0809BD003
0710AG333

三瓶由紀 , 青柳みど り ： 一般の人々の温暖化問題に対する関心へのマス メ デ ィ ア報道量の影響 , 環境経
済 ・ 政策学会 2009 年大会 , 千葉 , 2009/9, 同報告要旨集 , 363

0809AF003

Sampei Y.,Aoyagi-Usui M. ： The influence of the mass media on public concem for climate change in Japan,
Soc.Soc.Stud.Sci.(4S) 2009 Annu.Meet., Washington.DC, 2009/10, 9

0811AE001
0712BA339

Xu Z.,Shimizu H.,Sasakawa H.,Ito S.,Zou C. ： Climate change and grassland ecosystem degradation, JSPS
Sci.Dialogue Program: Sci.Immersion Camp Program,Yokohama Science Frontier High School, Yokohama,
2009/8, Lecture text, 1-17

0709BA513
0709CD581

塩竈秀夫 , 江守正多 , 花崎直太 , 阿部学 , 増冨祐司 (*1), 高橋潔 , 野沢徹 (*1 埼玉県環境科国際セ )：気候
変化予測から影響評価への不確実性伝播～南米の水資源影響評価を例 と し て , 日本気象学会 2009 年度
秋季大会 , 福岡 , 2009/11, 同講演予稿集 , 125

0711BA335
0610AA103

Shiogama H.,Emori S.,Hanasaki N.,Abe M.,Masutomi Y.(*1),Takahashi K.,Nozawa T.(*1Cent.Environ.Sci.
Saitama) ： Uncertainty propagation from climate change projections to impacts assessments: water resource
assessments in South America, IPCC WGI/WGII Expert Meet.Assess.Comb.Multi Model Clim.Proj., Boulder,
2010/1

0711BA335
0610AA103

Shiogama H.,Hanasaki N.,Masutomi Y.(*1),Nagashima T.,Ogura T.,Takahashi K.,Hijioka Y.,Takemura T.(*2),
Nozawa T.,Emori S.(*1Cent.Environ.Sci.Saitama,*2Kyushu Univ.) ： Emission scenario dependences in climate
change assessments on hydrological cycle, MOCA-09, Montreal, 2009/7, Program, 144

0610SP001
0610AA103
0711CE432
0711BA335
0610FP015

Shiogama H.,Emori S.,Hanasaki N.,Abe M.,Masutomi Y.(*1),Takahashi K.,Nozawa T.(*1Cent.Environ.Sci.
Saitama) ： Uncertainty propagation from climate change projections to impacts assessments: water resource
assessments in South America, 2nd Int.Workshop Global Change Proj.: Modeling,Intercompar.Impact Assess./
3rd Int.Workshop KAKUSHIN Program, Tsukuba, 2010/3

0711CE432
0711BA335
0610AA103
0610FP015

仲井邦彦 (*1), 水谷太 (*2), 中村朋之 (*3), 山元潤 (*2), 苣木洋一 (*2), 桜井梢 (*1), 柴田康行 (*1 東北大 ,*2
いであ ,*3 宮城県保健環境セ ) ： ヒ ト 血清 , 血漿および全血を用いた有機フ ッ素系化合物の測定 , 第 18
回環境化学討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演要旨集 , 158-159

0911CD015
0809BD002

柴田康行 , 吉兼光葉 , 清水尚登 (*1)(*1 アジレ ン ト ) ： カルボン酸型フ ッ素系界面活性剤の環境中存在状
態 , 第 18 回環境化学討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演要旨集 , 576-577

0911AH002
0809BD002

柴田康行：残留性有機汚染物質 (POPs) に関する ス ト ッ ク ホルム条約改正と POPs 分析法の 近の進歩 ,
第 21 回日本内分泌撹乱化学物質学会講演会 , 東京 , 2009/6, 同講演要旨集 , 11-17

0911CD015
0610FP013

Shibata Y. ： Environmental monitoring and specimen banking -POPs/New POPs pollution in Japan and Asia-
Pacific-, 29th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2009, Beijing, 2009/8, Organohalogen
Compd., 3172-3177

0808BY002
0911AH002
0810BA008
0809BD002

Eun H.(*1),Fukui H.(*2),Iizumi E.(*2),Baba K.(*1),Sasaki Y.,Shibata Y.(*1NIAES,*2Tokyo Sincol) ： Water
improvement with water-Soluble activates carbon sheet and activated carbon tablet: part1 -Removal efficiency
of POPs, 29th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2009, Beijing, 2009/8, Organohalogen
Compd., 2946-2949

0911AH002
0809BD002
0810BA008

Ino F.(*1),Wang B.(*1),Sebesvari Z.(*1),Morita M.(*2),Shibata Y.,Nakagawa K.(*3),Huang Y.(*4),Ramaswamy
B.R.(*5),Syafrul H.(*6),Shim W.J.(*7) et al.(*1UNU,*2Ehime Univ.,*3Shimazu,*4China-Jpn.Frendship
Environ.Cent.Prot.,*5Bharathidasan Univ.,*6SARPEDAL,*7KORDI) ： Regional monitoring and assessment
network of POPs pollution in Asian contries, 29th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2009,
Beijing, 2009/8, Organohalogen Compd., 839-842

0810BA008

Shibata Y. ： Stockholm convention -COP-4 outcome and follow-up, Int.Symp.Trace Org.Pollut.Environ.23rd,
Tiruchirappalli(India), 2010/1

0610FP013
0810BA008

Shibata Y.,Takazawa Y.,Yoshikane M.,Tanaka H.(*1),Morita M.(*2)(*1FEIS,*2Ehime Univ.)：Bio-monitoring of
POPs in the environment -Squid watch for marine environmental monitoring-, Int.Symp.Trace
Org.Pollut.Environ.23rd, Tiruchirappalli(India), 2010/1
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0810BA008
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柴田康行 ： 化学物質実態調査の見直しの方向性について , 平成 21 年度化学物質環境実態調査環境科学
セ ミ ナー , 東京 , 2010/1, 同予稿集 , 11-14

0610FP013

Shibata Y.,Yoshikane M.,Takeuchi A.,Matsuda A.,Horiguchi T.,Tanaka A.,Takazawa Y.,Kuwana T.,Uehiro T.：
Environmental monitoring of fluorinated surfactants in the time capsule program -Biomonitoring and specimen
banking at the NIES, Japan-, SETAC North Am.30th Annu.Meet., New Orleans, 2009/11, Abstracts, 103

0911AH002
0909AF006
0809BD002
0610FP013
0610CP018

柴田康行：生物モニタ リ ング と試料長期保存－ス ト ッ ク ホルム条約における取 り 組み と日本の汚染状況
の解析－ , 有機フ ッ素化合物問題に関する ワーク シ ョ ッ プ , 東京 , 2009/9

0911AH002
0809BD002
0610FP013

島崎彦人 , 福島路生 ： 事前確率を考慮し た瀬淵分布推定手法の検討 , 日本 リ モー ト センシング学会 第
46 回学術講演会 , 東京 , 2009/5, 同講演要旨集

0610SP004

島崎彦人 , 福島路生 ： リ モー ト センシングによ る河川の瀬淵分布推定手法の検討 , 第 56 回日本生態学
会大会 (ESJ 56), 盛岡 , 2009/3, 同講演要旨集 , 302

0610AA403

島崎彦人 , 福島路生 , 野原精一： メ コ ン川流域の地理空間データベースの構築 , 第 18 回地理情報システ
ム学会学術研究発表大会 , 新潟 , 2009/10, プロ グ ラ ム , 3C-5

0610AA403

Shimizu A.：Comparison of dust extinction coefficient inferred from lidar and surface particle mass concentration,
Int.Symp.Atmos.Light Scattering Remote Sensing, Xi'an, 2009/7, Abstracts, 53-54

0711AE458

Yumimoto K.(*1),Uno I.(*1),Eguchi K.(*1),Takemura T.(*1),Liu Z.(*2),Shimizu A.,Sugimoto
N.(*1Res.Inst.Appl.Mech.Kyushu Univ.,*2NIA)：Elevated Large-Scale Dust Veil Originated in the Taklimakan
Desert: Intercontinental transport and 3-dimensional structure captured by CALIPSO and regional and global
models, Int.Symp.Atmos.Light Scattering Remote Senging, Xi'an, 2009/7, Abstracts, 64

0608BA487

Shimizu A.,Sugimoto N.,Matsui I. ： Data production in NIES lidar network, AOGS 6th Annu.Meet.2009,
Suntec(Singapore), 2009/8, Abstracts

0709AE500
0709AE389
0711AE458

清水厚 , 松井一郎 , 杉本伸夫： 日本国内における 黄砂重量濃度と ラ イ ダー観測によ る 消散係数と の関係 ,
日本気象学会 2009 年度秋季大会 , 福岡 , 2009/11, 同講演予稿集 , 477

0810CD008
0911BA005
0711AE458

Shimizu A.,Matsui I.,Nishizawa T.,Sugimoto N.：A lidar network for cloud and aerosol observations in Asia, 4th
Jpn.-China-Korea Jt.Conf.Meteorol., Tsukuba, 2009/11, Abstracts, 87

0913BA004
0911BA005
0810CD008
0711AE458
0610AA401

清水厚 , 松井一郎 , 杉本伸夫 ： アジア域ラ イ ダーネ ッ ト ワーク によ る雲 ・ 黄砂 ・ 汚染粒子の広域立体分
布モニタ リ ング , 第 44 回光波センシング技術研究会 , 東京 , 2009/12, 同予稿集 , 49-54

0812CD003
0913BA004
0911BA005
0810CD008
0610AA401

Shimizu H.,Ito S.,Sasakawa H.,Yagasaki Y.,Xu Z.,Zou C.,Chen L.J.(*1),Zheng Y.R.(*1),Tian
J.L.(*1)(*1Chin.Acad.Sci.) ： Response of seven key plant species grown at semi-arid regions in China to water
stressed environment and developing a functional-structural plant model, CAS-JSPS Core Univ.Program China-
Jpn.Jt.Open Semin.Combating Desertification Dev.Inland China Year 2009, Yangling, 2009/9, Abstracts, 75-76

0709CD581
0610AA401
0103BA001
0406BA405
0709BA513

清水英幸 , 森淳子 (*1), 伊藤祥子 (*1 長崎県環境保健研セ ) ： 長崎県北部高地における水稲葉枯症 と その
発症要因 , 第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 , 2009/9, 同講演要旨集 , 177-178

0911AH004
0608BC597

Kamimura M.(*1),Araki N.(*1),Hamaguchi T.(*2),Yamazaki S.(*2),Syutsubo K.,Yamaguchi T.(*3)(*1Kagaoka
Natl.Coll.Technol.,*2Kochi Natl.Coll.Technol.,*3Nagaoka Univ.Technol.) ： Analysis of denitrifying community
structure in a combined system of Two-step UASB reactor reactor and aerobic biofilm reactor, Int.Symp.Green
Technol.Global Carbon Cycle Asia, Nagaoka, 2009/3, Proceedings, 197

0608AG506

Furukawa M.(*1),Aoki M.(*1),Syutsubo K.,Yamaguchi T.(*2),Araki N.(*1)(*1Kagaoka Netl.Coll.Technol.,
*2Nagaoka Univ.Technol.) ： Changes in methanogenic population during low temperature operation of an
anaerobic bio-reacotor, Int.Symp.Green Technol.Global Carbon Cycle Asia, Nagaoka, 2009/3, Proceedings,
196

0608KA954
0608AG506
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Wada K.(*1),Murota R.(*1),Sumino H.(*1),Harada H.(*2),Ohashi A.(*3),Syutsubo K.(*1Gifu
Natl.Coll.Technol.,*2Tohoku Univ.,*3Horoshima Univ.) ： Treatment of sewage by an anaerobic down-flow
hanging sponge(AnDHS) reactor, Int.Symp.Green Technol.Global Carbon Cycle Asia, Nagaoka, 2009/3,
Proceedings, 191

0608KA954
0608AG506

Oiwa Y.(*1),Sumino H.(*1),Harada H.(*2),Syutsubo K.,Ohashi A.(*3)(*1Gifu Natl.Coll.Technol.,*2Tohoku
Univ.,*3Hiroshima Univ.)：Post treatment of a DHS reactor nitrified secoundary effluent in a sulfur autotrophic
denitrification reactor, Int.Symp.Green Technol.Global Carbon Cycle Asia, Nagaoka, 2009/3, Proceedings, 190

0608AG506

Hiraoka T.(*1),Yamaguchi T.(*2),Nagano A.(*3),Kawai T.(*4),Suzuki M.(*5),Syutsubo K.,Yamazaki
S.(*6),Araki N.(*7)(*1Nagaoka Univ.Technol.,*2Nagaoka Univ.Technol.,*3Sanki Engn.,*4Mitsui Sugar,
*5Muromachi Technos,*6Kochi Natl.Coll.Technol.,*7Nagaoka Natl.Coll.Technol.) ： Treatment of molasses
based wastewater by anaerobic/aerobic system, Int.Symp.Green Technol.Global Carbon Cycle Asia, Nagaoka,
2009/3, Proceedings, 180

0608AG506

Ohtsuka Y.(*1),Kubota K.(*2),Kawakami S.(*1),Yamaguchi T.(*1),Syutsubo K.,Harada H.(*2),Araki
N.(*3)(*1Nagaoka Univ.Technol.,*2Tohoku Univ.,*3Nagaoka Natl.Coll.Technol.)：Detection of mRNA in sulfate
reducing bacteria from sludge sample by fluorescence in situ hybridization of oligonucleotide probes,
Int.Symp.Green Technol.Global Carbon Cycle Asia, Nagaoka, 2009/3, Proceedings, 179

0608AG506

Ohya A.(*1),Yamaguchi T.(*1),Syutsubo K.,Yoneyama Y.(*2),Araki N.(*3),Uemura S.(*4),Hrada
H.(*5)(*1Nagaoka Univ.Technol.,*2Ebara,*3Nagaoka Natl.Coll.Technol.,*4Kisarazu Natl.Coll.Technol.,
*5Tohoku Univ.) ： Evaluation of removal efficiency and sludge property in a UASB reactor treating sewage at
moderate condition, Int.Symp.Green Technol.Global Carbon Cycle Asia, Nagaoka, 2009/3, Proceedings, 175

0608KA018

Nagai H.(*1),Sato K.(*1),Watanabe T.(*1),Choeisai P.K.(*2),Syutsubo K.,Ohashi A.(*3),Kawahara S.(*1),
Yamaguchi T.(*1)(*1Nagaoka Univ.Technol.,*2Khon Kaen Univ.,*3Hiroshima Univ.)：Development of Resource
Recovery system for DPNR wastewater, Int.Symp.Green Technol.Global Carbon Cycle Asia, Nagaoka, 2009/3,
Proceedings, 168

0608AG506

永田将弘 (*1), 佐瀬信哉 (*1), 山口隆司 (*1), 珠坪一晃 , 荒木信夫 (*2), 長野晃弘 (*3)(*1 長岡技科大 ,*2 長
岡高専 ,*3 三機工 ) ： バイオエタ ノ ール製造廃水の UASB+DHS によ る有機物除去 , 第 27 回土木学会関
東支部新潟会研究調査発表会 , 新潟 , 2009/11, 同要旨集 , 404-405

0911AG001

佐瀬信哉 (*1), 永田将弘 (*1), 山口隆司 (*1), 珠坪一晃 , 長野晃弘 (*2), 荒木信夫 (*3)(*1 長岡技科大 ,*2 三
機工 ,*3 長岡高専 )：UASB と DHS を用いた糖蜜系廃水処理における窒素除去の評価 , 第 27 回土木学会
関東支部新潟会研究調査発表会 , 新潟 , 2009/11, 同要旨集 , 406-407

0911AG001

熊倉真也 (*1), 佐藤浩太 (*1), 渡邉高子 (*1), 山口隆司 (*1), 珠坪一晃 (*1 長岡技科大 )：天然ゴム ラ テ ッ ク
スの脱タ ンパク質化に伴 う 製造工程廃液の処理 , 第 27 回土木学会関東支部新潟会研究調査発表会 , 新
潟 , 2009/11, 同要旨集 , 432-433

0608AG506

Matsuura N.(*1),Hatamoto M.(*2),Sumino H.(*3),Syutsubo K.,Yamaguchi T.(*1),Ohashi A.(*2)(*1Nagaoka
Univ.Technol.,*2Hiroshima Univ.,*3Gifu Natl.Coll.Technol.)：Closed DHS system to prevent dissolved methane
emitting as greenhouse gas in anaerobic wastewater treatment by its recovery and biological oxidation, 3rd IWA-
ASPIRE Conf.Exhib., Taipei, 2009/10, Proceedings, STD5-0-4

0810AE004

Pattanauwat N.(*1),Kawai T.(*2),Nagai Y.(*2),Nakajima H.(*2),Syutsubo K.,Choeisai P.(*3),Araki N.(*4),
Yamazaki S.(*5),Harada H.(*6),Yamaguchi T.(*7)(*1Nagoya Univ.,*2Mitsui Sugar,*3Khon Kaen Univ.,
*4Nagaoka Natl.Coll.Technol.,*5Kochi Natl.Coll.Technol.,*6Tohoku Univ.,*7Nagaoka Univ.Technol.) ：
Development of combined two-Phase UASB and DHS system for the treatment of molasses spentwash
wastewater, 3rd IWA-ASPIRE Conf.Exhib., Taipei, 2009/10, Proceedings, M1-0-3

0809LA001
0911AG001

珠坪一晃 ,Yoochatchaval W., 窪田恵一 , 熊倉真也 (*1), 山口隆司 (*1), 谷川大輔 (*2), 久保田健吾 (*2), 原田
秀樹 (*2)(*1 長岡技科大 ,*2 東北大院 )：パームオイル製造廃液 (POME) の嫌気分解特性の評価 , 第 46 回
環境工学研究フ ォーラ ム , 高崎 , 2009/11, 同講演集 , 105-107

0911AG001
0810BD003

佐藤浩太 (*1), 熊倉真也 (*1), 山下拓也 (*1), 山口隆司 (*1),Choeisai P.K.(*2), 珠坪一晃 (*1 長岡技科大 ,
*2Khon Kean Univ.) ： 2 槽式 UASB と DHS によ る高濃度硫酸塩含有天然ゴム廃液の処理特性及び生物安
定池法と の比較 , 第 44 回日本水環境学会年会 , 福岡 , 2010/3, 同講演集 , 61

0911AG001

永田将弘 (*1), 佐瀬信哉 (*1), 杉江恒彦 (*1),Rossetto L.(*1), 高橋優信 (*1), 山口隆司 (*1), 荒木信夫 (*2),
珠坪一晃 , 長野晃弘 (*3)(*1 長岡技科大 ,*2 長岡高専 ,*3 三機工 ) ： UASB/DHS プロセスによ るバイオエ
タ ノール製造廃水処理 , 第 44 回日本水環境学会年会 , 福岡 , 2010/3, 同講演集 , 62
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大矢明子 (*1), 高橋優信 (*1), 山口隆司 (*1), 珠坪一晃 , 米山豊 (*2), 荒木信夫 (*3), 井口晃徳 (*4), 原田秀
樹 (*4)(*1 長岡技科大 ,*2 荏原エンジニア リ ングサービ ス ,*3 長岡高専 ,*4 東北大 ) ： 長期連続運転の下
水処理UASB リ ア ク ターの保持汚泥特性の評価, 第44回日本水環境学会年会, 福岡, 2010/3, 同講演集, 66
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0608KA018

川内真 (*1), 久保田健吾 (*1), 谷川大輔 (*1), 李玉友 (*1), 原田秀樹 (*1), 珠坪一晃 , 山口隆司 (*2), 関口勇
地 (*3)(*1 東北大院 ,*2 長岡技科大 ,*3 産総研 )：パームオイル圧搾廃液 (POME) を処理する嫌気性ラ グー
ンの微生物群集構造 , 第 44 回日本水環境学会年会 , 福岡 , 2010/3, 同講演集 , 272

0911AG001
0810BD003

松浦哲久 (*1), 山口隆司 (*1), 角野晴彦 (*2), 珠坪一晃 , 幡本将史 (*3), 大橋晶良 (*3)(*1 長岡技科大 ,*2 岐
阜高専 ,*3 広島大 ) ： 嫌気性処理水に溶存する メ タ ンガスの大気放散防止技術 , 第 44 回日本水環境学会
年会 , 福岡 , 2010/3, 同講演集 , 297

0608AG506

平岡大雅 (*1), 山口隆司 (*1), 長野晃弘 (*2), 河合俊和 (*3), 鈴木雅人 (*4), 珠坪一晃 , 山崎慎一 (*5), 荒木
信夫 (*6)(*1 長岡技科大 ,*2 三機工 ,*3 三井製糖 ,*4 ム ロマチテ ク ノ ス ,*5 高知高専 ,*6 長岡高専 )：バイ
オエタ ノール製造工程廃水の生物学的処理に関する研究 , 第 44 回日本水環境学会年会 , 福岡 , 2010/3,
同講演集 , 380

0809LA001
0911AG001

佐瀬信哉 (*1), 窪田恵一 (*1), 山口隆司 (*1), 珠坪一晃 ,Yoochatchaval W.,Choeisai P.K.(*2), 角野晴彦 (*3)(*1
長岡技科大 ,*2 コ ンケン大 ,*3 岐阜高専 ) ： 糖蜜系模擬廃水の適切処理法の検討 , 第 44 回日本水環境学
会年会 , 福岡 , 2010/3, 同講演集 , 382
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ターによ る メ タ ノール含有排水処理の適用性評価 , 第 44 回日本水環境学会年会 , 福岡 , 2010/3, 同講演
集 , 695
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青木仁考 (*1), 荒木信夫 (*1), 大塚勇輝 (*2), 珠坪一晃 , 長野晃弘 (*3), 山口隆司 (*2)(*1 長岡高専 ,*2 長岡
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年会 , 福岡 , 2010/3, 同講演集 , 707

0608AG506

Xu K-Q.,Ebie Y.,Jimbo Y.,Inamori Y.(*1),Sudo R.(*2)(*1Fukushima Univ.,*2Tohoku Univ.) ： Measures and
policies against the eutrophication for lake water quality in Japan, 13th World Lake Conf., Wuhan(China), 2009/
11, Abstracts, 310

0911BE003
0610AB519
0610AA402

徐開欽 , 李東烈 , 蛯江美孝 , 稲森悠平 (*1)(*1 福島大 )： 水素・ メ タ ン二段発酵・ 高度水処理技術の開発 ,
第 12 回日本水環境学会シンポジウ ム , 東京 , 2009/9, 同講演集 , 85-86

0610AA402
0610AA204
0610AB519
0610AA203

稲森悠平 (*1), 稲森隆平 (*1), 菅原崇聖 (*1), 徐開欽 , 佐野彰 , 鈴木栄一 (*2), 近藤宗浩 (*3)(*1 福島大 ,*2
フジ ク リ ーン工 ,*3 日化 メ ンテナン ス ) ： 低炭素社会型対応高度分散型水処理技術 ・ 管理システムの開
発 , 第 12 回日本水環境学会シンポジウ ム , 東京 , 2009/9, 同講演集 , 87-88

0610AA402
0610AB519

稲森隆平 (*1), 林紀男 (*2), 徐開欽 , 稲森悠平 (*1)(*1 福島大 ,*2 千葉県中央博 ) ： 沈水植物 ・ フ ロー ト 浄
化技術の水生動物共存機能の効果解析 , 日本水処理生物学会 第 46 回大会 , 高知 , 2009/11, 日本水処理
生物学会誌 , 80

0610AA204

鈴木理恵 (*1), 徐開欽 , 稲森隆平 (*2), 林紀男 (*3), 大内山高広 (*4), 稲森悠平 (*2)(*1 茨城県薬剤師会 ,*2
福島大 ,*3 千葉県中央博 ,*4 エコ ・ ク リ エイ テ ィ ブジャパン ) ： フ ロー ト 式水耕栽培浄化法における沈
水植物 ・ 水生動物によ る水質改善効果の解析 , 日本水処理生物学会 第 46 回大会 , 高知 , 2009/11, 日本
水処理生物学会誌 , 81

0610AA204

Xu K-Q.,Liu C-X.(*1),Ebie Y.,Inamori Y.(*2)(*1Chin.Acad.Sci.,*2Fukushima Univ.) ： Treatment performance
of a combined constructed wetland system and its greenhouse gases emission, AGU 2009 Fall Meet., San
Francisco, 2009/12, Abstracts, B11A-0478

0610AA402
0609BY923
0610AA204

稲森隆平 (*1), 林紀男 (*2), 徐開欽 , 稲森悠平 (*1)(*1 福島大 ,*2 千葉県中央博 ) ： 有害 ミ ズ メ イガ等捕食
者水生動物の沈水植物再生復元のための存在効果機能解析評価 , 第 44 回日本水環境学会年会 , 福岡 ,
2010/3, 同講演集 , 253

0610AB519

鈴木理恵 (*1), 林紀男 (*2), 徐開欽 , 稲森隆平 (*3), 稲森悠平 (*3)(*1 茨城県薬剤師会公衆衛検査セ ,*2 千
葉県中央博 ,*3 福島大 ) ： フ ロー ト 式水耕栽培 ・ 沈水植物浄化法における季節変動を考慮し た浄化機能
比較解析 , 第 44 回日本水環境学会年会 , 福岡 , 2010/3, 同講演集 , 254

0610AB519
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大島長 (*1), 小池真 (*1),Chen G.(*2), 近藤豊 (*2), 竹川暢之 (*2), 宮崎雄三 (*2),Blake D.R.(*3), 白井知子 ,
北和之 (*4), 川上修司 (*5) 他 (*1 東大 ,*2NASA,*3 東大先端研 ,*4 茨城大 ,*5JAXA/EORC) ： 春季西太平
洋域におけるオゾンの光化学的生成 ( 人為的窒素酸化物の輸送と その影響 ), 第 15 回大気化学シンポジ
ウ ム , 豊川 , 2005/1, 同予稿集 , 74-77

阿部桃子 (*1), 近藤豊 (*1), 宮崎雄三 (*1), 竹川暢之 (*1), 駒崎雄一 (*1), 桑田幹哲 (*1), 畠山史郎 , 小池真
(*2), 北和之 (*3), 白井知子 他 (*1 東大先端研 ,*2 東大 ,*3 茨城大 )：都市大気起源 SO2, 及び NOx の酸化
に関し て 雲がも た らす影響の評価－ PEACE-C 航空機観測－ , 第 15 回大気化学シンポジウ ム , 豊川 ,
2005/1, 同予稿集 , 147-148

大島長 (*1), 小池真 (*1),Chen G.(*2), 近藤豊 (*3), 竹川暢之 (*3), 宮崎雄三 (*3),Blake D.R.(*4), 白井知子 ,
北和之 (*5), 中村尚 (*1) 他 (*1 東大院 ,*2NASA,*3 東大先端研 ,*4Univ.California,*5 茨城大 )：春季西太平
洋域におけるオゾンの光化学的生成ﾔ人為的窒素酸化物の輸送と その影響ﾕ , 日本気象学会 2005 年度春
季大会 , 東京 , 2005/5, 同講演予稿集 , 108

白井知子 , 横内陽子 , 菅田誠治 ,Maksyutov S. ： 領域気象モデル と大気中濃度観測値を利用し た東アジア
における代替フ ロ ンの排出分布推定 , 日本地球惑星科学連合 2008 年大会 , 千葉 , 2008/5, 同予稿集 ,
F118-024

0610AA401
0610AA101
0911BB001

茂木信宏 (*1), 近藤豊 (*1), 竹川暢之 (*1), 宮崎雄三 (*1), 駒崎雄一 (*2), 倉田学児 (*3), 白井知子 ,Blake
D.R.(*4), 宮川拓真 (*1), 小池真 (*5)(*1 東大先端研 ,*2JAMSTEC,*3 豊橋技科大 ,*4Univ.California,*5 東大 )：
Laser-induced incandescence(LII) によ る BC の被覆状態測定法の開発と , 都市 plume 中における BC 被覆進
行速度の解析 , 第 17 回大気化学シンポジウ ム , 豊川 , 2007/1, 同予稿集 , 39-40

0610AA401

Shirai T.,Machida T.,Matsueda H.(*1),Sawa Y.(*1),Maksyutov S.,Higuchi K.(*2)(*1MRI,*2York Univ.)：Relative
contribution of transport/flux to the seasonal vertical CO2 variability over Narita in 2007, 第 15 回大気化学
討論会 , つ く ば , 2009/10, 同講演要旨集 , 62

0610AA101

Oshima N.(*1),Koike M.(*1),Nakamura H.(*1),Kondo Y.(*2),Takegawa N.(*2),Miyazaki Y.(*2),Blake
D.R.,Shirai T.,Kita K.(*4),Chen G.(*5)(*1Tokyo Univ.,*2RCAST Univ.Tokyo,*3Univ.California,*4Ibaraki
Univ.,*5NASA) ： Asian chemical outflow to the Pacific in late spring observed during the PEACE-B aircraft
mission, Eur.Geosci.Union Gen.Assembl.2005, Vienna, 2005/4, Geophys.Res.Abstr.

白井知子 ,Maksyutov S., 町田敏暢 ： Synoptic scale variation of free tropospheric, 第 3 回航空機によ る大気
観測データ利用小委員会 , 東京 , 2007/10

0610AA101

白井知子,町田敏暢,Matsueda H.(*1),Sawa Y.(*1),Maksyutov S.,Higuchi K.(*2)(*1MRI,*2York Univ.)：Relative
contribution of transport/flux to the seasonal vertical CO2 variability over Narita, 第 6 回航空機によ る大気
観測データ利用小委員会 , 東京 , 2009/11

0610AA101

Kim D.-M.(*1),Chu H.-S.(*2),Shiraishi H.(*1Pukyong Natl.Univ.,*2Chonnam Natl.Univ.)：Numerical simulation
of perfulorinated chemicals in marine environment, 3rd Int.Workshop Perf.Comp.Environ.-Distrib.Fate-, Jung-
gu, 2008/1, Abstracts

0610SP003
0610AK545

白石寛明 ： In silico 手法によ る化学物質の生態毒性の評価 , 第 36 回日本 ト キシコ ロ ジー学会学術年会 ,
盛岡 , 2009/7, J.Toxicol.Sci., S5-3

0610SP003
0610AK513
0610AK533

白石不二雄 , 中島大介 , 鎌田亮 , 影山志保 , 小塩正朗 , 大金仁一 (*1), 滝上英孝 , 鑪迫典久 , 白石寛明 , 鈴
木規之 他 (*1 宮城県保健環境セ )：In vitro バイオア ッ セイ を用いる河川水の曝露モニタ リ ングに関する
基礎的研究－その 2 ： 全国河川水試料の年変動 (2 年間の比較 ) － , 第 18 回環境化学討論会 , つ く ば ,
2009/6, 同講演要旨集 , 620-621

0610AA301

白石不二雄 , 中島大介 , 鎌田亮 , 影山志保 , 山崎美穂 , 滝上英孝 , 小塩正朗 , 鑪迫典久 , 白石寛明 , 鈴木
規之 ： 廃棄物埋立処分場排水の酵母ア ッ セイ を用いた各種受容体結合活性の調査 , 第 18 回環境化学討
論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演要旨集 , 622-623

0610AA301

Lee B.C.(*1),Kim S.J.(*1),Yoon J.H.(*1),Choi K.H.(*1),Shiraishi F.(*1Natl.Inst.Environ.Res.,Korea) ：
Application of modified Yeast two-hybrid system on Environmental Water, 18th Symp.Environ.Chem.( 第 18 回
環境化学討論会 ), Tsukuba, 2009/6, Abstracts, 874-875

0610AK545

白石不二雄 ： バイオア ッ セイ応用の 近の動向－環境モニタ リ ングへの適用－ , 第 21 回日本内分泌撹
乱化学物質学会講演会 , 東京 , 2009/6, 同講演要旨集 , 1-10

0610AK545

白石不二雄 , 中島大介 , 鎌田亮 , 影山志保 , 小塩正朗 , 鑪迫典久 , 滝上英孝 , 白石寛明 , 鈴木規之 ： 廃棄
物埋立処分場排水と その排出河川域における ホルモン受容体結合活性の調査研究 , 第 15 回日本環境毒
性学会 ・ バイオア ッ セイ研究会合同研究発表会 , 東京 , 2009/10, 同講演要旨集 , 27

0610AA301
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白石不二雄 , 中島大介 , 鎌田亮 , 影山志保 , 滝上英孝 , 永洞真一郎 (*1), 佐久間隆 (*2), 渡邊英治 (*3), 白
石寛明 , 鈴木規之 他 (*1 北海道環科研セ ,*2 宮城県保環セ ,*3 山形県環科研セ ) ： 国内の大気粉じんの
ア リ ルハイ ド ロ カーボン受容体 (AhR) 結合活性について , 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 12 回研究発
表会 , 東京 , 2009/12, 同研究発表会要旨集 , 109

0610AK545

大井川はるな (*1), 高村岳樹 (*1), 白石不二雄 (*1 神奈川工大 ) ： 相模川水系における環境ホルモン活性
物質の検索 , 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 12 回研究発表会 , 東京 , 2009/12, 同研究発表会要旨集 , 89

0610AK545

寺崎正紀 (*1), 白石不二雄 , 牧野正和 (*1)(*1 静岡県大院 )： Yeast two-hybrid assay によ り 検出さ れる 下水
処理水中の甲状腺ホルモン活性： 前処理法の検討 , 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 12 回研究発表会 ,
東京 , 2009/12, 同研究発表会要旨集 , 80

0610AK545

ア リ ン ソ ン真由美 (*1), 白石不二雄 , 中島大介 , 鎌田亮 ,Pettigrove V.(*2),Allison G.(*1)(*1DPI Victoria,
*2Melbourne Water) ： オース ト ラ リ アビ ク ト リ ア州の河川と汽水のホルモン活性 , 日本内分泌攪乱化学
物質学会 第 12 回研究発表会 , 東京 , 2009/12, 同研究発表会要旨集 , 58

0610AK545

Qin X.,Zaha H.,Yoshinaga J.(*1),Yonemoto J.,Sone H.(*1Univ.Tokyo) ： Association of AHR-and ESR1-
responsive gene variations with susceptibility to endocrine-disrupting chemicals in risk of male genital disorders,
29th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2009, Beijing, 2009/8, Organohalogen Compd., 372-
376

0911BD004

Qin X.,Zaha H.,Nagano R.,Yonemoto J.,Sone H.,Yoshinaga J.(*1)(*1Univ.Tokyo) ： Estrogenic activities of
endocrine-disrupting chemicals and their effects on male genital disorders related genes expression, 日本内分
泌攪乱化学物質学会 第 12 回研究発表会 , 東京 , 2009/12, 同研究発表会要旨集 , 180

0911BD004

神保有亮 , 蛯江美孝 , 稲森悠平 (*1), 徐開欽 (*1 福島大 ) ： 人工湿地法によ る液状廃棄物の処理特性 と
GHG 産生特性解析 , 第 1 回日本湿地学会大会 ( 学術報告会 ), 東京 , 2009/9

0610AA204

神保有亮 , 蛯江美孝 , 稲森悠平 (*1), 徐開欽 (*1 福島大 )：人工湿地によ る生活排水処理特性と CH4, N2O
ガス発生特性解析 , 日本水処理生物学会 第 46 回大会 , 高知 , 2009/11, 日本水処理生物学会誌 , 37

0610AA204

神保有亮 , 蛯江美孝 , 稲森悠平 (*1), 徐開欽 (*1 福島大 ) ： 流下方式の異なる人工湿地によ る排水処理特
性と GHG 排出量の季節変動に関する解析 , 第 44 回日本水環境学会年会 , 福岡 , 2010/3, 同講演集 , 106

0610AA204

菅田誠治 , 秋吉英治 , 中村哲 , 神沢博 (*1)(*1 名古屋大院 )： 北半球冬季成層圏極渦の孤立性の年々変動 ,
日本気象学会 2009 年度秋季大会 , 福岡 , 2009/11, 同講演予稿集 , 72

0709BA375
0913AE005
0610FP015

勝又政和 (*1), 数村公子 (*1), 竹内彩乃 (*1), 小林隆 (*1), 菅谷芳雄 (*1 浜松ホ ト ニ ク ス )：生物微弱発光に
よ る藻類に対する化学物質毒性の迅速評価法の開発 , 第 15 回日本環境毒性学会 ・ バイオア ッ セイ研究
会合同研究発表会 , 東京 , 2009/10, 同講演要旨集 , 65

0610AK484

菅谷芳雄 ： OECD 試験ガイ ド ラ イ ン 211( オオ ミ ジン コ繁殖毒性試験 ) をめぐ る 近の動向－あ ら たな
改訂提案－ , 第 15 回日本環境毒性学会 ・ バイオア ッ セイ研究会合同研究発表会 , 東京 , 2009/10, 同講
演要旨集 , 70-71

0909BY014
0610AK484

杉田考史 , 林田佐智子 (*1), 香川晶子 (*2)(*1 奈良女大 ,*2 富士通エフア イ ピー)：硝酸塩素の変化からみ
た硝酸三水和物によ る異相反応速度 , 日本気象学会 2009 年度秋季大会 , 福岡 , 2009/11, 同講演予稿集 ,
473

0709BA375
0808AF001

杉田考史 , 河本望 (*1), 中島英彰 , 秋吉英治 , 神沢博 , 横田達也 , 笹野泰弘 (*1NASDA/EORC)：ILAS で観
測された北極極渦消滅後の微量成分分布 , 第 11 回大気化学シンポジウ ム , 豊川 , 2001/1, 同プロ グ ラ ム

0103BA163

Sugita T.,Hayashida S.(*1),Kasai Y.(*2),Terao Y.(*1Nara Women's Univ.,*2NICT) ： Quantitative evaluations
of inorganic chlorine chemistry in the stratosphere using a photochemical model, SMILES Int.Workshop 2010,
Sagamihara, 2010/3, Program

0808AF001

Sug imoto  N. ,Sh im izu  A . ,Matsu i  I . ,N i sh i zawa  T . ,Hara  Y . ,Uno  I . ( *1 ) ,Yumimoto
K.(*1)(*1Res.Inst.Appl.Mech.Kyusyu Univ.) ： Lidar network for observing tropospheric aerosols in East Asia,
EarthCARE Workshop 2009, Kyoto, 2009/6, Abstracts, 21

0610CC995
0610AA401
0608BA487

Sugimoto N.,Matsui I.,Shimizu A.,Nishizawa T.,Hara Y.,Tatarov B.,Uno I.(*1),Yumimoto K.(*1),Wang
Z.(*2),Wang Y.(*3) et al.(*1Res.Inst.Appl.Mech.Kyusyu Univ.,*2Inst.Atmos.Phys.,*3China-Jpn.Friendship
Cent.Prot.,*4Anhui Inst.Opt.Fine Mech.) ： Lidar network for observing tropospheric aerosols in East Asia,
Int.Symp.Atmos.Light Scattering Remote Sensing, Xi'an, 2009/7, Abstracts, 50-52

0911BA005
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Kobayashi T.(*1),Sugimoto N.(*1Univ.Fukui)：Multi-parameter observation of aerosol and clouds by the High-
spectral resolution lidar with depolarization measurement, Int.Symp.Atmos.Light Scattering Remote Sensing,
Xi'an, 2009/7, Abstracts, 110-111

0810BD002

Sugimoto N.,Matsui I.,Shimizu A.,Nishizawa T.,Hara Y.,Uno I.(*1),Yumimoto K.(*1),Wang Z.(*2),Wang
Y.(*3),Yoon S.(*4) et al.(*1Res.Inst.Appl.Mech.Kyusyu Univ.,*2Inst.Atmos.Phys.,*3China-Jpn.Friendship
Cent.Prot.,*4Seoul Natl.Univ.,*5Inst.Meteorol.Hydrol.) ： Lidar network observations and Validation/
Assimilation of dust transport models, Int.Workshop Miner.Aerosol Its Impacts Clim.Environ.(CAS-TWAS-
WMO Forum 2009), Lanzhou, 2009/8, Abstracts, 32

0911BA005

浅井和弘 (*1), 斉藤保典 (*2), 杉本伸夫 (*1 東北工大 ,*2 信州大 ) ： 衛星搭載 ・ 植生ラ イ ダーﾓ LOVES ﾓ－
炭素 ・ 水循環システムの理解を深める植生情報 - 樹冠高さ - 雲 ・ エア ロ ゾル情報の同時観測－ , 第 27
回レーザセンシングシンポジウ ム , 那須 , 2009/9, 同予稿集 , 6-9

0709AE404

杉本伸夫 , 松井一郎 , 清水厚 , 西澤智明 , 原由香里：NIES ラ イ ダーネ ッ ト ワークの現状と戦略 , 第 27 回
レーザセンシングシンポジウ ム , 那須 , 2009/9, 同予稿集 , 96-97

0911BA005

杉本伸夫 , 清水厚 , 松井一郎 , 西澤智明 , 鵜野伊津志 (*1), 弓本桂也 (*1)(*1 九大応用力研 )： ラ イ ダーネッ
ト ワ ーク と CALIPSO 衛星搭載ラ イ ダーによ る 黄砂の観測 , 第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 , 2009/9, 同
講演要旨集 , 158

0911BA005

Sugimoto N.,Matsui I.,Shimizu A.,Nishizawa T.,Hara Y.,Uno I.(*1),Wang Z.(*2),Wang Y.(*3),Xie C.(*4),Yoon
S-C.(*5) et al.(*1Res.Inst.Appl.Mech.Kyushu Univ.,*2Inst.Atmos.Phys.,*3China-Jpn.Frendship
Cent.Environ.Prot.,*4Anhui Inst.Opt.Fine Mech.,*5Seoul Natl.Univ.)：Lidar network for observing tropospheric
aerosols in East Asia, 4th Jpn.-China-Korea Jt.Conf.Meteorol., Tsukuba, 2009/11, Abstracts, 218

0610AA401
0812CD003
0911BA005
0610FP015

Sugimoto N.,Shimizu A.,Nishizawa T.,Matsui I.,Tatarov B.,Uchino O.,Nakane H. ： Recent studies on
tropospheric and stratospheric aerosols and ozone using lidars, 5th Workshop Lidar Meas.Lat.Am., Buenos
Aires, 2009/11

0810AC002
0812CD002
0911BA005
0610AA401
0610FP015

鈴木純子 , 石堂正美 ： ラ ッ ト 神経幹細胞を用いた ト リ ブチルスズの発生毒性評価 , メ タ ロチオネイ ンお
よび メ タルバイオサイエン ス研究会 2009, 東京 , 2009/10, 同講演要旨集 , 71

0610AA302
0608ZZ569

鈴木純子 , 石堂正美 ： p- ニ ト ロ ト ルエンによ る ラ ッ ト パーキン ソ ン病モデル , 第 32 回日本神経科学大
会 (Neuroscience 2009), 名古屋 , 2009/9, 同予稿集 , P1-k16

0610AA302
0608ZZ569

鈴木純子 , 石堂正美 ： ラ ッ ト 培養神経幹細胞を活用し た環境化学物質の影響評価 , 日本内分泌撹乱化学
物質学会 第 12 回研究発表会 , 東京 , 2009/12, 同研究発表会要旨集 , 40

0610AA302
0608ZZ569

鈴木純子 , 石堂正美 ： ロ テ ノ ン及びビ ス フ ェ ノール A によ る ラ ッ ト 中脳胞由来神経幹細胞の移動阻害 ,
日本内分泌攪乱化学物質学会 第 12 回研究発表会 , 東京 , 2009/12, 同研究発表会要旨集 , 114

0610AA302
0608ZZ569

鈴木武博 , 高本沙代子 , 野原恵子 ： ダ イオキシン毒性発現の臓器特異性と ヒ ス ト ン修飾と の関連 , 第 ３
回日本エピジェネテ ィ ク ス研究会年会 , 東京 , 2009/5, 同要旨集 , 81

0911AE001
0710AG333
0910CD004

鈴木武博 , 高本沙代子 , 野原恵子 ： ダ イオキシンによ るエピジェネテ ィ ッ ク修飾持続性の臓器特異性の
検討 , 第 32 回日本分子生物学会年会 , 横浜 , 2009/12, 同予稿集 , 472

0911AE001
0809BD003
0910CD004
0710AG333

鈴木規之 , 今泉圭隆 , 櫻井健郎 , 田邊潔 , 柴田康行 , 白石寛明 ： 多媒体モデルを用いた水銀動態の解析 ,
第 18 回環境化学討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演要旨集 , 306-307

0610AA301

村澤香織 , 鈴木規之 , 櫻井健郎 , 松橋啓介 , 田邊潔 , 森口祐一 , 中杉修身 , 森田昌敏 ： 環境ホルモンによ
る水系単位の水質予測のための河川構造データベース化 , 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 4 回研究発
表会 , つ く ば , 2001/12, 同研究発表会要旨集 , 465-465

0105AA169

鈴木規之 , 村澤香織 , 櫻井健郎 , 松橋啓介 , 田邊潔 , 森口祐一 , 中杉修身 , 森田昌敏 ： 環境ホルモン等の
曝露評価のためのグ リ ッ ド－流域複合多媒体モデルの定式化 , 日本内分泌攪乱化学物質学会 第 4 回研
究発表会 , つ く ば , 2001/12, 同研究発表会要旨集 , 466

0105AA169

Suzuki N.,Nansai K.,Cao H.B.,Sakurai T.,Matsuhashi K.,Moriguchi Y.,Tanabe K.,Nakasugi O.,Morita M. ：
Assessment of the geographical variability of the levels and fate by geo-referenced G-CIEMS multimedia model
for selected chemicals, SETAC Eur.14th Annu.Meet., Prague, 2004/4, Abstracts, 158

0105AA169
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Suzuki N.,Sakurai T.,Moriguchi Y.,Tanabe K.,Shibata Y.,Morita M. ： Transport and fate characteristics of
persistent organic chemicals around geo-referenced Japanese environment by spatially-resolved/geo-
referenced model(G-CIEMS) methodology, 24th Int.Symp.Halogenat.Environ.Org.Pollut.POPs; DIOXIN 2004,
Berlin, 2004/9, Organohalogen Compd., 2392-2397

0305AE496
0105AE173
0105AA169

鈴木規之 , 李文淳 , 櫻井健郎 , 森口祐一 , 田邊潔 , 白石寛明 , 森田昌敏 ： GIS 多媒体モデルによ る空間平
均 PEC( 予測環境濃度 ) を用いた人および生態曝露評価手法 , 第 14 回環境化学討論会 , 大阪 , 2005/6, 同
講演要旨集 , 172-173

0105AA169

Strassmann K.,Plattner G.K.(*1),Joos F.(*1),Emori S.(*1Univ.Bern) ： Millenial extensions of Representative
Concentration Pathway placeholder scenarios: long term implications of 21st century choices, 日本気象学会
2009 年度秋季大会 , 福岡 , 2009/11, 同講演予稿集 , 120

0610AA103

Strassmann K.,Plattner G.K.(*1),Joos F.(*2),Emori S.(*1Univ.Bern,*2Clim.Environ.Phys.) ： Long term
implications of 21st century choices: Millenial extensions of RCP scenarios, AGU 2009 Fall Meet., San
Francisco, 2009/12, Abstracts

0610AA103

Sunaga A.,Nojiri Y.,Mukai H. ： Development of CO2 measurement system in a remote area under harsh
observation environment -a case of Mt. Fuji-, Jpn.Geosci.Union Meet.2009, Chiba, 2009/5, Abstracts

0610SP001
0909BY004

Sunaga A.,Nojiri Y.,Mukai H. ： Development of CO2 measurement system in remote areas under harsh
observation environment -a case of Mt.Fuji, 15th WMO/IAEA Meet.Experts Carbon Dioxide,Other
Greenhouse Gases,Related Tracer Meas.Tech., Jena, 2009/9, Abstracts

0610SP001
0909BY004

須永温子 , 向井人史 , 野尻幸宏：富士山頂における CO2 連続測定－無人越冬観測の開始－ , 平成 21(2009)
年度富士山測候所利活用に関する成果報告会 , 東京 , 2010/1, 2009 年 研究テーマ と速報

0909BY004
0610SP001

瀬戸繭美 , 半藤逸樹 (*1)(*1 愛媛大沿岸環境科セ )：植物プラ ン ク ト ンにおける残留性有機汚染物質の生
物濃縮に見られる非線形性 , 第 19 回日本数理生物学会年会 , 東京 , 2009/9, 同講演要旨集 , P53

0911AK001

瀬戸繭美 ： 淡水生態系における生物の環境構築によ る生態系の安定化 と レジームシフ ト , 第 36 回生態
リ ス ク COE 公開講演会 , 横浜 , 2009/12

0610AA304

瀬戸繭美 , 高村典子 , 巌佐庸 (*1)(*1 九大 )：The effect of submerged and floating macrophytes on algal bloom
in shallow lake, Jt.Symp.Young Sci.Ehime Univ.NIES, Matsuyama, 2010/1, Abstracts, 18

0610AA304

瀬戸繭美 , 高村典子 , 巌佐庸 (*1)(*1 九大 ) ： ため池管理のための数理モデル ： 水生植物がアオコの発生
に及ぼす影響 , 第 57 回日本生態学会大会 (ESJ 57), 東京 , 2010/3, 同講演要旨集 , D1-09

0610AA304

瀬山春彦 , 峡戸孝也 (*1), 吉永淳 (*2), 田中敦 , 中村有希 (*1), 久米博 , 柴田康行 (*1 北里大 ,*2 東大 )：室
内塵に含まれる鉛含有物質のキ ャ ラ ク タ リ ゼーシ ョ ン , 第 18 回環境化学討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講
演要旨集 , 764-765

0610AE413
0608AG466

Oshchepkov S.,Bril A.,Yokota T. ： Effect of both aerosol and cloud to account for atmospheric light scattering
in application of PPDF method to space-based observation of green gases, EGU Gen.Assem.2009, Vienna,
2009/4, Abstracts

0610AA102

Oshchepkov S.,Bril A.,Morino I.,Yoshida Y.,Yokota T. ： Initial results of actual GOSAT SWIR data processing
with PPDF-based method, 6th Int.Workshop Greenhouse Gas Meas.Space(IWGGMS-6), Kyoto, 2010/1,
Abstracts, 25-26

0610AA102

Higuchi Y.(*1),Shiraki N.(*1),Zeng Q.,Mochitate K.,Yamane K.(*1),Kume K.,Kume S.(*1)(*1Kumamoto Univ.)：
Novel differentiation procedures of the mouse ES or iPS cells into pancreatic cell lineages, ISSCR 2010
Annu.Meet., Barcelona, 2009/7, Abstracts, 64

0610FP014

Shiraki N.(*1),Zeng Q.,Mochitate K.,Higuchi Y.(*1),Umeda K.(*1),Kume K.(*1),Kume S.(*1)(*1Kumamoto
Univ.) ： Efficient differentiation of mouse and human ES cells into hepatic cells using feeder free basement
membrane substratum in vitro, ISSCR 2010 Annu.Meet., Barcelona, 2009/7, Abstracts, 65

0610FP014

Sone H.,Hirano S.,Nagano R.,Akanuma h.,Imanishi S.,Fukuda T.(*1),Osako S.(*2)(*1Tohoku
Univ.,*2Univ.Tokyo) ： Gene expression signatures of environmental chemicals in cancer and developmental
disorders, 14th Biennial Meet.Soc.Free Radical Res.Int.(SFRRI 2008), Beijing, 2008/10, Abstracts, 109-110

0709BD451
0611AK518

曽根秀子 , 黄倉雅広 ： 化学物質の毒性予測及び リ ス ク評価手法確立のための基盤システムの構築 , 第 5
回バイオイ ンフ ォマテ ィ ク ス学会 オン ト ロ ジー研究会 , 東京 , 2008/10

0611AK518
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Sone H.,Okura M.,Zaha H.,Nagano R.,Akanuma H.,Yonemoto J.： Construction of the basic system to establish
an aproach for risk evaluation and toxicity prediction of chemicals using informatics, 第 18 回環境化学討論会 ,
つく ば , 2009/6, 同講演要旨集

0611AK518

曽根秀子 , 黄倉雅広 , 座波ひろ子 ： 化学物質の毒性予測及び リ ス ク評価手法確立のための基盤システム
の構築 , 第 36 回日本 ト キシコ ロ ジー学会学術年会 , 盛岡 , 2009/7, プロ グ ラ ム

0611AK518

Sone H.,Fukuda T.(*1),Yang L.(*1Tohoku Univ.) ： BPA は , p53 を介し て発がん物質に対する HMEC 細胞
の感受性を上昇する , 第 68 回日本癌学会学術総会 , 横浜 , 2009/10, プロ グ ラ ム , 54

0609DA502

曽根秀子 ： 発達期曝露を模倣し たモデル細胞系によ る小児神経発達疾患発症 メ カニズムの研究 , 第 17
回生殖 ・ 発生毒性学東京セ ミ ナー , 東京 , 2009/10, プロ グ ラ ム

0709BD451

曽根秀子 , 黄倉雅広 , 座波ひろ子 , 赤沼宏美 , 永野麗子 , 米元純三：化学物質の生体影響に関する類型化
システムを用いた毒性予測に関する研究 , 第 53 回日本薬学会関東支部会 , 坂戸 , 2009/10, 同予稿集 , 85

0611AK518

Sone H.,Imanishi S.,Okura M.,Zaha H.,Shiraishi H.,Fujimaki H.：Prenatal exposure to permethrin inhibits brain
development via disruption of vascular development in mice, CCT Meet.PPTOXII: Role of Environmental
Stressors in the Developmental Origins of Disease, Miami Beach, 2009/12, Abstracts

0610AA302

Sone H.,Yang L.,Fukuda T.(*1),Akanuma H.,Nagano R.,Zaha H.(*1Tohoku Univ.)：The effect of low dose BPA
on cell proliferation and senescence in human mammary epithelial cells, 21st Cent.Adv.Mol.Toxicol.Environ.
Chem.Pathog.Dis., Tokyo, 2009/10, Abstracts, 170

0609DA502

Dhakal S.：Major trends in urbanization and urban environment, Asia's Future: Crit.Thinking Changing Environ.,
Bangkok, 2009/3

Dhakal S. ： Understanding global carbon budget -An imperative for mitigating climate change and human
sustainability cause, 名古屋大学課程設定型ワーク シ ョ ッ プ , 名古屋 , 2009/6

0712BA340

Dhakal S. ： Our role for future low carbon society in Asia, ICLEI World Congr.2009, Edmonton, 2009/6,
Program, 14

0712BA340

Dhakal S. ： URCM activities in 2008-9, 8th Sci.Streering Comm.Meet.Global Carbon Proj., Beijing, 2009/6 0712BA340

Dhakal S. ： Activity highlights, 8th Sci.Streering Comm.Meet.Global Carbon Proj., Beijing, 2009/6 0712BA340

Dhakal S.：Urban energy use and carbon emissions from cities in China and policy implications, 8th Sci.Streering
Comm.Meet.Global Carbon Proj., Beijing, 2009/6

0712BA340

Kennedy C.(*1),Ramaswami A.(*2),Carney S.(*3),Dhakal S.(*1Univ.Toronto,*2Univ.Colorado Denver,
*3Univ.Manchester)：A protocol for city based GHG emission indices, 5th Urban Res.Symp., Marseille, 2009/6

0712BA340

Kennedy C.(*1),Ramaswami A.(*2),Carney S.(*3),Dhakal S.(*1Univ.Toronto,*2Univ.Colorado Denver,
*3Univ.Manchester) ： Urban GHG accounting, Dialogue Cities Clim.Change, Washington D.C., 2009/9

0712BA340

Dhakal S. ： Energy and transport considerations for low carbon cities, Panel Meet.: Consensus panel on low
crbon, Pretoria, 2010/2

0712BA340

Dhakal S.：Objectives and outline of the symposium, Int.Symp.Cities Carbon Manage.:Towards Enhancing Sci.-
Policy Linkages, Tokyo, 2009/11

0712BA340

Dhakal S.：Global urban energy use and urban carbon emissions with special reference to China, 第 38 回地球
温暖化研究プロ グ ラ ムセ ミ ナー , Tsukuba, 2010/1

0712BA340

Dhakal S.：Low carbon cities: Flexing the urbanization-energy-carbon nexus, UNU-IAS Semin.Ser.Low Carbon
Cities, Yokohama, 2010/2

0712BA340

Dhakal S. ： Global carbon budget and challenges for making low carbon society-Why Asia matters?,
Int.Symp.Challenge 25 Beyond Borders?: Promot.Low Carbon Soc., Kobe, 2010/1

0712BA340

Dhakal S. ： Understanding global carbon budget, Int.Workshop(Summer Course 2009), Hiroshima, 2009/8 0712BA340

Takagi H.,Maksyutov S.,Belikov D.A.,Koyama Y.,Matsuzawa K.(*1),Kunishima W.(*1)(*1Adv.Soft) ： Inverse
modeling system for operational processing of the GOSAT Level 4A regional CO2 flux data product, AGU 2009
Fall Meet., San Francisco, 2009/12, Abstracts

0610AL917
0610AA102

Takagi H.,Maksyutov S.,Koyama Y.,Belikov D.,Matsuzawa K.(*1),Kunishima W.(*1)(*1Advance Soft) ： Inverse
modeling system for operational processing of the GOSAT level 4A regional CO2 flux data product, 6th
Int.Workshop Greenhouse Gas Meas.Space(IWGGMS-6), Kyoto, 2010/1, Abstracts, 44

0610AL917
0610AA102
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高澤嘉一 , 吉兼光葉 , 田中敦 , 田邊潔 , 柴田康行 , 森田昌敏 (*1)(*1 愛媛大 )：国内沿岸域における二枚貝
を用いた POPs モニ タ リ ング , 第 18 回環境化学討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演要旨集 , 172-173

0810BA008

西野貴裕 (*1), 舟久保千景 (*1), 佐々木裕子 (*1), 高澤嘉一 , 柴田康行 , 高島佑一 (*2), 小俣貴寛 (*2), 北野
大 (*2)(*1 東京都環境科研 ,*2 明治大院 ) ： 下水 , 排水中有機フ ッ素化合物の分析方法に関する検討 , 第
18 回環境化学討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演要旨集 , 548-549

0911AH002

Shiozaki T.(*1),Kashima Y.(*1),Matsumoto K.(*1),Otake M.(*1),Sina C.(*2),Yuwatini E.(*3),Takazawa
Y.,Phanthavongsa S.(*4),Yunus M.F.(*5),Shibata Y. et al.(*1Jpn.Environ.Sanitation Cent.,*2Minist.Environ.
Cambodia,*3Minist.Environ.Indonesia,*4Environ.Quality Monit.Hazardous Chem.Cent.,*5Minist.Agric.Agro-
Based Ind.) ： Background air monitoring project on POPs pesticides in East and South-east Asian Countries
2004-2008, 29th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2009, Beijing, 2009/8, Organohalogen
Compd., 2648-2653

0610FP013

Takazawa Y.：Review of the monitoring data in 2008-2009, 7th Workshop Environ.Monit.Persistent Org.Pollut.
(POPs) East Asian Ctry., Tokyo, 2009/9

0610FP013

Takazawa Y. ： Contamination of HV sampler caused by the manufacturing process, 7th Workshop
Environ.Monit.Persistent Org.Pollut.(POPs) East Asian Ctry., Tokyo, 2009/9

0610FP013

定金香里 (*1), 市瀬孝道 (*1), 高野裕久 , 柳澤利枝 , 小池英子 , 井上健一郎 (*1 大分県看護科大 ) ： オクチ
ルフ ェ ノールによ る NC/Nga マウ スア ト ピー性皮膚炎の増悪作用 , 第 21 回日本アレルギー学会春季臨
床大会 , 岐阜 , 2009/6, アレルギー , 428

0507AG476

高野裕久 ： 粒子状物質の生体影響に関する実験的アプローチ , 二国間交流事業公開セ ミ ナー 日本 と中
国における大気汚染と その健康影響 , 東京 , 2009/8, 同講演資料集 , 29-38

0105AA299

定金香里 (*1), 市瀬孝道 (*1), 高野裕久 , 柳澤利枝 , 小池英子 , 井上健一郎 (*1 大分県看護科大 ) ： 好湿性
真菌によ る NC/Nga マウ スア ト ピー性皮膚炎症状の増悪作用 , 第 59 回日本アレルギー学会秋季学術大
会 , 秋田 , 2009/10, アレルギー , 1264

0708BD307
0610AA302

高野裕久 ： アレルギーと室内環境 , 平成 21 年度室内環境学会総会 , 東大阪 , 2009/12, 同講演集 0204AG395
0105AA299
0507AG476

Takano H. ： Environmental chemicals and allergy, Taiwan-Jpn.Jt.Symp.Indoor Environ.Qual.Health, Taipei,
2010/1, Program

0507AG476
0105AA299
0204AG395

高野裕久 ： 環境と健康－作業環境を含む室内 , 室外の汚染物質によ る生活環境病 , 生活習慣病の増悪 ,
平成 21 年度環境保健研修会 , 大阪 , 2010/1

0507AG476
0105AA299
0204AG395

Takahashi A.,Oguma H.,Yone Y.(*1),Saigusa N.(*1Shimane Univ.) ： Influence of thinning on microwave
backscattering using the airborne synthetic aperture radar at a larch forest in Tomakomai, Japan, AsiaFlux
Workshop 2009, Sapporo, 2009/10, Abstracts, 64

0610AC933

高橋潔 ： 温暖化影響研究 ： 近の動向と今後の課題 , 「地球温暖化 と さかな」 出版記念シンポジウ ム ,
東京 , 2009/3

0507BA507
0711BA335
0610AA103

Matsui T.(*1),Takahashi K.,Tanaka N.(*1),Hijioka Y.,Horikawa M.(*1),Yagihashi T.(*1),Harasawa H.
(*1FFPRI) ： Evaluation of habitat sustainability and vulnerability for beech(Fagus crenata) forests under 110
hypothetical climatic change scenarios in Japan, 10th Int.Congr.Ecol., Brisbane, 2009/8

0507BA507

Takahashi K.：Climate change impact assessment -An integration tool to aid policy discussion and stabilisation
targets-, Tyndall Lect.Ser., Southampton, 2009/11

0711BA335
0610AA103
0507BA507

高橋慎司 ： OECD 生態毒性試験での実験鳥類と し てのウ ズ ラの有用性 , 第 78 回実験動物コ ンフ ァ レ ン
ス , 東京 , 2009/4, 同予稿集 , 8

0610CP018

下村忠範 (*1), 榊田星史 (*1), 高橋慎司 , 清水明 , 鎌田亮 , 泉徳和 (*1)(*1 石川県大 ) ： 雌雄ウ ズ ラ対よ り
雄ウズ ラ分離後の受精卵率の推移 , 第 19 回石川県畜産技術研究会 , 金沢 , 2010/3, 同予稿集 , 12-13

0909AE002
0610AE539

Takahashi Y.,Hirata R.(*1),Saigusa N.,Ide R.,Takahashi A.(*1Hokkaido Univ.) ： CO2 flux observation in the
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高屋展宏 , 渡邉英宏 , 三森文行： フェ リ チン水溶液と ゲルの T2 緩和 , 第 37 回日本磁気共鳴医学会大会 ,
横浜 , 2009/10, 日磁医誌 , 165

0610AE416
0709CD311

高屋展宏 , 三森文行 , 渡邉英宏 ： フ ェ リ チン水溶液およびゲル試料における水の横緩和速度 , 第 48 回
NMR 討論会 , 福岡 , 2009/11, 同講演要旨集 , 374-375

0610AE416
0709CD311

戸次加奈江 , 滝上英孝 , 鈴木剛 (*1), 唐寧 (*2), 早川和一 (*2)(*1 愛媛大 ,*2 金沢大 ) ： バイオア ッ セイに
よ る日本と中国の大気粉塵毒性評価 , 第 18 回環境化学討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演要旨集 , 208-209

0610AB447

滝上英孝 , 佐藤昌宏 (*1), 酒井伸一 (*2), 田辺信介 (*3),Brouwer A.(*4)(*1 五洋建設 ,*2 京大環境保全セ ,*3
愛媛大 ,*4 アム ステルダム自由大 ) ： 各種ステロ イ ド受容体／レポータージーンア ッ セイ を用いたアジ
ア都市港湾底質の多様な活性評価 , 第 18 回環境化学討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演要旨集 , 636-637

0610AB447
0812CD001

Takigami H.,Sato M.(*1),Sakai S.-i.(*2),Tanabe S.(*3),Brouwer A.(*4)(*1Penta-Ocean Constr.,*2Environ.
Preserv.Cent.Kyoto Univ.,*3Ehime Univ.,*4VU Univ.)：Application of a panel of nuclear receptor/reporter gene
bioassyas to marine harbor sediments in Asia, 29th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2009,
Beijing, 2009/8, Organohalogen Compd., 792-794

0610AB447
0812CD001
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Ota S.(*1),Aizawa H.(*1),Kondo Y.(*1),Takigami H.,Hirai Y.(*2),Sakai S.-i.(*2)(*1Minist.Environ.,
*2Environ.Preserv.Cent.Kyoto Univ.) ： Current status of polybrominated dibenzo-p-dioxins and frans(PBDD/
DFs) emissions in Japan, 29th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2009, Beijing, 2009/8,
Organohalogen Compd., 1340-1345

0911BE005

Takigami H. ： Initiatives on brominated flame retardants(BFRs) and related compounds -Occurrence, sources
and control of BFRs during product use in our daily life-, 3rd Workshop Reduct.Unintentional POPs East Asian
Ctry., Tokyo, 2009/10

0911BE004
0610AA202

Takigami H.：Brominated flame retardants(BFRs) as household hazardous compounds -Occurence, sources and
control o BFRs in our daily life-, Kyoto Workshop 3R(Reduce,Reuse,Recycle) Waste Manage.2009, Kyoto,
2009/10, Program

0911BE005
0911BE004
0610AA202

滝上英孝：絶縁油に含まれる微量 PCB の生化学的分析法 , 第 49 回日本環境化学会講演会－微量 PCB 汚
染廃電気機器等処理の動向と測定方法－ , 名古屋 , 2010/1, 同予稿集 , 41-61

0709BC277
0610AB447

Kose T.,Takigami H.,Sakai S.(*2)(*2Kyoto Univ.)：Behavior analysis and control of brominated flame retardants
from household products using model rooms, 29th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2009,
Beijing, 2009/8, Organohalogen Compd., 1422-1427

0911BE004
0610AA202

Takahashi S.(*1),Tue N.M.(*1),Noguchi T.(*1),Ha N.N.(*1),Ramu K.(*1),Agusa T.(*2),Subramanian A.(*1),Viet
P.H.(*3),Takigami H.,Sakai S.(*4) et al.(*1CMES Ehime Univ.,*2Shimane Univ.,*3Hanoi Univ.Sci.,*4Kyoto
Univ.)：Environmental contamination and human exposure assessment to persistent toxic substances in e-waste
recycling sites in India and Vietnam, 6th NIES Workshop on E-waste, Sapporo, 2009/12, Program

0610AA204

滝上英孝： 絶縁油に含ま れる 微量 PCB の生化学的分析法 , 第 50 回日本環境化学会講演会 , 東京 , 2010/1,
同予稿集 , 41-61

0709BC277
0610AB447

竹中明夫 ： ホ ッ ト スポ ッ ト には何がいるのか？ 日本産シダの分布パターン , 第 56 回日本生態学会大会
(ESJ 56), 盛岡 , 2009/3, 同講演要旨集 , 339

0610FP017

Tasaki T.,Kameyama Y.,Hashimoto S.,Moriguchi Y.,Harasawa H.：A review and database of national sustainable
development indicators -toward the next generat ion of  sustainable indicator system, 5th
Int.Conf.Int.Soc.Ind.Ecol.(ISIE), Lisbon, 2009/6, Abstracts, 111

0608AG527

Tasaki T.,Kameyama Y.,Hashimoto S.,Matsuhashi K.,Moriguchi Y.,Harasawa H. ： National sustainable
development indicators(SDI) and a national SDI database and framework, Int.Conf.Sustainability Transition,
Osaka, 2009/7, Abstracts, 123-126

0608AG527

田崎智宏 , 山川肇 (*1)(*1 京都府大 ) ： 2R( リ デュース ・ リ ユース ) によ る容器包装削減効果の計測 と発
生抑制デザイ ン , 環境科学会 2009 年会 , 札幌 , 2009/9, 同講演予稿集 , 186-187

0810BE001

田崎智宏 , 小口正弘 , 中島謙一 , 大塚康治 (*1), 金子昌示 (*1), 大久保伸 (*2)(*1 日本環境衛セ ,*2 循環社
会研 )：一般廃棄物に含まれて廃棄される未分別プラ スチッ ク と非大型電気電子製品量の推計 , 第 20 回
廃棄物資源循環学会研究発表会 , 名古屋 , 2009/9, 同予稿集 , 29-30

0610AA202

田崎智宏 , 本下晶晴 (*1)(*1 産総研 ) ： 「エコ替え」 って , 大丈夫？～環境負荷削減につながる家電のエ
コ替えの判定基準～ , 第 20 回廃棄物資源循環学会研究発表会 ( 企画セ ッ シ ョ ン ), 名古屋 , 2009/9, プロ
グ ラ ム , 24

0810BE001

田崎智宏 , 沼田大輔 (*1)(*1 福島大 ) ： 環境配慮行動促進型ポイ ン ト 制度の概念 と特徴 , 環境経済･政策
学会 2009 年大会 , 千葉 , 2009/9, 同報告要旨集 , 296-297

0610AA201

Tasaki T.,Yamakawa H.(*1)(*1Kyoto Pref.Univ.) ： A review of research approaches for waste prevention and
reuse of waste, 12th Int.Waste Manage.Landfill Symp.(Sardinia 2009), Cagliari, 2009/10, Proceedings, 21-22

0610AA201
0810BE001

田崎智宏 , 本下晶晴 (*1), 内田裕之 (*2), 鈴木靖文 (*3)(*1 産総研 ,*2 みずほ情報総研 ,*3 ひのでやエコ ラ イ
フ研 )： 様々な買替条件をふま えたテレ ビ , エアコ ン , 冷蔵庫の買替判断～ Prescriptive LCA の適用～ , 第
5 回日本 LCA 学会研究発表会 , 東京 , 2010/3, 同要旨集 , 166-167

0810BE001

多田満 ： レ イチェル ・ カーソ ン 「海辺」 におけ る生物多様性の見方－岩礁海岸を例に , レ イチェル ・
カーソ ン日本協会関東フ ォーラ ム 『海辺』 読書会 , 東京 , 2009/7

0610FP017

多田満 ： 環境芸術について (1) 環境－科学－芸術のつなが り , 環境芸術学会 第 10 回大会 , 神戸 , 2009/
10, 同研究発表概要集 , 8

0610FP017
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多田満 , 小神野豊 , 酒井学 (*1), 石母田誠 (*2), 宮原裕一 (*2)(*1 横浜市環境研 ,*2 信州大 ) ： 河川水を用
いたオオ ミ ジン コの繁殖影響に関する研究 , 第 57 回日本生態学会大会 (ESJ 57), 東京 , 2010/3, 同講演
要旨集 , 394

0610AE455
0911LA003

Tatarov B.,Sugimoto N.,Matsui I. ： Observation of raman spectrums of atmospheric components by multi-
channel lidar spectrometer, 第 27 回レーザセンシングシンポジウ ム , 那須 , 2009/9, 同予稿集 , 52-55

0709AE389

立石幸代 , 村井景 , 伊藤隆明 (*1), 西村典子 , 鈴木武博 , 馬場崇 , 松本みち よ , 野原恵子 (*1 熊本大 ) ： 妊
娠中の無機 ヒ 素摂取が仔の肝発癌に及ぼす影響の解析 , 第 32 回日本分子生物学会年会 , 横浜 , 2009/12,
同予稿集 , 204

0610AA302
0911AE001
0809BD003
0710AG333

高木麻衣 (*1), 吉永淳 (*1), 石橋由梨 (*2), 田中敦 , 瀬山春彦 (*1 東大 ,*2 北里大 ) ： 日本家屋のハウ スダ
ス ト , 土壌および室外ダス ト の鉛同位体比 , 第 18 回環境化学討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演要旨集 ,
68-69

0610AE413
0608AG466

田中敦 , 神田裕子 , 呂暁菲 ： 公共水質データ を利用し た湖沼透明度変動要因の解析－摩周湖への適用を
目指し て－ , 第 18 回環境化学討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演要旨集 , 842-843

0709AH371

田中敦 , 瀬山春彦 , 深澤達矢 (*1), 濱田浩美 (*2)(*1 北大院 ,*2 千葉大 )：摩周湖底質の鉛安定同位体比か
ら求めた過去 100 年間の大気経由の鉛負荷 , 第 18 回環境化学討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演要旨集 ,
76-77

0709AH371
0610AC933

Toriyama S.(*1),Kondo T.(*2),Mizoguchi T.(*2),Kido M.(*2),Yamazaki T.(*2),Nakatani N.(*3),Tanaka
A.,Nishikawa M.(*1Toyama Natl.Coll.Technol.,*2Toyama Pref.Environ.Sci.Res.Cent.,*3Univ.Toyama) ：
Measurement of volatile organic compounds in Mt.Tateyama in Japan, 18th Symp.Environ.Chem.( 第 18 回環境
化学討論会 ), Tsukuba, 2009/6, Abstracts, 180-181

0911BA005

田中敦：鉛同位体比から環境を見る－環境試料中の鉛同位体比の測定－ , プラ ズマ分光分析研究会 2009
筑波セ ミ ナー , つ く ば , 2009/7, 同予稿集 , 47-63

0608AG466
0608AG466
0610AC933
0610AC933

田中敦 , 五十嵐聖貴 (*1), 藤江晋 (*2), 小林拓 (*3), 濱田浩美 (*4), 南尚嗣 (*5), 深澤達矢 (*6)(*1 北海道環境
科研セ ,*2 てし かが自然史研究会 ,*3 山梨大 ,*4 千葉大 ,*5 北見工大 ,*6 北大院 )： 摩周湖透明度年間変動
解明のためのク ロ ロ フィ ル , 濁度 , 光減衰係数の係留観測 , 日本陸水学会 第 74 回大会 , 大分 , 2009/9, 同
講演要旨集 , 176

0610AC933
0810BC002

濱田浩美 (*1), 田中敦 , 五十嵐聖貴 (*2), 南尚嗣 (*3), 深澤達矢 (*4), 小林拓 (*5), 藤井晋 (*6)(*1 千葉大 ,*2
北海道環境科研セ ,*3 北見工大 ,*4 北大院 ,*5 山梨大 ,*6 て しかが自然史研究会 )：摩周湖の長期的水位
変動と水収支 , 日本陸水学会 第 74 回大会 , 大分 , 2009/9, 同講演要旨集 , 185

0810BC002
0610AC933

田中敦 ： 摩周湖の透明度を探る 現在のすがた 将来の予測 , 摩周湖を科学する－神秘の湖を研究者が語
る－ , 弟子屈 , 2009/10, プロ グ ラ ム

0709AH371
0810BC002

高木麻衣 (*1), 吉永淳 (*1), 田中敦 , 瀬山春彦 , 上松あゆ美 (*2), 加治正行 (*3)(*1 東大院 ,*2 静岡県こ ど
も病院 ,*3 静岡市保健所 ) ： 日本人小児の鉛曝露に対するハウ スダス ト の寄与 , 平成 21 年度室内環境学
会総会 , 東大阪 , 2009/12, 同講演集 , 216-217

0810KZ001

Tanaka T.,Morino I.,Machida T.,Kojima H.(*1),Yamaguchi K.(*1),Kudo T.(*1),Ota E.(*2),Ohyama
H.(*3),Oguma H.,Uchino O.,Yokota T.(*1JWA,*2Fujitsu FIP,*3JAXA)：Aircraft measurement of carbon dioxide
for calibration of ground-based high-resolution Fourier Transform Spectrometer at Tsukuba, 8th Int.Carbon
Dioxide Conf., Jena, 2009/9, Abstracts

0610AA102
0810BY001

境澤大亮 (*1), 川上修司 (*1), 中島正勝 (*1), 田中智章 , 宮本祐樹 , 森野勇 , 内野修 (*1JAXA)：航空機搭載
1.57μm レーザ差分吸収センサを用いた CO2 計測 , 第 35 回 リ モー ト センシングシンポジウ ム , 東京 ,
2009/11, 同講演論文集 , 29-32

0610AA102
0810BY001

田中智章 , 森野勇 , 町田敏暢 , 小島啓美 (*1), 山口高明 (*1), 工藤泰子 (*1), 太田絵美 (*2),, 小熊宏之 , 内
野修 , 横田達也 他 (*1 日本気象協会 ,*2 富士通エフア イ ピー ) ： 高分解能地上フー リ エ分光計検定のた
めの CO2 航空機観測 , 第 15 回大気化学討論会 , つ く ば , 2009/10, 同講演要旨集 , 76

0610AA102
0810BY001

Sakaizawa D.(*1),Kawakami S.(*1),Nakajima M.(*2),Tanaka T.,Miyamoto Y.,Morino I.,Uchino O.,Asai K.(*3)
(*1EORC/JAXA,*2JAXA,*3Tohoku Inst.Technol.) ： Airborne & Ground-based measurements of atmospheric
CO2 using the 1.57-μm laser absorption spectrometer, AGU 2009 Fall Meet., San Francisco, 2009/12,
Abstracts

0810BY001
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Kawakami S.(*1),Sakaizawa D.(*1),Nakajima M.(*1),Tanaka T.,Miyamoto Y.,Morino I.,Uchino O.,Nagahama
T.(*2)(*1JAXA,*2STEL Nagoya Univ.) ： Aircraft measurements of atmospheric CO2 using the 1.57μm laser
absorption spectrometer during GOSAT Hokkaido campaign in August 2009, 6th Int.Workshop Greenhouse Gas
Meas.Space(IWGGMS-6), Kyoto, 2010/1, Abstracts, 22-23

0610AA102
0810BY001

Tanaka T.,Morino I.,Machida T.,Kojima H.(*1),Yamaguchi K.(*1),Kudo T.(*1),Ota E.(*2),Oguma H.,Uchino
O.,Yokota T.(*1JWA,*2Fujitsu FIP) ： Aircraft measurement of carbon dioxide for calibration of ground-based
high-resolution Fourier Transform Spectrometer at Tsukuba, Japan, 6th Int.Workshop Greenhouse Gas
Meas.Space(IWGGMS-6), Kyoto, 2010/1, Abstracts, 38-39

0610AA102
0810BY001

Tanaka Y. ： Multivariate phenotypic dynamics of functional traits in competitive communities and ecosystem
function, 10th Int.Congr.Ecol., Brisbane, 2009/8, Program

0712ZZ001
0610AA304

田中嘉成 ： 資源競争群集における共存可能種数に対する資源競争 と資源分割の相互作用 , 第 19 回日本
数理生物学会大会 , 東京 , 2009/9, 同講演要旨集 , 108

0712ZZ001
0610AA304
0610SP003

平林幹啓 (*1), 高橋克行 (*2), 米田穣 (*3), 田邊潔 , 柴田康行 , 西川雅高 , 坂本和彦 (*4)(*1 極地研 ,*2 日本
環境衛セ ,*3 東大 ,*4 埼玉大 )：都市域大気粉じん中の放射性炭素同位体比の季節変動 , 国環研加速器分
析施設 NIES-TERRA 設立 10 周年記念シンポジウ ム , つ く ば , 2006/10

0608AG441

平林幹啓 (*1), 高橋克行 (*2), 米田穣 (*3), 田邊潔 , 柴田康行 , 西川雅高 , 坂本和彦 (*4)(*1 極地研 ,*2 日本
環境衛セ ,*3 東大 ,*4 埼玉大院 )：都市域大気粉じん中の放射性炭素同位体比の季節変動 , 日本分析化学
会 第 55 年会 , 大阪 , 2006/9, 同講演要旨集 , 370

0608AG441

高橋克行 (*1), 平林幹啓 (*2), 米田穣 (*3), 田邊潔 , 柴田康行 , 西川雅高 , 坂本和彦 (*4)(*1 日本環境衛セ ,
*2 極地研 ,*3 東大 ,*4 埼玉大院 )：都市大気エア ロ ゾル中の放射性炭素同位体比の季節変動 , 第 8 回 AMS
シンポジウ ム , つ く ば , 2006/1, 同予稿集 , 44

0608AG441

Tanimoto H.,Sawa Y.(*1),Yonemura S.(*2),Yumimoto K.(*3),Matsueda H.(*1),Uno I.(*3),Hayasaka T.(*4),
Mukai H.,Tohjima Y.,Tsuboi K.(*5) et al.(*1MRI,*2NIAES,*3Res.Inst.Appl.Mech.Kyushu Univ.,*4RIHN,
*5Jpn.Meteorol.Agency) ： Diagnosing recent CO emissions from East Asia using coordinated surface
observations, adjoint inverse modeling, and MOPITT satellite data, IGAC 10th Int.Conf., Annecy, 2008/9,
Abstracts

0810AC002
0711BB571
0610AA401
0610AA101

Tanimoto H.,Mukai H.,Hashimoto S. ： Ozone standard activities at NIES, Japan, 2nd Tripartite Workshop
Sci.Res.Photochem.Oxidant, Incheon, 2009/12, Program

0909BY004
0810AC002
0711BB571
0610AA401
0610AA101

Tanimoto H.,Sato K.,Butler T.(*1),Lawrence M.G.(*1),Fisher J.(*2),Kopacz M.(*2),Yantosca R.M.(*2),Kanaya
Y.(*3),Kato S.(*4),Okuda T.(*5) et al.(*1Max-Planck Inst.Chem.,*2Harvard Univ.,*3JAMSTEC,*4Tokyo
Metrop.Univ.,*5Keio Univ.) ： Exploring CO pollution episodes observed at Rishiri Island by AIRS satellite
measurements and chemical transport model simulations: Long-range transport of burning plumes and
implications for emissions inventories, 2009 NASA Sounder Sci.Team Meet., Gleenbelt, 2009/10, Program

0810AC001
0810AC002
0711BB571
0610AA401
0610AA101

Tanimoto H. ： Increase in springtime tropospheric ozone at a mountainous site in Japan for the period 1998-
2006, MOCA-09, Montreal, 2009/7, Program, 152

0810AC002
0711BB571
0610AA401
0610AA101

谷本浩志：衛星観測によ り 検出されたシベ リ ア森林火災からの窒素酸化物放出 と その影響に関するモデ
ル解析 , 日本地球惑星科学連合 2009 年大会 , 千葉 , 2009/5, 同予稿集 , L217-004

0810AC002
0711BB571
0610AA401
0610AA101

谷本浩志 ： 1998-2006 年の春季に日本の山岳地域で観測された対流圏オゾンの増加 , 日本地球惑星科学
連合 2009 年大会 , 千葉 , 2009/5, 同予稿集 , F119-P029

0810AC002
0711BB571
0610AA401
0610AA101

谷本浩志 ,Boersma K.F.(*1),Ronald van der A.(*1),Le Sager P.(*2),Yantosca R.M.(*2),Jacob D.J.(*2), 松本潔
(*3), 植松光夫 (*4)(*1KNMI,*2Harvard Univ.,*3 山梨大 ,*4 東大海洋研 ： GOME/SCIAMACHY 衛星観測に
よ り 検出されたシベ リ ア森林火災からの窒素酸化物放出 と その影響に関するモデル解析, 日本気象学会
2008 年度秋季大会 , 仙台 , 2008/11, 同講演予稿集 , 255

0810AC002
0711BB571
0610AA401
0610AA101
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Tanimoto H. ： Satellite and model analysis of wildfire NOx emissions in Siberia: Links to interannual variability
of surface ozone for the period 1998-2004, 4th GEOS-Chem Sci.Users ﾕ Meet., Cambridge, 2009/4, Program

0810AC002
0711BB571
0610AA401
0610AA101

谷本浩志 , 佐藤啓市 ,Butler T.(*1),Lawrence M.G.(*1), 金谷有剛 (*2), 加藤俊吾 (*3), 奥田知明 (*4), 田中茂
(*4),曾継業,Fisher J.(*5) 他(*1Max-Planck Inst.Chem.,*2JAMSTEC,*3首都大,*4慶応大,*5Harvard Univ.)：
AIRS 衛星センサーによ って捉え られた一酸化炭素プルームの長距離輸送 と その全球化学輸送モデル解
析 ： シベ リ ア森林火災と アジア人為汚染のケース , 第 14 回大気化学討論会 , 横浜 , 2008/10, 同講演要
旨集 , 22

0810AC001
0810AC002
0711BB571
0610AA401
0610AA101

Tanimoto H.,Inomata S.,Kameyama S.,Tsunogai U.(*1)(*1Hokkaido Univ.)：Recent PTR-MS activities at NIES:
Instrumentation and field measurements, 4th Int.PTR-MS Conf.2009, Obergurgl, 2009/2, Proceedings, 98-102

0610AA101
0812CD004
0810CD005
0610AA401
0408AE338

Tanimoto H.,Sato K.,Butler T.(*1),Lawrence M.G.(*1),Fisher J.(*2),Kopacz M.(*2),Yantosca R.M.(*2),Kanaya
Y.(*3),Kato S.(*4),Zeng J. et al.(*1Max-Planck Inst.Chem.,*2Harvard Univ.,*3JAMSTEC,*4Tokyo
Metrop.Univ.)：Exploring CO pollution episodes observed at Rishiri Island by chemical weather simulations and
AIRS satellite measurements: Long-range transport of burning plumes and implications for emissions inventory,
AGU 2008 Fall Meet., San Francisco, 2008/12, Abstracts

0810AC002
0711BB571
0610AA401
0610AA101

Tanimoto H.,Kameyama S.,Inomata S.,Tsunogai U.(*1),Oki A.,Yokouchi Y.,Takeda S.(*2),Obata H.(*2),Tsuda
A.(*2),Uematsu M.(*2)(*1Hokkaido Univ.,*2Univ.Tokyo) ： High-resolution measurement of multiple volatile
organic compounds dissolved in seawater using equilibrator inlet-proton transfer reaction-mass
spectrometry(EI-PTR-MS), SOLAS Open Sci.Conf., Barcelona, 2009/11, Abstracts, 86

0913AE003
0810AC002
0711BB571
0610AA101
0610SP001

玉置雅紀 , 青野光子 , 久保明弘 , 佐治光 , 中嶋信美 ： 遺伝子組換え植物の検出のための可視的マーカー
の開発と それを用いた環境 リ ス ク評価への適用 , 国際生物多様性の日シンポジウ ム 2009 「外来種の来
た道 , 行 く 道」 , 東京 , 2009/5, 同要旨集 , 84-85

0909BY002

Tamaoki M.,Nakajima N.,Aono M.,Kubo A.,Saji H. ： Quantitative trait loci associated with ozone tolerance in
different accessions of Arabidopsis, Plant Biol.2009, Honolulu, 2009/7, Program, 361

0911AH001
0812AE001
0810AE003

Tamaoki M.,Freeman J.L.(*1),Noda Y.,Pilon-Smits E.A.H.(*1)(*1Colorado State Univ.) ： Jasmonic acid and
ethylene regulate selenite resistance in Arabidopsis thaliana, 6th Int.Phytotechnol.Conf., St.Louis, 2009/12,
Abstracts, 102

0811CD002

玉置雅紀 , 松村秀幸 (*1),Nisar Ahmad Khan(*1), 澤田弘子 (*1),Cho K., 久保明弘 , 河野吉久 (*1)(*1 電力中
研 )： ササニシキ／ハバタ キ交配由来 CSSLs を用いたオゾンによ る イネの収量低下に関与する遺伝子座
の QTL 解析によ る同定 , 第 51 回日本植物生理学会年会 , 熊本 , 2010/3, 同講演要旨集 , 183

0911AH001
0812AE001
0810BA002

野田祐作 (*1), 玉置雅紀 , 中嶋信美 (*1 筑波大院 )：シ ロ イ ヌナズナ RIL を用いた QTL 解析によ るセレ ン
耐性遺伝子の同定 , 第 51 回日本植物生理学会年会 , 熊本 , 2010/3, 同講演要旨集 , 118

0811CD002

田村憲治：中国の都市大気汚染 と健康影響 , 環境資源工学会 第 121 回例会 , 東京 , 2008/11, 環境資源工
学 , 207-211

0004AG073

Cho K.,Kubo A.,Shibato J.,Agrawal G.K.(*1),Masuo Y.(*2),Saji H.,Rakwal R.(*2)(*1Res.Lab.Biotechnol.
Biochem.,*2AIST) ： Biomarkers for ozone stress assessment in rice, Part I: Microarray-based approach to
investigate ozone-induced visible injury in rice cv. Nipponbare(japonica) seedling model system, 32nd
Annu.Meet.Mol.Biol.Soc.Jpn., Yokohama, 2009/12, Abstracts

0810BA002

Cho K.,Kubo A.,Shibato J.,Tamogami S.(*1),Satoh K.(*2),Kikuchi S.(*2),Agrawal G.K.(*3),Masuo Y.(*4),Saji
H.,Rakwal R.(*4)(*1Akita Pref.Univ.,*2NIAS,*3Res.Lab.Biotechnol.Biochem.,*4AIST) ： Biomarkers for ozone
stress assessment in rice, Part II: Biochemical and global transcriptomics analyses for investigating injury-
related biomarkers using 6 rice(japonica & indica) cultivars, 32nd Annu.Meet.Mol.Biol.Soc.Jpn., Yokohama,
2009/12, Abstracts

0810BA002

Tin-Tin-Win-Shwe,Mitsushima D.(*1),Yamamoto S.,Fujitani Y.,Funabashi T.(*1),Hirano S.,Fujimaki
H.(*1Yokohama City Univ.)：Neurotoxic effect of nanoparticle-rich diesel exhaust in the mouse olfactory bulb,
45th Congr.Eur.Soc.Toxicol., Rhodes(Greece), 2008/10, Toxicol.Lett., S206
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0610BY303
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Tin-Tin-Win-Shwe,Yamamoto S.,Fujitani Y.,Hirano S.,Fujimaki H. ： Targeting in nanoparticle-induced
neurotoxicity in mice, 79th Annu.Meet.Jpn.Soc.Hygiene( 第 79 回日本衛生学会学術総会 ), Tokyo, 2009/3,
Jpn.J.Hyg.( 日衛誌） , 291

0610AA303
0610BY303

Tin-Tin-Win-Shwe,Yamamoto S.,Fujitani Y.,Hirano S.,Fujimaki H.：Analysis of spatial learning performance and
memory function-related gene expressions in the hippocampus of mice exposed to nanoparticle-rich diesel
exhaust, 31st Annu.Meet.Jpn.Neurosci.Soc., Tokyo, 2008/7, Neurosci.Res., S258

0610BY303

Tin-Tin-Win-Shwe, 山元昭二 , 藤谷雄二 , 平野靖史郎 , 藤巻秀和：ナ ノ粒子画分の多いデ ィ ーゼル排気ガ
ス を曝露し たマウ スの脳における記憶関連遺伝子発現 , 第 36 回日本 ト キシコ ロ ジー学会学術年会 , 盛
岡 , 2009/7, J.Toxicol.Sci., S165

Tin-Tin-Win-Shwe,Kunugita N.(*1),Yamamoto S.,Arashidani K.(*2),Fujimaki H.(*1Natl.Inst.Public
Health,*2UOEH) ： Effects of toluene exposure on developmental immunotoxicity in infant mice brain, 16th
Annu.Meet.Jpn.Soc.Immunotoxicol., Asahikawa, 2009/8, Abstracts, 76

0610AA302

欅田尚樹 (*1),Tin-Tin-Win-Shwe, 山元昭二 , 吉田安宏 (*2), 嵐谷奎一 (*2), 藤巻秀和 (*1 保健医療科院 ,*2
産業医大 ) ： マウ ス系統差で探る ト ルエン曝露に対する免疫系感受性要因 , 第 50 回大気環境学会年会 ,
横浜 , 2009/9, 同講演要旨集 , 343

0610AA302

Tin-Tin-Win-Shwe,Kunugita N.(*1),Yamamoto S.,Arashidani K.(*2),Fujimaki H.(*1Natl.Inst.Public
Health,*2UOEH)：Effect of perinatal toluene exposure at different developmental phases on memory function-
related gene expressions in mouse brain, 50th Annu.Meet.Jpn.Soc.Atmos.Environ., Yokohama, 2009/9,
Abstracts, 342

0610AA302

Tin-Tin-Win-Shwe,Kunugita N.(*1),Yamamoto S.,Arashidani K.(*1),Fujimaki H.(*1UOEH)：A potential role of
hippocampal memory function-related gene expression in developmental neurotoxicity of toluene, 13th
Congr.Eur.Fed.Neurol.Soc., Florence, 2009/9, Abstracts, 324

0610AA302

寺尾有希夫 , 向井人史 , 野尻幸宏 , 遠嶋康徳 , 町田敏暢 , 須永温子： 西太平洋における 大気メ タ ン濃度のト
レンド と 年々変動： 近年の再増加の緯度によ る 違い , 日本地球惑星科学連合 2009 年大会 , 千葉 , 2009/5,
同予稿集 , F119-002

0810AC002
0610AA101

Terao Y.,Kitagawa H.(*1),Mukai H.,Nojiri Y.,Uchida M.,Shibata Y.,Aramaki T.,Maksyutov S.,Valsala
V.(*1Nagoya Univ.) ： Seasonal cycle and interannual variability of atmospheric radiocarbon((14)CO2) over the
western Pacific, 8th Int.Carbon Dioxide Conf., Jena, 2009/9, Abstracts, T1-011

0913BB001
0610AA101

寺尾有希夫 , 向井人史 , 町田敏暢 , 遠嶋康徳 , 野尻幸宏 , 佐伯田鶴 ,Maksyutov S. ： 西太平洋における大
気 メ タ ン濃度の ト レン ド と年々変動 , 日本気象学会 2009 年度秋季大会 , 福岡 , 2009/11, 同講演予稿集 ,
476

0810AC002
0610AA101

Terao Y.,Mukai H.,Nojiri Y.,Machida T.,Tohjima Y.,Saeki T.,Maksyutov S. ： Interannual variability and trends
of atmospheric methane over the western Pacific, AGU 2009 Fall Meet., San Francisco, 2009/12, Abstracts,
A53C-0282

0810AC002
0610AA101

金小瑛 (*1), 寺園淳 , 吉田綾 , 村上理映 (*1 京大院 )： 韓国の使用済み電気・ 電子機器の排出量に関する 考
察と 再活用義務実践の評価 , 第 20 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 名古屋 , 2009/9, 同講演論文集 ,
171-172

0911BE006
0610AA204
0610AA202
0610AA201

寺園淳 , 林誠一 (*1), 吉田綾 , 中島謙一 (*1 鉄 リ サイ ク リ ング ・ リ サーチ ) ： 輸出予定の金属ス ク ラ ッ プ
の品目調査結果と適正管理の課題 , 第 20 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 名古屋 , 2009/9, 同講演論
文集 , 137-138

0610AA204
0810BE003

寺園淳 ： 経済変動によ る国際資源循環の影響と PET の事例研究 , 環境経済 ・ 政策学会 2009 年大会 , 千
葉 , 2009/9, 同報告要旨集 , 300-301

0608BE938
0610AA204

Terazono A.,Yoshida A.：Transboundary movement of end-of-life electrical and electronic equipment for reuse
and recycling, 2009 ISIE Conf., Lisbon, 2009/6, Abstracts, 486

0608BE938
0610AA204

Terazono A. ： International e-waste inventory and material flow, 3rd Int.Contam.Site Rem.Conf.(Cleanup 09),
Adelaide, 2009/9, Program

0608BE938
0610AA204

Terazono A.：Material flow analysis and recycling, 1st Workshop of ERIA Working Group for 2009 on 3R Policies
for Southeast and East Asia, Jakarta, 2009/10, Program

0610AA204

Terazono A. ： E-waste management system, Asian Electr.Electron.Green Soc.2009 Int.Conf., Bangkok, 2009/
10, Proceedings

0608BE938
0610AA204
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Terazono A.,Yoshida A. ： Mixed metal scrap in Japan and export control from the perspective of hazardous
substances control, material recovery and fire prevention, 4th Int.Conf.Waste Manag.Technol., Beijing, 2009/
11, Proceedings, 101-105

0610AA204
0810BE003

Terazono A. ： EMS of formal/informal sector, E-waste Train.Workshop Asia Pac., Hanoi, 2009/8, Program 0911BE006
0610AA204

Terazono A. ： Prevention of illegal trade of waste -Issues and challenges, Inaug.Meet.Reg.3R(Reduce,Reuse,
Recycle) forum in Asia, Tokyo, 2009/11, Program, 2

0610AA204

Terazono A.,Yoshida A.：Possible collaborative research for traded recyclable wastes -example of scrap metal,
2nd China-Jpn.Inter-ministerial Working Group, Beijing, 2009/11, Program

0810BE003
0610AA204

寺園淳 ： 循環資源の越境移動の実態と バーゼル法や各種 リ サイ クル法からみた課題 , シンポジウ ム 「有
害廃棄物の越境移動およびその処分に関するバーゼル条約の国内実施」 , 札幌 , 2009/12

0610AA204
0810BE003

寺園淳 ： 廃電気電子機器と金属ス ク ラ ッ プの越境移動の現状 と課題 , 素材プロセシング第 69 委員会第
3 分科会 第 6 回研究会 , 東京 , 2009/12, 同資料 , 19-23

0610AA204
0810BE003
0911BE006

Doi T.,Watanabe Mirai.,Hirose K.(*1)(*1Sophia Univ.) ： 210Pb concentrations and behaviors in surface air at
Tsukuba, Japan, Int.Top.Conf.Po Radioact.Pb Isot., Seville, 2009/10, Abstracts, 153

0307AE532

Kubo M.(*1),Tohjima Y.,Yamagishi H.,Mukai H.,Kita K.(*1)(*1Ibaraki Univ.) ： Estimation of the emission
sources based on the relationship between atmospheric O2 and CO2 variations at Hateruma and Ochi-ishi,
Jpn.Geosci.Union Meet.2009, Chiba, 2009/5, Abstracts, F119-P006

0610AA101
0610SP001
0610FP015

久保恵美 (*1), 遠嶋康徳 , 向井人史 , 山岸洋明 , 谷本浩志 , 北和之 (*1)(*1 茨城大 )： DO2/DCO2 比及び
DCO/DCO2 比によ る 波照間で観測さ れた CO2 短期変動イ ベント 起源の推定 , 第 15 回大気化学討論会 ,
つく ば , 2009/10, 同講演要旨集 , 31

0610SP001
0910AE003
0610AA101
0610FP015
0913BB001

Tohjima Y.,Mukai H.,Machida T.,Yamagishi H.,Nojiri Y. ： Estimation of global oceanic and land biotic carbon
sinks based on the atmospheric O2/N2 measurements from the NIES flask-sampling network, 8th Int.Carbon
Dioxide Conf., Jena, 2009/9, Proceedings

0810AC002
0610AA101
0610SP001
0610FP015
0913BB001

Tohjima Y.,Mukai H.,Yamagishi H.,Minejima C.,Kubo M.(*1),Kita K.(*1)(*1Ibaraki Univ.)：Analysis of O2:CO2
ratios for the pollution events observed at Hateruma Island, Japan, 8th Int.Carbon Dioxide Conf., Jena, 2009/
9, Proceedings

0913BB001
0910AE003

遠嶋康徳 , 向井人史 , 町田敏暢 , 山岸洋明 , 野尻幸宏 ： 大気ポテンシャル酸素 (APO) の変動 と海表面温
度 (SST) の変動の関係 , 第 15 回大気化学討論会 , つ く ば , 2009/10, 同講演要旨集 , 72

0810AC002
0610AA101
0610SP001
0610FP015
0913BB001

所諭史 , 五箇公一 , 米田昌浩 , 国武陽子 , 山根爽一 (*1)(*1 茨城大院 ) ： mtDNA からみた ク ロマルハナバ
チ Bombus ignitus 商品化によ る問題 , 第 68 回日本昆虫学会大会 , 高松 , 2008/9, 同予稿集 , 72

0712ZZ001
0810BA006
0610AA304
0610SP003
0608AG430

冨岡典子 , 今井章雄 , 小松一弘：霞ヶ浦湖水中 Microcystis aeruginosa 濃度の季節変化について , 第 44 回
日本水環境学会年会 , 福岡 , 2010/3, 同講演集 , 33

0810AE004
0811AG001

富永篤 , 五箇公一 , 鈴木一隆 , 田向健一 (*1)(*1 田園調布動物病院 ) ： カエルツボカビ ・ アジア起源説の
検証 ( その 2) シ リ ケン イモ リ 由来カエルツボカビ菌の感染 ・ 発症ポテンシ ャル , 日本爬虫両棲類学会
第 48 回大会 , 天理 , 2009/11, プロ グ ラ ム , 6

0910AF007
0810BA006
0709BY311
0610AA304

富永篤 , 五箇公一 , 木村妙子 (*1), 伊藤健二 (*2)(*1 三重大 ,*2 農環技研 )：特定外来生物カ ワ ヒ バ リ ガイ
の分布拡大プロセスの推定 , 日本動物学会 第 80 回大会 , 静岡 , 2008/9, 同予稿集 , 122

0810BA006
0610AA304

富永篤 , 松井正文 (*1), 西川完途 (*1)(*1 京大 )： 日本産イ モリ の系統と 進化 , 日本動物学会 第 80 回大会 ,
静岡 , 2009/9, 同予稿集 , 57

0910AF007
0610AA304
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富永篤 , 五箇公一 , 木村妙子 (*1), 伊藤健二 (*2)(*1 三重大 ,*2 農環技研 ) ： mtDNA の塩基配列変異に基
づ く 特定外来生物カ ワ ヒ バ リ ガイの分布拡大プロセスの推定 , 2009 年度日本ベン ト ス学会 ・ 日本プラ
ン ク ト ン学会合同大会 , 函館 , 2009/10, 同講演要旨集 , 153

0810BA006
0610AA304
0610SP003

富永篤 , 松井正文 (*1), 林光武 (*2), 西川完途 (*1), 太田英利 (*3), 五箇公一 (*1 京大院 ,*2 栃木県博 ,*3 琉
球大 ) ： 日本産イモ リ 属 2 種の遺伝的分化 , 第 64 回日本生物地理学会年次大会 , 東京 , 2009/4, 同講演
要旨集 , 11

0810BA006
0610AA304

Tominaga A.,Goka K.,Suzuki K.,Tamukai K.(*1)(*1Denenchofu Animal Hosp.) ： The infection risk and
pathogenicity of chytrid fungus Batrachochytrium dendrobatidis carried by the Japanese sword tailed newt,
Island Invasives: Erad.Manage.Conf., Auckland, 2010/2, Program, 68

0810BA006
0910AF007

富永篤 , 五箇公一 , 鈴木一隆 , 田向健一 (*1), 宇根有美 (*2)(*1 田園調布動物病院 ,*2 麻布大 ) ： 琉球列島
における カエルツボカビの分布実態と その感染力 , 第 57 回日本生態学会大会 (ESJ 57), 東京 , 2010/2, 同
講演要旨集 , P3-239

0910AF007
0810BA006
0709BY311
0610SP003

山本典明 (*1), 中川惠 , 上野隆平 , 高村典子 , 吉田丈人 (*1)(*1 東大 )：霞ヶ浦生態系の長期変遷－無機能
SS の増加が生物群集に与え る影響－ , 日本陸水学会 第 74 回大会 , 大分 , 2009/9, 同講演要旨集 , 61

0610AC933
0610AA304

五十嵐聖貴 (*1), 三上英敏 (*1), 上野洋一 (*1), 丹羽忍 (*1), 中川惠 , 高村典子 (*1 北海道環境科研セ )： 釧路
湿原シラ ルト ロ 湖における ヒ シと プラ ンク ト ンの分布状況 , 日本陸水学会 第 74 回大会 , 大分 , 2009/9, 同
講演要旨集 , 62

0810AH002

Nakajima H.,Takeda O.(*1),Miki T.(*1),Matsubae-Yokoyama K.(*1),Nagasaka T.(*1)(*1Tohoku Univ.) ：
Evaluation method for metal resource recyclability based on thermodynamic analysis, 2009 ISIE Conf., Lisbon,
2009/6, Abstracts, 186

0610AA202
0610AA204

Matsubae-Yokoyama K.(*1),Kubo H.(*1),Nakajima K.,Nagasaka T.(*1)(*1Tohoku Univ.)：Material flow analysis
of phosphorus in Asia: Focusing on the secondary resources, 2009 ISIE Conf., Lisbon, 2009/6, Abstracts, 371

0610AA204
0610AA202

Kondo Y.(*1),Nakajima K.,Nakamura S.(*1)(*1Waseda Univ.)：Visualization of inter-industry material flow based
on triangularization of physical input-output tables, 2009 ISIE Conf., Lisbon, 2009/6, Abstracts, 123

0610AA202
0610AA204

大野肇 (*1), 松八重一代 (*1), 中島謙一 , 長坂徹也 (*1)(*1 東北大院 ) ： WIO-MFA モデルによ る鉄鋼材合
金元素フ ロー解析 , 第 5 回日本 LCA 学会研究発表会 , 横浜 , 2010/3, 同予稿集 , 198-199

長村裕樹 (*1), 松八重一代 (*1), 中島謙一 , 長坂徹也 (*1)(*1 東北大院 ) ： 鉄鋼業における ス ク ラ ッ プ利用
を介し たレア メ タルフ ローの解析 , 第 5 回日本 LCA 学会研究発表会 , 横浜 , 2010/3, 同予稿集 , 200-201

中島謙一 , 南齋規介 , 中村愼一郎 (*1), 松八重一代 (*2), 長坂徹也 (*2)(*1 早稲田大院 ,*2 東北大院 ) ： 経
済統計を利用し たマテ リ アルフ ロー分析～ WIO-MFA モデルの開発と適用～ , 第 5 回日本 LCA 学会研
究発表会 , 横浜 , 2010/3, 同予稿集 , 28-29

0610AA204
0810NA001

赤崎千香子 (*1), 阿部郁子 (*1), 中村朋之 (*1), 鈴木滋 (*2), 郷右近順子 (*1), 大金仁一 (*1), 佐々木久雄
(*1), 寺崎正紀 (*3), 中島大介 , 白石不二雄 (*1 宮城県保健環境セ ,*2 東北緑化環境保全 ,*3 静岡県大 ) ：
In vitro バイオア ッ セイ と化学計測を併用し た新たな環境評価手法の試み－河川水中の未知 メ ダカ ・ エ
ス ト ロゲン受容体結合活性物質の同定－, 第18回環境化学討論会, つ く ば, 2009/6, 同講演要旨集, 212-
213

0610AA301

石母田誠 (*1)(*2), 中島大介 , 白石不二雄 , 田中薫 (*2)(*3), 宮原裕一 (*2)(*1 信州大院 ,*2 信州大山岳科総
研 ,*3 信州大 ) ： オオ ミ ジン コ を用いた諏訪湖水質中の毒性要因の解明 , 第 18 回環境化学討論会 , つ く
ば , 2009/6, 同講演要旨集 , 378-379

0610AA301

永洞真一郎 (*1), 姉崎克典 (*1), 田原る り 子 (*1), 中島大介 , 影山志保 , 白石不二雄 (*1 北海道環境科研セ )：
大気中ダイ オキシン類濃度と 各種バイ オアッ セイ データ の相関 , 第 18 回環境化学討論会 , つく ば , 2009/6,
同講演要旨集 , 394-395

0610AA301

今津佳子 (*1), 河合渉 (*1), 金子亜由美 (*1), 中島大介 , 鎌田亮 , 白石不二雄 (*1 静岡県環境衛科研 ) ： 静
岡県の河川の酵母ア ッ セイ法によ る受容体結合活性の調査 , 第 18 回環境化学討論会 , つ く ば , 2009/6,
同講演要旨集 , 616-617

0610AA301

中島大介 , 白石不二雄 , 鎌田亮 , 影山志保 , 永洞真一郎 (*1), 高橋悟 (*2), 東海林香代 (*3), 鑪迫典久 , 白
石寛明 , 鈴木規之 他 (*1 北海道環境科研セ ,*2 岩手県環境保健研セ ,*3 山形県環境科研セ ) ： 日本の 16
都道府県 108 河川水の GCMS 一斉分析データベース を用いた測定 , 第 18 回環境化学討論会 , つ く ば ,
2009/6, 同講演要旨集 , 654-655

0610AA301
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高木敬彦 (*1), 前川佳寛 (*1), 中島大介 , 河合昭宏 , 影山志保 , 遠藤治 (*1), 西村和之 (*2), 後藤純雄 (*1)(*1
麻布大 ,*2 県立広島大 )： 牛糞およ び馬糞の塩素化反応物の変異原性 , 第 18 回環境化学討論会 , つく ば ,
2009/6, 同講演要旨集 , 808-809

峯木茂 (*1), 桜井一彦 (*1), 小野寺佑夫 (*2), 中島大介 , 高木敬彦 (*3), 後藤純雄 (*3)(*1 東京理大院 ,*2 東
京理大 ,*3 麻布大 ) ： 原油湧出口付近の土壌よ り 分離し たピ レン資化性細菌のピ レ ン生育時に発現する
タ ンパク質 , 日本農芸化学会 2009 年度大会 , 福岡 , 2009/3, 同講演要旨集 , 161

石母田誠 (*1), 中島大介 , 白石不二雄 , 宮原裕一 (*2)(*1 信州大院 ,*2 信州大 )： オオ ミ ジン コ を用いた長
野県諏訪湖における毒性要因の解明 , 第 15 回日本環境毒性学会 ・ バイオア ッ セイ研究会合同研究発表
会 , 東京 , 2009/10, 同講演要旨集 , 4-5

0610AA301
0610AK545

中島大介 , 白石寛明 , 白石不二雄 , 鈴木規之 , 鈴木滋 (*1), 赤崎千香子 (*2), 阿部郁子 (*2), 中村朋之 (*2),
郷右近順子 (*2), 大金仁一 (*2), 寺崎正紀 (*3)(*1 東北緑化環境保全 ,*2 宮城県保健環境セ ,*3 静岡県大 )：
河川水中未知 メ ダカ・エス ト ロゲン受容体結合活性物質の同定 , 第 15 回日本環境毒性学会・バイオア ッ
セイ研究会合同研究発表会 , 東京 , 2009/10, 同講演要旨集 , 38

0610AK545
0610AA301

後藤純雄 (*1), 兼島公香 (*1), 太田真由 (*1), 中島大介 , 影山志保 , 田中理子 (*2), 吉澤秀治 (*2)(*1 麻布大 ,
*2 明星大 )： 木炭の VOC 吸着特性 , 炭と 微生物によ る 環境保全研究会 第 1 回シンポジウ ム , 立川 , 2009/
5, 同予稿集 , 7-8

兼島公香 (*1), 平野幹尚 (*1), 中島大介 , 稲葉洋平 (*2), 内山茂久 (*2), 後藤純雄 (*1)(*1 麻布大 ,*2 保健医
療科院 ) ： 木材等の不完全燃焼に伴 う レテンの生成について , 炭と微生物によ る環境保全研究会 第 1 回
シンポジウ ム , 立川 , 2009/5, 同予稿集 , 17-18

0911CD004
0610AK545

峯木茂 (*1), 桜井一彦 (*1), 小野寺佑夫 (*1), 中島大介 , 品田和貴 (*1), 高木敬彦 (*2)(*1 東京理大 ,*2 麻布
大 ) ： 原油湧出口付近から分離し たピ レ ン分解菌の性質 , 炭と微生物によ る環境保全研究会 第 1 回シン
ポジウ ム , 立川 , 2009/5, 同予稿集 , 19-20

高木敬彦 (*1), 中島大介 , 稲葉一穂 , 影山志保 , 峯木茂 (*2), 遠藤治 (*1), 後藤純雄 (*1)(*1 麻布大 ,*2 東京
理大 ) ： 廃木材の炭化に伴 う 変異原性物質の生成 , 炭と微生物によ る環境保全研究会 第 1 回シンポジウ
ム , 立川 , 2009/5, 同予稿集 , 27-28

後藤純雄 (*1), 山本愛希子 (*2), 中島大介 , 影山志保 , 吉澤秀治 (*3), 田中理子 (*3), 峯木茂 (*2), 矢島博文
(*2)(*1 麻布大 ,*2 東京理大 ,*3 明星大 ) ： 炭化温度が木炭の変異原性に及ぼす影響 , 第 10 回エコ カーボ
ン研究会 , 日野 , 2009/10, 同予稿集 , 38-39

0204BE434

中島大介 , 影山志保 , 白石不二雄 , 永洞真一郎 (*1), 佐久間隆 (*2), 渡邊英治 (*3), 熊谷貴美代 (*4), 今津
佳子 (*5), 白石寛明 , 鈴木規之 他 (*1 北海道環境科研 ,*2 宮城県保健環境セ ,*3 山形県環境科研セ ,*4 群
馬県衛環境研 ,*5 静岡県環境衛研 ) ： 国内 11 地点における夏季 ・ 冬季の大気粉じんおよびガス状成分の
マイ ク ロサスペンジ ョ ン法によ る変異原性評価 (2007-2009 年 ), 日本環境変異原学会 第 38 回大会 , 静
岡 , 2009/11, 同要旨集 , 133

0610AA301
0610AK545

赤沼三恵 (*1), 中島大介 , 稲葉洋平 (*2), 内山茂久 (*2), 太田敏博 (*3)(*1 ク レハ ,*2 保健医療科院 ,*3 東
京薬大 ) ： マル ト ール及びエチルマル ト ール溶液への UV 照射によ る ホルムアルデ ヒ ド の生成 , 日本環
境変異原学会 第 38 回大会 , 静岡 , 2009/11, 同要旨集 , 138

0610SP003

中島大介 , 鎌田亮 , 塚原伸治 (*1), 渡邉清彦 (*2), 高菅卓三 (*2), 藤巻秀和 , 白石不二雄 (*1 埼玉大 ,*2 島
津テ ク ノ リ サーチ )： ラ ッ ト 尿中ク ロルピ リ ホス代謝物の経時変化 , 平成 21 年度室内環境学会総会 , 東
大阪 , 2009/12, 同講演集 , 106-107

0610AA302
0610AK545

浅野勝佳 (*1), 陰地義樹 (*1), 寺田宗玄 (*1), 高橋治男 (*2), 中島大介 , 影山志保 , 白石不二雄 , 後藤純雄
(*3)(*1 奈良県保健環境研セ ,*2 千葉県衛研 ,*3 麻布大 )：大量注入 GC/MS によ るエルゴ ステロール分析
と住居環境のカビ汚染調査 , 平成 21 年度室内環境学会総会 , 東大阪 , 2009/12, 同講演集 , 198-199

0610SP003

Wang Q.(*1),Gong X.(*1),Kurihara K.(*1),Nakamura S.(*1),Suzuki M.(*1),Sakamoto K.(*1),Nakajima
D.(*1Grad.Sch.Saitama Univ.) ： Airborne behavior and source apportionment of Japanese cedar pollen and its
respirable allergen particles in urban residential atmosphere of Japan, Healthy Build.2009, Syracuse, 2009/9,
Proceedings, Paper 661

0610AK545
0709AH382

西村八代 (*1), 山内恭 (*1)(*2), 冨川喜弘 (*1)(*2), 中島英彰 (*1 総研大院大 ,*2 極地研 ) ： オゾンゾンデ観
測データ によ る 極域対流圏界面と 対流圏界面逆転層の研究 , 日本気象学会 2009 年度春季大会 , つく ば ,
2009/5, 同講演予稿集 , 226

0610FP015
0808AI001
0811CD005

中島英彰 , 佐伯浩介 (*1), 香川晶子 (*2)(*1 東北大院 ,*2 富士通 FIP)：南極昭和基地における 2007 年オゾ
ン破壊量と PSC の関係 (2), 日本気象学会 2009 年度春季大会 , つ く ば , 2009/5, 同講演予稿集 , 227

0610FP015
0808AI001
0811CD005
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佐伯浩介 (*1), 中島英彰 ,Nicholas J.(*2)(*1 東北大院 ,*2Wollongong 大 ) ： FTIR を用いた南極昭和基地に
おける 2007 年オゾンホールの観測 (2), 日本気象学会 2009 年度春季大会 , つ く ば , 2009/5, 同講演予稿
集 , 278

0610FP015
0808AI001
0811CD005

中島英彰 , 佐伯浩介 (*1), 山内恭 (*2), 和田誠 (*2), 塩原匡貴 (*2)(*1 東北大院 ,*2 極地研 ) ： JARE48 によ
る IPY2007-2008 期間の南極昭和基地における観測 , 日本気象学会 2009 年度秋季大会 , 福岡 , 2009/11,
同講演予稿集 , 40

0811CD005

佐伯浩介 (*1), 中島英彰 ,Jones N.(*2)(*1 東北大院 ,*2Univ.Wollongong) ： FTIR を用いた 2007 年南極昭和
基地における大気微量成分の観測 , 日本気象学会 2009 年度秋季大会 , 福岡 , 2009/11, 同講演予稿集 , 41

0811CD005

大矢麻奈未 (*1), 中島英彰 , 佐伯浩介 (*2)(*1 筑波大院 ,*2 東北大院 )：FTIR 観測によ る 2007 年南極昭和
基地 ・ 大気中オゾンの定量化 , 日本気象学会 2009 年度秋季大会 , 福岡 , 2009/11, 同講演予稿集 , 42

0811CD005

中根英昭 ： 「緑の都市圏域」 によ る環境立国と環境 ICT, 環境科学会 2009 年会 , 札幌 , 2009/9, 同講演予
稿集 , 156-157

0610SP004

永野麗子：Micro Sphere Array を応用し た新規な化学物質評価モデルの開発～マウ ス ES 細胞から神経細
胞への分化を形で評価する～ , IN Cell User's Day 2008, 東京 , 2008/11, 同予稿集 , 26-36

0709BD451

Nagano R.,Akanuma H.,Koikegami S.(*1),Imanishi T.(*2),Miyazaki W.(*3),Okura M.,Zaha H.,Ohsako
S.(*3),Sone H.(*1LLC,*2AIST,*3CDBIM Univ.Tokyo) ： Development of an image profiling system to evaluate
for the effects of thalidomide and permethrin in neural differentiation from mouse embryonic stem(ES) cells, 21st
Cent.Adv.Mol.Toxicol.Environ.Chem.Pathog.Dis., Tokyo, 2009/10, Abstracts, 169

0709BD451

永野麗子 , 小池上繁 (*1), 今西哲 (*2), 赤沼宏美 , 宮崎航 (*3), 大迫誠一郎 (*4), 座波ひろ子 , 黄倉雅広 , 曽
根秀子 (*1 セカン ド ラ ボ ,*2 産総研 ,*3 東大疾患生命工セ ) ： マウ ス ES 細胞を用いた神経形成における
サ リ ド マイ ド とペル メ ト リ ンの影響評価, 日本内分泌攪乱化学物質学会 第12回研究発表会, 東京, 2009/
12, 同研究発表会要旨集 , 115

0709BD451

Nagano R.,Akanuma H.,Koikegami S.(*1),Imanishi S.(*2),Miyazaki W.(*3),Okura M.,Zaha H.,Ohsako
S.(*3),Sone H.(*1Secound Lab,LLC,*2AIST,*3CDBIM Univ.Tokyo)：Development of an image profiling system
to evaluate for the effects of chemicals in neural differentiation from mES cells, 第 32 回日本神経科学大会
(Neuroscience 2009), 名古屋 , 2009/9, 同講演要旨集 , 182

0709BD451

Nagano R.,Koikegami S.(*1),Imanishi S.,Ohsako S.(*2),Zaha H.,Okura M.,Yonemoto J.,Sone H.(*1Secound
Lab,LLC,*2CDBIM Univ.Tokyo)： Cellular image profiling of neural differentiation pattern of mouse embryonic
stem cells with morphological information, 41st Annu.Meet.Jpn.Soc.Dev.Biol., Tokushima, 2008/5, Abstracts, 145

0709BD451

Nagano R.,Hosokawa T.,Yamako S.,Akiyama Takashi.,Akiyama Tomoya,Nakamura N.,Mochitate K.：Basement
membrane substratum(sBM) synthesized by the recombinant 293 cells endowed with human laminin-10 gene
induces the differentiation of ciliated cells from immature basal cells in vitro, Jt.Meet.Jpn.Soc.Dev.Biol./
Jpn.Soc.Cell Biol.(JSDB/JSCB 2007), Fukuoka, 2007/5, Abstracts, 171

Nakamura T.,Akiyoshi H. ： Influence of lower stratospheric ozone variation on tropospheric temperature and
mean meridional circulation in the Northern Hemisphere summer in the recent past, SPARC CCMVal Workshop
2009, Toronto, 2009/6, Abstracts

0809ZZ002
0709BA375

Nakamura T.,Akiyoshi H.,Yamashita Y.(*1)(*1CCSR Univ.Tokyo) ： Influence of lower stratospheric ozone
variation on tropospheric temperature and mean meridional circulation in the Northern Hemisphere Summer in
the recent past, MOCA-09, Montreal, 2009/7, Abstracts, M05.3/24417

0709BA375
0809ZZ002

中村哲 , 秋吉英治 , 山下陽介 (*1)(*1 東大気候シス テム研セ ) ： 北半球夏季下部成層圏オゾンの対流圏気
温およ び子午面循環に与える 影響, 日本地球惑星科学連合 2009年大会, 千葉, 2009/5, 同予稿集, F207-009

0709BA375
0809ZZ002

Nakamura N.,Akiyoshi H.,Yamashita Y.(*1)(*1JSPS) ： Influence of lower stratospheric ozone variation on
tropospheric temperature and mean meridional circulation in Northern Hemisphere summer, IGAC-SPARC
Jt.Workshop, Kyoto, 2009/10, Abstracts, P-27

0809ZZ002

中村哲 , 秋吉英治 , 山下陽介 ： 夏季成層圏オゾン増加が対流圏循環へ及ぼす影響 , 第 7 回 「異常気象 と
長期変動」 研究集会 , 京都 , 2009/10, 85

0809ZZ002

中村宣篤 , 細川剛 , 小高真希 , 曾勤 , 秋山知也 , 持立克身： シンデカン接着受容体を利用し た基底膜様構
造体の形成促進 , 第 31 回日本分子生物学会年会／第 81 会日本生化学会大会合同大会 (BMB 2008), 神戸 ,
2008/12, 同講演要旨集 , 431

0307BY601

Nakayama T. ： Impact assessment of hydrothermal dynamics in urban area by using multi-scaled integrated
approach, AWRA 2009 Annu.Water Resour.Conf., Seattle(USA), 2009/11, Abstracts

0709BA514
0610AA402
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浪崎直子 , 山野博哉 , 鈴木倫太郎 , 大堀健司 (*1), 翁長均 (*2), 岸本多美子 (*3), 佐川鉄平 (*4), 町田佳子
(*4), 安村茂樹 (*4), 佐藤崇範 (*5) 他 (*1 エコ ツアーふ く みみ ,*2 ネイチャーワーク ス ,*3 月刊ダ イバー,
*4WWF ジ ャパン ,*5 環境省 )：日本全国みんなでつ く るサンゴマ ッ ププロ ジェ ク ト  2 年間の成果 と これ
から , 日本サンゴ礁学会 第 12 回大会 , 本部町 , 2009/11, 同講演要旨集 , 166

0610AE005

奈良英樹 , 野尻幸宏 , 谷本浩志 , 向井人史 , 遠嶋康徳 , 町田敏暢：定期貨物商船を用いた西部太平洋洋上
大気中一酸化炭素の連続観測 , 日本地球化学会 第 55 回年会 , 東京 , 2008/9, 同講演要旨集 , 234

0810AC002
0711BB571
0610AA101

奈良英樹 , 野尻幸宏 , 谷本浩志 , 向井人史 , 町田敏暢 , 遠嶋康徳：定期貨物船を用いた太平洋上の大気中
における一酸化炭素のモニタ リ ング , 日本地球惑星科学連合 2009 年大会 , 千葉 , 2009/5, 同予稿集

0810AC002
0711BB571
0610AA101

成岡朋弘 , 山田正人 , 中辻宏治 (*1)(*1 東レ ) ： RO 膜によ る浸出水中のホ ウ素の除去に関する研究 , 第
20 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 名古屋 , 2009/9, 同予稿集 , D5-9

0709BY310

中西弘貴 (*1), 庄司良 (*1), 成岡朋弘 , 山田正人 (*1 東京高専 )：水生生物を用いた廃棄物処分場浸出水原
水の水質評価 , 第 44 回日本水環境学会年会 , 福岡 , 2010/3, 同講演集 , 209

0610AB546

森達摩 (*1), 相子伸之 (*1), 矢吹芳教 (*1), 豊原憲子 (*1), 竹内雅人 (*2), 松岡雅也 (*2), 安保正一 (*2), 北宅
善昭 (*2), 成岡朋弘 , 山田正人 他 (*1 大阪府環農水総研 ,*2 大阪府大院 ) ： 廃棄物埋立処分場浸出水に含
まれる有機物の分解に関する研究－紫外光応答型酸化チタ ン光触媒デ ィ ス ク によ る有機物分解実験－ ,
第 44 回日本水環境学会年会 , 福岡 , 2010/3, 同講演集 , 431

0810BE005

矢吹芳教 (*1), 相子伸之 (*1), 豊原憲子 (*1), 森達摩 (*1), 竹内雅人 (*2), 安保正一 (*2), 北宅善昭 (*2), 石垣
智基 (*3), 成岡朋弘 , 山田正人 (*1 大阪府環農水総研 ,*2 大阪府大院 ,*3 龍谷大 ) ： 廃棄物埋立処分場浸
出水に含まれる有機物の分解に関する研究－樹脂分画法を用いた酸化チタ ン光触媒の処理特性評価－ ,
第 44 回日本水環境学会年会 , 福岡 , 2010/3, 同講演集 , 641

0810BE005

相子伸之 (*1), 矢吹芳教 (*1), 豊原憲子 (*1), 森達摩 (*1), 竹内雅人 (*2), 松岡雅也 (*2), 安保正一 (*2), 北宅
善昭 (*2), 成岡朋弘 , 山田正人 他 (*1 大阪府環農水総研 ,*2 大阪府大院 ) ： 廃棄物埋立処分場浸出水に含
まれる有機物の分解に関する研究－太陽光照射下におけ る可視光応答型酸化チタ ン光触媒の有機物分
解効率について－ , 第 44 回日本水環境学会年会 , 福岡 , 2010/3, 同講演集 , 60

0810BE005

南齋規介 , 加河茂美 (*1), 近藤康之 (*2), 稲葉陸太 , 中島謙一 (*1 九大 ,*2 早大 ) ： GLIO(Global Link Input-
Output) モデルのカーボンフッ ト プリ ント 算定への利用 , 第 5 回日本 LCA 学会研究発表会 , 横浜 , 2010/3,
同要旨集 , 116-117

0810NA001

尾下優子 (*1), 加河茂美 (*1), 南齋規介 (*1 九大 ) ： スペク ト ラルク ラ ス ター解析によ る原油上昇圧力の
構造分解分析と その感度分析 , 第 5 回日本 LCA 学会研究発表会 , 横浜 , 2010/3, 同要旨集 , 336-337

0810NA001

加河茂美 (*1), 南齋規介 , 近藤康之 (*2), 中村慎一郎 (*2), 工藤祐揮 (*3), 田崎智宏 (*1 九大 ,*2 早大 ,*3 産
総研 ) ： 軽乗用車ブームは環境にどのよ う な影響を与えたのか？ , 第 20 回環太平洋産業連関分析学会 ,
函館 , 2009/10, 同講演要旨集 , 55-59

0610AA201

Nansai K.,Kondo Y.(*1),Kagawa S.(*2),Suh S.(*3)(*1Waseda Univ.,*2Kyushu Univ.,*3Univ.Minnesota)：Virtual
global carbon network supporting Japan's economy: application of global link input-output model, 5th
Int.Conf.Int.Soc.Ind.Ecol.(ISIE), Lisbon, 2009/6, Proceedings, 81

0709CD304
0810NA001

Kagawa S.(*1),Nansai K.,Kondo Y.(*2),Tasaki T.,Nakamura S.(*2)(*1Kyushu Univ.,*2Waseda Univ.) ： A waste
input-output framework with cumulative product and lifetime distributions and its application, 5th
Int.Conf.Int.Soc.Ind.Ecol.(ISIE), Lisbon, 2009/6, Proceedings, 84

0610AA201

西川潮 , 高村典子：陸水域の侵略的エンジニア～成長段階な らびに生息場所に応じ た生態影響 , 第 56 回
日本生態学会大会 (ESJ 56), 盛岡 , 2009/3, 同講演要旨集 , 152

0610AA304

西川潮 ： 淡水生態系のキース ト ーン種～雑食性エンジニアの機能的役割を解明する , 第 56 回日本生態
学会大会 (ESJ 56), 盛岡 , 2009/3, 同講演要旨集 , 134

0610AA304

千谷久子 (*1), 西川潮 , 高村典子 , 山室真澄 (*1)(*1 東大院 )：侵入種ア メ リ カザ リ ガニに対する在来・外
来カ メ 類の直接 ・ 間接効果 , 応用生態工学会 第 13 回大会 , さいたま , 2009/9, 同予稿集 , 55-56

0911CD001
0610AA304

西川雅高 , 松井一郎 ,Jugder D.(*1),Batdroji D.(*1), 森育子 , 清水厚 , 杉本伸夫 (*1 モンゴル国気象環境水文
庁気象水文研 )： ウ ラ ンバート ルにおける 都市大気粉塵の化学組成 , 第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 ,
2009/9, 同講演要旨集 , 248

0610AA401
0911BA005

石原日出一 (*1), 大塚壮一 (*1), 西川雅高 , 坂本和彦 (*1)(*1 埼玉大院 )：黄砂粒子上への低濃度 SO2 及び
HF の沈着に及ぼす相対湿度の影響 , 第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 , 2009/9, 同講演要旨集 , 271

0608BA487
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近藤隆之 (*1), 木戸瑞佳 (*1), 初鹿宏壮 (*1), 万尾和恵 (*1), 川崎清人 (*1), 西川雅高 (*1 富山県環境科セ )：
立山山麓における光化学オキシダン ト 濃度の観測 , 第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 , 2009/9, 同講演要
旨集 , 471

0610AA401

Nishizawa T.,Sugimoto N.,Matsui I.,Shimizu A.,Tatarov B.,Okamot H.(*1)(*1Tohoku Univ.) ： Aerosol retrieval
algorithm using 1<+1registerd+1TMdate of ATLID/EarthCARE, EarthCARE Workshop 2009, Kyoto, 2009/6,
Abstracts, 15

0709AE404

Nishizawa T.,Sugimoto N.,Matsui I.,Shimizu A. ： Aerosol retrieval algorithm considering the nonsphericity of
dust using two-wavelength backscatter and one-wavelength polarization lidar data, Int.Symp.Atmos.Light
Scattering Remote Sensing, Xi'an, 2009/7, Abstracts, 57-58

0709AE404
0709AE434
0708AF556

西澤智明 , 杉本伸夫 , 松井一郎 ： 次世代大気モニタ リ ングネ ッ ト ワーク用多波長高スペク ト ル分解ラ イ
ダーの開発 , 第 27 回レーザセンシングシンポジウ ム , 那須 , 2009/9, 同予稿集 , 30-31

0810BD002

Kurita H.(*1),Yoshioka W.(*1),Nishimura N.,Kubota N.(*1),Kadowaki T.(*1),Tohyama C.(*1)(*1Grad.Sch.
Univ.Tokyo) ： Effects of 2,3,7,8-tetrachlorodibenzo-p-dioxin insulin secretion stimulated by glucose in mice,
48th Annu.Meet.Soc.Toxicol., Baltimore, 2009/3, Abstracts, 146

Yoshioka W.(*1),Akagi T.(*1),Matsumura F.(*2),Nishimura N.,Tohyama C.(*1)(*1Univ.Tokyo,*2Univ.
California) ： Cyclooxygenase-2 as a critical factor that link dioxin exposure, AhR signaling and tocixity
phenotype in newborn mice, 29th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2009, Beijing, 2009/9,
Organohalogen Compd., 2744-2749

0610AA302

Nishimura N.,Miyata C.(*1),Nishimura H.(*2)(*1Azabu Univ.,*2Aichi Mizuho Univ.)：The molecular mechanism
of dioxin-induced morphological abnormalities in mouse pup kidney, EUROTOX 2009, Dresden, 2009/9,
Toxicol.Lett., S107

0610AA302

Wu Q.(*1),Li KY.(*1),Xiao WS.(*1),Zhu HY.(*1),Zhang J.(*1),Nishimura N.,Chang XL.(*1),Zhou ZJ.(*1)
(*1Fudan Univ.) ： The effects of chemical exposures on DNA methylation and spermatogenesis, 29th
Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2009, Beijing, 2009/8, Organohalogen Compd., 3023-3026

0610AA302

Xiao WS.(*1),Wu Q.(*1),Li KY.(*1),Nishimura N.,Chang XL.(*1),Zhou ZJ.(*1)(*1Fudan Univ.) ： Neonatal
exposure to PCB153 and PCB169 impairs spermatogenesis in rats, 29th Int.Symp.Halogenat.Persistent
Org.Pollut.-DIOXIN 2009, Beijing, 2009/8, Organohalogen Compd., 3022

0610AA302

Nishimura N.,Miyata C.(*1),Qing W.(*2),Fujimaki H.,Nishimura H.(*3)(*1Azabu Univ.,*2Fudan Univ.,*3Aichi
Mizuho Univ.) ： Studies on the molecular mechanisms of 2,3,7,8-tetrachlorodibenso-p-dioxin-induces
morphological abnormalities in the developing mouse kidney, 29th Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-
DIOXIN 2009, Beijing, 2009/8, Organohalogen Compd., 685-688

0610AA302

Nishimura N.,Miyata C.(*1),Qing W.(*2),Fujimaki H.,Nishimura H.(*3)(*1Azabu Univ.,*2Fudan Univ.,*3Aichi
Mizuho Univ.)： Dioxin-induced cell cycle arrest responsible for morphological disorders of the kidney during the
early postnatal period, HORIBA/CDBIM Symp. -21st Century Adv.Mol.Toxicol.Environ.Chem.Pathog.Dis.-,
Tokyo, 2009/10, Abstracts, 158

0610AA302

Nishimura N.,Nishimura H.(*1),Ito T.,Fujimaki H.,Matsumura F.(*2)(*1Aichi Mizuho Univ.,*2Univ.California)：
Dioxin-induced up-regulation of vitamin D is the main cause for its inhibitory action on osteoblast activities,
leading to developmental bone toxicity, HORIBA/CDBIM Symp. -21st Century Adv.Mol.Toxicol.Environ.
Chem.Pathog.Dis.-, Tokyo, 2009/10, Abstracts, 158

0909AF002

西村典子 , 梅津豊司 , 西村久雄 (*1), 野原恵子 (*1 愛知みずほ大 ) ： ヒ 素長期曝露マウ スの肝臓でみられ
た脂質代謝異常と肝組織中鉄の増加 , メ タ ロチオネイ ンおよび メ タルバイオサイエン ス研究会 2009, 東
京 , 2009/10, 同講演要旨集 , 69

0710AG333

西村典子 ,Bin D.(*1), 西村久雄 (*2),Matsumua F.(*1)(*1 カ リ フ ォルニア大 ,*2 愛知みずほ大 ) ： ノ ンゲ ノ
ミ ッ クパス ウ ェ イ を介するダ イオキシンのよ る Cyclooxygenase-2発現誘導, 日本内分泌攪乱化学物質学
会 第 12 回研究発表会 , 東京 , 2009/12, 同研究発表会要旨集 , 66

0909AF002
0610AA302

西村典子 ： ダ イオキシンの生体影響－動物実験によ る 近の知見－ , 金沢医大ハイ テ ク リ サーチセン
ター公開シンポジウ ム , 金沢 , 2010/2, 同予稿集

0909MA005
0909AF002
0610AA302

野原恵子 ： ヒ 素の毒性のゲ ノ ミ ク ス ・ エピゲ ノ ミ ク ス , 第 79 回日本衛生学会学術総会 , 東京 , 2009/3,
日衛誌 , 205

0608AE438
0708CD336
0809BD003
0710AG333
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Nohara K.,Murai H.,Sano T.,Kobayashi Y.,Tateishi Y.,Suzuki T.,Matsumoto M.,Nishimura N.,Baba
T.(*1)(*1Kyushu Univ.) ： Sex-dependent effects of diet and arsenic on genomic DNA methylation, HORIBA/
CDBIM Symp. -21st Century Adv.Mol.Toxicol.Environ.Chem.Pathog.Dis.-, Tokyo, 2009/10, Abstracts, 168

0610AA302
0911AE001
0809BD003
0710AG333

Nohara K.,Sano T.,Murai H.,Kobayashi Y.,Suzuki T.,Tateishi Y.,Matsumoto M.,Nishimura N.,Baba
T.(*1)(*1Kyushu Univ.)：Alteration of global DNA methylation induced by a methyl deficient diet and inorganic
arsenic intake in mice, 第 32 回日本分子生物学会年会 , 横浜 , 2009/12, 同予稿集 , 149

0610AA302
0911AE001
0809BD003
0710AG333

Nohara K.,Sano T.,Murai H.,Kobayashi Y.,Suzuki T.,Tateishi Y.,Matsumoto M.,Nishimura N.,Baba
T.(*1)(*1Grad.Sch.Kyushu Univ.)：Sex-dependent changes in genomic DNA methylation by methyl deficient diet
and inorganic arsenic in the liver of mice, 第 9 回分子予防環境医学研究会 , 東京 , 2010/1, 同予稿集 , 38

0610AA302
0911AE001
0809BD003
0710AG333

野原精一 , 井上智美 , 浅野哲美 (*1)(*1 マング ローブ植林行動計画 ) ： ベ ト ナム ・ カンザー地域のマング
ローブ林における水質変動特性 , 第 56 回日本生態学会大会 (ESJ 56), 盛岡 , 2009/3, 同講演要旨集 , 317

0610SP004

野原精一 , 島崎彦人 , 亀山哲 , 福島路生 ： メ コ ン河上流域の水質変動特性 , 日本陸水学会 第 74 回大会 ,
大分 , 2009/9, 同講演要旨集 , 175

0610SP004
0610AA403

齋藤由倫 (*1), 飯島明宏 (*1), 木村真也 (*1), 小澤邦寿 (*1), 野原精一 (*1 群馬県衛環境研 )： 群馬県谷川温
泉における 温泉水中希土元素パタ ーンの識別, 日本陸水学会 第74回大会, 大分, 2009/9, 同講演要旨集, 153

0709AE340

渡辺泰徳 (*1), 千賀有希子 (*1), 照井滋晴 (*2), 野原精一 (*1 立正大 ,*2NPO ･ PGE) ： 釧路湿原赤沼の溶存
腐植物質の分解に対する微生物と紫外線の影響 , 日本陸水学会 第 74 回大会 , 大分 , 2009/9, 同講演要旨
集 , 182

0812BB001

Nohara S.,Inoue T.,Asano T.(*1)(*1ACTMANG)：Characteristics of water quality variation in mangrove swamp
of Can Gio District and Mekong River Estuary in Vietnam, 10th Int.Congr.Ecol., Brisbane, 2009/8, Abstracts

0709AE340
0810CD003
0610SP004
0610AA403

Nohara S.,Kameyama S.,Shimazaki H.,Fukushima M.：Characteristics of water quality variation in Mekong River
and the tributary rivers in Northern Thailand, 14th Int.Symp.River Lake Environ., Ueda, 2009/8, Abstracts, 109

0911NA001
0610SP004
0610AA403

Nohara S.,Kameyama S.,Fukushima M.,Shimazaki H.,Inoue T. ： River restration in Kushiro river and Mekong
river -Can we be "Back to the future?", Int.Symp.18th Anniv.World Water Day 2010, Seoul, 2010/3, Abstracts,
85-96

0709AE340
0911NA001
0812BB001
0810CD002
0610AA403

橋本茂 , 向井人史 , 谷本浩志 ： The observation of NOxy by using an automated continuous NOxy analyzer
with molybdenum and photolytic NO2 converters, 日本地球惑星科学連合 2009 年大会 , 千葉 , 2009/5, 同予
稿集

0711BB571
0610AA101
0810AC002

山本央 (*1), 東野和雄 (*1), 大浦健 (*2), 雨谷敬史 (*2), 嶽盛公昭 (*3), 高菅卓三 (*3), 橋本俊次 , 柏木宣久
(*4), 佐々木裕子 (*1)(*1 東京都環境科研 ,*2 静岡県大 ,*3 島津テク ノ リ サーチ ,*4 統数研 )： 食塩電解過程
に由来する ダイ オキシン類及び類縁化合物 , 第 18 回環境化学討論会 , つく ば , 2009/6, 同講演要旨集 ,
406-407

0709AE438

落合伸夫 (*1), 家田曜世 (*1), 笹本喜久男 (*1), 橋本俊次 , 高澤嘉一 , 伏見暁洋 , 田邊潔 (*1 ゲステル )：ス
ターバー抽出－ GCxGC －高分解能 TOF-MS によ る水中の POPs の超高感度分析 その 2 －定量精度の
検討－ , 第 18 回環境化学討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演要旨集 , 490-491

0911AG005

橋本俊次 , 高澤嘉一 , 田邊潔 , 佐々木裕子 (*1), 柴田康行 , 姉崎克典 (*2), 山本央 (*3), 吉川光英 (*1)(*1 東
京都環境科研 ,*2 北海道環境科研セ ,*3 東京都 )：TD-GCxGC/HRTOFMS によ る大気中 PCB 類の超高感
度定量 , 第 18 回環境化学討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演要旨集 , 492-493

0911AG005

本田守 (*1), 橋本俊次 , 高澤嘉一 , 高菅卓三 (*1), 田邊潔 , 柴田康行 (*1 島津テ ク ノ リ サーチ ) ： GCxGC/
HRTOFMS によ る水酸化 PCB 測定法の検討 , 第 18 回環境化学討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演要旨集 ,
496-497

0911AG005

井伊亮太 (*1), 栗島英明 (*2), 藤井実 (*3), 橋本征二 (*1 パシフ ィ ッ ク コ ンサルタ ンツ ,*2 芝浦工大 ,*3 名
古屋大 ) ： 物量金額混合型産業連関表における環境負荷配分方法－社会資本資材に関わる循環資源の発
生と利用を中心と し て－ , 第 5 回日本 LCA 学会研究発表会 , 横浜 , 2010/3, 同要旨集 , 290-291
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清水あゆみ (*1), 橋本征二 , 亀山康子 , 森口祐一 (*1 東大院 ) ： 消費者の環境配慮行動モデルに基づ く 小
型家電回収促進手法の分析 , 第 5 回日本 LCA 学会研究発表会 , 横浜 , 2010/3, 同要旨集 , 256-257

0610AA201

橋本征二 , 河井紘輔 , 藤井実 (*1), 加用千裕 , 稲葉陸太 , 南齋規介 , 田崎智宏 , 大迫政浩 (*1 名古屋大 ) ：
セ メ ン ト 産業における廃棄物 ・ 副産物利用の今後の可能性 , 第 5 回日本 LCA 学会研究発表会 , 横浜 ,
2010/3, 同要旨集 , 88-89

0610AA201

勝田裕樹 (*1), 橋本征二 , 森口祐一 (*1 東大院 ) ： 農畜産物を事例と し た複数のフ ッ ト プ リ ン ト 指標の比
較 , 第 5 回日本 LCA 学会研究発表会 , 横浜 , 2010/3, 同要旨集 , 2-3

0610SP002

佐橋慶一 (*1), 橋本征二 , 森口祐一 (*1 東大院 ) ： 地球温暖化対策技術の普及 と関連金属の需給 , エネル
ギー ・ 資源学会 第 26 回エネルギーシステム ・ 経済 ・ 環境コ ンフ ァ レ ン ス , 東京 , 2010/1, 同講演論文集

0913BA003

Hashimoto S.：Material stock accounting for secondary resource management, 9th Int.Conf.EcoMaterials(ICEM
9), Seika(Kyouto), 2009/11, Abstracts, 51-52

0610AA201
0608CD431
0808BE001

橋本征二 , 河井紘輔 , 藤井実 (*1), 加用千裕 , 稲葉陸太 , 南齋規介 , 田崎智宏 , 大迫政浩 (*1 名古屋大 ) ：
近未来のセ メ ン ト 需要と セ メ ン ト 産業における廃棄物 ・ 副産物利用 , 第 37 回環境システム研究論文発
表会 , 日野 , 2009/10, 同講演集 , 201-206

0610AA201

橋本征二 , 醍醐市朗 (*1),Eckelman M.(*2),Reck B.(*2)(*1 東大 ,*2Yale Univ.) ： ス テンレス 鋼の平均使用回数
と 平均使用時間の推計 , 第 20 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 名古屋 , 2009/9, 同講演論文集 , 115-116

0610AA201

Barbara K.R.(*1),Hashimoto S.,Graedel T.E.(*1)(*1Yale Univ.)：Results and analysis of the global stainless steel
cycles for 2000 and 2005, R ﾕ 09 Twin World Congr., Davos(Switzerland), 2009/9, Abstracts

0610AA201

外崎真理雄 (*1), 橋本征二 , 沼田淳紀 (*2), 池田穣 (*3), 加用千裕 , 村野昭人 (*4)(*1 森林総研 ,*2 飛島建
設 ,*3 間組 ,*4 東洋大 ) ： 地球温暖化対策における土木木材利用の課題 と展望 , 第 17 回地球環境シンポ
ジウ ム , 沖縄 , 2009/9, 同講演集 , 179-184

0909CD001

Hashimoto S.,Tanikawa H.(*1)(*1Nagoya Univ.)： Metabolism of building and infrastructure in Japan: Scenario
analysis and implications for future waste and carbon management, 2009 ISIE Conf., Lisbon, 2009/6, Abstracts, 40

0610AA201
0909CD001

Tanikawa H.(*1),Hashimoto S.,Matsubae-Yokoyama K.(*2),Kagawa S.(*3),Daigo I.(*4),Imura H.(*1)(*1Nagoya
Univ.,*2Tohoku Univ.,*3Kyushu Univ.,*4Univ.Tokyo) ： Sustainable urban metabolism scenarios for Japanese
cities, 2009 ISIE Conf., Lisbon, 2009/6, Abstracts, 392

0911CD005

Hasi B.,Yamagata Y. ： Land cover/land use mapping and change detection in Mongolian plateau using remote
sensing data, Int.Symp.Impact Clim.Change Reg.Specific Syst., Sapporo, 2009/11

0810AC001
0811BA001

哈斯巴干 , 竹内渉 (*1), 山形与志樹 (*1 東大 ) ： Horqin 砂地の 1977-2007 年間の土地被覆変化 , 日本写真
測量学会 平成 21 年度年次学術講演会 , 横浜 , 2009/6, 同発表論文集 , 5-6

0810AC001

長谷川聡 , 塩竈秀夫 , 江守正多 ： CMIP3 気候モデルによ る SRES 実験を用いたパターン スケー リ ング ,
日本気象学会 2009 年度秋季大会 , 福岡 , 2009/11, 同講演予稿集 , 424

0711BA335
0610AA103

長谷川聡 , 江守正多 ： 解像度の異なる MIROC3.2 大気モデルにおける熱帯低気圧の発生ポテンシャル ,
日本気象学会 2008 年度秋季大会 , 仙台 , 2008/11, 同講演予稿集 , 383

0711BA335
0610AA103

Hirabayashi M.(*1),Matsuo M.(*1),Hasegawa S.,Kobayashi S.,Tanabe K.(*1Grad.Sch.Univ.Tokyo) ： Elemental
analysis of airborne fine particles collected at roadside of an arterial road, 12th Int.Conf.Mod.Trends Act.Anal.,
Tokyo, 2007/9, Abstracts, 105

0608AG441

長谷川就一 , 高見昭憲 , 大原利眞 ： 春季の沖縄辺戸岬における PM10 および PM2.5 の炭素成分の特徴 ,
第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 , 2009/9, 同講演要旨集 , 227

0911AG004
0911KB001
0610AA401
0809CD009

長谷川就一 , 高橋克行 (*1), 西川雅高 (*1 日本環境衛セ ) ： PM2.5 濃度測定における アーテ ィ フ ァ ク ト の
影響検討 (2), 第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 , 2009/9, 同講演要旨集 , 402

0205AE333
0105AA297
0608AG441
0608AE478

高橋克行 (*1), 長谷川就一 , 伏見暁洋 , 藤谷雄二 , 田邊潔 , 小林伸治 (*1 日本環境衛セ )： 沿道と 一般環境
における 大気中ナノ 粒子の粒径分布の長期観測 (2004-2008） , 第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 , 2009/9,
同講演要旨集 , 530

0608AG441
0808BY001
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斉藤勝美 (*1), 長谷川就一 , 伏見暁洋 , 藤谷雄二 , 高橋克行 (*2), 田邊潔 , 小林伸治 (*1 エヌ エス 環境中技研
,*2 日本環境衛セ )：道路沿道における PM2.5 の挙動と 特徴 , 第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 , 2009/9, 同
講演要旨集 , 532

0608AG441
0105AA295
0105AA296
0207BY471

Hanaoka T. ： Greenhouse gas emissions technical mitigation potentials and costs in 2020(second edition),
Workshop on mitigation potentials comparability of efforts and sectoral approaches, Bonn, 2009/3

0610AA104
0810BA004

Hanaoka T.：Greenhouse gas emissions technical mitigation potentials and costs in 2020(second edition), AWG-
KP Workshop on issues relating to the scale of emission reductions to be achieved by Annex I Parties, Bonn,
2009/3

0610AA104
0810BA004

Hanaoka T.,Kainuma M.,Matsuoka Y.(*1)(*1Kyoto Univ.)：Fluorinated GHG emissions mitigation potentials and
costs in global regions in 2020, 5th Int.Symp.Non-CO2 Greenhouse Gases(NCGG-5), Wageningen, 2009/7,
Program

0810BA004
0610AA104

花岡達也：地球温暖化 と日本の削減目標～今からでき る温暖化対策～ , 第 2 回足立区温暖化防止区民会
議 , 東京 , 2009/6

0913BA002
0810BA004
0610AA104

Hanaoka T. ： Greenhouse gas emissions technical mitigation potentials and costs in 2020 -using AIM/
Enduse[Global]-, Workshop on GHG Mitigation Efforts -Annex I Countries, Vienna, 2009/5, Program

0810BA004
0610AA104

Hanaoka T. ： International comparison study on mitigation potentials in 2020 -Tentative version-, Workshop
on Comparison of National and International Estimates of GHG Mitigation Potentials and Costs IIASA, Vienna,
2009/5

0810BA004
0610AA104

Hanaoka T. ： Greenhouse gas emissions technical mitigation potentials and costs in 2020 -using AIM/
Enduse[Global]-, Workshop on comparing mitigation potentials and costs for Annex I, Bonn, 2009/6

0810BA004
0610AA104

花岡達也 ： 地球温暖化対策に関する日本の中期目標策定のプロセスについて , 平成 21 年度エネルギー
資源学会サマーワーク シ ョ ッ プ , 東京 , 2009/9

0913BA002
0810BA004
0610AA104

花岡達也 ： 国際的な視点からみた我が国の温暖化対策の費用 と削減ポテンシャル , 環境経済 ・ 政策学会
2009 年大会 , 千葉 , 2009/9, 同報告要旨集

0810BA004
0610AA104

Hanaoka T.,Fujino J. ： 2050 Japan and Asia Low-Carbon society scenarios and actions, Gov.Jpn.Side Event
AWG-KP9/AWG-LCA 7, Barcelona, 2009/11

0913BA002
0810BA004
0610AA104

Hanaoka T. ： Greenhouse gas emissions technical mitigation potentials and costs in 2020 -discussions on mid-
term target-, IIASA Side Event AWG-KP9/AWG-LCA 7, Barcelona, 2009/11

0810BA004
0610AA104

Hanaoka T. ： International comparison project on mitigation potentials and costs in 2020 by bottom-up type
models -tentative results-, NIES Side Event AWG-KP9/AWG-LCA 7, Barcelona, 2009/11

0810BA004
0610AA104

Hanaoka T. ： Introduction of climate policy assessment and 2050 Japan & Asia low carbon society studies, 6th
Tripartite Pres.Meet.Among NIER,CRAES,NIES, Seoul, 2009/11, 

0913BA002
0610AA104

Hanaoka T.,Akashi O.,Kanamori Y.,Hasegawa T.(*1),Hibino G.(*2),Fujiwara K.(*2),Motoki Y.(*2),Kainuma
M.,Matsuoka Y.(*1)(*1Kyoto Univ.,*2Mizuho Inf.Res.Inst.) ：Overview of AIM/Enduse[Global] and analysis on
comparable efforts, 15th AIM Int.Workshop, Tsukuba, 2010/2

0610AE531
0610AA104

Hanaoka T.：GHG emissions mitigation estimations and mid- to long-term reduction targets toward low carbon
society, JICA Group Train., Tsukuba, 2010/2

0913BA002
0810BA004
0610AA104

Hanaoka T. ： Analysis on technological mitigation potentials and costs in energy supply and industry -
Methodology & example-, 1st Reg.Consult.Meet.Econ.Clim.Change Low Carbon Growth Strategies Northeast
Asia, Seoul, 2010/3

0810BA004
0610AA104

花崎直太 , 犬塚俊之 (*1), 鼎信次郎 (*2), 沖大幹 (*3)(*1 東京海上日動 リ ス ク コ ンサルテ ィ ング ,*2 東京工
大院 ,*3 東大 ) ： 全球水資源モデルを利用し た水源情報を含む世界のバーチャルウ ォーター貿易量の推
計 , 水文 ・ 水資源学会 2009 年研究発表会 , 金沢 , 2009/8, 同予稿集 , 64-65

0911AG003
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Hanasaki N. ： Global water resources issues and the challenge of global hydrological modeling, 2009 Jpn.-
Am.Front.Eng., Irvine(USA), 2009/11

0810BA004
0610AA103
0507BA507
0610AA104
0911AG003

Hanasaki N.,Kanae S.(*1),Oki T.(*2)(*1Tokyo Inst.Technol.,*2Univ.Tokyo) ： Two novel applications of an
integrated model for the assessment of global water resources, AGU 2009 Fall Meet., San Francisco, 2009/12,
Abstracts, H13D-1017

0507BA507
0914KB001
0610AA103
0911AG003

花町優次 , 樋渡武彦 , 木幡邦男 , 萩原富司 (*1)(*1 地球人間環境フ ォーラ ム )：水中の CO2 分圧の変動が
Chaetoceros sp.MO 株の増殖速度に与え る影響 , 平成 21 度日本水産学会秋季大会 , 盛岡 , 2009/10, 同講
演要旨集 , 19

0610FP016
0610CB001
0810BD001

花町優次 , 樋渡武彦 , 木幡邦男 , 萩原富司 (*1)(*1 地球人間環境フ ォーラ ム )：水中の CO2 分圧の変動が
Isochrysis sp. の増殖速度に与え る影響 , 2009 年度日本ベン ト ス学会 ・ 日本プラ ン ク ト ン学会合同大会 ,
函館 , 2009/10, 同講演要旨集 , 30

0610FP016
0610CB001
0810BD001

林岳彦 , 柏木宣久 (*1)(*1 統数研 )：ベイ ズ統計を用いた東京都における化学物質の定量的生態 リ ス ク比
較, 第15回日本環境毒性学会・バイオア ッ セイ研究会合同研究発表会, 東京, 2009/10, 同講演要旨集, 45

0712ZZ001

Hayashi T.I.,Kashiwagi N.(*1)(*1ISM) ： A bayesian approach to probabilistic ecological risk assessment: Risk
comparison of nine toxic substances in Tokyo surface waters, SETAC North Am.30th Annu.Meet., New Orleans,
2009/11, Abstracts, 236

0712ZZ001

林岳彦 , 柏木宣久 (*1)(*1 統数研 )：ベイ ズ統計を用いた東京都における化学物質の定量的生態 リ ス ク比
較 , 日本 リ ス ク研究学会 第 22 回年次大会 , 東京 , 2009/11, 同講演論文集 , 85-90

0712ZZ001

Hayashi T.,Kashiwagi N.(*1)(*1ISM) ： A bayesian approach to probabilistic ecological risk assessment,
Jt.Symp.Young Sci.Ehime Univ.NIES, Matsuyama, 2010/1, Abstracts, 8

0712ZZ001
0909LA002

林岳彦 ： 化学物質の生態 リ ス ク評価の理想 と現実～そのギャ ッ プを超え るために , 横浜国大 ・ 国環研グ
ローバル COE プロ グ ラ ム 「アジア視点の国際生態 リ ス ク マネジ メ ン ト 」 公開シンポジウ ム 「生態 リ ス
ク管理の実践～若手研究者によ る挑戦の軌跡～」 , 横浜 , 2010/3, 同予稿集 , 17-18

0909LA002
0712ZZ001

林岳彦： 性的対立 2.0： 性的対立説の理論的位置づけと その進化動態 , 第 6 回つく ば進化生態学セミ ナー ,
つく ば , 2010/2

Hara Y.,Yumimoto K.(*1),Uno I.(*1),Shimizu A.,Ohara T.,Sugimoto N.(*1Res.Inst.Appl.Mech.Kyusyu Univ.) ：
Seasonal variation of aerosols distribution in East Asia based on ground and space lidar observation and a
chemical transport model, Int.Symp.Atmos.Light Scattering Remote Sensing, Xi'an, 2009/7, Abstracts, 35-36

0913BA004

原由香里 , 鵜野伊津志 (*1), 清水厚 , 杉本伸夫 (*1 九大応用力研 ) ： 地上／衛星搭載ラ イ ダー と化学輸送
モデルを用いた東アジア域における球形エア ロ ゾル分布の季節変動に関する研究 , 第 27 回レーザセン
シングシンポジウ ム , 那須 , 2009/9, 同予稿集 , 98-101

0913BA004

原由香里 , 鵜野伊津志 (*1), 清水厚 , 杉本伸夫 , 大原利眞 (*1 九大応用力研 ) ： 地上／衛星搭載ラ イ ダー
と化学物質輸送モデルによ り 示された東アジア域における球形エア ロ ゾル分布の季節変動, 日本気象学
会 2009 年度秋季大会 , 福岡 , 2009/11, 同講演予稿集 , 372

0913BA004

Hara Y.,Yumimoto K.(*1),Uno I.(*1),Shimizu A.,Sugimoto N.,Ohara T.(*1Res.Inst.Appl.Mech.Kyusyu Univ.) ：
Seasonal variation of spherical aerosols distribution in East Asia based on ground and space Lidar observation
and a chemical transport model, AGU 2009 Fall Meet., San Francisco, 2009/12, Abstracts, A21A-0125

0913BA004

原島省 , 樽谷賢治 (*1), 井関和夫 (*2), 浅野和仁 (*3), 高橋理 (*3), 三木周 (*3)(*1 瀬戸内海区水研 ,*2 広島
大 ,*3 日本エヌユーエス ) ： 長江エスチャ リ ーからの生態系要素エ ク スポー ト の評価 , 2009 年度日本海
洋学会春季大会 , 東京 , 2009/4, 同講演要旨集 , 205

0608BA934

Iseki K.(*1),Kiyomoto Y.(*2),Okamura K.(*2),Harashima A.(*1Hiroshima Univ.,*2Seikai Natl.Fish.Res.Inst.) ：
Cross-shelf transport of particulate materials in the East China Sea, Workshop Mar.Environ.East China Sea
2009, Nagoya, 2009/6, Abstracts

0608BA934

原島省 , 利安忠夫 (*1)(*1 日本気象協会 )：温帯沿岸海域の植物プラ ン ク ト ンブルーム機構を一般化記述
する試み , 2010 年度日本海洋学会春季大会 , 東京 , 2010/3, 同講演要旨集 , 148

0608BA934
0610AE926

Valsala V.,Maksyutov S.：Simulation and synthesis of a global air-sea CO2 flux using ship observations of surface
ocean pCO2 in a simplified biogeochemical OGCM, 8th Int.Carbon Dioxide Conf., Jena, 2009/9, Abstracts

0610AA102
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Valsala V.,Maksyutov S.： Interannual variability of global ocean Chlorofluorocarbon during the last 40 years revealed
from an OGCM driven by re-analysis ocean currents, 8th Int.Carbon Dioxide Conf., Jena, 2009/9, Abstracts

0709CD582

Matsuura T.(*1),Iizuka S.(*2),Higashi H.(*1Univ.Toyama,*2NIED)： Water-Related disasters, climate variability:
Results of tropical storms in Japan, AOGS 6th Annu.Meet.2009, Suntec(Singapore), 2009/8, Abstracts

0610AA402

Higashi H.,Koshikawa H.,Kohata K.,Murakami S.,Mizuochi M. ： Relationship between water quality trend and
climate change in Ise Bay, Japan, PICES 2009 Annu.Meet., Jeju, 2009/10, Abstracts, 209

0610AA402
0610SP004
0610CB001

東博紀 ： 伊勢湾におけ る水質環境 と アサ リ 資源量の長期変動傾向について ～流動 ・ 水質 ・ 一次生産 ・
アサ リ 生活史モデルによ る数値解析～ , 第 6 回伊勢湾再生流域圏研究会 , 名古屋 , 2010/1

0610AA402
0610SP004
0610CB001

東博紀 ： 海域における生態系サービ ス評価手法について～アサ リ 生活史を考慮し た湾内流動 ・ 水質 ・ 生
態系モデル～ , 「伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開発」 平成 21 年度研究成果報告会 , 名古屋 ,
2010/3, 同予稿集

0610AA402
0610SP004
0610CB001

川越清樹 (*1), 風間聡 (*1), 肱岡靖明 , 高橋潔 (*1 東北大 )：斜面崩壊 リ ス ク評価に対する気候モデルの適
用 , 土木学会 第 53 回水工学講演会 , 東京 , 2009/3, 同講演論文集 , 661-666

0507BA507

Hijioka Y.,Kainuma M.,Matsuoka Y.(*1),Harasawa H.,Nishioka S.,Masui T.,Takahashi K.(*1Kyoto Univ.) ：
Long-term emissions scenarios and short-term targets: Application of AIM new model, Avoiding Dangerous
Climate Change, Exeter, 2005/2

0507BA794
0507BA507
0406BA354

Yokozawa M.(*1),Iizumi T.(*1),Nishimori M.(*1),Hijioka Y.,Takahashi K.,Harasawa H.(*1NIAES) ： Assessing
climate change impacts on rice production in Japan under stabilization levels of atmospheric GHG concentration,
Int.Symp.Agric.Meteorol.(ISAM 2008), Shimonoseki, 2008/3, Abstracts

0507BA507

Nishimoto H.(*1),Kanie N.(*2),Hijioka Y.,Morita K.(*2)(*1Grad.Sch.Kyoto Univ.,*2Tokyo Inst.Technol.) ：
Implications for national emission reduction targets of halving global greenhouse gas emissions by 2050,
Int.Sci.Congr.Clim.Change, Copenhagen, 2009/3

0810BA004
0610AA104
0507BA507

Hijioka Y. ： Introduction to S-4 project, overview of climate change impact assessment in Japan, 1st
Int.Symp.Clim.Change Adapt.Strategies Asia Pac.Reg., Seoul, 2009/11

0810BA004
0507BA507
0610FP012

中嶌一憲 (*1), 肱岡靖明 (*1 東北大 ) ： 温暖化によ る日本の被害コ ス ト について , 環境経済 ・ 政策学会
2009 年大会 , 千葉 , 2009/9, プロ グ ラ ム , 14

0810BA004
0507BA507
0610FP012

肱岡靖明 ： 地球温暖化 「日本への影響」 － 新の科学的知見－ ? 温暖化影響総合予測プロ ジェ ク ト ?,
地球温暖化の健康影響セ ミ ナー , つ く ば , 2008/6

0610AE531
0408BA369
0810BA004
0610FP012
0507BA507

肱岡靖明 ： 2050 年 GHG 半減から考え る気候安定化レベル , ト ヨ タ自動車環境研究会 , 東京 , 2008/3 0810BA004
0610AE531
0408BA369
0507BA507
0610FP012

肱岡靖明 ： Chapter 9 The future today, GEO-4( 地球環境概況 ) 発表シンポジウ ム , 東京 , 2007/10 0610AE531
0610AA104
0507BA794
0408BA369
0507BA507

肱岡靖明 ： 地球温暖化によ る自然環境 ・ 人間社会等への影響 , 平成 18 年度富山県環境科学セン ター研
究成果発表会 , 富山 , 2007/10

0610AA104
0610AE531
0507BA507

肱岡靖明 ： 地球温暖化＋ 2 ℃ , 平成 18 年度環境省地球環境研究総合推進費公開シンポジウ ム , 東京 ,
2006/11, 同要旨集 , 10-11

0610AE531
0610AA104
0507BA507
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肱岡靖明 ： 温暖化のも た らす自然環境 ・ 人間社会への影響 , 鹿児島県地球温暖化防止活動推進セン ター
「第 3 回イ ン ス ト ラ ク ター研修会」 , 鹿児島 , 2005/11

0505BY910
0507BA794
0507BA507

肱岡靖明：温暖化のも た らす深刻な影響～自然環境・人間社会等への影響～ , 第 90 期北区区民大学 「地
球環境は今～地球温暖化を考え る～」 , 東京 , 2005/6

0507BA794
0507BA507

Hijioka Y.：Introduction to S-4 project, -Climate change impact studies in Japan-, Symp.Impact Clim.Change,
Tsukuba, 2009/6

0610AA103
0810BA004
0610FP012
0507BA507

Hijioka Y.：What are the impacts of climate change on Japan?, UK-Jpn.Work Shop: Clim.Modelling Bus.Risks,
Tokyo, 2009/1, Program, 7

0810BA004
0610FP012
0507BA507

肱岡靖明 ： 温暖化影響と気候安定化レベル , 第 3 回 ICAS 第 1 部門ワーク シ ョ ッ プ , 水戸 , 2008/12 0810BA004
0610FP012
0507BA507

肱岡靖明：環境政策の長期シナ リ オ研究 , サステ イナビ リ テ ィ 連携研究機構 (IR3S) 第 3 回ワーク シ ョ ッ
プ , 東京 , 2006/4

0610AA103
0408BA369
0507BA794
0608AG527
0507BA507

Hijioka Y. ： Development of water management model, 11th AIM Int.Workshop, Tsukuba, 2006/2 0507BA507
0507BA794
0610AE531

Hijioka Y.,Matsuoka Y.(*1),Takahashi K.,Harasawa H.,Mori H.(*1)(*1Kyoto Univ.) ： Water management
modeldevelopment in SDB, 10th AIM Int.Workshop, Tsukuba, 2005/3

0507BA794
0507BA507

Hijioka Y.,Masui T.,Takahashi K.,Matsuoka Y.(*1),Harasawa H.(*1Kyoto Univ.) ： AIM/Impact[Policy], 10th
AIM Int.Workshop, Tsukuba, 2005/3

0507BA794
0507BA507

Hijioka Y.,Takahashi K.,Matsuoka Y.(*1),Harasawa H.(*1Kyoto Univ.)：Impact of global warming on waterborne
diseases, 8th AIM Int.Workshop, Tsukuba, 2003/3

0004BA035

Hijioka Y.,Furumai H.(*1)(*1Univ.Tokyo) ： Integrated Modeling for build-up and wash-off behaviors of
suspended fine particles on roofs and roads, ENVIRO 2002/IWA World Water Congr., Melbourne, 2002/5,
Proceedings, e21391a

0002BA035

Hijioka Y. ： Development of AIM/Water -Impact analysis on water use for water resources-, 7th AIM
Int.Workshop, Tsukuba, 2002/3

0002BA035

肱岡靖明 ： 温暖化影響と気候安定化レベル , 平成 20 年度いばら き建設技術研究会総会 ( 特別講演会 ),
水戸 , 2008/10

0610AA104
0610AE531
0810BA004
0507BA507
0610FP012

肱岡靖明 ： 本シンポジウ ムの目的と内容の紹介 , 平成 20 年度環境省地球環境研究総合推進費公開シン
ポジウ ム , 東京 , 2008/10

0810BA004
0610FP012
0507BA507

肱岡靖明：温暖化によ る将来影響～温暖化影響から考え る気候安定化レベル～ , 第 199 回エネルギー問
題研究会 , 東京 , 2008/11

0810BA004
0610FP012
0507BA507

肱岡靖明 ： 温暖化によ る将来への影響 ～温暖化影響から考え る気候安定化レベル～ , 気象キ ャ ス ター
ネ ッ ト ワーク総会 , 東京 , 2009/2

0810BA004
0610FP012
0507BA507

肱岡靖明 ： 日本における温暖化の影響予測 , ヒ ューマン ・ ケア科学と地球温暖化 , 東京 , 2009/7 0913BA002
0610AA104
0810BA004
0610FP012
0507BA507
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肱岡靖明：地球温暖化「日本への影響」, H21 年度地球温暖化防止活動推進研修会 ( 第 1 回 ), 徳島 , 2009/8 0913BA002
0810BA004
0610FP012
0507BA507

肱岡靖明 ： 地球温暖化 『日本への影響』 －気候安定化レベル と影響－ , 2009 年地球環境研究総合推進
費一般公開シンポジウ ム , 東京 , 2009/11

0913BA002
0810BA004
0610FP012
0507BA507

肱岡靖明 ： 地球温暖化 「日本への影響」 , 日立市における 「市民環境 リ ーダー養成講座」 修了者のフ ォ
ローア ッ プ講座 , 日立 , 2010/2

0810BA004
0610FP012
0507BA507

肱岡靖明：温暖化は私たちにどのよ う な影響をあたえ るのか－温暖化影響から考え る気候安定化レベル
－ , 第 51 回日本大学工学部学術研究報告会 , 郡山 , 2008/12

0608AG527
0810BA004
0610FP012
0408BA369

肱岡靖明 ： 地球温暖化によ る下水道への影響 , 第 16 回パネルデ ィ ス カ ッ シ ョ ン , 東京 , 2009/1 0610FP012
0810BA004
0711BA335
0507BA507

肱岡靖明 ： 地球温暖化 「日本への影響」 ～長期的な気候安定化レベル と影響 リ ス ク評価～ , 第 17 回環
境アセス メ ン ト 学会制度研究部会 , 東京 , 2009/6

0610AA104
0913BA002
0810BA004
0610FP012
0507BA507

肱岡靖明 ： 地球温暖化 「日本への影響」 －長期的な気候安定化レベル と影響 リ ス ク評価－ , 第 45 回水
工学に関する夏期研修会 , 郡山 , 2009/8, 同講義集 , A-3-1-A-3-20

0610AA104
0610AE531
0913BA002
0610FP012
0507BA507

肱岡靖明 ： 気候変動の リ ス ク , 適応策の費用対効果の把握や目標設定のための方策 , 第 7 回気候変動適
応型社会の実現に向けた技術開発の方向性立案のためのタ ス ク フ ォース , 東京 , 2009/9

0913BA002
0610FP012
0810BA004
0507BA507

Hijioka Y.,Harasawa H.,Takahashi K.,Hanasaki N.,Jung C.,Masutomi Y.(*1)(*1Cent.Environ.Sci.Saitama) ：
Impact and adaptation studies and perspectives of AIM, 15th AIM Int.Workshop, Tsukuba, 2010/2

0913BA002

Hijioka Y. ： Introduction of AIM/Impact[Policy], 15th AIM Int.Workshop, Tsukuba, 2010/2 0610AE531
0913BA002
0810BA004
0610FP012
0507BA507

肱岡靖明 ： 温暖化影響総合予測プロ ジェ ク ト  地球環境研究総合推進費 S-4 「温暖化の危険な水準及び
温室効果ガス安定化レベル検討のための温暖化影響の総合的評価に関する研究」 , 第 1 回関係府省適応
連絡会議 , 東京 , 2008/12

0408BA369
0610AE531
0810BA004
0610FP012
0507BA507

Hijioka Y.,Takahashi K.,Mimura N.(*1),Kazama S.(*2),Kawagoe S.(*3),Tanaka N.(*4),Matsui T.(*4),Daimaru
H.(*4),Hanasaki  N.,Harasawa H.(*5) et a l . (*1Ibaraki  Univ.,*2Tohoku Univ.,*3Fukushima
Univ.,*4FFPRI,*5Cabinet Off.) ： Implications of 4+ ℃ in Japan -Quantitative analysis of sectoral impacts of
climate change in Japan using an integrated assessment model, AIM/Impact[Policy]-, 4Degrees Beyond Conf.,
Oxford, 2009/9

0609CE491
0610AE531
0810BA004
0610FP012
0507BA507

鶴見哲也 (*1), 馬奈木俊介 (*2), 日引聡 (*1 横浜国大院 ,*2 横浜国大 ) ： Effects of environmental regulation
on bilateral trade flows, 日本経済学会 2009 年度春季大会 , 京都 , 2009/6, プロ グ ラ ム , 15

0608AG527

日引聡 , 馬奈木俊介 (*1), 鶴見哲也 (*2)(*1 横浜国大 ,*2 横浜国大院 ) ： Does trade openness improve
environmental quality?, 日本経済学会 2009 年度春季大会 , 京都 , 2009/6, プロ グ ラ ム , 14

0608AG527
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日引聡： 生物多様性保全のための土地利用制限と 環境保全費用の負担： 譲渡性開発権制度 (TDR) の適用 ,
名古屋大学エコ ト ピア科学講演会： 102 プロ ジェ ク ト ワ ーク ショ ッ プ「 生物多様性 ・ 生態系と 経済 ・ 政策
研究へのアプロ ーチ」 , 名古屋 , 2009/5

0709AE453

日引聡 ： 経済学からの生物多様性問題へのアプローチ , 東北大学生態適応グ ローバル COE セ ミ ナー ,
仙台 , 2009/8

0709AE453

日引聡 ： 日本における環境政策と その評価について , 「日本モデル環境対策技術等の国際展開」 事業に
係わる第 2 回日越合同政策検討会 , 東京 , 2009/9

0709AE453

鶴見哲也 (*1), 馬奈木俊介 (*1), 日引聡 (*1 横浜国大 ) ： 国際貿易と エネルギー利用 , 環境経済 ・ 政策学
会 2009 年大会 , 千葉 , 2009/9, 同報告要旨集

0608AG527

平野靖史郎 , 古山昭子 , 茂木春香 , 藤谷雄二 ： カーボンナ ノ チューブの細胞障害性 と核転写因子の活性
化 , 第 79 回日本衛生学会学術総会 , 東京 , 2009/3, 日衛誌 , 398

0610SP003
0610AA303

Hirano S.,Furuyama A.,Fujitani Y.,Kanno S.(*1)(*1Hamamatsu Univ.Sch.Med.) ： Exposure of mammalian cells
to  ca rbon  nano tubes .  How do  the  ce l l s  r eac t  t o  the  f i be r  i n  v i tro? ,  4 th
Int.Conf.Environ.Eff.Nanopart.Nanomater., Vienna, 2009/9, Abstracts

0610AA303

Senga Y.(*1),Hiroki M.,Nakamura Y.(*1),Watarai Y.(*1),Watanabe Y.(*1),Nohara S.(*1Rissho Univ.) ： Vertical
profiles of DIN, DOC, microbial activities in the peat soil in Kushiro Mire, Northeastern Japan, 14th
Int.Symp.River Lake Environ., Ueda, 2009/8, Abstracts, 23

0709AE340
0812BB001

広木幹也 , 中川惠 , 赤坂宗光 , 高村典子：兵庫県南部ため池の底泥環境 , 日本陸水学会 第 74 回大会 , 大
分 , 2009/9, 同講演要旨集 , 102

0610AA304

広木幹也 , 千賀有希子 (*1), 野原精一 (*1 立正大 ) ： 釧路湿原における土砂の混入が土壌酵素活性に及ぼ
す影響 , 第 57 回日本生態学会大会 (ESJ 57), 東京 , 2010/3, 同講演要旨集 , 477

0812BB001

千賀有希子 (*1), 広木幹也 , 中村洋介 (*1), 渡来靖 (*1), 渡辺泰徳 (*1), 照井滋晴 (*2), 野原精一 (*1 立正大
,*2NPO 法人 PEG) ： 釧路湿原泥炭土壌の脱窒に溶存有機物質が与え る影響 , 第 57 回日本生態学会大会
(ESJ 57), 東京 , 2010/3, 同講演要旨集 , 515

0812BB001

黄仁姫 , 川本克也 ： バイオマス ・ プラ スチッ ク系廃棄物の熱分解 ・ ガズ化反応における生成物の物質収
支および基礎特性 , 第 20 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 名古屋 , 2009/9, 同予稿集 , 321-322

0712ZZ001

Nakayama S.(*1),Hwang In-Hee.,Kawamoto K.(*1Eight-Jpn.Eng.Consult.) ： Survey on current operating state
of MSW carbonization facilities in Japan, 第 20 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , Nagoya, 2009/9, 同予稿
集 , 603-604

0712ZZ001

福島路生：河川の生態系評価について , 第1回JBON(Japan Biodiversity Observation Network) ワーク シ ョ ッ
プ , 東京 , 2009/5

0610SP004

福島路生 ： ダムによ る流域分断と生物多様性 , 第 7 回環境研究機関連絡会成果発表会 , 東京 , 2009/11,
プロ グ ラ ム , 20

0610SP004
0911NA001
0610AA403

福島路生 , 島崎彦人 , 加藤秀男 ： 湿原河川生態系の生物多様性推定における リ モー ト センシングの有用
性について , 第 57 回日本生態学会大会 (ESJ 57), 東京 , 2010/3, 同講演要旨集 , 62

0610AA403
0911NA001

藤谷雄二 , 小林隆弘 , 嵐谷奎一 (*1), 秋山幸雄 (*1), 欅田尚樹 (*1)(*1 産業医大 ) ： 曝露評価のためのナ ノ
材料製造工場における粒子数粒径分布の測定 , 第 47 回大気環境学会年会 , 東京 , 2006/9, 同講演要旨集

0610AA303
0606CB014

藤谷雄二 , 小林隆弘 , 嵐谷奎一 (*1), 秋山幸雄 (*1), 欅田尚樹 (*1), 末村耕二 (*2)(*1 産業医大 ,*2 フ ロ ン
テ ィ アカーボン ) ： 曝露評価のためのナ ノ材料製造工場における粒子数粒径分布の測定 , 第 23 回ｴア ロ
ゾル科学 ・ 技術研究討論会 , 福岡 , 2006/8, 同予稿集 , 139-140

0606CB014

井出野良裕 (*1), 井川誠司 (*1), 小山博巳 (*1), 藤谷雄二 (*1 柴田科学 ) ： 金粒子発生装置の開発 と その評
価 , 第 24 回エア ロ ゾル科学 ・ 技術研究討論会 , 和光 , 2007/8, 同予稿集 , 47-48

0708AF546

藤谷雄二 , 小林隆弘 ： 曝露評価のためのナ ノ材料製造工場におけ るエア ロ ゾルの測定 , 第 24 回エア ロ
ゾル科学 ・ 技術研究討論会 , 和光 , 2007/8, 同予稿集 , 157-158

0606CB014
0610SP003

藤谷雄二 , 小林隆弘 (*1), 嵐谷奎一 (*2), 欅田尚樹 (*2)(*1 東京工大 ,*2 産業医大 ) ： 曝露評価のためのナ
ノ材料製造工場におけるエア ロ ゾルの測定, 第48回大気環境学会年会, 岡山, 2007/9, 同講演要旨集, 658

0606CB014
0610SP003

Fujitani Y.,Kobayashi T. ： Measurement of aerosols in engineered nanomaterials factories for the risk
assessment, Int.Symp.Nanotechnol.Environ.Prot.Pollut.2007, Fort Lauderale, 2007/12

0606CB014
0610SP003
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藤谷雄二 , 古山昭子 , 平野靖史郎：吸入実験の為の多層カーボンナ ノ チューブの発生法の検討 , 第 26 回
エア ロ ゾル科学 ・ 技術研究討論会 , 岡山 , 2009/8, 同予稿集 , 93-94

0910CD001
0610SP003

藤谷雄二 , 田村憲治 , 伏見暁洋 , 長谷川就一 , 高橋克行 (*1), 田邊潔 , 小林伸治 , 平野靖史郎 (*1 日本環境
衛セ )： 幹線道路近傍の大気環境中における エアロ ゾルの曝露調査 , 第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 ,
2009/9, 同講演要旨集 , 531

0808BY001
0610BY303
0610SP003

石井克巳 (*1), 藤谷雄二 (*1 千葉県環境研セ )：道路沿道の両側における大気中ナ ノ粒子の粒径分布調査
(2), 第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 , 2009/9, 同講演要旨集 , 529

飯島明宏 (*1), 佐藤啓市 (*2), 藤谷雄二 , 藤森英治 (*3), 斎藤由倫 (*1), 田邊潔 , 大原利眞 , 小澤邦壽 (*1),
古田直紀 (*4)(*1 群馬県衛環境研 ,*2 酸性雨研セ ,*3 環境調査研修所 ,*4 中央大 ) ： 大気中エア ロ ゾル中
アンチモンの発生源解析 , 第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 , 2009/9, 同講演要旨集 , 467

0608AG441

横田俊二 (*1), 藤谷雄二 , 平野靖史郎 , 藤巻秀和 (*1 食品薬品安全セ秦野研 ) ： 乳幼児期ラ ッ ト へのナ ノ
粒子を多 く 含むデ ィ ーゼル排気粒子の鼻腔内投与が成長後の情動性 , 学習能に与え る影響 , 第 50 回大
気環境学会年会 , 横浜 , 2009/9, 同講演要旨集 , 340

0610SP003

尾村誠一 (*1), 藤谷雄二 , 小林隆弘 (*1 東京工大 ) ： ハイ ア イ ド ル時デ ィ ーゼル排気短期曝露がラ ッ ト 心
臓の遺伝子発現へ及ぼす影響の解析 , 第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 , 2009/9, 同講演要旨集 , 287

0610BY303
0610SP003

藤野純一 ： 国民運動を意味あ る ものにするために研究から言え る こ と ： 「見え る化」 の必要性 , 参議院
国際 ・ 地球温暖化問題に関する調査会 , 東京 , 2009/4

0810BA004
0610AA104
0408BA369

藤野純一 ： 低炭素社会に向けて , 材料の微細組織と機能性 第 133 委員会 第 201 回研究会 , 東京 , 2009/
4, 同予稿集 , 10-15

0810BA004
0610AA104
0408BA369

Fujino J. ： Modeling sustainable low carbon Asia, Int.Semin.Green Growth Low Carbon Soc., Seoul, 2009/4,
Abstracts, 93-115

0810BA004
0610SP001
0408BA369

藤野純一 ： 環境問題って何？－低炭素社会を例に－ , 第 5 回 3E カフ ェ , つ く ば , 2009/4 0810BA004
0610AA104
0408BA369

藤野純一：中期目標検討会のシナ リ オの解説 , MAKE the RULE セ ミ ナー ど う なる？ど う する？2020 年
温暖化対策の中期目標 , 東京 , 2009/5

0810BA004
0610AA104
0408BA369

藤野純一 ： 中期目標検討について , 日本の中期目標を考え るセ ッ シ ョ ン , 東京 , 2009/5 0810BA004
0610AA104
0408BA369

藤野純一 ： 中期目標検討について , IGES 地球環境セ ミ ナー 2009 特別企画 コペンハーゲンに向けて日
本の中期目標はど う あ るべきか , 東京 , 2009/5

0810BA004
0610AA104
0408BA369

Fujino J.：Modeling sustainable Low-Carbon Society -Experience of Japan scenario development, IR3S-Tyndall
Cent.Jt.Symp.: Pathway toward low carbon society and global sustainability, Norwich, 2009/5, Abstracts

0810BA004
0610AA104
0408BA369

藤野純一 ： 日本低炭素社会のシナ リ オ , JQAI サマーセ ミ ナー , 東京 , 2009/6 0810BA004
0610AA104
0913BA002

藤野純一 ： 2050 日本低炭素社会に向けてのシナ リ オ , 三井業際研究所 Cool Earth 革新技術調査研究委
員会 , 東京 , 2009/6

0810BA004
0610AA104
0913BA002

藤野純一 ： 気候変動政策における日本の政策 , JICA 国別研修 「自治体における機構変動対策」 , 東京 ,
2009/7

0810BA004
0610AA104
0913BA002

藤野純一 ： 2050 年低炭素社会に生き残る企業像 , モ ノづ く り 推進会議 特別講演会 , 東京 , 2009/7 0610AA104
0810BA004
0913BA002
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藤野純一 ： 2050 年低炭素社会に向けて－ 2020 年温室効果ガス中期目標に触れながら－ , 2009 年度第 5
回 KDDI 総研セ ミ ナー , 東京 , 2009/7

0810BA004
0610AA104
0913BA002

藤野純一 ： 結局ど う し た らいいの？温暖化対策！！ , 第 1 回アースサポーターマイ ス ター研修 , 福井 ,
2009/7

0810BA004
0610AA104
0913BA002

藤野純一：低炭素社会に向けて－ 2020 年中期目標と 2050 年低炭素社会のデザイ ン－ , 原子力安全シス
テム研究所定例講演会 , 敦賀 , 2009/7

0810BA004
0610AA104
0913BA002

藤野純一：地球温暖化を防ぐ社会の在 り 方ー低炭素社会に向けた 12 の方策 , 平成 21 年度ダ イハツ工業
株式会社環境講演会 , 池田 , 2009/8

0810BA004
0610AA104
0913BA002

藤野純一：低炭素社会へ向けた世界 と日本の動き , 持続可能社会へのバッ ク キ ャ ステ ィ ング手法に関す
るセ ミ ナー , 京都 , 2009/8

0810BA004
0610AA104
0913BA002

藤野純一 ： なぜ低炭素社会が必要なのか～地球温暖化の行方 , 平成 21 年度環境シンポジウ ム , 仙台 ,
2009/9

0810BA004
0610AA104
0913BA002

藤野純一 ： 「地球温暖化－日本の戦略」 日本の中期目標－その評価 と実現のための方策 , 第 3 回新環境
エネルギー科学創成特別部門セ ミ ナー , 東京 , 2009/9

0810BA004
0610AA104
0913BA002

藤野純一 ： 温暖化対策から低炭素社会形成へ , 平成 21 年度環境講習会 「低炭素社会の構築に向けたま
ちづ く り のあ り 方」 , 東京 , 2009/10

0610AA104
0810BA004
0913BA002

藤野純一：温暖化を防ぐ社会のあ り 方－低炭素社会の構築への取 り 組み－ , 地球温暖化防止活動推進セ
ン ター職員研修 実践活動 (2) ～地球温暖化の科学的知見再確認～ , 東京 , 2009/10

0810BA004
0610AA104
0913BA002

藤野純一 ： 低炭素社会に向けた 12 の方策 , R ＆ D フ ォーラ ム～低炭素社会に向けて～ , 東京 , 2009/10 0810BA004
0610AA104
0913BA002

藤野純一 ： 低炭素社会実現に向けて－建築設備技術者への期待－ , 建築設備技術者協会 創立 20 周年記
念事業 , 東京 , 2009/11

0810BA004
0610AA104
0913BA002

藤野純一 ： 低炭素社会に向けた 12 の方策 , 筑西市明野商工会 『商工会塾』 公開講座 , 筑西 , 2009/11 0810BA004
0610AA104
0913BA002

藤野純一 ： 「環境の大切さ」 地球の温暖化防止策と未来の姿 , さいたま市立土合中学校 総合的な学習の
時間講師 , さ いたま , 2009/11

0810BA004
0610AA104
0913BA002

藤野純一 ： 日本 2050 年 25％削減目標について～タ ス ク フ ォース作業に参加し て～ , カーボン リ ス ク研
究委員会 , 東京 , 2009/11

0810BA004
0610AA104
0913BA002

藤野純一 ： 低炭素社会に向けた 12 の方策 , 環境講演会－低炭素なエネルギーを使った社会づ く り ・ 地
域づ く り に向けて－低炭素社会の創 り 方 , 宜野湾 , 2010/1

0610AA104
0810BA004
0913BA002

藤野純一 ： 「低炭素社会に向けた 12 の方策」 ～ COP15 以降の展望 と 25% 削減の可能性を探る～ , 第 19
回東芝グループ環境展 , 東京 , 2010/2

0610AA104
0810BA004
0913BA002

藤野純一 ： 低炭素社会に向けた 2020 年／ 2050 年シナ リ オ , 第 101 回建築設備綜合ゼ ミ ナール , 東京 ,
2010/2

0610AA104
0810BA004
0913BA002
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藤野純一：低炭素社会に向けて日本が取るべき行動 と期待される役割～ 25％削減と COP15 の行方をに
らみながら～ , ヒ ー ト ポンプシステム研究会定例会 , 東京 , 2010/2

0610AA104
0810BA004
0913BA002

藤野純一： 低炭素社会実現に向けて企業が取り 組むべき こ と , 2009 年度／下期 カシオ環境会議 , 東京 ,
2010/2

0610AA104
0810BA004
0913BA002

Fujino J. ： Scenarios for a low carbon society in Japan in 2050, Cambridge Kyoto Symp.Pathways Low Carbon
Society, Cambridge, 2010/3, Program

0610AA104
0810BA004
0913BA002

藤野純一 ： 低炭素社会実現に向けて , 区民環境行動講演会 , 東京 , 2010/3 0610AA104
0810BA004
0913BA002

Fujino J. ： Scenarios for a low carbon society(LCS) in Japan in 2050, 平成 21 年度中国環境政策等調査事業
日中低炭素社会共同公開セ ミ ナー , 北京 , 2010/3

0610AA104
0810BA004
0913BA002

藤野純一 ： 欧州 40％レポー ト へのコ メ ン ト と日本の中長期ロード マ ッ プ策定 , FoEJapan 緊急会議 25％
削減は国内対策で達成でき る！温暖化対策基本法と中長期ロード マ ッ プへの提言～欧州の 40％削減シ
ナ リ オから , 東京 , 2010/3

0610AA104
0810BA004
0913BA002

Fujino J.,Dai H. ： 2050 Japan Low-Carbon Society(LCS) scenarios and roadmap, Low Carbon Econ.Forum-
Guang Dong 2009, Guangdong, 2009/10

0610AA104
0810BA004
0913BA002

Fujimaki H.,Tin-Tin-Win-Shwe,Kunugita N.(*1),Yamamoto S.,Arashidani K.(*1)(*1UOEH) ： Strain differences
influence synaptic plasticity-related gene expression in olfactory bulb of a mouse model of allergy following
toluene exposure, 13th Congr.Eur.Fed.Neurol.Soc., Florence, 2009/9, Abstracts, 566

0911CD016
0610CD494
0610AA302

伏見暁洋 , 斉藤勝美 (*1), 藤谷雄二 , 長谷川就一 , 高橋克行 (*2), 世良耕一郎 (*3), 田邊潔 , 小林伸治 (*1
秋田県健康環境セ ,*2 日本環境衛セ ,*3 岩手医大サイ ク ロ ト ロ ンセ ) ： デ ィ ーゼル排出ナ ノ粒子 (<30nm)
の化学組成と由来 , 第 15 回 NMCC 共同利用研究成果発表会 , 盛岡 , 2009/5, 同予稿集 , 9

0608AG457
0608AG441
0808BY001

伏見暁洋 , 橋本俊次 , 田邊潔 , 小林伸治 , 家田曜世 (*1), 落合伸夫 (*1), 笹本喜久男 (*1), 星純也 (*2)(*1 ゲ
ステル ,*2 東京都環境科研 )：加熱脱着 GC/MS によ る極微量粒子中 PAHs oxy-PAHs nitro-PAHs, methyl-
PAHs の定量に向けた基礎検討 , 第 18 回環境化学討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演要旨集 , 718-719

0610FP013
0808BY001
0608AG457
0608AG441

伏見暁洋 , 和穎朗太 (*1), 内田昌男 , 加藤和浩 , 近藤美由紀 , 長谷川就一 , 森野悠 , 小林伸治 , 柴田康行 ,
田邊潔 他 (*1 農環技研 ) ： 2007 年夏季関東におけ る微小粒子広域観測と モデ リ ング (9) 全炭素中 (14)C
の経時変化と由来解析 , 第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 , 2009/9, 同講演要旨集 , 459

0610FP013
0608AG441

伏見暁洋 , 橋本俊次 , 田邊潔 , 小林伸治 , 家田曜世 (*1), 落合伸夫 (*1), 笹本喜久男 (*1), 星純也 (*2)(*1 ゲ
ステル ,*2 東京都環境科研 ) ： 加熱脱着 GC/MS によ る大気粒子及びデ ィ ーゼル排気粒子中 PAHs(oxy,
nitro, methyl 化体を含む ) の高感度定量 , 第 15 回大気化学討論会 , つ く ば , 2009/10, 同講演要旨集 , 51

0909BY001
0911BD003
0911AG005

古濱彩子 , 青木康展 , 白石寛明 ： 求核剤と α, β 不飽和カルボニル化合物の反応計算によ る急性毒性の
解釈 , 第 3 回分子科学討論会 , 名古屋 , 2009/9, 同要旨集 , 1P097

0610AK533
0910AF003

古山昭子 , 藤谷雄二 , 平野靖史郎：カーボンナ ノ チューブの分散状態 と毒性影響 , 第 79 回日本衛生学会
学術総会 , 東京 , 2009/3, 日衛誌 , 399

0610AA303

古山昭子 ： デ ィ ーゼル排ガス曝露肺における遺伝子発現変化 , 大気環境学会健康影響分科会 ( 関東支部
健康影響部分共催 ) 講演会 , つ く ば , 2009/2

0610BY303
0610AA303

古山昭子 ： 独立行政法人国立環境研究所における取 り 組み , 総合科学技術会議 科学技術連携施策群 ナ
ノ テ ク ノ ロ ジーの研究開発推進と社会受容に関する基盤開発シンポジウ ム , 東京 , 2009/11, 同予稿集

0610SP003
0610AA303

Bekki K.,Takigami H.,Suzuki G.(*1),Tang N.(*2),Hayakawa K.(*2)(*1CMES Ehime Univ.,*2Kanazawa Univ.) ：
Evaluation of endocrine disrupting potencies of polycyclic aromatic hydrocarbon derivatives using in vitro
bioassays, BioDetectors Workshop 2009, Amsterdam, 2009/9, Program

0610AB447

戸次加奈江 , 滝上英孝 , 鈴木剛 (*1), 唐寧 (*2), 早川和一 (*2)(*1 愛媛大 ,*2 金沢大 ) ： In vitro バイオア ッ
セイ を用いた多環芳香族炭化水素誘導体の内分泌撹乱作用に関する多面的評価, 日本内分泌攪乱化学物
質学会 第 12 回研究発表会 , 東京 , 2009/12, 同研究発表会要旨集 , 105

0610AB447
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Belikov D.,Koyama Y.,Miyasaka T.(*1),Maksyutov S.(*1Fujitsu FIP) ： High-resolution modeling of greenhouse
gases using GPV meteorological dataset, Jpn.Geosci.Union Meet.2009, Chiba, 2009/5, Abstracts, F119-P008

0610AL917
0610AA102

Belikov D.,Miyasaka T.(*1),Saeki T.,Maksyutov S.(*1Fujitsu FIP) ： High-resolution modeling of greenhouse
gases using NIES transport model with GPV meteorological dataset, 8th Int.Carbon Dioxide Conf., Jena, 2009/
9, Abstracts

0610AL917
0610AA102

Patra P.K.(*1),Niwa Y.(*2),Sawa Y.(*3),Takigawa M.(*1),Belikov D.,Ikegami M.(*4),Imasu R.(*2),Machida
T.,Maksyutov S.,Oda T.(*1JAMSTEC,*2CCSR Univ.Tokyo,*3MRI,*4JMA) ： CONTRAIL-Transport model
intercomparison(TMI): analysis of CO2 concentrations in the UT/LS region, 8th Int.Carbon Dioxide Conf.,
Jena, 2009/9, Abstracts

0610AA101

Belikov D.,Maksyutov S.：Off-line algorithm for calculation of vertical tracers transport due to deep convection
in the troposphere, AGU 2009 Fall Meet., San Francisco, 2009/12, Abstracts

0610AA102

Horiguchi T.,Colville A.(*1),Hamilton L.(*1),Shiraishi F.,Nakajima D.,Kamata R.,Lim R.(*1),Shiraishi
H.(*1Univ.Technol.Sydney) ： Imposex and organotin concentrations in Thais orbita and Morula marginalba
around Sydney, NSW, Australia, 18th Symp.Environ.Chem.( 第 18 回環境化学討論会 ), Tsukuba, 2009/6,
Abstracts, 864-865

0610AE558

Cho H.S.(*1),Park J.C.(*1),Choi M.K.(*1),Choi H.G.(*1),Horiguchi T.(*1Chonnam Natl.Univ.)：Recent trends
of imposex and organotins content in the Rock shell, Thais Clavigera from Korean coast, 18th
Symp.Environ.Chem.( 第 18 回環境化学討論会 ), Tsukuba, 2009/6, Abstracts, 938-939

0610AE558

堀口敏宏：生態系に対する リ ス ク をど う 考え , 評価するか～巻貝のイ ンポセ ッ ク ス研究 と東京湾におけ
る調査研究を通し て～ , 第 2 回中海の自然再生を目指すシンポジウ ム , 安来 , 2009/10, 同予稿集 , 35-37

0610AA304

Maksyutov S.,Koyama Y.,Valsala V.,Oda T.,Belikov D.,Saito M.,Ito A.,Patra P.K.(*1)(*1FRCGC/JAMSTEC)：
Inverse model algorithms for GOSAT L4 regional carbon flux product, EGU Gen.Assem.2009, Vienna, 2009/4,
Abstracts, EGU2009-8372-2

0608BB931
0610AA102

Maksyutov S.,Machida T.,Saeki T.,Patra P.(*1),Tarasova O.(*2),Houweling S.(*3)(*1FRCGC/
JAMSTEC,*2MPI Chem.,*3SRON/NISR) ： Seasonal cycle of the tropospheric methane observed and modeled
over Siberia, 5th Int.Symp.Non-CO2 Greenhouse Gases(NCGG-5), Wageningen, 2009/6, Abstracts

0610AA102
0610AA101

Maksyutov S.,Koyama Y.,Valsala V.,Oda T.,Belikov D.,Takagi H.,Saito M.,Ito A.,Patra P.K.(*1)(*1JAMSTEC)：
Forward and inverse modelling algorithms for regional CO2 flux estimation with GOSAT observations, 8th
Int.Carbon Dioxide Conf., Jena, 2009/9, Abstracts

0610AL917
0610AA102

Kim H.S.(*1),Maksyutov S.,Patra P.K.(*2),Sudo K.(*3),Saeki T.,Inoue G.(*1)(*1RIHN,*2FRCGC/
JAMSTEC,*3Nagoya Univ.)：Methane inverse modeling using NIES transport model: The impact of data choices
on estimates, 8th Int.Carbon Dioxide Conf., Jena, 2009/9, Abstracts

0610AA102

Kim H.S.(*1),Maksyutov S.,Patra P.K.(*2),Sudo K.(*3),Saeki T.,Inoue G.(*1)(*1RIHN,*2JAMSTEC,*3Nagoya
Univ.) ： Estimates of regional methane fluxes using NIES transport model, 第 15 回大気化学討論会 , つ く ば ,
2009/10, 同講演要旨集 , 63

0610AA102

Kim H.S.(*1),Maksyutov S.,Saeki T.,Inoue G.(*1)(*1RIHN) ： Methane inverse modeling using NIES transport
model: Optimization of the seasonal flux based on observation data and a piror flux, 4th Jpn.-China-Korea
Jt.Conf.Meteorol., Tsukuba, 2009/11, Abstracts, 227

0610AA102

Kim H.S.(*1),Maksyutov S.,Patra P.K.(*2),Sudo K.(*3),Saeki T.,Inoue G.(*1)(*1RIHN,*2JAMSTEC,*3Nagoya
Univ.) ： Estimates of regional CH4 fluxes using NIES transport model, 日本気象学会 2009 年度秋季大会 , 福
岡 , 2009/11, 同講演予稿集 , 109

0610AA102

Maksyutov S. ,Saeki  T. ,Bloom A.A.(*1),Frankenberg C.(*2) ,Yoshida Y. ,Mor ino I . ,Yokota
T.(*1Univ.Edinburgh,*2SRON) ： Observation-based estimate of the error in atmospheric methane column
retrieved from GOSAT SWIR spectra, AGU 2009 Fall Meet., San Francisco, 2009/12, Abstracts

0610AA102

Maksyutov S.,Machida T.,Sasakawa M.,Koyama Y.,Saeki T.,Shimoyama K.(*1),Glagolev M.(*2),Kim
H.(*3),Inoue G.(*3),Fedoseev N.(*4) et al.(*1Hokkaido Univ.,*2Moscow State Univ.,*3RIHN,*4Permafrost
Inst.) ： Tropospheric methane and carbon dioxide over West Siberia: observation data analysis, surface flux
inventories and transport modeling, AGU 2009 Fall Meet., San Francisco, 2009/12, Abstracts

0610AA101

Maksyutov S.,Valsala V.,Koyama Y.,Oda T.,Belikov D.,Saito R.,Saeki T.,Saito M.,Ito A.,Patra
P.K.(*1)(*1JAMSTEC) ： Global carbon cycle modeling tools for GOSAT data analysis, 6th Int.Workshop
Greenhouse Gas Meas.Space(IWGGMS-6), Kyoto, 2010/1, Abstracts, 14

0610AL917
0610AA102
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Chevallier F.(*1),Pison I.(*1),Bousquet P.(*1),Breon F.-M.(*1),Maksyutov S.,Saito R.,Yoshida Y.,Yokota
T.,Frankenberg C.(*2)(*1LSCE,*2SRON/NISR) ： Estimation of sources and sinks of CO2 and CH4 from
GOSAT: Expected accuracy and preliminary results with real data, 6th Int.Workshop Greenhouse Gas
Meas.Space(IWGGMS-6), Kyoto, 2010/1, Abstracts, 15

0610AA102

Masui T. ： Role for emission inventory in integrated assessment model, 1st Int.Workshop Emiss.Inventory Air
Pollutants Asia, Tsukuba, 2010/3

0913BA001

Masui T. ： Mid-term target in Japan and contribution of AIM, 15th AIM Int.Workshop, Tsukuba, 2010/2 0810BA004

Masui T. ： Models developed by Asia LCS project and scenarios, 15th AIM Int.Workshop, Tsukuba, 2010/2 0913BA002

Masui T. ： Low carbon society and materials use, Workshop Supply Demand Resour.Low Carbon Dev.Asia-
Pac.Reg., Tokyo, 2010/2

0609CE491

増井利彦 ： 民主党の掲げる環境政策が変化させる日本の産業構造－温室効果ガス削減の中期目標から ,
大和総研環境セ ミ ナー , 東京 , 2010/1

0810BA004

増井利彦 ： 温室効果ガス排出量 25％削減をど う 実現するか？ , COP15 の結果を日本の企業はど う 受け
と めるべきか－環境文明 21 企業会員のつどい－ , 東京 , 2010/1

0810BA004

Masui T.： How to reach global sustainable vision -Integration of climate change, material cycle and ecosystem-,
UC-Todai/IR3S Workshop, Copenhagen, 2009/12

0609CE491

増井利彦 ： 日本は 25％削減する こ と ができ るのか？ , 「持続可能な発展の重層的環境ガバナン ス」 市
民公開シンポジウ ム , 京都 , 2009/11

0810BA004

増井利彦 ： 日本の中期目標を検証する－科学の側面か ら－ , 第 17 期地球環境大学コペンハーゲン
(COP15) に向けて！－地球温暖化と私たちの未来－ , 大阪 , 2009/10

0810BA004

増井利彦 , 張暁曦 (*1)(*1 東京工大 )：気候変動によ る水資源の変動が中国の社会経済活動に与え る影響
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学会 2009 年会 , 札幌 , 2009/9, 同講演予稿集 , 146-147

0810BA004
0610AA104
0610SP001

松本健一 , 増井利彦：Short-term dynamic effects of carbon tax based on the imputed price of carbon, 環境経
済 ・ 政策学会 2009 年大会 , 千葉 , 2009/9, 同報告要旨集 , 43-44

0610AA104
0810BA004
0610SP001

Matsumoto K.,Masui T. ： Long-term dynamic effects of carbon tax based on the imputed price of carbon, 5th
Dubrovnik Conf.Sustainable Dev.Energy,Water Environ.Syst., Dubrovnik, 2009/10, Abstracts, 327-328

0810BA004
0610AA104
0610SP001

Matsumoto K. ： The pathway to achieve 6W/m2 stabilization of radiative forcing in 2100, Sophia
Univ.Cent.Environ.Trade Res.2nd Workshop: Computable general equilibrium analysis of climate and trade
policy, Tokyo, 2009/11, Program

0810BA004
0610AA104
0610SP001
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Matsumoto K.：Energy mix change and energy security improvement through climate change mitigation: Analysis
of RCP cases, Jt.TERI ETSAP Workshop: Energy modelling tools and techniques to address sustainable
development and climate change, New Delhi, 2010/1, Program, 2

0810BA004
0610AA104
0610SP001

Matsumoto K.：Regional and spatial analysis on 3E under a constraint on radiative forcing: Integrated assessment
using economic, land-use, and ecosystem models, 15th AIM Int.Workshop, Tsukuba, 2010/2, Program

0810BA004
0610AA104
0610SP001

松本理 ： 有害大気汚染物質の健康 リ ス ク評価と指針値の設定 , フ ォーラ ム 2009 ： 衛生薬学 ・ 環境 ト キ
シ コ ロ ジー , 宜野湾 , 2009/11, J.Health Sci., 93

0610AK915
0610AK544

松本理 ： 実験的知見に基づいた大気環境目標値の設定－わが国の状況 と 国際的動向 , 環境 リ ス ク評価
ワーク シ ョ ッ プ 「有害大気汚染物質の環境基準・指針値設定ガ イ ド ラ イ ン策定に向けて」 , 東京 , 2010/3

0610AK544
0810MA002

真野浩行 , 坂本正樹 , 田中嘉成 ： 8 種類の ミ ジン コに対する カルバ リ ル と メ ソ ミ ルの急性毒性影響の調
査と比較 , 第 15 回日本環境毒性学会 ・ バイオア ッ セイ研究会合同研究発表会 , 東京 , 2009/10, 同講演
要旨集 , 6

0610AA304

三森文行 , 渡邉英宏 , 高屋展宏 ,Garwood M.(*1),Auerbach E.J.(*1)(*1Univ.Minnesota)：1.9, 3, 4.7, 7T にお
ける ヒ ト 脳の T2 緩和と鉄 , 第 37 回日本磁気共鳴医学会大会 , 横浜 , 2009/10, 日磁医誌 , 145

0610AE416
0709CD311

三森文行 , 渡邉英宏 , 高屋展宏 ： 高磁場 MRI 装置は低磁場機を兼ねるか？ , 第 37 回日本磁気共鳴医学
会大会 , 横浜 , 2009/10, 日磁医誌 , 214

0610AE416
0709CD311

Mitsumori F.：Transverse relaxation of the tissue water in human brain is predominantly determined by iron and
macromolecules, 7th Bi-annu.Minnesota Workshops High Field MRI Spectrosc.MRI Brain Funct., Minneapolis,
2009/10, Abstracts, 61

0610AE416
0709CD311

三森文行 ： MRI を用いる生体鉄の無侵襲計測 , 第 1 回日本安定同位体 ・ 生体ガス医学応用学会大会 , 東
京 , 2009/10, 同予稿集 , 24

0610AE416
0709CD311

宮崎千尋 , 津守博通 , 中岡慎一郎 , 野尻幸宏：貨物船によ る西太平洋の海洋表層 CO2 分圧観測 , 2009 年
度日本海洋学会秋季大会 , 京都 , 2009/9, 同講演要旨集 , 137

0810BB001

Miyazaki C.,Nakaoka S.,Nojiri Y. ： NIES ocean pCO2 measurement of VOS over the western Pacific, PICES
2009 Annu.Meet., Jeju, 2009/10, Abstracts, 302

0810BB001

宮崎千尋 , 津守博通 , 中岡慎一郎 , 野尻幸宏 , 鈴木亨 (*1)(*1 海洋情報研セ )： 貨物船によ る 太平洋の海洋
表層 CO2 分圧観測データ セッ ト と その作成プロ セス , 2009 年度日本海洋学会春季大会 , 東京 , 2009/4,
同講演要旨集 , 256

0810BB001

Miyazaki C.,Nakaoka S.,Nojiri Y. ： The composition of NIES underway measurement data and its QA/QC,
SOCAT Pac.Reg.Workshop, Tsukuba, 2009/3, IOC Workshop Report, 5

0810BB001

宮本祐樹,森野勇,内野修,横田達也,町田敏暢,澤庸介(*1),松枝秀和(*1),Sweeney C.(*2),Tans P.P.(*2)(*1
気象研 ,*2NOAA/ESRL) ： 航空機観測によ る世界各地点での CO2 カ ラ ム平均濃度の導出～ GOSAT の検
証に向けて , 第 15 回大気化学討論会 , つ く ば , 2009/10, 同講演要旨集 , 77

0610AA102
0810BY001

Miyamoto Y.,Morino I.,Uchino O.,Yokota T.,Machida T.,Sawa Y.(*1),Matsueda H.(*1),Sweeney C.(*2),Tans
P.P.(*2)(*1MRI,*2NOAA) ： Column-averaged mole fraction of CO2(XCO2) calculated from aircraft
measurements in the world: Toward the validation of GOSAT, AGU 2009 Fall Meet., San Francisco, 2009/12,
Abstracts

0610AA102
0810BY001

Miyamoto Y.,Morino I.,Uchino O.,Yokota T.,Machida T.,Sawa Y.(*1),Matsueda H.(*1),Sweeney C.(*2),Tans
P.(*2),Patra P.K.(*3)(*1MRI,*2ESRL/NOAA,*3JAMSTEC) ： Validation of GOSAT column-averaged mole
fractions of carbon dioxide using aircraft measurement by CONTRAIL, NOAA and NIES, 6th Int.Workshop
Greenhouse Gas Meas.Space(IWGGMS-6), Kyoto, 2010/1, Abstracts, 37-38

0610AA102
0810BY001

Miyawaki K.,Omori Y.(*1),Hibiki A.(*1Univ.Tokyo) ： A Bayesian estimation of the residential gas demand on
the nonconvex budget set, Int.Workshop Bayesian Econ.Stat., Tokyo, 2010/2, プロ グ ラ ム

0910CD007

Mukai H.,Tohmine K. ,Kajita Y. ： Reevaluation of isotopic scale for CO2 in NIES and its relation with inter-
comparison works, 15th WMO/IAEA Meet.Experts Carbon Dioxide,Other Greenhouse Gases,Related Tracer
Meas.Tech., Jena, 2009/9

0810AC002
0913BB001
0610AA101
0610SP001
0909BY004
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Mukai H.,Machida T.,Nojiri Y.,Terao Y.,Tanimoto H.,Nara H.,Tohjima Y.,Hashimoto S.,Sunaga A.,Koyama
Y.,Maksyutov S. ： Regional characteristics on greenhouse gaseous concentrations in some Asia/Pacific sites,
8th Int.Carbon Dioxide Conf., Jena, 2009/9, Abstracts

0909BY004
0913BB001
0810AC002
0610AA101
0610SP001

村上理映 ： 廃電気電子機器のフ ローと リ サイ クル政策－台湾を事例 と し て , 第 4 回日本 LCA 学会研究
発表会 , 北九州 , 2009/3, 同予稿集 , 290-291

0610AA204
0608BE328

村上理映 , 村上進亮 (*1), 寺園淳 (*1 東大院 )： 使用済み携帯電話のリ サイ ク ル , リ ユース の現状と 課題 ,
第 20 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 名古屋 , 2009/9, 同予稿集 , B2-4

0610AA202
0911BE006

三輪修平 (*1), 村上進亮 (*1), 村上理映 (*1 東大院 )： 使用済み携帯電話の回収に対する消費者行動分析 ,
第 20 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 名古屋 , 2009/9, 同予稿集 , 45-46

0911BE006

村上理映 , 鄭城尤 (*1)(*1 アジア経済研 )：途上国における E-waste 管理の課題 先進国からの示唆を目指
し て , 環境経済 ・ 政策学会 2009 年大会 , 千葉 , 2009/9, 同報告要旨集 , 272-273

0911BE006
0610AA204

村上理映 ： 先進国の経験からみる E-waste 管理の課題－日本 ・ 韓国 ・ 台湾を事例 と し て , 資源循環に関
する研究交流会 ( コ ン ソーシアム ・ 福岡研究助成事業 「資源循環 ・ 低炭素型都市づ く り の学際研究 ： 福
岡市の釜山広域氏を中心に」 プロ ジェ ク ト ), 福岡 , 2010/2

0911BE006
0610AA204
0610AA201
0610SP002

村田智吉 , 越川昌美 , 渡邊未来 , 高松武次郎 (*1)(*1 茨城大 ) ： 射撃場内の水土壌環境中における鉛弾の
風化プロセス と その後の動態 , 日本土壌肥料学会 2009 年大会 , 京都 , 2009/9, 同講演要旨集 , 172

0610FP016

魚井夏子 (*1), 渡邊眞紀子 (*1), 坂上伸生 (*2), 村田智吉 (*1 首都大院 ,*2 東京工大 ) ： 土地利用 と造成の
履歴に着目し た都市土壌の評価手法の検討－北の丸公園を事例 と し て－ , 日本地理学会 2009 年春季学
術大会 , 東京 , 2009/3, 同要旨集 , 253

0610FP016

魚井夏子 (*1), 村田智吉 , 渡邊眞紀子 (*2)(*1 首都大院 ,*2 首都大 )：土壌硬度プロ フ ァ イル と化学性状に
基づ く 都市土壌の類型化－北の丸公園を事例と し て－ , 日本地理学会 2009 年度秋季学術大会 , 西原町
( 沖縄県 ), 2009/12, 同要旨集 , 100135

森育子 , 宇加地幸 , 永野公代 , 伊藤裕康 , 吉永淳 (*1), 西川雅高 (*1 東大 )：茶葉中の多元素分析用環境標
準試料の開発 , 第 18 回環境化学討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演要旨集 , 762-763

0610AD474

高菅卓三 (*1), 森育子 , 清水厚 , 早崎将光 (*2), 西川雅高 (*1 島津テ ク ノ リ サーチ ,*2 千葉大環境 リ モー
ト センシング研セ ) ： 黄砂飛来時期における大気捕集試料中の農薬 ・ POPs ・ PAH の解析 , 第 18 回環境
化学討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演要旨集 , 460-461

0911BA005

早崎将光 (*1), 森育子 , 清水厚 , 西川雅高 , 高菅卓三 (*2)(*1 千葉大 CEReS,*2 島津テ ク ノ リ サーチ )：2006,
2007 年の大規模黄砂期間における浮遊粒子状物質 ・ 汚染物質濃度の特徴 , 第 50 回大気環境学会年会 ,
横浜 , 2009/9, 同講演要旨集 , 243

0610AA401
0911BA005

森保文 , 犬塚裕雅 (*1), 前田恭伸 (*2), 淺野敏久 (*3), 杉浦正吾 (*4)(*1NPO 法人 CoCoT,*2 静岡大 ,*3 広
島大 ,*4 筑波大 ) ： 街の美化活動への継続的参加と コ ス ト ・ ベネフ ィ ッ ト および機会の関係 , 環境科学
会 2009 年会 , 札幌 , 2009/9, 同講演予稿集 , 164-165

0709CD281
0610AE451

前田恭伸 (*1), 森保文 , 伊藝直哉 (*2), 犬塚裕雅 (*3), 淺野敏久 (*4), 杉浦正吾 (*5), 井田国宏 (*6)(*1 静岡
大 ,*2 イ ンテージ ,*3NPO 法人 CoCoT,*4 広島大 ,*5 筑波大 ,*6 中外炉工 ) ： 環境ボ ラ ンテ ィ ア獲得のた
めの情報提供システム , 環境科学会 2009 年会 , 札幌 , 2009/9, 同講演予稿集 , 166-167

0709CD281
0610AE451

Mor iguch i  Y . ： UNEP's  i n te rnat i ona l  pane l  f o r  sus ta i nab l e  re source  management ,  9 th
Int.Conf.Ecomaterials(ICEM 9), Seika(Kyouto), 2009/11, Abstracts, 37-38

0610SP002

森口祐一 ： 地球温暖化と ごみ処理の関わ り , 平成 21 年度廃棄物資源循環学会主催シンポジウ ム 「低炭
素社会をめざす廃棄物処理のあ り 方」 , 東京 , 2010/2, 同資料集 , 11-20

0610AA104
0610SP002

森口祐一 ： 見直し を経た 「家電 リ サイ クル法」 の現状と課題 , エネルギー ・ 資源学会 平成 21 年度第 1
回講習会 「家電等 リ サイ クルの現状と課題」 , 大阪 , 2009/10, 研究資料 No.83, 11-20

0610SP002

森口祐一 , 寺園淳 , 藤井実 (*1), 匂坂正幸 (*2), 田原聖隆 (*2), 小林謙介 (*2), 平尾雅彦 (*3), 村上進亮 (*3),
中谷隼 (*3), 林廣和 (*4) 　 他 (*1 名古屋大学 ,*2 産総研 ,*3 東大 ,*4 産情報研セ )：国外 リ サイ クルを含む
シナ リ オ間のラ イ フサイ クル比較手法と廃プラ スチッ クへの適用 , 平成 21 年度循環型社会形成推進研
究発表会 , 福岡 , 2009/10, 同抄録集 , 10-13

0610SP002
0610AA204
0608BE567
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森口祐一： 日常生活と 地球温暖化と のかかわり , コ ープみんなでエコ ！2009 ミ ニ講演会 , 東京 , 2009/5,
配布資料集 , 5-23

0610AA104
0610SP002

森口祐一 ： 持続可能な資源管理に関する国際的取 り 組みの動向 , エコマテ リ アル ・ フ ォーラ ム 2009 年
度年会 ・ 記念講演会 , 東京 , 2009/6, プロ グ ラ ム

0610SP002

Moriguchi Y. ： Sustainable resource management for broader scope of sound material-cycle society,
Int.Conf.Sustainability Transition, Osaka, 2009/6, Proceedings, 77-78

0610SP002

森口祐一 ： 循環型社会 ・ 低炭素社会に向けた事業者の取 り 組み , 茨城県公害防止協会 平成 21 年度通常
総会時講演会 , 水戸 , 2009/5

0610AA104
0610SP002

森口祐一 ： 低炭素社会に向けた 「 く ら し」 と 「まち」 の姿 , エコプロ ダ ク ツ 2009 セ ミ ナー 「官民協働
で創る未来の低炭素都市」 , 東京 , 2009/12, 同配布資料

0610SP002
0408BA587
0610AA104

森口祐一：日常生活と地球環境問題のかかわ り －ゴ ミ と リ サイ クルを中心に－ , 茨城県地域女性団体連
絡会 平成 21 年度専門講座 ［～］ 次世代につなぐ , つ く ば , 2009/8, プロ グ ラ ム

0610SP002

森口祐一 ： ﾓごみﾓとﾓ リ サイ クルﾓとﾓ温暖化対策ﾓ－消費者 , 事業者 , 自治体の役割－ , ごみ減ら し討
論会地域公開講座 , 松本 , 2009/11, プロ グ ラ ム

0610AA104
0610SP002

森口祐一 ： 今後の廃プラ問題への対応－容器包装プラ スチッ ク , 温暖化対策 と の協調を中心に－ , 同講
演シンポジウ ム 「23 区の廃プラ焼却 と廃プラの今後」 , 東京 , 2010/3

0610SP002

森口祐一：資源の管理と持続可能な利用に関する科学的知見－ UNEP 資源パネルの概要 と金属資源につ
いて－ , 環境省持続可能な資源管理に関するセ ミ ナー ・ IGES 地球環境セ ミ ナー 2009 第 4 回 , 東京 ,
2010/3, 同資料 , 1-15

0610SP002

大山博史 , 森野勇 , 町田敏暢 , 長濱智生 (*1), 中根英昭 , 中川和道 (*2)(*1 名古屋大 STE 研 ,*2 神戸大院
)：つ く ば地上設置高分解能フー リ エ分光計を用いて測定し た大気中二酸化炭素のカ ラ ム平均濃度 , 第 9
回分子分光研究会 , 富山 , 2009/5, 同予稿集 , 37-38

0913AE002
0610AA102
0810BY001

Morino I.,Ohyama H.(*1),Ota E.(*2),Matsuzaki T.(*1EORC/JAXA,*2Fujitsu FIP) ： Tsukuba NIR FTS:
observational status and aircraft comparison, NDACC IRWG TCCON Meet., Garmisch, 2009/6, Program

0913AE002
0810BY001
0610AA102

柴田隆 (*1), 池神優司 (*2), 瀬良正幸 (*2), 長濱智生 (*2), 松見豊 (*2), 永井智広 (*3), 森野勇 , 内野修 (*1 名
古屋大院 ,*2 名古屋大 STE 研 ,*3 気象研 ) ： 母子里における GOSAT 検証のためのエア ロ ゾル ・ 雲の観
測 , 第 27 回レーザセンシングシンポジウ ム , 那須 , 2009/9, 同予稿集 , 108-109

0610AA102
0810BY001

永井智広 (*1), 酒井哲 (*1),Liley B.(*2), 柴田隆 (*3), 森野勇 , 内野修 (*1 気象研 ,*2NIWA,*3 名古屋大院 )：
ニュージーラ ン ド ・ ローダーにおける GOSAT 検証のためのエーロ ゾル ・ 雲の観測 , 第 27 回レーザセ
ンシングシンポジウ ム , 那須 , 2009/9, 同予稿集 , 110-111

0610AA102
0810BY001

Ohyama H.(*1),Morino I.,Machida T.,Nagahama T.(*2),Nakane H.,Nakagawa K.(*3)(*1EORC/JAXA,*2STEL
Nagoya Univ.,*3Grad.Sch.Kobe Univ.) ： Ground-based high-resolution Fourier transform spectroscopy of
atmospheric carbon dioxide over tsukuba, 21st Colloq.High-Resolut.Mol.Spectrosc., Stabia(Italy), 2009/8,
Abstracts, 293

0913AE002
0810BY001
0610AA102

Lyulin O.M.(*1),Nikitin A.V.(*1),Perevalov V.I.(*1),Morino I.,Yokota T.,Kumazawa R.(*2),Watanabe
T.(*2)(*1RAS,*2Toray Res.Cent.Inc.)：Measurements of the self-broadening and self-shifting parameters of the
methane spectral lines in the 5550-6236 cm(-1) region, 16th Symp.High Resolut.Mol.Spectrosc., Irkutsk, 2009/
7, Abstracts

0913AE002
0610AA102

Sherlock V.(*1),Connor B.(*2),Robinson J.(*1),Deutscher N.(*3),Griffith D.(*3),Morino I.,Uchino
O.(*1NIWA,*2BC Consult.,*3Univ.Wollongong) ： Preliminary comparisons of GOSAT and ground-based FTS
total column CO2 and CH4 in the Southern Hemisphere, 8th Int.Carbon Dioxide Conf., Jena, 2009/9, Abstracts

0610AA102
0810BY001

森野勇 , 内野修 , 宮本祐樹 , 田中智章 , 菊地信行 , 吉田幸生 , 横田達也 ： GOSAT TANSO-FTS SWIR から
導出し た CO2 及び CH4 カ ラ ム平均濃度の地上設置高分解能 FTS 観測データによ る初期検証 , 第 15 回
大気化学討論会 , つ く ば , 2009/10, 同講演要旨集 , 23

0610AA102
0810BY001

Deutscher N.M.(*1),Griffith D.W.(*1),Jones N.B.(*1),Sherlock V.(*2),Smale D.(*2),Morino I.,Uchino
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0610AA204
0709BA279

田中宏和 (*1), 森蔭早也香 (*1), 長谷川耕治 (*1), 吉田耕一郎 (*1), 山田正人 , 遠藤和人 , 藤井直幸 (*2), 大
家清紀 (*2)(*1 福井県衛環境研セ ,*2 福井資源化工 )：管理型 終処分場における埋め立て途中 と終了後
の浸出水水質挙動比較 , 第 20 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 名古屋 , 2009/9, 同予稿集 , 457-458

0610AB546

石垣智基 (*1), 加藤光 (*1), 木村恭輔 (*1), 山田正人 , 澤村啓美 (*2), 宇佐見貞彦 (*3), 大渡俊典 (*3), 高田光
康 (*4)(*1 龍谷大 ,*2 大阪大 ,*3 八千代エンジニアリ ング ,*4 大阪湾広域臨海環境整備セ )： 嫌気的ガス 発
生ポテンシャ ルを用いた廃棄物の安定度評価手法の構築 , 第 20 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 名古
屋 , 2009/9, 同予稿集 , 459-460

0610AA204
0610AB546
0709BA279
0709BE280

長森正尚 (*1), 山田正人 , 石垣智基 (*2), 小野雄策 (*3)(*1 埼玉県環境科国際セ ,*2 龍谷大 ,*3 日本工大 )：
管理型 終処分場の廃止基準に関する 考察 (6), 第 20 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 名古屋 , 2009/9,
同予稿集 , 465-466

0610AB546
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澤村啓美 (*1), 山田正人 , 池道彦 (*1), 惣田聡 (*1), 遠藤和人 , 石垣智基 (*2)(*1 大阪大院 ,*2 龍谷大 ) ： 廃
棄物 終処分場埋立層の可燃分率の違いによ る微生物数 ・ 微生物群集多様の変化 , 第 20 回廃棄物資源
循環学会研究発表会 , 名古屋 , 2009/9, 同予稿集 , 471-472

0610AB546

Montero A.(*1),Tojo Y.(*1),Matsuo T.(*1),Yamada M.(*1Grad.Sch.Hokkaido Univ.) ： Comparison of leaching
characteristics of sulfate and TOC from shredded residue of mixed C&D waste and some recycled materials, 第
20 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 名古屋 , 2009/9, 同予稿集 , 587-588

0610AB546
0709BE280

Yamada M.,Wang-yao K.,Endo K.,Naruoka T.,Ishigaki T.(*1)(*1Ryukoku Univ.) ： Investigation of methane
oxidation in tropical landfills, 第 20 回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 名古屋 , 2009/9, 同予稿集 , 609-610

0610AA204
0709BA279

Montero A.(*1),Tojo Y.(*1),Matsuo T.(*1),Matsuto T.(*1),Yamada M.,Asakura H.,Ono Y.(*2)
(*1Grad.Sch.Hokkaido Univ.,*2Cent.Environ.Sci.Saitama) ： Gypsum distribution in a mixed construction and
demolition waste sorting process and its composition in residue, 12th Int.Waste Manage.Landfill Symp.(Sardinia
2009), Cagliari, 2009/10, Proceedings, 125-126

0610AB546
0709BE280

Yamada M.,Kawai K.,Ishigaki T.(*1),Osako M.(*1Ryukoku Univ.)：Waste stream diagram and transition of waste
management in the world, 12th Int.Waste Manage.Landfill Symp.(Sardinia 2009), Cagliari, 2009/10, Proceedings

0610AA204
0709BA279

和田英樹 (*1), 山田正人 (*1 サステ イナブルシステムデザイ ン研 )：全国自治体における排出源分別の導
入時期 ・ 対象品目等～アジア諸国への分別導入可能性の視点から , 第 31 回全国都市清掃研究 ・ 事例発
表会 , 松山 , 2010/1, 同講演論文集 , I-1-1

0610AA204

山田正人 , 河井紘輔 , 高畑恒志 , 大迫政浩 , 石垣智基 (*1)(*1 龍谷大 ) ： 世界における都市ごみ処理の変
遷 , 第 31 回全国都市清掃研究 ・ 事例発表会 , 松山 , 2010/1, 同講演論文集 , 4-6

0610AA204
0709BA279

Yamada M.：Reduction of GHG from MSW Stream: Experience in Japan, 2010 Int.Symp.Resour.Recycling Green
Growth, Daegu(Korea), 2010/3, Proceedings, 35-50

0610AA204
0709BA279

Yamano H.：Current status of coral reef database in Japan, Int.Workshop Networking Biodiversity Obs.Act.Asia
Pac.Reg.(AP-BON Workshop), Nagoya, 2009/7, Abstract, 35

0812CD007
0610AE005

Yamano H. ： Intrinsic vulnerability of Fongafale Islet, Tuvalu: A view from geomorphology, Jpn.Soc.Oceanic
Stud.Kanto Area Meet.2009 Symp., Tokyo, 2009/7, Abstracts, 11-13

0810BA009
0610AE004

屋良由美子 (*1), 藤井賢彦 (*1), 山中康裕 (*1), 岡田直資 (*1), 山野博哉 , 大島和裕 (*1)(*1 北大 ) ： 地球温
暖化に伴 う 海水温上昇がサンゴ分布の北限に及ぼす影響評価 と その不確実性 , 日本サンゴ礁学会 第 12
回大会 , 本部町 , 2009/11, 同講演要旨集 , 62

0610AE005

細井豪 (*1), 中村修子 (*1), 茅根創 (*1), 山野博哉 , 高畑直人 (*1), 佐野有司 (*1)(*1 東大 ) ： ツバルにおけ
るハマサンゴ年輪の δ(15)N 変動と人為影響 , 日本サンゴ礁学会 第 12 回大会 , 本部町 , 2009/11, 同講
演要旨集 , 169

0810BA009
0610AE004

Yamano H.,Suzuki R.,Aramaki M.(*1),Takizawa R.(*1)(*1Minist.Environ.) ： Satellite-based mapping of coral
reefs in the East Asia, Micronesia and Melanesia regions, 5th ICRI East Asia Reg.Workshop, Hoi An(Vietnam),
2009/12

0610AE005
0909BY003

Yamano H.,Sugihara K.(*1),Namizaki N.,Kawachi M.(*1Fukuoka Univ.)：Global warming and high-latitude corals
in Japan, 5th ICRI East Asia Reg.Workshop, Hoi An(Vietnam), 2009/12

0809BA001
0809BA001
0610AE005
0610AE005

山野博哉 , 河地正伸 ： 北限域に分布する海洋生物 ( サンゴ ・ 付着性微細藻類 ) の温暖化影響モニタ リ ン
グ , JaLTER All Sci.Meet., 菅平 , 2009/10

0809BA001
0610AE005

山野博哉：ス ト レ ス と サンゴ礁の歴史的変化：画像解析 , 日本サンゴ礁学会 第 12 回大会 , 本部町 , 2009/
11, 同講演要旨集 , 181

0812CD007
0610AE005

Yamamura S.,Watanabe Mirai.,Soda S.(*1),Ike M.(*1)(*1Osaka Univ.) ： Enhancement of microbial arsenic
mobilization by natural mediators, 19th Int.Symp.Environ.Biogeochem., Hamburg, 2009/9, Abstracts, 58

0809CD007

山村茂樹 , 渡邊未来 , 惣田訓 (*1), 池道彦 (*1)(*1 大阪大院 )： ヒ 酸塩還元細菌 と天然 メ デ ィ エーターを用
いた ヒ 素の可溶化 , 日本水処理生物学会 第 46 回大会 , 高知 , 2009/11, 日本水処理生物学会誌 , 15

0809CD007

Yamamoto S.,Nakamura R.(*1),Matsunaga T.,Ogawa Y.(*2),Ishihara Y.(*3),Morota T.(*4),Hirata N.(*5),Ohtake M.
(*4),Hiroi T.(*6),Yokota Y.(*4) et al.(*1AIST,*2Univ Aizu,*3NAOJ,*4ISAS/JAXA,*5Univ Aizu,*6Brown Univ)：
Global distribution of olivine exposures on the Moon revealed by SELENE spectral profiler, 41st Lunar
Planet.Sci.Conf., Woodland, 2010/3, Abstracts, 1646.pdf

0810AE005
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山元昭二 ,Tin-Tin-Win-Shwe, 藤谷雄二 , 平野靖史郎 , 藤巻秀和 ： ナ ノ粒子画分の多いデ ィ ーゼル排気ガ
ス を曝露し たマウ スの肺における炎症反応への影響 , 第 36 回日本 ト キシコ ロ ジー学会学術年会 , 盛岡 ,
2009/7, J.Toxicol.Sci., S86

0610BY303
0610AA303

山元昭二 ,Tin-Tin-Win-Shwe, 欅田尚樹 (*1), 吉田安宏 (*2), 嵐谷奎一 (*2), 藤巻秀和 (*1 保健医療科院 ,*2
産業医大 ) ： マウ ス胎仔期 ・ 新生仔期 ・ 乳仔期における低濃度 ト ルエン曝露が免疫系の発達に及ぼす影
響 , 第 16 回日本免疫毒性学会学術大会 , 旭川 , 2009/8, 同講演要旨集 , 60

0610AA302

日吉孝子 (*1), 山元昭二 , 井上健一郎 , 市瀬孝道 (*2)(*1 静岡県大 ,*2 大分県看護科大 )： アスベス ト 肺に
対する常在細菌によ る急性曝露の影響 , 第 16 回日本免疫毒性学会学術大会 , 旭川 , 2009/8, 同講演要旨
集 , 79

0708CD351

山元昭二 ,Tin-Tin-Win-Shwe, 藤谷雄二 , 古山昭子 , 藤巻秀和 , 平野靖史郎 ： ナ ノ粒子画分を多 く 含んだ
デ ィ ーゼル排気ガスの慢性曝露によ るマウ ス呼吸器の免疫 ・ 炎症応答に及ぼす影響 , 第 50 回大気環境
学会年会 , 横浜 , 2009/9, 同講演要旨集 , 339

0911BD001
0610BY303

Yamamoto S.,Tin-Tin-Win-Shwe,Mitsushima D.(*1),Fujitani Y.,Hirano S.,Fujimaki H.(*1Yokohama City
Univ.) ： Analysis of neurotoxic effect of nanoparticle-rich diesel exhaust on a mouse brain, 13th
Congr.Eur.Fed.Neurol.Soc., Florence, 2009/9, Abstracts, 325

0809BD001
0610BY303

山本貴士 , 石田義人 (*1), 貴田晶子 , 野馬幸生 (*1 環境管理セ ) ： 廃棄物及び関連試料中のアスベス ト 測
定法の検討と精度管理について－ 3. 土壌中のアスベス ト 分析 , 平成 21 年度廃棄物資源循環学会研究討
論会 , 川崎 , 2009/5, 同講演論文集 , 71-75

0610AB447
0610AB436
0608BE434

山本貴士 , 貴田晶子 , 野馬幸生：電子顕微鏡 ( 走査型および透過型 ) によ る石綿繊維数濃度測定の比較 ,
第 18 回環境化学討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演要旨集 , 258-259

0610AB447
0610AB436
0608BE434

山本貴士 , 豊口敏之 (*1), 吉村陽 (*2), 小坂浩 (*2), 貴田晶子 , 野馬幸生 (*1 環境管理セ ,*2 兵庫県健康環
境科研セ ) ： テス ト ス ラ イ ド を用いた位相差顕微鏡によ る アスベス ト 繊維の分析における照合試験 , 第
18 回環境化学討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演要旨集 , 260-261

0610AB447
0610AB436
0608BE434

山本貴士 , 貴田晶子 , 野馬幸生 , 酒井伸一 (*1)(*1 京大環境保全セ ) ： 透過型電子顕微鏡によ る旧石綿製
品工場周辺土壌等試料中の石綿濃度の分析 , 第 18 回環境化学討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演要旨集 ,
794-795

0610AB447
0610AB436
0608BE434

山本貴士 , 貴田晶子 , 野馬幸生 , 寺園淳 , 酒井伸一 (*1)(*1 京大環境保全セ ) ： アスベス ト 熱処理物の透
過型電子顕微鏡 (TEM) によ る評価 (3) －アン ソ フ ィ ラ イ ト 熱処理物の評価－ , 第 20 回廃棄物資源循環
学会研究発表会 , 名古屋 , 2009/9, 同予稿集 , 531-532

0610AB447
0610AB436
0608BE434

山本智子 (*1), 杉浦則夫 (*1), 大坂利文 (*2), 蛯江美孝 , 徐開欽 , 稲森悠平 (*3)(*1 筑波大院 ,*2 早稲田大
院 ,*3 福島大 ) ： 植物種が異なる人工湿地の微生物群集構造解析 , 第 44 回日本水環境学会年会 , 福岡 ,
2010/3, 同講演集 , 246

0610AA204

横内陽子 ： 植物起源微量ガス研究の 30 年の変遷 , Biog.Trace Gas Workshop Jpn., 静岡 , 2008/11 0610FP013

Yokouchi Y.,Saito T.,Oki A.,Mukai H. ： A full-year observation of reactive iodocarbons at Hateruma Island in
the subtropical ocean, SOLAS Open Sci.Conf., Barcelona, 2009/11, Abstracts, 98

0810AC002
0911BB001
0610CD974

横内陽子 , 斉藤拓也 , 向井人史 ： 東アジアにおける フ ッ素系温室効果気体の濃度 ト レ ン ド と中国からの
VOC 排出実態の解析 , 日本地球惑星科学連合 2009 年大会 , 千葉 , 2009/5, 同予稿集 , F119-001

0909BY004
0610SP001
0911BB001

横内陽子 , 高見昭憲 , 大木淳之 , 野副晋 , 定永靖宗 (*1), 坂東博 (*1), 大原利眞 (*1 大阪府大 ) ： 福江島で
観測された非 メ タ ン炭化水素組成の特徴と光化学反応履歴の考察 , 第 50 回大気環境学会年会 , 横浜 ,
2009/9, 同講演要旨集 , 424

0709AH381
0610SP004
0810AG001

奥沢和浩 (*1)(*2), 持田陸宏 (*1), 河村公隆 (*1),Wang H.(*1),Bendle J.(*1), 近藤豊 (*3), 宮崎雄三 (*3), 横内
陽子 , 白井知子 (*1 北大低温科研 ,*2 北大院 ,*3 東大先端研 )：都市大気中の低分子ジカルボニル と ジカ
ルボン酸の日変化と変動要因 , 第 16 回大気化学シンポジウ ム , 豊川 , 2006/1, 同予稿集 , 131-134

0610AA401

奥沢和浩 (*1)(*2), 持田陸宏 (*2), 河村公隆 (*2),Bendle J.(*2),Wang H.(*2), 近藤豊 (*3), 横内陽子 , 白井知
子 (*1 北大院 ,*2 北大低温科研 ,*3 東大先端研 )：東京におけ る半揮発生カルボニル化合物の分布：気相
における経時変化 , 日本地球化学会 第 55 回年会 , 東京 , 2006/9, 同講演要旨集 , 230

0610AA401

Yokota T. ： Satellite monitoring of greenhouse gas, IGBP Symp., Otaru, 2009/4, Abstracts 0610AL917

発表者 ・ 題目 ・ 学会等名称 ・ 開催都市名 ・ 年月 ・ 予稿集名 ・ 巻 （号） ・ 頁 研究課題ｺｰﾄﾞ
―  395  ―



国立環境研究所年報（平成 21 年度）
Yokota T.,Watanabe H.,Uchino O.,Morino I.,Yoshida Y.,Maksyutov S.：Present status and plan of the GOSAT
level 2 data processing and validation, EGU Gen.Assem.2009, Vienna, 2009/4, Abstracts, EGU2009-10645-1

0810BY001
0610AL917

Yokota T. ： Observational status of the greenhouse gases observing satellite "IBUKI"(GOSAT), 31st
Symp.Remote Sensing Environ.Sci., Ito, 2009/8, Proceedings, 20-27

0610AA102

Yokota T.,Watanabe H.,Uchino O.,Morino I.,Yoshida Y.,Maksyutov S. ： Present status of data processing and
validation of Greenhouse gases Observing SATellite(GOSAT), ESA Atmos.Sci.Conf., Barcelona, 2009/9,
Abstracts, 133

0610AL917

Yokota T.,Watanabe H.,Uchino O.,Morino I.,Yoshida Y.,Maksyutov S. ： The GOSAT(Greenhouse gases
Observing SATellite) project and the current status of routine data processing for global CO2 and CH4 retrieval,
8th Int.Carbon Dioxide Conf., Jena, 2009/9, Abstracts

0610AA102
0610AL917

Boesch H.(*1),Cogan A.(*1),Parker R.(*1),Monks P.(*1),Yokota T.,Maksyutov S.,Crisp D.(*2),Miller
C.(*2)(*1Univ.Leicester,*2JPL)：XCO2 retrievals from GOSAT observations: Comparing results from different
retrieval approaches, 8th Int.Carbon Dioxide Conf., Jena, 2009/9, Abstracts

0610AA102

横田達也 , 吉田幸生 , 森野勇 , 内野修 , 石原博成 (*1), 渡辺宏 (*1 富士通エフア イ ピー ) ： GOSAT 搭載
TANSO-FTS の定常処理プロ ダ ク ト の特徴 , 日本 リ モー ト センシング学会 第 47 回学術講演会 , 名古屋 ,
2009/11, 同講演会論文集 , 43-44

0810BY001
0610AL917

横田達也 , 渡辺宏 , 内野修 , 森野勇 , 吉田幸生 ,Maksyutov S., 安岡善文 ： 衛星 「いぶき」 (GOSAT) によ る
温室効果ガス分布の可視化 , 第 3 回横幹連合コ ンフ ァ レン ス , 仙台 , 2009/12, 同講演会論文集

0610AL917
0810BY001
0610AA102

Yokota T.,Yoshida Y.,Eguchi N.,Morino I.,Uchino O.,Maksyutov S.,Watanabe H.：Preliminary XCO2 and XCH4
retrievals in the GOSAT routine processing, AGU 2009 Fall Meet., San Francisco, 2009/12, Abstracts

0810BY001
0610AL917
0610AA102

Boesch H.(*1),Parker R.(*1),Knappett D.(*1),Cogan A.(*1),Palmer P.(*2),Feng L.(*2),Yokota T.,Maksyutov
S.,Crisp D.(*3),Miller C.E.(*3)(*1Univ.Leicester,*2Univ.Edinburgh,*3JPL) ： CO2 and CH4 retrievals from
GOSAT, ESA Atmos.Sci.Conf., Barcelona, 2009/9, Abstracts, 131

0610AA102

Yokota T.,Yoshida Y.,Morino I.,Uchino O.,Maksyutov S.,Watanabe H. ： Overview of GOSAT data processing
and data product distribution, 6th Int.Workshop Greenhouse Gas Meas.Space(IWGGMS-6), Kyoto, 2010/1,
Abstract, 1-2

0610AL917

Cogan A.(*1),Boesch H.(*1),Yokota T.,Yoshida Y.,Bril A.,Butz A.(*2),O'Dell C.(*3),the ACOS
team(*1Univ.Leicester,*2SRON/NISR,*3Colorado State Univ.) ： Comparison of retrieval approaches for
GOSAT, 6th Int.Workshop Greenhouse Gas Meas.Space(IWGGMS-6), Kyoto, 2010/1, Abstracts, 26

0610AA102

横溝裕行 ： 商用外来植物の経済的 リ ス ク評価 ： どのよ う な植物な ら導入し て もいいのか ?, 第 9 回数理
生物学会 , 東京 , 2009/9, プロ グ ラ ム

0610AA304

Yokomizo H.：The use of modelling tools for invasive plant management, 10th Int.Congr.Ecol., Brisbane, 2009/8 0610AA304

Yokomizo H.,Hulme P.E.,Possingham H.P.,Grice A.C.,Buckley Y.M. ： Economic weed risk assessment: when
should we introduce plants of commercial value?, 10th Int.Congr.Ecol., Brisbane, 2009/8

0610AA304

横溝裕行 ,Hulme P.E.(*1),Possingham H.P.(*2),Grice A.C.(*3),Buckley Y.M.(*3)(*1Lincoln 大 ,*2Queensland
大 ,*3CSIRO Sustainable Ecosystems) ： Economic weed risk assessment: when should we introduce plants of
commercial value?, 愛媛大学 - 国立環境研究所 合同シンポジウ ム , 松山 , 2010/1, 同予稿集 , 9

0610AA304

横溝裕行 ： 不確実性があ る中でどのよ う に意志決定を行えばいいのか？ ： 外来種管理を例に , 第 57 回
日本生態学会大会 (ESJ 57), 東京 , 2010/3, 同講演要旨集 , S06-5

0610AA304

横溝裕行 ： 外来種の 適管理戦略の数理的研究 , 第 23 回生態 リ ス ク COE 公開講演会 , 横浜 , 2009/5 0610AA304

横溝裕行 ： 外来種の 適管理戦略の数理的研究 , 第 12 回ダーウ ィ ンセ ミ ナー , 東京 , 2009/11 0610AA304

吉兼光葉 , 小森佳美子 , 小林美哉子 , 細谷朋子 , 柴田康行 ： 昆虫の中に蓄積されるパーフルオロ化合物
III ～ ト ンボを使った陸域環境モニ タ リ ングの試み～ , 第 18 回環境化学討論会 , つ く ば , 2009/6, 同講演
要旨集 , 156-157

0911AH002
0809BD002

吉兼光葉 , 小森佳美子 , 小林美哉子 , 細谷朋子 , 佐々木裕子 (*1), 中野武 (*2), 柴田康行 (*1 東京都環境科
研 ,*2 兵庫県健康環境科研セ )： 二枚貝保存試料によ る パーフルオロ 化合物の沿岸汚染状況変化の解明 ,
第 18 回環境化学討論会 , つく ば , 2009/6, 同講演要旨集 , 550-551

0911AH002
0809BD002
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Yoshikane M.,Komori S.,Kobayashi M.,Yanai M.,Ueda T.(*1),Shibata Y.(*1Ishikawa Pref.Univ.) ： Investigation
of PFOS pollution in the terrestrial environment of Japan using dragonely as bioindicator organism, 29th
Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2009, Beijing, 2009/8, Organohalogen Compd., 1946-1951

0911AH002
0909AF006

Yoshikane M.,Komori S.,Kobayashi M.,Yanai M.,Ueda T.(*1),Shibata Y.(*1Ishikawa Pref.Univ.) ： Investigation
of pollution status by PFCs in the terrestrial environment of Japan using dragonfly as biomonitoring tool, SETAC
North Am.30th Annu.Meet., New Orleans, 2009/11, Abstracts, 297

0911AH002
0909AF006

Yoshikane M.,Shibata Y.： Characteristics of the accumulation of fluorosurfactants in dragonflies, a candidate
bioindicator organism for monitoring terrestrial environment, Int.Symp.Environ.Specimen Bank, Ehime, 2009/12,
Abstracts, 55

0909AF006

Yoshida A.,Tasaki T.,Terazono A. ： Environmental Life-cycle impacts and benefits of secondhand CRT TVs
exported from Japan to the Philippines, Int.Symp.Sustainable Syst.Technol.(ISSST 2009), Phoenix, 2009/5,
Abstracts

0610AA204

Yoshida A.,Tasaki T.,Nakajima K.,Terazono A. ： A comparison of end-of-life strategies for used personal
computer recycling in a developed and developing country, 2009 ISIE Conf., Lisbon, 2009/6, Abstracts, 330

0610AA204

吉田綾 , 鶴田順 (*1), 寺園淳 (*1 海上保安大 ) ： 金属ス ク ラ ッ プの混入物に対する規制状況と課題 , 第 20
回廃棄物資源循環学会研究発表会 , 名古屋 , 2009/9, 同講演論文集 , 549-550

0810BE003
0610AA204

吉田綾 , 寺園淳 , 鶴田順 (*1)(*1 海上保安大 ) ： 金属ス ク ラ ッ プ火災の発生状況 と輸出に関わる法的課題
の検討 , 環境経済 ・ 政策学会 2009 年大会 , 千葉 , 2009/9, 同報告要旨集

0810BE003
0610AA204

吉田勝彦 , 時田恵一郎 (*1)(*1 大阪大 )：生態系の融合の影響 , 日本古生物学会 2009 年年会 , 千葉 , 2009/
6, 同予稿集 , 28

0610FP017

吉田勝彦 , 時田恵一郎 (*1)(*1 大阪大バー メ デ ィ アセ )：生態系の融合時に起こ る現象の非対称性につい
て , 第 57 回日本生態学会大会 (ESJ 57), 東京 , 2010/3, 同講演要旨集 , P2-118

0610FP017
0707AE522
0808AE004
0909AE003

Yoshida Y.,Ota Y.,Eguchi N.,Tanaka T.,Morino I.,Uchino O.,Kikuchi N.(*1),Nobuta K.(*1),Watanabe
H.,Yokota T.(*1Fujitsu FIP)：Preliminary results of the column abundances of global carbon dioxide and methane
obtained from Greenhouse gases Observing SATellite(GOSAT), ESA Atmos.Sci.Conf., Barcelona, 2009/9,
Abstracts, 171

0610AL917
0610AA102

Yoshida Y.,Ota Y.,Eguchi N.,Tanaka T.,Kikuchi N.(*1),Nobuta K.(*1),Yokota T.(*1Fujitsu FIP) ： Retrieval of
carbon dioxide and methane from short-wavelength infrared spectra obtained from Greenhouse gases Observing
SATellite(GOSAT), 4th Jpn.-China-Korea Jt.Conf.Meteorol., Tsukuba, 2009/11, Abstracts, 160

0610AL917
0610AA102

吉田幸生 , 江口菜穂 , 太田芳文 , 田中智章 , 菊地信行 , 森野勇 , 内野修 ,Maksyutov S., 渡辺宏 , 横田達也：
GOSAT TANSO-FTS SWIR によ る二酸化炭素・ メ タ ンのカ ラ ム平均濃度の導出 と その初期結果 , 日本気
象学会 2009 年度秋季大会 , 福岡 , 2009/11, 同講演予稿集 , 102

0610AA102
0610AL917

Yoshida Y.,Eguchi N.,Ota Y.,Tanaka T.,Kikuchi N.,Morino I.,Uchino O.,Maksyutov S.,Watanabe H.,Yokota
T.：Retrieval of the column abundances of global carbon dioxide and methane from Greenhouse gases Observing
SATellite(GOSAT) observation, AGU 2009 Fall Meet., San Francisco, 2009/12, Abstracts

0610AL917
0610AA102

Yoshida Y.,Eguchi N.,Ota Y.,Tanaka T.,Kikuchi N.,Morino I.,Uchino O.,Maksyutov S.,Watanabe H.,Yokota
T. ： Current status of the TANSO-FTS SWIR L2 processing, 6th Int.Workshop Greenhouse Gas
Meas.Space(IWGGMS-6), Kyoto, 2010/1, Abstracts, 8

0610AA102
0610AL917

Yoshida Y.：Planning low-carbon society based on building-urban environmental evaluation in Asia, IHDP Open
Meet.2009, Bonn, 2009/4, Abstracts

0810BA007

吉田友紀子 , 一ノ 瀬俊明 , 井村秀文 (*1)(*1 名古屋大院 ) ： 建物 ・ 地域環境情報システム技術に関する開
発 ・ 研究 その 2 名古屋中心部街区モデルの検討 , 2009 年度日本建築学会大会学術講演会 , 仙台 , 2009/
8, 同講演梗概集 , 1193-1194

0810BA007

Yoshida Y.(Yukiko),Ichinose T.(Toshiaki) ： Research and development of the information system for building-
blocks environmental evaluation, 7th Int.Conf.Urban Clim., Yokohama, 2009/6, Abstracts

0610FP012

米澤健一 , 松橋啓介 ： 自治体規模の違いによ る自家用乗用車の CO2 排出量変化の要因分析 , 第 44 回日
本都市計画学会学術研究論文発表会 , 長岡 , 2009/11, 都市計画論文集 , 109-114

0911BA004
0909MA002
0610AA104
0408BA587
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梁乃申 , 向井人史 , 高橋善幸 , 高木健太郎 (*1), 中根周歩 (*2), 角張嘉孝 (*3), 石田祐宣 (*4)(*1 北大 ,*2 広
島大 ,*3 静岡大 ,*4 弘前大 ) ： 温暖化に伴 う 土壌呼吸速度の地域的特性の解明 , 第 56 回日本生態学会大
会 (ESJ 56), 盛岡 , 2009/3, 同講演要旨集 , 223

0610AC933
0610AA101

梁乃申 , 高木健太郎 (*1), 中根周歩 (*2)(*1 北大 ,*2 広島大 ) ： 3.8％の吸収源はいつまで維持でき るか？
～温暖化実験から～ , 第 56 回日本生態学会大会 (ESJ 56)( 自由集会 ), 盛岡 , 2009/3, 同講演要旨集 , 112

0610AC933
0610AA101

梁乃申 , 高木健太郎 (*1), 中根周歩 (*2), 角張嘉孝 (*3), 石田祐宣 (*4), 高木正博 (*5), 向井人史 , 高橋善幸
(*1 北大 ,*2 広島大 ,*3 静岡大 ,*4 弘前大 ,*5 宮崎大 ) ： 温暖化操作実験によ る我が国森林土壌炭素放出
の地域的特性の解明 , 日本農業気象学会 2009 年度全国大会 , 郡山 , 2009/3, 同予稿集 , 188

Liang N.,Takagi K.(*1),Kakubari Y.(*2),Nakane K.(*3),Ishida S.(*4),Takagi M.(*5),Takahashi Y.,Mukai H.
(*1Hokkaido Univ.,*2Shizuoka Univ.,*3Hiroshima Univ.,*4Hirosaki Univ.,*5Miyazaki Univ.) ： The potential of
carbon sink/source of Japanese forest soils, AsiaFlux Workshop 2009, Sapporo, 2009/10, Abstracts, 33

0709BA515
0610AC933
0610AA101

梁乃申 , 中根周歩 (*1), 角張嘉孝 (*2), 高木健太郎 (*3), 石田祐宣 (*4), 高木正博 (*5)(*1 広島大 ,*2 静岡大 ,
*3 北大北方生物圏フ ィ ール ド科セ ,*4 弘前大 ,*5 宮崎大 ) ： 温暖化環境下における森林土壌微生物呼吸
と土壌炭素収支 , 2009 年度日本地球化学会年会 , 東広島 , 2009/9, 同予稿集 , 240

0709BA515
0610AC933
0610AA101

渡邉英宏：NMR の基礎(3) 化学シフ ト , ス ピン結合, 第31回MR基礎講座, 東京, 2009/7, 同予稿集, 11-17 0910AF002
0709CD315
0610AE416

渡邉英宏：磁化ベク ト ルの動きから考えた イ メ ージング , 第 37 回日本磁気共鳴医学会大会 , 横浜 , 2009/
10, 日磁医誌 , 105

0910AF002
0709CD315
0610AE416

渡邉英宏 , 高屋展宏 , 三森文行 ： 高感度高分解 (1)H MRS の定量化方法の開発 , 第 37 回日本磁気共鳴医
学会大会 , 横浜 , 2009/10, 日磁医誌 , 176

0910AF002
0709CD315
0610AE416

渡邉英宏 , 高屋展宏 , 三森文行： ヒ ト 脳内水分布の定量イ メ ージングを目指し た RF 分布補正の検討 , 第
37 回日本磁気共鳴医学会大会 , 横浜 , 2009/10, 日磁医誌 , 263

0910AF002
0709CD315
0610AE416

渡邉英宏 , 高屋展宏 , 三森文行 ： 時間領域データの共有再構成を用いた T2 計測によ る定量的 ヒ ト 脳内
2D CT-PRESS 法 , 第 48 回 NMR 討論会 , 福岡 , 2009/11, 同講演要旨集 , 40-41

0910AF002
0709CD315
0610AE416

Watanabe H.,Takaya N.,Mitsumori F. ： T2 correction and quantitation method on highly resolved 2D constant
time 1H spectra in human brain using 2D FT of shared time domain data, ISMRM 17th Sci.Meet.Exhib.,
Honolulu, 2009/4, Program

0910AF002
0709CD315
0610AE416

渡辺宏 , 石原博成 (*1), 林謙二 (*2), 吉田幸生 , 河添史絵 (*1 富士通 FIP,*2 ジオテ ク ノ ス ) ： NIES GOSAT
DHF におけ る TANSO-FTS/CAI データ処理の現状 , 日本 リ モー ト センシング学会 第 46 回学術講演会 ,
東京 , 2009/5, 同講演要旨集 , 37-38

0610AL917

Watanabe H.,Ishihara H.(*1),Hayashi K.(*2),Yokota T.,Kawazoe F.(*1Fujitsu FIP,*2Geotechnos)：Current status
of GOSAT higher level products by NIES GOSAT DHF, SPIE Eur.Remote Sensing 2009, Berlin, 2009/9,
Abstracts, 38

0610AL917

石原博成 (*1), 渡辺宏 , 菊地信行 , 林謙二 (*2), 河添史絵 , 吉田幸生 , 横田達也 (*1 富士通エフア イ ピー
,*2 ジオテ ク ノ ス )：GOSAT 初期校正検証運用結果 (NIES の作成する TANSO-FTS プロダ ク ト ), 第 53 回
宇宙科学技術連合講演会 , 京都 , 2009/9, 同講演集 , 2478-2481

0610AL917

渡辺宏 , 石原博成 (*1), 菊地信行 , 林謙二 (*2), 河添史絵 , 横田達也 (*1 富士通エフア イ ピー,*2 ジオテ ク
ノ ス ) ： 環境研における これまでの観測 ・ 処理 ・ 解析の成果 と今後の方針 , 第 53 回宇宙科学技術連合講
演会 , 京都 , 2009/9, 同講演集 , 2485-2487

0610AL917

渡辺宏 , 石原博成 (*1), 林謙二 (*2), 河添史絵 , 高橋文穂 , 横田達也 (*1 富士通エフア イ ピー,*2 ジオテ ク
ノ ス )： GOSAT 定常処理システムからのデータ提供方針 , 日本 リ モー ト センシング学会 第 47 回学術講
演会 , 名古屋 , 2009/11, 同講演会論文集 , 47-48

0610AL917

Watanabe H.,Ishihara H.(*1),Hayashi K.(*2),Kawazoe F.,Yokota T.(*1Fujitsu FIP,*2Geotechnos） ： Latest
GOSAT data processing and its availability to users, 6th Int.Workshop Greenhouse Gas Meas.Space(IWGGMS-
6), Kyoto, 2010/1, Abstracts, 23-24

0610AL917
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Watanabe M.,Noma Y. ： Behavior of 2-(3,5-di-tert-butyl-2-hydroxyphenyl) benzotriazole(DBHPBT) and
unintentionally produced POPs during incineration of solid waste containing DBHPBT, 29th
Int.Symp.Halogenat.Persistent Org.Pollut.-DIOXIN 2009, Beijing, 2009/8, Organohalogen Compd., 158-163

0910BA001
0610AB447
0610AB436
0610AA202

渡部真文 ： PCBs の異性体組成 と標準品 , 数値化方法について , 第 49 回日本環境化学会講演会－微量
PCB 汚染廃電気機器等処理の動向と測定方法－ , 名古屋 , 2010/1, 同予稿集 , 62-72

0610AB447

渡部真文 ： PCBs の異性体組成 と標準品 , 数値化方法について , 第 50 回日本環境化学会講演会－微量
PCB 汚染廃電気機器等処理の動向と測定方法－ , 東京 , 2010/1, 同予稿集 , 62-72

0610AB447

Ishigaki T.(*1),Furuta K.(*1),Wang-yao K.,Endo K.,Yamada M.(*1Ryukoku Univ.) ： Estimation of emission
factors of greenhouse gas emission from waste landfills in Japan, 12th Int.Waste Manage.Landfill Symp.(Sardinia
2009), Cagliari, 2009/10, Proceedings

0610AA204
0709BA279
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国立環境研究所年報（平成 21 年度）
４  ． 人員の状況

（ １ ） 役員及び常勤職員 （平成 22 年 3 月 31 日）
職 　  　 　 名 氏 　 名

理事長 大　垣　眞一郎

理事（研究担当） 安　岡　善　文

理事（企画・総務担当） 太　田　　　進

監事（非常勤） 舩　橋　誠　壽

監事（非常勤） 小　林　伸　行

企画部長 齊　藤　　　眞

次長 大　迫　政　浩

次長 滝　村　　　朗

企画室長（兼） 滝　村　　　朗

研究企画主幹 山　根　正　慎

企画係長 欠

企画係員 玉　谷　雄　太

研究推進室長 森　　　保　文

研究企画主幹（兼） 田　崎　智　宏

　〃　　   　（兼） 小　倉　知　夫

　〃　　   　（兼） 青　野　光　子

研究企画主幹 久　米　　　博

外部資金調整専門職 工　藤　常　男

広報・国際室長 村　上　正　治

研究企画主幹（兼） 広　兼　克　憲

広報係長 欠

広報係員 髙　柳　幹　矢

主査 吾　妻　　　洋

主席研究企画主幹（兼） 植　弘　崇　嗣

　　　〃　　　 　　　（兼） 田　邊　　　潔

総務部長 柴　垣　泰　介

総務課長 桑　田　信　男

課長補佐 前　田　征　孝

　〃 尾　高　明　彦

総務係長 赤　塚　輝　子

総務係員 草　間　綾　子

秘書係長 川　村　和　江

秘書係員 欠

厚生係長（兼） 赤　塚　輝　子

厚生係員 門　川　貴　明

人事係長 豊　田　淳　一

人事係員 三　浦　　　将

　〃 菅　原　貴　子

安全衛生専門職 松　井　文　子

（兼） 大　迫　政　浩

（兼） 山　根　正　慎

会計課長 鈴　木　義　光

課長補佐 成　島　克　子

経理係長 滝　田　暁　夫

経理係員 渡　邊　浩　行

　〃 青　池　美江子

監

地

―  
出納係長 杉　山　　　健

出納係員 鈴　木　隆　浩

契約第一係長 河　瀬　貴　広

契約第一係員 阿　部　秀　幸

〃 佐　藤　堅　太

契約第二係長 須　貝　一　春

契約第二係員 欠

財産管理係長 山　本　　　啓

財産管理係員 欠

会計システム専門職 欠

財産管理専門職 欠

主査 林　　　大　祐

主査 宮　本　哲　治

施設課長 久　米　英　行

課長補佐 糸魚川　　　弘

管理係長 名　取　美保子

共通施設係長 小石原　　　慎

営繕係長 欠

施設整備専門職 宮　原　　　修

主査 土　屋　重　和

査室長 欠

監査主幹 小　林　良　一

球環境研究センター長 笹　野　泰　弘

副センター長 野　尻　幸　宏

炭素循環研究室長 向　井　人　史

主任研究員 梁　　　乃　申

〃 高　橋　善　幸

研究員 寺　尾　有希夫

衛星観測研究室長 横　田　達　也

主任研究員 山　野　博　哉

〃 森　野　　　勇

研究員 吉　田　幸　生

温暖化リスク評価研究室長 江　守　正　多

主任研究員 高　橋　　　潔

〃 小　倉　知　夫

研究員 伊　藤　昭　彦

温暖化対策評価研究室長 甲斐沼　美紀子

主任研究員 亀　山　康　子

〃 藤　野　純　一

〃 花　岡　達　也

研究員 芦　名　秀　一

大気・海洋モニタリング推進室長 町　田　敏　暢

研究員 白　井　知　子

陸域モニタリング推進室長 三　枝　信　子

主任研究員 小　熊　宏　之

地球環境データベース推進室長 松　永　恒　雄

職 　  　 　 名 氏 　 名
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主席研究員 Shamil Maksyutov

〃 山　形　与志樹

主幹 風　間　千　尋

業務係長 木　村　幸　子

交流係長 欠

観測第一係長 樽　井　義　和

観測第二係長（兼） 尾　高　明　彦

（兼） 森　口　祐　一

〃 中　根　英　昭

〃 横　内　陽　子

〃 遠　嶋　康　徳

〃 今　井　章　雄

〃 谷　本　浩　志

〃 一ノ瀬　俊　明

〃 田　中　　　敦

〃 荒　巻　能　史

〃 小　松　一　弘

循環型社会・廃棄物研究センター長 森　口　祐　一

副センター長 野　馬　幸　生

研究調整主幹（兼） 山　根　正　慎

循環型社会システム研究室長（兼） 森　口　祐　一

主任研究員 橋　本　征　二

〃 南　齋　規　介

国際資源循環研究室長 寺　園　　　淳

研究員 吉　田　　　綾

〃 中　島　謙　一

循環技術システム研究室長（兼） 大　迫　政　浩

主任研究員 倉　持　秀　敏

〃 田　崎　智　宏

〃 稲　葉　陸　太

資源化・処理処分技術研究室長 川　本　克　也

主任研究員 山　田　正　人

〃 遠　藤　和　人

研究員 小　林　　　潤

廃棄物試験評価研究室長（兼） 野　馬　幸　生

主任研究員 山　本　貴　士

物質管理研究室長 滝　上　英　孝

研究員 肴　倉　宏　史

〃 渡　部　真　文

〃 梶　原　夏　子

バイオエコ技術研究室長 徐　　　開　欽

研究員 蛯　江　美　孝

環境リスク研究センター長 白　石　寛　明

副センター長 青　木　康　展

研究調整主幹（兼） 菅　谷　芳　雄

曝露評価研究室長 鈴　木　規　之

主任研究員 櫻　井　健　郎

研究員 今　泉　圭　隆

健康リスク評価研究室長（兼） 青　木　康　展

職 　  　 　 名 氏 　 名

ア

社
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主任研究員 曽　根　秀　子

〃 西　村　典　子

〃 松　本　 　 理

研究員 河　原　純　子

〃 古　濱　彩　子

生態リスク評価研究室長 田　中　嘉　成

主任研究員 菅　谷　芳　雄

研究員 瀬　戸　繭　美

〃 横　溝　裕　行

環境曝露計測研究室長 白　石　不二雄

主任研究員 鑪　迫　典　久

〃 中　島　大　介

高感受性影響研究室長 藤　巻　秀　和

主任研究員 石　堂　正　美

〃 山　元　昭　二

〃 黒　河　佳　香

環境ナノ生体影響研究室長 平　野　靖史郎

主任研究員 古　山　昭　子

研究員 藤　谷　雄　二

生態系影響評価研究室長 高　村　典　子

主席研究員 堀　口　敏　宏

〃 五  箇  公  一

ジア自然共生研究グループ長 中　根　英　昭

副グループ長 村　上　正　吾

アジア広域大気研究室長 高　見　昭　憲

主任研究員 佐　藤　　　圭

〃 清　水　　　厚

広域大気モデリング研究室長 大　原　利　眞

主任研究員 谷　本　浩　志

研究員 永　島　達　也

〃 森　野　　　悠

アジア水環境研究室長 王　　　勤　学

主任研究員 水　落　元　之

〃 越　川　　　海

研究員 岡　寺　智　大

〃 東　　　博　紀

環境技術評価システム研究室長 藤　田　　　壮

主任研究員 中　山　忠　暢

研究員 平　野　勇二郎

（兼） 徐　　　開　欽

流域生態系研究室長 野　原　精　一

主任研究員 亀　山　　　哲

〃 福　島　路　生

研究員 井　上　智　美

主席研究員 清　水　英　幸

会環境システム研究領域長 欠

環境経済・政策研究室長 日　引　　  聡

主任研究員 久保田　　　泉

研究員 岡　川　　　梓

職 　  　 　 名 氏 　 名
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環境計画研究室長 青　柳　みどり

主任研究員（兼） 森　　　保　文

主任研究員 一ノ瀬　俊　明

統合評価研究室長 増　井　利　彦

主任研究員 肱　岡　靖　明

研究員 花　崎　直　太

〃 金　森　有　子

交通・都市環境研究室長 欠

主任研究員 須　賀　伸　介

〃 近　藤　美　則

〃 松　橋　啓　介

化学環境研究領域長 柴　田　康　行

上級主席研究員 田　邊　　　潔

有機環境計測研究室長（兼） 田　邊　　　潔

主任研究員 伊　藤　裕　康

〃 橋　本　俊　次

研究員 髙　澤　嘉　一

〃 伏　見　暁　洋

無機環境計測研究室長 瀬　山　春　彦

主任研究員 田　中 　　 敦

〃 内　田　昌　男

動態化学研究室長 横　内　陽　子

研究員 荒　巻　能　史

〃 斉　藤　拓　也

生体計測研究室長 三　森　文　行

主任研究員 梅　津　豊　司

〃 渡　邉　英　宏

環境健康研究領域長 高　野　裕　久

分子細胞毒性研究室長 野　原　惠　子

研究員 小　林　弥　生

〃 鈴　木　武　博

生体影響評価研究室長 井　上　健一郎

主任研究員 小　池　英　子

　〃 伊　藤　智　彦

研究員 柳　澤　利　枝

総合影響評価研究室長 田　村　憲　治

研究員 佐　藤　ゆ　き

環境疫学研究室長 新　田　裕　史

研究員 上　田　佳　代

主任研究員 持　立　克　身

大気圏環境研究領域長 今　村　隆　史

大気物理研究室長 野　沢　　　徹

主任研究員 秋　吉　英　治

〃 杉　田　考　史

〃 日　暮　明　子

〃 菅　田　誠　治

研究員 塩　竈　秀　夫

遠隔計測研究室長 杉　本　伸　夫

主任研究員 松　井　一　郎

職 　  　 　 名 氏 　 名
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生

環
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研究員 西　澤　智　明

大気化学研究室長（兼） 今　村　隆　史

主任研究員 猪　俣　　　敏

大気動態研究室長 遠　嶋　康　徳

主任研究員 内　山　政　弘

研究員 山　岸　洋　明

主席研究員 中　島　英　彰

土壌圏環境研究領域長 木　幡　邦　男

水環境質研究室長 稲　葉　一　穂

主任研究員 岩　崎　一　弘

〃 冨　岡　典　子

〃 珠　坪　一　晃

〃 永　野　匡　昭

研究員 山　村　茂　樹

湖沼環境研究室長 今　井　章　雄

主任研究員 小　松　一　弘

研究員 高　津　文　人

海洋環境研究室長 原　島　　　省

主任研究員 中　村　泰　男

〃 牧　　　秀　明

研究員 金　谷　　　弦

土壌環境研究室長 林　　　誠　二

主任研究員 村　田　智　吉

〃 越　川　昌　美

研究員 渡　邊　未　来

物圏環境研究領域長 竹　中　明　夫

個体群生態研究室長 高　村　健　二

主任研究員 佐　竹　　　潔

〃 多　田　　  満

〃 吉　田　勝　彦

研究員 今　藤　夏　子

〃 角　谷　　　拓

生理生態研究室長 佐　治　　  光

主任研究員 名　取　俊　樹

〃 久　保　明　弘

〃 唐　　　艶　鴻

〃 青　野　光　子

微生物生態研究室長 笠　井　文　絵

主任研究員 河　地　正　伸

〃 広　木　幹　也

〃 上　野　隆　平

生態遺伝研究室長 中　嶋　信　美

主任研究員 玉　置　雅　紀

研究員 矢　部　　　徹

〃 石　濱　史　子

境研究基盤技術ラボラトリー長 桑　名　　　貴

上級主席研究員 植　弘　崇　嗣

環境分析化学研究室長 西　川　雅　高

主任研究員 佐　野　友　春

職 　  　 　 名 氏 　 名
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主任研究員 高　木　博　夫

生物資源研究室長（兼） 桑　名　　　貴

主任研究員 清　水　　  明

〃 高　橋　慎　司

〃 戸　部　和　夫

〃 川　嶋　貴　治

研究員 大　沼　　　学

（兼） 笠　井　文　絵

環境情報センター長 岸　部　和　美

情報企画室長 木　村　京　子

室長補佐 欠

企画調整係長 欠

出版普及係長 山　口　和　子

職 　  　 　 名 氏 　 名
―  

任期付研究員等

（ア）任期付職員就業規則（平成１８年４月施行）に規定さ

※平成 17 年度までの採用者数は， 「一般職の任期付研

年 ６ 月施行） によ る任期付任用制度に基づ く 採用者数

付研究員であ る。

（イ） 契約職員就業規則 （平成 １ ８ 年 ４ 月施行） に規定され

（単位

（ウ） 外国人の任用

年　　　　度
平成
１０ １１ １２

招へい型任期付研究員

研究テーマ型任期付研究員 3 1

年　　　　度
平成
２１

招へい型任期付研究員

研究テーマ型任期付研究員 8

年　　　　度
平成
１８ １９

ＮＩＥＳ特別研究員 5 4

年　度
平成
６ ７ ８ ９ １０ １１

任用者数 1 1

年　度
平成
２１

任用者数
情報提供専門職 猪　爪　京　子

情報整備室長 佐々木　寛　寿

整備係長 欠

研究協力係長 欠

環境データ専門職 冨　田　光　治

地理情報専門職 宮　下　七　重

情報管理室長 広　兼　克　憲

研究情報係長 欠

電算機係長（兼） 山　﨑　　　学

ネットワーク係長 山　﨑　　　学

図書・文献情報専門職 古　田　早　苗

情報システム専門職 欠

職 　  　 　 名 氏 　 名
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れる任期付研究員を任期を定めて採用した者の数

（単位 ： 人）

究員の採用， 給与及び勤務時間の特例に関する法律」 （平成 ９

であ り ， 若手育成型任期付研究員は現在の研究テーマ型任期

る Ｎ Ｉ Ｅ Ｓ 特別研究員を任期を定めて採用し た者の数

： 人）

（単位 ： 人）

１３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０

5 3

11 8 6 4 7 7 3 1

２０ ２１

6 4

１２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０

2 3 1 1
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（ ２ ） 研究系契約職員

【Ｎ Ｉ Ｅ Ｓ フ ェ ロー 　 ２ ２ 名】 （平成 22 年 ３ 月 31 日）

【Ｎ Ｉ Ｅ Ｓ ポス ド ク フ ェ ロー 　 ９ ３ 名】

No 氏 　 名 所 　 属 No 氏 　 名 所 　 属

1 北　村　健　二 企画部 13 樋　渡　武　彦 アジア自然共生研究グループ

2 Sergey Oshchepkov 地球環境研究センター 14 黒　川　純　一

3 Georgii Alexandrov 15 大　場　　　真

4 Shobhakar Dhakal 16 Nguyen Cao DON

5 曾　　　継　業 17 神　村　一　幸

6 開　　　和　生 18 杵　嶋　修　三

7 哈　斯　巴　干 19 森　　　育　子 環境研究基盤技術ラボラトリー

8 川　口　光　夫 循環型社会･廃棄物研究センター 20 橋　本　光一郎

9 李　　　東　烈 21 Sawicka Edyta

10 松　崎　加奈恵 環境リスク研究センター 22 根　上　泰　子

11 長　尾　明　子

12 Tin-Tin-Win-Shwe

No 氏 　 名 所 　 属 No 氏 　 名 所 　 属

1 牧　戸　泰　代 地球環境研究センター 35 Vinu K. Valsala 地球環境研究センター

2 Andrey Bril 36 Maciej Telszewski

3 江　口　菜　穂 37 中　道　久美子

4 太　田　芳　文 38 村　上　理　映 循環型社会･廃棄物研究センター

5 田　中　智　章 39 Komsilp Wangyao

6 早　渕　百合子 40 成　岡　朋　弘

7 松　本　健　一 41 小　口　正　弘

8 明　石　　　修 42 河　井　紘　輔

9 長谷川　　　聡 43 神　保　有　亮

10 阿　部　　　学 44 石　森　洋　行

11 Boyan Tatarov 45 佐　野　　　彰

12 宮　崎　千　尋 46 加　用　千　裕

13 笹　川　基　樹 47 魏　　　立　綱

14 奈　良　英　樹 48 鎌　田　　　亮 環境リスク研究センター

15 亀　山　宗　彦 49 小　田　重　人

16 Anna Peregon 50 永　野　麗　子

17 古　山　祐　治 51 井　上　真　紀

18 齊　籐　　　龍 52 赤　坂　宗　光

19 齊　藤　　　誠 53 真　野　浩　行

20 Dmitry　Belikov 54 林　　　岳　彦

21 尾　田　武　文 55 小　林　　　淳

22 赤　木　純　子 56 富　永　　　篤

23 中　岡　慎一郎 57 李　　　政　勲

24 山　本　　　聡 58 岡　本　　　卓

25 石　原　光　則 59 漆　谷　博　志

26 峰　島　知　芳 60 呉　　通　　華 アジア自然共生研究グループ

27 安　立　美奈子 61 島　崎　彦　人

28 眞　板　英　一 62 孫　　　　　穎

29 STRASSMANN,Kuno 63 田　上　浩　孝

30 加　藤　創　史 64 小　林　祥　子

31 宮　本　祐　樹 65 笹　川　裕　史

32 後　藤  誠二朗 66 齊　藤　伸　治

33 髙　橋　厚　裕 67 米　澤　健　一 社会環境システム研究領域

34 JUNG Huicheul 68 加　藤　秀　樹
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【Ｎ Ｉ Ｅ Ｓ アシス タ ン ト フ ェ ロー 　 ２ ９ 名】

【Ｎ Ｉ Ｅ Ｓ リサーチアシス タ ン ト 　 ３ ８ 名】

69 Likhvar Victoria 社会環境システム研究領域 85 花　町　優　次 水土壌圏環境研究領域

70 宮　脇　幸　治 86 渡　邊　圭　司

71 大　木　淳　之 化学環境研究領域 87 川　﨑　伸　之

72 武　内　章　記 88 佐　藤　貴　之

73 近　藤　美由紀 89 西　沢　　　徹 生物圏環境研究領域

74 野　副　　　晋 90 平　林　周　一

75 中　村　宣　篤 環境健康研究領域 91 五百城　幹　英

76 細　川　　　剛 92 石　井　裕　一

77 曾　　　　　勤 93 Shen Miaogen

78 小　髙　真　希

79 立　石　幸　代

80 神　田　　　勲 大気圏環境研究領域

81 中　村　　　哲

82 磯　崎　　　輔

83 原　　　由香里

84 川　瀬　宏　明

No 氏 　 名 所 　 属 No 氏 　 名 所 　 属

1 酒　井　広　平 地球環境研究センター 16 軽　部　智　美 環境リスク研究センター

2 小　野　貴　子 17 大　山　房　枝

3 岩　渕　裕　子 18 鈴　木　純　子

4 長　友　利　晴 19 Solovieva　Elena

5 石　渡　佐和子 20 鈴　木　一　隆

6 楊　　　　　 21 今　田　美　穂

7 須　永　温　子 22 今　井　葉　子

8 小　川　安紀子 23 佐　藤　陽　美

9 佐　伯　田　鶴 24 CHEN Xudong アジア自然共生研究グループ

10 小　田　知　宏 25 伊　禮　　　聡

11 影　山　志　保 環境リスク研究センター 26 松　田　あゆり 化学環境研究領域

12 小　塩　正　朗 27 吉　兼　光　葉

13 藤　原　　　好 28 中　宮　邦　近

14 蓮　沼　和　夫 29 今　里　栄　男 環境研究基盤技術ラボラトリー

15 赤　沼　宏　美

No 氏 　 名 所 　 属 No 氏 　 名 所 　 属

1 宮　城　卓　也 地球環境研究センター 14 馬　場　俊　介 環境リスク研究センター

2 Lavinia Poruschi 15 吉　崎　えり奈

3 村　上　大　輔 16 千　谷　久　子

4 Hancheng Dai 17 朴　　正　　彩

5 加　用　現　空 18 水　谷　千亜紀 アジア自然共生研究グループ

6 山　本　智　子 循環型社会･廃棄物研究センター 19 史　　　　　航

7 戸　次　加奈江 20 栗　林　正　俊

8 朱　　　文　率 21 大　西　　　悟

9 所　　　諭　史 環境リスク研究センター 22 王　　　仕　琴

10 太　田　悠　葵 23 張　　　依　章

11 QIN,XIANYANG 24 南　　　佑　典 社会環境システム研究領域

12 渡　辺　喬　之 25 杉　田　純　一

13 目　黒　紘　子 26 宗　形　広　志

No 氏 　 名 所 　 属 No 氏 　 名 所 　 属
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（ ３ ） 特別客員研究員等の状況

27 高　橋　翔　太 社会環境システム研究領域 33 佐　伯　浩　介 大気圏環境研究領域

28 上　野　博　史 34 釜　江　陽　一

29 澤　﨑　佳　介 35 大　矢　麻奈未 大気圏環境研究領域

30 桑　田　智　幸 36 窪　田　恵　一 水土壌圏環境研究領域

31 雷　　　　　蕾 37 佐　瀬　信　哉

32 小　出　昌　弘 化学環境研究領域 38 Saghar Zarenezhad 生物圏環境研究領域

① 特別客員研究員 １３名

国立大学法人等 ５名

私立大学 ２名

その他 ６名

② 客員研究員 ２５８名

国立大学法人等 １１０名

公立大学等 ９名

私立大学 ３４名

国立機関 ４名

地方環境研究所 ５８名

独立行政法人等 １５名

民間企業 ８名

その他 １７名

国外機関 ３名

③ 共同研究員 ８０名

国立大学法人等 ３１名

公立大学等 １名

私立大学 ６名

国立機関 １名

地方環境研究所 ４名

独立行政法人等 ８名

民間企業 １４名

その他 ５名

国外機関 １０名

④ 研究生 ９７名

国立大学法人等 ７６名

公立大学等 １名

私立大学 １３名

民間企業 ５名

国外機関 ２名

特別客員研究員等合計 ４４８名

No 氏 　 名 所 　 属 No 氏 　 名 所 　 属
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５  ． 収入及び支出の状況

（単位 ： 円）

* １ ． （） 「カ ッ コ」 書きは， 前事業年度からの繰越額内数であ る。

２ ． 「対前年度」 は繰越額を除 く 前年度比であ る。

区 　 　 　 　 　 　 　 　 分 収 　 入 　 額 対前年度 支 　 出 　 額 差 　 　 　 額

運営費交付金
10,609,396,174
(1,317,191,174)

100.2％ 9,069,519,425 1,539,876,749

施設整備費補助金
651,046,140

(117,166,140)
82.9％ 549,504,251 101,541,889

施設整備費補助金 1,103,614,000 皆増 1,103,614,000 0

政府受託 3,029,053,996 92.3％ 3,014,915,687 14,138,309

（競争的資金） 1,632,125,033 116.0％ 1,622,084,337 10,040,696

環境研究総合推進費 1,197,350,000 113.4％ 1,187,309,304 10,040,696

環境技術開発等推進事業費 325,986,000 169.4％ 325,986,000 0

科学技術振興調整費 （補助金） 42,059,033 75.1％ 42,059,033 0

海洋開発及地球科学技術調査研究促進費 0 – 0 0

新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業 0 – 0 0

国立機関再委託費 2,730,000 皆増 2,730,000 0

エネルギー対策特別会計 64,000,000 62.4％ 64,000,000 0

（業務委託） 1,396,928,963 74.5％ 1,392,831,350 4,097,613

環境省 ( 一般会計 ) 953,344,642 65.6％ 950,257,564 3,087,078

環境省 ( エネルギー対策特別会計 ) 0 – 0 0

地球環境保全等試験研究費 284,474,000 97.8％ 283,463,465 1,010,535

科学技術振興調整費 （補助金） 16,998,845 100.0％ 16,998,845 0

科学技術振興費 （補助金） 12,000,000 100.0％ 12,000,000 0

海洋開発及地球科学技術調査研究促進費 0 – 0 0

原子力試験研究費 0 – 0 0

廃棄物処理等科学研究費補助金等 ( 間接経費のみ ) 130,111,476 127.2％ 130,111,476 0

研修生等受入経費収入 0 – 0 0

民間受託
407,816,680
(78,611,287)

135.8％ 404,573,610 3,243,070

環境標準試料等分譲事業 13,414,758 104.2％ 13,414,758 0

民間寄附金
117,046,512
(33,954,534)

161.3％ 45,929,240 71,117,272

知的所有権収益 5,238,689 1837.0％ 262,500 4,976,189

事業外収入
9,101,668

(3,000)
123.1％ 5,821,165 3,280,646

その他の臨時利益 0 0.0％ 0 0

合 　 　 　 　 　 計 15,945,728,617 105.9％ 14,207,554,636 1,738,173,981



国立環境研究所年報（平成 21 年度）
６  ． 施設の整備状況一覧

（平成 22 年 ３ 月 31 日現在）

建 　 設 　 時 　 施 　 設 　 名 構 　 　 　 造
建物面積 （m2）

竣 　 工 　 年 　 月
建面積 延面積

研究本館Ⅰ （研究Ⅰ棟， 研究Ⅱ棟） RC － 3 5,540 11,633 Ⅰ期昭和49年3月竣工

Ⅱ期昭和52年5月竣工

研究本館Ⅱ （共同利用棟， 共同研究棟） RC － 3 2,405 5,664 Ⅰ期昭和54年11月竣工

Ⅱ期昭和57年2月竣工

研究本館Ⅲ RC － 4 1,068 4,077 平成 7 年 8 月竣工

管理棟 RC － 2 697 1,144 Ⅰ期昭和49年5月竣工

Ⅱ期昭和54年1月竣工

大気化学実験棟 （スモ ッ グチャ ンバー） RC － 1 723 723 昭和 51 年 10 月竣工

大気拡散実験棟 （風洞） RC － 2， 地下－ 1 741 2,329 昭和 53 年 3 月竣工

大気汚染質実験棟 （エア ロ ドーム） SRC － 8 176 1,321 昭和 54 年 4 月竣工

大気モニター棟 RC － 1 81 81 昭和 53 年 3 月竣工

大気共同実験棟 （フ リ ースペース） RC － 3 443 986 昭和 58 年 12 月竣工

ラ ジオア イ ソ ト ープ実験棟 RC － 3 974 1,580 昭和 53 年 3 月竣工

水生生物実験棟 （ア ク ア ト ロ ン） RC － 3， RC － 2 1,384 2,535 Ⅰ期昭和51年10月竣工

Ⅱ期昭和55年11月竣工

水理実験棟 S － 1 1,167 1,167 Ⅰ期昭和51年10月竣工

Ⅱ期昭和55年11月竣工

動物実験棟Ⅰ （ズー ト ロ ンⅠ） SRC － 7 794 4,031 Ⅰ期昭和51年3月竣工

Ⅱ期昭和51年10月竣工

動物実験棟Ⅱ （ズー ト ロ ンⅡ） RC － 3 934 1,862 昭和 55 年 5 月竣工

土壌環境実験棟 （ペド ト ロ ン） RC － 3 637 1,931 昭和 53 年 2 月竣工

植物実験棟Ⅰ （フ ァ イ ト ト ロ ンⅠ） RC － 3 1,392 3,348 昭和 50 年 12 月竣工

植物実験棟Ⅱ ・ 騒音保健研究棟 RC － 4， 地下－ 1 1,242 3,721 昭和 56 年 7 月竣工

実験ほ場 （本構内） Ⅰ期昭和52年11月竣工

Ⅱ期昭和57年3月竣工

　 　 管理棟 373 414

　 　 温室 3 棟 576 576

　 　 ほ場 5,600

実験ほ場 （別団地） Ⅰ期昭和52年11月竣工

Ⅱ期昭和 57 年 3 月竣工

　 　 管理棟 RC － 2 179 214 Ⅱ期昭和 57 年 3 月竣工

　 　 ほ場 11 面 7,000

生物生態園 15,000 昭和 54 年 10 月竣工

工作棟 RC － 2 158 189 昭和 49 年 10 月竣工

危険物倉庫 B － 1 82 82 昭和 55 年 11 月竣工

エネルギーセン ター RC － 2 2,590 3,101 昭和 49 年 10 月竣工

（昭和 51 年一部増築）

廃棄物処理施設Ⅰ 特殊実験廃水処理能力 昭和 49 年 10 月竣工

　 　 　 　 　 100m3/ 日

廃棄物処理施設Ⅱ 一般実験廃水処理能力 昭和 54 年 2 月竣工

　 　 　 　 　 300m3/ 日 平成 7 年 3 月更新

環境遺伝子工学実験棟 RC － 3 737 1,627 平成 5 年 6 月竣工

特高受電需要設備棟 RC － 1 524 524 平成 9 年 3 月竣工

環境ホルモン総合研究棟 RC － 4 1,850 5,354 平成 13 年 3 月竣工

平成15年12月一部増築

地球温暖化研究棟 RC － 3 1,883 5,447 平成 13 年 3 月竣工

循環 ・ 廃棄物研究棟 RC － 3 1,583 4,228 平成 14 年 3 月竣工

環境生物保存棟 RC － 3 489 1,382 平成 14 年 5 月竣工

微生物系統保存棟 RC － 2 355 801 昭和 58 年 1 月竣工
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環境試料タ イ ムカプセル棟 RC － 2 1,043 2,071 平成 16 年 ２ 月

鳥飼育舎 W － 1 75.60 64.44 平成 16 年 5 月竣工

ナ ノ粒子健康影響実験棟 RC － 6 502.34 2272.10 平成 17 年 3 月竣工

野生動物検疫施設 RC － 1 107.99 101.52 平成 18 年 3 月竣工

霞ヶ浦臨湖実験施設 昭和 58 年 3 月竣工

　 　 実験管理棟 RC － 2 1,045 1,748

　 　 用廃水処理施設 RC － 1 913 913

　 　 附属施設 RC － 1 286 286

　 　 臨湖実験施設電気室 S － 1 166 149 平成 17 年 3 月竣工

バイオ ・ エコエンジニア リ ング研究施設 S － 1 1,339 1,339 平成 13 年 12 月竣工

奥日光環境観測所

　 　 管理棟 RC － 2 121 189 昭和 61 年 10 月竣工

　 　 実験棟 RC － 1 198 198 昭和 63 年 3 月竣工

　 　 観測棟 RC － 1 8 8 昭和 63 年 3 月竣工

地球環境モニタ リ ングステーショ ン－波照間 観測棟 ： RC － 1 建 / 延面積 160.7m2 平成 4 年 3 月竣工

観測塔 ： 自立型鉄骨造

　 　 　 　 　 　 H39.0m

平成 4 年 3 月竣工

地球環境モニタ リ ングステーショ ン－落石岬 観測棟 ： アル ミ パネル

　 　 　 　 構造 1 階建

建 / 延面積 83.4m2 平成 6 年 3 月竣工

観測塔 ： 支線型鉄骨造

　 　 　 　 　 　 H55.5m

平成 6 年 3 月竣工

黒島 NOAA 受信施設 受信アンテナ塔 ：

　 自立型鉄骨造 H13.0m

平成 7 年 1 月竣工

建 　 設 　 時 　 施 　 設 　 名 構 　 　 　 造
建物面積 （m2）

竣 　 工 　 年 　 月
建面積 延面積
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国立環境研究所年報（平成 21 年度）
７  ． 研究に関する業務の状況

（ １ ） 独立行政法人国立環境研究所外部研究評価委員会構成員 平成 21 年 ４ 月現在

氏 　 　 名 所属及び役職

青 　 木 　 周 　 司 東北大学大学院理学研究科 　 教授

磯 　 部 　 雅 　 彦 東京大学大学院新領域創成科学研究科 　 教授

稲 　 葉 　 　 　 裕 実践女子大学生活科学部食生活科学科 　 教授

岩 　 熊 　 敏 　 夫 独立行政法人高等専門学校機構函館工業高等専門学校 　 校長

植 　 田 　 和 　 弘 京都大学大学院経済研究科地球環境学堂 　 教授

植 　 松 　 光 　 夫 東京大学海洋研究所海洋科学国際共同研究セン ター 　 セン ター長 ・ 教授

岡 　 田 　 光 　 正 広島大学大学院工学研究科 　 教授

加 　 藤 　 順 　 子 三菱化学 メ デ ィ エン ス株式会社 　 非常勤嘱託

鎌 　 田 　 　 　  博 筑波大学大学院生命環境科学研究科 　 教授

河 　 村 　 公 　 隆 北海道大学低温科学研究所 　 教授

河 　 村 　 清 　 史 埼玉大学大学院理工学研究科 　 教授

北 　 野 　 　 　  大 明治大学理工学部 　 教授

木 　 村 　  富士男 筑波大学大学院生命環境科学研究科 　 教授

小 　 泉 　  　     博 早稲田大学教育 ・ 総合科学学術院 　 教授

才 　 野 　 敏 　 郎 　 独立行政法人海洋研究開発機構地球環境変動領域 　 プロ グ ラ ムデ ィ レ ク ター

鈴 　 木 　 基 　 之 放送大学 　 教授

住 　 　 　 明 　 正 東京大学サステ イナビ リ テ ィ 学連携研究機構地球持続戦略研究イ ニシアテ ィ ブ

　 統括デ ィ レ ク ター ・ 教授

武 　 田 　 博 　 清 同志社大学理工学部 　 教授

西 　 尾 　 文 　 彦 千葉大学環境 リ モー ト センシング研究セン ター 　 セン ター長 ・ 教授

原 　 口 　 紘 　 社団法人国際環境研究協会 　 環境省 ・ プロ グ ラ ムオフ ィ サー

藤 　 江 　 幸 　 一 横浜国立大学大学院環境情報研究院 　 教授

藤 　 田 　 正 　 憲 高知工業高等専門学校 　 校長

眞 　 柄 　 泰 　 基 学校法人 ト キ ワ松学園 　 理事長

松 　 田 　 裕 　 之 横浜国立大学大学院環境情報研究院 　 教授

安 　 井 　 　 　  至 独立行政法人製品評価技術基盤機構 　 理事長

和 　 気 　 洋 　 子 慶應義塾大学商学部 　 教授

渡 　 辺 　 知 　 保 東京大学大学院医学系研究科 　 教授
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（ ２ ） 共同研究等の状況

（注） １．一つの契約であっても，複数の種類の機関と共同研究を行っている場合には，それぞれ該当する機関の欄

に計上する。（複数あり）

２．「国研等」は，国，国立研究機関，独法研究機関。

３．「国立大学」には，大学共同利用機関を含む。

４．「特殊法人等」は，特殊法人および認可法人。

５．国際共同研究は二国間政府協定に基づいて実施されているものと，研究所間協定に基づいて実施されてい

るものの合計。

区 　 分

  年 度

共 　 　 同 　 　 研 　 　 究 　 　 等 　 　 の 　 　 件 　 　 数

国 　 　 　 　 　 　 　 内

国 　 外 計
国研等

国 　 立
大 　 学

公 ・ 私
立大学

特 　 殊
法人等

公 　 益
法 　 人

民 　 間
企 　 業

その他
地 　 方

21 共 同 研 究 15 19 5 0 6 9 7 124 185

受 託 研 究 124 10 2 0 6 12 3 0 157

委 託 研 究 7 57 26 0 5 17 9 0 121

合 　 　 計 146 86 33 0 17 38 19 124 463
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（ ３ ） 平成 20 年度地方環境研究所等との共同研究実施課題一覧

地環研機関名 課 　 題 　 名

北海道環境科学研究セン ター In vitro バイオア ッ セイ を用いる河川及び大気の曝露モニタ リ ングに関する基礎的研究

ダ イオキシン類及び PCBs の発生源解析に関する研究

摩周湖の透明度変化に関する物理 ・ 化学 ・ 生物学的要因解析

釧路湿原シ ラル ト ロ沼の環境劣化と その原因の究明

岩手県環境保健研究セン ター In vitro バイオア ッ セイ を用いる河川及び大気の曝露モニタ リ ングに関する基礎的研究

宮城県保健環境セン ター In vitro バイオア ッ セイ を用いる河川及び大気の曝露モニタ リ ングに関する基礎的研究

地球温暖化がも た らす日本沿岸域の水質変化と その適応策に関する研究 （C 型研究代表）

北部太平洋側におけ る降水中の鉛安定同位体比測定によ る アジア大陸からの越境大気汚

染の調査

山形県環境科学研究セン ター In vitro バイオア ッ セイ を用いる河川及び大気の曝露モニタ リ ングに関する基礎的研究

新潟県保健環境科学研究所 新潟県におけ るオゾン高濃度現象の解明

群馬県衛生環境研究所 In vitro バイオア ッ セイ を用いる河川及び大気の曝露モニタ リ ングに関する基礎的研究

アンチモンを指標と し た沿道大気におけ る自動車由来粒子状汚染物質の評価

茨城県霞ヶ浦環境科学ｾﾝﾀー 関東地域における広域大気汚染のモデル研究

埼玉県環境科学国際セン ター 関東地域における広域大気汚染のモデル研究

廃棄物の安定化に着目し た品質評価技術の開発

埋立地ガスな らびに層内保有水を対象と し た 終処分場安定化モニタ リ ング

循環型社会物流システムに適合し た 終処分手法の開発

千葉県環境研究セン ター 沿岸性植物プラ ン ク ト ンの自動画像解析システムの開発研究

植物のオゾン被害と ス ト レ ス診断に関する研究 （C 型研究代表）

水生生物等を用いた 終処分場浸出水の簡易管理手法の開発

（財） 東京都環境整備公社東京都環境科学

研究所

関東地域における広域大気汚染のモデル研究

PFOS、 PFOA 及びその類縁の物質の環境実態把握及び汚染源の推定

Ｐ Ｃ Ｂ の迅速測定法に関する研究

神奈川県環境科学セン ター ブナ林衰退地域における総合植生モニ タ リ ング手法の開発 （C 型研究代表）

終処分場浸出水の水質変動特性の解明に関する研究

横浜市環境科学研究所 都市部 と農村部における河川水のオオ ミ ジン コ を用いた総合毒性評価に関する研究

川崎市公害研究所 川崎市におけ る都市環境観測と 技術評価についての統合的なシステム研究

長野県環境保全研究所 鉛同位体比測定によ る アジア大陸からの越境大気汚染の定量化

山岳地域における揮発性有機化合物の動態に関する研究

環境中のダ イオキシン類と 関連物質のモニ タ リ ングおよび発生源解析に関する研究

湖沼における水草帯の保全と復元手法に関する研究

都市の温熱環境マ ッ プ作成に関する研究

In vitro バイオア ッ セイ を用いる河川及び大気の曝露モニタ リ ングに関する基礎的研究

静岡県環境衛生科学研究所 In vitro バイオア ッ セイ を用いる河川及び大気の曝露モニタ リ ングに関する基礎的研究

静岡県内の河川の内分泌か く 乱化学物質の調査

富山県環境科学セン ター 富山県におけ る降水中の鉛同位体比に関する研究

山域地域における黄砂エア ロ ゾルの動態に関する研究

ラ イ ダーを用いた黄砂エア ロ ゾル飛来状況に関する研究

福井県衛生環境研究セン ター 北陸地方における産業廃棄物 終処分場 （管理型） の安定化に関する研究

福井県自然保護セン ター 生物の空間分布予測モデルにも と づいた自然再生適地の抽出と市民参加によ る検証

名古屋市環境科学研究所 In vitro バイオア ッ セイ を用いる河川及び大気の曝露モニタ リ ングに関する基礎的研究

光化学オキシダン ト と粒子状物質等の汚染特性解明に関する研究 （C 型研究代表）

土壌 ・ 地下水汚染物質の微生物分解に関する研究

京都府保健環境研究所 都市大気エア ロ ゾルの発生源寄与解明のためのレセプターモデルの高精度化

エア ロ ゾル中の微量金属元素濃度比及び鉛同位対比を用いた長距離輸送現象の解析

In vitro バイオア ッ セイ を用いる河川及び大気の曝露モニタ リ ングに関する基礎的研究

大阪府環境農林水産総合研究所 ラ イ ダー観測データ を用いた近畿地方の対流圏大気環境の調査

（財） ひ ょ う ご環境創造協会 　 兵庫県環境

研究セン ター

In vitro バイオア ッ セイ を用いる河川及び大気の曝露モニタ リ ングに関する基礎的研究

有機フ ッ素化合物の環境汚染実態と排出源について （C 型研究代表）

浅海域におけ る干潟 ・ 藻場の生態系機能に関する研究 （C 型研究代表）

鳥取県生活環境部衛生環境研究所 In vitro バイオア ッ セイ を用いる河川及び大気の曝露モニタ リ ングに関する基礎的研究

ブラ ウ ン管ガ ラ スからの鉛の分離除去と 発泡ガ ラ スへの リ サイ クル

福岡県保健環境研究所 微細藻類が生産する有毒物質の分析に関する研究
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（ ４ ） 国立環境研究所における研究評価について

中期計画の見直しに併せて所内の評価規程を見直し， 第二期中期期間 （平成 18 年度～ 22 年度） の各研究の評価を下

記のよ う な方針で行っている （独立行政法人国立環境研究所研究評価実施要領よ り 抜粋）。

平成 21 年度においては， 平成 21 年 4 月に開催された外部研究評価委員会において， 重点研究プロ グ ラ ム， 基盤的な

調査 ・ 研究活動， 知的研究基盤の整備事業について， 年度評価を受けた。 また， 平成 20 年度終了特別研究についての

事後評価を実施し た。

内部評価と し ては， 平成 22 年度開始特別研究， 平成 21 年度奨励研究 （後期募集分）， 平成 22 年度奨励研究 （前期募

集分） について事前評価を実施し， 研究課題の採択を行った。 また， 平成 20 年度奨励研究 （後期募集分） と平成 21 年

度奨励研究 （前期募集分） 等の事後評価を行った。

福岡市保健環境研究所 博多湾におけ る円石藻の非円石細胞ステージのモニ タ リ ング

北九州市環境科学研究所 In vitro バイオア ッ セイ を用いる河川及び大気の曝露モニタ リ ングに関する基礎的研究

長崎県環境保健研究セン ター 水稲葉枯症の発症原因の究明と 対策

鹿児島県環境保健セン ター In vitro バイオア ッ セイ を用いる河川及び大気の曝露モニタ リ ングに関する基礎的研究

沖縄県衛生環境研究所 サンゴ礁に対する地球規模及び地域規模ス ト レ スの影響評価

微細藻類が生産する有毒物質の分析に関する研究

亜熱帯域島嶼におけ る 終処分場の安定化 メ カニズム解明に関する研究

評価の種類 評価の方法 結果の取扱い

事前評価

研究の開始前に， 期待される研究成果及び波

及効果の予測， 研究計画及び研究手法の妥当

性の判断等を行 う 。

研究の方向性， 目的， 目標等の設定 と と もに，

研究資源 （研究資金， 人材等をい う 。） の配分

の決定に反映させる。

中間評価

研究の終了までの中間時期に， 研究の達成度

の把握， 成功又は不成功の原因の分析を行 う 。

研究の方向性， 目的， 目標等及び研究資源 （研

究資金， 人材等をい う 。） の配分等の見直しに

反映させる。

暫定評価

研究終了若し く は中期計画終了の一定期間前

に， 研究の達成度の把握， 成功又は不成功の

原因の分析を行 う 。

次期中期目標期間に実施する研究課題の選定，

研究の進め方等の検討に反映させる。

事後評価

研究の終了若し く は中期計画終了直後に， 研

究の達成度の把握， 成功又は不成功の原因の

分析を行 う 。

今後の研究課題の選定， 研究の進め方等の検討

に反映させる。

追跡評価

研究終了の数年後に， 研究開発の直接の成果

（ア ウ ト プ ッ ト ） のみな らず， そ こから生み出

された社会 ・ 経済への効果 （ア ウ ト カム） や

波及効果 （イ ンパク ト ） について評価を行 う 。

研究評価手法及び研究管理制度の見直しに反映

させる。

年度評価
年度終了直後に， 研究の達成度の把握， 成功

又は不成功の原因の分析を行 う 。

目標設定や研究計画の見直しに反映させる。

地環研機関名 課 　 題 　 名
―  424  ―



国立環境研究所年報（平成 21 年度）
（ ５ ） 国際交流及び研究協力等

　 １ ） 国際会議 （国立環境研究所主催 ・ 共催の主な国際会議）

　 ２ ） 国際共同研究 （二国間環境保護協力協定， 科学技術協力協定等に基づき実施されている国際共同研究）

　 注 ： 担当部等は直近の協定会合開催時のもので， 旧組織名で示されている場合があ る。

会 　 議 　 名 開催地 場所 開催期間

国際生物多様性の日シンポジウ ム 2009 東京 ・ 渋谷区 国連大学 21.5.22

第 ７ 回アジア地域におけ る温室効果ガス イ ンベン ト リ 整備に関す

る ワーク シ ョ ッ プ

韓国 ・ ソ ウル市 メ イ フ ィ ール ド 　 ホテル 21.7.7 ～ 21.7.10 

東京工業大学理学流動機構 ・ 森野基金 ・ 国立環境研究所共催国際

ワーク シ ョ ッ プ Workshop on Chemistry in the Earth's Atmosphere -

Crosscutting Aspects of Molecular Science and Atmospheric Chemistry-

東京 ・ 目黒区 東工大蔵前会館 21.9.7 ～ 21.9.8

統合評価モデルコ ン ソー . シアム （IAMC） 年次会合 茨城 ・ つ く ば市 つ く ば国際会議場 21.9.15 ～ 21.9.16

ブループラ ネ ッ ト 賞受賞者記念講演 茨城 ・ つ く ば市 国立環境研究所 21.10.23

AsiaFlux ワーク シ ョ ッ プ 　 2009 北海道 ・ 札幌市 北海道大学 21.10.27 ～ 

21.10.29

国際シンポジウ ム 「都市 と カーボンマネージ メ ン ト ： 科学 と政策

の連携強化に向けて」

東京 ・ 千代田区 東京国際フ ォーラ ム 21.11.16

温暖化影響総合予測プロ ジェ ク ト （環境省地球環境研究総合推進

費プロ ジェ ク ト S-4 「温暖化の危険な水準及び温室効果ガス安定

化レベル検討のための温暖化影響の総合的評価に関する研究」） 　

ワーク シ ョ ッ プ

東京 ・ 文京区 東京大学 21.11.16 ～

21.11.18

第 6 回日韓中三カ国研究機関長会合 韓国 ・ ソ ウル市 ロ ッ テホテル 2 １ .11.25 ～

2 １ .11.27

第 6 回国立環境研究所 E-waste ワーク シ ョ ッ プ 北海道 ・ 札幌市 北海道大学 21.12.9

国連気候変動枠組み第 15 回締約国会議公式サイ ド イベン ト 、 「低

炭素アジア －ビジ ョ ン と行動－」

デンマーク ・ コペン

ハーゲン

ベラセン ター 21.12.10

第 2 回胎児期プロ グ ラ ミ ング と発生毒性に関する国際会議

(PPTOXII)

ア メ リ カ合衆国 ・ マ

イ ア ミ

ロ ウ ィ スホテル 21.12.7 ～

21.12.10

国際シンポジウ ム 「気候変動に関する国際枠組み―主要国によ る

COP15 の評価」

東京 ・ 千代田区 KKR ホテル東京 22.1.19

国 　 　 　 名 ・
レ ビ ュー年次

課 　 題 　 名 相手先研究機関名等 担当部等

ア メ リ カ合衆国

（☆ 2006FY 地

球科学 ・ 地球環

境 リ エゾン会

合）

海洋の CO2 吸収量解明に向けた太平洋の CO2 観測の共同推進

（☆）

米国海洋大気局 地球温暖化研究プロ ジェ

ク ト

衛星によ る温室効果ガス観測に関する共同推進 （☆） ジェ ッ ト 推進研究所 地球環境研究セン ター

カ 　 　 ナ 　 　 ダ 

（2003FY）

北太平洋における大気 ・ 海水間の二酸化炭素交換の研究 （科） 海洋科学研究所 地球温暖化研究プロ ジェ

ク ト

韓 　 　 　 　 　 国 

（2009FY）

北東アジアにおけ る大気汚染物質の長距離輸送と 酸性沈着の観測

に関する研究 ( 環 )

国立環境研究院 アジア自然共生研究グ

ループ

日本及び韓国に分布する造礁サンゴによ る環境変動解析 ( 環 ) 海洋研究所 地球環境研究セン ター

両国におけ る外来生物についての情報交換及び研究協力 ( 環 ) 国立環境研究院 環境 リ ス ク研究セン ター

黄砂観測のための日韓 LIDAR 観測網における リ アルタ イ ムデー

タ交換システムの構築 ( 環 )

国立気象研究所 大気圏環境研究領域

有機錫化合物関連共同研究 ( 環 ) 韓国国立水産科学院 環境 リ ス ク研究セン ター

ス ウ ェ ー デ ン 

（2003FY）

人間活動の増大に伴 う 重金属暴露の健康 リ ス ク評価 （科） カ ロ リ ン スカ研究所 環境 リ ス ク研究セン ター

北極海における海洋表層の二酸化炭素分圧測定 （科） エーテボ リ 大学 地球温暖化研究プロ ジェ

ク ト
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（注）

○一部のプロ ジェ ク ト については採否が協議中のものがあ り ， 数が確定し ていない。

中 　 　 　 　 　 国

（2007FY）

中国の国情に合 う 排水処理プロセスの開発に関する研究 ( 環） 中国環境科学研究院 循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

中国の国情に合 う 高効率低コ ス ト 新排水高度処理技術の開発に関

する研究 （環）

国家環境保護総局環境工

程研究所 ・ 清華大学  

循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

中国の国情に合 う 土壌浄化法を組み込んだ生活排水高度処理シス

テム開発に関する研究 ( 環）

中国科学院沈陽応用生 

態研究所 

循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

中国太湖流域のバイオ ・ エコエンジニア リ ング導入によ る水環境

修復技術開発に関する研究 （環）

中国環境科学研究院 循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

貴州省紅楓湖， 百花湖流域における生態工学を導入し た富栄養化

抑制技術の開発に関する研究 ( 環）

貴州省環境保護局 循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

生活排水処理過程で発生する温室効果ガスの生物工学 ・ 生態工学

を活用し た抑制技術の開発に関する研究 ( 環 )

上海交通大学環境科学与

工程学院

循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

中国の VOCs 及びアンモニアの排出に関する研究 ( 環 ) 中国環境科学研究院 大気圏環境研究領域 

水利構造物によ る准 河流域の水環境劣化の実態把握と 対策に関す

る研究 （科）

中国科学院地理科学資源

研究所陸地水循環と地表

プロセス重点実験室

アジア自然共生研究グ

ループ

温暖化影響早期観測ネ ッ ト ワーク の構築プロ ジェ ク ト （科） 中国科学院地理科学与資

源研究所

アジア自然共生研究グ

ループ 　

フ 　 ラ 　 ン 　 ス

（2003FY）

植物の環境適応機構の分子生物学的研究 ( 科 ) ピカルデイー大学 生物圏環境研究領域

大西洋及び太平洋域における微細藻類の多様性に関する研究 ( 科

)

フ ラ ン ス国立科学研究セ

ン ター

生物圏環境研究領域

ロ 　 シ 　 ア

（2009FY）

凍土地帯からの メ タ ン発生量の共同観測 （環） 凍土研究所 地球環境研究セン ター

湿地からの メ タ ン放出のモデル化に関する共同研究 （環） 微生物研究所 地球環境研究セン ター

シベ リ アにおける温室効果気体の航空機観測 （環） 中央大気観測所 地球環境研究セン ター

シベ リ ア生態系の影響を受けた温室効果気体の観測 ( 科 ) ロ シア科学アカデ ミ ー 　

ズエフ大気光学研究所

地球環境研究セン ター

シベ リ アにおける ラ ン ド ・ エコ システムの温室効果ガス収支

（科）

ロ シア科学アカデ ミ ー ・

ウ ィ ノ グ ラ ツキー微生物

研究所

地球環境研究セン ター 

ハバロ フ ス ク地域の野生動物遺伝資源の保存 （科） ロ シア連邦天然資源省ボ

ロ ン スキ自然保護区

環境研究基盤技術ラ ボ ラ

ト リ ー 

国 　 　 　 名 ・
レ ビ ュー年次

課 　 題 　 名 相手先研究機関名等 担当部等
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３ ） 国際研究協力協定等

注 ： ( 　 ) は締結年度。

①国際研究協力協定等 （GOSAT に係る研究公募 （GOSAT-RA） によ る共同研究協定を除 く 。）

国名等 研究所間の共同研究

ア メ リ カ合衆国 Implementing Agreement on Joint Research on Analyses of Marine Productivity and Oxygen Cycle in the Pacific and Tasman 

Sea between NIES and Princeton University, USA (2008)

Technical Assistance Agreement between the California Institute of Technology at the Jet Propulsion Laboratory and NIES 

(2008)

Technical Services Agreement between the California Institute of Technology and NIES (2008)

MoU Agreement between Advanced Global Atmospheric Gas Experiment (AGAGE) and NIES (2009)

イ 　 ギ 　 リ 　 ス Collaboration Agreement "Towards constructing a consistent dataset of atmospheric CO2 concentrations from the new 

generation of satellite instruments to improve estimates of carbon sources and sinks" between The University of Leicester, The 

University of Edinburgh and NIES (2008)

イ ン ド MoU between Anna University, Chennai, India and NIES for Collaborative Research on Atmospheric Science (2007)

オース ト ラ リ ア Consultancy Agreement between NIES and the University of Wollongong (2008)

カ 　 　 ナ 　 　 ダ Agreement between NIES and Institute of Ocean Sciences (1995)

韓 　 　 　 　 　 国 Implementing Agreement between NIES and National Institute of Environmental Research of the Republic of Korea to Establish 

Cooperative Framework regarding the Environmental Protection Technologies (1994)

ス ウ ェ ー デ ン MoU on Joint Research on Product and Waste Oriented Environmental Management and Policy between NIES and International 

Institute for Industrial Environment Economics at Lund University , Sweden (2008)

Contract for Joint Research Project on The Collection and Recycling System of Used Mobile Phones and Actors engaged in 

Such Systems between NIES and the International Institute for Industrial Environmental Economics at Lund University (2009)

台 　 　 　 　 　 湾 MoU on Joint Research related to the Application of Chicken Primordial Germ Cells for Protein Production between NIES and 

ABNOVA Corporation Taiwan （2009）

中 　 　 　 　 　 国 環境保護の分野における協力に関する独立行政法人国立環境研究所と 国家環境保護総局日中友好環境保全セン ターと

の間の総括協議書 (2006)

日本国国立環境研究所アジア自然共生研究所グループ ・ 水土壌圏環境研究領域と中国科学研究院遺伝与発育生物学研

究所農業資源研究セン ターの海河流域におけ る水資源と 水環境管理に関する共同研究合意書 (2006)

日本国立環境研究所と中国浙江海洋学院の 「東シナ海の海洋生態環境及び生物資源の順応的管理技術開発研究」 に

関する協議書 (2007)

日本国国立環境研究所と 長江水理委員会と の漢江中下流水質自動モニ タ リ ングシステムおよび流域水環境管理モデル

研究に関する実施計画書 (2007)

日中科学技術協力委員会協力プロ ジェ ク ト 「温暖化影響早期観測ネ ッ ト ワークの構築プロ ジェ ク ト 」 実施協議書 

(2008)

中国北方地区における砂塵嵐の汚染特徴に関する独立行政法人国立環境研究所と日中友好環境保全セン ターと の間の

共同研究に関する実施協議書 (2008)

MoU on Joint Research on Integrated Assessment of Water Environment in Liaohe Watershed between NIES and Lioning 

Academy of Environmental Sciences, China (2008)

Joint Research Agreement on the Observation and Modeling of Water and Biogeochemical Cycles in Subtropical Rice Paddy 

Ecosystems between the Asia Water Environment Research Group, NIES, Japan and Taoyun Experimental Station for 

Agricultural Ecosystems, Institute of Subtropical Agriculture, Chinese Academy of Sciences, China (2008)

General Agreement on International Collaborative Research on Environmental Resources and Related Fields between NIES and 

Institute of Geographic Science and Natural Resources Research, Chinese Academy of Sciences, China (2009)

日本国独立行政法人国立環境研究所バイオエコ研究室と 中国住宅 ・ 都市農村建設部農村汚水処理技術北方研究セン

ターにおけ る農村汚水処理技術関係分野の研究協力実施に関する覚書 (2009)

General Agreement International Collaborative Research on Environmental Conservation and Related Fields between NIES and 

East China Normal University, China (2009)

MoU 　 between the Institute of Applied Ecology, Chinese Academy of Science, Shenyang, China and NIES for the 

Establishment of a Cooperative Program of Academic and Scientific Exchange (2009)

ド イ ツ Contract for the Research Support between NIES and University of Bremen (2008)

タ イ MoU on Research on Appropriate Landfill Operations in Thailand between NIES and Kasesart University, Thailand （2009）

MoU on Research on Appropriate Landfill Operations at Laemchabang Landfill between NIES and Laemchabang Municipality, 

Thailand (2009)

MoU on Joint Research on Development of Co-benefit Treatment System of Molasses-based Waste Water between NIES and 

Khon Kaen University Thailand (2009)

MoU on Research on Greenhouse Gas Emissions from Solid Waste Disposal Sites and Waste Management between NIES and 

The Joint Graduate School of Energy and Environment, Kings's Mongkut University of Technology Thonburi, Thailand (2009)

MoU between NIES and Ubon Rajathanee University, Thailand on Joint Research on Alternative Dam Construction Schemes 

and Their Effects on Freshwater Fish Diversity in the Mekong (2009)

MoU on Joint Research related to the Cryo-phoenix Project between NIES and Kasetsart University Thailand (2010)

MoU between Asian Institute of Technology, Thailand and NIES (2010)
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②国際研究協力協定 （GOSAT-RA 関係）

ニュージーラ ン ド Independent Contractor Agreement between NIES and the National Institute of Water and Atmospheric Research Limited 

(2008)

ベ 　 ト 　 ナ 　 ム MoU on Joint Research on Development of Future Visions for Municipal Solid Waste Management Systems in Vietnam between 

NIES and Institute of Science for Environment Management, Vietnam (2009)

MoU on Joint Research on Accumulation of Municipal Solid Waste Data in Vietnam between NIES and Institute for Urban 

Environment and Industry of Vietnam, Vietnam (2009)

マ レ ー シ ア MoU between Forest Research Institute Malaysia (FRIM), University Pertanian Malaysia(UPM) and NIES for Collaborative 

Research on Tropical Forest Ecology and Biodiversity (1991)

モ 　 ン 　 ゴ 　 ル MoU on Joint Research on Quality Assurance/Quality Control (QA/QC) of the Dust and Sandstorm (DDS) Monitoring 

Network System in Mongolia and the Data Analysis for early warning implemented by NIES and The National Agency for 

Meteorology, Hydrology and Environment monitoring, Mongolia (2007)

ロ 　 　 シ 　 　 ア Agreement on Cooperative Research Projects between Central Aerological Observatory, Committee for Hydrometerology and 

Monitoring of Environment, Ministry on Ecology and Natural Resources of the Russian Federation and NIES (1992)

Agreement on Cooperative Research Projects between NIES and Institute of Microbiology, Russian Academy of Sciences (1994)

Agreement on Cooperative Research Projects between NIES and Institute of Atmospheric Optics, Russian Academy of Sciences 

(1997)

MoU on Joint Research concerning the Evaluation of Genetic Diversity and Cell Preservation of Rare Birds between NIES and 

Bolonski State Nature Reserve (BSNR) 　 (2009)

国 連 環 境 計 画

（UNEP） P

MoU between UNEP and NIES （国際連合環境計画と NIES の合意文書） (1991)

MoU on Joint Research on Global Energy-Economic Modeling NIES and UNEP Riso Centre on Energy, Climate and Sustainable 

Development Denmark (2007)

国名等 研究所間の共同研究

ア メ リ カ合衆国 Early Detection of Leakage from Siberian and Alaskan Gas Pipelines (2008)

Infrared Validation and Mid-Tropospheric CO2 from the FTS GOSAT Sensor (2008)

Trace gas remote sensing using near IR and longwave IR (2008)

Validation of LIDAR System for the Measurement of CO2 (2008)

Evaluation and Validation of GOSAT CAI Vegetation Index Products Using MODIS, AVHRR, and In Situ Data over the 

Conterminous United States and Hawaii (2008)

Assessment of GOSAT TIR FTS absolute calibration through validation (2009)

Validation of GOSAT Data Products (2009)

GOSAT and Oceanographic Observations of CO2 and CH4 on the Laptev and East Siberian Shelf Seas (2009)

Comparison of GOSAT CH4 and CO2 with NOAA/NESDIS operational trace gases products retrieved from AIRS, IASI and 

CrIS and use of CAI aerosol product for NOAA synergy studies of using satellite data for air quality applications (2009)

Assessment of GOSAT Radiance Responses to the Lower Atmospheric CO2 Concentration Change and Impact of Aerosols and 

Clouds on CO2 Concentration Retrievals (2009)

Comparison of GOSAT retrievals of the CO2 and CH4 column mole fractions with in-situ data and estimates produced by the 

CarbonTracker data assimilation system. (2009)

Application of GOSAT/TANSO-FTS to the Measurement of Volcanic CO2 Emissions (2009)

Global Analysis of Carbon Sources and Sinks with a Comprehensive Model Optimized with GOSAT/TANSO Observations 

(2009)

Tracing and quantifying power plant CO2 emissions with GOSAT: Validation and Modeling in the Four Corners New Mexico to 

Oklahoma Region (2010)

GOSAT Synergies for Ground-Reference of CH4-Emissions from Geologic and Biologic Mid-Latitude and Arctic Sources 

(2009)

イ 　 ギ 　 リ 　 ス Application of GOSAT data in a 4D-Var data assimilation system in combination with other greenhouse gas observations to 

better estimate CO2 and CH4 fluxes (2008)

The UK Universities contribution to the analysis of GOSAT L1 and l2 data: towards a better quantitative understanding of 

surface carbon fluxes (2008)

Validation of TANSO FTS spectra using RFM line-by-line model (2010)

Using Envisat MERIS MTCI to characterize the response of the terrestrial biosphere to spatio-temporal variability in 

atmospheric carbon dioxide as measured by GOSAT FTS (2009)

Using GOSAT to help improve the representation of wetlands and associated CH4 cycle in the next generation global land 

surface models (2009)

イ 　 タ 　 リ 　 ア Cross-validation of IASI/METOP-A and TANSO-FTS/GOSAT level 2 products for carbon dioxide (2009)

Definition, implementation and validation of a prototype software system aimed at the atmospheric corrections for the retrieval 

of solar-induced fluorescence (2009)

イ ン ド Interaction Between Atmospheric Greenhouse Gases & Terrestrial Biospheric Processes Over Indian Subcontinent (2009)

国名等 研究所間の共同研究
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オ ラ ン ダ Retrieval of methane, carbon dioxide and water vapor from GOSAT near-infrared spectra (2008)

Intercomparison of CO2 fluxes estimated using inverse modeling of GOSAT and OCO measurements (2008)

Study of aerosol and cloud properties using the polarization of the O2A-band (2008)

Retrievals of atmospheric CO2 from GOSAT observations based on accurate vector radiative transfer modeling of scattering 

atmospheres (2009)

カ ナ ダ Validation of GOSAT Measurements Using Ground-Based and Satellite Data (2009)

Evaluation of Applicability of GOSAT Data for Monitoring of Green House Gases (GHG) Emissions from Tailing Ponds and 

Upgrader Operations in Oil Sands Production Area, Alberta, Canada (2009)

Chemical data assimilation and inverse modeling of atmospheric CO2 (2009)

韓 国 Quantification of radiative forcing of CO2 and black carbon from GOSAT measurements with the aid of Asia Carbon Tracker 

and numerical models (2009)

シ ン ガ ポ ー ル Satellite-Borne Quantification of Carbon Dioxide Emissions from Volcanoes and Geothermal Areas (2009)

ス ペ イ ン Space-based analysis of the relationship between vegetation functioning and atmospheric CO2 and 　 CH4 greenhouse gases 

(2009)

チ ェ コ Modeling of the CO2 and CH4 fluxes using advanced mathematical techniques (2009)

中 国 Analysis of Spatial and Temporal Relationship Between Greenhouse Gases and Landuse/Landcover in China (2008)

ド イ ツ Cloud remote sensing using GOSAT instruments (2008)

Towards CONsistent long-term SCIAMACHY and GOSAT greenhouse gas data sets (CONSCIGO) (2008)

Distributions of CO2 and CH4 over Eurasia between 30°N-90°N (2008)

Non standard cloud, aerosol, and albedo products (2008)

Quantification of the carbon cycle in Europe and Western Africa by the top-down method (2008)

Validation of TANSO CH4 columns and profiles by ground-based solar absorption FTIR (2008)

Validation of GOSAT methane, carbon dioxide, and water vapor at the Ground-Truthing Facility Garmisch/Zugspitze (2009)

ニュージーランド Southern Hemisphere validation of GOSAT XCO2 and XCH4 from TCCON solar FTS measurements in Australia and New 

Zealand (2008)

ノ ル ウ エ ー Greenhouse Gas Emissions in South Asia using Inverse Modeling (2009)

フ ィ ン ラ ン ド Validation of GOSAT/TANSO GHG observations through surface-, tower- and FTIR measurements at the Sodankyla-Pallas 

Satellite pixel (67oN, 27oE) (2009)

CO2 Balances using Remote Sensing, FTIR spectroscopy, In Situ Measurements and Earth System Modeling (2009)

ブ ラ ジ ル Assimilation and validation in Coupled Aerosol Tracers and Transport model to the Brazilian developments on the Regional 

Atmospheric Modeling System and the version of CPTEC General Circulation Atmospheric Model Including chemistry and 

aerosol (2009)

フ ラ ン ス Geophysical parameters derived from TANSO/RTS and CAI data (2008)

Correlative TIR, SWIR and NIR measurements for GOSAT (2009)

Quality control of radiances, validation of greenhouse gas products, and study of CO2 diurnal cycle. (2009)

Estimation of CO2 and CH4 surface fluxes (2009)

ベ ル ギ ー Atmospheric Composition and Chemistry-Climate interactions with GOSAT (2009)

ロ シ ア Simulation of cirrus clouds and humidity in UTLS by using coupled cirrus/trajectory model and the modification of the transport 

models used for the purposes of greenhouse gases inversion (2008)

Development of methods and software for retrieval of CO2 and CH4 spatial distributions from TANSO-FTS and TANSO-CAI 

sensors data and application of these methods for atmosphere over Western Siberia (2008)

Development of radiative transfer technique for arbitrary 3K geometry with consideration of polarization effect (2008)

Development of the column amount and concentration profiles retrieving algorithms for CO2 and CH4 from satellite data using 

a priori information (Neural Network approach) (2008)

国名等 研究所間の共同研究
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　 ４ ） 外国人研究者一覧 （研究系契約職員を除 く ）

①招へい外国人研究者 （4）

②客員研究員 （8）

③共同研究員 （11）

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間

ア メ リ カ

合衆国

WELCH Eric Wayne 日引 　 聡 自主的アプローチの有効性に関する研究 21.3.27 ～ 21.5.24

ギ リ シ ャ BLOOM Alexis Anthony マ ク シュー

ト フ ・ シャ

ミ ル

メ タ ン と重力のサテ ラ イ ト 観測から推測さ

れる大規模な メ タ ン生成の抑制について

21.6.24 ～ 21.8.24

台湾 LEE Huey-Lin 日引 　 聡 貿易の自由化が環境に及ぼす影響に関する

研究

21.7.12 ～ 21.9.9

中国 蔡 国田 (CAI Guo ｔ ian) 藤野 　 純一 広東省の包括的エネルギー戦略に関する研

究

22.1.28 ～ 22.2.28

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間

イ ン ド RAKWAL Randeep 久保 　 明弘 高温 ・ オゾン ス ト レ スに対するモデル植物

の分子応答の網羅的解析

21.4.22 ～ 22.3.31

タ 　 イ KOOLKALYA Sontaya 福島 　 路生 メ コ ンおよびタ イ東部の河川における河川

の淡水魚類へのダム等人工構造物の影響評

価

21.4.1 ～ 22.3.31

中 　 　 　 国 李 　 玉友 (LI Yu-You) 徐 　 開欽

蛯江 　 美孝

バイオマスからの水素 ・ メ タ ン発酵に関す

る技術開発

21.4.1 ～ 22.3.31

呂 　 錫武 (LU Xi-Wu) 徐 　 開欽

蛯江 　 美孝

分散型液状廃棄物の適正処理技術の開発に

関する研究

21.4.1 ～ 22.3.31

（XING Jia-Hua） 今村 　 隆史 オゾン層破壊の長期変動要因の解析と将来

予測に関する研究

21.4.1 ～ 22.3.31

孔 　 海南 (KONG Hai-Nan) 徐 　 開欽 生活系排水等の液状廃棄物の高度処理、 エ

ネルギー回収を踏まえたバイオ ・ エコエン

ジニア リ ングの技術開発

21.4.1 ～ 22.3.31

唐 　 常源 （TANG Changyuan） 村上 　 正吾 流域地下水資源の劣化に関する研究 21.4.1 ～ 22.3.31

李 　 志東 (LI Zhidong) 藤野 　 純一 アジア低炭素社会に向けた ロード マ ッ プ作

成のための支援システム構築

21.5.27 ～ 22.3.31

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間

イ 　 ン 　 ド VALSALA Vinu Krishnapillai マ ク シュー

ト フ ・ シャ

ミ ル

大気 ・ 海洋間の二酸化炭素のロバス ト な推

定

19.10.1 ～ 21.9.30

オ ラ ン ダ SCHUTGENS Nicolaas 

Alexander Johannes

横田 　 達也 GOSAT データ処理のためのエア ロ ゾル輸送

モデルの開発 ・ 改良 ・ 検証に関する研究

21.4.1 ～ 22.3.31

ガ 　 ー 　 ナ ADU-KUMI Sam 鈴木 　 規之 リ ンデンの暴露評価、 多媒体経由の POPs

の曝露評価の基礎応用、 POPs 分析の ト レー

ニング

20.9.16 ～ 21.11.7

韓 　 　 　 国 金 　 憲淑 (KIM Heon-Sook) マ ク シュー

ト フ ・ シャ

ミ ル

大気輸送モデル と イ ンバースモデルによ る

メ タ ン収支量の推定と GOSAT プロダ ク ト

評価への応用に関する研究

20.10.24 ～ 22.3.31

曺 　 炅源 (CHO Kyoungwon) 久保 　 明弘 穂と種子における分子マーカーの分析によ

る イネの高温 ・ オゾン影響評価に関する研

究

21.4.1 ～ 22.3.31

中 　 　 　 国 李 　 春梅 (LI Chunmei) 鈴木 　 明 ナ ノ 粒子を多 く 含むデ ィ ーゼル排気が生殖

系および内分泌系に及ぼす影響

19.4.5 ～ 21.4.4

許 　 振柱 (XU Zhenzhu) 清水 　 英幸 中国北部草原の劣化生態系に生育する主要

植物種に及ぼす気候変動の影響

19.11.5 ～ 21.11.4

鄒 　 春静 (ZOU Chunjing) 清水 　 英幸 半乾燥砂漠化地域に生育する Key species-

ecotype の生理生態特性の比較解析

20.6.24 ～ 22.3.31
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④研究生 （11）

中 　 　 　 国 楊 　 淋清 (YANG  Linqing) 曽根 　 秀子 核内受容体作動性化学物質の発がん ・ 加齢

などに及ぼす影響の分子 メ カニズムに関す

る研究

21.4.1 ～ 21.8.31

徐 　 燕 (XU Yan) 岡川 　 梓 低炭素社会構築に向けての取 り 組みに関す

る比較研究

21.9.5 ～ 22.3.31

ド 　 イ 　 ツ GLENK 　 Klaus 岡川 　 梓 低炭素社会構築に向けての取 り 組みに関す

る比較研究

21.9.5 ～ 22.3.31

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間

イ 　 ラ 　 ン SAGHAR Zarenezhad 河地 　 正伸 有毒シ ノ アバク テ リ ア Cylindrospermopsis 

raciborskii の進化系統学的研究

20.6.2 ～ 22.3.31

韓 　 　 　 国 朴 　 正彩 (PAK Jeong-Che) 堀口 　 敏宏 東京湾における ホシザ メ 個体群の減少要因

の解析

21.6.1 ～ 22.3.31

朱 　 文率 (JU Mun-Sol) 大迫 　 政浩 フード ラ イ フサイ クルシステムを対象と し

た消費行動変革がも た らす環境負荷削減効

果の予測

21.11.1 ～ 22.3.31

崔 　 孝珍 (CHOI Hyo-Jin) 日引 　 　 聡 洪水 リ ス ク の経済価値評価に関する研究 22.1.7 ～ 22.2.18

金 　 廷 (KIM Min-Jeong) 一 ノ瀬俊明 ク ラ ス ター分析によ る風力エネルギー資源

分布の立体評価

22.1.7 ～ 22.2.18

金 　 賢暎 (KIM Hyun-Young) 曽根 　 秀子 新規残留性有機汚染物質のマウ ス Ｅ Ｓ 細胞

から神経系細胞への分化に及ぼす影響

22.1.7 ～ 22.2.18

中 　 　 　 国 呉 　 艶春 (GO Ensyun) 亀山 　 康子 脱温暖化社会の実現に向けたビジ ョ ンの構

築と対策の統合評価

21.4.1 ～ 22.3.31

包 　 金花 (BAO Jinhua) 野原 　 恵子 ヒ 素の DNA メ チル化変化を介し たエピジェ

ネテ ィ ク ス作用に関する研究

21.6.1 ～ 22.3.31

ハン ガリ ー KOVACS-BOKOR Eva 野原 　 精一 湿地生態系 （低湿地、 湖沼、 汽水域、 干潟、

河川等） における環境保全研究

21.11.12 ～ 21.11.25

ブ ラ ジ ル 堀 　 光江 (HORI Mitsue) 寺園 　 淳 電気電子製品廃棄物の リ サイ クルプロセス

と関連コ ス ト

21.12.14 ～ 22.2.12

サ モ ア EASTER, Lautua Siatua 

Adrian 

遠藤 　 和人 アジア地域における廃棄物処分技術の検討

と調査

21.10.1 ～ 21.12.31

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間
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⑤ 国際協力等に係わる外国への依頼出張

派遣国名 氏 　 　 名 所 　 　 属 依 　 頼 　 元 内 　 　 　 容 期 　 間

ア メ リ カ 山岸　洋明 大気圏環境研究領域 プリンストン大学 海洋の溶存酸素 / アルゴン比および溶存酸

素の同位体比の測定、および大気中酸素 /
窒素比の現場観測データの解析。

21.4.13 ～

21.7.1

甲斐沼美紀子 地球環境研究センター 環境省 日米ワークショップならびに LCS-Rnet 業
務

21.5.10 ～

21.5.17
中嶋　信美 生物圏環境研究領域 Botryococcus Plant Biology 2009 参加および発表 21.7.17 ～

21.7.24
伊藤　昭彦 地球環境研究センター （独）海洋研究開発

機構

研究打ち合わせ 21.7.26 ～

21.8.1
松永　恒雄 地球環境研究センター （財）資源・環境観測

解析センター

HyspIRI Science Workshop 出席 21.8.10 ～

21.8.15
花崎　直太 社会環境システム研究領域 （独）科学技術振興

機構

第 9 回日米先端工学（JAFoE）シンポジウ

ムに出席

21.11.8 ～

21.11.13
シ ャ ミ ル

マクシュー

トフ

地球環境研究センター Purdue University The First Workshop of NASA LCLUC
Project 出席 / 研究発表及び研究打合せ /
GOSAT RA 研究の共同研究者と打合せ及

び 2009 AGU Fall Meeting 出席

21.12.6 ～

21.12.21

江守　正多 地球環境研究センター （財）地球・人間環境

フォーラム

地球環境問題に関する状況調査 22.1.24 ～

22.1.29
松永　恒雄 地球環境研究センター JAXA 第 41 回 Lunar and Planetary Science

Conference 参加

22.3.2 ～

22.3.6

上田　佳代 環境健康研究領域 日本エヌ・ユーエス

㈱

米国における大気環境基準設定に係る動向

について現地調査

22.2.28 ～

22.3.4
滝村　　朗 企画 （社）環境情報科学

センター

平成21年度小児環境保健疫学調査に係る米

国調査

22.3.3 ～

21.3.7
アラブ首長

国連邦

川嶋　貴治 環境研究基盤技術ラボラト

リー

内閣府 第 22 回「世界青年の船」事業における環境

コースの指導官として乗船

22.1.22 ～

22.3.5
アルゼンチン 杉本　伸夫 大気圏環境研究領域 （独）国際協力機構 短期専門家派遣（ライダーを用いたオゾン

層の観測）

21.11.28～
21.12.11

イ ギ リ ス 青柳みどり 社会環境システム研究領域 東京大学
IR3S,TIGS

IR3S / Tyndall Centre Joint Symposium
出席

21.5.18 ～

22.5.23
藤野　純一 地球環境研究センター 東京大学 経済モデル調査及び経済モデル Workshop

参加

22.5.12 ～

22.5.22
青柳みどり 社会環境システム研究領域 （社）環境情報科学

センター

海外の消費者の環境配慮製品・サービスの

購買行動に関する動向調査 カーディフ大

学で Pidgeon 教授と打合せ /6th world
confernce of science Journalists

21.6.20 ～

22.7.2

藤野　純一 地球環境研究センター （財）地球・人間環境

フォーラム

地球環境問題に関する状況調査（IPCC 再

生可能エネルギー特別報告書　第 3 回執筆

者会合）出席

22.2.27 ～

22.3.10

藤野　純一 地球環境研究センター 京都大学経済研究

所

KSI・ケンブリッジ大学共同シンポジウム

出席

22.2.27 ～

22.3.10
イ ン ド 松永　恒雄 地球環境研究センター JAXA 月探査衛星の校正に関する打合せへの出席 21.7.10 ～

21.7.15
平野靖史郎 環境リスク研究センター VIT 大学（インド） VIT 大学にて国際学会での招待講演 21.12.1 ～

21.12.6
柴田　康行 化学環境研究領域 国連大学 国連大学プロジェクト会議及び国際シンポ

ジウム出席

22.1.21 ～

22.1.25
川嶋　貴治 環境研究基盤技術ラボラト

リー

内閣府 第 22 回「世界青年の船」事業における環境

コースの指導官として乗船

22.1.22 ～

22.3.5
インドネシア 野尻　幸宏 地球環境研究センター （財）地球・人間環境

フォーラム　

地球環境問題に関する状況調査（IPCC 第

31 回総会）

21.10.25～
22.10.30

増井　利彦 社会環境システム研究領域 東京工業大学 AIMモデルをインドネシアに適用すること

を目的とした情報収集及び研究打合せ

21.7.12 ～

21.7.15
イ タ リ ア 甲斐沼美紀子 地球環境研究センター （財）地球・人間環境

フォーラム

IPCC スコーピング会合に出席 21.7.12 ～

21.7.19
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オーストラリア 三枝　信子 地球環境研究センター iLEAPS 
International 
Prokect Office

iLEAPS-GEWEX Parallel Science 
Conferences への参加と iLEAPS Scientific 
Steering Committee の打合せ出席

21.8.22 ～

21.8.31

横溝　裕行 環境リスク研究センター Australian 
Commonwealth 
Scientific and 
Research 
Organization

（CSIRO）

10th International Congress of Ecology
（国際生態学会）に出席

21.8.12 ～

21.8.29

伊藤　昭彦 地球環境研究センター （独）海洋研究開発

機構

iLESPS 参加 21.8.22 ～

21.8.30
オーストリア シ ャ ミ ル

マクシュー

トフ

地球環境研究センター 東北大学 EGU General Assembly 2009 出席 21.4.20 ～

21.4.30

花岡　達也 地球環境研究センター 環境省 IIASA ワークショップに出席 21.5.27 ～

21.6.5
甲斐沼美紀子 地球環境研究センター IIASA IIASA エネルギーと技術プロジェクトの評

価委員会

21.10.22～
21.10.27

オ ラ ン ダ 杉本　伸夫 大気圏環境研究領域 JAXA EarthCARE JMAG 会議に出席 21.4.19 ～

21.4.25
カ ナ ダ 甲斐沼美紀子 地球環境研究センター 環境省 日米ワークショップならびに LCS-Rnet 業

務

21.5.10 ～

21.5.17
韓 国 藤野　純一 地球環境研究センター NIER 国際ワークショップ Green Growth and

Low Carbon Society に参加

21.4.19 ～

21.4.21

山田　正人 循環型社会・廃棄物研究セン

ター

韓国廃棄物学会 韓国廃棄物学会での公演 21.5.13 ～

21.5.15
杉本　伸夫 大気圏環境研究領域 （社）海外環境協力

センター

ライダー増設作業・黄砂合同研究 WG 出席・

ライダーの整備と打ち合わせ

21.6.14 ～

21.6.24
藤田　　壮 アジア自然共生研究グループ UNEP 「World Green Growth Conference for

Eco-Industrial Park」講演

21.10.20～
21.10.23

木幡　邦男 水土壌圏環境研究領域 日本エヌ・ユー・エ

ス株式会社

PICES2009 MEQ（海洋環境質委員会）へ

出席

21.10.24～
21.10.30

青木　康展 環境リスク研究センター 韓国リスク評価及

び環境健康科学会

The Korean Society of Risk Assessment
and Environmental Health Science に参

加、招待講演を行う。

21.10.28～
21.10.31

高見　昭憲 アジア自然共生研究グループ 韓国環境科学研究

所

LTP ミーティング出席 21.11.9 ～

21.11.12
肴倉　宏史 循環型社会・廃棄物研究セン

ター

（社）地盤工学会 ISO/TC190 総会に出席 21.11.1 ～

21.11.5
大垣眞一郎 総務 韓国国立環境科学

院、中国科学院瀋陽

応用生態学研究所

第 6 回日中韓三カ国環境研究機関長会合

(TPM6) 及び気候変動に関するワーク

ショップ出席

21.11.25～
21.11.28

安岡　善文 総務 韓国環境科学院 第 6 回日中韓三カ国環境研究機関長会合

(TPM6) 及び気候変動に関するワーク

ショップ出席

21.11.25～
21.11.28

齊藤　　眞 企画 韓国環境科学院 第 6 回日中韓三カ国環境研究機関長会合

(TPM6) 及び気候変動に関するワーク

ショップ出席

21.11.25～
21.11.28

清水　英幸 アジア自然共生研究グループ 韓国環境科学院 第 6 回日中韓三カ国環境研究機関長会合

(TPM6) 及び気候変動に関するワーク

ショップ出席

21.11.25～
21.11.28

村上　正治 企画 韓国環境科学院 第 6 回日中韓三カ国環境研究機関長会合

(TPM6) 及び気候変動に関するワーク

ショップ出席

21.11.25～
21.11.28

小倉　知夫 地球環境研究センター 韓国環境科学院 第 6 回日中韓三カ国環境研究機関長会合

(TPM6) 及び気候変動に関するワーク

ショップ出席

21.11.26～
21.11.27

花岡　達也 地球環境研究センター 韓国環境科学院 第 6 回日中韓三カ国環境研究機関長会合

(TPM6) 及び気候変動に関するワーク

ショップ出席

21.11.26～
21.11.28

派遣国名 氏 　 　 名 所 　 　 属 依 　 頼 　 元 内 　 　 　 容 期 　 間
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韓 国 水落　元之 アジア自然共生研究グループ 韓国環境科学院 第 6 回日中韓三カ国環境研究機関長会合

(TPM6) 出席

21.11.25～
21.11.27

谷本　浩志 アジア自然共生研究グループ 環境省 第 2 回日中韓・光化学オキシダントの科学

研究に関するワークショップ

21.11.30～
21.12.2

永島　達也 アジア自然共生研究グループ 環境省 第 2 回日中韓・光化学オキシダントの科学

研究に関するワークショップ

21.11.30～
21.12.2

甲斐沼美紀子 地球環境研究センター アジア開発銀行 気候変動の経済第１階地域コンサルティン

グ会合に出席

22.3.8 ～

22.3.11
花岡　達也 地球環境研究センター Asian 

Development Bank
1st Regional Consultation Meeting に出

席

22.3.8 ～

22.3.11
野原　精一 アジア自然共生研究グループ 韓国環境研究所 韓国環境研究所主催「国連水の日 18 周年国

際シンポジウム」出席

22.3.18 ～

22.3.21
松井　一郎 大気圏環境研究領域 Kyung Hee

University
ライダーの観測準備とライダー装置の移設 22.3.24 ～

22.3.26
シンガポール 大垣眞一郎 総務 日本学術会議 第 9 回アジア学術会議出席 21.6.17 ～

21.6.20
山形与志樹 地球環境研究センター 日本アイ・ビー・エ

ム株式会社

グローバル・イノベーション・アウトルッ

ク（GIO）ディープ・ダイブ 参加

21.7.27 ～

21.7.30
ス イ ス 高橋　　潔 地球環境研究センター （財）地球・人間環境

フォーラム

IPCC 専門家会合への参加 21.9.13 ～

21.9.16
野沢　　徹 大気圏環境研究領域 （財）地球・人間環境

フォーラム

IPCC 温暖化検出及び特定に関する WG Ⅰ

／ WG Ⅱ専門家会合

21.9.13 ～

21.9.18

スウェーデン 三枝　信子 地球環境研究センター iLEAPS 
International 
Project Office

iLEAPS Scientific Steering Committee の
打合せ出席

22.2.21 ～

22.2.26

中島　英彰 大気圏環境研究領域 東北大学 ストックホルム大学において、研究打ち合

わせ /RECONCILE サイエンス会議出席

22.3.5 ～

22.3.11
ス ペ イ ン 花岡　達也 地球環境研究センター （財）地球環境戦略

研究機関

AWG バルセロナ会合でのサイドイベント

開催

21.11.2 ～

21.11.6
タ イ 花崎　直太 社会環境システム研究領域 （独）国際協力機構 IMPAC-T プロジェクト第 1 回研究連絡会

議（JCC）に出席

21.5.31 ～

21.6.3

大垣眞一郎 総務 東京大学サスティ

ナビリティ学連携

研究機構

東南アジア水環境シンポジウム出席及び講

演

21.10.28～
21.11.1

甲斐沼美紀子 地球環境研究センター IGES LCS scenario workshop 21.11.1 ～

21.11.5
花崎　直太 社会環境システム研究領域 東京大学生産技術

研究所

タイ側から要請のあった専門家による講義

を、カセサート大学で行う

21.11.29～
21.12.5

山野　博哉 地球環境研究センター 北海道大学 熱帯海草藻場の分布構造調査 22.1.9 ～

22.1.20
甲斐沼美紀子 地球環境研究センター APEC Center for 

Technolgy 
Foresight

Low-Carbon Society IN Asia-Pacific 2050 22.1.26 ～

22.1.29

柴田　康行 化学環境研究領域 財団法人地球環境

研究戦略機関　

"Capacity building on the POPs analysis
in core media" ワークショップへの出席

22.1.27 ～

22.1.31
桑名　　貴 環境研究基盤技術ラボラト

リー

カセタート大学 国際共同研究に係わる技術移転と研究打合

せ

22.3.8 ～

22.3.11
台 湾 甲斐沼美紀子 地球環境研究センター 台湾経済研究所 The Impact of the Financial Crisis on

Greenhouse Gas Reductions Workshop に
出席

21.6.18 ～

21.6.21

森口　祐一 循環型社会・廃棄物研究セン

ター

CTCI Foundation Sustainable Resource Management 
Workshop

21.10.4 ～

21.10.6
橋本　征二 循環型社会・廃棄物研究セン

ター

財団法人中国技術

服務社

International Forum on Green Industry
Development 2009 における講演

21.10.6 ～

21.10.7
高野　裕久 環境健康研究領域 財団法人交流協会、

国家科学委員会

「室内環境レベルと健康シンポジウム」への

参加

22.1.12 ～

22.1.14
チ ェ コ 肴倉　宏史 循環型社会・廃棄物研究セン

ター

チェコ政府 GIS 日本技術キャパビル講演 21.11.23～
21.12.5

中 国 水落　元之 アジア自然共生研究グループ 財団法人地球環境

戦 略 研 究 機 関

（IGES）

「中国の水環境管理を強化するための日中

共同研究」に係る現地調査及び現地政府関

係者との打ち合わせ

21.4.13 ～

21.6.25
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中 国 水落　元之 アジア自然共生研究グループ 財団法人地球環境

戦 略 研 究 機 関

（IGES）

「中国の水環境管理を強化するための日中

共同研究」に係る現地調査及び現地政府関

係者との打ち合わせ

21.5.16 ～

21.5.21

杉本　伸夫 大気圏環境研究領域 （社）海外環境協力

センター

ライダー増設作業・黄砂合同研究 WG 出席・

ライダーの整備と打ち合わせ

21.6.14 ～

21.6.24
水落　元之 アジア自然共生研究グループ 財団法人地球環境

戦 略 研 究 機 関

（IGES）

「日中協力汚染物質総量規制及び農村地域

等における分散型排水処理の理論と実践国

際セミナー」および分散型排水処理施設竣

工式に出席

21.6.20 ～

21.6.26

西川　雅高 環境研究基盤技術ラボラト

リー

（社）海外環境協力

センター

平成21年日中韓三カ国による黄砂共同研究

ワーキンググループ 1 合同会合に出席 / 黄
砂観測機器整備

21.6.17 ～

21.6.22

梁　　乃申 地球環境研究センター 北海道大学 長白山森林における土壌呼吸プロットの設

置

21.7.26 ～

21.8.14
水落　元之 アジア自然共生研究グループ 財団法人地球環境

戦 略 研 究 機 関

（IGES）

日中水環境パートナーシップ調査業務に係

る打合せ及び現地調査

21.7.30 ～

21.8.4

伊藤　昭彦 地球環境研究センター 独立行政法人科学

技術振興機構

日中異分野研究交流会参加 21.8.9 ～

21.8.12
安岡　善文 総務 中国科学院瀋陽応

用生態学研究所

北東アジアエコフォーラム出席 21.9.22 ～

21.9.26
水落　元之 アジア自然共生研究グループ ジェトロ　アジア

経済研究所

中国の水汚染問題解決に向けた流域ガバナ

ンスの構築に関する現地調査

21.9.19 ～

21.9.23
水落　元之 アジア自然共生研究グループ 財団法人地球環境

戦 略 研 究 機 関

（IGES）

日中水環境パートナーシップ調査業務に係

る打合せ及び現地調査

21.8.31 ～

21.9.5

森口　祐一 循環型社会・廃棄物研究セン

ター

National Economic
Research Institute

Economics of Climate Change - toward a
Low Carbon Economy in China

21.9.11 ～

21.9.13
清水　英幸 アジア自然共生研究グループ 鳥取大学乾燥地研

究センター

拠点大学交流事業日中合同セミナー出席 21.9.13 ～

21.9.20
藤田　　壮 アジア自然共生研究グループ 瀋陽市 瀋陽市環境保護局訪問及びエコフォーラ

ム、瀋陽大学シンポジウム参加

21.9.22 ～

21.9.27
中根　英昭 アジア自然共生研究グループ 瀋陽市 瀋陽市環境保護局訪問及びエコフォーラム

参加

21.9.22 ～

21.9.26
水落　元之 アジア自然共生研究グループ 財団法人地球環境

戦 略 研 究 機 関

（IGES）

「日中協力汚染物質総量規制及び農村地域

等における分散型排水処理の理論と実践国

際セミナー」に出席及び河北省における分

散型生活排水処理施設の現地視察

21.11.4 ～

21.11.11

梁　　乃申 地球環境研究センター 中国科学院 生態系モニタリングステーションに置ける

観測技術及び学術に関するワークショップ

参加

21.10.17～
21.10.22

森口　祐一 循環型社会・廃棄物研究セン

ター

日本国際フォーラ

ム

日中研究交流支援事業　第1回国際会合（北

京会合）

21.12.21～
21.12.22

岡川　　梓 社会環境システム研究領域 内閣府　経済社会

総合研究所日中環

境問題に関する小

委員会

北京ワークショップ「環境」出席 21.12.5 ～

21.12.7

藤田　　壮 アジア自然共生研究グループ （独）国際協力機構 JICA 循環型経済推進プロジェクト協議 21.12.3 ～

21.12.5
水落　元之 アジア自然共生研究グループ 財団法人地球環境

戦 略 研 究 機 関

（IGES）

日中水環境パートナーシップ調査業務に係

る中国環境保護部等関係者との打合せ

21.12.22～
21.12.25

梁　　乃申 地球環境研究センター 中国科学院 中国雲南省熱帯林、亜熱帯林における CO2
フラックス観測及び研究打ち合わせ

21.12.25～
22.1.5

横内　陽子 化学環境研究領域 清華大学 清華大学との共同ミーティング 22.1.1 ～

22.1.16
水落　元之 アジア自然共生研究グループ 財団法人地球環境

研 究 戦 略 機 関

（IGES）

日中水環境パートナーシップ調査業務に係

る現地調査と現地政府関係者との打合せ

22.1.10 ～

22.1.16

水落　元之 アジア自然共生研究グループ 日本貿易振興機構

（ジェトロ）アジア

経済研究所

「中国の水汚染問題解決に向けた流域ガバ

ナンスの構築」研究会に出席

22.1.10 ～

22.1.16
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中 国 田村　憲治 環境健康研究領域 金沢大学 大気汚染影響調査研究打合せ（東アジアの

都市における大気中 PHA/NPHA の汚染現

状と推移についての研究打合せ及び情報収

集）

22.1.10 ～

22.1.14

三枝　信子 地球環境研究センター 北海道大学大学院

農学研究院

日中韓フォーサイト事業「東アジア陸域生

態系における炭素動態の定量化のための日

中韓研究ネットワークの構築」ワーク

ショップ参加

22.1.11 ～

22.1.14

高見　昭憲 アジア自然共生研究グループ 清華大学 中国環境科学研究院訪問及び清華大学との

共同研究ミーティング

22.1.12 ～

22.1.16
梁　　乃申 地球環境研究センター 北海道大学・北京大

学

日中韓フォーサイト事業ワークショップ参

加及び温室効果ガス観測に関するセミナー

参加、研究打ち合わせ

22.1.12 ～

22.1.16

藤田　　壮 アジア自然共生研究グループ （独）国際協力機構 中国エコタウン協議 22.2.9 ～

22.2.11
徐　　開欽 循環型社会・廃棄物研究セン

ター

神鋼リサーチ（株） 液状廃棄物の適正処理打合せ 22.2.21 ～

22.3.2
藤田　　壮 アジア自然共生研究グループ JFEテクノリサーチ 北京・瀋陽ワークショップ発表及び現代建

築産業園見学会参加

22.3.23 ～

22.3.28
水落　元之 アジア自然共生研究グループ 財団法人地球環境

戦 略 研 究 機 関

（IGES）

日中水環境パートナーシップ調査業務に係

る打合せ及び現地調査

22.3.3 ～

22.3.6

梁　　乃申 地球環境研究センター 中国科学院　 中国科学院との共同研究プロジェクトに係

る事前評価会議への出席

22.3.13 ～

22.3.16
藤野　純一 地球環境研究センター 株式会社　日本総

合研究所

日中低炭素社会共同研究会および公開セミ

ナー出席

22.3.26 ～

22.3.28
水落　元之 アジア自然共生研究グループ 財団法人地球環境

戦 略 研 究 機 関

（IGES）

日中水環境パートナーシップ調査業務に係

る分散型水処理モデル事業起工式および現

地調査政府関係者との打ち合わせ

22.3.23 ～

22.3.27

デンマーク 大垣眞一郎 総務 （独）科学技術振興

機構

国際シンポジウムにおける講演及びパネル

ディスカッションのモデレーター

21.12.6 ～

21.12.10
増井　利彦 社会環境システム研究領域 IR3S 東京大学 Desining a sustainable society under the

impact of climate change in a post-cop15
world に参加

21.12.7 ～

21.12.10

ド イ ツ 花岡　達也 地球環境研究センター 環境省 UNFCCC 国際会合におけるサイドイベン

トに出席

21.5.27 ～

21.6.5
野尻　幸宏 地球環境研究センター OECC 気候変動枠組条約第 30 回補助機関会合等

（SB30）への参加

21.5.30 ～

21.6.7

遠嶋　康徳 大気圏環境研究領域 東北大学大学院理

学研究科

第 8 回国際 CO2 会議（ICDC8）出席 21.9.13 ～

21.9.19
森口　祐一 循環型社会・廃棄物研究セン

ター

Wuppertal 
Institute and 
Federal 
Environment 
Agency

Material Use Indicators for Measuring 
Resource Productivity and 
Environmental Impacts

22.2.24 ～

22.2.28

ノルウェー 亀山　康子 地球環境研究センター ノルウェー教育・研

究省他

ニューオーレンスシンポジウム 2009 への

出席

21.6.4 ～

21.6.12
藤野　純一 地球環境研究センター （財）地球・人間環境

フォーラム

IPCC/SRREN モデル会合 21.8.23 ～

21.9.6
パ ナ マ 高橋　　潔 地球環境研究センター （財）地球・人間環境

フォーラム

IPCC「極端現象と災害：リスク管理」特別

報告書執筆者会合出席

21.1.6 ～

21.11.14
フィリピン 村上　正吾 アジア自然共生研究グループ NOWPACPOMRA

C
The East Asian Seas (EAS) Congress
2009　（東アジア海洋会議 2009）

21.11.22～
21.11.27

フ ラ ン ス 上田　佳代 環境健康研究領域 （独）日本学術振興

会

JSPS ストラスブールセンター主催ワーク

ショップ出席

21.5.26 ～

21.5.31
青柳みどり 社会環境システム研究領域 ㈱三菱総合研究所 OECD CONFERENCE on "Households

and the Environment" 出席と同会合出席

21.6.2 ～

21.6.7
町田　敏暢 地球環境研究センター IAGOS IAGOS-ERI meeting（イアゴス年次会議）21.10.6 ～

21.10.10
平野靖史郎 環境リスク研究センター 日本エヌ・ユー・エ

ス㈱

第 7 回 WPMN の会議 21.10.27～
21.11.1
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ベ ト ナ ム 野尻　幸宏 地球環境研究センター （独）国際協力機構 ベトナム国「温室効果ガスインベントリー

策定能力向上プロジェクト」詳細計画策定

調査

21.7.26 ～

21.7.29

野尻　幸宏 地球環境研究センター （独）国際協力機構 ベトナム GHG インベントリ策定能力向上

プロジェクト詳細計画策定調査への参加

22.1.10 ～

22.1.16
高橋　　潔 地球環境研究センター （財）地球・人間環境

フォーラム

IPCC 「極端現象と災害：リスク管理」特

別報告書執筆者第 2 回会合出席

22.3.21 ～

22.3.27

ポルトガル 青柳みどり 社会環境システム研究領域 （社）環境情報科学

センター

海外の消費者の環境配慮製品・サービスの

購買行動に関する動向調査 2009 ISIE
Confernce

21.6.20 ～

21.7.2

ロ シ ア シ ャ ミ ル

マクシュー

トフ

地球環境研究センター 東北大学 大気輸送モデルに関する研究打合せ 21.4.20 ～

21.4.30

金谷　　弦 水土壌圏環境研究領域 東北大学東北アジ

ア研究センター

チャニー湖生物・環境調査および研究打ち

合わせ

21.8.6 ～

21.8.21
町田　敏暢 地球環境研究センター 東北大学大学院理

学研究科

The symposium "Optics of an atmosphere
and ocean. Physics of an atmosphere" 出
席

21.10.11～
21.10.17
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（ ６ ） 表 　 彰 　 等

氏 　 　 名 所 　 　 属 賞 の 名 称 受 賞 内 容 受賞年月日

肴倉　宏史 循環型社会・廃棄物研究センター

物質管理研究室　研究員

一般社団法人廃棄物資源循環学

会奨励賞(一般社団法人廃棄物資

源循環学会 )

廃棄物に対する真摯な研究 21.5.25

川本　克也 循環型社会・廃棄物研究センター

資源化・処理処分技術研究室　室

長

財団法人廃棄物研究財団感謝状 (
財団法人廃棄物研究財団 )

財団法人廃棄物研究財団への貢献 21.6.2

内山　政弘 大気圏環境研究領域　大気動態

研究室　主任研究員

日本環境化学会第 18 回環境化学

技術賞 ( 日本環境化学会 )
β- ジケトン検知素子を用いた室内及

び家具内のホルムアルデヒド測定 , 
J.Environ.Chem. ,18 (4), 501-509,2008

21.6.10

松橋　啓介 社会環境システム研究領域　交

通・都市環境研究室　主任研究員

社団法人日本エネルギー学会論

文賞(社団法人日本エネルギー学

会 )

乗用車の 10・15 モード燃費の向上に

よる実燃費の推移に関する統計解析 , 
J.Jpn.Inst.Energy ,87 (11), 930-937,2008

21.7.30

近藤　美則 社会環境システム研究領域　交

通・都市環境研究室　主任研究員

森口　祐一 循環型社会・廃棄物研究センター

　センター長

伏見　暁洋 化学環境研究領域　有機環境計

測研究室　研究員

日本エアロゾル学会2009年度論

文賞 ( 日本エアロゾル学会 )
加熱脱着 GC/MS によるディーゼル排

気及び大気中ナノ粒子の有機成分分析, 
Earozoru Kenkyu ,23 (3), 163-171,2008

21.8.20

長谷川就一 アジア自然共生研究グループ

広 域 大 気 モ デ リ ン グ 研 究 室

NIES フェロー

藤谷　雄二 環境リスク研究センター　環境

ナノ生体影響研究室　研究員

田邊　　潔 化学環境研究領域　上級主席研

究員

江守　正多 地球環境研究センター　温暖化

リスク評価研究室　室長

The 2009 Tison 
Award(International 
Association of Hydrological 
Sciences)

Global projections of changing risks 
of floods and droughts in a changing 
climate,Hydrol.Sci.J. ,53 (4), 754-
772,2008

21.9.10

高橋　　潔 地球環境研究センター　温暖化

リスク評価研究室　主任研究員

社団法人土木学会地球環境委員

会平成 21 年度地球環境論文賞 (
社団法人土木学会 )

温暖化政策支援モデルのための県別ブ

ナ林影響関数の開発 ,Global Environ. 
Eng.Res. ,16, 111-119,2008

21.9.12

肱岡　靖明 社会環境システム研究領域　統

合評価研究室　主任研究員

山元　昭二 環境リスク研究センター　高感

受性影響研究室　主任研究員

Investigator Award 2009 
Substance abuse and 
neurotoxicology(European 
Federation of Neurological 
Societies)

Analysis of neurotoxic effect of 
nanoparticle-rich diesel exhaust on a 
mouse brain,13th Congr.Eur. 
Fed.Neurol.Soc., Abstracts , 325,2009

21.9.15

栗林　正俊 アジア自然共生研究グループ

広 域 大 気 モ デ リ ン グ 研 究 室

NIES リサーチアシスタント

社団法人大気環境学会論文賞(社
団法人大気環境学会 )

中国におけるオゾンによる稲作影響の

現状評価と将来予測 ,J.Jpn.Soc. 
Atmos.Environ. ,43(1), 55-66,2008

21.9.16

大原　利眞 アジア自然共生研究グループ

広域大気モデリング研究室　室

長

大原　利眞 アジア自然共生研究グループ

広域大気モデリング研究室　室

長

社団法人大気環境学会論文賞(社
団法人大気環境学会 )

2007 年 5 月 8,9 日に発生した広域的な

光化学オゾン汚染－オーバービュー－ ,
J.Jpn.Soc.Atmos.Environ. ,43 (4), 198-
208, 2008

21.9.16

黒川　純一 アジア自然共生研究グループ

広 域 大 気 モ デ リ ン グ 研 究 室

NIES フェロー

清水　　厚 アジア自然共生研究グループ

アジア広域大気研究室　主任研

究員

大原　利眞 アジア自然共生研究グループ

広域大気モデリング研究室　室

長

社団法人大気環境学会論文賞(社
団法人大気環境学会 )

2007 年 5 月 8-9 日に発生した広域的な

光化学オゾン汚染：観測データ解析 ,
J.Jpn.Soc.Atmos.Environ. ,43 (4), 225-
237,2008

21.9.16

黒川　純一 アジア自然共生研究グループ

広 域 大 気 モ デ リ ン グ 研 究 室

NIES フェロー

清水　　厚 アジア自然共生研究グループ

アジア広域大気研究室　主任研

究員
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大原　利眞 アジア自然共生研究グループ

広域大気モデリング研究室　室

長

社団法人大気環境学会論文賞（社

団法人大気環境学会）

日本の SO4(2-) 沈着量における経年変

動のモデル解析 ,J.Jpn.Soc. 
Atmos.Environ. ,43 (3), 136-146,2008

21.9.16

藤巻　秀和 環境リスク研究センター　高感

受性影響研究室　室長

社団法人大気環境学会学術賞(社
団法人大気環境学会 )

大気中の粒子状物質、揮発性有機化合

物の健康影響に関する研究と分科会活

動による学会への貢献

21.9.16

長谷川就一 アジア自然共生研究グループ

広 域 大 気 モ デ リ ン グ 研 究 室

NIES フェロー

社団法人大気環境学会平成 21 年

度論文賞（社団法人大気環境学

会）

PM2.5 中元素状炭素の自動車排出係数

の推計と一般環境における大気中濃度

の変動 ,J.Jpn.Soc.Atmos.Environ. ,43
(5), 273-283,2008

21.9.16

寺尾有希夫 地球環境研究センター　炭素循

環研究室　研究員

Poster Award(8th 
International Carbon Dioxide 
Conference)

Seasonal cycle and interannual 
variability of atmospheric 
radiocarbon (14CO2) over the 
western Pacific,8th International 
Carbon Dioxide Conference, 
Abstracts , T1-011,2009

21.9.18

山田　正人 循環型社会・廃棄物研究センター

資源化・処理処分技術研究室　主

任研究員

Award for Excellent Poster
Presentation(Korean Society of
Waste Management)

Development of industrial waste 
stream database in Japan,13th 
Korea-Japan Jt.Int.Sess., Abstracts , 
133-135,2009

21.9.18

遠藤　和人 循環型社会・廃棄物研究センター

資源化・処理処分技術研究室　主

任研究員

小林　弥生 環境健康研究領域　分子細胞毒

性研究室　研究員

社団法人日本薬学会環境・衛生部

会部会賞 ( 日本薬学会 )
分析毒性学的手法を用いたセレンなら

びにヒ素の代謝機構の解明

21.11.5

三枝　信子 地球環境研究センター　陸域モ

ニタリング推進室　室長

社団法人日本気象学会堀内賞(社
団法人日本気象学会 )

森林生態系における炭素循環の観測的

研究とそのアジアへの展開

21.11.26

窪田　恵一 水土壌圏環境研究領域　水環境

質研究室　NIES リサーチアシス

タント

社団法人土木学会第 46 回環境工

学研究フォーラム優秀ポスター

賞 ( 社団法人土木学会 )

パームオイル製造廃液 (POME) の嫌気

分解特性の評価 , 第 46 回環境工学研究

Ã´×Þ—, 第46回環境工学研究Ã´×Þ—講

演集 , 105-107,2009

21.11.29

YooChatch
aval 
Wilasine

水土壌圏環境研究領域　水環境

室研究室　NIES ポスドクフェ

ロー

社団法人土木学会第 46 回環境工

学研究フォーラム優秀ポスター

賞 ( 社団法人土木学会 )

パームオイル製造廃液 (POME) の嫌気

分解特性の評価 , 第 46 回環境工学研究

フォーラム , 第 46 回環境工学研究

フォーラム講演集 , 105-107,2009

21.11.29

珠坪　一晃 水土壌圏環境研究領域　水環境

室研究室　主任研究員

田中　敦 化学環境研究領域　無機環境計

測研究室　主任研究員

室内環境学会 2009 年度論文賞 (
室内環境学会 )

Lead and cadmium in indoor dust in
Japanese houses-relationship with
outdoor sources,Indoor Environ. ,11
(2), 93-101,2008

21.12.14

瀬山　春彦 化学環境研究領域　無機環境計

測研究室　室長

柴田　康行 化学環境研究領域　領域長

田中　敦 化学環境研究領域　無機環境計

測研究室　主任研究員

室内環境学会平成 21 年度研究発

表会大会長奨励賞(室内環境学会

)

日本人小児の鉛曝露に対するハウスダ

ストの寄与 , 平成 21 年度室内環境学会

総会 , 同講演集 , 216-217,2009

22.3.15

瀬山　春彦 化学環境研究領域　無機環境計

測研究室　室長

氏 　 　 名 所 　 　 属 賞 の 名 称 受 賞 内 容 受賞年月日
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（ ７ ） 主要プロジ ェ ク ト ・ プログラムのフ ォーカルポイ ン ト 等の担当状況

プロ グ ラ ム等の名称 UNEP GRID- つくば
※ GRID（Global Resources Information Database：地球資源情報データベース）のセンターの一つ

発 　 足 　 年 　 度 1991 年，地球環境研究センター内に設立。

概 　 　 　 　 　 　 　 要 GEMS が収集・加工したデータや人工衛星によるリモートセンシングデータなど環境に関する多種・多
様なデータを統合し，世界中の研究者や政策決定者へ提供すること，環境データ処理技術の開発途上
国への移転を目的として，1985 年，GEMS の一部として設立。1991 年 5 月には，地球環境問題の深刻化
と情報整備の重要性増大に伴い，UNEP 管理理事会の決定によって GRID は GEMS から独立した UNEP の独
立機関となった。

国 環 研 の 役 割 GRID －つくばの設立に関して，UNEP と国立環境研究所との間に結ばれた覚え書きでは，以下の役割
が期待されている。
○日本および近隣諸国において，GRID の地球環境データの仲介者としての役割を果たすこと。
○国立環境研究所の環境研究やモニタリング計画によって得られた環境データを GRID データとして
提供すること。特に社会・経済データを提供すること。
○地理情報システムやリモートセンシング技術の開発と環境への応用を行うこと。また，この分野に
おける GRID データの利用者への技術的な支援を行うこと。
○地球環境研究および政策決定における地球環境データの利用を促進すること。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター地球環境データベース推進室長　松永恒雄

プロ グ ラ ム等の名称 UNEP GEMS/Water：地球環境監視計画／陸水監視プロジェクト

発 　 足 　 年 　 度 l977 年度より開始，当初は国立公衆衛生院が担当していたが，1994 年度から地球環境研究センター
が引き継いだ。

概 　 　 　 　 　 　 　 要 国連環境計画（UNEP）と世界保健機関（WHO）などの国連専門機関が中心となり，地球環境監視およ
び人間の健康に影響を与える因子を継続的に評価するために，1974 年に GEMS が設立され，1976 年に
環境汚染のひとつである陸水（淡水）汚濁を対象とした陸水監視計画（GEMS/Water）が発足し，世界
的な水質監視ネットワークのもとにモニタリングを実施している。

国 環 研 の 役 割 地球環境研究センターが我が国の窓口となり，①ナショナルセンター業務，②摩周湖ベースラインモ
ニタリング，③霞ヶ浦トレンドステーションモニタリング等を実施している。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター陸域モニタリング推進室長　三枝信子

プロ グ ラ ム等の名称 アジアエア ロ ゾルラ イ ダー観測ネ ッ ト ワーク （Asian Dust and Aerosol Lidar Observation Network）

発 　 足 　 年 　 度 1999 年

概 　 　 　 　 　 　 　 要 ライダー（レーザーレーダー）による対流圏エアロゾルのネットワーク観測。黄砂および人為起源エ
アロゾルの三次元的動態を把握し，リアルタイムで情報提供することを目指す。日本，韓国，中国，
モンゴル，タイの研究グループが参加。ネットワークの一部は，黄砂に関する ADB/GEF（アジア開発
銀行／地球環境ファシリティ）のマスタープランに基づくモニタリングネットワークを構成する。ま
た，一部は，大気放射に関するネットワーク SKYNET（GEOSS）に位置付けられている。WMO/GAW

（Global Atmosphere Watch）の地球規模の対流圏エアロゾル観測ライダーネットワーク GALION のア
ジアコンポーネントでもある。

国 環 研 の 役 割 ネットワーク観測およびデータ品質の管理，リアルタイムのデータ処理，研究者間のデータ交換 WWW
ページの運用。直近のデータは環境 GIS から一般向けに提供。－黄砂データについては環境省の黄砂
情報公開 WWW ページにリアルタイムでデータを提供。

（http://www-lidar.nies.go.jp/）

担 　 　 　 　 　 　 　 当 大気圏環境研究領域遠隔計測研究室長 　 杉本伸夫
（アジア自然共生研究グループ主任研究員 　 清水 厚 ： WWW ページの運用）

プロ グ ラ ム等の名称 UNEP-Infoterra

発 　 足 　 年 　 度 1974 年

概 　 　 　 　 　 　 　 要 環境に関する情報の国際的な流通・交換を促進する目的で，国連環境計画（UNEP）によって設立さ
れ，各国の協力の下に運営されている全世界的規模の情報ネットワークシステム

国 環 研 の 役 割 ナショナルフォーカルポイント（政策的な事項は環境省地球環境局と密接に連絡）

担 　 　 　 　 　 　 　 当 Manager：環境情報センター長　岸部和美
Technical Staff（担当）：環境情報センター情報企画室
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プロ グ ラ ム等の名称 日中韓三ヵ国環境大臣会合ホームページ（TEMM ウェブサイト）運営

発 　 足 　 年 　 度 2000 年度

概 　 　 　 　 　 　 　 要 日中韓三ヵ国環境大臣会合で合意した各プロジェクトの進捗状況に関する情報を WEB 上に掲載，三ヵ
国それぞれが自国でのプロジェクトの進捗状況をアップロードし，これらの情報をシェアする。

国 環 研 の 役 割 フォーカルポイント（実際の作業にあたっては環境省環境協力室と密接に連絡）

担 　 　 　 　 　 　 　 当 環境情報センター情報企画室長　木村京子

プロ グ ラ ム等の名称 AsiaFlux ネ ッ ト ワーク

発 　 足 　 年 　 度 2000 年度

概 　 　 　 　 　 　 　 要 アジア地域における陸上生態系の二酸化炭素などのフラックス観測に係わるネットワーク。アジア地
域におけるフラックス観測研究の連携と基盤強化を目指し，観測技術やデータベースの開発等，HP や
ニュースレターによる情報発信・交流を進めている。

国 環 研 の 役 割 地球環境研究センターが事務局として機能し，データベースの構築・運用，年次会合の開催，ホーム
ページやニュースレター等による情報発信を担当。また，富士北麓フラックス観測サイトは，技術開
発や技術研修の拠点としての役割を担っている。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター陸域モニタリング推進室長　三枝信子

プロ グ ラ ム等の名称 有害紫外線モニタリングネットワーク

発 　 足 　 年 　 度 2000 年度

概 　 　 　 　 　 　 　 要 地上への紫外線到達量の全国的な把握や，紫外線暴露による健康影響の評価などをはじめ，様々な形
でその成果を広く活用することを目指し，各観測機関等の協力を得て国内の有害紫外線観測拠点を
ネットワーク化し，有害紫外線に係わる観測情報の収集及び共有体制の整備を図るもの。
ネットワークは，国立環境研究所地球環境研究センターの観測拠点６ヵ所を中心に，14 機関の自発的
な参加を得て発足し，現在国立環境研究所 4 拠点を含む 27 拠点でデータ収集を行うとともに，精度
確保のためのキャリブレーションの実施及び担当者会議による技術検討を行っている。また，一部拠
点については紫外線情報（UV インデックス）のホームページからの提供を行っている。

国 環 研 の 役 割 ・ネットワークの事務局としての役割
・CGER の観測拠点が，ネットワークのコアサイトとしての役割
・データの解析，評価に関して，技術的に先導していく役割

担 　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター大気・海洋モニタリング推進室長　町田敏暢

プロ グ ラ ム等の名称 温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）
（Greenhouse Gas Inventory Office of Japan）

発 　 足 　 年 　 度 2002 年， 地球環境研究セン ター内に設立。

概 　 　 　 　 　 　 　 要 日本国の温室効果ガス排出・吸収目録（GHGs インベントリ）報告書を作成し，所内外の機関との連携
による日本国インベントリの精緻化，データの解析，環境省へのインベントリ関連の政策支援を行う。
また，国外活動として，気候変動枠組条約締約国会議（COP）や補助機関会合（SB）等における国際交
渉支援，2006 年ガイドラインなどインベントリ方法論レポート作成への協力等の気候変動に関する政
府間パネル（IPCC）への貢献，途上国専門家のキャパシティビルディングの実施などの国外活動を行っ
ている。

国 環 研 の 役 割 環境省との請負契約に基づき，温室効果ガス排出量・吸収目録（GHG インベントリ）の作成・とりま
とめ，京都議定書下での対応事項の検討，国内制度のためのガイドラインに従った品質保証・品質管
理活動の実施，気候変動枠組条約に基づくインベントリ審査への対応支援，気候変動枠組条約締約国
会議（COP）および補助機関会合（SB）に日本政府代表団の一員として参画し、インベントリ関連議
題の交渉支援を行うほか、情報収集・資料作成等を含む「温室効果ガス排出量算定方法検討会」の開
催運営補助，気候変動枠組条約下および京都議定書下の審査活動への参画，温室効果ガス排出・吸収
量算定方法に係る研究情報の収集，ウェブアプリケーションを用いてインベントリデータを収集、蓄
積する温室効果ガス排出・吸収量データベースを構築し ,「アジアにおける温室効果ガスインベント
リ整備に関するワークショップ」の開催業務を行っている。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）　野尻幸宏
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プロ グ ラ ム等の名称 グローバルカーボンプロジェクトつくば国際オフィス（GCP つくば国際オフィス）

発 　 足 　 年 　 度 2004 年，地球環境センター内に設立。

概 　 　 　 　 　 　 　 要 本オフィスの主たる業務は，GCP 国際研究計画の中心的な研究課題であるグローバルな炭素循環の自
然的側面と人間的側面の総合化に関する国際共同研究の推進及びアジア地域における GCP 関連研究の
コーディネーションの推進である。GCP つくばオフィスの運営の核は GCP が実施した国際公募によっ
て選考された事務局長（Executive Officer，略称 EO）が担い，組織上は CGER の管理下に位置するも
のとする。

国 環 研 の 役 割 本 GCP つくば国際オフィスは，日本における初めての ICSU 関連の国際研究の国際オフィスとなるだ
けではなく，アジアにおいても初めての国際オフィスの設置となる。今後，炭素循環に関する国際共
同研究の組織化に際して，日本がアジアにおけるリーダシップを発揮するために極めて重要な役割を
果たすことが期待される。さらには日本やアジアにおける炭素循環関連研究が，本国際オフィスを通
じて世界的により認知度が高まることも期待される。こうしたことを通じ，CGER の地球環境研究分野
における COE 的な機能の充実に資する。また特に、つくば国際オフィスが作成した国際共同研究計画

「都市と地域における炭素管理（URCM)」を推進する。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター主席研究員　山形与志樹

プロ グ ラ ム等の名称 気候変動枠組条約締約国会合（UNFCCC-COP）オブザーバー

発 　 足 　 年 　 度 2004 年

概 　 　 　 　 　 　 　 要 国立環境研究所は気候変動枠組条約締約国会議（UNFCCC-COP）の審査を経て，2004 年 12 月より
UNFCCC-COP のオブザーバーステータスを取得した。公式オブザーバーとして展示ブース等を COP 会場
内に設置できるようになったほか，NGO オブザーバーとして会合にも出席可能となった。

国 環 研 の 役 割 環境研究の専門家として COP 及びサイドイベントへ参画するとともに，会場内ブース等における研究
成果の積極的発信，関係者との意見交換等々，研究所において得られた知見等を幅広く COP 関係者に
アピールしていく。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 企画部広報･国際室長　村上正治

プロ グ ラ ム等の名称 日韓中三ヵ国環境研究機関長会合（TPM）

発 　 足 　 年 　 度 2004 年

概 　 　 　 　 　 　 　 要 国立環境研究所（NIES）は，国立環境科学院（NIER），中国環境科学研究院（CRAES）との３研究機関
間で定期的なトップ会合（日韓中三ヵ国環境研究機関長会合（TPM））を開催し，アジアにおいて重要
な役割を有する３研究機関の機関長が協力して同地域の環境研究の推進を図ることに合意した。３研
究機関で情報交換，意見交換を行うほか，関連ワークショップの開催，分野を絞った共同研究の可能
性等々について議論を進める。各研究機関持ち回りで，年に１度，機関長会合等を開催する。

国 環 研 の 役 割 持ち回りにより準備会合及び本会合を主催するほか，３環境研究機関の連携のために必要な調整を行
う。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 アジア自然共生研究グループ主席研究員　清水英幸
企画部広報・国際室長　村上正治
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（ ８ ） 知的財産権等の状況

　 １ ） 所有等の状況 （単位 ： 件）

区 　 分 年度末現在 平成 13 平成 14 平成 15 平成 16 平成 17 平成 18 平成 19 平成 20 平成 21

外 　 国
特 　 許 　 権

出願中 2 2 2 4 ７ 5 4 4 3

所 　 有 4 4 4 4 4 2 2 3 2

国 　 内
特 　 許 　 権

出願中 40 40 28 32 37 40 42 37 31

所 　 有 37 36 40 41 38 39 40 37 33

実用新案権
出願中 1 1 0 0 0 0 0 0 0

所 　 有 4 3 3 3 0 0 0 0 0

意 　 匠 　 権
出願中 0 0 0 0 0 0 0 0 0

所 　 有 3 3 3 3 3 3 3 3 3

商 　 標 　 権
出願中 1 0 0 0 0 0 0 0 0

所 　 有 0 1 1 1 1 1 1 1 1
―  443  ―



国立環境研究所年報（平成 21 年度）
８  ． 研究活動に関する成果普及， 広報啓発の状況

（ １ ） 研究所行事及び研究発表会， セ ミ ナー等活動状況

１ ．研究所行事

国立環境研究所公開シンポジウ ム 2009 　 『今そ こ にあ る リ ス ク－環境 リ ス ク の真実を語ろ う －』

開催日 ： 平成 21 年 6 月  6 日 （土） 　 会場 ： 　 メ ルパルク ホール （東京都港区芝公園 2-5-20）

： 平成 21 年 6 月 13 日 （土） 　 会場 ： 　 シルク ホール （京都府京都市下京区四条通室町東入ル）

２ ．国立環境研究所セ ミ ナー

　 題 　 目 ： ブループラ ネ ッ ト 賞受賞者によ る国立環境研究所来所記念講演会

発表者 ： 宇沢弘文博士 　 （東京大学名誉教授）

開催日 ： 平成 21 年 10 月 22 日 　 場所 ： 国立環境研究所 　 交流会議室

３ ．第 25 回全国環境研究所交流シンポジウム

題 　 目 ： 「 Ｐ Ｍ2.5 を考え る－実態、 測定、 モデル、 影響－」

開催日 ： 平成 22 年 2 月 1 ７ 日 （水） ～ 18 日 （木） 　 場所 ： 国立環境研究所大山記念ホールほか

プロ グ ラ ム （敬称略） ：

題 　 　 　 　 　 　 目 発 　 表 　 者

＜ポス ターセ ッ シ ョ ン＞

＜開会挨拶＞ 大垣眞一郎 （理事長）

＜講 　 演 1 ＞ 「環境 リ ス ク研究へのいざない」 白石寛明 （環境 リ ス ク研究セン ター）

＜講 　 演 2 ＞ 「 メ ダカ、ミ ジン コのオス・ メ スが化学物質で変わる！？
－見えに く い生態 リ ス ク－」

鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター）

＜講 　 演 3 ＞ 「環境汚染物質の測 り 方－ハイ テ ク と ローテ ク からのア
プローチ－」

橋本俊次 （化学環境研究領域）

＜講 　 演 4 ＞ 「私たちの健康に害があ るほどに空気は汚染されている
か？」

新田裕史 （環境健康研究領域）

＜講 　 演 5 ＞ 「身の回 り の環境汚染は ア レ ル ギー疾患 を 悪化 さ せ
る？」

高野裕久 （環境健康研究領域）

＜閉会挨拶＞ 安岡善文 （理事）

＜ポス ターセ ッ シ ョ ン＞

2 月 17 日 （水） 　 　 　 （進行 ： 国立環境研究所 　 森 　 保文）

13:30-13:35 　 開会挨拶 国立環境研究所理事長 　 大垣眞一郎

13:35-14:00 　 来賓挨拶 環境省総合環境政策局環境研究技術室長 　 秦 　 康之

13:40-13:55 　 基調講演 環境省水 ・ 大気環境局総務課 　 課長補佐 　 　 上田 　 健二

14:00-14:15 「北海道におけ る Ｐ Ｍ2.5 の現状 と地域的特徴について」
秋山雅行 ・ 大塚英幸 （北海道環境科学研究セン ター）

14:15-14:30 「騎西におけ る通年観測および県内の多地点調査から見た Ｐ Ｍ2.5 の特徴」
米持真一 ・ 梅沢夏美 ・ 松本理恵 ( 埼玉県環境科学国際セン ター )、
深井順子 ・ 磯部充久 （さ いたま市健康科学研究セン ター）

14:30-15:45 「道路沿道およびその後背地を対象と し た Ｐ Ｍ2.5 の実態把握調査」
石井克己 ( 千葉県環境研究セン ター )

14:45-15:00 「 Ｐ Ｍ2.5 中元素状炭素濃度の特徴」
中坪良平 ・ 平木隆年 （兵庫県環境研究セン ター）

15:00-15:15 「 Ｐ Ｍ2.5 における平日と週末の違いおよび高濃度日の特徴」
 山神真紀子 ・ 池盛文教 （名古屋市環境科学研究所）

15:15-15:30 「並行測定試験から示唆された Ｐ Ｍ2.5 測定法の課題」
長谷川就一 （埼玉県環境科学国際セン ター）、 西川雅高 ・ 田邊潔 （国立環境研究所）、
高橋克行 （日本環境衛生セン ター）、 若松伸司 （愛媛大学）

15:30-15:45 「発生源におけ る微小粒子状物質の測定法」
上野広行 ・ 秋山薫 ・ 三好猛雄 ・ 横田久司 ・ 石井康一郎 （東京都環境科学研究所）、
伊藤雄一 ・ 樋口幸弘 （東京都環境局環境改善部）

15:45-16:00 休 　 憩

16:00-16:15 「エア ロ ゾル中の化学成分組成から見た越境大気汚染と地域汚染」
日置正 （京都府保険環境研究所）
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４ ．研究所一般公開

研究所本所において， 年 ２ 回， 市民を対象に研究施設の公開、 講演会等の一般公開を実施し ている。

（ １ ） 　 科学技術週間に伴 う 国立環境研究所一般公開

開催日 ： 平成 21 年 4 月 18 日 （土）

内 　 容 ： 双方向コ ミ ュニケーシ ョ ンを重視し た講演会， 電気自動車の試乗会等のイベン ト 開催。

参加者数 ： 562 名

（ ２ ） 　 国立環境研究所夏の大公開

開催日 ： 平成 21 年 7 月 25 日 （土）

内 　 容 ： 「さ あ、 エコハカセに会いにいこ う ！」 を メ イ ンテーマに研究所つ く ばキ ャ ンパス を公開。

所内研究施設の公開， 環境問題を学べる体験プロ グ ラ ムの実施，

「コ コが知 り たい温暖化」 など環境講座等を実施。

参加者数 ： 3,379 名

16:15-16:30 「粒子状硫酸塩の越境汚染によ る九州地域への影響について」
山本重一 ・ 岩本眞二 ・ 大久保彰人 （福岡県保健環境研究所）、
Ｃ 型共同研究九州グループ （Ｃ 型共同研究グループ）

16:30-16:45 「有機 ト レーサー成分に着目し た有機エア ロ ゾルの発生源把握」
熊谷貴美子 （群馬県衛生環境研究所）

16:45-17:00 「レセプターモデルを用いた粒子状物質の発生源解析」
飯島明宏 （群馬県衛生環境研究所）

17:00-17:15 「化学輸送モデル と レセプターモデルを用いた粒子状物質の発生源解析」
森野悠 ・ 大原利眞 ・ 伏見暁洋 ・ 田邊潔 （国立環境研究所）、
高橋克行 （日本環境衛生セン ター）

17:15-17:45 全体討論

2 月 18 日 （木） 　 　 　 （進行 ： 国立環境研究所 　 国立環境研究所 　 森 　 保文、 佐々木寛壽）

09:30-09:45 「黄砂の健康影響」
一 ノ瀬孝道 （大分県立看護科学大学）、 西川雅高 ・ 高野裕久 （国立環境研究所）

09:45-10:00 「 Ｐ Ｍ2.5 の健康影響～疫学的観点から～」
上田佳代 ・ 新田裕史 ( 国立環境研究所）

10:00-10:15 「デ ィ ーゼル排気微粒子の循環 ・ 生殖器への影響」

鈴木明 （国立環境研究所）

10:15-10:30 「デ ィ ーゼル排気ナ ノ粒子の肺炎症への影響」
井上健一郎 （国立環境研究所）

10:30-10:50 全体討論

11:00-11:30 「システム概要と使用方法 ： （Ｃ 型研究） 「光化学オキシダン ト と粒子状物質等の汚染特性解明
関する研究」 におけ る国立環境研究所ネ ッ ト ワーク の活用について」
「粒子状物質と Ｇ Ｉ Ｓ ： 粒子状物質によ る大気汚染の 「見え る化」 について （事例紹介）」
宮下七恵 （国立環境研究所）

11:30-12:00 「Ｇ Ｉ Ｓ 使用例 ： 地環研の Ｇ Ｉ Ｓ 活用事例紹介」
　 　 「北海道におけ る環境分野の Ｇ Ｉ Ｓ 活用事例紹介」
　 　  　 　 高田雅之 （北海道環境科学セン ター）
　 　 「長野県の自然環境保全における Ｇ Ｉ Ｓ 活用事例」
　 　  　 　 前河正昭 （長野県環境保全研究所）
　 　 「福井県におけ る環境分野の Ｇ Ｉ Ｓ 活用事例」
　 　 　 　 谷口佳文 （福井県衛生環境研究セン ター）

12:00-12:30 総合討論

12:30-12:35 閉会挨拶 　 　 国立環境研究所理事 　 安岡善文
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（ ２ ） 委員会への出席

委　　嘱　　元 兼　　職　　名 氏 　　　名

環境省

大臣官房総務課 中央環境審議会専門委員 柴田康行，木幡邦男，青木康展，

増井利彦，藤田壮，田中嘉成，

寺園淳，西川雅高，田邊潔，

西川雅高，新田裕史，藤田壮，

高野裕久

中央環境審議会臨時委員 森口祐一，白石寛明，新田裕史，

亀山康子，五箇公一，高村典子

大臣官房廃棄物・リサイクル対策部 3R 促進のためのポイント制度等経済的インセンティブ付けに関

する検討会委員

田崎智宏

PCB 廃棄物収集運搬調査検討委員会委員 野馬幸生

PCB 等処理技術調査検討委員会委員 野馬幸生

設置現場におけるPCB廃棄物の処理に関する調査検討委員会委員 野馬幸生

バーゼル条約 95 年改正を踏まえた有害廃棄物等の越境移動の在

り方研究会委員

寺園淳

ブラウン管ガラスカレット検討会委員 滝上英孝

ペットボトルを始めとした容器包装のリユース・デポジット等の

循環的な利用に関する研究会

森口祐一

使用済小型家電からのレアメタルの回収及び適正処理に関する

研究会委員

寺園淳

使用済小型家電からのレアメタルの回収及び適正処理に関する

研究会環境管理 WG 委員

中島謙一

廃棄物・リサイクル分野における中長期的な温暖化対策に関する

検討会委員

森口祐一，藤野純一，山田正人

廃棄物・リサイクル分野に於ける国内コベネフィットプロジェク

トに関する研究会委員

山田正人

廃棄物会計基準・廃棄物有料化ガイドライン策定検討委員会委員 日引聡

廃石綿等の埋立処分基準に関する検討委員会委員 山田正人

物質フロー指標に関する検討会委員 森口祐一，橋本征二，中島謙一

平成 21 年度 POPs 廃棄物処理技術等検討会委員 野馬幸生

平成 21 年度 POPs 廃棄物適性処理等検討会委員 柴田康行，野馬幸生

平成 21 年度アジアにおける 3R 技術・事業評価検討会委員長 藤田壮

平成 21 年度エコタウンの更なる推進方策に関する調査・検討事

業に係る研究会委員

藤田壮

平成 21 年度海面 終処分場早期安定化検討会委員 遠藤和人

平成 21 年度環境にやさしい都市構築モデル事業支援検討会委員

長

藤田壮

平成 21 年度京都議定書目標達成のための産業廃棄物緊急調査事

業に係る産業廃棄物排出・処理実態調査指針見直し検討会委員

橋本征二

平成 21 年度広域 終処分場計画調査 ( 海面 終処分場の閉鎖・

廃止適用マニュアル策定に向けた調査 ) に係る検討会委員

遠藤和人

平成 21 年度 終処分場に係る基準のあり方検討委員会委員 山田正人

平成 21 年度浄化槽の低炭素化に向けた調査検討会委員 蛯江美孝

平成 21 年度石綿含有廃棄物の無害化処理に係る技術専門委員会

委員

大原利眞

平成 21 年度地域循環圏形成推進に向けた検討会委員 藤田壮，稲葉陸太

平成 21 年度廃棄物の広域移動対策検討調査および廃棄物等循環

利用量実態調査委託業務に係る循環利用量調査改善検討委員会

委員

橋本征二

平成 21 年度廃石膏ボードの再資源化促進方策検討業務検討委員

会オブザーバー

遠藤和人

平成 21 年度微量 PCB の測定に関する検討委員会委員 野馬幸生，滝上英孝

平成 21 年度微量 PCB の測定に関する検討委員会協力委員 渡部真文

平成 21 年度分散型汚水処理技術の国際展開のあり方に関する検

討会委員

徐開欽
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大臣官房廃棄物・リサイクル対策部 平成 21 年度容器包装リユース・リサイクルに係る環境負荷等検

討委員会委員長

森口祐一

平成 21 年度容器包装リユース・リサイクルに係る環境負荷等検

討委員会委員

稲葉陸太

放射線障害防止法に係る RI 調査業務委員 山田正人

容器包装リサイクルフローの透明化等に関する検討会委員 森口祐一

総合環境政策局 エコ・アクション・ポイント対象商品等の登録の考え方検討会委

員

田崎智宏

環境保全の人づくり・地域づくりの推進に係る指標の充実化に向

けた検討委員

藤田壮

貧酸素水塊が底棲生物に及ぼす影響評価手法とモニタリング技

術の開発に関する研究に係る検討会委員

木幡邦男

平成 19 年度総合研究開発推進会議臨時分科会検討員 一ノ瀬俊明

平成 21 年度ダイオキシン類の人へのばく露実態調査検討会委員 鈴木規之

平成 21 年度温暖化防止 新技術大規模事業に係る環境影響評価

技術手法調査業務CSSの環境影響評価技術手法に関する調査研究

会委員

木幡邦男

平成 21 年度感覚環境設計調査業務検討会委員 一ノ瀬俊明

平成 21 年度環境技術実証事業検討会検討員 齊藤眞

平成 21 年度環境経済の政策研究審査・評価会委員 森口祐一，日引聡

平成 21 年度水銀に関する国際的な法的枠組み検討調査委員会委

員

鈴木規之

平成21年度東アジアPOPsモニタリング調査 第７回東アジアPOPs

モニタリングワークショップに係る委員

鈴木規之

平成 21 年度貧酸素水塊が底棲生物に及ぼす影響評価手法とモニ

タリング技術の開発に関する研究に係る検討会委員

白石寛明

平成 21 年度有害金属対策基礎調査検討会委員 鈴木規之

総合環境政策局環境保健部 PRTR 排出量等算出方法等検討調査検討会委員 鈴木規之

ナノ材料管理技術等に関する試験法等検討委員会検討員 田邊潔

モニタリング調査の結果に関する解析検討実務者会議検討員 柴田康行

化学物質環境実態調査結果精査検討実務者会議委員 白石寛明

化審法リスク評価手法等検討会に係る検討員 白石寛明，鈴木規之，鑪迫典久，

菅谷芳雄，南齋規介，田中嘉成

学童コホート調査に係る曝露検討委員会委員 田村憲治，新田裕史，大原利眞

学童コホート調査に係る疫学検討委員会委員 新田裕史

学童コホート調査に係る解析検討委員会委員 新田裕史，大原利眞

子どもの健康と環境に関する全国調査(エコチル調査)に係わる

ユニットセンター公募審査委員会委員

齊藤眞，新田裕史

水環境中で検出されるホルモン剤等による野生生物への影響把

握研究班委員

鑪迫典久

生態毒性簡易推計手法等活用分科会検討員 白石寛明，菅谷芳雄

製品中化学物質の環境排出推計手法等検討会検討員 白石寛明，鈴木規之，南齋規介

難分解性・高濃縮性化学物質に係る鳥類毒性試験検討調査に関す

る検討委員会委員

白石寛明，白石不二雄，桑名貴

平成 20 年度局地的大気汚染の健康影響に関する疫学調査 ( 幼児

症例対照調査 ) に係る専門委員

新田裕史，大原利眞

平成 20 年度健康リスク評価分科会検討員 平野靖史郎，松本理

平成 20 年度小児疫学調査のフィージビリティスタディに係る化

学物質等分析検討調査検討会委員

柴田康行

平成 21 度 PRTR データ活用方策検討会委員 鈴木規之

平成21年 POPs及び関連物質等に関する日韓共同研究に係る実務

者会議委員

柴田康行，鑪迫典久，鈴木規之，

高澤嘉一

平成 21 年初期環境調査及び詳細環境調査の結果に関する解析実

務者会議検討委員

菅谷芳雄

平成 21 年度 ExTEND2005 作用・影響評価検討部会検討員 白石寛明，菅谷芳雄

委　　嘱　　元 兼　　職　　名 氏 　　　名
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総合環境政策局環境保健部 平成 21 年度 GHS に係る化学物質基礎データ整備等業務に関わる

専門家判断支援員

菅谷芳雄

平成 21 年度 POPs モニタリング検討会実務者会議委員 柴田康行，伊藤裕康，鈴木規之，

高澤嘉一

平成 21 年度ジフェニルアルシン酸に係る健康影響等についての

臨床検討会委員

柴田康行，平野靖史郎

平成 21 年度ジフェニルアルシン酸等の健康リスク評価に係る WG

検討員

平野靖史郎

平成 21 年度ジフェニルアルシン酸等の健康影響に関する調査研

究 (毒性研究班 )班長

平野靖史郎

平成 21 年度ジフェニルアルシン酸等の健康影響に関する調査研

究（毒性研究班）班員

小林弥生

平成 21 年度ジフェニルアルシン酸等の健康影響に関する調査研

究 (分析研究班 )班長

柴田康行

形成 21 年度ジフェニルアルシン酸等の健康影響に関する調査研

究（分析研究班）班員

梅津豊司

平成 21 年度モニタリング調査の結果に関する解析検討実務者会

議委員

柴田康行

平成 21 年度黄砂の健康影響に関する既存データを活用した疫学

研究等を行う WG に係る検討委員

西川雅高，上田佳代

平成 21 年度黄砂健康影響評価検討会に係る検討委員 高野裕久，西川雅高，藤巻秀和

平成 21 年度化学物質の内分泌かく乱作用に関する両生類を用い

た試験法開発研究班会議に係る委員

鑪迫典久

平成 21 年度化学物質の内分泌かく乱作用に関連する報告の信頼

性評価作業班班員

鑪迫典久

平成 21 年度化学物質環境実態調査のあり方に関する検討会検討

委員

白石寛明，鈴木規之

平成 21 年度化学物質環境実態調査分析法開発検討実務者会議

(GC/MS 水系 ) 検討委員

白石寛明

平成 21 年度化学物質審査検討会検討員 田中嘉成，鑪迫典久，菅谷芳雄，

松本理，中島大介

平成 21 年度化審法審査支援等検討会委員 白石寛明，田中嘉成，菅谷芳雄

平成 21 年度花粉症に関する調査研究検討委員会委員 大原利眞

平成 21 年度環境リスク評価委員会委員 白石寛明，青木康展，鈴木規之，

菅谷芳雄，鑪迫典久

平成21年度環境保健サーベイランス･局地的大気汚染健康影響検

討会委員

新田裕史，大原利眞

平成 21 年度局地的大気汚染の健康影響に関する疫学調査 ( 成人

調査 ) 専門委員

田村憲治，新田裕史，大原利眞

平成 21 年度局地的大気汚染の健康影響に関する疫学調査 ( 幼児

症例対照調査 ) 専門委員

新田裕史，大原利眞

平成 21 年度健康リスク評価分科会検討員 青木康展，平野靖史郎，松本理

平成 21 年度子どもの健康と環境に関する全国調査 ( エコチル調

査 ) 検討会検討員

柴田康行，白石寛明，新田裕史

平成 21 年度臭素系ダイオキシン類の排出源情報の収集・整理に

関する調査業務検討会委員

滝上英孝

平成 21 年度初期環境調査及び詳細環境調査の結果に関する解析

検討実務者会議検討委員

白石寛明

平成 21 年度モニタリング調査の結果に関する解析検討実務者会

議検討委員

白石寛明

平成 21 年度小児疫学調査のフィージビリティスタディに係る化

学物質等分析検討調査検討会委員

柴田康行

平成 21 年度小児環境保健疫学調査に関する WG 委員 柴田康行，高野裕久，白石寛明，

新田裕史

平成 21 年度新規 POPs 等研究会委員 柴田康行，鈴木規之

平成 21 年度生態影響評価のための動物試験法検討作業班班員 白石寛明，鑪迫典久
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総合環境政策局環境保健部 平成 21 年度生態毒性 GLP 適合性評価検討会検討員 鑪迫典久，高橋慎司，菅谷芳雄

平成 21 年度製品中の有害化学物質モニタリング調査検討会検討

員

滝上英孝

平成 21 年度石綿の健康影響に関する検討会委員 平野靖史郎

平成 21 年度大気汚染に係る環境保健サーベイランス調査検討会

委員

大原利眞

平成 21 年度日中韓における GHS 比較・検討委員会検討員 菅谷芳雄

平成 21 年度廃棄物処理施設排出量推計作業部会委員 南齋規介

平成 21 年度米国等国際協力下における化学物質の内分泌かく乱

作用に関する魚類試験法開発業務に関わる内分泌かく乱作用に

関する魚類試験実務者会議委員

鑪迫典久

平成 21 年度有害金属対策基礎調査検討会委員 柴田康行，高見昭憲

地球環境局 IPCC 第 5 次評価報告書に向けての国内連絡会準備会メンバー 野尻幸宏，甲斐沼美紀子，

橋本征二

Low Carbon Life-design Award 2009 審査委員会審査委員 藤野純一

温室効果ガス排出抑制等指針検討委員会委員 森口祐一，川本克也

温室効果ガス排出量算定方法検討会 (HFC 等 3 ガス分科会 ) 委員 中根英昭

温室効果ガス排出量算定方法検討会 ( 廃棄物分科会 ) 委員 橋本征二，山田正人

温暖化の観測・予測及び影響評価統合レポート ( 仮称 ) 専門委員

会委員

安岡善文，笹野泰弘，江守正多

環境省アドバイザリーボード会合 (Ba-086)- 平成 21 年度 委員 久保明弘，玉置雅紀

国内排出量取引制度研究会委員 増井利彦

第 1 回黄砂共同研究運営委員会委員 西川雅高

地球温暖化対策に係る中長期的ロードマップ検討会エネルギー

供給 WG 委員

芦名秀一

地球温暖化対策に係る中長期的ロードマップ検討会農山村サブ

WG 委員

橋本征二

中長期ロードマップ調査全体 WG 委員 増井利彦，藤野純一

中長期ロードマップ調査地域づくり WG 委員 松橋啓介

発展途上国における吸収源活動に関する情報交換会有識者メン

バー

山形与志樹

平成 21 年度北東アジアにおける気候変動の影響を勘案した砂漠

化・干ばつ対策検討委員会委員

清水英幸

平成 21 年度オゾン植物影響モニタリング手法検討会委員 清水英幸

平成 21 年度オゾン等の植物影響評価 WG 検討委員 清水英幸

平成 21 年度バイオマスエネルギー等中核的温暖化対策技術戦略

策定調査検討会委員

森口祐一

平成 21 年度越境大気汚染・酸性雨対策検討会 大気分科会検討員 西川雅高

平成 21 年度越境大気汚染・酸性雨対策検討会検討員 大原利眞

平成 21 年度黄砂の健康影響に関する既存データを活用した疫学

研究等を行う WG 検討委員

清水厚

平成 21 年度黄砂問題調査検討事業黄砂問題検討会委員 西川雅高

平成 21 年度温室効果ガス排出量算定方法検討会　エネルギー・

工業プロセス分科会委員

森口祐一

平成 21 年度温室効果ガス排出量算定方法検討会　森林等の吸収

源分科会委員

山形与志樹

平成 21 年度温室効果ガス排出量算定方法検討会インベントリ WG

委員

森口祐一

平成 21 年度温室効果ガス排出量算定方法検討会運輸分科会委員 近藤美則

平成 21 年度温室効果ガス排出量算定方法検討会委員 森口祐一

平成 21 年度海底下 CCS に係るモニタリング手法の高度化分科会

検討員

野尻幸宏

平成21年度海底下CCSに係る環境管理手法の高度化検討会検討員 野尻幸宏，藤野純一

平成 21 年度海洋環境モニタリング調査総合解析業務に係る海洋

環境モニタリング調査検討会検討員

野尻幸宏，牧秀明

平成 21 年度国内データ検証グループ委員 高見昭憲
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地球環境局 平成 21 年度酸性雨測定局における大気モニタリングの課題に関

する懇談会委員

高見昭憲，谷本浩志，森野悠

平成 21 年度酸性沈着の生態系影響評価 WG 検討委員 大原利眞

平成 21 年度事業者の提供する商品・サービスに係る温室効果ガ

スの『見える化』に関する分科会 ( 事業者分科会 ) 委員

森口祐一，青柳みどり

平成 21 年度森林等の吸収源問題に関する WG 委員 山形与志樹

平成 21 年度成層圏オゾン層保護に関する検討会科学分科会委員 中根英昭，今村隆史

平成 21 年度成層圏オゾン層保護に関する検討会環境影響分科会

委員

今村隆史

平成 21 年度大気モニタリングデータ総合解析 WG 検討委員 高見昭憲，大原利眞

平成 21年度地球温暖化観測推進 WG委員会委員 影響サブ WG主査 高橋潔

平成 21 年度地球温暖化対策技術開発評価委員会委員 川本克也

平成21年度中国環境政策等調査事業 日中低炭素社会共同研究会

および公開セミナー委員

藤野純一

平成 21 年度東アジア諸国における排出インベントリの普及促進

に関する検討会委員

大原利眞，花岡達也

平成 21 年度日常生活からの温室効果ガス『見える化』に関する

分科会 ( 日常生活分科会 ) 委員

森口祐一

平成 21 年度廃棄物海洋投入処分課題等検討会検討員 遠藤和人

水・大気環境局 ナノ粒子検討会検討委員 藤谷雄二

揮発性有機化合物 (VOC) 排出インベントリ検討会検討員 南齋規介

気候変動による水質等への影響解明調査検討会委員 木幡邦男

湖沼水質保全対策に関する検討会委員 今井章雄

今後の水環境保全に関する検討会委員 木幡邦男

自動車交通環境対策検討会局地汚染対策分科会委員 近藤美則

窒素りん比変動による水生態系への影響検討会委員 高村典子

中国の水環境管理を強化するための日中共同研究アドバイザ

リー委員

水落元之

底層 DO 等を用いた水質環境評価事業準備検討会委員 木幡邦男

微小粒子状物質健康影響評価検討会委員 高野裕久，新田裕史

平成 20 年度ダイオキシン類生物検定法簡易測定法検討調査検討

会に係わる検討委員及び分科会委員

伊藤裕康

平成 20 年度土壌環境基準等検討調査検討会委員 林誠二

平成 20 年度有害大気汚染物質の健康リスク評価手法等に関する

ガイドライン策定検討会委員

白石寛明

平成 21 年度 WET 手法等による水環境管理に関する懇談会委員 白石寛明，青木康展，菅谷芳雄

平成 21 年度「星空の街・あおぞらの街」全国協議会表彰選考委

員会委員

今村隆史

平成 21 年度コベネフィット CDM モデル事業検討会委員 山田正人

平成 21 年度ダイオキシン類汚染土壌対策検討会委員 川本克也

平成 21 年度ダイオキシン類環境測定調査受注資格審査検討会委

員及び精度管理状況の確認に係るアドバイザー

伊藤裕康，鈴木規之，橋本俊次，

滝上英孝，櫻井健郎

平成 21 年度ダイオキシン類環境測定調査受注資格審査検討会統

括主査・主査会議及び審査分科会主査

橋本俊次，櫻井健郎，滝上英孝

平成 21 年度ダイオキシン類環境測定調査受注資格審査検討会統

括主査・主査会議総括主査

伊藤裕康，鈴木規之

平成 21 年度ダイオキシン類生物検定法等簡易測定法検討調査検

討会検討委員及び分科会委員

伊藤裕康，鑪迫典久，鈴木規之，

滝上英孝

平成 21 年度ヒートアイランド対策に係る長期シナリオ検討会委

員

松橋啓介

平成 21 年度塩化ビニルモノマーに係る公定分析法検討会検討委

員

柴田康行

平成 21 年度環境技術実証事業 ( 小規模事業場向け有機性排水処

理技術分野 ) における埼玉県環境技術実証委員

徐開欽

平成 21 年度環境測定分析検討会統一精度管理調査部会検討委員 植弘崇嗣，稲葉一穂，山本貴士
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水・大気環境局 平成 21 年度環境大気常時監視マニュアル等検討・作成業務に係

る検討委員 (PM2.5 測定法検討会 )

田邊潔，西川雅高

平成 21 年度環境大気常時監視マニュアル等検討・作成業務に係

る検討委員 ( オキシダント精度管理検討会 )

谷本浩志，向井人史

平成 21 年度環境大気常時監視マニュアル等検討・作成業務に係

る検討委員 ( 事務処理基準検討会 )

大原利眞

平成 21 年度環境放射線等モニタリングデータ評価検討会委員 田中敦

平成 21 年度揮発性有機化合物 (VOC) の浮遊粒子状物質及び光化

学オキシダントの生成に係る検討会委員

大原利眞

平成 21 年度健康リスク総合専門委員会 WG 検討員 松本理

平成 21 年度今後の水生生物保全に関する検討会委員 白石寛明，鑪迫典久，菅谷芳雄

平成 21 年度硝酸性窒素負荷低減等対策検討業務検討会委員 林誠二

平成 21 年度水産動植物登録保留基準の運用・高度化検討会委員 白石寛明，菅谷芳雄

平成 21 年度水産動植物登録保留基準設定検討会検討委員 白石寛明，五箇公一，菅谷芳雄

平成 21 年度水質環境基準 ( 健康項目 ) 等検討会委員 白石寛明，鈴木規之

平成 21 年度水質環境基準生活環境項目 ( 新規項目設定等 ) 検討

調査業務 生活環境項目新規基準等検討会委員

木幡邦男，今井章雄

平成 21 年度水質分析法の国際標準との整合化等に係る公定分析

法検討会検討委員

柴田康行

平成 21 年度水生生物テストガイドライン検討会委員 鑪迫典久，菅谷芳雄

平成 21 年度水生生物保全に係る化学物質有害性評価作業委員会

委員

白石寛明，鑪迫典久，菅谷芳雄，

今泉圭隆

平成 21 年度水生生物保全に係る水質目標値検討会委員 白石寛明，鑪迫典久，菅谷芳雄

平成 21 年度全国星空継続観察事業・スターウォッチング研究会

委員

今村隆史

平成 21 年度地下水浸透による地下水汚染対策調査検討業務検討

会委員

林誠二

平成 21 年度低コスト・低負荷型土壌汚染調査・対策技術検討調

査及びダイオキシン類汚染土壌浄化技術等確立調査検討会検討

委員

鈴木規之，川本克也

平成 21 年度低騒音社会を目指した騒音対策の推進に関する検討

調査業務 新たな騒音評価指標に係る検討 WG 委員

黒河佳香

平成 21 年度都市内水路等によるヒートアイランド抑制効果検討

会委員

一ノ瀬俊明

平成 21 年度土壌環境基準等検討調査検討会検討委員 林誠二，中島大介

平成 21 年度東アジア諸国における水質総量規制制度支援事業検

討委員会委員

徐開欽

平成 21 年度農薬による陸域生態リスク評価手法確立調査検討委

員

白石寛明

平成 21 年度農薬使用基準遵守状況調査に係る農薬登録保留基準

公定分析法検討会委員

中島大介

平成 21 年度排出ガス中の多環芳香族炭化水素測定方法検討調査

検討委員会委員

田邊潔，渡部真文

平成 21 年度非意図的生成 POPs に係る BAT 及び BEP 検討会委員 倉持秀敏

平成 21 年度非意図的生成の POPs 排出抑制対策調査検討会委員 柴田康行，田邊潔

平成 21 年度微小粒子状物質 (PM2.5) 測定法評価検討調査に係る

微小粒子状物質測定法評価検討会・評価手法作業部会検討委員

田邊潔，西川雅高

平成 21 年度微小粒子状物質 (PM2.5) 測定法評価検討調査に係る

微小粒子状物質測定法評価検討会検討委員

田邊潔，西川雅高

平成 21 年度微小粒子状物質環境基準専門委員会健康影響作業会

合委員

高野裕久，新田裕史

平成 21 年度微小粒子状物質環境基準専門委員会曝露作業会合委

員

田邊潔，新田裕史

平成 21 年度微小粒子状物質等疫学調査研究検討会検討員 新田裕史

平成 21 年度微小粒子状物質等毒性学調査研究検討会検討員 高野裕久

平成21年度微小粒子状物質等疫学文献レビューWG(仮称)検討員 田村憲治，新田裕史，上田佳代
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水・大気環境局 平成 21 年度微小粒子状物質等毒性学文献レビュー WG( 仮称 ) 検

討員

高野裕久，藤巻秀和，井上健一郎，

古山昭子，伊藤智彦，藤谷雄二

平成 21 年度閉鎖性海域中長期ビジョン策定に係る懇談会委員 木幡邦男

平成21年度閉鎖性海域中長期ビジョン策定に係る目標設定WG委

員

木幡邦男，堀口敏宏

平成 21 年度有害大気汚染物質に係るリストの見直し等に関する

検討会委員

白石寛明，青木康展，野原恵子

平成 21 年度有害大気汚染物質モニタリング手法検討調査検討会

検討委員

田邊潔

平成 21 年度有明海・八代海再生フォローアップ調査 ( 底質環境

等調査 ) 検討委員会委員

木幡邦男

平成 21 年度有明海貧酸素水塊発生シミュレーションモデル調査

業務に係る検討委員会委員

木幡邦男

平成 21 年度有明海貧酸素水塊発生機構実証調査にかかる検討委

員会委員

木幡邦男

平成 21 年度里海創生支援検討会委員 木幡邦男

自然環境局 希少野生動植物種保存推進員 名取俊樹

平成 21 年度皇居外苑壕管理基本方針検討会委員 木幡邦男

自然環境局生物多様性センター モニタリングサイト 1000( 高山帯調査 )検討委員 名取俊樹

モニタリングサイト 1000( 陸水域調査 )検討委員 高村典子

モニタリングサイト 1000( 陸水域調査 )有識者委員 野原精一，小熊宏之

温暖化影響情報集約型 CO2 削減行動促進事業委託業務検討委員 竹中明夫

平成 21 年度自然環境保全基礎調査検討会植生分科会検討員 安岡善文

平成 21 年度自然環境保全基礎調査自然環境概況調査作業部会検

討委員

松永恒雄，小熊宏之

平成 21 年度重要生態系監視地域モニタリング推進事業における

検討委員

竹中明夫

平成 21 年度生物多様性総合評価実施等業務における検討委員 竹中明夫

平成 21 年度地球規模生物多様性モニタリング推進事業検討委員 竹中明夫

平成 21 年度地球規模生物多様性モニタリング分科検討会委員 山形与志樹

平成 22 年度温暖化影響情報集約型 CO2 削減行動促進事業事務運

営・調査取りまとめ業務等総合評価提案書審査委員会委員

竹中明夫

北海道地方環境事務所 平成 21 年度釧路湿原東部湖沼自然環境調査検討会委員 高村典子

国立水俣病総合研究センター 国立水俣病総合研究センター研究評価年次委員会委員 柴田康行

内閣府

内閣官房副長官補室 タスクフォース 増井利彦，花岡達也

環境モデル都市・低炭素社会づくり分科会委員 藤田壮

地球温暖化問題に関する懇談会　中期目標検討委員会ワーキン

グチームメンバー

甲斐沼美紀子，増井利彦，

肱岡靖明，藤野純一，花岡達也

政策統括官（科学技術政策・イノベーション担当） 原子力委員会専門委員 植弘崇嗣

平成 21 年度科学技術連携施策群化学物質の安全管理・活用タス

クフォース委員

白石寛明，鈴木規之

政策統括官（共生社会政策担当） 平成 21 年度「世界青年の船」事業 ( 第 22 回）指導官 川嶋貴治

政策統括官（社会基盤・フロンティア担当） 気候変動適応型社会の実現に向けた技術開発の方向性立案のた

めのタスクフォース専門家

亀山康子

経済社会総合研究所 中国経済発展と日中経済関係に関する研究の研究会およびワー

クショップ委員

岡川梓

社会総合研究所 水に関する環境・経済統合勘定の推計作業に関する研究会委員 日引聡

日本学術会議事務局 環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP・WCRP 合同分科会

GLP 小委員会委員

三枝信子

環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP・WCRP 合同分科会

IGAC 小委員会委員

谷本浩志

環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP・WCRP 合同分科会

iLEAPS 小委員会委員

三枝信子，伊藤昭彦

環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP・WCRP 合同分科会

SOLAS 小委員会委員

野尻幸宏，横内陽子
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日本学術会議事務局 環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IGBP・WCRP 合同分科会

SPARC 小委員会委員

今村隆史，秋吉英治

地域研究委員会・環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IHDP

分科会 UGEC 小委員会委員

一ノ瀬俊明

地域研究委員会・環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 IHDP

分科会 VRA 小委員会委員

山形与志樹

地球惑星科学委員会 IUGG 分科会 IAMAS 小委員会委員 中根英昭

日本学術会議連携委員 野尻幸宏，山形与志樹，高村典

子

日本学術会議連携会員 亀山康子

食品安全委員会事務局 食品安全委員会専門委員 青木康展

総務省

情報流通行政局 ユビキタス特区環境立国プロジェクト連絡会メンバー 南齋規介

行政評価局 バイオマスの利活用に関する政策評価(総合性確保評価)に係る

研究会委員

日引聡

外務省

アジア大洋州局 平成 21 年度日中研究交流支援事業研究メンバー 森口祐一

文部科学省

研究開発局 21 世紀気候変動予測革新プログラム平成 21 年度研究成果報告会

講評委員

安岡善文，笹野泰弘，

甲斐沼美紀子

「超高解像度大気モデルによる将来の極端現象の変化予測に関す

る研究」 研究運営委員会委員

江守正多

温暖化の観測・予測及び影響評価統合レポート ( 仮称 ) 専門委員

会専門委員

安岡善文，笹野泰弘，江守正多

科学技術・学術審議会専門委員 笹野泰弘，山形与志樹，

甲斐沼美紀子

森林炭素モニタリングシステムの構築に関する検討会メンバー 山形与志樹

地球観測システム構築推進プラン「地上からの分光法による対流

圏中のガス・エアロゾル同時立体観測網の構築」研究運営委員会

委員

杉本伸夫

低炭素社会づくり研究開発戦略推進委員会委員 大垣眞一郎

南極地域観測統合推進本部「観測事業計画検討委員会」構成員 安岡善文

文部科学省 21 世紀気候変動予測革新プログラム「高解像度気候

モデルによる近未来気候変動予測に関する研究」運営委員会委員

江守正多，笹野泰弘，野沢徹

研究振興局 バイオリソース整備戦略作業部会委員 笠井文絵

科学技術・学術審議会専門委員 笠井文絵

基礎科学力強化委員会委員 大垣眞一郎

科学技術・学術政策局 科学技術・学術審議会委員 大垣眞一郎

科学技術・学術審議会臨時委員 安岡善文

原子力発電施設等放射線業務従事者等に係る疫学的調査技術審

査専門員

新田裕史

科学技術政策研究所 客員研究官 野原恵子

第9回科学技術予測(目指すべき社会の実現に向けた科学技術発

展に関する検討 ) における「No.8 分科会」リーダー

野尻幸宏

第9回科学技術予測(目指すべき社会の実現に向けた科学技術発

展に関する検討 ) における「No.8 分科会」メンバー

林誠二

厚生労働省

大臣官房厚生科学課 厚生科学審議会委員 大垣眞一郎

厚生科学審議会専門委員 岩崎一弘

健康局 健康安全・危機管理対策総合研究事業企画運営委員会委員 大垣眞一郎

医薬食品局 薬事・食品衛生審議会専門委員 岩崎一弘

農林水産省

大臣官房環境バイオマス政策課 食料・農業・農村政策審議会委員 甲斐沼美紀子

食料・農業・農村政策審議会専門委員 亀山康子
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生産局 循環型畜産の確立に向けた調査普及事業(環境に配慮した草地飼

料畑の持続的生産体系調査事業)における環境保全推進委員会委

員

三枝信子

消費・安全局 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保

に関する法律施行規則第 10 条の規定に基づく農林水産大臣及び

環境大臣が意見を聴く学識経験者の名簿記載

岩崎一弘

遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保

に関する法律第 13 条第 1 項の規定に基づく拡散防止措置の確認

に先立ち意見を聞く学識経験者の名簿への記載 ( 動物用組換え

DNA 技術応用医薬品調査会 )

岩崎一弘

平成 21 年度魚介類中のダイオキシン類濃度調査検討委員会委員 白石寛明

農林水産技術会議事務局 平成 21 年度生物多様性影響評価検討会委員 岩崎一弘

林野庁

森林整備部 平成 21 年度森林吸収源インベントリ情報整備事業検討委員会委

員

亀山康子

経済産業省

製造産業局 信頼性評価基準案のレビューアー 菅谷芳雄

水ビジネス国際展開研究会委員 大垣眞一郎

経済産業政策局 平成 21 年度地域イノベーション創出研究開発事業研究推進会議

委員

佐野友春

産業技術環境局 ISO/TC147 国際標準規格回答原案作成委員会委員 菅谷芳雄

SD シナリオ WG 委員会委員 山形与志樹

環境計測のための免疫測定方法に関する標準化フィージビリ

ティスタディ委員会委員

滝上英孝

環境測定 JIS 検討委員会水質分科会委員 菅谷芳雄

環境測定 JIS 検討委員会委員 菅谷芳雄

国内クレジット認証委員会委員 森口祐一

産業構造審議会臨時委員 森口祐一，白石寛明

脱温暖化と持続的発展社会実現戦略技術委員会委員 甲斐沼美紀子

日本工業標準調査会臨時委員 太田進

平成 21 年度 SD シナリオ WG 委員会委員 江守正多

平成 21 年度アジア大の 3R ネットワーク構築プロジェクト「地域

間連携による TEDA 資源循環経済構築に関する調査検討事業」委

員会委員

寺園淳

平成 21 年度工場排水試験法等の体系的な JIS の見直しと改正事

業委員会委員

菅谷芳雄

平成 21 年度脱温暖化と持続的発展社会実現戦略技術委員会委員 江守正多

商務情報政策局 産構審・リユース等適正排出促進手法検討会委員 森口祐一

関東経済局 藻場造成による CO2 固定化技術開発有識者委員会委員 藤田壮

平成 21 年度製鋼スラグを用いた藻場造成による CO2 固定化技術

開発と川崎市における実証モデル事業委員会委員 ( 全体会議 )

藤田壮

資源エネルギー庁

資源・燃料部 「バイオ燃料導入に係る持続可能性の基準策定・運用に関する調

査研究」GHG 排出量評価 WG 委員

森口祐一

国土交通省

総合政策局 建設工事における自然由来重金属等含有土砂への対応マニュア

ル検討委員会委員

木幡邦男

河川局 河川水辺の国勢調査スクリーニング委員会委員 高村典子，菅谷芳雄

霞ヶ浦における沈水植物再生・保全検討 WG 委員 高村典子

新たな湖沼環境管理技術検討委員会委員 高村典子

住宅局 LCCM 住宅研究・開発委員会 LCCO2 部会委員 南齋規介

東北地方整備局 ダイオキシ類精度管理委員会委員 鈴木規之

関東地方整備局 霞ヶ浦における沈水植物再生・保全検討 WG 委員 高村典子
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関東地方整備局 霞ヶ浦水環境研究ワーキング委員 高村典子

関東地方整備局ダイオキシン類精度管理委員会委員 橋本俊次

首都圏広域地方計画有識者懇談会委員 森口祐一

利根川上流河川事務所 稲戸井調節池整備・活用検討懇談会委員 高村典子

国土技術政策総合研究所 公共工事の環境負荷低減施策推進委員会委員 藤田壮

気象庁

地球環境・海洋部 気候問題懇談会委員 高橋潔

平成 21年度 地球観測連携拠点 (温暖化分野 )地球温暖化観測推

進委員会 ( 温暖化分野 ) 委員 

野尻幸宏

平成 21 年度品質評価科学活動委員会委員 町田敏暢

国立大学

北海道大学大学院 非常勤講師 ( 地球温暖化対策特別講義） 山形与志樹

北海道大学低温科学研究所 北海道大学低温科学研究所共同利用委員会委員 野原精一

東北大学大学院 検査職員 遠嶋康徳，町田敏暢，

Shamil Maksyutov

非常勤講師 ( 太陽地球環境学） 町田敏暢

非常勤講師 ( 地球環境変動学） 中島英彰

北陸先端科学技術大学院大学 客員教授 須賀伸介，甲斐沼美紀子

客員准教授 藤野純一

筑波大学 つくば 3E フォーラム実行委員会委員 安岡善文

非常勤講師 (21 世紀の環境・エネルギー問題と科学・技術の役割 ) 山形与志樹

非常勤講師 ( 保全生物学 ) 五箇公一

筑波大学大学院 連携大学院方式に係る教員 ( 教授 ) 笠井文絵，中嶋信美，大原利眞，

野原恵子，藤巻秀和，松永恒雄

連携大学院方式に係る教員 ( 准教授 ) 河地正伸，玉置雅紀，菅田誠治，

松橋啓介

非常勤講師 ( 生物科学特講 V-09) 唐艶鴻

非常勤講師 ( 専門科目ヘルスサービスリサーチ応用論） 上田佳代

「オイル産生従属栄養原生生物の収集・探索及び特性評価に関す

る研究 」研究協力者

河地正伸

筑波大学産学リエゾン共同研究センター 筑波大学産学リエゾン共同研究センター客員研究員 河地正伸

千葉大学 非常勤講師 ( 衛生薬学 I) 小林弥生

非常勤講師 ( 大気科学 ) 高見昭憲，永島達也

非常勤講師 ( 保健学 II） 田村憲治

千葉大学大学院 非常勤講師 ( 環境分析化学 ) 野原精一

非常勤講師 ( 環境造園学特別セミナー B) 藤田壮，肱岡靖明

非常勤講師 ( 環境物質学 ) 青木康展，平野靖史郎，小林弥

生

千葉大学環境リモートセンシング研究センター 千葉大学環境リモートセンシング研究センター運営協議会委員 笹野泰弘

千葉大学普遍教育センター 非常勤講師 ( 地球環境の行方 ) 五箇公一

東京大学 非常勤講師 ( 環境保健学 ) 新田裕史

非常勤講師 ( 環境リスク論） 堀口敏宏，鈴木規之，櫻井健郎

東京大学大学院 客員教授 森口祐一

客員准教授 亀山康子，橋本征二

非常勤講師（生命環境科学特別講義Ⅵ） 青木康展

兼任教員 ( 教授 ) 高村典子

兼任教員 ( 准教授 ) 青柳みどり

非常勤講師 ( 生物無機化学） 堀口敏宏

博士学位論文審査委員会委員 町田敏暢，青柳みどり

東京大学気候システム研究センター 研究協議会委員 中根英昭

客員准教授 江守正多

東京農工大学 非常勤講師 ( 生物制御科学特論 II） 五箇公一

非常勤講師 ( 生物生産科学フロンティア講義 I) 村田智吉

東京工業大学大学院 客員教授 今村隆史

連携教授 大迫政浩，野尻幸宏

連携准教授 日引聡，増井利彦

非常勤講師 ( 化学環境学特別講義第六） 横内陽子
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東京工業大学大学院 非常勤講師 ( 先端計測創造特別講義第二 ) 横田達也

非常勤講師 ( 環境モニタリングと情報化 2） 横田達也

非常勤講師 ( 環境数値シミュレーション 2） 大原利眞，永島達也

非常勤講師 ( クリーンエネルギーシステム） 永島達也

東京医科歯科大学 非常勤講師 ( 衛生学 ) 平野靖史郎

東京海洋大学 非常勤講師 ( 環境汚染防止論 ) 荒巻能史

横浜国立大学 平成 21 年度「事業者の化学物質リスク自主管理の情報基盤」研

究運営委員

櫻井健郎

横浜国立大学大学院 客員教授 川本克也

客員准教授 秋吉英治

静岡大学電子工学研究所 客員教授(共同研究の実施、実用化の観点での研究所員への助言) 久米博

長岡技術科学大学大学院 客員准教授 珠坪一晃

名古屋大学大学院 招へい教員 藤田壮，野沢徹，高見昭憲，

一ノ瀬俊明，伊藤昭彦

非常勤講師 ( 生物多様性保全を考える ) 五箇公一

名古屋大学太陽地球環境研

究所

運営協議会運営協議員 笹野泰弘

附属ジオスペース研究センター運営委員会運営委員 今村隆史

岐阜大学 グローバル COE プログラム連携・協力者 三枝信子

非常勤講師 ( フィールド生態学持論） 五箇公一

岐阜大学流域圏科学研究センター 客員教授 三枝信子

京都大学大学院 客員教授 ( 国際エネルギー論､国際エネルギー特論 ) 大原利眞

特任講師 山田正人，遠藤和人

京都大学生存圏研究所 生存圏データーベース全国・国際共同利用専門委員会委員 中島英彰

生存圏診断統御研究系専任教員選考委員会委員 今村隆史

神戸大学大学院 教授 中根英昭，今村隆史

非常勤講師 ( 自然環境先端科学 A) 今村隆史

非常勤講師 ( 生物多様性 II） 高村典子

愛媛大学 非常勤講師 ( 地球温暖化と大気環境 ) 菅田誠治

愛媛大学沿岸環境科学研究センター 客員研究員 柴田康行，野馬幸生，堀口敏宏，

原島省，滝上英孝

島根大学大学院 地域再生人材養成連携推進委会議委員 今井章雄

島根大学汽水域研究センター 島根大学汽水域研究センター協力研究員 矢部徹

宮崎大学 非常勤講師 ( 衛生学 ) 鑪迫典久

九州大学大学院 循環型社会システム工学研究センター客員教授 森口祐一

九州大学産学連携センター 客員教授 内山政弘

長崎大学 非常勤講師 ( 環境科学特別講義 A) 鑪迫典久

公立大学

首都大学東京大学院 非常勤講師 ( 環境調和化学特論 II) 今村隆史

非常勤講師 ( 生態学特論 ) 竹中明夫

奈良県立医科大学 住居医学評価委員会委員 高野裕久

京都府立医科大学 客員教授　 高野裕久

私立大学

自治医科大学地域医療学センター 非常勤講師 ( 環境医学） 平野靖史郎

慶應義塾大学 非常勤講師（民俗学考古学特Ｅ） 山野博哉

早稲田大学 非常勤講師 ( 産業エコロジー ) 中島謙一

早稲田大学大学院 非常勤講師 ( 産業エコロジー ) 中島謙一

中央大学 兼任講師 ( 環境リスク論 ) 山田正人

帝京科学大学 非常勤講師 ( 健康・環境システムトピックス - 前期） 佐治光

東邦大学 非常勤講師 ( リモートセンシング ) 松永恒雄

非常勤講師 ( 生物分子科学特論 II) 岩崎一弘

東洋大学 非常勤講師 ( 生態学 ) 多田満

東洋大学大学院 東洋大学大学院工学研究科環境デザイン専攻特任教授 藤田壮

東京理科大学 非常勤講師 ( エネルギー環境工学 ) 藤野純一

東京成徳大学 非常勤講師 ( 環境論 ) 太田進

立正大学 非常勤講師 ( 土壌環境学、土壌環境学実験） 広木幹也

立正大学大学院 非常勤講師 ( 環境科学①・②、環境学特論 ) 王勤学
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上智大学 非常勤講師 ( 地球環境と科学技術 I) 森口祐一

非常勤講師 ( 地球環境学 I） 日引聡

上智大学大学院 非常勤講師 ( 環境研究のフロンティア ) 安岡善文，竹中明夫，今村隆史 ,

木幡邦男，森口祐一，野尻幸宏 ,

甲斐沼美紀子，西川雅高，

野原恵子，五箇公一，江守正多，

芦名秀一

関東学院大学大学院 非常勤講師 ( 環境衛生工学特論、都市衛生工学特殊講義、大気と

環境 )

川本克也

明治大学大学院 非常勤講師 ( 生命科学特論 VIII) 中嶋信美

福岡大学大学院 非常勤講師 ( 地盤環境工学特論 ) 肴倉宏史

大学共同利用機関法人

自然科学研究機構国立天文台 理科年表編集委員会委員 肱岡靖明

情報・システム研究機構国立遺伝学研究所 ナショナルバイオリソースプロジェクト (NBRP) 運営委員会委員

長会議委員

笠井文絵

生物遺伝資源委員会委員 笠井文絵

情報 ・ システム研究機構国立極地研究所 国立極地研究所プロジェクト研究・開発研究・萌芽研究への研究

協力(共同研究者) プロジェクト研究(P11:極限環境の生物多様

性と生態系変動に関する研究 )

内田昌男

国立極地研究所プロジェクト研究・開発研究・萌芽研究への研究

協力 ( 共同研究者 ) プロジェクト研究 (P4: 氷床コアによる氷期

サイクルの気候・環境変動 )

柴田康行

国立極地研究所プロジェクト研究・開発研究・萌芽研究への研究

協力(共同研究者) 開発研究(E10:南極大型大気レーダーの開発

とこれを用いた極地大気科学の可能性 )

菅田誠治

国立極地研究所プロジェクト研究・開発研究・萌芽研究への研究

協力 ( 共同研究者 ) 萌芽研究 (G13: 北極温暖化研究の構築 )

野沢徹

南極観測委員会重点プロジェクト分科会委員 横内陽子

情報・システム研究機構国立情報学研究所 運営会議委員 安岡善文

情報 ・ システム研究機構統計数理研究所 客員教授 田崎智宏

人間文化研究機構総合地球環境学研究所 共同研究員 一ノ瀬俊明，Shamil Maksyutov

地方公共団体

北海道 希少野生動植物指定候補種検討委員会委員 福島路生

青森県 十和田湖・奥入瀬川の水環境・水利用検討委員会委員 高村典子

岩手県 汚染土壌対策技術検討委員会委員 川本克也

宮城県 海岸動物分科会委員 金谷弦

福島県 猪苗代湖 pH 上昇原因検討委員会委員 田中敦

猪苗代湖水質保全対策検討委員会委員 冨岡典子

福島県環境影響評価審査会委員 上野隆平

福島県尾瀬保護指導委員会委員 野原精一

　福島県南会津建設事務所 会津縦貫南道路環境検討会委員 上野隆平

　相馬市教育委員会 相馬市史編纂調査協力員 ( 自然部会 , 海岸動物担当） 金谷弦

栃木県 平成 21 年度栃木県環境審議会専門委員 大原利眞

茨城県 茨城県科学技術振興会議委員 安岡善文

新たなつくばのグランドデザイン検討委員会委員 大垣眞一郎

茨城県環境アドバイザー 藤巻秀和

茨城県環境影響評価審査会委員 甲斐沼美紀子，黒河佳香，

冨岡典子

茨城県環境審議会委員 大迫政浩

茨城県地球温暖化対策検討懇談会委員 青柳みどり

茨城県廃棄物処理施設設置等専門委員会委員 黒河佳香

第６回いばらき霞ヶ浦賞選考委員会委員 今井章雄

茨城県リサイクル建設資材評価認定委員会委員 肴倉宏史

茨城県都市計画審議会専門委員 黒河佳香

神栖市有機ヒ素汚染対策に係る検討会委員 柴田康行

　茨城県霞ヶ浦環境科学センター 茨城県霞ヶ浦環境科学センター客員研究員 村上正吾
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　水戸市 水戸市ごみ処理施設処理方式等検討専門委員 川本克也

　つくば市 つくば市環境都市推進委員会委員 森口祐一

つくば市一般廃棄物減量等推進審議会委員 森口祐一，稲葉陸太

つくば市環境審議会委員 植弘崇嗣

つくば市公共交通活性化協議会委員 松橋啓介

　牛久市 牛久市地域エネルギービジョン策定委員会委員 藤野純一

　土浦市 土浦市バイオマスタウン構想策定委員会委員 稲葉陸太

土浦市地球温暖化防止行動計画検討委員会委員 松橋啓介

　龍ヶ崎市 龍ヶ崎市国庫補助公共事業再評価委員会委員 須賀伸介

竜ヶ崎市環境審議会委員 須賀伸介

龍ヶ崎市廃棄物減量等推進審議会委員 田崎智宏

千葉県 千葉県環境審議会委員 川本克也

千葉県廃棄物処理施設設置等専門委員会委員 川本克也

千葉県容器包装廃棄物分別収集促進研究会副座長 橋本征二

平成 21 年度印旛沼水質改善技術検討会ワーキング委員 高村典子

平成 21 年度印旛沼水質改善技術検討会委員 高村典子

　柏市 柏市環境審議会委員 青柳みどり

　流山市 流山市廃棄物対策審議会委員 中島大介

東京都 新たな 3R 戦略のための専門家会議委員 橋本征二

東京都環境審議会委員 森口祐一

東京都廃棄物審議会委員 橋本征二

平成 21 年度大気中微小粒子状物質検討会委員 新田裕史，大原利眞

東京都環境保健対策専門委員会大気汚染保健対策分科会委員 新田裕史

　東京都教育委員会 東京都環境教育カリキュラム開発委員会委員 江守正多

　世田谷区 世田谷区清掃・リサイクル審議会委員 山田正人

　足立区 足立区環境基金審査会委員 野尻幸宏

　板橋区 東京都板橋区資源環境審議会委員 山田正人

　豊島区 第 3 期豊島区リサイクル・清掃審議会委員 山田正人

豊島区環境審議会委員 藤野純一

　八王子市 八王子市廃プラスティック中間処理施設調査研究評議会委員 川本克也

　東京二十三区清掃一部事務組合 サーマルリサイクル実証確認結果の確認等検討委員会委員 川本克也

埼玉県 埼玉県環境影響評価技術審議会委員 横内陽子，冨岡典子

地球温暖化対策の検討に関する専門委員会委員 青柳みどり

新河岸川産業廃棄物処理推進委員会 技術検討委員会委員 山田正人，遠藤和人

　埼玉県環境科学国際センター 埼玉県環境科学国際センター客員研究員 橋本俊次，水落元之

　越谷市 越谷市環境審議会委員 木幡邦男

神奈川県 神奈川県環境審議会委員 亀山康子

神奈川県生活環境保全等対策検討委員会委員 西村典子

神奈川県科学技術会議研究推進委員会委員 川本克也

　横浜市 横浜市廃棄物減量化・資源化等推進審議会委員 川本克也

横浜市廃棄物処理施設生活環境影響調査専門委員会委員 川本克也

ヨコハマ・エコ・スクール (YES) アンバサダー 江守正多

　川崎市 川崎市環境影響評価審議会委員 川本克也

川崎市環境審議会委員 大迫政浩

川崎市廃棄物処理施設専門家会議委員 大迫政浩，川本克也

低 CO2 川崎ブランド企画委員会委員 藤田壮

　鎌倉市 鎌倉市まちづくり審議会委員 亀山康子

鎌倉市環境審議会委員 亀山康子

　二宮町 終処分場地下水に関する調査検討委員会委員 山田正人

群馬県前橋市 前橋市新清掃工場整備検討委員会専門部会委員 川本克也

山梨県環境科学研究所 山梨県環境科学研究所課題評価委員会委員 安岡善文

長野県 長野県環境審議会第4次長野県水環境保全総合計画策定専門委員 青柳みどり

長野県環境審議会第４期野尻湖水質保全計画策定専門委員 冨岡典子

富山県 富山県環境基本計画研究会委員 青柳みどり

富山県環境審議会専門部会 ( 水環境部門 ) 専門員 木幡邦男

富山県環境審議会専門部会 ( 土壌専門部会 ) 専門員 鈴木規之

　富山県環境科学センター 研究課題外部評価委員会委員 西川雅高
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愛知県 港湾開発環境計画検討会委員 野原精一

岐阜市 岐阜市北部地区産業廃棄物不法投棄事案特定支障除去等事業技

術アドバイザー

遠藤和人

三重県 三重県干潟・藻場等漁場環境保全創造事業懇談会 野原精一

滋賀県 琵琶湖総合保全学術委員会委員 今井章雄

　滋賀県琵琶湖環境科学研究センター 滋賀県琵琶湖環境科学研究センター評議員会委員 高村典子

大阪府 平成 21 年度大阪府環境農林水産総合研究所研究アドバイザリー

委員会委員

藤田壮

長崎県 長崎県客員研究員 蛯江美孝

　熊本市 熊本市低炭素都市づくり戦略計画策定会議オブザーバー 藤田壮

独立行政法人

（独）医薬品医療機器総合機構 独立行政法人医薬品医療機器総合機構専門委員 岩崎一弘

（独）宇宙航空研究開発機構 EarthCARE/CPR 委員会委員 杉本伸夫，野沢徹

JEM/SMILES 研究公募テーマ選考員会委員 今村隆史

SELENE プロジェクト共同研究員 松永恒雄

衛星データ利用推進委員会委員 小熊宏之

温室効果ガス観測技術衛星(GOSAT)定常運用(初期校正検証運用）

移行審査会審査委員

安岡善文，横田達也

平成 21 年度静止大気環境ミッション検討委員会委員 杉本伸夫，谷本浩志

平成 21 年度地球環境変動観測ミッション (GCOM) 委員会委員 安岡善文

（独）科学技術振興機構 GBIF 技術専門委員会委員 清水英幸，松永恒雄

システム科学技術振興委員会委員 安岡善文

研究領域「持続可能な水利用を実現する革新的な技術とシステ

ム」研究総括

大垣眞一郎

社会技術研究開発センター運営協議員 大垣眞一郎

戦略的創造研究推進事業　公募型研究における追跡評価委員 安岡善文

戦略的創造研究推進事業　公募型研究に係る研究領域の総合評

価委員会委員

大垣眞一郎

第９回日米先端工学シンポジウム運営委員 藤野純一

地球規模課題国際協力事業推進委員会推進委員 安岡善文

地球規模課題対応国際科学技術協力事業 平成 20年度分科会(審

査委員会 ) 審査委員

安岡善文

長期 GHG 排出削減シナリオに関する検討委員会委員 江守正多

領域アドバイザー (「二酸化炭素排出抑制に資する革新的技術の

創出」)

藤野純一

領域アドバイザー ( 社会技術研究開発センター ) 山形与志樹

（独）海上技術安全研究所 「海洋温暖化および酸性化影響評価のためのサンゴ連携モニタリ

ングに関する研究」内部評価委員会委員

原島省

「海洋温暖化および酸性化影響評価のためのサンゴ連携モニタリ

ングに関する研究」客員研究員

山野博哉

（独）海洋研究開発機構 21 世紀気候変動予測革新プログラム「地球システム統合モデルに

よる長期気候変動予測実験」研究運営委員会委員

江守正多

海洋研究課題審査部会　部会員 木幡邦男

招聘上席研究員 Shamil Maksyutov

招聘主任研究員 江守正多，伊藤昭彦

地球環境研究総合推進費「水安定同位体トレーサーを用いた気候

モデルにおける水循環過程の再現性評価手法の開発」アドバイザ

リーボードアドバイザー

江守正多

（独）環境再生保全機構 「エコドライブによる大気汚染物質の排出低減効果の定量的把握

に関する調査」に係る検討会委員

近藤美則

（独）経済産業研究所 「環境と貿易」研究会委員 日引聡

（独）国際協力機構 平成21年度JICA集団研修「廃棄物総合管理セミナー」に係る講師 川本克也

平成 21 年度「循環型経済推進プロジェクト」運営指導調査 藤田壮

（独）産業技術総合研究所 B-074「アジア地域における緩和技術の統一的な評価手法の開発

に関する研究」アドバイザー

甲斐沼美紀子

GEO Grid 連携会議議員 安岡善文
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（独）産業技術総合研究所 客員研究員 三枝信子，松永恒雄

国際計量研究連絡委員会委員 植弘崇嗣

日常生活における満足度向上とCO2削減を両立可能な消費行動に

関する研究アドバイザリーボード会合委員

南齋規介

平成 21 年度ナノテクノロジー標準化国内審議委員会委員 平野靖史郎

（独）自然環境研究センター 平成 21 年度サンゴ礁保全行動計画策定会議検討委員 山野博哉

（独）情報通信研究機構 研究活動に関する外部評価委員会委員 安岡善文

（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構 NEDO 技術委員 白石寛明，横田達也，三森文行

「化学物質の 適管理をめざすリスクトレードオフ解析手法の開

発」推進委員会委員

森口祐一

テーマ公募型事業に係わる申請書の事前書面審査ピアレビュ

アー

木幡邦男，岩崎一弘

高性能ハイパースペクトルセンサ等研究開発技術委員会委員 松永恒雄

先進的宇宙システム技術委員会委員 松永恒雄

（独）森林総合研究所 生物多様性条約 2010 年目標達成のための森林リビングプラネッ

トインデックス開発に関する研究の客員研究員

五箇公一

（独）水資源機構 水質に関するアドバイザリーグループ委員 今井章雄

（独）製品評価技術基盤機構 計量法に基づく校正事業者登録制度 (JCSS) 等に係る技術委員会

標準物質 ( 一般 ) 分科会委員並びに標準物質情報委員会委員

西川雅高

（独）都市再生機構茨城地域支社 葛城地区北西大街区 (G-X) 整備計画検討委員会委員 松橋啓介

（独）日本学術振興会 「異分野融合による方法的革新を目指した人文・社会科学研究推

進事業」事業委員会委員

大垣眞一郎

先端科学 (FoS) シンポジウム事業委員会プラニング・グループ・

メンバー

谷本浩志

独立行政法人日本学術振興会評議員 大垣眞一郎

（独）日本原子力研究開発機構 原子力基礎工学研究・評価委員会委員 柴田康行

博士研究員研究業績評価委員会委員 稲葉一穂

（独）日本貿易振興機構 「国際リサイクルの制度設計」研究会メンバー 吉田綾

平成 21 年度中国の水汚染問題解決に向けた流域ガバナンスの構

築-太湖流域におけるコミュニティ円卓会議の実験-研究会委員

水落元之

（独）農業環境技術研究所 独立行政法人農業環境技術研究所評議会評議員 大垣眞一郎

（独）農業生物資源研究所 農業生物資源ジーンバンク事業評価委員会評価委員 笠井文絵

（独）物質・材料研究機構 NIMS Award 選考委員会委員長 安岡善文

「環境材料設計基準に資するマテリアルリスク指標」作成に係る

研究会委員

中島謙一

（独）理化学研究所 遺伝子組換え実験安全委員会委員 中嶋信美

委　　嘱　　元 兼　　職　　名 氏 　　　名
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（３）研究所来訪者
年月日 事　　　　　項

21.4. 2 中国天津市農学関係者

4. 9 文部科学省地球・環境科学技術推進室室長 他

4.17 文部科学省科学技術・学術政策局計画官 他

4.17 ( 財 ) クリタ水･環境科学振興財団

4.22 宮城県大河原町立金ヶ瀬中学校

4.23 中国国家発展改革委員会

4.28 NHK 制作局 ( 週間子どもニュース )

5. 7 東京バイオテクノロジー専門学校

5.11 ( 財 ) 計算科学振興財団

5.12 定型コース

5.12 台湾大学環境工程学研究所

5.14 ツムラライフサイエンス ( 株 )

5.20 安城市立安城北中学校

5.26 定型コース

5.28 ペルー共和国環境大臣 他

6.17 筑波大学環境科学実習

6.18 信州大学理学部学生

6.18 名古屋商工会議所副会頭 他

6.18 早稲田大学アジア太平洋研究科

6.25 ( 財 ) 日本宇宙フォーラム理事長 他

6.25 JICA 環境安全のための化学物質のリスク管理と

残留分析

6.25 韓国ソウル大学 他

6.26 韓国国立環境科学院

6.30 日中友好環境保全センター長 他

7. 1 筑波大学大学院生命環境研究科

7. 2 情報通信ネットワーク産業協会環境委員会

7. 3 台湾経済部水利署

7. 8 友部ごみを考える会

7. 9 環境省環境実務研修生部局別研修

7. 9 韓国安全性評価研究所

7.10 中国西安市における大気環境事業行政官研修

7.14 米国 DOE 関係研究者

7.17 プラズマ分光分析研究会セミナー参加者

7.22 和歌山県立山向陽高等学校

7.28 サイエンスキャンプ参加者

8. 4 新潟県立新潟南高等学校

8. 4 新潟県立柏崎高等学校普通科理数コース

8. 5 茨城県教育委員会主催理数博士教室参加者

8. 5 関西学院大学

8. 5 環境省総合環境政策局環境研究技術室長

8. 6 佐賀大学インドネシア留学生 他

8. 7 愛知県立岡崎北高等学校

8. 7 兵庫県立兵庫高等学校

8.11 神奈川県立西湘高等学校

8.18 つくば市茎崎地区民生委員児童委員協議会

8.18 日系 BP 社環境ビジネス本部

8.19 環境省水･大気環境局大気環境課長 他

2

年

―  
1.8.21 佐賀県立致遠館高等学校

8.21 中国北京市環境保護関連施設視察団

8.25 韓国国立環境科学研究所

8.25 定型コース

8.26 愛知県立岡崎高等学校

8.27 第 40 回霞ヶ浦入門講座

8.28 中国科学院生態環境研究センター浄化槽視察団

9. 1 東京都水道局長 他

9. 2 石川県 JICA 研修生（中国・江蘇省環境観測センター職員）

9. 4 立正大学地球環境科学部

9. 4 徳島県議会環境対策特別委員会委員 他

9. 7 中華全国青年連合会トヨタ環境大臣賞受賞一団

9.10 群馬県立高崎高等学校

9.10 ( 社 ) 福島県浄化槽協会

9.10 神戸大学発達科学部自然環境論コース

9.15 中国瀋陽市環境技術研修生一行

9.17 さいたま市大宮区自治会連合会

9.18 柏市藤心地域ふるさと協議会

9.24 ( 財 ) 日本環境衛生センター

10. 6 小見玉市 市政モニター

10. 6 フィンランド国立技術研究センター

10. 8 上海交通大学学長 他

10.13 環境省環境保健部長 他

10.15 高根沢町保健委員会

10.15 JICA 閉鎖性海域の水環境管理コース研修生

10.15 ソウル大学 他

10.16 日経 BP 環境経営フォーラム会員企業の環境技術部門

10.20 JICA 国際連合地域開発センター研修生

10.20 ( 社 ) 日本水環境学会産官学協力委員会

10.21 岐阜県立岐山高等学院

10.22 秋田工業高等専門学校環境都市工学科第 4 学年

10.22 参議院議員 ( 日本共産党 )他

10.22 聖光学院中学校

10.23 中国南開大学環境科学与工程学院　

10.26 JICA メキシコ国家水委員会研修生

10.27 大阪市立東高等学校理数科

10.27 国土交通省職員

10.28 東京大学広域科学科広域システム科学分科

10.30 茨城県立牛久栄進高等学校

11. 5 宇宙航空研究開発機構 (JAXA) 理事長 他

11. 5 新宿区若松地区協議会環境美化分科会

11. 5 二八会 (( 社 )日本化学工業会会員 )

11. 6 つくば市立吾妻中学校 1 学年

11. 9 中国科学院地理科学与資源研究所

11.10 東京大学大学院農学生命科学研究科

11.10 韓国観光省 他

11.11 八戸工業高等専門学校

11.13 茨城県立水戸第二高等学校

月日 事　　　　　項
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21.11.13 栃木県立栃木高等学校

11.16 JICA 札幌地域環境保全対策と技術コース研修生

11.17 群馬県沼田市議会議員 民生福祉常任委員会

11.18 ベトナム科学技術アカデミー副長官 他

11.19 茨城県立波崎高等学校

11.20 JICA国際技術研修平成21年度生活排水対策コース

11.20 入間市長･入間市連合区長会

11.26 神立中央 1.2 丁目寿会

11.26 NPO 法人東京都中推協

12. 1 茨城県高等学校教育研究会農業部 土木班

12. 3 ベトナム国会科学技術環境委員長 他

12. 3 ( 社 ) 千葉県環境保全協議会市原部会

12. 4 JICA東アジア酸性雨モニタリングネットワーク強化コース研修

12. 7 下館第一高等学校

12. 8 定型コース

12.11 京浜臨海部活性化協議会

12.14 シンガポール Ngee Ann 技術専門学校

12.17 宝山鋼鉄 Baosteel 研究員

12.25 中国江蘇省太湖水汚染防治弁公室訪問団

22.1. 7 環境大臣 他

1.18 練馬区民環境行動連絡会

1.20 日中韓共同プロジェクト関係者

1.21 JBMIA（社団法人ビジネス機械･情報システム産業協会）

年月日 事　　　　　項

2

年

―  
2.1.22 衆議院議員 ( 民主党 )他

1.22 中国環境保護部環境規画院・清華大学訪問団

1.24 中国科学院生態環境研究センター農村汚水処理技術視察団

1.27 JICA 生物多様性情報システムコース

1.27 欧州委員会研修生

1.27 JICA 集団研修地球温暖化対策コース

1.28 JICA 集団研修地球温暖化対策コース

2. 8 文部科学省科学技術・学術政策局計画官補佐 他

2.12 筑波大学生命環境学群地球学類 1 年生

2.12 水道ネットワーク通信代表 他

2.12 研究独法図書館コンソシアム連絡会

2.18 第 25 回全国環境研究所交流シンポジウム参加者

3. 1 カナダ環境省次官補 他

3. 2 愛媛大学スーパーサイエンス特別コース

3. 8 内閣官房宇宙開発戦略本部事務局長 他

3.10 ひたちなかウオッチングの会

3.11 酒々井町中央公民館

3.12 総務省行政管理局副管理官 他

3.13 中国安徽省･合肥市　循環型社会構築調査訪日団

3.23 エコ･ハウスたかねざわ

3.25 筑波大学生物学類 未来の科学者養成講座

3.26 地学オリンピック参加者

3.26 環境省野生生物の観察業務報告会参加者

月日 事　　　　　項
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（視察・見学者）

区 　 分

年 　 度

国 　 　 　 　 　 内

国 　 　 外 合 　 　 計

環  境  省
研究機関
職  員  等

一 　 　 般
議  員  ・
官  公  庁

小 　 　 計

平成 12
件
5

件
2

件
55

件
9

件
71

件
53

件
124

13 11 5 56 10 82 47 129

14 12 7 58 5 82 43 125

15 12 1 72 9 94 47 141

16 7 1 66 7 81 24 105

17 5 0 55 6 66 38 104

18 5 7 62 8 82 50 132

19 10 2 84 3 99 39 138

20 6 6 70 10 92 42 134

21 5 3 77 10 95 46 141
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（４）研究所関係新聞記事

年 月 日 見 　 　 　 出 　 　 　 し 新聞社名

21.4. 1 温室ガス中期削減目標候補を提示　分かりやすい説明できるか　５選択肢導入想定値に大きな開き 電気新聞

4. 1 Ｒｅ社会部　車も良いけれど・・・ 産経

4. 1 ヒラメ、スズキ減る？温暖化と魚テーマに　出版記念シンポ　水研センター みなと新聞

4. 2 環境省　温暖化対策で調査事業　経済発展と“共生”の道探る　早期実現の「国益」説得が鍵 フジサンケイビジネ
スアイ

4. 3 地盤工学会賞に応用地質ら１０件 建設通信新聞

4. 3 水産総合研究センターが刊行　「地球温暖化とさかな」　出版記念でシンポ開催 日刊水産経済新聞

4. 6 ０８年度地盤工学会賞決まる　環境など３部門で１０件　５月２８日表彰式 日刊建設工業新聞

4. 6 南足柄市の山林　カラス４１羽不審死 毎日

4. 6 文科省計画　つくば環境研究の拠点に　太陽電池や高温超電導 日経

4. 6 ホタルは ＬＥＤ照明が苦手　産卵、幼虫に悪影響 フジサンケイビジネ
スアイ

4. 8 エネルギー総合工学研究所　交通分野の対策議論　ＣＯ ２排出削減　月例研究会を開催 電気新聞

4.13 温室ガス削減中期目標　６番目の選択肢決定　９０年比で８～１７％削減 電気新聞

4.14 温暖化ガス主要排出国　環境相が意見交換へ　日本政府　半減目標、改めて主張 電気新聞

4.14 政府　ＣＯ２削減中期目標で新案　世代間負担選択の焦点に フジサンケイビジネ
スアイ

4.14 政府予測　地球温暖化進むと・・・　洪水被害８．７兆円に　ブナ林が７割減少　対策なければ影
響拡大

日経 夕刊

4.15 低炭素社会構築　研究機関が国際連携　ネットワーク正式発足へ 化学工業日報

4.15 温室ガス排出削減　９０年比「８～１７％減」を追加　６選択肢出そろう 電気新聞

4.15 温暖化対策何もしないと・・・今世紀末の日本　猛暑で死亡３．７倍　浸水被害８．７兆増 読売

4.15 今世紀末　洪水被害８兆７０００億円　研究機関「温暖化対策なし」試算政府中期目標　６案出そ
ろう

毎日

4.15 政府　温暖化ガス削減　中期目標６案公表 日経

4.15 政府　温室ガス削減７－１５％軸　中期目標６月に決定 東京新聞

4.15 「きぼう」管理室も公開　つくばで科学技術イベント 日経

4.15 洪水被害８兆７０００億円　今世紀末　研究機関「温暖化対策なし」試算 毎日

4.16 環境ＥＣＯ　ＩＰＣＣが第５次評価報告書作成へ　新たなアプローチで予測・評価　来春に執筆
者選定

日刊建設工業新聞

4.16 国立環境研究所が試算　温暖化の影響　浸水被害、 大８．７兆円 日刊建設工業新聞

4.17 マンスリー編集特集　エネルギー争奪新局面　風力発電　メタンハイドレート　太陽光発電 日経産業新聞

4.17 国立環境研究所　黄砂５００万トン　日本へ飛来量調査　花粉症など健康への影響調査に貢献 毎日　夕刊

4.19 エコ製品購入に新制度　追加経済対策でこう変わる　エコ優遇どう使う？　車家電 日経

4.20 地球温暖化への疑問に答える本 毎日

4.21 国立環境研究所　公開シンポ「今そこにあるリスク」 化学工業日報

4.22 ポスト京都の痛み ( 中）　経済活動への影響　失業者１２０万人増の試算も 産経

4.23 山形　西置賜地域で今月１１日発令　注意報「外出控えて」大陸からの風「危険」運ぶ春 山形新聞

4.27 温室効果ガス削減の中期目標　削減率は政策次第　問われる将来像 毎日

4.30 社説　日中の環境協力　脱公害社会へ手助けを 朝日

4.30 社説　日中の環境協力　脱公害社会へ手助けを 朝日　大阪

5. 1 五所川原市　つがる市　カラスの死骸相次ぐ　鳥インフルエンザ　県検査は陰性 東奥日報

5. 4 社説　「みどりの日」に思う　豊かな大地いつまでも　明るい兆しが見えた　後追いでも実効性だ 新潟日報

5. 4 温暖化衰える森林　固有種絶滅の危機　照葉樹を自然復元　「シカ食害」新たな脅威　拡大する外
来種

毎日

5. 4 温室効果ガス削減の中期目標　各国間の公平性　指標はさまざま 毎日

5. 4 温暖化対策待ったなし　子の世代に負担　熱ストレス　死亡リスク 悪３．７倍 日刊工業新聞

5. 5 カエルツボカビ　アジア起源？　日本で３０系統発見 毎日

5. 6 ポスト京都の痛み（中）　経済活動への影響　失業者１２０万人増の試算も 産経

5. 6 社説　「温暖化」中期目標　低炭素社会へ道筋示せ 中国新聞

5. 8 鹿島アントラーズ　チーム運営の ＣＯ ２削減　ファンから廃食用油集め活用 日経

5. 9 ＣＯ２放出増→海が酸性化→生態系に打撃　 近１０年研究進む 朝日

5.10 呉市出身の出射茂さん第３弾を出版　絵本で環境保護訴え 中国新聞

5.11 日本環境化学会、つくば市で討論会　日韓共同シンポも 化学工業日報

5.11 和歌山・高野山で地球ふぉーらむ　地球の未来は私の未来　ＣＯＰ １５前向きな合意を 東京新聞

5.12 環境省　エコチル調査　来年度開始へ体制整備　子ども発育の環境リスク解明へ 化学工業日報

5.12 国立環境研究所、筑波大学大学院、博報堂 ＤＹ メディアパートナーズ、スポーツと環境意識の関
係を研究

化学工業日報

5.18 政府　浸水被害額、初めて明示　温暖化対策で年間２～３兆円の差 保険毎日新聞

5.20 北海道立地質研究所が研究成果報告会　オホーツク海の油汚染対策で　肥料で油の分解が促進 日刊水産経済新聞

5.22 生物多様性日本の取り組みを聞く　自然の恵み保全に全力 日経新聞　

5.22 シンポジウム「今そこにあるリスクー環境リスクの真実を語ろうー」 日経新聞　
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21.5.25 「グリーン・ニューディール」環境対策でＧＤＰ 上昇効果 毎日

5.25 温室効果ガス　目標「７％減」支持 多　可処分所得 大１５万円減　国民も痛み覚悟必要 産経

5.25 温室効果ガス削減中期目標　経済圧迫も世論は「７％」 フジサンケイビジネ
スアイ

5.25 温室ガス削減　麻生首相意向　中期目標来月中旬に　世論「７％減」 多　目標達成国民も痛み 産経　大阪

5.26 光化学注意報　発令時に全校通知　県が緊急連絡態勢急ぐ　専門家「沖縄は可能性低い」 琉球日報

5.28 サンゴ北限青森沿岸に　地球温暖化で今世紀末にも　北大など水温解析　南では白化の恐れ 毎日

5.28 日本環境学会の公開シンポジウム 読売　大阪

5.29 衛星いぶき、データ初解析　地上観測と傾向一致 茨城新聞

5.29 いぶき観測データから温室ガス分布状況公表 毎日

5.29 観測衛星「いぶき」のデータ公表　地球温暖化・・・色分けでくっきり　米国東部、中国は
ＣＯ２濃度高め

産経

5.29 今世紀後半、環境省予測　温暖化による高潮　西日本の被害、年７．４兆円増土砂災害増え全国で
１兆円

日経新聞　

5.30 温暖化対策取らないと・・・　２０９０年洪水被害９兆円　北海道内、熱中症リスク４．５倍 北海道新聞

5.30 国内試算　温暖化被害年１７兆円　温室ガス放置・・・豪雨・高潮の世紀末　大幅削減でも１１兆
円

読売

5.30 温暖化対策何もしなかったら・・・１４機関合同研究チーム　８０年後年間損失１７兆円増 毎日

5.30 環境省チーム推計　今世紀末温室ガス半減しても　温暖化被害年１１兆円増　洪水や熱中症死者 朝日

5.30 環境省予測　温暖化被害１７兆円増　豪雨、熱中症　今世紀末に 産経

5.31 エコウオーズ　削減の舞台裏 ( 上）　ＣＯ２目標縛る産業界　負担家庭にしわ寄せ　負担削減１年
前に布石

朝日

6. 1 濃度予測図を九州分も公開　きょうから環境権 ＨＰ 沖縄タイムス

6. 1 大気汚染物質　九州や関西の予測図も公開　環境省など ＨＰ で 長崎新聞

6. 1 温暖化で年３０万人死亡　国連前事務総長シンクタンク　経済損失１２兆円 茨城新聞

6. 1 フォローアップ　１０００円高速フェリーに荒波　客奪われ、産業・減便・・・国の支援不十分 日経

6. 1 環境相などメド　温暖化ガス観測衛星　地上並み精度に 日経

6. 1 社説　温暖化被害　将来世代に負担回すな 京都新聞

6. 1 環境省など　大気汚染予測　九州分も公開 西日本新聞

6. 2 日本環境学会公開シンポジウム「地球温暖化防止」 産経　大阪

6. 3 国立環境研究所が公開シンポ　 化学工業日報

6. 3 ビル省エネ効果算出ソフト配布　簡単入力計画策定を支援　業務部門改善待ったなし フジサンケイビジネ
スアイ

6. 3 注目！　エンペックス気象計　夏本番に強い味方　熱中症注意温湿度計 フジサンケイビジネ
スアイ

6. 3 私のなかの歴史　北大教授　小野有五さん　自然と社会をつないで（９）　イトウを救う 北海道新聞　夕刊

6. 3 確実に実績積み上げを　 日本下水道新聞

6. 4 国立環境研究所　環境リスクでシンポ 日刊工業新聞

6. 5 環境省が黄砂実態調査結果発表　農薬成分濃度基準レベル 化学工業日報

6. 5 きょうは世界環境デー　サンゴに温暖化のつめ跡　海洋生態保護の動きが本格化　東大の茅根創教
授に聞く

毎日

6. 6 温暖化巡る国際交渉　「公平な削減」各国で違い　共通の指標作り難しく 読売

6. 6 国立環境研究所推計　温暖化で３．４度上昇なら　アジア米作「２０８０年代９．９％減 朝日

6. 7 国立環境研究所　大気汚染情報 読売

6. 7 国立環境研究所　大気汚染情報 読売　大阪

6. 7 茨城論壇　「安心社会」つくる努め 茨城新聞

6. 9 増える侵略外来種　多様性保全　人の活動が鍵 東京新聞

6.11 太陽光の利用２０倍に　新車５割が次世代車　温室ガス１５％減の社会　生活様式の見直し急務 茨城新聞

6.11 温室ガス中期目標　２０２０年家計負担８万円増も　成長下押し懸念　抜本的構造転換が急務 東京新聞

6.11 麻生首相、欧米上回る ＣＯ ２削減決断　ポスト京都主導狙う　「温暖化止まらぬ」懸念の声　 産経

6.11 排ガス中に未知の化学物質　今後の実態解明に期待　 常陽新聞

6.11 国立環境研究所と首都大学東京　光化学オキシダント原因解明に新装置 読売

6.11 国立環境研究所など　車排ガスからオキシダント　発生しやすさ測定　未知の物質関与か 日経産業新聞

6.11 温室効果ガス中期目標１５％削減　負担増迫る構造転換　企業、家庭　避けられぬ「環境投資」　
財界評価に温度差

中日新聞

6.11 温室効果ガス排出削減中期目標　茨城県内反応　知事、削減上積み評価「２０％可能」の声も 茨城新聞

6.12 中国主要７都市　欧米上回る大気水銀 熊本日日新聞

6.12 平成２１年度エコスクール・地球環境モニタリングステーションー落石岬見学会 朝日

6.13 環境異変　見え始めた破局　番外編　温暖化森林荒廃外来種　地球の警鐘今こそ直視 河北新報

6.15 国立環境研究所など温暖化予測チーム　洪水と高潮浸水、被害巨額に　７分野の温暖化リスク、被
害額を試算

保険毎日新聞

6.15 エコスクール開く　落石小などで 根室新聞

6.16 国立環境研究所、解説サイトを追加　「環境技術」分かりやすく 化学工業日報

6.16 日本リスク研究学会が第２２回シンポジウム 化学工業日報

年 月 日 見 　 　 　 出 　 　 　 し 新聞社名
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21.6.17 ０５年比で１５％減　守りの目標値／理路整然と間違う／気候安定化に届かず・・・ 環境新聞

6.19 廃油をトラック燃料に　Ｊ １鹿島エコプログラム 茨城新聞

6.20 深刻化する海洋汚染に歯止めを 聖教新聞

6.22 温暖化ガス　１５％削減への道 ( 上）　出そろった中期目標　温度目標なく効果不透明 日経

6.22 エコノ入門塾　温暖化ガス排出量の測定　どうやって算出？　課題は？ 日経

6.22 新潟・三条市　車内放置０歳、１歳死亡　７時間、熱中症か　両親「寝ていたので」　雨上がりは
温室状態に

毎日

6.22 体のこころの通信簿　　屋内の熱中症　クーラーで上手に温度管理 朝日　夕刊

6.24 日本の環境研、淡水魚を調査　メコン川の生態系守れ　ダムの影響　解明めざす 日経　夕刊

6.25 メコン川の淡水魚守れ　環境研が国際共同研究　ダムの影響解明へ 茨城

6.25 ＦｒｅｓｈＰｏｗｅｒＰｅｒｓｏｎｓ－座談会編ー秋元圭吾氏　小宮山涼一氏　藤野純一氏　司
会　中英昌

原子力産業新聞

6.26 温暖化バトル　懐疑論は本当か（１）　「人の影響」めぐり議論　なお残る自然変動説　不確かさど
う判断

朝日

6.26 記者の目　温暖化防止国際交渉　相手にされぬ日本　再考し温室ガス大幅減を　経済効果見込める
方法で

毎日

6.27 土曜フォーカス　大粒貝　東京湾の新名物　北米産の「ホンビノスガイ」強い生命力で大繁殖 朝日　夕刊

6.27 北米原産ホンビノスガイ　江戸前の新ネタ　ぷりぷり外来貝　酸欠に強く生態系影響不明 朝日　大阪　夕刊

6.28 ネーチャー・クライシス　気象の脅威に備える（１３）＝ＣＯ２を空から監視温暖化対策に役立
てる

日経

6.28 地球守る新機軸　座談会「環境と経済の発展をめざして」 毎日

7. 1 つくばの将来像を検討へ　産学官連携組織が発足　１１月にグランドデザイン案 日刊建設工業新聞

7. 2 風上の国から　中国水銀国際会議（２）　大気汚染物質の“玄関口”水銀、海を越え九州に 熊本日日新聞

7. 3 ブリヂストン、グループ内の環境活動で表彰 化学工業日報

7. 4 ふしぎ科学館　サンゴを知ろう　水温上昇サンゴの危機　沖縄や高知で再生事業も 読売　夕刊

7. 6 加藤千洋が黄河を行く 朝日

7. 6 温暖化ガス　１５％削減への道 ( 下）　カギ握る革新技術「５０年に半減」へ官民総力 日経

7. 6 廃プラから新製品を　混ぜて再生品に　名古屋市で実験　古紙加え板材に　ＮＰＯ が開発 東京新聞

7. 6 廃プラから新製品を　混ぜて再生品に　名古屋市で実験　古紙加え板材に　ＮＰＯ が開発 中日新聞

7. 7 車のＣＯ２マップ公開　国立環境研究所　排出量、市町村で色分け 茨城新聞

7. 7 国立環境研究所　車の ＣＯ ２排出量マップ　地域別にネット公開 日経産業新聞

7. 7 車のＣＯ２排出量　市区町村ごと色分けマップ　国立環境研究所公開　「対策考える材料に」 東京新聞

7. 7 国立環境研究所、インターネットで　自動車の ＣＯ ２排出量地図公開 日経

7. 7 国立環境研究所がマップ公開　車の ＣＯ ２わが町では　市区町村別の排出量 朝日

7. 7 CO2 排出量　市区町村ごとに HP で公開　国立環境研　温暖化対策の参考に 常陽新聞

7. 7 国立環境研究所　インターネットで地図公開　自動車 ＣＯ ２どこが多い？ 読売　夕刊

7. 7 福井県、高志高、東大、国立環境研究所　４機関連携し　自然再生研究 福井新聞

7. 7 コンテナビオトープ研究　１．４平方メートルの自然再生手法　県と高志高　県内３０ヵ所で　東
大などと共同

日刊県民福井

7. 8 モノづくり推進会議　東京で特別講演会 日刊工業新聞

7. 8 風上の国から　中国水銀国際会議（６）　世界唯一の水銀専門研究機関　大気汚染の対応など課題 熊本日日新聞

7.10 環境省　６万人対象に大規模疫学調査　子供への環境影響解明　胎児期から１２年間追跡　来秋か
ら本格化

化学工業日報

7.11 ラクイラ・サミット　温室ガス削減　具体策急ぐ日本　麻生首相「協力」発言空振り　環境相「先
頭走る」

毎日

7.12 環境省の認証制度　温室ガス削減　廃棄物にも排出枠　企業間売買も可能 産経

7.13 水と緑の地球環境　地球と暮らす（８２）　富士山測候所を活用する会　高所生かし観測、研究 毎日

7.13 千葉・館山市でサンゴ調査　地球温暖化で分布北上 毎日

7.13 ２５日に「夏の大公開」　国立環境研究所　無料バス増発「エコ交通で来所を」 常陽新聞

7.14 日韓環境当局など　温室効果ガスインベントリ　整備の重要性再認識　ソウルで国際会議 電気新聞

7.15 環境省　早大・慶大主導の電動バス事業採択 日刊工業新聞

7.15 環境省が支援　電気バス開発相次ぐ　早大陣営　日野自動車と「非接触式」慶大陣営　１５年まで
に大型車

電気新聞

7.15 神奈川県の産学官実証研究　次世代電気バス　環境省モデル事業に 神奈川新聞

7.16 国立環境研究所の一般公開 日経産業新聞

7.17 熱中症ご注意　感覚の鈍り・・・高齢者は室内でも危険　自宅で約４分の１　水分補給も注意を 産経

7.18 土壌炭素　放出増加の恐れ　気温上昇で微生物呼吸が活発化 大分合同新聞　夕刊

7.20 国立環境研究所　研究施設、２５日に一般公開 日刊工業新聞

7.20 活発化する環境対策　各方面から取組み　ＤＣ では効率化が進む　活動報告に指標活用の動き 日本情報産業新聞

7.20 環境研究所を一般公開 読売

7.21 黄砂、１３日で地球一周　九大・東大チーム解明　温暖化や生態系に影響？ 日経　夕刊

7.22 環境省　０９年度環境先端技術普及モデル策定事業　早大と慶大を採択　電動バスの地域実証試験 化学工業日報

7.22 九州大など確認　黄砂が１３日間で地球一周 化学工業日報

7.22 お年寄り　室内の熱中症に注意　子ども　車内に置き去りも危険 読売

年 月 日 見 　 　 　 出 　 　 　 し 新聞社名
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21.7.22 九州大学教授ら確認　黄砂、地球を１周１３日かけ　影響、北半球全域に 西日本新聞

7.23 Ｇ ８と新興国がサミットで合意　気温上昇「２度以下」達成には　政策総動員必要な日本 朝日　夕刊

7.23 森林土壌から炭素放出も　国立環境研　温暖化「負の連鎖」の恐れ 岐阜新聞　夕刊

7.24 バス利用促進へ　来所者に無料券　国立環境研究所が社会実験 日経

7.24 温暖化バトル　懐疑論は本当か（５）　化学の責任一致点探る（おわり）　 朝日

7.24 森林土壌から炭素放出も　温暖化悪化の恐れ 琉球新報

7.25 白山自然保護センター　クロユリ見ごろは？　開花予測日を発表 北国新聞　

7.26 春秋　地球温暖化 西日本新聞

7.27 小中学生ら実験、観察　つくば　環境研が一般公開 常陽新聞

7.27 国立環境研究所　環境問題の授業をホームページで公開 毎日

7.27 低炭素社会へ　「環境モデル都市」の挑戦　光と風と森と　北九州市　北海道下川町　高知・檮原
町

毎日

7.27 低炭素社会へ　「環境モデル都市」の挑戦　光と風と森と　北九州市　北海道下川町　高知・檮原
町

毎日　大阪

7.27 ニュースの理由　「気温上昇２度以内」で合意　被害防止へ大きな意義 日経　夕刊

7.27 気温上昇　微生物が活発化　森林土壌　炭素放出恐れ　温暖化進む連鎖も 福井新聞

7.28 森林土壌の炭素　温暖化で放出増　落ち葉や倒木分解　微生物の活動進む 北海道新聞　夕刊

8. 2 森の土壌から炭素が放出？　温暖化進行　連鎖の恐れ 神戸新聞

8. 4 千葉沖など　国立環境研究所、定点監視へ　北上、このサンゴまで 朝日　夕刊

8. 5 海洋研究開発機構　気候変動でシンポ 日刊工業新聞

8. 5 サンゴ北上各地で　串本沖に南方系２３種　国立環境研究所、異変定点監視へ 朝日　大阪

8. 5 森林土壌から炭素放出　温暖化連鎖　防げるか 上毛新聞

8. 6 社説　国は化審法のリスク評価に万全を 化学工業日報

8. 6 環境担当役員に聞く　東洋インキ製造　取締役執行役員　宮崎修次氏　適種・適材・適量を追究 化学工業日報

8. 7 配電部門夏季安全対策／東京電力配電請負工事安全対策協議会の取り組みを軸に　現場激励、安全
パトロール

電気新聞

8.10 あなたの安心　虫と遊ぼう（３）　放虫は御法度、標本などに 朝日

8.11 街区エネ環境制御システム開発に着手　川崎市と国環研が世界初 環境新聞

8.12 効率的な省エネ技術開発へ　街区単位で空調制御　市と国立環境研が共同研究 神奈川新聞

8.13 三井海上火災保険、第１０回市民環境講座を開催 日刊自動車新聞

8.15 温室ガス８０％減可能　環境相　国民に努力呼び掛け 日本農業新聞

8.15 「温室ガス８０％削減可能」環境省、二つのシナリオ２０５０年までに 読売

8.15 温暖化ガス　２０５０年、８０％削減可能　環境相　実現へ具体策発表 電気新聞

8.15 温室ガス５０年までに８０％減　太陽光発電１２０倍超に　環境省がビジョン 日刊工業新聞

8.16 美の美　近江八景　茫然と眺めた琵琶湖の美　瀟相図が現実に入り込む 日経

8.16 茨城論壇　自然と共生の仕組みを 茨城新聞

8.17 街区エネルギー環境制御システム　川崎市で都市観測研究　国環研 化学工業日報

8.18 川崎市ら　街区単位空調エネ制御で研究発表会 日刊建設工業新聞

8.20 三井住友海上　９月２９日に第１０回市民環境講座　東京湾に棲む魚介類の生息状況テーマに 保険毎日新聞

8.24 精留塔　汚染 化学工業日報

8.24 国立環境研究所　川崎市　省エネなどで活動　街区単位でモニタリング 日本情報産業新聞

8.25 生活選択　マニフェスト徹底比較（８）　温暖化対策　削減目標　掛け声倒れ？ 東京新聞

8.26 気候ネットワーク高速無料化を非難　温暖化対策に逆行 日刊自動車新聞

8.26 温暖化対策と経済成長バランスどうとる？ 朝日

8.27 温室効果ガス　３０％削減の衝撃（２）　大減算迫られ雇用に打撃 産経

8.27 検証　ＣＯ２　３０％削減（２）　冷え込む生産　雇用に影響　産業界「民主党政権」に見直し要
請も

フジサンケイビジネ
スアイ

8.27 ビル空調でＣＯ２削減　環境研と川崎市共同研究を開始　都市単位で集中管理 東京新聞

8.29 地球温暖化予測は正しいか 聖教新聞

8.31 社説　慶大発異色のコラボ電気自動車ベンチャーに注目 日刊自動車新聞

9. 1 防災ニューディールを考える　老朽化が進む国土・都市のライフライン　９月１日は防災の日 建設通信新聞

9. 4 海の酸性化、生物に何が　 新装置で近未来を予測　「クラゲにも大きな打撃」 朝日

9. 6 ＣＯ２増が起こす海洋酸性化の危険 しんぶん赤旗

9. 8 経産省　温室ガス２５％削減　１世帯３６万円増試算　「非常に厳しい選択」　環境省は前向き 東京新聞

9. 8 創立２０周年で建築設備技術者協会　独自に表彰制度創設　１１月式典、仮想科学館も 建設通信新聞

9. 8 建築設備技術者協会　１１月６日に記念式典　創立２０周年関連行事を公表 日刊工業新聞

9. 9 省エネ技術総動員　ＣＯ２削減７７％　 大６５０万円　家庭に負担ズシリ フジサンケイビジネ
スアイ

9.11 ニュース・インタビュー　民主党政調会長代理　福山哲郎氏　「２５％削減」温暖化対策を聞く 電気新聞

9.13 広島大など研究　森林土壌の ＣＯ ２　温暖化で増加　排出国際予測の１．５倍ペース　微生物の
有機物分解加速

中国新聞

9.14 第８回水道技術国際シンポジウムを終えて　世界有数の技術を海外へ 日本水道新聞
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21.9.15 政策ＶＳ政策 ( 中）　高速無料化と温暖化対策「ＣＯ ２増えぬ」弱い根拠　暫定税率いつ・どう
廃止

朝日

9.15 レポート２００９　北海道大学・国立環境研究所地球環境研究センター・北海道電力総合研究所 電気新聞

9.16 目指すべき循環型社会の姿とは 環境新聞

9.18 宮城県環境事業公社　３０日に環境シンポ　 建設通信新聞

9.18 幸せ呼ぶ？謎の金色物体　仕事依頼やくじ１等　長野市の男性「大事な縁起物」においなし、軟ら
か・・・

信濃毎日新聞　夕刊

9.21 社説　ＣＯ２の地中貯留　実現へ本腰を入れる時期だ 河北新報

9.21 森林土壌からの ＣＯ ２　温暖化で放出進む恐れ　国立環境研究所　詳細解明へ 信濃毎日新聞

9.25 国立環境研究所の２人に聞きました　低炭素社会想像してみよう　高断熱化・ＩＴ で移動省
く・・・

朝日

9.26 鳩山内閣が分かる経済用語　暫定税率廃止　ＣＯ ２削減に逆行も 産経

9.26 鳩山内閣が分かる経済用語　暫定税率廃止　ＣＯ ２削減に逆行も 産経　大阪

9.28 気になる真実　地域間格差映すＣＯ２排出量 日経産業新聞

10.1 人活かす人　ＤＯＷＡ エコシステム　取締役ウェステック事務部長　加納睦也氏「まず動いて、
話を聞け」

日経産業新聞

10.2 鳩山内閣がわかる経済用語　暫定税率廃止 フジサンケイビジネ
スアイ

10.4 経済コラム　補助線　公共事業削減　鉄筋コンクリ国家と決別を 朝日

10.4 サイエンス　温暖化ガス削減高い壁「２５％減」日本の得意技術で挑む　エコカーや発電進む新技
術開発

日経

10.4 養殖漁場に環境ホルモン　尾鷲市、漁協が出荷自粛　魚や人体に悪影響の恐れ 伊勢新聞

10.5 ＣＯ２が海を脅かす　ＣＯ ２排出量増え海洋酸性化　サンゴの骨格形成困難に 静岡新聞

10.6 エコウオーズ　「２５％減」きしむ産業界　「家計に負担」労使合唱　「削減限界」揺らぐ主張 朝日

10.7 温暖化対策特集　農村発ーストップ温暖化　エコで生きる　岡山・ＪＡびほく太陽光　生活に浸
透

日本農業新聞

10.8 日本が変わる　温暖化対策　閣僚委　２５％削減へ検討チーム　国民負担を再試算 毎日新聞

10.10 中印含め温暖化対策　低炭素社会国際研究ネットワーク、１２日初会合 産経

10.10 日本提案の「低炭素社会国際研究ネットワーク」初会合　先進国で８０％削減道筋いかに フジサンケイビジネ
スアイ

10.10 オバマ米大統領ノーベル平和賞受賞決定　人類融和へ希望の灯　「勇気づけられた」　「核廃絶へ先
導を」

神戸新聞

10.10 オバマ氏ノーベル平和賞　核廃絶へ希望と力　「勇気与えた」と歓迎　被爆者らも祝福　「私たちの
励みに」

長崎新聞

10.11 ミジンコ　メダカにみる　化学物質の「性」への影響 しんぶん赤旗

10.13 中期目標「２５％減」モデル分析へ　日本エネルギー経済研究所、国立環境研究所が担当 電気新聞

10.14 目指せ　エコ航空 読売　夕刊

10.15 温室効果ガス２５％削減　政府、検討チーム初会合　モデル分析進める 日刊工業新聞

10.15 国立環境研究所と東京サスティナビリティ学連携研究機構　きょう温暖化シンポ 日刊工業新聞

10.15 温室ガス２５％削減　専門家組織創設へ　検討チームが初会合 毎日

10.15 温暖化検討チームが初会合　今月中に中間報告 東京新聞

10.15 政府の温暖化対策チームが始動 フジサンケイビジネ
スアイ

10.17 ＣＯ２が海を脅かす　排出量で「酸性化」　サンゴや貝への影響懸念 大分合同新聞　夕刊

10.19 富士通　来月、環境経営セミナー 日刊工業新聞

10.19 温室効果ガス２５％削減　家庭負担はどうなる　省エネ化、プラス試算 東京新聞

10.19 ＣＯ２の排出増　海の酸性化に警鐘　サンゴや貝ピンチに 徳島新聞　夕刊

10.20 科学のまちから　地上と空からＣＯ２測る 毎日

10.20 広がれ　エコ運転　つくば市 ＣＯ ２減へ講習　目標「受講３万人」 茨城新聞

10.20 つくばでエコドライブ教習　環境に優しい運転を 常陽新聞

10.20 中期目標　モデル分析開始へ　今週にも　内閣官房主体に初会合 電気新聞

10.20 衛星関係機関が連携　ジャパン・サニテーション・コンソーシアム本格活動を開始 日刊工業新聞

10.21 環境ＥＣＯ　環境省研究プロジェクトで公開シンポ　温暖化の影響予測どう伝える？ 日刊建設工業新聞

10.21 水問題と関連ビジネス　海外展開で雇用創出を 環境新聞

10.22 環境省などレポート　今後１００年間の気候変動予測　日本の平均気温上昇、世界上回る 化学工業日報

10.22 中期目標「２５％減」モデル再分析　２３日に初会合 電気新聞

10.22 府内初　シックハウス専門外来　京都大学名誉教授、退職機に　きょうから左京区に開設 京都新聞

10.23 経済影響再試算きょう着手　「２５％削減」国民に理解を 読売

10.24 国立環境研究所試算　省エネ製品、１０年で家計プラス　ＣＯ2 排出も７割削減 朝日

10.24 国立環境研究所試算　家庭の温暖化ガス排出　１世帯 180 万円で 7 割削減が可能 日経

10.24 国立環境研究所まとめ　省エネ家電、結局お得 フジサンケイビジネ
スアイ

10.24 温室ガス 25％減で負担 36 万円増に批判続出 毎日大阪

10.24 25％削減時の負担前政権試算に異論　専門家初会合 毎日

10.24 閣僚の自家用車　エコカーわずか１割　普及率 24％目標なのに・・ 産経
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21.10.25 茨城論壇　国立環境研究所理事長　大垣眞一郎　筑波山の「恵み」大切に 茨城

10.25 子供の異常行動　原因化学物質追求　来年度から 30 万人調査、環境省　米韓とも協力 東京新聞

10.27 モデル再分析２段階で中間報告参加機関前提に疑問の声も 電気新聞

10.27 温室効果ガス削減　「２５％」でコスト再試算閣僚委作業部会モデル分析見直し 日刊自動車新聞

10.28 国立環境研究所が試算　温暖化防止対策　家庭での段階的導入　ＣＯ ２排出量７１％削減　投資
１８０万円

化学工業日報

10.28 政府の温暖化対策タスクフォース　モデル見直し　月内に中間報告 化学工業日報

10.28 温室効果ガス削減タスクフォース　２回目の会合　“真水”５％刻み分析 日刊自動車新聞

10.28 温暖化対策試算　タスクフォース２回目会合　所得減「２２万～７７万円」に修正 フジサンケイビジネ
スアイ

10.31 遊歩道　ＣＯ ２が海を脅かす３　酸性化で精子の運動低下か　個体数減少の恐れも 大分合同新聞　夕刊

11.1 「エコ絵日記」表彰式 読売　大阪

11.1 「エコ絵日記」表彰式 読売

11.2 温暖化ガス削減　「２５％」の行方 ( 中）　家庭の負担「消費税以上」 日経

11.4 深層断面　ＣＯ ２削減量　算出の手法や根拠は　企業の個性　目標に反映　減らす工夫　温暖化
対策

日刊工業新聞

11.4 中央環境審議会総合政策・地球環境合同部会専門委　環境税の具体案検討へ　経済影響など試算 電気新聞

11.4 政府　２５％減 ＴＦ　研究機関など聴取　再分析で優先事項絞る 電気新聞

11.4 光化学オキシダント　偏西風に乗り富山県内流入　中国沿岸部で発生か 北日本新聞

11.4 「ＷＥＴ」という新たな排水管理手法　化学物質の生物影響を総合的に評価し低減 環境新聞

11.5 東京大学や国立環境研究所など　ＣＯ２削減シンポ 日刊工業新聞

11.5 ９０年比２５％減　中期目標具体化へ急ピッチ　１９日に中間取りまとめ　真水部分が焦点 化学工業日報

11.5 日本空調衛生工事業協会　第１６回全国会議ＩＮ高松市　低炭素社会の先導役担う 建設通信新聞

11.7 核心　温室ガス２５％削減目標　数字どこから？　実現目指し決意先行　契機は０７年の
ＣＯＰ １３

東京新聞

11.8 カエルのカビ　共生型？　新５０種　海外では天敵／国内では多様 朝日

11.8 けいざい百景　政権交代と「試算」見直し 読売

11.9 建築設備技術者協会　創立２０周年で記念講演・討論会 日刊建設工業新聞

11.10 環境省など　温暖化の影響テーマにシンポ 日経産業新聞

11.11 建築設備技術者協会が２０周年記念事業　業務権限と責任ある資格に 建設通信新聞

11.11 岩手連大講師のロペス・ラリーさん　「科学英語」指導に情熱　モンゴルの火災を調査　研究生か
し実践的

岩手日報　夕刊

11.12 ０８年度国内の温室効果ガス排出量　基準年費１．９％上回る 常陽新聞

11.12 環境省　ガソリン１リットル５円減税　温暖化対策税案　世帯負担年１１２７円増 東京新聞

11.12 環境税　ハードル高く　導入なら家計負担１１００円超　環境省案　課税根拠など課題 日経

11.12 ＮＥＷＳ 拡大鏡　新たな負担増、温暖化対策税　環境省が具体案、税収年２兆円　産業界の反発
必至

日刊工業新聞

11.12 環境研究機関連絡会　農業保全へ成果を発表 日本農業新聞

11.13 地球環境戦略研究機関が地球環境セミナー 化学工業日報

11.13 あすから　ライフスタイルフォーラム　多彩なブースで　地球環境問題身近に感じて 毎日

11.14 ＣＯＰ １５うまくいかない理由は　温室効果ガス削減に先進国と途上国が対立 朝日小学生新聞

11.15 国立環境研究所が試算　省エネ家電　太陽光発電導入で　家庭のＣＯ２　７０％超削減 中日新聞

11.15 省エネ家電や太陽光発電　家庭の ＣＯ ２、７０％削減　環境研試算 茨城新聞

11.16 ポスト京都２００９年・ＣＯＰ１５　検証（１）　注目の国別削減目標負担の公平性は 毎日

11.16 国立環境研究所とＪＡＸＡ　衛星利用の研究促進へ協定 フジサンケイビジネ
スアイ

11.16 政府部会試算　温暖化ガス２５％削減　家計負担、 大年７６万円増　国内のみの努力で　 小は
１３万円

日経　夕刊

11.16 国立環境研究所など試算　温室ガス２５％削減　排出枠購入で家計負担減　「１５％」で３分の１
～６分の１

読売　夕刊

11.16 温室効果ガス「２５％削減」試算　可処分所得減３．５～１５．９％研究機関ごとに差 毎日　夕刊

11.16 温室ガス２５％削減試算　可処分所得減３．５～１５．９％ 毎日　大阪　夕刊

11.16 ＣＯ２が海を脅かす　排出量増え酸性化進む 中国新聞　夕刊

11.17 政府タスクフォースが暫定値　ＣＯ ２国内削減分減らせば　経済マイナス影響軽く 日刊工業新聞

11.17 温暖化問題タスクフォース　各モデル分析を検討　１９日にも中間報告 日刊自動車新聞

11.17 温室効果ガス　「２５％削減」で国民負担　 大１５．９％の可処分所得減少 建設通信新聞

11.17 「２５％削減」へ試算　排出枠購入で家計負担軽減 朝日

11.17 温室ガス削減作業部会　有識者ら意見「省エネ機器開発　優先を」 読売

11.17 ＣＯ２削減　費用 低「２０２０年に１７％」　国立環境研究所試算「９０年比７０％」の場合 毎日

11.17 温暖化ガス２５％削減　年１３万～７６．５万円　家計負担ばらつく試算　国民に混乱も 日経

11.17 国立環境研究所など　ＣＯ ２削減費用試算　２０２０年で１７％減が合理的 毎日　大阪

11.17 談論　温室ガス２５％削減と経済　 読売

11.17 ０９アングル　中国大陸からの大気汚染で九州各県　発生源対策足踏み懸念　政府　国家間協議に
腰重く

熊本日日新聞
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21.11.18 ＧＣＰ がレポート　０８年のＣＯ２排出量　世界で２％増加 ＩＰＣＣ予想の 悪ケース・シナ
リオへ

化学工業日報

11.18 中期目標再試算　国立環境研究所報告　疑問の声　負担想定　大幅引き下げ 電気新聞

11.18 環境研究所まとめ　昨年　ＣＯ２排出２％増　1 人１．３トン、過去 高 日経　夕刊

11.18 ０８年の化石燃料分　前年比２％増加　ＣＯ２排出量過去 多 朝日　夕刊

11.18 ＣＯ２排出　過去 高 読売　夕刊

11.18 国際チーム　０８年 ＣＯ ２排出　４割増　９０年比　１人当たりも 多 毎日　夕刊

11.18 広島大など実験　温暖化このまま進んだら・・・森林 ＣＯ ２発生源？微生物放出吸収超す 朝日　大阪　夕刊

11.18 ＣＯ２が海を脅かす３　精子の運動大幅に低下 中国新聞　夕刊

11.19 ２１世紀半ば、地球温暖化進んだら・・・　CO ２森林が発生源？　広大など仮説 朝日

11.19 中期目標再試算　きょう中間報告まとめ　家計負担の記載焦点 電気新聞

11.19 国立環境研究所など推計　人為起源のＣＯ２排出量　昨年、 高の３１９億トン 日経産業新聞

11.19 世界の ＣＯ ２　２％増　０８年排出量、環境研報告　過去 高１人年１．３トン 茨城新聞

11.19 ＣＯ２排出量２％増　０８年、ＩＰＣＣ 悪ケース 産経

11.20 タスクフォース　経済への影響分析　２５％削減中期目標　海外排出枠や税収充当 日刊工業新聞

11.20 農業環境技術研究所　水質浄化技術を開発　微粉末活性炭を錠剤化 化学工業日報

11.20 環境省など公開シンポ開催　温暖化の影響「避けられぬ」　長期的視点で適応策必要　日本の先端
研究に評価も

化学工業日報

11.20 専門家会合　中間３試算　温室ガス２５％削減　経済への影響は　家計負担１３～７６万円 朝日

11.20 政府タスクフォースが中間案　温暖化対策、全体像示せず　迷走ぶりを露呈 日経

11.20 国立環境研究所　温室ガス２５％削減　国内対策で試算　家計負担 大１７万円増 東京新聞

11.20 専門家会合中間３試算　温室ガス２５％削減　経済への影響は　家計負担１３万～７６万円 朝日　大阪

11.20 地球環境経済特集　技術革新未来を開く　エコ社会実現後押し　日経地球環境技術賞に３件 日経産業新聞

11.20 活性炭タブレットで水浄化　有害化学物質を効果的に吸着　新技術を開発 常陽新聞

11.20 温暖化対策　中間報告　専門家チーム　国民負担を再試算 毎日

11.24 農業環境技術研究所　錠剤型の活性炭開発　有害物質、素早く吸着 日刊工業新聞

11.24 中期目標再試算　家計負担めぐり激論　２４日の中間報告へ調整 電気新聞

11.24 温室効果ガス削減タスクフォース　中間取りまとめ案策定　経済影響を詳細に 日刊自動車新聞

11.25 温暖化対策　世帯収入影響　「真水」なら７６万５０００円減 フジサンケイビジネ
スアイ

11.25 温室ガス２５％減の負担試算　チーム解散、再構成へ 東京新聞

11.25 ＣＯＰ １５まで２週間切る　準備不足の鳩山政権　公約あいまい進まぬ議論 産経新聞

11.25 社説　間伐材に福島県助成　環境産業として林業振興を 福島民友

11.28 社説　越境大気汚染　観測体制の強化が急務だ 熊本日日新聞

11.30 安定型 終処分場の検討委報告書 ( 下）　廃プラ除外は先送り 毎日

11.30 温暖化試算“お蔵入り”背景は・・・　有識者会議　数値めぐり「対立」「暗闘」 産経

11.30 温室ガス削減　試算お蔵入り　政治迎合「学者生命にかかわる」　背景に有識者会議内の対立と暗
闘

産経　大阪

11.30 「クールビズ・アース２００９」受賞　アントラーズにまた勲章　サポーターの協力でバイオ燃料 毎日

11.30 遊歩道　ＣＯ ２が海を脅かす３　精子の運動低下　絶滅のリスク高める 岩手日報　夕刊

12.1 プリヂストン　早大との研究プロ１周年でシンポ 化学工業日報

12.1 きょうは「冬の省エネ総点検の日」　国内外で対策強化へ　各研究機関がモデル再分析　途上国支
援不可欠に

電気新聞

12.1 ＣＯ２が海を脅かす　生物や生態系に影響　排出増で海が酸性化　サンゴや貝ピンチに 紀伊民報

12.2 １００万個割れを生き抜く　ハウスメーカー次の一手（２）　ＬＥＤ証明、太陽光発電、高効率給
湯

日刊建設工業新聞

12.3 国立環境研究所とりまとめ　０８年排出量速報　稼働率８４％なら９０年比３％減に 原子力産業新聞

12.6 サイエンス　土壌に異変　温暖化の影　雑草増加の一因　ＣＯ ２放出源にも 日経

12.6 秋田市でフォーラム　「あきたスタイル」学ぶ　ＣＯ ２削減、住宅から 秋田魁新報

12.7 ＣＯＰ １５　ＩＣＣＡがブース出展　公式サイドイベントも多数開催 化学工業日報

12.7 交通基本法　あす第２回検討会 日本海事新聞

12.7 引き返せぬ「２５％削減」きょうからＣＯＰ １５　「議定書」落としどころは フジサンケイビジネ
スアイ

12.7 温室効果ガス　どうする２５％削減！　エコキュート　家庭部門の“切り札” フジサンケイビジネ
スアイ

12.7 上田哲行石川県立教授ら調査　２０年で１５０分の１　アキアカネ、県内で激減　消えゆく赤トン
ボ　

北国新聞　

12.9 王子製紙　社有林を指定　北海道・猿払村にイトウ保全区　地元や北大と連携 北海道新聞

12.10 国交省が第２回　交通基本法検討会　環境負荷の少ないまちづくりプレゼン 建設通信新聞

12.11 賢く行動、脱「つもりエコ」　「大口排出枠」見つけ省エネを　低炭素社会実現に向けて 朝日

12.11 環境特集　低炭素社会実現に向けて　賢く行動、脱「つもりエコ」 朝日　大阪

12.14 政府　中期目標再試算　世帯影響額は示さず　産業創出効果加味へ 電気新聞

12.16 富大極東地域研究センターの和田直也教授ら　白山で温暖化調査　高山植物の変化観測 北国新聞
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21.12.16 富大極東地域研究センター　来年度から立山で植物調査　温暖化影響は？　中国や国内４ヵ所と比
較

富山新聞

12.18 産業技術総合研究所など解明　 ＰＭ　２・５　九州北部の高濃度域外輸送が原因　東アジア全体
で対策重要

化学工業日報

12.18 環境省　中長期温室ガス削減目標　分野別対策を検討 電気新聞

12.18 トーア再保険　今年もエコ・カレンダー作成　千代田区立の小学校の児童に寄贈 保険毎日新聞

12.21 テクノウオッチャー　政府　ガス削減、家計負担公表せず 日経産業新聞

12.21 王子製紙　猿仏イトウ保全協議会設立 フジサンケイビジネ
スアイ

12.24 「２５％削減なんて無理」　温暖化対策　鉄鋼や電力予防線 朝日

12.25 森林総合研究所と早稲田大学環境総合研究センター　生物多様性条約 ＣＯＰ１０記念シンポ 化学工業日報

12.30 長崎大研究　１００年後ウニ食べられない？　ＣＯ２増海中生物に打撃　産卵遅れ数減少 西日本新聞

22.1.1  ' １０正月特集　生物　環境　２０５０年シミュレーション　ＣＯ ２　８０％カットの暮らし 毎日

1.1 相次ぐ異変迫る危機　札幌１００年で２．３度上昇　熱波、台風　地球を翻弄 悪の将来は 北海道新聞

1.6 埼玉県環境科学国際センター　１０周年記念講演会 日刊工業新聞

1.8 低炭素社会のおはなし 朝日

1.8 環境の時代を生きる　ナノ粒子 常陽新聞

1.9 霞ヶ浦と生きる７　水質浄化　決め手なく 読売

1.10 立体考差　霞ヶ関の都合と東京の空 読売

1.12 環境新大陸（５）　減らす　「排出ゼロ」取り組み加速　２５％減　負担重く 読売

1.12 環境新大陸（４）　減らす　「排出ゼロ」飽くなき追究　２５％減負担重く 読売　大阪

1.12 ２０１０　地球環境特集　世界 高水準のエネルギー効率達成　鉄鋼業界、積極的な温暖化対策 フジサンケイビジネ
スアイ

1.12 ２０１０　地球環境特集　太陽光発電　５５倍、エコカー義務化・・・不透明、身近な削減ビジョ
ン

フジサンケイビジネ
スアイ

1.12 ２０１０　地球環境特集　２５％削減　国内努力の割合カギ　温室効果ガス　国民負担 大７７万
円

フジサンケイビジネ
スアイ

1.12 ごみ、１０年で１５％減　つくば市計画案　生ゴミ資源化検討 朝日

1.12 環境省釧路自然環境事務所がシステム構築へ　希少鳥類標本を提供　タンチョウ、シマフクロウ、
オオワシ

北海道新聞

1.13 環境省　化学物質子供にどう影響　１０万人１２歳まで健康調査 北海道新聞

1.15 暮らし大国　挑む人々　研究室を飛び出して（３）　電気自動車の清水浩・慶応大教授「脱一人勝
ち」社会へ

大阪日日新聞

1.17 茨城論壇　国立環境研究所理事長　大垣　眞一郎　気候の急激変化 歯止めを 茨城新聞

1.19 太平洋の海面水温　１０年規模の変動を予測　海洋機構など手法開発 日経　夕刊

1.20 ＷＥＴ　新たな排水管理手法 環境新聞

1.20 「米国におけるＷＥＴ システム」でセミナー 化学工業日報

1.20 国立環境研究所　上智大　東京都内でシンポ　プロセスの改革必要　ＣＯＰ １５の評価聞く 電気新聞

1.20 日本サニテーションコンソーシアム（ＪＳＣ）　日本の技術とＪＳＣ への期待 日本下水道新聞

1.21 マイバッグ定番へ　レジ袋有料化、後押し　環境への意識は根付いたが・・・「エコ社会作り」今
後の課題

朝日　夕刊

1.23 農業と環境を考える　第７回　温室効果ガス排出し放題という“反則切符”やりとりする各国 毎日

1.25 環境省、中国との排水処理協力強化　水環境改善で企業進出“下地づくり” フジサンケイビジネ
スアイ

1.29 電力経営　需要（２）　カギ握る ＣＯ ２規制 電気新聞

2.1 京都大など実験　酸性化　サンゴ育たぬ海　２００年前より骨格１割軽く 朝日

2.4 政府　温室ガス　２５％削減　３案提示　「行程表」の議論開始 産経　大阪

2.4 環境相素案　温室ガス２５％減　中期目標　家庭削減分 大３１％　検討過程公表せず 朝日

2.4 温室ガス　２５％削減３案提示　政府「行程表」の議論開始 産経

2.4 政府温暖化検討チーム議論開始　「２５％削減」行程表で３案 フジサンケイビジネ
スアイ

2.4 環境省　黄砂の飛来情報、ウェブで提供開始 朝日　夕刊

2.7 論説　温暖化防止　次期枠組みの構築急げ 岩手日報

2.8 風速知　論説委員室から　行程表「２５％」は漂流しないか 電気新聞

2.10 地球環境産業技術研究機構　国際応用システム分析研究所　気候変動防止シンポジウム　茅陽一氏
ら７氏が講演

電気新聞

2.11 神戸港に「北のサンゴ」　瀬戸内側、確認相次ぐ　専門家　「分布図の見直し必要」 神戸新聞

2.15 技術評論社　「温暖化論のホンネ」を出版 新聞

2.15 意識変えれば地球温暖化は止められる　土浦で「地球からのメッセージ」 常陽新聞

2.15 届いた ＳＯＳ　生きものたちを守る　アクションⅠ（５）　トンボ集うコンテナビオトープ（アク
ション Ｉ終）

福井新聞

2.16 法案本格協議スタート　温暖化対策司令塔不在 毎日

2.17 環境省など　「いぶき」の温暖化ガス情報　一般向けに無償提供 日経産業新聞

2.17 環境省と宇宙航空研究開発機構　世界の ＣＯ ２濃度データ公開 フジサンケイビジネ
スアイ
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22.2.17 観測衛星「いぶき」データあすから公開　世界の温室ガス一目で分かる 東京新聞

2.17 衛星「いぶき」収集　温暖化ガス観測データ　ネットで無償提供 日経

2.17 「クライメート・ゲート」問題　ＩＰＣＣの主張ホームページで紹介　環境省「主要な論点問題な
い」

化学工業日報

2.18 環境省　温暖化対策ロードマップ試案　２０年の ＧＨＧ排出量示す　産業部門は２４％削減 化学工業日報

2.18 ＧＯＳＡＴの全球観測データ　国立環境研究所ホームページで提供開始 化学工業日報

2.22 ローカーボン・ライフデザイン・アワード　「新しい人間空間」にアイデア４０７件 電通報

2.23 全国地球温暖化防止活動推進センター　１０周年シンポジウム 化学工業日報

2.23 「いぶき」プロジェクト　富士通グループの役割 日経

2.25 エコパーソンの転機　レスポンスアビリティ代表取締役　足立直樹氏　国環研辞めコンサルタント
に

日経産業新聞

2.26 電力需要の展望特集　電力需要今後を展望　低炭素電源　ニーズ喚起　家庭用　業務用　産業用 電気新聞

2.26 Ｊ パワーグループ　エコジェノミクス　化学物質が生態系に与える影響を評価　注目集める環境
事業

電気新聞

2.26 ２５％の危機 ( 中）　メリット強調　負担見せず フジサンケイビジネ
スアイ

2.26 第１９回地球環境大賞　地球環境会議が選ぶ優秀企業賞　環境地域貢献賞 フジサンケイビジネ
スアイ

2.26 かながわ環境新時代　第１部　排出削減（５）　実験　街を冷やせ　広がる輪（第１部おわり） 神奈川新聞

2.28 ２５％の危機（中）　新たな負担　いまだ“藪の中” 産経新聞

3.6 講演とシンポ「２３区廃プラ焼却と廃プラの今後」 東京新聞

3.6 ＣＯ２「見える化」で減らす 朝日

3.8 各地の ＣＯ ２濃度一目で　いぶきの観測結果を公開 産経

3.8 とれたて！科学 ＭＯＮＤＡＹ　あなたの家にも？アルゼンチンアリ　在来種を襲撃／民家に大群
侵入

読売　大阪

3.10 ゴミ拾いが熱い！！イベント感覚、会話も楽しむ　近所付き合いの一歩に　高まる社会貢献意識 日経　夕刊

3.12 社説　温暖化対策基本法案　日本企業は低炭素革命主導を 日刊工業新聞

3.13 ＥＣＯ 先探　テーマ：黄砂　日本を襲う健康被害　春の風物詩に異変 産経　大阪　夕刊

3.15 温暖化対策「コペンハーゲン合意」　賛同１００ヵ国超すが交渉なお難航予想 毎日

3.16 環境省　２５％削減　１９日、たたき台議論、行程表検討公開へ 電気新聞

3.16 サンゴ５００キロ北上　串本→千葉、奄美→長崎　海水温度上昇が原因？ 読売　大阪　夕刊

3.19 ２４日から日本地学五輪　つくばで「知」の戦い 常陽新聞

3.20 ２５％削減達成へ　環境省が行程表 産経　大阪

3.20 ガス２５％削減実現へ行程表　環境省検討会 産経

3.20 環境省　温暖化ガス削減　１００兆円追加必要 産経

3.20 国立環境研究所試算　原発稼働率８８％　「２５％減」に必要 毎日

3.20 環境省　温室ガス２５％削減　「行程表」原案示す　住宅の省エネ強化・自動車走行量１割
減・・・

朝日

3.21 三菱電機の技術が支える人工衛星「いぶき」、宇宙から大気中の「温室効果ガス」を観測中。 朝日

3.22 環境省、温暖化対策の行程表づくり本格化　「総量規制」か「原単位」か　政府内で対立続く フジサンケイビジネ
スアイ

3.23 環境省　温暖化ガス排出量　２５％減行程表案を公表　実現性疑問の声も 電気新聞

3.23 環境省　温暖化対策ロードマップ　全車格に次世代自動車　２０２０年２５０万台が目標 日刊自動車新聞

3.23 環境省が試案　温暖化ガス２５％削減　「国内だけで可能」投資額１００兆円に 日経産業新聞

3.24 国立環境研究所　試算結果まとめる　２５％削減　国内対策で達成可能 電気新聞

3.24 群馬大学次世代エコ・エネルギーシステム研究会　低炭素社会で講演会 日刊工業新聞

3.26 地球環境特集　地球温暖化対策基本法案まとまる　国民各層を巻き込み十分な議論を フジサンケイビジネ
スアイ

3.27 環境省　温室ガス「２５％削減」効果試算　４５兆円市場　１２５万人雇用 朝日

3.28 茨城論壇　社会に必要な科学技術 茨城新聞

3.29 環境省　温暖化対策　４５兆円の市場、新たに　試算結果に反論も 電気新聞

3.29 環境省　温暖化対策ロードマップ　修正し再提示　ＰＨＶは３９万台　年間販売の導入目標明記 日刊自動車新聞

3.30 酒田市でシンポ　森林資源活用など模索　温暖化対策地域から 河北新報

3.30 酒田市でシンポジウム　脱温暖化、地域で挑戦　仕組みづくりなど探る 山形新聞

年 月 日 見 　 　 　 出 　 　 　 し 新聞社名
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９  ． 環境情報に関する業務の状況

（ １ ） 国立環境研究所ホームページ （基幹システム） のア ク セス （ページビ ュー） 件数

28,124,003 件

（ ２ ） 国立環境研究所ホームページへの照会件数

質 　 問 　 等 110 件

リ ン ク依頼 34 件

出版物掲載依頼 38 件

（ ３ ） 環境研究技術ポータルサイ ト のア ク セス （ページビ ュー） 件数

910,348 件

（ ４ ） 環境 GIS のア ク セス （ページビ ュー） 件数

4,506,336 件

（ ５ ） 環境データ フ ァ イル提供実績

貸 　 出 1,940 件
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予算区分別研究課題一覧

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 所属 分担者 頁
0610SP001 重点１　地球温暖化研究プログラム 笹野泰弘 地球 C 笹野　泰弘 17

0610SP002 重点２　循環型社会研究プログラム 森口祐一 循環 C 森口　祐一 41

0610SP003 重点３　環境リスク研究プログラム 白石寛明 リスク C 白石　寛明 62

0610SP004 重点４　アジア自然共生研究プログラム 中根英昭 アジア 中根　英昭 103

中核研究 0610AA304 生物多様性と生態系機能の視点に基づく環境影響

評価手法の開発

高村典子 リスク C 高村　典子・西川　
潮・田中　嘉成・堀
口　敏宏・五箇　公
一・児玉　圭太・赤
坂　宗光・真野　浩
行・横溝　裕行・瀬
戸　繭美・井上　真
紀・富永　篤・李　
政勲・角谷　拓・岡
本　卓・漆谷　博志

83

0610AA401 アジアの大気環境評価手法の開発 大原利眞 アジア 大原　利眞・谷本　
浩志・永島　達也・
菅田　誠治・高見　
昭憲・佐藤　圭・清
水　厚・清水　英幸・
西川　雅高・杉本　
伸夫・日暮　明子・
猪俣　敏・松井　一
郎・横内　陽子・甲
斐沼　美紀子・白井
　知子・森野　悠

104

0610AA303 環境中におけるナノ粒子等の体内動態と健康影響

評価

平野靖史郎 リスク C 平野　靖史郎・古山
　昭子・藤谷　雄二

80

0610AA102 衛星利用による二酸化炭素等の観測と全球炭素収

支分布の推定

横田達也 地球 C 横田　達也・Shamil 
Maksyutov・森野　
勇・山野　博哉・松
永　恒雄・小熊　宏
之・日暮　明子・吉
田　幸生・Sergey 
Oshchepkov・Andrey 
Bril・江口　菜穂・太
田　芳文・菊地　信
行・田中　智章・古
山　祐治・齊藤　誠・
齊藤　龍・Belikov 
Dmitry・小田　知宏・
佐伯　田鶴・高木　
宏志・宮本　祐樹

25

0610AA201 近未来の資源循環システムと政策・マネジメント

手法の設計・評価

大迫政浩 循環 C 大迫　政浩・田崎　
智宏・橋本　征二・
南齋　規介・稲葉　
陸太・中島　謙一・
村上　理映・河井　
紘輔・加用　千裕

43

0610AA302 感受性要因に注目した化学物質の健康影響評価 藤巻秀和 リスク C 藤巻　秀和・石堂　
正美・黒河　佳香・
山元　昭二・西村　
典子・柳澤　利枝・
高野　裕久・井上　
健一郎・野原　恵子・
中島　大介・曽根　
秀子

70

0610AA204 国際資源循環を支える適正管理ネットワークと技

術システムの構築

寺園淳 循環 C 寺園　淳・吉田　綾・
滝上　英孝・貴田　
晶子・山田　正人・
遠藤　和人・蛯江　
美孝・徐　開欽・村
上　理映・梶原　夏
子・肴倉　宏史・渡
部　真文・小口　正
弘・中島　謙一・井
上　雄三・河井　紘
輔・Komsilp Wang-
Yao・神保　有亮

51

0610AA301 化学物質曝露に関する複合的要因の総合解析によ

る曝露評価

鈴木規之 リスク C 鈴木　規之・今泉　
圭隆・櫻井　健郎・
白石　不二雄・鑪迫
　典久・中島　大介・
河原　純子

64
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中核研究 0610AA203 廃棄物系バイオマスの Win-Win 型資源循環技術の

開発

川本克也 循環 C 川本　克也・山田　
正人・稲葉　陸太・
蛯江　美孝・徐　開
欽・倉持　秀敏・大
迫　政浩・小林　潤・
李　東烈

48

0610AA202 資源性・有害性をもつ物質の循環管理方策の立案

と評価

滝上英孝 循環 C 滝上　英孝・野馬　
幸生・肴倉　宏史・
山本　貴士・田崎　
智宏・寺園　淳・小
口　正弘・川口　光
夫・渡部　真文・小
瀬　知洋・中島　謙
一・梶原　夏子

46

0610AA402 東アジアの水・物質循環評価システムの開発 王勤学 アジア 王　勤学・水落　元
之・越川　海・岡寺
　智大・東　博紀・
藤田　壮・中山　忠
暢・徐　開欽・木幡
　邦男・林　誠二・
牧　秀明・珠坪　一
晃・劉　晨

112

0610AA101 温室効果ガスの長期的濃度変動メカニズムとその

地域特性の解明

向井人史 地球 C 向井　人史・高橋　
善幸・梁　乃申・町
田　敏暢・Shamil 
Maksyutov・白井　知
子・遠嶋　康徳・横
内　陽子・唐　艶鴻・
荒巻　能史・谷本　
浩志・寺尾　有希夫・
山岸　洋明・斉藤　
拓也・須永　温子・
橋本　茂・齊藤　誠・
奈良　英樹・中岡　
慎一郎・峰島　知芳・
古山　祐治・内田　
昌男・笹川　基樹

17

0610AA103 気候・影響・土地利用モデルの統合による地球温

暖化リスクの評価

江守正多 地球 C 江守　正多・高橋　
潔・小倉　知夫・伊
藤　昭彦・山形　与
志樹・野沢　徹・肱
岡　靖明・日暮　明
子・永島　達也・花
崎　直太・塩竈　秀
夫・木下　嗣基・長
谷川　聡・阿部　学・
Strassmann Kuno・長
友　利晴・哈斯　巴
干・Anna Peregon・安
立　美奈子・中道　
久美子・川瀬　宏明・
Yang Jue・鄭　輝ちょ
る

27

0610AA403 流域生態系における環境影響評価手法の開発 野原精一 アジア 野原　精一・福島　
路生・亀山　哲・井
上　智美・一ノ瀬　
俊明・今井　章雄・
広木　幹也・矢部　
徹・小熊　宏之・島
崎　彦人

118

0610AA104 脱温暖化社会の実現に向けたビジョンの構築と対

策の統合評価

甲斐沼美紀子 地球 C 甲斐沼　美紀子・亀
山　康子・藤野　純
一・花岡　達也・増
井　利彦・久保田　
泉・肱岡　靖明・日
引　聡・森口　祐一・
金森　有子・芦名　
秀一・池上　貴志・
岩渕　裕子・戴  瀚
程・花崎　直太・明
石　修・松本　健一・
橋本　征二・南齋　
規介

31

循環セン

ター

0610AB436 廃棄物の不適正管理に伴う負の遺産対策 野馬幸生 循環 C 野馬　幸生・山田　
正人・山本　貴士・
遠藤　和人

60

0610AB447 循環資源・廃棄物の試験評価・モニタリング手法

の高度化・体系化

野馬幸生 循環 C 野馬　幸生・滝上　
英孝・山本　貴士・
肴倉　宏史・渡部　
真文・川口　光夫

59

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 所属 分担者 頁
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循環セン

ター

0610AB519 液状・有機性廃棄物の適正処理技術の高度化 徐開欽 循環 C 徐　開欽・蛯江　美
孝・佐野　彰

59

0610AB454 資源循環・廃棄物処理に関するデータベース等の

作成

森口祐一 循環 C 森口　祐一・井上　
雄三・貴田　晶子・
大迫　政浩・山田　
正人・倉持　秀敏・
橋本　征二・藤井　
実・南齋　規介・田
崎　智宏・稲葉　陸
太・肴倉　宏史・小
口　正弘・河井　紘
輔

238

0610AB546 循環型社会に対応した安全・安心な適正処理・処

分技術の確立

川本克也 循環 C 川本　克也・山田　
正人・遠藤　和人

56

0610AB462 資源循環に係る基盤的技術の開発 川本克也 循環 C 川本　克也・小林　
潤

199

地球セン

ター

0810AC002 大気・海洋モニタリング 町田敏暢 地球 C 町田　敏暢・向井　
人史・野尻　幸宏・
中根　英昭・遠嶋　
康徳・横内　陽子・
谷本　浩志・荒巻　
能史・山岸　洋明・
斉藤　拓也・杉田　
考史・寺尾　有希夫

232

0610AC933 陸域モニタリング 三枝信子 地球 C 三枝　信子・小熊　
宏之・高橋　善幸・
梁　乃申・田中　敦・
今井　章雄・稲葉　
一穂・岩崎　一弘・
上野　隆平・高村　
典子・冨岡　典子・
西川　雅高・高澤　
嘉一・井手　玲子・
小川　安紀子・高橋
　厚裕・小松　一弘・
越川　昌美・中川　
惠・野原　精一・武
内　章記

234

0610AC932 地球環境研究の総合化及び支援 風間千尋 地球 C 風間　千尋 238

0810AC001 地球環境データベースの整備 松永恒雄 地球 C 松永　恒雄・三枝　
信子・町田　敏暢・
甲斐沼　美紀子・花
岡　達也・江守　正
多・高橋　潔・山形
　与志樹・森口　祐
一・Alexandrov A. 
Georgii・曾　継業・
開　和生・林　洋平・
哈斯　巴干

234

基盤ラボ 0510AD944 培養細胞を用いた環境の標準評価法の開発と細胞

保存バンク

桑名貴 基盤ラボ 桑名　貴・大沼　学・
根上　泰子

228

0811AD001 微生物系統保存施設に保存されている藻類保存株

の分類学的評価と保存株データベースの整備

笠井文絵 生物 笠井　文絵・河地　
正伸

227

0610AD474 環境標準試料の作製と評価 西川雅高 基盤ラボ 西川　雅高・佐野　
友春・高木　博夫・
森　育子・伊藤　裕
康・柴田　康行・植
弘　崇嗣

227

経常 0610AE926 人為影響による海洋生態系変質に関する研究 原島省 水土壌 原島　省・中村　泰
男・牧　秀明・金谷
　弦

171

0610AE401 微細藻類が生産する生理活性物質の構造解析・分

析に関する研究

佐野友春 基盤ラボ 佐野　友春・高木　
博夫

220

0610AE451 市民および企業などの自主的な環境活動の理論お

よび効果に関する研究

森保文 社会 森　保文 130

0913AE001 オゾン層変動と成層圏 - 対流圏大気変動との間の

相互作用に関する研究

秋吉英治 大気 秋吉　英治 168

0610AE413 環境及び生体中の元素の存在状態と動態解明のた

めの計測手法に関する研究

瀬山春彦 化学 瀬山　春彦・柴田　
康行・久米　博・田
中　敦・内田　昌男

138

0810AE004 水土壌環境における微生物群集構造及び活性評価

に関する基礎的研究

冨岡典子 水土壌 冨岡　典子・珠坪　
一晃・山村　茂樹

177
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経常 0709AE434 ２波長偏光 Mie 散乱ライダーデータを用いた海洋

上でのエアロゾル時空間分布に関する研究

西澤智明 大気 西澤　智明・杉本　
伸夫・松井　一郎・
清水　厚

162

0812AE002 界面活性剤ミセルが存在する溶液内での物質の分

配と反応性に関する研究

稲葉一穂 水土壌 稲葉　一穂 177

0809AE001 環境ストレスによる生体影響における内因性保護

分子の探索

井上健一郎 健康 井上　健一郎 154

0709CD529 ナノ素材がアレルギーに与える影響とメカニズム

の解明に関する研究

井上健一郎 健康 井上　健一郎 154

0810AE001 生体鉱物形成作用により生成した金属酸化物に関

する研究

瀬山春彦 化学 瀬山　春彦 143

0509AE796 メタロイドのメタボロミクスに関する研究 小林弥生 健康 小林　弥生・平野　
靖史郎

156

0910AE001 環境化学物質が免疫担当細胞に及ぼす影響に関す

る研究

小池英子 健康 小池　英子 77

0909AE001 ディーゼル排気微粒子（DEP）による脂肪肝の増

悪機構に関する研究

柳澤利枝 健康 柳澤　利枝 68

0913AE002 分光法を用いた大気計測に関する基盤的研究 森野勇 地球 C 森野　勇 198

0911AE001 環境化学物質の転写因子機能への影響を介した作

用メカニズム

野原恵子 健康 野原　恵子・鈴木　
武博

78

0913AE003 質量分析法による大気微量成分の計測手法の開発 猪俣敏 大気 猪俣　敏 168

0610AE416 高磁場 MRI 法の高度化とヒトへの応用 三森文行 化学 三森　文行・渡邉　
英宏・高屋　展宏

139

0911AE002 大気浮遊粒子の化学組成と由来に関する研究 伏見暁洋 化学 伏見　暁洋・田邊　
潔・内田　昌男・近
藤　美由紀

148

0610AE539 環境科学研究用に開発した実験動物の有用性 高橋慎司 基盤ラボ 高橋　慎司・清水　
明・川嶋　貴治

228

0910AE002 土壌 - 植物系中におけるレアメタルの挙動に関す

る研究

村田智吉 水土壌 村田　智吉・越川　
昌美・渡邊　未来・
林　誠二

179

0909AE002 ニホンウズラ受精卵を用いた環境汚染物質の発

生・繁殖毒性評価

白石不二雄 リスク C 白石　不二雄・鎌田
　亮・中島　大介・
高橋　慎司・清水　
明

93

0909AE003 生態系の融合による生物の相互侵入に弱い生態系

の性質

吉田勝彦 生物 吉田　勝彦 188

0610AE558 海産生物に及ぼす内分泌かく乱化学物質の影響に

関する研究

堀口敏宏 リスク C 堀口　敏宏・白石　
不二雄・白石　寛明

84

0610AE531 統合評価モデル改良のための基礎的情報収集 増井利彦 社会 増井　利彦・肱岡　
靖明・花崎　直太・
金森　有子

130

0709AE438 環境モニタリングの手法と精度管理に関する研究 
(3) ダイオキシン類測定の高度化に伴う精度管理

伊藤裕康 化学 伊藤　裕康・橋本　
俊次・田邊　潔・高
澤　嘉一

140

0911AE003 シャジクモ類の生育の現状と衰退に及ぼす環境要

因

笠井文絵 生物 笠井　文絵 191

0608AE549 外的な気候変動要因による長期気候変化シグナル

の検出に関する数値実験的研究

野沢徹 大気 野沢　徹 161

0711AE458 東アジア域におけるエアロゾル空間分布の把握お

よびその変動の抽出に関する研究

清水厚 アジア 清水　厚 107

0910AE003 波照間・落石モニタリングステーションで観測さ

れる O2 および CO2 濃度のシノプティックスケー

ル変動に関する研究

遠嶋康徳 大気 遠嶋　康徳 24

0812AE001 植物の環境ストレス影響評価とストレス応答機構

の解明

佐治光 生物 佐治　光・久保　明
弘・青野　光子

188

0912AE001 揮発性化学物質に対する嗅覚過敏の動物モデルの

作成

黒河佳香 リスク C 黒河　佳香 75

0610AE463 島嶼河川に生息する底生動物の分類及び生態に関

する研究

佐竹潔 生物 佐竹　潔 183

0610AE599 水環境中における溶存有機物 (DOM) に関する研究 今井章雄 水土壌 今井　章雄・小松　
一弘

175

0610AE460 微生物の環境利用およびその影響評価に関する研

究

岩崎一弘 水土壌 岩崎　一弘 175
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経常 0911AE004 LC を用いた環境試料や生体試料中の難揮発性物質

や熱分解性物質の分析に関する研究

高澤嘉一 化学 高澤　嘉一・伏見　
暁洋・橋本　俊次・
田邊　潔

149

0510AE803 エアロゾル上での不均一反応の研究 高見昭憲 アジア 高見　昭憲 105

0911AE005 環境試料を用いた物質循環の変動や汚染の指標に

関する研究

向井人史 地球 C 向井　人史 196

0610AE402 揮発性有機化合物の光酸化で生成する二次有機エ

アロゾルの組成分析

佐藤圭 アジア 佐藤　圭 105

0811AE001 温暖化対策にかかるリスクコミュニケーション手

法の検討および地域温暖化対策への適用

青柳みどり 社会 青柳　みどり・米澤
　健一

134

0610AE455 淡水生物の個体群動態と繁殖に及ぼす化学物質の

生態影響に関する基礎的研究

多田満 生物 多田　満 183

0610AE444 環境化学物質の生体影響評価のための行動試験法

の体系の確立に関する研究

梅津豊司 化学 梅津　豊司 139

0810AE003 シロイヌナズナのエチレン合成酵素 ACS6 遺伝子

の発現制御に関する研究

玉置雅紀 生物 玉置　雅紀・中嶋　
信美

187

0610AE411 環境変動下における生態系とキーストーン種の挙

動

高村健二 生物 高村　健二 182

0709AE389 ネットワーク観測用ライダーの高度化技術に関す

る基礎研究

杉本伸夫 大気 杉本　伸夫・松井　
一郎・清水　厚・西
澤　智明

162

0709AE500 連続観測ミー散乱ライダーでの受光検出部が測定

誤差に及ぼす影響の検討

松井一郎 大気 松井　一郎・杉本　
伸夫・清水　厚・西
澤　智明

163

0709AE404 衛星搭載ライダー、雲レーダーによる雲、エアロ

ゾルの測定に関する研究

杉本伸夫 大気 杉本　伸夫・西澤　
智明

162

0810AE002 Apparent competition を利用した個体数制御 今藤夏子 生物 今藤　夏子 186

0710AE480 アズキゾウムシの隠蔽種とボルバキアによる生殖

隔離機構の解明

今藤夏子 生物 今藤　夏子 185

0911AE006 都市の緑地間における蝶類相の比較と移動分散の

実態解明

今藤夏子 生物 今藤　夏子 191

0913AE004 ユスリカ相と長期･短期的環境変動の関連に関する

基礎的研究

上野隆平 生物 上野　隆平 194

0710AE295 電気駆動車両の普及方策に関する研究 近藤美則 社会 近藤　美則 131

0909AE004 環境評価に関わるデータ解析とシミュレーション

手法に関する研究

須賀伸介 社会 須賀　伸介 135

0911AE007 広域スケールでの土地利用の不均一性と生物の空

間分布との関連の解明

角谷拓 生物 角谷　拓 192

0913AE005 オイラー型モデル出力との整合性の観点で見たト

ラジェクトリ解析手法の研究

菅田誠治 大気 菅田　誠治 168

0709AE340 環境同位体を用いた沿岸域生態系における流域環

境影響の評価手法に関する研究

野原精一 アジア 野原　精一・井上　
智美

213

0910AE004 流域内の河川水温推定と生態系への影響評価 亀山哲 アジア 亀山　哲 121

0610AE004 太平洋小島嶼国に対する温暖化の影響評価 山野博哉 地球 C 山野　博哉・松永　
恒雄・島崎　彦人

35

0610AE005 温暖化に対するサンゴ礁の変化の検出とモニタリ

ング

山野博哉 地球 C 山野　博哉・松永　
恒雄・石原　光則・
浪崎　直子

36

0812AE003 外来水生植物の侵入と定着に関する研究 矢部徹 生物 矢部　徹・玉置　雅
紀・石井　裕一

188

0710AE378 海草藻場における根圏環境の研究 矢部徹 生物 矢部　徹 185

0909AE005 動的 適化問題の解析を通した 適な環境管理に

関する研究

須賀伸介 社会 須賀　伸介・日引　
聡

135

0911AE008 地球温暖化適応策（洪水対策）の費用便益分析 岡川梓 社会 岡川　梓 39

0810AE005 遠隔計測データ中の地形及び分光特徴の自動認識

に関する研究

松永恒雄 地球 C 松永　恒雄・山本　
聡

196

0710AE525 廃棄物政策の有効性と廃棄物事業の非効率性に関

する実証研究

日引聡 社会 日引　聡 54

0509AE952 低圧環境下での植物の生理生態特性に及ぼす温度

上昇の影響

名取俊樹 生物 名取　俊樹 181

0810AA001 大気・陸域生態系間の炭素収支研究における化学

トレーサーの利用に関する基礎的研究

高橋善幸 地球 C 高橋　善幸 195

0709AE453 自主的アプローチの評価に関する研究 日引聡 社会 日引　聡 130
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経常 0911AE009 抗原提示細胞に対する環境化学物質の影響解析 伊藤智彦 健康 伊藤　智彦 155

0910AE005 倍数性の違いに基づいた絶滅危惧植物と外来植物

の交雑実態の把握

石濱史子 生物 石濱　史子 190

奨励 0809AF002 急性冠症候群発症リスクにおける環境因子と個人

レベルの修飾因子に関する疫学的検討

上田佳代 健康 上田　佳代 156

0909AF001 シベリヤにおけるオゾンゾンデマッチ観測による

春季極域オゾン破壊量の定量化

中島英彰 大気 中島　英彰・佐伯　
浩介・大矢　麻奈未

160

0710AF573 マリモの遺伝的多様性と保全に関する研究 中嶋信美 生物 中嶋　信美・西沢　
徹

185

0909AF002 アテローム性動脈硬化症および骨粗鬆症を指標と

するダイオキシン類の老化促進に関する分子生物

学的解析

西村典子 リスク C 西村　典子 73

0809AF005 硝酸イオン中の窒素、酸素安定同位体比による河

川での窒素負荷源の特定と流出プロセスの解明

高津文人 水土壌 高津　文人 176

0809AF004 マイクロ RNA を用いたヒ素の健康影響検出法の

開発

鈴木武博 健康 鈴木　武博 89

0909AF003 外来アリのスーパーコロニーにおける遺伝的構造

とコロニー間闘争の関係解明

井上真紀 リスク C 井上　真紀 87

0711AF303 東京湾における底棲魚介類群集の動態に関する長

期モニタリング

堀口敏宏 リスク C 堀口　敏宏・白石　
寛明・児玉　圭太・
李　政勲

205

0910AF001 多連自動サンプリング装置の開発と大気中の残留

性有機汚染物質のモニタリングへの適用

高澤嘉一 化学 高澤　嘉一・鈴木　
規之

146

0909AF004 鳥類卵母細胞の体外成熟および体外受精に関する

研究

川嶋貴治 基盤ラボ 川嶋　貴治 221

0809AF001 高窒素負荷を受ける森林集水域の林内環境が窒素

流出抑制に及ぼす影響

林誠二 水土壌 林　誠二・渡邊　未
来

171

0809AF003 日本の成人男女の環境問題重要度認識に関する時

系列調査

青柳みどり 社会 青柳　みどり 132

0910AF002 高磁場 MRI を用いたヒト脳内非侵襲代謝物定量計

測法の研究

渡邉英宏 化学 渡邉　英宏 147

0810AF001 同位体希釈法によるウルトラマイクロスケール放

射性炭素分析法の開発

加藤和浩 化学 加藤　和浩・内田　
昌男

143

0909AF005 初めて東京湾に出現した有害植物プランクトン

Chattonella marina の定着と拡散経路の解析

河地正伸 生物 河地　正伸 189

0910AF003 毒性予測にむけた化学物質と生体分子との分子軌

道法による反応モデル構築

古濱彩子 リスク C 古濱　彩子 97

0910AF004 何が希少鳥類の事故死を増加させるか？ 根上泰子 基盤ラボ 根上　泰子 229

0910AF005 海洋起源ハロカーボンの生成メカニズムの解明 －

インド洋～南極海での船上実験－

大木淳之 化学 大木　淳之・横内　
陽子

147

0910AF006 緑潮（グリーンタイド）を引き起こす侵入アオサ

の実態把握

石井裕一 生物 石井　裕一・玉置　
雅紀・矢部　徹

190

0910AF007 シリケンイモリとウシガエルに感染するカエルツ

ボカビの個体群動態に関する研究

富永篤 リスク C 富永　篤 87

0913AF001 遺伝子組換えセイヨウアブラナのこぼれ落ちおよ

び拡散に関するモニタリング

中嶋信美 生物 中嶋　信美・西沢　
徹

194

0910AF008 八丈島における外来生物による在来種個体群への

影響評価

岡本卓 リスク C 岡本　卓 241

0909AF006 トンボ中のフッ素系界面活性剤蓄積傾向調査と環

境モニタリングへの活用

吉兼光葉 化学 吉兼　光葉 146

0808AF001 硝酸塩素を用いた極成層圏雲の不均一反応過程に

関する研究

杉田考史 大気 杉田　考史 164

特別研究 0710AG474 貧酸素水塊の形成機構と生物への影響評価に関す

る研究

牧秀明 水土壌 牧　秀明・中村　泰
男・東　博紀・越川
　海・金谷　弦

171

0911AG001 資源作物由来液状廃棄物のコベネフィット型処理

システムの開発

珠坪一晃 水土壌 珠坪　一晃・冨岡　
典子・蛯江　美孝・
徐　開欽

55
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特別研究 0811AG001 湖沼における有機物の循環と微生物生態系との相

互作用に関する研究

今井章雄 水土壌 今井　章雄・小松　
一弘・高津　文人・
川崎　伸之・林　誠
二・冨岡　典子・野
原　精一・佐野　友
春・荒巻　能史・佐
藤　貴之

174

0710AG333 エピジェネティクス作用を包括したトキシコゲノ

ミクスによる環境化学物質の影響評価法開発のた

めの研究

野原恵子 健康 野原　恵子・鈴木　
武博・立石　幸代・
小林　弥生・柳澤　
利枝・西村　典子

76

0911AG002 発生工学を用いた新規の鳥類人工繁殖手法 桑名貴 基盤ラボ 桑名　貴・橋本　光
一郎・今里　栄男・
Sawicka Edyta・大沼　
学

230

0911AG003 全球水資源モデルとの統合を目的とした水需要モ

デル及び貿易モデルの開発と長期シナリオ分析へ

の適用

日引聡 社会 日引　聡・花崎　直
太・増井　利彦・肱
岡　靖明・岡川　梓・
金森　有子・久保田
　泉・須賀　伸介・
一ノ瀬　俊明・高橋
　潔

128

0911AG004 二次生成有機エアロゾルの環境動態と毒性に関す

る研究

高見昭憲 アジア 高見　昭憲・平野　
靖史郎・伏見　暁洋・
森野　悠・古山　昭
子・藤谷　雄二・佐
藤　圭・磯崎　輔・
大原　利眞・新田　
裕史・長谷川　就一

123

0810AG001 九州北部地域における光化学越境大気汚染の実態

解明のための前駆体観測とモデル解析

横内陽子 化学 横内　陽子・大原　
利眞・高見　昭憲・
野副　晋・伊禮　聡

122

0911AG005 多次元分離分析法による有機ハロゲン系化合物等

の微量有機汚染物質の網羅分析

橋本俊次 化学 橋本　俊次・高澤　
嘉一・伏見　暁洋・
伊藤　裕康・田邊　
潔・柴田　康行・櫻
井　健郎・渡部　真
文

138

0911AG006 日本における土壌炭素蓄積機構の定量的解明と温

暖化影響の実験的評価

内田昌男 化学 内田　昌男・瀬山　
春彦・向井　人史・
梁　乃申・高橋　善
幸・寺尾　有希夫

39

地環研 0709AH371 摩周湖の透明度変化に関する物理・化学・生物学

的要因解析

田中敦 化学 田中　敦 141

0810AH002 釧路湿原シラルトロ沼の環境劣化とその原因の究

明

高村典子 リスク C 高村　典子・赤坂　
宗光

85

0709AH381 光化学オキシダントと粒子状物質等の汚染特性解

明に関する研究

大原利眞 アジア 大原　利眞・宮下　
七重・坂下　和恵・
菅田　誠治

106

0911AH001 植物のオゾン被害とストレス診断に関する研究 青野光子 生物 青野　光子・久保　
明弘

192

0509AH953 ブナ林衰退地域における総合植生モニタリング手

法の開発

清水英幸 アジア 清水　英幸・伊藤　
祥子・笹川　裕史

212

0810AH003 サンゴ礁に対する地球規模及び地域規模ストレス

の影響評価

山野博哉 地球 C 山野　博哉・小熊　
宏之・林　誠二

37

0911AH002 有機フッ素化合物の環境汚染実態と排出源につい

て

柴田康行 化学 柴田　康行・高澤　
嘉一・吉兼　光葉・
野馬　幸生・滝上　
英孝・山本　貴士・
渡部　真文・梶原　
夏子

149

0910AH001 都市の温熱環境マップ作成に関する研究 一ノ瀬俊明 社会 一ノ瀬　俊明・
Likhvar Victoria

136

0911AH003 浅海域における干潟・藻場の生態系機能に関する

研究

矢部徹 生物 矢部　徹・石井　裕
一

192

0911AH004 水稲葉枯症の発症要因の究明と対策 清水英幸 アジア 清水　英幸・伊藤　
祥子・笹川　裕史・
佐治　光

217

0709AH382 In vitro バイオアッセイを用いる河川及び大気の

曝露モニタリングに関する基礎的研究

白石不二雄 リスク C 白石　不二雄・中島
　大介・鎌田　亮・
影山　志保

66

0910AH002 生物の空間分布予測モデルにもとづいた自然再生

適地の抽出と市民参加による検証

角谷拓 生物 角谷　拓 191
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研究調整費 0909AI001 腸内細菌によるメチル水銀の分解機構の解明 永野匡昭 水土壌 永野　匡昭・岩崎　
一弘

178

0909AI002 下水道ネットワークを対象とした温暖化適応評価

に関する予備的検討

林誠二 水土壌 林　誠二・肱岡　靖
明

178

0809AI001 電動パーソナルモビリティの認知度向上と評価 近藤美則 社会 近藤　美則 132

0909AI003 iPS 細胞由来心臓細胞を用いたディーゼル排気微

粒子の in vitro 影響評価の検討

井上健一郎 健康 井上　健一郎・伊藤
　智彦

155

0909AI004 関東地方淡水魚の系統固有性検証と全国的系統情

報整備

高村健二 生物 高村　健二 181

リーダー調

整

0610AJ001 過去の気候変化シグナルの検出とその要因推定 野沢徹 大気 野沢　徹・永島　達
也・塩竈　秀夫

35

リスクセン

ター

0610AK526 生態系評価・管理のための流域詳細情報の整備 高村典子 リスク C 高村　典子・赤坂　
宗光・今田　美穂・
小熊　宏之

240

0610AK513 化学物質データベースの構築と提供 白石寛明 リスク C 白石　寛明 240

0610AK533 定量的構造活性相関による生態毒性予測手法の開

発

白石寛明 リスク C 白石　寛明・古濱　
彩子

96

0610AK484 生態影響試験法の開発及び動向把握 菅谷芳雄 リスク C 菅谷　芳雄・鑪迫　
典久

93

0610AK915 化学物質の環境リスク評価のための基盤整備 菅谷芳雄 リスク C 菅谷　芳雄・高村　
典子・松本　理・青
木　康展・白石　寛
明

100

0911AK001 化学物質の定量的環境リスク評価と費用便益分析 田中嘉成 リスク C 田中　嘉成・横溝　
裕行・瀬戸　繭美・
真野　浩行

102

0610AK550 国立環境研究所侵入生物データベース管理 五箇公一 リスク C 五箇　公一・岡本　
卓

241

0610AK544 発がん性評価と予測のための手法の開発 青木康展 リスク C 青木　康展・松本　
理・中島　大介

97

0611AK509 化学物質リスク総合解析手法と基盤の開発 鈴木規之 リスク C 鈴木　規之・今泉　
圭隆・櫻井　健郎

90

0611AK518 インフォマティックス手法を活用した化学物質の

影響評価と類型化手法の開発

曽根秀子 リスク C 曽根　秀子・座波　
ひろ子

98

0610AK545 化学物質環境調査による曝露評価の高度化に関す

る研究

白石不二雄 リスク C 白石　不二雄・中島
　大介・鎌田　亮・
影山　志保

65

GOSAT 0610AL917 GOSAT データ定常処理運用システム開発・運用 渡辺宏 地球 C 渡辺　宏・横田　達
也・河添　史絵・松
永　恒雄・開　和生・
山野　博哉・吉田　
幸生・菊地　信行・
Shamil Maksyutov

235

環境 - 地球

推進

0910BA001 POPs 候補物質「難分解性 PPCPs」の環境特性と全

球規模での汚染解析

渡部真文 循環 C 渡部　真文 47

0810BA007 低炭素型都市づくり施策の効果とその評価に関す

る研究

一ノ瀬俊明 社会 一ノ瀬　俊明・
Shobhakar  DHAKAL・
吉田　友紀子・
Likhvar Victoria

133

0913BA001 東アジアにおける排出インベントリの高精度化と

大気汚染物質削減シナリオの策定

大原利眞 アジア 大原　利眞・黒川　
純一・藤田　壮・田
上　浩孝・増井　利
彦・花岡　達也

111

0811BA001 グローバルな森林炭素監視システムの開発に関す

る研究

山形与志樹 地球 C 山形　与志樹・伊藤
　昭彦・Anna 
Peregon・安立　美奈
子・哈斯　巴干

196

0709BA279 廃棄物分野における温室効果ガスインベントリの

高度化と削減対策の評価に関する研究

山田正人 循環 C 山田　正人・遠藤　
和人・Komsilp Wang-
Yao・河井　紘輔

52

0911BA001 大気環境に関する次世代実況監視及び排出量推定

システムの開発

秋吉英治 大気 秋吉　英治 167

0810BA002 気温とオゾン濃度上昇が水稲の生産性におよぼす

複合影響評価と適応方策に関する研究　(3) 高温・

オゾン適応のための分子マーカーの探索とオゾン

ストレス診断アレイの開発

久保明弘 生物 久保　明弘・玉置　
雅紀・Cho Kyoungwon

187

0911BA002 気候変動の国際枠組み交渉に対する主要国の政策

決定に関する研究

亀山康子 地球 C 亀山　康子・久保田
　泉

33
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環境 - 地球

推進

0911BA003 渡り鳥による希少鳥類に対する新興感染症リスク

評価に関する研究

桑名貴 基盤ラボ 桑名　貴・大沼　学・
久米　博・根上　泰
子

230

0911BA004 低炭素車両の導入による CO2 削減策に関する研究 近藤美則 社会 近藤　美則・松橋　
啓介

136

0810BA006 非意図的な随伴侵入生物の生態リスク評価と対策

に関する研究

五箇公一 リスク C 五箇　公一 86

0810BA004 統合評価モデルを用いた気候変動統合シナリオの

作成及び気候変動政策分析

増井利彦 社会 増井　利彦・甲斐沼
　美紀子・肱岡　靖
明・高橋　潔・藤野
　純一・花岡　達也・
花崎　直太・金森　
有子・松本　健一・
明石　修・芦名　秀
一・岩渕　裕子

32

0913BA002 アジアを対象とした低炭素社会実現のためのシナ

リオ開発

増井利彦 社会 増井　利彦・藤野　
純一・花岡　達也・
金森　有子・芦名　
秀一・池上　貴志・
明石　修・岩渕　裕
子・高橋　潔・肱岡
　靖明・甲斐沼　美
紀子

33

0507BA507 統合評価モデルによる温暖化の危険な水準と安定

化経路に関する研究

肱岡靖明 社会 肱岡　靖明・亀山　
康子・久保田　泉・
高橋　潔・増井　利
彦・花崎　直太

38

0913BA003 経済発展に伴う資源消費増大に起因する温室効果

ガス排出の抑制に関する研究

森口祐一 循環 C 森口　祐一・橋本　
征二・南齋　規介・
加用　千裕

34

0709BA514 水・物質・エネルギーの環境フラックス評価によ

る持続可能な都市・産業システムの設計

藤田壮 アジア 藤田　壮・徐　開欽・
中山　忠暢・藤井　
実・橋本　禅・濱野
　裕之

115

0913BA004 地上・衛星ライダーによるアジア域のエアロゾル

解析に関する研究

清水厚 アジア 清水　厚・原　由香
里

111

0810BA001 革新的手法によるエアロゾル物理化学特性の解明

と気候変動予測の高精度化に関する研究

高見昭憲 アジア 高見　昭憲 108

0911BA005 風送ダストの飛来量把握に基づく予報モデルの精

緻化と健康・植物影響評価に関する研究

西川雅高 基盤ラボ 西川　雅高・杉本　
伸夫・松井　一郎・
清水　厚・西澤　智
明・原　由香里・森
　育子・山元　昭二・
井上　健一郎

109

0712BA339 分かりやすさを重視したマスメディア利用型コ

ミュニケーションに関する実証的研究

青柳みどり 社会 青柳　みどり 131

0709BA375 成層圏プロセスの長期変化の検出とオゾン層変動

予測の不確実性評価に関する研究

今村隆史 大気 今村　隆史・秋吉　
英治・杉田　考史

163

0711BA335 総合的気候変動シナリオの構築と伝達に関する研

究

江守正多 地球 C 江守　正多・高橋　
潔・肱岡　靖明・小
倉　知夫・伊藤　昭
彦・塩竈　秀夫・長
谷川　聡・阿部　学・
鄭　輝ちょる

28

0913BA005 大気汚染物質のソースレセプター解析と削減感受

性評価

永島達也 アジア 永島　達也・大原　
利眞・黒川　純一

111

0709BA513 北東アジアの草原地域における砂漠化防止と生態

系サービスの回復に関する研究  (2) 荒廃した草原

の回復にかかわる key species の環境適応性の解明 
(4) 半乾燥砂漠化地域に生育する key species-ecotype
の生理生態特性の比較解析

清水英幸 アジア 清水　英幸・鄒　春
静・伊藤　祥子・笹
川　裕史・許　振柱

213

0911BA006 東シナ海環境保全に向けた長江デルタ・陸域環境

管理手法の開発に関する研究

木幡邦男 水土壌 木幡　邦男・村上　
正吾・王　勤学・水
落　元之・越川　海・
河地　正伸・東　博
紀・劉　晨・大場　
真

116

0911BA007 里山･里地･里海の生態系サービスの評価と新たな

コモンズによる自然共生社会の再構築  
岡寺智大 アジア 岡寺　智大・藤田　

壮
117

0709BA392 大型船舶のバラスト水・船体付着で越境移動する

海洋生物の動態把握と定着の早期検出

河地正伸 生物 河地　正伸 183
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環境 - 地球

推進

0712BA278 グローバルカーボンプロジェクト事業支援 山形与志樹 地球 C 山形　与志樹・
Shobhakar  DHAKAL

236

0810BA009 環礁上に成立する小島嶼国の地形変化と水資源変

化に対する適応策に関する研究

山野博哉 地球 C 山野　博哉・松永　
恒雄

36

0809BA001 北限域に分布する造礁サンゴを用いた温暖化とそ

の影響の実態解明に関する研究

山野博哉 地球 C 山野　博哉 37

0911BA008 アジアにおける多環芳香族炭化水素類 (PAHs) の
発生源特定とその広域輸送

内田昌男 化学 内田　昌男 158

0911BA009 東アジアと北太平洋における有機エアロゾルの起

源、長距離大気輸送と変質に関する研究

内田昌男 化学 内田　昌男 149

0709BA515 土壌呼吸に及ぼす温暖化影響の実験的評価 梁乃申 地球 C 梁　乃申・向井　人
史・高橋　善幸・後
藤　誠二朗・寺尾　
有希夫

19

0712BA337 統合システム解析による空間詳細な排出・土地利

用変化シナリオの開発

山形与志樹 地球 C 山形　与志樹・野沢
　徹・木下　嗣基・
牧戸　泰代・中道　
久美子

29

0810BA005 海洋酸性化が石灰化生物に与える影響の実験的研

究

野尻幸宏 地球 C 野尻　幸宏 21

0810BA008 東アジア地域における POPs（残留性有機汚染物

質）の越境汚染とその削減対策に関する研究　

（４）スペシメンバンク試料を用いた汚染レベルの

時系列変化の解明

柴田康行 化学 柴田　康行・田中　
敦・高澤　嘉一・吉
兼　光葉

144

0913BA006 アジア低炭素社会実現へ向けた中長期国際・国内

制度設計オプションとその形成過程の研究

亀山康子 地球 C 亀山　康子・久保田
　泉

34

0712BA340 都市と地域の炭素管理に関する研究 山形与志樹 地球 C 山形　与志樹・
Shobhakar  DHAKAL・
牧戸　泰代・Poruschi 
Lavinia・中道　久美
子

30

0911BA010 温暖化関連ガス循環解析のアイソトポマーによる

高精度化の研究 サブテーマ２：大気観測・試料採

取および CH4 アイソトポマー化学輸送モデルの構

築と適用

町田敏暢 地球 C 町田　敏暢・佐伯　
田鶴

21

0810BA010 POPs 全球多媒体輸送・動態モデルの開発  鈴木規之 リスク C 鈴木　規之・田邊　
潔

66

環境 - 地球

一括

0913BB001 二酸化炭素の全球収支解明のための大気中酸素お

よび炭素同位体の長期観測研究

遠嶋康徳 大気 遠嶋　康徳・山岸　
洋明・向井　人史・
寺尾　有希夫・荒巻
　能史・野尻　幸宏

22

0610BB920 民間航空機を活用したアジア太平洋域上空におけ

る温室効果気体の観測

町田敏暢 地球 C 町田　敏暢 19

0711BB569 タワー観測ネットワークを利用したシベリアにお

ける CO2 と CH4 収支の推定

町田敏暢 地球 C 町田　敏暢 20

0711BB570 アジア陸域炭素循環観測のための長期生態系モニ

タリングとデータのネットワーク化促進に関する

研究

三枝信子 地球 C 三枝　信子・高橋　
善幸

198

0812BB001 湿原流域の変容の監視手法の確立と生態系修復の

ための調和的管理手法の開発

野原精一 アジア 野原　精一・広木　
幹也・林　誠二

121

0711BB571 アジア・オセアニア域における微量温室効果ガス

の多成分長期観測

谷本浩志 アジア 谷本　浩志・野尻　
幸宏・向井　人史・
横内　陽子・遠嶋　
康徳

20

0911BB001 東アジアにおけるハロカーボン排出実態解明のた

めの高頻度・高精度モニタリング研究

横内陽子 化学 横内　陽子・斉藤　
拓也・向井　人史

22

0810BB001 海洋表層 CO2 分圧観測データ利用促進と太平洋域

の変動解析

野尻幸宏 地球 C 野尻　幸宏・中岡　
慎一郎・宮崎　千尋

21

0509BB829 チベット高原を利用した温暖化の早期検出と早期

予測に関する研究

唐艶鴻 生物 唐　艶鴻 24

環境 - 公害

一括

0810BC002 摩周湖の透明度の低下原因解明と総合的環境保全

に関する研究

田中敦 化学 田中　敦・武内　章
記

144

0911BC001 藍藻類が生産するミクロシスチンのモニタリング

手法とその評価に関する研究

佐野友春 基盤ラボ 佐野　友春・高木　
博夫・西川　雅高

222

0709BC383 新潟県におけるオゾン高濃度現象の解明 大原利眞 アジア 大原　利眞 106
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環境 - 公害

一括

0709BC444 貧栄養湖十和田湖における難分解性溶存有機物の

発生原因の解明に関する研究

今井章雄 水土壌 今井　章雄・小松　
一弘・川崎　伸之・
高津　文人・佐藤　
貴之

175

0810BC003 環境化学物質の生殖細胞に対する遺伝毒性リスク

評価法の開発に関する研究

青木康展 リスク C 青木　康展 77

0810BC001 電子機器用ガラス廃棄時における有害元素の長期

浸出評価

肴倉宏史 循環 C 肴倉　宏史 47

0709BC277 循環資源利用促進及びリスク管理のための簡易試

験法の確立

滝上英孝 循環 C 滝上　英孝・肴倉　
宏史・川口　光夫

201

0811BC001 循環型社会に資する新たな埋立類型の構築 山田正人 循環 C 山田　正人・井上　
雄三・遠藤　和人・
成岡　朋弘・Komsilp 
Wang-Yao・石森　洋
行

57

0911BC002 ブナ林域の総合モニタリング手法の開発と衰退リ

スク評価に関する研究

清水英幸 アジア 清水　英幸・笹川　
裕史・伊藤　祥子

218

環境 - 環境

技術

0911BD002 指標生物群を用いた生態系機能の広域評価と情報

基盤整備

小熊宏之 地球 C 小熊　宏之 197

0810BD003 クリーン開発メカニズム適用のためのパームオイ

ル廃液（POME）の高効率の新規メタン発酵 プロ

セスの創成「プロセスの安定化・効率化のための

微生物群のコミュニティ解析・コントロール技術

に関する研究」

珠坪一晃 水土壌 珠坪　一晃 173

0810BD002 次世代大気モニタリングネットワーク用多波長高

スペクトル分解ライダーの開発

西澤智明 大気 西澤　智明・杉本　
伸夫・松井　一郎

165

0911BD001 ディーゼル排気ナノ粒子の脳、肝、腎、生殖器へ

の影響バイオマーカー創出・リスク評価

井上健一郎 健康 井上　健一郎・山元
　昭二・柳澤　利枝

81

0509BD785 環境負荷を低減する水系クロマトグラフィーシス

テムの開発

平野靖史郎 リスク C 平野　靖史郎・小林
　弥生

82

0809BD005 DNA アレイを用いた種特異的分子マーカーの効率

的作製技術の開発に関する研究

中嶋信美 生物 中嶋　信美・西沢　
徹

180

0809BD003 グローバルな DNA メチル化変化に着目した環境

化学物質のエピジェネティクス作用スクリーニン

グ法の開発

野原恵子 健康 野原　恵子 76

0809BD001 化学物質の有害性評価の効率化を目指した新たな

神経毒性試験法の開発

藤巻秀和 リスク C 藤巻　秀和 72

0709BD451 マルチプロファイリング技術による化学物質の胎

生プログラミングに及ぼす影響評価手法の開発

曽根秀子 リスク C 曽根　秀子・座波　
ひろ子・永野　麗子・
赤沼　宏美

99

0709BD452 水・物質・エネルギー統合解析によるアジア拠点

都市の自然共生型技術・政策シナリオの設計・評

価システム

藤田壮 アジア 藤田　壮・中山　忠
暢・徐　開欽・王　
勤学・岡寺　智大・
中根　英昭・孫　穎・
陳　旭東

115

0809BD004 大気中粒子状物質等が循環器疾患発症・死亡に及

ぼす影響に関する疫学研究

新田裕史 健康 新田　裕史・上田　
佳代

154

0810BD001 干潟機能の高度化システムによる水環境改善及び

CO2 固定化技術の開発研究

木幡邦男 水土壌 木幡　邦男・樋渡　
武彦

172

0809BD002 有機フッ素化合物の発生源、汚染実態解明、処理

技術開発 サブテーマ７：PFOS/PFOA およびその

類縁化合物による生物の汚染トレンド解析と処理

技術に関する研究

柴田康行 化学 柴田　康行・高澤　
嘉一・吉兼　光葉・
野馬　幸生・山本　
貴士

142

0911BD003 PTR-TOFMS を用いたディーゼル車排ガス中ニトロ

有機化合物のリアルタイム計測

猪俣敏 大気 猪俣　敏・谷本　浩
志・佐藤　圭・今村
　隆史・伏見　暁洋・
藤谷　雄二

167

0911BD004 小児先天奇形発症における環境リスク評価法の基

盤整備：残留性有機汚染物質関連遺伝子の感受性

を利用したバイオマーカーの開発に関する研究

曽根秀子 リスク C 曽根　秀子・青木　
康展

78

0909BD001 改良型ミジンコ繁殖毒性試験を用いた新たな数理

生態学的解析手法の検討

田中嘉成 リスク C 田中　嘉成・鑪迫　
典久・小田　重人

70

環境 - 循環

型社会

0810BE001 リデュース・リユースの分析・評価手法の体系化

とその適用研究

田崎智宏 循環 C 田崎　智宏・橋本　
征二

44

0810BE002 循環型社会ビジョン実現に向けた技術システムの

評価モデル構築と資源効率・環境効率の予測評価

大迫政浩 循環 C 大迫　政浩・森口　
祐一・稲葉　陸太

45
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環境 - 循環

型社会

0911BE001 東南アジアにおける廃棄物データベースの構築及

び廃棄物処理システムの評価

大迫政浩 循環 C 大迫　政浩・河井　
紘輔

239

0910BE001 循環型社会における回収水銀の長期安全管理に関

する研究

小口正弘 循環 C 小口　正弘 47

0911BE002 石綿含有廃棄物の処理・再資源化過程における石

綿の適正管理に関する研究

貴田晶子 循環 C 貴田　晶子・山本　
貴士・野馬　幸生

199

0911BE003 アジア地域における液状廃棄物の適正管理のため

の制約条件の類型化および代替システムの評価

河井紘輔 循環 C 河井　紘輔・蛯江　
美孝

53

0810BE003 有害物質管理・災害防止・資源回収の観点からの

金属スクラップの発生・輸出状況の把握と適正管

理方策

寺園淳 循環 C 寺園　淳・中島　謙
一・吉田　綾

52

0911BE006 アジア地域における廃電気電子機器の処理技術の

類型化と改善策の検討

吉田綾 循環 C 吉田　綾・寺園　淳・
中島　謙一・村上　
理映

53

0911BE004 循環過程を含む製品ライフサイクルにおける BFR
のリスクコントロールに関する研究

滝上英孝 循環 C 滝上　英孝・倉持　
秀敏・梶原　夏子・
小瀬　知洋

202

0911BE005 廃棄物リサイクル制度展開の国際比較と化学物質

管理の統合システム解析

滝上英孝 循環 C 滝上　英孝 202

0810BE004 有機再生廃棄物を対象とする多層複合型資源循環

圏の設計と評価システムの構築

藤田壮 アジア 藤田　壮・大迫　政
浩・徐　開欽・稲葉
　陸太・藤井　実

54

0911BE007 廃油脂類を原料とした動脈静脈連携型の次世代バ

イオディーゼル燃料製造技術の開発と評価

倉持秀敏 循環 C 倉持　秀敏・大迫　
政浩

50

0810BE005 可視光応答型光触媒の廃棄物埋立処分場浸出水浄

化技術への応用

山田正人 循環 C 山田　正人・成岡　
朋弘

56

0709BE280 破砕選別による建設系廃棄物の地域循環システム

の設計に関する研究

山田正人 循環 C 山田　正人・遠藤　
和人

203

0911BE008 ナノ膜分離プロセスを組み込んだ熱分解ガス化 -
触媒改質技術の開発

川本克也 循環 C 川本　克也・小林　
潤

200

0911BE009 鉄鋼スラグと腐植物質による生態系修復技術の受

容性と環境リスクの総合評価

肴倉宏史 循環 C 肴倉　宏史 201

0910BE002 適正な国際資源循環を目指した製品中の有用物質

および有害物質の管理のあり方に関する研究

田崎智宏 循環 C 田崎　智宏 47

0911BE010 廃棄物リサイクル制度展開の国際比較と化学物質

管理の統合システム解析

高野裕久 健康 高野　裕久・井上　
健一郎・小池　英子・
柳澤　利枝

159

0910BE003 廃石膏ボードの再利用技術システムの構築に関す

る研究

井上雄三 循環 C 井上　雄三・遠藤　
和人・肴倉　宏史

57

0810BE006 木質系バイオエタノールのための環境低負荷型生

産技術の開発

鑪迫典久 リスク C 鑪迫　典久・鈴木　
規之

69

環境 - その

他

0810BX001 街区・地域の環境・熱エネルギー制御システム 藤田壮 アジア 藤田　壮・中根　英
昭・斎藤　正彦・田
上　浩孝・神村　一
幸・杵島　修三

116

0911BX001 日本における環境政策と経済の関係を統合的に分

析・評価するための経済モデルの作成

岡川梓 社会 岡川　梓 137

環境 - 委託

請負

0610BY303 自動車排出ガスに起因する環境ナノ粒子の生体影

響調査

平野靖史郎 リスク C 平野　靖史郎・古山
　昭子・山元　昭二・
井上　健一郎・藤谷
　雄二

80

0810BY001 温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT）データ検証

業務

内野修 地球 C 内野　修・森野　勇・
横田　達也・宮本　
祐樹・菊地　信行

26

0610BY571 温室効果ガスインベントリ策定事業支援 野尻幸宏 地球 C 野尻　幸宏・早渕　
百合子・酒井　広平・
小野　貴子・尾田　
武文・赤木　純子・
畠中　エルザ・田辺
　清人

237

0288BY599 絶滅危惧野生生物の細胞・遺伝子のタイムカプセ

ルに関する研究

桑名貴 基盤ラボ 桑名　貴・大沼　学・
橋本　光一郎・今里
　栄男・美濃口　祐
子・植弘　崇嗣・
Sawicka Edyta・根上　
泰子

227
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環境 - 委託

請負

0510BY947 タンチョウ (Grus japonensis) のハプロタイプおよび

雌雄判別

桑名貴 基盤ラボ 桑名　貴・今里　栄
男・大沼　学・
Sawicka Edyta

228

0610BY505 絶滅の危機に瀕する藻類の収集と長期保存に関す

る研究

笠井文絵 生物 笠井　文絵・河地　
正伸

229

0609BY923 温暖化影響早期観測ネットワークの構築 王勤学 アジア 王　勤学・藤田　壮・
徐　開欽・中山　忠
暢・岡寺　智大・劉
　晨・呉　通華

114

0609BY922 地球温暖化観測連携拠点事業支援 野尻幸宏 地球 C 野尻　幸宏 237

0709BY310 ホウ素等に対応可能な排水対策技術の開発 山田正人 循環 C 山田　正人・成岡　
朋弘

203

0711BY485 高エネルギー密度界面を用いた大容量キャパシタ

の開発

久米博 化学 久米　博 142

0909BY001 自動車から排出される粒子状物質の粒子数等排出

特性実態に関する調査研究

平野靖史郎 リスク C 藤谷　雄二・平野　
靖史郎・伏見　暁洋・
長谷川　就一・田邊
　潔・小林　伸治

211

0909BY002 除草剤耐性遺伝子の流動に関する調査･研究 佐治光 生物 佐治　光・青野　光
子・久保　明弘

189

0909BY003 平成 21 年度サンゴ礁分布図作成業務 山野博哉 地球 C 山野　博哉・鈴木　
倫太郎

38

0909BY004 H21 年度地球温暖化分野の各種モニタリング推進

強化に関する研究委託業務

向井人史 地球 C 向井　人史・野尻　
幸宏・町田　敏暢・
遠嶋　康徳・横内　
陽子・谷本　浩志・
松永　恒雄・須永　
温子・橋本　茂・勝
又　啓一・曾　継業・
梶田　陽子・三反畑
　尚代

23

0909BY005 平成２１年度残留性有機化合物の底質及び水質か

らの水生生物への移行状況等調査業務

鈴木規之 リスク C 鈴木　規之・櫻井　
健郎・小林　淳

66

0909BY006 水銀等の残留性物質の長距離移動特性の検討に関

する研究

鈴木規之 リスク C 鈴木　規之・柴田　
康行・貴田　晶子・
南齋　規介

67

0913BY001 農薬による生物多様性への影響調査 五箇公一 リスク C 五箇　公一 92

0709BY311 カエルツボカビ感染情報収集業務 五箇公一 リスク C 五箇　公一 85

0909BY007 OECD における化学物質の内分泌かく乱作用に関す

る試験法開発に係る支援及び情報収集

鑪迫典久 リスク C 鑪迫　典久 94

0909BY008 WET 手法を活用した水環境管理手法の検討調査 鑪迫典久 リスク C 鑪迫　典久・菅谷　
芳雄

67

0909BY009 平成 21 年度化学物質の内分泌かく乱作用に関する

無脊椎動物を用いた試験法開発に係る業務

鑪迫典久 リスク C 鑪迫　典久・小田　
重人

68

0909BY010 平成 21 年度農薬による水生生物影響実態把握調査 鑪迫典久 リスク C 鑪迫　典久 67

0909BY011 化審法審査支援等検討調査 白石寛明 リスク C 白石　寛明・蓮沼　
和夫・松崎　加奈恵・
菅谷　芳雄

101

0909BY012 水産動植物登録保留基準設定に関する文献等調査 菅谷芳雄 リスク C 菅谷　芳雄・松崎　
加奈恵・長尾　明子

96

0909BY013 水生生物への影響が懸念される有害物質情報収集

等調査

菅谷芳雄 リスク C 菅谷　芳雄・松崎　
加奈恵

96

0909BY014 化学物質環境リスク初期評価の実施 菅谷芳雄 リスク C 菅谷　芳雄・鑪迫　
典久・鈴木　規之・
松崎　加奈恵・長尾
　明子・蓮沼　和夫・
藤原　好

91

0809BY001 温泉保護政策に資する定性的かつ定量的な温泉流

動モデルの構築

野原精一 アジア 野原　精一 215

文科 - 振興

調整

0709CB001 バイオマス持続可能利用への環境管理技術開発：

サブテーマ 3　環境資源の強化・補完・代替技術

評価研究

藤田壮 アジア 藤田　壮・徐　開欽・
岡寺　智大

116

0610CB001 伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開発 木幡邦男 水土壌 木幡　邦男・村上　
正吾・王　勤学・水
落　元之・越川　海・
東　博紀・野原　精
一・井上　智美・樋
渡　武彦・花町　優
次

122

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 所属 分担者 頁
―  489  ―



国立環境研究所年報（平成 21 年度）
文科 - 海地 0610CC995 SKYNET 観測網によるエアロゾルの気候影響モニタ

リング

杉本伸夫 大気 杉本　伸夫・松井　
一郎・清水　厚

161

0509CC331 海洋二酸化炭素センサー開発と観測基盤構築 野尻幸宏 地球 C 野尻　幸宏 18

文科 - 科研

費

0809CD008 環境化学物質による脂肪肝の増悪とその機構解明

に関する研究

高野裕久 健康 高野　裕久・柳澤　
利枝・井上　健一郎

156

0812CD006 エアロゾルによる生体影響の評価 高野裕久 健康 高野　裕久・小池　
英子・柳澤　利枝

158

0910CD001 拡散荷電を用いた浮遊繊維状粒子の粒子長さに関

する研究

藤谷雄二 リスク C 藤谷　雄二 81

0809CD009 大気エアロゾル中炭素成分測定の向上とアジアに

おける越境大気汚染観測への適用

長谷川就一 アジア 長谷川　就一 107

0810CD007 中国におけるクリマアトラスを通じた都市熱環境

配慮型都市開発の実現

一ノ瀬俊明 社会 一ノ瀬　俊明・
Likhvar Victoria

134

0710CD390 亜酸化窒素濃度分布を介した北極域オゾン層の長

期変動に関する研究

秋吉英治 大気 秋吉　英治・杉田　
考史

164

0811CD005 オゾン層破壊に関連した極成層圏雲の特性評価に

関する研究

中島英彰 大気 中島　英彰・杉田　
考史・佐伯　浩介

166

0911CD001 文理融合に基づく淡水生態系の生物多様性保全・

管理手法の開発

高村典子 リスク C 高村　典子・西川　
潮・赤坂　宗光

87

0809CD002 地球温暖化による降水量変化予測の排出シナリオ

依存性

塩竈秀夫 大気 塩竈　秀夫 30

0709CD281 機会論に基づくマーケティングを応用した環境ボ

ランティア獲得の為の情報システム開発

森保文 社会 森　保文 130

0809CD001 電磁波エネルギーの選択的注入による金属・樹脂

接合廃棄物の分離・資源化

小林潤 循環 C 小林　潤 200

0910CD002 稀少な底生動物種を育むヨシ原の生態系機能と保

全に関する研究

金谷弦 水土壌 金谷　弦 179

0709CD373 炭化水素産生藻類による石油代替資源の開発に関

する基盤技術研究

中嶋信美 生物 中嶋　信美・河地　
正伸

184

0709CD582 大気・海洋間の二酸化炭素のロバストな推定 Shamil 
Maksyutov

地球 C Vinu K. Valsala 23

0711CD331 地下に漏出した有機溶剤の洗浄剤注入による回収

効率と下層への汚染拡散に関する研究

稲葉一穂 水土壌 稲葉　一穂 175

0911CD002 環境ナノ粒子が高感受性呼吸器疾患に及ぼす悪影

響

井上健一郎 健康 井上　健一郎・高野
　裕久・小池　英子・
柳澤　利枝

82

0910CD004 臓器特異的な TCDD 反応性の AhR 依存的な遺伝

子発現調節メカニズムからの解析

鈴木武博 健康 鈴木　武博 90

0810CD004 ヒ素の体内動態に関する分析毒性学的研究 小林弥生 健康 小林　弥生 157

0809CD003 樹状細胞による環境化学物質のアレルギー増悪メ

カニズムの解明

小池英子 健康 小池　英子 77

0809CD005 食品中の残留農薬曝露が若齢期のアレルギー疾患

に及ぼす影響に関する研究

柳澤利枝 健康 柳澤　利枝 73

0911CD003 湖沼において漸増する難分解性溶存有機物の特

性・起源と物質収支

今井章雄 水土壌 今井　章雄・小松　
一弘・高津　文人・
川崎　伸之・佐藤　
貴之

174

0809CD007 異化型ヒ酸塩還元細菌と天然メディエーターを併

用した汚染土壌からのヒ素除去

山村茂樹 水土壌 山村　茂樹 176

0811CD004 持続的経済発展の可能性 亀山康子 地球 C 亀山　康子 32

0810CD005 プロトン化有機化合物を一次イオンに用いた陽子

移動反応質量分析法の大気計測への適用

猪俣敏 大気 猪俣　敏・谷本　浩
志

165

0812CD004 エアロゾル前駆体の実時間計測による二次有機エ

アロゾル生成過程の解明

猪俣敏 大気 猪俣　敏 166

0910CD003 黄砂感染症の健康影響評価を目指した実験的パイ

ロットスタディ

山元昭二 リスク C 山元　昭二 208

0709CD311 高磁場 MRI による含鉄タンパク質フェリチンの定

量化と分子イメージングへの適用研究

三森文行 化学 三森　文行・渡邉　
英宏・梅津　豊司

141

0709CD283 乳幼児期の細菌刺激および化学物質曝露による成

長後の Th1 ／ Th2 バランスへの影響

山元昭二 リスク C 山元　昭二・藤巻　
秀和

72

0911CD004 都市大気中の浮遊粒子成分が動物体内で示す変異

原性と次世代影響の評価

青木康展 リスク C 青木　康展・松本　
理・中島　大介・影
山　志保

79

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 所属 分担者 頁
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文科 - 科研

費

0909CD001 温暖化防止の持続的国際枠組み 橋本征二 循環 C 橋本　征二 32

0911CD005 環境資源勘定を用いた地域木質系バイオマス資源

の戦略的利用・管理ツールの開発

橋本征二 循環 C 橋本　征二 45

0911CD006 環境因子による多動性障害のエピジェネティック

解析

石堂正美 リスク C 石堂　正美 74

0911CD007 有機スズによる腹足類のインポセックス誘導：レ

チノイド X 受容体関与説の高度化

堀口敏宏 リスク C 堀口　敏宏・白石　
寛明・漆谷　博志

88

0709CD358 ストレス環境下における近交弱勢の個体群存続性

への影響評価

石濱史子 生物 石濱　史子 184

0810CD008 全球ダスト動態解明のための観測・解析・モデル

インタラクション

清水厚 アジア 清水　厚・原　由香
里

108

0809CD006 成層圏突然昇温現象が熱帯対流圏に及ぼす影響 江口菜穂 地球 C 江口　菜穂 195

0911CD008 小笠原諸島における十脚目甲殻類のインベントリ

作成および保全に関する基礎的研究

佐竹潔 生物 佐竹　潔 193

0709CD315 超高磁場 MRI を用いたヒト脳の無侵襲高速高感度

多次元スペクトロスコピー法の研究

渡邉英宏 化学 渡邉　英宏・三森　
文行

141

0812CD001 アジア途上地域における POPs 候補物質の汚染実

態解明と生態影響評価

滝上英孝 循環 C 滝上　英孝 204

0809CD011 変異原性と ＭＶＯＣ を用いた堆肥の安全性評価手

法の開発

中島大介 リスク C 中島　大介・影山　
志保

92

0610CD309 海洋表層・大気下層間の物質循環リンケージ 高見昭憲 アジア 高見　昭憲 105

0810CD009 日本と中国における自動車排出ガスの健康影響の

国際比較に関する疫学研究

田村憲治 健康 田村　憲治 157

0812CD005 健康影響が懸念される PM2.5 粒子状物質のわが国

風上域での動態把握

佐藤圭 アジア 佐藤　圭・高見　昭
憲

108

0911CD009 芳香族炭化水素の光酸化で生じる二次有機エアロ

ゾルのエイジングに関する室内研究

佐藤圭 アジア 佐藤　圭 110

0709CD299 黄砂モニタリング情報の整備とその化学組成の決

定

西川雅高 基盤ラボ 西川　雅高 220

0813CD001 農業再建のための制度改革の地域計画論的総合研

究

米澤健一 社会 米澤　健一 134

0911CD010 地球温暖化問題の費用負担論－公正で実効的な制

度構築をめざして

亀山康子 地球 C 亀山　康子 33

0709CD304 国際貿易戦略と調和した「持続可能な消費」に向

けた消費と技術の転換ビジョンの構築

南齋規介 循環 C 南齋　規介 44

0813CD002 社会経済活動のグローバル化を考慮したエアロゾ

ル排出源と影響の評価

南齋規介 循環 C 南齋　規介 202

0710CD313 大気 - 陸域間の生物地球化学的相互作用を扱うモ

デルの拡張と温暖化影響評価への適用

伊藤昭彦 地球 C 伊藤　昭彦 28

0811CD002 重金属汚染土壌の修復を目的とした有用植物資源

の活用に関する研究

玉置雅紀 生物 玉置　雅紀 187

0812CD003 ライダーおよび地上モニタリングネットワークに

よるエアロゾル動態解明

杉本伸夫 大気 杉本　伸夫・西澤　
智明

166

0910CD005 熱帯・亜熱帯林生態系による自然起源オゾン破壊

物質のガス交換過程の解明

斉藤拓也 化学 斉藤　拓也 148

0812CD002 南米 南端でのオゾン層破壊分子の総合観測によ

るオゾンホールの中緯度帯への影響研究

中根英昭 アジア 中根　英昭 217

0810CD003 マングローブ植物の根圏酸化機能に関する研究 井上智美 アジア 井上　智美 120

0911CD011 超高速合成と溶媒抽出を統合した新規高効率バイ

オディーゼル燃料製造技術の開発

倉持秀敏 循環 C 倉持　秀敏・大迫　
政浩

50

0709CD581 中国北部草原の劣化生態系に生育する主要植物種

に及ぼす気候変動の影響

清水英幸 アジア 清水　英幸・許　振
柱・伊藤　祥子・鄒
　春静・笹川　裕史

214

0911CD012 実測可能な滞留時間別コンパートメントからなる

土壌炭素動態モデルの構築

内田昌男 化学 内田　昌男・近藤　
美由紀

150

0911CD013 北緯 80 度カナダ北極圏における温暖化影響評価の

為の土壌炭素動態に関する観測調査

内田昌男 化学 内田　昌男 150

0911CD014 北極土壌圏温暖化に伴う凍土融解と土壌微生物に

よる化石炭素の分解促進に関する研究

内田昌男 化学 内田　昌男・近藤　
美由紀

151
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文科 - 科研

費

0809CD013 時間・空間情報を統合した生物の絶滅リスク決定

要因の解明

角谷拓 生物 角谷　拓 186

0710CD494 チベット高原横断鉄道による野生動物への影響評

価に関する研究

亀山哲 アジア 亀山　哲 220

0810CD002 マルチトレーサーを用いた河口域生態系における

流域環境影響の評価手法に関する研究

野原精一 アジア 野原　精一・広木　
幹也・井上　智美

120

0610CD974 海洋起源ハロカーボン類のフラックスと生成過程 横内陽子 化学 横内　陽子・大木　
淳之

139

0812CD007 ストレスとサンゴ礁の歴史的変化 山野博哉 地球 C 山野　博哉・小熊　
宏之・林　誠二・石
原　光則

38

0812CD008 サンゴ礁共存・共生未来戦略 山野博哉 地球 C 山野　博哉・浪崎　
直子

38

0810CD010 北極海の定量的環境復元とグローバルな気候変動

との関連性解明に関する研究

内田昌男 化学 内田　昌男 145

0810CD011 微生物ｒRNA・膜脂質の放射性炭素分析に基づく

海洋 DOC 炭素循環プロセスの解明

内田昌男 化学 内田　昌男 145

0810CD001 集団遺伝解析に基づく外来ザリガニの管理手法の

開発

西川潮 リスク C 西川　潮 86

0809CD010 有機ヒ素化合物による中枢神経系への長期影響の

解明  課題２：臓器中ジフェニルアルシン酸及びそ

の代謝物の定量分

柴田康行 化学 柴田　康行 143

0709CD391 アイスコア中の宇宙線生成核種による宇宙線と地

球環境の変動史に関する研究

柴田康行 化学 柴田　康行 142

0911CD015 生体試料を用いた有害化学物質曝露の健康影響評

価

柴田康行 化学 柴田　康行・橋本　
俊次

151

0610CD975 近未来予測のための古海洋学：温暖化に伴う気候

モードジャンプの可能性

内田昌男 化学 内田　昌男 140

0913CD001 植物の CO2 応答に関するメタ分析と生態系モデル

の高度化

伊藤昭彦 地球 C 伊藤　昭彦 198

0911CD016 環境化学物質の高次機能毒性評価における感受性

マウス系統の有用性解析

藤巻秀和 リスク C 藤巻　秀和 74

0911CD017 廃棄物政策のインセンティブ設計 田崎智宏 循環 C 田崎　智宏 45

0911CD018 市民と科学者の協働的研究：電磁場過敏症の検証 石堂正美 リスク C 石堂　正美 209

0912CD001 有害化学物質の生態系影響評価：動物プランクト

ンへの群集レベル効果の解明

坂本正樹 リスク C 坂本　正樹 209

0910CD006 有機ヒ素化合物による中枢神経への長期影響の解

明

平野靖史郎 リスク C 平野　靖史郎 82

0709CD583 沿岸域における貧酸素水塊が水生生物の再生産お

よび加入過程に及ぼす影響

児玉圭太 リスク C 児玉　圭太 204

0910CD007 ベイジアンアプローチに基づくインフラストラク

チャーの経済評価

宮脇幸治 社会 宮脇　幸治 136

文科 - 振興

費

0609CE491 環境政策の長期シナリオ 増井利彦 社会 増井　利彦・肱岡　
靖明・青柳　みどり・
一ノ瀬　俊明・江守
　正多・高橋　潔・
亀山　康子・森口　
祐一・甲斐沼　美紀
子・明石　修

129

0711CE302 藻類の収集・保存・提供 - 付加価値向上と品質管

理体制整備

笠井文絵 生物 笠井　文絵・河地　
正伸

186

0711CE432 高解像度大気海洋結合モデルによる近未来予測実

験

野沢徹 大気 野沢　徹・永島　達
也・小倉　知夫・伊
藤　昭彦・塩竈　秀
夫

29

0610CP018 環境研究基盤技術ラボラトリーにおける活動 桑名貴 基盤ラボ 桑名　貴 219

厚労 - 厚生

科学

0609DA502 形態形成期・思春期などの高感受性期にある集団

での核内受容体作動性化学物質等の有害性発現メ

カニズムの解明及びその評価手法にかかる総合研

究：発がん・加齢などに及ぼす影響の分子メカニ

ズムに関する研究

曽根秀子 リスク C 曽根　秀子 75

0911DA001 確率推論型アルゴリズムに対するヒト胚性幹細胞

試験データ適用法の標準化

曽根秀子 リスク C 曽根　秀子・永野　
麗子

79
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厚労 - 厚生

科学

0910DA001 ダイオキシン関連遺伝子群の網羅的相関解析とバ

イオインフォマティクスによる影響化学物質の推

定解析

曽根秀子 リスク C 曽根　秀子 78

0911DA002 医薬品の環境影響評価ガイドラインに関する研究 鑪迫典久 リスク C 鑪迫　典久 69

0911DA003 食品添加物における遺伝毒性発がん物質の評価法

に関する研究

青木康展 リスク C 青木　康展・松本　
理・佐藤　陽美

98

0610FP012 社会環境システム研究領域における研究活動 日引聡 社会 日引　聡 127

0610FP014 環境健康研究領域における研究活動 高野裕久 健康 高野　裕久 152

0610FP015 大気圏環境研究領域における研究活動 今村隆史 大気 今村　隆史 159

0610FP017 生物圏環境研究領域における研究活動 竹中明夫 生物 竹中　明夫 179

0610FP016 水土壌圏環境研究領域における研究活動 木幡邦男 水土壌 木幡　邦男 169

0610FP013 化学環境研究領域における研究活動 柴田康行 化学 柴田　康行 137

農水 - 独法 0610JA970 遺伝子組換えダイズから野生種への遺伝子浸透に

関する研究 - 雑種の適応度の解明

佐治光 生物 佐治　光・久保　明
弘

183

JST 0911KB001 アジアのメガシティにおけるオゾンと二次粒子の

生成メカニズムに関する研究

大原利眞 アジア 大原　利眞・田邊　
潔・横内　陽子・高
見　昭憲・菅田　誠
治・清水　厚・永島
　達也・伏見　暁洋・
森野　悠・長谷川　
就一・黒川　純一・
井上　忠雄・栗林　
正俊・若松　伸司・
斎藤　正彦

110

0813KB001 オイル産生緑藻類 Botryococcus（ボトリオコッカ

ス）高アルカリ株の高度利用技術　( 適増殖・

オイル生産に導く培養基盤技術と高度品種改良技

術の開発 )

中嶋信美 生物 中嶋　信美・河地　
正伸・田野井　孝子・
五百城　幹英・出村
　幹英

181

0911KB002 フローサイトメトリ分離細胞の全ゲノム増幅に基

づく非培養海産微細藻のメタゲノムと分類

河地正伸 生物 河地　正伸 193

0812KB001 海面上昇に対するツバル国海岸の生態工学的維持

に関する研究

山野博哉 地球 C 山野　博哉 36

0914KB001 世界の持続可能な水利用の長期ビジョン作成 花崎直太 社会 花崎　直太 128

0913KB001 気候変動を考慮した農業地域の面的水管理・カス

ケード型資源循環システムの構築

山田正人 循環 C 山田　正人 58

その他公募 0810KZ001 日本人小児の鉛曝露とその健康リスクに関する研

究

田中敦 化学 田中　敦・瀬山　春
彦

145

0510KZ503 都市の地下環境に残る人間活動の影響 一ノ瀬俊明 社会 一ノ瀬　俊明・
Likhvar Victoria

129

0809KZ003 ISO14001 審査登録の環境負荷管理における継続的

改善効果の検証

森保文 社会 森　保文 133

0809KZ004 ＳＵ １　硝酸イオン中の窒素、酸素安定同位体比

による河川での窒素負荷流出・代謝プロセスの解

明

高津文人 水土壌 高津　文人 177

0910KZ001 希少鳥類の遺伝的多様性評価と細胞保存バンク 桑名貴 基盤ラボ 桑名　貴・大沼　学・
今里　栄男・Sawicka 
Edyta

230

0911KZ001 鳥類生殖幹細胞の凍結保存と個体増殖への応用 桑名貴 基盤ラボ 桑名　貴・大沼　学・
今里　栄男

231

0911KZ002 ニコチン及びメントールがうつ症状に及ぼす効果

に関する神経薬理学的研究

梅津豊司 化学 梅津　豊司 151

0910KZ002 生物利用可能性を考慮した重金属の生態リスク評

価

林岳彦 リスク C 林　岳彦 208

0909KZ001 堰き止め型貯水池の連結性が水生植物の群集構造

に与える影響の評価

赤坂宗光 リスク C 赤坂　宗光・高村　
典子

207

共同研究 0809LA001 低濃度排水のメタン発酵処理法の精製糖排水への

応用に関する研究

珠坪一晃 水土壌 珠坪　一晃 172

0909LA001 有機系廃棄物の水蒸気ガス化・改質による水素製

造技術開発

小林潤 循環 C 小林　潤 50

0910LA001 放射性炭素同位体測定に基づく微小粒子状物質の

起源に関する研究

内田昌男 化学 内田　昌男 148

0911LA001 グリーンサプライチェン・マネジメントの日中製

造業間の国際展開モデルの構築

藤田壮 アジア 藤田　壮・孫　穎・
陳　旭東・徐　開欽

118
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共同研究 0709LA582 日本及び韓国の温帯域に分布する造礁サンゴの群

集構造・骨格年 輪に基づく環境変動解析

山野博哉 地球 C 山野　博哉 37

0810LA001 終氷期海底下メタンハイドレート層の不安定化

と温暖化との関連性解明に関する研究

内田昌男 化学 内田　昌男 146

0911LA002 韓国～対馬海峡域に分布する塊状サンゴ骨格を用

いた環境変動解析

山野博哉 地球 C 山野　博哉 197

0911LA003 都市部と農村部における河川水のオオミジンコを

用いた総合毒性評価に関する研究

多田満 生物 多田　満 194

0909LA002 ベイズ統計に基づく化学物質の確率論的生態リス

ク評価法の開発

林岳彦 リスク C 林　岳彦 208

0909LA003 バイオアッセイ法による石炭灰の有効利用のため

の環境リスク評価技術

鑪迫典久 リスク C 鑪迫　典久 95

0909LA004 工場排水の環境影響評価法の開発 鑪迫典久 リスク C 鑪迫　典久 68

委託請負 0710MA380 道路沿道での対象者別個人曝露量推計 大原利眞 アジア 大原　利眞・新田　
裕史・長谷川　就一・
神田　勲・田村　憲
治

215

0809MA001 げっ歯類肺傷害モデルにおける肺機能及びサイト

カイン変動と環境汚染物質の影響に関する研究

高野裕久 健康 高野　裕久・井上　
健一郎・柳澤　利枝・
小池　英子

157

0709MA564 カーボンフリー ＢＤＦ のためのグリーンメタノー

ル製造及び副産物の高度利用に関する技術開発

倉持秀敏 循環 C 倉持　秀敏・徐　開
欽・蛯江　美孝・李
　東烈

49

0809MA002 酸化タングステン NO2 センサの実用性評価 松橋啓介 社会 松橋　啓介・加藤　
秀樹・小林　伸治

133

0909MA001 北岳における高山生態系の長期モニタリング 名取俊樹 生物 名取　俊樹 189

0909MA002 地方公共団体実行計画（区域施策）策定マニュア

ルに関する土地利用と交通に係る低炭素化手法の

検討

松橋啓介 社会 松橋　啓介・米澤　
健一

135

0810MA001 海面処分場における評価手法の検討及び安定化解

析調査

遠藤和人 循環 C 遠藤　和人 58

0911MA001 神奈川県丹沢地域の冷温帯自然林植生モニタリン

グ手法の開発

清水英幸 アジア 清水　英幸・笹川　
裕史・伊藤　祥子

219

0909MA003 局地的大気汚染の健康影響に関する疫学調査（成

人調査）における対象者別屋外濃度推計

大原利眞 アジア 大原　利眞・新田　
裕史・神田　勲・田
村　憲治

109

0909MA004 アミノフェノール異性体における生態影響につい

てのカテゴリーアプローチの適用可能性の調査

菅谷芳雄 リスク C 菅谷　芳雄 95

0909MA005 受容体 AhR の転写活性化を伴わないダイオキシン

類の新たな毒性発現メカニズムの解明 ーダイオキ

シン曝露マウス尿管の形態と機能の解析ー

西村典子 リスク C 西村　典子 73

0909MA006 亜鉛等重金属類の水生生物への複合毒性の評価 多田満 生物 多田　満 190

0909MA007 米国等国際協力下における化学物質の内分泌かく

乱作用に関する魚類試験法開発

鑪迫典久 リスク C 鑪迫　典久 69

0810MA002 有害大気汚染物質の健康リスク評価手法等に関す

るガイドライン策定検討

青木康展 リスク C 青木　康展・松本　
理・蓮沼　和夫・松
崎　加奈恵

207

寄付 0810NA002 東アジア・ユーラシア地域での希少鳥類細胞保存

バンク創設

桑名貴 基盤ラボ 桑名　貴・Sawicka 
Edyta・大沼　学・今
里　栄男

229

0911NA001 国際河川メコン河の淡水魚類多様性保全に向けた

ダム立地シナリオの考察

福島路生 アジア 福島　路生・野原　
精一

119

0810NA001 国際サプライチェーンを含む生産消費システムを

対象とした環境負荷分析の理論と実践

南齋規介 循環 C 南齋　規介・稲葉　
陸太・中島　謙一

201

0813NA001 健康的なアロマ環境創生をめざした植物成分の中

枢作用に関する研究

梅津豊司 化学 梅津　豊司 146

個別名を記

載

0809ZZ001 ＰＰ ２ Ａを利用した藍藻毒ミクロシスチンの簡

易分析キットの開発

佐野友春 基盤ラボ 佐野　友春・高木　
博夫

221

0809ZZ002 オゾン分布の年々変動・長期変動と大気大循環場

との相互作用に関する統計・数値解析研究

中村哲 大気 中村　哲 164

個別名を記

載

0712ZZ001 アジア視点の国際生態リスクマネジメント 川本克也 循環 C 川本　克也・五箇　
公一・江守　正多・
田中　嘉成・井上　
真紀・林　岳彦・黄
　仁姫

223
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0608ZZ569 環境因子に起因する精神・神経疾患の解明に関す

る研究

石堂正美 リスク C 石堂　正美・鈴木　
純子・柳澤　利枝・
白石　不二雄

72

0911ZZ001 東京都を対象とした総合的温暖化影響評価の検討 肱岡靖明 社会 肱岡　靖明・高橋　
潔・林　誠二・増井
　利彦

31
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所属については略称で記載し た。

略称 正式名称

地球 C 地球環境研究セン ター

循環 C 循環型社会 ・ 廃棄物研究セン ター

リ ス ク C 環境 リ ス ク研究セン ター

アジア アジア自然共生研究グループ

社会 社会環境システム研究領域

化学 化学環境研究領域

健康 環境健康研究領域

大気 大気圏環境研究領域

水土壌 水土壌圏環境研究領域

生物 生物圏環境研究領域

基盤ラ ボ 環境研究基盤技術ラ ボ ラ ト リ ー
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組織別研究課題一覧

所属 研究課題 研究代表者 研究課題コード 頁

地球環境研究セ
ンター

温室効果ガスの長期的濃度変動メカニズムとその地域特性の解
明

向井人史 0610AA101 17

衛星利用による二酸化炭素等の観測と全球炭素収支分布の推定 横田達也 0610AA102 25

気候・影響・土地利用モデルの統合による地球温暖化リスクの
評価

江守正多 0610AA103 27

脱温暖化社会の実現に向けたビジョンの構築と対策の統合評価 甲斐沼美紀子 0610AA104 31

地球環境研究の総合化及び支援 風間千尋 0610AC932 238

陸域モニタリング 三枝信子 0610AC933 234

地球環境データベースの整備 松永恒雄 0810AC001 234

大気・海洋モニタリング 町田敏暢 0810AC002 232

太平洋小島嶼国に対する温暖化の影響評価 山野博哉 0610AE004 35

温暖化に対するサンゴ礁の変化の検出とモニタリング 山野博哉 0610AE005 36

大気・陸域生態系間の炭素収支研究における化学トレーサーの
利用に関する基礎的研究

高橋善幸 0810AA001 195

遠隔計測データ中の地形及び分光特徴の自動認識に関する研究 松永恒雄 0810AE005 196

環境試料を用いた物質循環の変動や汚染の指標に関する研究 向井人史 0911AE005 196

分光法を用いた大気計測に関する基盤的研究 森野勇 0913AE002 198

サンゴ礁に対する地球規模及び地域規模ストレスの影響評価 山野博哉 0810AH003 37

GOSAT データ定常処理運用システム開発・運用 渡辺宏 0610AL917 235

土壌呼吸に及ぼす温暖化影響の実験的評価 梁乃申 0709BA515 19

総合的気候変動シナリオの構築と伝達に関する研究 江守正多 0711BA335 28

グローバルカーボンプロジェクト事業支援 山形与志樹 0712BA278 236

統合システム解析による空間詳細な排出・土地利用変化シナリ
オの開発

山形与志樹 0712BA337 29

都市と地域の炭素管理に関する研究 山形与志樹 0712BA340 30

北限域に分布する造礁サンゴを用いた温暖化とその影響の実態
解明に関する研究

山野博哉 0809BA001 37

海洋酸性化が石灰化生物に与える影響の実験的研究 野尻幸宏 0810BA005 21

環礁上に成立する小島嶼国の地形変化と水資源変化に対する適
応策に関する研究

山野博哉 0810BA009 36

グローバルな森林炭素監視システムの開発に関する研究 山形与志樹 0811BA001 196

気候変動の国際枠組み交渉に対する主要国の政策決定に関する
研究

亀山康子 0911BA002 33

温暖化関連ガス循環解析のアイソトポマーによる高精度化の研
究 サブテーマ２：大気観測・試料採取および CH4 アイソトポ
マー化学輸送モデルの構築と適用

町田敏暢 0911BA010 21

アジア低炭素社会実現へ向けた中長期国際・国内制度設計オプ
ションとその形成過程の研究

亀山康子 0913BA006 34

民間航空機を活用したアジア太平洋域上空における温室効果気
体の観測

町田敏暢 0610BB920 19

タワー観測ネットワークを利用したシベリアにおける CO2 と
CH4 収支の推定

町田敏暢 0711BB569 20

アジア陸域炭素循環観測のための長期生態系モニタリングと
データのネットワーク化促進に関する研究

三枝信子 0711BB570 198

海洋表層 CO2 分圧観測データ利用促進と太平洋域の変動解析 野尻幸宏 0810BB001 21

指標生物群を用いた生態系機能の広域評価と情報基盤整備 小熊宏之 0911BD002 197

地球温暖化観測連携拠点事業支援 野尻幸宏 0609BY922 237

温室効果ガスインベントリ策定事業支援 野尻幸宏 0610BY571 237

温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT）データ検証業務 内野修 0810BY001 26

平成 21 年度サンゴ礁分布図作成業務 山野博哉 0909BY003 38

H21 年度地球温暖化分野の各種モニタリング推進強化に関する
研究委託業務

向井人史 0909BY004 23
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地球環境研究セ
ンター

海洋二酸化炭素センサー開発と観測基盤構築 野尻幸宏 0509CC331 18

大気・海洋間の二酸化炭素のロバストな推定 Shamil 
Maksyutov

0709CD582 23

大気 - 陸域間の生物地球化学的相互作用を扱うモデルの拡張と
温暖化影響評価への適用

伊藤昭彦 0710CD313 28

成層圏突然昇温現象が熱帯対流圏に及ぼす影響 江口菜穂 0809CD006 195

持続的経済発展の可能性 亀山康子 0811CD004 32

ストレスとサンゴ礁の歴史的変化 山野博哉 0812CD007 38

サンゴ礁共存・共生未来戦略 山野博哉 0812CD008 38

地球温暖化問題の費用負担論－公正で実効的な制度構築をめざ
して

亀山康子 0911CD010 33

植物の CO2 応答に関するメタ分析と生態系モデルの高度化 伊藤昭彦 0913CD001 198

海面上昇に対するツバル国海岸の生態工学的維持に関する研究 山野博哉 0812KB001 36

日本及び韓国の温帯域に分布する造礁サンゴの群集構造・骨格
年 輪に基づく環境変動解析

山野博哉 0709LA582 37

韓国～対馬海峡域に分布する塊状サンゴ骨格を用いた環境変動
解析

山野博哉 0911LA002 197

重点１　地球温暖化研究プログラム 笹野泰弘 0610SP001 17

循環型社会・廃
棄物研究セン
ター

近未来の資源循環システムと政策・マネジメント手法の設計・
評価

大迫政浩 0610AA201 43

資源性・有害性をもつ物質の循環管理方策の立案と評価 滝上英孝 0610AA202 46

廃棄物系バイオマスの Win-Win 型資源循環技術の開発 川本克也 0610AA203 48

国際資源循環を支える適正管理ネットワークと技術システムの
構築

寺園淳 0610AA204 51

廃棄物の不適正管理に伴う負の遺産対策 野馬幸生 0610AB436 60

循環資源・廃棄物の試験評価・モニタリング手法の高度化・体
系化

野馬幸生 0610AB447 59

資源循環・廃棄物処理に関するデータベース等の作成 森口祐一 0610AB454 238

資源循環に係る基盤的技術の開発 川本克也 0610AB462 199

液状・有機性廃棄物の適正処理技術の高度化 徐開欽 0610AB519 59

循環型社会に対応した安全・安心な適正処理・処分技術の確立 川本克也 0610AB546 56

廃棄物分野における温室効果ガスインベントリの高度化と削減
対策の評価に関する研究

山田正人 0709BA279 52

POPs 候補物質「難分解性 PPCPs」の環境特性と全球規模での汚
染解析

渡部真文 0910BA001 47

経済発展に伴う資源消費増大に起因する温室効果ガス排出の抑
制に関する研究

森口祐一 0913BA003 34

循環資源利用促進及びリスク管理のための簡易試験法の確立 滝上英孝 0709BC277 201

電子機器用ガラス廃棄時における有害元素の長期浸出評価 肴倉宏史 0810BC001 47

循環型社会に資する新たな埋立類型の構築 山田正人 0811BC001 57

破砕選別による建設系廃棄物の地域循環システムの設計に関す
る研究

山田正人 0709BE280 203

リデュース・リユースの分析・評価手法の体系化とその適用研
究

田崎智宏 0810BE001 44

循環型社会ビジョン実現に向けた技術システムの評価モデル構
築と資源効率・環境効率の予測評価

大迫政浩 0810BE002 45

有害物質管理・災害防止・資源回収の観点からの金属スクラッ
プの発生・輸出状況の把握と適正管理方策

寺園淳 0810BE003 52

可視光応答型光触媒の廃棄物埋立処分場浸出水浄化技術への応
用

山田正人 0810BE005 56

循環型社会における回収水銀の長期安全管理に関する研究 小口正弘 0910BE001 47
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循環型社会・廃
棄物研究セン
ター

適正な国際資源循環を目指した製品中の有用物質および有害物
質の管理のあり方に関する研究

田崎智宏 0910BE002 47

廃石膏ボードの再利用技術システムの構築に関する研究 井上雄三 0910BE003 57

東南アジアにおける廃棄物データベースの構築及び廃棄物処理
システムの評価

大迫政浩 0911BE001 239

石綿含有廃棄物の処理・再資源化過程における石綿の適正管理
に関する研究

貴田晶子 0911BE002 199

アジア地域における液状廃棄物の適正管理のための制約条件の
類型化および代替システムの評価

河井紘輔 0911BE003 53

循環過程を含む製品ライフサイクルにおける BFR のリスクコン
トロールに関する研究

滝上英孝 0911BE004 202

廃棄物リサイクル制度展開の国際比較と化学物質管理の統合シ
ステム解析

滝上英孝 0911BE005 202

アジア地域における廃電気電子機器の処理技術の類型化と改善
策の検討

吉田綾 0911BE006 53

廃油脂類を原料とした動脈静脈連携型の次世代バイオディーゼ
ル燃料製造技術の開発と評価

倉持秀敏 0911BE007 50

ナノ膜分離プロセスを組み込んだ熱分解ガス化 - 触媒改質技術
の開発

川本克也 0911BE008 200

鉄鋼スラグと腐植物質による生態系修復技術の受容性と環境リ
スクの総合評価

肴倉宏史 0911BE009 201

ホウ素等に対応可能な排水対策技術の開発 山田正人 0709BY310 203

国際貿易戦略と調和した「持続可能な消費」に向けた消費と技
術の転換ビジョンの構築

南齋規介 0709CD304 44

電磁波エネルギーの選択的注入による金属・樹脂接合廃棄物の
分離・資源化

小林潤 0809CD001 200

アジア途上地域における POPs 候補物質の汚染実態解明と生態
影響評価

滝上英孝 0812CD001 204

社会経済活動のグローバル化を考慮したエアロゾル排出源と影
響の評価

南齋規介 0813CD002 202

温暖化防止の持続的国際枠組み 橋本征二 0909CD001 32

環境資源勘定を用いた地域木質系バイオマス資源の戦略的利
用・管理ツールの開発

橋本征二 0911CD005 45

超高速合成と溶媒抽出を統合した新規高効率バイオディーゼル
燃料製造技術の開発

倉持秀敏 0911CD011 50

廃棄物政策のインセンティブ設計 田崎智宏 0911CD017 45

気候変動を考慮した農業地域の面的水管理・カスケード型資源
循環システムの構築

山田正人 0913KB001 58

有機系廃棄物の水蒸気ガス化・改質による水素製造技術開発 小林潤 0909LA001 50

カーボンフリー ＢＤＦのためのグリーンメタノール製造及び副
産物の高度利用に関する技術開発

倉持秀敏 0709MA564 49

海面処分場における評価手法の検討及び安定化解析調査 遠藤和人 0810MA001 58

国際サプライチェーンを含む生産消費システムを対象とした環
境負荷分析の理論と実践

南齋規介 0810NA001 201

重点２　循環型社会研究プログラム 森口祐一 0610SP002 41

アジア視点の国際生態リスクマネジメント 川本克也 0712ZZ001 223

環境リスク研究
センター

化学物質曝露に関する複合的要因の総合解析による曝露評価 鈴木規之 0610AA301 64

感受性要因に注目した化学物質の健康影響評価 藤巻秀和 0610AA302 70

環境中におけるナノ粒子等の体内動態と健康影響評価 平野靖史郎 0610AA303 80

生物多様性と生態系機能の視点に基づく環境影響評価手法の開
発

高村典子 0610AA304 83

海産生物に及ぼす内分泌かく乱化学物質の影響に関する研究 堀口敏宏 0610AE558 84
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環境リスク研究
センター

ニホンウズラ受精卵を用いた環境汚染物質の発生・繁殖毒性評
価

白石不二雄 0909AE002 93

揮発性化学物質に対する嗅覚過敏の動物モデルの作成 黒河佳香 0912AE001 75

東京湾における底棲魚介類群集の動態に関する長期モニタリン
グ

堀口敏宏 0711AF303 205

アテローム性動脈硬化症および骨粗鬆症を指標とするダイオキ
シン類の老化促進に関する分子生物学的解析

西村典子 0909AF002 73

外来アリのスーパーコロニーにおける遺伝的構造とコロニー間
闘争の関係解明

井上真紀 0909AF003 87

毒性予測にむけた化学物質と生体分子との分子軌道法による反
応モデル構築

古濱彩子 0910AF003 97

シリケンイモリとウシガエルに感染するカエルツボカビの個体
群動態に関する研究

富永篤 0910AF007 87

八丈島における外来生物による在来種個体群への影響評価 岡本卓 0910AF008 241

In vitro バイオアッセイを用いる河川及び大気の曝露モニタリ
ングに関する基礎的研究

白石不二雄 0709AH382 66

釧路湿原シラルトロ沼の環境劣化とその原因の究明 高村典子 0810AH002 85

生態影響試験法の開発及び動向把握 菅谷芳雄 0610AK484 93

化学物質データベースの構築と提供 白石寛明 0610AK513 240

生態系評価・管理のための流域詳細情報の整備 高村典子 0610AK526 240

定量的構造活性相関による生態毒性予測手法の開発 白石寛明 0610AK533 96

発がん性評価と予測のための手法の開発 青木康展 0610AK544 97

化学物質環境調査による曝露評価の高度化に関する研究 白石不二雄 0610AK545 65

国立環境研究所侵入生物データベース管理 五箇公一 0610AK550 241

化学物質の環境リスク評価のための基盤整備 菅谷芳雄 0610AK915 100

化学物質リスク総合解析手法と基盤の開発 鈴木規之 0611AK509 90

インフォマティックス手法を活用した化学物質の影響評価と類
型化手法の開発

曽根秀子 0611AK518 98

化学物質の定量的環境リスク評価と費用便益分析 田中嘉成 0911AK001 102

非意図的な随伴侵入生物の生態リスク評価と対策に関する研究 五箇公一 0810BA006 86

POPs 全球多媒体輸送・動態モデルの開発  鈴木規之 0810BA010 66

環境化学物質の生殖細胞に対する遺伝毒性リスク評価法の開発
に関する研究

青木康展 0810BC003 77

環境負荷を低減する水系クロマトグラフィーシステムの開発 平野靖史郎 0509BD785 82

マルチプロファイリング技術による化学物質の胎生プログラミ
ングに及ぼす影響評価手法の開発

曽根秀子 0709BD451 99

化学物質の有害性評価の効率化を目指した新たな神経毒性試験
法の開発

藤巻秀和 0809BD001 72

改良型ミジンコ繁殖毒性試験を用いた新たな数理生態学的解析
手法の検討

田中嘉成 0909BD001 70

小児先天奇形発症における環境リスク評価法の基盤整備：残留
性有機汚染物質関連遺伝子の感受性を利用したバイオマーカー
の開発に関する研究

曽根秀子 0911BD004 78

木質系バイオエタノールのための環境低負荷型生産技術の開発 鑪迫典久 0810BE006 69

自動車排出ガスに起因する環境ナノ粒子の生体影響調査 平野靖史郎 0610BY303 80

カエルツボカビ感染情報収集業務 五箇公一 0709BY311 85

自動車から排出される粒子状物質の粒子数等排出特性実態に関
する調査研究

平野靖史郎 0909BY001 211

平成２１年度残留性有機化合物の底質及び水質からの水生生物
への移行状況等調査業務

鈴木規之 0909BY005 66

水銀等の残留性物質の長距離移動特性の検討に関する研究 鈴木規之 0909BY006 67

OECD における化学物質の内分泌かく乱作用に関する試験法開発
に係る支援及び情報収集

鑪迫典久 0909BY007 94

WET 手法を活用した水環境管理手法の検討調査 鑪迫典久 0909BY008 67
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環境リスク研究
センター

平成 21 年度化学物質の内分泌かく乱作用に関する無脊椎動物を
用いた試験法開発に係る業務

鑪迫典久 0909BY009 68

平成 21 年度農薬による水生生物影響実態把握調査 鑪迫典久 0909BY010 67

化審法審査支援等検討調査 白石寛明 0909BY011 101

水産動植物登録保留基準設定に関する文献等調査 菅谷芳雄 0909BY012 96

水生生物への影響が懸念される有害物質情報収集等調査 菅谷芳雄 0909BY013 96

化学物質環境リスク初期評価の実施 菅谷芳雄 0909BY014 91

農薬による生物多様性への影響調査 五箇公一 0913BY001 92

乳幼児期の細菌刺激および化学物質曝露による成長後の Th1 ／
Th2 バランスへの影響

山元昭二 0709CD283 72

沿岸域における貧酸素水塊が水生生物の再生産および加入過程
に及ぼす影響

児玉圭太 0709CD583 204

変異原性と ＭＶＯＣを用いた堆肥の安全性評価手法の開発 中島大介 0809CD011 92

集団遺伝解析に基づく外来ザリガニの管理手法の開発 西川潮 0810CD001 86

拡散荷電を用いた浮遊繊維状粒子の粒子長さに関する研究 藤谷雄二 0910CD001 81

黄砂感染症の健康影響評価を目指した実験的パイロットスタ
ディ

山元昭二 0910CD003 208

有機ヒ素化合物による中枢神経への長期影響の解明 平野靖史郎 0910CD006 82

文理融合に基づく淡水生態系の生物多様性保全・管理手法の開
発

高村典子 0911CD001 87

都市大気中の浮遊粒子成分が動物体内で示す変異原性と次世代
影響の評価

青木康展 0911CD004 79

環境因子による多動性障害のエピジェネティック解析 石堂正美 0911CD006 74

有機スズによる腹足類のインポセックス誘導：レチノイド X 受
容体関与説の高度化

堀口敏宏 0911CD007 88

環境化学物質の高次機能毒性評価における感受性マウス系統の
有用性解析

藤巻秀和 0911CD016 74

市民と科学者の協働的研究：電磁場過敏症の検証 石堂正美 0911CD018 209

有害化学物質の生態系影響評価：動物プランクトンへの群集レ
ベル効果の解明

坂本正樹 0912CD001 209

形態形成期・思春期などの高感受性期にある集団での核内受容
体作動性化学物質等の有害性発現メカニズムの解明及びその評
価手法にかかる総合研究：発がん・加齢などに及ぼす影響の分
子メカニズムに関する研究

曽根秀子 0609DA502 75

ダイオキシン関連遺伝子群の網羅的相関解析とバイオインフォ
マティクスによる影響化学物質の推定解析

曽根秀子 0910DA001 78

確率推論型アルゴリズムに対するヒト胚性幹細胞試験データ適
用法の標準化

曽根秀子 0911DA001 79

医薬品の環境影響評価ガイドラインに関する研究 鑪迫典久 0911DA002 69

食品添加物における遺伝毒性発がん物質の評価法に関する研究 青木康展 0911DA003 98

堰き止め型貯水池の連結性が水生植物の群集構造に与える影響
の評価

赤坂宗光 0909KZ001 207

生物利用可能性を考慮した重金属の生態リスク評価 林岳彦 0910KZ002 208

ベイズ統計に基づく化学物質の確率論的生態リスク評価法の開
発

林岳彦 0909LA002 208

バイオアッセイ法による石炭灰の有効利用のための環境リスク
評価技術

鑪迫典久 0909LA003 95

工場排水の環境影響評価法の開発 鑪迫典久 0909LA004 68

有害大気汚染物質の健康リスク評価手法等に関するガイドライ
ン策定検討

青木康展 0810MA002 207

アミノフェノール異性体における生態影響についてのカテゴ
リーアプローチの適用可能性の調査

菅谷芳雄 0909MA004 95

受容体 AhR の転写活性化を伴わないダイオキシン類の新たな毒
性発現メカニズムの解明 ーダイオキシン曝露マウス尿管の形態
と機能の解析ー

西村典子 0909MA005 73
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環境リスク研究
センター

米国等国際協力下における化学物質の内分泌かく乱作用に関す
る魚類試験法開発

鑪迫典久 0909MA007 69

重点３　環境リスク研究プログラム 白石寛明 0610SP003 62

環境因子に起因する精神・神経疾患の解明に関する研究 石堂正美 0608ZZ569 72

アジア自然共生
研究グループ

アジアの大気環境評価手法の開発 大原利眞 0610AA401 104

東アジアの水・物質循環評価システムの開発 王勤学 0610AA402 112

流域生態系における環境影響評価手法の開発 野原精一 0610AA403 118

エアロゾル上での不均一反応の研究 高見昭憲 0510AE803 105

揮発性有機化合物の光酸化で生成する二次有機エアロゾルの組
成分析

佐藤圭 0610AE402 105

環境同位体を用いた沿岸域生態系における流域環境影響の評価
手法に関する研究

野原精一 0709AE340 213

東アジア域におけるエアロゾル空間分布の把握およびその変動
の抽出に関する研究

清水厚 0711AE458 107

流域内の河川水温推定と生態系への影響評価 亀山哲 0910AE004 121

二次生成有機エアロゾルの環境動態と毒性に関する研究 高見昭憲 0911AG004 123

ブナ林衰退地域における総合植生モニタリング手法の開発 清水英幸 0509AH953 212

光化学オキシダントと粒子状物質等の汚染特性解明に関する研
究

大原利眞 0709AH381 106

水稲葉枯症の発症要因の究明と対策 清水英幸 0911AH004 217

北東アジアの草原地域における砂漠化防止と生態系サービスの
回復に関する研究  (2) 荒廃した草原の回復にかかわる key 
species の環境適応性の解明 (4) 半乾燥砂漠化地域に生育する key 
species-ecotype の生理生態特性の比較解析

清水英幸 0709BA513 213

水・物質・エネルギーの環境フラックス評価による持続可能な
都市・産業システムの設計

藤田壮 0709BA514 115

革新的手法によるエアロゾル物理化学特性の解明と気候変動予
測の高精度化に関する研究

高見昭憲 0810BA001 108

里山･里地･里海の生態系サービスの評価と新たなコモンズによ
る自然共生社会の再構築  

岡寺智大 0911BA007 117

東アジアにおける排出インベントリの高精度化と大気汚染物質
削減シナリオの策定

大原利眞 0913BA001 111

地上・衛星ライダーによるアジア域のエアロゾル解析に関する
研究

清水厚 0913BA004 111

大気汚染物質のソースレセプター解析と削減感受性評価 永島達也 0913BA005 111

アジア・オセアニア域における微量温室効果ガスの多成分長期
観測

谷本浩志 0711BB571 20

湿原流域の変容の監視手法の確立と生態系修復のための調和的
管理手法の開発

野原精一 0812BB001 121

新潟県におけるオゾン高濃度現象の解明 大原利眞 0709BC383 106

ブナ林域の総合モニタリング手法の開発と衰退リスク評価に関
する研究

清水英幸 0911BC002 218

水・物質・エネルギー統合解析によるアジア拠点都市の自然共
生型技術・政策シナリオの設計・評価システム

藤田壮 0709BD452 115

有機再生廃棄物を対象とする多層複合型資源循環圏の設計と評
価システムの構築

藤田壮 0810BE004 54

街区・地域の環境・熱エネルギー制御システム 藤田壮 0810BX001 116

温暖化影響早期観測ネットワークの構築 王勤学 0609BY923 114

温泉保護政策に資する定性的かつ定量的な温泉流動モデルの構
築

野原精一 0809BY001 215

バイオマス持続可能利用への環境管理技術開発：サブテーマ 3
　環境資源の強化・補完・代替技術評価研究

藤田壮 0709CB001 116

海洋表層・大気下層間の物質循環リンケージ 高見昭憲 0610CD309 105
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アジア自然共生
研究グループ

中国北部草原の劣化生態系に生育する主要植物種に及ぼす気候
変動の影響

清水英幸 0709CD581 214

チベット高原横断鉄道による野生動物への影響評価に関する研
究

亀山哲 0710CD494 220

大気エアロゾル中炭素成分測定の向上とアジアにおける越境大
気汚染観測への適用

長谷川就一 0809CD009 107

マルチトレーサーを用いた河口域生態系における流域環境影響
の評価手法に関する研究

野原精一 0810CD002 120

マングローブ植物の根圏酸化機能に関する研究 井上智美 0810CD003 120

全球ダスト動態解明のための観測・解析・モデルインタラク
ション

清水厚 0810CD008 108

南米 南端でのオゾン層破壊分子の総合観測によるオゾンホー
ルの中緯度帯への影響研究

中根英昭 0812CD002 217

健康影響が懸念される PM2.5 粒子状物質のわが国風上域での動
態把握

佐藤圭 0812CD005 108

芳香族炭化水素の光酸化で生じる二次有機エアロゾルのエイジ
ングに関する室内研究

佐藤圭 0911CD009 110

アジアのメガシティにおけるオゾンと二次粒子の生成メカニズ
ムに関する研究

大原利眞 0911KB001 110

グリーンサプライチェン・マネジメントの日中製造業間の国際
展開モデルの構築

藤田壮 0911LA001 118

道路沿道での対象者別個人曝露量推計 大原利眞 0710MA380 215

局地的大気汚染の健康影響に関する疫学調査（成人調査）にお
ける対象者別屋外濃度推計

大原利眞 0909MA003 109

神奈川県丹沢地域の冷温帯自然林植生モニタリング手法の開発 清水英幸 0911MA001 219

国際河川メコン河の淡水魚類多様性保全に向けたダム立地シナ
リオの考察

福島路生 0911NA001 119

重点４　アジア自然共生研究プログラム 中根英昭 0610SP004 103

社会環境システ
ム研究領域

市民および企業などの自主的な環境活動の理論および効果に関
する研究

森保文 0610AE451 130

統合評価モデル改良のための基礎的情報収集 増井利彦 0610AE531 130

自主的アプローチの評価に関する研究 日引聡 0709AE453 130

電気駆動車両の普及方策に関する研究 近藤美則 0710AE295 131

廃棄物政策の有効性と廃棄物事業の非効率性に関する実証研究 日引聡 0710AE525 54

温暖化対策にかかるリスクコミュニケーション手法の検討およ
び地域温暖化対策への適用

青柳みどり 0811AE001 134

環境評価に関わるデータ解析とシミュレーション手法に関する
研究

須賀伸介 0909AE004 135

動的 適化問題の解析を通した 適な環境管理に関する研究 須賀伸介 0909AE005 135

地球温暖化適応策（洪水対策）の費用便益分析 岡川梓 0911AE008 39

日本の成人男女の環境問題重要度認識に関する時系列調査 青柳みどり 0809AF003 132

全球水資源モデルとの統合を目的とした水需要モデル及び貿易
モデルの開発と長期シナリオ分析への適用

日引聡 0911AG003 128

都市の温熱環境マップ作成に関する研究 一ノ瀬俊明 0910AH001 136

電動パーソナルモビリティの認知度向上と評価 近藤美則 0809AI001 132

統合評価モデルによる温暖化の危険な水準と安定化経路に関す
る研究

肱岡靖明 0507BA507 38

分かりやすさを重視したマスメディア利用型コミュニケーショ
ンに関する実証的研究

青柳みどり 0712BA339 131

統合評価モデルを用いた気候変動統合シナリオの作成及び気候
変動政策分析

増井利彦 0810BA004 32

低炭素型都市づくり施策の効果とその評価に関する研究 一ノ瀬俊明 0810BA007 133

低炭素車両の導入による CO2 削減策に関する研究 近藤美則 0911BA004 136
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社会環境システ
ム研究領域

アジアを対象とした低炭素社会実現のためのシナリオ開発 増井利彦 0913BA002 33

日本における環境政策と経済の関係を統合的に分析・評価する
ための経済モデルの作成

岡川梓 0911BX001 137

機会論に基づくマーケティングを応用した環境ボランティア獲
得の為の情報システム開発

森保文 0709CD281 130

中国におけるクリマアトラスを通じた都市熱環境配慮型都市開
発の実現

一ノ瀬俊明 0810CD007 134

農業再建のための制度改革の地域計画論的総合研究 米澤健一 0813CD001 134

ベイジアンアプローチに基づくインフラストラクチャーの経済
評価

宮脇幸治 0910CD007 136

環境政策の長期シナリオ 増井利彦 0609CE491 129

社会環境システム研究領域における研究活動 日引聡 0610FP012 127

世界の持続可能な水利用の長期ビジョン作成 花崎直太 0914KB001 128

都市の地下環境に残る人間活動の影響 一ノ瀬俊明 0510KZ503 129

ISO14001 審査登録の環境負荷管理における継続的改善効果の検
証

森保文 0809KZ003 133

酸化タングステン NO2 センサの実用性評価 松橋啓介 0809MA002 133

地方公共団体実行計画（区域施策）策定マニュアルに関する土
地利用と交通に係る低炭素化手法の検討

松橋啓介 0909MA002 135

東京都を対象とした総合的温暖化影響評価の検討 肱岡靖明 0911ZZ001 31

化学環境研究領
域

環境及び生体中の元素の存在状態と動態解明のための計測手法
に関する研究

瀬山春彦 0610AE413 138

高磁場 MRI 法の高度化とヒトへの応用 三森文行 0610AE416 139

環境化学物質の生体影響評価のための行動試験法の体系の確立
に関する研究

梅津豊司 0610AE444 139

環境モニタリングの手法と精度管理に関する研究 (3) ダイオキ
シン類測定の高度化に伴う精度管理

伊藤裕康 0709AE438 140

生体鉱物形成作用により生成した金属酸化物に関する研究 瀬山春彦 0810AE001 143

大気浮遊粒子の化学組成と由来に関する研究 伏見暁洋 0911AE002 148

LC を用いた環境試料や生体試料中の難揮発性物質や熱分解性物
質の分析に関する研究

高澤嘉一 0911AE004 149

同位体希釈法によるウルトラマイクロスケール放射性炭素分析
法の開発

加藤和浩 0810AF001 143

トンボ中のフッ素系界面活性剤蓄積傾向調査と環境モニタリン
グへの活用

吉兼光葉 0909AF006 146

多連自動サンプリング装置の開発と大気中の残留性有機汚染物
質のモニタリングへの適用

高澤嘉一 0910AF001 146

高磁場 MRI を用いたヒト脳内非侵襲代謝物定量計測法の研究 渡邉英宏 0910AF002 147

海洋起源ハロカーボンの生成メカニズムの解明 －インド洋～南
極海での船上実験－

大木淳之 0910AF005 147

九州北部地域における光化学越境大気汚染の実態解明のための
前駆体観測とモデル解析

横内陽子 0810AG001 122

多次元分離分析法による有機ハロゲン系化合物等の微量有機汚
染物質の網羅分析

橋本俊次 0911AG005 138

日本における土壌炭素蓄積機構の定量的解明と温暖化影響の実
験的評価

内田昌男 0911AG006 39

摩周湖の透明度変化に関する物理・化学・生物学的要因解析 田中敦 0709AH371 141

有機フッ素化合物の環境汚染実態と排出源について 柴田康行 0911AH002 149

東アジア地域における POPs（残留性有機汚染物質）の越境汚染
とその削減対策に関する研究　（４）スペシメンバンク試料を用
いた汚染レベルの時系列変化の解明

柴田康行 0810BA008 144

アジアにおける多環芳香族炭化水素類 (PAHs) の発生源特定と
その広域輸送

内田昌男 0911BA008 158
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化学環境研究領
域

東アジアと北太平洋における有機エアロゾルの起源、長距離大
気輸送と変質に関する研究

内田昌男 0911BA009 149

東アジアにおけるハロカーボン排出実態解明のための高頻度・
高精度モニタリング研究

横内陽子 0911BB001 22

摩周湖の透明度の低下原因解明と総合的環境保全に関する研究 田中敦 0810BC002 144

有機フッ素化合物の発生源、汚染実態解明、処理技術開発 サブ
テーマ７：PFOS/PFOA およびその類縁化合物による生物の汚染
トレンド解析と処理技術に関する研究

柴田康行 0809BD002 142

高エネルギー密度界面を用いた大容量キャパシタの開発 久米博 0711BY485 142

海洋起源ハロカーボン類のフラックスと生成過程 横内陽子 0610CD974 139

近未来予測のための古海洋学：温暖化に伴う気候モードジャン
プの可能性

内田昌男 0610CD975 140

高磁場 MRI による含鉄タンパク質フェリチンの定量化と分子イ
メージングへの適用研究

三森文行 0709CD311 141

超高磁場 MRI を用いたヒト脳の無侵襲高速高感度多次元スペク
トロスコピー法の研究

渡邉英宏 0709CD315 141

アイスコア中の宇宙線生成核種による宇宙線と地球環境の変動
史に関する研究

柴田康行 0709CD391 142

有機ヒ素化合物による中枢神経系への長期影響の解明  課題２：
臓器中ジフェニルアルシン酸及びその代謝物の定量分

柴田康行 0809CD010 143

北極海の定量的環境復元とグローバルな気候変動との関連性解
明に関する研究

内田昌男 0810CD010 145

微生物 ｒRNA・膜脂質の放射性炭素分析に基づく海洋 DOC 炭
素循環プロセスの解明

内田昌男 0810CD011 145

熱帯・亜熱帯林生態系による自然起源オゾン破壊物質のガス交
換過程の解明

斉藤拓也 0910CD005 148

実測可能な滞留時間別コンパートメントからなる土壌炭素動態
モデルの構築

内田昌男 0911CD012 150

北緯 80 度カナダ北極圏における温暖化影響評価の為の土壌炭素
動態に関する観測調査

内田昌男 0911CD013 150

北極土壌圏温暖化に伴う凍土融解と土壌微生物による化石炭素
の分解促進に関する研究

内田昌男 0911CD014 151

生体試料を用いた有害化学物質曝露の健康影響評価 柴田康行 0911CD015 151

化学環境研究領域における研究活動 柴田康行 0610FP013 137

日本人小児の鉛曝露とその健康リスクに関する研究 田中敦 0810KZ001 145

ニコチン及びメントールがうつ症状に及ぼす効果に関する神経
薬理学的研究

梅津豊司 0911KZ002 151

終氷期海底下メタンハイドレート層の不安定化と温暖化との
関連性解明に関する研究

内田昌男 0810LA001 146

放射性炭素同位体測定に基づく微小粒子状物質の起源に関する
研究

内田昌男 0910LA001 148

健康的なアロマ環境創生をめざした植物成分の中枢作用に関す
る研究

梅津豊司 0813NA001 146

環境健康研究領
域

メタロイドのメタボロミクスに関する研究 小林弥生 0509AE796 156

ナノ素材がアレルギーに与える影響とメカニズムの解明に関す
る研究

井上健一郎 0709CD529 154

環境ストレスによる生体影響における内因性保護分子の探索 井上健一郎 0809AE001 154

ディーゼル排気微粒子（DEP）による脂肪肝の増悪機構に関す
る研究

柳澤利枝 0909AE001 68

環境化学物質が免疫担当細胞に及ぼす影響に関する研究 小池英子 0910AE001 77

環境化学物質の転写因子機能への影響を介した作用メカニズム 野原恵子 0911AE001 78

抗原提示細胞に対する環境化学物質の影響解析 伊藤智彦 0911AE009 155

環境健康研究領
域

急性冠症候群発症リスクにおける環境因子と個人レベルの修飾
因子に関する疫学的検討

上田佳代 0809AF002 156
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マイクロ RNA を用いたヒ素の健康影響検出法の開発 鈴木武博 0809AF004 89

エピジェネティクス作用を包括したトキシコゲノミクスによる
環境化学物質の影響評価法開発のための研究

野原恵子 0710AG333 76

iPS 細胞由来心臓細胞を用いたディーゼル排気微粒子の in 
vitro 影響評価の検討

井上健一郎 0909AI003 155

グローバルな DNA メチル化変化に着目した環境化学物質のエ
ピジェネティクス作用スクリーニング法の開発

野原恵子 0809BD003 76

大気中粒子状物質等が循環器疾患発症・死亡に及ぼす影響に関
する疫学研究

新田裕史 0809BD004 154

ディーゼル排気ナノ粒子の脳、肝、腎、生殖器への影響バイオ
マーカー創出・リスク評価

井上健一郎 0911BD001 81

廃棄物リサイクル制度展開の国際比較と化学物質管理の統合シ
ステム解析

高野裕久 0911BE010 159

樹状細胞による環境化学物質のアレルギー増悪メカニズムの解
明

小池英子 0809CD003 77

食品中の残留農薬曝露が若齢期のアレルギー疾患に及ぼす影響
に関する研究

柳澤利枝 0809CD005 73

環境化学物質による脂肪肝の増悪とその機構解明に関する研究 高野裕久 0809CD008 156

ヒ素の体内動態に関する分析毒性学的研究 小林弥生 0810CD004 157

日本と中国における自動車排出ガスの健康影響の国際比較に関
する疫学研究

田村憲治 0810CD009 157

エアロゾルによる生体影響の評価 高野裕久 0812CD006 158

臓器特異的な TCDD 反応性の AhR 依存的な遺伝子発現調節メ
カニズムからの解析

鈴木武博 0910CD004 90

環境ナノ粒子が高感受性呼吸器疾患に及ぼす悪影響 井上健一郎 0911CD002 82

環境健康研究領域における研究活動 高野裕久 0610FP014 152

げっ歯類肺傷害モデルにおける肺機能及びサイトカイン変動と
環境汚染物質の影響に関する研究

高野裕久 0809MA001 157

大気圏環境研究
領域

外的な気候変動要因による長期気候変化シグナルの検出に関す
る数値実験的研究

野沢徹 0608AE549 161

ネットワーク観測用ライダーの高度化技術に関する基礎研究 杉本伸夫 0709AE389 162

衛星搭載ライダー、雲レーダーによる雲、エアロゾルの測定に
関する研究

杉本伸夫 0709AE404 162

２波長偏光 Mie 散乱ライダーデータを用いた海洋上でのエアロ
ゾル時空間分布に関する研究

西澤智明 0709AE434 162

連続観測ミー散乱ライダーでの受光検出部が測定誤差に及ぼす
影響の検討

松井一郎 0709AE500 163

波照間・落石モニタリングステーションで観測される O2 およ
び CO2 濃度のシノプティックスケール変動に関する研究

遠嶋康徳 0910AE003 24

オゾン層変動と成層圏 - 対流圏大気変動との間の相互作用に関
する研究

秋吉英治 0913AE001 168

質量分析法による大気微量成分の計測手法の開発 猪俣敏 0913AE003 168

オイラー型モデル出力との整合性の観点で見たトラジェクトリ
解析手法の研究

菅田誠治 0913AE005 168

硝酸塩素を用いた極成層圏雲の不均一反応過程に関する研究 杉田考史 0808AF001 164

シベリヤにおけるオゾンゾンデマッチ観測による春季極域オゾ
ン破壊量の定量化

中島英彰 0909AF001 160

過去の気候変化シグナルの検出とその要因推定 野沢徹 0610AJ001 35

成層圏プロセスの長期変化の検出とオゾン層変動予測の不確実
性評価に関する研究

今村隆史 0709BA375 163

大気環境に関する次世代実況監視及び排出量推定システムの開
発

秋吉英治 0911BA001 167

大気圏環境研究
領域

二酸化炭素の全球収支解明のための大気中酸素および炭素同位
体の長期観測研究

遠嶋康徳 0913BB001 22
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次世代大気モニタリングネットワーク用多波長高スペクトル分
解ライダーの開発

西澤智明 0810BD002 165

PTR-TOFMS を用いたディーゼル車排ガス中ニトロ有機化合物の
リアルタイム計測

猪俣敏 0911BD003 167

SKYNET 観測網によるエアロゾルの気候影響モニタリング 杉本伸夫 0610CC995 161

亜酸化窒素濃度分布を介した北極域オゾン層の長期変動に関す
る研究

秋吉英治 0710CD390 164

地球温暖化による降水量変化予測の排出シナリオ依存性 塩竈秀夫 0809CD002 30

プロトン化有機化合物を一次イオンに用いた陽子移動反応質量
分析法の大気計測への適用

猪俣敏 0810CD005 165

オゾン層破壊に関連した極成層圏雲の特性評価に関する研究 中島英彰 0811CD005 166

ライダーおよび地上モニタリングネットワークによるエアロゾ
ル動態解明

杉本伸夫 0812CD003 166

エアロゾル前駆体の実時間計測による二次有機エアロゾル生成
過程の解明

猪俣敏 0812CD004 166

高解像度大気海洋結合モデルによる近未来予測実験 野沢徹 0711CE432 29

大気圏環境研究領域における研究活動 今村隆史 0610FP015 159

オゾン分布の年々変動・長期変動と大気大循環場との相互作用
に関する統計・数値解析研究

中村哲 0809ZZ002 164

水土壌圏環境研
究領域

微生物の環境利用およびその影響評価に関する研究 岩崎一弘 0610AE460 175

水環境中における溶存有機物 (DOM) に関する研究 今井章雄 0610AE599 175

人為影響による海洋生態系変質に関する研究 原島省 0610AE926 171

水土壌環境における微生物群集構造及び活性評価に関する基礎
的研究

冨岡典子 0810AE004 177

界面活性剤ミセルが存在する溶液内での物質の分配と反応性に
関する研究

稲葉一穂 0812AE002 177

土壌 - 植物系中におけるレアメタルの挙動に関する研究 村田智吉 0910AE002 179

高窒素負荷を受ける森林集水域の林内環境が窒素流出抑制に及
ぼす影響

林誠二 0809AF001 171

硝酸イオン中の窒素、酸素安定同位体比による河川での窒素負
荷源の特定と流出プロセスの解明

高津文人 0809AF005 176

貧酸素水塊の形成機構と生物への影響評価に関する研究 牧秀明 0710AG474 171

湖沼における有機物の循環と微生物生態系との相互作用に関す
る研究

今井章雄 0811AG001 174

資源作物由来液状廃棄物のコベネフィット型処理システムの開
発

珠坪一晃 0911AG001 55

腸内細菌によるメチル水銀の分解機構の解明 永野匡昭 0909AI001 178

下水道ネットワークを対象とした温暖化適応評価に関する予備
的検討

林誠二 0909AI002 178

東シナ海環境保全に向けた長江デルタ・陸域環境管理手法の開
発に関する研究

木幡邦男 0911BA006 116

貧栄養湖十和田湖における難分解性溶存有機物の発生原因の解
明に関する研究

今井章雄 0709BC444 175

干潟機能の高度化システムによる水環境改善及び CO2 固定化技
術の開発研究

木幡邦男 0810BD001 172

クリーン開発メカニズム適用のためのパームオイル廃液
（POME）の高効率の新規メタン発酵 プロセスの創成「プロセ
スの安定化・効率化のための微生物群のコミュニティ解析・コ
ントロール技術に関する研究」

珠坪一晃 0810BD003 173

伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開発 木幡邦男 0610CB001 122

地下に漏出した有機溶剤の洗浄剤注入による回収効率と下層へ
の汚染拡散に関する研究

稲葉一穂 0711CD331 175

水土壌圏環境研
究領域

異化型ヒ酸塩還元細菌と天然メディエーターを併用した汚染土
壌からのヒ素除去

山村茂樹 0809CD007 176
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稀少な底生動物種を育むヨシ原の生態系機能と保全に関する研
究

金谷弦 0910CD002 179

湖沼において漸増する難分解性溶存有機物の特性・起源と物質
収支

今井章雄 0911CD003 174

水土壌圏環境研究領域における研究活動 木幡邦男 0610FP016 169

ＳＵ １　硝酸イオン中の窒素、酸素安定同位体比による河川で
の窒素負荷流出・代謝プロセスの解明

高津文人 0809KZ004 177

低濃度排水のメタン発酵処理法の精製糖排水への応用に関する
研究

珠坪一晃 0809LA001 172

生物圏環境研究
領域

微生物系統保存施設に保存されている藻類保存株の分類学的評
価と保存株データベースの整備

笠井文絵 0811AD001 227

低圧環境下での植物の生理生態特性に及ぼす温度上昇の影響 名取俊樹 0509AE952 181

環境変動下における生態系とキーストーン種の挙動 高村健二 0610AE411 182

淡水生物の個体群動態と繁殖に及ぼす化学物質の生態影響に関
する基礎的研究

多田満 0610AE455 183

島嶼河川に生息する底生動物の分類及び生態に関する研究 佐竹潔 0610AE463 183

海草藻場における根圏環境の研究 矢部徹 0710AE378 185

アズキゾウムシの隠蔽種とボルバキアによる生殖隔離機構の解
明

今藤夏子 0710AE480 185

Apparent competition を利用した個体数制御 今藤夏子 0810AE002 186

シロイヌナズナのエチレン合成酵素 ACS6 遺伝子の発現制御に
関する研究

玉置雅紀 0810AE003 187

植物の環境ストレス影響評価とストレス応答機構の解明 佐治光 0812AE001 188

外来水生植物の侵入と定着に関する研究 矢部徹 0812AE003 188

生態系の融合による生物の相互侵入に弱い生態系の性質 吉田勝彦 0909AE003 188

倍数性の違いに基づいた絶滅危惧植物と外来植物の交雑実態の
把握

石濱史子 0910AE005 190

シャジクモ類の生育の現状と衰退に及ぼす環境要因 笠井文絵 0911AE003 191

都市の緑地間における蝶類相の比較と移動分散の実態解明 今藤夏子 0911AE006 191

広域スケールでの土地利用の不均一性と生物の空間分布との関
連の解明

角谷拓 0911AE007 192

ユスリカ相と長期･短期的環境変動の関連に関する基礎的研究 上野隆平 0913AE004 194

マリモの遺伝的多様性と保全に関する研究 中嶋信美 0710AF573 185

初めて東京湾に出現した有害植物プランクトン Chattonella 
marina の定着と拡散経路の解析

河地正伸 0909AF005 189

緑潮（グリーンタイド）を引き起こす侵入アオサの実態把握 石井裕一 0910AF006 190

遺伝子組換えセイヨウアブラナのこぼれ落ちおよび拡散に関す
るモニタリング

中嶋信美 0913AF001 194

生物の空間分布予測モデルにもとづいた自然再生適地の抽出と
市民参加による検証

角谷拓 0910AH002 191

植物のオゾン被害とストレス診断に関する研究 青野光子 0911AH001 192

浅海域における干潟・藻場の生態系機能に関する研究 矢部徹 0911AH003 192

関東地方淡水魚の系統固有性検証と全国的系統情報整備 高村健二 0909AI004 181

大型船舶のバラスト水・船体付着で越境移動する海洋生物の動
態把握と定着の早期検出

河地正伸 0709BA392 183

気温とオゾン濃度上昇が水稲の生産性におよぼす複合影響評価
と適応方策に関する研究　(3) 高温・オゾン適応のための分子
マーカーの探索とオゾンストレス診断アレイの開発

久保明弘 0810BA002 187

チベット高原を利用した温暖化の早期検出と早期予測に関する
研究

唐艶鴻 0509BB829 24

生物圏環境研究
領域

DNA アレイを用いた種特異的分子マーカーの効率的作製技術の
開発に関する研究

中嶋信美 0809BD005 180

絶滅の危機に瀕する藻類の収集と長期保存に関する研究 笠井文絵 0610BY505 229

除草剤耐性遺伝子の流動に関する調査･研究 佐治光 0909BY002 189

所属 研究課題 研究代表者 研究課題コード 頁
―  509  ―



国立環境研究所年報（平成 21 年度）
ストレス環境下における近交弱勢の個体群存続性への影響評価 石濱史子 0709CD358 184

炭化水素産生藻類による石油代替資源の開発に関する基盤技術
研究

中嶋信美 0709CD373 184

時間・空間情報を統合した生物の絶滅リスク決定要因の解明 角谷拓 0809CD013 186

重金属汚染土壌の修復を目的とした有用植物資源の活用に関す
る研究

玉置雅紀 0811CD002 187

小笠原諸島における十脚目甲殻類のインベントリ作成および保
全に関する基礎的研究

佐竹潔 0911CD008 193

藻類の収集・保存・提供 - 付加価値向上と品質管理体制整備 笠井文絵 0711CE302 186

生物圏環境研究領域における研究活動 竹中明夫 0610FP017 179

遺伝子組換えダイズから野生種への遺伝子浸透に関する研究 -
雑種の適応度の解明

佐治光 0610JA970 183

オイル産生緑藻類 Botryococcus（ボトリオコッカス）高アルカ
リ株の高度利用技術　( 適増殖・オイル生産に導く培養基盤
技術と高度品種改良技術の開発 )

中嶋信美 0813KB001 181

フローサイトメトリ分離細胞の全ゲノム増幅に基づく非培養海
産微細藻のメタゲノムと分類

河地正伸 0911KB002 193

都市部と農村部における河川水のオオミジンコを用いた総合毒
性評価に関する研究

多田満 0911LA003 194

北岳における高山生態系の長期モニタリング 名取俊樹 0909MA001 189

亜鉛等重金属類の水生生物への複合毒性の評価 多田満 0909MA006 190

環境研究基盤技
術ラボラトリー

培養細胞を用いた環境の標準評価法の開発と細胞保存バンク 桑名貴 0510AD944 228

環境標準試料の作製と評価 西川雅高 0610AD474 227

微細藻類が生産する生理活性物質の構造解析・分析に関する研
究

佐野友春 0610AE401 220

環境科学研究用に開発した実験動物の有用性 高橋慎司 0610AE539 228

鳥類卵母細胞の体外成熟および体外受精に関する研究 川嶋貴治 0909AF004 221

何が希少鳥類の事故死を増加させるか？ 根上泰子 0910AF004 229

発生工学を用いた新規の鳥類人工繁殖手法 桑名貴 0911AG002 230

渡り鳥による希少鳥類に対する新興感染症リスク評価に関する
研究

桑名貴 0911BA003 230

風送ダストの飛来量把握に基づく予報モデルの精緻化と健康・
植物影響評価に関する研究

西川雅高 0911BA005 109

藍藻類が生産するミクロシスチンのモニタリング手法とその評
価に関する研究

佐野友春 0911BC001 222

絶滅危惧野生生物の細胞・遺伝子のタイムカプセルに関する研
究

桑名貴 0288BY599 227

タンチョウ (Grus japonensis) のハプロタイプおよび雌雄判別 桑名貴 0510BY947 228

黄砂モニタリング情報の整備とその化学組成の決定 西川雅高 0709CD299 220

環境研究基盤技術ラボラトリーにおける活動 桑名貴 0610CP018 219

希少鳥類の遺伝的多様性評価と細胞保存バンク 桑名貴 0910KZ001 230

鳥類生殖幹細胞の凍結保存と個体増殖への応用 桑名貴 0911KZ001 231

東アジア・ユーラシア地域での希少鳥類細胞保存バンク創設 桑名貴 0810NA002 229
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	7）　 平成21年度農薬による水生生物影響実態把握調査
	8）　 ディーゼル排気微粒子（DEP）による脂肪肝の増悪 機構に関する研究
	9）　 平成21年度化学物質の内分泌かく乱作用に関する無 脊椎動物を用いた試験法開発に係る業務
	10）　 工場排水の環境影響評価法の開発
	11）　 米国等国際協力下における化学物質の内分泌かく 乱作用に関する魚類試験法開発
	12）　 医薬品の環境影響評価ガイドラインに関する研究
	13）　 木質系バイオエタノールのための環境低負荷型生 産技術の開発
	14）　 改良型ミジンコ繁殖毒性試験を用いた新たな数理 生態学的解析手法の検討

	(3)-2.　感受性要因に注目した化学物質の健康影響評価
	【関連課題】
	1）　 環境因子に起因する精神・神経疾患の解明に関する 研究
	2）　 乳幼児期の細菌刺激および化学物質曝露による成長 後のTh1／Th2バランスへの影響
	3）　 化学物質の有害性評価の効率化を目指した新たな神 経毒性試験法の開発
	4）　 食品中の残留農薬曝露が若齢期のアレルギー疾患に 及ぼす影響に関する研究
	5）　 アテローム性動脈硬化症および骨粗鬆症を指標とす るダイオキシン類の老化促進に関する分子生物学的 解析
	6）　 受容体AhRの転写活性化を伴わないダイオキシン類 の新たな毒性発現メカニズムの解明 ーダイオキシ ン曝露マウス尿管の形態と機能の解析ー
	7）　 環境因子による多動性障害のエピジェネティック解 析
	8）　 環境化学物質の高次機能毒性評価における感受性マ ウス系統の有用性解析
	9）　 揮発性化学物質に対する嗅覚過敏の動物モデルの作 成
	10）　 形態形成期・思春期などの高感受性期にある集団で の核内受容体作動性化学物質等の有害性発現メカニ ズムの解明及びその評価手法にかかる総合研究：発 がん・加齢などに及ぼす影響の分子メカニズムに関 する研究
	11）　 エピジェネティクス作用を包括したトキシコゲノ ミクスによる環境化学物質の影響評価法開発のため の研究
	12）　 グローバルなDNAメチル化変化に着目した環境化 学物質のエピジェネティクス作用スクリーニング法 の開発
	13）　 樹状細胞による環境化学物質のアレルギー増悪メ カニズムの解明
	14）　 環境化学物質の生殖細胞に対する遺伝毒性リスク 評価法の開発に関する研究
	15）　 環境化学物質が免疫担当細胞に及ぼす影響に関す る研究
	16）　 ダイオキシン関連遺伝子群の網羅的相関解析とバ イオインフォマティクスによる影響化学物質の推定 解析
	17）　 環境化学物質の転写因子機能への影響を介した作 用メカニズム
	18）　 小児先天奇形発症における環境リスク評価法の基 盤整備：残留性有機汚染物質関連遺伝子の感受性を 利用したバイオマーカーの開発に関する研究
	19）　 都市大気中の浮遊粒子成分が動物体内で示す変異 原性と次世代影響の評価
	20）　 確率推論型アルゴリズムに対するヒト胚性幹細胞 試験データ適用法の標準化

	(3)-3.　環境中におけるナノ粒子等の体内動態と健康影 響評価
	【関連課題】
	1）　 自動車排出ガスに起因する環境ナノ粒子の生体影響 調査
	2）　 拡散荷電を用いた浮遊繊維状粒子の粒子長さに関す る研究
	3）　 ディーゼル排気ナノ粒子の脳、肝、腎、生殖器への 影響バイオマーカー創出・リスク評価
	4）　 環境ナノ粒子が高感受性呼吸器疾患に及ぼす悪影響
	5）　 環境負荷を低減する水系クロマトグラフィーシステ ムの開発
	6）　 有機ヒ素化合物による中枢神経への長期影響の解明

	(3)-4.　生物多様性と生態系機能の視点に基づく環境影 響評価手法の開発
	【関連課題】
	1）　 海産生物に及ぼす内分泌かく乱化学物質の影響に関 する研究
	2）　 カエルツボカビ感染情報収集業務
	3）　 釧路湿原シラルトロ沼の環境劣化とその原因の究明
	4）　 非意図的な随伴侵入生物の生態リスク評価と対策に 関する研究
	5）　 集団遺伝解析に基づく外来ザリガニの管理手法の開発
	6）　 外来アリのスーパーコロニーにおける遺伝的構造と コロニー間闘争の関係解明
	7）　 シリケンイモリとウシガエルに感染するカエルツボ カビの個体群動態に関する研究
	8）　 文理融合に基づく淡水生態系の生物多様性保全・管 理手法の開発
	9）　 有機スズによる腹足類のインポセックス誘導：レチ ノイドX受容体関与説の高度化
	10）　 化学物質曝露に関する複合的要因の総合解析によ る曝露評価
	11）　 生態系評価・管理のための流域詳細情報の整備
	12）　 国立環境研究所侵入生物データベース管理
	13）　 化学物質の定量的環境リスク評価と費用便益分析

	環境リスク研究プログラムの関連研究プロジェクト
	(3)-5-1.　エピジェネティクス作用を包括したトキシコゲ ノミクスによる環境化学物質の影響評価法開発のた めの研究
	【関連課題】
	1）　 マイクロRNAを用いたヒ素の健康影響検出法の開発
	2）　 グローバルなDNAメチル化変化に着目した環境化学 物質のエピジェネティクス作用スクリーニング法の 開発
	3）　 臓器特異的なTCDD反応性のAhR依存的な遺伝子発 現調節メカニズムからの解析
	4）　 環境化学物質の転写因子機能への影響を介した作用 メカニズム


	環境リスク研究プログラムにおけるその他の活動
	(3)-6-1.　環境政策における活用を視野に入れた基盤的な 調査研究の推進
	1)　化学物質リスク総合解析手法と基盤の開発
	【関連課題】
	1）　 環境負荷を低減する水系クロマトグラフィーシステ ムの開発
	2）　 環境中におけるナノ粒子等の体内動態と健康影響評 価
	3）　 自動車排出ガスに起因する環境ナノ粒子の生体影響 調査
	4）　 化学物質環境リスク初期評価の実施
	5）　 農薬による生物多様性への影響調査
	6）　 化学物質曝露に関する複合的要因の総合解析による 曝露評価

	2)　化学物質環境調査による曝露評価の高度化に関する 研究
	【関連課題】
	1）　 変異原性とＭＶＯＣを用いた堆肥の安全性評価手法 の開発
	2）　 ニホンウズラ受精卵を用いた環境汚染物質の発生・ 繁殖毒性評価

	3)　生態影響試験法の開発及び動向把握
	【関連課題】
	1）　 改良型ミジンコ繁殖毒性試験を用いた新たな数理生 態学的解析手法の検討
	2）　 OECDにおける化学物質の内分泌かく乱作用に関す る試験法開発に係る支援及び情報収集
	3）　 平成21年度化学物質の内分泌かく乱作用に関する無 脊椎動物を用いた試験法開発に係る業務
	4）　 バイオアッセイ法による石炭灰の有効利用のための 環境リスク評価技術
	5）　 工場排水の環境影響評価法の開発
	6）　 アミノフェノール異性体における生態影響について のカテゴリーアプローチの適用可能性の調査
	7）　 米国等国際協力下における化学物質の内分泌かく乱 作用に関する魚類試験法開発
	8）　 医薬品の環境影響評価ガイドラインに関する研究
	9）　 木質系バイオエタノールのための環境低負荷型生産 技術の開発
	10）　 WET手法を活用した水環境管理手法の検討調査
	11）　 平成21年度農薬による水生生物影響実態把握調査
	12）　 水産動植物登録保留基準設定に関する文献等調査
	13）　 水生生物への影響が懸念される有害物質情報収集 等調査
	14）　 化学物質環境リスク初期評価の実施
	15）　 農薬による生物多様性への影響調査

	4)　定量的構造活性相関による生態毒性予測手法の開発
	【関連課題】
	1）　 毒性予測にむけた化学物質と生体分子との分子軌道 法による反応モデル構築
	2）　 アミノフェノール異性体における生態影響について のカテゴリーアプローチの適用可能性の調査

	5)　発がん性評価と予測のための手法の開発
	【関連課題】
	1）　 環境化学物質の生殖細胞に対する遺伝毒性リスク評 価法の開発に関する研究
	2）　 都市大気中の浮遊粒子成分が動物体内で示す変異原 性と次世代影響の評価
	3）　 食品添加物における遺伝毒性発がん物質の評価法に 関する研究
	4）　 有機ヒ素化合物による中枢神経への長期影響の解明

	6)　インフォマティックス手法を活用した化学物質の影 響評価と類型化手法の開発
	【関連課題】
	1）　 形態形成期・思春期などの高感受性期にある集団で の核内受容体作動性化学物質等の有害性発現メカニ ズムの解明及びその評価手法にかかる総合研究：発 がん・加齢などに及ぼす影響の分子メカニズムに関 する研究
	2）　 マルチプロファイリング技術による化学物質の胎生 プログラミングに及ぼす影響評価手法の開発
	3）　 ダイオキシン関連遺伝子群の網羅的相関解析とバイ オインフォマティクスによる影響化学物質の推定解 析
	4）　 小児先天奇形発症における環境リスク評価法の基盤 整備：残留性有機汚染物質関連遺伝子の感受性を利 用したバイオマーカーの開発に関する研究
	5）　 確率推論型アルゴリズムに対するヒト胚性幹細胞試 験データ適用法の標準化

	7)　化学物質の環境リスク評価のための基盤整備
	【関連課題】
	1）　 化審法審査支援等検討調査
	2）　 水産動植物登録保留基準設定に関する文献等調査
	3）　 水生生物への影響が懸念される有害物質情報収集等 調査
	4）　 化学物質環境リスク初期評価の実施
	5）　 有機ヒ素化合物による中枢神経への長期影響の解明
	6）　 農薬による生物多様性への影響調査
	7）　 アミノフェノール異性体における生態影響について のカテゴリーアプローチの適用可能性の調査
	8）　 環境負荷を低減する水系クロマトグラフィーシステ ムの開発
	9）　 環境中におけるナノ粒子等の体内動態と健康影響評 価
	10）　 自動車排出ガスに起因する環境ナノ粒子の生体影 響調査
	11）　 環境化学物質の生殖細胞に対する遺伝毒性リスク 評価法の開発に関する研究
	12）　 都市大気中の浮遊粒子成分が動物体内で示す変異 原性と次世代影響の評価

	8)　化学物質の定量的環境リスク評価と費用便益分析
	【関連課題】
	1）　 改良型ミジンコ繁殖毒性試験を用いた新たな数理生 態学的解析手法の検討

	(3)-6-2.　環境リスクに関するデータベース等の作成
	1)　化学物質データベースの構築と提供
	2)　生態系評価・管理のための流域詳細情報の整備
	3)　国立環境研究所侵入生物データベース管理
	【関連課題】
	1）　 八丈島における外来生物による在来種個体群への影 響評価
	2）　 非意図的な随伴侵入生物の生態リスク評価と対策に 関する研究


	重点４　アジア自然共生研究プログラム
	アジア自然共生研究プログラムの中核研究プロジェクト
	(4)-1.　アジアの大気環境評価手法の開発
	【関連課題】
	1）　 エアロゾル上での不均一反応の研究
	2）　 揮発性有機化合物の光酸化で生成する二次有機エア ロゾルの組成分析
	3）　 海洋表層・大気下層間の物質循環リンケージ
	4）　 光化学オキシダントと粒子状物質等の汚染特性解明 に関する研究
	5）　 新潟県におけるオゾン高濃度現象の解明
	6）　 東アジア域におけるエアロゾル空間分布の把握およ びその変動の抽出に関する研究
	7）　 大気エアロゾル中炭素成分測定の向上とアジアにお ける越境大気汚染観測への適用
	8）　 革新的手法によるエアロゾル物理化学特性の解明と 気候変動予測の高精度化に関する研究
	9）　 全球ダスト動態解明のための観測・解析・モデルイ ンタラクション
	10）　 健康影響が懸念されるPM2.5粒子状物質のわが国風 上域での動態把握
	11）　 局地的大気汚染の健康影響に関する疫学調査（成人 調査）における対象者別屋外濃度推計
	12）　 風送ダストの飛来量把握に基づく予報モデルの精 緻化と健康・植物影響評価に関する研究
	13）　 芳香族炭化水素の光酸化で生じる二次有機エアロ ゾルのエイジングに関する室内研究
	14）　 アジアのメガシティにおけるオゾンと二次粒子の 生成メカニズムに関する研究
	15）　 東アジアにおける排出インベントリの高精度化と 大気汚染物質削減シナリオの策定
	16）　 地上・衛星ライダーによるアジア域のエアロゾル解 析に関する研究
	17）　 大気汚染物質のソースレセプター解析と削減感受 性評価
	18）　 日本と中国における自動車排出ガスの健康影響の 国際比較に関する疫学研究
	19）　 ライダーおよび地上モニタリングネットワークに よるエアロゾル動態解明

	(4)-2.　東アジアの水・物質循環評価システムの開発
	【関連課題】
	1）　 温暖化影響早期観測ネットワークの構築
	2）　 水・物質・エネルギーの環境フラックス評価による 持続可能な都市・産業システムの設計
	3）　 水・物質・エネルギー統合解析によるアジア拠点都 市の自然共生型技術・政策シナリオの設計・評価シ ステム
	4）　 バイオマス持続可能利用への環境管理技術開発：サ ブテーマ3　環境資源の強化・補完・代替技術評価 研究
	5）　 街区・地域の環境・熱エネルギー制御システム
	6）　 東シナ海環境保全に向けた長江デルタ・陸域環境管 理手法の開発に関する研究
	7）　 里山.里地.里海の生態系サービスの評価と新たなコ モンズによる自然共生社会の再構築
	8）　 グリーンサプライチェン・マネジメントの日中製造 業間の国際展開モデルの構築
	9）　 貧酸素水塊の形成機構と生物への影響評価に関する 研究
	10）　 有機再生廃棄物を対象とする多層複合型資源循環 圏の設計と評価システムの構築

	(4)-3.　流域生態系における環境影響評価手法の開発
	【関連課題】
	1）　 国際河川メコン河の淡水魚類多様性保全に向けたダ ム立地シナリオの考察
	2）　 貧酸素水塊の形成機構と生物への影響評価に関する 研究
	3）　 マルチトレーサーを用いた河口域生態系における流 域環境影響の評価手法に関する研究
	4）　 マングローブ植物の根圏酸化機能に関する研究
	5）　 湿原流域の変容の監視手法の確立と生態系修復のた めの調和的管理手法の開発
	6）　 流域内の河川水温推定と生態系への影響評価
	7）　 伊勢湾流域圏の自然共生型環境管理技術開発


	アジア自然共生研究プログラムの関連研究プロ ジェクト
	(4)-4-1.　九州北部地域における光化学越境大気汚染の実 態解明のための前駆体観測とモデル解析
	(4)-4-2.　二次生成有機エアロゾルの環境動態と毒性に関 する研究


	Ⅳ．基盤的な調査・研究活動
	社会環境システム研究領域における研究活動
	(1)-1.　領域プロジェクト
	1）　 全球水資源モデルとの統合を目的とした水需要モデ ル及び貿易モデルの開発と長期シナリオ分析への適 用
	2）　 東京都を対象とした総合的温暖化影響評価の検討
	3）　 世界の持続可能な水利用の長期ビジョン作成

	(1)-2.　その他の研究活動
	1）　 都市の地下環境に残る人間活動の影響
	2）　 環境政策の長期シナリオ
	3）　 市民および企業などの自主的な環境活動の理論およ び効果に関する研究
	4）　 統合評価モデル改良のための基礎的情報収集
	5）　 自主的アプローチの評価に関する研究
	6）　 機会論に基づくマーケティングを応用した環境ボラ ンティア獲得の為の情報システム開発
	7）　 電気駆動車両の普及方策に関する研究
	8）　 廃棄物政策の有効性と廃棄物事業の非効率性に関す る実証研究
	9）　 分かりやすさを重視したマスメディア利用型コミュ ニケーションに関する実証的研究
	10）　 日本の成人男女の環境問題重要度認識に関する時 系列調査
	11）　 電動パーソナルモビリティの認知度向上と評価
	12）　 ISO14001審査登録の環境負荷管理における継続的 改善効果の検証
	13）　 酸化タングステンNO2センサの実用性評価
	14）　 低炭素型都市づくり施策の効果とその評価に関す る研究
	15）　 中国におけるクリマアトラスを通じた都市熱環境 配慮型都市開発の実現
	16）　 温暖化対策にかかるリスクコミュニケーション手 法の検討および地域温暖化対策への適用
	17）　 農業再建のための制度改革の地域計画論的総合研 究
	18）　 環境評価に関わるデータ解析とシミュレーション 手法に関する研究
	19）　 動的最適化問題の解析を通した最適な環境管理に 関する研究
	20）　 地方公共団体実行計画（区域施策）策定マニュアル に関する土地利用と交通に係る低炭素化手法の検討
	21）　 都市の温熱環境マップ作成に関する研究
	22）　 ベイジアンアプローチに基づくインフラストラク チャーの経済評価
	23）　 低炭素車両の導入によるCO2削減策に関する研究
	24）　 日本における環境政策と経済の関係を統合的に分 析・評価するための経済モデルの作成


	化学環境研究領域における研究活動
	(2)-1.　領域プロジェクト
	1）　 多次元分離分析法による有機ハロゲン系化合物等の 微量有機汚染物質の網羅分析

	(2)-2.　その他の研究活動
	1）　 環境及び生体中の元素の存在状態と動態解明のため の計測手法に関する研究
	2）　 高磁場MRI法の高度化とヒトへの応用
	3）　 環境化学物質の生体影響評価のための行動試験法の 体系の確立に関する研究
	4）　 海洋起源ハロカーボン類のフラックスと生成過程
	5）　 近未来予測のための古海洋学：温暖化に伴う気候 モードジャンプの可能性
	6）　 環境モニタリングの手法と精度管理に関する研究 (3)ダイオキシン類測定の高度化に伴う精度管理
	7）　 摩周湖の透明度変化に関する物理・化学・生物学的 要因解析
	8）　 高磁場MRIによる含鉄タンパク質フェリチンの定量 化と分子イメージングへの適用研究
	9）　 超高磁場MRIを用いたヒト脳の無侵襲高速高感度多 次元スペクトロスコピー法の研究
	10）　 アイスコア中の宇宙線生成核種による宇宙線と地 球環境の変動史に関する研究
	11）　 高エネルギー密度界面を用いた大容量キャパシタ の開発
	12）　 有機フッ素化合物の発生源、汚染実態解明、処理技 術開発 サブテーマ７：PFOS/PFOAおよびその類縁 化合物による生物の汚染トレンド解析と処理技術に 関する研究
	13）　 有機ヒ素化合物による中枢神経系への長期影響の 解明 課題２：臓器中ジフェニルアルシン酸及びその 代謝物の定量分
	14）　 生体鉱物形成作用により生成した金属酸化物に関 する研究
	15）　 同位体希釈法によるウルトラマイクロスケール放 射性炭素分析法の開発
	16）　 東アジア地域におけるPOPs（残留性有機汚染物質） の越境汚染とその削減対策に関する研究　（４）スペ シメンバンク試料を用いた汚染レベルの時系列変化 の解明
	17）　 摩周湖の透明度の低下原因解明と総合的環境保全 に関する研究
	18）　 北極海の定量的環境復元とグローバルな気候変動 との関連性解明に関する研究
	19）　 微生物ｒRNA・膜脂質の放射性炭素分析に基づく 海洋DOC炭素循環プロセスの解明
	20）　 日本人小児の鉛曝露とその健康リスクに関する研 究
	21）　 最終氷期海底下メタンハイドレート層の不安定化 と温暖化との関連性解明に関する研究
	22）　 健康的なアロマ環境創生をめざした植物成分の中 枢作用に関する研究
	23）　 トンボ中のフッ素系界面活性剤蓄積傾向調査と環 境モニタリングへの活用
	24）　 多連自動サンプリング装置の開発と大気中の残留 性有機汚染物質のモニタリングへの適用
	25）　 高磁場MRIを用いたヒト脳内非侵襲代謝物定量計 測法の研究
	26）　 海洋起源ハロカーボンの生成メカニズムの解明 − インド洋〜南極海での船上実験−
	27）　 熱帯・亜熱帯林生態系による自然起源オゾン破壊物 質のガス交換過程の解明
	28）　 放射性炭素同位体測定に基づく微小粒子状物質の 起源に関する研究
	29）　 大気浮遊粒子の化学組成と由来に関する研究
	30）　 LCを用いた環境試料や生体試料中の難揮発性物質 や熱分解性物質の分析に関する研究
	31）　 有機フッ素化合物の環境汚染実態と排出源につい て
	32）　 東アジアと北太平洋における有機エアロゾルの起 源、長距離大気輸送と変質に関する研究
	33）　 実測可能な滞留時間別コンパートメントからなる 土壌炭素動態モデルの構築
	34）　 北緯80度カナダ北極圏における温暖化影響評価の 為の土壌炭素動態に関する観測調査
	35）　 北極土壌圏温暖化に伴う凍土融解と土壌微生物に よる化石炭素の分解促進に関する研究
	36）　 生体試料を用いた有害化学物質曝露の健康影響評価
	37）　 ニコチン及びメントールがうつ症状に及ぼす効果 に関する神経薬理学的研究


	環境健康研究領域における研究活動
	(3)-1.　領域プロジェクト
	1）　 ナノ素材がアレルギーに与える影響とメカニズムの 解明に関する研究
	2）　 環境ストレスによる生体影響における内因性保護分 子の探索
	3）　 大気中粒子状物質等が循環器疾患発症・死亡に及ぼ す影響に関する疫学研究
	4）　 樹状細胞による環境化学物質のアレルギー増悪メカ ニズムの解明
	5）　 iPS細胞由来心臓細胞を用いたディーゼル排気微粒 子のin vitro影響評価の検討
	6）　 環境化学物質が免疫担当細胞に及ぼす影響に関する 研究
	7）　 抗原提示細胞に対する環境化学物質の影響解析

	(3)-2.　その他の研究活動
	1）　 メタロイドのメタボロミクスに関する研究
	2）　 急性冠症候群発症リスクにおける環境因子と個人レ ベルの修飾因子に関する疫学的検討
	3）　 環境化学物質による脂肪肝の増悪とその機構解明に 関する研究
	4）　 げっ歯類肺傷害モデルにおける肺機能及びサイトカ イン変動と環境汚染物質の影響に関する研究
	5）　 ヒ素の体内動態に関する分析毒性学的研究
	6）　 日本と中国における自動車排出ガスの健康影響の国 際比較に関する疫学研究
	7）　 エアロゾルによる生体影響の評価
	8）　 ディーゼル排気微粒子（DEP）による脂肪肝の増悪 機構に関する研究
	9）　 アジアにおける多環芳香族炭化水素類(PAHs)の発生 源特定とその広域輸送
	10）　 廃棄物リサイクル制度展開の国際比較と化学物質 管理の統合システム解析


	大気圏環境研究領域における研究活動
	(4)-1.　領域プロジェクト
	1）　 シベリヤにおけるオゾンゾンデマッチ観測による春 季極域オゾン破壊量の定量化
	2）　 波照間・落石モニタリングステーションで観測され るO2およびCO2濃度のシノプティックスケール変 動に関する研究

	(4)-2.　その他の研究活動
	1）　 外的な気候変動要因による長期気候変化シグナルの 検出に関する数値実験的研究
	2）　 SKYNET観測網によるエアロゾルの気候影響モニタ リング
	3）　 ネットワーク観測用ライダーの高度化技術に関する 基礎研究
	4）　 衛星搭載ライダー、雲レーダーによる雲、エアロゾ ルの測定に関する研究
	5）　 ２波長偏光Mie散乱ライダーデータを用いた海洋上 でのエアロゾル時空間分布に関する研究
	6）　 連続観測ミー散乱ライダーでの受光検出部が測定誤 差に及ぼす影響の検討
	7）　 成層圏プロセスの長期変化の検出とオゾン層変動予 測の不確実性評価に関する研究
	8）　 亜酸化窒素濃度分布を介した北極域オゾン層の長期 変動に関する研究
	9）　 硝酸塩素を用いた極成層圏雲の不均一反応過程に関 する研究
	10）　 オゾン分布の年々変動・長期変動と大気大循環場と の相互作用に関する統計・数値解析研究
	11）　 次世代大気モニタリングネットワーク用多波長高 スペクトル分解ライダーの開発
	12）　 プロトン化有機化合物を一次イオンに用いた陽子 移動反応質量分析法の大気計測への適用
	13）　 オゾン層破壊に関連した極成層圏雲の特性評価に 関する研究
	14）　 ライダーおよび地上モニタリングネットワークに よるエアロゾル動態解明
	15）　 エアロゾル前駆体の実時間計測による二次有機エ アロゾル生成過程の解明
	16）　 大気環境に関する次世代実況監視及び排出量推定 システムの開発
	17）　 PTR-TOFMSを用いたディーゼル車排ガス中ニトロ 有機化合物のリアルタイム計測
	18）　 オゾン層変動と成層圏-対流圏大気変動との間の相 互作用に関する研究
	19）　 質量分析法による大気微量成分の計測手法の開発
	20）　 オイラー型モデル出力との整合性の観点で見たト ラジェクトリ解析手法の研究


	水土壌圏環境研究領域における研究活動
	(5)-1.　領域プロジェクト
	1）　 人為影響による海洋生態系変質に関する研究
	2）　 貧酸素水塊の形成機構と生物への影響評価に関する 研究
	3）　 高窒素負荷を受ける森林集水域の林内環境が窒素流 出抑制に及ぼす影響
	4）　 低濃度排水のメタン発酵処理法の精製糖排水への応 用に関する研究
	5）　 干潟機能の高度化システムによる水環境改善及び CO2固定化技術の開発研究
	6）　 クリーン開発メカニズム適用のためのパームオイル 廃液（POME）の高効率の新規メタン発酵 プロセス の創成「プロセスの安定化・効率化のための微生物 群のコミュニティ解析・コントロール技術に関する 研究」
	7）　 湖沼における有機物の循環と微生物生態系との相互 作用に関する研究
	8）　 湖沼において漸増する難分解性溶存有機物の特性・ 起源と物質収支

	(5)-2.　その他の研究活動
	1）　 微生物の環境利用およびその影響評価に関する研究
	2）　 水環境中における溶存有機物(DOM)に関する研究
	3）　 貧栄養湖十和田湖における難分解性溶存有機物の発 生原因の解明に関する研究
	4）　 地下に漏出した有機溶剤の洗浄剤注入による回収効 率と下層への汚染拡散に関する研究
	5）　 硝酸イオン中の窒素、酸素安定同位体比による河川 での窒素負荷源の特定と流出プロセスの解明
	6）　 異化型ヒ酸塩還元細菌と天然メディエーターを併用 した汚染土壌からのヒ素除去
	7）　 ＳＵ１　硝酸イオン中の窒素、酸素安定同位体比に よる河川での窒素負荷流出・代謝プロセスの解明
	8）　 水土壌環境における微生物群集構造及び活性評価に 関する基礎的研究
	9）　 界面活性剤ミセルが存在する溶液内での物質の分配 と反応性に関する研究
	10）　 腸内細菌によるメチル水銀の分解機構の解明
	11）　 下水道ネットワークを対象とした温暖化適応評価 に関する予備的検討
	12）　 土壌-植物系中におけるレアメタルの挙動に関する 研究
	13）　 稀少な底生動物種を育むヨシ原の生態系機能と保 全に関する研究


	生物圏環境研究領域における研究活動
	(6)-1.　領域プロジェクト
	1）　 DNAアレイを用いた種特異的分子マーカーの効率的 作製技術の開発に関する研究
	2）　 オイル産生緑藻類 Botryococcus（ボトリオコッカス） 高アルカリ株の高度利用技術　(最適増殖・オイル生 産に導く培養基盤技術と高度品種改良技術の開発)
	3）　 関東地方淡水魚の系統固有性検証と全国的系統情報 整備

	(6)-2.　その他の研究活動
	1）　 低圧環境下での植物の生理生態特性に及ぼす温度上 昇の影響
	2）　 チベット高原を利用した温暖化の早期検出と早期予 測に関する研究
	3）　 環境変動下における生態系とキーストーン種の挙動
	4）　 淡水生物の個体群動態と繁殖に及ぼす化学物質の生 態影響に関する基礎的研究
	5）　 島嶼河川に生息する底生動物の分類及び生態に関す る研究
	6）　 遺伝子組換えダイズから野生種への遺伝子浸透に関 する研究-雑種の適応度の解明
	7）　 大型船舶のバラスト水・船体付着で越境移動する海 洋生物の動態把握と定着の早期検出
	8）　 ストレス環境下における近交弱勢の個体群存続性へ の影響評価
	9）　 炭化水素産生藻類による石油代替資源の開発に関す る基盤技術研究
	10）　 海草藻場における根圏環境の研究
	11）　 アズキゾウムシの隠蔽種とボルバキアによる生殖 隔離機構の解明
	12）　 マリモの遺伝的多様性と保全に関する研究
	13）　 藻類の収集・保存・提供-付加価値向上と品質管理 体制整備
	14）　 時間・空間情報を統合した生物の絶滅リスク決定要 因の解明
	15）　 Apparent competitionを利用した個体数制御
	16）　 シロイヌナズナのエチレン合成酵素ACS6遺伝子の 発現制御に関する研究
	17）　 気温とオゾン濃度上昇が水稲の生産性におよぼす 複合影響評価と適応方策に関する研究　(3) 高温・オ ゾン適応のための分子マーカーの探索とオゾンスト レス診断アレイの開発
	18）　 重金属汚染土壌の修復を目的とした有用植物資源 の活用に関する研究
	19）　 植物の環境ストレス影響評価とストレス応答機構 の解明
	20）　 外来水生植物の侵入と定着に関する研究
	21）　 生態系の融合による生物の相互侵入に弱い生態系 の性質
	22）　 初めて東京湾に出現した有害植物プランクトン Chattonella marinaの定着と拡散経路の解析
	23）　 除草剤耐性遺伝子の流動に関する調査.研究
	24）　 北岳における高山生態系の長期モニタリング
	25）　 亜鉛等重金属類の水生生物への複合毒性の評価
	26）　 倍数性の違いに基づいた絶滅危惧植物と外来植物 の交雑実態の把握
	27）　 緑潮（グリーンタイド）を引き起こす侵入アオサの 実態把握
	28）　 生物の空間分布予測モデルにもとづいた自然再生 適地の抽出と市民参加による検証
	29）　 シャジクモ類の生育の現状と衰退に及ぼす環境要因
	30）　 都市の緑地間における蝶類相の比較と移動分散の 実態解明
	31）　 広域スケールでの土地利用の不均一性と生物の空 間分布との関連の解明
	32）　 植物のオゾン被害とストレス診断に関する研究
	33）　 浅海域における干潟・藻場の生態系機能に関する研 究
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